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本報告書は、文部科学省の科学技術振興調整費による業務として、科学技術政策研究所が実
施している「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査」（平成 15 年度～16 年度）のうち、「注
目科学技術領域の発展シナリオ調査」（中核機関：科学技術政策研究所）の成果を取りまとめたも
のです。 
従って、本報告書の複製、転載、引用等には科学技術政策研究所の承認手続きが必要です。 
「注目科学技術領域の発展シナリオ調査」報告書 刊行にあたって 
注目科学技術領域の発展シナリオ調査は、今回の俯瞰的予測調査で初めて行
なわれた試みであり、注目科学技術領域（48 の技術や研究など）各々について、
「多くの人に推薦された専門家に依頼し、その将来発展のシナリオを描いても
らう」というものです。 
従来の予測調査は、多数の専門家集団のコンセンサスを得るデルファイ調査
が中心でしたが、こうした専門家集団の意見分布に加え、本調査により優れた
個人の見解を得ることで、将来の見通し(発展の可能性)についての厚みを増すこ
とをねらっています。また、シナリオ作成者の選定では、学協会など多数の団
体に推薦を依頼し、集まった候補者を対象に、さらに多くの団体による「投票」
によって依頼順位を決めるというユニークなプロセスを試みております。 
各々のシナリオは、領域の発展の方向について、高い見識が示されておりま
す。さらに、作成者の方々の将来への強い意志表示－こうあらねばならない－
も現れていると思います。将来を語るということは極めて大きな勇気が必要な
作業であり、その点において作成者の方々の勇気と努力に敬意を表します。 
本調査を含む俯瞰的予測調査は、次期科学技術基本計画を始めとする科学技
術政策の立案への貢献を目的に実施したものです。しかしながら、本調査の結
果を政策立案過程に利用されるにあたっては、以下の 2 点に十分留意するよう
お願いいたします。 
（１）執筆された発展シナリオのテーマは 10～30 年先を見通し、可能性や期待
の大きさに注目して選ばれたものであり、科学技術の領域を系統的・網
羅的に俯瞰しようとしたものではないという点に注意が必要なこと。 
（２）言うまでもないことですが、そもそも将来とは不確定なものです。各発
展シナリオは、あくまで作成者の個人的な見解であり、委員会として承
認するという種類のものではないこと、したがって、将来の発展がここ
に描かれたとおりになるとは限らないこと。 
こうした点を踏まえた上で、科学技術政策関係部局におかれては、本調査結
果を政策等の検討に当たっての出発点として、これに様々な観点からの吟味を
十分に加え、利用されるよう要望します。 
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Ⅰ. 概要 
 
 本調査「注目科学技術領域のシナリオ調査」は、平成 15～16 年度科学技術振興調整費事業「科
学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査」の一部として行なわれたものである。文部科学省科
学技術政策研究所と財団法人未来工学研究所が事務局となり、シナリオ調査分科会（主査：原島
文雄（東京電機大学学長））における検討方針にしたがって調査活動を実施した。 
 
 本調査は、科学・技術・社会の各分野において、主観的かつ規範的な将来のビジョンを描いてみ
るという意味において、従来から予測調査として行なわれてきたデルファイ調査（専門家集団のコ
ンセンサス）を補完するものという位置付けにある。本調査は、その調査方法自体が日本の俯瞰的
な予測調査としては初めての試みであるため、シナリオ調査分科会と事務局は、用語の定義から
調査段階の各手法に至るまでをすべて試行によって軌道修正することにより進めてきた。 
 
 本調査では、将来ビジョンの不確定さという懸念をあえて容認したうえで、将来を語るにふさわし
い卓越した個人を選び出し、過去・現在の状況分析をもとに、まず、将来の発展シナリオを描き、そ
の発展シナリオに向けて日本のとるべきアクションを引き出そうとした。 
具体的な調査方法は、 
（１） まず、シナリオ調査分科会が設置され、本調査の実施方針が検討された。 
（２） シナリオ調査分科会は、今後 10～30 年程度を見通した場合に、社会・経済的な貢献が大きい
科学技術領域あるいは革新的な知識を生み出す可能性を持つ領域などを、他の調査分科会
からの提供情報を参考にしながら、４８テーマ抽出した。ここでは、数のバランス等よりも、むし
ろ従来には無い新しい切り口からテーマ設定していくことを意識した。 
（３） 次に、各テーマについて、発展的なシナリオの執筆にふさわしいシナリオ作成者を、関連する
学協会あるいは業界団体からの推薦および投票という手段で 2 名ずつ選出し、シナリオの執
筆を依頼した。この推薦および投票という過程は時間と労力を必要とするものであったが、ライ
ターはできる限り透明性をもつ参加型プロセスによって選ばれるべきであるというプロセス重視
の考えに立って実行された。また、執筆依頼者２名という数字は、１つのテーマに対して複数の
シナリオが書かれることが望ましいとする考え方において、現実的に実行できる最小限の数で
あった。 
（４） 受諾されたシナリオ作成者（シナリオライター）の方々は、１つのテーマに対して、提示されたシ
ナリオ仕様書にしたがって、過去・現在の状況分析、発展シナリオ（将来イメージ）、日本のとる
べきアクション、の 3 項目から成る構成にて執筆を行なった。この仕様書とは、パイロット的にシ
ナリオを作成してみるという作業を２段階繰り返すことによって改善を試みた結果であり、幅広
いテーマにおいて共通に使用できることが実証された。 
 
 本報告書には、上記の調査方法を詳しく記載するとともに、執筆された発展シナリオ全編（結果と
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して得られた、 47 テーマ：総数 85 編 ）を掲載した。また、執筆シナリオに書かれた将来イメージあ
るいは日本のとるべきアクション提案のイメージを掴みやすいように、テーマごとに概要をまとめた。
執筆された発展シナリオはいずれも執筆者のメッセージが満載された貴重なものであるが、量的に
膨大なものになっているために、全編を読みくだき理解していただくことは決して容易ではない。テ
ーマごとの概要は、各執筆者のメッセージの一部を紹介しているにすぎないが、各発展シナリオを
読む際の手引きとして有効であると思われるので、その主旨をご理解のうえ活用していただきたい。
また、関連するテーマに関しては、ぜひ複数のシナリオを合わせてお読みいただきたい。 
 
 なお、事務局では、執筆された発展シナリオから共通する認識や提案等を抽出し、以下に記載し
ておく。これらは、今後の日本の科学技術政策において、分野間の壁を越えて共有すべき認識で
あろうと考えられる。 
 
・ 分野を問わず多くのテーマにおいて、他分野との融合・学際的研究・組織間障壁打破などの必
要性が指摘されている。 
・ 分野を問わず多くのテーマにおいて、国レベルでの戦略的計画の必要性が訴えられている。ま
た、特定の目的を持った研究拠点を設立し、複数分野の人材を集合させるべきとの提案が多い。 
・ 科学技術の社会とのつながり、特に、国民的理解を得る努力の必要性が指摘されている。  
・ 社会環境変化に対応するように、制度面での改善が提案されているテーマも数多い。 
・ 推進される各政策の迅速な評価を行なうために、評価データを整備し、逐次評価が行なえるよう
な体制作りが望まれている。 
・ 本調査では日本のとるべきアクションを問うているため、欧米追従ではない日本の独自性を打ち
出した研究開発の必要性（必然性）が訴えられている一方で、モデルや成功例としては欧米のケ
ースが数多く挙げられている。 
・ 本調査では発展的な将来像を描くことを要請したが、いくつかのテーマにおいては、ネガティブ
な方向性を考えざるを得ないとの記述が見られる。 
・ 数学のような基盤的学問領域、あるいは実現困難度が高い研究分野においては、人的資源の
確保、特に分野固有の教育体制確立が提案されている。 
・ ライフサイエンス分野に関連する 9 テーマに共通に挙げられている今後のキーワードは「計算機
科学あるいは情報科学の利用」およびその「システム構築」であり、ライフサイエンス分野ではこれら
に関して不足感があるものと考えられる。 
・ 情報通信分野の各テーマではユビキタス社会の実現が前提になっており、2015 年頃を境として
社会全体が知識活用の時代を迎えるとされている。来たるべき社会の状況を表現するため、ユビキ
タス以外にも新しい概念用語を作り出す試みが始まっている。 
・ エネルギー・社会基盤などの分野では、自然科学的アプローチに先立って、特に、社会的問題
の解決あるいは社会的目標設定の明確化の必要性が提案されている。 
・ 産業発展に関わるテーマにおいて、情報通信技術に対する的確な投資や施策が、安心な社
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会や産業競争力の維持に結びつくという指摘がなされている。特に、ハードウエアに比べてソ
フトウエアの技術開発の遅れが指摘されている。 
 
 
 
 
シナリオ調査分科会からの謝辞 
分科会委員長  原島 文雄 
 
科学技術の将来予測とは、「天気予報」のようにわれわれが制御できないものを予
測するというものではない。今回の試みは、われわれ科学技術者の意思をシナリオと
いう形で示すことを試みたものである。この報告書に示されているものは、各分野の
日本を代表する科学技術者による、自分が実現しようとする将来の科学技術の姿で
ある。ここに描かれている世界は、科学技術によって「なにができるか」について十分
な見識を持つ専門家による、「なにをすべきか」、「なにをしたいか」、さらには、「なに
をすべきでないか」という思いの結集である。 
また、ここには、20 世紀の科学技術の発展が人類の豊かでかつ健康な生活に果た
した役割を高く評価しつつも、科学技術が資源浪費形の経済発展を加速した結果と
しておきた深刻な環境問題に対する深い反省も込められている。今後数十年後の社
会のモデルとして、美しい地球の上で、科学技術が人間の知力と行動力を最大限に
発揮させる「知的な人類社会」を目指す決意とも受け取れる。そして、それを実現する
ため、国民の理解、産業化の方策の重要性が指摘されており、特にその手段として
の情報科学・情報技術に大きな期待が課せられている。 
本報告書は、シナリオ調査分科会の各メンバーの高い見識と情熱によって形づくら
れた企画に、多くの日本の代表的科学技術者がに賛同し原稿執筆を快諾してくださ
った結果である。執筆者のみならず、推薦あるいは投票といったプロセスにご参加く
ださった多くの関係者に深くお礼申し上げる。さらには、編集事務をふくめて献身的
に分科会を運営してくださった文部科学省科学技術政策研究所および財団法人未
来工学研究所の努力に対してもこの紙面を借りて深くお礼申し上げたい。 
 5 
１．調査の目的と位置付け 
 
本調査「注目科学技術領域のシナリオ調査」は、平成 15～16 年度科学技術振興調整費事業
「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査」の一部として行なわれたものである。「科学技術
の中長期発展に係る俯瞰的予測調査」（以下 予測調査と記述）は、図表 1 に示すように、①社会・
経済ニーズ調査、②急速に発展しつつある研究領域調査、③注目科学技術領域のシナリオ調査、
④デルファイ調査、の４調査から構成されている。このうち、注目科学技術領域のシナリオ調査（本
調査：以下 シナリオ調査と記述）は、科学・技術・社会の各分野において、主観的かつ規範的な
将来のビジョンを描いてみるという意味において、従来から行われてきたデルファイ調査（専門家
集団のコンセンサス）を補完することを目的としている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 1-1 予測調査の各調査項目が調査対象とする範囲と本調査の位置付け 
 
将来の科学技術政策に対する具体的な戦略・戦術を考えるために、これまでにも種々の調査が
行われているが、その多くは、過去・現在の状況分析をもとに、個々の問題点を解決しようとするも
のである。しかしながら、この場合には、想定される戦略（将来のビジョン）が、過去あるいは現在の
問題への解決方法になり、戦術（対策）が後手に回る、という可能性がある。本調査では、将来ビジ
ョンの不確定さという懸念をあえて容認したうえで、過去・現在の状況分析をもとに、まず、将来の
発展シナリオを描き、その発展シナリオに向けて日本のとるべきアクション（戦略・戦術）を引き出そ
うとするものである。 
客観的
外挿的
主観的
規範的
急速に
発展しつつある
研究領域調査
科学
（基礎研究）
技術
（応用）
社会
（インパクト）
デルファイ調査 社会・経済
ニーズ調査
注目科学技術領域の発展シナリオ調査
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本調査では、今後 10～30 年程度を見通した場合に、社会・経済的な貢献が大きい科学技術領域、
革新的な知識を生み出す可能性を持つ領域などを 48 領域抽出した。そのそれぞれについて、卓
越した個人の見識にもとづく発展のシナリオを作成することにより、注目すべき科学技術領域の発
展の方向性を明らかにしようとしている。これらの検討は段階的に進めることとし、調査の１年目（平
成１５年度）は、各用語の定義付け、発展シナリオテーマの選定手順、シナリオ作成者の選抜方法、
発展シナリオ作成仕様書など、実際の作成調査を実施するための枠組みを検討した。２年目（平
成１６年度）は、その枠組みに沿って、発展シナリオテーマの選定、シナリオ作成者の選定、および
実際の執筆、執筆された発展シナリオのとりまとめを行なった。 
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２． 調査方法 
 
２．１  シナリオ調査の実施体制 
 
 本調査の実施にあたっては、「シナリオ調査分科会」（主査 原島文雄 東京電機大学学長）を設置して
発展シナリオテーマの選定やシナリオ作成者の選考など調査実施の全般に関して審議いただき、文部科
学省科学技術政策研究所と（財）未来工学研究所が事務局を組織して調査を実施した。 
 
２．１．１ シナリオ調査分科会 
シナリオ調査分科会は、委員として、複数の技術領域の動向を総合的に眺め将来社会における科学
技術の方向性をどのように調査分析すべきかを議論できる研究者および技術ロードマップやシナリオ作
成の経験者に参加を仰いだ。当分科会は、本調査の全体方針を決め、具体的な実施方法を決定し、実
施状況の監査を行ない、最終報告を承認することを目的としている。 
以下にシナリオ調査分科会委員名簿を示す。 
 
図表 2-1 シナリオ調査分科会委員名簿（平成 17 年 3 月現在） 
 氏名 所属・役職 
主査 原島文雄 東京電機大学 学長 
副主査 井上悳太 (株)コンポン研究所 顧問 
委員 大西公平 慶應義塾大学理工学部システムデザイン学科教授 
委員 桜井照夫 フェムト秒テクノロジー研究機構 常務理事・研究所長 
委員 品川萬里 (株)ＮＴＴデータ 代表取締役副社長 
委員 谷江和雄 (独)産業技術総合技術研究所 評価部 首席評価役 
委員 坪井賢一 (株)ダイヤモンド社 取締役 ビジネス情報事業局長 
委員 山内進吾 石川島汎用機械(株)理事 技術部長 
 
 
 
２．１．２ 分科会の開催・議事と全体スケジュール 
 シナリオ調査分科会は、調査の１年目（平成１５年度）は、各用語の定義付け、発展シナリオテーマの選
定手順、シナリオ作成者の選抜方法、発展シナリオ作成仕様書など、調査を実施するための枠組みを検
討した。２年目（平成１６年度）は、その枠組みに沿って、発展シナリオテーマの選定を行ない、シナリオ作
成者を承認し、さらに執筆された発展シナリオのとりまとめの過程を監査した。各回の議事を図表 2-2 およ
び 2-3 に、また、調査の全体スケジュールとの関係を図表 2-4 に示す。 
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図表 2-2  平成 15 年度シナリオ調査分科会の開催状況と議事 
 開催日 議事 
第１回 平成 15 年 11 月 19 日 ・シナリオ調査の進め方について 
・パイロット調査の作成者選考方法について 
第２回 平成 15 年 12 月 17 日 ・発展シナリオ作成仕様書について 
・パイロット調査の実施について 
第３回 平成 16 年 1 月 27 日 ・発展シナリオ作成者の選抜方法について 
・発展シナリオテーマの決定方法について 
第４回 平成 16 年 3 月 10 日 ・パイロットシナリオについて 
・発展シナリオ作成仕様書について 
・発展シナリオテーマ（第１次）について 
 
図表 2-3  平成 16 年度シナリオ調査分科会の開催状況と議事 
 開催日 議事 
第５回 平成 16 年 4 月 21 日 ・発展シナリオ（第１次）テーマ選定 
・発展シナリオ作者の選出方法について 
第６回 平成 16 年 6 月 25 日 ・発展シナリオ作者（第１次）選挙について 
・発展シナリオ（第２次）テーマについて 
第７回 平成 16 年 8 月 4 日 ・発展シナリオ（第２次）テーマ検討 
・発展シナリオ作者（第１次）選出の中間報告 
第８回 平成 16 年 8 月 20 日 ・発展シナリオ作者（第１次）の選出 
・発展シナリオ（第２次）テーマ選定 
第９回 平成 16 年 11 月 1 日 ・発展シナリオ作者（第２次）の選出 
第 10 回 平成 17 年 2 月 10 日 ・シナリオ調査のまとめについての検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 2-4 シナリオ調査分科会の活動と全体スケジュール 
第２次ライター
依頼順位決定
第１次ライター
依頼順位決定
03/12 04/02 /04
計画策定期間
パイロットシナリオ作成期間
本計画実施期間
第１回
委員会（11/19 ）
第２回
委員会（12/１７ ）
第３回
委員会（１/27 ）
第４回
委員会（3/10）
パイロットシナリオ作成
本計画スタート
第１次シナリオテーマ
（ 29 テーマ) 
/06
デルファイ
分科会の
注目領域を
基に選定
/08 /10 /12 05/02
05/03
第２次シナリオテーマ
（ 19 テーマ) 
他分科会、関係部局
の要望を基に、
全体を俯瞰して選定
第５回
委員会（4/21）
第１次テーマ
選定
第10回
委員会（2/10）
調査全体を俯瞰
報告書の内容検討
第６回
委員会（6/25)
ライター選定
方法再検討
第７回
委員会（8/4）
第8回
委員会（8/20）第２次テーマ
選定
第9回
委員会（11/1）
シナリオ調査の
方針および仕様決め
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２．２  シナリオ調査の基本方針の検討 
 
 シナリオ調査分科会では、シナリオ調査を実施するにあたって、基本的考え方を議論し、用語を定義し
た。特に、①発展シナリオを描べきくテーマ、②本調査における「発展シナリオ」に盛り込まれるべき内容、
③発展シナリオ作成者に対する方針、の３点について詳しく議論した。これらの討議の結果は。テーマ選
定、仕様書の作成等の形で活かされ、シナリオ推薦・投票・執筆依頼の際に提示した。 
 
２．２．１ 「発展シナリオ」の定義付け 
本調査の中で言う「発展シナリオ」とはどういうものであるかを明示することは、本調査を実施するうえで
最も重要な事項である。 
  
本調査では、「発展シナリオ」というものを、以下のように考える。 
○ 発展シナリオとは、単なる特定分野の科学技術予測にとどまらず、シナリオライターが将来の日本に
おける発展的なビジョンを描き、それに資する科学技術の発展動向と日本のとるべきアクションを記述し
たものでなければならない。 
○ 通常、将来に対しては幾通りものシナリオが考えうるが、ここでは作成者の見識に基づいて最も有り得
べき将来シナリオをひとつ描いていただく。現状維持あるいはネガティブな将来像に対しては、それをで
きるかぎり改善していく方向性を「発展シナリオ」と位置づける。 
○ ここでの発展シナリオの場は日本であることを前提とするが、検討にあたっては諸外国の戦略等も視
野に入れて書かれるべきである。 
○ シナリオ調査の対象とするタイムレンジに関しては、分野により違いはあるが、おおよそ今後 30 年程
度までを目安とし、特に 2015 年頃を中心とする。 
 
なお、本調査で言う「シナリオ」の定義は、一般的な意味でのシナリオとは、必ずしも一致していない（２．
２．４を参照）。 
 
２．２．２ 発展シナリオを描くテーマ 
 本調査では、今後 10～30 年程度を見通した場合に、社会・経済的な貢献が大きい科学技術領域、革
新的な知識を生み出す可能性を持つ領域などを、50 程度抽出して、個々に発展シナリオを描くこととした。
本 調 査 では、「発 展 シナリオテーマ」というものを、以 下 の方 針 で選 定 した。 
○技術的なテーマだけでなく、純粋科学や基礎科学領域、社会科学領域も発展シナリオのテーマとして
取り扱う。 
○本調査は、国の基本計画に反映するための資料であるため、民間企業が独自に行えるようなテーマは
民間に任せるという基本姿勢に基づいて、日本として考えるべきテーマを中心に選定を行なう。 
 
「シナリオテーマ」選定についての基本的考え方は、２．４項に示す。実際のテーマ選定に関しては、２．
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４項に述べるように、他分科会からの提案を参考に、その他の要望も取り入れながら調整した。また、テー
マの提示方法については、テーマ名のみではなく、シナリオ調査分科会からシナリオ作成者に対する『問
いかけ』（分科会からのメッセージを込めたもの、あるいは、テーマ名によって表現された課題の範囲を例
示するものなど）としてシナリオライターに提示された。 
 
 
２．２．３ 発展シナリオ作成者に対するイメージと選定方針 
  本調査では、長期的視点に立って、洞察力ある専門家がうまくリストアップされるような調査設計にする
必要があり、以下のような方をシナリオ作成者（シナリオライター）であるとした。 
 
本調査における「シナリオライター（発展シナリオの作成者）」は、以下のような方が望ましい。 
○ 当該テーマに関連した科学技術ついて、深い見識を有する方。 
○ 単なる技術予測だけではなく、当該シナリオテーマに関して将来の日本のビジョンをお持ちであり、
そのビジョンと科学技術予測から、日本のとるべきアクションについて提言のできる方。 
○ 発展シナリオの仕様に沿い、発展シナリオを作成できる方。 
○シナリオ作成者は日本人に限らない。ただし、日本の将来ビジョンや日本の取るべきアクションなど日
本人作成者と同等の条件・内容で、日本語で記述できることが条件。もちろん海外在住日本人であっ
てもかまわない。 
○シナリオ作成者の知的財産権にも配慮する。 
 
シナリオライターの選定方針に関しては、シナリオ調査分科会は、事務局案である Co-nomination の方
式（２．５項を参照）を承認した。 
なお、本調査の原案では、作成されたシナリオに対して外部意見を収集するために、数名の外部の専
門家を参加者とする意見交換のための講演会を開催し、外部意見を収集しこれを整理することを計画し
ていた。しかし、スケジュール上の問題から、その実施を見送り、代替として、ひとつの発展シナリオテー
マについて複数（２人）の作者が個別に執筆する方式を採用した。 
 
 
２．２．４． 本調査の全体設計に係る補足説明 
科学技術政策に向けての戦略および戦術を考えるために、これまでにも種々の調査検討が行われて
いる。その多くは、過去あるいは現在の状況分析によって、個々の問題点を明確にしようとするものである
（図表 2-5）。過去を真摯に振り返り、現在の状況を正しく判断することは非常に重要ではあるが、それら
のみで将来への戦略作りを行なえば、策定される戦略が過去あるいは現在の問題への解決方法となり、
戦術（対策・施策）が後手に回るという可能性も否定できない。そもそも戦略とは、読んで字の如く無駄な
戦いを略すということであり、重点化とは、戦うべきところにリソースを集中しようとすることとも言える。そこ
で、第３期科学技術基本計画への議論においては、将来ビジョンの不確定さという懸念をあえて容認した
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うえで、まずは最も有り得べき将来像を予測し、その将来像に対して採るべきアクションを具体化すること
が有効ではないかと考えられる。 
本調査は、過去および現在の状況分析をもとに、まず、将来の発展シナリオを描き、その発展シナリオ
に向けて日本の採るべきアクションを引き出そうという新しい試みである（図表 2-6）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 2-5 従来手法における懸念点            図表 2-6 シナリオ作成を中心とする 
科学技術領域の将来像探索手法 
 
 
本調査では、図表 2-6 のような３段階を経ることにより、将来ビジョンへの戦略を練ることが可能になり、
日本の採るべき施策をより具体化できると考えた。また、各分野において、その分野を俯瞰できる力量の
ある人材を、できるかぎり透明性の高い参加型手法により選び出す手法も検討した。このような探索手法
によって得られる科学技術の将来像は、次世代へ投資という意味合いを持つ科学技術計画策定への有
意義な情報となりうるはずである。なお、本調査はシナリオライティングの手法としては必ずしも汎用的とは
言えない面もあるが、デルファイ調査等の他調査（図表 1-1 参照）との補完によって、意味のある成果にな
りうる。 
 
本調査を特徴づける鍵は、発展シナリオの定義付け、仕様の明確化、テーマの選択方法、シナリオライ
ターの選出方法などであり、その基本的考え方は以下である。具体的な実施方法は２．３項以降に詳しく
述べる。 
 
（１）発展シナリオの定義づけ 
 新しい試みでは、まず、使用する言葉の定義が重要である。必ずしも普遍的なものである必要はないが、
首尾一貫し、また、参加者や結果利用者の共通認識としておく必要がある。 
将来に対しては、複数のシナリオを書きうるが、本調査では基本的に、発展的なシナリオを描いてもらう
こととしている（図表 2-7）。将来に対しては、少なくとも、ポジティブなシナリオ、現状維持あるいは継続的
なシナリオ、ネガティブなシナリオ、の３つが描きうる。ここでは前２者を「発展シナリリオ」と定め、ネガティ
ブな将来像のみしか描けない分野においては、それを改善する方向性を示していただくこととした。 
また、シナリオとロードマップが混同認識されている場合が多いが、どう違うのかということも予め認識して
おく必要がある（図表 2-8）。一般的に、シナリオは、考慮する範囲は広いが、ストーリー性が強く能動的な
過去および現在の状況分析
戦略あるいは戦術の策定
策定された戦略や戦術は、
過去あるいは現在の問題解決法になる
・・・ 後手に回る？  
過去・現状分析
発展シナリオ
アクション３
アクション２
アクション１
戦略
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提案に至らない場合が多い。一方、ロードマップは、比較的狭い領域の議論において、将来技術の特定
や数値目標を明らかにする際に用いられており、当該分野の一方向への発展を促すには有効であるが、
考慮範囲外からの代替案を考えにくいといった欠点もある。ここでは、主旨から考えて、俯瞰性を全面に
出せるシナリオ手法を選択したが、できる限りタイムスケールの入った形の将来像を描くことが望ましいと
した。特に後者は、分野によってはかなりハードルの高い要求であって、本調査手法の大きな試みのひと
つと言える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 2-7 「発展シナリオ」の定義付け      図表 2-8 シナリオとロードマップの違いを明確化 
 
  
（２）仕様の明確化 
 今回の調査手法において、当初から鍵になると考えた点のひとつが、幅広い領域で選ばれたテーマで
共通に用いることのできるシナリオ仕様書の作成であった。シナリオライターには、以下の内容の仕様が
提示されることになった。 
＊  発展シナリオ作成の趣旨（定義等を含む） 
＊  作成にあたっての意識 
＊  作成要領 
考察する時間の範囲は、今後 10～30 年とし、2015 年頃の記述を中心としているが、これは、第３期科
学技術基本計画で実施される諸施策の成果が期待される期間を想定している。目的を理解していただけ
ば、時間範囲の必然性を納得できるはずであり、近視眼的な些末な議論を避けることができる。また、社
会科学に属するような分野においても、科学技術の影響を中心に記述するよう仕向け、科学技術政策に
結びつく配慮をした。さらに不確定性の強い分野に関しては、不確定要因を明確化することとした。これら
により、漠然とした夢物語で将来を語るような危険を排除できたと考えている。 
  特に、作成要領では、以下のように構成や各割合をかなり明確に提示している。 
＊  分量は、A4 で５～１０枚程度（5000～7000 字程度）を目安。 
＊  ３部構成       ① 現状分析（全体の 1/5 程度） 
② 発展シナリオ（3/5 程度） 
③ 日本の採るべきアクション（1/5 程度） 
＊  発展シナリオがイメージできる図を１つ以上作成（横軸は時間軸） 
仕様内容は、パイロットとして幾つかのテーマでシナリオ作成を行なって改善を試みるという試行の結
ポジティブ
ネガティブ
現状維持あるいは継続
発展シナリオ
 
（ 時間軸を考慮した
将来ビジョン ）
シナリオストーリー ロードマップ
シナリオ
ロードマップ
技術ロードマップ
本探索手法の
シナリオ
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果で決定されたものである（２．３項参照）。パイロットシナリオ作成は、最初は関係者内で行なったが、第
三者のご協力も仰ぎ、仕様内容の問題点を洗い出す、という作業を行なった。結果的に、本調査期間の
約1/3はこの仕様決めに使われたが、パイロットシナリオの作成は、本調査手法のイメージを明確にするう
えで、極めて貴重な意味があった。なお、これらの試作の一部は、シナリオのサンプルとしてライターに提
示された。 
 
（３）テーマの選択方法 
 基本的にシナリオ手法を選択したことにより、本調査では、基礎科学研究、応用技術、社会科学やそれ
らのインパクトなど、幅広い課題をシナリオテーマとして取り上げることが可能になっている。ただし、限ら
れた時間の中で扱えるテーマ数には限りがあり、テーマの数が少なければ、個々のテーマはかなり広い
範囲をカバーするようなテーマにせざるを得なくなる。 
今回は約 50 テーマを目安に第 1 次および第 2 次の 2 回に分けてテーマ選定を行ない、最終的に 48
テーマを選定した（２．４項参照）。本研究が「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査」の一環で
あることから、本調査を構成する他調査で取り上げられた注目科学技術領域を参考にするとともに、意識
的に大小さまざまな大きさのテーマ選択を行なってみた。 
 基本的に、テーマ選定とライター選定は同時に行なうことはできない。先に決定すべきは、明らかに前
者である。時間が十分にあれば、テーマ選定にも参加型プロセスを取り入れることが可能であろうが、今
回の調査では、選択テーマの網羅性に関しては議論の余地を残す。本調査でテーマ選定を２回に分け
た理由は、まず第1次の選択テーマを提示することで、それら以外から第２次のテーマ募集を行なうことが
でき、結果的に、ある程度は網羅性を確保できるのではないかと考えたからである。 
 
（４）シナリオライターの選出方法 
今回は、発展シナリオを、当該領域の第一人者の卓越した個人の見識により描いていただこうとした。
したがって、シナリオライターは、当該分野において高い見識を持ち、かつ、発展的な将来シナリオを描く
力量を備えた方が、当該コミュニティから推薦されることが望ましいと考えた。結果的に、各テーマに関連
の深い学協会や業界の研究会など中心にライター候補の推薦をお願いし、より多くの団体（約 500 団体）
に投票していただく、という参加型のプロセスを採用した（２．５項参照）。投票の多かった候補から優先的
に依頼順位を決め、最終的にはご当人に諾否の判断を委ねることとした。時間のかかるプロセスではある
が、結果的には、多くの参加者の注意を引くことができる。なお、この過程で、高得票者によるグループデ
ィスカッションが行なわれるならば、より練られた将来像を描くことができると思われるが、個人の意見という
特徴は薄れてしまう。 
 
本調査は、以上のような基本的な考えにより行なわれた、今後10～30年の科学技術の発展を、当該領
域の卓越した個人の見通しのもとに描いていただこうという試みである。基礎科学・応用技術・社会科学
などの幅広い領域のテーマについて、主観的ではあるが規範的な将来像が描かれることを期待される。
不確定性を完全に排除した発展シナリオを描くことは事実上不可能であるが、少なくとも、本調査手法の
実施がきっかけとなり、科学技術の将来に向けての新たな議論を生むことは期待できる。 
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２．３ 発展シナリオ作成仕様書の作成 
 
 シナリオライターに、シナリオ調査委員会で検討したシナリオ作成方針に則ったシナリオを作成してもら
うために、作成依頼時に手渡す「シナリオ作成仕様書」の内容について検討を行なった。このために、事
務局は、平成１５年度の計画期間にシナリオ作成の予行（パイロット・ラン）を実施した。この過程は、本調
査実施体制の構築という意味においても、また、本調査の各定義を見直す意味においても、非常に有意
義であった。 
 
２．３．１ パイロット・ラン 
 発展シナリオ作成において、作成仕様書の内容と、事務局から依頼のしかたは、本調査の成否を左右
する重要なファクターである。パイロットシナリオを作成することにより、シナリオ作成仕様書がシナリオ作
成方針をうまく指示できているかどうかをチェックし、仕様書の内容の充実を図るとともに、事務局作業の
予行演習を行なった。 
 パイロットシナリオ作成は、大きく２つのステップで行なった。 
 まず、作成仕様書の原案をもとに、事務局内部でシナリオ作成を模擬的に行った（図表 2-9, 第１版）。
これによりシナリオ原稿フォーマットの詳細検討、仕様書に盛り込むべき内容の精査を行なった。 
 次に第２ステップとして、外部の作成者に対してシナリオ作成を依頼し、進捗管理など一連の事務局作
業を模擬的に実施した（図表 2-9：第２版）。執筆者の選抜は、シナリオ調査分科会委員からの推薦とし、
推薦を受けた候補者に対し、事務局から執筆を依頼し、暫定仕様書に基づいてより説明等を行なった。
各執筆者より提出された原稿に対しては、事務局で仕様のチェックを行ない、一部の執筆者には仕様に
沿った修正をお願いした。できあがったパイロットシナリオをシナリオ調査分科会において再検討し、シナ
リオ作成の基本的考え方の確認、テーマ選定イメージの確立、作成仕様書内容の改善を図った。 
 なお、パイロットシナリオの一部は、後にシナリオライターに執筆イメージのサンプルとして提示された。 
 
図表 2-9 パイロットシナリオ作成の概要と検討内容 
 作成者 検討内容 指摘された主な問題点 
第 
１ 
版 
 
事務局 
・フォーマットの詳細検討 
・作成する際の留意点の明確化 
・仕様書に盛り込むべき内容の検
討 
・発展シナリオの時間的記述を行うための指示が
不十分 
・新用語の使用についての指示が不十分 
・引用等の表記の徹底  等 
第 
２ 
版 
 
外 部 執
筆者 
・依頼作業の試行 
・進捗管理の試行 
・作成する際の課題の明確化と対
策検討 
・１つのシナリオの分量について 
・単なる技術的予測ではなく、社会的な影響、意
味についての記述が必要である旨の指示が不
十分（書くための視点を強調する）      等 
                           （パイロットシナリオのテーマについては、参考資料 1 を参照） 
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 ２．３．２  発展シナリオ仕様書 
  パイロットランの結果、出来上がった発展シナリオを図表 2-10 に示す。これを、シナリオ執筆を受諾さ
れた方々に提示して、シナリオ執筆を依頼した。 
 
図表 2-10 発展シナリオ仕様書 
 
発展シナリオ作成仕様書 
 
文部科学省 科学技術政策研究所
財団法人 未来工学研究所
 
 
Ⅰ 発展シナリオ作成の趣旨 
 
本調査『注目科学技術領域の発展シナリオ調査』（以下、シナリオ調査と呼ぶ）は、科学技術振興調整
費「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査」(2003-2004)の一部であり、その目的は、第３次科学
技術基本計画(2006～)策定のための基礎資料を提供することにあります。シナリオ調査とは、特定の領
域における今後 10～30 年の科学技術の発展を、個人の卓越した見通しのもとに描いていただこうという
ものです。 
将来の科学技術政策に対する具体的な戦略・戦術を考えるために、これまでにも種々の調査が行われ
ていますが、その多くは、過去・現在の状況分析をもとに、個々の問題点を解決しようとするものであり、こ
の場合には、想定される戦略（将来のビジョン）が、過去あるいは現在の問題への解決方法になり、戦術
（対策）が後手に回る、という可能性があります。本調査は、将来ビジョンの不確定さという懸念をあえて容
認したうえで、過去・現在の状況分析をもとに、まず、将来の発展シナリオを描き、その発展シナリオに向
けて日本のとるべきアクション（戦略・戦術）を引き出そうとするものです。 
 こうした趣旨を十分ご理解の上、このシナリオ作成にご協力を賜りますようお願い申しあげます。（趣旨
につきましては、別送の、委員長からの発展シナリオ作成のお願い、および、発展シナリオ作成について
の依頼概要も合わせてご覧ください。） 
 
 
Ⅱ シナリオ作成にあたっての意識 
 
 上記の趣旨に基づき、作成していただくシナリオは、単なる技術予測の資料のみならず、将来の日本社
会に対するビジョン、それを実現するための提案などを含むことも重要な内容として期待されております。
そこで、シナリオ作成に際して、できるだけ意識していただきたい点を以下に例挙しますので、ご参考とし
て執筆前にお読みください。 
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（１）単なる特定分野の科学技術予測にとどまらず、できるかぎり広い視野に立った当該テーマの将来展
望を描く。 
（２）10～30 年後（特に 2015 年頃を）の日本において、当該テーマに関連した領域がどうなっているか。 
（３）将来に対しては、当然ながら幾通りものシナリオが考えうるが、最も有り得べき将来シナリオはどれか。
（４）現状維持あるいはネガティブな将来像に対しては、それをできるかぎり改善していく方向性を「発展シ
ナリオ」と考える。 
（５）「発展シナリオ」において、どれが確定要因で、どれが不確定要因か。 
（６）各時期において、当該テーマの発展に関与（貢献）する科学技術は何か。 
（７）各時期において、当該テーマが発展すべき社会的価値・社会的意味、あるいは当該テーマがもたら
す社会的変化は何か。 
（８）発展シナリオの場は日本であることを前提とするが、検討にあたっては諸外国の状況や戦略等も視野
に入れて検討。 
（９）当該分野において、日本の国際競争力を向上させる必要性（必要である場合には、どうすればよい
か）。 
（１０）できるかぎり、現在のお立場やご所属を超えた冷静な判断による。 
＊ 記述された内容は、将来に対する「ひとつの見解」と考えさせていただきますので、後年、記述内
容に関する責任を問われることは一切ありません。また、他調査結果との整合性を気にする必要もご
ざいません。 
 
 
Ⅲ シナリオ作成要領 
 
 下記の点にご留意の上、ご執筆下さいますようお願い致します。 
 
Ⅲ－１．シナリオのテーマ・技術領域について 
○ 別途送付させていただきましたテーマ・技術領域について、ご執筆をお願い致します。 
 
Ⅲ－2．シナリオの分量、文字等について 
○ 原則として、A4 サイズ５～１０枚程度を目安として下さい（5000～7000 字程度）。 
○ 文章は「である調」とし、句読点は「、」、「。」とします。 
○ 図表・写真は、各々にキャプション（例：図１ ＊＊＊、表１ ＊＊＊、写真１ ＊＊＊）を記
入して下さい。 
○ 本文や図表、写真の一部を他の出版物等から引用・転載する場合には、引用であることを
明記して下さい（学術論文等に準拠）。 
○ 提出形態は、原則として、テキストファイルあるいはワードなどの文書ファイル、あるいはそ
れらを印刷したものとします。 
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Ⅲ－3．シナリオの構成 
○ シナリオは、以下の３部構成として下さい。 
1. 現状分析 
2. 今後 10 年から 30 年程度の発展シナリオ 
3. 日本のとるべきアクション（政策提言を含めても可） 
１、現状分析 
・ 現状（あるいは過去）についての分析および問題点に関して記述。 
・ 分量の目安は、シナリオ全体の５分の１程度。 
・ 製品やテクノロジーに関する図表や写真等を含めても可。 
２、今後 10～30 年程度の発展シナリオ 
・ 今後 30 年程度を目安として、ご自身が設定した期間の展望を記述。ただし、特に
2015 年頃における科学技術に関する記述に関しては、必ずお書き下さい。 
・ 発展シナリオを展開するにあたって設定した仮定や条件（例：ある科学技術分野にお
けるブレークスルーの可能性、日本経済の変化、など）については具体的に記述して
下さい。あるいは、想定される科学技術的な課題があれば言及してください。 
・ 発展シナリオを展開するうえで大きな不確定要因があれば、それを具体的に記述して
ください。 
・ 分量の目安は、シナリオ全体の５分の３程度。 
・ ビジョン図（発展シナリオがイメージできる図）を１枚以上入れてください。（できるだ
け、図の横軸は時間軸（タイムスケール）であること） 
－ 時間軸は近い将来をより詳細に、遠い未来は若干粗く記述する書き方でも
構いません。 
－ 図表の作成に関して、お手伝い等が必要であれば、事務局にお申し出くだ
さい。 
－ 特に、このビジョン図を他から引用・転載される場合には、引用・転載である
ことを必ず明記してください。もし必要があれば、引用元のご了解を得てくださ
い。 
３、日本のとるべきアクション 
・ 作成した発展シナリオを踏まえて、今後日本がとるべきと考えられるアクションについ
て記述。 
例：政策課題等の列挙（科学技術政策以外の課題も可）、実現のためのプロセス
（何をどうすればそうなると考えられるのか）等を具体的に記述。 
・ 発展シナリオについては既存の資料等を参考にしていただいて結構ですが、日本の
アクションにつきましては、できるだけ独自のご認識をお示しください。 
・ 分量の目安はシナリオ全体の５分の１程度。 
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Ⅲ－４．節・項の表記について 
○ 記述において、箇条書きの必要があれば、以下の要領で節・項等を表記してください。 
○ 必ずしも箇条書きする必要はありませんが、論旨をクリアにするために、  １、現状分析、
２．発展シナリオ、３．日本のとるべきアクション、に関しては、必ず分けて表記してくださ
い。 
 
 タイトル 
 
１．現状分析 
（１）・・・・ 
１）・・・・ 
①・・・・ 
 
２．発展シナリオ 
（１）・・・・ 
１）・・・・ 
①・・・・ 
 
３．日本のアクション 
（１）・・・・ 
１）・・・・ 
①・・・・ 
 
 
Ⅲ－５．その他の留意点 
  書き方に関して  
○ 調査報告書にまとめるため、各シナリオ作成は、原則として、この仕様書に従って執筆していた
だきますが、テーマによって従いにくい部分が生じる場合は、多少は変更していただいて結構
です。 
○ 繰り返しになりますが、データや資料（既存のロードマップなど）の引用・転載については、必ず
その旨を明記して下さい。なお、許諾の要否等で懸念点があれば、提出後でも結構ですの
で、事務局へご相談ください。 
○ 記述の中で、新しい概念や技術を表現するために「新用語」を作成した場合は、必要であれ
ば、その意味等について注釈を加えて下さい。 
○ 本調査は日本語で行われることを基本としていますので、提出物は日本語で書かれていること
が条件となっております。訳文でもかまいませんが、シナリオライターの責任において和訳され
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たものを提出していただくことになります。 
○ グループを集めて討議していただいた結果でもかまいませんが、提出の際には貴殿を代表者
としてください。 
○ 執筆の補助が必要な場合は、事務局または依頼担当者までお申し出ください。できるかぎり、
お手伝いをさせていただきます。 
  内容に関して 
○ ここで言うシナリオとは、実現性に根拠のない単に夢を語る SF 的なものではありません。 
○ 科学技術上の考察は必須ですが、それだけではなく、産業や社会、経済ニーズなども考慮し
て、発展シナリオ、日本のアクションに反映させてください。 
○ 本調査の目的上、科学技術政策に反映させうるシナリオ作成が望ましいと考えられます。した
がって、可能な限り、具体的な対象および表現での記述をお願いいたします。ただし、対象範
囲は必要以上に限定しすぎることなく、関連性の高い範囲・領域の視点で捉えて下さい。 
○ 記述内容の「当たり外れ」よりも、シナリオ作成時点で、どのような考え方の下に書かれたのか
が明確であることのほうが重要です。したがって、記述内容の「当たり外れ」を意識しすぎること
なく、客観的な判断に基づいた発展経路の記述を心がけてください。 
   著作権その他 
○ お書きになるシナリオの内容の全部あるいは一部は、ご自身が他に発表になったものを転載し
てもかまいませんし、他へ転載されてもかまいません。ただし、提出されたシナリオを公表する
ことに関しては、本調査事務局に権限委譲していただきます。 
○ 万が一、本記載に係わる特許・意匠等の知財権が発生する場合には、しかるべき手続きをおと
りください。（このために公表期日等の問題が発生する場合には、事務局までご相談くださ
い。） 
○ 後日、記述内容に関して、ご質問やコメントをさせていただく場合がございますが、その節もよ
ろしくご協力ください。 
○ なんらかの理由で作成者名の公表を避けたい場合には、その旨をご連絡ください。 
 
Ⅳ  謝金 
 
本依頼１件につき、薄謝ながら、５万円を謝金として提出後にお支払いいたします。恐縮ながら、作成
に関わる諸費用は謝金の中からご負担いただくことになります。また、グループで作業された場合でも謝
金は一律とさせていただきますのでご了承ください。 
 
Ⅴ  シナリオ作成の諾否と提出の締めきり 
 
○ シナリオ作成のご諾否に関しましては、後日、事務局より確認させていただきます。 
○ シナリオ作成の締め切りは、原則として、ご承諾後約１ヶ月とさせていただきます。 
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Ⅵ  本調査の報告予定 
 
お書きいただいたシナリオを含む調査報告書は、2004 年度末に公表される予定です。シナリオを提出
いただいた方々には、公表時に再度お知らせします。 
 
Ⅶ 提出先および内容に関する問い合わせ先 
 
提出は以下へお願いします。ファイルで提出される場合はメールに添付してお送りください。また、本
依頼内容にご不明の点も、以下の事務局（または依頼担当者）までお問い合わせください。 
 
   財団法人 未来工学研究所 担当：佐脇政孝 
〒135-8473 東京都江東区深川２－６－１１ 
Tel 03-5245-1015（代表） 03-5245-1064（直通） Fax 03-5245-1061 
     e-mail  m.sawaki@iftech.or.jp 
 
 
 
（参考）シナリオのイメージ 
（領域）○○コンピュータ 
１．現状分析 
 現在のコンピュータは、・・・・・・・ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
     写真：○○試作品 
 
 
 
 
２．発展シナリオ 
2005 年には、・・・・・・・・・・・ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
2010 年には、・・・・・・・・・・・・ 
2015 年には、・・・・・・・・・・・・ 
この技術の壁は、・・・・・・・・・・・ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
この技術の不確定要素は、・・・・であり 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
１ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
図：○○コンピュータのビジョン図 
 
 
 
 
 
 
 
３．日本のアクション 
日本としてとるべきであると考えられるの
は、大型施設の・・・・・・・・・ 
・・また、人材育成に関しても・・・・ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
２ 
 
 
 
 
2000    2005   2010   2015  2020 
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２．４ 発展シナリオテーマの選定方法 
 
２．４．１ 発展シナリオテーマの選定方法の検討 
 シナリオ調査分科会において、発展シナリオテーマの選定方法および選定のスケジュールについて検
討を行なった。選定方法については、シナリオ調査分科会委員は、他の分科会からのインプット、すなわ
ち、急速に発展しつつある科学技術領域調査の中間結果、デルファイ調査の各分科会における注目領
域検討結果などを踏まえて、シナリオを作成すべき発展シナリオテーマの原案を作成し、これに他の分科
会や関連行政部局等からの提案も集約し、統合・分割など整理・調整を行なうこととした。領域網羅性を
ある程度確保するために、複数回の選定を、時間差を付けて行なった。 
 
２．４．２ 発展シナリオテーマの選定手順 
発展シナリオのテーマは、分科会委員が、平成 16 年度に２回に分けて選定した。第１次の選定は、以
下に記述する ａ．のデータソースを基本として、テーマとしてふさわしいものを選定した。第２次の選定は、
第１次の選定テーマを提示したうえで第１次以外の要望を募り、それらを基に全体を俯瞰しながら領域網
羅性を考慮して調整を行なった。 
 
ａ．発展シナリオテーマを検討するためのデータソース  (図表 2-11） 
 ① 「デルファイ調査」の各分科会で検討された注目技術領域（約 130）およびキーワードの中間結果を、
図表 2-13 のような軸を設定して考慮対象とした。 
 ② 「急速に発展しつつある科学技術領域調査」の中間結果でまとめられた、論文データベースによる
51 の発展領域を考慮対象とした。 
 ③ 他分科会、行政部局等からの要望あるいは提案を考慮対象とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 2-11 テーマ検討に用いる参考資料 
社会・経済
ニーズ調査
（ニーズ分科会）
急速に発展しつつある
科学技術領域調査
（論文データベース）
注目科学技術領域の
発展シナリオ調査
（シナリオ分科会）
デルファイ調査
（技術系分科会）
注目領域
注目領域
要望
要望
要望
関連行政部局からの
要望
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ｂ．発展シナリオテーマの決定手順 (図表 2-12） 
（第１次選定） 
  ①  a.の①、②のデータを事務局で整理 
  ② 発展シナリオ検討方針を分科会（第４回分科会）で討議 
  ③ ①を基にして、各委員が第１次テーマ案を検討し提案する 
  ④ ③を事務局で整理し、各委員にテーマリストを提示 
  ⑤ シナリオ調査分科会（第５回分科会）において、第１次テーマを選定（29 テーマ） 
（第２次選定） 
  ⑥ 第１次テーマを踏まえて、各委員が第２次テーマ案を検討し提案する 
  ⑦ 他分科会および行政部局へ第１次テーマを示した上で第２次テーマ提案を募集（a.の③に相当） 
  ⑧ ⑥と⑦を事務局で整理し、各委員にテーマリストを提示 
  ⑨ シナリオ調査分科会（第 8 回分科会）において、第２次テーマを選定（19 テーマ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 2-12 発展シナリオテーマ決定の流れ 
 
 
急速に発展しつつ
ある研究領域
（中間結果：51領域）
デルファイ調査
注目領域
（約130領域）
等
分科会（第５回）で第１次テーマ選択
（ 29テーマ ）
委員によるテーマ案作成
（委員一人５テーマ以上）
発展シナリオ決定方針を
分科会（第４回）で討議
分科会（第８回）で第２次テーマ選択
（ 19テーマ ）
委員によるテーマ案作成
（委員一人５テーマ以上）
他分科会 ・行政部局
からのテーマ提案
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図表 2-13  発展シナリオテーマ検討のための資料の例 （デルファイ調査の注目科学技術領域をマップ化したもの）
 
0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0
目的軸
2.0
4.0
6.0
8.0
科
学
技
術
軸
01-01：高度IT利用製造技術
01-02：デジタルデザインマニュファクチュアリングシステム
01-03：高付加価値化製品製造技術（CRM生産等）
01-04：ナノ加工・微細加工技術
01-05：循環型・低環境負荷製造技術
01-06：製造に係わる人間・ロボット
01-07：特殊環境下製造技術（微少重力、極限環境）
01-08：先進基盤技術・材料（社会インフラ関連高度製造技術）
01-09：表面・摩擦面制御技術（仮）
02-01：超大規模★
02-02：ヒューマンサポート（人間の知能支援）
02-03：超トランスペアレント通信、ヒューマンインタフェース
02-04：セキュリティ（セキュアネットワーク、安全なシステム）
02-05：社会システム化のための技術
02-06：情報通信新原理
02-07：ユビキタス
02-08：ソフトウェア技術（大規模化に耐えうるソフトウェア技術）
03-01：創薬（ゲノム創薬、タンパク工学）
03-02：テーラメイド医療
03-03：脳の発生・発達
03-04：脳の高次機能解明
03-05：脳の病体の理解と治療
03-06：再生医学（ES細胞、人工臓器）
03-07：生体物質測定技術（標識、非侵襲）
03-08：高次機能制御（免疫、内分泌）
03-09：情報生物学（バイオインフォマティックス）
03-10：環境・生体・バイオロジー（生物相互作用）
03-11：ナノバイオロジー（分子モータ、ナノリアクター）
04-01：ITによる分散・集中の最適化（産業クラスター等）
04-02：ナレッジマネジメント 04-03：意思決定・ガバナンス（業績評価、リスク評価）
04-04：公的部門のガバナンス
04-05：リスク管理
04-06：人的資源管理（教育、競争と協調の関係）
04-07：サプライチェーンマネジメント（企業間協調）
04-08：サービス部門の生産性向上
04-09：プロジェクトマネジメント
04-10：安全工学（人間行動、社会制度から安全確保）
05-01：生物多様性と生態系の複雑な相互作用の解明による生産技術
05-02：バイオマスエネルギー社会の実現
05-03：フードシステムの安全・安心
05-04：生体調節機能食品の開発
05-05：ゲノム・プロテオーム研究による生命現象の解明と革新的農産物の作出
05-06：体細胞クローン作出におけるリプログラミング機構の解明と新規有用家畜の作出
05-07：生体情報伝達機構の解明と高度利用★
05-08：異常プリオンタンパク質の機構解明と家畜疾病の克服
05-09：環境ホルモン
06-01：個別医療（ゲノム、ガン治療）
06-02：生体防御機構の解明と治療への応用
06-03：QOL向上を目指した生体機能回復及びその支援
06-04：IT技術の医療への応用
06-05：人中心の医療と療養支援システムの構築
06-06：予防医療（健康教育、生活習慣病）
07-01：安全･安心・安定な生活（リスク管理など）
07-02：安全･安心・安定な社会（都市の安全、セキュリティ）
07-03：社会基盤（人口減少下の社会基盤の維持・管理）
07-04：行政サービスの充実
07-05：高齢化社会に向けた医療･福祉
07-06：脳研究（教育応用、高齢化社会対応）
07-07：国際化社会（教育、労働環境、新興感染症対策）
07-08：教育（教育の技術、遠隔教育）
07-09：持続的発展（地球環境保全、文化財保護　等）
07-10：知識の生産（知財管理、文理融合、創造性支援）
07-11：エンターテイメント（遊び支援、芸術支援、生きがい開発）
07-12：テクノロジアセスメント
08-01：地球レベル環境対応（温暖化を中心とする）
08-02：都市レベル環境対応（空間・計画・居住）
08-03：生態系（土壌含む）を中心とした環境対応
08-04：マテリアルフロー/エネルギーフロー
08-05：環境情報関連（評価、情報）
08-06：個人の環境対応（教育、ライフスタイル、制度、社会）
08-07：環境災害（森林火災・洪水）
09-01：革新的原子力システム
09-02：水素エネルギーシステム
09-03：燃料電池
09-04：分散型エネルギーシステム
09-05：再生可能エネルギー（太陽、風力、バイオマスなど）
09-06：化石資源のクリーン利用技術
09-07：エネルギー利用効率化（高効率ヒートポンプ　等）
09-08：ライフスタイル（省エネ行動、モーダルシフト）
09-09：資源予測評価（究極資源量、メタンハイドレード）
09-10：資源再利用（廃棄物活用、エネルギー活用）
10-01：集積システム（LSI主体、SIP、RF、MEMS）
10-02：シリコンエレクトロニクス
10-03：バイオ融合エレクトロニクス（バイオセンサ、MEMS）
10-04：分子・有機エレクトロニクス
10-05：ストレージ（光・磁気、プローブアレイ）
10-06：ディスプレイ（ペーパー、超大型、ウェアラブル）
10-07：エネルギー変換・蓄積デバイス
10-08：オプト＆フォトニックデバイス
10-09：ワイヤレスエレクトロニクス
10-10：デジタル家電
10-11：ユビキタスエレクトロニクス（PC、携帯電話）
10-12：ロボットエレクトロニクス
10-13：カーエレクトロニクス
10-14：ネットワークエレクトロニクス
10-15：セキュリティエレクトロニクス
11-01：惑星探査技術
11-02：太陽系外生命の星探査技術
11-03：宇宙と素粒子の研究に関する技術
11-04：有人宇宙活動基盤技術
11-05：衛星基盤技術
11-06：高精度地球環境観測技術
11-07：地球環境変動予測
11-08：地球深部
11-09：深海底観測調査技術
11-10：安全・安心社会のフロンティア技術
11-11：重点分野研究開発先導技術
12-01：ナノ材料モデリング・シミュレーション
12-02：ナノプロパティ（表面境界、量子効果）
12-03：ナノ計測・分析技術
12-04：ナノ加工・造型・製造技術
12-05：ナノ物質材料・創製・合成・プロセス技術
12-06：ナノデバイス・センサ
12-07：ナノマシーン・ロボット
12-08：環境・エネルギーナノ材料
12-09：ナノバイオ（DDS、ナノ医療マシン、μTAS）
12-10：安心・安全のナノ科学（ナノ粒子の環境配慮）
13-01：人口非集中地域の社会基盤技術
13-02：建造物の性能向上
13-03：社会基盤の再生・維持・管理
13-04：高齢化社会（交通機関のユニバーサルデザイン等）
13-05：環境（エコ住宅、ヒートアイランド、省エネ技術）
13-06：建築スケールにおける環境対策
13-07：セキュリティ（ポジショニング、モニタリング）
13-08：防災関連技術
13-09：ユーザ、住民を含めた社会基盤の総合マネジメント
13-10：交通（総合的インテリジェント化）
13-11：交通機関の環境対策
13-12：環境にやさしい効率的な物流マネジメント
 基礎科学 
 技術 
 複合技術 
 安心・安全の確立  効率向上  知的好奇心・文化 
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２．４．３ 発展シナリオテーマの提示方法 
 結果として、第１次 29 テーマ、第２次 19 テーマの総計 48 テーマが選定された。各テーマには、シナリ
オ調査分科会からの「問いかけ」の記述と、デルファイ調査の注目科学技術領域を関連キーワードとして
付帯している。 
 
図表 2-14 シナリオテーマの提示例 
発展シナリオテーマ 関連するキーワード 
○○○計測と○○医療 QOL 向上を目指した生体機能回復およびその支援 
IT 技術の医療への応用 
内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容 
 患者の負担を軽減し、ＱＯＬを維持するという観点から、○○医療への期待は非常に高い。○○
技術および前提としての○○技術の発展動向・現場への導入を展望していただきたい。・・・・ 
・ △△技術・▽▽技術がどのように社会に貢献してゆくか。 
・ 未来において、○○計測と○○医療はどこまで進むか。 
・ 現場への普及はいつか、その結果、何が変わるか 
・ ・・・・・ 
・ ・・・・・ 
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２．５ シナリオ作成者の選定方法 
 
２．５．１ シナリオ作成者の選定方法の検討 
 シナリオ調査分科会では、注目科学技術領域に関する発展シナリオの作成者として、卓越した見識の
ある個人を選定するための方法を検討し、事務局提案の co-nomination 方式で実施することを承認した。
この方法は、現実に実行出来る限りにおいて、透明性のある参加型プロセスを目指したものである。以下
に詳述するように、関連学協会や関連産業界からシナリオ作成者をご推薦いただき、選定された選挙人
が選挙を行ない、多数の支持を得た候補者にシナリオ作成を依頼するというものである。シナリオ調査分
科会では、詳細な実施方法を検討し、各過程を監査し、最終的にシナリオライターの依頼順位を決定し
た。各過程は、第１次および第２次テーマについて、２回に分けて行なわれた。 
 
２．５．２ シナリオ作成者の選定方法 
 発展シナリオの作成者の選抜は、図表 2-15 のような co-nomination 方式によって行なった。詳細は、各
過程で微調整しながら実行された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 2-15 発展シナリオ作成者決定の流れ 
 
①各シナリオテーマについて、当該分野に関係の深い学協会あるいは産業界団体などの団体（10 団体
程度）に対して、シナリオ仕様書を提示したうえで、このシナリオを書くにふさわしい候補者の推薦を依
頼する。団体が大きすぎると判断される場合は、適当な大きさの部門を対象とする。 
②各団体から推薦された候補者を集めて候補者リストを作成する。 
③大規模学会・産業界団体・科学技術関係メディア等の代表者から成る固定選挙人（数百名規模）と、①
で推薦を依頼した団体とから成る選挙人（選挙権をもつ人）をリストアップする。 
④③の選挙人に対し、②で作成された候補者リストを(他のテーマ分も加えて)送付し、選挙人は各テーマ
について見識とシナリオを書く力量があると期待される「ライター候補」に投票する。別の候補を推薦し
たい場合には、特別に追加候補を推薦することもできる。１選挙人が投票できる候補者数は、予め全体
得票上位者
関連学会
関連産業界
推薦
選挙 （追加推薦を含む）
　　ライター適任者のリスト
課題A 
執筆依頼
B
C
執筆了解者（＝ライター ）
関連学会
関連産業界
関連学会
関連産業界
最終報告書
　　シナリオ
　　　　　
（複数シナリオの比
較など）
推薦人（団体）A
推薦人（団体）B
推薦人（団体）C
固定選挙人（団体）
＋推薦人
　　　（団体）
＊　最終承認は、分科会委員に拠る。
推薦
推薦
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の有効票を見積もって算出された。 
⑤事務局はテーマごとに選挙結果をまとめ、得票数の多い順にランキングする。このライター候補者のラ
ンキングをシナリオ調査分科会委員が審議・検討し、テーマごとに執筆依頼順位を決定する。 
⑥事務局は⑤の順位に従って、発展シナリオ執筆の依頼を行なう。候補者の受諾が得られたテーマは、
直ちに執筆に取りかかるよう依頼する。結果的に、順位の上位候補が執筆しないこともありうる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【候補者リストの作成】 
①例えば、「自立型ロボットの産業化」というテーマの場合、当分野に関係の深い、日本ロボット学会、
電気学会関連部会等の関連学協会や、日本電機工業会、ロボット産業連合会等の関連業界団体な
どに対し、シナリオ仕様書を示したうえで、シナリオ作成者の推薦を文書で依頼。 
②日本ロボット学会より２名、電気学会より１名・・・などの回答を受けて、事務局で候補者リストを作成。 
【選挙】 
③④予め設定された固定選挙人と①の関係団体を加えた選挙人に、(他のテーマも加えて)候補者リス
トを送付し、テーマ毎にシナリオ作成候補者を選挙してもらう。一つのテーマに順位を付けて複数名
を選ぶことも可能。また、適当な候補者のないテーマは、空欄にて回答。 
⑤事務局で選挙人回答を集計し、テーマ毎に得票上位者順の候補者ランキングを作成。このランキン
グを元に、シナリオ調査分科会における審議・承認によって執筆候補者の順位を決定。 
【シナリオ作成の依頼】 
⑥候補者順位に従って、事務局が各シナリオ作成候補者に依頼。何らかの理由により辞退された場合
は次の順位の候補者に依頼。１テーマ２名を基準として、シナリオライターを決定。 
図表 2-16 発展シナリオ作成者決定の具体的想定例 
 
 
選挙 （答えられるテーマのみで可
　　　　　　不適の場合は追加推薦可。）
固定選挙人（団体）（数百名）
＋推薦人
　　　（団体）
（20～30テーマまとめて）
　　　　　　推薦
テーマ名：
自立ロボットの
産業化
執筆依頼　　
執筆了解者（＝ライター ）
最終報告書
　　シナリオ
　　　　　
（複数シナリオの比
較など）
具体例：「自立型ロボットの産業化」
推薦依頼
日本ロボット学会
１名
機械学会
ロボット分科会
電気学会
メカトロニクス研究会
２名推薦
３名
日本電機工業会
０名
ロボット産業
　　　　連合会
・　・　・
・　・　・　・
候補者リスト
電気学会会長
生命化学会会長
経団連会長
機械学会会長
産総研長
・・・
２位
得票者
３位
得票者
１位
得票者
シナリオ シナリオ シナリオ
推薦人（団体）
得票上位者
　自立型ロボットの
産業化 　ゲノム解析
　土木工事の
発注システム
・・・
＊　最終承認は、分科会委員に拠る。
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２．５．３ シナリオ候補者の推薦 
  
発展シナリオライターの推薦にあたっては、対象となる学協会あるいは業界団体等（参考資料２および
３を参照）にシナリオテーマと２．２．３で定義されたシナリオライターのイメージを提示し、さらに以下のよう
な条件のもとに、各テーマ最大３名までの候補者を推薦するよう依頼した。 
ａ． 候補者は、推薦団体の会員・所属員等であるか否かを問わない。 
ｂ． 候補者の所属（大学・独法・財団・民間企業等）は問わない。 
ｃ． 推薦者（推薦調査の回答者）個人としての推薦、あるいは推薦団体内の協議の結果の推薦もいずれ
でもかまわない。 
ｄ． 候補者の国籍は問わないが、「発展シナリオ」は日本語で書かれることを条件とする。訳文でもかまわ
ないが、訳文の場合はシナリオ作者の責任において和訳されたものを提出する。 
ｅ． 候補者に対して、推薦団体が事前了解を得る必要はない。また、推薦団体がどの候補者を推薦
したかは、公表しない。 
 
 
図表 2-17 シナリオテーマと推薦候補の記入例 
発展シナリオテーマ（Ｎｏ.） 関連するキーワード 
○○○計測と○○医療 QOL 向上を目指した生体機能回復およびその支援 
IT 技術の医療への応用 
内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容 
 患者の負担を軽減し、ＱＯＬを維持するという観点から、○○医療への期待は非常に高い。○○
技術および前提としての○○技術の発展動向・現場への導入を展望していただきたい。・・・ 
・ △△技術・▽▽技術がどのように社会に貢献してゆくか。 
・ 未来において、○○計測と○○医療はどこまで進むか。 
・ 現場への普及はいつか、その結果、何が変わるか 
・ ・・・・ 
・ ・・・・ 
 ○山△造 ××大学 ◇◇学部 
推薦する候補者名 ◇坂○子 □□□株式会社 
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２．５．４ シナリオ作成者の選挙 
  
関連学会等からの推薦を受けて発展シナリオ作者の候補者リストを作成した。次に、選挙人（約 500 名
規模：参考資料４を参照）に送付し、候補者リストに掲載された候補者に対して当該発展シナリオの作者と
してふさわしい人への投票を依頼した。ここでもシナリオライターのイメージを提示したうえで、以下のよう
な条件を付けて、投票が実施された。 
 
ａ． 選挙人（投票用紙回答者）は、投票テーマを選択できる。ただし、第１次テーマ（29 テーマ）では、投
票できるのは原則として５テーマまで、第２次テーマ（19 テーマ）では４テーマまでとした。 
ｂ． 選択したシナリオテーマのそれぞれに対して、選挙人はシナリオライター候補を２名まで選択できるこ
ととした。ただし、提示されている候補者リスト以外に、より適任と考えられる人物がある場合は、候補者
とは別に推薦することもできるとした。その場合でも投票と推薦の合計は２名までとした。（可能な例：①
２名までに投票、②１名に投票・１名推薦、③２名までを推薦） 
ｃ． 投票は、選挙人の個人としての考えに基づく投票、あるいは選挙団体内の協議の結果の投票のいず
れでもよいこととした。 
ｄ． 追加推薦する場合の候補者の条件は、２．５．３の推薦の場合と同一である。 
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図表 2-18 発展シナリオテーマに対する投票用紙のイメージ 
 
発展シナリオテーマ（Ｎｏ.） 関連するキーワード 
○○○計測と○○医療 QOL 向上を目指した生体機能回復およびその支援 
IT 技術の医療への応用 
内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容 
 患者の負担を軽減し、ＱＯＬを維持するという観点から、○○医療への期待は非常に高い。○
○技術および前提としての○○技術の発展動向・現場への導入を展望していただきたい。 
・ △△技術・▽▽技術がどのように社会に貢献してゆくか。 
・ 未来において、○○計測と○○医療はどこまで進むか。 
・ 現場への普及はいつか、その結果、何が変わるか 
 
 このテーマに関するシナリオライターとして２名まで選ぶことができます。 
 下記の候補者リストの中から２名までを選ぶか、リストにない適任者を追加して推薦してください。この場
合、リストから選んだ人と新たに推薦した人の合計は２名まででお願いします。 
 
 上記のシナリオの作成者として、以下の中から最も適任であると考えられる人の番号に○をつけてくださ
い。 
 氏名 所属 
１． ○山 ○男 京都大学 医学部 
２． □田 正□ 東北大学 未来科学技術共同研究センター 
３． 大△ △哉 （独）産業技術総合研究所 人間福祉医工学研究部門 
４． 橋◆ 誠◆ 九州大学 医学部 
 
 上記リスト以外により最適であると考えられる方がいらっしゃいましたら、ご推薦ください。 
氏名 所属 
○○ △造 
 
東京大学 医学部 教授 
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２．５．５ 発展シナリオ作者の決定と依頼 
 投票結果に基づき、シナリオ調査分科会（第８回、第９回）において発展シナリオ依頼順位の検討を行
なった。分科会では投票結果を尊重しながら、特定の人物が複数テーマの依頼候補とならない、同一組
織の人物が上位に集中しない、などの観点から調整を行ない、発展シナリオ作成者の依頼順位付き名簿
を確定した。 
 事務局では、委員会により承認された順位に従って、上位候補から順番に執筆を依頼した。執筆辞退
の場合は、次点へ繰り下げて依頼していき、最終的に１テーマ２名のシナリオライターが確定した。 
 
図表 2-19 発展シナリオ作者の決定方法 
（基本方針） 
・名簿順位第１位ライターの承認（大きな問題が無い限り、投票結果を尊重） 
・名簿順第２位以下、５位程度までの順位付け（投票結果を尊重しつつ、委員意見による調整可とする。
追加推薦者も検討の対象とする。） 
（委員検討事項） 
・複数テーマで１位となった候補者がある場合の取り扱い 
・複数テーマで５位以内となった候補者がある場合の取り扱い 
・３位以下で得票数が同数の候補者が複数以上ある場合の依頼順序    など 
 
 
２．６ 発展シナリオの総合分析  
 
本調査では、提出された発展シナリオ自身が成果であるが、内容のポイントを把握するための概要資
料を作成し、また、総合的に概観して、各シナリオに記述された政策提言等に関する横断的な傾向を抽
出した。また、他調査との比較分析も一部行なった。 
    
 
３．調査実施結果 
 
３．１ 発展シナリオテーマ 
 ２．４に示した検討を経て、図表 3-1 に示す計 48 の発展シナリオテーマが選定された。作業分類
上、「科学技術の一般的課題」、「基礎科学」、「産業・社会」などといったシナリオ調査独自のテー
マ領域を設定したが、この領域はシナリオライターには提示されない。また、書かれたシナリオの分
析への影響も少ない。なお、各テーマは、図表 2-14 の形式になっている（参考資料５を参照）。 
 
図表 3-1 発展シナリオテーマ一覧 
番号 テーマ領域 シナリオタイトル 
１ 科学技術進化モデルの再構築 
２ 学協会の意味と活動のあり方 
３ 
科学技術の一般的課題 
 
科学技術人材の育成と処遇 
４ 数学の研究発展と数学教育 
５ 基礎科学の位置付け 
６ 
基礎科学 
宇宙科学 
７ 長寿社会に対応する再生医療 
８ ナノバイオ技術を利用した創薬 
９ 個人のニーズに対応する新規医療 
１０ 低侵襲生体計測技術と低侵襲医療 
１１ 脳科学に基づく認知と情動神経機構の統合的理解 
１２ 感覚補綴（ほてつ）技術 
１３ 疾病構造の変化と医療 
１４ 予防医学とリンクした食品科学 
１５ 
ライフサイエンス 
 
生命科学の学際的発展 
１６ 五感を活用するコミュニケーション 
１７ 超大容量情報処理デバイス 
１８ 情報通信システムにおける超低消費電力技術 
１９ 超高速大容量ネットワーク 
２０ 生活支援ロボティクス 
２１ ヒューマノイド（人型ロボット）技術 
２２ ＧＰＳ技術による情報サービス 
２３ ソフトウェアエンジニアリング 
２４ 情報技術による生物模倣 
２５ 
情報通信 
 
量子情報技術 
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番号 テーマ領域 シナリオタイトル 
２６  情報通信環境 
２７ 低エミッション都市 
２８ 環境観測 
２９ 環境問題解決のための科学技術指標 
３０ 
環境 
 
環境修復技術 
３１ 計算機シミュレーションによる材料設計 
３２ 
ナノテク・材料 
計測技術 
３３ 燃料電池開発と社会への普及 
３４ 
エネルギー 
省エネルギー 
３５ 容易に真似の出来ない設計・製造技術 
３６ 
製造技術 
 超多品種少量自動生産システム 
３７ 社会基盤 社会インフラの再生と維持管理 
３８ 地球深部探査 
３９ 
フロンティア 
衛星技術 
４０ 食料安定供給 
４１ 災害後の復旧 
４２ 
安全・安心な社会のための技
術 
 自動車社会 
４３ 金融におけるリスク管理 
４４ 経済変動の予測技術 
４５ 少子社会における「次世代」の心身健全育成 
４６ 情報投資による効率向上 
４７ 科学技術におけるアジアの多様性と融合 
４８ 
産業・社会 
芸術・文化・遊びと科学技術 
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３．２ シナリオライター 
 
（１）シナリオライター候補の推薦と投票結果 
 発展シナリオ作者候補リストを作成するために、第１次テーマ（29 テーマ）ではシナリオテーマに
関連する学会など 524 団体に、第２次テーマ（19 テーマ）では 242 団体に推薦を依頼した。その結
果、第１次テーマでは 105 団体から回答があり、391 名（重複者を除く）が推薦され、第２次テーマ
では 78 団体から回答があり、計 211 名が推薦された。なお、推薦された候補名に関しては、プライ
バシーの問題を含むため公表しない。 
 
図表 3-2 シナリオライター候補の推薦 
 推薦時期 発送数 
（団体数） 
回答数 推薦された候補
者 
（重複者を除く） 
第１次テーマ（29 テーマ） 平成 16 年 6 月 ２５４ １０５ ３９１名 
第２次テーマ（19 テーマ） 平成 16 年 9 月 ２４２ ７８ ２１１名 
注：シナリオ調査分科会委員は、上記発送対象外として推薦の権利を有し、その結果は推薦者に
含まれている。 
 
 推薦されたシナリオライター候補者を、テーマ毎に整理して候補者リストを作成し、これを選挙人
（推薦団体と固定選挙人（独立行政法人、大規模学会、各種団体、マスコミなど）よりなる）に送付し
て、原則的に第１次は５テーマまで、第２次は４テーマまでについて、各テーマ２名まで投票（適当
な候補者がおらず、さらに適切な候補者がある場合は追加推薦も可とした。ただし、投票であれ、
追加推薦であれ合計して２名まで。）を依頼した。その結果、第１次では１８０の団体・委員から回答
があり、延べ７０１のテーマについて投票がなされた。第２次では 124 団体から回答があり、延べ４１
８テーマについて投票があった。各テーマの投票結果（候補者数、投票者数、投票数、追加推薦
者数）については参考資料６に示すが、候補者ごとの得票状況は、プライバシーの問題を含むた
め公表しない。 
図表 3-3 推薦者への投票 
 投票時期 発送
数 
回答数 投票テーマ 平均投票
数 
第１次テーマ（29 テーマ） 平成 16 年 7～8 月 ５０１
団体
１８０ ７０１ ３．８９ 
第２次テーマ（19 テーマ） 平成 16 年 10～11 月 ４７２
団体
１２４ ４１８ ３．２５ 
注：シナリオ調査分科会委員は、上記発送対象外として投票の権利を有し、その結果は投票数に
含まれている。 
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 投票結果をもとに、シナリオ調査分科会での検討を経て、各シナリオテーマに対して２名以上の
作成者に依頼を行なった。その手順は、２．５．５に示したとおりである。 
 
（２）シナリオを提出されたシナリオライター 
  事務局は 48 テーマに対して２名ずつの作成受諾者を決定したが、実際には、受諾されながら
提出いただけなかった受諾者もあった。 
最終的にシナリオを提出した作成者をまとめたのが図表 3-4 である。結果的に、4７のシナリオテ
ーマに対して、85 編の発展シナリオが提出された。一部のテーマは、受諾者の未提出により１編の
みとなり、2 編以上のシナリオが揃ったのは、38 のシナリオテーマに留まった（No.12「感覚補綴（ほ
てつ）技術」のみは、手続き手順の関係で結果的に3編になった）。また、No.3「科学技術人材の育
成と処遇」については、受諾者からの未提出により、発展シナリオを全く得ることができなかった。 
 
図表 3-4 最終的な発展シナリオの提出者 
（ライター名は五十音順（敬称略）、 所属は平成 17 年３月現在のもの） 
番
号 
領域 シナリオタイトル シナリオライター 所属 
１ 科学技術進化モデルの再
構築 
長尾 真 
長谷川眞理子 
（独）情報通信研究機構 理事長 
早稲田大学 政治経済学部 教授 
２ 学協会の意味と活動のあ
り方 
吉川弘之 
 
（独）産業技術総合研究所 理事長 
 
３ 
科 学
技 術
の 一
般 的
課題 
 
科学技術人材の育成と処
遇 
 
 
 
４ 数学の研究発展と数学教
育 
広中平祐 
ﾋﾟｰﾀｰ･ﾌﾗﾝｸﾙ 
（財）数理科学振興会 理事長 
算数オリンピック財団 評議員 
５ 基礎科学の位置付け 小林信一 
平澤 泠 
（独）科学技術振興機構社会技術研究システム研究ｾﾝﾀｰ長 
東京大学 名誉教授 
６ 
基 礎
科学 
宇宙科学 海部宣男 
松本 紘 
大学共同利用機関法人自然科学研究機構国立天文台台長 
京都大学 生存圏研究所 所長 
７ 長寿社会に対応する再生
医療 
桜井靖久 
森下竜一 
東京女子医科大学 名誉教授 
大阪大学大学院 臨床遺伝子治療学 教授 
８ ナノバイオ技術を利用し
た創薬 
橋田 充 
馬場嘉信 
京都大学大学院 薬学研究科 教授 
名古屋大学大学院 工学研究科化学・生物工学専攻 教授 
９ 個人のニーズに対応する
新規医療 
新井賢一 
田中 博 
東京都臨床医学総合研究所 所長 
東京医科歯科大学 情報医科学センター長・教授 
１０ 低侵襲生体計測技術と低
侵襲医療 
橋爪 誠 
森川康英 
九州大学 医学研究院先端医療医学部門 教授 
慶應義塾大学 医学部外科学教室（小児科） 教授 
１１ 
ライフ
サ イ
エ ン
ス 
 
脳科学に基づく認知と情
動神経機構の統合的理
解 
甘利俊一 
加藤元一郎 
（独）理化学研究所 脳科学総合研究センター センター長 
慶應義塾大学 医学部精神神経科 助教授 
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番
号 
領域 シナリオタイトル シナリオライター 所属 
１２ 感覚補綴（ほてつ）技術 赤居正美 
清水 豊 
福田 淳 
国立身体障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ病院運動機能系障害研究部
電気通信大学 電気通信学部システム工学科 教授 
大阪大学大学院 医学系研究科 情報伝達医学専攻 
１３ 疾病構造の変化と医療 岩本愛吉 
長谷川敏彦 
東京大学医科学研究所 先端医療研究センター センター長 
国立保健医療科学院 政策科学部 部長 
１４ 予防医学とリンクした食品
科学 
阿部啓子 
伏木 亨 
東京大学大学院農学生命科学研究科応用生命化学専攻教授 
京都大学大学院 農学研究科 食品生物科学専攻 教授 
１５ 
 
生命科学の学際的発展 臼井支朗 （独）理化学研究所 脳科学総合研究センター チームリーダー 
１６ 五感を活用するコミュニケ
ーション 
柏野牧夫 
舘 暲 
日本電信電話（株）コミュニケーション科学基礎研究所 
東京大学大学院 情報理工学系研究科 教授 
１７ 超大容量情報処理デバイ
ス 
根元義章 東北大学 情報シナジーセンター長 
１８ 情報通信システムにおけ
る超低消費電力技術 
中村 徹 
松島裕一 
法政大学 工学部情報電気電子工学科 教授 
（独）情報通信研究機構 情報通信部門 部門長 
１９ 超高速大容量ネットワーク 井上友二 日本電信電話（株） 取締役 第三部門部門長 
２０ 生活支援ロボティクス 小菅一弘 
萩田紀博 
東北大学大学院 工学研究科機械知能工学専攻 教授 
（株）国際電気通信基礎技術研究所知能ロボティクス研究所所長
２１ ヒューマノイド（人型ロボッ
ト）技術 
井上博允 
土井利忠 
日本学術振興会 監事 
ソニー・インテリジェンス・ダイナミクス研究所（株） 所長 
２２ ＧＰＳ技術による情報サー
ビス 
柴崎亮介 
玉真哲雄 
東京大学 空間情報科学研究センター 教授 
（財）ディフェンス リサーチセンター（DRC） 理事 
２３ ソフトウェアエンジニアリン
グ 
玉井哲雄 
山本修一郎 
東京大学大学院 総合文化研究科 広域システム科学系 教授
（株）ＮＴＴデータ 技術開発本部 
２４ 情報技術による生物模倣 大森隆司 
川人光男 
北海道大学 大学院情報科学研究科 複合情報学専攻 教授 
（株）国際電気通信基礎技術研究所 脳情報研究所 所長 
２５ 量子情報技術 今井 浩 
 
山本喜久 
東京大学大学院情報理工学系研究科コンピュータ科学専攻教
授 
国立情報学研究所＆スタンフォード大学電気工学科 教授 
２６ 
情 報
通信 
 
情報通信環境 坂村健 
土井美和子 
東京大学大学院 情報学環 教授 
（株）東芝研究開発センター ﾋｭｰﾏﾝｾﾝﾄﾘｯｸﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ 研究主幹
２７ 低エミッション都市 安井 至 国際連合大学 副学長 
２８ 環境観測 秋元肇 （独）海洋研究開発機構地球環境ﾌﾛﾝﾃｨｱ研究ｾﾝﾀｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾃﾞｨ
ﾚｸﾀｰ 
２９ 環境問題解決のための科
学技術指標 
平 啓介 
山本良一 
琉球大学 監事 
東京大学 生産技術研究所 教授 
３０ 
環境 
 
環境修復技術 西村 実 
和田英太郎 
（株）日本総合研究所 創発戦略センター 
（独）海洋研究開発機構地球環境ﾌﾛﾝﾃｨｱ研究ｾﾝﾀｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾃﾞｨ
ﾚｸﾀｰ 
３１ 計算機シミュレーションに
よる材料設計 
土井正男 
宮本 明 
東京大学大学院 工学系研究科 物理工学専攻 教授 
東北大学 工学部化学・バイオ工学科応用化学専攻 教授 
３２ 
ナ ノ
テ ク ・
材料 計測技術 合志陽一 （独）国立環境研究所 理事長 
３３ エ ネ
ル ギ
燃料電池開発と社会への
普及 
太田健一郎 
本間琢也 
横浜国立大学大学院 工学研究院 教授 
燃料電池開発情報センター 常任理事 
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番
号 
領域 シナリオタイトル シナリオライター 所属 
３４ ー 省エネルギー 殿村重彰 
 
松井一秋 
（独）新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産業技術総合開発機構省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術開発部
部長 
（財）エネルギー総合工学研究所 研究理事 
３５ 容易に真似の出来ない設
計・製造技術 
赤池 学 
 
（株）ユニバーサルデザイン総合研究所 所長 
（株）トヨタケーラム 代表取締役社長 
３６ 
製 造
技術 
 超多品種少量自動生産
システム 
中馬宏之 
橋向博昭 
一橋大学 イノベーション研究センター 教授 
（株）山武 藤沢工場 制御機器事業部 Java コンソーシアム 
３７ 社 会
基盤 
社会インフラの再生と維
持管理 
魚本健人 
 
中村英夫 
東京大学生産技術研究所 都市基盤安全工学国際研究センタ
ー教授 
武蔵工業大学 学長 
３８ 地球深部探査 大久保修平 
平 朝彦 
東京大学 地震研究所 教授 
（独）海洋研究開発機構 地球深部探査センター長 
３９ 
フ ロ
ンティ
ア 衛星技術 住 明正 
畚野信義 
東京大学 気候システム研究センター 教授 
（株）国際電気通信基礎技術研究所 社長 
４０ 食料安定供給 貝沼圭二 
高橋正郎 
（財）農業技術協会 会長 
女子栄養大学大学院 客員教授 
４１ 災害後の復旧 河田恵昭 
藤原広行 
京都大学 防災研究所 巨大災害研究センター長 教授 
（独）防災科学技術研究所 防災基盤科学技術研究部門 室長 
４２ 
安 全 
 ・ 
安 心 
 な 
社 会
の た
め の
技術 
自動車社会 小林敏雄 
大聖泰弘 
（財）日本自動車研究所 所長 
早稲田大学 理工学部 機械工学科 教授 
４３ 金融におけるリスク管理 今野 浩 
 
中央大学 理工学部 経営システム工学科 教授 
 
４４ 経済変動の予測技術 高安秀樹 
西村和雄 
ソニーコンピュータサイエンス研究所 シニアリサーチャー 
京都大学 経済研究所 複雑系経済研究センター 教授 
４５ 少子社会における「次世
代」の心身健全育成 
別所文雄 杏林大学 医学部 教授 
４６ 情報投資による効率向上 青木利晴 
平野雅章 
（株）ＮＴＴデータ 取締役相談役 
早稲田大学 ビジネススクール 教授 
４７ 科学技術におけるアジア
の多様性と融合 
石井威望 
 
東京大学 名誉教授、（株）東京海上研究所 理事長 
 
４８ 
 
 
産業 
 ・ 
社会 
芸術・文化・遊びと科学技
術 
中津良平 
松原仁 
関西学院大学 理工学部 情報科学科 教授 
公立はこだて未来大学 情報アーキテクチャ学科 教授 
 新木疥恭 
 
 
各シナリオに関しては、「Ⅲ 発展シナリオ」に、全件を図表 3-4 の順で掲載した。 
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 ３．３ 発展シナリオの概要 
 
 各発展シナリオテーマについて、提出されたシナリオが描いている将来展望・視点、日本がとる
べきアクションの提言など特徴的な部分を取り出して、各テーマ１ページに集約し、ｐ.39 以下に掲
載する。各シートには内容的に関連するテーマも記載した。 
これらは、執筆されたシナリオに書かれた将来イメージあるいは日本のとるべきアクション提案の
イメージを掴みやすいようにという意図で、事務局により、まとめられたものである。執筆された発展
シナリオは量的に膨大なものになっているために、全編を読みくだき理解していただくことは決して
容易ではない。これらの概要は、各執筆者のメッセージの一部であり決して十分な情報とは言えな
いが、各発展シナリオを読む際の手引きとして有効であると思われる。 
 
 なお、事務局では、執筆された発展シナリオから共通する認識や提案等を抽出し、以下に記載し
ておく。これらは、今後の日本の科学技術政策において、分野間の壁を越えて共有すべき認識で
あろうと考えられる。 
 
・ 分野を問わず多くのテーマにおいて、他分野との融合・学際的研究・組織間障壁打破などの必
要性が指摘されている。 
・ 分野を問わず多くのテーマにおいて、国レベルでの戦略的計画の必要性が訴えられている。ま
た、特定の目的を持った研究拠点を設立し、複数分野の人材を集合させるべきとの提案が多い。 
・ 科学技術の社会とのつながり、特に、国民的理解を得る努力の必要性が指摘されている。  
・ 社会環境変化に対応するように、制度面での改善が提案されているテーマも数多い。 
・ 推進される各政策の迅速な評価を行なうために、評価データを整備し、逐次評価が行なえるよう
な体制作りが望まれている。 
・ 本調査では日本のとるべきアクションを問うているため、欧米追従ではない日本の独自性を打ち
出した研究開発の必要性（必然性）が訴えられている一方で、モデルや成功例としては欧米のケ
ースが数多く挙げられている。 
・ 本調査では発展的な将来像を描くことを要請したが、いくつかのテーマにおいては、ネガティブ
な方向性を考えざるを得ないとの記述が見られる。 
・ 数学のような基盤的学問領域、あるいは実現困難度が高い研究分野においては、人的資源の
確保、特に分野固有の教育体制確立が提案されている。 
・ ライフサイエンス分野に関連する 9 テーマに共通に挙げられている今後のキーワードは「計算機
科学あるいは情報科学の利用」およびその「システム構築」であり、ライフサイエンス分野ではこれら
に関して不足感があるものと考えられる。 
・ 情報通信分野の各テーマではユビキタス社会の実現が前提になっており、2015 年頃を境として
社会全体が知識活用の時代を迎えるとされている。来たるべき社会の状況を表現するため、ユビキ
タス以外にも新しい概念用語を作り出す試みが始まっている。 
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 ・ エネルギー・社会基盤などの分野では、自然科学的アプローチに先立って、特に、社会的問題
の解決あるいは社会的目標設定の明確化の必要性が提案されている。 
・ 産業発展に関わるテーマにおいて、情報通信技術に対する的確な投資や施策が、安心な社会
や産業競争力の維持に結びつくという指摘がなされている。特に、ハードウエアに比べてソフトウエ
アの技術開発の遅れが指摘されている。 
 
 
また、各概要に掲載されている関連テーマは、各発展シナリオの執筆内容をもとに事務局により付
与されたものであるが、これらの関係をマップ化したものが図表3-5である。この図からは、例えば、
以下のような特徴を見出すことができる。 
 
・ 他のテーマからの関連性が特に高いテーマとしては、「情報通信環境(No.26)」、「個人のニーズ
に対応する新規医療(No.9)」、「基礎科学の位置付け(No.5)」が挙げられる。 
・ 図中の点線のように大きな括りをしてみると、「ライフサイエンス・医療」に関する括りと「情報通
信」に関する括りの重なりが非常に大きいことが特徴的である。この重なり部分とは、ロボット技術・
感覚技術・生物模倣などに関わる研究分野である。 
・ 図中の点線のように、「環境」に関する分野と「フロンティア」に関する分野を一括りにすることが
できる。この括りは環が重なったような繋がりを示しているが、環状を成すうえでキーとなっているテ
ーマがあり、それらは「衛星技術(No.39)」、「自動車社会(No.42)」、「環境観測(No.42)」などである。 
・ 「情報」に関する括りと「環境・フロンティア」に関する括りを繋いでいるのは、GPS 技術・復旧技
術・自動車技術等に関わる分野である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 3-5 
   シナリオテーマ間の関連 
ライフサイエンス・医療情報通信
製造技術・産業基盤・社会基盤
環境・フロンティア
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本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
複製・転載・引用には承認が必要です。39
テーマ １ 「科学技術進化モデルの再構築」
シナリオ執筆者：
（独）情報通信研究機構 理事長
長尾 真氏
早稲田大学 政治経済学部 教授
長谷川眞理子氏
情報科学は決して新原理を生み出しているわけではない
分析へ向かう科学と複雑さへの対処・統合へ向かう科学
日本のとるべきアクション
独創的発想を生かす社会形成
既存の学問の枠組みにとらわれない研究・教育組織
科学技術行政における法学部的発想からの脱却
情報通信機器が発達や成長に及ぼす影響の研究
関連テーマ：
「学協会の意味と活動のあり方」
「基礎科学の位置付け」
「科学技術における
アジアの多様性と融合」 など
科学技術の発展は、「分析による規則性の発見」の段階から
「生成と創造」の段階へと移行する。
２１世紀は「生成と創造」の時代であるが、それにはアセスメ
ントを欠くことが出来ない。
２１世紀科学技術の主要課題は：
２０世紀の負の遺産の解決
人間だけでなく、広く生物や環境等地球全体を良くする
方向性が必要
知識の活用による総合的な科学技術の重視
有限資源の循環的活用の科学技術の開発 （長尾 真氏）
（長谷川眞理子氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
複製・転載・引用には承認が必要です。40
テーマ ２ 「学協会の意味と活動のあり方」
シナリオ執筆者：
（独）産業技術総合研究所 理事長
吉川弘之氏
＊ 科学者は、本当に社会が必要としているものを、社会に還元する責任がある。
＊ 科学技術政策を策定していくうえで、従来以上に科学的知識が必要とされている。
＊ 日本学術会議は、学協会に望ましい構造を奨励しなければならない時期に来ている。
（吉川弘之氏）
関連テーマ：
「科学技術進化モデルの再構築」
「基礎科学の位置付け」 など
 
図１ 科学者の社会的影響の変遷と今後の予測
諸外国では、
学協会の中立的発言の
必要性が認識され、
学術会議等が政策決定に対し、
有意義な助言を行なう
という構造が出来上がってきたが、
この点で日本は立ち遅れた。
日本において、
総合科学技術会議と
日本学術会議が
両輪となって、
日本の科学技術を
牽引していく体制が整った。
日本においても、
学協会が中立的立場から
助言し、科学技術行政に
影響を与えるシステムが整う。
２０１５２００５１９９５
年
 
科学者の社会的影響の変遷と今後の予測
総合科学技術会議
（政府機関として方針を決定）
図２ 望ましい関係
意見 日本学術会議
打診
学協会
望ましい関係
（吉川弘之氏）
（吉川弘之氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
複製・転載・引用には承認が必要です。41
テーマ ４ 「数学の研究発展と数学教育」
シナリオ執筆者：
（財）数理科学振興会 理事長
広中平祐氏
算数オリンピック財団 評議員
ピーター・フランクル氏
関連テーマ：
「基礎科学の位置付け」
「経済変動の予測技術」 など
・企業と大学の連携プロジェクトの推進 （広中平祐氏）
・海外の一流の数学者による外部評価を導入
・海外の優秀な数学者の積極的な招聘
・サバティカル制度の導入（海外研究者との交流）
・若い研究者の活性化のための制度 （ピーター・フランクル氏）
・異なる分野の専門家同士が集まる小
規模な拠点の設立
・企業人と数学者が集まる小規模な拠
点の設立 （広中平祐氏）
・研究だけに集中できる国立高等数学
研究所の設立 （ピーター・フランクル氏）
・産学連携の観点からの大学主導の
人材育成の推進 （広中平祐氏）
・高校生などを対象にした数学のサマー
スクール（合宿）の実現
（ピーター・フランクル氏）
制度
教育研究拠点
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
複製・転載・引用には承認が必要です。42
テーマ ５ 「基礎科学の位置付け」
シナリオ執筆者：
（独）科学技術振興機構
社会技術研究システムシステム
研究センター長 小林信一氏
東京大学 名誉教授
平澤 泠氏
関連テーマ：
「科学技術進化モデルの再構築」
「学協会の意味と活動のあり方」 など
基礎科学の新たな概念カテゴリー
①伝統的な概念（ニュートン型）
②学際型
③教育内容の進化を契機とする体系化
④セレンディピティ効果による新領域
⑤ジェファーソン・キュリー型
⑥戦略的領域
⑦先端的イノベーション
⑧イノベーションの基盤形成研究
（平澤泠氏）
（小林信一氏）
1915 1945 1975 2005 2020 2035
科学研究
技術開発
研究政策
開発政策
乖離の進行Haldane原則（英）
RC・大学
RTD政策
LINK政策
競争政策
イノーベーション政策
公共政策
基礎シフト
ディシプリン型
ニュートン型
シーズ型開発研究
大型・長期型
ジェファーソン型・キュリー型
ハイテク型・基盤型
リニア型
ミッション省庁 ・
ミッション研究所
キャッチアップ型
（ニーズ型）
公益型
シナリオ１（無策シナリオ）
工学
応用科学
基礎科学
開発
学際研究
RC・アカデミー・大学・基礎研究所
大学
大
学
企業・ミッション研究所
シナリオ３（現実シナリオ）
科学技術コミュニティ
研究・技術政策コミュニティ
研究開
発政策
開発研究
教育政策 体系化型
学際型・戦略領域型
セレンティビティ型
学術政策
産業政策
科学技術政策
産業技術政策
キャッチアップ体制の継続
理想シナリオの部分的実現
どこまで実現できるかが
問われている
●多様な基礎科学起源の認識
●新基礎科学領域形成メカニ
ズムの認識
●基礎科学の戦略的展開体制
の整備
●新基礎科学領域の形成
●公益的課題への
取り組みの強化
自立的持続発展★
社会の形成
国際環境 社会財政支援
社会
への
貢献
研究基盤
施設
人材
設備
基礎科学
技術開発
ＥＬＳＩ
科学技術
コミュニティ
資源配
分
の考え
方
研究文
化
大学文
化
融合型研究活動
アウトリーチ
（平澤泠氏）
「基礎科学の位置付け」の変遷
「基礎科学」という概念の規定が重要
政策における「科学技術」への期待が変化したことに留意
「戦略的イニシアティブ」の立案の必要性
シナリオ２（理想シナリオ）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
複製・転載・引用には承認が必要です。43
テーマ ６ 「宇宙科学」
シナリオ執筆者：
大学共同利用機関法人 自然科学研究機構
国立天文台台長 海部宣男氏
京都大学 生存圏研究所 所長
松本 紘氏
アクション
研究開発体制の整備 （ミッション遂行専門家育成）
（研究機関の役割分担明確化）（意思決定機構の整備）
科学文化醸成のための研究開発
国家的課題に取り組むための重点施策 （松本紘氏）
関連テーマ：
「 衛星技術 」
「 科学技術進化モデルの再構築 」
「 基礎科学の位置付け」 など
アクション
責任ある体制の構築
科学コミュニティによる
オープン・統一的検討の仕組み作り
戦略と科学に根ざした透明な選定プロセス
国際共同の積極的・戦略的推進
有人活動の継続発展 （海部宣男氏）
（海部宣男氏）
（松本紘氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
複製・転載・引用には承認が必要です。44
テーマ ７ 「長寿社会に対応する再生医療」
シナリオ執筆者：
東京女子医科大学 名誉教授
桜井靖久氏
大阪大学大学院臨床遺伝子治療学
名誉教授 森下竜一氏
倫理委員会・学協会の機能
細胞・組織バンクの整備・運営
国民の理解増進・啓蒙 （桜井靖久氏）
関連テーマ：
「個人のニーズに対応する
新規医療」
「疾病構造の変化と医療」
「感覚補綴技術」 など
見直し要
文理一体型研究所 （森下竜一氏）
新設要
2010 20202015
実用化
普及
社会変化
実現技術
細胞分化技術
組織再生技術
（森下竜一氏）
皮膚再生
骨再生
血管再生
（共通）
遺伝子・細胞
導入の安価な
器具（森下竜一氏）
ベンチャーの
活躍（森下竜一氏）
ＥＳ細胞との
ハイブリット型
の人工臓器
（森下竜一氏）
糖尿病、肝障
害、心疾患等
の再生治療
（桜井靖久氏）
医療機関に
再生医療部門
の設置（桜井靖久氏）
脳血管疾患
の再生技術
（森下竜一氏）
神経細胞の
導入器具
（森下竜一氏）
臓器移植の重
症臓器不全治
療以外の利用
（桜井靖久氏）
医薬品市場の
1/3以上が組織
工学製品
（桜井靖久氏）
再生医療バイオ
クラスターによる
経済活性化
（森下竜一氏）
ベンチャー支援・育成（桜井靖久氏、森下竜一氏）
共通
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ ８ 「ナノバイオ技術を利用した創薬」
シナリオ執筆者：
京都大学大学院薬学研究科
教授 橋田 充氏
名古屋大学大学院工学研究科
教授 馬場嘉信氏
関連テーマ：
「個人のニーズに対応する新規医療」
など
中核研究機関の設置
薬事行政と一体化した国家レベルの研究支援
（橋田充氏）
2040年2030年2020年2010年
遺伝子解析
デバイス
タンパク質
解析デバイス
遺伝子解析デバイスの集積化・高機能化
ナノテクによる医療
他分野への応用
健康モニタリング
ナノバイオ技術のロードマップ
企業ニーズと研究をリンクさせる仕組み
知的財産の取り扱いの明確化
許認可にかかる時間の短縮
（馬場嘉信氏）
（馬場嘉信氏）
（橋田充氏）
（馬場嘉信氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ ９ 「個人のニーズに対応する新規医療」
シナリオ執筆者：
東京都臨床医学総合研究所 所長
新井賢一氏
東京医科歯科大学 情報医科学センター長
田中 博氏
関連テーマ：
「疾病構造の変化と医療」
「予防医学とリンクした食品科学」 など
2000 2005 2010 2015
用語コード
の標準化
医療施設
ﾈｯﾄﾜｰｸ化
電子ｶﾙﾃ
普及
EBM支援･診
療ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
医療の個人化
用語ｵﾝﾄﾛｼﾞ
副作用予測
ｹﾞﾉﾑｶﾙﾃ
早期診断
GMﾈｯﾄﾜｰｸ
ﾘｽｸ評価
ｹﾞﾉﾑMIｼｽﾃﾑ
疾患ﾓﾃﾞﾙ予測
医療の遍在化
電子ﾀｸﾞﾓ
ﾊﾞｲﾙ技術
ﾕﾋﾞｷﾀｽ医
療ﾈｯﾄﾜｰｸ
生涯健康
医療ｶﾙﾃ
電子ﾀｸﾞﾓ
ﾊﾞｲﾙ技術
医療の標準化
日本独自の研究開発・医療システム
（新井賢一氏）
ユビキタス医療健康情報管理のインフラ整備
（田中博氏）
新設要
（新井賢一氏）
（田中博氏）
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シナリオ執筆者：
九州大学 医学研究院 教授
橋爪 誠氏
慶應義塾大学 医学部 教授
森川康英氏
関連テーマ：
「長寿社会に対応する再生医療」
「個人のニーズに対応する新規医療」 など
ビジョン図：デジタルペーシエントと未来医療
生体情報（診断）とエネルギー情報（治療）の融合
エネルギーの技術革新
低侵襲治療
2005 2010 2015 2020 2030
再生医療
再生組織
人工組織
移植医療
標的療法
ドラッグデリバリーシステム
遺伝子治療
ナノロボット手術
細胞分子治療
カプセルロボット手術
コンピュータ外科手術
画像誘導下手術
コンピュータ革新
ナビゲーションシステム
仮想化手術
病態のシミュレーション
（デジタルペーシエント）
形態：臓器－組織－細胞－蛋白－分子－遺伝子
情報の技術革新
生体情報データベースの構築
機能：運動系－感覚系（力覚・触覚・視覚）－神経・内分泌系－免疫系
内視鏡ロボット手術
人間の構造と機能のシミュレーション
電 気
DNA・ATP
光・電子エネルギー
電磁波エネルギー
超音波エネルギー
年
診断技術革新
全体ビジョン ： デジタルペーシェントと未来医療
工学と医学の統合
・・・ 研究者の知的好奇心とは別の視点での資源配分が必要
（森川康英氏）
技術的発展のタイミング
 
2010 2020 2030 
 
 
次世代低侵襲画像診断技術 
新しい手術ロボット 
Haptics 搭載ロボット Telehaptics 
Open MRI 
体内埋込型細胞機能 
センサー 
Real time 3D echo 
バーチャル手術 
テーマ １０ 「低侵襲生体計測技術と低侵襲医療」
生体情報（診断）とエネルギー情報（治療）の融合一体化
診断 = 生体情報のデジタルコンテンツ化
治療 = エネルギー伝達および移動 （橋爪誠氏）
（森川康英氏）
（橋爪誠氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ １１ 「脳科学に基づく認知と情動神経機構の統合的理解」
シナリオ執筆者：
（独）理化学研究所 脳科学総合研究センター長
甘利俊一氏
慶應義塾大学 医学部 教授
加藤元一郎氏
関連テーマ：
「低侵襲生体計測技術と低侵襲医療」
「感覚補綴技術」
「生活支援ロボティックス」
「計算機シミュレーションによる材料設計」 など
・ ロボット技術など日本の得意とする
技術と脳科学の融合
・ 分子イメージングと計算論的神経科学
との融合 （加藤元一郎氏）
融合研究支援
脳科学を発展させる基礎技術としての光測定技術、
蛍光可視化技術の開発 （甘利俊一氏）
基礎技術開発
（甘利俊一氏）
（加藤元一郎氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ １２ 「感覚補綴（ほてつ）技術」
シナリオ執筆者：
国立身体障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ病院
赤居正美氏
電気通信大学 電気通信学部 教授
清水 豊氏
大阪大学大学院 医学系研究科 教授
福田 淳氏
関連テーマ：
「低侵襲生体計測技術と低侵襲医療」
「脳科学に基づく認知と情動神経機構の
統合的理解」 など
感覚補綴の方式連携が必要な研究分野
（福田淳氏）
（赤居正美氏） （清水豊氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
複製・転載・引用には承認が必要です。50
テーマ １３ 「疾病構造の変化と医療」
シナリオ執筆者：
東京大学 医科学研究所 先端医療研究ｾﾝﾀｰ長
岩本愛吉氏
国立保健医療科学院 政策科学部 部長
長谷川敏彦氏
関連テーマ：
「個人のニーズに対応する新規医療」
など
新興感染症の予知予測は困難：
地球の温暖化、人口の高齢化、
食料生産 と流通の進歩や変
化、社会風俗、若者の意識、国
内や国際的な人口の流動性、医
療技術の進歩などが影響
（岩本愛吉氏）
2050年に日本は究極の
社会に到達し、
貧乏婆さんに王様の医療を
提供する体制が求められている
（長谷川敏彦氏）
体制
感染症の知識をもつ医学系
および生物系の人材が不足
（岩本愛吉氏）
人材育成
（長谷川敏彦氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
複製・転載・引用には承認が必要です。51
テーマ １４ 「予防医学とリンクした食品科学」
シナリオ執筆者：
東京大学大学院 農学生命科学研究科 教授
阿部啓子氏
京都大学大学院 農学研究科 教授
伏木 亨氏
関連テーマ：
「個人のニーズに対応する新規医療」
「疾病構造の変化と医療」 など
健康人を対象とした健康に関わる総合的な
学問分野の構築 （伏木亨氏）
・産官学連携で「予防医学とリンクした食品科学」
国家プロジェクトを立ち上げる
・機能性食品システム生物学の充実
（阿部啓子氏）
要支援の研究分野
（阿部啓子氏）
（伏木亨氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ １５ 「生命科学の学際的発展」
シナリオ執筆者：
（独）理化学研究所 脳科学総合研究センター
臼井支朗氏
関連テーマ：
「脳科学に基づく認知と情動神経機構の
統合的理解」 など
ニューロインフォマティクス発展シナリオ概略
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（臼井支朗氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ １６ 「五感を活用するコミュニケーション」
シナリオ執筆者：
日本電信電話（株） コミュニケーション科学基礎研究所
柏野牧夫氏
東京大学大学院 情報理工学系研究科 教授
舘 暲氏
・五感の活用はコミュニケーション本来の姿
・人間を主軸に据えた設計論の確立
・新領域、融合領域、学際領域に共通の方法論の確立
・横断型科学技術の振興は過去の「基礎科学」に学べ
・感覚モダリティ間、感覚‐運動間の協調関係の探求
・祭礼、芸能、武道など伝統文化を科学の俎上に載せよ。
・ブロードバンド時代の知覚工学の確立
・情報通信技術の短期的・長期的安全性に関する研究
関連テーマ：
「感覚補綴（ほてつ）技術」
「ヒューマノイド（人型ロボット）技術」
「情報通信環境」 など
（舘暲氏）
（柏野牧夫氏）
（舘暲氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
複製・転載・引用には承認が必要です。54
テーマ １７ 「超大容量情報処理デバイス」
シナリオ執筆者：
東北大学 情報シナジーセンター長
根元義章氏
情報処理機能の
集中化 分散化
情報処理機能特殊化
汎用化
情報処理デバイスの進化サイクル
情
報
処
理
の
規
模
（
＝
演
算
速
度
ｘ
記
憶
容
量
ｘ
通
信
容
量
）
量的拡大の時代 質的変容の時代 ポスト・ユビキタス社会
２０１０年 ２０２０年 ２０３０年
ユビキタス
デバイスの普及
情報処理デバイスの進化
半導体デバイス
物理的限界
既存社会制度の
対応限界
新しい原理の発見と
それに基づく情報処理の拡大
社会制度の本質的変革
知識処理による
情報処理の規模
演算速度の高速化
記憶容量の増大
日本のとるべきアクション
・高度な情報処理機能における技術の蓄積
→汎用化・分散化による普及
・境界領域の技術エリート育成
・専門的小企業の積極的育成
関連テーマ：
「情報通信システムにおける超低消費電力技術」
「超高速大容量ネットワーク」
「情報通信環境」 など
（根元義章氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ １８ 「情報通信システムにおける超低消費電力技術」
シナリオ執筆者：
法政大学 工学部 教授
中村 徹氏
（独）情報通信研究機構 情報通信部門長
松島裕一氏
 
アクセスポイント数
アプライアンス
 
集積回路
 
2005年 201 5年 20 30年 
無線LAN
 
 1-2個
 
ホーム内
オフィス内
 
地域内  グローバル化
携帯電話型
リストウオッチ型
液晶透過型
カードキー型
反射型液晶
１回/年１回/１週間充電回数 １回/月
集積度 １０　個
100/m 100/室 100/室
送信電力ー1W 送信電力ー1mW
現状の携帯電話(CDMA）の送信電力
３００ｍAX3.5V＝１W(動作時）
0.2 回/年
充電なし
１０　　個
９ １０
１０　　個
１２
形状
送信電力
情報通信システム
Si, GaAs半導体 ワイドギャップ半導体 ワイドギャップ半導体
有機半導体
取るべきアクション（ネットワークシステムに関して）
①超高速伝送によるビットあたりの消費電力の低減
②周波数利用効率の向上によるビットあたりの
消費電力の低減
③ノードの全光処理化によるスイッチ電力の低減
④カットスルーなどネットワーク制御技術による
ネットワーク全体の低消費電力化
・今後の「アプライアンス」の浸透は、
過去のモータの浸透のアナロジー
・技術進化の要因
「アクセスポイント」
「アプライアンス」
「半導体集積デバイス」
関連テーマ：
「超大容量情報処理デバイス」
「超高速大容量ネットワーク」
「情報通信環境」など
（中村徹氏）
（松島裕一氏） （中村徹氏）
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テーマ １９ 「超高速大容量ネットワーク」
・ ワイヤレスアクセス網の広帯域化の進展
・ M-レゾナントネットワーク（２０１５年ごろ）
人間と機械の通信の汎化、高度化
・ L-レゾナントネットワーク（２０３５年ごろ）
生活の質、生命、心の問題に及ぶネットワーク技術
関連テーマ：
「超大容量情報処理デバイス」
「情報通信システムにおける
超低消費電力技術」
「情報通信環境」など
（井上友二氏）
（井上友二氏）
シナリオ執筆者：
日本電信電話（株）取締役
第三部門長 井上友二氏
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テーマ ２０ 「生活支援ロボティクス」
シナリオ執筆者：
東北大学大学院 工学研究科 教授
小菅一弘氏
（株）国際電気通信基礎技術研究所
知能ロボティクス研究所長
萩田紀博氏
これからの生活支援ロボティクスでは、
種々のロボットをネットワークで情報通信基盤に繋げることが先決。
パワーアシストできる技術を優先的に高度化させる。
社会的知能 （対人コミュニケーション） 技術で日本がイニシアティブを。
（萩田紀博氏）
関連テーマ：
「脳科学に基づく認知と情動神経機構の統合理解」
「感覚補綴技術」
「五感を活用するコミュニケーション」
「ヒューマノイド（人型ロボット）技術」
「芸術・文化・遊びと科学技術」 など
ユーザ
一般ユーザ
学習・趣味・娯楽などの
サービスを介した
コミュニティー
ユーザ
知能化スペース
ユーザ
ユーザに応じた
快適空間
快適生活支援
支援デバイス・
支援ロボット
知能化スペース
ユーザ
知覚支援，認知支援
移動支援，作業支援
癒しなど
支援デバイス・
支援ロボット
知能化スペース
ユーザ
健康管理・維持支援
リハビリ支援
セキュリティ
その他
サービスプロバイダ
支援デバイス・
支援ロボット
ユーザ
サービスプロバイダ
安全・安心生活支援
支援デバイス・
支援ロボット
ユーザ
知能化スペース
知能化スペース
サービスプロバイダ
健康生活支援
いきいき生活支援
支援デバイス・
支援ロボット
ユーザ
 第１期 
（現在～2015年）
第２期 
（2016年～2030年）
メカロボット
生活支援ロボット
生活支援ロボティクスのための技術ロードマップ
これからの生活支援ロボティクスでは、
サービスを科学する学際領域「サービス科学」の発展が必要。 （小菅一弘氏）
コミュロボット
テーマ ２１ 「ヒューマノイド（人型ロボット）技術」
シナリオ執筆者：
日本学術振興会 監事
井上博允氏
ソニーコンピュータサイエンス研究所 会長
土井利忠氏
関連テーマ：
「五感を活用するコミュニケーション」
「生活支援ロボティクス」
「芸術・文化・遊びと科学技術」 など
ヒューマノイド
ＯＳ＆ＮＥＴ
ヒューマノイド
オプションズ
アーム
ハンド
ビジョン
レッグ
ロボット
セミコン
ヒューマノイド
パーツ
センター
ヒューマノイド
設計事務所 １
モーション
タスクウエア
ヒューマノイド
製作所
Ｇｅｎｅｒａｌ Ｈｕｍａｎｏｉｄ
ヒューマノイド総合会社
ヒューマノイド販売ヒューマノイド
ソフトウエア
ヒューマノイド
システム
インテグレータ
ヒューマノイド
技術サポート
ヒューマノイド
修理ネットワーク
ヒューマノイド
保守サービス
ヒューマノイド
レンタリース
中古
ヒューマノイド
マーケット
ヒューマノイド
アクターズ
ヒューマノイド
訓練センター
ワールドワイド
テレアクト
サービス
ヒューマノイド
ゲームセンター
ヒューマノイド
派遣サービスヒューマノイド保険
演劇
映画
ＣＭ
イベント
個人ユ ーザ
デパート
建設
運輸
製造工場
物品配送
福祉施設 病院・療養所 オフィス マンション管理会社 自治体
一般家庭
ヒューマノイド
設計事務所 ２
ヒューマノイド
設計事務所 ３
ヒューマノイドの技術要件
（1）モビリティ： 人間が生活している環境内を自由に移動していく能力をもっている。
（2）ハンドリング： 色々なものを掴んだり動かしたり操作したりする能力をもっている。
（3）インテリジェンス： 周囲の物や人を認識し、人と知的に対話し、
自律的に移動し、ハンドリングする能力を持っている。
（4）以上の３機能を人間と同様な形のコンパクトなユニットとして統合されている。
ヒューマノイド関連産業における技術や製品の流れとバリューチェーン
(井上博允氏)(土井利忠氏)
(井上博允氏)
パーソナルロボットの用途
万能ユーティリティ、
３Kロボット
重ユーティリティ、
軽ユーティリティ
ホーム・ロボット
コミュニケーション・ロボット
エンターテイメント・ロボット
見えないロボット、おもちゃ
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ ２２ 「ＧＰＳ技術による情報サービス」
シナリオ執筆者：
東京大学 空間情報科学研究センター 教授
柴崎亮介氏
（財）ディフェンスリサーチセンター 理事
玉真哲雄氏
位置と時刻をリアルタイムに決定
精密な軌道決定、高精度同期
①地図情報の共有化・流通環境整備
②精度認証
③位置解決サービスのための標準化
④衛星測位に関する独自技術の育成
⑤個人情報の保護
⑥サービスの高度化
コンテクストの把握技術
サービス生成技術
関連テーマ：
「超高速大容量ネットワーク」
「衛星技術」
「情報通信環境」など
（柴崎亮介氏）
（第39回総合科学技術会議資料）
安全保障面の課題認識と対処
GPS「敵性利用」不測事態等
（玉真哲雄氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ ２３ 「ソフトウェアエンジニアリング」
シナリオ執筆者：
東京大学大学院総合文化研究所 教授
玉井哲雄氏
（株）ＮＴＴデータ技術開発本部
山本修一郎氏
研究分野全体の発展
キーポイント ：
「コンポーネント化」の再考＆対処
世代別特徴を活かした人材活用
複数分野を理解するソフトウェア技術者
社会的課題対応
価値観・自覚等の変化を促す
制度・認定機関などで対処する
ユビキタスソフトウェア製品の競争力
関連テーマ：
「情報投資による効率向上」
「容易に真似の出来ない設計・製造技術」 など
2005 2015 2030
ギガ テラ ペタ
自動検証の
理論確立
連続時間の
計算理論
空間連続体の
計算理論
自己組織化モデルからの自動生成
要求･ポリシー
からの自動生成自己修復
ハードウェア
理論
技術
年
分野
産業的発展
（山本修一郎氏）
（玉井哲雄氏）
（両氏共通）
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テーマ ２４ 「情報技術による生物模倣」
シナリオ執筆者：
北海道大学大学院情報科学研究科 教授
大森隆司氏
（株）国際電気通信基礎技術研究所
脳情報研究所長
川人光男氏
２０１５ ２０２５ ２０３５
高次脳機能の科学
情報処理の技術
今後の発展シナリオ
ヒト認知過程の脳科学
認知行動の
脳過程解明
情報処理的手法
による再現
情報技術による
「脳認知機能の
計算模倣」
新技術としての擬似的な
心のシミュレーション
ユビキタス人間行動支援
エージェントの実現
脳波計測ブレイン・ロボット
インターフェース
脳波による機器制御脳波情報入力
情報技術による
ヒト他者認知機能
の模倣
日本のとるべきアクション
他者認知の情報処理に関る研究活動の場の形成
脳計算原理に基づく計算機構の研究・開発体制整備
脳に学ぶヒューマノイドロボット開発
ブレイン－ロボット・インターフェースの研究開発
関連テーマ：
「脳科学に基づく認知と情動神経機構の統合的理解」
「感覚補綴（ほてつ）技術」
「ヒューマノイド（人型ロボット）技術」
「生活支援ロボティックス」 など
（川人光男氏）
（大森隆司氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ ２５ 「量子情報技術」
シナリオ執筆者：
東京大学大学院情報理工学系研究科 教授
今井 浩氏
スタンフォード大学電気工学科 教授
山本喜久氏
関連テーマ：
「 超大容量情報処理デバイス 」
「 情報通信システムにおける
超低消費電力技術 」
「 超高速大容量ネットワーク 」
「 情報通信環境 」 など
 
量子情報技術の展開 
2000 2010 2020 
従来半導体デバイスの進展
CMOS方式VLSI
 
量子効果の壁
量子コンピュータの 
理論研究・実現研究
量子暗号・通信
研究 
量子情報 
ネットワーク展開
量子計算 
量子暗号 
量子通信 
研究 
プロジェクト 
立ち上げ 
量子暗号・通信 
システム実現 
小規模 
量子コンピュータ 
大規模 
量子コンピュータ 
超微細化 
2030
量子情報ネットワーク
基盤
量子情報技術の展
既存技術の発展との関係
 
困難さ
現在 2015年 2030年 
量子暗号 
量子計測 
量子中継
量子認証
 
量子シミュレータ
量子コンピュータ
量子計算
量子通信
 
量子ビット数 
(システムサイズ)
10
1
10２
10３
10４
10５
10６
アウトプットが期待されるもの
それらの困難さ （山本喜久氏）
（今井浩氏）
（今井浩氏）
＊大学院専修コース設置等による
人的資源育成
＊理論と実験の連携 （今井浩氏）
大学院の上に位置する高等教育機関による体系的教育
（山本喜久氏）
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シナリオ執筆者：
東京大学大学院 情報学環 教授
坂村 健氏
（株）東芝 研究開発センター 研究主幹
土井美和子氏
従来の情報流
新しい情報流
情報の構造化
実空間
情報空間
IT アクチュエーション
日本の取るべきアクション
・インフラストラクチャの部分での主導権を
・諸外国との協調体制を確保する
・研究開発から実用化への道
関連テーマ：
「 超大容量情報処理デバイス 」
「 情報通信システムにおける
超低消費電力技術 」
「 超高速大容量ネットワーク 」など
（坂村健氏）
（土井美和子氏）
（土井美和子氏）
テーマ ２６ 「情報通信環境」
Ｉ Ｔ アクチュ エ ーショ ン の実現
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テーマ ２７ 「低エミッション都市」
シナリオ執筆者：
国際連合大学 副学長
安井 至氏
関連テーマ：
「環境問題解決のための科学技術指標」
「省エネルギー」
「社会インフラの再生と維持管理」 など
・ 原油価格が高騰すれば環境技術開発
が進展する可能性がある。
・ 環境対策は企業の利益確保にとって
負の効果を持つから、環境技術の開発
が進むには、環境政策の推進と社会の
変革が同時に進む必要がある。
（安井至氏）
（安井至氏）
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テーマ ２８ 「環境観測」
シナリオ執筆者：
（独）海洋研究開発機構
地球環境フロンティア研究センター
秋元 肇氏
提案
＊ 地球環境観測への戦略 ・・・ 環境安全保障
＊ アジア大気汚染衛星 ・・・ 環境版「ひまわり」映像を毎日提供
＊ 二酸化炭素モニタリング衛星 ・・・ 高度化
＊ アジアの地上モニタリングネットワークの拡大 （秋元肇氏）
関連テーマ：
「環境問題解決のための
科学技術指標」
「環境修復技術」
「地球深部探査」
「衛星技術」 など
対流圏
化学成分
観測衛星
の発展
地上観測
モニタリング
ネットワーク
の整備
CO2衛星（GOSAT） CO2衛星改良後継機
垂直・水平高分解能衛星
アジア大気汚染衛星
静止軌道大気汚染監視衛星
垂直・水平高分解能衛星
CO2成分
大気汚染成分
WMO/GAW東南アジア整備
EANET大気汚染モニタリングへの拡充
スーパーサイトの整備
中国・モニタリングネットワークの整備
インド・モニタリングネットワークの整備
2005 2010 20202015
南アジア・中央アジア観測モニタリング整備
網
年
地球環境観測モニタリングの将来イメージ
（秋元肇氏）
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テーマ ２９ 「環境問題解決のための科学技術指標」
シナリオ執筆者：
琉球大学 監事
平 啓介氏
東京大学 生産技術研究所 教授
山本 良一氏
関連テーマ：
「環境観測」
「低エミッション都市」
「省エネルギー」 など
＊主体間の利害関係を調整する環境
ガバナンスのために指標は重要な役
割を果たす。
＊指標に関する国民的議論を喚起して
コンセンサスを確立する必要がある。
＊データベースの整備やマスコミによ
る継続的な情報提供も重要。
（山本良一氏）
＊グリーン購入、エコラベル関連で環境
　効率、ファクター、ｴｺｲﾝｼﾞｹｰﾀを積極的
　な利用を進める（環境性能の飛躍的向
　上を目指す）
＊LCAのデータベースの整備を進める
＊アジア圏にこれらの指標を普及させる
＊マスメディアで常時、経済指標と合わ
　せてこれらの指標を報道する
＊WTOのPPMに、LCAを組み込むことを提案
　する
＊政党や政治家のﾏﾆﾌｪｽﾄにファク
　ターやﾏﾃﾘｱﾙﾌﾛｰ関係指標が引用
　されるようになる
＊法律でエコデザインが義務化さ
　れ、環境性能が環境効率によっ
　て規定される
＊エコインジケータ（LCIA）が活
　発に使用されるようになる
＊計算方式の標準化進む
＊製品の環境性能指標と
　して環境効率やファク
　ターが使い始められる。
＊気候ターゲットと連動
　して社会全体のファク
　ターが議論される
　
ファクター　　　　　　
　環境効率
　ﾏﾃﾘｱﾙﾌﾛｰ
　　関係指標
　ｴｺｲﾝｼﾞｹｰﾀ
　　（LCIA）
＊気候変動のアジアの影響について、国、
　地域別の詳細な評価を行う
＊危険な気候変動についての研究を強力
　に推進し、ターゲット2℃の妥当性を検
　証する
＊気候ターゲットについての国民的議論
　を喚起し、コンセンサスを得る
＊EUの提唱する気候ターゲット
　(2℃)が国際的合意を得る
＊米国、中国、インドを含めて新
　たな気候管理条約が調印される
（ポスト京都議定書）
＊2005年11月から始まる　　
　　
　ポスト京都議定書交渉　
　での主要な争点となる　
＊危険な気候変動の可
　能性についての研究が
　進む
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
気候ターゲット
＊サステナビリティ指標の一種として、　
　研究及び実地利用を開始する
＊政策決定の参考指標として使用
　される
＊企業、家庭での利用が始まる
＊計算方式の標準化進む
＊多数の国、地方自治体
　での使用が進む
ｴｺﾛｼﾞｶﾙ・ﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄ
日本のとるべきアクション2013年以降
発展シナリオ
　　　　　　～2012年
　　　　　
　　　　　　　　　　
環境問題解決のための
科学技術指標
環境ガバナンスのための科学技術指標の発展
（山本良一氏）
＊食料生産やクリーンエネルギーを
生産する海洋の生態系の制御のため
に科学技術指標が必要。 （平啓介氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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＊底泥のPOPs条約対象化学物質を対象と
した原位置バイオレメディエーションとその
原位置モニタリングを世界に先駆けて開発
＊大規模現場実証試験の推進
＊環境修復技術による国際貢献 （西村実氏）
テーマ ３０ 「環境修復技術」
シナリオ執筆者：
（株）日本総合研究所 創発戦略センター
西村 実氏
（独）海洋研究開発機構 地球環境フロンティア研究センター
和田英太郎氏
省エネルギー、省物質収支、環境保全を
軸とした技術立国を目指す。（和田英太郎氏）
関連テーマ：
「環境問題解決のための科学技術指標」
「省エネルギー」 など
環境修復ニーズ
2005年 2010年 2015年 2020年
日米欧の土壌・地下水汚染 ＋　　BRICｓ諸国の土壌・地下水汚染
＋　底泥、閉鎖性水域、砂漠化
対象物質
油分、BTEX、VOCｓ、重金属類 ＋　　POPｓ条約対象化学物質
POPｓ条約対象化学物質
の嫌気分解微生物探索・育種
難分解性化学物質分解
嫌気微生物のカルチャー・コレクション
ナノ材料の応用
材料の効率的
原位置注入技術の開発
環境修復用高機能植物の作出
根圏生態系の解明
微生物群集
解析装置
微生物群集解析
によるモニタリング
POPｓ対象化学物質に対する
嫌気微生物のバイオレメディエーション
高機能植物、
根圏生態系の応用
植物と微生物を組み合わせた原位置ハ イブリッ ドシステム
図５　環境修復技術が植物と微生物の原位置ハイブリッドシステムに向かうシナリオ
植物と微生物による原位置ハイブリッドシステムへ
自然と共生する社会へ
 環境観測 環境 エネルギー・技術 社会 
2005 ・グローバル ・受身の保護 ・石油消費 
・集中型エネルギー 
 
2010 ・地域観測  ・ハイブリッドカー 
・太陽エネルギー 
・分散型 
・木材の輸出 
・里山の開放型復活 
2015 ・ローカルモデル 
・環境変動予測モデル 
・老人人口↓ 
・CO2 放出↓ 
・分散型エネルギー 
 
 
2020 ・携帯電話から人工衛
星情報 
・積極的安全安心の確
立 
（環境水を河川へ） 
・高層ビルの水リサイ
クル 
・再利用システムの完
備リサイクル 
 
2025  ・高度生物利用 
・上水生成システムの
確立 
・都市を中心とした水
のリサイクル 
・水の光分解 ・水単位の行政区の確
立 
2030   ・H2 エネルギー系の
確立 
・リサイクル共役国際
連携の確立 
 （和田英太郎氏）（西村実氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ ３１ 「計算機シミュレーションによる材料設計」
シナリオ執筆者：
東京大学大学院工学研究科 教授
土井正男氏
東北大学工学部 教授
宮本 明氏
アクション
＊シミュレーションプログラムの査読・公開システム
＊プロジェクトの成果 （シミュレーションソフト）の
統合化に向けた話し合い開始 （土井正男氏）
関連テーマ：
「科学技術進化モデルの再構築」
「ソフトウェアエンジニアリング」
「容易に真似の出来ない
設計・製造技術」 など
ロードマップ
2005 2015 2025
大学等研究機関に
おける発展
企業における発展
成果の統合化 共通のプラット
フォーム形成
CAE: Computer Aided Engineering
材料CAEの
確立
プログラムの
査読・公開
による評価
企業の開発力強化
良質のシミュ
レータの蓄積
シミュレーション技術の
ブレークスルー
基盤形成 成長 成熟
プラットフォーム
の普及
成功例の拡大プログラム連携の促進
基礎･応用の技術
移転の加速
マルチスケール
モデリングの研究
新規シミュレータの開発
企業ノウハウを取り込んだ
従来型CAEの拡張的発展
実験を補完する仮
想実験手法として
確立
材料･プロセス設
計手法として確立
材料CAEの
導入開始
成果の流れ
アクション
＊主要大学に研究科・専攻等を設立
＊日本の中核的センターを設立
＊大型プロジェクトの推進 （宮本明氏）
（土井正男氏）
（宮本明氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ ３２ 「計測技術」
シナリオ執筆者：
（独）国立環境研究所 理事長
合志陽一氏
2010年頃 2015年頃 2020年頃
（１） 高度インテリジェント化 物理的試料調整の全自動化 化学的処理の全自動化
（２） プローブとしての試薬開発 すでに日本は優位 → 優位性を維持
（３） パーソナルモニタリング 物理量モニタリング 生理状態モニタリング
（４） 複合CT技術 複合情報評価完了 複合CTのプロトタイプ
（５） 東洋医学と計測技術の融合 基礎検討完了 パーソナルモニタリングの実用化
計測化学 表現化学 化学診断学
サンプリング 物質分離
励起・信号発生・検出 信号分離 データ処理
精密化学工学 精密分離化学 精密反応化学
精密物性化学 情報化学
情報化学 エレクトロニクス
応用物理
化学物理 物化・無化
有化・生化
生理学
　化学種、時・空間構造、特性
（構成要素、要素間関係、特性）
マン・マシン　　　インタフェイシング
マシン・マシン　　インタフェイシング
判断
予測
情報の流れ
図１　計測化学の位置づけ
計測化学の位置づけ
今後注目すべきユニークな分野
意識すべきこと
＊ユーザーとして生活者（市民・消費者）
あるいは自然を意識
＊他分野の研究者・技術者との
交流を意識的に組織
関連テーマ：
「容易に真似の出来ない設計・製造技術」 など
（合志陽一氏）
（合志陽一氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ ３３ 「燃料電池開発と社会への普及」
シナリオ執筆者：
横浜国立大学大学院 工学研究院 教授
太田健一郎氏
燃料電池開発情報センター 常任理事
本間琢也氏
燃料電池の技術開発及びそのインフラを
含めた普及のための財源に炭素税を活用
（太田健一郎氏）
関連テーマ：
「低エミッション都市」
「省エネルギー」 など
定置型
移動用
PAFC
PEFC
MCFC
PEFC
水素供給
インフラ
図3　燃料電池開発と社会への普及
熱利用技術
実証
ﾌﾘｰﾄ普及促進実用化
実　　証
次世代材料研究 次世代システム実証
民生用実用化
普及促進
システム実証
普及促進
普及段階
普及段階
普及段階
次世代材料研究 次世代システム実証
システム提案・開発
普及促進
2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035
システム実証
基盤整備・普及促進
普及促進
民生用実用化
普及の
ロードマップ
今後10～30年の技術課題
◆家庭用燃料電池
耐久性を向上させるための劣化メカニズムの解明
◆燃料電池自動車
コスト低減
水素供給インフラの整備
抜本的な技術のブレークスルー
◆定置式燃料電池の市場導入
コージェネ用燃料電池の発電効率の目標を
35％から40％に高めるべき。
（太田健一郎氏）
（本間琢也氏）
＊市場経済的なブレークスルーを生む体制
構築のための研究開発投資
＊環境負荷の少ない水素生産のための
技術の開発促進 （本間琢也氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ ３４ 「省エネルギー」
シナリオ執筆者：
（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構
省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術開発部長 殿村重彰氏
（財）エネルギー総合工学研究所
研究理事 松井一秋氏
関連テーマ：
「燃料電池と社会への普及」
「環境問題解決のための科学技術指標」
「自動車社会」 など
各部門における各課題の達成見込み時期
＊自然科学的アプローチと
社会科学的アプローチの複眼発想
＊国民のライフスタイルを再設計するポリシー
： 高原のサナトリュームのスリム感
＊省エネルギー技術戦略に集約した取り組み
（殿村重彰氏）
省エネルギービジョン
 
 ２０１０年～ ２０１５年～ ２０２０年～ 
民生部門 
（家庭） 
・CO2 ヒートポンプ給湯器 
・二層ガラスの低価格化 
・ディスプレイなどの製造方
法合理化 
・スイッチング電源方式の規
格統一 
・廉価型管理システム 
・点／面光源の最適組み
合わせ 
・カスケード熱交換 
 
民生部門 
（業務） 
・HF 蛍光灯の効率改善、白
色 LED および有機 EL との
ハイブリッド化 
・BEMS 自身の経済合理性 
・伝熱特性の優れる熱交換
器 
 
運輸部門 ・ハイブリッド自動車トータル
最適化 
・極限低摩擦材料 
・モーダルシフト 
 
産業部門 ・低損失スイッチング素子の
戦力化 
・蓄電熱技術の化学エネル
ギーへの変換・貯蔵 
・酸素富化燃焼
 
（殿村重彰氏）
（松井一秋氏）
＊冷静な分析を可能にするエネルギー情報基盤
＊エクセルギー分析とトータルエネルギー収支を考慮
＊新たな「都市の論理」
（フラクタル的な個（地域、コミュニティと全体の係わり合い）
（松井一秋氏）
ライフスタイル
家庭パラダイム変化
産業パラダイム変化
移動パラダイム変化
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ ３５ 「容易に真似の出来ない設計・製造技術」
シナリオ執筆者：
（株）ユニバーサルデザイン総合研究所 所長
赤池 学氏
（株）トヨタケーラム 社長
氏
関連テーマ：
「 ソフトウェアエンジニアリング 」
「 超多品種少量自動生産システム 」
「 情報投資による効率向上 」 など
競争力を長期にわたって保持するために、
その「進化と社会」の関係について注目すべき分野
情報化 ・ バイオおよび医療 ・ 環境
（赤池学氏）
＊ 業界別課題の明確化
＊ プロセス構想
設計部門・製造部門・中小モノ造り企業の
協業体制
国策機関産業向けCAD/CAMの
戦略的開発支援
＊ 支援システムの研究開発と実用化
第３世代３TierネットワークCAD
協創開発を支えるノウハウ等のプロセス支援
ソフトウェア開発・保守作業の支援
設計履歴・データ互換性の管理
 新木疥恭 
 新木疥恭 （ ）氏
 新木疥恭 （ ）氏
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ ３６ 「超多品種少量生産システム」
シナリオ執筆者：
一橋大学 イノベーション研究センター 教授
中馬宏之氏
（株）山武
橋向博昭氏
情報連携技術
部品標準化
エンドユーザコンピューティング
自動認識
高度組立労働力の確保
海外労働力
高度組立ロボットの開発導入
生産活動
消費者
業界団体
取引先企業
サプライヤ
パートナ
標準・規格
基幹DB
設計開発部門
SW開発部門
共通スキーマ
Webサービス
ERP
構成情報
CRM
SCM
設計・図面情報
受発注情報
決済情報
カタログ
調達情報
顧客情報
PDM
MRP
MES
レシピー情報
生産情報
品質情報
標準化と相互連携・情報統合
技術開発支援振興策
組織限界の打破
関連テーマ：
「情報投資による効率向上」
「金融におけるリスク管理」
「容易に真似のできない設計・製造技術」
など
（橋向博昭氏）
（中馬宏之氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ ３７ 「社会インフラの再生と維持管理」
シナリオ執筆者：
東京大学 生産技術研究所 教授
魚本健人氏
武蔵工業大学 学長
中村英夫氏
＊重点研究課題の特定と
研究資源の重点配分
＊研究成果の創業者利益の確保
（中村英夫氏）
関連テーマ：
「低エミッション都市」
「災害後の復旧」 など
 既存構造物の性能評価手法 
性能予測技術
中性化・塩害
化学的侵食
凍害・アル骨
リサイクル材料
モニタリング技術
変形性能
化学成分検知
品質検知
環境作用
LCC算定手法
補修・補強設計
2005 2010 2015 
機構解明 性能評価
機構解明＆材料劣化予測 性能評価
機構解明＆性能評価
各手法の成熟
化学的侵食・凍害・アル骨対応
中性化・塩害対応
試験室レベルの技術確立 実用化
再劣化メカニズムの解明 設計理論 美観・景観性能を考慮
RM 的 LCC 算定
図 11 社会基盤ストックのメンテナンスにおける技術開発のロードマップ 
コンクリート構造物を中心としたロードマップ
（魚本健人氏）
＊時限的中核研究機関の設置
＊他分野融合型先端的モニタ
リング技術開発
＊産学官の人事流動
（魚本健人氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ ３８ 「地球深部探査」
シナリオ執筆者：
東京大学地震研究所
大久保修平教授
(独)海洋研究開発機構
平朝彦氏
掘削
＊掘削技術は、
確実に世界のトップを狙える分野
物理探査
＊陸上探査では、
データ解析のための
ソフトウェア人材を充実させ
成果を国際貢献の形へ
＊海域探査は、
優位性を確保し、成果を民生転用へ
（大久保修平氏）
関連テーマ：
「基礎科学の位置付け」
「ＧＰＳ技術による
情報サービス」
「災害後の復旧」 など
全体的な進展
海底掘削
（平朝彦氏）
（大久保修平氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ ３９ 「衛星技術」
シナリオ執筆者：
東京大学 気候システム研究センター 教授
住 明正氏
（株）国際電気通信基礎技術研究所 社長
畚野信義氏
発展のシナリオ
有人宇宙飛行は技術を強く牽引、政治マター
現実的シナリオ
地球観測：精度の向上、災害対策への寄与
夢のあるシナリオ
例：「月で何かをすること」
日本のとるべきアクション
「シナリオ」の明確な選択
衛星技術の進化は、意思決定に追随する
現状分析
非軍事環境での開発
商業衛星：パーツ、コンポーネントに優位
科学観測分野（センサーなど）世界最先端
打ち上げ失敗の痛手
システム統合化、マネージメントに課題
予算縮小が負のスパイラルを生む
２０１０ ２０２０ ２０３０
既存の衛星
計画の実施
成功 or
失敗
新しい宇宙開発体制の構築
衛星編隊飛行技術確立
衛星データと地上データの
ネットワーク技術の確立
衛星データの移動体への直接配信
宇宙開発体制の萎縮・混乱
宇宙予算の削減
従来型の衛星開発の継続
ネットワーク技術の確立
米・中の谷間に埋没
今後の発展シナリオ
関連テーマ：
「宇宙科学」
「GPS技術による情報サービス」 など
（畚野信義氏）
（住明正氏）
（住明正氏）
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テーマ ４０ 「食料安定供給」
シナリオ執筆者：
（財）農業技術協会 会長
貝沼圭二氏
女子栄養大学大学院 客員教授
高橋正郎氏
世界規模の食料需給に関わる国際貢献（両氏共通）
関連テーマ：
「予防医学とリンクした
食品科学」 など
  先進国での過剰基調・生産調整  食料在庫減少  世界人口の増加                        国際食料価格高騰  
  一部途上国での飢餓      ↓         価格上昇気味     +           大幅な穀物需要増     生産国での食料禁輸  
国際食料市場   国際価格上昇     ながらも  途上国の所得増         ↓                    ↓  
   食料需給に変調の兆し      ↓         世界食料需給       ↓          世界食料需給の破綻   食料確保で国際紛争  
    └→米･ＥＵで生産調整の廃止･緩和  生産調整解除     は均衡  畜産物消費増                          一部国地域でパニック  
                         WTOの下  引 担い手喪失  依然として農業の担い手不足  
  農業の担い手喪失        農産物の  続 放棄地増加  食料輸入増加     拡大するFTA→東･東南アジアから農業労働力受け入れ  
国内食料供給     耕作放棄地の増加      市場開放  き  米消費減少    自給率低下            成長する農業生産法人が雇用←┘  
  ４割強の             極めて低い     米生産調整は依然継続  依然として農地の“分散錯圃”が解消されず、放棄地解消ならず  
   水稲の生産調整      食料自給率  農業生産法人の生産シェア拡大  耕作放棄農地の復元で巨額の財政支出  
    国内農業の回復が見通せないまま、  
  世界的な食料供給過剰基調の下での  食料国際価格は上昇するが  また、外交手段を駆使して輸入先を躍起に探し求めるが、  
国内食料需給      大量の食料輸入に支えられた     潤沢な外貨蓄積を使って      「食料安定供給」の展望が明らかにならず  
          底の浅い「食料安定供給」  やはり輸入依存の  戦後の食料難時代を彷彿させるような事態が出現する可能性  
    やや不安な「食料安定供給」  他方、強制的な供出も課せられず、食料の均等配分もままならず  
  第１世代遺伝子組換え作物の実用化    第２世代遺伝子組換え作物の実用化    農業生産工程でロボットの利用  
    └→ただし安全性で消費者反発    照射含め､輸送･貯蔵技術の発展      地球環境の悪化に伴う農業生産条件変化への対応技術  
科学技術展望  有機･環境保全型農業の萌芽    環境保全型農業への注目拡大       資源循環型｢農業｣の論理、資源浪費型｢工業｣を超克  
  自動制御型施設園芸の実用化    自動制御型施設園芸の定着         多単収で連作可能な水田稲作の再評価  
  牛肉トレーサビリティの発足    食品トレーサビリティの普及       機能性食品･サプリメントの一般化  
 
これまで 現在
2005
10年後
2015
20年後
2025
30年後
2035
食料安定供給に関わる
各種ファクターの展望
（高橋正郎氏）
不測の事態に備えた食料安全保障
（高橋正郎氏）
安全かつ健全な食品の開発
（貝沼圭二氏）
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テーマ ４１ 「災害後の復旧」
シナリオ執筆者：
京都大学 防災研究所 教授
河田恵昭氏
（独）防災科学技術研究所
藤原広行氏
関連テーマ：
「情報通信環境」
「社会インフラの再生と維持管理」など
・国・自治体・企業・個人の各レベル
における総合的なリスクマージメント
の実現
・機関横断的に基礎データを共有した危
機管理システムの一部実用化
・事前対策、直後対策、復旧、復興の流
れ全体を最適化の一部実現
・意志決定の事後評価が定量化
・個別機関によるリスクマネージメン
ト、危機管理システムの実用化
・総合調整の必要性の認識が広ま
る
リスクマネージメ
ント及び意志決
定支援システム
・国・自治体・企業・個人の各階層で
のハザード・リスク評価情報の高度
なネットワーク利用の実用化
・ハザード・リスク評価情報の共有化シ
ステムの実現
・データ公開に必要な各種法整備の進
展
・個別機関によるハザード・リスク評
価のシステム高度化の進展
・各種データの共有化の必要性の
認識
ハザード・リスク
情報のデータ
ベース化・公開
システムの構築
・国・自治体・企業・個人の階層的な
災害情報収集・伝達ネットワークの
実用化
・各種法整備の完成
・数百万～数千万規模のネットワー
クの整備
・事前対策の徹底による災害の軽減
・個人を主体とした情報収集網の発展
・非常時における情報収集・通信システ
ム機能維持の実用化（主として国・自治
体・研究機関レベル）
・数万～数十万観測点
・個人情報伝達に関する法整備の一部
実現
・国・自治体・研究機関を主体とした
情報収集網の整備
・非常時における情報収集・通信シ
ステム機能維持の研究開発
・数千観測点規模の観測網の整備
災害情報収集網
および通信手段
の高度化
２０３５年頃２０１５年頃２０１０年頃
＊ 災害の教訓を地域固有の「災害文化」とする
＊ 短期の「復旧」のみではなく、持続的な「復興」を目指す
＊ 災害のシミュレーション ： 被害想定と復旧対策の順位付け
＊ 行動に結びつけるための災害教育
＊ 災害を想定した科学技術の導入
＊ 国際貢献・国際協力 ： アジアにおける日本のプレゼンス
＊ 防災について「何が学術か」という範囲を広げること （河田恵昭氏）
災害情報収集・伝達・リスクマネージメントのロードマップ （藤原広行氏）
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テーマ ４２ 「自動車社会」
シナリオ執筆者：
（財）日本自動車研究所 所長
小林敏雄氏
早稲田大学 理工学部 教授
大聖泰弘氏
＊地球温暖化対策のための国際的協力と
技術開発支援の増大が必要
＊自動車産業にとって、
情報技術は産業の盛衰を左右する。
（小林敏雄氏）
関連テーマ：
「低エミッション都市」
「情報通信環境」 など
 
通信技術利用
　 　 　 　 　 　 　 　 　　
ゼロ エ ミッ ショ ン ・
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
交通事故ゼロ ・ 渋滞ゼロ
天然ガス
2010 2020 2030
HEV
環境
安全
図２　今後の主な自動車技術
FCV
バイオGTL 水素
コンパチ
ナビ
運転支援
高機能
ダミー
部分
自動運転 全自動運転
石油フリーの
循環型社会
運転フリーの
自動化社会
ETCIT
車車間通信
路車間通信
新燃焼
ｴﾝｼﾞﾝ
ゼロ 目標の達成
新HEV
人工知能
の高度化
自動車技術のシナリオ
環境・エネルギー対策
（小林敏雄氏）
（大聖泰弘氏）
＊高齢化時代は自動車への安全要求が増大
→ 予防安全技術の更なる向上が必要
（大聖泰弘氏）
・ 排出ガス対策の推進
・ 都市の局地汚染対策の強化
・ 有害成分による健康リスクの
解明と防止
・ 地球環境の保全（CO2対策）
・ 資源エネルギーの節約と
多様化
・ 環境に配慮した都市と道路・
交通システムの推進
今後の自動車環境対策の課題
短 期 中 期 長 期
数値モデル等による将来予測と対策の最適化
2010年 2020年
自動車の単体対策と利用対策の調和自動車の単体対策と利用対策の調和
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シナリオ執筆者：
中央大学 理工学部 教授
今野 浩氏
2005 2015 2030
市場リスク
信用リスク
金融リスク管理の将来と支援技術
年
支援技術
資産運用技術
派生証券技術
金利分析技術
倒産判別
倒産確率分析
インダストリアル
・ エンジニアリング
オペレーションズ
・リサーチ
保険工学
市場リスク・信用リスク
統合管理
ファイナンス理論、最適化手法・確率モデル
データマイニング、シミュレーション、決定分析、人工市場
計算機工学、ネットワーク技術
世界の最先端をゆく
金融リスク統合管理
信用リスク・オペレーショナルリスク
統合管理
・ 金融工学の重要性の認知
・ 金融リスクの理論研究と
情報技術の連携が重要
関連テーマ：
「超多品種少量自動生産システム」
「情報投資による効率向上」 など
テーマ ４３ 「金融におけるリスク管理」
（今野浩氏）
（今野浩氏）
オペレーショナル
・リスク
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経済学を核とする
数理的
社会科学
複雑系経済学発展の可能性
（動的システム＝数理モデルでシミュレーション解析可能）
現代経済学の一般化
（景気循環と経済成長モデルの同一化）
エージェントを繋ぐネットワークの分析
マクロモデルへの
情報不完全性
外部性 の加味
線形を仮定 非線形時系列モデル計量経済モデル
パラメトリック ノンパラメトリック統計手法
カオス・フラクタルなどの複雑系を取り入れる
還元主義的方法
集計問題
ミクロ・マクロ計量経済学 自己相似性 一体化（部分と全体）
学際的研究による
複雑系研究の発展
社会科学のなかでの
複雑性分析 生物学・物理学
・工学などとの連携
データの増加 ・ 蓄積
行動誘因のミクロ分析
認知メカニズム・合理性
・戦略的行動の分析
精緻な統計的手法
行動決定原理の
妥当性解明
経時的整合性の維持 ・ 公開 ・ データベース化
複雑系
経済学
一般化
複数分野での
中核的研究センター
（複雑系 ・金融工学）
学際センター
研究 ・教育ネットワーク
（組織を超えた若手教育）
官・民・学の中核的研究組織
国家レベルの研究体制
10年後の
経済学
経済予測
テーマ ４４ 「経済変動の予測技術」
シナリオ執筆者：
（株）ソニーコンピュータサイエンス研究所
高安秀樹氏
京都大学経済研究所 教授
西村和雄氏
経済学全体の変化
経済物理学のターゲット
＊全く新しい金融コンピュータシステムを実現することを
ミッションとした公的研究所を設立 （高安秀樹氏）
関連テーマ：
「金融におけるリスク管理」
「情報通信環境」 など
＊日本が先行する複雑系経済学を重点的に促進。
＊先端経済理論の
学術的中核センター・学際的科学センターを設立。
＊大学院教育をネットワーク化 （西村和雄氏）
（高安秀樹氏）
（西村和雄氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
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テーマ ４５ 「少子社会における『次世代』の心身健全育成」
シナリオ執筆者：
杏林大学 医学部 教授
別所文雄氏
関連テーマ：
「個人のニーズに対応する新規医療」
「脳科学に基づく認知と情動神経
機構の統合的理解」
「疾病構造の変化と医療」 など
小児科医療という視点からの今後の充実のシナリオ
＊小児医療に携わる医師の数：
多岐にわたる小児医療を
カバーするには充実が必要
＊医学教育の中で小児関連領域
の教育を充実。
＊施策実施の際には正の効果に
限らず、負の効果や経済指標
も含めた効果判定を行なって
継続の可否の決定を行なうべき。
（別所文雄氏）
（別所文雄氏）
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テーマ ４６ 「情報投資による効率向上」
シナリオ執筆者：
（株）ＮＴＴデータ 取締役相談役
青木利晴氏
早稲田大学 ビジネススクール 教授
平野雅章氏
高い品質や先進的機能を
求める高度な利用者
先進国に共通な課題を
世界に先駆けて経験：
少子高齢化、ヘルスケア、
環境、物→サービスへ…
「脅威」ではなく「機会」
として捉える！
いずれ他国でも必要に
なる事項をニーズ指向で
世界に先駆けて
ソリューション化できる
チャンス
日本の優位性日本の課題日本の現状の取組状況
各論の積み上げを超えた体系化（コンセプト、アーキテクチャ、標準化、ビジネスモデル、コンテンツ、
実証実験…）が必要 → 次世代の体系、即ち 「汎」アーキテクチャ を追求する施策の立ち上げ
日本は「すりあわせ」で
差異化してきたが、
その有効範囲は概ね
企業レベルまで、
企業間から社会全体に
広がるレベルでは???
省庁縦割りや産学乖離等
統合的な体系を編み出す
のに不利な体制、
実際、既存施策は個別
各論的なものが多い
インターネット化では、
個々の要素では必ずしも
負けていないのに、
体系化で先行した米国
に席巻された。
日本の国際競争力の
源泉であった自動車や
家電等でもハードより
ソフト制御の比率が
高まっている。
ITの重要性は認識され、e-Japan 戦略の提唱や
それに沿った各種施策等で展開されつつある。
ハード品質が良くても
ソフトのバグにより
リコールの危険性
最終的にはユビキタスIT社会で全てが統合化へ。
が、現状の個別論の積み上げでは全貌が見えない。
制御ソフト開発の悲惨な
現状、このままでは米国
/インド/中国に負ける？
IT化の進展によりITの
欠陥は社会問題に直結
（銀行統合時の問題等）
日本はソフトに弱い。
大幅な輸入超過、更に
インド/中国の追い上げ
システムの複雑化や
利用者数/データ量の
急増→既存の技術や
技法は限界に？
日本のITを取り巻く状況
分析の視点
「情報投資」と「情報技術投資」の区別
効果として「効率向上」、「生産性向上」、「経営成果向上」
１０－３０年：発展シナリオ
全要素生産性向上の可能性追求
ソフトウエア大規模化と開発プロセスの変化への対応
システム統合、マネジメントへの情報技術の応用、人的投資・組織投資 等
日本のとるべきアクション
（１）測定と実証データの整備
（２）教育投資
（３）マネジメントへの応用の研究と実践
（４）社会的な合意形成
（５）競争敗者の救済
関連テーマ：
「超多品種少量自動生産システム」
「金融におけるリスク管理」 など
（青木利晴氏）
（平野雅章氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
複製・転載・引用には承認が必要です。84
テーマ ４７ 「科学技術におけるアジアの多様性と融合」
シナリオ執筆者：
東京大学 名誉教授
石井威望氏
＊アジアの科学技術は、
近未来においては現在の延長上、
遠未来においては「テクノダイバーシティ（技術多様性）」
の爆発的増大
＊技術多様性とパラレルに、
「テクノ・デシメレーション（技術大絶滅）」も発生
＊技術多様性の創出には、人材育成の戦略目標の
明確化による動機づけが重要 （石井威望氏）
関連テーマ：
「科学技術進化モデルの再構築」
「基礎科学の位置づけ」 など
シリアル
　・リアリ
ティ
Serial Ｒeality
存在論
Ontology
デジタル
Digital
方法論
Methodology
「我思う故に我在り」
「方法序説」
指導理念（思考方法）　　　　　　　　　　　
決定論的アルゴリズム思考
幾何学的地中海 インド洋古代文明
近未来（5～10年後）発展シナリオに
対応する古典宇宙観
シリアル
　・リアリ
ティ
Serial Ｒeality
パラレル
　・リアリ
ティ
Parallel Ｒeality
存在論
Ontology
デジタル
Digital
キュービタ
ル
Qubital
方法論
Methodology
「我思う故に我在り」
「方法序説」
指導理念（思考方法）　　　　　　　
エンタングルメント思考
アジアの伝統文化
遠未来（10～30年後）発展シナリオに
対応する量子宇宙観
（石井威望氏）
（石井威望氏）
本概要は、執筆者のご了解を得て、シナリオの一部を掲載させていただいたものです。
複製・転載・引用には承認が必要です。85
テーマ ４８ 「芸術・文化・遊びと科学技術」
シナリオ執筆者：
関西学院大学 理工学部 教授
中津良平氏
公立はこだて未来大学 教授
松原 仁氏
関連テーマ：
「五感を活用するコミュニケーション」
「生活支援ロボティクス」
「ヒューマノイド（人型ロボット）技術」 など
・面白さとは何かという基礎研究を充実させる
・産官学の連携を深めて新しいメディアを創造
（松原仁氏）
・文化と科学技術の両方に精通した人材の育成
・芸術やエンタテインメントと科学技術をビジネス
につなぐ活動の新興
（中津良平氏）
（中津良平氏）
（中津良平氏）
（松原仁氏）
  86 
３．４ 発展シナリオテーマと他の調査テーマとの関連 
 
 今回選定した発展シナリオテーマの一部は、他の調査の内容と関連性を持つものがある。本調査の分
析について、他の関連調査情報を参照する際の便宜のために、ここに関連性のマッピングを示す。 
 
（１）急速に発展しつつある研究領域調査との関連 
 急速に発展しつつある領域調査では、ISI 論文データベースから抽出された「急速に発展しつつある領
域」を、最終的に 153 領域抽出し、その相互関連性をマッピングしている（153 領域のうち、平成 15 年度に
抽出された上位 51 領域がテーマ選定の際に参考にされたものである）。このマッピングされた領域と発展
シナリオテーマを比較し、内容的に関連性が高いものどうしを近くに配置して重ね合わせることにより（図
表 3-6）、本報告書の各発展シナリオテーマの背景にどのような基礎研究領域の進展が関わっているの
かを示唆することができる。重ね合わせた図を図表 3-7 に示す。 
 
（２）デルファイ調査における領域（デルファイ領域）との関連 
 デルファイ調査では注目科学技術領域を技術分野別に分類し、平成 15 年度の中間結果として散布図
を作成している。この注目科学技術領域と発展シナリオ調査テーマを比較し、内容的に関連性が高いも
のを近くに配置して重ね合わせることにより（図表 3-8）、近接して配置されたデルファイ領域に関連した
予測の結果と、発展シナリオにおける有識者個人の予測とを比較することが可能になる。重ね合わせた
図を図表 3-9 に示す。それぞれの結果を詳細に比較分析することにより、デルファイ法による平均的な将
来イメージの妥当性、背景の解釈等について知見を得ることが期待できる。 
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「デルファイ調査」の全体図
「注目科学技術領域の発展シナリオ調査」
重なる領域間を比較することで、
科学者・技術者の平均的な将来イメージが
妥当なものかどうかを議論できる
１－１－１
科学技術進化モデル
１－１－２
学協会の意味と活動のあり方
２－１－１
科学技術人材の育成と処遇
２－２－１
基礎科学の位置付け
１－２－１
数学の研究発展と数学教育
２－３－３
生命科学の学際的発展
１－３－１
長寿社会に対応する再生医療 １－３－４
低侵襲生体計測技術と低侵襲医療
１－３－２
ナノバイオ技術を利用した創薬
１－３－３
個人のニーズに対応する新規医療
１－３－５
脳科学に基づく認知と情動神経機構の統合的理解
１－３－６
感覚補綴（ほてつ）技術
１－４－１
五感を活用するコミュニケーション
１－４－２
超大容量情報処理デバイス
１－４－３
情報通信システムにおける超低消費電力技術
１－４－４
超高速大容量ネットワーク
１－４－５
生活支援ロボティクス
１－４－６
ヒューマノイド（人型ロボット）技術
２－２－２
宇宙科学
１－９－１
地球深部探査
２－１０－１
衛星技術
２－１２－３
芸術・文化・遊びと科学技術
左記以外あるいは
より広域概念のテーマ
２－７－１
省エネルギー
２－６－２
計測技術
２－５－２
環境修復技術
２－５－１
環境問題解決のための科学技術指標
２－６－１
計算機シミュレーションによる材料設計
２－１１－１
自動車社会
２－１２－１
情報投資による効率向上１－４－７
ＧＰＳ技術による情報サービス
１－８－１
社会インフラの再生と維持管理
１－７－１
容易に真似の出来ない設計・製造技術
１－７－２
超多品種少量自動生産システム
１－１０－２
災害後の復旧
１－１０－１
食料安定供給
２－４－３
情報通信環境
２－３－２
予防医学とリンクした食品科学
２－３－１
疾病構造の変化と医療
２－４－１
情報技術による生物模倣
２－４－２
量子情報技術
１－４－８
ソフトウェアエンジニアリング
１－５－１
低エミッション都市
１－５－２
環境観測
１－６－１
燃料電池開発と社会への普及
１－１１－１
金融におけるリスク管理
１－１１－２
経済変動の予測技術
１－１１－３
少子社会における「次世代」の心身健全育成
２－１２－２
科学技術におけるアジアの多様性と融合
の再構築
２
３
５
４
１５
７
０
８
９
１
２
６
７
８
９
２０
２１
６
３８
３９
４８
３４
３２
３０
９
３１
４２
４６
２２
３７
３５
３６
４１
４０
６
１４
１３
４
５
２３
２７
２８
３３
４３
４４
４５
４７
ライフサイエンス分野(生命研究、医療・福祉、農林水産） 情報・通信分野 材料・ナノテクノロジー分野 環境分野 エネルギー分野
　　　　　　　　　
行政・公共サービス分野 社会基盤分野(都市・建築・土木・交通・防災） 製造技術分野 経営・産業分野 フロンティア分野(宇宙・海洋）
9-5ナノレベル構造制御に
よる新規材料
高温超伝導材料、極限（高
温・高圧）環境材料、高強
度・軽量材料、自己診断材
料など
脳研究・治療・社会応用
3-3発生・発達
3-4高次機能
3-5病態理解と治療
13-5脳研究の社会応用
9-6ナノデバイス・センサ
単電子メモリ素子、タンパク
質やDNA素子で構成される
分子デバイス・センサ、スピ
ン運動の原子・分子レベル
での制御など
1-6社会システム化のため
　　 の情報技術
電子投票システム、電子マ
ネーなど
11-4公的部門のガバナン
       ス・マネジメント
eガバメント（納税・保険・福
祉等サービスのネット化）、
総合的リスク管理技術、PFI
等の管理手法など
12-10利用者・住民を含めた社
会基盤の総合マネジメント
まちづくり手法ツール、地域
防犯・減災を推進する合意
形成システムなど
6-8地球深部観測技術
深部環境の実験室再現、
深海ドリリング、磁場変動
観測・予測など
4-7新興・再興感染症研究
迅速病原同定・診断技術、
ワクチン製造技術、薬剤耐
性対策など
高齢者・個人対応の機能性
食品、衛生管理センサネッ
トワーク技術、トレーサビリ
ティ、安全性試験・評価法
など
5-4安全・安心・長寿・健康
    社会をもたらすフ ドーシ
    ステム等新たな生活関
    連技術
食品科学技術
5-2バイオを利用した環境
     問題と循環社会の実現
農林水産バイオによる資源
循環技術
生分解性農林水産資材、
高バイオマス能作物、リサ
イクル木質系複合素材、ゼ
ロエミッション農林業・農村
など
4-4ＩＴの医療応用
電子カルテ、PACS
医用工学、医用画像、低侵
襲治療ロボットなど
5-5ゲノム・プロテオーム及
び生体情報伝達機構の解
明と革新的生産技術
革新的食糧生産技術
ゲノム・プロテオーム、生体
情報伝達機構解明、形質
転換家畜技術、植物・昆虫
医薬品生産技術、成長制
御技術など
先進フロンティア技術
6-11科学技術革命を先導する
宇宙・海洋・地球技術
海中無線通信
メタンハイドレード採掘技術
宇宙太陽光発電
海洋牧場　など
7-10資源再利用
ゴミゼロ・資源循環型技術
マテリアルリサイクル
　循環型設計、各種廃棄物
　有用資源回収技術など
サーマルリサイクル
　RDF、ガス化溶融炉等の
　廃棄物発電システムなど
7-3水素エネルギーシステム
水素製造技術（電気、熱化
学、光分解、バイオマス転
換）、貯蔵技術（吸蔵合金
等）、供給インフラなど
7-4燃料電池
大規模発電用、自動車用、
家庭用等の分散電源、モバ
イル機器電源など
7-6再生可能エネルギー
バイオマス発電、風力発電、
太陽光発電、海洋温度差発
電など
7-7化石資源クリーン利用技術
クリーンコール技術、ＧＴＬ、
DMEなど
7-8エネルギー変換・利用
     効率化（省エネ技術）
家庭用コジェネレーション、
高効率大型複合サイクル発
電、高効率ヒートポンプ、超
伝導産業用電力機器など
6-7極限生命の探査・捕獲・
培養技術
地球極限環境下微生物・地
球外生命の探査・利用技術
など
7-1革新的原子力システム
FBR、高温ガス炉、中小型
熱電併給原子炉、HLW核種
変換、地中処分等の安全
技術、原子力利用の水素
製造など
6-3宇宙と素粒子の研究
粒子加速器、暗黒物質粒
子等の高感度検知、超高
精度宇宙測量など
9-8環境・エネルギー材料
低温水素製造触媒、生分
解性材料、無鉛ハンダ等の
環境負荷低減材料・プロセ
スなど
10-7特殊環境下製造技術
無重力・微小重力利用製造
技術、微生物利用製造技
術など
2-9エネルギー変換・蓄積
　　 デバイス
モバイル端末用燃料電池、
光発電材料、ICタグ用超小
型電源など
生態系保全・回復技術
3-10環境・生態バイオロジー
5-1生物多様性と生態系の
　  複雑な相互作用の解明
8-3生態影響の解明と対策
生物相互作用・多様性研
究、生物個体分布モニタリ
ング、バイオレメディエー
ションやPOPS除去技術等
の環境修復技術、植生再
生技術、漁業資源変動予
測など
7-5分散型エネルギーシステム
エネルギー貯蔵
　超伝導貯蔵、揚水発電、
　高効率２次電池など
マイクログリッド等系統技術
など
10-5循環型・低環境負荷型
　　　 製造技術
グリーンケミストリ、製造シ
ステムの省エネ・省スペー
ス化技術、低エントロピー
化エコファクトリーなど
7-9資源アセスメント
資源アセスメント・採掘
高精度広域地下資源探査
技術、埋蔵量予測技術
無人採掘技術、超深度掘
削技術、バイオ利用による
金属抽出・分離技術など
9-10安全・安心社会に関わ
るナノ科学
ナノテクの安全・安心
安全基準・製品規格、アセ
スメント
ナノ認証技術、ナノ・センサ
10-6製造に関わる人間
     ・ロボット
人間支援製造システム
作業者能力支援システム
（判断、体力）、工程制御サ
ポート、危険作業・極限作
業等への自律型製造ロボッ
トなど
8-5ライフスタイルと環境
環境リテラシー研究、ライフ
スタイル変換をもたらす制
度・製品技術開発など
8-4環境経済指標
環境の経済的影響評価
環境評価指標、ライフサイ
クルアセスメント（LCA)・ライ
フサイクル費用評価
（LCC）、再生材のトレーサ
ビリティなど
4-8高齢化社会に向けた
     医療・福祉
老化機序解明、歩行支援
機器、介護・リハビリ機器、
遠隔ケアシステムなど
4-5人中心の医療・療養
      支援システム
言語障害者等との意思疎
通システム、終末医療研
究、看護マネージメントなど
9-7NEMS技術
分子マシン、単一分子検出
センサなど
交通システムの知能化
（事故防止・自動化）
2-14カーエレクトロニクス
12-12交通安全に関する技術
運転・運航支援、自律型運
行システム、ＩＴＳ、高密度
運行管制システムなど
12-11新たな交通システム
　　　　技術
超伝導磁気浮上鉄道
高速水上交通（外航輸送）
多用途無人航空機
宇宙往還機　など
2-8ディスプレイ
高精細大型薄型ディス
プレイ、3次元ディスプレイ、
可撓型ディスプレイなど
1-7情報通信新原理
量子暗号、量子コンピュー
タ、脳への直接情報入力
重力波通信　など
13-11テクノロジーアセスメント
科学技術と社会
ELSI研究、生命倫理やGMフー
ド等に関する国民的討議
（Public debate）や参加型TA等
の手法など
11-1産業基盤の地域的な
   分散・集中による最適化
社会関係理論や組織理論
研究、知的財産法の国際
統一など
11-5リスク管理・ファイナス
ART等のリスク管理手法、
リスクコミュニケーション研
究、金融工学・金融技術な
ど
13-9知識生産システム
暗黙知等の知識構造や社
会問題の構造等の可視化
技術など
11-2ナレッジマネージメント
モジュール化、知的データ
ベース、ナレッジベース
など
11-3企業の意思決定・ガバ
      ナンス・マネジメント
実験経済学、ゲーム理論、
社会ネットワーク分析など
11-9環境経営
環境会計やエコデザインな
どの理論および技術、環境
格付け手法など
生体再生・機能回復・支援
3-6再生医科学
4-3QOL向上を目指した生体
　　機能回復・支援
再生臓器、埋込型人工臓
器、医用材料、介護ロボッ
ト、感覚補綴
など
個人毎の医療
4-1個別医療
3-2新規医療技術のための
　　 基礎研究
EBM（根拠に基づく治療）、
オーダーメード医療、遺伝
子治療、DDSなど
4-6予防医療
生活習慣病研究、ゲノム診
断、化学予防薬、健康教育
システムなど
生命・生体の高次機能
3-8生命の高次機能制御
4-2生体防御機構
恒常性と免疫システム研
究、自己免疫失陥・アレル
ギー疾病研究など
5-3生態系調和・環境向上
　　 型生産技術
IPM（総合的害虫管理）、生
物農薬、精密農法、高度水
産養殖技術など
ロボティクス
2-12ロボットエレクトロニクス
家事ロボット、極限環境ロ
ボット、ヒューマノイドなど
9-1ナノ材料モデリング・
　　 シミュレーション
第一原理計算、マルチス
ケールシミュレーション、コ
ンビナトリアル技法　など
9-2ナノ計測・分析技術
超高分解能電子顕微鏡、
走査プローブ分析、アト秒・
フェムト秒計測・評価など
創製・合成・プロセス技術
9-4物質・材料の創製・合成
　　 技術・プロセス技術
10-9表面改質・界面制御
タンパク質シーケンス制御
合成法、分子スケール精密
重合、超塑性セラミクス製
造法、原子スケール表面・
界面制御技術など
6-9海洋・深海底観測調査
技術
自律型深海調査船・自律型
作業ロボット、深海底自動
観測システムなど
11-8サービス産業・サービ
       ス部門の生産性向上
人的サービス代替ロボット・
情報システム、電子商取引
など
人間の可能性発展支援
11-6人的資源管理（教育、競
争と協調の関係）
13-7教育・学習支援技術
協調作業・意思決定支援な
どグループウェア、仮想環
境学習システム、遠隔教育
システムなど
個人・社会のセキュリティ
1-5情報セキュリティ、2-15セ
キュリティエレクトロニクス、
12-8社会基盤としてのセキュ
リティ技術、13-1暮らしの安
全・安心・安定
バイオ認証等個人識別、電
子すかし、暗号技術、知的
防犯モニタ　、サイバーポリ
ス、危険物非接触検知など
都市・地域のセキュリティ
（減災・防災科学技術）
6-10安全・安心社会の宇宙・
海洋・地球技術、8-6環境災
害、12-9防災技術、13-2都市
の安全・安心
高精度地震・噴火予測、集
中豪雨予測、ハザードマッ
プ、非常時行動研究、リス
クベースマネージメント、衛
星監視、地震主要動到達
の時間差を利用した防災シ
ステム、救助ロボット、防
炎・避難技術など
6-5宇宙利用技術－衛星基
盤技術－
衛星編隊飛行技術、デブリ
フリー技術、衛星間光通
信、準天頂衛星、情報収集
衛星、軌道上自律型保守
技術など 宇宙探査技術
6-1惑星探査技術
6-2地球型生命および
     太陽系外惑星探査技術
地球・探査衛星間の量子通
信技術、自律型システム
（操縦系、自己修復機能な
ど）、衛星搭載用燃料電池
宇宙望遠鏡、電波望遠鏡
など
13-6国際的課題解決技術
感染症等の地球規模での
伝播予測技術、物流トレー
サビリティ技術、多言語自
動翻訳など
8-2都市レベルの環境
都市環境保全・回復技術
都市・流域圏研究、ヒートア
イランド対策（地中熱利用
技術、建物緑化技術等）、
騒音・振動アクティブ制御、
交通需要マネジメント
（TDM）、アレルゲン検知・
除去など
6-6地球環境高精度観測
　　　 ・変動予測技術
全球データ観測システム、
海洋データ観測システム、
気候変動予測モデルリン
グ・高精度シミュレーション
など
水循環研究・水資源管理
8-7水資源
12-6総合的な水管理技術
水文学、地球規模水循環
変動研究(予測モデル・人
間社会への影響評価等）、
水利用・需要データベー
ス、地下水評価、水質浄
化・海水淡水化技術、輸
送・貯留管理技術など
ナノファクチャリング
9-3ナノ加工・造型・製造技術
10-4ナノ加工・微細加工技術
単分子マニピュレーション、
ブロック構造の自己組織
化、量子ビーム等によるナ
ノ精度加工など
12-13交通機関の環境対策
低騒音・低排出ガス・高燃
焼率エンジン、抵抗・摩擦
軽減ボデー、低騒音舗装な
ど
社会基盤の環境対策技術
12-5社会基盤における環境技
術、12-14環境にやさしい効率
的な物流システム技術
LCA基盤の設計技術、分散
型物質循環システム、都市
内共同配送システムなど
12-7建築スケールの
       環境対策
自立型住居、エコ・サイクル
住居、室内化学物質等除
去、無害建材など
10-3高付加価値製品
　　　製造技術
無金型加工技術、感性等
計測に基づくカスタマイズ
技術、多品種リコンフィギュ
ラブル製造システムなど
11-7経営における競争と
　　　協調
サプライチェーンマネジメン
インテリジェント・タグ、ERP
システム、消費者プライバ
シー保護技術など
10-2バーチャルデザイン製
造技術
LC完全シミュレーション、デ
ジタルモックアップシステム
など
10-1高度IT利用製造技術
製造用OS、自律製造シス
テム、オンデマンド製造シス
テムなど
3-1創薬基礎研究
ゲノム科学、核酸科学、
プロテオミクス、RNA研究、
抗体医薬、in Silico薬剤開
発など
3-7生体物質測定技術
分子イメージング、高速解
析技術、ナノテク利用診断
技術など
3-9情報生物学
分子機構の推測、分子間
ネットワーク解明
システムバイオロジーなど
ナノバイオロジー
2-5バイオ融合エレクトロ
　　ニクス
3-11ナノバイオロジー
9-9ナノバイオロジー
分子モータ、分子センサ等
の生体模倣デバイス・シス
テム、バイオコンピュータデ
バイス、生物燃料電池など
6-4ロケット・有人宇宙活動
　　基盤技術
再使用型宇宙輸送機、閉
鎖生態系利用の生命維持
システム、宇宙プラットホー
ム、国際宇宙ステーション
など
1-3ヒューマンサポート
人間の知能支援
　自然言語理解
　自律的エージェント
　知的インタフェイス
ユビキタス
1-8ユビキタスネットワーキング
2-11ユビキタスエレクトロニクス
自律的ネットワーク管理、多
数のセンサ・小型ロボ
ットの連携システム、最適
情報の自動提供システム
など
2-4ワイヤレスエレクトロニクス
ソフトウェア無線、広帯域固体
増幅器、RFタグなど
1-4超トランスペアレント
　　通信/ ヒューマンイン
　　タフェイス
空間共有と感覚・筋力支援
　超リアル仮想空間
　メタデータ伝送システム
超大規模情報処理
　1-1超大規模情報処理
　2-14ネットワークエレクト
　　　　ロニクス
高速モバイル通信、デジタ
ル放送、無線タグ、超高速
コンピューティング等が融
合したプラットフォームなど
12-1人口非集中地域の社会
　　　基盤技術
コミュニティ単位の循環シス
テム、家庭単位の分散型廃
棄物処理技術など
少子・高齢化に対応した
社会基盤技術・サービス
12-4高齢化社会に対応した社
会基盤技術、13-3サービスの
ユニバーサル化、13-4高齢
者・障害者の生活支援
ユニバーサルデザイン、歩
行者誘導システム、自立支
援の介護システムなど
12-3社会基盤施設の再生・
　　　 維持・管理
アセットマネージメント、非
破壊検査、自己診断・自己
修復等のメンテナンスフ
リー新構造材料、超寿命材
料など
12-2建造物の性能向上
高性能建造物
耐震・免震技術、構造補強
技術、高性能断熱技術、ハ
イパフォーマンスコンクリー
トなど
10-8社会インフラ関連高度
      製造技術
大重量構造物（船舶・橋梁・
プラント等）高度製造技術
変形等の超精密シミュレー
ション・設計法、高精度加
工・接合技術、軽量高強度
複合材料、自動施工技術な
ど
芸術・文化・遊びの科学
技術
　11-10産業の牽引役となる
　　　　　芸術・文化・遊び
　13-10遊びの技術
快適性等の研究とマーケ
ティングへの応用技術、
ネットワーク・エンタテイメン
ト、癒しロボットなど
13-8文化と芸術の継承
　　　保存
バイオ・ナノ等を駆使した文
化財修復・保存技術、3D・
高精細等のデジタル・アー
カイブシステムなど
2-10デジタル家電
OS、組込みソフトウェア、
ミドルウェア、ワンチップ知
的総合メディア処理LSIなど
2-6分子・有機エレクトロニクス
分子素子、有機半導体、
CNT等炭素系新材料など
2-3オプト＆フォトニクス
フォトニック結晶、光導波管、
光スイッチ、半導体レーザなど
2-1（次世代）集積システム
スピントロニクスデバイス、量
子デバイスなど
2-2シリコンエレクトロニクス
超高速・超高集積LSI、高温超
伝導配線LSI、自己修復型ロ
ジックLSIなど
2-7ストレージ
光・磁気融合技術、1分子メモ
リ、プローブアレイなど
1-2ハイプロダクティビティ
　　コンピューティング
グリッドコンピューティング、
スパーコンピュータ、大規模
シミュレーションなど
7-2核融合エネルギー
プラズマ診断及び加熱・制
御技術、中性子工学、超伝
導技術、トリチム取扱い技
術など
8-1地球レベルの環境
地球温暖化研究・防止
技術
地球温暖化予測研究（予測
モデル・影響評価等）、温室
効果ガス固定化・隔離技
術、温室効果物質代替技
術など
1-9大規模ネットワークに
　耐えうるソフトウェア技術
新規ソフトウェア方法論、ソ
フトウェア自動生成・自動検
証　など
図表 3-8 
「デルファイ調査」注目領域との 
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ライフサイエンス分野(生命研究、医療・福祉、農林水産） 情報・通信分野 材料・ナノテクノロジー分野 環境分野 エネルギー分野
　　　　　　　　　
行政・公共サービス分野 社会基盤分野(都市・建築・土木・交通・防災） 製造技術分野 経営・産業分野 フロンティア分野(宇宙・海洋）
9-5ナノレベル構造制御に
よる新規材料
高温超伝導材料、極限（高
温・高圧）環境材料、高強
度・軽量材料、自己診断材
料など
脳研究・治療・社会応用
3-3発生・発達
3-4高次機能
3-5病態理解と治療
13-5脳研究の社会応用
9-6ナノデバイス・センサ
単電子メモリ素子、タンパク
質やDNA素子で構成される
分子デバイス・センサ、スピ
ン運動の原子・分子レベル
での制御など
1-6社会システム化のため
　　 の情報技術
電子投票システム、電子マ
ネーなど
11-4公的部門のガバナン
       ス・マネジメント
eガバメント（納税・保険・福
祉等サービスのネット化）、
総合的リスク管理技術、PFI
等の管理手法など
12-10利用者・住民を含めた社
会基盤の総合マネジメント
まちづくり手法ツール、地域
防犯・減災を推進する合意
形成システムなど
6-8地球深部観測技術
深部環境の実験室再現、
深海ドリリング、磁場変動
観測・予測など
4-7新興・再興感染症研究
迅速病原同定・診断技術、
ワクチン製造技術、薬剤耐
性対策など
高齢者・個人対応の機能性
食品、衛生管理センサネッ
トワーク技術、トレーサビリ
ティ、安全性試験・評価法
など
5-4安全・安心・長寿・健康
    社会をもたらすフードシ
    ステム等新たな生活関
    連技術
食品科学技術
5-2バイオを利用した環境
     問題と循環社会の実現
農林水産バイオによる資源
循環技術
生分解性農林水産資材、
高バイオマス能作物、リサ
イクル木質系複合素材、ゼ
ロエミッション農林業・農村
など
4-4ＩＴの医療応用
電子カルテ、PACS
医用工学、医用画像、低侵
襲治療ロボットなど
5-5ゲノム・プロテオーム及
び生体情報伝達機構の解
明と革新的生産技術
革新的食糧生産技術
ゲノム・プロテオーム、生体
情報伝達機構解明、形質
転換家畜技術、植物・昆虫
医薬品生産技術、成長制
御技術など
先進フロンティア技術
6-11科学技術革命を先導する
宇宙・海洋・地球技術
海中無線通信
メタンハイドレード採掘技術
宇宙太陽光発電
海洋牧場　など
7-10資源再利用
ゴミゼロ・資源循環型技術
マテリアルリサイクル
　循環型設計、各種廃棄物
　有用資源回収技術など
サーマルリサイクル
　RDF、ガス化溶融炉等の
　廃棄物発電システムなど
7-3水素エネルギーシステム
水素製造技術（電気、熱化
学、光分解、バイオマス転
換）、貯蔵技術（吸蔵合金
等）、供給インフラなど
7-4燃料電池
大規模発電用、自動車用、
家庭用等の分散電源、モバ
イル機器電源など
7-6再生可能エネルギー
バイオマス発電、風力発電、
太陽光発電、海洋温度差発
電など
7-7化石資源クリーン利用技術
クリーンコール技術、ＧＴＬ、
DMEなど
7-8エネルギー変換・利用
     効率化（省エネ技術）
家庭用コジェネレーション、
高効率大型複合サイクル発
電、高効率ヒートポンプ、超
伝導産業用電力機器など
6-7極限生命の探査・捕獲・
培養技術
地球極限環境下微生物・地
球外生命の探査・利用技術
など
7-1革新的原子力システム
FBR、高温ガス炉、中小型
熱電併給原子炉、HLW核種
変換、地中処分等の安全
技術、原子力利用の水素
製造など
6-3宇宙と素粒子の研究
粒子加速器、暗黒物質粒
子等の高感度検知、超高
精度宇宙測量など
9-8環境・エネルギー材料
低温水素製造触媒、生分
解性材料、無鉛ハンダ等の
環境負荷低減材料・プロセ
スなど
10-7特殊環境下製造技術
無重力・微小重力利用製造
技術、微生物利用製造技
術など
2-9エネルギー変換・蓄積
　　 デバイス
モバイル端末用燃料電池、
光発電材料、ICタグ用超小
型電源など
生態系保全・回復技術
3-10環境・生態バイオロジー
5-1生物多様性と生態系の
　  複雑な相互作用の解明
8-3生態影響の解明と対策
生物相互作用・多様性研
究、生物個体分布モニタリ
ング、バイオレメディエー
ションやPOPS除去技術等
の環境修復技術、植生再
生技術、漁業資源変動予
測など
7-5分散型エネルギーシステム
エネルギー貯蔵
　超伝導貯蔵、揚水発電、
　高効率２次電池など
マイクログリッド等系統技術
など
10-5循環型・低環境負荷型
　　　 製造技術
グリーンケミストリ、製造シ
ステムの省エネ・省スペー
ス化技術、低エントロピー
化エコファクトリーなど
7-9資源アセスメント
資源アセスメント・採掘
高精度広域地下資源探査
技術、埋蔵量予測技術
無人採掘技術、超深度掘
削技術、バイオ利用による
金属抽出・分離技術など
9-10安全・安心社会に関わ
るナノ科学
ナノテクの安全・安心
安全基準・製品規格、アセ
スメント
ナノ認証技術、ナノ・センサ
10-6製造に関わる人間
     ・ロボット
人間支援製造システム
作業者能力支援システム
（判断、体力）、工程制御サ
ポート、危険作業・極限作
業等への自律型製造ロボッ
トなど
8-5ライフスタイルと環境
環境リテラシー研究、ライフ
スタイル変換をもたらす制
度・製品技術開発など
8-4環境経済指標
環境の経済的影響評価
環境評価指標、ライフサイ
クルアセスメント（LCA)・ライ
フサイクル費用評価
（LCC）、再生材のトレーサ
ビリティなど
4-8高齢化社会に向けた
     医療・福祉
老化機序解明、歩行支援
機器、介護・リハビリ機器、
遠隔ケアシステムなど
4-5人中心の医療・療養
      支援システム
言語障害者等との意思疎
通システム、終末医療研
究、看護マネージメントなど
9-7NEMS技術
分子マシン、単一分子検出
センサなど
交通システムの知能化
（事故防止・自動化）
2-14カーエレクトロニクス
12-12交通安全に関する技術
運転・運航支援、自律型運
行システム、ＩＴＳ、高密度
運行管制システムなど
12-11新たな交通システム
　　　　技術
超伝導磁気浮上鉄道
高速水上交通（外航輸送）
多用途無人航空機
宇宙往還機　など
2-8ディスプレイ
高精細大型薄型ディス
プレイ、3次元ディスプレイ、
可撓型ディスプレイなど
1-7情報通信新原理
量子暗号、量子コンピュー
タ、脳への直接情報入力
重力波通信　など
13-11テクノロジーアセスメント
科学技術と社会
ELSI研究、生命倫理やGMフー
ド等に関する国民的討議
（Public debate）や参加型TA等
の手法など
11-1産業基盤の地域的な
   分散・集中による最適化
社会関係理論や組織理論
研究、知的財産法の国際
統一など
11-5リスク管理・ファイナス
ART等のリスク管理手法、
リスクコミュニケーション研
究、金融工学・金融技術な
ど
13-9知識生産システム
暗黙知等の知識構造や社
会問題の構造等の可視化
技術など
11-2ナレッジマネージメント
モジュール化、知的データ
ベース、ナレッジベース
など
11-3企業の意思決定・ガバ
      ナンス・マネジメント
実験経済学、ゲーム理論、
社会ネットワーク分析など
11-9環境経営
環境会計やエコデザインな
どの理論および技術、環境
格付け手法など
生体再生・機能回復・支援
3-6再生医科学
4-3QOL向上を目指した生体
　　機能回復・支援
再生臓器、埋込型人工臓
器、医用材料、介護ロボッ
ト、感覚補綴
など
個人毎の医療
4-1個別医療
3-2新規医療技術のための
　　 基礎研究
EBM（根拠に基づく治療）、
オーダーメード医療、遺伝
子治療、DDSなど
4-6予防医療
生活習慣病研究、ゲノム診
断、化学予防薬、健康教育
システムなど
生命・生体の高次機能
3-8生命の高次機能制御
4-2生体防御機構
恒常性と免疫システム研
究、自己免疫失陥・アレル
ギー疾病研究など
5-3生態系調和・環境向上
　　 型生産技術
IPM（総合的害虫管理）、生
物農薬、精密農法、高度水
産養殖技術など
ロボティクス
2-12ロボットエレクトロニクス
家事ロボット、極限環境ロ
ボット、ヒューマノイドなど
9-1ナノ材料モデリング・
　　 シミュレーション
第一原理計算、マルチス
ケールシミュレーション、コ
ンビナトリアル技法　など
9-2ナノ計測・分析技術
超高分解能電子顕微鏡、
走査プローブ分析、アト秒・
フェムト秒計測・評価など
創製・合成・プロセス技術
9-4物質・材料の創製・合成
　　 技術・プロセス技術
10-9表面改質・界面制御
タンパク質シーケンス制御
合成法、分子スケール精密
重合、超塑性セラミクス製
造法、原子スケール表面・
界面制御技術など
6-9海洋・深海底観測調査
技術
自律型深海調査船・自律型
作業ロボット、深海底自動
観測システムなど
11-8サービス産業・サービ
       ス部門の生産性向上
人的サービス代替ロボット・
情報システム、電子商取引
など
人間の可能性発展支援
11-6人的資源管理（教育、競
争と協調の関係）
13-7教育・学習支援技術
協調作業・意思決定支援な
どグループウェア、仮想環
境学習システム、遠隔教育
システムなど
個人・社会のセキュリティ
1-5情報セキュリティ、2-15セ
キュリティエレクトロニクス、
12-8社会基盤としてのセキュ
リティ技術、13-1暮らしの安
全・安心・安定
バイオ認証等個人識別、電
子すかし、暗号技術、知的
防犯モニタ　、サイバーポリ
ス、危険物非接触検知など
都市・地域のセキュリティ
（減災・防災科学技術）
6-10安全・安心社会の宇宙・
海洋・地球技術、8-6環境災
害、12-9防災技術、13-2都市
の安全・安心
高精度地震・噴火予測、集
中豪雨予測、ハザードマッ
プ、非常時行動研究、リス
クベースマネージメント、衛
星監視、地震主要動到達
の時間差を利用した防災シ
ステム、救助ロボット、防
炎・避難技術など
6-5宇宙利用技術－衛星基
盤技術－
衛星編隊飛行技術、デブリ
フリー技術、衛星間光通
信、準天頂衛星、情報収集
衛星、軌道上自律型保守
技術など 宇宙探査技術
6-1惑星探査技術
6-2地球型生命および
     太陽系外惑星探査技術
地球・探査衛星間の量子通
信技術、自律型システム
（操縦系、自己修復機能な
ど）、衛星搭載用燃料電池
宇宙望遠鏡、電波望遠鏡
など
13-6国際的課題解決技術
感染症等の地球規模での
伝播予測技術、物流トレー
サビリティ技術、多言語自
動翻訳など
8-2都市レベルの環境
都市環境保全・回復技術
都市・流域圏研究、ヒートア
イランド対策（地中熱利用
技術、建物緑化技術等）、
騒音・振動アクティブ制御、
交通需要マネジメント
（TDM）、アレルゲン検知・
除去など
6-6地球環境高精度観測
　　　 ・変動予測技術
全球データ観測システム、
海洋データ観測システム、
気候変動予測モデルリン
グ・高精度シミュレーション
など
水循環研究・水資源管理
8-7水資源
12-6総合的な水管理技術
水文学、地球規模水循環
変動研究(予測モデル・人
間社会への影響評価等）、
水利用・需要データベー
ス、地下水評価、水質浄
化・海水淡水化技術、輸
送・貯留管理技術など
ナノファクチャリング
9-3ナノ加工・造型・製造技術
10-4ナノ加工・微細加工技術
単分子マニピュレーション、
ブロック構造の自己組織
化、量子ビーム等によるナ
ノ精度加工など
12-13交通機関の環境対策
低騒音・低排出ガス・高燃
焼率エンジン、抵抗・摩擦
軽減ボデー、低騒音舗装な
ど
社会基盤の環境対策技術
12-5社会基盤における環境技
術、12-14環境にやさしい効率
的な物流システム技術
LCA基盤の設計技術、分散
型物質循環システム、都市
内共同配送システムなど
12-7建築スケールの
       環境対策
自立型住居、エコ・サイクル
住居、室内化学物質等除
去、無害建材など
10-3高付加価値製品
　　　製造技術
無金型加工技術、感性等
計測に基づくカスタマイズ
技術、多品種リコンフィギュ
ラブル製造システムなど
11-7経営における競争と
　　　協調
サプライチェーンマネジメン
インテリジェント・タグ、ERP
システム、消費者プライバ
シー保護技術など
10-2バーチャルデザイン製
造技術
LC完全シミュレーション、デ
ジタルモックアップシステム
など
10-1高度IT利用製造技術
製造用OS、自律製造シス
テム、オンデマンド製造シス
テムなど
3-1創薬基礎研究
ゲノム科学、核酸科学、
プロテオミクス、RNA研究、
抗体医薬、in Silico薬剤開
発など
3-7生体物質測定技術
分子イメージング、高速解
析技術、ナノテク利用診断
技術など
3-9情報生物学
分子機構の推測、分子間
ネットワーク解明
システムバイオロジーなど
ナノバイオロジー
2-5バイオ融合エレクトロ
　　ニクス
3-11ナノバイオロジー
9-9ナノバイオロジー
分子モータ、分子センサ等
の生体模倣デバイス・シス
テム、バイオコンピュータデ
バイス、生物燃料電池など
6-4ロケット・有人宇宙活動
　　基盤技術
再使用型宇宙輸送機、閉
鎖生態系利用の生命維持
システム、宇宙プラットホー
ム、国際宇宙ステーション
など
1-3ヒューマンサポート
人間の知能支援
　自然言語理解
　自律的エージェント
　知的インタフェイス
ユビキタス
1-8ユビキタスネットワーキング
2-11ユビキタスエレクトロニクス
自律的ネットワーク管理、多
数のセンサ・小型ロボ
ットの連携システム、最適
情報の自動提供システム
など
2-4ワイヤレスエレクトロニクス
ソフトウェア無線、広帯域固体
増幅器、RFタグなど
1-4超トランスペアレント
　　通信/ ヒューマンイン
　　タフェイス
空間共有と感覚・筋力支援
　超リアル仮想空間
　メタデータ伝送システム
超大規模情報処理
　1-1超大規模情報処理
　2-14ネットワークエレクト
　　　　ロニクス
高速モバイル通信、デジタ
ル放送、無線タグ、超高速
コンピューティング等が融
合したプラットフォームなど
12-1人口非集中地域の社会
　　　基盤技術
コミュニティ単位の循環シス
テム、家庭単位の分散型廃
棄物処理技術など
少子・高齢化に対応した
社会基盤技術・サービス
12-4高齢化社会に対応した社
会基盤技術、13-3サービスの
ユニバーサル化、13-4高齢
者・障害者の生活支援
ユニバーサルデザイン、歩
行者誘導システム、自立支
援の介護システムなど
12-3社会基盤施設の再生・
　　　 維持・管理
アセットマネージメント、非
破壊検査、自己診断・自己
修復等のメンテナンスフ
リー新構造材料、超寿命材
料など
12-2建造物の性能向上
高性能建造物
耐震・免震技術、構造補強
技術、高性能断熱技術、ハ
イパフォーマンスコンクリー
トなど
10-8社会インフラ関連高度
      製造技術
大重量構造物（船舶・橋梁・
プラント等）高度製造技術
変形等の超精密シミュレー
ション・設計法、高精度加
工・接合技術、軽量高強度
複合材料、自動施工技術な
ど
芸術・文化・遊びの科学
技術
　11-10産業の牽引役となる
　　　　　芸術・文化・遊び
　13-10遊びの技術
快適性等の研究とマーケ
ティングへの応用技術、
ネットワーク・エンタテイメン
ト、癒しロボットなど
13-8文化と芸術の継承
　　　保存
バイオ・ナノ等を駆使した文
化財修復・保存技術、3D・
高精細等のデジタル・アー
カイブシステムなど
2-10デジタル家電
OS、組込みソフトウェア、
ミドルウェア、ワンチップ知
的総合メディア処理LSIなど
2-6分子・有機エレクトロニクス
分子素子、有機半導体、
CNT等炭素系新材料など
2-3オプト＆フォトニクス
フォトニック結晶、光導波管、
光スイッチ、半導体レーザなど
2-1（次世代）集積システム
スピントロニクスデバイス、量
子デバイスなど
2-2シリコンエレクトロニクス
超高速・超高集積LSI、高温超
伝導配線LSI、自己修復型ロ
ジックLSIなど
2-7ストレージ
光・磁気融合技術、1分子メモ
リ、プローブアレイなど
1-2ハイプロダクティビティ
　　コンピューティング
グリッドコンピューティング、
スパーコンピュータ、大規模
シミュレーションなど
7-2核融合エネルギー
プラズマ診断及び加熱・制
御技術、中性子工学、超伝
導技術、トリチム取扱い技
術など
8-1地球レベルの環境
地球温暖化研究・防止
技術
地球温暖化予測研究（予測
モデル・影響評価等）、温室
効果ガス固定化・隔離技
術、温室効果物質代替技
術など
1-9大規模ネットワークに
　耐えうるソフトウェア技術
新規ソフトウェア方法論、ソ
フトウェア自動生成・自動検
証　など
「デルファイ調査」と「発展シナリオ調査」とのオーバーラップ
１－１－１
科学技術進化モデル
１－１－２
学協会の意味と活動のあり方
２－１－１
科学技術人材の育成と処遇
２－２－１
基礎科学の位置付け
１－２－１
数学の研究発展と数学教育
２－３－３
生命科学の学際的発展
１－３－１
長寿社会に対応する再生医療 １－３－４
低侵襲生体計測技術と低侵襲医療
１－３－２
ナノバイオ技術を利用した創薬
１－３－３
個人のニーズに対応する新規医療
１－３－５
脳科学に基づく認知と情動神経機構の統合的理解
１－３－６
感覚補綴（ほてつ）技術
１－４－１
五感を活用するコミュニケーション
１－４－２
超大容量情報処理デバイス
１－４－３
情報通信システムにおける超低消費電力技術
１－４－４
超高速大容量ネットワーク
１－４－５
生活支援ロボティクス
１－４－６
ヒューマノイド（人型ロボット）技術
２－２－２
宇宙科学
１－９－１
地球深部探査
２－１０－１
衛星技術
２－１２－３
芸術・文化・遊びと科学技術
左記以外あるいは
より広域概念のテーマ
２－７－１
省エネルギー
２－６－２
計測技術
２－５－２
環境修復技術
２－５－１
環境問題解決のための科学技術指標
２－６－１
計算機シミュレーションによる材料設計
２－１１－１
自動車社会
２－１２－１
情報投資による効率向上１－４－７
ＧＰＳ技術による情報サービス
１－８－１
社会インフラの再生と維持管理
１－７－１
容易に真似の出来ない設計・製造技術
１－７－２
超多品種少量自動生産システム
１－１０－２
災害後の復旧
１－１０－１
食料安定供給
２－４－３
情報通信環境
２－３－２
予防医学とリンクした食品科学
２－３－１
疾病構造の変化と医療
２－４－１
情報技術による生物模倣
２－４－２
量子情報技術
１－４－８
ソフトウェアエンジニアリング
１－５－１
低エミッション都市
１－５－２
環境観測
１－６－１
燃料電池開発と社会への普及
１－１１－１
金融におけるリスク管理
１－１１－２
経済変動の予測技術
１－１１－３
少子社会における「次世代」の心身健全育成
２－１２－２
科学技術におけるアジアの多様性と融合
の再構築
２
３
５
４
１５
７
０
８
９
１
２
６
７
８
９
２０
２１
６
３８
３９
４８
３４
３２
３０
９
３１
４２
４６
２２
３７
３５
３６
４１
４０
６
１４
１３
４
５
２３
２７
２８
３３
４３
４４
４５
４７
図表 3-9 
図表 3-8 による重ね合わせ 
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（１）調査手法に関して 
本調査は、その調査方法自体が、日本の俯瞰的な予測調査としては初めての試みであり、用語
の定義から、調査段階の各手法に至るまで、すべて試行を経ながら行なわれた。新しい試みでは、
まず、使用する言葉の定義が重要である。必ずしも普遍的なものである必要はないが、首尾一貫し、
また参加者や結果利用者の共通認識としておく必要があった。本調査における「発展シナリオ」「シ
ナリオ作成者（シナリオライター）」等の定義は、決して汎用的なものではなかったが、シナリオ作成
者の推薦や投票の過程で、数多くの参加者を募ることができ、定義付けに関しては十分なご理解
をいただけたものと考えている。また、幅広いテーマに共通して使用できる「仕様書」の作成に関し
ても、パイロットシナリオの作成という試行の結果としてフィックスされたものであるが、結果的に、ほ
とんどのシナリオライターの方々が提示された仕様書に沿った記述を行なった。したがって、テー
マの種類や範囲の広さを問わず、この仕様書も有効に機能し、調査の目的に沿った発展シナリオ
が数多く執筆されたと考えている。 
一方、今回の調査方法は、以下のようないくつかの課題を残しており、特に選択テーマの大きさ
および網羅性に関しては議論の余地がある。 
本手法では、基本的にシナリオを書くという手法を選択したことにより、基礎科学研究、応用技術、
社会科学やそれらのインパクトなど、幅広い課題をシナリオテーマとして取り上げることが可能にな
った。ただし、限られた時間の中で扱えるテーマ数には限りがあり、テーマの数が少なければ、
個々のテーマはかなり広い範囲をカバーするようなテーマにせざるを得なくなる。実際に、シナリオ
調査分科会のテーマ選定に関する検討では、いくつかの大きなテーマを落とさざるを得なかった。 
基本的に、テーマ選定とライター選定は同時に行なうことはできない。先に決定すべきは明らか
に前者であり、時間が十分にあれば、テーマの大きさおよび網羅性に関しても議論を深め、テーマ
の選定過程にも参加型プロセスを取り入れるなど、より良い方法がありえたと考えられる。今回は、
時間的制限の中で実行可能なテーマ選定方法として、他調査で取り上げられた注目科学技術領
域を参考にすることで、意識的に大小さまざまな大きさのテーマ選択を、約 50 テーマを目安に、か
つ、第 1 次および第 2 次の 2 回に分けて行なった。ここで、50 という数字には特に大きな意味は無
い。一方、テーマ選定を 2 回に分けた理由は、まず第 1 次の選択テーマを提示することで、それら
以外から第２次のテーマ募集を行なうことができ、結果的に、ある程度の網羅性を確保できるので
はないかと考えたからである。 
また、各テーマに関して、基本的に 2 人の執筆者にシナリオを書いていただいたが、この数の設
定についても適当であったかどうかはわからない。ただし、少なくとも、1 つのテーマに関して、複数
のシナリオを書いていただくということは、非常に有意義なことであったと言える。あるテーマに関し
ては両者の将来イメージに同意が確認され、また、あるテーマに関しては互いが補完的な記述で
あったからである。 
今回は、各シナリオ執筆候補の執筆受諾を取り付けてから実際に執筆を始めていただいたが、
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諾否確認にかなりの時間を必要とした。それにもかかわらず、結果的に 100%の回収は達成できず、
15%程度の受諾者からは、シナリオをご提出いただけなかった。最終的に、選択された 48 テーマの
うち、1 テーマは成立せず、また、テーマによって、シナリオの提出数に 1～3 本のばらつきが生じ
た。 
 
（２）調査結果の分析に関して 
本調査の結果として、執筆された各シナリオには貴重な情報が満載されていると思われるが、そ
れらの分析は、時間的な制限により、十分とは言えない。特に、以下の３点は、今後の課題として
明記しておきたい。 
① 本調査は、平成 15～16 年度科学技術振興調整費事業「科学技術の中長期発展に係る
俯瞰的予測調査」の一部として行なわれたものであり、この中の他調査との比較検討などが不
十分である。特に、従来から予測調査として行なわれてきたデルファイ調査（専門家集団のコ
ンセンサス）を補完するものという位置付けにあることから、テーマごとに、専門家集団のコンセ
ンサスと卓越した個人の見解の間の、一致あるいは相違を明確にできる可能性がある。相違
があるテーマに関しては、参加いただいた学協会あるいは業界団体等へフィードバックし、よ
り深い議論を促すことが必要であろう。また、急速に発展しつつある研究領域調査（文献デー
タベースを基にした調査）の結果を、各執筆者および参加いただいた学協会あるいは業界団
体等へ提示し、注意を喚起することも必要であろう。 
②  執筆された各シナリオには、テーマを超えて共通する課題、関連テーマに共通する議
論、あるいは、意外な関連性を有するテーマの示唆、などが数多く含まれている。これらは、
複数テーマの執筆者および関係者を集めて、さらなる討論を深めることに意義があると考えら
れる。 
③  俯瞰的に見渡せる卓越した個人の選出という観点から、今回のシナリオ作成者には、
年齢や性別にかなり偏りがある。ジェネレーションや性別を超えた将来像の比較も今後の課
題として挙げられる。 
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科学技術進化モデルの再構築 
 
（独）情報通信研究機構 理事長 長尾真 
１．現状認識 
（１）科学技術の発展段階 
科学技術の発展は 2 段階に分けられるだろう。その第 1 段階は、対象や現象の観察と分析による規
則性（法則）発見の過程であり、これは科学と呼ばれている領域である。第 2 段階は、第 1 段階で明ら
かとなった規則を用いて新しいものを創造・生成する過程であり、技術と呼ばれている領域である。応
用研究と呼ばれるものは、多くこの段階のものである。第 1 段階が完成しなくても、その途中で得られ
た成果を用いて第 2 段階に入るのが通常であり、第 1 段階と第 2 段階には重なりが存在する。 
たとえば古典力学はニュートンに始まり、19 世紀にはその応用として種々の機械が作られるようにな
っているし、熱力学も 17 世紀から研究され、19 世紀には蒸気機関として実用に供されるようになった。
その後、自動車、飛行機にまで発展した。その間、より良い飛行機を作るための流体力学の研究が応
用を明確に意識して行われたり、ジェットエンジンの開発など、多くの技術が生まれて来ている。 
こういった過程は化学においても全く同様であった。特に 20 世紀半ば以降、これまで地球上になか
った新しい物質が次から次に作られ、使用されるようになって来ている。しかし、これがまた廃棄物処
理の観点から大きな問題になっているのは周知のことである。原子物理学は 20 世紀前半に急速に発
展し、その詳細が明らかになるにしたがって、原子爆弾、原子力発電といった形で応用されるようにな
った。 
今日最も関心の高まっているのは生命科学である。20 世紀前半に DNA が遺伝を担う物質であるこ
とが明らかになり、DNA の 2 重らせん構造の発見、さらに種々の遺伝子操作法の確立によって、新し
い種々の生命が誕生しはじめている。 
現代の特徴は、科学的解明から技術的応用に至る速度がどんどんと速くなり、それが並行的に行
われるようになっていることであろう。さらに、たとえば、意図的に新しい物質を作り出すことを企画して
基礎研究が行われるようになって来ており、科学と技術が渾然一体となっている。科学技術という表現
が 1 つの言葉、1 つの専門用語として用いられる所以である。 
自然科学の最後の研究対象であると言われて来た生命の基本的構造が明らかになり、さらに脳の
働きが解明されることになれば、科学の対象となる主要課題はほとんど基本的には分かったことになり、
21 世紀には科学の時代から全面的に技術の時代となってゆくだろう。少なくとも、技術のために科学
が行われる科学技術の時代となり、全ての分野において新しい物の創造ということに光があてられるこ
とになる。 
（２）20 世紀の負の遺産の解決 
自然界に存在するものは何億年という時間の淘汰を受けることによって、全ては安定な形で存在し
てきた。ある物は生れ、活動し、死滅して他の物に転換してゆくというプロセスを取るが、これが地球上
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のほとんどの物について循環的にバランスを取るという形の安定状態が保たれてきた。 
ところが、人類は 20 世紀になって、これまで地球上になかった新しい物を大量に作り出すことによっ
て、この循環的バランスを破壊して来た。工業的に作り出される多くの物は使用後は廃棄物として捨て
られるが、これらは多く地球の循環システムには吸収されずに残り、巨大なごみとして残ってしまって
いる。また、これらの物の生産のための活動、あるいは自動車や飛行機などの運行によって、空気や
水の汚染、地球温暖化などの問題を誘起している。 
20 世紀科学技術は多くの新しい物を作り、地球上の文明を発展させて来た。そこには進歩発展と
いう一貫した信念があったと見ることができる。しかし、20世紀が終わってみると、その進歩発展の陰に
隠れて、膨大な量の地球資源の消費、種々の環境問題などを作り出して来たことに気がつく。これら
の問題はいずれも複合汚染的な状況を呈しているので、そこにはいわゆる科学としての規則性を発見
することができず、科学の対象とはなりにくい。したがって解決が非常に難しいのである。 
 
２．近未来のあるべき姿 
（１）第 3 次近似の時代 
学問の発展をごく大まかに見れば、力学の基本式で弾道計算をしたり、電磁理論でモータの力を
計算するなどのように、学問の基本的法則だけで物事を解決していた時代を第 1 次近似の時代とす
れば、空気の抵抗などの付加的条件を加味してより良い近似の努力をしてきた時代は、第 2 次近似の
時代ということができるだろう。そこでは、たとえば同じ電磁理論でも、空中の電磁波動論と電線の上の
回路理論といったように、それぞれに異なった形の規則を整備することになり、比較的狭い分野ごとの
学問体系が作られて来た。工学部が百年前には数個の学科しか持たなかったものが、今日では数十
学科に分かれて来ているのは、この第 2 次近似をより良くしようとする努力の現われと見ることができる
だろう。 
しかし、これも今日ではある種の壁につき当たっていると考えられる。各研究分野があまりにも狭く設
定されてしまって、他の分野とほとんど無関係な存在となってしまったからである。しかし自然の中、社
会の中に存在する物は実験室におけるような状況にあるのではない。非常に複雑な環境下にあり、ま
た作られたものを人間が使うということを考えれば、そこで人間にとって望ましいものを追求することが
求められる。これが 21 世紀における科学技術に課せられた大きな課題であり、これを解決するべく努
力するのが第 3 次近似の時代であると筆者は唱えて来た。すなわち 21 世紀は第 3 次近似の時代であ
るといえよう。いわば経験豊かなベテランの作った工芸品の時代、芸術的に熟した理想の品といったこ
とをあらゆる創造物に要求される時代である。したがって、これは単に学際的な研究といったことでなく、
人間工学などをはるかに越えた文化、芸術、人間性といった要素・観点を欠くことができない。 
（２）知識活用の時代 
今日我々人類の持っている知識は膨大である。これから第 3 次近似の時代になってゆくということは、
学際的な要素を科学技術のあらゆるところに導入せざるを得ないということであり、他分野との協力を
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したり、他分野の知識を利用することが必要となる。幸いコンピュータと情報処理の技術が発展し、各
分野の巨大な知識をコンピュータに入れられるようになって来たので、これをネットワークを通じて共用
したり、またネットワークを通じて協力研究を推し進めることが比較的容易に行えるようになって来た。 
しかし、現在のコンピュータにおける知識の蓄積は始められたばかりであり、これから行うべきことは
多い。人間の持っている種々の経験的知識はもとより、広く社会で起っている実時間的な情報などもコ
ンピュータに取り込んで、自由に活用できるような環境の整備をしなければならない。いわゆるコンテン
ツの収集と知識の構造化、その利用に関する活動がますます盛んになってゆくだろう。 
（３）研究環境の変化 
インターネットの時代となって、研究成果の発表は科学技術雑誌に（電子的に）掲載するといったこ
とのほかに、同一分野の世界各地の研究者に論文やデータを直接送り、評価してもらうということが行
われつつある。また、研究自体を他国の研究者とインターネットを通じて共同して行い、共同で論文を
書くというスタイルも拡大しつつある。また、超大型の研究設備は世界に幾つも無いので、これを共用
し、インターネットを通じて遠隔から利用するといったことも現実のものとなりつつある。 
たとえば、CO2 排出量を規制して地球上の環境を少しでも改善してゆこうとすれば、世界各地での
空気汚染の状況、水質の状況、・・・といったことを観測し、地球規模での研究を展開してゆかねばな
らない。このように、これからの社会における大きな問題の解決には、全世界の研究者の協調・協力が
必要となる。そして、このような研究を強力に長期にわたって続けてゆくためには、各国の科学技術政
策が連携的に行われねばならないので、国としての強い意志が必要となる。 
（４）創造の時代はアセスメントの時代 
21 世紀においても科学的・分析的立場の研究はまだまだ存在することは間違いないが、全体的に
見ると、分析の時代（科学の時代）は終って生成の時代（技術の時代）になって行くだろうことは既に述
べた。我々が作り出すものについては最後まで我々が責任を持たねばならない。したがって、21 世紀
の科学技術は価値中立ということはありえず、人類はもちろん、他の生物・無生物、地球全体にとって
何か良いもの、有用なものを作り出すという観点、また地球全体にとって少しでも有害なものは作り出
さないという考え方が導入されねばならない。 
ただ、科学技術開発のスピードがますます速まってゆく中で、このような観点からのアセスメントをす
ることは非常に難しい。自然は何千年、何万年の時を経ることによって、このアセスメントを行ってきた。
我々が人工的に作り出すものに、このような時間による淘汰を適用することはできない。したがって、物
事の善悪の判断は人によって行う必要がある。すなわち、これからの科学技術とそれによって作り出さ
れるものの善し悪しは地球全体にとっての判断とともに文化依存的判断も必要となる。そのようなアセ
スメントが常に伴う形で科学技術の研究開発が進められねばならなくなる。これは既に先端医療で行
われ始めている。 
（５）目的論的研究と資源循環の考え方 
これから我々が解決すべき多くの問題は、ほとんどすべて複合的現象を呈するものである。したが
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って、これからの研究分野の分類は、従来のような学問原理による伝統的分類でなく、たとえばエネル
ギー開発、地球環境の改善、食糧問題といった目的論的分類による方が良いということになるだろう。
現在積極的に行われているナノテクノロジーはその典型例であり、このような分類の方が関連する異
分野の協力がしやすくなる。 
世の中に存在するものや現象は見方によって種々の側面を持つ。医学的観点から、あるいは社会
学・心理学的観点からといった形でとらえるべき問題はいろいろ存在する。したがって学際的な立場の
ものとならざるを得ないのである。 
また、地球環境問題を考えるときにはサイクル（循環的）という概念を導入することが必要となる。す
なわち、作られたものが使われ、その使命が終った時には、それが他の生産活動の資源になるといっ
たサイクルが構成できるような物作りが必要なのである。これからの研究は全てこのことを前提として行
われねばならない。これは非常に難しいことであるが、ぜひとも実現させる必要がある。 
（６）事例データベースの活用 
21 世紀の科学技術の課題は非常に複雑で、これまでの学問で得られた規則を単純に適用して解
決できるものは少ない。そこで統計的アプローチや確率論的手法が種々試みられている。しかしこれ
らは基本的なモデルが存在する場合の変化形に対応するものであって、そういったモデルを立てにく
いという場合にどうするかという問題が出てくる。自然界の多くの現象は、種々の環境条件によって法
則で説明できる理想形から歪んだ形となって現れる。あるいはそういった現象の中に法則性を認める
ことのできないものも多い。こういった場合には、過去の同種の現象を参照するということをせざるを得
ない。即ち過去の経験、これまでの知識を活用するということである。 
そこで問題となる対象あるいは現象と、それらに対処した方法を克明に記録し、類似の対象や現象
に対して同じように対応するという方策を取ることが必要となる。いわゆる過去の経験にしたがって結
論を出し、行動するということである。そのためには問題となる対象あるいは現象と、それに対応する仕
方を網羅的に収集し、データベース化し、類似性検出のアルゴリズムをいろいろと考えて、過去の経
験を生かした結果を出すのである。天気予報や台風の行路予想などにこの考え方が取り入れられて
いるという。医療分野においてもこの考え方が用いられるようになって来た。科学で解明できない多く
の対象・現象に対して、この方法はますます重要となってゆくだろう。また科学的な解明にも、膨大な
データを集め解析することが必要となる。あらゆることに第 3 次近似的な精度の高いことを実現せねば
ならない 21 世紀は、事例データベース活用の時代となるだろう。 
（７）シミュレーション技術の活用 
今日、コンピュータの能力は非常に高くなって来ており、スーパーコンピュータや PC を用いたグリッ
ド・コンピューティングなどが広く用いられるようになって来た。そこで多くの現象をシミュレーションによ
って説明し、またそのパラメータを種々変えることによって新しい現象の予測ができるようになって来て
いる。現象がほぼ完全に理論によって説明できる流体力学関係の現象などでは、種々の境界条件に
ついてシミュレーション計算し、現象を予測することができる。現象を規定する理論や法則がほとんど
得られていないという場合には、多くの事例を集めて類似現象の予測を行うことになるが、これは前節
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に述べた通りである。 
これまでの研究は、周囲環境から切り離された個体あるいは単一現象を対象として来たが、個体あ
るいは単一現象の内容や性質が明らかになって来ると、個体と個体との相互関係、多数個体のグル
ープとしての性質の研究となり、その先は個体やそのグループが存在する環境との相互作用、環境の
中での個体やグループの性質と行動などに移ってゆくことになり、シミュレーション技術はますます大
切となる。 
（８）巨大科学技術 
これから研究すべき課題の多くは、ミクロな対象にしろ、また広域の、また／あるいは巨大な対象に
しろ、非常に多くの人たちが 1 つの研究集団として研究の各部を分担しながら遂行するものとならざる
を得ず、必然的に巨大な費用のかかるものとなる。こういった巨大科学技術は、今日一国の力だけで
はやれなくなって来ており、国際協力が必要となる。多くの研究者、巨大な費用、国際的協力というこ
とになると、2.3 に述べたように、これは必然的に政治的なレベルの問題となるし、また容易に研究の方
向を変えることができず、まして研究の将来が明るくないからといって中断することはほとんど不可能と
なる。 
巨大科学技術の目標や研究方法・手段等についての妥当性を、どういう人たちが判断するかは非
常に重要である。内容が十分に理解できずに重要な決定をすることは出来ないから、その道の専門家
の意見を重視せざるを得ないが、その人達はその研究の推進者であることがほとんどであるという問題
がある。健全な学識豊かな科学技術評論家を育てる必要があるだろう。核融合研究はその典型例で
ある。 
（９）遠未来のありうる姿 
人類のこれまでの三千年の歴史をふり返ると、ギリシア・ローマ文明、キリスト教文明、あるいは近代
文明といったもの全てが栄え、そして衰退していった。ルネッサンス以降の絵画や音楽もそのような道
をたどり、今日の停滞となっている。同様に、科学技術といえども 21 世紀の百年を考えれば、同様の
運命をたどらないと誰が言えるだろう。その危険性はこれまでとは別の原因から起る可能性もある。そ
れは、原子力発電の廃棄物は言うに及ばず、他の一般の廃棄物を処理しきれず、また一方では資源
の枯渇が来るだろうからである。こういったことに良い解決をもたらす科学技術の確立がなければ、そ
の運命は先が見えているということになるだろう。21 世紀の後半がどういう時代になっているかは非常
に興味ある問題であるが、科学技術の将来は決して明るくない。 
 
３．今後日本のとるべきアクション 
（１）未来社会において非常に重要となる科学技術分野の積極的推進 
21 世紀社会が直面している困難な課題、すなわち地球環境問題、エネルギー問題、人口爆発と食
糧問題、高齢化社会問題などに対して、日本としては積極的に取り組む必要がある。なかでも特に重
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要なものは地球環境問題の解決である。資源循環の概念をも含んで、日本として積極的に取り組む
べきである。個々の技術的問題の解決とともに、世界全体を巻き込んだ広域的研究が必要である。米
国はこのような分野についてあまり熱心でないが、ヨーロッパ、中国、韓国、その他の国々と協力しな
がら、リーダーシップを取ってゆくべきであろう。 
（２）地域社会の文化に根ざし、地域社会を豊かにする科学技術の積極的支援 
これからの科学技術は、社会を豊かにし、安心安全に生活できる環境の実現に貢献することが重要
である。各地域はそれぞれの課題を持っており、その地域で独自のユニークな研究が存在する。この
ような、地域の特色ある研究を積極的に支援・育成することによって、その地域が活性化するとともに、
国際的にもユニークな優れた成果となる可能性がある。 
いわゆる米国を中心とする科学技術の流れの主流にばかり目を奪われてはならないだろう。世界的
な視野で見れば、開発途上国や後進国における多くの課題に十分な注意をはらうとともに、そういった
地域の持っている優れた技能や特徴に現代の科学技術の光をあてることによって、科学技術自体の
向上発展をはかることも可能となるだろう。 
（３）異分野の交流の促進、複合的・学際的で困難な課題への挑戦 
異分野間の交流と学際的共同研究の促進、特に文理融合が効果をあげる分野の積極的推進が必
要である。特にこれからは、人間が直接使う各種道具や装置は人間になじむものでなければならず、
芸術的センスをも持ったものであるべきであるから、文化系科学、芸術分野との交流が重要となる。 
（４）国としての研究資金投入における考え方 
科学技術の世界においては、しばしばセレンディピティといわれていることが起る。ある目的を持っ
て研究を進めている途中に思わぬことに気づき、本筋ではないのだが、それを究明してゆくと新しい
魅力のある世界が開かれることがある。これは、プロジェクト研究のようにチームを組んで年限を限って
目標達成のために行う研究からは出てきにくい。自由な個人あるいは少数の人の研究から生れてくる
ことが多い。したがって研究資金は、全てを競争的資金やプロジェクト研究に配分するのでなく、自由
な研究を個々の研究者がやれるよう、研究費と研究時間の確保が大切である。特に地方での研究は、
たとえそれがユニークであり将来性があるものでも、なかなかよく認識されず、研究費の獲得が容易で
ないという状況をうまく改善する科学技術政策が必要である。 
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個別の対象（現象）
の解明
集合的対象（現象）
の解明
（ 原 子 物 理 学 ）
（ 生 命 科 学 ）
•グループ的研究
•ミクロ的分析
•巨大チーム的研究
•複合的、ミクロマクロ的取扱い
現実環境内での
集合的対象（現象）
の解明
•従来の伝統的学問分野
•法則科学
•学際的学問研究
•多元的規則科学
•目的指向科学
•シミュレーション科学
•知識支援科学
 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 105
科学技術進化モデルの再構築 
 
早稲田大学政治経済学部 教授 長谷川眞理子 
 
１．現状分析 
 
情報通信技術が飛躍的に進歩し、さまざまな学問分野で、研究の方法が画期的に変化したり、分析の
速度が増したりしている。しかし、情報技術の進歩自体が、学問のあり方を根本的に変えているわけでは
ないので、ここは注意を要する。かつては計算できなかった、または一人の研究者の一生の間では計算
が間に合わなかったものが計算できるようになったり、かつてはできなかったような多量の情報を瞬時に一
同に集めて比較したりすることができるようになったが、これらの技術が、学問の新しい領域を生み出した
り、従来とは異なる体系を生み出したりしているのではない。 
新しい領域や体系を生み出すのは、このような技術ではなく、新しい概念、理論枠組である。情報という
点では、それでは、情報科学は、生物情報（ゲノム）と言語情報（文化）を結びつける、新しい展望を生み
出したか、というとそれはできていない。なぜなら、生物情報現象と言語情報現象とをともに同じ土台で分
析し、それによって従来にはなかった新しい知識と理解をもたらすことのできるような概念、理論枠組、原
理を、情報科学はいまだ提供できていないからである（それが存在するのかどうかは現時点ではわからな
いが）。技術ではなく、科学の中での情報の位置に関する限り、現状では、情報というキーワードを用いて、
さまざまな現象を描写することができるようになった、という段階にとどまっている。 
 
 
２．発展シナリオ 
 
複雑系のシステム科学の発展 
20 世紀までの科学は、複雑な現象を要素に還元し、それぞれの要素の性質や動きを分析することによ
り、現象の細部の理解を増してきた。この還元的理解は非常に大きな成果をもたらし、諸現象の理解の基
礎を築いた。しかし、自然現象は多層的であり、それぞれのレベルに固有の現象があることも明らかであ
る。上のレベルの現象の理解のためには、下のレベルの現象の理解が必要であり、上のレベルの現象が、
下のレベルの現象と矛盾することはないのだが、上のレベルの現象がすべて、下のレベルの現象から演
繹できるわけではない。20 世紀までの科学は、下へ下へと掘り下げることにより、より精密に現象を記述し、
理解することを可能にしたが、一方で、上のレベルの複雑な現象は対象外におかれていたと言ってもよい
だろう。 
そのような上のレベルの現象に迫ろうとするのが複雑系の科学である。これはまだ緒についたばかりで
ある。物理学での狭義の複雑系のみならず、本当は、自然現象のほとんどは複雑系なのだ。マクロな生
物現象としての個体発生も、生態系も、神経機構の働きも、経済現象も、社会現象も、みな複雑系である。
ミクロな単位として理解しうる対象は、細胞、個体、個人、個体群、種などとあるのだが、そして、そのミクロ
レベルでの性質や動きはかなり解明されているのだが、それらが相互作用しあうマクロレベルでは、それ
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だけでは解明できない現象が生じる。 
今後は、この複雑系の研究がいっそう発展することにより、たとえば、生態学、動物行動学、発生遺伝
学、経済学、人間行動学、社会心理学、文化伝達理論、認知神経科学などの諸分野に、共通の原理や
概念が見出されるだろう。情報は、確かにその一つの要素ではあるのだが、たくさんの情報が、ある性質
を持ったたくさんのエージェントによって処理されていくとき、全体としては何が起こるのかの、原理的解明
がまだなのである。そして、「情報」という切り口だけでは、情報を処理するエージェントの性質とエージェ
ント間の相互作用が入っていないので、不十分なのだ。このすべてを視野に入れて分析する複雑系の科
学が発展すれば、多くの既存の学問分野が、共通の概念と原理のもとに統合されるだろう。 
 
３．日本のとるべきアクション 
 
科学技術の新たなる効果的発展に向けて、という意味では、日本が改善していくべき問題点は、個々
の学問の内部の研究題目の問題というよりは、学問・研究システムの流動性の強化、個人の独創的発想
を十分に生かす自由のある社会の形成といった、社会システムの問題であると考える。 
 
（１）既存の学問の枠組にとらわれない、新しい大学の学科や、研究費の研究分野の設置（および廃
止）を容易にし、そのような新しい提案が、既存の枠組と競合してつぶされないような措置を講じること。新
しい提案が、既存の枠組と予算などで競合することになると、必然的に大きな勢力である既存の枠組によ
る既得権益の保護が働いて、新しい提案は不利となる。そして、学問の進む速度が遅れる。 
 
（２）独創的な考えをくみ上げられる組織体制と精神的環境を整えること。日本にも優れた人材はたくさ
んいて、そういう人々が独創的な考えを生み出し、科学や技術の発展を支えているのは確かである。しか
し、日本社会は、一般的に独創的な考えを促進するようにはできておらず、このことが、広く、新しい発想
の芽を摘む方向に働き、新しい発想が育つ裾野を狭くしている。これは幼児教育の段階から明らかである。
義務教育で、「子どもたちに自由な発想を」というスローガンをかかげても、学校そのものが自由な発想を
許すシステムで運営されておらず、教師たち自身に自由な発想が許されていないし、そういう態度をロー
ルモデルとして生徒に見せてもいない。授業の中だけで自由な発想をはぐくむのは不可能だと認識する
べきである。 
 
（３）科学技術行政のすべてにわたって、「法学部」的発想から脱すること。これも、（２）の独創的な考え
をくみ上げられる社会システムを作ることの一環であるのだが、あえて上記とは別に述べる。日本の科学
技術行政は、その他のすべての行政と同様、法学出身者による法学的発想によって運営されてきた。そ
れにはそれなりのメリットはあるのだが、科学研究の発想は法学の発想とはまったく異なるので、科学研究
に関する制度のすべてが法学的発想で運営されていることは、科学者にとって非常にマイナスである。 
法学は、すべての事柄を「○○である」か「○○でない」かに定義して分類し、そのようなカテゴリーに沿
ってその後の話を進める。しかし、自然現象も社会現象も、実際にはそのように人間の都合による定義で
二律背反に分類できるものではない。したがって、そのような人為的分類によってすべての研究活動を分
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断するのは間違いである。 
法律文書は、すべて節約的に、どこかで定義して書いたことは二度と繰り返さないよう、完璧に重複を
避けることにエレガンスを求めて作られているようだが、科学研究や教育は、このタイプのエレガンスを求
めることで最大限の効果が得られるのではない。たとえば、理科の教科書に、この「一事一載主義」を要
求するのは間違いである。 
また、本文書の作成でも、「現状分析に全体のおよそ 5 分の1」など、文書の様式がいちいち決められて
いる。例として挙げられている文書も、判で押したようにパワーポイントの画面を利用したものだ。審議会
その他も、委員がすべて席につき、文書で配布されたものをもとに順繰りに意見を言うという形式に決まっ
ている。しかし、本当に新しい、本当に独創的なものを欲するならば、形式など決めるべきではない。科学
者は、形式の決まっていない、わけのわからないものに対処するのには慣れている。なぜなら、自然は、
われわれの望むような形式にのっとっているとは限らないからだ。 
科学行政は科学者にさまざまな指図をする。科学者は自然を相手にしている。自然は人間の思惑とは
かけ離れたところに存在する「未知」である。その「未知」に挑む科学者は、その「未知」に対処するよう、さ
まざまな発想を展開している。しかし、その科学者に指図する科学行政は、自らが恣意的に決めたカテゴ
リーによって事柄を処理する技術の粋である法学をもとに、自らのカテゴリーにすべてが収まることを要求
する。これが、科学者と行政との間の、もっとも大きなギャップを形成する原因であろう。 
 
（４）テクノロジーアセスメントの点で、今後もっとも重要かつ緊急なのは、新たな情報通信技術や情報機
器の発達が、子どもの成長に及ぼす影響を十分に査定することである。人間の個体発生は、何百万年に
もわたる進化の産物である。しかし、正常な個体発生が起こるためには、子どもの成長段階に応じてどの
ような刺激と環境が必要なのかは、まだよくわかっていない。子どもはどんな環境におかれても対応可能
で、正常な人間になるとは限らない。この数十年の間に出現した新奇な技術に、生まれたときからさらされ
た子どもたちがどのような発達を遂げるのかは、誰も知らないのである。情報技術は進歩し、それがおとな
の生活や学問の研究に寄与することは確かだが、そのようなものが発明されると、必然的に幼い子どもの
生活にもそれらは入り込んでいく。研究の結果により、必要とあれば、これらの新技術の子どもによる使用
を規制するべきである。 
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学協会の意味と活動のあり方 
 
（独）産業技術総合研究所 理事長 吉川弘之 
 
１．現状分析 
 
 学協会とは、基本的には任意に形成された団体である。しかし、諸外国では、学協会が科学技術政策
に及ぼす影響力がかなり強い。これに対して日本の学協会は、これまでは社会や政策への発言力を含め
て社会的責任というものが大きくなかった。 
 現在、日本学術会議に認定された学会は 1400 あり、その数は常に増え続けている。これらの学会は小
規模のもので 100 人程度、大きいものは数万人で、あらゆる種類の学会があることも含めて、学会の数自
体が多いということは大きな問題である。学協会というのは、ひとつの学問的な領域の専門家たちの集まり
と言えるが、100 人程度の小規模ではひとつの学問領域を形成しうるはずがなく、ひとつの学派または志
を同じくし仮説を共有する人たちの集合に過ぎない。学問領域というのは、新しいコンセプトが提案され、
共通の学問的共通言語によってそれを議論し、その正当性をきちんと決めることができる程度の大きさを
持たなければならない。少なくとも、その学問領域内では矛盾がなく、それは決して恣意的でなく、外部か
ら見ても立派な組織である、という必要がある。 
 本来、学問というのは、最後は共通化できるはずのものである。本来、工学というのはモノを作ること、理
学というのは自然を理解すること、社会科学というのは社会を理解することであり、それらが最終的な目標
であって、その目標に対して答えを出すべきものなのである。例えば工学の場合、機械工学と電気工学
は、個々の議論では同じランゲージで議論できないが、それは単に、対象が違ったり、関心が違ったり、こ
う作るべきだというイデオロギーが違うだけであって、基本となる学問としては同じものである。 
 したがって、小規模の学協会が限られたコンセンサスの中で整合的なことだけを議論しているのでは、こ
れは単なる趣味のサークルであって、第三者からは認められなくなってしまう。学協会というのはあくまで
も社会的集団であるべきである。学協会が第三者から見ても必要と思われる存在であるためには、ある程
度の規模を持つ必要があり、その学問領域自体もまた第三者から正当性および存在意義を認められる程
度の大きさを持つものである必要がある。 
 したがって、今後の日本では、当然、学協会自体の統合・再編も起こりうる。論文誌のマネジメントに加
えて、学協会として知的財産権について考えていく必要性もあると思われる。また、教育への関与や国際
化などについての議論においても、学協会自体に存在意味があるのかという視点から、今後の方向性を
考えていく必要がある。 
 
 
２．発展シナリオ 
 
基本的に、日本においては、今後とも学協会は必要であると考えられる。 
日本の場合、一人の研究者は大学や研究所に所属して研究するのが一般的である。個々の研究者は、
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この研究分野は将来こうあるべきで、こういう予算というのがあれば、こう良くなると誰もが考えるので、国に
対してこういう金が必要だと個々にアピールすることになる。このような陳情型の発信というのは科学者に
とって必要であり、自分がこういう研究をしたいという科学者の本質的な本能である。しかし一方で、科学
者はあるひとつの分野において他の人よりも優れた判断力を持つ存在とも言える。研究をしているのだか
ら知識が深くなるのは当然である。例えば経済学の場合、経済のことについて一番理解しているのは経
済学者であり、その中にも細かい分野があって、新しい環境の問題が経済にどう影響するのかということ
は、環境経済学という分野の専門家がいちばんわかっているはずである。この場合、環境経済学の専門
家は、今後はこれは大事だから研究費が欲しいと陳情する立場と、国の環境政策はどうあるべきかという
助言ができる能力の両方を持っているはずなのである。 
問題は、科学者が後者の能力を、どこでどのように発揮するかということである。現在の日本では、この
点が非常に乱れている。例えば、政策決定者は、審議会等において、あるいは個人的に専門家に聞い
て、その個々の専門家の答えを政策に生かす、というのが実情である。 
 極端な例であるが、例えばある地方自治体が、農地が広がれば農業がやりやすくなるというひとつのポ
リシーを持って干潟を作ることを計画したとする。一方で、これが海の生態系に非常に大きな影響を与え
る可能性があるとする。自治体の政策決定者はバランスを考えなければいけないので、いちおう科学者に
聞くわけだが、実は科学者側はそれぞれ学説を持っていて対立している場合がある。ある科学者はイン
パクトが少ないと言い、他の科学者は自分の研究によると大変インパクトがあると言う。科学では、学説が
対立しているのが常であり、学協会は本来学説を戦わせる場なので、これは当然のことである。しかし、こ
こで、干潟を作りたい側は害が無いという科学者を立て、反対派は害が大きいと言う科学者を立てると、学
問的対立が社会対立的に移行されるのである。社会的対立というのは利害関係が常に生じるものである
が、このような場合、科学者の対立は利害関係をむしろ増幅する作用がある。これは学問の持っている弊
害どころか悲劇であるが、こうした事例は決して少なくない。エネルギー問題、農業問題など、あらゆる政
策決定には、自然科学や社会科学が関係している。 
このような場合、判断の基になっている科学的な知識というのが、現在学説をぶつかり合わせている状
況なのか、それとも過去において学者のあいだですでにある種の合意を得たものなのかをきちんと確認
する必要がある。最近の事例で言えば、遺伝子組み替え食品は、食べても肝臓に害は与えないだろうと
いうことは動物実験などを通じてかなりはっきりしている。しかし一方で、それを農園にまいたときに、その
周辺に対する生物多様性にどういう影響を与えるかということについては、まだきちんとした実験ができて
いない。こういう状況で、ある自治体が遺伝子組み換え食品をどんどん作りたいと計画した場合、反対者
は「影響がわかっていない」という理由で反対する。多様性についてはまだ学説を戦わせている段階だか
らである。つまり、この場合の科学者のコンセンサスは、「人体に影響はないが、多様性与える影響につい
ては、まだ科学的合意はできていない」ということになる。こういう形で、自治体に助言するのが望ましい。
自治体はそれを聞いて、それではやろうとかやめようとかいう結論を出すべきである。そうすると、科学者
は助言した内容に関して責任を持つことになり、科学者が決められなかったことについての責任は、自治
体の決定者が持つことになる。こうすれば、例えば、運悪く悪い事態が起こったときに、それは科学者の
責任だったのか、行政の責任だったのかということをはっきりさせることができる。現在の社会の意志決定
は、科学の責任なのか、科学の外の、科学ではまだ及ばない部分の責任なのかというのがはっきりしてい
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ないのである。 
 そういう問題に対して、答えるべきコンセンサスを作るためにこそ、学協会が必要だというのがひとつの
結論である。学協会で学説を戦わせることによってのみ、これは、まだ係争中だとか、ここまではその分野
で合意ができている、ということを言えるはずだからである。そういう点において、専門家が集まるということ
が、科学者の社会的責任である。学協会は、学説を戦わせることによって学問進歩を促すのに必要な場
所であると同時に、社会的責任を果たす場でもあるということを認識すべきである。 
 
 
３．日本の取るべきアクション 
 
 まず、学協会から選出された人が集まる学術会議の場を明確にし、そのなかで、社会への助言体として
の学者の役割を整理してはっきりさせることが重要になる。そこで出た問題を各学協会に持ち帰り、学協
会内で議論し、もし他の学問分野と関係があるのならば学協会間で話し合い、その結果を学術会議に持
ち込む。そういう社会的構造を作るべきである。諸外国を見ると、こうした社会的構造は戦後から徐々にで
きつつあったが、非常にはっきりしてきたのは最近である。ここ十数年のあいだに、急速にそういう仕組み
ができている。まだ 10 年も経ってはいないが、社会的紛争を増幅するために科学者が加担するのは非常
に有害な助言であり、むしろ中立的な助言をするべきだという方向性が固まりつつある。 日本学術会議
は、学協会にこのような構造を奨励しなければならない時期に来ている。現在までは、任意団体なだけに、
お互いのコミュニケーションがほとんど無いからである。 
今後、科学者は従来の陳情型の情報発信に加えて、学協会をもっと上手に利用して、助言体として発
言し、行政に影響を与えていくことが必要であろう。日本でも、今後 10 年以内には、諸外国のような形に
持って行く必要があるだろう。 
 学協会というものは、行政という決定者の外にいなければ社会的責任が果たせない。そして各研究者は、
科学自身が社会を動かしてしまうということに責任を持ち、自分が今、社会に対して何を助言すべきかを
自覚すべきである。それをきちんと出せるメカニズムが必要である。社会からのニーズはすでに多数出て
きているのである。 
 現在の日本では、総合科学技術会議が科学技術政策の方向性を示している。総合科学技術会議は予
算権を持たないが、予算に大きな影響を与える存在であり、まさに政治的な存在である。そこに意見を出
すために、日本学術会議というものが存在している。2005 年４月から日本学術会議は総務省から内閣府
に移り、総合科学技術会議と日本学術会議が、まさに車の両輪として日本の科学を引っ張っていく体制
が整った。総合科学技術会議は非常に現実的なポリシーを作っていくのに対して、日本学術会議はもう
少し幅が広く、日本が科学技術で世界的にどういう貢献ができるのかという立場から戦略を作っている。
日本学術会議がこうしたミッションを果たすためには、それを支えるべき学協会自体が、支えられるような
形に変わっていかなければならない。学協会は非常に重要な役割を果たすべき存在であり、必要と見な
されなければならない。 
 日本の政府が科学技術政策を策定していくうえで、従来以上に科学的知識が必要とされているのであ
る。各戦略を作るには、もちろん各分野の専門家が必要である。しかし、例えば、日本が環境問題でどの
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ような科学的な国際貢献ができるかを考えた場合、それは決してひとつの科学分野の問題だけではすま
ないことも多い。必要な分野の学協会の精鋭が集まって協力するというような体制も当然必要である。そう
いう組織的な役割も非常に求められている。このためには、学協会間が、一種のアンブレラのような緩い
組織体系を成していることも必要であろう。 
 現在の日本の科学者は、民間の研究者も含めて、ほとんど間違いなく、なにかしらは国費の恩恵を受け
て研究しているのである。つまり、多くの研究成果は基本的には国に帰属するものであり、科学者は、本
当に社会が必要としているものを社会に還元する責任があるわけである。これは、ひとつの「社会契約」と
も呼ぶべきものである。国民の税金を科学者が使って研究してもいいということは、科学者に対する期待
感があるからに他ならない。最近ようやく科学者側にもそういう意識も出てきたが、これまでは研究成果を
きちんとした形で社会に還元すべきという意識が極めて低かった。科学技術予算というものは、未来に対
する国民の投資であり、科学者は「投資されている」という意識を常に持っていなければいけない。今後
数年のうちにこういった期待はさらに大きくなるだろう。 
 最近の日本学術会議では、30 代の学者も優秀であれば学協会から推薦されるようになってきている。こ
のようなことがどんどん進められていかないと、国際化とともに、日本の若い学者が日本の学協会を見捨
てるという恐れもある。これは、今後の日本の学協会にとって最大の問題になる可能性がある。海外に行
って学問的に戦ったり、世界的に有名になることも、もちろん大事だが、研究活動を通じて最終的には日
本のために必要とされる科学者となることが求められているのである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 科学者の社会的影響の変遷と今後の予測
諸外国では、
学協会の中立的発言の
必要性が認識され、
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日本において、
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日本学術会議が
両輪となって、
日本の科学技術を
牽引していく体制が整った。
日本においても、
学協会が中立的立場から
助言し、科学技術行政に
影響を与えるシステムが整う。
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数学の研究発展と数学教育 
 
（財）数理科学振興会 理事長 広中平祐 
 
１．現状分析 
日本の数学は、高木貞治（1875～1960）を源流とする日本独特の純粋数学の研究「数論幾何」及び、
伊藤清（1915～）が微分という概念を取り入れて新しい方向性を示した「確率論」で、アメリカをはじめ世界
でも高く評価されている。特に確率論は、この数年間為替変動、株価変動などファイナンスの分野で非常
に注目を浴び、ヘッジファンドにも伊藤清の理論が用いられるなど大きな影響を与えた。 
代数を中心とした数学の抽象化は、20 世紀中頃までに非常に進んだが、こうした流れの中で佐藤幹夫
（1928～）を筆頭とするグループの「代数解析」に関する業績も評価が高い。さらに、小平邦彦(1915～
1997)と複素関数論の岡潔(1901～1978)が結びついて生まれた「代数幾何」の流れがある。日本の代数
幾何も評価が高く、フィールズ賞受賞した日本人（３人）は全て代数幾何が専門である。 
世界の流れとしては、20 世紀前半までは、数学の抽象化が進み、数学のための数学になっていった。
しかしその後は行き過ぎた抽象化の反動として、20 世紀後半には物理学の現象に見られたような具体的
な問題への関心が数学者の間に高まっていった。実質主義、実用主義に立脚した数学者の出現である。
アメリカを端緒にしたこの動きは日本にも広がり、最近では物理数学や生物や医学に関連した問題、経済
に関連した問題にも数学者の興味は高まりつつある。また、コンピューターサイエンスに支えられた情報
科学という問題に対する時代的な関心は大きく、優秀な頭脳がこれらの分野に目を向ける傾向は非常に
強い。 
現在、日本の数学者のレベルは非常に向上し、その数も 20 世紀前半と比べると遙かに多くなった。外
国への行き来も容易になっているが、これまでは長い間、欧米のレベルに追いつくことが目標であり、そ
れらを学び、さらに向上することに熱心に取り組んできた。 
しかし今後、科学技術としての数学研究を発展させるためにはこうした従来の流れを一新し、独自性の
高い、オリジナリティのある研究や業績を積極的に評価していく必要があると思われる。また、欧米諸国に
見られるような「将来性のある技術やテクノロジーを見つけて育てる」という視点を持つことも極めて重要で
ある。 
 
２．発展シナリオ 
数学は今後、世界的に様々な分野において利用されると考えられ、応用数学の流れが一層強くなると
予想される。そのためには、企業と大学との産学連携をさらに推進し、学問を実用的な技術として社会に
貢献するためのシステム作りが今後の大きな課題となる。 
知識の生産としての数学研究を将来的に発展させていくためには、以下のような方法が考えられる。 
 
（１）企業と大学の連携プロジェクトをさらに推進する 
数学を実学として学び、具体的な技術として活用するために、企業と大学との共同プロジェクトの必要
性は今後さらに高まるものと思われる。複数の企業関係者と数学者が集まり、討論した中から現れた企業
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側の問題点について数学者としての立場から解決方法を提案するなど、数学的な新たな可能性をさぐる
というものである。大学側がこうした問題に対して高い意識を持ち、働きかけていくことも必要になるだろう。
ただし、現状ではプロジェクトの実施までにさまざまな手続きが必要であり、従来の申請方法ではかなり困
難なのが実情である。 
 
（２）異なる分野の専門家同士が集まる小規模な拠点を設ける 
さまざまな分野の専門家を集め、一定の期間好きなように議論できる環境を整える。ある程度はっきりし
た目的は設定するが、その場ですぐに結果を出す、共同論文を書くなどのノルマは設けない。頻繁にこう
した機会を作ることで、最終的に新しい学問を生み出すための契機とするのが目的である。こうした試み
は新たな研究所の設置などに比べて国家予算という観点からも非常に経済的であり、その潜在的な可能
性は非常に高い。 
 
（３）企業人と数学者が集まる小規模な拠点を設ける 
実業家、会社勤めのエンジニア、純粋数学の研究者など、異なる立場の人々が集まって話をする環境
を整える。ただし公式なプロシーディングの提出は求めず、話し合って問題を提供し合い、現状ではどん
な問題があったかというような問題報告をする程度にとどめる。話し合いによって結果を出すことが目的で
はなく、その内容が 20 年、30 年先に芽を出す時期が到来した時に備えての投資としての場と位置づけ
る。 
 
（４）大学主導の人材育成を推進する 
現在の日本の大学および大学院教育では、理学部で数学科に入学したら、在学中に企業の話を聞く
機会はほとんどない。しかし、「産学連携には人材の育成まで含まれる」という観点から見た場合、たとえ
ば数学教室で第一線の現場で働く企業人が、実務の中で直面している数学的な問題を話して、議論す
るような機会を設けることは、卒業後の即戦力としての人材育成という面でも非常に重要である。 
企業が大学を積極的に活用し、日本国内でトップクラスの技術を持つさまざまな分野の企業の技術者
が大学生または大学院生と共同で一定期間のプロジェクトを作ることは、学生にとってビジネスの現場で
どんな数学的知識が求められ、それをどう具体的な技術として活用することが求められているのかを知る
またとない機会になると思われる。 
 
３．日本のとるべきアクション 
科学技術としての数学を長期的に発展させていくためには、数学というのは一体何なのか、何のため
にやるのかということを今一度再認識する必要がある。 
すべての組織化された集団には、学問、または企業・官庁を問わず、基本的なミッションがあるが、数
学者集団のミッションというのは以下の 3 つに大別されると考える。 
 
（１）あいまいの論理化 
あいまいというのは、「あいまいだと思われるようなものとか、あいまいにしか理解できないようなものを、
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何らかの形で論理的に扱えるようにするということ」である。これは必ずしも数学者だけがやっているという
わけではない。たとえば、通信技術の発達に伴って必要になった情報科学は、科学の分野ではあるが非
常に数学的な科学であり、全くあいまいだと思われているものをできるだけ論理化する、「あいまいの論理
化」とも呼ぶべき分野である。 
 
（２）無限大の有限化 
 無限大だと思われているものや、実際に無限大の問題に関係しているようなことを、有限のものに置き
換えることである。これは数学において頻出することで、数学の中で高く評価されている業績はすべてこ
れに該当する。いい形で分類し、有限化することは、パターン認識などで非常に有用性が高い。コンピュ
ーターが発達するほど、大きな有限を扱うことが可能になるが、コンピューターでは無限は絶対に扱えな
い分野であり、これこそが数学者が専門性を発揮できる領域なのである。 
 
（３）複雑なものを簡明にする 
 複雑なものを何らかの形で数学的に、数学を使って、数学的な見方で単純化することは、数学者の重
要な仕事であり、非常に将来性が高い。 
 
以上に挙げたような項目が数学のミッションであるが、実際には具体的な数学自体は多くの議論があり、
さまざまな技術を形成している。 
日本では依然として「重厚長大」という発想があり、学者、大学教授、官僚、政治家など、さまざまな分
野の立場の人間の考え方の基本に染み付いている。つまり、新しいことを始めるときには初めから何か１
つ大きいものを作ることが前提となっているが、その手法は非常にリスクが多い。今後は予算規模の小さ
いプロジェクトで、目的の達成を度外視してもいい研究をすることを優先し、数学を基礎とした科学技術の
発展を推進する必要があると思われる。 
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数学の研究発展と数学教育 
 
算数オリンピック財団 評議員 ピーター・フランクル 
１．現状分析 
 
 数学の研究・発展は、日本の将来のためにもまた世界的視野に立って考えても、極めて重要であると言
えよう。数学の重要性を示すものとして、近代数学のほとんどの分野に影響を与えた、史上最も優れた数
学者の一人であるヨハン・カール・フリードリヒ・ガウス（ドイツ）の次の言葉を紹介したい。「ある学問の科学
度はその中に含まれている数学に比例している」。つまり、数学を多く駆使した学問は優れた科学である
というわけである。数学に最も近い物理学においてはこれが顕著で、昔は数学の研究者と物理学の研究
者がほぼ一致していた。２０世紀になるとだいぶ研究者は分かれてきたが、２０世紀の最も傑出した科学
者である、かの有名なアルベルト・アインシュタイン（ドイツ）はもともと数学を勉強していたし、今でも物理
学者には数学を学んでいた人が多く、２００４年度のノーベル物理学賞受賞者の一人は数学博士号を取
得している。また、２１世紀に入ると化学も非常に数学を駆使する学問になり、最近では生物学でもこの傾
向が強くなっている。また、ヒトゲノム計画を通して医学の分野まで数学は深く入り込むようになった。医学
分野において述べると、この２０年間に作られたＣＴスキャンやＭＲＴなどの正確な診療のために必要不可
欠となっている医療機器は、どちらも非常に高いレベルの数学、フリエー解析を利用している。また、毎日
の生活において重要である経済学でも、やはり非常に数学の比重が増えてきた。その生涯が本や映画に
もなった数学者ジョン・フォーブス・ナッシュ（アメリカ）が、純粋に数学の枠組みの中で研究していたゲー
ム理論でノーベル経済学賞を受賞した事実が良い例である。さらに、今では我々の生活になくてはならな
いものになっているコンピュータも、忘れられているが数学者たちが開発してきたものである。第二次世界
大戦中に非常に軍事に関する計算量が増え、それをこなすために電子計算機が開発され、屈指の数学
者であるジョン・フォン・ノイマン（ハンガリー）によって、最初の本格的なプログラムが可能な電子計算機
が、アメリカを代表する高等科学研究所で作られた。現在使用されているコンピュータは「ノイマン型コン
ピュータ」と呼ばれる。 
 上記のように数学は、単に一分野にとどまらず、他の様々な科学分野と密接な関係性を持ち、その発展
に大きく貢献している学問である。その傾向が今後ますます強まるであろうと考えられるのが、数学の現状
である。 
 
２．発展シナリオ 
 
 世界数学者会議（ICM）は四年に一度開かれる数学最大の会議である。１９００年にパリで行われた第二
回会議で、当時の数学会のリーダーの一人ダヴィット・ヒルベルト（ドイツ）は、「数学の将来の問題につい
て」という講演を行い、そのなかで、様々な分野からの２３題の大切な問題を２０世紀の若手数学者たちに
出題した。その一つのリーマン予想は数年で解決されるだろうと彼は考えていたが、現在でも解決されて
いない最大の難問の一つである。一方、解決は難しいだろうと挙げた幾何の問題がその１，２年後に解決
された。このように、数学の将来の予想はきわめて難しいものだ。 
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 ただ間違いなく言えるのは、ある分野の看板問題と言えるような問題の解決によって、時にはその分野
への興味が失われることがよく起こる。例えば、数学の基礎とも言われる集合論の連続体仮説は、ヒルベ
ルトの２３問の中に入っていたが、それからほぼ５０年経って完全解決を迎えた。この仮説は yes か no か
規定するのは不可能であるということが示されたのだ。その結果、数学の中心分野だった集合論への一
般的関心がかなり薄れていってしまった。またアメリカのクレイ研究所は、２０００年に７つの未解決難問に
各１００万ドルの懸賞金をかけた。その中の一つ、ポアンカレ予想は最近ロシア人数学者によって解決さ
れた。位相幾何学に残されていた最大の難問だったので、ある意味ではポアンカレ予想の解決によって
位相幾何学全体は当分冬眠状態に入ると思われる。素晴らしい分野だが、若い研究者を呼び込む力を
失ってしまったのだ。私が学生時代に関心を持っていた有限群でも、有限単純群の完全分類が終わった
ことにより、多くの研究者がこの分野を去った。このように、魅力的な良問の存在によってある分野に研究
者が集まるが、解決されることによってその分野を研究する人が少なくなる。こういうことが数学史上繰り返
されてきた。 
 それ故どの分野がどこまで発展していくかの予想は非常に難しいが、全体の流れを考えると、おそらく
現在の最大の良質問題は「P≠NP」であろう。これはコンピュータの発展によって出てきた離散数学の難
問である。簡単に言うと、いくつかの問題に関してコンピュータで解決するときに効率の良い手法が存在
しないことを証明しようというものだ。クレイ研究所が懸賞金をかけたうちの一題でもある。３０年ほど前に浮
上した問題で、それから多くの優秀な学者が挑戦してきたが解決には至っていない。現時点ではいつ解
決されるのか、とても予測できない。しかし確かにこれから３０年間は、この問題とその周辺である理論的コ
ンピュータサイエンスが目覚ましい成長を見せるだろう。もちろん早いうちにこの問題が解決されれば吸引
力を失うけれども、その後１０年２０年と波紋を呼びながら大きな発展を見込めるのではないか。というのは、
数学者こそ積極的に研究にコンピュータを使用するし、様々な経済や軍事活動にも非常に大きな役割を
果たしているので、コンピュータに関連する研究は先進国で積極的に予算が割り当てられるからでもある。
さらに現代の社会におけるコンピュータの多大な役割を考えると、数学などをコンピュータを通してどう行
うか、この研究は今にも増して大きな役割を果たすに違いない。 
 今の世界を見ると、全ての学問の研究はアメリカを中心に発展していく。アメリカは過去２５年間、純粋数
学に比べて離散数学を含む情報、理論的コンピュータサイエンスなどの応用数学への予算の割り振りが
多かった。そこでかつては純粋数学の研究をしていた学者も、応用数学に対象を変えたという現象が顕
著だった。多くはお金だけではなく、最大の未解決問題である「P≠NP」に影響されてもいる。同時に純粋
数学の分野でもコンピュータを利用するようになって、フェルマーの大問題が解決されたのと並び、正し
いと証明された予想からたくさんの新しい定理が生まれ、数学は大きな発展を遂げた。一方、多くの予想
が否定的に解決された。コンピュータによる手計算では不可能な膨大な計算量のチェックによって、反例
が見つかったためである。 
 こう考えると、コンピュータと非常に深い関わりを持った離散数学が、今後３０年程度の数学の発展の牽
引役になるだろう。同様に大きく発展するのは、確率理論とその周辺である。我々はたくさんの数字に囲
まれて暮らしていて、これらの数字を見て未来を予測するのが日々の活動である。天気予報、株価の予
想、保険や年金の金額など、様々な予測が生活に不可欠になってきた。これらに最も応用されるのが確
率理論である。この分野は数学の中でまだ新しい分野だが、二十世紀後半に大きな発展を遂げたが、今
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後も実生活への応用によって発展のピッチが保たれるであろう。しかも、確率理論は統計力学などの物理
学の分野ともかなり関わりが強いことも、発展の要因になり続けるだろう。 
ガウスは「整数論は数学の女王である」と言った。素数などの自然数に関する問題はすでに小学校で
登場するので、間違いなく数学の才能ある人たちの興味を惹く。だから、整数論を研究しようという優秀な
若者は後を絶たない。この整数論の現在残っている最大の難問は、前述のリーマン予想である。これは、
ある複素数関数の根（０であるところ）の位置に関する問題である。コンピュータの使用で最初の何億根に
関しては確認済みで、それをもって予想が合っている可能性が極めて高くなったが、まだ完全な証明に
は至っていない。３０年間で最終結論に至るかどうかは別として、関連する研究は大きく発展していくだろ
う。 
同時に、あまり応用がないと思われた整数論が二十世紀の後半に暗号理論を通して応用の第一線に
なってしまったことから教えられるのは、数学のあらゆる分野は純理論的な分野でも、研究が将来的に実
生活に応用されるものに発展する可能性が高いということだ。 
 これら以外にももちろん数学には多くの分野があるが、それぞれがどう発展していくのか、また現在かな
り離れていると思われている分野にどんな深い関係が出てくるのか、大きな楽しみである。 
 
３．日本のとるべきアクション 
 
日本は数学の世界では、産業の発展に比例するだけの業績を残していない。数学においても、もっと
世界における日本の経済のような比重を持つべきだという意識を高めることが肝要である。日本の数学界
では解析や整数論など古典の数学研究が一番発展していて、世界では新しい分野が次々と生まれてき
ているのに、入ってくるまでにかなり時間がかかる。しかし新しい分野が急発展を遂げるときには、なるべく
早くその分野の研究者を呼んで研究するべきである。 
今後やるべきことは、日本を代表する幾つかの大学もしくは数学界全体に関する外部からの評価であ
る。外国ではよく行われており、例えばイギリスでは昨年アメリカ・フランス・オランダなど幾つかの国から超
一流の数学者を呼んで、イギリスの数学事情に関する長いレポートをまとめさせた。アメリカのカリフォルニ
ア大学バークレー校・プリンストン大学などの超一流校でさえ、定期的に外からの評価を積極的に行って
いる。やはり外からの客観的な評価がなければ実情を把握するのは難しいだろう。 
また日本は他の先進国に比べると、外国人教員・研究員が極めて少ない。アメリカの大学では、ヨーロ
ッパ・日本・インド・中国・韓国などからの優れた学者が来ている。ヨーロッパの大学でも様々な外国からの
研究者が多く、この１５年間で増えたのは旧東ヨーロッパ特にロシアからの研究者である。日本で優秀な
学者の招聘を積極的に行っていないのは極めて遺憾である。外国人を雇うのは決して自国に優れた研
究者がいないからではない。数学の研究は式や図形が中心なので、最も言葉の壁が薄い学問である。そ
れ故、大学の数学科に外国人教員を必ず入れるというような決まりを作るなどして、もっと外国人研究者を
積極的に日本に呼ぶべきである。 
日本の大学では、数学の中で異なる分野の研究をしている人たちの交流も外国に比べるとかなり少な
い。外国人教員の存在には、異分野のコミュニケーションの触媒になる効果もある。またアメリカでは、各
自の大学の研究室は扉を開けておく制度になっている。すると、あまり親しくない研究者同士でも気軽に
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声を掛けられ、自然に異分野の研究者同士でも交流が深まり、お互いの研究の刺激になる。逆に日本で
は大抵の場合扉が閉まっているので、ノックして声を掛けて入室するのはよっぽどの理由と勇気が要る。
このオープンドアポリシーは、是非とも推奨してほしい。 
もう一つアメリカから生まれた優れた制度の一つに、サバティカル制度がある。大学の教員は５，６年教
鞭をとったら一年間全く自由になり、大学に来なくても給料が出る。そこで積極的に他の大学や研究機関
などに赴き、自分の研究に没頭できる。日本でも名目としてはこの制度が存在するが、ほとんどの教授は
利用していないのが現状である。日本の大学でもサバティカル制度を強制にして、６年経ったら必ずどこ
かの、できる限り外国の研究機関に行って研究をする。これが個人の研究功績にも必ずプラスになり、ま
た日本と海外との研究者の交流の強まりももたらすはずだ。 
日本では一流の留学生はほとんど中国と韓国から来ているが、学部や大学院は日本で学んでも、ドク
ターコースではほぼ確実にアメリカに行って、そのままアメリカに留まってしまう。優秀な留学生が日本に
留まって研究を続けるような環境作りを考えなければならない。奨学金を出して大学に残って研究を続け
られるような制度や、もっと大学で定職に就けるという希望が必要である。 
他の学問と数学の大きな違いは、研究で功績を挙げる年齢が若いということである。数学の場合、自分
の最大の結果を２０代で残す人が多い。時には１０代、遅くとも３０代でほとんどの数学者は自身最高の功
績を挙げる。このような学門・数学に対して日本は大きく制度を改めるべきである。日本の場合、２０代の
時は大学の助手であまりにも教授の手伝いなどの雑務に追われて研究に没頭できないことが多い。若く
てアイデアも熱意も溢れる研究者の飛躍を妨げるのが、日本の制度の悲しい特徴である。外国の数学科
では３０歳前後の教授も珍しくなく、若い研究者と年配の教授でも同等に扱われている。若い人の功績を
上げる可能性が高い数学こそ、縦社会をやめて学内の民主化に努めなければならない。 
数学の実生活への応用の可能性を考えると、研究のための予算を決して削るべきではない。特に純粋
数学の研究に必要な予算はわずかである。日本と世界の今後のためにも、きちんと予算を取ってほしい。
ばかりでなく、国立高等数学研究所を作ってほしい。アメリカには前述のアインシュタイン、ノイマン、ナッ
シュも働き続けたプリンストン高等科学研究所がある。特色は、完全に自由に研究に没頭できる環境であ
ることだ。東西ヨーロッパのほとんどの国にも、数学を含むいくつかの分野で同様の施設が存在し、企業と
の関わりや教える負担がないので、若い研究者にとって憧れの就職先である。京都大学数理解析研究所
はあるが、東京にも研究だけに集中できる国立研究所を作るべきである。 
カリフォルニア大学バークレー校の試みも注目すべきだ。年毎にテーマを決め、その数学に関連する
分野に造詣が深い者を一年限定で世界中から呼び、教員や学生と交流しながら研究を行う。 
数学の才能のある若者にもっと研究の道に進んでもらうように、高等学校などでもっとコンピュータを使
わせるべきである。わずらわしい計算をコンピュータに任せることによって、問題を解く真の楽しさ、数学の
醍醐味を理解してもらえるだろう。授業では不可能でも、運動部と同等な数学部の発足を奨励してほしい。
さらに、文部科学省の指導下で、選ばれた学生を一箇所に集めて問題を作ったり解いたりするコンテスト
を行いながら、交流を深め、第一線で活躍する研究者の講演も聞けるようなサマースクール（合宿）の実
現をすべきである。良い例として挙げられるのは、アメリカでは個人とチーム参加のパットナムコンクール
があると同時に、三週間の長いスパンの夏期講習も行われている。 
AO 入試が取り入れられてきて一芸に秀でていれば入れる大学も多い昨今、国際数学オリンピック
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（IMO）その国内版（JMO）で優秀な成績を上げた学生の、東大や京大への無条件入学を認めてほしい。
大学入試に必要な他の科目の勉強から解放され、数学の道に邁進させて才能を開花させる可能性が高
くなるはずだ。 
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基礎科学の位置付け 
 
 
（独）科学技術振興機構社会技術研究システム 研究センター長 小林信一 
 
はじめに 
 学問の内在的発展に基づいて個別学問分野の将来予測をするのと異なって、「基礎科学」の意味・定
義の変化、基礎科学研究が果たすべき役割の変化の予測においては、社会が科学技術をどう位置づけ
るかという、社会の側の考え方・意思、社会における決定の問題を予測しなければならない。それは、予
測といっても規範的予測というべきであり、むしろ計画に近い。シナリオ提案、政策提案といっても過言で
はない。その意味では、以下に示すシナリオはきわめて主観的な見解に基づく提案である。 
 
１．現状分析 
（１）科学技術政策における科学技術への期待の変化 
 科学技術政策が社会における科学技術の位置づけや科学技術に対する期待を反映できているとすれ
ば、科学技術政策の歴史を辿ることで、社会における基礎科学の位置づけをある程度、明確にできるで
あろう。そのことによって、「基礎科学」という概念は科学技術政策上、明確に定義された、成熟した概念
ではないし、「基礎科学」に対する関心が高まってきたのも比較的最近のことが明らかになるだろう。 
 科学技術会議１号答申（1960年）は非常に充実した答申であったが、そこには科学技術の発展を通じて
欧米へ追い付こうという強い意思がみられる。1966年の意見書では、貿易自由化などに対応して「自主技
術開発」へ関心が集まった。しかし、高度経済成長期が過ぎる頃には、５号答申（1971年）でも、高度成長
路線の修正の方向が現れ、公害問題への対処が重要な課題として示されるとともに、ライフサイエンスの
振興が提案された。オイルショック後の６号答申（1977年）では、オイルショック後の国際環境への対応と、
医療、福祉分野での研究開発など生活重視の科学技術振興が取り上げられた。このように、日本の科学
技術政策の初期には、経済環境が科学技術政策の主要なドライビング・フォースとなっていた。 
 科学技術政策が科学技術の内在的課題に関心を集中しはじめたのは、1980年代以降である。1984年
の科学技術会議第11号答申では、科学技術政策の目標として、創造性、人間・社会との調和、国際性を
掲げた。貿易摩擦、技術摩擦を経験した日本社会は、ヒト真似ではない（欧米にルーツのある技術の改
善改良ではない）技術の開発が必要であることを認識した。しかし、当時は「大学の研究水準は民間に比
べて低い」という認識が産業界に広がっていたため、（大学における）基礎研究振興には向かわなかった。
そのため、技術開発を含む「創造的研究」の振興が前面に登場したのである。 
 基礎研究がクローズアップされたのは、1990年前後であり、1992年の科学技術会議第18号答申では、
キャッチアップ時代への決別が科学技術政策の課題とされ、科学技術による国際社会と人類全体への貢
献、基礎研究振興、社会的課題への対応、公的部門の重視が政策目標として示された。 
 
（２）「基礎科学」の登場 
 「基礎研究」が科学技術政策の重要課題として前面に登場したのは、科学技術会議第18号答申が始め
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てである。「基礎研究」のみならず「基礎科学」という表現が科学技術会議の答申に登場するのも、おそら
くこの答申が始めてである。 
 「基礎研究」という概念は、科学技術研究調査で定義されている。現在の科学技術研究調査では、「基
礎研究」とは「特別な応用，用途を直接に考慮することなく，仮説や理論を形成するため若しくは現象や
観察可能な事実に関して新しい知識を得るために行われる理論的又は実験的研究をいう。」としている。
しかし、「基礎科学」という語は、科学技術研究調査でも、各種答申でも、明確には定義されていない。 
 11号答申「新たな情勢変化に対応し、長期的展望に立った科学技術振興の総合的基本方策」(1984)で
は、「新しい文化と文明の基礎となる科学技術」、「創造性豊かな科学技術の振興」、「長期にわたる地道
な努力の積重ねを必要とする革新的技術創出の源泉となる基礎的研究」といった表現が登場する。ただ
し、この「基礎的研究」には、基礎的技術開発を含んでいることに留意する必要がある。 
 18号答申「新世紀に向けてとるべき科学技術の総合的基本方策について」(1992)では、「この答申では、
研究の出発点に具体的な応用の目的があるかないかにかかわらず、研究の成果として、新しい現象の発
見や解明、新しい原理や理論の構築、独創的な新技術の創出等をもたらすことが期待される研究活動の
総体を『基礎研究』ということとする」と基礎研究の定義を示すと同時に、「基礎科学は基礎研究の中に含
まれる」としている。 
 それでは「基礎科学」とは何か。必ずしも明確に定義されていないが、答申の中には「科学技術は、自
然観や世界観の形成に貢献し、文明の発展を支え、人類の活動範囲を拡大してきた」、「基本的な原理・
現象に立ち返るような基礎研究」「科学技術が経済発展の原動力であり、社会の諸問題を解決する手段
であるとの考え方を基本としながら、グローバルな視野に立ち、国際社会と人類全体のために貢献してい
くことが必要である。また、研究者や技術者の知的な探究心に基づく未知への不断の挑戦を尊重し、そ
れによってもたらされる新しい知識とその蓄積を重視することが必要である」といった記述がある。これらを
踏まえると、「基礎科学」とは「基礎研究」に含まれ、その中で、どちらかというと「研究の出発点に具体的な
応用の目的」がなく、「自然観や世界観の形成に貢献し」、「基本的な原理・現象に立ち返る」、「研究者や
技術者の知的な探究心に基づく未知への不断の挑戦」を指すものと了解される。 
 
（３）科学技術基本法以降 
 1995年に制定された科学技術基本法では、「研究開発」を「基礎研究、応用研究及び開発研究をいい、
技術の開発を含む」（第９条）と定義し、第５条では「基礎研究が新しい現象の発見及び解明並びに独創
的な新技術の創出等をもたらすものであること、その成果の見通しを当初から立てることが難しく、また、
その成果が実用化に必ずしも結び付くものではないこと等の性質を有するものである」と基礎研究に言及
している。しかし、「基礎科学」に関する記述はない。 
 科学技術基本法に基づいて策定された第１期の科学技術基本計画（1996年）では、「研究開発の推進
に当たっては、科学技術会議の諮問第１８号『新世紀に向けてとるべき科学技術の総合的基本方策につ
いて』に対する答申（平成４年１月２４日）を踏まえ、基礎科学を振興するとともに、重要分野の研究開発を
推進する。」としている。基本計画における「基礎科学」が科学技術会議第18号答申における「基礎科学」
に準拠していることを示している。ただし、「基礎科学」に関する記述は、このほかに「多様な研究開発の
推進のための重点的資金の拡充」の項で「研究開発推進の基本的方向に沿って、基礎科学の重点的な
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推進を図るとともに、社会的、経済的ニーズに対応して、大学、国立試験研究機関、特殊法人等の研究
開発機関において行われる研究開発や各種研究開発制度により行われる研究開発が効果的かつ重点
的に推進されるようにするため、・・・」と記述されている。この記述からは「基礎科学」が社会的、経済的ニ
ーズに対応する研究開発と対置されるものであることが理解される。 
 第２期科学技術基本計画（2001）では、「基礎科学」という表現が一か所だけ登場する。すなわち「白川
英樹博士が導電性高分子に関する独創的な研究を認められてノーベル化学賞を受賞したことをはじめと
して、世界最高水準の科学雑誌へ発表される我が国の論文の占有率は増加傾向にあり、また、スーパー
カミオカンデでの物質の起源に迫る研究成果やガン細胞の自殺機構の解明など基礎科学や人類未踏の
分野で世界最高水準の成果が上がっている」。ここでの「基礎科学」の位置づけは微妙であるが、その他
に「質の高い基礎研究や重点分野の研究の成果が社会や産業活動に速やかに還元され、それが次の
投資につながりさらに大きな成果を育んでいくというダイナミックな循環システム」「基礎研究と産業化との
結びつきが急速に強まっていることから、基礎研究について、一定の資源を確保して進める。」 「研究者
の自由な発想に基づき、新しい法則・原理の発見、独創的な理論の構築、未知の現象の予測・発見など
を目指す基礎研究は、人類の知的資産の拡充に貢献し、同時に、世界最高水準の研究成果や経済を
支える革新的技術などのブレークスルーをもたらすものである。」といった記述と照らせば、第１期と同様
に、「基礎科学」が社会的、経済的ニーズに対応する研究開発と対比されるべきものであると理解してよ
いだろう。 
 したがって、1980年代以降、基礎的研究が科学技術活動の一活動領域として明確に位置づけられたが、
1990年代以降に、この基礎的研究の中の一部として、社会的、経済的ニーズに対応する研究開発と対置
される、科学技術活動の保留地のようなものとして位置づけられるようになったものが「基礎科学」なので
ある。もちろん、「基礎科学」に相当する活動がそれ以前に存在しなかったということではない。おそらく、
科学技術コミュニティの立場からは、基礎的研究がクローズアップされたものの、その社会的、経済的ニ
ーズへの貢献が強く要請される傾向の中で、必ずしもそのような要請に対して直接に寄与しがたい活動
の存在を明示し、ある種の保留地を確保したいという期待が存在したのであろう。 
 一方、社会の側からみれば、はじめて「基礎科学」を「発見」したというのが適当だろう。かつて調査をし
たことがあるが、研究者ですら、その成長過程でインパクトを受けた科学技術上の出来事は、スプートニ
ク・ショックと新幹線開業であり（前者はかなり高齢の研究者の場合であり、後者が圧倒的）、基礎科学とい
うよりは、技術的出来事に大きい影響を受けてきたのである。ましてや、一般の日本人の場合には、基礎
科学よりは、技術開発（役に立つ科学技術）の方が圧倒的に身近なものであったと思われる。したがって、
一般社会の立場からすれば、1990年代になり、科学技術活動全般への期待が高まる中で、はじめて基礎
科学を発見し、それへの期待や尊敬を表明するようになったと解するべきであろう。 
 
（４）基礎科学の境界 
 それでは、基礎科学の範囲はどのようなものか。基礎科学と技術、基礎科学と応用科学の区別や境界
は、科学、技術、科学・技術、科学技術の異同の問題と同じで、違いがあることは確かだが、それらを重複
することなく区別することはほとんど困難である。基礎科学、応用科学、科学、技術、科学・技術、科学技
術は、いずれも人間の知識である。知識としてみれば、これらには一定の違いが存在すると考えていいだ
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ろう。しかし、応用科学、あるいは「科学技術」の説明としてしばしば登場する「科学に基づく技術」「技術
に基づく科学」といった表現には、単なる知識ではなく、それが獲得されるプロセスも含意しており、いわ
ば「行為としての知識」を表現している。 
 科学、あるいは技術、科学技術を生み出す行為には、発見、分析、説明といった行為と発明、合成、設
計といった行為がある。前者と後者には、人間の知的活動の様式として大きい違いがある。しかし、科学
や技術の知識を生み出す行為は、多くの場合、これらの複合的行為である。したがって、行為としての科
学や技術を考える場合、両者を明確に区分することは困難である。 
 もちろん、「科学技術」という語は、政策的観点から登場した語であることは歴史的な事実であり、「科学」
や「技術」と異なり、外来的な概念ではない。しかし、今日では、「科学に基づく技術」「技術に基づく科学」
といった観念は世界共通に見られる。つまり、「科学技術」はわが国に特有な概念ではなくなりつつある。 
 さらに、情報通信技術（ICT）、生命技術（BT）、ナノ技術（NT）、環境などの研究分野の登場以来、ます
ます基礎科学、応用科学、技術開発さらには商品化が一連の活動として進められる傾向が強くなってい
る。最近では、ICT、BT、NTの融合的研究活動が拡大し、ますます基礎科学と応用科学、技術開発は一
体化している。もちろん、それらの活動の中でも、基礎科学的な側面と技術開発的側面はそれぞれ存在
するが、それらを別のものとして切り離すことは困難であるし、むしろそれらを一体のものとして進める傾向
が強まっている。 
 こうした状況を鑑みるに、基礎科学として独自の活動領域は存在するものの、基礎科学だけを技術開発
などから切り離して議論することは無謀なことであると思われる。逆に、切り離せる部分だけを基礎科学と
再定義するという考え方もありうる。しかしそれは、ICTの恩恵を受けていない領域を想定するのが困難で
あることからも了解されるように、どの領域でも、いつ他の領域の発展の恩恵を受け、また他の領域の発展
に貢献する可能性がある限り、現実的でないと思われる。 
 基礎科学と基礎研究の関係はどうか。これは本質的に定義の問題である。「基礎科学」は知識を、「基
礎研究」は行為を表象する語であり、その包含関係を議論することは無意味ともいえる。しかし、現に科学
技術基本計画などで、基礎研究を基礎科学と独創的新技術創出に区分し、あるいは基礎科学と社会経
済的ニーズを意図した（応用を意図した）研究開発とを区分してきた事実がある。そうである以上、基礎科
学と「基礎科学ではない基礎研究」を想定せざるをえない。しかし、この点に関しても、上記の基礎科学と
技術との区分が曖昧になりつつある傾向などを踏まえれば、明確な線引きは困難であるといわざるをえな
い。 
 研究活動に従事する側からは、現実的な定義が可能である。すなわち、「学術論文として成果を発表す
ることが意図されたもの」が基礎科学である。学術論文として公表するということは、研究の成果としての知
識が公有され、そのことによって「自然観や世界観の形成に貢献」する行為である。もちろん、科学技術
論文のデータベースに採録される学術論文には臨床研究が多いという現実があるし、特許の取得などの
際には、先取権確保のために、論文発表が遅れたり、制限される場合もある。したがって、このような定義
をしても、グレーゾーンは残る。しかし、たとえ商業的利益を意図した研究活動の成果であるとしても、換
言すれば、「研究の出発点に具体的な応用の目的」があるとしても、知識そのものを公有化しようという意
図があるのならば、それは人類共通の「自然観や世界観の形成に貢献」しうるものである。 
 そこで、基礎科学を、成果である知識を公有化することにより、「自然観や世界観の形成に貢献」しうる
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研究活動と理解しつつも、基礎研究の分ちがたい一部であり、また研究開発全般とも密接不可分の存在、
と捉えることとする。 
 
２．今後10〜30年程度の発展シナリオ 
（１）前提条件 
 将来の基礎科学の社会的位置づけを考える上で、留意すべき点がいくつかある。まず、それらの条件
を検討する。 
 
１）戦略イニシアティブとインターディシプリナリティ 
 第一に、最近十数年の研究活動の変化をどう理解するかである。このことを理解するためには、変化の
現場をみることが手っ取り早い。いくつかの例を挙げておこう。 
 スタンフォード大学では、工学、医学などの分野を中心に、Bio-Xイニシアティブを創始し、2003年秋に
はそのための研究棟を完成させた。従来にない柔軟な施設設計となっており、そこで生命科学を中心と
する融合的研究を進めている。経営学分野からの参加もある。Duke大学では、Institute for Genome 
Science and Policyを医学、工学分野を中心に設立し、そのための新しい研究棟を2004年秋に完成させ
た。自然科学系のみならず人文社会科学分野も参画し、いわゆるELSI（Ethical, Legal, and Social Issues、
後述）の研究も実施している。 
 アリゾナ州立大学は、バイオ系の研究活動を活性化するために新しいスクール（School of Life 
Sciences）を2002年に創設するとともに、研究拠点としてバイオデザイン研究所を2004年に設置し、現在も
大規模な研究棟を建設中である（４棟計画中１棟が2004年秋に完成）。大学以外では、ハワードヒューズ
医学研究所（HHMI）の動きが興味深い。HHMIはそれまで、大学等の研究者に対する助成を中心に、バ
ーチャルな研究所、ネットワーク型の研究所を構築してきた。ノーベル賞級の研究者を多数擁する個性
的な研究機構を構築してきた。ところが、HHMIは従来の方針を転換して、ワシントンＤＣ近郊に集中型の
大規模研究所としてジャネリア・ファーム・リサーチ・キャンパスを建設中である。いずれの大学、研究機関
も、バイオを中心に臨床応用、ナノテクや情報通信技術との融合を念頭に置き、ハイリスクな基礎的研究
から応用までを一連の活動として捉えて、大規模な研究活動に取組もうとしている。 
 このような動きの源泉は1990年代前半までさかのぼることができる。当初それは各大学の独自の取組み
として、イニシアティブあるいは戦略イニシアティブと呼ばれていた。実体のある組織的活動というよりは、
研究推進の計画の意味合いが強かった。すなわち、全学的に取組むべき研究活動である。ただしこのこ
とは、米国の大学の成り立ちや伝統を考えてみれば、革新的なことであり、また、大学の成り立ちを本質
的に見直す可能性も秘めたことであった。すなわち、米国の大学の研究活動は、伝統的にdepartmentに
基礎を置く組織構造の中で推進され、departmentのdeanが財政的、人事的な責任を負う形であった。場
合によっては複数のdepartmentが関与する研究センターなども設置されたが、その場合でも、各
departmentを通じて資金配分などが行われる共同管理の形態を取ることがほとんどだった。 
 しかし、イニシアティブあるいは戦略イニシアティブは、departmentを超えた教育研究活動を全学的レベ
ルで推進することを目的に、研究担当副学長や研究部長などの全学的レベルの研究担当者が推進する
形をとった。department間の協働の促進とともに各大学の戦略分野を明確化するといった意味合いがあり、
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研究資金もdepartmentに配分されるものとは別に、シードマネーあるいはグルーグラント（glue grant、複数
分野をくっつけるための資金）のような形で用意された。ところが、米国の大学は1980年代末以来、空前
の寄付ブームに湧いていた。しだいに、各大学は戦略計画を策定し、それを実現するための資金源とし
て寄付金を集めるようになっていった。もちろん、戦略イニシアティブの推進もその中に位置づけられるこ
とになり、戦略イニシアティブは募金計画とそれによる研究活動の推進といった意味のものになっていっ
た。 
 このように、戦略イニシアティブは独自資金によるdepartment構造からは独立の研究活動として発展し
ていった。資金の充実とともに、研究者の雇用なども進められ、しだいに大規模な研究活動へと育ってい
った。しかし資金の充実の結果、ここ１、２年で戦略イニシアティブのための大規模研究施設の建設へとフ
ェイズが移っている。ここで注目すべき変化は、従来は多分野からの参加と言っても、現実には、さまざま
な学科に所属する研究者たちが、バーチャルな研究チームを構成していたことが多かったのが、ここにき
て、空間的にも一体的に研究活動を進めるようになってきたことである。バーチャル研究所ではなく、物理
的、空間的にリアルな融合的な研究プラットフォームを構築しようという動きである。しかも、学生も参加し
て、教育研究を一体的に展開しつつあり、一部では、独自の教員ポストを用意しつつある。つまり、インタ
ーディシプリナリな研究活動が、大学などの組織の中で、実体化しつつある。これは従来のdepartmentを
中心とする大学組織の基本原則を逸脱しようとする動きともとれる。 
 なお、戦略イニシアティブは従来の大学の組織構造からは逸脱していたため、また当初は規模も小さか
ったため、これまでは組織図上にも現れないことが多かった。しかし、規模が拡大し、また独自の建物も得
るようになり、いくつかの大学では従来とは別の組織原理による組織として、位置づけようという動きもみら
れる。 
 Duke大学のみならず、ほとんどのイニシアティブで、人文社会系分野の研究者の参加がみられることも
注目に値する。研究成果の社会への適用を前提に、あらかじめ倫理的、法制度的問題、社会的問題に
ついて、並行して進めるという方式をとっている。このことは、単なる基礎研究ではなく、社会への適用な
どを研究活動の視野に入れていることを意味している。また、このような研究活動が、一部の学問の協力
ではなく、人文社会科学を含む総力戦になってきていることを示している。 
 
 目に見える変化となるにつれて、このような変化に対する注目が集まってきた。変化はその途上にあり、
明確に将来の姿を予見することはできないが、単に研究施設の問題ではなく、BT、NT、ICTなどを中心と
する研究活動の様式の本質的な変化だと認識されつつある。振り返ってみれば、変化の兆しは1990年前
後までさかのぼれるだろう。当時は、地球規模環境問題が注目され、米国は政府レベルで気候変動イニ
シアティブを開始した。そこでは環境問題をめぐって、情報通信技術（ICT）をはじめとしてさまざまな学問
が動員される契機となった。また、同じ頃から、ICTの発展は著しく、さまざまな分野に、例えば計算化学と
いったように、影響が波及していった。 
 しかし、このような変化が明白になったのは、ヒトゲノムの解読であろう。ヒトゲノムの解読に際しては、ゲ
ノム科学がさまざまな分野の協力のたまものであり、従来にない組織化された活動に支えられ、技術開発
と基礎研究が相互依存的に共進化する傾向が顕著になった。しかも、基礎的研究から産業応用にいたる
一連の活動が、一体化されたものとして認識されるようになってきた。セレラ社の登場は、象徴的できごと
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のひとつにすぎず、本質的変化はセレラ社にとどまらない研究様式の変化にあったとみるべきだろう。 
 このようなゲノム科学で顕著になった融合化の傾向は、ナノ技術分野の研究開発にも引き継がれ、最近
では、ICT、BT、NTの融合的研究活動が拡大している。上述の戦略イニシアティブはいずれも、そのよう
な研究の展開を念頭に置いているのである。このような変化については、まだ十分に合意があるわけでは
ない。しかし、次第にインターディシプリナリなどの言葉で表現するようになってきた。 
 世界的に、このような変化への注目が急速に高まっている。オランダの科学技術政策審議会（Advisory 
Committee for Science and Technology Policy in the Netherlands, AWT）は2003年秋に、バイオ研究など
の発展に注目し、マルチ・ディシプリンの研究活動の必要性を訴えた（AWT,2003）。欧州委員会の科学
技術政策助言機関であるEuropean Union Research Advisory Board（EURAB）も2004年春に同様に、イン
ターディシプリナリな研究活動の振興を提言した（EURAB, 2004）。さらに、2004年11月には、このような分
野融合的な研究活動がもっとも大規模に進展している米国で、科学アカデミーが実態分析をもとにさまざ
まな政策提言をまとめた（NAS, 2004）。筆者自身も、とくに米国における研究活動の様式の変化について
着目し、それを「戦略的融合研究」の登場として紹介してきた（小林、2004a, 2004b）。 
 この融合的研究活動の拡大は、政策的に誘導されたものというよりは、研究活動の現場から内発的に
生じた変化という面が強い。さまざまな変化が分散的に発生し、それが拡散していく中で、政策的にも注
目され始め、上記のような分析や提言が出されたというのが実態である。むしろ政策的対応は遅れている。
ＮＩＨのロードマップ（NIH, 2003）は、マルチディシプリナリな研究活動、集合的な研究活動などの必要性
を認識し、研究活動の変化を促進するプログラムを開始した（Director's Pioneer Awardなど）。このことは、
裏を返せば、従来の研究支援政策や助成プログラムが、学問分野依存性が強く、ハイリスクな研究活動
に適さない、保守的な傾向が強かったことを意味している。とくに、研究評価が学問分野依存性が強く融
合的研究に対応できないという懸念がさまざまなところで表明されている。米国では、この１、２年のあいだ
に新しい助成プログラムも登場し、この問題に立ち向かおうとしている。米国の科学技術政策の最高審議
機関であるＮＳＴＣも2004年夏に科学技術政策の基本的方向としてマルチ・ディシプリナリな活動の振興
を表明した（NSTC, 2004）。米国以外にも、欧州ではそれまで分野別に設置されていた助成機関を統合
するなどの動きがみられる。 
 この新しい研究様式に関わる問題は、インターディシプリナリ、マルチ・ディシプリナリあるいはトランス・
ディシプリナリといった言葉で表現されている。このような言葉で表現する限りは、30年以上前からある古
い議論である。しかし、その内実はかなり異なっており、これまでの学問のあり方とはかなり様相を異にし
ている。基礎科学の将来を見通す上では、この変化をどのように読み込むかが最大のポイントとなろう。 
 とくに、米国の大学等が数百億円規模の資金を投入して、研究インフラ、研究プラットフォームの整備を
競って進めていることをどう判断するかである。彼らは、そのような投資が研究活動におけるエクセレンス
の確保のためには、現段階での整備が必須であると考えている。これは単に物理的な施設、設備だけで
なく、さまざまな関係者が参集するプラットフォームとそこでのものごとの進め方のルールの整備というソフ
トな面を含む。もし彼らの見通しが正しければ、その波に乗り遅れた大学、国、地域は、将来の研究開発
において苦戦を強いられることになる。 
 最後に、戦略イニシアティブまたはインターディシプリナリティの現段階での特徴をまとめておこう。 
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戦略イニシアティブの特徴 
 
1. 多分野の共同研究の推進 
2. 大学レベルでの研究推進 
3. 新しいタイプの教育研究組織 
4. クリティカルマスを超えるだけの規模の確保 
5. 研究の基盤となるデータベースや機器などを共同で活用する体制 
6. 先端的で新しいタイプの研究活動の場での人材育成 
7. これらを実現する集中的な建物と設計思想の変化 
8. 研究組織のオープンネス 
z 大学内の組織のみならず、他大学との連携、さらには社会との連携 
z 商業的価値（産学連携）のみならず、社会的問題解決も意識 
z 現場との連携が重要に 
論文至上主義ではなく、医学におけるトランスレーショナル研究のように基礎と現場への
適用をつなぐ研究、すなわちデモンストレーション（社会的試行を通じた研究）やインプリ
メンテーション（運用のための研究）などを重視する傾向 
9. 人文社会科学系研究者の参加 
研究活動が人間や社会と深く関わる以上、研究の倫理的、制度的、社会的側面の研究は
欠かせない 
10. 既存の教育研究組織を温存した上で、新しい研究組織を構築 
既存組織はそれ自体、研究上の固有の価値を失っているわけではない 
新組織にとっても、多様な新しい知識の導入源として役立つ 
新組織は新しい研究ツール、研究装置などの研究基盤を伝統的研究活動に提供しうる 
11. 研究資金調達の新しい方向性 
基盤構築の重要性とそのための資金調達 
競争的資金では賄い難い、大型でリスキーな研究活動のための資金調達 
 
 
２）社会との関係 
 つぎに考慮すべき問題は社会との関係である。 
 社会との関係にはさまざまな側面がある。第１に、長期的な予測をする上で常に最大の要因は、人口学
的問題である。つまり、科学技術活動を支える人材がいかにして確保できるか、である。少子化傾向の中
でいかにして質のよい若者の参画を得るか、という問題と、高齢化傾向の中で、研究者の質をいかに維
持するか、次世代のリーダをいかに確保するか、という問題がある。国際化を念頭におけば、海外人材の
受け入れも視野に入る。 
 現在、世界各国がこの難問に直面している。ほとんどの国で、高等教育で科学技術に関わる教育を受
けようとする者が減少し、優れた人材を研究活動に動員することに困難をきたしている。例えば米国では、
科学技術を指向する学生が減少し、さらには長期化するポスドクを嫌い、優れた人材がどんどんビジネス
分野へ流出しているといわれる。これまでは海外からのポスドクの流入で若手研究人材を補ってきたが、
最近はそれも困難になりつつある。その結果であり、また原因でもあるのが、独立した研究者（ＰＩ）の高齢
化であり、このことも問題視されている。 
 どの国でもこの問題は深刻に受け止められており、子どもの教育を含めて、国家レベルでさまざまな対
策が取られている。残念ながら、問題の明らかな改善の報告はどの国からも聞かない。わが国の場合は、
制度の違いにより、このような傾向は明確になりにくいが、本質的には同じ問題を抱えていると考えられる。
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問題を放置すれば、人材問題が基礎科学のみならず、研究開発、さらには知識社会、知識経済への移
行に支障をきたすことになろう。 
 第２は、財政問題である。長期的にみれば、わが国の公的な研究開発基盤の整備は1970年代前半で
ほぼ終わった。近年の公的研究資金の増大はフローの拡大であって、長期的にはストックである研究基
盤が将来の科学技術を左右する。このことは、前述のインターディシプリナリティの議論が示唆する問題
である。将来必要となる研究基盤をいかに用意しておくか、という問題である。米国の場合には、各大学
の寄付金の集金力が大きい、州税による特別枠の負担が可能であるなど、独特の財政事情がある。それ
が上記のような大規模施設の建設などを可能にした面がある。しかし、日本の場合には、そのような対応
は困難であり、国家財政に頼らざるをえない。これを左右するのが財政問題、要するに財政赤字の問題
である。わが国の巨大な財政赤字は、この点で大きい足かせとなる。もちろん、国家財政全体からみれば、
研究開発に向けられる資金は特段に大きいわけではない。しかし、厳しい財政事情の下では、社会的な
合意、支援がなければ研究資金の確保は厳しいだろう。これは社会の支持の問題である。 
 もし、研究開発に向けられる資金に限界があるのならば、その資金を短期的目的、中期的目的、長期的
目的にバランスよく配分することが必要になる。要するに、直近の研究成果の最大化を目標とするか、今
は我慢しても将来の成功に掛けるか、あるいは両者のバランスをいかにとるか、である。もちろん、将来は
不確実なので、その点も考慮に入れる必要がある。この問題は、科学技術政策に関わる者や、科学技術
コミュニティの内部の判断に左右される。 
 個人的には、上述のような近年の研究動向の変化などを考慮すれば、現在は人材育成を含むキャパシ
ティ・ビルディングを優先すべき時期だと考える。しかし、現実はイノベーション指向が強く、より短期的な
成果を求める風潮にあると思われる。それは、政策がそのような方向を目指しているというだけでなく、さま
ざまな仕組みがそれを加速する働きをしている。例えば大学でも、外部資金獲得や研究評価が重視され
る中で、より短期的な成果をねらった研究活動へと向かいがちである。研究者個人のレベルでも、これま
で短期的な成果をめざして研究活動をしてきたという事実があり、自分の手で成果を上げたいと考えるの
は、研究者のエトスとしては当然のことである。したがって、財政的側面からは、社会の支持と科学技術コ
ミュニティの自制、節制がない限りは、基礎科学のみならず研究開発全般が弱体化していく可能性が高
い。 
 
３）国際環境 
 第３は、国際環境をどう読み込むかである。国内の研究基盤で十分出ない場合には、海外人材の受け
入れや海外の成果の利用などの方法で対処することができる。海外人材の受け入れは、いずれにしても
進めていくべきである。問題は、日本での基礎科学の発展を諦め、海外の成果に頼ることができるかどう
かである。 
 直接的に商業的利益に結びつかない伝統的な科学の場合には、問題は少ないと思われるが、今日の
ように、基礎研究と応用、開発とが密接に絡み合った研究活動の重要性が増している時代には、成果だ
け取り込むことは困難であろうし、基礎科学と技術開発が相互に影響しあって発展する状況下では、はじ
めから参画することが必須である。したがって、もし日本の基礎科学が十分でない場合には、日本企業は
海外の研究活動に参画していくことになろう。その場合には、日本国内での基礎科学の振興への期待は
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大きくならないだろう。 
 
（２）将来の動向 
１）大学の重要性 
 規範的な観点からも、予測的観点からも、今後とも基礎科学はアカデミック・セクターが中心になって担
っていくものと思われる。 
 基礎研究の担い手が、大学のみならず、民間企業にも広がって行ったのがここ20年余の傾向であった。
とくに、セレラ社によるヒトゲノム解読は象徴的なできごとであった。しかし、セレラ社がＮＩＨと関連があった
ように、基礎科学が、公的研究活動と完全に無関係であることはありえない。なぜならば、依然として基礎
科学は科学技術コミュニティーによって共有されるからである。一方、ゲノム解析で明白であったように、
基礎科学の研究に必要な設備、装置の開発には民間企業の技術力の貢献が必須である。このように、今
後の基礎科学は、さまざまなアクターの持つ能力を如何に動員し、結び付けて活用していくかが重要な
条件となるだろう。 
 さまざまなアクターを動員するためには、国立研究機関や大学のような公的なセクターの方が望ましい。
上述のインターディシプリナリな研究活動のために巨額の投資を行う上では、大学が分散的に実施する
よりも、国立研究機関などで集中的に投資する方が望ましいと考えることができる。しかし、インターディシ
プリナリな研究活動を支える多様な学問分野の存在、教育を通じた人材養成への寄与という点では、圧
倒的に大学に分がある。また、自然科学系分野を中心に組織を形成してきた国立研究機関の組織文化
は、人文社会科学分野の研究活動を組み込む際には、大きい障害となる可能性がある。 
 また、インターディシプリナリな研究活動の持つ不確実性への対応という観点からも、研究活動をミッショ
ンとするが故にかえって柔軟な対応が困難になるという点でも、研究機関は不利である。もっとも、フラン
スのＣＮＲＳのような分散的組織であれば、組織の改編は容易である。残念ながらわが国の国立研究機関
はアカデミー型の研究機関ではなく、ミッションが明確な研究機関として位置づけられているので、柔軟な
対応は困難であろう。可能性があるとすれば、大学などの基礎的研究活動により、研究開発の方向性が
ある程度明確になった後を引き継ぐ形であろう。 
 しかし、現状の大学がインターディシプリナリな研究活動にふさわしいわけでもない。第１に、わが国の
大学の権限の分布はいまだ分散的であり、大学として研究活動に取組むことは多くない。このためには、
リーダシップが大切である。しかし、インターディシプリナリな研究活動の場合には、ボトムアップのさまざ
まな研究提案が出発点になることが多いので、単純なトップダウンが適しているわけではない。米国の場
合にも、戦略イニシアティブは、ボトムアップの提案を全学的なイニシアティブに練り上げ、多くの構成員
に支持される形に構築していったのであり、単なるトップダウンは米国の大学でも受け入れられない。みな
が納得した上で、投資を集中し、そこに多数の研究者が参加していくという形が必要である。米国の場合
には、追加的な資源があったため、既存の研究活動や組織にほとんど手を加えることなく、容易に新しい
活動を導入できている面がある。また、研究活動のためには、自ら資金を獲得しなければならない環境に
あるため、ある種のバンドワゴン効果により、多数の協力が得られたという面もある。 
 日本の場合には、リーダシップの確立が十分でないという問題以上に懸案となるのが、ボトムアップの意
見表出によって、全体的な方向性を決めていくという、いわば「共和主義」的組織文化の欠如であろう。日
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本の研究者は個人に対する評価に敏感であることもあり、自分自身の活動については十分に意識するが、
組織的な活動には関心が小さい傾向がある。このような「棲み分け」感覚はディシプリナリな研究活動に
おいては問題とならないが、インターディシプリナリな研究活動においては障害となる。 
 また、大学の内部組織にも柔軟性がない。米国の場合は、department、school、center、instituteという
多様な内部組織単位をもっている。教育面ではこれにさまざまなprogramが加わる。学問分野依存が強い
departmentをあくまでも実体的な基本的単位とするがゆえに、かえって多様で柔軟な組織編成が可能に
なっているという面がある。日本の場合には、国立大学が久しく国の施設であったため、すべての組織が
定員によって統制されてきた。したがって、「組織的にはバーチャルな、しかし活動面では実体となる組
織」という概念は育っていない。そのため、組織は常に硬直化の危険に曝されてきた。その上、国立大学
法人化により、定員制度の制約から解放されたが、そのためにかえって、内部組織設計の基本原則がな
い状態に陥っている。 
 このような大学や研究機関のもつ研究文化は、新しいタイプのインターディシプリナリな研究活動に取組
む上では大きい障害になると思われる。 
 
２）社会との関係の緊密化 
 前提条件としても述べたとおり、これからの研究活動においては社会の支持が重要である。将来の研究
人材の参入を確保し、社会的な研究投資を確保するために必要なだけでなく、個別の研究活動の推進
にとっても、社会の支持は重要な課題となってくる。 
 科学技術の発展のスピードが速くなり、科学技術が社会に浸透している今日では、科学技術研究の進
展と社会の適応のスピードのアンバランスのために、専門家や一般の人々の想定を超える変化が生じる
可能性が高くなっている。ひとたび科学技術の成果が社会に適用され、普及すると社会の複雑性や人々
の価値観の多様性ゆえに、問題は社会のさまざまな部分に波及し、複雑化しがちである。ひいては、科
学技術の発展が市民生活に対してよい影響をもたらすと同時に負の影響を及ぼす可能性も否定できな
い。 
 2004年の科学技術白書は「科学技術の発展と社会の利益が相反しないよう、科学技術が社会に適用さ
れるに当たっては、あらかじめ技術的側面とともに社会的側面としての利点や課題について検討すること
も重要である」と指摘している。科学技術の発展と社会の利益をともに実現するためには、研究開発の早
い段階から、科学技術の社会的影響や効果について検討し、研究開発の方向について社会的に合意し、
社会の側でも成果を受け入れる態勢の準備を進めて行くことが必要である。 
 従来、ともすれば、この種の問題に対しては研究開発側からのアプローチが主であったが、科学技術の
成果を受け入れ、利活用する社会や一般の人々の立場からのインプットも重視される必要がある。米国
のナノテク研究においては、その促進法（21st Century Nanotechnology Research and Development Act）
において、一定の資源を投入して、public input and outreachを行うことを定めている。このような活動は、
今後の先端的科学技術においては必須であると思われる。欧米では従来から、ELSI（Ethical, Legal, and 
Social Issues）やテクノロジー・アセスメント等の活動として、このような問題に取り組まれてきたところである。
とくに、バイオテクノロジー分野では早くから実施されており、米国では毎年10数億円相当の研究費を投
入している。 
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 このような活動を研究の進展に沿って行うことで、基礎研究の重要性をより具体的な形で国民の利益に
かなうものとして示していくことが必要である。ただし、誤解してはいけないのは、ELSIは、科学技術の負
の側面のみに注目するものではないことである。むしろ、研究開発の初期段階では、将来の応用可能性
や、解決すべき社会的問題やニーズとの適合関係の分析に注力されるものであり、それによって研究開
発が社会にどのようなメリットがあるかを明示的に示すものである。 
 技術やその社会的応用である財やサービス、およびその生産過程を、社会的にコントロールするのは
当然のことである。工学的技術は本来そうした性質を持っているのであり、うまく制御されずに、生産過程
や製品から有害物質が垂れ流しになったり、想定外の効果が現れるような事態を避けるものである。した
がって、研究が進展し、成果が具体化するにつれて、その環境影響や社会的規制などについて配慮す
ることは当然である。ELSIはそれを生産者サイドに立って行うのではなく、消費者や影響を受ける可能性
のあるステイクホルダーの期待や懸念を取り込む形で、上市する前段階で行うものである。それによって、
技術の「社会的品質」を確保し、社会の受容に際して、不要な軋轢が生じる事態を回避しようとするもので
ある。 
 わが国では、1970年代のテクノロジー・アセスメント（ＴＡ）の世界的普及の中で、極言すれば「拒絶反
応」を示したとも言える。そのために、この種の活動に対する拒絶反応はいまだに残っているように感じる。
しかし、日本以外では、さまざまな形でＴＡが発展し、社会的仕組みとして定着している。また、日本では
個別の問題意識はあり、ＴＡ的活動が行われているが、それをＴＡとは言わないし、海外で発展したＴＡや
ELSIの方法論を援用することも少ない。そのため、もしＴＡ／ELSI的活動をしても、プリミティブであり、国
際性に欠ける面がある。しかし、これらの活動は、国際的にみれば標準的な活動である。さらに、国際的
にはこれらの活動が研究開発の国家レベルの戦略形成と密接な関係がある（国際標準の設定は典型的
であるし、ELSIに関する国際的議論と研究戦略に関する国際的議論の場は重なることが多い）ことも、わ
が国では理解されない傾向にある。そのため、研究開発戦略に関する国際的な議論から取り残される、
あるいは見通しが悪くなる傾向もみられる。 
 また、研究開発の初期段階からの国民の意見の吸い上げが大切であることも、十分には認識されてい
ない。risk communicationにせよ、もっと広い文脈で用いられるpublic involvementにせよ、これらの活動の
本質は、結果が出てからのコミュニケーションではなく、問題の設定段階からのコミュニケーションであるこ
とに本質がある。古いタイプの説得的コミュニケーションに対する反省に立って、これらのコミュニケーショ
ンを通じた社会と科学技術の共進化の必要性が認識されてきたにも関わらず、risk communicationや
public involvementを説得的コミュニケーションのように理解する傾向もみられる。 
 最近の米国の公的研究開発資金をめぐる議論の中で、accountability（国民に対する説明責任）のみな
らず、stewardshipという概念が登場していることにも留意する必要があろう。stewardshipとは、もともと、キリ
スト教等の文化の中で、人間が主人なのではなく、神が主人であり、人間は神の意志に沿って活動すべ
きstewardship、例えば執事のようなような存在であるという考え方から来ている概念である。つまり、公的
資金により研究活動に携わっている研究者は研究活動の主宰者なのではなく、納税者の福利のために、
その意志を斟酌して、納税者に代わって研究活動に携わる者だという考え方である。このことも、結果に
対する説明責任だけでなく、研究開発のテーマ設定など、初期段階から国民の意志を汲み取ることに注
意が向けられる傾向と符合する考え方である。 
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 科学技術と社会の相互関係で重視すべき活動のもう一つは、アウトリーチ、つまり上記の「public input 
and outreach」の後半部分である。これは、研究活動の説明責任に関わると同時に、社会の支持を得て、
ひいては財政支援や将来の研究者の確保につなげるための活動として位置づけられる。従来は、科学
技術知識の普及といえば、すでに完成した体系の知識を、博物館などの場で伝達するなどの科学技術
理解増進活動が中心であったが、進行中の科学技術をじかに伝えていくことも必要である。それは、国民
からの意見の反映public inputの前提として必要であるというだけでなく、何よりも先端的な活動そのもの
が面白いのである。 
 ヒトがヒトである由縁は、他の動物と異なって、創造的な活動をするところにある。その一つが芸術であり、
もう一つが学問である。新しい表現を開拓したり、新しい発見や発明をすることは、ヒトの活動の中でももっ
とも崇高な活動である。しかし、すべてのヒトが一流の芸術家、一流の科学技術者にはなれないので、社
会にはそれを専門とする職業が存在している。また、社会も一定の尊敬の念を持つ。科学技術者が尊敬
されるのは、知識の伝達をすることによるのではでなく、知識を生み出すからである。また、それはヒトとし
ての存在の根幹に関わる事柄である。一般のヒトにとっても、新しい知識が生み出されていくプロセスは、
いわば本能的に面白いのである。科学技術というと、合理的な側面や体系的理解が強調されがちである
が、発見や発明は、結果的に合理的、体系的に説明されなければならないとしても、プロセス自体はそれ
ほど合理的でも体系的でもない。しかし、それは研究活動に携わる者にとっての醍醐味でもある。 
 一般の人々、子どもたちも、そのような面白さを感じることはできるし、とくに将来の科学技術者となる可
能性のある子どもたちには、その面白さを感じてもらうことが大切である。最近の米国では、先端的な研究
活動の様子を子どもたちに紹介したり、高校生に研究活動に参加してもらうなどの活動もみられる。このよ
うな活動が日本でも必要になってくるだろう。 
 一方では、分野融合的な研究活動が盛んになると、これまで体系的な教育を行ってきた大学での教育
の方が、むしろ困難に直面する可能性もある。米国では、融合的な分野のための人材育成や教育プログ
ラムについていろいろと検討され始めているが、まだ結論はないようである。ただし、従来は、個別の学問
分野の学習の後に融合的活動に入るパタンが想定されていたが、最近では、最初から融合的な環境の
中で教育する試みも登場している。いずれにしても、かなり早い段階から、融合的研究活動に触れさせる
という点に関してはほぼ合意があるように見える。 
 
３）科学技術コミュニティと政策の役割 
 今後の基礎科学の行方を考える上で最大の不確定要素は、研究者自身かもしれない。「共和主義」的
組織文化の欠如については、前述のとおりであるが、今後は、大学内の組織のあり方も変わる可能性が
高い。しかし、それにもっとも抵抗するのは大学研究者自身であろう。大学は、社会の飛び地とてさまざま
な新しい試みに挑戦するインキュベータのような機能を持っているはずである。しかし現実は、きわめて保
守的であり、伝統に固執する特性も持つ。もちろん、大学の根幹を揺るがすような改革は避けるべきだが、
さまざまな「実験」のための「アソビ」を持たなくてはならない。しかし、現実の大学は、そのような「アソビ」
や「実験」すら拒絶しているようにみえる。このような大学文化、研究文化が最大の障害となろう。 
 融合的な研究活動が活発に行われる上で、問題となる事柄の一つは評価である。科学技術のコミュニ
ティは、Peer Reviewを発明し、それが社会に受け入れた結果、公的研究資金の配分審査や事後評価に
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おいてもPeer Reviewによる判断を社会的承認に代えるという方式が成立した。しかし、さまざまな分野が
協力して研究活動にあたるような場合には、従来のようなPeer Reviewは成立するのかという疑問が生じる。
Peer Reviewを厳密に捉えれば、分野融合的な研究活動ではPeer Reviewは成立しない。しかし、peerの
範囲をある程度広く捉えれば、個別分野ごとのPeer Reviewほどの精度は期待できないとしても、依然とし
てPeer Reviewは可能であろう。精度の低下する部分は、別の社会的承認によって補う必要があり、狭義
のPeer Reviewとは異なって、産業界などのステイクホルダーの参加も求められることになる。すでに公的
研究資金配分の事前、事後評価のかなりの部分はこのようなものになっている。この傾向は海外でもみら
れる。 
 このような評価をPeer Reviewと呼べるのか呼べないのかは、定義の問題であり、建設的議論ではないが、
いずれにしても、典型的Peer Reviewとは異なるものになることは必至である。そのような評価システムと科
学技術コミュニティの価値観や行動規範のあいだの調整をしていく必要がある。とくに、ステイクホルダー
の参加には幅があり、極端な場合には、Peer Reviewというよりは、社会的合意の問題になっていく。その
場合には、Peer Reviewは、社会的合意形成における科学技術の専門家の役割をどう位置づけるかという
問題に変質していくことになり、上述の科学技術て社会との関係の問題に近づくことになる。 
 ここにいたると、問題は科学技術コミュニティの中にとどまらず、政策的課題となっていく。科学技術政策
が、科学技術コミュニティと社会のあいだでいかに調整役を果たしていくかが課題である。換言すれば、
科学技術政策は、科学技術コミュニティの代理人として公的資金を獲得するのではなく、科学技術コミュ
ニティと社会の媒介、調整機能を果たすように変わっていく必要がある。社会のニーズを把握し、それを
研究戦略として示していくなどの役割が重要になる。過渡的には、科学技術コミュニティに対する誘導政
策なども必要になるだろう。 
 
以上に述べてきたことを静的な図として示したのが図１である。今後の基礎科学にとって、応用科学、技
術開発などとの連携、社会とのコミュニケーションは必須となろう。 
 
 
３．日本のとるべきアクション 
 冒頭にも述べたとおり、基礎科学の社会的位置づけは、予測するべきものではなく、デザインするもの
であり、意志（Will）の問題である。もっとも悲観的なシナリオは、上述のような変化を無視し、拒絶し続ける
ことにより、基礎科学そのものの後退と研究開発全般の縮小を迎えるというものであろう。もっとも楽観的な
シナリオは、科学技術コミュニティの意識も代わり、若い研究者の参入も確保でき、社会的支援、財政的
支援を得て、基礎科学が研究開発全体の発展と歩調を合わせて、発展していくというものである。 
 問題に絡むアクターや要因についてはすでに述べてきた。以下では、ものごとがうまく回るようにするた
めの政策的アクションについて考察したい。 
 
（１）政策的アクション 
 まず第一に必要なことは、研究プラットフォームの整備である。これには、人材の確保、施設、設備の整
備というだけでなく、研究者が集まる場や組織の整備なども含まれる。また、基礎的研究から産学連携や
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社会との連携、さらには子どもたちから学生までの人材育成の場としての機能も果たさなければならな
い。 
 研究プラットフォームの整備そのものは大学や研究機関が担うべきものであり、今日では国が自ら研究
機関を新設するといった方法は適当でない。したがって、科学技術政策としては、研究プラットフォームの
形成を誘導し、育成していくための施策が必要となる。しかし、その場合には、長期的な支援や施設整備
のための支援なども考えなくてはならない。とくに、研究費助成で、施設整備を支援するという考え方は、
日本のみならず海外でもほとんどみられないので、新しい枠組みが必要である。米国などでは、間接費を
貯えて研究施設の整備に使うなどの方法が取られているが、日本の財政制度では、間接費をこのように
使うことはできない。これ以外にも、日本の財政制度やその他の制度は、将来の研究開発活動の発展の
制約として働く部分が大きい。これらの障害を取り除くことが必要である。 
 第二に、社会とのコミュニケーションに関わる活動、すなわち、ELSI等の活動、アウトリーチなどの科学
技術コミュニケーション活動などの促進のための財政的支援、誘導が必要である。これを効果的に進める
ことで社会の支持を得なければならない。 
 第三に、科学技術政策そのものが変わらなければならない。科学技術政策は、より戦略的にならなけれ
ばならない。戦略的とは、社会とのインタラクションの重視と、縦割りではない総合的なアプローチをするこ
とである。前述のように、科学技術政策が科学技術コミュニティの資金獲得のための代理人である時代は
終わった。科学技術が社会からの支持を得るために、科学技術政策は、社会にとっても、科学技術コミュ
ニティにとっても利益があるような二重の代理人になる必要がある（これは従来から、バウンダリ・ファンクシ
ョンと呼ばれているものである）。 
 
 以上は早急な対応が必要な事項である。さらに、過渡的には、あるいは戦略的に考慮すべき事項があ
る。それは、このような改革を進める上で必要となる科学技術政策リーダの育成・確保と科学技術政策コミ
ュニティの形成である。現実的問題として、基礎科学のプレゼンスと対抗力が確保できるかという問題であ
る。基礎科学のみならず科学技術全般が、財務当局、政治家、国民に対峙して、そのプレゼンスを確保
できるかは、非常に重要な問題である。そのためには、やはりリーダとそれを支えるコミュニティが必要で
ある。 
 これまで、科学技術コミュニティの社会に対する「顔役」がまがりなりにも存在してきた。彼らは社会から
の尊敬を受け、科学技術活動に限らず、社会的にもそれなりの役割を果たしてきた。その存在によって、
科学技術コミュニティの存在感を社会に示すことができ、またさまざまなアクターに対抗してきた。しかし、
まもなくリーダ層の交代期を迎えることになると思われる。残念ながら、科学技術活動が広がった結果とし
て、トレンドとしては、研究者はコミュニティの内部に留まり、社会性を失ってきたように見える。しかし、リー
ダは出現を待つだけでなく、育てるべきものでもある。 
 科学技術政策コミュニティもまた過渡期にあるように見える。科学技術政策の課題は変わってきている。
それに対応できる専門家集団を育成しなければならない。従来は、個人的な努力で科学技術政策に関
する調査研究に携わってきた一群の人々がいたが、そのようなコミュニティは財政的支援も失い、コミュニ
ティは崩壊したとみてよいだろう。それに代わって登場してきているのが、新しい組織や関連する専門家、
例えば産学連携のコーディネータやＰＯなどである。すでに、科学技術システム改革が進み、この種の専
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門家は多数出現しつつある。問題は、それをコミュニティとして育成することである。新しいアクターが出現
しつつあるものの、彼らが科学技術政策コミュニティを形成するには至っていない。科学技術システムの
運営に携わる（いわばノンアカデミックな）専門家のコミュニティを形成し、より組織的に科学技術政策をサ
ポートする態勢にもっていく必要があると思われる。このためには、関連する専門家のフォーマルな育成
も必要かもしれない。 
 
（２）まとめ 
 以上の検討のポイントを整理したものが図２である。残念ながら時間軸に沿った展開は困難であるが、
政策的に対処すべき事項としては、科学技術政策コミュニティの強化と科学技術政策自身の変革がある。
科学技術政策は、従来のファンディング・システムの改善と従来以上の柔軟な対応が求められる。ファン
ディングの対象となる資金、活動の見直しが必要である。また、ELSI活動やアウトリーチの促進を図るため
の資金援助も検討されるべきである。研究評価も古典的なピアレビューを超えて、適切なものにしていか
なければならない。その際には、単に変更するというだけでなく、その理念や社会的効力についても明確
にすべきである。 
 科学技術コミュニティ、大学等の研究文化、組織文化の変革を誘導、促進するために、これらの政策的
対応を巧妙に組み合わせて実施して行く必要がある。また、政策的対応を通じて、社会に対して働きかけ、
社会からの支持を獲得しなければならない。これらの条件がそろってはじめて、基礎科学の発展する基
盤が構築できるだろう。 
 
 最後に、今回のシナリオ執筆の依頼事項に沿って、ポイントをまとめ直しておこう。 
 
・ 基礎科学研究の担い手は誰か、あるいは、どのような組織か。 
 依然として大学の重要性は変わらない。しかし、そのためには大学の組織文化（意思決定や人
材育成の考え方、組織編成等）の変革が必要である。大学のみが活動を担うのではなく、大学は
産業界のみならずさまざまな社会的アクターとの協力のもとで研究を推進していく必要がある。従
来の大学の組織や機能のうち真に必要なものを強化しつつ、新たに融合的で、さまざまなアクタ
ーが参集可能な研究プラットフォームを構築していかなければならない。 
 
・ 個々の基礎科学研究の価値を、誰がどう評価していくのか。 
 基礎科学は、その成果がアカデミックな空間の中で、評価され、知的な蓄積となっていく性質の
ものである。その意味では、ピアレビューの様式は依然として残るだろう。しかし、同時にディシプリ
ンに対する依存性の強いピアレビューの限界も明白であり、ピアレビューの拡張は必須となろう。
現在でもそうであるように、産業界関係者の評価への参画や、問題によっては一般国民の参画も
想定しうる。一般国民の参画の方法も問題に応じて多様なものがありうるだろう。その参加形態に
ついても検討し、実践を通じて手法を開発することも必要である。 
 
・ 基礎研究の重要性を、どのようにして国民の利益にかなう形として示すのか。 
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 前項とも関連するが、基礎科学、基礎研究でも今後は、社会との関連は深くなると思われる。そ
の際には、何の研究に取り組むか、何から先に研究するかという資源配分の問題も、社会的な意
思を反映していかざるをえない。この問題は前述のstewardshipの問題であると同時に、広い意味
での事前評価の問題でもある。例えば、医療に関係する研究活動のケースを考えてみるとよい。
SNPs（遺伝子多型）や遺伝子治療に関わる研究では、どれから始めるべきなのか、という問題は
狭義のピアレビューだけでは決まらないし、ましてや役所の縦割行政にも合理的根拠はない。し
かし現実には、行政上の都合で決まっている面もある。このような問題は、社会的な影響が大きい
（例えば、医療保険や生命保険、損害保険制度との関係など。研究に取り組む順番で保険の適
用が変わることをどのように正当化するのかなどの問題が生じる）ので、どこかで社会的な決定を
せざるをえない。それが政治的決定であるか、別の市民参加の形態なのかは、問題の性質にもよ
ると思われるが、いずれにしても、議論をすることで国民の意志や利益を反映する機会が必要に
なるだろう。public inputとはそのような活動を指している。 
 基礎研究が国民の利益にかなっていることを示すもう一つは、accountabilityや事後評価に関わ
る側面である。accountabilityについては、多言は要しないだろう。このためには、従来のような研
究評価では不十分であり、真のアウトカム評価や社会的インパクトの評価が必要である。この際に、
個別のプロジェクトのアウトカム評価だけではなく、基礎科学全体の社会的インパクトを明確に示し
ていく必要がある。たまたま有名な製品に結びついた、マスコミで取り上げられて有名になった、
等々のアネクドートなアウトカム評価は、基礎科学の重要性やそれに対する投資を正当化するも
のではない。たまたま一つが成功したことによって、すべてが容認されるべきだという論理は、科学
技術らしからぬ稚拙さを示しており、かえって社会の信頼を失う可能性がある。例えば、そのような
成功、失敗の確率も取り込んだ上で、基礎科学への投資の社会的収益率は他の公共投資と比較
して大きいのか、小さいのか、あるいは税収増への寄与はどうか、といった問題に明確に答えられ
ることが望ましい。この設問に答えることは容易ではないが、社会的に説得力のある分析に真摯に
取り組む必要がある。そのためにも、科学技術政策コミュニティの本格的な科学技術政策研究へ
の取り組みが期待される。 
 このような事前と事後、stewardshipとaccountabilityの両面の活動を通じて、基礎研究の
legitimacy（正当性）を獲得していくことが必要になる。 
 
・ 科学技術の知識としては、何をどのように教育していくか。 
 科学技術の教育は、小学生もしくはそれ以前の段階から大学、大学院さらにはポスドク段階まで、
何をどのように教えるべきか、といった問題に関して、混乱のまっただ中にいる。それは、科学技術
離れが進んでいるといった問題だけではなく、科学技術そのものも高度化し、また融合化の傾向
がみられるからである。今日ほど科学技術が社会に、人々の生活の場に浸透し、影響を与えてい
る時代はなかった。その点からも、単に知識を持っていればいいという意味でのリテラシー論は成
り立たない状況になっている。 
 少なくとも、生活の場に科学技術が浸透し、人々が否応なく科学技術と対峙し、規模の大小はあ
れ、意思決定をしていかなければならない今日、単純な知識だけでなく、「知識の使い方、運用に
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関する知識」も重要性を増している。従来は、「知識の運用に関する知識」は、それぞれの分野の
専門家の活動に属していた。しかし、今日では、多くの人にとって「知識の運用に関する知識」が
求められている。リスクに関する知識、情報システムの安全性に関する知識などは典型であろう。
これらのにとどまらず、今後はこの種の「知識の運用に関する知識」の重要性はますます大きくな
ると思われる。「知識の運用に関する知識」とはどのようなものなのか、そのコンテンツは何なのか、
子どもたちや一般の社会人が、個別的知識のみならず「知識の運用に関する知識」をいかに学か、
といった問題については、従来の科学教育、理科教育、科学技術リテラシーは十分に答えられて
いない。 
 大学教育も困難に直面している。最近の議論の共通項を並べれば、 
 
・科学技術の狭い領域の知識のみならず、社会とのインタラクションや他分野の知識などを含む幅
広い学修、経験が必要である 
・融合的な研究活動や先端的な研究活動に早い段階から参画する機会を用意する 
 
といった見解が有力である。つまり、従来型のディシプリンに基礎を置いた教育だけでは不十分で
あり、かつ科学技術の中だけに留まっていてもいけない、ということである。融合的な研究活動や
先端的な研究活動に早い段階から触れることの必要性は明らかであるが、最初から融合的な場で、
融合的教育をするべきか、ある程度の基礎ができたところで融合的教育をすべきかについては意
見が分かれている。どちらかというと、早い段階から、取り組ませるべきだという意見が有力である
ようにも見えるが、必ずしも明白ではない。 
 現在は多様な試みが行われている段階である。筆者にも明確な展望はないが、当面はさまざま
な内容、方法の開拓と評価を継続していくべきだと思われる。大学は、教育方法についても挑戦し
ていくべきである。 
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基礎科学の位置付け 
 
東京大学 名誉教授 平澤泠 
 
１．現状分析 
 
（１）科学と社会 
１）科学の社会に対する先導機能と解決機能 
科学が社会に対して担うべき役割は大きく分けて２種類あり、 
①「社会を知的に先導する機能」と 
②「社会に内在する課題の解決に資する機能」とである。 
第一の機能を確保するために社会は科学技術共同体に対し何らかの自由度と自律性を許容すべきで
あり、また第二の機能を円滑に発揮させるために社会は科学技術共同体をある種の誘導環境のもとにお
くべきである。 
公的資金を原資とする科学技術活動においては、この両機能は科学技術に係る公共政策の枠組みの
もとに置かれるべきである。 
本稿では、基礎科学の位置付けに焦点を絞り、基礎科学の過去の概念的変遷を確認したうえで、予想
される我が国の未来社会にとって基礎科学の位置付けがどのようなものとなるべきかについて論じ（論理
シナリオ＝理想シナリオ）、従来の発想のままで推移するケース（伝統シナリオ＝新たな革新的対応をとら
なかった場合のシナリオ）と比較し、そのギャップを埋めるための政策的対応（我が国がとるべき政策的ア
クション）について、最後にまとめる。 
 
２）科学の多様な形成メカニズム 
学問の発展に係る多くの実証的分析が示すように、学問（科学技術）の形成メカニズムは、典型的には、
主として科学技術共同体の自律的な営為のもとで形成されてきたディシプリン型（シーズ型）のメカニズム
と、社会経済的な必要性に導かれて形成されてきたミッション型（ニーズ型）のメカニズムに分けられる。 
①ディシプリン型 
ディシプリン型は多くの場合公的「投資」（R&D への直接投資、R&D インフラ投資、R&D 人材投資から
なる）を原資として遂行されるが、科学技術共同体が制約条件の弱い「ブロックファンド」の形式で資金を
得た場合には、資金の多くはディシプリン内の研究に費やされ、ディシプリンを拡大する知的フロンティア
への挑戦や、ディシプリンを超えた多様な学際的領域（新たなディシプリン）の形成へとは向かわない。そ
こで、投資の目的（知的フロンティアへの挑戦）を明確にした「プログラム」を設定し、その内容についての
運営を何らかの意味で科学技術共同体に委ねることが妥当である。 
②ミッション型 
科学技術共同体は、特に基礎科学の研究にたずさわる場合、社会経済的な効用に対する認識や興
味が弱く、もしあったとしても希望的・楽観的推測を行っている場合が多い。もちろんこれは社会経済的な
真のミッションからはほど遠い。科学技術共同体の活力を社会経済的なミッションに結合するためにはそ
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れなりの枠組みと「インセンティブ」の付与が必要となり、インセンティブ型の政策体系の下で資金の活用
が図られるべきである。 
 
３）科学の変遷 
 本稿では、科学史や技術史が示す知見を跡付けるゆとりはまったく無いが、特に戦後に特徴的に展開
されることとなった科学技術の新たな枠組みについて、それらの項目を列挙しておこう。 
① スモール・サイエンスの展開 
② 多様化の進展と学際化 
③ 課題の大型化と科学の巨大化 
④ 技術の体系化と基礎科学化－基礎工学の形成 
⑤ ハイテク科学－先端技術企業に集積したハイテクをベースとして生み出された新たな科学領域 
⑥ 産業技術プラットフォームや基盤科学 
 これらの変遷を一瞥するだけでも、基礎科学の枠組みが大幅に拡大し、またその内部区分が多様化し
てきていることが理解できる。 
 
４）社会の変遷 
 戦後我が国は、産業の復興と経済基盤の強化を目標としたキャッチアップ型の経済社会構造を整備し
てきた。その間、オイルショックや貿易摩擦さらには円ドルレートの切り上げ等の国際的産業環境の激変
への適応に追われ、国内の社会環境整備が手薄になっていた。たとえば、第三次産業の GDP が第二次
産業のそれを上回ったのは 1968 年であるが、産業政策としては近年にいたるまで第三次産業への配慮
は乏しく、結果として国際競争力のある第三次産業がほとんど生み出されていない。一方、フランスでは
公的資金は社会的課題の解決を担う社会産業分野（エネルギー、民間航空機、宇宙開発、海洋開発等）
に厚く配分され、配慮されない既存民生産業分野の弱体化の一方、新しい社会産業分野（公益産業）の
育成に成功してきた。 
 このように、科学技術力をどのような分野に還流するかは国の重要な戦略的課題であり、我が国の近未
来社会の課題を十分見据えて判断すべきことである。 
 
（２）公共政策で用いる科学技術概念の進化 
１）研究開発、科学技術、イノベーション 
 科学史や科学基礎論における議論とはほぼ独立に、科学技術関連公共政策分野においても、政策展
開に資するための科学技術概念の整理がはかられて来た。 
 歴史的には、研究開発投資の概念的整理から始まり、政策課題が研究開発基盤や人材養成へと広が
る一方税制や規制等インセンティブ型の政策手段も開発され、またさらには社会経済的課題への対応の
重要性も増加し、 
① 研究開発政策 
② 科学技術政策 
③ イノベーション政策 
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へとその枠組みを広げてきた。これには、二つの契機がある。第一は「投資型からインセンティブ型への
政策手段の拡大」、第二には「RTD 型からイノベーション型への政策目標の拡大」である。 
 ちなみに統計資料においても「研究開発」が欧米のこの分野の基礎データであるが、カナダやオランダ
等の先行国では「研究開発」統計の他に「科学技術」統計もあり、また最近では「イノベーション」統計の枠
組みの検討が EU から OECD に持ち込まれ、試行調査が行われている。 
 
２）RTD 
 研究開発（R&D）投資は、1918 年英国議会において予算区分の Haldane 原則が立てられた際に区分さ
れ、基礎科学の概念が政策展開の場に導入されたといえる。すなわち、研究開発投資を基礎科学研究
投資とミッション型研究開発投資に分割し、ミッション型研究は、その研究開発投資により直接的に省の
使命が実現される研究と定義され、それ以外の研究投資は、各省で重複投資されていた基礎科学研究
分野を中心に一元化され、独立した研究開発体制（Research Council：RC）の下で展開されることとなっ
た。 
 RC 制度は欧州各国にもひろげられ、科学者共同体（science community：SC）がその運営に深くかかわ
ると共に、RC は自立性を強め、ディシプリン型の研究に集中することとなり、結果として戦後の欧州が経
験したように、科学と産業の乖離が進み、強大な SC が形成される一方で産業競争力の弱体化が進行し
た。このような研究開発体制に対し 70 年代から本格的見直しが意図され、SC の活力と産業との結合
（LINK）を図るための様々なインセンティブ型の政策が考案され導入されてきた。しかし欧州におけるその
後の展開の多くはシーズ・プッシュ型のリニアー・モデルから抜け出せず、「ニーズを見据えたシーズから
のアプローチ」が主流となっている。しかし、このメカニズムの最近の精緻化は一面では十分効果的であ
ると言える。 
 この過程で、欧州では R&D の概念を再整理し、リニアー・モデルの前段（ディシプリン型研究）と後段（ミ
ッション型研究）とを概念的に分割し、前者を科学技術的価値の形成に限定した「研究・技術開発」
（Research and Technological Development：RTD）と位置付け、後者を社会経済的価値の実現を目標にし
た「イノベーション」とした。 
 
３）イノベーション 
 イノベーションの概念はシュンペータの原初的な定義に始まり、様々な応用的定義がその後多くの個別
分野で展開された。たとえば、研究開発マネジメントの分野では RTD の枠内であっても革新的な研究成
果をイノベーションとよび、社会経済的成果との関連については必ずしも要件とはしていない。しかしこれ
は誤用というべきであろう。 
 イノベーションには、メカニズムに注目し、付加価値形成に係る要因間の「新結合」という側面と、「新結
合」の結果漸増的な成果を超えた革新的な成果をもたらす点に着目する場合とがある。 
シュンペータの原義に遡って再定義するなら、資本、労働、原材料等の伝統的経済学で把握されてい
た付加価値生産要素と技術等の知的要素との「新結合」による革新的な成果を生み出す点にその本質
がある。少なくとも欧州で「イノベーション政策」と言う場合、このような定義つまり「科学技術を要素とする
社会経済的価値の形成」を採用している。 
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一方、ニーズ・プル型のイノベーション・モデルに従う場合であっても、この定義は有効であり、科学技
術の形成や収集のメカニズムが異なるだけである。我が国では、イノベーション政策と言う場合多くは短
期的なニーズ・プル型研究開発を想定するが、公的資金により長期的課題に取り組む場合、欧州におけ
る取り組みのようにシーズ・プッシュ型をいかにニーズに向かって効率的に誘導するかについて配慮する
メカニズムの適用も重要である。 
 
４）基礎科学の新たな概念カテゴリー 
 以上を取りまとめ、基礎科学の形成メカニズムについて整理すると以下のようになる。 
① 伝統的な概念：ディシプリン型で深化した体系（ニュートン型研究） 
ディシプリンを統括するパラダイムによる体系化。対象である自然に内在する原理に導かれ、知の自
律的発展が生起する。結果として個別的知の爆発が起こっている。 
② 学際型で深化した体系 
RTD の枠内でみられる新たな知の領域。単一ディシプリンの知のフロンティアを超える努力とインセ
ンティブの付与が必要。 
③ 教育内容の深化を契機とする知の体系化や統合 
知の爆発は高等教育の現場で知の再整理を必要としており、教育カリキュラムの革新を契機として
形成される新たな深化した学問体系（新基礎科学として結実する）。高等教育のレベルを維持する
ための経常的研究活動を背景的なポテンシャルとしている。 
④ 経常的研究活動のセレンディピティ効果による新たな領域 
ベースの大きな同じ背景の下で起こるもう一つのメカニズムとして、確率的に生起する新パラダイム
の形成がある。新パラダイムは RTD の枠内には限定されない。このメカニズムの存在だけで公的資
金の自律的使用を合理化することには無理があるが、同一の資金ベースで涵養される③の効用を
併せて実現することによりある割合の資金配分を十分説得できるであろう。 
⑤ ジェファソン型（キュリー型）研究 
ニーズを見据えて行う RTD 活動（いわゆる「第二種の基礎研究」に相当する）。ニーズに直結する単
行型 RTD 活動から、多段階プロセスを経てニーズにいたる過程全体を管理する多段階型まである。 
⑥ 戦略的領域研究 
ニーズの重点領域に係る集中的 RTD 活動。分散的研究グループの当該領域への糾合と研究の集
約化。 
⑦ 先端的イノベーション研究 
社会経済的ニーズの解決に係る焦点の絞られた先端的な RTD 活動。その一部は新たな基礎科学
領域を形成する契機となる。 
⑧ イノベーションの基盤形成研究 
イノベーションのプラットフォームや基盤形成のための RTD 活動。 
 このように、新たな基礎科学の枠組みは、伝統的なニュートン型の研究だけではなく、イノベーションと
の関係において多様で新たな枠組みないし位置付けへの広がりをみせている。そのなかで、基礎科学が
リニアー・モデルにしたがって技術発展の契機を与えるケースはそれほど多くなく、ニーズに見合った技
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術開発の集積が新たな基礎科学領域を生み出すことの可能性の方が大きいであろう。また、同様にリニ
アー・モデルによる基礎と応用の区別についてもイノベーション・メカニズムを精緻化するなかで、荒い旧
概念として認識されるようになるであろう。このような傾向は、知の多様化と同様、不可逆的に推移するで
あろう。 
 
（３）未来社会と基礎科学の位置付け 
 イノベーションとの関連において新たに多様な基礎科学領域の形成が重要さを増すとした場合、その具
体的な内容は、我が国の未来社会の構想を抜きにしては十分な展開が図れない。 
 本稿は我が国の未来社会の構想そのものの展開を目的としたものではないが、シナリオ形成のために
はこの種の作業が本来必須である。 
 たとえば、我が国の未来社会は、希望的には社会経済的繁栄と安寧が維持されることを大目標として遡
及的に構想すべきであろう。その際、不可避的に立ちはだかる制約条件を自然的、国際的、社会的、経
済的諸局面等に関し、グローバルから国家、地域等の諸階層にわたって、具体的に検証し、懸念される
課題の予兆としての確からしさやインパクトの大きさを手掛かりにして重点課題を把握する。そしてその解
決時期の限界や解決手段形成のための困難さや時間的遅れ等を考慮して課題解決のための時系列を
整理する。 
 通常この種の作業を行うと、関連人材の養成や確保、社会制度や組織構造の変革等に多大な時間が
かかることがわかる。また、従来我が国で注力してきた産業競争力の強化に比し、やや等閑視してきた社
会的課題、たとえば資源、エネルギー、食料等の自立や、健康の維持、フロー社会からストック社会への
転換、知識社会への対応等に長期的に重要な課題があり、そのようなニーズに対応したイノベーション関
連基礎科学への新たな開拓が重要となることが予想される。 
 しかし、本稿の課題は基礎科学の内容に分け入るのではなく、「基礎科学の位置付け」の在りようの変
化について考察を深めることであることを再度確認しておきたい。 
 
２．発展シナリオ 
（１）基礎科学の担い手 
１）文化的背景の異なる多様な担い手 
 基礎科学の担い手は、国の科学技術体制の枠組みとその整備状況の変遷により幾つかのパターンに
分かれる。 
① RC を中心 
科学分野の研究開発資金の配分と機関内研究所を併設。英国、アングロサクソン系諸国（オーストラ
リア、カナダ等）、ベネルックス、北欧諸国等に分布。NSF は研究機関を内部には持たない。 
② 大学院を中心にした高等教育機関 
ドイツ、オーストリア、スイス、北欧諸国、米国 
③ アカデミーを中心 
アカデミーに付設された研究所が質的に高度な担い手となる。旧共産圏諸国。 
④ 国立基礎研究所 
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国立研究所はミッション指向研究所が中心であるが、一部に基礎研究機能を備えている場合もある。
ドイツ。米国の大学委託 GOCO。 
 我が国は、従来大学が基礎科学研究の中心であり、研究機関の一部にもその機能がある。ドイツや米
国に似ている。 
 中欧諸国はロシア型からドイツ型への転換を図っている。 
 北欧諸国とベネルックスはアングロサクソン型とドイツ型の混合。 
 
２）我が国の最近の状況 
① 未成熟なアカデミー 
伝統的基礎科学の自律的機能を担えるほど、社会の中でアカデミーの存在が認められていない。 
② 規制緩和に戸惑う大学 
90 年代半ば以降の国立大学の大綱化に続き、国立大学法人化に伴い、大学の裁量権がさらに拡
大されたが、多様なタイプの基礎科学の展開には向かわず、総じてイノベーション型の強化に取り組
んでいる。その結果として基礎科学の将来の担い手の形成が懸念される。 
③ 使命の明確化を意識し始めた公的研究開発機関 
公的研究機関の独立行政法人化がほぼ終了し、一般の事業展開を担う国の執行機関と同列の運
営体制の下に置かれ、84 年以来の基礎研究シフトから新たに設定されたミッション指向の研究機関
へと大幅に転換しつつある。ここにおいてもイノベーション型が追求され、その一部に基礎科学指向
のジェファソン型（キュリー型）研究が位置付けられ、統合的な基礎科学研究の担い手がこの面でも
減少しつつある。 
 
（２）政策形成の担い手 
１）高度な実務的専門家 
 科学技術関連政策については、以上見てきたように欧米の行政機構内部において、政策概念とその枠
組みの整備、政策展開の手法の多様化等が図られてきたが、実はそれを担う実務的専門家の充実が以
前から先行国では意図されてきた。 
 研究科規模の科学技術関連政策研究大学院（Science Policy Research Unit：SPRU）がサセックス大学
に設置されたのは 1967 年であり、英国ではその後マンチェスター大学等にも順次設置された。行政機構
内部に籍を持つ専門家が政策運営の中心に当たる「UK モデル」の背景を成している。米国ではほぼ同
時期にハーバード大学の JFK 行政大学院が開設され、1976 年に科学技術と公共政策プログラムが独立
した。また、ワシントン DC の GWU やサンタモニカの RAND 行政大学院等にも 70 年代に入って科学技
術政策関連分野のプログラムが開設され、一気にこの分野の高等教育機関が充実した。 
 一方、科学技術関連学位保持者のキャリアパス転換のためのフェローシップ研修プログラムも米国では
73 年から本格的に展開され、現在では 1200 人を超える研修者の約１/３がワシントンに留まっている。 
 
２）政策研究者 
 この分野の高等教育機関での学位取得者は行政機構や議会関連機構内部だけではなく、付属の調査
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分析機関や外部シンクタンク等においてプロフェッショナルとして活動の質を高めてきた。 
 米国では 97 年からアカデミーがこの分野の若手研究者の養成を意図したフェローシップ研修プログラ
ムを開設した。このプログラムは科学技術関係大学院在籍者に対する政策研究副専攻として位置付けら
れ、10-12 週間（10%のエフォート）にわたり、NRC 等の政策研究機関での研修が行われる。既に 250 人の
修了者がある。 
 
３）我が国の状況 
 科学技術関連政策研究の大学院博士プログラムは 2004 年政策研究大学院大学に我が国で始めて開
設された。プログラム規模での設置はこのように大幅に遅れているが、この間高等教育機関での科学技
術関連政策を主題とする学位の取得が不可能であったわけではない。筑波大学の社会工学専攻に始ま
り、東京大学大学院総合文化研究科広域科学専攻では 90 年に博士課程が完成した。その後同先端研
等にもこの動きが拡大し、それぞれ１講座程度の極めて小規模のコースが専攻課程の一角に設置されて
はいた。 
 この先行的取り組みが学会（研究・技術計画学会）創設の契機となり、同学会は今年度 20 周年を迎え、
800 人を超える個人会員を擁している。ただし、同学会は「科学技術の経営と政策」を主題としていて、そ
の内政策指向の会員は１/３程度であろう。このように科学技術関連政策研究の実務的専門家や高度な
研究者が我が国においても少数ながら集積されてきている。 
 
（３）動因 
 「基礎科学の位置付け」は、SC の自律的活動の結果自発的に変遷・推移する場合もあるが、既に見て
きたように意図的な政策的対応の結果誘導されて加速度的に実現してくる場合の方が近年では多い、と
いうか殆どがそうである。SC の自律的活動の「位置付け」への反映は長期的でなだらかな変化である。 
 このような状況認識の下で、「基礎科学の位置付け」を変化させる動因を分析してみよう。 
 
１）政策の担い手 
 新しい「基礎科学の位置付け」を設計し、世界に先駆けて意図的に誘導できるのは、高度な調査分析
機能を駆使できる政策担当者の集団であろう。政治的な意思決定機構もその意義が理解できるように整
備されていなくてはならない。このように高度な先駆けでないにしても、日常的な改善の集積を実現できる
ことが、新たな枠組みや位置付けを独自に実現できる条件である。 
 
２）政策形成支援機関 
 政策担当者が自ら独自に先行して新たな「位置付け」を実現できなくても、内外の情報を収集し適切に
分析できる能力を政策形成部署の近くに備え、適切な戦略計画を策定し、その情報を政策担当者が認
識・把握できるならば、やはり高度な展開が可能であろう。 
 
３）外部助言組織 
 我が国の行政過程で普及しているいわゆる審議会がこれに相当するが、２）と異なる点は助言や支援が
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 146
常勤体制であるかどうかである。審議会メンバーと政策担当者との間の密なコミュニケーションを実現する
ためには、会議時間とは桁の違う議論や予備的自習が担当者の側に必要である。それほど専門性の開
きは大きい。 
 
４）海外情報 
 上記のような、自律的な政策形成・運用機能が十分には整備されていない場合、政策の担い手はその
責任上、海外の先進事例の把握に努め、その導入を意図するであろう。我が国で長く続いてきた、キャッ
チアップ体制の政策形成版である。 
 
５）外圧 
 80 年代中葉に経験した「基礎シフト」はこの好例である。自らの状況や課題を内発的な視点からではな
く外政的な視点からのみしか把握できない場合、自らの進路を自律的に選択できず、外圧に突き動かさ
れることとなる。 
 
６）個人的先見性 
 政策の担い手の中には、内外の高等教育機関への留学や、出向先での高度な研究・実務経験をもち、
また担当部署での迅速な研鑽等によりその見識を担当部署で適切に発揮できる場合もあるであろう。集
団的対応の稚拙さを抜け出して個人的な営為を基に事態を切り開くことに寄与する場合も、我が国の官
僚機構においてこれはそれほど珍しいことではない。 
 
７）基礎科学の担い手 
 基礎科学の担い手が意図的ないし非意図的な研究活動やその成果を通して、「基礎科学の位置付け」
を変えていく契機となることもありうるであろう。しかし、インパクトの大きさから判断し、研究者の個人的営
為だけではなく、学会活動等のその組織化や集団化が通常必要であろう。 
 
８）SC の自律的活動 
 SC による基礎科学の独自の研究の集積が結果として「基礎科学の位置付け」を変える契機となることも
あるであろう。しかし政策的対応に比べるとはるかに長期的な経過が必要であろう。 
 
（４）シナリオ１－過去から現在へのトレンドの延長（無策シナリオ） 
 基礎科学の位置付けに関する我が国の過去のトレンドは決して十分なものではなかった。伝統的ディシ
プリンの単一ディシプリン内に偏重した科学研究費の配分メカニズム、学問論の深化を踏まえることなくま
た新設ポスト無しで推進する学科･専攻課程の再編、ミッション省庁にまで一律適用した「基礎シフト」等、
基礎科学政策のあるべき像の展開が、政策的には素人集団である SC の長老支配に委ねられ、ほとんど
本格的には考慮されてこなかった。科学技術基本計画を策定し始めて既に９年が経過したが、過去の政
策は SC 内部に著しく指向した内向きの政策が主体であった。また過去にそうであった様に、外部からの
働きかけに弱く、近年では政治主導の改革（独法化、政策評価法の一律適用、大学法人化）の下で経済
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効果が声高に論じられ、基礎科学のあり方が等閑視されてきている。その結果基礎科学やそれを担う人
材の生産性は主要国に比べ著しく劣っている。 
第一のシナリオはこの延長線上にあり、研究開発システムや研究開発政策の進化した枠組みやモデ
ルを理解していない科学技術政策関係者による個人的な経験に基づく思いつきで右往左往する無策シ
ナリオである。オイルショック以降の過去３０年がそうであったように、このシナリオの下では今後３０年も同
一の経過をたどることになる。 
 
（５）シナリオ２－体制転換等を通じ独自の努力を重ねるケース（理想シナリオ） 
 我が国社会の持続的発展に寄与する基礎科学のあり方を大命題とするシナリオが第二のシナリオ（論
理シナリオ＝理想シナリオ）である。我が国の未来社会の在りようは、希望的には社会経済的繁栄と安寧
が維持されることを大目標に据え、遡及的にそこに至る過程を構想することに相当する。３０年後の我が
国社会に対して、自然的・国際的・社会的・経済的等の諸局面において不可避的に立ちはだかる制約条
件を検証し、懸念される課題の予兆としての確からしさやインパクトの大きさを手掛かりにして重要課題を
把握する。 
 我が国は資源・エネルギーに乏しく、食料の自給率も現在は低い。従来のシナリオは物づくりをバーゲ
ニングパワーとする輸出競争力の確保を至上命題とする産業競争力シナリオが中心であった。しかし、物
づくりで勝っても、経営力や交渉力で失敗し、結果として劣位におかれることとなるケースがこの間目立っ
たように、経営や政策を支えるソフトな基礎科学分野の整備が我が国では著しく遅れている。より広くは知
識社会における競争のあり方がまず追求されなくてはならない。その中心は新たに構想される「知識科
学」が占めるべきである。知識科学には、個別知識が爆発的に増加する状況下で、新たな知の統合を担
うことが期待される。 
また、新たな発展シナリオは人的資源と水資源（したがって植物バイオ）をベースにした社会経済的課
題への取り組みである。環境・資源・エネルギー・食料等のマクロな課題を対象としたこの分野の基礎科
学は社会システムとの整合性を必要とし、このための公共政策の柱としては、「公益科学」のような文理融
合型の新たな基礎科学領域の確立がさらに必要である。 
これらを戦略的領域研究と位置付け研究者の集積と人材の養成に取り組むべきである。また、社会的
課題の多くは学際的な課題であり、未来社会への基礎科学ポテンシャルを蓄積するためには単一ディシ
プリン内の研究振興を学際的研究の振興に明確に切り替えるべきである。 
さらには、社会システム自体の課題に係る基礎科学の展開も必要である。たとえばフロー型社会からス
トック型社会への転換のように、新たな効率的・省資源的価値観の社会への定着を誘導するために、知
の設計に係るもう一つの知識「科学」が必要である。 
このような新たに必要とされる基礎科学の多くは、投資型研究開発政策だけではなく、インセンティブ
型研究開発政策の枠組みを動員することによって始めて実現されるに至るであろう。この場合、新たな
「基礎科学の位置付け」は、多くの場合SCの自律的な営為を離れ、適切な政策誘導によって始めて実現
される基礎科学へと転換される側面が付加されることになる。少なくとも、このような政策的な工夫や仕掛
け無しには、我が国において先導的にこの種の新たな基礎科学が展開されることは無い。 
以上をまとめると、①まず適切な政策誘導装置を設計することが可能な組織や機関を設定し、②その
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機能を強化するためにそれを担える人材の養成や研修に取り掛かることになる。③このような政策の運用
が主流になるためには、一握りの理解者の養成ではなく、政策担当者の多くがそのことを理解し、意思決
定の局面においても優先的にこの種の政策が採用される必要がある。この間、④伝統的な旧体制との間
で熾烈な主導権争いが繰り広げられ、その軋轢に耐え勝ち進む必要がある。 
このような体制整備や転換には長時間を要し、①と②に直ちに取り組み始めたとしても、③の状態に達
するためにはさらに２ないし３回の基本計画の見直し（したがって達成するまでには１５ないし２０年の歳
月）を重ねる必要がある。さらに、④の過程を克服するためには、旧体制との間で継続的な論議をこの間
もまたその後も強力に推し進める必要がある。 
 
（６）シナリオ３－シナリオ１と２の中間（現実シナリオ） 
 第三のシナリオは、シナリオ２が不完全に実現される現実的なシナリオである。政策担当者の多くがシナ
リオ２の認識を共有できるとはとても考えられず、現実的には先駆的な担当者の個別的な努力により、そ
の限りにおいて新たな基礎科学が部分的に展開される場合である。 
 その中で最も有力なメカニズムはキャッチアップ型の改善である。海外の先行国の事例情報を把握し、
その導入や適用を順次図っていくケースである。 
 また、第二には深刻な社会経済的な状況に直面し、遅ればせながら戦略方針の見直しや転換を図るケ
ースである。 
 第三には、先駆的な担当者が多少先見的に新政策を実現するケースである。しかし個人的な努力で旧
体制を打破することはほとんど不可能であり、実現される内容は部分に限定される。 
 
３．日本のとるべきアクション 
（１）研究開発システムや研究開発政策に係るカテゴリー概念の明確化とその特性に合わせた運用 
（２）戦略形成体制の整備、特に行政の人事メカニズムから独立したプロフェッショナルによって構成され
る戦略形成支援機関の整備 
（３）戦略的資源配分、特に効果を発揮するまでの誘導期間の長い人材養成や研究者の集積等を意図し
た資源配分から優先的・戦略的に取り組む 
（４）進化した先進的概念や合理的モデルに基づく研究開発振興体制の多様な整備 
（５）新たな政策の先導的構想者や運用者でもある政策研究者や実務的専門家の養成や研修体制の整
備 
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「基礎科学の位置付け」の変遷
1915 1945 1975 2005 2020 2035
科学研究
技術開発
研究政策
開発政策
乖離の進行　Haldane原則（英）
RC・大学
RTD政策
LINK政策
競争政策
イノーベーション政策
公共政策
基礎シフト
ディシプリン型
ニュートン型
シーズ型開発研究
大型・長期型
ジェファーソン型・キュリー型
ハイテク型・基盤型
リニア型
ミッション省庁 ・
ミッション研究所
キャッチアップ型
　　　（ニーズ型）
公益型
シナリオ１（無策シナリオ）
シナリオ２（理想シナリオ）
工学
応用科学
基礎科学
開発
学際研究
RC・アカデミー・大学・基礎研究所
大学
大学
企業・ミッション研究所
シナリオ３（現実シナリオ）
科学技術コミュニティ
研究・技術政策コミュニティ
研究開
発政策
開発研究
教育政策 体系化型
学際型・戦略領域型
セレンティビティ型
学術政策
産業政策
科学技術政策
産業技術政策
キャッチアップ体制の継続
理想シナリオの部分的実現
どこまで実現できるかが
問われている
●多様な基礎科学起源の認識
●新基礎科学領域形成メカニ
　ズムの認識
　
　　●基礎科学の戦略的展開体制
　　　の整備
　　　
　　　　 ●新基礎科学領域の形成
　　　　
　　　　　　　　　●公益的課題への
　　　　　　　　　　取り組みの強化
　　　　　　　　　自立的持続発展★
　　　　　　　　　社会の形成
　　　　　　　　　　　　　
：我が国独自に展開された政策
：主として欧州で展開された政策
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宇宙科学 
 
大学共同利用機関法人自然科学研究機構国立天文台 台長 海部宣男 
 
１．宇宙科学と日本の状況 
 
（１）はじめに   基本となる問題認識 
 
１） 人類にとっての宇宙 
 私たち人類にとって宇宙とは何だろうか、また人類はなぜ宇宙に向かうのだろうか。 
以下３つの視点から考えたい。 
○人類を生んだ根源としての宇宙 
宇宙とその長い歴史は、地球とわれわれ人類とを生み出した根源そのものである。 
○人類が新たな知を求める宇宙 
海から陸へ、陸から空へと生存圏を拡大してきた地球上の人類にとって、広大な宇宙は、新たな発展
の舞台である。自分自身を含む自然を理解する能力と意欲を持ち、理解することで自らの生存を拡大
してきた人類にとって、新たな知の宝庫である宇宙を理解しようと努め、宇宙への進出に力を尽くすの
は、必然的流れである。 
○人類は宇宙の中で自分を理解する 
人類は宇宙を自らの活動の範囲に取り込むことで、地球に生きることの意味を知る。また宇宙を深く
理解することにより、自身の拠って立つルーツを深く理解してゆく。  それは、人類のさらなる発展の
基礎となるものである。 
 
２） 米・欧の宇宙科学戦略 
① 米国が描く大きな展望：オリジン 
NASA は１９９０年代、宇宙開発の長期的柱として「オリジン（Origins）」を設定し、宇宙の起源から生命
の起源までを広く解き明かしていく方向性を打ち出した。それは単なる NASA の生き残り戦略を超え、
太陽系探査を含めた米国の宇宙科学に、広い普遍性と展望をもたらすことになったと評価される。 
実際、その後 21 世紀末にかけての太陽系外惑星の存在の確認、宇宙と物質の謎を広げたダークエネ
ルギーの発見など天文学の新しい局面を受け、NASA の宇宙科学はスペースシャトルの悲劇にもかか
わらず、宇宙生命の探査を視野に取り込んで積極的な展開を見せている。 
② 欧州の国際協力を含む独自路線：エクスプロレーション 
ESA は、宇宙進出の基本的視点は「宇宙という大きな未開の領域の Exploration(探査)にある」ことを、
明確に打ち出している。赤外線衛星シリーズ、ハレー彗星星探査から最近のタイタン探査機ホイヘンス
にいたる意欲的成果、今後の壮大な宇宙重力波望遠鏡 LISA 計画などが端的に示すように、NASA と
の協力を進めつつも、独自の長期方針を着々と進めている。今後、ＥＳＡの存在はますます重要なもの
となろう。 
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３） 日本の状況 
① 日本の実績と国際的位置 
日本は、米、旧ソ連を含む欧州以外で宇宙科学に取り組んできた唯一の国である。 アジアの科学先
進国として世界に果たしてきた役割はきわめて大きいことを、まず確認しなければならない。旧宇宙科
学研究所は小さな予算規模にもかかわらず、X 線天文学を中心に小型だが特徴ある計画を積み上げ
て優れた科学を進め、米欧の大型宇宙科学に伍して独自の立場を築いてきたことは、賞賛に値する。 
ロシアには現在、宇宙科学で見るべきものはない。インドや中国が台頭してきているとはいえ、宇宙科
学での実績・経験については、まだ日本に遠く及ばない。 
 
② 大型化の過程での失敗への対応 
だが、ＭＶによる中型科学衛星、ＨＩＩによる米欧並みの大型ミッションへ進もうとした 1990 年代、いくつ
かの事故・失敗が相次いだ。旧 NASDA も含め後発であることなどによる体制面・技術面の遅れがあっ
たことは否めないとしても、これら技術的失敗は大型化への道で必ず直面するもので、決して例外的で
はなかった。にもかかわらず、必要以上に否定的に取り上げられ、当面の産業へのつながりが薄いと
いう批判もあってか、折からの予算削減の標的になった。 
一国の科学政策として、不透明かつ長期的視点に欠けていたといわざるを得ない。 
 
③ 日本の宇宙開発・宇宙科学は失速寸前 
さらに機関合同の影響も加わり、日本の宇宙科学ミッションは 1998 年以来現在まで 7 年間全く打ち上
げられないという、かつてない空白が生まれた。宇宙開発委員会の機能が失われ、長期的な戦略も立
て難い現状は、日本の宇宙開発・宇宙科学の失速寸前と言っても過言ではない、重大な状況にある。 
米・欧とは歴史も予算規模も異なる日本が、宇宙に進出しようとする人類的活動に連なってきた先進的
努力と成果とが無に帰することになれば、損失は計り知れない。「科学技術創造立国」を標榜する日本
の科学技術政策が、問われている。 
 
④ 「国策」としての宇宙開発･宇宙科学 
宇宙開発において、将来技術の確保、各種安全保障、将来の経済的利益、国威発揚など、現実的・
国際政治的視点が重要であることは、指摘されているとおりである。同時に、１）に述べた｢人類的意
義｣なくしては、宇宙は単なる覇権争いの場に堕することになる。｢国策｣としての宇宙開発の理念は、こ
の双方に立脚せねばならない。 
 
４） 本 「シナリオ」 について 
① 基本的考え方: 恣意的シナリオではなく 
本「発展シナリオ」は、文部科学省科学技術政策研究所から要請をいただいて、日本の宇宙科学の将
来展望を考えるものである。その際の私の基本的な問題認識の概略は、上に述べてきた。 
本論は個人の責任で書くものではあるが、しかし、個別的・恣意的な「シナリオ」を提案するつもりはな
い。科学の発展は、多くの研究者の優れた発想と共同に基づいて長期的に進むものである。思い付き・ト
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ップダウンで大きな計画を進めるのは、科学にとって命取りである。日本でもそうした例は、過去も現在も、
決してなしとしない。 
現在日本でも世界でも、提案段階やＲ＆Ｄ段階、実施段階の優れた計画がある。出来る限りそれらを
精査し考慮に入れつつ、私なりの宇宙観測科学の長期的発展予測にもとづいて、日本の宇宙科学、特
にスペースからの宇宙観測を戦略的に展望し、問題点や課題を整理してみたい。宇宙科学は一国の先
端科学・技術の重要なフロンティアだが、同時に国際的・人類的視点のもとで世界的協調が進む分野で
あり、国際的動向には特に留意すべきと考える。 
十分な調査の時間もなく、また私の専門分野が天文学であるところから宇宙観測を中心としたものにな
るが、お許しを願いたい。 
 
② 本「シナリオ」で言いたいことの概要 
見通しを良くするため、結論の先取りになるが、本論を通して最終的に言いたいことの概要をここでまと
めておく。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a） 21 世紀前半の宇宙科学では、宇宙の惑星と生命の探求が宇宙・物質・空間・の起源の追求に並
ぶ最重要テーマとして発展し、宇宙からの観測と太陽系探査の両面から、地球外天体・太陽系外
の生命が視野に捕らえられるだろうこと。 
 
(b) その視点から見て、2015 年頃までの日本のミッション計画は宇宙科学の実績に立った優れた計
画が出揃っているが、実施面で停滞していること。従ってなすべきことは、それらの早急で有効な実
施、そのための体制整備・強化であること。 
 
(c） しかし、2015 年頃までの主要科学課題の解決は半ばで、その先２０２０～２０２５年頃までの長期
計画が重要であること。日本では、個別の議論は始まっているが、ビジョン・統一性が不足し、長期
計画の見通しが立つに至っていないこと。研究者・技術者・広いコミュニティを統合した議論の場の
構築が急がれること。 
 
(d） 宇宙開発委員会の機能が失われ、組織統合と予算の削減が加わるなど日本の宇宙開発の舵が
見えなくなり、｢失速｣の恐れがあること。これらが、宇宙科学の長期の空白、将来展望も立て難いと
いう状況を生んでいること。 
 
(e） これらの状況を踏まえ、日本の宇宙開発・宇宙科学の体制と方向性を、組織面･政策面の双方で
早急に回復・確立すべきこと。 
 
（ｆ） そのほか、長期的戦略に立った宇宙技術の視点、スペースステーションを基礎とした有人宇宙活
動の発展、より積極的で多様な国際共同の推進が重要。 
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（２） 宇宙科学とスペースからの宇宙観測 
１） 宇宙科学の定義 
宇宙科学とは、 「地球外の宇宙から行う科学」 である。 
ここでいう宇宙には、いわゆるスペース(宇宙空間)のほか、月面など他天体の表面も含まれる。やや具
体的には、天文学、太陽系科学、地球科学、物理学、化学、生命科学、工学、などにおいて、 
「地球大気や重力などの束縛を逃れて宇宙に出ることによってはじめて可能になったり、あるいは大き
な飛躍が得られる科学分野の総称」 
ということが出来る。そのような科学の範囲は、米・欧・露・日による宇宙での実践とともに急速に広がりつ
つあり、今後も拡大を続けることは間違いない。 
 
２） 宇宙科学の目標 
宇宙科学がめざす目標は、１）で述べたように、未知のフロンティアとしての宇宙に挑み、人類にとって
の新たな知の財産と新たな技術とを拡大し、人類活動のさらなる可能性を獲得してゆくことである。宇宙と
いう場の獲得による地上での限界を越えた人類の新たな知的領域の拡大は、すでに確実に始まってい
る。 
宇宙科学の目標を分野別にやや具体的にまとめれば、以下のようになるであろう。 
 
・ 宇宙、物質、地球、生命の起源と歴史を知る 
・ 地球以外の天体・宇宙における生命の存在および存在可能性を知る 
・ 地球のおかれた環境とその変化の可能性を知る 
・ 地上で実現できない極限状態での物理や反応、新しい物質を探る 
・ 宇宙での活動・宇宙への発展を切り開く先進的技術を開発する 
 
３） スペースからの宇宙観測 
宇宙空間の利用が可能になって、宇宙観測（天文学）の可能性は大きく広がった。一方、地上には、大
型で複雑な望遠鏡システムを比較的安価に展開し、いつでも修理改良できる利点がある。従って現在、
宇宙からの観測は、重要であるが地上からでは不可能、あるいは圧倒的に不利な観測に限られる。 
その代表であるＸ線は、電波や可視光では捉え難い宇宙の高エネルギー現象の観測を可能にするが
地球大気で吸収されるので、宇宙からしか観測できない。可視光望遠鏡・電波望遠鏡による地上からの
観測と宇宙からの X 観測とは、20 世紀後半の天文学を進めた原動力となった。日本は小田稔などのリー
ドで早くからＸ線分野を開拓し、国際的に重要な地位を築いた。 
可視光と電波の中間波長の赤外線、特に波長が長い遠赤外線も、大気による吸収のため宇宙からし
か観測できない。同じく紫外線、超高エネルギーのガンマ線、ある種の宇宙線も、大気外からしか観測で
きない。 
可視光でも、地上では大気揺らぎの影響で最良のイメージは得られない。NASA が３千億円の建設費
と約１千億円の修理補強費を投じて大きな成果を挙げたのが、宇宙軌道からの可視光観測用の口径２．
４m ハッブル宇宙望遠鏡（HST）である。 
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電波では、宇宙規模の長基線によるスペース VLBI（宇宙電波干渉計）が重要である。日本が VSOP＝
はるか衛星（旧宇宙研と国立天文台の協力）で初のスペースVLBIを実現し、世界ネットワークでの観測を
展開したことは特筆される。 
 
（３）日本の宇宙科学と宇宙観測 
 
１） これまでの日本の宇宙科学の展開 
日本の宇宙科学は、大学に基礎を置く大学共同利用機関であった旧宇宙科学研究所（現 JAXA 宇宙
開発本部）を中心に、以下の分野で重点的に展開してきた。 
・ スペースからの宇宙観測（天文学、宇宙物理学） 
・ 地球環境・月・惑星・彗星などの探査を中心とした太陽系科学 
・ それらを可能にする宇宙工学 
スペースからの宇宙観測においては、宇宙科学研究所がペンシルから MV に至る固体燃料ロケットを
自主開発し、X 線観測衛星を中心に小型ながら特徴のある計画を積み上げて、米欧の巨大宇宙機関に
伍して国際的存在感を示してきた。これらのミッションは多かれ少なかれ国際競争・国際協力のもとで行
われており、日本の存在は国際的になくてはならないものとなっている。 
 
２） 日本におけるスペースからの宇宙観測 
スペースからの宇宙観測において、日本で重点的に開拓されてきた分野は、 
・ Ｘ線天文学 （地上からは観測不可能） 
「はくちょう」～「ぎんが」、「あすか」から「Astro-E2」への宇宙 X 線観測 
「ひのとり」、「ようこう」から「Solar-B」への太陽 X 線・可視光観測 
・ 赤外線天文学 （地上から観測し難い長波長が中心） 
「SFU-IRTS(口径 15cm)」から「Astro-Ｆ(口径７０ｃｍ)」への発展 
・ 超長基線干渉（VLBI）技術を用いた電波天文学 （スペース VLBI） 
「ＶＳＯＰ＝はるか（cm 波）」から「VSOP2(ミリ波)」への発展 
である。（下線はＭＶによる宇宙観測ミッションで、「はるか」は打ち上げ済み（1997 年）。「Astro-E」でのＭ
Ｖ2 号機の落下(2000 年)以後、他の宇宙観測ミッションはストップしている） 
各ミッションは大学や国立天文台との協力で科学目標を定め、ボトムアップによる研究者の全面的参加
で進められてきた(旧ＮＡＳＤＡのトップダウン型とは異なる)。規模は小さいが、原則として毎年１基の小型
科学衛星を打ち上げるという安定した予算・マネジメントのもとで、目的とした分野での鋭い成果が世界的
に評価されてきた。 
しかし、1990 年代後半からのＭＶによる中型化・ＨＩＩによる大型化により、「一年一基・小型」の時代は
終わった。今後は米欧に伍して、意欲的な大型ミッションも進めながら、独自性のある中小型ミッションを
適切に組み合わせ、戦略的に長期計画を進めることが重要である。 
JAXA・宇宙科学本部には、当面する困難を克服し、これまでの経験を生かしつつも従来のマネジメント
から脱皮する戦略的運営が必要とされている。 
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（４） 地上からの観測とスペースからの観測の分担・協力 
 
1) Ｘ線、電波、可視光・赤外線の観測と宇宙線・重力波 
宇宙の観測研究は地上・宇宙がそれぞれの長所を生かし弱点を補いあって進むもので、どちらかが他
方の代わりをするというものではない。したがって双方が特性を活かし優れた科学成果を獲得できるよう、
十分かみ合った計画作りが重要である。   
日本では 1980 年代から、宇宙科学研究所の X 線観測衛星シリーズ、および野辺山宇宙電波観測所
の電波望遠鏡群（国立天文台）によって、それぞれ X 線と短波長電波(ミリ波)で世界をリードする研究活
動が展開された。これに 1999 年完成のすばる望遠鏡（国立天文台）が加わって可視・近赤外光での研究
も世界の第一線に立ち、先端的宇宙研究に必要な３つの基本的観測分野が日本に出そろった。 
電磁波以外の観測では、宇宙線粒子の地上での検出が主に東京大学宇宙線研究所で進められ、国
際宇宙ステーションからの各種宇宙線観測も理化学研究所や大学の研究者により計画されている。未発
見の重力波の検出の試みでは、日本が東大・国立天文台・ＫＥＫの協力による TAMA－300 で世界に先
鞭をつけた。地上での大型化とともに、いずれ宇宙での本格的な観測が展開される。 
 
２） 国立天文台とＪＡＸＡ宇宙科学本部： 大学共同利用 
日本における宇宙の観測研究は、国立天文台（自然科学研究機構所属の大学共同利用機関）と、
JAXA 宇宙科学研究本部の二つの中枢研究機関が中心となって推進し、それらを用い支える広範な大
学研究者により、世界水準の宇宙研究が進められている。両中枢研究機関の役割は優れて相補的であ
り、今後も日本得意の惑星形成、観測的宇宙論、太陽物理などを、いっそう協調して進めることになろう。 
両機関に共通する｢大学共同利用｣という性格は日本独自のもので、全国の大学を含む研究者コミュニ
ティの総意のもとで大型計画に集中的に投資し共同利用する効率的なシステムとして、今後も強化される
べきである。 
 
３） 宇宙観測における地上とスペースの世界的状況 
世界的にも、地上からと宇宙からの観測は、平行しつつ補い合って進められている。 
米国では、スペースは NASA、地上からの天文学は国立電波天文台 NRAO と国立光学天文台 NAO の
ほか、GEMINI、KECK、SMA、BIMA、など多様な大学連合の天文台が競い合っている。これが宇宙研究
をリードするアメリカの活気の源泉である。 
欧州でも、スペースは ESA、地上天文学は欧州連合の欧州南天文台 ESO に加えて、各国の光・電波
の地上天文台（多くが国立）が数多く活躍している。 
本論では、地上観測についてこれ以上まとめては述べないが、両者が計画段階から協力しつつ、宇宙
の研究を効果的に進めてゆくべきことを前提としている。 
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２．宇宙科学の長期的展望（「発展シナリオ」） 
 
（１） 長期展望の考え方、および時間軸について 
 
１） 長期展望の考え方 
宇宙観測を中心とした宇宙科学において意味がある長期的展望を考えるには、 第一章で述べた全
般的状況認識に加え、以下の 2 点を踏まえることが重要であろう。 
○学問の現在の問題意識と動向 
○世界的な宇宙観測衛星計画や地上望遠鏡計画の状況 
その上に立って可能な範囲で学問的達成を予測し、日本が進むべき道を考えたい。恣意的な構想を
描いて見せるのではなく、研究者コミュニティで真剣に準備検討されている多くの意欲的な計画を長期･
全体的戦略の中に位置づけること、それを効果的に実現し優れた科学的達成を生むためには現在の日
本の科学・学術の体制に何が欠け、何が必要とされているのかを考えることが、重要と思われる。 
 
２） 時間スケールについて 
本「発展シナリオ」に与えられた時間スケールは、「2015 年を中心とする今後十～三十年」である。宇宙
観測の分野では十年先（2015 年頃）までは計画がかなりしっかり立てられているのが普通で、多少の不確
定要素はあってもほぼ信頼の置ける予測が成り立つ。ただ日本では、先に述べた不安定な現状もあって
見通しを立てきれていない。国際的状況に遅れつつある状況を示すものである。 
その先は、さまざまな要素が入り込んでくる。技術予測でも二十年先（2025 年頃）の不確定さは大きく、
精度の高い予測は出来ない。先導的見通しが求められる部分である。予測がある程度の科学的な意味
を持つのは、このあたりまでであろう。 
三十年先になると、過去の例で見るとおり、全く現在の動向の延長ではなくなる。三十年前には、ダー
クマターも巨大ブラックホールも太陽系外惑星も、知られていなかった。学問的課題はこの間、予想でき
なかった大転回を遂げている。 
 
（２） 宇宙観測の将来展望 
 
１） 宇宙観測の現在の問題意識と最重要課題 
21 世紀を迎えた現在の時点での、宇宙観測（天文学）の長期的な最重要課題・問題意識をまとめてみ
よう。まず、人類にとって根源的意味を持ち、かつ現実的な課題として、以下の二課題をあげたい。 
 
◎ 宇宙と物質・空間の起源の追求 
◎ 宇宙における生命の可能性および生命存在の探査・観測 
 
21 世紀の私たちは、天文学と理論物理学があい携えて宇宙・空間・時間・物質・エネルギーの根源を
問う時代にいる。そして同時に、天文学と惑星探査とがあいまって、宇宙における生命の発生、自からの
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宇宙の中での位置づけを科学的に追い求める時代にもいるのである。後者の課題では、望遠鏡による観
測に加え、ロケットによる太陽系惑星探査が重要になる。やがては、宇宙の知的生命の考察も視野に入る
だろう。 
宇宙観測の重要な課題としてはさらに、 
○ 銀河とわれわれの銀河系の歴史の解明 
○ 宇宙初期から生命に至る宇宙物質の進化史の解明 
○ ブラックホール、重力波などの観測から生まれる空間や極限状態の物理学 
などがあげられる。これらは先のより根源的な二つの問いの中間を埋め、膨張宇宙の構造と歴史全体を
具体的に明らかにし、深く広く認識してゆく課題と位置づけられる。 
以下２）では見通しを良くするため、最初の二つの重要課題を中心に、それぞれの概況と将来展望を
述べる。関連して日・米・欧の宇宙観測計画にも適宜触れる。２．（３）、２．（４）のミッション計画概観、図１
の｢日･米･欧の宇宙観測ミッションの展望｣、および末尾の参考資料「日･米･欧の宇宙科学ミッション計画
一覧」を参照いただきたい。 
 
２） 「宇宙と物質・空間の起源の追求」の発展予測 
① 概況 
２０世紀最大の科学的発見の一つは、宇宙膨張の発見とその始まりとしてのビッグ・バンの電波観測に
よる確認であることは、論を待たない。この大発見により、超高温・超高密度の状態からの宇宙膨張の初
期に素粒子が形成され、さらに重力により生まれた天体の活動とともに原子、分子、固体、やがて地球と
その上の生命も現れたという、宇宙と物質進化の基本的なストーリーが確立してきたからである(注)。 
さらに加速器実験・理論・観測により素粒子論と膨張宇宙の初期とが結びつき、物質反物質の不均衡
を説明しようとする素粒子論の新展開を呼ぶなど、統一的な宇宙と物質の描像が推し進められてきた。 
 しかし 21 世紀初頭の現在、物質の十倍もある正体不明のダークマターばかりでなく、さらにその二倍以
上あるらしいダークエネルギーの存在も示唆されている。ダークエネルギーに関しては地上望遠鏡による
遠方銀河の観測に加え、ＮＡＳＡのＷＭＡＰ衛星（2001年打ち上げ）による宇宙背景電波の詳しい観測が
目覚しい成果を上げ、宇宙のビッグ・バンをほぼ 137 億年前と確定した。 
また素粒子論では、ニュートリノ質量の発見（スーパーカミオカンデ）などで標準理論に明確なほころび
が生じ、超紐理論など新しい統一の理論が模索されている。これらはビッグ・バンの始まりを探求する初期
宇宙論にも反映し、天文学と物理学はあい携えて、ダークマターとダークエネルギーの正体、さらに空間
と時間と物質の起源にまで立ち入ろうとしている。 
これが、我々が今いる場所である。 
(注) ２０世紀のもう一つの科学上の大発見は、遺伝子の二重螺旋である。これら宇宙と生命の根源に
関わる 2 大発見を引き継ぎ、21 世紀の我々はさらにそれらを深く追求し統一して「宇宙の中の自分
の発見｣に至ろうとしているのは、興味深い。 
 
② 将来展望 
 ダークマターは二十年以上の謎だったが、その分布や正確な量、性質は広範な銀河の運動など望遠
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鏡による観測でかなり把握され、正体の範囲もずいぶん狭められた。本体として、適切な質量を持つ新粒
子(たとえばアクシオンやニュートラリーノなど)が加速器などの実験や理論で見つかるかどうか、物理実験
にも大きな期待がかかる。すばるなど地上大望遠鏡とスペーステレスコープの準更新（ＨＯＰなど）、
Astro-Ｆなどによる観測の展開、そして物理実験により、十年で明確な答えが出ると期待したい。 
ダークエネルギーは未知の力が宇宙に存在することを示唆する、新しい大きな謎である。今後すばるな
ど地上の大型望遠鏡群やスペースでの観測 (Planck、Ａstro－Ｆ、ＨＯＰ、Ｈｅａｒｓｈｅｌなど) の遠方銀河の
大規模観測が進むので、今後ほぼ十年でその確かさと量、性質が明確になってくると思われる。しかし新
しい素粒子の統一理論などとあわせてその本質（未知の力など）を理解するのは、次期地上超大型望遠
鏡(30ｍクラス)や、次期スペーステレスコープ（ＪＷＳＴ、ＳＰＩＣＡなど）による広範で高精度の観測、物理学
実験や理論の進展が必要で、解決は早くとも二十年先ではないだろうか。独創的なスペース計画が待た
れる（日本では天文学と物理学の協同が薄いのが問題）。 
宇宙膨張最初期のニュートリノや重力波を捉えることが出来れば、宇宙論と物理学に大きな発展がある
と期待されるが、それはたとえばハイパーカミオカンデやＥＳＡのスペース重力波望遠鏡よりさらに先の装
置によるもので、今後二十年から三十年以上かかると思われる。この段階までには、素粒子論における超
紐理論（やブレーン？）の理論と実験が進み、宇宙の観測と結びついて新しい発展があると期待したい。 
一方、空間のゆがみの中での物理学は、スペース VLBI（日本のＶＳＯＰ２とその発展）や次期スペース
テレスコープ、あるいは地上重力波望遠鏡（米のアドバンストＬＩＧＯ、日本のＬＣＧＴ）やスペースからの重
力波の検出(ＬＩＳＡ)によって巨大ブラックホールの研究が進み、二十年程度の時間スケールで実証的研
究が進む可能性が大きいのではないか。 
 
③ ｢宇宙と物質の起源の追求｣に関するまとめ  
○今後十年(2015 年頃)にはダークマターが決着し、素粒子論にも一石が投じられると期待する。ダー
クエネルギーの理解は進むが、答はまだでないだろう。 
○今後二十年程度でダークエネルギーに答えが出れば、空間の新しい物理学とともに、世界の本質
についての理解が大きく一歩進む。 
○超紐理論など新しい素粒子の理論が実験的・観測的証拠により確実な一歩を踏み出し、ビッグ･バ
ンのはじまり、時間・空間と物質創成の理解へ進むには、三十年は必要ではないか。 
○そのために、宇宙からの観測はその重要性を増しながらも、地上からの宇宙観測、および地上にお
ける素粒子実験、理論とタイアップしてゆくことになる。 
 
３）宇宙における生命の可能性および生命存在の探査・観測 
① 概観 
ひと昔前まで、｢宇宙の生命｣などというと科学者としてあるまじきという顔をされることが多かった(日本で
は今でもなくはない)。1995 年の太陽系外惑星の存在の確認(現在百数十個確認、ただし間接的観測(ド
ップラー法)によるもの。土星・木星規模の大型惑星に限られる)、およびＮＡＳＡを中心とする惑星探査の
画期的前進(火星における水の発見など)があいまって、専門家の世界では状況が一変した。 
太陽系外惑星の確認は、長期にわたる多くの天文学研究グループの地道な努力の賜物である。日本
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では惑星の光の直接観測が重要という視点により、間接的観測での存在確認に先立つ 1992 年からすば
る望遠鏡用に太陽系外惑星の直接観測の専用装置ＣＩＡＯを開発し、現在世界に先駆けて直接観測に
挑んでいる。 
火星の生命の可能性は、太陽系探査の初期から火星に賭けてきたＮＡＳＡの（多くの失敗も含めた）努
力の積み重ねの成果である。「オリジン」計画としてビッグバンから太陽系探査までをまとめた長期的視点
と総合性も、高く評価される。メタンなど有機物の海における生命発生の可能性が指摘されている土星の
衛星タイタンの極低温の表面に降り立ち、迫力ある写真を送ってきたＥＳＡの探査機ホイヘンスの成功も、
快挙である。米欧共同の目覚しい成功例でもあり、今後この種の共同計画が加速されよう。 
 
② 将来展望１： 太陽系外惑星と生命 
宇宙ではごくありふれた太陽型の恒星の少なくとも 10 個に 1 個が、まわりに惑星を持っていることが判
明している。銀河系一千億の恒星のうち、惑星系を持つものは十億を下ることはない。今は影だけしか見
えていないそれら惑星の光をじかに捉えてその大気などを分析すること、またあまりにも小さく微かだが岩
石の表面と海を持ち生命を宿し得る地球型惑星の探査に、極めて大きな関心が寄せられている。 
しかし木星型の巨大惑星であれ、まだ直接観測に成功した例はない。さらに地球型の小さな惑星の観
測は木星型の100倍も困難で、現在のいかなる望遠鏡も達成できない。そこで太陽系外惑星の観測研究
は、必然的に以下のいくつかの段階に分けて追求されることになる。そこでは、スペースからの観測が次
第に主役を果たす。もちろんその先には、生命存在の確認が展望されている。 
 
(1・1) 太陽系外の大型惑星の直接観測 
 現在すばる望遠鏡が世界的にリードしているこの試みは、まだ｢影｣しか見えていない太陽系外の大
型惑星の光を直接捉え、大気の温度、組成、運動など物理的観測にはじめて足を踏み入れようとする
ものである。すばるを追って他の 8ｍクラス望遠鏡も類似の装置を開発しつつある。さらに宇宙からの観
測（ＨＳＴ、ＥＡＳＡが近く打ち上げる Hershel）なども加わり、今後数年を経ずして実現すると期待される。
もちろん、日本は一番乗りを目指す。 
その後は、2010 年台に実現するであろう２０－３０ｍクラスの次期地上大型望遠鏡、口径６ｍのＮＡＳ
Ａの次期宇宙望遠鏡ＪＷＳＴ、日本の赤外線望遠鏡 SPICA などが補い合って太陽系外大型惑星の世
界がめざましく解明され、比較惑星系学の新しい分野が開けてゆくことになる(今後十～二十年)。 
 
(1・2) 地球型岩石惑星の(間接法による)存在確認 
 進んでいる間接的観測（ドップラー法）は、すばるなど地上大型望遠鏡の参入で精度は上がっている
が、地球型の小さな惑星には、精度がまだ桁違いに足りない。   
当面有望なのは、惑星が主星(太陽)の前を横切るときに主星の光度がわずかに減少するのを観測
するトランジット法である。この観測は地上からよりも安定したスペースが有利で、ＥＳＡが 2006 年に打
ち上げる口径 30cm 可視光望遠鏡Ｃｏｒｏｔ、ＮＡＳＡが 2007 年打ち上げを目指す口径１ｍ可視光望遠
鏡 Kepler はいずれも、多数の太陽系外惑星とともに、地球型惑星の存在確認をもめざす。地球型惑
星の存在(影だけだが)は、2010 年頃までには確認される可能性が高い。 
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(1・3) 地球型岩石惑星の直接観測、生命存在可能性の観測 
 地球型惑星も、直接観測でその表面(大気、地表、海など)を観測しなければ、理解は進まない。しか
し地球型惑星の光はあまりに弱く、それを捉えて大気などを分析する直接観測は、そのため特別に計
画される次期世代の大型スペース望遠鏡の登場を待たなければならない。地上の大望遠鏡ではたと
え口径３０ｍでも、おそらく大気揺らぎのために観測は困難なものになろう。 
 ＮＡＳＡのＴＰＦ、ＥＳＡのＤａｒｗｉｎなどがそうした「太陽系外の地球」観測に特化した計画で、2015－
20 年の打ち上げを目指して開発と統合が議論されている。日本でも同じ目的で、基本設計が検討され
ている（ＪＴＰＦ）。 
本格的には赤外線干渉計をスペースに展開するべきだが、宇宙空間での干渉計の維持制御にま
だ技術的見通しが十分立っていない（ＮＡＳＡは、ESA のＤａｒｗｉｎと合同してＴＰＦ－Ｉとする見込み）。
そこでＮＡＳＡはまず、コロナグラフに特化した口径６ｍのＴＰＦ－Ｃを検討している。日本もすばるでの
コロナグラフの経験を生かし、口径３．５ｍの赤外線望遠鏡ＳＰＩＣＡにコロナグラフを取り付けることを計
画中だが、より口径が大きく可視光でコロナグラフに特化したＴＰＦ－Ｃへの参加も検討中である。両者
とも戦略的には有望な計画だが、米欧に比べ検討体制は遅れている。 
 以上のように、スペースからの観測で地球型惑星が観測され、大気の分光観測から生命存在の可能
性が探られ、生命存在の可能性が高い惑星(その多くは原始的な生命ではあろうが)を見つけ出してゆ
くのは、今から十五～二十年先、2020～25 年頃になると思われる。そのような惑星は、かなり見つかる
に違いない。従ってその頃には、その先どうするかの計画が具体化しているであろう。 
 
(1・4) 生命存在が予想される惑星のさらに詳しい観測、生命の証拠の確認 
このレベルの将来展望は、技術的には可能であろうが現在の時点では具体的見通しが立っていな
い。 
 ＮＡＳＡでは、宇宙に大型干渉計を展開し、生命のありそうな惑星の大気を詳しく分析して生命存在
を観測的に確かめる Life Finder、さらに数百ｋｍサイズの宇宙軌道に大型宇宙望遠鏡を多数配置し、
生命が存在すると確認された惑星表面の大陸や海洋の分布、物質組成などを調べる Planet Imager の
検討が進められている。 
日本では、安定で低温・低雑音の月面南極地域の永久影クレーターに同様な大型干渉計を展開す
る月面南極天文台が提案されている。いずれ有人活動の場となる月面の有効利用と、宇宙観測には
理想的な安定環境を提供する永久影クレーターの科学的価値に注目するものであるが、まだコンセプ
トの域を出ていない。 
いずれにせよ、今から 30 年から４0 年後、すなわち 21 世紀半ばまでには、このような望遠鏡が実現
すると私は予測する。｢生命｣はわれわれ地球人にとって重大な関心事であり、人間と文明自体を宇宙
に位置づける基本的な問いだからである。 
 
③ 将来展望２： 太陽系内の生命探査 
太陽系内の惑星、特に火星の探査から、ごく原始的ながら生命ないしその痕跡が見つかるかもしれな
いとの期待は、フィフティ・フィフティといえるくらいに高まっている。 
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当面は、火星やタイタンなどにおける無人探査のシリーズが続くが、生命の本格的探査においては、
二十年後ないしそれ以降と予想される火星有人探査に期待するところが極めて大きい。その前に無人探
査機が火星の湿地帯などに生命の兆候を見つける可能性も、遠隔探査技術の進歩を考えればないとは
言えない。しかし、この種の複雑な探査や研究では、有人活動の圧倒的な優位性は動かないだろう。 
もしも火星に生きているバクテリアのような原始的な生命が見つかれば、その遺伝子や基本的化学反
応が分析され、生命科学と社会に及ぼす影響の大きさは甚大なものとなる。地球上の生命という 1 例のみ
では、生命の多様性を推定することは困難だ。しかしもし火星の（あるいはタイタンでも良いが）生命という、
全く異なる起源を持つ 2 例目の生命が入手できれば、生命がいかなる可能性、いかなる多様性を持ち得
るか、そしてその多様性の中で我々はどういう存在かが科学的に推論できるようになる。我々は改めて、
｢生命とは、人間とは何か｣について大きく問い直すことになる。 
したがって、日本はぜひとも火星有人探査に参加すべきである。それは壮大な全人類的事業の共有・
明確なプレゼンスである。日本のそのような意志と実行は、日本社会と子供たちに大きな夢と希望を与え
る。そのために欠かせないのは、日本独自、あるいは米欧と共同しての惑星探査の継続であり、またスペ
ースシャトルなどにおける有人活動の経験と科学的活動の実践・蓄積である。 
 
④ 「宇宙における生命の可能性および生命存在の探査・観測」に関するまとめ 
○太陽系外の大型惑星の直接観測、形成の過程の理解は、すばるなど８－１０ｍ級望遠鏡、日米欧の
中型計画、ALMA、さらには 2015－2020 年頃には実現するだろう次期スペーステレスコープや日本
の大型計画スピカ、３０ｍクラスの次期地上大型光赤外線望遠鏡などによって、今後数年から十数
年でかなり進む。 
○生命の存在が可能な太陽系外地球型惑星（小型岩石惑星）の観測は、巨大惑星の百倍も困難で、
2015－20 年代に実現をめざすスペースの大型光赤外コロナグラフ（ＴＰＦ－Ｃ）や干渉計（ＴＰＦ－Ｉ
など）の成果にゆだねられる。 
○生命の兆候を太陽系外の地球型惑星の上に発見するのは、さまざまな将来ミッションの見通しや技
術的問題から考えて、地球型惑星の観測が可能となる十五－二十年後と想定する。日本も独自の
すばる、アルマ、ＳＰＩＣＡや、ＴＰＦ－Ｃなど米欧との国際共同ミッションで対応すべきである。 
○さらに将来は生命そのものの観測も技術的には可能だが、大規模な干渉計を月面の南極永久影ク
レーターや遠方の長距離スペース軌道上に展開してそれに挑戦するのは、三十年から四十年後で
はないだろうか。 
○図１や以下に示すＮＡＳＡ、ＥＳＡ、日本の計画が示すように、少なくとも今後十～十五年の惑星と生
命に向けた探求は、宇宙の全体的探求の平行的で多様なミッションの集合として着実に進行する。
宇宙･地上ともに、競合の中で多様な国際共同の展開も進むだろう。日本に必要なのは世界に先駆
ける独自の長期計画を実践する体制、見通しの良い予算、そして大胆な国際共同の組み合わせで
ある。 
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（３）米・欧の宇宙観測の将来展望 
１） 全体的な状況 
図１に、今後３０年程度までの宇宙観測の発展予測と、日・米・欧の宇宙観測将来ミッションをまとめた。
図１では現在運用中のミッションの一部（二重線による囲み）に加え、打ち上げ予定（囲みに本影つき）、
計画（半影つき）、検討（影なし）、コンセプト（破線による囲み）の各段階のミッションが含まれる。また米国
では非常に多くのミッション計画が走っているので、主なもののみとなっている。 
はじめにも述べたが、宇宙開発・宇宙科学は米国が圧倒的な力で先導し、欧州がそれに独自性で対
抗しまた協力しつつ、肩を並べようと奮闘している。 
米国（NASA）は、１．（１）で触れたオリジン計画を進めつつ、シャトル事故を踏まえて 2004 年 1 月に新
宇宙政策を打ち出した。スペースステーション後はまず月に有人活動拠点を構築し、その後、有人火星
探査を目指すとしている。欧州（ESA）もオーロラ計画として月・火星探査を打ち出した。 
ロシアや中国も、有人計画や月探査を考えている。ただしいまのロシア、中国、インドには宇宙科学と
いう点で見るべきものはまだあまりなく、日本は宇宙科学においてはこれら諸国にはるかに先行して、米・
欧を追っている形である。 
したがって日本の将来を考えるには、まず決定的に重要な米、欧の将来ミッションを見ておかなければ
ならないので、その主な流れを概観する。個別ミッションについては、末尾の参考資料 「日・米・欧の宇
宙観測ミッション計画一覧」 を参照されたい。 
図１ 日･米･欧の宇宙観測ミッションの展望 
 
　
1995
2000　　
2005
2010
2015
欧州　ESA米国　NASA日本　JAXA
Astro-E2 (MV)        　　　　　2005
「あすか」を受け継ぐX線観測衛星
Astro-E2 (MV)        　　　　　2005
「あすか」を受け継ぐX線観測衛星
Astro-F (MV)                     2005
70m冷却赤外線望遠鏡。全天探査、惑星の形成
Astro-F (MV)                     2005
70m冷却赤外線望遠鏡。全天探査、惑星の形成
Solar-B (MV)                     2006
可視光太陽望遠鏡（50cm)。太陽面爆発を解明
Solar-B (MV)                     2006
可視光太陽望遠鏡（50cm)。太陽面爆発を解明
MAXI (ISS・暴露部利用） 200８
宇宙ステーションでX線全天モニタ、世界に発信
MAXI (ISS・暴露部利用） 200８
宇宙ステーションでX線全天モニタ、世界に発信
EUSO (ISS・米日共同） ２０１０頃
宇宙ステーションから超高エネルギー宇
宙線の謎に迫る。米、日も協力
EUSO (ISS・米日共同） ２０１０頃
宇宙ステーションから超高エネルギー宇
宙線の謎に迫る。米、日も協力NeXT (MV)　　　　　　　　　　　　２０１０頃
硬X線反射鏡。宇宙初期、ダークマターなど
NeXT (MV)　　　　　　　　　　　　２０１０頃
硬X線反射鏡。宇宙初期、ダークマターなど
VSOP-2 (MV)　　　　　　　　　　２０１０頃
宇宙ＶＬＢＩ、宇宙ジェット・大ブラックホールなど
VSOP-2 (MV)　　　　　　　　　　２０１０頃
宇宙ＶＬＢＩ、宇宙ジェット・大ブラックホールなど
コロー　　　　　　　　　２００６
30cm可視光望遠鏡。太陽系外地球型
惑星をトランジット観測で検出をめざす
コロー　　　　　　　　　２００６
30cm可視光望遠鏡。太陽系外地球型
惑星をトランジット観測で検出をめざす
プランク　　　　　　　　 ２００７
1.5mマイクロ波望遠鏡で宇宙背景放射
を測り、宇宙膨張やダークマターに挑む
プランク　　　　　　　　 ２００７
1.5mマイクロ波望遠鏡で宇宙背景放射
を測り、宇宙膨張やダークマターに挑む
ハーシェル　　　　　　 ２００７　
　　　　
3.5m赤外線望遠鏡、個別天体観測
ハーシェル　　　　　　 ２００７　
　　　　
3.5m赤外線望遠鏡、個別天体観測
ガイア　　　　　　　　　 ２０１１
ヒッパルコス衛星の大型版。10億個の星
の距離を測り、数万個の惑星等を検出
ガイア　　　　　　　　　 ２０１１
ヒッパルコス衛星の大型版。10億個の星
の距離を測り、数万個の惑星等を検出
ＬＩＳＡ　　　　　　　　　　２０１１
3つのミラー衛星を数百万km離して軌道
に乗せ、重力波の本格観測を目指す
ＬＩＳＡ　　　　　　　　　　２０１１
3つのミラー衛星を数百万km離して軌道
に乗せ、重力波の本格観測を目指す
ハッブル宇宙望遠鏡 　 １９９３
2.4m宇宙軌可視光望遠鏡。 2010廃棄
フューズ 　　　　　　　　　　１９９９
極端紫外光の分光望遠鏡。宇宙全般
スピッツアー望遠鏡　　　２００３
口径85cm赤外線宇宙望遠鏡
ケプラー　　　　　　　　 ２００７
1m可視光望遠鏡。太陽系外惑星をトラン
ジット観測で多数検出をめざす
ケプラー　　　　　　　　 ２００７
1m可視光望遠鏡。太陽系外惑星をトラン
ジット観測で多数検出をめざす
SIM　　　　　　　　　　　　２０１０
可視光宇宙干渉計実証・TPFの準備
SIM　　　　　　　　　　　　２０１０
可視光宇宙干渉計実証・TPFの準備
JWST 　　　　　　　　　　２０１１
HSTの後継、6.5m大型可視・赤外望遠鏡
JWST 　　　　　　　　　　２０１１
HSTの後継、6.5m大型可視・赤外望遠鏡
チャンドラ　　　　　　　　　 １９９９
Ｘ船望遠鏡。宇宙全般
ＷＭＡＰ　　　　　　　　　　 ２００１
宇宙背景電波観測で大きな成果
ＸＭＭニュートン　　　 １９９９
Ｘ線望遠鏡。広視野で観測中
はるか＝ＶＳＯＰ (MV)　　　　 １９９７
世界初の宇宙VLBI観測衛星
アイソ　　　　　　　　　　１９９５
赤外線望遠鏡で大きな成果
ソーホー　　　　　　　　１９９５
太陽観測望遠鏡。
（この間、宇宙観測衛星の打ち上げなし）
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（おもな大型計画のみ）
ＨＯＰ　 ２０１０頃
オリジン･プローブの
一つ、カメラを分担
ＨＯＰ　 ２０１０頃
オリジン･プローブの
一つ、カメラを分担
オリジン･プローブ 　 ２０１０頃
Origins を支える中小型ミッション群。
オリジン･プローブ 　 ２０１０頃
Origins を支える中小型ミッション群。
EUSO　 ２０１０頃
欧州のISS搭載宇宙
線カメラを共同制作
EUSO　 ２０１０頃
欧州のISS搭載宇宙
線カメラを共同制作
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２） 米国の宇宙観測ミッション計画 
 NASA の宇宙科学の中核をなすオリジン計画と関連する主要な宇宙観測プロジェクト、NASA の宇宙科
学の進め方について概観する。 
① オリジン（Origins）計画の概要 
宇宙の起源・歴史から生命・人類の起源・宇宙生命までを含む宇宙の総合探査計画で、NASA の宇宙
科学の強力な長期的柱である（第一章参照）。 
オリジン計画は、以下の 3 主要分野で構成される。 
・ 宇宙の起源と歴史 
・ 星と惑星系の形成 
・ 生命存在が可能な地球型惑星の探査 
オリジン計画に位置づけられている主要・大型ミッションは、以下のとおりである。 (図１、及び参考資
料の一覧 参照) 
（現在運用中の主要ミッション） 
ハッブル・スペース・テレスコープ（HST）： 1990 年打ち上げ、2010 年頃廃棄予定。 
フューズ（Far-Ultraviolet Spectroscopic Explorer）： 1999 年打ち上げ、運用中。 
スピッツァー宇宙望遠鏡（Spitzer Space Telescope）： 2003 年打ち上げ、運用中。 
（2005－2010 年に開発・製作に入る主要ミッション） 
　　
　2015
2020　　
2025
2030
2035
欧州　ESA米国　NASA日本　JAXA
SPICA (HIIA）　　　　　　２０１５頃目標
3.5m赤外線望遠鏡、銀河・太陽系外惑星の起
源。　アジア諸国などとの協力を模索
SPICA (HIIA）　　　　　　２０１５頃目標
3.5m赤外線望遠鏡、銀河・太陽系外惑星の起
源。　アジア諸国などとの協力を模索
JASMINE (HIIA)　　　　 ２０１５頃目標
近赤外線で銀河系の力学的構造を精密に確定
JASMINE (HIIA)　　　　 ２０１５頃目標
近赤外線で銀河系の力学的構造を精密に確定
JTPF 　　　　　　　　　　　２０１５頃目標
可視・赤外線のコロナグラフで地球型惑星の　
大気を直接観測。ＴＰＦ－Ｃとの共同を検討
JTPF 　　　　　　　　　　　２０１５頃目標
可視・赤外線のコロナグラフで地球型惑星の　
大気を直接観測。ＴＰＦ－Ｃとの共同を検討
TPF-C 　　　　　　２０１４頃目標
4m×6m可視光コロナグラフ望遠鏡、地
球型惑星の大気や生命の可能性を調べ
る。日本も加わる可能性
TPF-C 　　　　　　２０１４頃目標
4m×6m可視光コロナグラフ望遠鏡、地
球型惑星の大気や生命の可能性を調べ
る。日本も加わる可能性
大型可視紫外望遠鏡　２０２0以後
JWSTの後継望遠鏡。ブラックホール、ダー
クエネルギーなどの本質に迫る
大型可視紫外望遠鏡　２０２0以後
JWSTの後継望遠鏡。ブラックホール、ダー
クエネルギーなどの本質に迫る
SAFIR 　　　　　２０１５－２０目標
スピッツアーの後継、10m大型赤外線望
遠鏡、銀河や天体の起源、惑星の生成
過程を調べる
SAFIR 　　　　　２０１５－２０目標
スピッツアーの後継、10m大型赤外線望
遠鏡、銀河や天体の起源、惑星の生成
過程を調べる
TPF-I 　　　　　　２０２０まで目標
3-4m赤外線望遠鏡数台の干渉計。地球
型惑星を多数観測、生命存在可能な惑
星を探査。ESOと共同も
TPF-I 　　　　　　２０２０まで目標
3-4m赤外線望遠鏡数台の干渉計。地球
型惑星を多数観測、生命存在可能な惑
星を探査。ESOと共同も
Life Finder　　　
宇宙に大型干渉計を展開し生命のありそ
うな惑星の大気を詳しく分析、生命存在
を観測的に確認
Planet Imager　　　　　　　　　
数百kmサイズの宇宙軌道に大望遠鏡を
配置、生命存在が確認された惑星表面
の大陸海洋の分布、大陸の物質を観測
XEUS　　　　　　　 ２０１４以降
JAXAと協力検討中の大型X線観測衛
星。日本との協力も検討
XEUS　　　　　　　 ２０１４以降
JAXAと協力検討中の大型X線観測衛
星。日本との協力も検討
DARWIN　　　　　　 ２０１４以降
赤外線干渉計による地球型惑星探査・
観測計画。NASAのTPF-Iと合同の方向
DARWIN　　　　　　 ２０１４以降
赤外線干渉計による地球型惑星探査・
観測計画。NASAのTPF-Iと合同の方向
月面南極天文台　
月面南極の安定な永久影クレーターに大型赤
外線干渉計を展開し、地球型惑星の大気や表
面、生命の証拠を観測　(有人設置）
2015－2025年のミッション
　集中的に計画を検討中
（ Cosmic Vision 2015-2025 ）
（主な柱と検討課題）
太陽系：
○太陽・地球・太陽系
○太陽系の起源
○太陽系内外の生命とその可能性
基礎物理学：　
○量子重力に向けて
○標準理論を越えて
○重力波宇宙
天文学：　
○宇宙の他の世界と生命
○初期宇宙
○激しく進化する宇宙
　等
2015－2025年のミッション
　集中的に計画を検討中
（ Cosmic Vision 2015-2025 ）
（主な柱と検討課題）
太陽系：
○太陽・地球・太陽系
○太陽系の起源
○太陽系内外の生命とその可能性
基礎物理学：　
○量子重力に向けて
○標準理論を越えて
○重力波宇宙
天文学：　
○宇宙の他の世界と生命
○初期宇宙
○激しく進化する宇宙
　等
（計画検討中）
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ケプラー（Kepler）： 2007 年打ち上げ予定の口径１ｍ可視光望遠鏡。 
SIM（Space Interferometry Mission）： 2010 年打ち上げ予定。 
JWST（James Webb Space Telescope）： 2011 年打ち上げ予定。 
TPF（Terrestrial Planet Finder）： 2014-2020 年打ち上げ目標。 
・TPF-C（TPF-コロナグラフ）： 2014 年打ち上げ目標。 
・TPF-I（TPF-干渉計）： 2020 年までの打ち上げ目標。 
（2015－2020 年に開発段階に入る主要ミッション） 
SAFIR （Single Aperture Far-Infrared Observatory）： 2015－2020 年打ち上げ。 
Large UV/Optical Telescope： 
（2020 年以降の未来ミッション） 
Life Finder 
Planet Imager 
 
② オリジンの支援・補強計画 
重要なのは、これら大型の主要ミッションのみでは連続性や優れた成果が生み出しにくいことを考慮し、
準備や補強となる中・小型の将来ミッションが用意されていることである。2004 年に第一段選定された 9 件
の「Origins Probe」がそれで、日本の JAXA（宇宙科学本部）が計画中の３．５ｍ赤外線観測衛星 SPICAに
搭載する中間～遠赤外分光器の提案や、HST の代替機を早期に打ち上げる HOP 計画、近赤外線によ
る宇宙膨張探査計画など多彩な検討が進んでいる（日本の研究者も当然、一部に参加している）。2005
年前半には詳細提案が出揃い、さらに検討が進む。 
 
③ オリジン計画が支援する地上等のプロジェクト 
宇宙だけでなく地上などの手段による観測研究も Origins 計画の視野に入っていることに注目したい。
具体的には、以下のものがある。 
・ 地上望遠鏡： Keck 望遠鏡（ハワイ、10mx２）、大型双眼干渉望遠鏡（LBTI:ア  
      リゾナ、8.5mx２）、などの装置開発・運用の支援 
・ 成層圏赤外線天文台（SOFIA）: ジャンボジェットに積んだ赤外線望遠鏡 
 
④ ボトムアップによる長期的な計画立案と開発、重厚な決定プロセス 
これら数あるミッションはどれも長期的視点に立った大型計画だが、それぞれの計画は決してトップダウ
ンではない。日本の宇宙科学研究所や国立天文台など大学・大学共同利用機関における大型科学の計
画と同様、すべて研究者が立案し実験し準備を重ねてきたボトムアップ型の計画である。なお旧
NASADA では実用衛星ミッションが中心で、基本的にトップダウン方式であった。 
日本の宇宙科学との大きな違いは、各計画は一定の段階で相当額の開発（Ｒ＆Ｄ）経費を獲得し、高
度な研究開発を重ねることである。その後何年にもわたって研究者の厳しい議論や批判にさらされること
は日本も同様だが、実験と実績を重ねた上で重厚なピアレビューによる科学的審査を突破し、最終的に
実施計画に乗る。最後の決定にもトップレベルの科学者が責任をもって加わる点が、また日本と大いに異
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なる。 
 
 
３） 欧州の宇宙観測ミッション計画 
① 欧州宇宙機関（ＥＳＡ）の宇宙科学の基本戦略と目標 
ESA の宇宙科学推進の基本戦略は、独自のミッションを意欲的に進めつつ、NASA との密接な協力で
より広い宇宙科学の成果と経験を獲得していくことにある。これからの日本は、欧州に見習うべき部分が
かなりあろう。 
ＥＳＡのホームページは、以下のように明確に述べている。 
「宇宙で行うサイエンス（宇宙科学）は、技術的独立性を確保し、ヨーロッパの文化的独自性を保ち、
科学に支えられた社会を支援し、そしてヨーロッパの能力とビジョンとを明確に示すための戦略的資
産である」 
この視点に基づき、ESA は宇宙科学に関して、以下の柱を立てている。 
○太陽系諸天体の探査、太陽系外惑星の観測 
○太陽、太陽物理学、太陽地球環境の観測研究 
○宇宙の起源と歴史の観測研究 
○宇宙を実験室とした物理学 
 
② 欧州のこれまでの主なミッション成果 
太陽系の探査では、ハレー彗星の核に接近してその本体のはじめての撮影に成功した、ジオット(1985
年打ち上げ)の成果が著しい。2003 年にロシアと共同で打ち上げた火星探査機マーズ・エクスプレスはプ
ローブが行方不明になった。しかし、NASA の土星探査機カッシーニ(1997 年打ち上げ)に搭載したＥＳＡ
の探査機ホイヘンスが今年 1 月に衛星タイタンの着地に成功し、極低温の天体表面の見事な映像を送っ
てきたのは、まさしく快挙である。また 2003 年には月探査技術試験衛星スマート１、2004 年には彗星探査
機ロゼッタを打ち上げている。 
宇宙観測分野では、数百万個の恒星の距離を初めて直接に測定した初期のヒッパルコス衛星の功績
が大きい。また、初めての本格的な赤外線観測衛星となった IRAS（1983 年打ち上げ）、その後継の ISO
（1995 年打ち上げ）がそれぞれ目覚しい成果を挙げて、この分野を大きく切り開いた。1999 年には大型 X
線観測衛星 XMM ニュートンを打ち上げ、数多くの観測成果を挙げている。 
 
③ 欧州の主な宇宙観測将来ミッション 
Coｒot： 2006 年打ち上げ予定の 30cm 可視光望遠鏡。 
Planck： 2007 年打ち上げ予定の大口径マイクロ波望遠鏡。 
Hershel： 2007 年打ち上げ予定の大型赤外線望遠鏡。 
GAIA： 2011 年打ち上げ目標のヒッパルコス衛星の大型版。 
LISA： 2011 年打ち上げ目標の壮大な宇宙重力波干渉計。 
Hyper： アセスメント中（2012 年以降？）。宇宙物理実験衛星。 
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XEUS： 2014 年以降。大型 X 線観測衛星。 
DARWIN： 2014 年以降、赤外線干渉計による地球型惑星探査。 
太陽系探査では、Beppi Colombo、Venus Express、Solar Orbit 等を開発中。 
 
④ コスミック･ビジョン（Cosmic Vision） 2015-2025  
 2004 年９月、ユネスコの Cosmic Vision Workshop で、1015－2025 年にヨーロッパがめざすべき宇宙科
学が大規模に議論された。主な柱とその課題は、以下のとおり。 
太陽系 
○太陽・地球・太陽系 ○太陽系の起源 ○太陽系内外の生命とその可能性 
基礎物理学  
○量子重力に向けて ○標準理論を越えて ○重力波宇宙 
天文学 
○宇宙の他の世界と生命 ○初期宇宙 ○激しく進化する宇宙 
 
米国も同様だが、基本的な科学の課題を総合的にレビューし、これまでの実績と蓄積をもとに独自に・
あるいは共同してその解決に寄与できるアイデアを探すのは、めざましく統合が進む最近のヨーロッパの
スタイルともなっている。上記の検討の具体化はこれからであろうが、総合的・継続的に衆知を集めてさま
ざまな計画を練り上げてゆくボトムアップ的スタイルには、学ぶべきものが多い。 
 
（４） 日本の宇宙観測ミッション計画と将来展望 
 
先の２．（２）「宇宙観測の将来展望」の中で、日本の宇宙観測ミッションが重要な長期的課題において
有効な役割を果たし得ることは見てきたが、上記２．（３）で述べた国際的な状況も踏まえたその具体的な
展望や方向性はどうだろうか。 
すでに述べたように、日本の宇宙観測は過去、小型ミッションを中心に順調に進められてきた。しかし
1990年代末のＭＶによる｢中型化｣において困難が発生し、1997年以来七年間ミッションが進まないという
異常事態になっている(図 1 を参照)。そうした状況も含めて、全体状況を概観する。予定･計画･検討中の
ミッションの個々の説明については、末尾の参考資料も参照されたい。 
 
１） ミッション計画 
○打ち上げが予定されているミッション 
Astro-E2 （Ｘ線観測、２００５年春打上げ予定、M-V ロケット） 
Astro-F （赤外線観測、２００５年度打上げ予定、M-V ロケット） 
Solar-B （太陽可視光望遠鏡、２００６年度打上げ予定、M-V ロケット） 
MAXI （Ｘ線全天モニタ、2007 年度打上げ予定、国際宇宙ステーション、ＨＴＶ） 
○計画中（2010－2015 年までに打ち上げ目標）のミッション（予算未定） 
EUSO （宇宙線、2010 年頃打上げ目標、国際宇宙ステーション、ESO と共同） 
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ＨＯＰ (ＮＡＳＡのＨＳＴ代替機計画のカメラ部分、2010 年頃打上げ目標) 
NeXT (Ｘ線観測、2010 年頃打上げ目標、M-V ロケット) 
VSOP-2 (スペースＶＬＢＩ（電波）、2010 年頃打上げ目標、M-V ロケット) 
○検討中（2015－20 年頃までに打ち上げ目標）のミッション 
SPICA (赤外線の大型望遠鏡、2015 年頃打上げ目標、H-IIA ロケット) 
JASMINE (恒星の精密位置測定、2015 年頃打上げ目標、H-IIA ロケット) 
JTPF (地球型惑星の探査、2015－2020 年打上げ目標、NASA と協力) 
 
 以上の中で NASA や ESA の主要計画に比すべき大型のものは、２０１５年以降を目指して検討中の三
計画だけ（うち JTPF は NASA との協力を検討）である。Astro-E2、Astro-F、Solar-B、NeXT、VSOP はい
ずれもMVロケットを用いる中型計画で、費用は米欧の大型の数分の１である。MAXIはスペースステーシ
ョン利用、EUSO、HOP はそれぞれ ESA、NASA の計画の一部分担で費用はさらに小さく、小型のレベル
である。 
従って、当面（ここ 10 年）は基本的に「小型だが、鋭い」宇宙科学のこれまでの路線を踏襲しつつ、中
型レベルへ発展させるものになっていると言ってよいであろう。 
宇宙観測の将来展望を踏まえて、計画の科学的意義と問題を各論的に概観する。 
 
２） ミッションの科学的意義と実行上の問題 
① 2005～2010 年： 「現在進行形」 段階 
2005～2006 年度には、ＭＶミッションが集中している。ＭＶ事故からの回復に時間がかかりすぎてし
まったためである。それは技術的問題のためだけではなく、前にも述べた日本の政策的問題が影響し
ていることは、指摘しておかねばならない。 
○「Ａｓｔｒｏ－Ｅ２」は 2000 年に打ちあがるはずだったＸ線の高感度衛星で、グレードアップして 2005 年
の打ち上げを期している。宇宙初期からの天体形成や高エネルギー現象での寄与が期待される。 
○「ＡＳＴＲＯ－Ｆ」は日本初の本格的赤外線望遠鏡(口径 69ｃｍ)で、低温による高感度に独自の工夫
を凝らした。｢すばる｣や｢ＡＬＭＡ｣との協力による太陽系外惑星観測、ダークマターの解明につなが
る銀河分布への寄与が期待される。 
○Ｓｏｌａｒ－Ｂは｢ようこう｣の大きな成果を発展させる日本初の宇宙光学望遠鏡(口径 50ｃｍ)で、磁場の
微細構造から太陽面爆発の発生源に迫る。 
以上が滞っているＭＶミッションで、いずれも優れた計画であり、十分な準備･製作がなされている。完
成度も国際的な期待も高い。速やかに実施すべきだが、予算の現状からは計画どおりの打ち上げが
可能か、心配なしとしない。７年間という空白をかかえた状況の中で、さらなる遅れが日本の宇宙科学
に与えるダメージは大きい。 
○ＭＡＸＩは現在世界的に欠けているＸ線の全天モニタで、国際宇宙ステーションの日本モジュール
「きぼう」の暴露部に搭載する、日本独自の先端的科学ミッションである。製作は十分進んでおり、地
球大気観測の｢ＳＭＩＬＳ｣とともに日本の国際的寄与が期待される ISS ミッションとして、速やかな打ち
上げを期すべきである。 
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② 2010～2015 年： 「計画」 段階 
この時期の打ち上げを目指す四つのミッションで期待される学術的価値と成果は、日本が重要部分
を分担する形での国際協力の二つ（ＥＵＳＯ、ＨＯＰ）を含め、特に「宇宙と物質の起源」の解明におい
て極めて高い。  
○「ＥＵＳＯ」はＥＳＡにＮＡＳＡも協力する独創的な宇宙線観測カメラで、宇宙ステーションに搭載し、
超高エネルギー宇宙線が大気中で発するチェレンコフ光を観測する。日本は理研などが独自の検
出技術で協力する計画である。 
○「ＨＯＰ」はハッブル・オリジン･プローブの略で、ＮＡＳＡの「オリジン・プローブ」の一つに第一次選択
されている。廃棄が決まったＨＳＴの代替機に、日本がすばるの技術を活かして中核となる超広視野
カメラを搭載する。「ＥＵＳＯ」とともに日本の特異技を生かした本格的な国際協力で、効率的に優れ
た成果をもたらせる。今後の国際共同のひとつのモデルともなろう。 
○「ＮＥＸＴ」はＡＳＴＲＯ－Ｅ２を継ぐ次期Ｘ線望遠鏡で、高エネルギーに焦点を当てる。「ＶＳＯＰ-２」は
世界初の宇宙ＶＬＢＩとなった「はるか＝ＶＳＯＰ」を継いで、一桁上の高性能化でブラックホールの核
心に迫る。どちらの計画も検討がしっかりなされており、実現すべき中型計画である。その実行のタ
イムテーブルについては、慎重な戦略的判断の上で早期に決定すべきであろう。 
総じて２０１０-１５年までを目指す計画は、これまでの日本の宇宙科学の伝統を引き継ぎ発展させなが
ら中型規模に進み、国際協力による効率的な計画推進などの新しい要素もとりこんでゆくものと評価さ
れる。問題は現在、どれも実現見通しが明確になり得ていないことである。この時期の計画をすでに
｢進行中｣の段階まで進めている米欧の状況（図１参照）に比べて大きな遅れが生じつつある状況は、
早急に解消しなければならない。日本の宇宙科学の確固とした方針が望まれる。 
 
③ 2015～2020 年頃まで： ｢検討｣ 段階 
「検討中」の三計画は、優れたものとするための具体化や体制づくり、資金の裏づけのもとでの高度
な検討（Ｒ＆Ｄ）がなお多く必要だが、宇宙観測の本質的課題に日本独自の発想で挑戦する、意欲的
なプランである。 
○「ＳＰＩＣＡ」は、「ＪＡＳＭＩＮE」とともにＨＩＩによる初の大型宇宙観測ミッションプランである。口径３．５
ｍの高感度赤外線望遠鏡で、太陽系外惑星の直接観測と惑星系形成、宇宙初期の歴史などに挑
戦する。ＮＡＳＡの｢オリジン･プローブ」にもとり上げられ、韓国･台湾から協力への関心も高い。これ
にコロナグラフを搭載して日本の地球型惑星探査「ＪＴＰＦ」の一環とする可能性は重要で追求すべ
きである。 
○「ＪＡＳＭＩＮＥ」は、星･銀河の構造と運動を大量・精密に測定する。ＥＳＡの大型計画「ＧＡＩＡ」が可
視光のため銀河面は測れないのに対し、赤外線で銀河面の計測を行うことに大きな特色がある。地
上電波干渉計ＶＥＲＡを継いで銀河系の構造と運動を解明し、ダークマターの分布はもとより、太陽
系外惑星多数の検出も目指す。 
○「ＪＴＰＦ」は、すばる望遠鏡による太陽系外惑星の直接観測の試みを継いで、太陽系外の地球型惑
星と生命存在の可能性に挑む日本の計画の総称である。ＳＰＩＣＡへの赤外線コロナグラフの搭載、
口径６ｍのＮＡＳＡのＴＰＦ－Ｃのコロナグラフ部分を分担するなど、独自性と国際協力で地球型惑
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星の直接観測を目指す。太陽系探査と連携しつつ、確固とした推進を図るべき重要な戦略テーマ
である。 
この時期に向けては、ほかにも優れたミッションがあり得ると考えるべきで、ボトムアップによる計画の発
掘と育成のシステムを強化する必要がある。 
また、ＨＩＩを用いるこうした本格的な大型宇宙科学ミッションをどのように進めるのか、今の日本の宇宙
開発においては、その仕組みがまだ十分整えられていない。これも、早急な対応を考える必要がある。 
 
（５） 日本の太陽系探査について 
 
1) 太陽系探査とその概況 
 スペースでの太陽系探査を含め、太陽系科学が目標とするところは、○地球と太陽系の起源の解明、
○惑星の進化と多様性の解明、○生命の発生・進化に必要な環境の解明、○太陽・太陽系プラズマ現
象の物理的素過程の解明、などである。 
 太陽系探査は、米・ソの二超大国によって競われた初期の「大航海」時代を経て、多方面にわたる学術
探査の時代に入っている。リードする米国につづく欧州、続いて活動を開始した日本を含めた多様な国
際展開となり、さらに中国やインドも参加しようとしている。この中で日本の役割は、｢三極｣の一柱をしっか
り担うことであろう。 
 日本はこれまで、以下のテーマを重点に学問的展開を図ってきた。 
○太陽系諸天体の構造と起源： 
1985 年「すいせい」、1990 年「ひてん」から、現在小惑星サンプルリターンを目指す｢はやぶさ｣(2003
年打ち上げ)が航行中。また、HII で本格的に月を目指す意欲的ミッションＳＥＬＥＮＥを推進中。 
○地球も含めた惑星大気観測： 
数多くの地球観測衛星のほか、火星大気探査機｢のぞみ｣(1998 年打ち上げ、火星軌道投入に失敗)
の経験などを踏まえ、国際宇宙ステーション利用の先端的ミッション「ＳＭＩＬＥＳ」も含めて地球環境の
総合的理解と惑星大気の研究へ展開する。 
○惑星磁気圏・プラズマ物理観測： 
地球の磁場発生機構・磁気圏活動をより広い視点から理解する。運用中の「GEOTAIL」(1992 年打ち
上げ)から、将来は惑星磁気圏にも発展を図る。 
 
２） 日本の太陽系探査ミッション計画 
（打上げが予定されている太陽系・惑星探査ミッション） 
○SELENE (月周回軌道からの探査、2006 年打上げ予定、HII-A ロケット) 
○SMILES（地球大気微量成分観測、2007 年度打上げ予定、ISS 暴露部利用） 
○Planet-C（金星周回軌道からの探査、2008 年度打上げ予定、M-V ロケット） 
○Bepi Colombo (ESA と協力による水星探査、2012 年打上げ予定、ソユーズ) 
（計画中（2010－2015 年までに打ち上げ目標）のミッション） 
○SELENE-2 (本格月探査、20１2-15 年打上げ目標、HII-A ロケット) 
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○小惑星サンプルリターン２（2012-15 年打上げ目標、HII-A ロケット) 
○SCOPE（磁気圏編隊飛行観測、2012 年打上げ目標、M-V ロケット) 
2008 年までの三ミッションはいずれも製作準備が進んでいるが、宇宙観測と同様、これらのミッションの計
画通りの実施に関してはまだ不安がある。すみやかな実施により、今後の見通しを明確にするべきであ
る。 
太陽系探査は、とりわけ工学面との関連性が強い。2010 年以降の長期ミッションは、太陽系探査の長
期的展望の中での科学的位置づけ、宇宙観測ミッションとの関連、日本が獲得すべき宇宙技術などとの
十分な整合性と戦略性の中で進めねばならない。そのような調整・検討の仕組みや戦略性を、透明性や
コミュニティとの関連も含め、早急に確立してゆく必要がある。宇宙観測分野でもある程度言えることだが
惑星科学においては、宇宙科学コミュニティの形成が遅れている面がある。宇宙観測に関連して前に述
べた課題と合わせ、十分前向きな体制検討が望まれる。 
 
（６）日本の宇宙技術開発と宇宙工学ミッション 
 
１） 当面の目標 
スペースにおける天体観測や多面的な太陽系学術調査の新しい展開を開くためには、先端的な宇宙
技術の開発が不可欠である。これまで延べてきた日本の宇宙科学の流れの中で見るとき、まず以下のよう
な点が目標となろう。 
○多くの大学や民間等においても参加できるよう、ミニ衛星などの参加チャンスを増やし、宇宙科学・宇
宙技術･宇宙産業への参加層を大幅に広げること。 
○さまざまな有人での科学活動を将来進めていくため、国際宇宙ステーションなどによる有人宇宙技術
をいっそう積極的に開発・蓄積すること。 
○月・惑星表面への着陸技術、長期滞在と各種遠隔調査技術などを獲得し、多面的な月・惑星探査を
可能にしてゆくこと。 
○多様な観測システムなどを宇宙で実現するため、最適サイトへの展開や複数衛星の編隊飛行、各波
長での干渉計技術などを導入・開発すること。 
○より遠い天体へ探査を拡げるため、低ココストの輸送法などを開発・獲得すること。 
 
２） 宇宙技術の開発課題 
 上記を踏まえた具体的な技術開発の課題について、ＪＡＸＳＡなどで検討中のアイデアやプランも参考
にしつつ、以下にまとめを試みる。 
① 衛星基盤技術の開発 
次世代宇宙技術の開発・実証、小規模・高頻度の科学ミッションの計画的実施、技術の蓄積と若手技
術者・科学者の養成などを目的に、大学や企業でも数年の準備で打ち上げられる小型ピギーバッグ衛
星シリーズ INDEX を推進する。随時余剰ペイロードを利用するもので、オーロラ観測、光ファイバージ
ャイロ実証、ナノ・ジャスミン等の計画がある。宇宙への参加機会・参加層を大幅に広げることを期待す
る。 
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② さまざまな段階の宇宙基地での活動のための技術開発（有人活動を含む） 
ロボットと人間の働きは近未来ではまだ本質的に異なり、有人の役割が大きいことに留意しなければな
らない。従って国際宇宙ステーションでの宇宙有人活動の蓄積は重要であり、今後も積極的に進める
べきである。与圧室内の各種実験、暴露部でのＳＥＤＡ，ＭＡＸＩ、ＳＭＩＬＥＳをはじめ、宇宙基地で本
格的な有人・無人の科学活動を展開する。 
また、スペースや月面での中継基地や天文台、火星の有人探査、惑星間航行などを念頭に、段階を
踏んで技術開発を行う。宇宙空間での大規模構造展開技術や遠方拠点での観測活動・維持技術の
蓄積など無人でのさまざまな可能性の追求と、宇宙ステーションなどを利用した有人での大構造の組
み立て・調整・科学活動により、有人･無人の活動のそれぞれの役割を整理拡大しながら、将来の可能
性を着実に拓いてゆくべきである。 
○月・惑星表面での科学・探査技術の開発 
はやぶさ、ＳＥＬＥＮＥにつづく SELENE-2 を他天体上での活動の本格的なスタートとし、他天体着陸、
月からの宇宙観測、各種ローバによる地質探査・精密観測、内部構造や生命痕の探査、サンプルリタ
ーン探査などを積み上げてゆく。 
○宇宙空間での多点観測・複数衛星編隊飛行技術の開発 
SCOPＥなどにより編隊飛行技術を蓄積し、複数衛星によるスペース-スペースＶＬＢＩをはじめ、赤外
線・可視光・Ｘ線干渉計や、将来型宇宙科学施設の展望を開く。 
○より遠方の探査をめざす次世代宇宙航行技術の開発 
HII-A ロケットを用い、光子圧によるソーラーセイル推進と薄膜太陽電池による超高比推力イオンエン
ジンを併用し、木星への宇宙航行を行うソーラーセイル計画など、より簡便安価な宇宙航行の手段を
開発・実現する。 
宇宙工学・技術開発においても、宇宙科学を含む具体的な宇宙活動の展開が目指す基本戦略との整
合の中で着実な推進が重要である。そのような戦略的開発を進める仕組みを整備強化することが課題だ
が、現在はたとえば宇宙科学･宇宙工学の縦割り組織も含め、今後の大きな展開のための要請に対して
十分な状況にはない。 
ＪＡＸＳＡへの統合をプラスに活かし得るかどうか、問われるところでもある。 
 
（７） まとめ: 日本の宇宙観測のロードマップ 
 
 図２に、以上を踏まえた宇宙科学の展望とロードマップをまとめた。２．（２）～２．（４）で詳細に検討した
宇宙観測に、２．（５）太陽系探査、２．（６）宇宙技術の概観を加味したものである。 
 これまでのまとめをかね、宇宙観測を中心にロードマップをやや具体的に概観する。 
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国際宇宙ステーション計画
火星有人探査(月面有人探査開始) 長期月滞在(月面基地)(米国新宇宙政策)
図２．宇宙科学の将来展望とロードマップ　（ＪＡＸＳにおける検討資料をベースに一部改変）
2005 2010 2015 2020 2025年度
△シャトル退役
2030
Astro-E2（X線）
月面上・軌道上観測施設
太陽系利用施設
　月・地球型惑星探査
深宇宙航行技術・編隊飛行技術
月惑星着陸技術・惑星表面移動・試料採取技術
Solar-B（太陽）
木星型惑星探
査
　太陽系辺境探査SＥＬＥＮＥ（月）
　惑星内部探査サンプルリターン
　　はやぶさ（小惑星）　　
Planet-C（金星）
（Bepi-Colombo（水
星））
Astro-F（赤外線）
宇宙輸送手段の劇的な低コスト化
宇宙における大規模構造物の建造技術(有人含む）
惑星往還技術
次世代型小型衛星の展開による新しい科学分野の創造
コロナグラフ・干渉計生命存在惑星探査望遠鏡
惑星表面探査（金星気球、火星飛行
機）
203５
月面基地・月面天文台・/ Life Finder
　 　
宇 　
宙 　
観 　
測 　
　太陽系探査
宇宙技術
ＮＥＸＴ（X線)
SMILES（地球大気）
軌道上望遠鏡　- 全波長域への展開・大型化・多様化
編隊飛行、スペースポート/観測基地など
MAXI（X線モニタ）
SPICA, JASMINE, 
JTPF　など
スペースシャトル利用観測
スペースシャトルなどにおける有人技術の蓄積
超ひも理論、物質と空間時間の起源？ダークマターのなぞ解ける？ ダークエネルギーのなぞ解ける？
太陽系外惑星の生命確認観測　太陽系外星の生命可能性観測、火星生命の有無太陽系外惑星直接観測、地球型惑星確認
展 　
望
SELENE-2（月）、小惑星サンプルリターン、
SCOPE など
VSOP-2
有人による科学活動の継続
（ＨＯＰＥ）
日本のミッション(検討中）
日本のミッション（予定）
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２） 20 年後 （2025 年頃）   
○ このころまでにダークエネルギーに（たぶん）答えが出れば、空間の新しい物理学とともに、世
界の本質についての理解が大きく一歩進む。 
○ ○生命に絡む太陽系外の地球型惑星の観測が目覚ましく進む。おそらく生命存在の兆候
が、TPF を中心とする一連の国際共同ミッションで発見されるだろう。  
○いっぽう火星では、有人探査により、この頃までに（もしあるなら）原始的生命が発見される。日
本人宇宙飛行士もぜひ、この世紀の探検に参加していてほしい。 
○｢宇宙の生命｣は社会の大きな関心を呼び、地球生命と人類の位置づけは大きな転換を迎え
る。 
○宇宙の起源でキーとなる日本の計画は、スペースではＳＰＩＣＡ、ＪＡＳＭＩＮE。地上ではアルマ
に加え、次期大型(口径 20－30ｍ)地上望遠鏡が活躍する。 
○惑星･生命分野での日本の計画は、スペースでは JTPF がＳＰＩＣＡ、ＴＰＦ－Ｃを含んで、独自･
国際両面での展開が期待される。地上では、やはりＡＬＭＡと次期大型地上望遠鏡だが、地球
型惑星探査よりも、惑星形成に重点が置かれよう。 
１） 10 年後 （2015 年頃まで）   
○ダークマターが決着し、素粒子論にも(おそらく重要な新粒子で)一石が投じられる。ダークエネ
ルギーの理解は進むが、答はまだ出ないだろう。宇宙からの観測は、その重要性を徐々に増し
ながら、地上からの宇宙観測、および地上における素粒子実験・理論とタイアップして進むこと
になる。 
○太陽系外の大型惑星の直接観測による大気などの理解、太陽系外惑星系の形成過程の理解
が進む。地球型惑星の存在頻度がスペースでの間接的観測から理解される。多数の惑星系の
中での太陽系の位置づけが、ほぼ理解される。 
○宇宙の起源でキーとなる日本の主な装置･計画は、スペースではＡＳＴＲＯＥ２，ＮｅＸＴ、ＨＯＰ
などの重要度は高く、この頃までには実施され成果が出ているはずである。地上ではすばる(＋
超広視野カメラ)、アルマが活躍する。 
○太陽系外惑星でキーとなる日本の装置･計画は、スペースではＡＳＴＲＯ－Ｆ、地上ではすばる
（＋次世代ＣＩＡＯ）、ALMA である。いずれの場合も、スペースと地上との相互の補完性は大変
優れている。 
○ＭＡＸＩ、ＶＳＯＰ－２、EUSO は、宇宙の高エネルギー現象、ブラックホールなどの解明に活躍
する。 
○太陽系探査では、月を初めとして惑星探査の基本的経験が蓄積される。特に月は、ＳＥＬＥＮＥ
など早くから計画を進めてきた日本の活躍が大きいはずである。その先に描くものは、米･欧と
共同での火星やタイタン、彗星などの惑星表面探査が魅力的である。 
○有人活動を強化し、火星有人探査への日本の参加を具体的に進める。 
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３．展望の実現に向けて日本がとるべき具体的方策 
 
（１）宇宙科学の将来展望を踏まえた現在の問題点 
宇宙科学と宇宙観測分野の発展を展望したとき、現在の日本の宇宙開発・宇宙科学がさまざまな困難
を抱えていることを、折に触れて述べてきた。それはもちろん単純ではないが、私なりにまとめることを試
みれば、 
 
1） 21 世紀前半の宇宙科学の展望としては、宇宙の生命に関する科学が宇宙・物質・空間・時間の起源
に並ぶ最重要テーマとして発展し、宇宙からの観測と太陽系探査の両面から、地球外天体・太陽系外
の生命が視野に捕らえられるだろうこと。 
 
２） その視点から見て、2015 年頃までに為すべきミッションは日本の宇宙科学の実績の上に優れた方向
がほぼ出そろっていること。しかし MV の事故に加えての予算削減等で実施に向けた検討が停滞し、
３） 30 年後 （2035 年頃）  
○このころまでには、ビッグバンのはじまりや、超紐理論など新しい素粒子の理論が、実験的・
観測的証拠により確実な一歩を踏み出すかもしれない。そうなれば、時間、空間、物質の統
一的理解が、この段階で大きく飛躍する可能性が高い。物理学と宇宙論の新たな時代の到
来である。 
○またこのころには、太陽系外の地球型惑星に｢生命存在の証拠｣が見出される可能性が高
い。そうなれば、さらに将来に向けて、超大型の宇宙望遠鏡の計画･準備が加速するだろう。
○たとえば月面の南極永久影クレーターや遠方のスペース軌道上に大規模な可視光・近赤外
線干渉計を展開して、地球型惑星の陸と海を見分け、超精密分光で地植物帯のスペクトル
を捕らえるなど、生命そのものの観測に挑戦する。 
○平行して地球外の宇宙における文明探査（SETI の発展）が進み、この宇宙で文明は地球だ
けか、どれくらい希少なものであるかが、明確に認識されはじめる。 
○これらの発展には、宇宙での有人活動が必須である。ロボットが活躍するにせよ、未知の領
域において人間の能力に期待するところは、極めて大きい。 
○宇宙での科学観測は、地上を凌駕する。適切な場所（ラグランジェ点、あるいはもっとはるか
遠方の木星軌道近辺）のスペース基地周辺、ないし月面基地が中心となってゆくかもしれな
い。月では南極･北極の永久影クレーターのほか、裏側も電波観測に好適である。 
○国際共同は大いに進んで、日本はその重要な一員として活動する。 
○このころには産業的活動も進み、さまざまな規模の有人･無人の観測施設が展開されるだろ
う。その中で宇宙での科学は、日常的なものになる。 
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長期の空白を生んでおり、過去の日本の高い業績からの失速もしかねないこと。従ってなすべきことは、
それらミッションの早急で有効な実施、そのための体制整備・強化であること。 
 
３） 2015 年頃までに解決されるのはどの課題も道半ばで、その先、２０２０～２０２５年頃までの長期計画
が重要であること。それについて日本では、個別の検討は始まっているものの大きなビジョンや統一性
にまだ欠けており、科学的見通しに立った長期計画のレベルに至っていないことは重大で、研究者・技
術者・広い科学コミュニティに依拠し、ボトムアップによる優れた計画発掘や戦略的議論を進める体制
が必要であること。 
 
４） 一方で、省庁合併に伴い宇宙開発委員会が統合機能を失うなど、日本の宇宙開発の舵が見えなくな
っていること。これに、体制を強化して克服すべき失敗を責めて予算を減らすという科学技術政策上あ
ってはならない対応も重なり、予算の見通しのなさがさらに重大な状況（当事者の気力の喪失・将来展
望の欠如）を招いていること。 
 
 私見を交えた以上の視点に立ち、検討･対応すべきと思われる方策について、以下思いつくままに述べ
る。 
 
（２）組織的･政策的課題 
 おそらく最も重要なのは、日本の宇宙開発に関わる組織的･政策的課題であろう。(日本の科学一般に
も当てはまることが多い)。 
① 統一的･長期的な日本の宇宙開発政策を取り戻す 
 象徴合併の中で、宇宙開発委員会はかつて持っていた「日本の統合的宇宙開発政策を策定する」機
能を失った。その結果いま、日本の宇宙開発は、｢漂流｣しているといって過言ではない。その心配は省庁
合併時に強く指摘されたが、省みられなかった。 
同時に、欧米における科学者の政策決定における重要な役割に注目すべきである。いま日本で随所
に見られる民間委員の過度の重視（科学者への過度の不信もあるようだ）は、社会的視点の導入には有
効だが、一方で長期的視点を持つ｢科学｣は、どこかに吹き飛んでいる。これで、｢科学技術立国｣が成り
立つだろうか。 
よって、以下を提言する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
提言 (1)  
宇宙開発委員会に総合的（省庁を超えた）機能を復活させる。総合科学技術会議がすべてを
じかに仕切ることは不可能であり、相互の関係を適切に検討して、責任ある体制を構築するこ
と。 
提言 (2)  
宇宙開発委員会のもとに優れた科学者･技術者をバランスよく重厚に配置して、責任ある委員
会活動を行うこと。 
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② ミッションの大型化に対応し優れた科学長期計画を推進する体制の構築 
科学の発展は、多くの研究者の優れた発想と共同に基づいて長期的に進むものである。思い付きやト
ップダウンで大きな計画を進めるのは、科学にとって命取りである。日本でもそうした例は、過去も現在も、
決してなしとしない。 
特にこの種の大型科学の長期的発展において重要なのは、 
(a) 科学的発想に基づく優れた提案 (提案フェーズ) 
(b) 競争的雰囲気の中で時間と労力をかけた準備･実験・検討 （Ｒ＆Ｄフェーズ） 
(c) 長期的指針と重厚透明な科学的・技術的審査に基づく採択 (採択フェーズ) 
(d) 部外者によるチェックを受けつつ透明性をもって推進 (実施フェーズ) 
の各段階をしっかりと踏むことである。 
ここで (a)～(c)が科学に必須なボトムアップのプロセスであり、(c)～(d)が、国策につながるトップダウン
的（もちろん科学的判断に基礎を置かなければならない）策定・実施プロセスである（各段階に微細構造・
チェック構造が必要）。国策的大型科学は、この両者がしっかりかみ合って進むものでなくてはならない。
日本でも基礎科学分野における大型加速器や大型望遠鏡計画などでは、不十分な面も含みながらでは
あるが、ほぼこのような体制ができあがりつつある。 
日本の宇宙開発でこれがしっかり行われてきたかといえば現状は不十分で、宇宙科学も含めて改善の
余地が大いにあるというのが、私の見解である。特に中型から大型化に向かう現状を踏まえれば、長期ミ
ッションを十分検討準備する場、提案を戦略的･科学的に判定する場、透明性と国際性をもって強力に実
行するシステムへの改善が迫られている。  
大型化も踏まえつつ宇宙科学ミッションを進めるため、以下の諸点を提言する。 
 
 
 
 
ここでは、JAXA 宇宙科学研究本部の｢理学･工学｣の二本立てを、廃止も含めて見直すことを提言した
い。かつては良い役割も果たしてきたが、いまや古い体制で、縦割り・統一不足を招いている。コミュニ
ティを思い切って拡大するには、これまでの立場から一度離れて宇宙理学委員会も宇宙工学委員会
も基本的に見直し、コミュニティとそれとの新たな関係の再検討から始めるべきであろう。 
 
 
 
 
（１）とも関連するが、例えば NASA では FUSE はコロラド大学、Spiter はカリフォルニア工科大学などが
アイデア、頭脳、一定の人手を持って本格的に参加し、打ち上げ後はデータセンターなどを担当して、
明確なプレゼンスのもとで優れた科学成果を出している。ミッション予算は基本的に NASA からだが、
大学が寄付により装置を自力製作することもある。日本では寄付はほとんど望めないが、競争的資金、
JAXA からの資金などにより大学や外部研究機関の多様な参入（参入により大学等が利益を得ることが
提言 (3)  
大きな科学コミュニティによる、オープンで統一的な検討の仕組みを構築すること 
提言 (４)  
大学・研究機関との協力による広がりと発展を獲得するシステムを構築すること 
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重要）を進める近代的なシステムを積極的に構築することを提言する。 
 
 
 
 
これまでは、｢宇宙理学委員会｣｢宇宙工学委員会｣が実質上ミッションを決定していた。小型ミッション
の時代はそれでも良かったが、大型化し国策的判断が迫られる中で、 JAXA を越えた大きな場でのア
セスメントと判断が必要になっている。そのような判断の場は、科学と技術に根ざし、かつ透明性の高
いものでなくてはならず、総合機能を持つ宇宙開発委員会に重厚な組織としておかれるべきである。 
また宇宙開発委委員会は、優れた科学者･技術者を数多く集め、評価や各種審査を行う機能を充実さ
せることが重要である。 
 
 
 
すでに多くの指摘があるとおり、日本の宇宙開発･宇宙科学の予算は、経済規模に比べて極めて少な
い（GDP 費で欧州の半分以下）。それがさらに不安定になっている状況は、危機的である。そのため
に、 
当面、宇宙科学にかつての 200 億円規模の年間予算を復活すること。 
今後 5～10 年以内に、ＧＤＰに見合って宇宙科学予算を 1.5～2 倍加すること。 
また、しっかりした長期的ミッションの遂行のため、大型ミッションであれば少なくとも数億円規模の R&D 
経費を保証すべきである。 
 
（３）国際共同の積極的・戦略的推進 
 
 
 
  
これまでも宇宙科学のミッションはその多くが NASA との共同で進められてきたが、計画されている宇宙
科学ミッションの中には HOP、EUSO、JTPF など、太陽系探査では Bepi Corombo のように、NASA や
ESA の計画に日本が独自技術と経験をもって乗り込む形のものも増えてきているのは喜ばしい。NASA
も ESA も、独自計画は進めながら、この種の“乗り込みミッション“でも効率的に成果を上げてきた（宇宙
研の X 線衛星や「ようこう｣「はるか」「Solar-B」などへの NASA の参加を見よ）。この形態も含め、多様で
意欲的な国際共同を進める方針を明確にすべきである。 
最近宇宙科学本部で国際共同ミッションについて意識的に取り上げはじめていることは歓迎される。た
だし多様な資金源を持つ米･欧に対応するため、概算要求だけでなく JAXA の資金や競争的資金など
が有効かつ多面的に使える仕組みも必要である。 
なお、法人化により国際共同はしやすくなったが、そのためには従来の国立組織では困難であったさ
提言 (5)  
戦略と科学に根ざした透明性の高い選定のプロセスを構築すること 
提言 (6)  
安定的な予算の確保と、Ｒ＆Ｄのための研究資金を保証すること 
提言 (7) 
多様で意欲的な国際共同を進める方針を明確に打ち出すこと 
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まざまなスペシャリストの導入・養成も欠かせない。真の国際研究組織としては研究者･技術者･事務組
織が従来のような縦割りでは機能しないことを踏まえ、JAXA としては科学・技術の理念が全体をリード
し、国際的な場でも常に意思が明確でプレゼンスが高いような組織への改革にも、積極的に取り組ん
でいただきたい。 
 
（４）有人活動の継続発展 
 
 
 
 
国際宇宙ステーションＩＳＳは、人類の宇宙活動の発展を目指す壮大な実験である。全費用に対す
る科学的成果の効率性をもって国際宇宙ステーションを過小評価する意見には、組みすることはない。
宇宙ステーションはさまざまな問題は抱えてきたけれども、人類の宇宙進出のフロンティアを代表する
ものであり、科学的活動とその成果は重要だが結果として生まれるものである。この壮大な実験に参画
し、宇宙飛行士の活躍も含めて着実に分担建設を進めてきたことは、日本が誇るべきことである。 
宇宙ステーションは、有人活動の経験と蓄積、宇宙における科学と技術、そして人類の宇宙への発展
の重要な第一ステップをもたらす。日本が将来の有人宇宙活動に取り組むことを目指すなら、宇宙ス
テーションこそその重要な第一段階なのは、誰の眼にも明らかであろう。一方ロボットへの過信には、
疑問がある（HST における議論の経過を見よ）。遠い将来はともかく、人間の持つすばらしい能力は、
宇宙における創造的で多面的な活動に際して、大いに発揮され続けるであろう。 
したがって、当面はここまで建設が進み目の前にある宇宙ステーションにしっかり取り組み、１０年先に
新たな展望を開くことこそ、重要である。日本がここまで積み上げた技術と経験、活動に自信を持ち、し
っかりした長期政策を持って自前の道を進むと同時に、米、欧、状況によっては露、中などともしっかり
連携しつつ、宇宙の有人活動に着実に参画してゆく。日本が宇宙という場で国際的プレゼンスをどう
発揮してゆくか、国際的視野で多面的に考えるべきであろう。 
なお、有人輸送機を独自に開発すべきか否かに関しては、私はいま特段の意見を持ち合わせていな
いことを告白しておく。もちろん、技術的・経済的検討を進めることは重要である。欧州との共同開発な
ども、真剣に考えるべきかと思われる。 
ただ中国に対抗意識を燃やすのでは、足元が崩れる心配もなしとしない。 
 
 
提言 (8) 
国際宇宙ステーションを重要な足がかりに、有人宇宙活動の継続発展を図ること 
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（参考資料） 日本、米、欧の宇宙観測ミッション計画：特徴と一覧 
 
本論の基礎となった日米欧の宇宙科学将来ミッションを以下に一覧としてまとめ、適宜コメントをつける。 
 
 
１・【日本の宇宙観測ミッション計画】 
 
打ち上げが予定されているミッション 
Astro-E2 （２００５年春打ち上げ予定、M-V ロケット） 
｢あすか｣を受け継ぎ、広いエネルギー範囲で高感度と分光能力を持つ X 線観測衛星。超高温の宇宙
プラズマや原始的銀河を観測し、宇宙の構造と進化、ブラックホールの活動を解明。2000 年の打ち上
げで軌道に乗らず、再製作により高機能化。 
Astro-F （２００５年度打ち上げ予定、M-V ロケット） 
口径６９ｃｍの冷却赤外線望遠鏡。NASA のスピッツァー衛星(2003 年打ち上げ、85cm)は個別の天体
観測、Astro-F はこれと相補的な全天探査観測が中心。最遠方銀河や原始惑星系の探査ですばる望
遠鏡とタイアップし最先端の観測を推進。 
Solar-B （２００６年度打ち上げ予定、M-V ロケット） 
日本がはじめて打ち上げる可視光望遠鏡(口径 50cm)。「ようこう」の大きな成果を受け継ぎ、太陽表面
の微細磁気構造を最高の分解能で観測、太陽面爆発(フレア)の発生機構を突きとめる。国立天文台と
共同。 
MAXI （2008 年打ち上げ予定、国際宇宙ステーション） 
国際宇宙ステーション（ISS）で日本が行う先端宇宙科学観測。JEM 暴露部（日本独自のプラットホー
ム）に搭載。現在欠けている X 線モニタ観測を ISS 軌道から高感度で行い、ガンマ線バーストなど突発
的高エネルギー現象をとらえ世界に発信する。 
 
計画中（2010－2015 年までに打ち上げ目標）のミッション 
EUSO （2010 年頃打ち上げ目標、国際宇宙ステーション利用・ESO と共同） 
宇宙線シャワーが大気中でおこすチェレンコフ光を国際宇宙ステーション上の大型広視野カメラから
撮像し、地球大気全体を検出器として超高エネルギー宇宙線の謎に迫る、ユニークな計画。大気発光
現象など地球科学への応用も期待。理科学研究所などが ESO と協力。 
ＨＯＰ (2010 年頃打ち上げ目標、ＮＡＳＡのＨＳＴ代替機計画のカメラ部分協力) 
ＮＡＳＡが 2010 年頃にＨＳＴを廃棄後、次期大型のＪＷＳＴ打ち上げまでのギャップを埋めるため、ＨＳ
Ｔ同型機に新鋭観測装置を載せて打ち上げる検討が米国で進んでいる。日本のグループがすばる望
遠鏡での経験を生かし、中核となる超広視野カメラの開発を担当。 
NeXT 計画 (2010 年頃打ち上げ目標、M-V ロケット) 
波長の短いＸ線（硬Ｘ線）において世界初となる反射望遠鏡による撮像観測を行う。宇宙に大きな構造
が形成される際に生成されると考えられる高エネルギー粒子の分布を探り、宇宙における構造形成の
過程を追跡し、主役と考えられる暗黒物質の分布・性質を探る。 
VSOP-2 計画 (2010 年頃打ち上げ目標、M-V ロケット) 
宇宙空間に電波望遠鏡を設置し、地上の電波望遠鏡と組み合わせて超長基線干渉計を形成する。
VSOP-1 号機「はるか」にくらべ短波長での観測を行い、世界最高の撮像性能を実現する。活動銀河
中心核の大質量ブラックホール、宇宙ジェットの生成メカニズムなどを解明する。 
 
検討中（2015－20 年頃までに打ち上げ目標）のミッション 
SPICA 計画 (2015 年頃打ち上げ目標、H-IIA ロケット) 
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中間赤外線・遠赤外線観測のために口径 3.5 m の望遠鏡をラグランジェ点に置く。大口径・高感度で、
宇宙構造・遠方銀河・星・太陽系外惑星系の形成史を探る。 
JASMINE 計画 (2015 年頃打ち上げ目標、H-IIA ロケット) 
近赤外線でわが銀河系内の星の運動を精密に測定し、銀河系の力学的構造を精密に把握するユニ
ークな計画。結果として、銀河系の形成史を知ることができる。 
JTPF 計画 (2015－2020 年頃打ち上げ目標、NASA などとの共同) 
可視光または赤外線領域で、中心星の光を遮るコロナグラフにより、地球型惑星の光を直接検出。す
ばる望遠鏡の先駆的経験をもとに、ＮＡＳＡのＴＰＦ－Ｃと協力。 
  
 
２・【日本の太陽系観測・探査ミッション計画】 
 
打ち上げが予定されている太陽系・惑星探査ミッション 
SELENE 計画 (2006 年打ち上げ予定、HII-A ロケット) 
ＨＩＩロケットで行う、日本初の大型宇宙科学ミッション。国立天文台のほか多くの大学グループが、搭載
する 1１の科学機器で協力。ＶＬＢＩ技術の応用による重力分布の精密測定で月内部を調べるほか、月
面地形や地質の詳細なデータを得る。 
SMILES （2007 年度打ち上げ予定、国際宇宙ステーション） 
ISS で日本が行う、先端宇宙科学観測。JEM 暴露部に搭載。サブミリ波超伝導検出技術を宇宙に応用、
オゾンホールを破壊する大気微量成分とその時間変動を初めてグローバルに観測し、大気観測の新
手法を確立。通総研、国立天文台と協力。 
Planet-C （２００８年度打ち上げ予定、M-V ロケット） 
2009 年に金星周回軌道に入り、赤外線により大気の成分や循環、雲の分布、また地上の火山活動の
観測、などを行う。 
Bepi Colombo 計画 (2012 年打ち上げ予定、ESA との協力、ソユーズ・ロケット) 
ESA の水星探査計画に協力。ESO の水星表面探査機、日本の水星磁気圏探査機の二つの水星周回
衛星を組み込み、ソユーズ・ブレガード２B ロケットで打ち上げる。打ち上げ 4 年後に水星軌道に到達、
1 年間観測する。 
 
計画中（2010－2015 年までに打ち上げ目標）のミッション 
SELENE-2 計画 (20１2-15 年打ち上げ目標、HII-A ロケット) 
クレーター中央丘周辺にローバを展開し月深部の地殻物質を調査、月面極地に置く精密小望遠鏡の
位置天文観測で月内部構造を研究など、月面での科学を展開。 
小惑星サンプルリターン計画 （2012-15 年打ち上げ目標、HII-A ロケット) 
「はやぶさ」の技術を継承・発展させ、いくつかの典型的な小惑星の表面物質を採取・帰還、精密に分
析することで、小惑星の起源を追求する。 
SCOPE 計画 （2012 年打ち上げ目標、M-V ロケット) 
地球磁気圏の尾部における超高速電子観測と複数衛星の編隊観測により、磁気の再結合過程の根
源的理解をめざす。 
 
 
３・【日本の宇宙技術開発・宇宙工学ミッション計画】 
 
宇宙技術開発に関連した具体的な計画・検討 
 具体的な技術開発としては、次のようなアイデア・計画が検討されている。 
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○衛星基盤技術の開発 
 随時、余剰ペイロード利用の INDEX は、次世代宇宙技術の開発・実証、小規模・高頻度の科学ミッショ
ンの計画的実施、技術の蓄積と若手技術者・科学者の養成などを目的に、大学等でも数年の準備で打
ち上げられる小型ピギーバック衛星シリーズ。オーロラ観測、工学実証（光ファイバージャイロなど）、ナノ・
ジャスミン等の計画がある。 
○月・惑星表面探査技術の開発 
はやぶさ、ＳＥＬＥＮＥにつづく SELENE-2 計画を本格的手始めとして、地質探査・精密観測・内部構造
探査・生命痕跡探査・サンプルリターン探査を積み上げてゆく。 
○さまざまな段階の宇宙基地への発展を念頭に置いた技術開発(有人活動を含む) 
国際宇宙ステーションでの宇宙有人活動の蓄積、技術開発は重要である。同じく与圧室内の各種実
験、無人の暴露部でのＳＥＤＡ，ＭＡＸＩ、ＳＭＩＬＥＳを皮切りとした、宇基地宙での本格的な有人・無人
の科学活動の展開を進める。 
ラグランジェ点や将来の月面での天文観測基地、惑星間航行基地などを念頭に、段階を踏んで技術
開発を行う。たとえば、VSOP-2 等を通じた宇宙空間での大規模構造展開技術や大容量通信技術の
開発、SPICA 等をラグランジェ点に展開しての、遠方拠点での観測活動・維持技術の蓄積、など。 
○宇宙空間多点観測・複数衛星編隊飛行技術の開発 
SCOPE 計画を手始めに、編隊飛行技術を高め、将来の赤外線・可視光・Ｘ線干渉計や、スペース重力
波検出器の実現をめざす。 
○より遠方の探査をめざす次世代宇宙航行技術の開発 
HII-A ロケットを用い、光子圧によるソーラーセイル推進と薄膜太陽電池による超高比推力イオンエン
ジンを併用し木星への宇宙航行を行うソーラーセイル計画など、簡便な宇宙航行機の開発・実現。 
 
 
４・【米国の宇宙観測ミッション計画】 
オリジン計画 
宇宙の起源・歴史から生命・人類の起源・宇宙生命までを含む宇宙の総合探査計画で、NASA の宇宙
科学の強力な長期的柱。以下の 3 主要分野で構成される。 
・ 宇宙の起源と歴史 
・ 星と惑星系の形成 
・ 生命存在が可能な地球型惑星の探査 
 
現在運用中の主要ミッション 
ハッブル・スペース・テレスコープ（HST）： 1990 年打ち上げ、2010 年頃廃棄予定。 
口径２．４ｍの宇宙軌道可視光望遠鏡。宇宙全般の観測に大きな成果を上げた。 
フューズ（Far-Ultraviolet Spectroscopic Explorer）： 1999 年打ち上げ、運用中。 
極端紫外光（地上では見えない）の分光観測専用望遠鏡。対象は宇宙全般。 
スピッツァー宇宙望遠鏡（Spitzer Space Telescope）： 2003 年打ち上げ、運用中。 
近赤外から遠赤外までカバーする口径８５ｃｍの赤外線宇宙望遠鏡。宇宙全般を対象に高解像度
の観測、最近威力あるデータを発表しはじめている。 
 
2005－2010 年に予定される主要ミッション 
ケプラー（Kepler）： 2007 年打ち上げ予定の口径１ｍ可視光望遠鏡。 
太陽系外惑星を、それが主星（太陽）の前を横切る時のわずかな光度減少により数多く検出しようと
いう望遠鏡。惑星の存在確率や統計に威力を発揮。SIM や TPF の準備プロジェクトともなる中間型
計画（それでも 300 億円）。 
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SIM（Space Interferometry Mission）： 2010 年打ち上げ予定。 
宇宙空間で必要となる可視光干渉計の実証実験を兼ねて、銀河系内の星の距離と直径、太陽系
外惑星の観測などを目指す。これも TPF の準備ミッション。 
JWST（James Webb Space Telescope）： 2011 年打ち上げ予定。 
   HST の後継望遠鏡で、口径 6.5m。可視光・近赤外観測で宇宙の起源に迫る。 
TPF（Terrestrial Planet Finder）： 2014-2020 年打ち上げ目標。 
地球型惑星を直接観測し、大気を分光して、生命が存在し得る惑星を見出す。オリジン計画中の生
命惑星探査の中核をなす。以下の 2 ミッションに分かれる。ヨーロッパとの共同を含むが、日本も研
究者ベースで検討に参加中。 
・TPF-C（TPF-コロナグラフ）： 2014 年打ち上げ目標。 
４ｍｘ６ｍの楕円鏡の可視光コロナグラフ望遠鏡で、45 光年以内にある 150 個 
の恒星について地球型惑星を探査し、その大気などの性質を調べる。日本は 
すばる望遠鏡にコロナグラフを取り付けての先駆的経験を基に、これに参加を 
検討中。 
・TPF-I（TPF-干渉計）： 2020 年までの打ち上げ目標。 
3-4m 赤外線望遠鏡数台をレーザで結び、干渉計とする。より遠くまで地球型惑星を探査し、生
命の存在可能な惑星を見つける。干渉計技術で難航。ESO のＤＡＲＷＩＮ計画との共同になりそ
う。 
2015－2020 年に打ち上げを目指し検討中の主要ミッション 
SAFIR （Single Aperture Far-Infrared Observatory）： 2015－2020 年打ち上げ。 
2003 年に打ち上げたスピッツァーの後継機として、口径１０ｍという大型赤外線望遠鏡を打ち上げ、
銀河や天体の起源、惑星の形成過程を調べる。 
Large UV/Optical Telescope： 
 JWST 後継の巨大望遠鏡。ブラックホール、ダークエネルギーなどの本質に迫る。 
 
2020 年以降の未来ミッション 
Life Finder 
生命のありそうな惑星の大気を詳しく分析し、生命存在を観測的に確かめる。 
宇宙に大型干渉計を展開する。 
Planet Imager 
数百ｋｍサイズの宇宙軌道にさらに大きな宇宙望遠鏡を配置し、生命が存在すると確認された惑星
表面の大陸や海洋の分布、大陸の物質などを調べる。 
 
オリジンス・プローブ 
  これら大型の主要ミッションのみでは連続性や優れた成果が生み出しにくいことを考慮し、準備や補
強となる中・小型の将来ミッション。第一段階として、2004 年に 9 件の「Origins Probe」を選定。日本の
JAXA（宇宙科学本部）が計画中の３．５ｍ赤外線観測衛星 SPICA に搭載する中間～遠赤外分光器の
提案や、HST の代替機を早期に打ち上げる HOP 計画、近赤外線による宇宙膨張探査計画など多彩
（日本の研究者もその一部に参加）。2005 年前半に詳細提案が出揃い、さらに選定を進める。 
 
オリジン計画が支援する地上等のプロジェクト 
Origins 計画の一環として支援する地上などの手段による観測研究。 
地上望遠鏡： Keck 望遠鏡（ハワイ、10mx２）、大型双眼干渉望遠鏡（LBTI:アリゾナ、8.5mx２）等 
成層圏赤外線天文台（SOFIA）: ジャンボジェットに積んだ赤外線望遠鏡 
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５・【欧州の宇宙観測ミッション計画】 
 
ESA の基本戦略は、独自のミッションを計画的に進めつつ、NASA との密接な協力でより広い宇宙科学
の成果と経験を獲得していくことにある。 
「宇宙で行うサイエンス（宇宙科学）は、技術的独立性を確保し、ヨーロッパの文化的独自性を保ち、
科学に支えられた社会を支援し、そしてヨーロッパの能力とビジョンとを明確に示すための戦略的資
産である」 （ESA ホームページ） 
ESA の宇宙科学の柱 
○太陽系諸天体の探査、太陽系外惑星の観測 
○太陽、太陽物理学、太陽地球環境の観測研究 
○宇宙の起源と歴史の観測研究 
○宇宙を実験室とした物理学 
 
欧州の主な宇宙観測ミッション計画 
Coｒot： 2006 年打ち上げ予定。 
30cm可視光望遠鏡。他の星のまわりを回る惑星のトランジットによる光度変化から、ＮＡＳＡのケプラ
ーに先駆けて地球型惑星を初めて発見しようという計画。 
Planck： 2007 年打ち上げ予定。 
口径１．５ｍの大口径マイクロ波望遠鏡で宇宙の背景放射の分布を精密に測り、宇宙膨張やダーク
マターの謎に挑む。ＮＡＳＡのＷＭＡＰ(前述)をしのぐ計画。 
Hershel： 2007 年打ち上げ予定。 
口径 3.5m の赤外線望遠鏡、IRAS、ISO と続くヨーロッパの赤外線観測生成の大型版で、宇宙全般
を観測。 
GAIA： 2011 年打ち上げ目標。 
ヒッパルコス衛星の大型版で、銀河系内の１０億個の星の距離を可視光で測り、数万個の惑星など
を検出。日本が計画する赤外線のＪＡＳＭＩＮＥと相補的。 
LISA： 2011 年打ち上げ目標。 
3つのミラー衛星を数百万km離して軌道に乗せ、重力波の本格的観測を目指す、意欲的で壮大な
宇宙の大型干渉計。 
Hyper： アセスメント中（2012 年以降？）。 
重力と電磁力の精密測定で一般相対論の拡張をめざす、宇宙物理実験衛星。 
XEUS： 2014 年以降。 
JAXA との協力を検討中の大型 X 線観測衛星。 
DARWIN： 2014 年以降。 
赤外線干渉計による地球型惑星探査・観測計画。NASA の TPF-I と合同の方向。 
このほか、JAXA(宇宙科学本部)が計画している X 線衛星 NEXT で日本と、次期スペーステレスコープ
JWST では NASA との協力などを進めている。 
太陽系探査では、Bepi Colombo、Venus Express、Solar Orbit 等を開発中。 
 
Cosmic Vision 2015-2025  
2004 年９月、UNESCO の Cosmic Vision Workshop で、1015－2025 年にヨーロッパがめざすべき宇宙科
学が大規模に議論された。検討は継続中だが、議論された主な柱とその課題は以下のとおり。 
太陽系： 
○太陽・地球・太陽系 ○太陽系の起源 ○太陽系内外の生命とその可能性 
基礎物理学：  
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○量子重力に向けて ○標準理論を越えて ○重力波宇宙 
天文学：  
○宇宙の他の世界と生命 ○初期宇宙 ○激しく進化する宇宙 
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宇宙科学 
 
京都大学 生存圏研究所 所長 松本紘 
 
１．現状分析 
 一般的に「宇宙科学」は宇宙を対象とする科学であると認識されており、必ずしも宇宙飛翔体を利用す
る科学に限定はされない。地上からの宇宙観測や純粋に理論・シミュレーションによる宇宙の研究も含ま
れる。しかし、それらの多くは基礎学術として位置づけられるべきもので本シナリオでは対象としないことと
する。従来、「宇宙科学」というと宇宙の知の探求、もしくは宇宙飛翔体を利用した学術研究として「宇宙
開発」とは区別して語られることが多かった。しかし、「科学」は一般に「技術」から分離すべきものではなく
科学と技術は一体として議論されるべきであり、宇宙科学も例外ではない。宇宙科学は広く宇宙に関わる
サイエンスとテクノロジーを指すべきである。そこで本シナリオでは次の二つのカテゴリーの宇宙科学を取
り上げる。その第一は「宇宙飛翔体による知的探求の科学」であり、第二は「宇宙開発による実用指向の
科学」である。 
 
（１）宇宙飛翔体による知的探求の科学の現状 
このカテゴリーに入るものには、「ユニバースと呼ばれる宇宙」を対象とした衛星観測による天文学・宇
宙物理学、および「スペースと呼ばれる宇宙」を対象とした衛星観測による太陽地球系科学・惑星科学、
大気球観測による宇宙線研究、地球観測衛星などによる地球科学、これらを支える宇宙飛翔体工学・宇
宙探査工学、国際宇宙ステーションを利用した宇宙特殊環境下の材料・物質科学、宇宙生命科学などが
考えられる。 
これらの研究のうち、特に科学衛星による観測ミッションは、大学共同利用機関の旧 ISAS を中核機関と
して、全国の幅広い大学や国立天文台などの研究所等の研究者および旧 ISAS 内部の研究者により推
進されてきた。研究者の自主性を尊重するために、全国の研究者代表からなる宇宙理学委員会を中心と
したボトムアップ方式による立案、選定、評価が行なわれ科学衛星プロジェクトなどが推進されてきた。ま
た、ISAS のほぼ半数を占める宇宙工学研究者らとの連携により、学術の世界最先端の観測研究が行な
われてきたのも特色である。JAXA に統合された後も、基本的には JAXA-ISAS を中核とするこの研究体制
は引き継がれている。 
学術面では、電離層ロケット観測にルーツを持つ太陽および地球電離圏・磁気圏観測、その発展形と
しての月・惑星科学観測が一つの柱をなし、Ｘ線星のすだれ方式ロケット観測にルーツを持つＸ線天文
観測およびその発展形としての赤外線・電波天文観測などがもう一つの柱をなしてきている。いずれの領
域においても観測ロケット・科学衛星の打ち上げ、軌道投入などを支えた宇宙工学チームの支援を得て、
世界でもユニークな学術の先端を切り開く世界最高水準の成果を上げてきている。 
旧 NASDA を中心に進められてきた衛星による地球観測事業は政策的目的を持つ活動であるが、気象
衛星や測位衛星のデータは学術的にも有効利用され、地球観測衛星データは地球温暖化や水循環な
どに関わる地球環境科学に貢献してきている。 
国際宇宙ステーションや無人宇宙実験システムを利用した新材料科学、生物実験研究などは、長時間
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の微少重力や高真空、宇宙放射線などの宇宙環境でのみ達成できる学術分野として企画されてきた。し
かし、利用機会がきわめて限られているため十分な成果はまだ得られていない。 
 
（２）宇宙開発による実用指向の科学の実績と現状 
宇宙は人類の陸、海、空に次ぐ第四の生存圏フロンティアである。その宇宙開発に関係する開発研究
およびその基礎学術研究がこのカテゴリーに入る。具体的には宇宙情報通信工学、宇宙航行学などの
衛星基盤工学に加えて、宇宙への大量輸送に必要な現行の基幹ロケット技術、宇宙往還型ロケット研究、
宇宙大型建造物実現に必要な宇宙構造力学、宇宙ロボット工学、地球環境問題に必要な地球観測技術、
クリーンエネルギー不足問題に必要な宇宙太陽発電工学、宇宙機の安全確保のための宇宙環境学（宇
宙天気学）、有人宇宙活動に関係する宇宙医学などがある。 
 実用指向の宇宙開発研究は旧 NASDA を中心に進められ、JAXA に引き継がれている。我が国の宇宙
開発の目的とされていた人工衛星を利用した気象、通信、放送、測位などの分野はすでに公共サービス
や商業利用を通して国民に広く受け入れられている。その後進められた地球観測は国の政策的観点か
ら国土管理、気象、農林水産情報、大気・降雨・海洋観測や災害監視、資源探査や地理情報獲得のた
めにシリーズ衛星として打ち上げられてきた。最近では国の安全確保に必要な情報を得るために情報収
集衛星も打ち上げられている。 
 これらの実用衛星を支える衛星バスとロケット打ち上げのための宇宙基盤技術開発は旧 NASDA、旧
NAL が大学の航空宇宙研究者や民間の宇宙関連企業技術者との連携により開発研究を進めてきた。こ
の体制は JAXA に引き継がれると同時に、旧 ISAS の宇宙工学研究者との協力、共同研究へと発展しつ
つあり、大型ロケット技術、高信頼宇宙用電子・機械部品・材料開発、衛星基盤技術や宇宙インフラの構
築が進められてきた。宇宙飛行士による有人活動に必要な宇宙医学などの研究開発も着手されている。
また、国際宇宙ステーション計画に参画して日本実験棟「きぼう」の開発も行われた。 
 将来および近未来ミッションを見据えた研究開発として次期基幹ロケット、再使用型輸送システム、国際
宇宙ステーション補給機(HTV)、宇宙太陽発電所などの宇宙エネルギー開発、宇宙用ロボットなどの基
礎研究に一部着手している。 
 
（３）問題点 
第二次科学技術基本計画の中では総合科学技術会議が重点四分野を設け、予算の重点配分を先導
した。その際、「宇宙科学（宇宙開発）」や「エネルギー」など、それまで国家的事業として推進されていた
大型プロジェクトは重点四分野には入らなかった。そのため予算、人的資源の制約が生じ、数多くの問題
が吹き出している。飛翔体を用いる宇宙科学はどれをとっても企画立案から打ち上げ、運用まで数年から
十年を要するものがほとんどである。そのためにプロジェクト途中からの予算縮小は困難をきたす。さらに
宇宙関係予算の縮小に加え、宇宙輸送系（ロケット）や人工衛星の不具合による失敗が続いたことが重な
った。そのため知的探求研究の計画が次々と延伸され、国際的に最先端を走っていた学術研究分野が
大幅に失速するおそれが出始めている。国民の生活の一部(安全と安心)に必要とされる気象予報や災
害監視などにおいても、宇宙プログラムの大幅遅延により支障の出る恐れも高まっている。不具合、失敗
に対してその対策と改善が必要であるが、我が国固有の問題として対策改善のための予算的措置が行
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われず、むしろ懲罰的予算措置が執られることが問題をさらに深刻化している。諸外国では投資してきた
宇宙事業を無駄にしないように、失敗した原因を徹底的に糾明し、改善をはかるための予算が付加的に
組まれているのとは全く対照的である。科学技術の発達に「失敗」はつきものである。それは決して推奨さ
れるものではないが、その「失敗」が事業の改善ではなく、縮小に向かってしまう気風を官、民、そしてマス
コミが排除していく必要がある。 
我が国全体を覆っている大問題の一つに「既得権益」がある。これは政界、官界、産業界、個々の国民
に至るまでに見られる社会現象であるが、科学技術も例外ではなくなりつつある。一般的に科学技術の
専門家集団は人材の再生産を行うため、科学技術の革新的進歩によっていったん形成された専門家集
団はその存在意義が低下しても消滅せず、無意識的にせよ既得権益として存在し続けるからである。宇
宙科学も例外ではなく、知的探求科学も宇宙開発研究においても既存のプログラムが縮小することがな
いため、必要とされる新しい研究開発が大きく阻害されるという問題が見られる。組織の改革と同時に既
定路線プロジェクトの見直しにより戦略的に中断するものを英断し、新たに必要とされるものを推進できる
体制にしなければならない。 
学術研究の問題点として指摘しておきたいことは、科学衛星プロジェクトが大型化し、大学や JAXA 外
の研究所（(NOAL, NICT, JMA など)に在籍する研究者と、JAXA 内部の研究者の間に微妙なずれが生じ
ていることである。ボトムアップとして広い研究者層による企画、立案、選定、評価は維持すべきであるが、
大学共同利用として複数の大学の研究者が ISAS の前身機関を立ち上げた頃とは異なり、ISAS 研究者、
大学研究者の意識が相当変化している。ISAS のみならず、大学等の独立法人化によってその意識のず
れは増幅されている。参加の形態、役割の分担の明確化をすべきであろう。 
 宇宙開発研究の問題点としては、管理的職員が増え、それぞれの技術に特化した専門家集団が減少
してしまった点があげられる。高度な専門性をもち、ミッションを主導し、企業がもつ技術を活用しながら、
宇宙開発を実行に移していく宇宙開発の専門家集団としての JAXA の役割が脆弱なものになってきてい
る。人事体制、専門家育成手法の見直しと企業との連携のあり方を再検討すべきであろう。 
 宇宙開発の分野はもとより、学術研究に関しても、宇宙への輸送手段であるロケットに対する我が国の
信頼性の低下は、非常に大きな足かせとなってしまっている。この信頼性の回復には、既述である「高度
な専門家の育成」にもつながる「打ち上げ機会の増大」による技術的な知見の積み重ねが重要である。 
 宇宙開発における我が国の指導的ビジョンの欠如とその頒布の努力不足も、日本の宇宙開発が、国民
から支持を得られない理由の一つであると考える。「何のために宇宙開発を推進するのか」、「その目指す
先にどのような未来が切り拓かれるのか」を、国、JAXA、研究者・技術者は明確に示す努力を絶えず行う
べきである。多額の予算を投入して行う巨大開発分野である宇宙開発にとってこれは避けては通れない
課題である。 
 
 
２．発展シナリオ 
 20 世紀の技術革新に支えられた人類の繁栄は、21 世紀の我々に、「環境汚染、資源枯渇」などに代表
される「つけ」としてまわってくることになった。特に国土・戦略的資源・エネルギー源に乏しい日本はその
影響を強く受ける。このような状況の下で、日本の存立基盤を支える直接的エネルギー・資源安全保障に
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関わる科学技術政策として宇宙科学技術の重要性を真剣に見直す必要がある。もちろん、これらは日本
だけの問題でなく、人類の生存基盤である地球社会全体の脆弱さとそこで生活を営む人類のことを考え
る時、新たなフロンティアとして生存基盤を宇宙に求めることは極めて重要で切実な道筋である。その要
請に応えるべき「宇宙科学技術」は、「国民、国家、世界人類の持続的発展にとって重要である」という認
識を研究者、技術者、研究開発管理者は言うに及ばす、政策決定者、国民が共有する必要がある。そし
て、科学技術立国を標榜する我が国がこの宇宙科学技術を基幹重点分野として取り上げるべきと考え
る。 
 では、ここ３０年間に地球に次ぐ人類の共同開発基盤を宇宙のどこに置くべきかあるべきか。それは、地
球からの物資の輸送コストやしっかりと地に根をおろした生存基盤とその拡充へのポテンシャルなどを考
えた時、宇宙フロンティア開拓の最初の一歩は月であろう。月面上に建設される月面基地は、やがて月
面工場へと発展していくべき「人類の持続的発展」を可能とするフロンティアである。また、この月面基地
は、知的探求としての宇宙観測に新たな観測拠点・手段をもたらす意味でも重要である。月面の開発は、
くしくも、米国が推進しつつある月面開拓と方向を同じくするものであるが、ちょうど地球上でも南極を人
類共有の財産とし、各国が独自の基地を設けている様に、月面開拓事業は各国の独自色を出しながら
平行して自立的に進められるべきものであろう。この月面基地建設を2025年としてその中心に据え、必要
となる技術開発、そして、それに伴う宇宙科学の発展シナリオを以下のように提唱する。 
 
（１）宇宙有人飛行手段の確立 
我が国の宇宙開発において、従来、宇宙有人ミッションに関する取り組みはあまりにも貧相なものであ
った。その結果、我が国の宇宙開発は、米国のスペースシャトルに大きく依存する形となり、スペースシャ
トルの事故による米国有人ミッション停滞にひきずられ、巨額の投資をした国際宇宙ステーションの実験
ブース「きぼう」の打ち上げすら実現しない状態である。そして、その間に中国が独自の有人飛行を成功
させ、我が国はその後塵を拝すことになった。宇宙空間を人類の生存圏のフロンティアとして利用していく
場合、「人間を宇宙空間へ運び込む」ための有人の飛行技術は必須のものであり、その確立は緊急であ
り、後述のロケット・宇宙往還機の開発および宇宙エネルギー開発とともに 2015 年を目処に実現すること
とする。 
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（２）人間・物資輸送手段であるロケット・宇宙往還機の開発 
 宇宙有人飛行手段の確立とともに重要なのが、人間・物資の輸送手段としてのロケット・宇宙往還機シス
テムの開発である。ロケットに関しては、H2A として開発されてきた大型ロケットをもつものの、その打ち上
げ失敗により低下した信頼性を回復し、早期の定常的な打ち上げ体制を確立する。このような大量の物
資を一度に宇宙空間へ運搬できる大型ロケット開発が必要となる一方で、宇宙と地球を何度も往復しな
がら物資・人間を運ぶことのできる宇宙往還機システムの開発が必須である。これは、従来、旧 NAL、旧
NASDA を中心に取り組まれてきたが、その研究成果をベースにして、有人飛行同様 2015 年を目処に実
用体制を整えることとする。このために、H2Ａ能力向上型ロケットの早期開発後、HTV（宇宙ステーション
補給機）発展型の技術開発および有人回収機の開発に早期に着手する。この選択は、日本が将来の宇
宙開発活動を自立的に展開するための基本的潜在力を保持し、月への物資の補給・回収などを担う日
本の基本的な宇宙輸送手段を発展させるために必須である。 
 
（３）月面基地へのエネルギー供給手段の確立 
 月面基地およびそれに次ぐ月面工場に対し、定常的に電気エネルギーを供給するために宇宙太陽発
電所(SPS)技術を確立する。太陽光で発電して、月面上に電気エネルギーをマイクロ波伝送するこのＳＰＳ
技術は、月面上での人間活動に対するエネルギーの供給源となるだけでなく、その無線による電力伝送
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という特徴を用いて、宇宙空間における人間活動全般にわたるエネルギー源となる。最終的な目標として、
電力を静止軌道から地球へ伝送することにより、地球温暖化ガスＣＯ２や放射性物質を排出しない真のク
リーンなエネルギー源として利用することができ、地球の温暖化、環境汚染、エネルギー不足を解決する
有力な手段となる。また、巨大な太陽電池パネルで構成される SPS は、宇宙空間における大規模構造物
としても、先駆的技術であり、深宇宙港、将来の惑星およびスペースコロニー建設への基盤技術の習得
にも繋がるものである。このように地球における生存基盤悪化を食い止める「治療」技術の先駆として、
SPS の開発を月面基地への電力供給技術を通して確立することは、宇宙科学技術の発展シナリオを考え
る上で非常に有効である。3 つの段階を経て約 30 年で完成に至るという開発シナリオが適当であるが、新
エネルギー源獲得という目的のためには一刻も早く基本的な技術開発と技術実証を段階的に進めること
が必要である。「第１段階」は、低軌道実証衛星の開発と宇宙機への送電実験を計画から実証まで 10 年
間行う。「第２段階」は月面基地への送電能力を有する SPS を開発し、２０２０年にエネルギー供給を開始
し、「第３段階」で地球静止軌道から地球に向けた実用 SPS の開発に着手する。電力供給源としての SPS
が構築されると、月面基地に次ぐ宇宙空間における人類の活動拠点の構築やそこでの必要物資・食糧
生産なども可能となる。いずれは人類がめざさなければならない方向であり、その基盤技術となる SPS の
重要性がこの観点からも認識されるであろう。 
  
（４）知的探求におけるブレイクスルーを実現する新たな宇宙空間研究拠点の形成 
月面基地は、知的探求を目指す宇宙観測にブレイクスルーをもたらすことができる。これまで飛翔体に
よる観測が主であった地球周辺の宇宙空間観測、あるいは、天文衛星、太陽観測衛星に替わって、月面
基地における大規模観測がその観測手法としてのブレイクスルーをもたらす。また、有人によるフレキシ
ブルな観測態勢は従来にない高度な観測とそこからもたらされる科学データの学問的価値・品質は格段
に高まると期待できる。また、月面基地の発展形として月面上から衛星を打ち上げることのできる施設の
建設が可能であり、月から打ち上げる飛翔体による惑星探査ミッションなどの可能性も切り拓かれることに
なる。2015 年までは現在、すでに動いている、天文衛星、太陽衛星、金星、水星ミッションなどの遂行と、
小型衛星による新規分野開拓、新規技術開発の取り組みを行う。2015 年の有人飛行の開始に伴い、科
学観測ミッションに関しても新たな視点での観測計画を組み、月面基地を利用した観測計画の立案・実
行に入る。一方、月面からの観測が困難と考えられる気象、測位、通信情報衛星の地球観測衛星に関し
ては、センサーの小型化・高度化、ミッション内容(観測内容)の専門化を行った上で、小型衛星ミッション
の範疇で実行していく。 
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３．日本のとるべきアクション 
前述のように、人類の持続的な発展を実現するために、宇宙空間へとその生存基盤フロンティアを拡大
する足がかりを得ることは、極めて重要なことである。一方、国土が狭く、戦略的資源を持たない我が国に
とって、頼みの綱は「科学技術」である。実際、「科学技術立国」としての歩みは様々な分野で世界第一線
の成果をあげてきている。しかし、こと宇宙科学技術に関しては、我が国では「人類の持続的発展の実
現」というビジョンに基づいた「国策としての実行」という観点が不足していた。この観点の欠如が現在の宇
宙科学の混沌・行き詰まり状態をもたらしてしまっている。従来、宇宙科学技術はどちらかといえば、研究
者・技術者からの分野毎の個別要求的なプロジェクトから成り立つことが多く、それ一つ一つをとってみる
とそれなりの成果は出ているものの、日本全体としてまとまった宇宙科学技術のビジョンが見える国家的
プロジェクトになっていなかった。宇宙科学技術が必要とする予算は、確かに他の科学技術発展へ投入
する予算に比べて大きくならざるをえない。しかし、それだけに、国家主導の「国策プロジェクトとしての宇
宙科学技術」として推進する必要があり、それが、「人類の持続的発展」に寄与する科学技術を提供する
我が国の健全な姿となる。そこで以下の三つを日本のとるべきアクションとして提言する。 
 
３．日本のとるべきアクション 
 
 
３．日本の取るべきアクション 
（１）研究開発体制の整備 
１）ミッション遂行専門家の育成 
現在、わが国の宇宙科学技術をとりまとめているのが JAXA である。その JAXA にあって宇宙科学技術
事業を遂行する専門家が、その事業規模に応じて用意されているか、というと、決してそうはなっていない。
前述のシナリオを実現していくには、JAXA 内部に高度な技術をもつ宇宙科学事業を遂行するための専
門家群を育成する必要がある。このためには、宇宙ミッションに必要となる高度な技術と専門知識を身に
つけることができるよう、短期間にその配置場所をかえることはせずに、宇宙先進国(米国、ロシア)で研修
を十分受けさせることも含め、専門家としてその分野で数多くの実験機会を与えるよう指導を行う。 
 
２）JAXA と大学・研究機関との役割分担の明確化 
 JAXA は、大学・研究機関が有する技術を活用しながら、宇宙科学ミッションの立案・遂行を行う。一方、
大学・研究機関に宇宙科学事業で活用する幅広い技術開発の種を根付かせるための予算措置を行う。
JAXA そのものは固有の技術開発に加え、宇宙科学事業の運営とその周辺のとりまとめを行う。このように
大規模プロジェクトにおける役割分担を明確化する。 
 
３）宇宙科学事業遂行の意志決定機構の整備 
国策として宇宙科学事業を遂行する上で、その内容と遂行にあたる意志決定機構は非常に重要であ
る。特に、現在の JAXA/ISAS のように理学と工学がそれぞれ「宇宙理学委員会」、「宇宙工学委員会」を
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開催してそれぞれ理学、工学のミッションを選定している手法では国家ビジョンを具現化していく事業を
運営していくことはできない。既述のように「宇宙科学」は理学分野と工学分野の融合でなりたっている分
野である。宇宙科学事業の遂行にあたっては、民間人、研究者らからなる「宇宙科学委員会(仮称)」を設
置して議論を行い、国策としてふさわしい宇宙科学事業を展開していく。 
 
（２）科学文化醸成のための研究開発  
 宇宙空間に人類の生存基盤を拡大してゆくには、宇宙物理学および天文学をはじめとして、工学、農
学、医学、経済学、心理学、社会学等のあらゆる分野に及ぶ研究開発が必要であり、宇宙科学は、各分
野の基礎研究と同時にそれらを密接に連携・統合した科学文化を醸成する役割を果たす。宇宙科学の
重点プロジェクトを国家政策の最重要項目としてとりあげ、それを確実に推進するために、特別大型予算
を科学振興調整費や科学研究費補助金をきちんと割り当てて、関連する学術研究課題を広く公募する。 
宇宙科学を支える若手人材を育成し、宇宙開発・利用プロジェクトを推進する原動力とするために、
JAXA は全国に研究プロジェクトを公募して、大学の関連研究分野に研究費を割り当てて、研究面で大
学との連携協力を深める努力をする。 
一方、研究手段としても観測・実験、理論、シミュレーションを組み合わせた総合的な研究が求められ
る。例えば、宇宙実験・宇宙活動に先行して宇宙環境を再現し、宇宙機・構造物に対する大規模数値風
洞実験を行うことにより、宇宙科学の学術研究の推進と宇宙活動における安全性を確保することが求めら
れる。宇宙環境をコンピュータ上になるべく仮定の少ない状況で再現し、理論シミュレーションを精度よく
行うことはコスト削減にもつながり、実験を精度よく行うためには必須である。また、人類の持続的発展を
保障する条件について多角的な視点から地球環境変動のシミュレーションを行い、グローバルな物質循
環に対して、宇宙利用の推進によって持たらされる諸条件の検討を繰り返し、資源政策とエネルギー政
策の具体的な提言を行うことも必要である。これらの大規模計算に必要なスーパーコンピュータを宇宙・
地球環境シミュレータとして設置し、全国の関連研究者の協力を求めて、数値モデルのシミュレーション
プログラムと関連ソフトウェアの開発を促進する。 
  
（３）国家的課題に取り組むための重点施策 
 月面基地建設を中心として据えた本シナリオでは、「安価な大量物資・有人輸送手段」、「大型月面構
造物建造技術」、及び、「宇宙太陽エネルギー利用」の 3 本柱が今後 30 年の「人類」の宇宙開拓の礎とな
ることを示している。月面基地完成の暁には、宇宙空間を高度に利用したイノベーションが生まれ、フロン
ティア開拓の正のフィードバックが「人類」の更なる発展を約束してくれる期待がある。一方で、新しい宇
宙観測の起点基地としての役割は、従来の飛翔体を中心として行われてきた科学観測においても、新た
な大規模定点観測を通してブレイクスルーを約束するものである。上記の「人類」は「資源小国日本」と置
き換えても同義の将来像を描くことが出来る。しかし、これまでの歴史からわかるように、フロンティアで利
益を得ることが出来るのは基本的に開拓者、その人達である。宇宙というフロンティアの開発を国家戦略
として位置づけることにより、日本も先導的開拓者となり、これまでにない新技術を率先して開発し、世界
のデファクトスタンダードを握らなければならない。そうならなければ利益を得ることが出来ない。この意味
で、本シナリオは、あくまで米国における月開発計画とは独立に、自立的に遂行されるべきものであり、我
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が国のオリジナルである必要がある。既に工業資源を外部に頼っている我が国にとって、宇宙科学技術
も他人頼みとすることは、安易で脆弱な国家運営であるといえよう。 
本シナリオが示す 30 年以後においては、トップダウン式の国家主導の宇宙科学だけではいずれ行き
詰ることは明白である。初期段階ではまだリターンが得られる宇宙利用とはなっていないために官主体で
産業育成を行うことが必要であるが、宇宙への投資に対してリターンが得られるようになれば徐々に産業
界へと事業移管を行い、最終的に宇宙産業として民間主導での事業展開がなされるべきである。 
 以下に本提案シナリオにおける重点施策についてまとめる。 
 
１）高信頼性ロケット技術の確立： 数年以内に大量の人間・物資を宇宙へ輸送する手段としてのロ
ケットを定常的に安定して打ち上げる技術・体制を整備・確立する。 
 
２）宇宙往還機システムの開発： 宇宙と地球との間を何度も往復し、低いコストで物資を輸送できる
我が国独自のシステムのみならず、安全確実に人間を運ぶことの出来る宇宙往還機システムを開
発する。 
 
３）国際宇宙ステーションの利用： 宇宙往還機を利用して国際宇宙ステーションへの物資輸送、さら
には、有人飛行を行い、宇宙往還機の実用実績を積み上げ、システムの改良を繰り返して宇宙輸
送コストの低減を進める。また、宇宙空間における人間活動に関する知見を集積し、月面基地建
設に向けての準備段階とする。 
 
４）有人月面基地「やまと」の自立的建設：我が国独自の月面基地を自立的に建設する目標を持ち、
人間が 10 名程度常時活動できる空間を月面に確保する。 
 
５）有人月面基地利用の宇宙開発：我が国および国際社会のために、月に存在する各種資源の活
用をはかる他、月面工場、月面都市建設など地球社会の行き詰まりを科学技術で打開し、持続可
能な人類社会および文明創成に向けての各種知見の収集を行う。 
 
６）有人月面基地利用の革新的宇宙学術の進展： 学術研究の国際的水準維を維持するために現
在進行中の科学衛星計画「宇宙圏開拓フロンティアとしての磁気圏・惑星・太陽観測」、「地上で
は不可能な学問分野の開拓である X 線・赤外線天文観測」は遂行するが、2015 年頃を堺とし、新
たな科学研究の新展開を図るために、大型観測拠点を月面基地に併設し、従来の飛翔体では行
うことのできなかった大規模観測ミッションを遂行する。また、それを基点とし、将来の深宇宙探査
のための空間基地（たとえば深宇宙港など）への展開をはかる。 
 
７）小型衛星の推進：本格的な宇宙有人活動と平行して、その準備や急を要する目的に対応するた
めや新規参画、新規技術開発ミッションのために、小型衛星計画を推進する。 
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８）地球周回観測の継続：月面からの観測が不可能な地球観測や情報通信などの実用衛星はは、
小型で目的に特化しながら継続していく。 
 
９）宇宙太陽発電所によるエネルギー供給： 地球の環境問題、エネルギー問題の根本的解決に資
することのできる宇宙太陽発電所ＳＰＳへの足がかりとして、小型衛星を用いた実証実験を経て、
太陽発電衛星を月周回軌道に建築し、月面基地への電気エネルギー源とする。 
 
１０）民間への技術移転と宇宙産業の育成：開発したロケット・宇宙往還機、月面基地技術、太陽発電
技術、地球観測・情報通信技術に関しては、初期では国策として運営するが、その成熟度に従い、
民間への委譲を行い産業界の活性化に貢献するとともに、宇宙科学技術の人間生活へのフィー
ドバックとして宇宙産業の育成と同時に新たな宇宙時代の国際競争力を日本国として高める。 
 
附表１． 宇宙関連研究機関 略号 
JAXA 宇宙航空研究開発機構 NASDA 宇宙開発事業団 
ISAS 宇宙科学研究所 NAL 航空宇宙技術研究所
NAOJ 国立天文台 NIPＲ 国立極地研究所 
CRL 通信総合研究所 NICT 情報通信研究機構 
JAXA-ISAS JAXA 宇宙科学研究本部 JMA 気象庁 
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長寿社会に対応する再生医療 
 
東京女子医科大学 名誉教授 桜井靖久 
 
１．現状分析 
 
（１）再生医療とは 
 
 現代医療には、サービス業務としての側面、倫理的側面、社会・経済的側面などとともに、その最も基盤
的な側面としての科学技術的側面がある。科学技術の最大の特徴は再現性（いつでも、どこでも、だれで
も）を有することである。人間を対象とした生命科学（Ｈｕｍａｎ Life Science）が急速に進歩し、分子－細胞
－組織－器官－個体についての分析的な理解が進み、一方、他分野の技術進化を貪欲に取り入れた
医療技術（Health Care Technology）が広範に実用化するとともに医療は大変革を遂げた。 
 米国の Louis Thomas は医療技術を次の三つに分けている。第一の高度（high）技術（真正 genuine）
とは、ワクチンなどの予防注射、ホルモン療法、抗生物質などであって、病気のメカニズムを完全に解明し
た上での決定的な治療であり、費用も相対的に安くてすむ。それに対して、人工臓器、臓器移植、ガン治
療、CT などのいわゆるハイテクと一般に称されているものは、一見派手ではあっても、結局は延命技術に
過ぎず、高価で多くの人手を要する割には場つなぎ的な医療である。これらは２番目の中間点（halfway）
技術と呼ばれるべきであろう。そして、第三は、（non）技術と称されるべき看護やケアであり、医療に不可
欠であるが、多額の費用を必要とする。おそらくこの看護やケアのような医療サービス業務面をいかに拡
充していくかは、大きな問題になっていくであろう。 
 再生医療とは対症治療ではなく、一種の根治的治療を期待したものであり、元来生体が備え持つ再生
能力を最大限に活用しようという新しい医療技術であり、何らかの方法で意図的に目標とする組織再生を
誘導するための医療技術の総称と考えられる。再生医療とはまさに、生命現象の完全な理解のもとに開
発される真正の医療技術である。 
 不可逆的損傷を受けた組織・臓器の完全な回復のためには、臓器移植か人工臓器による治療がある。
人工臓器は一部を除いてその機能は不完全であり、一方、臓器移植にはドナー不足が恒常的に付きまと
う。（表） 
 人間の夢の一つである長寿命を手に入れた人類は、今、健康で長寿という健康寿命の延伸を望んでい
るが、現状では平均寿命と健康寿命の間には５、６年の開きがある。もし再生医療が実用化すれば、老化
によって損傷の累積した組織・臓器を再生することによって、生命体の機能回復がはかられ、医療費や介
護費用の節減とともに、 QOL の満たされた真の長寿社会の実現が達成できるであろう。 
 
（２）細胞治療 
 
 かつては、医薬品のほとんどすべては、低分子量物質であったが、近年、成長因子や抗体など高分子
量物質や遺伝子治療におけるアンチセンス DNA、近年の発見による siRNA なども、近日中に臨床治験
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が始まる趨勢にある。要するに、治療薬は低分子時代から高分子へ、さらに細胞そのものを医薬品とする
細胞医薬の時代へと向かっている。 
 血液の再生を期待して施行される骨髄移植（造血幹細胞移植）はすでに広く臨床応用されている。最
近では、心筋梗塞部位やバージャー病などの血管閉塞病変部位に骨髄由来細胞や単核球細胞の懸濁
液を注射するヒト臨床も日本及び欧米各国で施行され、その有効性が議論されている。この他、ドーパミ
ン産出細胞の消失により生じるパーキンソン病の治療を目的として、堕胎胎児より採取した注射により脳
内に移植する臨床も少数例ではあるが施行され、顕著な治療効果が得られている。また、肝臓で発現す
る酵素の一つが遺伝子疾患により機能しない症例に対する同種他家正常肝細胞の門脈への注射による
治療が、これまでに 30 例以上施行されており、その有効性が確認されている。 
 
（３）組織工学 
 
 Tissue Engineering ということばは、1980 年代以降、全世界に急速に広まった。人工臓器に細胞などの
生体成分を混ぜた Bio-artificial Organ という考えはその以前から研究されていた。免疫隔離膜によって
外界からの免疫学的攻撃を防御された細胞郡を体内に導入するという試みである。組織工学は、細胞の
集合体である組織をつくる技術であり、臓器をつくる臓器工学の手前に位置するといえよう。 
 培養系で作成した再構成組織の最初の臨床応用は培養表皮である。グリーンらは 1975 年にヒト皮膚か
ら単離した表皮細胞をある特殊な条件下で培養すると、培養皿の上で生体組織さながらに重層化した表
皮組織を作成することができることを明らかにした。この方法で作成した培養表皮をディスパーゼとよばれ
るバクテリア由来のタンパク質分解酵素を用いて培養皿から表皮構造を損なうことなく脱着・回収し、これ
を熱傷や母斑等の広範囲皮膚損傷部位に移植する。 
 1980 年代中頃、Vacanti と Langer は、皮膚のような薄い組織ではなく、肝臓のような厚い組織を培養
系で再構築することを目指した。たとえば有名なネズミの背中に載ったヒトの耳は、ヒトの耳の形に成形し
た生分解高分子製の足場に軟骨細胞を播種し、培養した後に生体へと移植する。生分解性高分子は体
内で溶けて吸収されるかあるいは腎排泄されるため、炎症反応や線維組織によるカプセルなどの異物反
応を最少に留めうる可能性がある。生分解性高分子はある一定の半減期で分解するが、その間に足場に
播種した細胞やホスト由来の細胞が合成・分泌したコラーゲンやプロテオグリカンなどの細胞外マトリック
スと置換されることになるため、足場通りの形を再現した組織が再生する。これまでにこの技術で作成でき
ることが示されているのは、皮膚、血管、心臓、弁、軟骨、骨、気管、膀胱等の比較的単純な組織学的構
造をもつ組織である。ただし、このような組織であってもほとんど臨床応用されていない。最初に作られて
からすでに 20 年近くが経過する耳でさえ、アメリカでは一例のヒト臨床もされていない。 
 最も古い組織工学製品（実際には培養サービス）は、前述のグリーン自身が起こした企業である BioSurf
社によるものである。患者自身から採取した皮膚小片から表皮細胞を単離し、培養後、移植に供しうる培
養自己表皮として病院に戻すサービスであり、熱傷等の治療に用いる。同社は Genzyme 社が買収し、現
在 Epicel という商品名となっている。同様のサービスは軟骨（Carticel）でもおこなわれており、最近では患
者自己骨格筋由来骨格筋の細胞移植による心筋梗塞治療の治験が始まっている。 
 一方、ATS 社の Transcyte は、ブタ皮膚由来コラーゲンで被覆したナイロンメッシュ上に割礼包皮から採
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取した線維芽細胞を播種、培養して作製した創傷被覆材であり、熱傷等の治療に用いる。1997 年にアメ
リカ FDA の認可を受け、Smith＆Nephew 社が市販している。Transcyte では細胞はすべて死滅した状態
で臨床に供される。同社の Dermagraft は割礼包皮由来線維芽細胞を生分解性高分子製のメッシュ上に
播種し、培養して作製した培養人工真皮であり、細胞が生きた状態で患部に貼付される。Organogenesis
社の Aprigraf は割礼包皮由来繊維芽細胞をウシ由来コラーゲン製のゲルの内部で培養し、この上に割
礼包皮由来表皮細胞を播種して作製した表皮と真皮からなる培養人工全層皮膚であり、1998 年にアメリ
カ FDA の認可を受け、Novartis 社が市販している。糖尿病性の難治性潰瘍が適応である。 
 
（４）問題点 
 
 医療福祉分野のポジティブな経済面、すなわち雇用の場を提供する産業としての側面を重視すること
は重要であるにもかかわらず、日本においては医療福祉分野のネガティブな面、すなわちコスト負担の節
減という方に認識が偏りがちである。平成 16 年に経済産業省が策定した新産業創造戦略によると、燃料
電池、情報家電、ロボット、コンテンツ、環境・エネルギー、ビジネス支援などと並んで、医療・福祉・機器・
サービスの分野が 2002 年の市場約 56 兆円、550 万人から、2010 年には 75 兆円、750 万人に飛躍する
と予測されている。 
 米国では、医療に対して科学技術的な面から国際貢献することを国是とし、医療技術産業を国の
leading industry と位置づけている。医療機器に例をとると、世界市場約 20 兆円、日本は年間約２.５兆円
の市場のうち、3 分の 1 強を輸入に頼っている。日本における医療機器産業の適正な発展を意図して、
2001 年に METIS（医療技術産業戦略コンソーシアム）が発足した。医療機器の国際競争力を涵養するた
めの戦略塔になることを目標として、総務、経産、文科、厚労の各省からも出席していただいている。
METIS においてまとめられた戦略目標がすなわち、再生医療を含む医療技術産業の問題点を表わして
いるので、その表をあげて、問題点の指摘としておく。 
 米国の NIC（国立ガンセンター）では、ナノバイオの今後の発展を見込んで、研究開発のみでなく、その
評価をなし得る人材を養成するためのコースを開設し、技術シーズが実用化した際に、すぐ市販化の認
証の可否を検討できる体制を、前もって整備しているという。スピードを重視した戦略である。また、NIH で
は分子イメージングの重要性に鑑み、全米数ヶ所のセンターに巨額の研究費を手当てして、マウス用の
CT、MRI、PET 等を配分し、それこそベルトコンベア－で動物を画像装置に送り込んで、迅速・大量のデ
ータを収集しつつある。このデータが 1 年蓄積されたら、実に膨大な知識量になり、国際競争という見地
からして恐るべきものになるであろう。 
 日本の科学技術政策全般に不足しているのは、戦略的思考とスピードである。再生医療において、細
胞ソースは大切なインフラである。（財）ヒューマンサイエンス振興財団では、手術で摘出された等によるヒ
ト組織バンクを設置し、研究者の利用に便宜を図っている。 
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（５）細胞ソース 
 
 組織工学技術は、徐々にではあるが臨床応用、商品化が進行しており、現在もアメリカでは 20 種程度
の商品が臨床治験中である。しかし、今後、大規模に再生医療が展開するためには組織構造の再構築
のための組織工学技術のさらなる洗練化と同様に細胞ソースの問題も無視できない。 
 かつては、ブタやウシなどの異種細胞を免疫隔離膜内に包埋することで利用可能であるとの期待があ
ったが、ヒトへの移植後 30 分以内に超急性拒絶が生じる他、異種感染の危険性を考慮すると、現在では
ヒト臨床への応用はきわめて難しい。 
 同種（他家）由来細胞すなわちヒトドナー由来の細胞の利用に関しても、問題が少なくない。中枢神経
等や血管をもたない角膜は免疫特権的な組織であり、これらでは例外的に免疫拒絶が生じないと考えら
れているが、現実には、最低でもステロイドを用いる等の免疫抑制が必要である。この他の組織ではシク
ロスポリンなどの免疫抑制剤の使用が必須である。しかし、ステロイドが全身性に様々な副作用をもつ他、
シクロスポリンなどでは重篤な腎毒性、肝毒性を示すため、このような副作用と細胞移植による治療効果
とのリスク－ベネフィットバランスを十分検討することが必要である。さらに、大規模な追跡調査研究から免
疫抑制剤の長期使用により、有意に発ガン性が増加することが明らかになっていることを考慮すると、心
臓、肝臓、腎臓といった、その不全が生死に関わる臓器（vital organ）以外では、免疫抑制剤の併用を前
提とする同種由来細胞の利用は困難である。 
 よって、現状では自己由来細胞が最も現実的な細胞ソースであると結論せざるをえない。 
 
 
２．今後１０年から３０年程度のシナリオ 
 
（１）超高齢者社会の進展と再生医療の役割 
 
 現在でも医療費の半分強が 65 歳以上の高齢者によって使われている。そして今日の医療技術は、加
齢による病変に対しては中間的技術でしかあり得ない。すなわち、根本的治療はできないで、しかも高額
の費用を要するのである。再生医療では、例えば加齢により磨耗した軟骨を再生させる治療に例を見るよ
うに、根治的で、しかも相対的には安価な治療技術を実現させる。しかも、受療者の QOL はきわめて改
善され、介護費用も節減できる。 
 骨再生、その他運動器系の再生は ADL（日常生活に必要な動作）を改善する。バタン・キュー（BQ）と
いう言葉があるが、部品の損傷による QOL の阻害が阻止され、死ぬまで健康寿命を継続させることも可
能になる。 
 今後 10 年以内に、糖尿病に対する膵島細胞、肝不全への肝細胞・組織、冠道脈狭窄に対する細小血
管の増生、骨格筋芽細胞もしくは ES 細胞由来の心筋細胞による中枢神経疾患・損傷の補填、先天性小
児疾患に対する再生医療、等も可能になる。これらを可能にするためには表に挙げたような各要素を推
進することが必要となる。 
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（２）細胞ソース 
 
 人体は約 200 種類の異なった細胞から形成されている。その基準になるのは幹細胞や ES 細胞である
が、体性幹細胞や ES 最棒を無限増殖させる培養条件と、所要の細胞種への分化・成長と、臨床への帝
京が再生医療の実用化にとっては必要なインフラ基準となる。ヒト ES 細胞については英国主導で世界 40
カ国が参加した国際コンソーシアムがすでに立ち上がっており、2015 年頃には、これを利用したヒト臨床
が始まっているのであろう。 
 実用化されている培養皮膚細胞の場合、自己細胞ではなくて同種の場では最終的に拒絶され脱落す
るのだが、その間に種々の細胞成長因子や細胞外マトリックスを分泌して創傷治療を促進する効果があ
る。いずれにしても所要の種類の細胞が、いつでも供給できるような、細胞プロセッシング・センターの整
備は、輸血における血液銀行と同様に再生医療にとって必須である。各種幹細胞の長期間培養・増殖と
遺伝子ネットワークの時空間制御技術を駆使して各種細胞を分化誘導する技術を供えた組織で、生物
学、情報工学、高分子化学、分析化学など複数の専門を持つ研究者、技術者が育成され、雇用されるで
あろう。細胞の構造・機能についての評価・分析技術は必須であり、ナノバイオ技術が展開される。 
 将来的には、患者の事故細胞から単離した核をドナー由来 ES 最望に移植したクローン化 ES 細胞が主
要な細胞ソースと鳴ることが期待される。もちろん、安全性、機能性についての十分な各章技術の確立が
前提条件となる。 
 
（３）細胞シート工学 
 
 感温性インテリジェント・ゲル（東女医大・岡野らによる）を用いた培養床を用いると、培養床上にコンフ
ルエントに生育した細胞シートをそのままシートとして利用することが可能である。培養皮膚としてシート状
細胞層を用いると、細胞同士の結合が保持されているために感染がおこりにくい。また、角膜の幹細胞あ
るいは頬粘膜細胞を得ることができる。これらの技術は普及するであろう。 
 組織工学から臓器工学へと進化するためには、複数の異種組織の混在が必要とされるが、これらは各
組織から成るシートを重層して得られる。例えば肝実質細胞、血管内皮細胞、胆管細胞、結合組織を重
層して肝臓をつくる等であり、これらの複合化は細胞シート工学の手法を利用して得られ、各組織細胞層
から一個のまとまった臓器をつくり出す技術が生まれるであろう。因みに MIT の組織工学ラボでは心臓弁
から始まって心臓そのものを組み立ててつくり出す挑戦目標を立てているという。 
 
（４）ホスト血管系に接続し毛細血管網をもつ組織構造の再生 
 
 すでに臨床応用に成功している組織は皮膚や角膜等、きわめて薄い組織である。現状の組織工学技
術では、分厚い組織を作ることができない。その最大理由は、ホスト血管系に接続する毛細血管網を再
構成組織内部に再生させることができないことにある。毛細血管網のない状態では酸素や栄養分等の物
質輸送は拡散に頼らざるをえず、その限界は厚みにして約 200 ミクロンである。 
 この問題を解決することなしには、大きな厚みのある組織を再生することはできない。実験動物として活
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用されるラットやマウスでは体が小さく、従来技術でもそれなりの組織を再生できるが、ヒト臨床を前提に
大型動物で大型組織を再生させることを前提とした研究をこの 10 年間に徹底的に推進する必要がある。 
 たとえば、作製した培養組織内の毛細血管網の末端に位置し、形成外科的に吻合できる程度の太さを
もつ培養人工動脈・静脈を培地（あるいは人工血液）循環回路に接続して長時間培養した後に、ホストに
移植する等の新規のアイデアを検討する大規模な研究が必要である。 
 
（５）組織工学技術の早期治療への投入 
 
 再生医療は、その誕生当初からドナー不足に悩む臓器移植の代替技術として認識されてきたが、10 年
後には、臓器移植が必要な重症臓器不全の治療だけではなく、一部の薬物治療や、現在循環器内科で
おこなわれているカテーテル治療を代替とすることが期待される。 
 そのためには、絶対の安全性と、低侵襲な培養組織移植技術の開発が必須である。たとえば、肋骨間
の小さな創からロボットマニピュレータを挿入し、開胸することなく心筋梗塞部位に培養心筋組織を移植
することは、本格的研究がなされるならば現在の技術の延長上で 5 年以内に実用化できる。 
 このような周辺技術の開発が達成されて初めて、医薬品と競合する組織工学製品が登場できる。20 年
後には現行の医薬品市場の 3 分の１程度かそれ以上が組織工学製品に置換されると期待される。 
 
（６）医工連携による再生医療研究 
 
 このような背景のもと、今後、10 年間に医工連携による再生医療研究のさらなる推進が必要である。医
学系研究者を中心とする再生医療研究では、新規基盤研究の開発に難があり、現状で利用できる既存
技術（たとえば細胞懸濁液の患部への注射など）を用いる傾向にあり、小規模な臨床応用を開始するもの
の、大きなブレークスルーは期待しにくい。一方、工学系研究者を中心とする研究では、臨床現場と大き
く乖離した条件での開発となることが多く、臨床応用という観点からは多くの問題を抱えた研究展開となり
がちである。ヒト臨床応用こそが再生医療研究の最終目的であり、現状の再生医療が未だ十分成熟して
いないことを考えれば、医学系研究者と工学系研究者のさらなる連携が必要である。 
 
（７）再生医療のコスト 
 
 現行の薬事法のもとでは、患者に移植する組織工学製品は GMP 基準の CPC（セルフプロセシングセン
ター）で作製される必要がある。100 平米程度の最小規模の CPC でも運用には年間 2000 万円程度が必
要であり、コストは低くない。かつて半導体産業や自動車産業で日本企業が徹底した生産管理とオートメ
ーションの活用により高品質かつ低価格の製品を送り出すことができたように、再生医療分野でも同様の
努力が必要である。このような努力なしには安全かつ低コストの再生医療を広く国民に普及させることは
できない。しかし日本は、このような取り組みには国際的にも非常に高い技術を有しており、今後 10 年間
に十分な研究開発をおこなうなら世界最高レベルの再生医療をあまねく普及させることができると期待さ
れる。 
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（８）2015 年のイメージ 
 
ⅰ）再生医療に関する公的な機関研究組織（COE）が日本に三ヶ所（東北、関東、関西）できる。遺伝子
から発生分化、万能細胞の培養・増殖、分化の時空制御、細胞・組織の保存、運搬、臨床的治療方法技
術の開発、情報収集の管理、分析・評価、基準・標準づくり等とともに、研究者、技術者、専門行政官、臨
床医、等を医・工・産・官・学等から広く人材育成する。人材育成は、ニーズに応じた後追いではなく、必
要な素質を先取りする形で行う。国際的な人材養成に貢献することが必要である。 
ⅱ）ベンチャー起業支援策により数十社の再生医療関連企業が、細胞医薬、組織製造、配送、評価・分
析、薬物や化粧品の動物代替テスト、バイオインフォーマティクス等を業務とし、数万人規模の雇用の場
を提供する。国際競争は激しいが、ⅰ）の COE による国際的人材養成を通じて日本のネットワークを展開
して競争に対処する。再生医療へのニーズは高齢化の進展とともに増大していく。 
医療機関での再生医療部門の設置が必要であり、実際の医療技術とともに、リスク管理、ベネフィット分
析、患者との合意、アフター・サービスなども必要となる。再生医療は早期の実施により予防的治療として
貢献するところが大きい。 
ⅲ）高齢化社会においては、健康保持の自己責任を持つことが必要であろう。現在、医療や健康につい
ての一般人へ系統的な正しい知識を与える機会はほとんど存在しない。私は、啓蒙教育、相談等の機能
をもつ Health Care Park を提唱している（別紙参照）。再生医療について適正な合意を得るためには、そ
の基盤に正しい知識が必要である。2015 年には、各都道府県、市町村と中規模以上の医療機関に、こ
のような健康や医療技術についての情報を与える Health Care Park が普及するであろう。生命倫理の問
題は合意形成と相通じるものがある。 
 
３．作製した発展シナリオを踏まえた日本のアクション 
 
（１）行政面での対応 
 
 研究開発における戦略的志向、具体的数量的な達成目標の設定、施策のスピード、追従でない先取り
志向の政策、等が必要であり、再生医療についても少数の統合的 COE を設置すべきであろう。技術につ
いての専門家行政官（現行のように２～３年で異動するのではなく、NIHにみるように世界に通暁した専門
的継続的な行政官）が必要である。また、企業化を推進するためには、ベンチャー支援と同時に、明確な
認証基準、認証決定のスピード化、科学技術を良く知った評価・分析者の存在が必要とされよう。また、
単年度制の研究費はもっと長いスパンで処理可能なように改めるべきである。 
 
（２）倫理委員会および学会の役割 
 
 大学などの研究機関を中心として開発した新規技術のヒト臨床応用では、小規模であれば薬事法の外
にあるとの解釈から施設内に設置された倫理委員会の承認のみを必要としている。しかし、各施設で倫
理委員会が十分に機能しているかを確認する第三者機関が必要であろう。このような小規模の取り組み
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が製品化の萌芽となることが期待されていることを考えると、十分なクオリティで臨床応用をおこない、その
結果を適正に評価することが必須である。このような第三者機関として組織工学会、再生医療学会等の
学会が機能することが望ましいと考えられる。文科省、厚労省が積極的に各施設の倫理委員会および学
会のレベル向上に乗り出すことが、最終的には国民が享受する再生医療の質を向上させることに大きく
貢献するものと期待される。 
 
（３）細胞・組織バンクの整備・有効運営 
 
 パーキンソン病治療のために胎児脳細胞を脳内注射する方法は、効果的ではあるが、１名の患者の治
療に複数の胎児脳が必要であり、問題がある。将来は死体由来神経幹細胞やヒト ES 細胞の活用が必要
とされよう。組織工学製品の原材料や研究用サンプルとして活用することを前提に遺体から採取する細胞
や組織を管理し、配布業務をおこなう公的機関としての細胞・組織バンクが必要である。臍帯血バンクな
どがすでに起ち上がっているが、現在の赤十字のようなかたちでより包括的な運用が望ましい。 
 現在、ヒューマンサイエンス財団がヒト組織バンクを運営しているが、必要なときに必要な細胞種や組織
を供給してくれるバンク機能は、研究にも臨床にも必要であり、この整備のための取り組みは早急になさ
れなければなるまい。 
 
（４）COE の確立 
 
 総花的なやり方では国際競争に勝てない。人材育成と研究開発を中心的になしうる基盤として、再生医
療についての COE を数ヶ所に設置すべきであろう。国際的にも門戸が開かれた組織であって欲しい。
医・生・工・材料・ナノテク・IT 等広い範囲の研究者をまとめ、研究開発、分析、評価から人材育成までを
担当する。 
 
（５）産業化の促進 
 
 組織工学産業が立ち上がっていない現状では、再生医療は先進的な大学病院で医師のボランティア
的な活動により試験的に実践されているにすぎない。このような形で再生医療を実践できる施設の数は
今後、大幅な増加があるとは期待できないため、企業の参入による産業化が必須である。 
 法的なサポートはもちろん必要であるが、これまで診断機器に特化し、治療機器分野では極端に弱い
日本の医療機器メーカーの体質の大幅な改善が必要である。また、国際競争力をもたない国内製薬企
業に十分な期待ができないのであれば、組織工学製品を有する外資系企業によりいっそうの門戸を開く
べきである。たとえば Aprigraf（他家培養全層皮膚）を市販するノバルティス社は、国内では同製品を市販
する予定はないことを明らかにしているが、海外の治験データの柔軟な活用などにより国内市場への参
入障壁を軽減すべきである。 
 また医薬品においても、国内で生産されるものの多くは製造コスト的に外国製品に対して競争力がなく、
すべての医薬品を安い輸入品に切り替える方が医療経済学的には良いとの指摘も存在するようである。
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この場合に余剰となる人的・産業的資源のすべてを再生医療分野に投入し、国際競争力をもつ組織工
学製品を輸出することで、カテーテルやペースメーカー、透析以外の人工臓器などの、ほぼ完全な輸入
依存状態を解決する可能性があるものと期待している。 
 
（６）啓蒙・普及への努力 
 
 医療技術の進歩が急速であり、また、医療について患者自身や家族の参加が求められ、セルフケアが
重視される時代にあって、一般人の医療、人間生命科学、健康、薬品、先端医療技術などへの理解や納
得が必要性を増してきつつある。前述のヘルスケア・パークは、地域に根ざした啓蒙と相談の基点となる
ものであり、高齢化社会・健康重視社会における重要な社会インフラとして、早急にとりかかるべき課題で
ある。世界的にみても、きわめて独創性に優れ、有効性を持つ新しい基盤構築に着手すべきである。 
 
 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 204
 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 205
 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 206
 
 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 207
 
［基礎研究］ 
 遺伝子工学 
 プロテオミクス 
 バイオ・インフォーマティクス 
 分化・発生 
 細胞工学・ＥＳ細胞 
 
 
 
［企業化］ 
 国際競争力（技術・価格） 
 ベンチャー育成・投資・人材育成 
 
 
［治験体制］ 
 安全性、有効性 
 
 
［承認体制、評認可］ 
 人材育成 
 基盤作成（指針・法律） 
［開発・応用研究］ 
 細胞・組織バンク 
 細胞プロセシングセンター（増殖・培養・分化） 
   体性幹細胞 
   ＥＳ細胞（人工的製作、臍帯血、骨髄） 
 ＧＭＰ対応設備、自動化 
 評価・分析 
 配布技術 
 
［倫理問題］ 
 情報公開、informed consent 
 患者の負うリスクの自己認識 
  安全、有効性について責任の分担 
 国民の理解、コンセンサス 
   倫理委員会 
 専門家（学会など） 
 法的整備 
 
 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 208
長寿社会に対応する再生医療 
 
大阪大学大学院 臨床遺伝子治療学 教授 森下竜一 
 
１. 現状分析 
（１） 社会的ニーズ 
 日本社会は急速な高齢化を迎えつつあり、高齢化社会に対応できる医療レベルが求められている。消
極的な対応としては、財政面から医療コストの削減・社会保障の再配分・介護保険の導入などがとられて
おり、医療的にはリハビリや代替医療による社会的満足感を増やす試みが中心にすえられている。しかし、
国民の多くの興味として単に現在の身体レベルを維持するのみならず、失われた身体能力の再獲得を
望んでいる。このような試みとしては移植医療があるわけだが、日本人の死生観として他者の犠牲を心よ
しとしないものがあり、欧米とは異なる医療環境が存在してきた。１９９０年代後半に入り、遺伝子治療技術
の進展、ＥＳ細胞をはじめとする細胞による再生医療の発展が報告され、俄然社会の注目を集めるように
なってきた。特に、臓器移植では外科的手法が伴うこともあり、日本人ではやや抵抗感があったが、再生
医療では自己の体内での再生や自己細胞の利用が当初歌われたため、抵抗感が少なく受け入れられた。
事実、マスコミでの露出や政府予算への組み込みなどもあり、社会的な期待感が２１世紀の始まりには高
まったといえる。ある意味、科学の進歩がもたらす治療法の変遷が、生化学を中心とした考え方から分子
生物学へと移行してきたことが、必然的に再生医療を次世代の医療として期待させてともいえる（図１）。ま
た、既存のいわゆる低分子化合物による薬物治療が多くの薬物を生み出してきた反面、対処療法しての
限界も明らかになってきたことも再生医療に根治的な治療としての期待を与えたといえる。 
 
図１ 
 
 
（２） 再生医療の足踏み 
ある意味、低分子化合物から高分子医療への転換ともいえる。しかし、予想されたことであるが、医薬
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品としての安全性・安定性の問題や臨床治験による実用化という過程をとるため、社会的な期待感と実際
の開発速度にギャップが生まれ、一時の熱気が弱まりつつある。また、事業化の担い手として期待された
既存の製薬企業が低分子化合物の開発では多くの経験を有していたが、高分子医療ではノウハウがな
いことなどもあり、参入に躊躇したことも実用化を阻んだ。結果として、多くの先進的医療（抗体医薬など）
と同様バイオベンチャーが担い手として登場するまで実用化の足踏みが続いた。 
 
（３） バイオベンチャーの登場と実用化への進み 
 欧米も同様の状況の下、多くのバイオベンチャーが再生医療に参入した。事実、皮膚培養を中心にし
て商品を実際に売り出すところにまでこぎつけたが、採算性の検討が不十分であり、実用化まで進んだベ
ンチャーも倒産を余儀なくされている。しかし、このような苦い経験から採算性の高い領域への参入も進
み、実用化の直前までこぎつけている。実用化に最も近い領域は、皮膚・骨と血管再生であり、数年以内
の実用化が見えてきている。たとえば、皮膚疾患では創傷に関して名古屋大の上田実教授の技術をベ
ースにＪ－ＴＥＣが現在臨床治験を行っており、来年にも培養皮膚の発売を予定している。骨領域に関し
ても、オステオジェネシスが骨再生の治験を検討している。また、閉塞性動脈硬化症などに対する血管新
生は、大阪大学発のバイオベンチャー（アンジェスＭＧ社）によりフェーズ３の臨床治験が現在行われて
おり、２００６年度にも販売が予定されている。しかし、パーキンソン病や脳梗塞、脊髄損傷などに対する再
生医療はいまだ実験の域をでず、社会的な期待にはこたえられていない。その中で、再生医療自体への
研究費もやや減少してきており、持続的な支援という意味で不足している状況である。 
 
（４） 倫理的な状況 
 再生医療に関しては、倫理的な問題がある程度セットで語られる状況も指摘せざるを得ない。すべての
再生医療というわけでなく、ＥＳ細胞に関してだけではあるが、シンボル的な要素もあり、マスコミでもあえ
て議論をあおる傾向も否定できない。その意味で、ＥＳ細胞を用いた再生医療は事実上実用化の道筋は
未だはっきりしないといわざるを得ない。一方で、遺伝子や自己細胞を用いた治療では患者側も期待感
から好意を示しているし、マスコミも好意的であるため、実用化が進んでおり、二極化が進んでいる。 
 
２. 今後１０－３０年程度の発展シナリオ 
 
 再生医療の進展は、基盤技術の進展と個々の個別領域における変化が必須であり、2 つの側面から考
える必要がある。また、国内での実用化に関しても、産業全体のマクロ的な変化と個々の技術あるいは企
業というミクロ的な変化が混在しており、両者を均一に扱うことは意味がない。したがって、本シナリオでは、
（１）個別領域、（２）基盤技術、（３）マクロ的視点とミクロ的視点、の３つに分けて記述する。 
 
（１） 個別領域 
１）皮膚再生、骨再生と血管再生 
 この３領域に関しては、前述したように最も実用化が進んでおり、２０１０年までには実用化がほぼ完了
すると思われる。皮膚再生は２００５年までには最初の商品が販売されるであろうが、自己細胞培養である
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ため、市場はそれほど大きくないであろう。 
 骨領域に関しては、技術的には最も簡単であるため、実用化は近いが、産業化に問題があることが想
定される。人工骨の中でも既に骨再生を促進するものなどが、発売されているため、細胞を用いた骨再生
に関して費用と使いやすさの点で既存品を凌駕できうるかが、課題になろう。混合診療が解禁されている
歯科領域への応用を多くのベンチャーが目指しているが、市場性が小さく、産業化の点で課題が残る。 
 一方、血管系に関しては閉塞性動脈硬化症に関して前述のＨＧＦ遺伝子による血管再生薬の実用化
が２００７年までには予想され、他の血管再生薬に関しても世界的な臨床治験が進んでいるので、数種類
が市販されるであろう。更に、狭心症・心筋梗塞に関しても、ＨＧＦ遺伝子が米国でフェーズ１、ＶＥＧＦ遺
伝子がフェーズ２・３を実施しており、２０１０年までには実用化が期待される。一方で、国内でさかんに行
われている骨髄細胞を用いた細胞治療に関しては、手技が煩雑であることなどもあり、これらの血管再生
薬実用化後にはむしろ減少すると思われる。また、糖尿病性潰瘍やじょく創などの難治性潰瘍疾患に対
する適応拡大が行われることが予想され、実用化される領域は広がる。また、その市場は全世界で膨大
なものに上る（図２）。 
ある意味、血管再生は基盤技術の進展と個別疾患の治療に関して座標軸が分かれており、他の再生
医療の発展シナリオに貢献するところが大きいと考えられる。図４に示すように、個別技術は2つの方向に
分かれている。元々、血清や骨髄細胞などの crude（雑多）な状態で有効性が低く、安全性に問題のある
治療方法から始まり、血管新生因子の同定というモノの解明と、血管への分化因子という現象の解明に方
法論が分かれていき、実用化の道をたどっている。その中で、遺伝子やタンパク、細胞のデリバリー手段
（ベクター、カテーテルなど）や DDS(drug delivery system)の開発、などの基盤技術の発展が不可欠であ
り、要素技術と基盤技術の統合的な発展がなければならない（図３）。 
 今後の大きな疾患としては、脳血管疾患（脳梗塞や脳血管性痴呆）に対して応用が検討されると思われ
る。既に、いくつかの研究グループで動物実験での結果が報告されており、投与方法などの改善が進め
ば実用化が期待できる。２０１５－２０２０年頃に期待できる。これらの領域は世界的にも競争激化しており、
ここ数年の政府の援助によりトップクラスになってきており、更なるグラントなどの支援が必要である。 
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図２ 
 
図３ 
 
 
２）心筋再生・神経再生（中長期的に期待される再生医療） 
 皮膚や血管再生に比べると、本領域はかなり困難が予想される。おそらく、現行のアイデアでは困難で、
ＥＳ細胞の本格的な利用が必須になるであろう。心筋再生に関しては、骨髄由来の幹細胞が心臓へ分化
するのではないかと期待されたが、最近の研究では細胞そのものの分化はほとんどなく、そのから分泌さ
れる液性因子が効果を持つと思われている。液性因子の同定が世界中でされているが、まだ不明であり、
同定が２００７年までにされれば実用化は２０１５年以降になると思われる。一方で、ＥＳ細胞は心筋細胞へ
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の分化が簡単であることが知られており、ＥＳ細胞の使用が解禁された場合、その市場性の大きさとあい
まって、急速に実用化に向けた動きが予想される。そのネックとしては、増殖因子などでは癌化の危険性
が高く、実用化に向かないので、スキャフォールド（足場）を利用した分化法の確立が必須である。図４に
再生医療（細胞治療）の問題点を記す。 
 
図 4 
 
 
 神経細胞に関しては、まずはパーキンソン病のような病変が比較的限定されている疾患から実用化が
始まると考えられる。既にＥＳ細胞においては、基礎的な検討はかなり報告されているので、ＥＳ細胞の倫
理的な問題と供給の問題が解決されると考えられる２０１５年ごろには実用化が可能であろう。しかし、脳
梗塞や脳血管性痴呆、アルツハイマー病などの広範囲な脳神経変性疾患では、供給量の問題や移植さ
れた神経細胞が既存の神経細胞との間で記憶が共有されるかどうかなどの根本的な問題点があるため、
２０３０年ごろまでかかると思われる。特に、脳領域への応用は倫理的な抵抗感も強いことが予想されるた
め、通常より高い安全性のハードルが想定され、決して平坦ではない。また、拒絶反応を抑えるために、
当面は免疫抑制剤が使われると思われるが、脳脊髄液関門があるため心臓などと異なり脳での実用化に
おいては拒絶反応を抑制した遺伝子改変細胞が使われる必要があり、その点でも実用化は遅い。 
 
３）再生臓器（腎臓、心臓など） 
 再生臓器に関しては、細胞を基盤にする方法では極めて困難であろう。人工腎臓を作成する研究も行
われているが、抱合される細胞の種類が多く、しかも層状的であるため、実用化は困難と思われる。むし
ろ、工学的に作成された臓器内に ES 細胞などから分化させた細胞を組み込むなどのハイブリッド型人工
臓器が期待される。一方で、移植臓器の不足によりブタなどの代替動物を遺伝子改変した人工臓器は、
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まだ倫理的抵抗感から足踏みが続いているが、2015 年ごろからは急速に普及すると考えられる。未知の
ウイルスなどの問題点も急速なゲノム解析から解決される可能性が高く、ある程度の数まで普及すれば、
脳死移植に代わる移植医療になると思われる。 
 本領域では、基盤産業の弱さからマクロ的・ミクロ的にも国内での実用化は期待しがたい。しかし、ニー
ズからいえば、諸外国より脳死移植が少ないわが国で高いが、実用化の担い手のベンチャーの実情から
いえばミスマッチの可能性が高い。 
 
（２） 基盤技術 
１）ベクター（遺伝子導入技術） 
 遺伝子治療に関するベクター開発は、遺伝子を利用した再生医療の中で不可欠であり、今後ニーズの
最も高い基盤技術である。にもかかわらず、近年その進歩は足踏みを続けている。特に、米国及び欧州
での遺伝子治療の副作用報告によりウイルスベクターの将来性に疑念が持たれている。その意味で、新
規のベクター開発がブレークスルーになることは間違いない。しかし、現実には新しいアイデアは不足で
ある。プラスミド DNA は、最も安全で扱いやすいベクターであり、今後プラスミド DNA に再度注目が集まる
と思われる。前述した血管再生療法では、有望な実用化候補はプラスミドDNAを使用しており、今後超音
波やウイルス膜を利用したプラスミド DNA の改良手段が実用化の鍵を握ると思われる。2010年までには、
より画期的な手法が実用化され、細胞と遺伝子の併用療法が可能になると思われる。 
 
２）デリバリー技術（カテーテルなど） 
 この領域は日本が最も弱い領域であり、再生医療の実用化において今後強化が必須である。既に、欧
米では心臓の虚血部位を同定する遺伝子や細胞を導入するインジェクション・システムができているが、
高価であるため、普及していない。更に、使いやすく安価な器具の普及が 2010 年までには起こるであろう。
また、神経細胞の再生に関しても移植部位の同定や機能評価が重要になり、分子イメージングの手法を
応用した新規デリバリー用の機会が 2020 年までには実用化されると思われる。この分野は日本では極め
て弱く、早急な支援が必要である。 
 
３）細胞培養 
 細胞培養技術は、再生医療の基盤技術として最も重要なものであり、キーワードは、無血清と大量培養
である。無血清培地の開発は、BSE 問題を受けて重要な問題であるが、多くの基礎研究が既に行われて
おり、急速に進歩している。2010 年までには実用化に耐えうるものが開発されるであろう。一方、大量培
養に関しては。費用が高額であるために、国内開発は難しく、欧米の技術を導入することになるであろう
が、2010 年までにはやはり実用化可能であろう。 
 
４）分化技術 
 現在分化には増殖因子などが使用されているが、ガン化の危険があり、増殖因子を用いない分化技術
の開発も重要である。スキャフォールド（足場）を利用した分化技術が報告されており、今後急速に発展
するであろう。2010 年までには、実用化のメドがつくであろう。 
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５）知的財産 
 マクロ的に見た場合、これらの分野に関しては、ＥＳ細胞のパテントが米国のバイオベンチャー（ジェロン
社）によって広範囲にカバーされているため、日本での実用化に関しては難しく欧米中心になると思われ
る。また、体性幹細胞の仕様においても Osiris 社の広範囲な特許が存在しており、特許問題が実用化の
上でハードルになるであろう。遺伝子治療と細胞治療の特許を図５・６に示すが、根幹部分を細胞治療で
は欧米に押さえられており、実用化では応用特許を押さえることで win-win 戦略を構築する必要がある。
しかし、ミクロ的には、分化にかかわる因子の発見や分化技術としてのスキャフォールド作成などでよい技
術が出れば、国内勢の検討も予想され、欧米が倫理的な問題で進展が遅い間に研究を進展させるべき
である。 
 
図 5 
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図６ 
 
 
 
（３） マクロとミクロ 
１）マクロ的視点 
①再生医学や再生医療に対する国民のコンセンサス形成： 
再生医療に関して ES 細胞を除いた部分に関しては、既に国民の理解は進んでいる。一般に思われて
いるよりも、治療に関して国民の理解度は高く、実用化に向けた関心は極めて高い。研究費の投入に関
しても、再生医療のマスコミなどのシンポジウムから見る限り許容されており、問題はないであろう、最大の
理解面でのハードルは、ES 細胞に関する議論であるが、一部マスコミや強硬な反対論者は存在している
が、必ずしも国民のコンセンサスであるとは思えない。まだ、実際の実用化とその果実が見えない状況で
は、反対論が強いのは理解でき、今後 2010 年ごろに実用化のロードマップと具体的な成果が出ると考え
られ、この時期より議論は観念論から脱却し、より具体的な問題点に移り、理解は得られると思われる。 
 
②長寿社会における再生医学の意味？ 
 現在、皮膚・骨・血管再生に関しては、ほぼ実用化のメドが見えてきており、2010 年までの普及が期待さ
れる。更に、2020 年までには脳梗塞や痴呆の治療も可能になり、現在より寿命が 5 年程度は延長するで
あろう。しかし、再生医療の本来の意義は、寿命の延長ではなくむしり「ピンピンコロリ」に代表される
QOL(生活の質)の向上にあり、健康年齢の延長には大きな成果が期待できる。2030 年までに人工臓器
が可能になれば、現在日本人の死因の第二・三位を占める脳梗塞・心筋梗塞が克服され、以前のように
感染症による死亡が増えるであろう。 
 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 216
③高齢化社会における「長寿」の意味： 
 上記のような変化は、長寿の意味も変えることになる。現在長寿は単に長生きを意味しており、正しい老
化を達成することを意味しているわけではない。老化した部分に対して組織・臓器の再生が行われるよう
になれば、単に長生きをするのではなく、機能的に正常な状態を保った状態での生活が必須になる。そ
のことは長生きに伴い再度教育の要求や就労の要求が出ることが予測され、いかに社会が健康長寿者を
再度社会に送り込むかが課題になるであろう。 
 
④再生医学研究進展が社会をどう変えるか？ 
 前述のように長寿の意味が変化することから高齢者の社会生活が大きく変化をすることが想定される。
自らの体力に自信を持てるようになった高齢者は、社会的な参加を要求する一方、経済的に自立が可能
で、一時的には保険財政が再生医療の実用化で悪化するかもしれないが、従来の対処療法の医療費が
減少し、バランスが取れるようになる。更に、これらの高齢者が稼ぐ所得により年金財政の改善及び税収
の増加が期待され、少子化によって減少する勤労世代の一時的な回復が期待できる。現在以上にシル
バー世代の購買力と社会での存在感が増加するであろう。 
 
２）ミクロ的な視点 
①臓器移植や臓器交換が簡便になるか？ 
 再生医療の産業化により技術的にはもちろんであるが、コスト的にも可能になる。しかし、残念ながらマ
クロ的には再生医療の産業化は日本では米国や欧州に比べ優位性を取ることは難しいと思われる。特に、
ES 細胞の入手や細胞の大量培養施設などインフラ面では逆転は想像しがたく、現在の製薬業界に似た
構図になるであろう。しかし、外国での外注施設が 2010 年ごろには整うことが考えられ、日本のベンチャ
ーは 2010 年ごろからミクロ的には活躍し始めると思われる。最終的には、再生医療は複合技術によるもの
からむしろ日本の得意な分野であるため、かなりの数のバイオベンチャーが世界的に活躍できると思われ
る。そのために、後述するように再生医療が通常の医薬品と同様保険の適応になること、再生医療ベンチ
ャーに十分な公的・私的な資本や研究資金提供がなされること、厚生労働省における規制が明確にされ
ること、などが必須である。 
 前述したようにマクロ的には再生医療は特許及び企業規模の点から海外が中心になるであろう。しかし、
個別のバイオベンチャーの商品においては世界的に通用するものがあり、2010 年ごろには一部のバイオ
ベンチャーは世界中で売り上げを稼ぐ状況になると思われる。特に、バイオクラスターに集積したベンチ
ャーと大学との産官学連携によって世界的にも注目される再生医療での経済活性化も 2030 年ごろには
可能であろう。 
再生医療の実現に関しては、個々のベンチャーや企業、大学の活躍だけでは期待できない。欧米のよ
うなバイオクラスターの形成が産業化における重要なエンジンとして必要である。現在、多くの地域でクラ
スター形成が進んでいるが、形を成しつつあるものは多くない。再生医療に関しては、神戸と大阪（彩都）
の 2 つのクラスターが有力で、これらの地域に再生医療にかかわるベンチャーの集積が望ましい。今の発
展が継続すれば、2010 年ごろまでにヨーロッパ並みのクラスター形成がされ、再生医療のメッカになるで
あろう。特に、両地区ともバイオメディカルの特区として認可されており、アジア地区からの患者も集める欧
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米型との滞在型病院の誕生も 2020 年ごろには期待される。 
 
②再生医療を受ける側の公平性は確保されるのか？ 
 これは、混合診療解禁の方向性によって大きく左右される。混合診療解禁の議論が現在行われている
が、その内容によっては再生医療の実用化は大きな影響を受ける。現在行われているような高度医療を
保険外にするということになれば、高額な医療費を払える患者も限定され、市場も小さいため十分な研究
開発費の回収ができないため、再生医療の実現は大きく後退するであろう。また、実用化しても利益を出
している会社にはコスト削減の社会的な圧力が加えられ、利益追求に歯止めがかかるため、実用化は極
めて困難になる。逆に、胃薬やビタミン剤などのスイッチ OTC として発売されているもの（医療機関では現
行保険対応）が医療機関で混合診療され、削減された薬剤費が高度医療、特に再生医療のインセンティ
ブとして確保されれば、参入企業が増加し、再生医療の実現が早くなることが期待される（図７）。 
 
図７ 
 
 
③治療「薬」という概念から治療「臓器」という概念の移行： 
 この点に関しては概念の移行は起きないと考える。皮膚・骨・血管・神経という患者数の多い疾患は、治
療「臓器」というよりは従来どおりの治療「薬」であり、臓器の概念が適応されるのは、肝臓と腎臓ぐらいし
か想定できない。しかし、これらの疾患に関しても臓器を作り上げるのは大変困難であり。前段階で治療
「薬」といえる再生医療がまず実現するであろうから、概念的な変遷が起こるとは思えない。 
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３. 日本のとるべきアクション 
 
 前述したマクロ・ミクロ的な状況が解決するべき点であり、これらを解決するアクションをとるべきである。
下記では、重要な点に焦点を絞り、記載する。新設の研究所構想を中心に纏めたが、縦軸としてこのよう
なコアになる施設（国営でなく、民間からの寄付研究所あるいは大学中心が良いであろう）と科学技術調
整費などで支援される横軸のプロジェクトで支えられることが望ましい。 
 
（１）基盤技術の育成、国民理解の形成、ベンチャー育成のための新研究所構想（日本版バイオ X） 
 基盤技術として、高額な研究費がかかり、かつ、海外での受託では解決できない部分を特に重点的に
育成すべきである。具体的には、遺伝子導入用ベクター、遺伝子・細胞をデリバリーするカテーテルなど
の用具、などに関して、産官学連携を促進するコンソーシアムあるいは研究機関が必要であると思われる。
従来これらの要素技術は個別に支援されてきており、実用化が視野に入っておらず、技術はできても実
用化に利用できない状況が生まれている。たとえば、１）バイオベンチャーを有機的に連携した補助金に
よる再生医療の実用化プログラム、２）企業による大学との大型の組織的な産学協同研究（寄付研究所の
設置と国によるマッチングファンド）、などがあげられる。実用化の担い手が再生医療では既存の大手企
業である可能性は低く、バイオベンチャーの育成と不可欠であることを認識した実用化支援プログラムが
2010 年までの早期に必要で、第三期科学技術計画に盛り込まれべきである。この時期までにおおよその
実用化の道筋が見えている可能性が高く、時期を逸した支援は日本のプレゼンスを消失させる可能性が
高い。また、国民の理解に関しても筆者は楽観的ではあるが、より統合的な科学技術の政策論が今後再
生医療の実用化には必要だと考える。そこで、下記のような文理一体型の新設の研究所（日本版バイオ
ーX）の創設を提案したい（図８）。 
 日本版のバイオ X は、米国でのビル・ゲイツの寄付によるスタンフォード大学でのバイオ X と米国のサン
タフェ研究所を合わせた構想である。いわゆる複雑系の科学を構築するために、生物学、医学、工学、経
済学、社会学などの研究者が分野を超えて集まった研究所で、異分野の研究者が同居して議論をするこ
とから大きなシナジー効果が期待できる（サンタフェ研究所、スタンフォードのバイオ X に関しては資料１
を参照）。「遺伝子治療・再生医療を例に、科学技術の誕生から経済社会に影響を与えるまでのプロセス
をライフサイクルとして捕らえ、科学技術を様々な角度から分析する研究所」というのが、アイデアである。
一般論として、サイエンス→技術開発→実用化→産業への影響という経路を辿る（これは線形モデルと言
われ、すべての技術、産業に当てはまる訳ではないが、生命科学・製薬は最も当てはまる分野）。これを
一つの研究所でカバーする。具体的には、①遺伝子治療・再生医療そのもの②それの実用化に関する
ベンチャー論（特にマネージメント）あるいは技術移転論③イノベーション論④実用化された場合の社会
への影響（特に再生医療の場合には生命倫理）の研究者を集結し、「オープン・流動性」「学際性」「ネット
ワーク作りの触媒」をキーワードとして、遺伝子治療・再生医療の実用化をプログラム・プロジェクトで推進
する。 
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図８ 
 
 
単なる寄せ集めではなくシナジー効果を高めるために、 
① 研究所内の研究発表にはすべての分野の研究者が参加し、それぞれの立場から互いの研究を
評価する。こうすることで、例えば科学者は最初から産業ニーズを意識した研究ができる。他分野
の研究者にも理解できる言葉で話すことで、融合が深まる。 
② 専門分野の縦軸に対して、分野横断的な横軸のテーマを設定し、そのテーマに沿って異なる分
野の研究者が集まり共同研究を行う（例えば、「胚性幹細胞からの神経細胞への分化、その医療
への応用」「遺伝子治療」など）。各研究者は自分自身の専門知識（縦軸）を利用し共通テーマの
横軸の研究を行う。横軸に、技術のライフサイクルの考え方などのいろいろな切り口を用意する。
いずれにしても研究所の看板はこの横軸で掲げる。 
③ 実際にベンチャーを立ち上げる。ベンチャー論や技術移転論の研究者はこうしたベンチャーを
研究材料に使える。科学者、ベンチャー、ベンチャー論研究者が互いに互いを研究材料や研究
資源として活用する。 
④ 当然のことながら全てのポストを任期制とし、客員も多く受け入れる。特に企業出身の研究者を多
く受け入れる（下記資料 1 のサンタフェ研究所で見られる Corporate affiliate program などを作り、
これと連動させる）。ワークショップを多く開催し、外部研究者とのネットワークを強める。こうするこ
とで「バイオおよびその産業・社会への影響」の分野で、研究活性化のための「触媒」として機能
することを目指す。 
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立地場所として日本版バイオ X は、ベンチャー企業の輩出も期待されるので、既にクラスター形成が
進んでいる大阪北部などが望ましいと考える。 
 
（２）安心安全な再生医療を作るには 
 安心安全な再生医療とは、副作用が予測され、有効性と副作用のバランス（リスク・ベネフィット）が取れ
た状態を意味しており、これは通常の医薬品で現在行われている厚生労働省の規制を踏襲する必要が
ある。再生医療のみ別枠での安全性審査とはいうわけにはいかないので、既存の規制に沿うような臨床
薬理や毒性学的に見たデータ収集が必要で、これらの経験をつんだ人材が不足していることも実用化を
遅らせている。実用化のもう一つの重要な課題は、臨床薬理と分子イメージングに関する研究の後れで
ある。再生医療の抱えているハードルを図９にまとめるが、移植された細胞や遺伝子の体内動態、血中動
態、発現期間、生存期間などを生体内で生きたまま見ることは再生医療の実用化には必須である。欧米
では、このような再生医療・遺伝子治療の分子イメージングは非常に進みつつあるが、日本ではまだ不十
分で具体的な出口を絞った上での分子イメージングの推進は重要である。また、同様の理由で遺伝子や
細胞の臨床薬理も早急に進めるプログラムも必要である。これらの分野の研究者は日本では極めて少な
く、人材育成プログラムも再生医療・遺伝子治療の拠点を選んで、具体的な出口に沿った人材育成も必
要である。 
 
（３）治験薬製造施設の新設 
 再生医療に関する製品製造の中で、細胞治療に関しては各地にセル・プロセッシング・センターが作ら
れ、かなり実用化に貢献している。しかし、再生医療を支えるもう一方の車輪である遺伝子治療薬に関し
ては製造施設が国内になく、海外への受託になっている。一般に創薬バイオベンチャーや大学・研究機
関が開発したバイオ医薬品候補物質を、大手製薬企業が共同研究・開発、ライセンス導入をするには、
大手製薬企業がバイオ医薬品候補物質を、評価する必要がある。すなわち、創薬バイオベンチャーは、
バイオ医薬品候補物質を評価に必要な量だけ生産しなければならない。しかしながら、現在、国内では、
このようなバイオ医薬品候補物質を少量生産する施設が不足している。一方で、海外の受託業者は既に
大量生産に移っており、国内でのバイオベンチャーや研究者が求める少量生産に応じることができず、
実質上生産ができない状況に陥っており、創薬ベンチャーの成長阻害要因となっている。再生医療の実
用化を促進するために、核酸医薬品、遺伝子治療薬、遺伝子治療用ベクターなど新しい製法による画期
的新薬の製造のために、創薬ベンチャーが共同利用できるバイオ医薬品候補物質を評価するための『治
験薬ＧＭＰ』製造施設の設置が必要である。本施設は、産業化育成のためにも公設民営方式でベンチャ
ー企業の参加を求め、人材育成や技術移転を図る平成の「富岡製糸工場」の役割を担うことが期待され
る。既に米国では 1990 年代初頭に NIH 主導でこのような設備が全米で進められ、ベンチャー育成や地
域クラスターの核になっており、日本でも同様の試みが必要である。 
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資料１ 
＜サンタフェ研究所＞ 
NPO の研究機関として 1984 年にアリゾナ州サンタフェに設立。目的は学問領域を超えて「複雑系」の研
究をすること。”institute without walls”を標榜している。 
 
陣容は研究者（任期 1-6 年、パーマネントのポジションはなし）35 人。専門は人間行動、認識科学、生物
系（発達、免疫、神経科学、数理生態学、進化論）、経済学、物理学、言語学などさまざま。自然界だけで
なく人工的な事象（例えば株式市場の値動きなど）を対象に、複雑な現象の奥底にある共通の原理・原
則を解明する研究を行っている。また約 60 人の客員研究者（常駐はしていない）がいる。管理スタッフは
25 人。 
 
「部門」を設けずに、研究者同士が自然発生的な緩やかなグループを作って活動する。一人の研究者が
複数のグループに属する場合もある。年約 25 回のワークショップのほかに、毎年夏に開くサマースクール
には数百名規模の研究者・学生が集まる。 
 
年間の予算（はっきりしないが 8 億円程度とみられる）のうち半分が政府および様々な研究基金からのグ
ラント、25％が Corporate affiliate program（後述）、残り 25％が寄付である。 
 
Corporate affiliate program は主に企業を対象にした会員制のシステム。研究成果へのアクセスや研究テ
ーマの提案、ワークショップ参加、出版物の配布などのメリットがある。年会費は 3 万ドル。コンサル（マッ
キンゼーなど）、金融・投資会社（UBS など）、IT（インテル、シスコ）、自動車（フォード、トヨタ、本田）など
50 社以上がメンバーに名を連ねている。 
 
バイオ X 
ビル・ゲイツの寄付でスタンフォードに Bio-X プロジェクトがある。物理、化学、工学、コンピューター科
学などバイオ以外の分野のアイデア、研究手法を、コラボレーションを通してバイオ・医療の研究開発に
役立てる、というはっきりしたコンセプトを有する。サイエンス以外からは法学部が参加していますが、基本
的にサイエンス中心のプロジェクトである。 
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ナノバイオ技術を利用した創薬 
 
京都大学大学院 薬学研究科 教授 橋田充 
 
１．現状分析 
近年、生命科学の発展に対応して新しい作用メカニズムに基づく活性化合物が多数開発、実用化され
た。これらに対し、従来の構造－活性相関の議論の枠を超えて、医薬品の化学構造と生理活性の対応
関係を生命科学と基盤して俯瞰的に整理する試みが進められ、理論的分子設計の展開を通じて、多くの
新しい創薬手法が生まれている。ドラッグデザインに代表される創薬技術に関しては、①ゲノム情報を基
盤として演繹的に活性分子の設計を展開するゲノム創薬、②分子ライブラリー構築を支援するコンビナト
リアル化学、③迅速な薬理スクリーニングを可能とするハイスループットスクリーニング、などを組み合わせ
た新しいコンセプトに基づく創薬システムが構築されつつある。一方、薬理活性と共に医薬品の効果の支
配要因である体内動態に関しても、動態の分子機構に基づく構造－物性－動態相関の概念が確立され、
これを基盤として、薬物の体内動態の精密制御を目指すドラッグデリバリーシステム(DDS)の開発とりわけ、
ナノテクノロジー、ナノバイオ技術を基盤とした標的指向化（ターゲティング）技術等の開発が進んでいる。
また、生理学的、薬理学的、動態学的データを情報学的手法と結合させることによって、細胞・生体機能
とその制御メカニズムをコンピュータ上に再構築する生体シミュレーションも、生命体活動の演繹という本
質的意味のみならず、応用においてもＤＤＳ開発あるいは創薬に大きく貢献するものと思われる。 
このような創薬基盤技術の変革、画期的発展は、バイオインフォマティクスとケモインフォマティクスがさ
らにシステムバイオロジーなども含めて統合された創薬情報科学（ファーマコインフォマティクス）の構築と、
ナノテクノロジーに代表される高機能創薬素材や微細加工技術の開発等の、総合の上に成立すると考え
られる。 
わが国における医療用医薬品の生産額は 2002 年において５兆７千億円に達するが、世界の医薬品売
上高上位１００品目のうち、わが国で開発された医薬品は１０品目あまりにとどまる。創薬、難病治療薬の
開発は、人類の健康と福祉の向上を支え社会の要請に直結する。また、世界単一市場のもとに展開され、
情報集約型産業の代表とも位置づけられる。従って、ライフサイエンスやナノテクノジーの応用分野として
の創薬科学の重要性は極めて大きく、その将来展開を多面的に予測し、アクション提言を行うことは意義
深い。 
現状において、ナノバイオ技術を利用した創薬あるいは創薬情報科学に関しては、将来性は極めて大
きいものの、我が国における個々の要素研究の到達レベルは必ずしも十分ではなく、総合型科学技術と
しての基盤整備も遅れている。以下、創薬情報科学の展開を視野に入れながら、ナノバイオ技術とこれを
基盤とする創薬科学技術、ＤＤＳの将来像を展望する。 
 
２．発展シナリオ 
医薬品の開発は、医薬品のターゲットとなる生体内分子（創薬ターゲット分子）の発見、ターゲット分子
の妥当性検証、ターゲット分子に結合するリード化合物の発見、リード化合物の最適化、前臨床試験、臨
床試験の順に実施される。医薬品の研究開発、特に初期探索研究のストラテジーは、1980 年代後半に
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開発されたコンビナトリアル合成とハイスループットスクリーニング法によりその概念を大きく変化させ、熟
練研究者の「勘と経験」から「自動化による大量処理」に変貌した。さらに、2003 年 4 月のヒトゲノム解読完
了後、機能ゲノミクスへと完全に移行した現在、新しい創薬情報科学の構築なくして創薬研究は成り立た
ない。 
一方、最近の創薬の概念、方法論／技術の大きな発展と平行して、各種ＤＤＳの開発が進められ、適
用の対象も 1980 年代の低分子薬物からタンパク質医薬品、遺伝子治療へと、医薬品自身の歴史的な開
発の歩みに伴って、大きく拡大された。新しい創薬技術を基盤とした画期的新薬の開発や薬物治療の高
度化においては、薬物体内動態の精密制御、至適化を可能とする高機能化された新しいＤＤＳ技術の開
発、導入が不可欠と考えられ、新しい製剤の姿として、ＤＤＳが未来の薬物治療、創薬を支える最も重要
な基盤技術の一つと位置づけられている。一方、非・低侵襲で高機能化された医療デバイスの開発も、
医療、薬物治療の高度化に大きく貢献するものと思われる。ナノテクノロジー、ナノバイオ技術、ナノ加工
技術、ナノ計測技術はこれらの基盤を構築する。 
 
（１）in silico 創薬、創薬情報科学 
新しい創薬ターゲットの探索には莫大なコスト、時間、労力が必要であり、対象遺伝子／タンパク質の
効率よい絞り込みが重要である。創薬ターゲットの探索方法としてゲノムデータベースの利用があり、生物
学的機能との関連が示されているが分子レベルでの構造あるいは機能が不明な遺伝子がある場合、デ
ータベース検索を実行し、その構造あるいは機能を予測することができる。こうしたアプローチは 2010 年
には、広く一般化するものと思われる。また、分子生物学の飛躍的な進歩とゲノム、プロテオーム、メタボ
ローム解析が相俟って、生体分子が構成するバイオパスウェイに関する情報がますます集積されつつあ
るが、こうした情報を創薬に還元するためにはパスウェイ・ネットワーク構造に加えて、ネットワークがもつシ
ステムダイナミクスを包括的に理解することである。現在、システムバイオロジーをキーワードに、代謝ネッ
トワーク、細胞内シグナリング、細胞機能など様々な大規模バイオシミュレーション研究が行われるように
なってきたが、これを治療戦略や創薬研究に応用した例はまだほとんどない。バイオシミュレーション技術
は現在急速に進歩しており、今後さまざまな生物学的実験や動物・ヒト試験結果の解釈，さらには医薬品
治療戦略の設計に応用されるようになる。2015 年は、こうした新しい科学技術の全貌が姿を現す時期に
なると考える。 
 探索研究の初期においては、リード化合物の創出が重要な課題であり、標的タンパク質の立体構造を
ベースとした薬物分子デザインが注目を集めている。コンピュータ分子設計に関しては、既に HIV プロテ
アーゼ阻害剤など幾つかの成功例があるが、最近の構造ゲノム・プロテオーム研究の飛躍的な進展によ
ってより大きな期待が集まっている。基本戦略は、タンパク質の結晶構造、あるいは構造データベースか
らホモロジーモデリングで推定した構造を元に、化合物のドッキングスタディーを行うことである。タンパク
質構造を ab initio で推定する計画も進められており、2010 年が論理的分子設計を実践するための基盤
技術の発展のひとつの目標となるものと思われる。 
 究極的には、新規にデザインする化合物の化学構造から in silico で薬物の体内動態（ADME）および毒
性（Tox）（ADME/Tox 特性）や治療効果の予測が実現するものと思われる。既に、構造活性相関的手法
による ADME/Tox モデルが数多く提案され、一部ソフトウェアとしても市販されているが、これらは基本的
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に観測結果に基づく経験論モデルであり、予測の普遍性が問題となっている。ADME/Tox 特性予測に
限らず医薬品開発研究に関わる多くの問題を未然に予測し効率的な研究開発を進めるためには、理論
化学やコンピュータサイエンスに加え、構造生物学およびシステムバイオロジー領域がますます発展し創
薬サイエンスとしての基盤を構築することが必要であり、2015 年が諸条件が実現する時期と考える。シス
テムバイオロジーをはじめ、要素科学が充実し、生命現象のバーチャル構築と in silico 創薬が完全に実
現するのは、2020 年を予測する。 
 
 
ゲノムデータベースを利用した創薬ターゲットの探索 
 
タンパク質の構造データベースに基づく化合物のドッキングスタディー 
 
化学構造に基づく薬物の ADME/Tox 特性の in silico 予測 
 
システムバイオロジーを基盤とした代謝ネットワーク、細胞内シグナリング、細胞機能などに関する大規模
バイオシミュレーション研究 
 
生命現象のバーチャル構築と in silico 創薬の完成 
 
社会基盤の整備（製薬産業の再編、医薬品開発の国際的ハーモナイゼーション） 
 
 
        2005         2010         2015         2020 年 
 
図１ in silico 創薬、創薬情報科学の基盤構築のロードマップ 
 
（２）ナノテクノロジー、ナノバイオを応用したＤＤＳ開発 
ＤＤＳは薬物治療の最適化を目標に、薬物の体内動態を精密に制御する技術である。薬物の体内動
態を精密に制御するためには、投与部位から作用発現部位に至る薬物の体内動態をトータルシステムと
して捉え、そのシステム特性の解析結果に基づいて制御を行う、システム工学的なアプロ－チが必要で
ある。薬物の体内動態は、薬物の投与部位と作用部位の位置関係によって決まる。また、その途中の各
過程において薬物が移行する機構は、生体側の解剖学的あるいは生理学的特性と薬物の物理化学的
あるいは生物学的特性によって規定される。薬物の体内動態の分子機構に関する研究は、近年著しく発
展し、細胞膜において特定の物質を認識し生体エネルギーを利用して輸送するトランスポータの解析も
進んだ。2010 年には、薬物動態の機構論はほぼ整理されることになる。 
一般的なＤＤＳや医療デバイスの開発は、技術の集約を通じて実現される。必要な要素技術の多くは、
既に存在しあるいは 2010 年を目途にラインアップが整う。話題性のあるＤＤＳの実現（普及）予想年度は
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図２の通りである。この中には、既にプロトタイプ製品が市販されているものも多い。 
 
 
吸入投与とデバイス                2007 年 
針なし注射と埋め込み型ＤＤＳ            2008 年 
リポソーム製剤                  2007 年  
高分子コンジュゲート医薬品              2009 年 
抗体医薬とミサイル療法                      2012 年 
細胞製剤                                  
2015 年 
 
                  2005          2010        2015 年 
 
図２ 話題性のあるＤＤＳ、医療デバイスの普及ロードマップ 
 
今後のＤＤＳ研究において、最もシンボリックな領域は遺伝子医薬品の新規キャリア開発（遺伝子デリ
バリー）である。ウイルスベクターは遺伝子発現効率の面では優れているが、安全面に問題があり、細胞選
択的に遺伝子医薬品を送達できる非ウイルス性遺伝子デリバリーシステムの開発は、培養細胞系におい
て顕著な治療効果を示す次世代型医薬品、すなわち siRNA、アンチセンス DNA、プラスミド DNA 等によ
る遺伝子治療の実現および対象疾患の拡大の鍵を握る。実現に向けては、遺伝子医薬品の投与部位か
ら標的部位までのプロセスをトータルに捉えた動態制御システムの開発が不可欠で、生体内で細胞特異
的デリバリーなど高度な機能を発揮する多機能性標的指向型ナノ・遺伝子キャリアの創製が求められる。 
細胞特異的認識素子の表面導入あるいは細胞内動態の制御に関する総合的な要素技術と設計戦略
の確立は、2010 年までにある程度のレベルになることが予想される。リポソーム、やデンドリマーなどの機
能性高分子素材の開発も、ほぼ同一のペースで進むものと思われる。in vivo レベルで高い遺伝子発現
制御機能を有するナノ・遺伝子キャリアの合理的設計、開発は、全身・臓器・細胞レベルでの定量的な動
態解析と、物理化学的性質を基盤とした制御技術の統合および最適化により実現され、基礎研究の充実
したわが国は、世界中の研究グループが進める遺伝子導入キャリアシステム開発において、基本的設計
指針の提示を通じて重要な役割を果たすことが期待される。2020 年には、siRNA による治療や DNA ワク
チンが、医療の中で一定の割合を占めることになる。 
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機能性キャリアー基本技術（リポソーム、デンドリマー） 
 
細胞特異的送達技術の開発 
 
多機能性標的指向型ナノ・遺伝子キャリアの創製 
 
非ウイルスベクターを利用したＤＮＡワクチンの実用化           臨床試験 
 
非ウイルスキャリアーを利用した siＲＮＡ治療               臨床試験 
 
 
 
        2005         2010         2015         2020 年 
 
図３ 遺伝子デリバリー技術・ＤＤＳの開発と遺伝子治療実用化のロードマップ 
 
将来の医療においては、人工臓器、人工感覚器等の身体機能代替人工器官や体内埋め込み型診
断・治療デバイスの利用が一般化する予想される。本領域に関しては、ナノ加工技術を応用した体外・体
内各種センサーや、ナノ計測技術を応用した各種チップ、バイオツールの開発が推進力となり、マイクロ
アクチュエーターや生体インターフェイスデバイス等身体機能代替人工器官の要素技術の開発が強く望
まれる。 
次世代ナノ医療システム、デバイスの展開としては、図４に掲げた技術がＤＤＳの開発展開に加えられ
る。 
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診断用ナノセンシングカプセル 
                    2010 年 
ナノレベルイメージングシステム 
                         2012 年 
Human-on-a-chip ：生体機能のナノ工学的評価 
 
バーチャル人体（バイオシミュレーション） 
 
人工細胞・臓器：総合的生体機能維持／健康増進システム： 
 
 
 
        2005         2010         2015         2020 年 
 
図４ ナノ医療システム、デバイスの開発のロードマップ 
 
３．日本のとるべきアクション 
創薬、医薬品開発は社会の要請に直結し、高付加価値・情報集約型産業の代表であるが、世界単一
市場のもとに展開されることから、一度研究推進に遅れをとると、資本の論理の元に、研究･技術開発の
両面において、世界に大きく水を開けられる危険性もある。わが国が優れた成果を挙げているライフサイ
エンスやナノテクノジーの基礎研究成果を有効に生かし、その応用展開を通じて世界に受け入れられる
貢献を果たすためには、本分野に対する重点的研究投資と、社会基盤の整備が望まれる。本領域の中
心課題のひとつであるＤＤＳに関しては、わが国には薬・医・工・理学等を融合したユニークな研究体制が
構築されており、その一層の推進を提言したい。 
 
（１） 日本の先進的研究・技術を生かす研究分野の重点的推進 
わが国のナノテクノロジー研究あるいはナノテクノロジーとライフサイエンスの融合分野であるナノバイ
オ研究は、基礎研究として世界的にもある程度のレベルにある。一方、総合型科学技術としての創薬特
に創薬情報科学の展開に関しては、アカデミアあるいは個々の企業において努力はなされているものの、
新薬開発の理論構築に向けた戦略的取り組みは遅れ、要素技術の統一的展開に向けた体制構築もなさ
れていないので、研究投資を前提とした本領域の重点的推進がきわめて重要である。 
 
（２） 中核研究機関の設置 
 わが国の得意分野を生かした、ナノバイオに基づく創薬戦略を構築するために、情報の集約とインテグ
レーション、さらにその社会還元をミッションとする中核研究機関の設置が必要である。 
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（３） 薬事行政等と一体化した国家レベルでの研究支援 
 創薬は、極めて社会的、国際的性格を有する科学技術であり、研究行政のみならず、薬事行政や産業
政策との一体的運用も非常に重要である。関係省庁横断的な、研究支援体制の構築が不可欠であり、
同時に総合的、俯瞰的立場よりこれをリードする、中核的研究機関あるいは個人のリーダーシップにも期
待が大きい。 
 
（４） 統合型教育を基盤とした若手研究者養成 
 創薬は、総合科学としての様相が極めて強く、その領域の研究者養成はライフサイエンスとインフォマテ
ィクスの両面に軸足を置いた戦略的構想の下に推進しなければならない。この点において、上記（２）で
述べた中核研究機関が、教育カリキュラムのプロトタイプ構築にも積極的役割を果たすことが必要であ
る。 
 
（５） 産学官の人事交流 
 総合型科学技術である創薬を、バイオテクノロジー、ライフサイエンス、インフォマティクスなどの融合の
基に展開して基盤を構築し、さらにその成果を産業に発展させるためには、産官学の協業がきわめて重
要であり、特に人事交流の面からのその推進は有効だと思われる。 
 
（６） 健康・福祉国家戦略 
 医療研究の推進と社会還元は、国家戦略として位置づけられるべきものであり、これを明確、具体的に
構想しなければならない。既に、がん、脳、免疫などの研究が、国家プロジェクトとして大規模に推進され
ている。“ナノバイオ技術を利用した創薬”や“ＤＤＳ”は、応用科学技術としての様相から、そのスケール
が見えにくいが、本稿で述べたように研究の裾野はきわめて広く、また先端的でその統合によって大きな
価値を生み出す。従って、健康・福祉に関する国家戦略の中で、目標の明確な本領域のようなサイエン
スを柱として立てることも、十分考慮されるべきと考える。 
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 [補足資料] 
 
図５ In Silico 創薬の流れ（山下冨義：バイオベンチャー 4(6)、2004） 
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図６ ナノバイオ技術、ナノイメージング技術を基盤とする DDS 開発（著者研究室） 
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ナノバイオ技術を利用した創薬 
 
名古屋大学大学院 工学研究科化学・生物工学専攻 教授 馬場嘉信 
 
１．現状分析 
 ナノバイオ技術の中心は、ナノバイオデバイスと呼ばれる一種のチップ技術である。ナノバイオデバイス
は、疾患に関連した遺伝子やタンパク質のスクリーニングを可能にする非常に重要な技術であり、創薬に
直結している。 
 ナノバイオデバイスの現状は、まだナノを積極的に活用した技術は少なく、基本的にはマイクロの構造
で DNA やタンパク質を非常に高速に、ごく微量のサンプルから解析できるようなデバイスが開発されるよ
うになった段階である。すでに実用化が始まっているが、まだ創薬というよりはバイオの研究支援ツールの
段階であり、製薬メーカーが創薬に使える技術という段階には至っていない。 
 ナノデバイスの実用化、普及には、スループットの向上などによる低コスト化が必要であり、現在の技術
開発の中心となっている。これまでのマイクロ技術に替わって、マイクロ技術にナノ技術をうまく組み込む
ことで、スループットが向上できると考えている。マイクロ構造の中にナノの構造を作ったり、マイクロ構造
の表面をナノのコーティングで制御したりするものが開発されて来ている。従って、製薬会社が使えそうな
システムが出来つつある段階と言える。 
 スループットの向上には、微細化、集積化、大量生産によるコストダウンなどが有効である。ナノバイオ
チップの材料も、以前は相互作用や吸着、大量生産が難しいなどの問題を抱えるシリコンやガラスを使っ
ていたが、現在はプラスチックを金型として使って成形するようになった。プラスチックの場合、集積度を
上げることに困難があったが、最近開発した遺伝子解析用のチップでは、従来のものよりかなり小さいだ
けでなく、3 倍以上の測定能力を持たせることが可能になった。 
 これまでのチップは研究用のものであり、きれいなサンプルしか対象にしていなかったが、創薬や医療
への応用のためには、血液などを直接測定する必要がある。それらのサンプルに含まれる多様な成分か
ら、測定したいサンプルのみを選択する必要がある。そうした前処理をチップ上で実現するためにチップ
内の微細構造を構築する技術、例を挙げると、ナノメートル単位の厚さでコーティングする技術などが出
て来つつある。 
 遺伝子やタンパク質の解析だけでなく、創薬面でも、ナノデバイスは有用である。ナノ空間では水の物
性が変化するため、これまでは不可能と考えられていた物質の制御が可能になると考えられる。既に日本
では、ナノ空間を利用して医薬品に近い物質を合成する研究が行われている。これまでの化学プラントの
概念を変える小型のプラントが生まれる可能性がある。 
 最近では、細胞や再生医療を目指した研究にナノバイオ技術を応用するなど、ナノバイオ以外の領域と
融合させようとする動きも出てきている。しかし、医療への応用には大量の医療情報を一度に処理する技
術などが必要であり、現状ではコストが嵩むため、大幅なコストの引き下げをもたらす技術が必要である。
現在はそのための要素技術が出てき始めた段階と言える。 
 半導体業界など、他業種からの参入も活発になってきた。愛知万博のチケットには 400 マイクロメートル
角のミューチップが埋め込まれているが、将来この技術を発展させて DNA 解析するという話もあるという。
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日本では、大企業だけでなく中小企業にも優れた技術を持つところがあるので、こうした技術をバイオに
活用することで、日本から新しい技術が生まれていくことが期待できる。 
 
２．発展シナリオ 
（１）ナノバイオデバイスの発展 
１）微細化 
 ナノバイオチップは現在マイクロの技術からナノの技術に移行しつつある。マイクロ構造にコーティング
などでナノ構造を付け加えることで、多機能化や高密度化が可能になる。現在のチップでは測定部分は
マイクロサイズだが、チップ全体はまだ大きい。われわれが開発したものでも、40 ミリメートルぐらいある。し
かも単機能でしかない。集積化を可能にするためには、幅だけでなく長さも小さくしなければならない。実
際の測定部の長さは 500 マイクロメートルなので、ナノ技術の利用で微細化できる可能性があることはわ
かってきた。 
２）遺伝子測定チップの集積化 
 われわれが作ったものは、40 ミリメートルのチップで 10 サンプルが同時に測定できる。既に 700 サンプ
ルまで測定できるデバイスも開発はされているが、大きさが B4 サイズぐらいある。これらはまだ開発段階で
ある。 
 40 ミリメートルで 10 サンプルのものは、2008 年から 2010 年に実用化できるだろう。また 2010 年頃には、
クレジットカードサイズで 500 サンプル程度が測定できるものも実用化されているであろう。 
 つまり一般の人たちがナノバイオ技術を享受できるようになるのは、一番早くて 2010 年頃、多分 2015 年
頃と考えられる。この段階で恩恵を受ける人は、病気になって最先端の医療機関に行った人ということに
なる。 
３）タンパク質測定チップの実用化 
 タンパク質測定用チップについても、来年ぐらいにはプロトタイプができるかもしれない。順調にいけば、
単機能の初期的なチップが 2010 年に実用化されるかもしれない。現在タンパク質測定について、前処理
からナノバイオデバイスで実現するための研究を行っており、将来的には多機能化も可能と考えている。 
4）多機能化 
 例えば血液を乗せたら、その中から自動的にDNAを抽出し、その中のターゲットの遺伝子だけを増幅し
て SNPs を調べるなどの、一連の流れがまず集積化されると思われる。集積化されたら、それを同一のデ
バイス上に多数実現して、例えば同時に 100 人分や 1000 人分といったサンプルが測れるレベルに 2015
年から 2020 年ぐらいの間に達する可能性がある。半導体におけるムーアの法則のように、倍々にしてい
かなければならない。もちろんそのためには解決しなければならない技術的な問題がたくさんある。 
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（２）創薬概念の発展変化 
１）ナノバイオと創薬の関係 
 現在の医療では、例えば風邪に対して、最初は一番どれにでも効きそうな薬品を投与していると思う。と
いうのは、調べるのにお金と時間がかかるので、感染している菌の種類を調べていない。効かなければ
次々に薬を変えていく。ナノバイオチップによって菌のタイプが非常に安くすぐわかるようになれば、最初
から効く薬が投与されることになり、患者は長い間苦しまなくていいし、効かない薬にお金を払う必要もな
くなる。こうしたコストを考えると、ナノバイオチップに払うコストも負担に感じられなくなる。 
 DDS(ドラッグ・デリバリーシステム)も、ナノのサイズになってきている。遺伝子のデリバリーに使われてい
るウイルスは全部ナノサイズであり、そのアナロジーを高分子などで作る研究が進んでいる。ナノバイオ技
術を利用した創薬の一環と言えるが、臨床応用に近いところまで来ている。 
 技術的に現状はかなり約束された段階になってきていると思うが、ナノ構造なので、同じ大きさにそろえ
て作るとか、作ったものの中に例えば遺伝子がほんとうに入っているかどうかなどを、どのような方法で調
べるのかが問題になっている。こうしたクオリティーコントロールを、ナノバイオチップによって提供する研
究も必要である。 
 
２）薬というもののあり方の変化 
 創薬との関係で言うと、薬というもののあり方が将来変わっていく必要がある。漢方薬は別にして、今の
薬は必ずターゲットのタンパク質に対して、1 対 1 で対応している。しかし今後予防医学の方向に行くと、
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薬よりも食品、機能性食品、サプリメントなどが重要になってくるが、これらは単一成分ではない。これから
は、こうした非常にたくさんのものが混ざったものが、長期的にその人の健康にとってどういう影響を及ぼ
すかを調べていく必要がある。そうなると、これまでの薬で培った知識ややり方が、全く使えない可能性も
考えられる。 
 例えば漢方薬の成分を調べてみると、1 個 1 個調べるとどれも効かないが、混ぜると効く場合が非常に
多い。HIV に対しても、1 個の薬では効かないが、カクテルにしたら効いている。食品もそうだと考えられる。
こうしたミクスチャーを摂取したときに生体に及ぼす影響を、トータルで調べる必要がある。極端な話、何
か投与したときに変化するタンパク質とか、遺伝子とか、糖鎖とか、代謝物とかを、それが何十万、何百万
あっても、簡単に測定できるようなデバイスの開発を目指していく必要がある。こうした段階にはいることが
できるのは、2030 年とか 2040 年かもしれない。 
 
（３）他分野への応用 
 長期的にはナノバイオ技術は、日本が目指している安全・安心や、健康で長生きなどを実現していくた
めの技術として役立っていくことになるだろう。 
 2020 年、2030 年となれば、半導体のように、ナノバイオデバイスの集積度が一定期間毎に倍増し、集積
度のオーダーが変わるごとに、全然別な、今からは予測できないようなことができるようになるだろう。生体
認証用のナノバイオデバイスや、非侵襲の測定用チップが開発されるだろう。例えば車載のバイオチップ
によって、血液を調べることすらなく、運転手の健康状態がわかるようになるだろう。 
 農業でも、遺伝子組みかえのチェックや O-157 などに感染しているかなどのチェック、産地の確認など
ができるようになるだろう。このあたりが、2030 年ごろのターゲットと考えられる。 
 
３．日本のアクション 
（１）要素技術を有機的につないでいくための研究 
 現在ナノバイオは、個々の要素研究から実用化に向かっている段階である。実用化にはニーズの把握
と、実用化を促進するツールが必要になる。半導体開発になぞらえると、ナノバイオデバイスの開発にも、
反応を予測するシミュレーターや回路設計用の CAD に相当するものが必要になる。 
 ナノ空間では水の物性がこれまでの知見と違う動きを示すなど、有用な現象が観察されている。現在は
まだこれらの現象が完全に解明されていないため、測定結果の予測が立てられず、また沢山の機能を集
積することもできないので、個々のデバイスを並べていくことしかできない。それさえも個人の資質に依存
している。 
 国の施策として、こうした基礎的なサイエンスを日本が押さえていくための研究費をサポートし、ブレーク
スルーをつくっていくことと、若い人を育てることが非常に重要である。日本がナノバイオデバイス用のシミ
ュレーターや CAD を押さえることができれば、応用がさらに促進されるであろう。 
 
（２）企業ニーズと研究をリンクさせる仕組み作り 
 サイエンスの発達だけでは実用化につながらない。企業が実用化を試みて出てきた問題点などの実際
のニーズを、研究開発とつないでいくための仕組み作りが望まれる。今何らかのプロジェクトの中で企業
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の人が問題を抱えていても、それを実際に大学にフィードバックして一緒にやるというのがなかなかうまく
いっていない。 
 一方研究の現場でも、基本性能としては、例えばこういうものができますよというのがわかったとしても、
現場のニーズを知らなければ、これを実際に医療の現場で診断に使えるような、あるいは創薬に使えるレ
ベルまで完成させることはできない。 
 大学と企業が共同でプロジェクトを進める場合は、比較的ニーズ面からのフィードバックも働くが、反面こ
のようなプロジェクトは実用化に重点が置かれるため、サイエンス面での協調は必ずしもうまく機能しない。
ここが日本でうまく回るようになれば、サイエンス面のブレークスルーから、短期間で製品化につながる状
況を作ることができる。 
 
（３）知的財産と研究の関係の整理 
 ナノバイオの場合、非常に学際的で、かつ基礎研究から実用化までの期間が比較的短く、かつ実用化
されたときのマーケットが期待できるという特殊性から、新たな問題が発生している。それは、知的財産と
研究とのバランスの問題である。 
 ナノバイオの実用化には幅広い領域の研究者が協力し合わなければならないし、また企業との共同研
究も増えているが、個々の情報が特許絡みのため、研究者間でディスカッションの対象に出来ないという
問題が起こっている。大学と企業の共同研究の歴史は長いので、それぞれの間の契約などは確立してい
るが、大学が法人化して大学自身の知財を守っていく必要が出てきた現在、困ったことに大学間の共同
研究に難しさが出てきている。 
 本来大学というのは、自由にディスカッションする中で新しい学問をつくっていく場所であるのに、現在
の状況では、何のための大学なのかということになってくる。国立大学法人間での知財の取り扱いなどを
クリアにしていく必要がある。国として何らかの制度をつくる必要な段階に来ているのかもしれない。 
 
（４）認可に必要な時間の短縮 
 医薬品や医療機器であるので、毒性などの臨床試験をきちんとやる必要がある。ただ、認可までに時間
がかかるようだと、製品化しようとする企業にとってリスクになってしまう。海外で先に製品化されたり、日本
企業であっても海外で認可を受けたり、などの動きにつながっている。また、医療保険でカバーされない
と、普及や低価格化も難しい。安全性の問題はおろそかにはできないが、ナノバイオのように研究から実
用化までの展開が速い技術に対しては、制度面での迅速な対応が望まれる。 
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個人のニーズに対応する新規医療 
 
東京都臨床医学総合研究所 所長 新井賢一 
 
１．現状分析  
（１）還元的アプローチによる医科学と規格医療の展開 
 生命機能は、内因（共通の生命過程と個人の特性）と外因（社会基盤を含めた環境）の相互作用により
規定され、人間の健康を把握するには、内因と外因の総体を記述し、環境に対する個体応答を解析する
ためのツールを持つ必要がある。１９世紀後半には、病因論では、ウイルヒョーの細胞病理学とパスツー
ル・コッホの病原微生物学がその手段を提供したが、メンデル遺伝学は、病態解析には取り入れられなか
った。２０世紀初頭に１遺伝子１酵素仮説を唱えたギャロッドは、遺伝子がヒトの病気に関連することを示
唆したが、その実体は不明であった。ベルナールは、１９世紀中頃に「個々の患者の診療を通して医師は
実験をしている」という実験医学の概念を提唱した。しかし、遺伝子という生命の共通語を用いて、個人の
特性を把握し、ゲノム情報に基づいて、診断・治療・予防・健康のプロセスを俯瞰することは、分子生物学
と遺伝子組換え技術を手にした１９８０年代になっても困難であった。 
 ２０世紀の生命科学では、物理化学と還元的アプローチにより、生命の物質・エネルギー・情報過程が
対象となり、遺伝学と生化学の学理にもとづいて、細菌、酵母、線虫、ハエ、カエル、マウスなどのモデル
生物を用いて、生命の共通性の研究が主流になった。医学に源流をもつ、解剖・組織学、感染・免疫学、
生理学・内分泌学なども、医学から相対的に独立し、独自の体系を築くことにより、生命科学の知識獲得
と人間の医学の乖離が進んだともいえる。その過程で、まず２０世紀前半には化学をツールとする製薬企
業、後半には遺伝子工学を駆使するバイオテクベンチャーが登場し、医薬品として低分子化合物・蛋白
質を開発した。３０年代には、代謝学と薬理学を基盤に医薬品ターゲットが明らかになり、規格化・大量生
産・標準化を特徴とする、製薬企業と化学医薬・化学医学が発展した。５０年代のディジタル情報の分子
生物学と７０年代の遺伝子工学は、バイオテク企業と蛋白質・抗体医薬品を生み出した。さらに、細胞内
外のシグナル伝達ネットワーク研究と分子薬理学の展開により、新たな受容体創薬のターゲットが明らか
となり、低分子化合物・蛋白質・遺伝子医薬の宝庫となっている。２０世紀の医療産業の特徴は、医薬品
の開発の対象として、多くの人々に有効であり、大量生産に適した、規格化できる共通製品がめざされた
ことである。 
 
（２）ゲノム医科学と個人医療の胎動 
 こうした状況は９０年代になり大きく変化した。ゲノムプロジェクトを通して、究極のモデル生物ともいうべ
きヒトが対象となり、ゲノム科学と医学が結びつくゲノム病理学の時代に入り、生命科学の知識獲得と人間
の医学の融合が進みつつある。こうした変化の多くは技術開発の進展によりもたらされた。７０年代には、
ヒトゲノム解析は１千年かかると予測されたが、２０年後には１千倍加速され１年のプロジェクトとなり、現在
のデータベースが構築された。その結果、ゲノムの共通性とともに、ゲノムの多様性・個性も解析できるよ
うになり、「個々の患者の診療を通して医師は実験をする」というベルナールの予言は、個人の特性に対
応するオ−ダーメードの新規医療として現実の課題となってきた。さらに解析速度が１千倍加速すれば、
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ゲノム解析は１日仕事になり、現在の中央検査室における酵素診断のように自動化されるかもしれない。
時間、情報、コスト等の量的指標は、我々の思考範囲に影響を与える点からも、解析ツールの技術開発
は、個人医療の展開を規定する要因である。現在、世界各地で、ゲノム・ＳＮＰ情報と患者の臨床情報を
結びつけるゲノム・蛋白質・細胞の公的なバイオバンクを構築し、ゲノムデータベースと合わせて、個人の
ニーズに応えるディジタル医療を発展することがめざされている。２１世紀医療として、ファルマコゲノミクス
により薬の副作用を回避する個人のゲノム診断、個人に適合した免疫細胞治療、ライフスタイルを指導す
るゲノム健康科学などのオーダーメード医療が展開しつつある。情報科学と物理・化学が融合するナノ科
学にもとづき、生命システムのデジタル・アナログ変換の研究も進んでいる。BT・IT・NT の融合による、診
断・治療・予防に役立つ新たな機器開発は、個人ニーズに対応する新規医療サービスに貢献することが
期待される。 
 
（３）創薬プロセスとダーウイン選択の制約 
 解析ツールの技術開発により、多くの情報を手にすることが出来るが、これには大きな制約があることも
事実である。例えば、高速自動塩基配列決定装置や X 線回折・NMR 等の優れた解析ツールを用いれば、
ゲノム情報と蛋白質の立体構造に関する情報が速やかに得られるが、あるディジタルな配列情報から、ど
ういう立体構造が作られ、どういう機能が生じるのかを予測すること、すなわち機能予測にもとづく分子設
計はまだ出来ない。ゲノム創薬により、ゲノム情報に基づいて特定の機能を設計できるならば、それは究
極の個人医療に道を開くものであるが、その点では、現在の科学技術は、ゲノム創薬を通して個人医療
を実現する段階にはまだ達していない。これはまた、現在の創薬プロセスを規定する要因ともなっている。
ゲノム情報にもとづいて蛋白質の構造を予測し、リガンドとしての機能を持つ医薬品を分子設計すること
は、理論創薬の目標であるが、それには大きな制約がある。現在は、リード化合物のライブラリーを準備し、
それをハイスループット（HTP）でスクリーニングするダーウイン的なランダムな選択の方法が主として用い
られている。セントラルドグマによれば、生命系におけるディジタル情報の流れは、DNA からタンパク質へ
一方向的に進む。もし機能を持つ蛋白質を設計することが出来るならば、セントラルドグマを逆向して、蛋
白質情報にもとづいて人工的に遺伝子を設計することが可能となる。 
 
（４）高次機能の医科学と新規医療 
 DNA・RNA・タンパク質のディジタル変換で、DNA のコピーはエラーを校正する仕組みを持つため忠実
度が高いが、DNA から RNA・タンパク質への変換は通常の化学反応と同様に間違いを起こす。また、「氏
と育ち」のように、ゲノム設計図と環境との相互作用による、ゲノム構造の修飾、すなわち体細胞のエピゲ
ノム変化にもとづくクロマチン構造の変換も、遺伝情報の発現制御の要因である。さらに、RNA や蛋白質
の質的・量的に制御する上で、合成を支配する遺伝情報制御とともに、タンパク質・RNA の分解制御も重
要である。これらの問題は、生殖細胞・体細胞を用いるクローン技術、変異により免疫系の支配を回避す
る RNA ウイルス感染、蛋白質の品質管理の異常による変性疾患、などの医学的問題につながっている。
さらに、個人のニーズに対する新規医療として、再生医療、ストレス・心のケアの分野では、発生・分化・加
齢、脳科学などの高次機能に関わる広大な領域が開けている。２１世紀の個人医療は、ディジタル医学、
次世代の生命科学の展開、診断・治療のツール開発、等に大きく依存しながら展開してゆくだろう。（図１、
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生命科学と個の医療・医薬品開発の流れ） 
 
 
２．今後１０−３０年程度の発展シナリオ 
（１）創薬ターゲットの拡大と製品化のパラドックスの克服 
これまでの創薬シーズ、リード化合物、バリデーション、ヒット、動物実験、前臨床、臨床開発などの一連
の過程からなる医薬品開発システムは、主として低分子化合物を対象に整備されて来た。HTP スクリーニ
ングによるダーウイン選択により、リード化合物のライブラリーから目的に適合するヒット化合物を選ぶわけ
である。ランダム選択にもとづくため、当然、ヒットの確率は低く、リード化合物が医薬品になる確率は５千
分の１、臨床開発における治験の第１相、第２相、第３相の通過率は、それぞれ２０％、２０％、５０％、リー
ド化合物が医薬品になるまでに約１２年はかかると見積もられている。１千人の患者に１人、１百万円の費
用で、第２相の臨床試験を行う場合、最小限１０億円は必要であるが、治験の成功率が２％ならば、５００
億円かけて、やっと一つの薬が開発できることになる。知識産業としての創薬は、現状では極めて低効率
でハイリスクの産業であるといわざるを得ない。この状況に加えて、幾つかの要因が、創薬プロセスのあり
方に影響を及ぼしている。その一つは、個人のニーズに応える新規医療の展開であり、もう一つが、ゲノ
ムデータベースの整備にともなう創薬ターゲットの拡大である。 
 この１０年余で、これまでの低分子化合物にとどまらず、蛋白質・抗体医薬、遺伝子医薬、RNA 医薬、ア
プタマー・ペプチド医薬、細胞医薬など、薬の概念が拡大するとともに、こうした薬をどのように標的部位
に導入するかというデリバリーが課題となって来た。またゲノム情報データベースの整備により、これまで５
百余であった創薬ターゲットが、可能性の段階ではあるが１万以上に飛躍的に増大した。こうして、薬の
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開発の選択肢は、低分子、蛋白質、抗体、遺伝子、細胞医薬など質的にも、創薬ターゲットの数の増加
により量的にも、拡大した。しかし最近の特徴は、ゲノム知識と創薬標的の拡大とは裏腹に、新規薬品の
承認数が減り、薬の開発費用が高騰し、現象的には、ゲノム情報の供給によって医薬品の開発に、より金
がかかるようになったことである。すなわち、ターゲットリッチではあるが、実際に薬になるものは少ない状
況が生じている。これは、幾つかの要因が寄与している。それは、１）規格医療に基づく現在の創薬シー
ズのスクリーニング過程の問題、２）個人医療に対応する、新たな創薬システムが未構築であるという問題、
である。今後、標準化された規格医療に基づく医薬品と、個人医療に対応する医薬品が、どのようなバラ
ンスで開発されるかは予測することは困難であり、また両者は、必ずしも明確に分離できるものでもないが、
製薬企業、ベンチャー、医療機関としては検討すべき課題である。 
 
（２）創薬プラットフォームの効率化 
 創薬ターゲットは増えても、市場に出る新たな医薬品が減少しつつあることは、現在の創薬過程に、細
胞・個体レベルで、創薬シーズが、実際に医薬品に成り得るか否かを効果的に検証するシステムが欠け
ていることが反映している。したがって、従来の創薬システムに依拠したまま、新規医薬品の開発をめざし
て、全ての可能性をトライするならば、貴重な資源を浪費する危険性がある。ゲノム科学がもたらす創薬タ
ーゲット拡大という可能性を組み尽くすためには、低効率でハイリスクな従来の創薬過程を変革すること
が求められている。これは、発見から開発医療へのトランスレーショナル・リサーチ（TR）と創薬プラットフォ
ーム、さらにはクリティカルパス（CP）の構築など、創薬プロセス全体を見直して、先端医療と医薬品開発
をめざして創薬シーズと創薬ツールをネットワーク化する必要性が、欧米でも広く認識されつつある。 
 
（３）分子進化による選択加速とリバースゲノミクスによる分子設計 
 創薬プロセスの効率化には、二つの段階での改善が求められる。第１は、リード化合物の選択の過程、
第２は、ヒトにおける臨床試験の過程である。 
前者は、リード化合物からヒットの選択の過程を効率的に行うことである。動物実験や臨床試験に入る
前に、リード化合物を、出発点で１０倍から５０倍位、濃縮することにより、５千分の１という低確率を改善し、
時間と費用を、飛躍的に短縮することが可能となる。そのために、RNA を用いる SELEX はじめ様々な進
化工学の方法が試みられている。ダーウイン選択のプロセスを加速するアプローチと並んで、分子設計に
もとづく理論創薬のアプローチも試みられている。蛋白質の立体構造の予測にもとづいて、リガンドとして
の医薬品の化学構造を分子設計することによる、リバースゲノミクスの方法である。 
 
（４）個体レベルの創薬シーズの検証システムの構築 
 第２は、臨床試験の過程である。創薬シーズの検証に関する困難は、物理化学と還元的アプローチに
依拠する、これまでの研究開発方法に内在する制約とも関連する。従来の方法では、複雑な分子集合で
ある細胞から、特定の機能を指標に純化した単品の分子を試験管内で再構成し、相互作用を解析し、標
的を検証して来た。しかし、細胞・組織・器官からなる個体は、純化した試験管内での再構成系とは異な
る、遺伝子・蛋白質ファミリーの似た者同士が共存する複合系である。試験管内で検証された知見にもと
づく創薬シーズやリード化合物の多くが、動物やヒトの個体レベルでは、そのままでは再現されないことは、
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ある意味では当然ともいえる。これからは、不純・類似品の存在を前提に、細胞・組織・器官等に区画され
た複合社会で、創薬シーズを検証するための統合的アプローチが必要とされる。知識発見と医薬品開発
という双方向の往復過程において、還元的アプローチはいわば片道切符であり、試験管内で検証した現
象を、細胞・個体レベルで検証するためには、往復切符が必要である。創薬がハイリスクであることは、片
道切符である還元的アプローチに内在するものであり、復路にあたる、先端医療や創薬のための個体レ
ベルでの検証システムが未熟であるところに由来するものである。TR や CPのプラットフォームもこのような
視点からデザインすることが必要である。特に、前臨床試験・動物実験と、臨床試験の第２相 b、３相の大
規模試験の間に位置する臨床試験の第１相の安全性検定、第２相aの少人数による有効性の検定、を効
率的に行うことが課題となる。（図２、医薬品開発の現状と課題） 
 
 
 
（５）タテ・ヨコの統合によるシステム医科学の展開 
 今後３０年は、ゲノム情報に基づくディジタル医学と、環境に応答して、分子、細胞、個体レベルで高次
機能を制御するアナログ医学を包括するシステム医科学が展開すると予測される。ゲノム情報を駆使する
ディジタル医学をベースに、高次機能を制御するアナログ医療を開発するには、分子、細胞、個体レベル
でのツールや還元的アプローチと共に、多因子解析、表現ネットワーク、統計的解析などの統合的アプロ
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ーチが必要とされる。そのためには、１）分子レベルのゲノム病理学から、細胞・組織・器官レベルの病理
学、さらには個体病理学へと向かう縦の統合を進め、個体から分子へ、分子から個体へと、双方向のアプ
ローチを再構築する、２）環境と個体の相互作用をシステム医科学として横のレベルで統合し、エピゲノム
医学、環境医科学、統合医科学の体系を構築すること、３）創薬シーズを個体レベルで、科学的・合理
的・効率的・倫理的・安全に検証するための創薬プラットフォームを構築する、等が課題となる。ゲノムデ
ータベースと臨床データベースを連結することにより、SNP などの個人情報をゲノム診断に応用することが
可能となり、薬の副作用を回避して、医療費の削減と個人の QOL を高めることができる。また、これまでは、
個人の遺伝的特性を考慮に入れずに、治験を実施して来たために、有効、無効、副作用が混在するヘ
テロな集団に直面した場合には、治験を中止せざるを得ないことが多かった。今後は、SNP など個人の遺
伝的特性もとづいて対象集団を判別し、副作用を回避することにより、創薬シーズを再評価し、医薬品開
発効率を向上することが期待できる。これらは、ディジタル医学による個人医療への貢献の一例である。
また、ゲノムデータベースを細胞バンクと連結することにより、細胞移植や幹細胞治療などアナログ医学で
の個人医療に貢献することも期待できる。 
 
（６）個人のニーズに基づく新規医療を誰が開発するのか 
 これまで、低分子化合物の医薬品は、主として化学をツールとする製薬企業が開発を担当してきた。蛋白
質・抗体医薬は、バイオテクベンチャーがインキュベーションから臨床につなげる段階までの開発を手がけた
後、提携により創薬の最終的な担い手である製薬企業が開発を担当するケースが多かった。創薬シーズが
大学やベンチャーにあるかどうかに関わらず、これらの化学医薬、蛋白質医薬に共通する特徴は、規格化・
大量生産・標準化が可能であり、最終的な製品化の担い手としては、従来型の製薬企業が適していた。SNP
などのディジタル情報を活用する、個人の特性に基づく新規医療においても、薬の使用の診断は医療機関
が担うとしても、薬の開発そのものは製薬企業が担当するだろう。しかし、遺伝子治療・細胞治療では、個人
の特性に依存することが多く状況は異なる。大量調製が可能である、共通（ユニバーサル）の遺伝子・細胞を
用いる場合でも、標的へのデリバリーには、医療行為と重なる部分が多く、その実施には、病院・クリニックが
必要である。また、個人の特性に応じて、特定の配列を持つ遺伝子や、特定のマーカーをもつ移植可能な
細胞を、オーダーメードで調製する場合には、規格化・大量生産・標準化を指標に製品化を進めて来た製
薬企業とは異なる事業形態が必要とされる。個人のニーズに基づく新規医療を進めるためには、創薬シーズ
から開発医療へ、そして事業展開につながる新たな仕組みが求められる。臨床開発をめざすベンチャー、
CRO、研究者・医師、クリニック等が協力して、個人のニーズに対応する新規医療の臨床試験を効果的にす
すめるための、新たな TR プラットフォームが必要とされる。 
 
（７）個人医療にともない生起する諸問題の社会的合意の形成 
 個人のニーズにもとづく新規医療は、基本的には個人の自由な選択にもとづいて進められるべきもので
ある。しかし、それは個人を越えて、社会的、経済的な広がりを持つ様々な課題に直面する。個人情報の
開示では、情報を知る権利ともに、知らないでいる権利をどのように保証するか、公的なゲノム・細胞バン
クとともに、個人・ファミリーバンクの設置とその事業化をどのように進めるか、個人医療における知的財産、
個人のゲノム・細胞の所有権、新規医療と特許、などの課題がある。生命倫理においては、ゲノム・体細
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胞操作や生殖医療についての進め方には様々な見解がある。様々な見解が存在するこれらの問題に、
個人の選択を尊重しつつ、社会的にどのように調和をはかってゆくのか、合意形成の仕組みが求められ
る。 
 
３．日本のとるべきアクション 
（１）還元と統合による個人医療開発システムの構築 
 １９世紀後半における医学の課題の多くは「病因がわからない、そして、なおらない」という状況にあった
が、１００年後の現在は、「病因も病態もわかった、しかし、なおらない」ものが多い状況にある。これを今後、
なるべく速やかに「わかった、そして、なおった」状況にすることが目標となる。また、何をもって病気とし、
何を指標に健康とするかという、ゲノム健康医科学にもとづいた、病因論、健康観、疾病観をもつことも必
要であり、個人が、社会・自然と調和して健康に生活できる環境を整備すること、病気にならないための予
防医療に重点を置くことが前提となる。また、先端医療分野では、多くの人々に共通する普遍医療と、個
人のニーズに対応する新規医療が、重要な位置を占めることが予測される。こうした認識に基づいて、個
人のニーズに対応する新規医療に対応する研究開発・医療システムを構築することが課題となる。日本
は、近代化にあたって、それまで主流であった中国等の東洋医学から離れ、還元的アプローチによる欧
米の科学と医学を導入した。それ以来約１５０年が経過したが、現状分析と発展シナリオで述べた状況の
多くは、欧米と日本に共通する。しかし、日本の医学研究・先端医療開発システムには欧米とは区別され
る幾つかの特徴があり、それが、今後、日本がとるべきアクションプランに特有の課題と色調を与えること
になる。例えば、日本の診断・治療・予防体系と、先端医療・医薬品開発システムの特徴として、１）診断
では、ゲノム情報、疾患情報、症状把握等において臨床統計的手法が欠けていること、診断情報の価値
が軽視され、治療偏重に陥りやすいこと、２）治療では、薬物治療に偏り、個体の多様性に対する統計学
的手法の導入が不足しており、医薬品の副作用を回避するための有効な対策が取られていないこと、３）
アメリカの NIH、FDA、ＣＤＣのように、研究開発、安全性検定、予防を行う組織、いわば、選手と審判が明
確に分離されていないこと、４）大学における知識発見と製薬企業の医薬品開発をつなぐ、GMP レベルの
製造施設を持つ創薬プラットフォームなど、研究者を支援するトランスレーショナル・リサーチシステムが
構築されていないこと、５）創薬シーズの探索と医薬品の臨床開発、すなわち R とＤをつなぐ創薬ベンチャ
ーが未発達であること、６）CRO はじめ製薬企業主導で行う治験を支援する体制が未発達であること、７）
先端医療などの医療行為に知的財産権を認めていないこと、等である。これらの特徴は、標準化に適し
た先端医療や革新的な医薬品の開発のみならず、個人のニーズに基づく新規医療を進める上での制約
条件となり得る。また、近代医学にもとづく高度な先端医療の普及と並んで、多くの人々が、伝統医学にも
とづく治療法を取り入れていることも特徴である。東洋医学は、多成分からなる医薬品の複合機能を、人
体というディジタル・アナログ変換複雑系、との相互作用を通して統合的に解析する試みであり、歴史的
に長期にわたる経験の蓄積がある。ゲノム情報を活用し、東洋医学で用いられる医薬品の複合成分を還
元的方法・統合的方法により解析し、有効成分の検定を進めることは、今後の課題である。 
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（２）政策課題 
 個人のニーズに対応する新規医療を推進するために考慮すべき諸条件を列挙すると、ディジタル情報
(ゲノム・プロテオーム、SNP 診断)、メタボローム情報、ゲノム創薬(分子標的・分子設計)、創薬ネットワーク
（シーズ・ツール）、治療選択(低分子・遺伝子・蛋白質・抗体医薬・RNA 医薬・細胞治療・再生医療)、個人
医療(個人情報・オーダーメード医療)、臨床開発(TR・CP・CRO、治験、被験者選択)、予防医療(健康食
品・機能性食品)、統合医療(代替医療・東洋医学)、生命倫理(ゲノム・体細胞操作・生殖医療)、バイオバ
ンク(ゲノム・細胞、公的・個人バンク)、知的財産(医療と特許)、情報公開(知る権利・知らない権利)、医療
経済(医療行為と産業化、保険)、医療産業(ベンチャー・製薬企業・CRO)、医療行政(安全性・リスク評価、
日本版NIH・FDA・CDC)などがあげられる。これらの項目は、規格化され得る先端医療の推進にも共通す
るものが多い。さらに個人のニーズに対応する新規医療を推進する政策課題としては、１）システム医科
学・システム医療の推進、２）ゲノム健康医科学に基づく診断・治療・予防体系の構築、３）情報に付加価
値を認めるシステム医療制度の構築、４）研究開発の競技者の自立性の尊重と審判としての行政の役割
の徹底、５）医療における知的財産の尊重と特許の迅速な審査、６）個人医療の臨床開発システムの整備
とベンチャー・CRO・クリニックの役割、７）個人医療における自己選択の尊重と社会的合意の形成、等が
あげられる。 
 
（３）実現のためのプロセス 
さらに、個人医療を実現するためには、１）オーダーメード医療支援プラットフォーム（ゲノム情報バンク、
細胞バンク、疾患情報データベース）、２）創薬シーズ探索インキュベーター、３）臨床開発支援プラットフ
ォームと CRO、４）創薬ツールネットワーク、５）臨床開発検証システム、６）個の医療を支援する医療特区、
７）個の医療を支援する保険制度、等の整備が求められる。（図３、個人のニーズに対応する新規医療の
展開）。また、個の医療を、欧米とともに、アジアと連携して進めることは重要である。アジア地域は、その
人種の多様性においても、歴史的・文化的にも日本とのつながりが深く、個人のニーズに対応する新規
医療を推進するための諸条件を共有する。これらの政策課題をアジアと連携して進めることにより、アジア
における生命・医科学・バイオテクノロジーのラットフォーム構築し、先端医療と新規医療の新たな市場を
開拓することにも貢献する。 
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　　システム医学
低分子・蛋白質・遺伝子・細胞医薬
BT・IT・NT駆動
製薬企業・ベンチャー・クリニック
個の医療、オーダーメード
ディジタル・アナログ医療
個人選択・社会的合意
統合的アプローチ
　　伝統医学
複合物質医薬、複雑医療
伝統医学、個の医療、代替医療
観察・経験
　　近代医学
低分子医薬、化学駆動
製薬企業、規格医療、量産
還元的アプローチ
　　分子医学
蛋白質医薬、BT駆動
ベンチャー、規格医療、量産
還元的アプローチ
　　ゲノム医学
低分子・蛋白質医薬、BT・IT駆動、
ゲノム創薬、製薬企業・ベンチャー
個の医療、ディジタル医療
還元的アプローチ
垂直型と水平型のR&D
ダーウイン型ランダム選択
従来型治験
シーズ・ツールのネットワーク
選択加速・分子設計
TRプラットフォーム・CP
臨床開発検証システム
診断・治療・予防の体系化
図３
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個人のニーズに対応する新規医療 
 
東京医科歯科大学 情報医科学センター長・教授 田中博 
 
１．現状分析 
 わが国の医療は、GDP 比率 7-8％程度と先進諸国では低いにもかかわらず世界一の長寿国であること
を考えると、国民的医療は効率よく運営されているようにみえるが、これは国民の健康意識のレベルの高
さと医療を取りまく関係者の努力によるものでわが国の医療を取り巻く制度・システムは多くの問題点を抱
えている。たとえば医療施設間の医療格差の是正なども大きな問題で、現在最良とされている標準的医
療をだれでもどこの施設でも受療できる状態にはなっていない。まずは、「医療の標準化」の最低限の実
現などが、優先課題であろうが、それの解決は現時点の課題であり、その先には「医療の標準化」の次の
課題、すなわち、表題の「個人ニーズに対応する新規医療」に相当する個別化医療（individualized 
medicine）の実現、すなわち「個の医療」が実現を待機している。そしてさらに未来には、医療と健康のシ
ームレスな管理としてのユビキタス健康医療社会の到来が期待されている。 
 さて個別化医療については、どこに個別性を置くかであるが、精神的な個性に対する対応のニーズも存
在するが、国民の医療に関する個別性のほとんどは遺伝的素因、いわゆるゲノム的多型性と生活環境要
因の諸因子の組み合わせによるものである。近年ゲノム医学の発展によって、この組合せが極めて詳細
化できるようになり個別化医療の現実的可能性が確立され、｢テーラメイド医療｣という標語も叫ばれている。
現在では、数種の薬剤でしかないが、副作用などを事前のゲノムデータから予測し投与の適否を決める
「テーラメイド投薬」などが現れてきて、個別化医療事態はまだまだ標語的段階であるが、その実現の兆
候を見て取ることができる。個人のニーズに対応した医療とは、個人の体質と環境に対応した医療であり、
ゲノム科学の発展によってその実現のシナリオも見えてきたといえよう。 
1.EBMの概念による「最良の診療」の概念(CPG, CP)
2.医療の質・資源・情報・知識の不均質分布の是正
3.どこの医療施設でも最良診療を受ける国民の権利
医療の個人化
1.ゲノム医療による「個別化医療」の概念(IM,PM)
2.遺伝的多型・臨床・環境の組合せによるリスク予測
医療の遍在化
1.医療と健康管理・予防とのシームレスな統合
2.生涯健康医療カルテの概念
Genomic Medicine
Ubiquitous Healthcare
Evidence-based Medicine医療の標準化
 
図１ 新しい医療の概念 
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２．発展のシナリオ 
 
 個別化医療の実現については、つぎの時間的に次の順序で変革が始まると考えられる。 
 
（１）早期実現（5 年を中心に実現）：抗がん剤を始めとする薬剤の個別化投与 
 薬剤の副作用で数万人が犠牲になっているという米国アメリカ医学教会の報告が衝撃を与えたように、
薬剤の副作用は重大な問題で、患者の個性に合わせた投与の実現は急務である。薬剤に応答性に対
する個人多型性、すなわち薬剤関連の代謝酵素の多型性については、SNP（一塩基多型）などのゲノム
情報を調べてから、投与を決定する個別化薬剤投与は、現在はハーセプチンなど限られているが、急速
に広がるであろう。とくに有効性と副作用が功罪半ばするイレッサなどの抗がん剤では、副作用に寄る死
亡を招く non-responder が存在する一方で末期がんが完解する super-responder が存在する。すでに米
国 FDA では、投与前ゲノム検査についてガイダンスを提出している。この 5 年以内に多くのゲノム事前検
査を投与条件とする個別化投与薬剤とくに抗がん剤の個別化投与が進展する。薬剤ゲノム学
（pharmacogenomics）が進展し、応答性の多型情報がさまざまな薬剤で蓄積され、薬剤応答者に合わせ
限局した薬剤投与が広くいきわたる。これがもっとも早く実現する個人化医療である。 
 
（２）短中期的実現(8 年を中心に)：ゲノム･プロテオームなどの網羅的生命情報の計測によるがんを中心
に超早期診断による個別化医療 
 田中耕一氏の発明による TOF 型質量分析器を中心にプロテオーム解析などではすでに腫瘍マーカな
どの重い変異タンパク質が出現する前に、それより軽いたんぱく質のスペクトルパターンからがんを診断
できる。そのほか現在さまざまな網羅的分子病態測定を可能とするゲノムワイドな網羅的分子情報計測手
段が発展している。網羅的分子情報から組み立てなおされた医学が、より詳細なこれまでの手段では観
測されなかった計測手段を提供し、高い情報粒度の患者疾病分子過程の情報をもたらし、個別化医療と
くにがんなどの疾患の初期状態をとらえて診断する。 
 
（３）長中期的実現（12 年を中心）国民の個別性に合わせた疾病発生・重篤化予防のケアの確立 
 国民の疾病の大半を占める生活習慣病、いわゆる common diseases といわれるがん、高血圧、糖尿病、
動脈硬化などは、これまで、高血圧や高脂血症や高コレステロールなどの臨床指標と生活習慣から発症
や重態化への予防が作られてきた。そのため、個人に決して適合していない、生活指導や薬剤投与が行
われてきた。しかし、かならずしも血圧が高ければ脳卒中、血糖値が高ければ失明や下肢切断になるわ
けではなく、生活習慣病の発症とその重篤化に関する遺伝子機構には個別的多型性が存在し、個々の
患者の予後を決定している。その個別的な疾患に対する個別化された応答や予後決定遺伝因子の解明
とともに、本当にその個人に必要で適合した生活指導が可能になり、一律に降圧剤や血糖降下剤を投与
する「一般的」医療の必要がなくなる。予後が重篤化する患者を限局しそれのみに厳しい生活指導が課
せられ他の大半の患者は生活習慣病を持っていても嗜好にしたがって生活できるようになる。すなわち、
生活習慣病の発症・重篤化について重要な遺伝的機構の解明が引き続き、個人に合わせた予測を可能
とするゲノムおよび網羅的情報の検査法が実現して個別的な生活習慣の嗜好を犠牲にしない発症予防
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や重篤化予防を行うケア方法が確立する。 
 
（４）長期的実現（15 年を中心に）：疾患と健康をシームレスにつなぐユビキタス健康医療情報による個別
化医療 
 病院医療と健康管理をつなぐのは、病院では病態をワイヤレスでモニターして患者の状態の急変を許
さない体制であり、その後病院での治療を終えて自宅静養しているときにはホームモバイルケアできる体
制である。そのように考えるともっとも情報の密度の濃い手術室から集中管理室、病棟、外来、在宅と段
階的に空間的―時間的に情報粒度を減じながら分散していく医療情報空間が存在する。このような医療
情報空間が病院空間から生活空間を管理し、その医療健康情報を１つの場所すなわち、生涯電子カル
テに記録し、これが常にモニターされていることによって健康医療がシームレスに管理されるシステムがわ
が国をすべて蓋う。このことにより個人のニーズに対応した医療が本来的に実現する。 
  
３．日本のとるべきアクション 
（１）薬剤ゲノム学を中心とした医薬開発における個別化医療の推進 
 すでに世界的に走りつつあるが抗がん剤を中心に応答解析を行い、代謝酵素を中心に薬剤の応答性
の多型性解析や薬剤輸送代謝を中心にゲノム多型性を解明する研究を網羅的に行う必要がある。世界
も行っているがイレッサのようにわが国にスーパレスポンダーが多いという民族的な特徴もあり、世界に任
せておけばいいというものではない。 
 また薬剤の代謝酵素に関連してはそれの発現などに関与する核内受容体をめぐるパスウェイが大きな
位置を占めつつある。この受容体は生活習慣病などの脂肪代謝に関連しており、個別化医療を解明して
くためには、薬剤ゲノム情報学および核内受容体を含めた代謝症候群の全体像の解明にわが国も日本
人の特性という点からも参加すべきである。 
 
（２）生活習慣病の発症・進展・重症化をもたらす個別化遺伝子群の多型性の同定および「遺伝子－環
境相互作用」の解明とそれの基づいた個人化医療 
 国民の疾病の大半を占める生活習慣病、がん、高血圧、糖尿病、動脈硬化などは、先のシナリオにも述
べたように、これまでは高血圧や高脂血症や高コレステロールなどの臨床指標と生活習慣から発症や重
態化への予防が作られてきたが、かならずしも血圧が高くて動脈硬化が進んでいれば必ず脳卒中や心
筋梗塞、血糖値が高ければ失明や下肢切断になるわけではなく、重篤化するのは 1 部の患者である。こ
のような患者の疾患進行の違いを説明するのは、患者の疾患状況を構成する生活環境と遺伝的多型と
臨床状態の組合せである。これまでは情報が得られなかったため、個人に決して適合していない、生活
指導や薬剤投与が行われてきた。生活習慣病の発症とその重篤化に関する遺伝子機構とその個別的多
型性について、網羅的な研究を精力的に推し進め、とくに「生活習慣と遺伝子」の相互作用の特定の組
合せによる相対リスク上昇を明確に場合分けして限定して評価し、真にその個人に必要で適合した生活
指導が可能にして、大半の患者は生活習慣病を持っていても嗜好にしたがって生活できる医療を実現す
る。現在、広げられているバイオバンク計画と同様に広範な国家的な規模での研究プロジェクトを展開し
て「生活習慣病の進行・重篤化の個人多型性」プロジェクトを推し進める。 
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（３）個別化医療を支える情報システムの研究開発 
標語として「テーラメイド医療」や「個別化医療」と言うことはやさしいが、現在の臨床医療にゲノムなどの
膨大な生命情報の Omics 情報が一挙に入ってきた時、これまでの臨床情報と連携して通常の臨床の支
援をするためには、充分設計されたゲノム医療情報システムが出来上がっていなければ、Omics データ
の膨大さの前に医療が立ち行かなくなるであろう。 
ゲノム医療の実現を真摯に考えるなら、それを支える医療情報システムをどのように実現するか、をま
ず考えなければならない。その全体を実現するためにはどの時点で、どのような基盤 IT 技術が実現され
ていなければならないか、に関して明確になっていかなければならない。ゲノム医療情報システムへロー
ドマップが必要であるが、2015 年までには個別化医療は実現すると考えると３期に分けて、第１期にゲノ
ム医療実現のための基盤 IT 技術の確立、第２期に実際の病院や医療情報ネットワークの試行的開発へ
のコンソーシアム的連携、第３期は、実証実験の段階が必要となる。 
 
（４）ユビキタス医療健康情報管理の国家的情報インフラの整備へ 
 最終的には個人のニーズに合わせた医療は、適切な情報システムに支えられ、個別化医療を支えるだ
けでなく、個人の健康管理も含めたユビキタス健康医療のインフラストラクチャが形成され、広がっている
必要がある。 
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図２ 個人的ニーズに対応した新規医療のロードマップ 
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低侵襲生体計測技術と低侵襲医療 
 
九州大学 医学研究院先端医療医学部門 教授 橋爪誠 
 
2030 年の未来医療は、生体情報（診断）とエネルギー情報（治療手段）とが融合し、一体化することで
新たな技術革新が生まれると考える。 
 
１．現状分析  
（１）低侵襲生体計測 
国民の願いは、健康を維持し、いつまでも幸せに暮らすことである。単に長生きすることが目的ではなく、
生きることに喜びを感じることのできる人生を送ることである。超少子高齢化社会を迎える我が国にとって、
生活の質（QOL）の向上を目指した生体機能支援技術の開発と、疾病予防を目指した侵襲の少ない診
断（生体計測）技術や治療技術の開発が望まれるところである。 
疾病予防や予後改善のためには、早期発見・早期治療が重要である。しかし、従来よりも高い診断能
力で、侵襲が少なく簡単に健康状態をチェックできる計測器が、安くコンビニでも購入できるようになれば、
健康への関心が高まり、日常生活にも浸透して、健康増進を図ることが期待できる。 
また、検査を受けて治療を受けるまでの期間が時には１ヶ月以上かかることも稀ではない。退院までの
入院期間を短縮し、医療費を削減するためには、生体情報を細胞や分子レベルで高精度に検出ないし
は測定し、その情報に基づいてリアルタイムに治療できる医療技術の開発が期待される。 
 
（２）低侵襲医療 
現在、社会が医療に求めているものは、健康と安全、安心である。最近の医療不信は、医師としての豊
富な経験と知識に裏付けられた技量不足以外に、高い倫理観や人類愛をもった人間味溢れる医師が少
なくなったことに起因する。医療ミスや医療事故は、単に医療従事者に対する教育や訓練だけで解決で
きるものではない。現在の医療は、従来と比較にならないほど複雑で、高度の医療技術を必要とする。医
師の精神的、肉体的ストレスは益々増加し、医療現場を取り巻く社会経済環境は劣悪化しているのが現
実である。 
低侵襲治療の代表である内視鏡外科手術（カメラを用いて小さな傷で治療をする方法）は、20 世紀末
に出現してわずか１０数年足らずであるが、外科学の歴史の中で、消毒や抗生物質の発見などと共に医
学史に革命をもたらした。これを契機に、患者は、自らの生活の質（QOL）や生き方を重視し、「患者が自
分の治療法を選択する時代」となった。超少子高齢化社会を迎える我が国の医療体制において、この低
侵襲治療の果たす役割は大きい。 
しかし、我が国の医療機器開発がスピーディな製品化に直結していないところに現在の深刻な構造的
問題がある。今、日本企業は、海外の医療機器の導入や、自国での医療機器の研究開発から手を引こう
としている。我が国は、今、一層困難な時代を迎えようとしていることに早く気づくべきである。 
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例：一昨年、手術ミスなど社会問題となった内視鏡外科手術の技術的な困難を克服すべく出現したのが、
このコンピュータを駆使した内視鏡外科手術支援装置（手術支援ロボット）である。 
 一般外科手術用としては、すでにダビンチやゼウスが米国のベンチャー企業から製品化されている。ダ
ビンチ(Intuitive Surgical 社)は、平成 16 年 9 月の時点で全世界に 261 台設置され、そのうち 184 台が米
国に、52 台が欧州に設置されている。我が国では九州大学と国立循環器病センターの 2 台である。世界
の臨床症例数はすでに数万例を超え、内視鏡外科手術のほとんどすべての手術が安全確実に行えるこ
とが実証されている。泌尿器科領域では、前立腺全摘出術が、従来の内視鏡外科手術では７－９時間か
かっていたのが、わずか３時間あまりで終了し、ある米国の病院では一施設だけですでに 1200 例以上に
施行している。心臓外科手術は、開胸（胸部の正中を縦に約 20cm 開いて手術を行う）せずとも、わずか
1cm の傷３個で従来の心臓バイパス手術が可能となった。米国 FDA の認可も腹部外科、胸部外科、心臓
手術（バイパス手術を含む）、泌尿器科手術ですでに取得できており、今後益々広がる勢いである。 
 ロボット手術は、将来的に、小さな血管や神経を接合する移植手術や再生医療など先端医療には不可
欠となるばかりか、過疎地や災害救急現場、海上、上空、山地、宇宙などアクセス困難な場所との遠隔手
術など、未来医療の発展・普及に大いに貢献するものと考える。 
 しかしながら、我が国では、すでに 2002 年 6 月にロボット手術の治験が終了しているにも拘わらず、医
療用具としての認可が遅れており、また、先端医療の混合診療が認められていないために、患者の医療
費を全額研究費で負担しなければならない。従って、我が国では、ロボット手術はほとんど行えない状況
にあり、世界との格差は広がるばかりである。 
 
２．今後 10 年から 30 年後程度の発展シナリオ 
低侵襲治療は、低侵襲診断技術とともに発展し、2030 年までには診断器機と治療器が融合し、遺伝子
や分子レベルで病変部位を正確に捉え、質的診断と局在部位診断が下されると同時に、生体にとって極
めて小さな侵襲で、修復や切除、再建など必要な処置を施行できる時代となる。 
 その低侵襲医療の発展のシナリオを、遺伝子情報や、細胞・分子レベルでの生体情報の高精度な計測、
可視化のための再現、治療計画のための必要な部位の抽出、組織や臓器の仮想化、治療手順や結果
のシミュレーション、さらには、ミクロやナノレベルでのセンサーや小型治療機器の開発の観点から考え
る。 
 
（１）2005-2010 年：内視鏡ロボット手術の開発：現在施行されている内視鏡外科手術はさらに発展し、ファ
イバースコープの鉗子口からロボット鉗子を挿入し、皮膚を切開せずに体腔内を自由自在に移動し手術
をすることが可能となる。 
 
（２）2010-2020 年：カプセルロボット手術の開発：経口ないしは経皮経管的に挿入したカプセルロボットを
用い、術者は立体的画像と各種画像解析装置を駆使しながら遠隔操作で精密手術を行うことが可能とな
る。 
 
(3)2020-2030 年：ナノロボット手術の開発：ナノ技術や新エネルギーの活用、生体の再生組織の活用が
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可能となり、ナノロボットをナノ粒子に結合させた各種センサーガイド下に体外から遠隔操作し、細胞や分
子レベルの標的治療を行うことが可能となる。 
 
（４）ブレークスルーは、生体への侵襲を最小限にして、治療に必要なエネルギーを体内の治療器や病変
部に伝達する手段の開発である。大規模な施設を必要とせず、集束超音波、電子線、電磁波など、生体
や環境に害の少ない、身近なエネルギーを利用して、外部から体内へエネルギーを伝達する技術や、生
体がもつエネルギー源を利用して治療を可能とする技術が開発される。 
マイクロカプセル、ナノ粒子（ドラッグデリバリーシステム）、カプセルなどの小物体（キャリヤー）を外部か
ら生体内に挿入し、外部からのエネルギー供給を受けるか、または生体内のエネルギーを利用して、方
向転換や、加速度をつけて移動するなど生体内を自由自在に移動する技術が開発される。 
 
（５）2005-2010 年：正常と異常を組織や細胞レベルで形態学的に自動診断できる器機が開発される。こ
の達成に不可欠な生体情報のデータベースが完成される。 
 
（６）20010-2015 年：分子イメージング技術が発達し、分子レベルや遺伝子レベルで自動診断できる生体
センサーや高精度の計測器が開発される。 
 
（７）2015-2020 年：生体の欠損部位を補填し、修復する目的で、生体内に半永久的に埋没できる治療用
生体材料（自己再生組織など）を作製する技術が開発される。 
 
（８）2020-2030 年：遺伝情報などの生体情報を外部からの力で修復させ、治療に応用する技術（遺伝子
治療）が開発される。臨床への導入は、安全性の確立に時間を要し、2030 年頃になると考えられる。 
 
（９）さらに、大きなブレークスルーは、生体情報を、生体の一部を切除して体外に取り出さずに、そのまま
の状態で任意に抽出し、正常と異常を鑑別して、その情報に基づいた治療システムが確立されることであ
る。この治療システムには、画像誘導下の治療ナビゲーションシステムや、治療シミュレーションシステム
の開発と連動し、細胞レベルの標的治療、自動診断・自動治療システムが確立することとなる。 
この目的の達成のためには、患者情報のデータベースの確立が必須である。 
 
（１０）社会経済的には、病気を発症前あるいは早期に発見し、早期に治療を開始できるようになり、国民
生活の QOL（生活の質）の向上と健康寿命の延長が図られ、結果的には医療費の大幅な削減が実現す
る。 
 
３．日本のとるべきアクション 
産業分野と医療分野の技術開発の最大の相違点は、生体を対象とする事で生じる「リスク」とそのリスク
を回避するための「規制」が存在することにある。 
我が国が、医療分野において独創的なアイデアを創出し、魅力あるマーケットを拡張できるよう技術開
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発と産学連携の活性化を促すためには、研究開発から医療用具としての認可を受け製品化するまでの
一連の過程の早急な見直しと、医療機器に関する診療報酬の見直しが必要である。医療機器の海外並
の審査制度の確立と、リスク分散、市場の拡大を念頭においた施策こそが我が国が今とるべきアクション
である。 
 
戦略１：規制緩和と環境整備 
 薬事法の見直し：海外で承認を得ている医療機器製品の早期承認 
   臨床試験や治験制度の見直し 
 医療用具に特化した法律の制定 
 審査体制の見直し：技術ガイドラインの早急な策定 
   承認過程のスピード化（米国５１０Ｋの日本版） 
   迅速な製品化、事業化を可能せしめる環境整備 
   付加価値の高い事業を生み出す環境整備 
診療報酬制度の見直し： 
先端医療機器の臨床試験における高度先進医療枠の拡大 
研究開発者、医師、企業のモチベーションを高める環境整備 
補償制度の確立 
リスク分散： 
製作者、使用者、行政間での適切なリスク分担を図る環境整備 
税制度の見直し：研究機関への寄付金優遇策など投資環境の整備 
 
戦略２：研究資金獲得のサポート 
 先端医療特区：高度先端医療研究開発拠点での高度先進医療枠の拡大を認めるための過渡的処置と
しての策 
 前臨床試験の助成：医師主導型臨床試験、特に医療機器開発においては、開発当初から企業との連
携が不可欠であり、医師や企業による患者医療費の負担の軽減は必須である。 
 研究費の利用範囲の拡大 
   人件費、診療費、保険金など 
 寄付金制度の制定 
   医療開発に対する先行投資優遇策 
 インセンティブ促進策 
   特許、royalty、業績（昇進のための業績として認める） 
 
戦略３：人材育成策 
 複合領域のカリキュラムの増加 
 医工連携の強化：病院内での異種分野研究者、企業との共同研究促進と人材育成のためのスタッフ枠
の増員 
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   医療器機の開発において重要なことは、開発の早い段階から医療側と企業側が協力し合い、医療
側のニーズに合った医療器具を製品化するための問題点の解決が早い時点で解消でき、特許の
取得や医療器具の早期承認の優位性を確保することができる。 
 病院内ＰｈＤの増員、流動ポストの全国的な増員 
 地域コンソーシアムの促進：自治体、中小企業、研究機関連携の促進 
 
戦略４：技術革新：生体情報のデジタルコンテンツの作成とエネルギー情報との融合 
 
 今世紀のブレークスルーは、生体情報を基盤とした時空間を超えた治療体系の確立である。エネルギ
ー情報と生体情報を一体化することから新しい治療概念が誕生する。 
 生体情報の各レベルにおけるデータベースの作成と、最終的なアプリケーション（治療のためのシミュレ
ーションや、治療のナビゲーションシステム）の作成が次世代の医療技術革新には欠かせない。 
全世界に共通の課題である生体情報のデータベース（デジタルペーシエント）化が促進され、生体情
報を完全にデジタル化し、自由自在に加工したり、シミュレーションしたりできるソフトウエアが開発される
ことで、医療技術の標準化が促進される。さらに、生体情報は、医療分野の他に、教育や生活のあらゆる
情報基盤と結合し、ユビキタスネットワークが形成されることで、より安全で安心できる未来型医療へと完
成されていく。 
 
 
図：未来型医療 
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ビジョン図：デジタルペーシエントと未来医療
　　　　　　生体情報（診断）とエネルギー情報（治療）の融合
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低侵襲生体計測技術と低侵襲医療 
 
慶應義塾大学 医学部外科学教室（小児科） 教授 森川康英 
 
関連キーワード 
QOL 向上をめざした生体機能回復およびその支援 
IT 技術の医療への応用 
 
依頼テーマには二つの異なるテーマがあげられているが、筆者は専門である低侵襲医療についてその
発展シナリオを記述作成した。低侵襲生体計測については別途適任者により作成されることを希望する。 
 
 
１．現状分析 
外科手術など侵襲を伴う治療にたいして、患者に対する負担を出来るだけ軽減し、さらにより高い治療
効果を得るための努力は医療の基本的な目標を達成するために極めて重要な課題である。本シナリオで
はそれを実現するための手段としての低侵襲医療をとりあげて現状分析、発展シナリオおよび今後わが
国がとるべきアクションについて提言をおこなう。医療に伴う侵襲はこれまで診断から治療に至るあらゆる
場面で生じているが、この 10 年間に様々な低侵襲化が行われてきた。診断技術においては画像診断の
進歩発展が特に顕著であり、治療では内視鏡手術をはじめとする minimally invasive surgery や sentinel 
node navigationによる癌個別化医療があげられる。画像診断では超音波エコーにおける3次元立体画像
の表現やカラードプラー法の進歩が行われ、また高速ヘリカル CT を用いた血管や臓器の 3 次元表示は
従来のカテーテルによる血管造影の頻度を著しく減少させた。また、急性心筋梗塞の治療としてカテーテ
ルによるバルーン拡張術が広く行われ、冠動脈バイパス術の頻度が減少している。CT 画像をコンピュー
タ処理することにより内視鏡画像を提示する virtual 内視鏡も開発されており、気管支鏡や大腸鏡など患
者に苦痛を伴う検査に代るものとしての期待がされている。特に癌性の狭窄などで内腔の通過が困難な
症例への検査に有用と思われるが、一方で粘膜の色調観察や診断にとって必要な生検ができないなど
の欠点がある。消化器癌の治療においては早期癌に対する内視鏡的粘膜切除術（EMR）が一般化すると
ともに、食道がんでは従来の拡大根治術式に代って、化学療法と放射線治療の組み合わせによりこれま
での手術を上回る成績が得られるようになってきた。また、各種のステントの開発は、患者の QOL の向上
に大きく貢献している。 
 腹腔鏡手術は 20 世紀における外科学のエポックメーキングな break through であるが、その適応は全て
の外科的治療に拡大し、胆石症など多くの疾患で標準治療としての地位を獲得している。腹腔鏡外科の
発展は robotic surgery の開発をもたらし、術者の手の動きに完全に追従し 7 自由度を有する手術ロボッ
トがすでに臨床で用いられている。Robotic surgery は単にメカトロニクスのみならず、computer assisted 
surgery(CAS) の開発と発展に寄与している。すでに術者の微細な手の震えを計算しながら、slave arm の
動きを制御したり、master と slave の動きの比を可変とする scaling 機能などが実際の手術ロボットに組み
込まれている。また、手術対象となる臓器、たとえば心臓の拍動を検知して画面上ではあたかも動いてい
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る心臓が静止しているように表現する技術も実用化されている。これらのmaster-slave manipulatorは術者
と患者が離れた位置で治療が行なわれることを可能とし、すでに大西洋を隔てて telesurgery が行なわれ
ている。脳神経外科などの分野では術前の画像情報をもとに術野に病変部位を投影して、術野からは見
ることが出来ない深奥部の病変に対するアプローチや、腫瘍切除における残存病変の確認に威力を発
揮しつつある。手術場面における術具の位置情報は磁気センサー、あるいは光学センサーにより登録さ
れ、従来の術中超音波エコー検査とともに実質臓器における手術にとって有用な情報をもたらす。臓器
の変形が少なく位置情報がとりやすい骨性臓器では、掘削の角度や深さが位置情報の registration を利
用して制御され、完全にロボットによる操作が行われることが可能となった。一方、実際の手術を MRT 環
境下で行なうための open MRI の技術が脳外科手術を中心として開発されている。強磁場における手術
機器の問題など今後解決されるべき問題が多いが、実質臓器の手術には有用な技術である。 
 これらの CAS の発展の上で現状ではいくつかの問題点が指摘される。まず、現在市販されている手術
ロボットはすべて海外のベンチャー企業による開発である。わずかに国産内視鏡把持ロボットが実用化さ
れているが、他の分野ではいずれも研究発表に留まっている。この内いくつかの手術ロボットは製品への
開発段階にあるが、臨床応用のためには薬事法による臨床治験が必要であり、そのためには巨額の資金
と時間が必要となる。2004 年より医療機器についても医師主導臨床試験が可能となるが、製品化する前
の段階での限定された症例における臨床使用は認められていない。また腹腔鏡手術に使用される機器
は内視鏡を除いては殆どが海外メーカーのディスポーザブル製品である。低侵襲医療のコストのうち装置
の初期投資を除けばその費用は殆どがディスポ製品に使われている。これらの手術ロボットは
master-slave manipulatorであり、患者のそばに術者がいて手術を行なう従来の形態とは異なる。このため
術者は患者の手術画像のみを見るのみで、ポートの刺入部や限定された場面意外の情報から隔離され
る。また、ロボットアームが巨大であるために、患者は器具全体で覆い隠されることとなり、安全性の面で
問題が残る。アーム相互の干渉や視野展開の問題、装置が巨大で複雑であるためのコストと、セットアッ
プの時間の問題など欠点も指摘される。 
内視鏡手術の持つもう一つの問題点は触覚の欠如である。自由度不足を解消するために開発されて
きた手術ロボットであるが、ロボットでは力覚はまったくフィードバックされず、把持や縫合動作における力
覚はすべて術者の視覚のみに依存している。 
 
２．今後 10 年の発展シナリオ 
低侵襲医療は今後それぞれの領域で発展するが現在の技術の発展とは別個にまったく新しい技術開
発も必要である。まず、画像診断技術では今後 open MR による navigation surgery が 2010 年までに実用
化すると思われる。内視鏡外科においても実質臓器に対する応用が行われるようになる結果、肝切除な
どに対する低侵襲医療の応用が進むこととなる。また、内視鏡外科の対象として胎児手術が安全に行わ
れるようになる。腹腔鏡や胸腔鏡手術は、これまでのように術者の視覚に基盤を置いて今後も行われるこ
とになるが、組織の把持力や縫合結紮に必要な至適な力の制御が内視鏡手術ロボットにより行われるよう
になる。病変部位を術前あるいは術中に特定し、切除と止血、縫合を半自動的に行なうことが出来る機器
の開発が行われる。術者は縫合針の刺入点と刺出点を指示するのみで縫合を行う機器の開発や、縫合
糸をまったく使用しない組織の接合技術が 2020 年までに開発される。 
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CT の高速化が更に進むとともに、その解析技術が進む結果、カテーテルを用いた血管造影は
intervention のみに限定されることとなる。 
触覚（haptics）の提示はこれまで最も遅れていた技術であるが、従来のセンサによる力覚の提示ととも
に、センサレス技術による触覚の提示が実用化する。Friction free で位置と力の制御を同時に行なう技術
はすでに現時点で提示されており、その実用化と医療をはじめとする様々な分野での応用が可能となる。
201０年までに内視鏡外科用ロボットには触覚機能が搭載され、更に当初は把持に関する部分のみに搭
載される触覚機能が、全ての自由度において付与される。これを実現するためには従来のコンピュータに
よる制御ではなく、専用の FPG などの技術が用いられるようになる。内視鏡外科は遠隔医療で用いられる
ようになり、master slave manipulator による telesurgery が離島、戦闘地域、遠隔地あるいは宇宙空間で用
いられるようになる。これを実現するためにタイムロスの少ない画像転送技術を実現するための新しいア
ルゴリズムの開発が行われる。手術操作のモジュール化が行われるようになり、医師、臨床工学士、看護
師の役割分担と専門性が進行する。 
超音波エコーの高速リアルタイム 3 次元化は 2015 年までに完成し、virtual endoscopy を併用した生検
や穿刺、拡張などの intervention が容易に行われるようになる。2020 年以降には内視鏡外科とカテーテ
ル治療、ablation 治療、ナノ技術を統合した新しい低侵襲治療形態が出現する。 
内視鏡では virtual endoscopy とカプセル内視鏡の実用化が行われ、カプセル内視鏡には生検などの
手技に必要なマイクロマシンが搭載される。 
 
３．今後 20 年以降の発展シナリオ 
（１）MR/CT に代る画像診断技術の開発 
放射線照射や磁場のための装置にかわって生体の電位変化を利用した画像表現技術が実用化され
る可能性がある。 
 
（２）国産手術ロボットへの触覚技術の搭載と”telehaptics”の応用 
触覚の表現と伝達の基礎実験は２００４年の時点で行われており、今後１５年の間に様々な分野での応
用が行われる。現在既に触覚の伝達は同時に送られる画像よりも早く伝達されており、今後両者を統合
する伝達のための新しいアルゴリズムの出現にともないエキスパートによる内視鏡外科手術は地球上のあ
らゆる地域においても遠隔操作により安全に施行可能となる。 
 
（３）患者画像からリアルタイム変形や出血などを生成する VR 画像の作成と応用 
トレーニング、シミュレーションおよび実験において動物が必要ではなくなるとともに、VR 患者による術
前シミュレーションが可能となる。 
 
（４）マイクロチップ埋め込みによる個人のリアルタイム生体情報の獲得とその応用 
患者皮下に埋め込まれたセンサーは遺伝子、蛋白レベルの変化とともに生化学データ、酵素活性など
を検出し、現在採血で行なわれている検査の全てがリアルタイムで提供される。患者は当面は検査ステ
ーションに出向くこととなるが、将来は家庭の端末から必要な情報が医療機関で取り出される。更に、個
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人の治療面への応用が可能となり、細胞内シグナル伝達機構の解明とともに患者の細胞機能のコントロ
ールが可能となる。 
 
（５）手術の基本動作の自動化・機械化 
外科手術で行われる手術の基本操作（剥離、止血、切離、縫合、結紮など）がモジュール化されロボッ
トによる個別性に対応した手術が可能となる。術者の視覚とともに術具にセンシング機能を付加して手術
操作の対象となる組織の情報を獲得しつつ、術者の指示により上記の各手技を実行する。従来のロボット
手術を発展させ、ロボットでなければ出来ない手術操作を安全性を確保して行なうことが可能となる。
2020 年以降はこれらの device の開発が産業上も重要な課題となる。 
 
４．日本のとるべきアクション 
（１）製品コンセプトの実現に必要な要素技術の育成とそれぞれの統合 
今後日本のとるべきこの分野の研究は、臨床で必要とされる製品に必要な技術開発を指定した、トップ
ダウン型の研究費の設定による要素技術群の育成とその統合である。従来型の研究では各研究者の優
れた発想による技術開発も、実際の製品にまで生かされることは殆どなく、低侵襲医療においても医療現
場のニーズに答えるまでになっていない。とくにコンピュータ科学、機械工学を中心とする基礎研究が臨
床の needs にどのように利用され、新しい治療・診断技術に結びつくかについては、研究者としての知的
好奇心とは別個に工学と医学の両面からの視点が必要である。このためには国レベルで新規技術とその
萠芽をふくめて研究者、機関を選定し優先的に資金を配分する必要がある。わが国が独占的に世界の
市場を得ることが出来る技術を中心に機器開発が進められるべきであり、同時に知的財産権の保護を国
家レベルでサポートすべきである。 
 
（２）研究、開発から製品化の迅速化 
技術開発を出来るだけ早く臨床に提供するためには、医薬品とは異なる臨床試験の簡易化が必要で、
そのためには薬事法による医療機器に対する臨床試験の規制の見直しが必要である。改正薬事法では
医師主導臨床治験によりメーカーが医師に開発中の機器を提供できることとなったが、わが国で開発段
階にある機器が、開発のパートナーである医師によって治験の形態をとらない前臨床試験の形での検討
も必要である。 
 
開発目標の設定と効率的な資本投下、製品化の迅速化が低侵襲医療の分野でわが国が世界市場を
制覇するためには必要であり、translational research の更なる育成とベンチャー企業による新規開発技術
の製品化促進が必要である。また、医療機器の市場規模では画像診断機器を除き、ディスポーザブル化
された製品の占める割合が大きく、わが国で用いられている医療用製品の多くの部分が海外からの輸入
となっている。製品開発に伴うコスト負担に耐えうる企業が少ないことが原因であるが、今後、技術開発の
成果が海外企業によって摘み取られることがないような枠組みの構築も必要である。 
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図.今後 30 年間の低侵襲医療の発展シナリオ 
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脳科学に基づく認知と情動神経機構の統合的理解 
 
（独）理化学研究所 脳科学総合研究センター センター長 甘利俊一 
 
１．現状分析 
 
 生物は環境の状況を把握し、これに適合する行動をしている。このため、情報を蓄え処理する機関とし
て中枢神経系を発展させてきた。脊椎動物ではこれは脳と呼ばれ、識別、記憶、判断、計画、行動など
の情報処理を司るのみならず、人間にあっては情動、さらに「心」と呼ばれる高次の精神機能がここに出
現している。 
 脳は、神経細胞からなる複雑な回路網であり、これを連結した複雑なシステムである。脳の構造と機能
を解明するために、ミクロな立場からゲノムとその発現にかかわる分子生物学を手法とする研究が進んで
いる。さらに、神経細胞内部の情報伝達、回路網の基本動作の理解、システムでの情報の保持と処理、
個体の行動、情動と心、社会の形成などが研究の対象となる。 
 脳は、ミクロにみれば分子の精妙な働きを利用した優れた分子機械である。一方、マクロに見れば、並
列分散学習型の巧妙な情報処理機械である。さらに、情動と心がその働きを助けている。脳を解明する
には、ミクロからマクロに至る生命科学と情報科学、さらに人の認知と教育、心の解明を目指す人間科学
が協力しなければならない。また、脳の疾患や発達不全、老化など、人の健康にかかわる脳の疾病の予
防と治療も重要である。 
 脳は、人間を理解するための科学であり、生命科学、情報科学、人間科学が総力をあげて取り組まな
ければならない２１世紀の総合科学である。わが国はこのために、「脳を知る領域」、｢脳を守る領域｣、「脳
を創る領域」、「脳を育む領域」の４領域を指定して、世界に先駆けて脳の学際的総合的研究に乗り出し
た。 
 脳を知る領域は、神経細胞のミクロな仕組みからマクロなシステムにいたる脳の構造と機能を明らかに
し、ここから心に向けて攻略を開始する。ミクロな分子生物学的手法は、ノックアウトマウスの開発などもあ
って順調に進んできているが、マクロなシステムの機能とくに人の高次機能の研究は、測定技術の進歩
にもかかわらず、まだ多くの困難を伴う。 
 脳を守る領域は、分子生物学的手法を主な道具として、脳神経系の発達不全、精神疾患、老化に伴う
疾病などの根本原因を突き止め、その予防と治療法の開発に展望が開けつつある。アルツハイマー病、
パーキンソン病などの予防と治療法の開発も近いし、躁鬱病や統合失調症などの原因にも迫りつつあ
る。 
 脳を創る領域は、理論脳科学または計算論的神経科学を中心に脳の情報処理の基本方式を明らかに
するもので、情報科学と結びつき、脳型の情報処理装置の開発をも目指して研究を進めつつある。 
 脳を育む領域は、脳の発達の仕組みとそれに伴う教育のあり方、人の学習の仕組み、社会性の獲得、
老化など、社会問題や教育問題を視野に入れながら、人の情動と心に迫ろうとしている。 
 脳科学は人にかかわる総合的な科学であり、分野を超え融合的に研究を遂行することが重要である。
日本の脳科学は、世界に先駆けてこの道を歩みだしたが、ここ数年、短期的な視点にとらわれ、戦略基
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礎研究や振興調整費などでの脳の研究費が激減するなど、思わぬ困難に直面しつつある。 
 
 
２．発展のシナリオ 
 
 脳科学は、ミクロの分子機構からマクロな行動まで、人間を理解するための総合科学である。研究分野
としては、分子科学、生命科学、医療科学技術、情報科学技術、人間科学、社会科学までを含む広大な
領野にまたがる。ここでは、先に述べた四つの研究領域に分けて、発展の様子をシナリオとして示した
い。 
 
（１）脳を知る領域の展望 
１）ミクロな視点からの脳科学 
 脳の構造と機能を理解するには、その構成要素である神経細胞の働き、さらに細胞の結合点であるシ
ナプスの情報伝達の分子機構と、細胞内の情報伝達機構を知る必要がある。分子生物学の手法と蛍光
可視化技術の進展には目覚しいものがあり、２０１５年の時点では、どのような遺伝子がどの時期にどう発
現して多種類の神経細胞が形成されるかが明らかになる。一方、その結合点であるシナプスの増強減弱
の分子機構も明らかにされる。時間と場所を制御しつつ特定の蛋白質を制御するノックアウトやトランスジ
ェニック技術の開発が進み、情報伝達の流れ、特定情報処理機能や記憶を司る部位などとともに、その
物質基盤が明らかになる。 
 この分野はバイオインフォマティクスと融合し、遺伝子の発現の制御機構、蛋白質の機能など、ポストゲ
ノム時代のミクロ生命科学の多くが脳に焦点を当てるようになる。 
 
２）神経回路網とシステム 
 脳の高次の情報処理は、神経細胞が協調した並列のダイナミックスで進行する。このために、大脳皮質、
小脳、大脳基底核、海馬その他の脳の回路の構造を定量的に明らかにしなければならない。こうした構
造は２０１５年の時点ではほぼ明らかにされる。しかし、そこでの情報処理の基本原理に迫るためには、回
路網で情報がどのように表現され、どのようなアルゴリズムで計算が進み、記憶と学習がどのような原理で
実現するかを明らかにしなければならない。このためには、理論脳科学（計算論的神経科学）と実験的神
経科学の本質的な融合が不可欠であり、２０１５年の時点では、両者は一体化した神経科学になり始め
る。 
 
３）思考と記憶の原理 
 脳の各部分の計算原理がわかったとしても、これで思考と記憶を含む脳の高次の情報原理が明らかに
なるわけではない。まず、人を対象とした、fMRI、 EEG、 MEG、 光計測などの技術が進み、情報処理
の部位と流れが解明される。これに、サルを対象としたマルチ電極測定技術、げっ歯類のノックアウトなど
の遺伝子技術と行動計測が組み合わさり、情報の流れとアルゴリズムの解明が進む。 
 思考、判断、とくに創造性などの高次の機能は、記憶の情報構造と密接に結びついている。ここに迫る
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 262
のは２０２０年ぐらいになろう。また、人にあっては、喜怒哀楽の感情表現である情動が、情報処理や記憶
と密接に絡んでいる。これには、発火スパイクを主体とする回路網の情報処理系とは経路を異にする神
経修飾物質を分泌する化学物質系のネットワークが主役を演じる。こうした遅いダイナミックスの仕組みも
２０１５年にはかなりの程度明らかにされよう。 
 
４）意識の解明に向けて 
 人は意識を持っている。意識とは何か、これは古来から哲学の主題であった。外界の情報は脳に移さ
れ、ここで処理される。この仕組みを監視するのが意識である。情報処理過程をモニターするだけではな
くて、自意識として自己を認識し、宗教を生み出し、人間の尊厳の源にあるのが心である。 
 現代の脳科学は、意識を脳の機能が生み出す現象と考える。脳科学は人の本質を理解し、社会を構
築するための基盤的な科学として、この問題に立ち向かう。ロボットに、またコンピュータに、意識をどのよ
うに持たせるのか、それは現代の文明にどうかかわるのか、こうした問題は２０４０年頃には、脳科学を中
心として、現代文明の中心的な議論となる。 
 
（２）脳を守る領域の展望 
１）遺伝子治療と再生医学 
 人の場合、遺伝子の半数以上が脳で発現する。脳にかかわる遺伝子の機能、とくにどのような遺伝子
がどの時期にどの場所で発現するかが明らかにされるのはそう遠いことではない。しかし、多くの遺伝子
は複合して発現しており、これを制御する分子機構も２０１５年ごろにはかなりのところわかってくるが、そ
れを人為的に制御するのは容易ではない。 
幹細胞を用いた脳の医療と遺伝子治療は、他の臓器の場合と違って、原理はわかっても一般的な治
療法として確立するのは２０１５年段階ではまだ間がある。これは、脳が物質ではなくて情報を扱う特殊な
臓器であるからである。 
脳に固有の疾患や発達不全などについては、２０１５年の時点では原因がかなりの程度まで解明され、
簡単なものは予防法、治療法が確立する。２０３５年の時点ではほとんどの病気の予防と治療が可能にな
る。 
一方で、技術が進むにつれて、遺伝子治療、遺伝子設計などの可否をめぐる判断が社会的に大きな
問題として取り上げられる。 
 
２）発達障害 
 ＡＤＨＤなど、脳の発達障害の原因解明は２０１５年にほほぼ明らかにされ、その予防と治療も進む。し
かし、これにも遺伝因子と環境因子が関連するので、根絶は容易ではない。 
 
３）老化に伴う精神疾患 
 老化に伴う精神疾患、とくにアルツハイマー病やパーキンソン病などは、２０１０年にはその原因が解明
され、２０１５年には予防法と治療法が確立する。これには、神経幹細胞による再生治療、薬物による原因
毒素の排除、遺伝子治療による蛋白質の生成など、多様な手法が複合して用いられるようになる。 
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 しかし、脳の老化そのものを防止するわけには行かない。 
 
４）躁鬱病、統合失調症など 
 こうした多くの病気に関連する遺伝子の同定が進む。また、２０１５年にはその発病の機序もかなりのとこ
ろまでつかめて、予防医学はかなりのところまで進展する。また、発達不全などについても、これを必要な
たんぱく質を供給することで、治療が可能になる。 
 
（３）脳を創る領域の展望 
１）計算論的神経科学 
 脳では、大脳皮質、小脳、脳幹などのサブシステムが互いに協調しながらそれぞれの役割を果たして
いる。こうしたシステムについて、２０１５年の時点で実態に即したモデルとその計算論（計算アルゴリズ
ム）が多くの部位で確立する。 
 具体的には、小脳の学習情報処理の基本様式とその計算論、大脳基底核における運動計画と強化学
習の機構が、大脳皮質との連関で明らかにされる。一方、大脳視覚系における情報の分解と統合、普遍
表現の獲得、学習の様式などに迫ると共に、運動前野における計画立案、運動野における実行の監視
と制御、学習などが個別に解明されてくる。また、情動の神経機構、情動と学習情報処理との相互関連
が解明され、神経回路網による情報処理と連合した化学信号系による統御機構が計算論として確立す
る。 
 海馬における記憶の仕組みと、それを大脳皮質に移行するメカニズム、記憶の情報表現とデータ構造、
言語の仕組みなどを解明するにはまだ時間が必要で、これには非浸襲の脳信号測定技術の更なる革新
が要求される。 
 これらを総合して、脳の計算原理を明らかにし、脳型の情報科学が確立するのは、２０３５年ごろになろ
う。この時期になると心の計算理論が建設されてくる。 
 
２）脳に学ぶ情報技術：人工知能、ロボット、脳型デバイス 
 脳は、記号と論理を主体とする現在のコンピュータとは原理的に異なる方式の情報処理を実現している。
脳の計算原理が明らかになるにつれ、これを手本とする情報技術が発展する。とくに、学習、自己組織化、
ダイナミックスによる並列計算などである。 
 脳を模した柔軟な並列学習技術は、人工知能とロボットに応用される。コンピュータによる電子秘書など
では、人の感情を理解し人と協調できる技術が不可欠である。こうした技術は２０１５年段階で普及してく
る。 
 ロボット技術は、日本はメカと制御で世界の先頭を走っている。しかし、人と共生するロボット、介護ロボ
ットなどでは、脳の部分を高度に開発する必要がある。脳型ロボットの研究は産業界を含めて大いに進
むが、ペットロボットなどを除き、産業として本格化するのは２０３０年ごろになろう。 
 こうした様式は現在のシリコンを主体とする LSI 技術で簡単なものならば実現できるが、集積度の高度
化に伴い、消費電力と発熱、３次元配線の困難など、原理的な壁に突き当たる。これを突破する技術とし
て、２０１５年段階ではトランジスタのアナログ領域の利用を含むニューロモルフィック技術が実用化される。
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これは、ビジョンチップ、聴覚チップ、記憶メモリチップなどとして実用化される。その後の２０３５年段階で
は、分子素子技術、量子コンピュータ技術などが台頭する。 
 この他に、脳を創る領域としては、脳を守る領域と協力して、脳と直接に情報のやり取りを行う機械装置、
具体的には視聴覚で脳に情報を直接送る装置、脳から情報を取って直接に義手義足を動かす装置、発
声装置などの開発が問題になる。技術的には２０１５年段階で可能である。 
 
（４）脳を育む領域の展望 
脳を育む領域は、人の脳の健全な発達を促し、その能力を全面的に開花させることを目指して、脳の
仕組みを研究する。脳の発達の障害となる環境ホルモンなどの化学物質とその作用機序は２０１５年ごろ
までに明らかになる。さらに発生、発達の段階から、脳の臨界期といわれる特別な時期における機能獲
得のメカニズム、概念獲得、社会性の獲得、言語の獲得など、生涯を通じた脳の発達を研究することが
必要である。 
多くの場合人を対象とする研究は困難を伴う。このため、実験的研究と並んで、計算論による理論研
究、認知科学や教育学、社会学などの方法論を併用する必要がある。 
また、これを教育システムに応用するには性急であってはならない。直接の応用を求めるというよりは、
むしろ人を理解するための文化として、生命科学、情報科学、人間科学の学際的な環を作り、この方面
の研究が脳科学に密着して進んでいくことが大切である。２０３０年ごろには、心の科学は広く学界の中
心的なテーマになるであろう。 
 
 
３．日本のとるべきアクション 
（１）２１世紀の脳科学は、生命科学の一分野であるのみならず、人を理解するための総合科学として位
置づけられる。このため、生命科学はもとより、医療科学、情報科学技術、人間科学のすべてを含む総合
分野として、長期的継続的な政策的支援が必要である。日本はこの視点で世界に一歩先駆けたものの、
永続的支援を失い、異分野からせっかく集まった人材が消散しかかっている。このような政策のブレをふ
たたび起こすことなく、長期的な政策を講ずることが肝要である。 
 
（２）人を理解するための脳科学では、学際的な融合研究が不可欠である。日本の現状は、各学問領域
が閉じた世界にこもりがちで、これを打破する積極的な政策的支援が必要である。科学研究助成費で
「統合脳」が成立したことはこのために歓迎すべきことである。しかし、ここではまだ理論脳科学、情報科
学技術との融合、さらに人間科学との協力に欠けている。今後振興調整費やCRESTなどにおいて、人を
理解する科学、新しい脳型の情報技術の創出に向けて更なる努力が必要である。 
 
（３）アメリカは、NIH 傘下の研究所群および大学を中心に、日本の１０倍ほど予算規模を誇り、世界から
優秀な人材を集めて学問の一極支配体制を築きつつある。日本はヨーロッパ、アジア諸国と協調しつつ、
この体制を打ち砕き学問の一極化を防いで自ら世界のリーダーとしての地位を確保しなければならない。
そのために、世界に先駆けて総合的融合的な脳科学を築く必要がある。これには、世界の先頭に立つロ
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ボット技術と脳科学の結合、数理脳科学の建設など、日本の得意とする分野を積極的に活かすべきであ
る。 
 
（４）人材の育成なくしてこのような事業は遂行できない。いまの日本では、大学の教育体制は、徐々に変
わりつつあるとは言うものの、いまだ縦割りの閉鎖性が強い。このなかで、如何に柔軟な人材供給育成体
制を築くのか、また分野を越えた人材の流動化をどのように保障するのか、これが緊急の課題になってい
る。 
（５）脳科学を発展させるための支援技術の開発が重要である。これまで、日本は fMRI、MEG などで優れ
た基礎技術をもっていたものの製品化に遅れをとり、こうした装置は外国製が席巻している。いま、光測
定技術、蛍光可視化基礎技術などで世界最先端をいっているものがある。こうした技術開発をさらに広く
推し進めることが大切である。 
 
（６）支援技術の一つとして、ニューロインフォマティクスでは、OECD 科学技術政策グローバルサイエンス
フォーラムが指導して国際協力体制が発足しようとしている。これに積極的にかかわり、日本が主導権の
一環を握ることが重要である。 
 
（７）脳の科学は心の科学でもあり、生命の根幹を理解する科学である。また医療、情報科学技術、教育
や社会に関する科学でもある。これは一専門分野という狭い視点に閉じこめることなく、文化の中心課題
であることをよく理解して、必要な施策が大胆に積極的に講ぜられることを期待したい。 
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脳科学に基づく認知と情動神経機構の統合的理解 
 
慶應義塾大学 医学部精神神経科 教授 加藤元一郎 
 
１．現状分析 
 
 脳の高次機能に関する研究は、元来 100 年以上も前から神経心理学（脳局在性損傷例の研究）の領域
で行われてきた。しかし、過去 20 年における脳機能の画像研究法の発展により、高次脳機能の中の認知
機能に関する領域では、特に空間認知、物体認知、長期記憶、ワーキングメモリ、言語機能などに関して、
その神経基盤を追求する研究が進んでおり、更に従来からの神経心理学との融合が行われている。すな
わち、外界からの刺激を脳がどのように受容および保持するかに関しては、その神経機構のかなりの部分
が解明されてきている。しかし、未来へ向けての意思決定を含んだ行為や行動に関する神経機構に関し
ては、前頭前野の重要性が指摘されてはいるが、その多くは未だ謎のままである。 
一方、情動が認知科学の射程内に入ったのは比較的最近である。1937 年にパペッツが情動回路を発
表したのがその嚆矢であるといえよう。海馬、脳弓、乳頭体、視床前核、帯状回から成るこの回路は、後に
は扁桃体、側坐核、さらには前頭葉眼窩面までを加えた辺縁系の概念につながり、現代の情動神経機構
研究の基礎となっている。上記の構造の中で、特に早くから情動との関連における研究対象として注目さ
れたのは扁桃体であり、動物における扁桃体破壊実験（視覚対象の価値判断の低下と情動反応の低下）、
脳損傷例を対象にした研究、PET や fMRI を用いた脳機能画像による多くの研究が発表され、情動機能
における扁桃体の重要性は証明された。また、近年社会的にも注目されている PTSD における多数の研
究から、トラウマという強い情動反応を惹起する体験と、その結果としての脳の機能・構造の変化が明らか
にされつつある。なお、認知機能および情動機能に関する脳機能画像研究の対象は、健常成人脳から、
乳児・児童や高齢者へと、また発達障害や精神病を含んだ精神障害例へと伸展している。しかし、これら
の成果は、予防医学や教育に生かされているとは言いがたい。 
 
 
２．発展シナリオ 
 
（１）認知機構と情動機構との相互作用に関する研究 
 
当然であるが、脳は全体として機能しており、認知機構と情動機構は密接に相互作用（interaction）を
持っている。この相互作用の中で特に刺激の受容面に関する神経基盤（おそらくは、前頭葉と頭頂葉の
問題）の解明は、今後 5－10 年の間にかなり明確な結論が得られると思われる。（現在においても大きな
問題であるが）その後に焦点があてられるのは、意図、企図、意思決定における情動の問題であろう。情
動による行動の制御に関する問題である。この問題を解くためには、まず、時間系列のなかで展開される
行為とその主体の神経基盤の解明が必要である。未来へ向けての意思決定を含んだ行為や行動に関す
る神経機構としての前頭前野の意義が明らかにされ、その具体的なプロセスが明らかになる。一方、これ
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と並行して、意識研究の進歩に伴い実体としての自己（self）の解明が行われる。そして、身体を核とし情
動に彩られた自己がどのように意思決定し、どのように振舞うかに関する神経機構が解明されるだろう。 
神経機構の解明における方法としては、PET、fMRI、MEG を用いた脳賦活研究に加えて、人における
神経伝達機能イメージングや代謝イメージングをはじめとした分子イメージングが発展し、情動神経機構
の生化学的モデルが成立する。これにより、ドパミンやセロトニンといった脳内神経伝達物質システムの解
明が進み、この進歩は即座に精神障害や病的な行動に対する薬物療法の開発につながる。一方、ニュ
ーラルネットを含んだ計算論的神経科学（computational Neuroscience）が急速に発展する。特に、時間
系列の中での運動・行為の展開に関する動的なメカニズムに関しては、この方法は有力な武器となり、情
動を持つかのごときロボットの出現により、人固有の情動の真の意味が解明される。そして、20―30 年後
には、分子イメージングと計算論的神経科学（computational NS）の融合が成立し、情動、意思決定、行
動、評価、反省という連鎖の神経機構が、分子レベルから脳システムに至るまで解明されるであろう。これ
らの先進的な研究と古典的な神経心理学との更なるすり合わせが行われることは言うまでもない。 
 
（２）道徳的感情の神経機構の解明 
 
恐怖、怒り、悲しみ、幸せなどの基本的情動の神経基盤に関する神経生物学的な研究が進行し、これ
らの感情に関与する脳領域がより明確になるだけでなく、その分子レベルでのメカニズムが解明される。
これらの研究とともに、罪、恥、償い、信頼感などの道徳的感情ないしは社会的感情（moral or social 
emotion）に関する広範な研究が今後 10-30 年の間に行われる。特にその神経基盤が脳賦活研究により
解明され、その個人差、特に人格傾向や成育環境の影響の差、加齢や呆けの影響、更には文化による
差（基本的感情よりもその影響が大きい）が議論されるであろう。これらの感情は、特に道徳的規範の遵守
やそれへの違反の際に生起する情動であるため、そのメカニズムの解明の社会的影響は大きい。道徳的
判断（moral decision）の決定プロセスに関与する神経機構の解明も進行し、これに如何に情動が深く寄
与しているかが明らかにされる。また、これらと関連した領域として、対人関係における様々な能力、特に
他者の意図の理解や共感（empathy）に関する神経機構の解明、更には利他行為(altruism)や自己中心
行為（egoism）に関する神経生物学的な研究が進むであろう。また、摂食行動、ギャンブル、買い物など
の嗜癖（アディクション）行動への情動ないしはモラル研究からのアプローチが進展する。さらに、集団的
な感情や宗教心と脳との関係も検討されるかもしれない。 
 
（３）誤認知・異常行動のモデルと予防医学および教育への応用 
 
情動と脳の関係、すなわち情動の物質的基盤についての研究結果は、上述したように、今後も順調に
出され続けると思われる。これに伴い情動（特に基本的な情動）を人工的(多くは化学的)に操作することも
可能になる。したがってその成果としての誤認知や異常行動のモデル、そしてその制御機構の解明の可
能性も大きく高まり実現する。これらの成果は、精神障害、特にうつ病などの感情障害の新たな脳モデル
に直接的につながり、その予防や治療は飛躍的に発展する。 
誤認知・異常行動の領域では、発達障害に関する研究が今後 10-20 年で大きく伸展する。重要な視
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点は、発達認知神経科学（Developmental Cognitive Neuroscience）である。遺伝子異常の差により、明ら
かに異なる不均衡な認知プロフィールや情動障害の偏りが存在することは確かであり、これに成育環境が
影響を与えることも疑えない。この現象の神経メカニズムが徐々に明らかになるであろう。 
病態としては、特に、広汎性発達障害（PDD）（自閉症、アスペルガー症候群、PDDNOS など）や注意
欠陥多動障害（ADHD）の神経基盤が脳内システムの異常から分子レベルでの異常に至るまで解明され
る。衝動性や空想的行動の出現のメカニズムが解明され、病態の原因として、遺伝要因と発達における
生育環境の影響がかなり詳細に解明される。これらの小児期から出現する行動異常の研究は、神経発達
障害仮説が議論されている統合失調症概念をも揺さぶる可能性をもち、また、反社会性人格障害や境界
例を含めた人格障害の概念と分類の再構成が行われる可能性が高い。アスペルガー症候群やADHDは、
病気としての negative な側面以外に、これまで多くの天才を産み、また人類の進化に関与した可能性もあ
ることから、一般的な人間集団の中でこれらの特性がどのような働きをしているかという視点からの研究も
進んでゆくであろう。 
情動領域の神経機構解明そのものは先述のとおり順調な発展が期待できるが、本当に予測が必要な
のは、そして計画が必要なのは、それによって得られた技術の適用方法である。予防医学および教育へ
の応用が適切に行われなければならない。単なる知識の提供は、差別を助長するのみである。発達や機
能の代償という観点から、具体的な治療法や修正法を伴ったプログラムが必要であろう。認知・情動研究
の明るいシナリオが実現する条件は、まず情動の神経機構に関する知見の進歩が、ほぼリアルタイムに、
しかも過不足なく、一般に知られることである。一般に知られることにより、予防も教育も現実的に改善され
る。この場合、情動という機能の真の意味が理解され、新たな心理学や哲学が誕生する可能性もある。道
徳的判断における情動の関与の研究に、その萌芽を見ることができる。「感情的判断」という非難めいた
言い方は変貌する。ここから逆に、理性という機能の真の意味も書き換えられる。現在は、理性とか理論と
かいうと、冷たい、無味乾燥なものが連想されるのが常である。この概念が変貌する。理性対感情という、
カント以来の対立概念が崩壊し、理性と感情が融合する。人類はより賢明な判断ができるようになる。なお、
情動の神経機構の解明が進むにつれて、エセ科学が情動の領域に及ぶことが予想される。情動の科学
的研究進歩の一部を取り入れた、あるいはデータを曲解したエセ科学的理解による啓蒙や教育が拡大
するという危惧がある。単に「科学的」と称する「情操教育」などが勃興することは避けねばならない。その
ためには、科学的知見の一般化の過程が極めて重要である。 
 
 
３．日本のとるべきアクション 
 
（１）認知機構と情動機構の相互作用に関する神経基盤に関する研究を即座に開始する。 
この場合、特に前頭前野の機能に関して、従来の静的な視点に捉われない研究を促進するようなプラ
ンが必要である。 
 
（２）分子イメージングと計算論的神経科学の融合研究を促進する。 
MRI、PET、fMRI、MEG を用いた従来の脳研究と、分子イメージングおよび計算論的神経科学の統合
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的研究が行われるのは前提である。 
 
（３）道徳的感情および道徳的判断の神経機構の解明に関する研究計画を立てる。 
この場合、そのメカニズムの解明の社会的影響は大きいため、正確かつ迅速な社会への情報伝達を
前提とした研究が重要である。道徳的感情には文化差が存在するため、細やかな高等感情に基づく社
会システムが最も発展している日本ならではの研究が期待できる。 
 
（４）発達認知神経科学による発達障害の研究を促進する全国的なプランを作成する。 
 
（５）情動に関する科学的知見の予防医学および教育への応用に向けた現実的なプログラムの作成計
画を立てる。 
 
 
精神および行動の障害に対する薬物療法の開発
ロボットへの応用
生物学的研究
心理学的・社会学的研究
情報科学的・ロボット工学的研究
分子イメージングの発展と機能
的脳画像研究の融合
人間-ロボット間の心理的相互作用の研究
計算論的神経科学の進歩
2000 2010 2020 2030
認知と情動の神経基盤の解明の将来イメージ
動物モデルを用いた研究
精神および行動の障害をもつ人々の成育環境や対人関係、社会での役割などに対する研究
神経心理学的・行動科学的研究
情動と認知の相互作用に関する研究
道徳的感情・倫理的判断の脳基盤の研究
発達認知神経科学による発達障害研究
予防医学・教育への応用
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 272
感覚補綴（ほてつ）技術 
 
国立身体障害者リハビリテーションセンター病院運動機能系障害研究部 赤居正美 
 
１．現状分析 
（１）今後の医療方向性 
望ましい２１世紀医療の方向性としては、 
① 細胞本来の機能解析にまで踏み込んだ微小レベルでの診断 
ただし、これは臨床的な意義も考慮した適切な診断を意味しなければならない。例えば８０歳以上の男
性の解剖所見からは、過半数に前立腺癌が認められる。すなわち高齢男性に前立腺癌が好発するが、
ほとんどの場合生涯無症状であるということである。こうしたレベルで果たして治療すべきなのであろうか。
早期発見・早期治療の内容の吟味が必要である。 
② 内視鏡手術やカスタムメイド薬剤に代表される身体侵襲の少ない治療手技 
手術による身体的影響を可能な限り小さくし、薬剤などの副作用も極力避けるというのが望ましいことは
論を待たないであろう。 
③加齢・疾病による生体内での生理的機能低下を代替する人工臓器、ないし再生医療を生かした臓器
交換 
こうしたアプローチは、現在リハビリテーション医療が対象としている患者の運動や認知の障害、そして
リハビリテーションの治療目的である日常生活の自立、元の職場や学校、家庭への復帰、とそのまま一致
する。言い換えれば迫り来る超高齢化社会のもと、120 歳といわれる人間の潜在的な最長寿命に向けて、
自立し、「生活の質」を保ったままで活動出来る「健康寿命」を可能な限り延ばすことである。 
 
（２）現状の技術開発 
本論考のテーマである感覚補綴技術は、そのまま③に関連していると考えられる。しかしながら現状で
は、脳に直接接続された人工感覚器官、人工神経や筋力の補綴機器というアイデアはあるものの、実用
化及びそれに近い段階に達したものの多くはコンピュータを組み込んだ高機能機器である。 
具体的例としては、歩行速度に合わせて義足の振り出しをコンピュータで制御するインテリジェント義足や
筋電義手に代表される四肢構造の補完、パワーアシストスーツや歩行補助装置による筋力や姿勢制御
能力の補助、人工内耳、人工視覚などの感覚代行システム、人工音声など各種の意思伝達装置である。
また脊髄や脳に電極を留置し、異常興奮性によって生じる頑固な疼痛や不随意運動の抑制を計ることも
行われている。人工内耳は既に実用化されているが、人工視覚（眼）も研究されており、水晶体上に置い
たＣＣＤカメラからの映像信号を電気信号に変換、電極を介して視神経へ伝達するものである。 
 
（３）再生医療による機能再生 
これらに加えて近年、幹細胞から神経細胞や筋細胞などが再生される、いわゆる再生医学が新しい医
学として脚光を浴びている。機能の低下した臓器ないし組織の一部でも交換できないかという考えである。
臓器移植の症例数がごく限られている現状では有効な方向性と考えられる。 
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皮膚培養は最も実用に近く、軟骨再生、角膜再生も実用化の段階に達しつつある。さらに心筋、血管、
骨などの組織再生の研究も行われている。 
しかしながら、高機能機器を生体に導入したり、神経細胞や筋細胞が再生したりしても、それ単体では
単に細胞や組織を復元したに過ぎず、その本来の機能（運動機能）を獲得するためには、新たな状況に
おける制御系のリハビリテーション（いわゆるニューロリハビリテーション）が必要となる。こうしたハードとソ
フトの両面からの対応が必要となる典型例が人工内耳手術である。インプラントの埋め込みに加え、言語
として認識するための修得練習を行う必要がある。 
 
（４）技術開発の範囲 
これらの技術は将来的には、医療技術に留まらず介護・福祉技術までを広くカバーすることになる。そ
の内容から①生命支援技術、②生活支援技術、③社会活動支援技術、に大別されよう。本論考での感
覚補綴技術は専ら①と②を対象としているが、その有効性を議論するには、③にまで踏み込んでいない
と意義は少なくなる。 
 
２．今後１０～３０年の発展シナリオ 
（１）中枢神経系システムの理解 
現状概観の部分ですでに述べられたように、従来のアプローチは人体の機能低下・喪失を補うのに、
金属、セラミックス、高分子プラスティックスといった人工材料で機器を作製し、生体機能の代替とする方
向性であった。 
しかしながら感覚補綴技術といっても、単に感覚系の入力自体を高めても不十分である。たとえば人工
視覚として CCD カメラが映像信号を電気情報に変換しても、伝えられる中枢側の視神経が正常であるこ
とが前提となっている。これは感覚補綴を考える場合、知覚と認知の違いにつき理解すると判りやすいで
あろう。我々が見知らぬ外国語を聴くことと内容を理解することの違いに例えられる。感覚系の入力は脳
内での処理を経、運動系・行動への出力に変換されて初めて意義を持つ。ソフトウェア的な側面を持つニ
ューロリハビリテーションには、脳内情報処理の再訓練も含まれなければならない。入力部分の感覚補綴
に留まらず、出力部分を含んだ中枢での処理能力の補綴が望まれるのである。 
この関連を考える場合、中枢神経系、特に脳機能をその内容から「知」、「情」、「意」の３つのカテゴリー
に大別すると理解しやすいかもしれない（図１）。 
「知」は外界からの感覚情報の入力とその処理過程であり、脳中枢での統合的処理を経て「意」として
行動の形で発動される。中枢処理にはその個体の持つそれまでの学習・経験の蓄積、記憶と云うデータ
ベースとの対応を経て、最適と考えられた行動パターンを選択する。当然その過程には感情、情動のか
らむ「情」の部分が大きく作用する。この「情」の分野は未だ多くの点で手つかずでもある。 
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（植村研一：大脳皮質。高田明和ほか編：床生理学、医歯薬出版、1983 より引用、一部改変） 
図１：脳における情報処理の概念図 
 
（２）中枢への人為的働きかけ 
中枢神経系での情報処理に対する人為的働きかけの例として、脳の可塑性についての研究がある。
可塑性の研究手法には、ＰＥＴ，機能的 MRI などの使用により直接脳活動部位の可視化を計るものも多
いが、ここでは脳卒中訓練における例を示す。 
脳卒中は、リハ医学の対象疾患として日本で最も頻度の高い疾患である。脳卒中患者の上肢への訓
練として、“constraint-induced movement therapy”がある。これは患者の健側を拘束し、半強制的に患側
の使用を促すもので、実際には健側を装具で拘束し 7 時間の上肢運動機能リハビリテーションを施す手
法である。この手法により、患側上肢の機能が改善し、手内転筋支配の大脳皮質運動野が広がったと報
告されている[1,2]。また、上肢運動のリハビリテーションのみならず、下肢運動でのリハビリテーションとし
て、Hesse らは脳卒中患者に対し免荷式トレッドミルによる歩行訓練を行い、自立歩行の再獲得ができる
ことを報告している[3]。Nudo らは、サルの大脳運動野皮質に脳梗塞を人工的につくり、大脳運動野の
mapping を行った。この結果、手指の領域の梗塞を起しても、エサをとるための訓練によって手指の領域
などは他の部位の領域に範囲を広げていることが報告されている[4,5]。これらの研究報告について比較
してみると、Hesse らの研究対象である脳卒中患者は慢性期であったこと、Nudo らの研究対象は皮質が
障害されている動物であったことに鑑み、訓練によって麻痺領域の神経回路網に use-dependent の可塑
性が証明されたと考えられる。 
一方、大脳皮質運動野以外においても神経回路網に可塑性があると近年になって報告されている[6]。
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逆の作用として Fagiolini ら[6]は、幼齢ラットの大脳皮質視覚野の働きを抑制することにより、抑制性神経
物質 GABA―A の増大が促され、結果的に経験に基づく可塑性が阻害されることを報告している。つまり、
大脳皮質視覚野においても use-dependent な可塑性が証明されたと考えられる。すなわち当面は人為的
に入力系の情報量を増やすことが戦略的アプローチとなる。 
大脳皮質レベルにおける脳の可塑性と同様に脊髄神経回路網の可塑性の例もある。ここでは我々の
グループにおいて研究を進めている脊髄損傷者の歩行訓練を例に挙げ、脊髄神経回路網の可塑性に
ついて紹介する。 
Wernig らは、不全脊髄損傷者に対し、トレッドミル上で体重を部分的に支持して歩行訓練を行い、高
率に自立歩行の再獲得ができることを報告した[7]。我々の研究グループでも、完全脊髄損傷者に対し長
下肢式歩行装具による歩行トレーニングを行い、麻痺している下肢筋群に周期的な歩行様筋活動パター
ンが出現することを見出した[8,9,10]。これらの結果から示唆されることは、脊髄神経回路網に歩行様筋
活動をモジュレートする回路があり、歩行トレーニングを行うことによって use-dependent に脊髄神経回路
網を賦活することができる、つまり脊髄神経回路網の可塑性が証明されたと考えられる。とりわけ、この神
経回路網の賦活には、足底部の圧感覚および股関節の伸展動作が有効であるとされている[11]。 
 
（３）実現可能性の高い方向性 
当面、我々には脳中枢での情報処理システムの理解が不十分で、いわゆる"black box"の状態に留ま
り、処理過程を直接賦活する手段を持ち得ないであろう。末梢からの感覚入力を補充強化しても、その有
効性は行動に表れた出力での効果を計ることになる。 
しかし話はそう簡単ではなく、病態によっては中枢での処理に問題を生じている場合も多い。環境から
の入力情報が減少し、記憶との対応が薄れ、適切な対応が取れないと云うことになると、これはそのまま
痴呆に対する訓練アプローチとも関連する。 
痴呆の病態を入力情報に対する適切なデータ処理も出来なくなっているものとすれば、望まれる機能
改善には脳内における情報処理システムの解明が不可欠である。痴呆に対する訓練アプローチは未だ
暗中模索の域に留まっており、近い将来ある程度可能な対策は自己の細胞を用いた脳組織の（部分）再
生であろう。これとて当面の方策は不足した神経伝達物質や栄養因子などを補うために、その産生細胞
をとりあえず移植する試みである。解剖学的に組織構造が取り戻されても、それがそのまま求められる機
能発現を可能にするとは考えにくく、前述したニューロリハビリテーションが不可欠である。 
脊髄の神経修復が中枢性疾患の中でも比較的早期に実現されるのではないかと言われている[12]。
再生医学が筋骨格系や神経線維といった身体を構成するハードウェア的なアプローチと捉えると、可塑
性を生かした神経回路網の再構築は身体運動を制御するソフトウェア的なアプローチと見ることができる。
従来型のリハ医学の概念や枠組みでは、このような領域のカバーには到底役立たないことは明らかであ
る。今後のリハ医学では臨床研究はもとより、これまで以上に基礎研究との連携が必要になるであろう（図
２）。 
そして出力系の目標として、将来的には大脳皮質からの運動信号を直接取り出し、損傷部位をパスして、
麻痺肢や義肢などを制御することも可能となろう。もちろんそこにフィードバックないしフィードフォワードの
系として感覚入力の代償手段が前提である。周辺環境に適応していない適切な行動などあり得ないから
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である。 
 
図２：中枢神経系における情報処理システムに果たすハードウェアとソフトウェア 
 
（４）技術実現に関する予測 
当面の目安として 10 年後(2015 年頃)には、人工材料やコンピュータ技術の応用による脳への感覚信
号入力の補綴技術はかなり進歩するものと予測される。中枢神経系の可塑性に関する知見の蓄積は、脳
マッピング技術の進歩と相まって、一定の機能単位でのニューロンネットワークを理解出来るようなるだろ
う。 
更に予測を延ばして、今後１０～３０年の発展シナリオとして、考えてみると 
10 年後：①感覚入力部分での人工材料機器の導入の拡大、②可塑性の助けを借り、再生医療を用いた
神経回路網の解剖学レベルでの部分的再構築、③脳内マッピング技術による脳内ニューロンネットワー
クの概略理解、 
20 年後：①痴呆に対する訓練アプローチ、②脳への、また大脳皮質からの直接信号による麻痺肢や義肢
などの制御、③精神疾患の治療法に画期的進展 
30 年後：脳における情報処理システムの理解、学習、記憶といった機能の細胞学、生化学的裏付けに基
づく解明 
といったところが考えられる。果たしてどうなるであろうか。  
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図３：10 年後(2015 年)頃の当該技術分野の概要 
 
３．日本の取るべきアクション 
（１）研究の重点 
これまで述べてきたように、感覚補綴技術の研究の取るべき方向性は明らかであり、入力部分の感覚
補綴に留まらず、出力部分を含んだ中枢での処理能力の補綴が望まれる。 
組織再生や機器導入というハード面に留まらず、脳内の情報処理をも含んだソフト面でのニューロリハ
ビリテーションの体系を構築しなければならない。具体的には 
①中枢での情報機序の解明とその元になる脳科学・人工知能研究との連携 
②人工材料だけでなく生体材料をも使った代替臓器の研究開発 
に重点を置くべきであろう。 
情報処理の中心となる脳の研究、人工知能研究は世界中で行われており、こうした競争に参加するに
は、研究体制の構築と共に、研究計画におけるミッションステートメントの確立、研究計画・体制の評価シ
ステムの確保が不可欠である。アメリカなどでは開発の主体はベンチャー企業に移りつつあり、企業化に
よる利潤の追求がその推進要因となっている。我が国でも同様の方向性を取るべきかは、議論のあるとこ
ろではあるが、多業種の研究者による共同作業体制を作り上げることは不可欠であろう。一つのモデルに
スイスの AO (Arbeitsgemeinschaft fur Osteosynthese)が挙げられる。15 人の外科医、整形外科医、工学
研究者によって作られた組織で、圧迫固定の概念を取り入れた骨折固定システムを完成させた。そのア
イデアと組織的開発手法は骨折治療の歴史の中で画期的な出来事であった。 
 
（２）独自技術の開発 
人工関節に代表される従来の人工臓器の多くは外国からの輸入品であり、我が国で幾つかの改良が
行われたにせよ、基本原理での独自技術の開発があったわけではない。したがって再生医療をはじめと
する新たな領域での研究開発では、我が国独自の基本技術確立を目指す必要がある。当然豊富な研究
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資金の投入が望まれる。 
このとき医学分野だけでなく、遺伝子工学、ロボット工学、情報工学など複合領域との連携は必須であり、
これを基に研究推進の原動力を得る必要がある。 
これから我が国を迎える超高齢化社会、長寿社会において、老化に対抗して、組織再生ないし新生を目
指す上記の方向性はより豊かな可能性を人々にもたらすものとして、多くの人々の支持を得られるはずで
ある。 
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感覚補綴（ほてつ）技術 
 
電気通信大学 電気通信学部システム工学科 教授 清水豊 
 
１．現状分析 
 
 感覚を補充したいというニーズは、２１世紀になってヒューマンサポートや QOL を充実するという要求か
ら医療のみならず工学技術の発展にも求められている。生まれつき不自由な五官が正常でありたい、在り
し日の感覚機能を取り戻したいなどの要求を満たすことを目的として、感覚機能を回復・補充、あるいは
劣化抑制する技術を指してここでは「感覚補綴」と捉える。 
現在、障害者とカテゴライズされる人々の実数を厚生労働省の統計（5 年毎に行われる最近、平成 13
年度の調査データ）で見ると、わが国には視覚障害者がおよそ 30 万人、聴覚障害者は 34 万人もいる。こ
のデータには現れないけれども、高齢化社会を迎え日常生活をもっと豊かに充実させたいという人々から
低下した感覚を補綴したいというニーズも極めて高い。したがって、このニーズを満たす研究と政策への
要求が今後ますます増大するといえよう。 
 現在、感覚補綴が成功しているのは人工内耳と人工中耳である。しかし、感音性難聴の補綴に効果が
あるとされる人工内耳は中途失聴者の聴力回復には長期訓練は要しないものの、先天性聴力障害者の
場合には音声言語の習得を伴うため、長期の使用訓練が必要とされる。しかも、これらを用いた聴覚障害
克服のためには入院とその後の医療的ケアをしなければならないのが難点である。 
 一方、聴覚に代替して、触覚で補綴する方式は 1960 年代以降タクチャルボコーダーが研究されてきた
が、この装置単独で聴覚障害者が音声を聴取することは難しい。音声認識技術による話し言葉の文字へ
の変換技術は視覚で補綴することを可能にする。この方式は 1990 年以降になって、会議場などの同時
通訳技術と同様に利用できるが、聴覚障害者から健聴者へのコミュニケーション手段としての伝達方法に
問題がある。また、手話の自動認識技術の実用化は進んでいない。 
 現在の高齢難聴への対応は従来から製品化されている補聴器でなされ、1980 年以降音響機器のディ
ジタル化の流れに乗って音質のよい補聴器が市販されるようになった。しかし、高齢者に多い意味の聞き
取り能力の低下に対する支援は未解決である。 
 視覚補綴のための人工眼は 1960 年代以降の論文に表れるようになったが実用段階にはない。目的は
網膜色素変性症、黄斑変性症などによる失明を補綴するものであるが、現在のプロトタイプを埋込んで人
工的な光刺激が提示できても、明暗や大きな物体とその動きは識別できても、人の顔など晴眼者と同等
のパターン認識するための機能は持たない。 
 代替感覚方式による視覚補綴では言語情報を伝達する目的で OCR とスピーチシンセサイザーによる
文章読み上げ技術は 1980 年以降になって確立されてきた。現在、パソコン画面上のテキストを聞かせる
スクリーンリーダーが商品化されている。しかし、図形や映像など非言語情報を伝達するには触覚ディス
プレイに依存するが、高精細表示が可能な触覚ディスプレイの構成技術が未熟である。この方式では色
情報の伝達は難しい。 
また、重度視覚障害者の歩行支援については、1970 年代以降から障害物情報を警報で提示する機
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器が、また、空間情報を可聴の音像にする装置が製品化されている。しかし、突起や段差などの検出が
難しいため普及していない。 
 触覚の補綴は特に義手や義足に感覚を持たせる要求があるが実用的なものはない。同様に、味覚や
嗅覚も味や匂いの補綴も実用段階にはない。 
 
 
２．発展シナリオ 
（１）感覚補綴は２つの方式で発展する 
感覚補綴は大きく２つの方式に分類できる（付図１）。その１つは、生体への「埋込み型」の技術である。
この方式は、もし視覚を補綴したいなら人工の眼を眼窩に移植する方法である。そのためには外科手術
と医療ケアを要する。この方式の利点は情報伝達が本来の感覚系を介してなされるので、技術が確立さ
れれば脳の同じ感覚野で対象の認知が進められるので、情報の獲得は確実になされる。実用化されれ
ば、特に、重度の感覚系視覚障害者が健常者と対等に社会参加ができるようになる。 
第２の方式は生体への埋込みを必要としない「テクノエイド型」である。弱視用のスコープや拡大投影
機、難聴用の補聴器などを発展させて本来の感覚系にインタフェースする方式と、代替感覚系へインタフ
ェースする方式がある。代替感覚方式とは、視覚補綴を行うために聴覚や触覚などを選び、そこに視覚
情報を伝達する「感覚代行器」を構成するというものである。感覚代行方式の特徴は医療ケアを要しない
という点で安易である反面、機能が限定される。従来から多くの製品が生み出されてきたが、実用化がさ
らに進展すれば感覚障害の程度に適応した支援機器を提供できるので、必要とする人々の生活利便性
が向上することはもとより福祉関連経費の節減にも結びつく。 
両方式にはそれぞれの利点があるため、その欠点を克服することを意識しつつ発展する。筆者が描く
発展シナリオを図表化したものを図表１に示す。 
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（２）視覚補綴には材料・情報・メカトロニクスの発展と医療コストの低減が必要 
 実用化が最も速いのは、眼球系を補綴する水晶体や硝子体の人工的置き換えである。これは現在でも
製品があるが、高分子合成技術と生体適合性研究の進展に伴って今後 5 年間で技術的基盤は確立する
西暦 2005 2010 2015 2030
視覚補綴
聴覚補綴
触覚補綴
味・嗅覚補綴
人工水晶体・硝子体
の生体適合性向上
埋込み型
テクノエイド型
機能低下予防
人工網膜の適用実験
人工角膜の実用化
低集積度人工網膜
　　　の商品化
手術負担の軽減と
　　　信頼性向上
低価格化
高集積度人工網膜
　　　の商品化
再生医工学による製品化
生体適合高分子化学
の発展
再生医工学の発展
医学・情報技術
の発展と
認知科学の融合
予防医科学と
リハビリテーション
科学の発展
人工眼による文字
・パターン認知の実現
埋込み医療の発展と
集積回路技術の融合
重度視覚障害者
のパソコン利用
システム製品化
重度視覚障害者
の職域拡大機器
の実用化
重度視覚障害者の
単独歩行技術の実現
弱視回復医療技術の具体化
認知機能支援による弱視回復機器の実用化
加齢視機能低下原因の解明
加齢視機能低下予防技術の具体化
高齢視覚障害
予防技術の確立
埋込み型
テクノエイド型
人工内耳手術負担の低減と
適用手術の低価格化 認知機能内蔵型人工内耳の実現
埋込み医療の発展
集積回路技術
と
認知科学の融合
補聴器の高機能化と
高齢者への利用拡大
聴覚障害者－健聴者間の
コミュニケーション機器
の具体化
カクテルパーティー効果
解明型補聴器の出現 情報処理技術
と
認知心理学の融合
再生医工学による耳組織の生成
高齢難聴保障機器の普及
機能低下予防
マルチモーダル
コミュニケーション機器
の実用化
職業難聴・加齢難聴の医学的解明
職業難聴・加齢難聴予防技術の具体化
予防医科学
リハビリテーション
科学の発展
ハプティック・フィードバック
インタフェースの実用化
再生医工学による触覚
組織の生成
人工触覚のための
触覚認知特性関連解明
触機能解明に基づく
触覚生成技術の発展
再生医工学の発展
味・嗅覚の感性工学的解明
バイオセンサの発展
感覚・認知
生理・心理学の発展
味・嗅覚バイオ
センサの高機能化
トランスデューサ
システムの確立
生体とのインタ
フェース実用化
図表１．感覚補綴発展シナリオの概要
医療技術の発展
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であろう。これによって、白内障など加齢に伴う視覚障害に対応する眼球組織の置き換えは整うと思われ
る。しかし、医療費や手術後のケアなどの問題で普及は制約される。人工角膜については今後 7～8 年で
適用例が増えるであろうが、長期安定性で問題があり再生医工学の発展に係わる。再生医工学の成果
はこれから 15 年後には開花するであろう。 
 人工眼は網膜色素変性症や黄斑変性症などによる失明を補綴するものとして注目されているが、これ
まで未来技術と捉えられていた。その構造はいくつか考えられている。たとえば、光電変換機構を眼球外
に装着し外界の光信号を電気的パルスで刺激する IC チップを網膜や視神経に設置する日、米、独国の
もの、光電変換ができるセラミックやシリコンチップまで含めて眼窩に挿入する米国のもの、網膜や視神経
への接続をパスして直接大脳視覚野に電気刺激を提示する米国のものなどである。すでに 1970 年代か
ら適用された大脳視覚野に電気刺激する米国のドベル研究所のイメージ図を参考までに付図２に示す。 
 低集積度の人工網膜の生体適用はすでに日本以外ではなされているが、FDA の認可を受けている米
国では今後 5 年間でデータが集積する。しかし、電気刺激素子数が少ない低集積度のものは、明暗や大
きな物体とその動きは識別できるに留まる。人の顔などのパターン認知が可能な 10,000 以上の電極をも
つ集積度の高い人工網膜の出現は 2015 年以降になろう。しかし、手術の簡易化やコストなどの問題で一
般的普及体制はこの時点でも整わないであろう。一方、この時点になると再生医工学の発展によっていき
なり人工網膜が生体組織から作り出されて移植される可能性もあろう。 
 テクノエイドとして研究がなされる視覚代行器は用途の細分化がさらに進む。現在、重度視覚障害者か
らの要求が高いものは情報でバイトへの対応、就業を支援する機器、白杖に変わって単独歩行を支援す
る機器である。 
就業支援機器とは、重度視覚障害者の常職とされている按摩・針灸以外の情報処理など知的業務を
支援するもので、このような支援は情報デバイドの克服にも結びつく。そのため、視覚障害者には使い難
い GUI 型 OS と図形や画像情報の伝達を基本とするパソコンを使いこなせねばならない。これについては
視覚ディスプレイに代行して、現在 64×48 ピン構成の触覚グラフィックディスプレイが製品化される段階
になった。しかし、1024×768 画素を標準とする視覚ディスプレイに比べれば表示領域は 256 分の 1 であ
る。今後 5 年程度でそれに迫るディスプレイは構築できるが、色やグレイレベルの伝達には対応できない
し、コスト面での解決もできない。2015 年になれば高精細・高集積度の新方式の触覚グラフィックディスプ
レイは出現するが、色認知の問題は未解決でそれ以降の年次になるであろう。一方、インタラクティブ性
を保障するアプリケーションは情報技術とヒューマンインタフェースの成果として、今後５年以内に完成す
るであろう。 
 盲導犬や白杖に代替する歩行支援は 1970 年代以降、手元から発する超音波やレーザーの反射信号
を音響や触振動に変えて提示する装置が出現しているが、路上の段差や突起などの検出が不可能なた
め実用に供されていない。こうした検出が可能な技術が完成して、装置として普及するのは 2015 年以降
であろう。特に、空中にある突起の検出が難しい。また、盲導犬ロボットと称する歩行誘導装置も 1980 年
代に日本で装置化されているが、重量やバッテリー、操作性を解決した環境認識機能を持つ装置が出現
するのは 2010 年以降になろう。盲導犬とロボットの長短を踏まえて、動物愛護や癒しの点からどちらを採
用すべきか議論されるのもこの時期であろう。さらに、構築物や主要道路などに重度視覚障害者を誘導
用するためのガイド機器の利用基盤が都市部で整うには 10 年以上かかるであろう。 
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 視機能劣化抑制の技術は、特に、高齢者の視力の問題として調節力の回復、青色覚低下への補綴に
要求が高い。老化した眼は縮瞳や水晶体透過率が低下することが分かっているが、それを予防する技術
が確立するには医学的解明がさらに進展する 2015 年以降になるであろう。 
 
（３）聴覚補綴には医療コスト低減と音声理解技術の進展が必要 
 伝音性難聴用の人工中耳は外耳道閉鎖症や中耳炎後の聴力低下を補償でき、国産技術が実用化さ
れている。しかし、感音性難聴を補綴する人工内耳の多くが海外製品であり、現在、オーストラリアからの
輸入品の評判がよい。補綴効果の明らかなこれらは比較的容易に導入できそうであるが、そのネックは医
療費の問題と埋込み後の使用訓練にある。リハビリテーション研究の成果を踏まえた使用訓練プログラム
は今後 5 年以内には確立されるであろうが、医療問題は依然として残る。 
人工内耳には国産技術の確立が望まれる。この技術には、先天性聴覚障害者が音声獲得の習得が
未熟であるため現在方式の適用が難しい問題を、学習を伴う音声理解機能を付加した機能を取込むこと
も一案である。そのためには、脳が音声理解する機能を解明する研究成果を待つ必要がある。2015 年頃
にはこの分野の研究成果が明らかになるであろう。また、現在、人工内耳には雑音を印加することによっ
てより聞きやすくなるという報告もあるが、カクテルパーティー効果の特性を初めとして音声の認知心理学
的成果が待たれる。この研究成果の利用も同時期になろう。 
テクノエイドで解決できるのは、聴覚障害者とのコミュニケーションを成立させるという課題である。既に、
同時通訳用の字幕を提示するとか遠隔地に手話を流すなどの技術は実現されている。しかし、コミュニケ
ーションであるからには双方向の意思疎通がなされねばならず、難聴者が発する声の認識や表現する手
話を健聴者が理解できるかが問題点である。前者の問題は話者限定用の音声認識技術の援用によれば、
今後 5 年程度でも難聴者が発する声を筆談によらなくても文字に変えられる。しかし、手話を自動認識す
る研究は進められているものの実用化には難しさが伴う。それは手話が３次元的な動態を示し、表現位置
が浮動的でしかも撮像環境に変動を伴うため、リアルタイム処理に問題がある。これが解決されるのは画
像理解技術が進む 2015 年頃となろう。 
 高齢難聴によって小声が聞こえない、聞き分け能力が低下したなどの問題は現在の補聴技術で対応で
きるが。しかし、言葉の意味の聞き取り能力の低下に対しては脳や聴覚中枢に関連するため、音声認知
研究の成果を取り入れねば補綴できない。音声理解を含めた脳研究の成果が応用されるのは 2015 年以
降であろう。さらに、高齢難聴は蝸牛や聴覚中枢神経路、大脳の退化に起因することが分かっているが、
これら生体組織の劣化を障害の現れる前に抑制する可能性は 2010 年以降の話題になるであろう。 
 重複障害、とりわけ要求のある視覚障害をもつ聴覚障害者のコミュニケーション支援は触覚系に依存し
た代行伝達方式が有効である。現在、音声信号を触振動に変換する機器が研究開発されているが、触
振動の提示方式や指点字の理解、携帯性などに問題がある。今後 5 年程度で重複障害の認知特性を配
慮した触覚インタフェースが完成し、携帯システムは 10 年後には実用化されるであろう。 
 
（４）触覚補綴には生体インタフェースの考案が必要 
 触覚の補綴は特に義手や義足において必要である。触圧、振動、温冷覚のセンシングは現在の技術
でも可能なものの、それらの信号をどのように生体に伝達するかというインタフェースの確立が未解決であ
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る。一見して簡単に思われる求心性神経線維を見つけ出しそこにセンサ信号接続すると共に、遠心性神
経線維からフィードバックされる筋電で力制御すれば解決しそうな原理は相当難しい。現在でも簡単な実
験は進められるが、実用になるのは 2015 年以降であろう。その頃には、再生医工学による神経線維と情
報処理機能を備えたセンシングシステムとのハイブリッド型人工触覚の適用例も報告されよう。 
 
（５）味・嗅覚補綴には感性情報の解明が必要 
 生体情報を検出して生体外で応用するためのバイオセンサ研究は進んできたものの、味・嗅覚を補綴
する用途では難しさがある。センシングに対する現在の問題点である応答と繰返し使用を保証する系は
いずれ完成するとしても、さらに２つの問題点がある。第 1 は、たとえ基本味や基本臭が同定できたとして、
複合判断としての情報処理特性の解明が完全とはいえず、特に味・嗅覚では感性という脳の高次判断の
影響が大きいからである。第2は補綴用のトランスジューサを生体にインタフェースさせる原理が簡単では
ないからである。味・嗅覚障害者から補綴が可能であることで注目を浴びるのは 2015 年以降になろう。ま
た、ソムリエに匹敵する味・嗅覚機能をもつ人になりたいという夢も叶うようになるであろう。障害に対して
は、むしろ、味・嗅覚劣化を予防する医学的解明の方が今後 10 年程度でかなり進展する。 
 
（６）感覚補綴は認知機能の援用によって実現範囲が広まる 
全体を概観して、感覚補綴は感覚器そのものの補綴で解決する範囲とそうではない範囲とがある。特
に、代行感覚系を使用するテクノエイド型の補綴や本来感覚系でも複雑な人工眼のようにシステム化され
た装置になると情報処理を装置側に負担させる部分が大きくなる。感覚情報の認知メカニズムをシステム
に取り入れる必要性は感覚代行研究が展開した 1970 年代から指摘されていたが、最近の生体とのインタ
フェースの重要性が認識されるようになって再度クローズアップされている。 
五官が単なるセンサではなく、情報の認知や感性情報処理に係わってくる器官あることを再認すれば
脳機能の解明と人工知能技術の成果を取込んだ情報処理システムの構築によって、感覚補綴の実用性
が拡大する。したがって、すでに指摘した発展シナリオはこれら研究の進展に大きく影響され、 30 年後
にはこうした技術成果の導入は一般化するであろう。 
このことを背景として総括すれば、感覚補綴に対する技術的支援を成功させるための鍵は図表１の右
端に示したキーワードの進展に依存すると思われる。 
 
 
３．  日本のとるべきアクション 
（１）組織横断型連携プロジェクトの推進 
 感覚補綴を実用化するには医学や工学からリハビリテーション技術に至るまで広範な学問領域を含む。
学際領域と位置づけられるこの分野を発展させるには、産、学のスペシャリストの知恵と技量を集結する
必要があり、そのためには横断的連携プロジェクトを企画、推進する必要がある。今日の国立大学の法人
化は競争と営利の原理を大学間に導入したよい国策である反面、結果として大学の名誉をかけて大学が
支援するテーマの選別化と研究者の囲い込みによるセクショナリズムを助長する。こうした傾向は、感覚
補綴に関心を示す特徴ある研究者の所属する小規模の大学で研究を推進することの不利に結びつく。
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 285
そこで、各研究機関が連携することを目的にした組織横断型のプロジェクトの推進政策が課題である。 
  
（２）助成は複数機関へまたプロジェクト審査員は長期間担当すべきではない 
 現在、１つのプロジェクトを複数の機関で分け合って推進する政策があるが、さらに踏み込んで、同一テ
ーマを同一の手法でも構わないから複数の機関へ助成することも必要である。競争原理に従うと好ましい
結果を生むものと確信する。一方、研究費助成ルートの現状は科学技術分野が文部科学省、産業育成
分野が経済産業省、医療福祉分野が厚生労働省といように縦割りである。感覚補綴の研究が学際領域
にあるので、各助成機関の網にかかることが望ましく、その意味では行政の効率化に反して研究助成に
対する各省庁の所掌範囲は曖昧である方がよいと思う。もっと踏み込めば、助成機関においても競争原
理があるとよい。さらに、プロジェクト採択審査に当たり、特定の学識経験をもつ審査者の見識に依存しな
いこともある意味では必要である。特定の審査者の固定概念に拘束されない方がよいこともある。特に、
独創的研究の創出と展開には幅広い分野の審査者の支援がよい結果を生むものと予想されるからであ
る。 
 
（３）研究支援機構の構築と情報公開システムの構築 
 前項の指摘は、逆に研究開発動向の把握や総括に支障を来たすように思われる。現在でも、新たに感
覚補綴の研究を行おうとする研究者や企業にとって現状を把握することは容易ではない。関連学会は多
岐に及び、ある研究分野では既に解決済みの問題を専門用語を変えて初歩から追求するなどの例もなく
はない。このような問題を解決する 1 つの方策として、関連研究者はそこにアクセスすれば理論から成果、
普及状況、特許情報までが得られる専門の支援機構を今後数年以内に設置する必要があろう。 
 支援機構は非営利を前提に拠出金、各種補助金や寄付金の元に運営されるべきであろうが、ある範囲
のデータベース提供や斡旋業務などについては有料として運営にあたる。また、そこには学会やシンポ
ジウムとは違った意見交換の場も常設されねばならない。 
 
（４）国際連携研究制度の確立 
 特に生体への埋込みを必要とする感覚補綴技術の発展を妨げる原因はわが国の医療システムである。
米国では人工網膜の適用について、いち早く FDA から許可を与えるという例は、挑戦的研究者の野望を
満たし先端産業の新たな創出と特許網の確立に寄与する。研究者からすればこうした迅速な許認可体制
が確立されることを期待するが、安全重視を施策とするわが国では国民的納得の元に十分な議論を経ね
ばならない。そこで、技術開発とリハビリテーションはわが国で、医療適用やケアは許認可が容易でかつ
医療従事者の多い医療先進国で行える国際連携制度を国際間で早急に確立する必要がある。 
 
（５）助成結果の適切な評価と褒章制度の拡充 
 研究助成への評価の多くは、一定様式の報告書作成や成果報告会で終わってしまうようである。現在
の多くの助成方式に対しては技術的難しさもあるが改善の余地があると思われる。感覚補綴で評価され
る項目とは何であろうか。感覚補綴の成功は、単なる成果の専門誌への投稿数やマスコミの採択数で評
価されるものではないと思われる。特許や実用新案、意匠権といった独創性尺度と、開発された機器の普
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及状況や使用者の反応という実用性尺度であると考える。プロジェクト終了後の末永い追及になるが必要
事項である。特に、こうした経過で優れた研究成果には表彰状と粗品の授与に留まらず、過分な褒章を
提供するのも意義あることであろう。技術的にその一部を担当するのは研究支援機構が適切かもしれな
い。 
 
（６）普及には利用者登録制度とデータベースの提供システム 
 感覚補綴技術の普及には研究過程にある機器の評価研究が欠かせない。補綴を必要とする人々は多
数いるが、実用品であることを保証するまではその利用を躊躇する人が多い。たとえ横断的連携の元に
開発された機器であろうとも、機能認証のためには機器の信頼性やリハビリテーション方法の検討などの
問題点を残し、十分な評価データを必要とする。こうした問題点を追求するには、誰がどのような感覚補
綴を必要としているか、その人が機器評価に積極的に参加してくれるかといった登録情報に基づいてな
されなければ推進し難い。そこで、機器評価に参加可能な人々を把握する登録者制度を策定し、評価機
関にデータベースとして提供する組織の設立が有効である。上で説明した研究支援機構がその役割を
担ってもよい。 
 
 
 
本来の感覚情報伝達経路
代替感覚系による情報伝達経路
機能補助・回復・代替・拡大による補綴 情報の
知覚・認知
感覚代行システムによる補綴
センサ系 情報処理系 インタフェース
光・音・触・
味・匂い 認識処理 ディスプレイ
付図１．情報伝達から経路から見た感覚補綴の方式
　感覚補綴方式を情報伝達経路からみると２つに分類できる。１つは，本来経路を
介して情報伝達するための方式であり，弱視スコープや補聴器を除いて生体に埋込む。
もう１つは，テクノエイド型の方式で，代行感覚系を活用した感覚代行システムを
構築する。
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付図２．大脳刺激法による人工視覚の概念図
イメージセンサ
情報処理システム
大脳視覚野
尖光提示用
刺激電極
　この図は米国Dobelle研究所でなされている人工視覚方式で，大脳視覚野に
直接，視覚イメージ情報を電気刺激で提示する。このほかに，眼窩に集積回路
を埋込む方式がある。それらの方式は，イメージセンサを眼球外に置くものや
光電変換用シリコンチップまで埋込むものがある。視覚系との接続は，網膜に
電気刺激を提示する方式と視神経を電気刺激する方式が考えられている。
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感覚補綴（ほてつ）技術 
 
大阪大学大学院 医学系研究科 情報伝達医学専攻 教授 福田淳 
 
１．現状分析 
 
（１）感覚補綴技術開発の必要性 
  感覚機能の低下は、生活の質（Quality of Life（QOL））の著しい低下をもたらすにもかかわらず、これ
まで難治性の感覚器障害に対して、国の政策としてあまり大きな努力が払われてこなかった。しかし、近
年、これまでにないスピードで進展する高齢化社会の中で、高齢者の感覚機能の低下に対する医療・福
祉の対策は緊急の課題となっている。また、先天性奇形、発達異常、遺伝性疾患あるいは交通事故によ
る若年者の感覚障害も、彼らの社会的活躍の場を制限している。基本的人権保護の立場からも、あらゆ
る年齢層における感覚障害を治療・克服してゆける新しい医療技術の開発が求められている。 
  具体的には、高齢者の循環器系の疾患、糖尿病などの代謝疾患、その結果の脳梗塞や脳内出血な
どによる感覚中枢機能の障害、加齢に伴う感覚器機能の劣化が問題になっている。また、有効な治療法
のない感覚器の変性疾患も未だ多く残されたままである。それらの中で、特に出現率が高く、患者自身が
日常動作・社会生活において支障を来すのが、視覚、聴覚、平衡感覚の障害である。眼科領域での加齢
黄斑変性、網膜色素変性、緑内障、視神経外傷などの失明に至る疾患、また耳鼻科領域では、老人性
難聴、聴神経をはじめとした様々な内耳疾患、先天聾などの聴覚障害、治療抵抗性の平衡感覚障害に
対して、根本的に新しい感覚補綴技術の開発と適切な対策が求められている。 
  とりわけ平衡感覚障害に対しては、個人の衣食住を中心とした生活習慣病の観点からのみでなく、近
代化した社会構造での人間関係や急速な自然環境の変化などを総合的に視野に入れた感覚補綴技術
の開発を行うことが求められている。めまいに代表される平衡機能障害が、脳、耳、目、頸、体幹の総合
的かつ相互的機能の異常として成り立つという最近の知見から見ても妥当なことであろう。 
 
（２）感覚補綴技術開発の現状 
  感覚補綴技術開発の成功例として人工内耳がある。現在既に、世界的規模で臨床応用され、我が国
においても、大きな臨床的成果が上げられつつある。しかしながら、実際に製品化され、世界的に普及し
ているのは、アメリカ製かオーストリア製の人工内耳である。欧米では、さらに、埋め込み型補聴器（人工
中耳）、脳幹インプラントなども試みられている。我が国での聴覚補綴技術の研究開発は大きく立ち後れ
ている。一方、失明に至る難治性視覚障害の治療に関しても、最近、ドイツ、アメリカを中心に、様々な人
工網膜、人工視覚研究が推進されており、その一部は既に臨床試験にまで至り、有望な成果が報告され
ている。我が国では、２００１年より厚生労働省と経済産業省の共同プロジェクトとして人工視覚のプロジェ
クトが始まったばかりである。感覚補綴技術だけでなく、生体に埋め込む医療機器の開発に対して、我が
国では産・学・官ともに消極であったことは否めず、リスクの高い開発に果敢に挑戦してきた諸外国の後
塵を常に拝してきた。 
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（３）感覚補綴技術の開発基盤 
  感覚補綴技術の開発のためには、感覚生理学・認知脳科学などの基礎医学分野、眼科・耳鼻科・脳
神経外科など感覚器についての臨床医学分野、そして、感覚補綴器の設計・製造のための技術的基盤
としての工学分野、の３つの分野における知識・技術が融合することが必要である。我が国での基礎医学
研究・医療水準は欧米諸国に引けを取らないレベルとなってきたし、感覚器医学に従事する若手医師
数・研究者数も着実に増えてきている。 
  一方、ナノテクノロジー、IT技術、生体素材の開発、情報工学、ロボティクス技術などの工学分野の研
究が急速に進展している。それらの最先端工学技術を医療の分野に生かしうる基盤が整いつつある。そ
の際、医療分野の中でも感覚補綴技術の開発は到達目標がはっきりとしていて、高齢化社会の進展と共
にその需要が高まってきている。感覚補綴技術の開発には、材料工学、生体工学、情報工学などの工学
分野の諸技術を医学・医療に応用する必要がある。従って、感覚補綴の新技術開発は、昨今多くの大学
で進められている医工連携の研究推進の一つの大きな柱になりうる分野である。 
  大学院重点化が進み、拠点大学での大学院生や若手研究者の数も飛躍的に増えて来ている。彼ら
の新しい学際研究のターゲットとして感覚補綴技術の開発は極めて魅力的であり、若手の優れた人材が
大きな力を発揮できる分野となりつつある。また国立大学の独立行政法人化に伴い、産学連携の気運が
高まりつつあるが、新しい感覚補綴技術の開発は、国際的にも競争が激しく、国が本腰を入れて支援して
ゆく必要がある。 
 
（４）感覚補綴技術開発の効果 
  感覚補綴技術が開発され、実用化されてゆくことは、感覚障害者のQOLを向上してゆくのみならず、
彼らの基本的人権を保障し就労の機会を拡充することによって、国家経済の安定化にも繋がるだろう。感
覚補綴技術の開発で得られた知見・技術は、他の運動補綴やさらに医用工学の発展を促すだろう。また、
わが国において、国際的に通用しうる感覚補綴技術を開拓することが出来れば、国際特許を取得し、国
内で製品化した新技術を諸外国に広げて行き、研究面での情報発信が出来るのみならず、広く世界の
人々の医療・福祉にも貢献できるだろう。 
 
２．発展シナリオ 
 
（１）視覚補綴技術の開発 
 
  １）人工網膜：網膜色素変性や加齢黄斑変性など、視細胞が変性している疾患に対して、受光素子で
捉えた外界からの視覚情報を電気信号に変換して網膜あるいは視神経に電気刺激として電送する、この
方式の視覚補綴技術を人工網膜という。この人工網膜研究は既に、経済産業省と厚生労働省の支援に
よって、大阪大学を中心に進められており、欧米で開発検討されている方式とは異なり、空間分解能も確
保しつつより安全性の高い、全く新しい網膜刺激方法が考案された。現在、その方式を用いた試作器に
必要な要素技術（電源、埋植デバイス、ニューロ・マシンインターフェース、パッケージング、エンコーディ
ング、デコーディングなど）の開発が進んでいる。 
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  現在の実用化計画では、２００６年までに指数弁（眼前に指を動かしてその本数が言える程度） の視
覚を実現することを目標にした動物実験用のトータルシステムの開発が終了し、２００６年から臨床試験用
試作器が開発され、２００７年から臨床試験が始まることになる。２０１０年頃に医療用具として承認され、２
０１５年に製品化することを目指している。さらに高い視覚機能の再現を目指して人工網膜に改良を加え、
２０２０年以降には一般の医療器具として普及してゆくだろう。 
 
  ２）網膜視神経保護：視細胞は健常だが、網膜神経節細胞や視神経線維が障害される、虚血性視神
経症や視神経外傷などの失明性疾患の視覚機能回復に、経角膜電気刺激が有効であることが分かって
きた。現在、すでに臨床治験が始められ、多くの患者が被験者となって、有効性が確かめられつつある。
経角膜電気刺激用の刺激装置の試作品は２００４年に既に完成しており、２００７年までには、改良後の完
成品ができあがるだろう。現在は、視神経症などにその適応が限られているが、さらに刺激方法、機能評
価法などを高めていって、２０１０年頃には、より患者数の多い緑内障にも適応が試みられ、２０２０年頃に
は緑内障の新しい予防法や治療法として、経角膜電気刺激法が他の治療法と併用され一般化されてゆ
くだろう。 
 
  ３）大脳視覚領インプラント：これまで、アメリカ、ドイツを中心に、大脳視覚領への剣山型電極の埋め
込みによる視覚機能回復の研究が推進されてきた。その結果、ある程度の空間分解能が確保される見通
しは出てきている。実際に、盲人のボランテイアへの手術を行ったアメリカのドーベル研究所は、５mｍ間
隔の剣山型電極を視覚皮質に埋植して刺激すると、その患者は車の運転ができたと報告している。まだ
その効果の信憑性、再現性は確認されていないが、電極間距離を短くできれば、さらに分解能が良くなる
可能性はある。 
  これまでのアメリカでの大脳視覚領インプラントでは、大脳皮質の機能分化が考慮に入れられていな
かった。大脳視覚領には網膜の二次元空間マップが再現されているのみならず、色、形、運動などの機
能円柱が存在しており、その円柱を刺激し分けることによって色の情報、形の情報、運動の情報などを
別々に生じさせる可能性がでてきた。これらの知見を生かし、我が国では、２０１０年までには大脳皮質視
覚領の機能円柱を別々に電気刺激できるような多極のマイクロ電極を開発するべきだろう。あるいは、色、
形、動きなどの視覚刺激の種類によって、刺激電極先端が皮質内で上下して別々の細胞を刺激できるよ
うなバイオモルフィックな電極が開発されるかもしれない。いずれにしても、先端が適切な細かさで、かつ
生体適合性のある刺激電極アレイ（剣山電極）が求められるだろう。この開発には我が国の最先端の材料
工学技術の成果を生かすことができるだろう。 
  電極の開発と平行して、外界の視覚環境から得られた画像情報をその剣山電極を介して大脳視覚領
に刺激として与えるための刺激装置とそのコンピューター制御が２０１５年までに開発される。実際に生体
内への刺激電極の埋入は２０２０年頃であろう。刺激電極の電力供給源として低消費電力で充電型の電
源の開発は早急に進める必要があり、２０１０年頃までには、電源、電極、刺激のアルゴリズムなどが完成
しているだろう。 
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  ４）自己学習型視覚機能回復装置：脳内出血などで一側の視野障害を来すような患者が、急性期の
後、自宅でコンピュータ画面上に提示された視覚刺激を使って、定期的に視覚訓練をして、失った視野
の視覚機能を回復させてゆけるような、視覚刺激装置とそれを駆動するプログラムが開発される。これは２
００５年頃から研究を始め、２０１０年頃には、試作品が完成され、臨床試験が行われ、２０１５年頃から実
用化されるだろう。 
 
（２）聴覚補綴技術の開発 
 
  １）人工内耳の改良研究：現在、世界的に臨床応用されている人工内耳は、体外にあって、声などの
音信号を電気信号に変換するマイクロフォン（スピーチプロセッサー）と耳の中に埋植する蝸牛刺激装置
からなっているが、体外部は難聴者にとって審美性の問題がある。従って、将来は、全埋め込み型の開
発が望まれる。そのためには、まず、２００５年から２０１０年にかけて、長寿命のバッテリーを開発して、さら
に定期的に皮膚の上からの充電を可能にすることである。 
  また現在普及している人工内耳の性能では、術後に会話の聴取が出来るようになるのは手術を受け
た患者の５０−７０％であり、まだまだ人工内耳装置自体の性能が不十分であると言わねばならない。特に
子音の区別がつきにくく、周波数弁別も不充分で、雑音も大きいなどの欠点がある。２００５年から２０１０年
にかけて現在よりも高性能のスピーチプロセッサーが開発されるだろう。 
  さらに現在使われている素材では、患者が、MRI検査を受けられないなどの問題があり、チタンなどの
磁性の少ない素材の開発が望まれる。現在行われている術後言語リハビリテーションをより効率よく行え
るような体制づくりを、２００５年から２０２０年にかけて強化してゆくべきだろう。 
  また、先天性聾者や低年齢難聴者への人工内耳の適応は、現在我が国でも行われているが、欧米で
はますます低年齢層への人工内耳の適応が認められており、その有効性が報じられている。我が国でも
早急に、その法整備も含めて対策が講じられなくてはならない。オーストラリアでは、聾唖学校に通う児童
が治療によって普通学級で勉強できるようになりつつある。 
 
 ２）埋め込み型補聴器（人工中耳）の開発：現在普及している補聴器でも７０歳以上の高齢者には、講演
会などで雑音が多く、肝心の講演内容が聞き取れなくなる。いくら、S/N比を上げようと補聴器を操作して
も音のシャープさ明瞭さがなくなる。このような老人の中程度から高度の難聴に対して、近年欧米におい
て、埋め込み型補聴器（implantable hearing aid(IHA)）が開発されつつある。従来の補聴器では中耳での
音の伝導を増幅するだけであるが、このIHAでは、頭蓋骨あるいは耳小骨を直接振動させることによって、
音の明瞭度を改善させようとするものである。 
  我が国でも、この中耳機能を補給するために、人工中耳の開発が行われてきたが、その対象が慢性
中耳炎、癒着性中耳炎に限られており、その応用範囲が狭く、余り普及していない。ところが、欧米で開
発されてきたIHAは中程度、高度難聴一般を適応症としており、既に、臨床例が増えてきている。その開
発のために、アメリカ、韓国などでも大型プロジェクトが進んでいる。 
  現在、我が国の骨伝導補聴器の機械の性能が良くなってきているので、２０１０年頃を目標に我が国
でも高出力で耳小骨刺激が出来る小型刺激装置を開発して、２０２０年臨床応用を目指して、人工中耳
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 292
の開発研究を進めるべきである。その際、重要なことは、国家的補助によって患者の経費負担を減らし、
高度先進医療として推進すべきである。残念ながら、これらの比較的小規模の研究開発には大企業が興
味を示さないので、国際競争で日本は欧米に完全に後れを取っている。 
 
 ３）脳幹あるいは下丘へのインプラント：内耳の有毛細胞あるいは聴神経そのものが障害された難聴者
には、より上位の聴覚中枢を人工的に刺激する必要がある。脳幹インプラントは、そのための聴覚補綴技
術である。つまり、これは脳幹にある蝸牛神経核の細胞が音の高低に従って配列しているので、その中に
多チャンネル電極を埋め込んで、外界の音に応じて、各電極を別々に刺激しようとするものである。外国
ではすでに、人工内耳１００に対して１の割合で、試みられているが、我が国ではまだ行われていない。一
つには、保険適応にならないために、治療費が高価なので希望者が少ないからである。しかしながら、聾
者の９５％では内耳細胞がやられおり、さらに数％は腫瘍や髄膜炎で聴神経そのものがやられているの
で、この方法の開発も我が国で、２０２０年を目指して推進する必要があるだろう。 
 
（３）平衡感覚補綴技術の開発 
 
  平衡感覚は多種類の感覚器が関連した一つの統合感覚であり、その障害（めまい、ふらつき等）は視
覚や聴覚の障害とは異なり、単一の感覚器の補綴技術の開発に留まらない研究体制と、その対策を組む
ことが肝要である。他の感覚器障害にも共通した問題であるが、特に平衡感覚障害の分野は、産業化社
会の生み出す近代病的要素が重要視されなければならない。内耳の前庭機能以外に体幹（深部体性感
覚）、頚部（自律神経）などの固有受容器からの求心性入力、さらには視覚系の入力との統合過程が重要
である。最近は、若年者をはじめとする各年代層において、長時間のコンピューター事務作業者でめまい
の訴えが多い。内耳の平衡器障害や脳の平衡感覚中枢（前庭皮質から脳幹、視床）相互間での神経伝
達障害に由来を持つめまいを訴える患者が増えてきている。最近、さらに、MRI検査から大脳性病変との
関連性が注目されており、めまいの原因は耳や頸などの末梢性原因の他に、脳そのものに関連した機能
異常がある可能性が指摘されつつある。ますます増加傾向にある本疾患には、現代病としてその社会的、
自然的、環境因子にも着目しなければならない。 
 
  １）人工前庭器の開発研究：内耳の平衡器としての前庭器には回転角加速度センサーである三半規
管と直線加速度センサーである二つの耳石器がある。この部分が障害された際には人工的に３個の回転
加速度センサーと３個の直線加速度センサーを開発する必要がある。実際に、この計画は２０１０年をめど
に進んでおり、２０１５年には、人工平衡器の患者への埋め込み手術が出来るだろう。平衡器の作成と平
行して、これら人工前庭器を患者の実際の前庭器官の受容器の付近に埋植する技術、刺激用の電気信
号、刺激素子の素材開発、等は、２００５年から、２０１０年にかけて、既に先行している人工内耳や人工視
覚の研究からの成果を応用して開発を進めるべきであろう。 
 
  ２）内耳以外の平衡感覚の総合的研究にもとづく統合訓練機器の開発：特に視覚との関連が今後ま
すます重要となり、眼精疲労による頚部筋緊張の亢進状態も考慮されなければならない。視覚障害者で
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 293
は平衡感覚障害の訴えが多いことはよく知られている。また、昨今のインターネットあるいはパソコン社会
を背景とした文明環境によって、視覚入力と平衡器、筋固有器からの求心性情報とのマッチングが出来
にくい生活環境が生じつつあり、平衡感覚障害者に、それらの感覚情報伝達のマッチングを新たに補強
して再学習させる必要がある。その目的で、視覚と平衡感覚のマッチングを自己学習できるような装置の
開発が必要であり、２００５年から２０１０年にかけて試作装置を開発し、２０２０年頃から実際にめまい患者
臨床例のリハビリテーションとして応用されるべきだろう。 
 
  ３）脳性めまいの感覚補綴技術開発：平衡感覚系の大脳皮質での処理機構は明らかにされていない
が、最近の研究から前頭葉がそれに関与している可能性が出てきた。前頭葉は眼球運動のみならず各
種の認知機能に関連した領域であり、従って脳性めまいは単に平衡感覚機能障害としてのみでなく、認
知機能障害として捉える病態概念が必要になってきた。勿論、それには心因性因子も考慮されなければ
ならない。 
  今後、２００５年から２０１０年にかけて、難治性のめまい患者には、EBM(Evidence Based Medicine)の
実践として、脳における病変の有無をMRI等を用いて調査する必要がある。さらに将来は、２０１０−２０２０
年にかけて、めまいを誘発しうる脳の局所的病変を明らかにすることにより、薬剤治療以外に、その局所
に対しての脳外科的治療やそのほかの物理的治療が可能となるだろう。なお、解剖学的に脳に直接的
入力を与える頚部神経、自律神経に対してもそれらの寄与について検討してゆかねばならない。 
 
  ４）めまい誘発環境の是正への対策：実際に、最近の若者のライフスタイルの変化や生活環境の変化
による過剰の電磁波の被爆、オゾン層の破壊、炭酸ガス濃度の上昇などの影響が平衡感覚の異常に繋
がっている可能性について、今後、詳細に検討されなければならない。この問題は、とりわけ多感覚系の
統合障害による平衡感覚障害の成因として重要である。従って、過剰な電磁波刺激を防御するような平
衡感覚保護装置の開発が考えられるだろう。さらにまた、劣化した環境因子と相まって、先天性因子、大
脳の発達障害などの、いわばめまい準備状態に、生体環境因子（電磁波、オゾン層、炭酸ガス）、頚部の
筋緊張、精神的ストレス、ウイルス感染などが加わって、めまいと関連した病態や病因が形成される可能
性を追求し、それへの対策を講じてゆかねばならない。 
 
３．日本の取るべきアクション 
 
（１）感覚補綴学の教育・研究の拡充 
 
  感覚生理学・認知脳科学などの基礎医学、感覚器の臨床医学（眼科、耳鼻科、脳神経外科）、材料・
情報工学との学際分野として感覚補綴学を立ち上げてゆく必要がある。そのためには、学部教育でも、こ
の分野に関して、工学部と医学部（基礎と臨床）の講義の単位互換性を進めて、将来、その分野を専攻
する若手研究者を増やしてゆく努力が必要である。また、感覚補綴研究の推進のためには、この分野に
多くの研究資金を投入し、層の厚い研究グループを育成する必要がある。さらに、感覚補綴を中心とする
学際的研究センターを、その分野が育っている拠点大学・研究施設に優先的に設置してゆくべきである。
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特に今後、学問的研究課題としては、１）生体・神経組織に適合する素材の開発、２）効率的で局所化さ
れた電極−神経間の物理的インターフェースの開発、３）自然な感覚の誘発のための刺激アルゴリズムの
開発などが考えられる。さらに、人工的な感覚補綴機器によって得られる感覚と実際の感覚との類似性・
乖離がどの程度のものなのか、動物実験も含めて詳しく生理学的、心理学的、行動学的に解析してゆくこ
とが必要である。 
 
（２）学内の医工連携と民間との共同研究の推進 
 
  文部科学省は、各大学で行われている医学部と工学部の連携（医工連携）を積極的に支援して、その
中で感覚補綴技術の研究を大きな柱の一つと捉えてその推進を図るべきである。感覚補綴の分野は、科
学技術の開発分野としての規模は比較的小さいので、取り組んでくれる民間の企業も大部分は中小企業
であり、それらとの連携による共同開発には、国が積極的に支援してゆかなければならない。これまでに
も、人工内耳の開発は、オーストラリアで、政府の協力を得て達成されてきた経緯があるように、我が国で
も、国が主導で研究開発して初めて飛躍的発展が望まれる。 
 
（３）感覚機能リハビリテーションの推進 
  人工内耳では既に、言語治療士によるリハビリテーションが行われているが、将来普及するであろう、
人工網膜、視覚皮質インプラント等の視覚補綴技術の場合にも、術後の系統的視能訓練が必要であり、
人工視覚装置装着者のための専門的な視能訓練士の養成が必要になってくる。現在も、弱視、斜視など
の発達障害に対して視能訓練士が治療に当たっているが、人工視覚のための視覚訓練士は、装置の維
持・管理などを含めたより専門的な医用工学の知識も身につけていなければならない。また、脳梗塞など
による視野欠損患者の自主学習的視覚訓練においても専門的指導者の養成が必要である。人工中耳
や脳幹インプラントの装着者に対しても、特別の聴覚訓練士の養成が必要である。 
 
（４）厚生労働省の対応 
  将来、いくら性能の良い感覚補綴技術が開発されても、それらが実際の感覚障害者の治療に生かさ
れなければ、それらの機器は普及してゆかない。従って、このような先進医療の一般的普及を図るために
は、患者の経費の負担が少なくなるように、厚生労働省も予め対策を講じてゆくべきである。また、感覚補
綴機器やその手術法の認可の手続きにおいても、国際競争に負けないように迅速に行うように努めるべ
きであろう。 
 
（５）感覚保護・障害予防への対策 
  とりわけ、昨今は、オゾン層の破壊、過剰な電磁波への被爆、炭酸ガス排出量の増加など、生存環境
あるいは感覚環境の悪化に伴って、様々の感覚機能障害が生じてくる。これらに対して、それぞれの感
覚器が最適に機能を発揮しうるような環境を維持し、また感覚器機能の劣化を防いでゆくように努めなけ
ればならないし、新たに開発された感覚補綴装置がいつまでも正常に動作し機能しうるように、最適な環
境の保全と維持の対策が必要であろう。 
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図１．感覚補綴技術開発のロードマップ 
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図２．感覚補綴技術開発の概念図 
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疾病構造の変化と医療 
 
東京大学医科学研究所 先端医療研究センター センター長 岩本愛吉 
 
１. 現状分析 
（１） おおよそ 1960 年代後半から 1970 代前半は、少なくとも米国（＋日本を含むその他の
“北”の国々）では感染症が“克服できた”と考えられた時代であった。 
（２） Global にも天然痘（痘瘡）の自然感染がなくなり、WHO が根絶宣言を出した（1980）。 
（３） と こ ろ が 、 新 興 感 染 症 （ Emerging Infectious Diseases: EIDs ） 、 再 興 感 染 症
（Re-emerging Infectious Diseases: REIDs）としてしばしば言及される感染症は、1970 年代
後半～1980 年代以降急激に増加した。 
（４） 途上国（“南”）においては、マラリア、結核、デング熱、各種寄生虫疾患など旧来の感
染症が REIDs としてさらに経済的、社会的な負荷をかけている。 
（５） “北”の国々においても、1980 年代初頭から AIDS（1981 年、米国）、腸管出血性大腸
菌 O157（1982、米国）、ハンタウイルス肺症候群（1993、米国）、ウェストナイルウイルス
（1999 年、米国）等と EIDs は、20 世紀後半から急激に問題となってきた。 
（６） AIDS は、“北（ロサンジェルス）”で発見された EIDs のひとつであるが、1980 年代以降
のアフリカを中心に現在では感染者の 9 割が“南”に集中しており、毎日約 14,000 人が感
染し、毎日 8,000 人が死亡している。一方、大都市を中心に日本でも感染者が急増してい
る。 
（７） 2003 年の SARS、2003～2004 年のトリインフルエンザのように 21 世紀の感染症は、
“北”と“南”をともに、しかも急激に巻き込む感染症であった。 
（８） AIDS や SARS の急速な拡大には、交通網の発達という社会的な要因も大きい。 
（９） “北”の国における技術革新は、感染症における新たな問題点を生み出している。ウ
シ海綿状脳症（草食動物のウシに肉を与えた）、腸管出血性大腸菌（O157:H7）（ハンバー
ガーの調理法と電子レンジによる内部の不完全な加熱）、サルモネラ腸炎菌（ブロイラー技
術の発達）などは、食品経済上の発達の鬼子とも言える。医療技術の発達は、血液製剤に
よる HIV や HCV の大量感染、抗菌薬耐性菌の蔓延等を生み出した。 
（１０）日本を含む“北”の国の多くでは、医療経済上などの問題から病院はますます大規模化し、
抗菌薬耐性菌等の院内感染が問題となっている。 
（１１）現在問題となっている多くの感染症の由来は動物（野生動物、家畜、ペット等）にある。 
（１２）インターネット技術やマスメディアによる情報革命は、一地域の感染症情報とその対応を
一瞬にして世界に配信するようになった。 
 
２. 今後 10～30 年程度の発展シナリオ 
 新興感染症についての予知予測は、きわめて困難である。地球の温暖化、人口の高齢化、食料生産と
流通の進歩や変化、社会風俗、若者の意識、国内や国際的な人口の流動性、医療技術の進歩など、き
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わめて多彩な社会の変化が感染症の今後に影響する。いくつかのポイントを上げて考えてみたい。 
【人口構成の変化】 
（１） 高齢化 
・ 日本の人口構成が今後 10～30 年でさらに高齢化する以上、糖尿病などの生活習慣病や慢性呼
吸器疾患などが増加する。 
・ 高齢者施設での呼吸器感染症（インフルエンザ等）はかねてより問題となっており、2004-2005 年
冬に高齢者施設で消化管感染症（ノロウイルス）のために多数の死亡者が出たのは記憶に新し
い。 
（２） 地球温暖化 
・ わが国は、温帯の島国ということから蚊などのベクターの分布の点で（マラリアを媒介するハマダラ
蚊やデング熱を媒介する熱帯シマ蚊がいないなど）、熱帯地域より恵まれているが、今後の温暖化
で地球規模で蚊の分布が代わる可能性がある。 
（３） 現在増加中の疾患がさらに増加する可能性 
・ 1990 年後半以降、若い女性のクラミジア感染症、特に若い男性の HIV 感染などの性感染症の急
増が見られている。増加に歯止めはかかっておらず、今後も増加する可能性が高い。 
（４） 人獣共通感染症 
・ 1999 年それまで北米に存在しなかったウェストナイル熱が突如ニューヨーク市に出現したことは記
憶に新しい。鳥→蚊→鳥という感染サイクルと鳥の広域移動性によって、その後数年のうちに全米
に拡大した。ウェストナイルウイルスは、日本にも生息するイエ蚊の類が媒介されるため、日本に侵
入する可能性は高いと考えられる。 
・ 20 世紀末から鳥型インフルエンザが大きな問題となっているが、20 世紀に 3 回出現した新型イン
フルエンザが21世紀にも出現することは歴史の必然であると考えられる。10-30年の間に出現する
可能性も十分にある。 
・ ヒトからヒトへの感染増加にはどめがかからない HIV も元をただせばチンパンジーのウイルスだと考
えられている。エボラウイルスやSARS-CoVの宿主は見つかっていないが、今後も新たな新興感染
症が動物から出現する可能性は高い。 
（５） 災害支援、PKO 活動等の国際貢献の増加 
・ スマトラ沖地震後の津波被害に見られるように、途上国における自然災害に対する国際支援の要
請は増加するであろう。災害後の感染症対策も重要な課題である。 
・ 災害以外にも NPO、自衛隊等による国際活動が増加すると考えられる。派遣先は熱帯を含む途上
国や感染症の発生しやすい難民キャンプ等の可能性が高く、感染症対応が重要な課題となる。 
 
３. 作成した発展シナリオを踏まえた日本のアクション 
（１） 最先端ライフサイエンス技術の感染症研究への応用 
・ 新たな感染症の予測はきわめて難しい。SARS の原因である SARS コロナウイルスの研究が目を見
張る勢いで進んだことが示すように、病原体研究や感染症の病態研究や最先端の研究基盤が充
実される必要がある。 
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・ 今後予想されるナノテクノロジーの進歩を応用した核酸、蛋白質解析、研究技術を感染症研究に
応用する基盤を充実すべきである。 
（２） 感染症情報の充実 
・ 人的貢献を含むわが国の国際貢献がますます期待されるであろうことから、世界の感染症情報を
直接間接の方法で入手すると同時に、情報収集のための派遣制度が確立されるべきである。 
・ コンピューターテクノロジー、情報テクノロジーを駆使した感染症情報の収集と広報の方法を進歩
させる必要がある。 
（３） 医学系・生物系人材育成 
・ 感染症に携わる人材が不足している。卒前教育・卒後教育におけるに感染症教育を充実させる必
要がある（フェローシップの充実）。 
・ 感染症患者を診る臨床医が少ないことから、研修後、大学院卒業後の臨床体験、臨床研究修練を
つめる体制の整備が必要である（基礎のポスドクにあたる臨床プレドク、ポスドクの充実）。 
・ 卒前･卒後において感染症に関する問題の多い“南”の途上国の実情を知る機会を増やす必要が
ある。 
・ 途上国で感染症対策を実施した人材が国内で教育や研究で活躍できる環境を整備すべきであ
る。 
・ 一般臨床医や第 2 の人生として途上国での貢献を考える医療従事者が、感染症やその疫学等の
知識を比較的に短期間に集中的に習得できる機会を作る必要がある。 
・ 国内的には大病院における院内感染が大きな問題であり、そのノウハウは“南”の感染症とはかな
り異なる部分も多い。 
・ 病院や医学部における感染症関連の職を増加する必要がある。教育をしても職がなければ、人材
育成にはつながらない。 
（４） その他 
・ 医学関係者以外でも途上国の経験前後に、感染症に関する全般的、地域的等の知識を集中的に
獲得できる機会を整備する必要がある。 
・ NGO や青年海外協力体等で海外経験をつんだ若者が、感染症の知識を習得し、医療協力、疫
学その他の分野でさらに活躍できるよう、国内の教育体制や制度を充実させる必要がある。 
（５） 感染症の発生は予測不可能であるといって過言ではない。新感染症に対する対抗手段
は、あくなき科学技術の進歩であり、その感染症への応用である。人材育成の上でも、先進的な
ライフサイエンス分野と感染症分野のクロストークが常に行われる、あるいはライフサイエンスの一
重要構成部分として感染症を捉えることが人材育成上も極めて重要である。 
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疾病構造の変化と医療 
 
国立保健医療科学院 政策科学部 部長 長谷川敏彦 
 
第一部 過去からの考察 健康転換論をモデルに 
１．はじめに 
いつの間にか、日本は目標としてきた欧米を抜いて、世界一の健康実績を示すに至っている。最もよく
使われる健康指標、平均寿命や乳児死亡率は、ここ数年それぞれ世界最長と最低である。しかし成功は
失敗のもと、その実績故に世界中でそして人類史上初めて３０年後に、４人に一人が６５才以上と最も多く
の高齢者を抱える国となる。世界では東西冷戦構造が崩壊し、新たな体制が模索されており、日本社会
も国際化、情報化価値観の多様化と、今大きな変動期にある。保健医療界も社会の一部であり変動を免
れ得ない。疾病構造の変化によって需要が変化してゆくのは当然だが、技術の革新によって供給も変わ
って行かざるを得ない。即ち、保健医療供給体制全体が大きく変化して行かざるを得ないことになる。近
年、途上国を対象とする公衆衛生学者や人口学者の間で提唱され始めた「健康転換」（Health 
Transition）という概念は変化する保健医療の供給体制を包括的に分析するには極めて有用である（文献
1）。本論はまず、健康転換概念の操作的概念モデル（Operational concept model）を提唱し、それにもと
づいて日本の過去を分析し、今後の供給体制のあり方を探りたい。 
 
２．健康転換の概念 
（１）概念の歴史 
「健康転換」の概念は 1980 年代後半に、途上国の人口・保健問題に関わってきた学者グループによ
って提唱され、形成されてきた。1986 年 9 月、米国のロックフェラー財団の援助により、オーストラリアの
キャンベラでキャンベラ大学の人口学者コールドウェル教授の主催のもと、健康転換に関する最初の国
際セミナーがひらかれた（文献 2）。その後二年間に亘り、アメリカのハーバード大学のＣ.マレーやＬ.チェ
ンそしてイギリスのロンドン大学のＲ.フィーチャムらにより、ボストンそしてロンドンにて国際セミナーが開か
れ、国際的な議論が展開されて来た。今日ではハーバード大学を中心に、イタリアやメキシコそしてその
他の先進国途上国に研究の輪は広がりつつある。 
 
（２）概念の現況 
健康転換概念は以上のような諸理論を背景に歴史的に発達してきた。従って巾広く、人口学、公衆衛
生学、経済学、文化人類学、その他の社会科学とも交流があって、学際的な概念である。更に、世界の
種々の学者によって種々の捉われ方がなされている。そこでまず種々の捉え方に共通する特徴を３つ上
げてみたい。 
・第１に「時間的歴史的概念」であること。 
諸要素が時代的に変化し、転換して行くとする考え方である。 
・第２に「相互的関係的概念」であること。 
諸要素が相互に関係し、並行的或いは因果的に転換と関わっているとするシステム論的な考え方であ
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る。 
・第３に「全体的ではあるがその中に諸要因を包括する概念」であること。 
人口構造、疾病構造、社会経済状況等多面的諸要素を含んだ学際的考え方である。 
続いて異なる捉え方の中で主な３つの学者グループの概念を紹介したい。まずアメリカ、ボストンのハ
ーバード大学Ｃ.マレイらがこの概念の牽引役をしている。彼は、経済学者であり、国際保健学者である。
彼は疾病構造や社会構造が様々に異なる途上国の保健医療セクターの諸問題を議論するための共通
の土俵の必要性を痛感してきた。従ってこの概念を議論や研究のための枠組み（Frame）として使うことに
興味を持っている。このグループでは方法論として、人口転換や疾病転換の疫学的研究を中心とし、出
来るだけ判断や価値観を交えず、客観的で描写的（Descriptive）な方向を追求している。（文献 3） 
第２にオーストラリア、キャンベラのＪ.コードウィルを中心とする人口学者グループで、彼はこれまでの人
口学の領域には飽きたらず、健康に影響を与える諸要因の研究に興味を持ってきた。特にイギリスの公
衆衛生学者Ｔ．マキューンが「医学は死亡率の低下に殆ど寄与しなかった。」という研究結果を発表して
以来、保健医療体制とその他の社会文化経済の諸要因の死亡率への影響を分析してきた。（文献 4） 従
って、このグループは健康決定要因（Determinantof Health）の証明にこの概念を使うことを目的としてい
るように考えられる。方法論としては、分析的（Analytical）で決定要因についての因果論的分析を行うこと
を中心としている。 
第３にメキシコの厚生大臣Ｊ.フランクを中心とする行政系グループである。メキシコを含め、大きく変貌し
つつある途上国の疾病構造に適合した保健医療供給体制、社会経済状況に適合した資源、即ち財源、
人材等を予測するための研究に興味を持っている。従ってこのグループはこの概念を政策決定に応用し
たいと考えている。（文献 5）方法論としては、この概念を操作的（Operational）に捉えており、公衆衛生的、
健康政策的研究に重点を置いている。 
 
（３）新たな操作的概念モデルの提唱 
健康転換概念については、「必要性についてはわかるが、その内容が何となく捉えどころがない。」、逆
に「どこかで聞いたような概念で、新しくないのでは」との指摘もある。それは前述の如く、概念が学際的で
幅広く、研究者によっては捉え方が違う故の指摘と考えられるが、またこの概念が概念としては成立したも
のの、まだ理論として確立していないという現況にもよるものと考えられる。そこで著者はこの概念の３つの
特徴を踏まえつつ、理論化に向けて、３つの異なる考え方を統合した包括的健康転換の概念モデルを提
唱してみたい。 
まず第１ステップとして、健康に関連する全ての諸要因（健康決定要因）からなるシステムを想定する。
（図 1-1） これらの諸要因はシステムとして機能するので、これに投入した資源で健康を改善すべき活動
や影響を対象に向けて産出する。これらの諸要因は本来健康改善を目標に組織化された諸要因と、本
来は健康を目標にしていないが結果的に健康改善に寄与する諸要因との、２つに大別される。前者はこ
れまで保健医療供給体制と呼ばれて来たもので、近代西洋医療の病院や診療所、検疫所や保健所等、
治療や予防を目標に組織化されたものを指す。近代西洋医療に限らず、呪術的医療、あるいはインドや
中国の伝統医療も、歴史的に組織化されたものではあれ同じ目的をもつので前者に含まれる。今日でも
多くの国ではこれらの体制が混在しているのが通常である。後者は食料供給、上下水道、交通網、マスメ
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デｲア、教育制度、都市住宅環境整備がそれに当たる。これらは本来健康のために形造られたものでは
ないが、健康に影響を与えることが明らかな要因である。次いで第２ステップとして想定された健康決定
要因システムが時代と共に総体として転換すると想定する。 
最後に第３ステップとしてシステム総体の転換を始めさせる因子（Initiater）と、安定させる因子
（Stabilizer）の存在を想定する。 
通常システムを構成する諸要因の中にはその要因が変化することによってシステム全体が変化する能
動的要因もあれば、システム全体が変化することによってその要因も変わる受動的要因もある。始動化因
子は前者の能動的要因に、安定化因子は後者の受動的要因の中に含まれている。これらの変化はそれ
ぞれ独立してシステムのコンポーネントとして捉えることが出来、これまで人口転換、疾病転換、社会経済
の転換と呼ばれてきたものがそれに当たる。システムが変化し始めるのは、産出が対象の需要に合わなく
なりズレを生じた場合、つまりシステムの有効性が揺らぐ場合である。例えば人口構造、疾病構造の変化
により、従来の保健医療供給体制が、うまく新たな需要に対応しない場合や、新技術が開発されたり、新
技術体系が導入されて従来の体制ではなかった新たな有効性が発生した場合である。つまり需要と供給
２種の変化が考えられる。通常システムが変化してそして安定し定着するのは、そのシステムが存在する
環境や社会に支持されるからである。支持の必要条件はシステムの有効性であるが、それだけでは充分
でない。受益者個人にとっても納得されるものでなければならない。保健医療サービスは受益者にとって
は、問題（健康問題）の解決の過程であり、供給者（治療者）は特定の文化に基づく一つのモデル、即ち
身体観や疾病観によって問題を判断（診断）し、解決法（治療法）を選択する。（文献 6,図 1-2） 選んだ解
決法は受益者を説得し同意を得て執行される。同意を得るためには、モデル即ち身体観や疾病観があら
かじめ受益者に受け入れられていなければならない。文化人類学では説明モデル（Explanatory Model）
と呼んでいる（文献 7,図 1-3） 
多くの受益者がその説明モデルを納得して初めて、新しい供給システムは社会に定着する。 
また同時にその供給システムに投入すべき資源、つまり人材や財源がシステムを維持するために充分
でなければ、やはりシステムはその社会に定着しない。従って安定化要因としては「モデルの受容」と「資
源の確保」の２つが考えられる。 
以上３段階の想定を基に健康転換の概念モデルをまとめると「包括的健康決定要因システム、始動化
因子と安定化因子の三要素からなる歴史的転換メタシステム」ということができる。（図 1-4） 
この概念モデルを基に実際の日本の過去の歴史や発展途上国の現状を分析し、始動化因子や安定
化因子の同定、システムコンポーネントの転換との関係の明確化、そして今後の日本の保健医療体制の
在り方の予測を試みたい。 
 
３．日本の過去の分析 
日本の過去 120 年間の歴史を健康転換の概念モデルによって分析してみたい。（図 1-4,文献 8）諸要
因の分析結果は以下の通りである。「産業構造」は 1900 年前後に産業革命いわゆる経済的離陸を済ま
せ、産業の高度化が進行したが、戦争で破壊され、戦後再び離陸を開始し、80 年代前後に低成長期に
入ったと考えられる。(文献 9) 
「人口構造」も古典的な人口転換(Demographic Transition)の理論によると、出生率、死亡率ともに 1920 
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年代前後から低下しはじめたことから、その頃転換が開始され、1955 年から 60 年にその転換を終了した
ことがわかる。その後、人口の高齢化は 80 年代以降急激に進行しつつある（図 1-5）。 
「疾病構造」も 1900 年前後を境に流行性の感染症から慢性感染症への転換があり、1920 年頃、蔓延
性感染症のピークを迎えている。いわゆる感染症から慢性疾患への転換は、1955 年から 60 年頃に起き
ており、その後、老人病と遅発退行性病変への転換は 1980 年代以降著明である（図 1-6,1-7,1-8）。 
これらの三つの基本的構造は当然のことながら相関していると考えられ、その転換がほぼ同時期に起
きている。1900 年前後が産業構造、ならびに疾病構造の転換期であり、1920 年前後が人口転換の起
点であると同時に産業構造の急激な発達期ならびに疾病構造の急速な深刻化の時期にも相当する。
1955 年から 60 年頃は産業構造、疾病構造とも急速な転換期にあり、人口転換の終期にもあたる。最後
に 1980 年頃は、産業構造、人口構造、疾病構造ともに今日我々が直面している課題の始発点でもあっ
た（図 1-9）。 
これらの基本構造ならびにその構造の転換を支える社会構造や保健医療体制も、当然これらの構造
ならびに構造の転換に規定されている。「社会構造」としては 1920 年前後の大きな変革がみられる。そ
れは急速な都市化、急速な情報化、消費文化の確立等、いわば日本が中世以来抱えてきた村落を中心
とする社会構造に対して、新しい都市社会が成立してきた時期でもあった。1900 年頃の基礎教育の急
速な充実が 20 年を経て、教育を受けた者が成人となっていったことが, その頃のこういった社会構造の
転換を準備したのではなかろうか。 近代都市の条件として、栄養が確保され上下水道が整備されていっ
た（図 1-10）。 
「保健医療体制」を支える保健医療資源も同様の動向を持つ。明治維新以降、約 30 年間、新政府は
江戸時代からの漢方医や伝統的産婆を温存し、必要数を確保しつつ、同時に西洋医学による保健医療
体制を確立した（図 1-11）。1900 年代の初めにはほとんどの医師が西洋医学の教育を受けたものにとっ
て代わった。しかし、この時期には、西洋医学では治療法として特に画期的なものがあった訳ではない。
一方、政府はいち早く、西洋から衛生行政制度を輸入し、予防接種や検疫の制度によって、1900 年前
後には流行性感染症を予防する体制を確立した。 
治療する体制は、1920 年頃から人的資源や施設の面で変化がみられる。病院の病床が増加しはじめ、
それに前後して看護婦数が増加する。 
医療費も増加の傾向があり、1932 年には健康保険制度が開始された。（文献 10）保健医療体制、 予
防、 治療共に第二次世界大戦の戦中戦後の混乱の後、急速に再建される。ちょうど新治療技術の革新
期と重り、かつ、経済的発展を背景に人的・施設的資源は急速に充実された。1960 年代は、結核が抑制
されつつあり、がんが増加する転換期にあたり、医療施設も質的に高度な医療が行える病院医療を中心
に機能の強化がはかられたと言えよう。国民皆保険が達成された（図 1-12）。 
1980 年代以降は急激な高年齢層の人口の増加と共に、老人病という新たな需要が発生している。 
以上の分析から、日本の健康転換は２相の段階を経て現在第３相にあることがわかる。（表 3）第１相の
始動化因子は近代西洋医学の導入であったが、第２相第３相共、疾病構造の変化である。定着化因子
は日本の場合、これまでうまく機能してきた。経済の発展つまり産業革命や高度経済成長が転換期と一
致し、新しいシステムが定着するための充分な資源が確保されてきた。（表 4） また一般の患者の意識に
ついては第１相では文明開化、教育の普及と共に近代医療の説明モデルは国民に浸透していった。第２
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相では第１相の延長上にあり、第３相については以下の諸課題を通して述べたい。 
日本の今後の保健医療供給体制の「目的」「サービス内容」「説明モデル」について、その転換と予測
を述べてみたい。 
 
４．日本の未来の分析 
（１）目的の転換：「早死を防ぐ」から「生活の質を高める」へ 
健康転換の結果、世界の最長寿、最低の乳児死亡を達成した。日本の女性の生存曲線は生物的寿
命の限界に近いといわれている。（文献 11,図 1-13） 実際、現在の日本人の平均寿命は人類の寿命の
限界、或いは理想の寿命として研究や目標に用いられることも多い。人はいつか死亡する。永遠の生命
を追求することは非現実的である。そこで日本の平均寿命に近い８０才を追求すべき、あるべき寿命と想
定してみると、８０才以下の死亡は早死（Premature Death）と定義することが出来る。 
今日までの医療の目的「死からの救済」は、日本の寿命の現状から見れば、「早死を防ぐ」ことを意味し
ていたと読みかえることが出来る。そしてその目的は、ほぼ達成された。死を避けることは不可能である。
もともと「生の完成が死」であり、「死が生の最終形態」であるとすれば、これからの保健医療の新たな目的
は「死に到る過程」、即ち「生を完成させる過程」の質を如何に高めるかということではなかろうか。今日、
高齢化と共に保健医療の目的（Goal）の重点は「早死を防ぐ」ことから、「生活の質（Quality of Life）を高め
る」ことに次第に移行しつつある。 
これを人の生存曲線を使って分析してみよう。生存 100％の水平線と８０才の垂直線、生存曲線から描
ける三角形の面積は早死にした人の８０になるまでの年数の積算数であり、失われた生存年（Years of 
Life Lost）と呼ばれている。（文献 11,図 1-14） これまでの保健医療の目的はこの三角形の面積を減らす
ことにあった。日本の女性の場合は、これまでの努力と健康転換の結果、限界近くにまで減少してきてい
る。 
生存曲線に示される各年齢における生存者は全て、障害なく元気で高い生活の質を享受しているとは
限らない。老人の場合、寝たきり状態等により活動的生活を制限されている障害者が一部存在する。各
年齢で生存曲線からそのような非活動的状態の生存者を除くと活動的生存者の生存曲線つまり、活動的
生存曲線（Active Life Expectony Curve）が得られる。とりあえずここで「障害なく活動的に生きる」というこ
とを生活の質が高いことの前提であると仮に定義すると、これからの保健医療の目的は活動的生存曲線
を如何に生存曲線にまで引き上げていくか、ということに他ならない。（文献 11,図 1-13） 
このような目的の大きな転換によって当然医療サービスの内容は転換せざるを得ず、それを支える意
識、技術、組織、制度、資源、特に財源も同時に転換しなければならない。つまり保健医療体制総体が大
きく転換せざるを得ず、その新たな目的に応じた、新たな保健医療体制のモデルが必要となる（図
1-15）。 
 
（２）疾病概念の転換:「生活習慣病」から「生活不活病」へ 
前述のごとく健康転換の概念の下では、主要な疾患はまず流行性感染症、蔓延性感染症、そして早
期の退行性病変、晩期の退行性病変と 4 つのフェーズを経て変化していると指摘されている。今日の主
要な疾患である早期の退行性病変はかつて成人病といわれ、また一般に慢性疾患といわれ、がん、脳卒
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中、心疾患などの中年期に発症し重篤な結果を生む疾患を総称して定義されている。さらに晩期の退行
性病変は老年期に発症し障害を伴い QOL を低下させる疾患を意味してきた（図 1-16）。前章でのべた
ように、医療システムの目的が早死を防ぐことから生活の質を高めることに移行しつつある現在、まさしく
早期から晩期の退行性病変への転換を意味している。この転換については近年、原因論から前者を生
活習慣病と呼び、生活習慣の改善とともに予防することを提案してきた。しかし、さらに最近 QOL を阻害
する疾患を廃用症候群として定義し、それを生活不活病と名づける考え方が示されている（図 1-17）。生
活不活病は身体的な疾患により活動が難しくなり、不活病に陥る場合とまた、活動が難しくなって身体的
疾患を巻き起こす場合、いずれのきっかけによっても悪循環に入った状態を意味している（図 1-18）。そ
の治療と予防はこの悪循環をいかに絶つかであり、生活不活病の場合、疾病のみならず、社会システム
全般を扱うこととなっている（図 1-19）。 
 
（３）保健医療サービスの転換：「１つの医療」から「４つの医療」へ 
１)高齢化による新しい需要 
高齢化により保健医療の内容がどのように変化するのか、「健康段階からみた保健行動」と「疾病の進
展からみた予防の段階」を例にとって考えてみたい。前者の理論によると健康が半健康状態に進むと病
気回避のため、健康増進、予防保健行動につながり、疾病状態に進むと病気に気づき病気対処行動、さ
らに死が近づくとそれへの恐れからターミナル対処行動がとられるとする。（図 1-16）後者の理論によると、
疾病が発症する前には原因を絶つ１次予防が、早期には早期発見早期治療を目指す２次予防が、そし
て発症すると早期に社会復帰を目指す３次予防が必要とされる。（図 1-17) これらの理論は保健医療に
は元来「発症せぬよう対応する」「発症に対応する」「障害と疾病へ対応する」「臨死に対応する」の４つの
類型があることを示唆している。（文献 12,図 1-20） 
若人の場合、疾患のほとんどが急性疾患で、しかも治癒後は通常早期に自立した生活に復帰できる。
従って医療需要としては、「発症に対応する」ことが必要で、短期に積極的な治療法によって完結する「急
性期医療」（Acute Care）が中心である。しかし高齢化するにつれ医療需要は変化する。国民生活基礎調
査によって 65 才以上の老人の健康状態を見ると、具合が悪いが通院していないとか、長期に通院して
いる状態が、若者に比して多い。これは高齢化により量的に疾患が増えるのみならず、質的にも多様な需
要を生み出すからである。もう一度疾病の進行の過程にそって医療の需要を捉えてみよう。高血圧や糖
尿病などでは、それによって引き起こされる、脳卒中などの重篤な合併症を予防するために治療する、つ
まり「発症せぬよう対応する」ことが必要で、「予防的治療」（Preventive Care）が重要である。発症すると前
述の積極的な「急性期医療」が必要で疾病が落ち着くと脳卒中後の如く、障害を抱えながら、同時に高血
圧の慢性疾患を治療する、つまり「障害と疾病へ対応する」ことが必要で、それは「長期ケア」（Long Term 
Care）と呼ばれている。そして最後に癌の如く不治の疾患を抱えて死に至る「臨死に対応する」ことが必要
で、それは「末期ケア」（Termnal Care）と呼ばれている。少なくとも全く内容の異なった４種類の医療の需
要が存在して高齢化に併って増加する。以下４つの医療について述べたい（図 1-21）。 
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２)予防的治療 
現在の医療需要の多くを占める成人病は、個人の遺伝的要素と種々の生活習慣が組み合わされ
（Web of Causation）、長期を経て発症する。（図 1-22） 
死因の約４割を占める循環器病の予防を例にとってみる。食事の偏りや運動不足、ストレス等、生活習
慣の問題点が高血圧や糖尿病等の危険要因を生んでいる。しかしこれらの疾患自身では糖尿病性酸血
症などの例外を除いて、死ぬ事はなく、これらの治療の目的は、むしろ脳卒中や心筋梗塞のように併発
する重篤な合併症を予防する事であり、予防が治療であるということが出来る。臨床治療が疾病の予防に
大いに貢献しているといえよう。 
しかし予防には降圧剤やインシュリンのような薬物を臨床的に用いる薬物予防法以外に非薬物的予防
法がある。これはもともとの原因である生活習慣の問題点を指導によって改善しようとする予防法である。
この指導に医師や医療機関の果たす役割は大きいと考えられる。さらに、これまで医療機関とは考えられ
てこなかったフィットネスクラブ、クアハウス、健康増進施設、栄養、肥満、禁煙等の教室が医療機関と連
携して果たす役割は、これから大きくなると予測される。病気になる前に防ぐことは全ての人々の願いであ
り、社会にとっても有用で今後ますますこの需要は重要となろう。 
 
３)急性期医療 
今日まで医療需要の中心に据えられてきたのが、急性期医療であった。近年の技術革新により長足の
進歩を遂げ、高度技術化してきた。人口の高齢化によってもその必要性は変わらない。ただＩＣＵのスパ
ゲッテｲ症候群（人工呼吸器、点滴管、沢山の管が使われている状態を皮肉ったもの）に象徴されるごとく、
その過剰な適応が問題となっている。また高度技術化し優秀性が増すに伴って医療事故も増加している。
回復期を想定した治療計画、診断治療の適応の厳密な判断など、この需要への対応についての医療供
給者側の力量が今後問われて行くこととなろう。 
 
４)長期ケア 
慢性疾患と障害を同時に抱え、死ぬまで長期に医療と介護を必要とする需要を、長期ケアと呼んでい
る。背景となる疾患は、脳卒中などの障害をひきおこす退行性病変で、要介護老人である寝たきりとか老
人性痴呆がその典型例である。 
社会の高齢化が進むにつれてこの需要は増えて行くと考えられる。 
長期ケアの需要は予防・治療・介護のケアが混在し、時期によって刻々と変化するので、老人個人の
系統的追跡、必要とされる需要の判断、保健医療福祉の各資源との調整即ちケアマネジメントを必要とし、
場合によってはチームとして心理、建築、教育、労働関係の専門家の知恵をも必要とする。（文献 13,図
1-23） 
社会の潮流が”ノーマライゼーション”の方向に流れ、また長期ケアの目的が疾患を治す事ではなく生
活の質（ＱＯＬ）を高める事であるので、要介護老人を通常の生活の場、在宅で看る事が理想ではある。
しかし在宅のケアには、介護人、福祉器具、デイケア等の介護力が充分必要でかつ、訪問看護、通所リ
ハビリ、緊急入院システム等の在宅の医療力が充実していなければ可能ではない。（図 1-24,表 5） 
地域の在宅ケアについて病院は戦略的に有利な位置にある。何故なら、患者は必ず病院から地域に
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帰り、急性増悪すれば病院に入院し、病院はいわばその入り口と出口に位置しているからである。また在
宅の医療力の諸資源即ち、訪問するための看護婦、ＯＰ、ＰＴ、往診のための医師が病院には存在する。
むしろそれ故に福祉や保健のシステムと連携し、地域での在宅ケアシステムの一端を担って機能すべき
責任を負っていると言えるかも知れない。 
 
５)末期ケア 
現代医学では、すべての疾患を治す事は出来ない。日本の総死亡の約１／４を占める癌は、羅患する
とその約２／３が結局癌で死亡する。不治の疾患の死に至る過程での医療の需要は疾病を治す事では
なく、疼痛の軽減や精神的支援によって、その過程をいかにより良いものにするかである。在宅であれ、
病院であれ、ケアの目的、方法、環境は、急性期医療に代表される従来の医療需要とは全く異なったも
のと言えよう。 
 
５．４つの医療需要に対応する施設体系 
病院への入院患者の経路を分析する事によって４つの医療需要に対応した病院の在り方を検討して
みたい。 
従来、多くの病院では、自院の外来部門での顧客層を中心に、入院患者を確保し、救急部門を介した
入院患者がそれを補完してきた。病院が専門化、高機能化し、地域の中核となるに従って、他の医療機
関から専門外来に紹介され、入院する患者の割合が増加する。これらの３つの経路は伝統的患者確保
法であり、主として急性期医療の需要に対応するものであった。 
予防的治療の需要が増加するにつれ、従来からも積極的な病院では、院内に人間ドックを設けたり、
職域や地域の健診に参加して、入院患者を確保してきた。更に最近では、非薬物的予防法にも力を入
れ、生活指導の部門を設けて、健康増進施設や職域の保健センターとの連携を計る意欲的な病院も現
れてきている。 
長期ケアの需要が増加するに伴って、従来でも積極的な病院では、通所リハビリやデイケア等、福祉
施設や在宅ケアとの連携を計ってきた。しかし最近では、自院の退院患者を在宅で追跡支援し、また必
要に応じて定期的アセスメント入院や緊急入院させ、地域の在宅ケア支援システムと連携して患者確保
に乗り出している意欲的な病院も現れて来ている（図 1-25）。 
末期ケアの需要は癌のみならず、ＡＩＤＳ等により、増加が予測される。しかし現時点では、緩和ケア病
院が制度化されたばかりであり、緒についたところと言えよう。 
急性期医療の需要は、特に若人ではランダムに発生し、疾病発症のエピソード毎に、治療が完結すれ
ば、需要は消滅する。しかし高齢になるに従い、医療需要はそのようにぶつ切れとならない。予防的治療
においては、患者は長期に継続的に追跡されてゆく必要がある。特に長期ケアの段階にまで到達すると、
疾病のエピソード毎に急性期、回復期、安定期、終末期、と異なった医療需要が一人の個人の時間的経
過の中で変わりながらも連続して必要となる。供給体制をこのような需要に対応して再構築するには、患
者サービスの観点からも、また患者確保の観点からも、異なった需要に対応する特化した供給主体を組
み合わせ、全体としてすべての需要に対応できる連携型の包括的供給ネットワーク体制が必要である。
言い換えると保健と医療と福祉の統合したシステムが必要と言えよう（図 1-26） 
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６．説明モデルの転換：「１つのモデル」から「２つのモデル」へ 
前述の健康転換理論の中でもともと保健医療供給体制は健康問題を解決するためのシステムと考える
ことが出来、その問題の解釈や解決法の選択には、その問題を捉える説明モデルが存在することを述べ
た。そして理論によるとそれが一般の人々の意識として定着した時にそのシステムも社会に定着する。こ
の高齢化、即ち転換の第３相にあっては、新たな説明モデルを創り出すことが問われていると言えよう。
死亡を防ぐことを目的とする従来の供給体制の問題解決過程を構成する諸側面、言い替えれば治療者、
患者の意識、疾病の概念、技術は従来の説明モデル、即ち近代医学によるいわば「医療モデル」によっ
て支えられて来たといえる。このモデルは近代科学の成立と並行し、病気の原因を身体内部の身体よりも
小さな特定な病変と捉え、それを排除することにより病気を治療することが出来るとする考え方である。こ
れは１９世紀後半、ドイツの病理学者ウィルヒョウによって提唱された細胞病理学を思想的、実践的基盤
にしている。診療の場は専門家、器機が整備されている施設、つまり病院や診療所が理想とされ、治療者
側の組織は、官僚的、軍隊的なチームによる。医療の専門家は共通のモデル、言語で教育されているの
で、指示機能的に効率よく診療が行われ得る。チームのキャプテンである医師は、このような職場環境で
働いていることもあり、医療に関する情報には大きな偏りもあり、また患者は死の恐怖を背負ってくることも
多く、いきおい患者に対しては指示を出すという態度をとる者が多い。しかし高齢化と共に増加する需要
「長期ケア」を例にとって考えると、目的が早死を防ぐことから生活の質を高めるための支援ということにな
る。サービスの内容が異なるので「医療モデル」は有効でなく、新たないわば「生活モデル」とでもいうべき
モデルを想定せねばならない。（文献 13,図 1-15） 
まず診療の場は「施設」から文字通り生活の場、即ち「地域、在宅」が理想となる、需要の内容も慢性疾
患の治療のための「医療分野」は当然のことながら、障害の介護のための「福祉分野」、追跡のための「保
健分野」、調整支援のための「医療ソシアルワーカーや臨床心理学者」、在宅環境のための「建築家」等、
異業種多分野に関わる。それぞれの業種や分野はそれぞれ歴史をもち、世界観、職業意識も異なって
いる。これらのいわば言語まで異なる多様な価値観の多職種をまとめてチームとして一人の老人の需要
に適応させて行くためには、医療モデルとは全く異なるチームの組織化が必要である。しかもチームをとり
まとめるには指示ではなく相互に刺激し調整する態度が必須である。そして、何よりも患者本人が治療に
参加する必要があり、医師・患者関係も受動から相互参加に変わる必要がある（図 1-24）。このようなチー
ムが活動できるための組織作り、制度作りも必須である。個人のその時々の需要に適応したサービスの内
容、技術もまだ確立しているとは言えず、そのためにはまず生活モデルを支えるための疾病の概念を創
設することが必要な段階と言える。 
 
７．総括 
以上の研究から日本の健康転換の今後がほぼ明らかになった。今後を考える時、目的の転換に関連
して「生活の質」の概念化が急務であること、そして説明モデルの転換に関連して、じっくり「疾病概念」を
再検討することが必要であることが理解されたと思う。最近提案された生活不活病はその 1 つの試みと考
えられる。新たな需要に対応した 4 つのサービスと施設体系を具体的に未来の社会の想定の中でデザ
インしていく必要があると考えられる。第２部でその試みを展開する。 
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第二部未来からの考察 未来学を用いて 
１．はじめに 
第一部では健康転換の概念を用いて過去からの変化がいかに今日もしくは未来の医療に影響するか
見てきた。第２部ではむしろ、未来に焦点を置きいわゆる未来学の観点から具体的にどのような医療が必
要とされるかを模索したい。4 つの究極を設定し、その究極から今日をみる手法である。まず第一には、あ
らゆる人類がいつかは到達し日本が一番初めに到達する究極の社会、すなわち貧乏婆さんの世界社会
について分析し、ついでその貧乏婆さんに提供されるべき究極の医療、すなわち王様の医療について述
べる。次いで、究極の連携、すなわちネットワーク化された供給体制を想定し、IT によっていつでも、どこ
でも、だれにでも提供されるユビキタス医療の世界を論述したい。そして、最後に近年、医療が目指すべ
き最終的な結果、すなわち医療の質と安全性について最近の動向を踏まえて今後の展望を模索したいと
考えている。 
 
２．究極の社会…貧乏婆さんの世界 
（１）21 世紀とは 
20 世紀は蒸気機関車に象徴されるフロンティアのない、永遠の成長を信じ続けた社会であった。しかし
21世紀は、最後にはどこかで見た風景に到達する。最終到達地（final destination）、様々な方向から飛ん
できて、少しずつ異なった時間ではあるが最後に着陸する場所（final landing）が既に見えている社会であ
る。最終到達地は超高齢社会である。日本は何のために明治維新以降、文化を犠牲にして西洋化した
のか、自然を犠牲にして高度化したのか。それは超高齢社会を迎えるためであった。なぜ途上国は懸命
に働いて工業化するのか。その他の先進諸国はどこを目指しているのか。到達の時間の差こそあれ、目
指すところは超高齢社会にほかならない。超高齢社会は人類すべてが目指す目的地、理想郷、素晴らし
い社会、究極の社会なのである。高齢社会は男女比が女性に重く、日本においては、貧乏婆さんの社会
といえるのではなかろうか。 
 
（２）成功は失敗のもと 
日本の過去をひもといてみよう。日本は 1984 年頃、男女ともに先進国間で世界一の長寿を達成し、女
性に至っては 2 位との格差がどんどん広がっており、WHO でも日本女性の平均寿命を人類の目標とさえ
定めている。障害による重みを換算した平均寿命・健康寿命（healthy life expectancy）でも WHO 計算で
は日本は世界一を誇っている。しかし戦争直後から 1960 年代はじめにかけて、日本は先進国間でも最も
低い平均寿命であった。1964-75 年頃に最終走者に追いついて、20 年間で一気にすべての国を牛蒡抜
きにしたのである。成功は失敗の元、急激な寿命の延長は急激な高齢化を生んでいる。欧米が約 100 年
をかけて到達した高齢社会に日本は 10-20 年で到達し、それを追い抜いて、2020 年には 4 人に 1 人が、
2050 年には 30-40％が 65 歳以上人口となる。 
 
（３）大きく変わる男女の関係 
この急激な高齢化にはもう 1 つ原因がある。出産率の急激な低下である。日本女性の生涯総出生率は
1.33 まで落ち込んでいる。なぜ日本女性は子供を産まなくなったのか。問題は日本女性ではなく、むしろ
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男性にあると考えられる。年齢階級別職業分布を見てみよう。男女の働き方で最も異なるのは、出産期に
くぼみがあり、職場から一時リタイアして職場復帰することを意味している。しかし、看護婦・医師・教師等
の専門職での男女比はあまり変わらない。大きく異なるのは事務職である。若い女性の多くは一般事務
職であり、出産により家庭に入り、職場復帰はスーパーのレジなどのパートといった構造が伺える。さらに
際だった違いは男女比である。事務職が中間管理職になることが多いので、男性の 3 分の 1 が管理職に
到達しているのに対し、女性管理職はほとんど存在していない。文化的に若人と女性は管理職（decision 
maker）となってはならない文化風土が存在するのであろうか。21 世紀は当然逆になる必要がある。 
 
（４）大きく変わる家庭 
家庭の少子化も戦争以前の大家族から、戦後の核家族、高齢者や単身者の単身家族と形態が大きく
変遷している。子供が巣立ったあとの空の巣（empty nest）、父は残業、母はカルチャーセンター、子供は
塾、そして夕食はコンビニや電子レンジなどを活用して別々の時間に食べる個族、同性愛家族と様々な
形態をとりつつある。寿命が延長し、第三の人生 50 歳からの人生を担う人口が急激に増えつつある日本
はこれまで単一民族国家と思われてきたが、今後は短期間に様々な文化の影響が急速に広がったため、
それぞれの世代毎に異なった文化と価値観を有し、いわば世代文化国家（united states of generation）を
呈しつつある。 
 
（５）近代３度目の舵転換 
日本はこれからの 50 年、明治維新、第二次大戦での敗戦からの復興に続いて、3 度目の大きな舵取り
を迫られているのではなかろうか。1 回目は軍事大国を目指し、国を守るために人を育てた。そして、西洋
からの侵略から自衛するためにやりすぎて敗戦した。すべての力を経済復興に投入し、仕事のために会
社のために人を育て、株式会社日本を目指し、世界第 2 位の経済大国、世界第 1 位の健康大国となった。
今後は世界に先駆けて高齢大国となるのではなかろうか。いわば明治維新が「土地取りゲーム」、経済復
興が「金取りゲーム」であるとすれば、21 世紀は「年取りゲーム」の時代、病気にたとえると第 1 期が「流行
性感染症」、第 2 期が「重症の交通事故」、第 3 期が「がん」のようなものである。社会の変化は第 3 の舵取
りが第 1、第 2 に比してずっと大きいにもかかわらず、静かな変化である。第 1、2 期にはモデルがあった。
これからは日本がモデルとなる。第 3 期は人のために人を育て、個人個人の自己実現のために社会的環
境整備を目指す社会である。 
 
（６）新健康政策「健康日本 21」の提案 
私が 21 世紀の究極の社会、貧乏婆さんの社会に向けて提案した新しい健康政策、「健康日本 21」の
基本概念について述べてみよう。人は生まれ、育ち、学び、巣立ち、働き、実って、そして人生を終える。
しかし早死や疾病や障害により、それが妨げられてしまう。良い死、すなわち高い生活の質を実感して満
足することができるように、我が健康産業（health sector）は貢献すべきである。我々は生涯や早死を防ぎ、
人の生涯を支援することを本来の目的としている。今日主要な疾病構造は日野原先生が名付けられたご
とく生活習慣病である。すなわち個人が主役であり。個人が主役とならねば病気は防げない。また目指す
べき健康も個人個人の価値観や文化によって異なる。従って個人が自らの健康観を発見し、健康に至る
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道筋を設計し、必要な資源を選択し、自ら健康を実現していく必要があるのではなかろうか。従来、ヘル
スは増進するもの（health promotion）と考えられてきたが、それは私の定義によれば間違いである。健康
は生き生きとアクティブに実現するもの、健康実現（health actualization）に他ならない。しかし健康は 1 人
だけで実現しうるものではない。社会が資源や装置を作りだし、個人の選択を可能にしなければならない。
個人の行為と社会の資源が出会って初めて実現可能なものである。多くの関係者が一人を支えて行く運
動では、目標を定めること、それを共有することが重要である。健康日本 21 では、9 つの分野で 92 の目
標が提唱されている。日本の新政策、健康日本21の目指すところは、まず第1に高齢社会の基盤に健康
を、第 2 に個人の生涯の実現の基盤に健康実現を、健康実現の基盤に社会資源の創造を、である。21
世紀の後半に来るべき究極の社会においても、貧乏婆さんでも生活の質を楽しめるようこれからは個人
個人の人生の各段階における健康実現を目指して、新たな社会が必要なのではないだろうか。人類が未
だかつて経験していない超高齢社会が素晴らしい社会である、いや素晴らしい社会でなければならない。
しかしこれまでの常識は危険である。想像力と勇気が必要である。医療界のみならず社会、労働、教育な
どすべて究極の社会、究極の医療に向けて再構築される必要があるのではなかろうか。そして我々の未
来の成功はすべての国々の未来の成功なのである。 
 
３．究極の医療…貧乏婆さんに王様の医療 
（１）世界最高の健康実績と最低の医療の質 
前述のごとく、健康寿命や平均寿命で測る限り、日本は世界一であるが、医療の質の指標、平均在院
日数はずば抜けて高く世界最低の値を示している。従って日本は世界最高の健康実績と世界最低の医
療の質を併せ持つ奇妙な国といえる。 
 
（２）日本の医療の未分化性 
もちろん平均在院日数は医療の質を表さないという反論もできよう。しかしそれに対する私の反論は日
本で病院と称する施設が必ずしも病院機能を果たしていないのではなかろうかということである。特別養
護老人ホームなどに代表される長期ケアの施設が平均在院日数を押し上げているのではないかというこ
とである。日本の一般病院約 9000 の病床規模を Y 軸に、平均在院日数を X 軸にとって散布図を対数目
盛で描くと、一つのパターンが生じる。すなわち小さな病院では平均在院日数は短く、50-300 床までの中
規模病院で平均在院日数の多い病院が現れ、300 床以上の病院でまた平均在院日数が減少している。
かつて急性期病院の典型であった総合病院は大規模病院に多く、老人病院は中規模病院に多く、外来
入院比 3 以上の病院は小規模病院に多く、真ん中にどこにも属さない病院群が表れる。すなわち日本の
病院は上記３分類と、どこにも属さない未分化病院の 4 つに分けられることがわかる。日本の病院の問題
点は平均在院日数が長いということではなく、様々な機能を持つ施設が病院と呼ばれ、機能が分化して
いないところにあるのではなかろうか。その結果、質が低下しているのではなかろうか。例えば病院で長期
ケアを必要とする障害者を扱い、福祉施設と競合している。診療所で入院患者を扱い、病院と競合してい
る。病院や診療所で薬を販売し、薬局と競合している。 
さらに問題なのは急性期病院内での機能の未分化性である。虚血性心疾患の施設別の手術件数と 30
日以内死亡率の相関をみると、手術件数が少ない施設ほど死亡率が高く、月間 4 例、週 1 例の件数をこ
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なすと比較的安定した死亡率を示す。しかし大半の、すなわち 70％以上の施設は月 4 回以内の手術数
しかなく、病院もしくは心臓外科医のエゴで患者を奪い合い、技術が集積せずに低い医療の質で患者を
殺しているのではなかろうか。急性心筋梗塞の取扱件数が多いほど死亡率が低く、若年喘息では 8 例以
下の施設で死亡率が 1％あったに対し、8 例以上の施設では死亡をみていない。今後は入院と外来、急
性期ケアと長期ケア、病院の機能特化などを強化することにより、病院機能を分化分担させ、連携するこ
とで保健医療システムの高い質及び高い効率からみて、必要とされているといえよう。その上でもう一度住
民、診療所、薬局との連携が求められている。このような提言は極めて理論的で合理的といえよう。 
 
（３）医療の質・安全性と患者中心の医療 
しかし昨年出版された米国科学アカデミー医学院の報告書「質の断裂を超えて」によると、このような考
えも提供側からの見方に過ぎないと糾弾している。「質の断裂を超えて」は、その 1 年前に発表された「人
は間違うもの」と兄弟関係にある報告書で医療事故をテーマとして扱い、米国マスコミ及び国際的にも大
きな衝撃を与えた。それに対して「質の断裂を超えて」は、マスコミにこそ大きく取り上げられなかったが、
米国のリーダーには大きな衝撃を与えた。ニューヨークスタディなど医療事故の研究を推進したルシア
ン・リープ教授、米国質研究所のアイゼンバーグ所長は「この本の内容は正しいがこれを実現するには現
在の米国の医療を完全に解体せざるをえず、それは不可能である」と述べ、私の友人で、米国の著名な
医療ジャーナリスト、ジョン・アイグルハート氏は、“Very good. But, very depressing.”と評していた。この本
をまとめたコリガン氏によると、「達成し得るはずの医療の質がえられていないのはすべて専門家側に責
任がある」と分析している。専門家は施設から、すなわち医師は診療所から、病院の専門家は病院の枠か
ら患者を診ている。しかし同じ患者がこれらの施設を移動している。ここで発想を 180 度変えて患者中心
の医療の視点に立つと、これまでの医療が様々な問題を持つことがわかる。例えば、患者はわざわざ病
院に行く必要はないのではないか、医療者が家庭に出向けばよいのではないか、すなわち、外来や病院
を訪れることによって失われていた患者の機会費用が節約され、生産に回すことが可能となるのではない
かということである。また患者は入院する必要もなく、外来で手術を受ける。それにより、病院の外来の機
能の多くは、診療所に移管されねばならなくなるだろう。21 世紀に提供されるべき医療は患者中心の医
療であり、患者のニーズに合わせてそれぞれきめ細かくすくい上げる医療、すなわち「王様の医療」であ
る。医療行為はもはや医師１人で提供することは不可能となった。それぞれの役割を担うコメディカル、病
院や診療所との連携が必要となった。これは患者 1 人 1 人の自宅に病院を建築する、いわば家内病院を
意味する。ところが 21 世紀は貧乏婆さんの世界と申し上げた。さすれば 21 世紀の究極の医療は「貧乏婆
さんに王様の医療を提供」することである。これは形容矛盾でこれまでは不可能と考えられてきた。しかし
IT の発展と共に可能となるのではなかろうか。 
 
（４）IT と医療の宅配 
もう既に電子救急制度など家庭で便器を使って毎日人間ドックを行ってくれるなどのシステムが開発さ
れている。CD-ROM を使うことで、実際の症状からどこに行けばよいか指示してくれるシステムやインター
ネットでよい病院を紹介してくれるシステムなども登場している。恐らく来年の医師国家試験場には
CD-ROM と便器が並んでいるであろう。来年にはインターネットを通じて、自己血圧を測定し、生活改善
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を個人に指示したり、喘息の標準的治療法であるステロイド吸入の指示を、呼気抵抗のデータを患者自
身がインターネット回線に送ることで指示を受けたり、i モード通信の利用による患者情報の発信・医師が
センターから指示してくれるデータの受信などの e-doctor が登場するだろう。つい 1 ヵ月前には腎臓機
能・肝機能が検査できる、“身につける病院、wearable hospital”が開発されている。遠隔医療はもはや離
島や僻地などの遠隔地だけでなく、すぐ隣の家でのケアを提供しうる態勢にまで整備されるべきである。
もちろん患者側が IT による診療を希望しない場合には、近くのコンビニストアで簡単な健康相談と健康診
断が可能となる。コンビニエンスストアの数は既に診療所数を上回っている。もちろん古典的な医師による
対面診療も選択肢として残すべきである。現在のお年寄りは対面診療の希望が多いと推測されるからで
ある。しかし、2050 年の究極の社会では e メールや i モードで連絡し合う、IT による宅配が最も好まれる診
療形態をなるかもしれない。王様の医療は医療界のみならずその他の産業界も各分野で 1 人 1 人の患者
を支えて、より効率よく、より良質な診療行為を提供する社会システムの構築にほかならない。この構図は
先ほど予防で提案した健康日本 21 の基本概念とほぼ相似形をなしているといえよう。 
 
４．究極の連携…ネットワーク化された医療とユビキタス医療 
（１）スキルミックスと医療の連携 
医療の発達と共に専門家本人のみで患者をケアできる時代は終わった。役割分担しながら様々な専
門家が協働しながら診療する時代となった。しかし実はもう一歩踏み込んで考えると患者自身が診療行
為の中心をなす時代となったのである。患者自身が自らの生活習慣を変えなければならない。患者中心
という観点は、診療の質でとらえると究極の連携こそが、それを実現する唯一の方法となりうる。残念なが
ら現在はそれぞれの施設の窓から患者を診ているに過ぎない。しかし、統合された最終的なシステム構
築に向けて各医療関係者（stake holder）は、リーダーシップを発揮すべきと思われる。「行政」は連携に必
要な情報の提供や標準化された診療情報フォーマットの提供、さらには支払方式の変革、「保険者」にお
いては診療の標準化、診療施設の評価、供給者においては診療所と病院、診療所と診療所の連携を確
保していくことが必要である。まさしく、「質の断裂を超えて」の報告書内で提案された患者中心の医療を
提供するには、6 つの挑戦を経て結果を特定し、マネジメントすることが必須となってくる。様々な部分を
受け持つチームは共有する目標、すなわち臨床指標（clinical indicator）が必要なのではなかろうか。 
 
（２）病院と診療所の新たな関係 
ここで病院と診療所、すなわち入院と外来の関係について再度考えてみよう。いちばん極端な営業形
態は外来をやって診療所に外来機能をゆだねる他力本願型、自らがサテライトの診療を運営する自力本
願型に分けられよう。米国で人気のあるプロフェッショナル・ビルディング型抱え込みや、特定の診療所と
ネットワークする鵜飼型も考えられよう。近年病院の機能分化を促進し、あり方を追究する一つの戦略とし
て外来の分離が押し進められている。従って実際の外来機能は他力本願型、サテライト型、鵜飼型を統
合した複合型の経営戦略をとる病院が増えている。自院の医師を中心に自らの外来を分離することは
様々な新しい可能性を秘めている。従来、日本ではオープン病院が根付かなかった。それは病院内外に
壁があり、病院外の医師が標準化された医療行為を病棟で行うことが難しかったからである。しかし新た
な社会では、診療所にいる医師が病院を使うオープン型の展望が開けるのではないか。また診療所内で
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は雇用関係が多かったが、この外来分離によって日本型のグループ診療への可能性を秘めているので
はなかろうか。さらには医師のキャリアパスをも大きく変えていく可能性がある。従来開業は定年前の医師
が去年まで蓄えた貯金で開業するパターンが多かった。診療所の土地や建物、施設とさらには病院に遠
慮してこれまでの患者がやってこないリスクをも考え、最低 5000 万円ぐらいから億を超える開業費用が必
要とされた。しかし外来分離によって次の日から安定した経営が可能となり、場合によっては医療事務、
医療機器を病院が支援すれば、医師はいつでも開業が可能となる。折しも戦後日本の開業医の中核を
なしてきた医師・団塊の世代がリタイアしはじめている。日本の診療所医師数は人口 10 万当たり 50 人で
極めて一定であったが、医師増加は全て病院勤務医であった。病院勤務医の増加は頭打ちである。今
後診療所の医師が増えていくのではなかろうか。日本の新たな外来形態を追究することは、予想できない
深い影響を医療界に与えると考えられる。「かかりつけ医機能のあり方」、「外来のあり方」、「病院機能、す
なわちオープン病院のあり方」、「グループプラクティスのあり方」、そして「医師のキャリアパス」など究極の
連携の持つ様々な影響の可能性は大変大きいと考えられる。病院はその中でも社会的責任を持ち、病
院がネットワークを仕掛けていく。そして、このような連携をデザインし試行していく必要があるのではなか
ろうか。 
 
（３）IT と連携…ユビキタス医療 
このネットワークを司る最も重要なインフラは IT である。１人の素患者を中心に医療提供をつないでいく
には、その患者に関してフォーマットを共通化したデータベースにより情報を共有する人が重要になる。
そのことによって標準的な医療が在宅で提供できるようになる。すなわち、貧乏婆さんに王様の医療をユ
ビキタスに提供できる体制が構築できることとなる。 
 
５．究極の結果…新しい医療の質と安全 
（１）大きく変わる「医療の質」の定義 
今、医療の質の定義が大きく変わりつつあるのではなかろうか？ かつて高い医療の質とは、高度で困
難な医療を行うことを意味していた。しかしもはや質の高い医療とは普通のことを普通に行うことではなか
ろうか。医療界は研究開発型の産業であり、今後もそう有り続けるだろうが、これまでは少し危険でも有効
かもしれない新たな診療法がもてはやされる風土あったのではなかろうか。20 世紀の変わり目に一般の
国民はそのような風土に対してＮＯと言い始めたのではなかろうか。確かにサーカスの空中ブランコアクロ
バットは美しいが、危険なものはもう結構と、考え始めたのではなかろうか。国民や患者はごく普通の医療
をごく普通に提供する、もう少し正確に言い換えると、科学的根拠によって達成可能と考えられる医療を
達成することにほかならない。今後も研究開発は医療の生命線ではある。しかし開発と実行を分けて捉え
る視点が供給側にも求められている。このような新たな事態は奇妙なことに世界各国共通に発生した医
療事故の多発と患者安全に対する新たな国際的潮流と深く関連していると考えられる。1994 年頃、ハー
バード大学がんセンター、ダナハーバー研究所で著名なジャーナリストが医療事故によって死亡し、引き
続き類似の事件が発生した。米国の世論は喚起され、それに対する対応策としてクリントン大統領は「質
の諮問検討委員会」を設置し、米国厚生省の質研究所や米国科学アカデミー医学院に医療の質及び安
全性に対する研究を発注した（文献 14）。1990 年にはその結果、国際的に大きな影響を与えた報告書
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 315
「人は間違うもの」が出版された。英国でもブリストル王立小児病院で小児心臓外科の死亡率が異様に高
いことが発見され、折しも登場した労働党のブレア政権では医療の質に改善の重点を置くことを宣言し、
2000 年には医療事故予防のための国家戦略が発表された。日本も 1999 年 1 月の横浜市立大学事件以
降、世論と医療界は医療事故に対する捉え方が大きく転換している。国際的に見ても相続くありうべから
ざる医療事故を前に、医療の質と安全に対する考え方が変わったのではなかろうか。質の定義が変わる
と、それに伴う専門家も病院も医療界全体も、そのあり方が変化せざるを得ない。 
 
（２）結果マネジメント運動の展開 
このような考えは 80 年代にその芽生えを見ることができる（文献 15）。1988 年のニューイングランド医学
誌には当時の編集長・レルマン教授が編集後記の中で、「医療界は 80 年代後半に第 3 の革命に突入し
た」と述べている。第１の「医療界の拡張・医療界の増加」、第 2 の「医療費抑制」に続く、医療の評価と説
明責任（assessment and accountability）の時代で、結果マネジメント（outcome management）運動がその
特徴とされている。第 2 の医療革命が医療費の抑制を目指し、それに対する反発として価値のための金
銭（value for money）の考えが専門家の間に広まったのがきっかけと考えられる。医療の第 3 革命の本質
を捉えると、今日医療界で導入されつつある様々な新しい概念、EBM やクリパス、TQM、安全管理などが
理解可能となる（文献 16）。つまり臨床ガイドラインなどの尺度で医療の結果を測定し、平均値を高め、ば
らつきを少なくすることによって質を向上させ、そのばらつきの極値を防ぐことが安全と捉えることができる
からである（文献 17）。 
80 年代に芽生えたこのような運動が 90 年代の終わりにさらに加速されたのは、一つには効率や医療
費の抑制を目指す政策に対するイギリス保守党や米国のマネジドケアの蔓延など、「医療費抑制や効率
を追求する政策に対する反発」や、先述の「医療事故」などのきっかけが想定される。しかしその背景とし
て、90 年代後半から EBM に象徴される医療の標準化が進行したこと、そしてインターネットに象徴される
大量情報処理技術が画期的に進歩したことなどが挙げられよう。頭に描いていたことが現実の世界にな
ったのである。医療の質もこれまではリスクマネジメント、病院への危険（risk to hospital）管理から患者へ
の危険（risk to patient）を管理する考えに変化した。そして一歩進んで、患者安全（patient safety）管理に
進化した。日本の場合、医療の安全管理から医療の質の管理にと進む方向性が模索されている。 
 
（３）クリティカルパスガイドライン EBM と医療の質・安全性 
これまで盛んに日本の病院内に定着してきたクリティカルパスも、「病院経営技法」から一歩進んで「安
全性の確保、医療の質の向上」の技法としても展開されえ、さらにはその outcome を測る必要が生じると
予測される（文献 18,19）。すなわち各病院ごとに臨床指標（clinical indicator）を設定し、それを改善する
ことによって医療の質の改善を測る新たな動きである。今、臨床指標は日本の病院協会や各病院グルー
プの間に静かに拡がりつつある。臨床指標による医療の質の向上が可能となるのは、その臨床指標が
「真に臨床的な意味を有」し、「医療提供者に理解可能」であること、臨床指標、すなわち「医療の質を改
善する方法が存在」すること、そして改善を評価する指標を他の施設とベンチマークできること、すなわち
比較可能であることが必須である。今後は医療業界全体で質改善の環境づくりが進行すると考えられる。
今後の医療はこのような環境の元で進める必要がある。そのための戦略づくりが求められている。 
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６．第２部の総括 
第２部では、未来学の観点から 4 つの究極に焦点を充て、未来の医療のあり方を模索してきた。日本
の未来、様々な世代がその時々に社会を構成するいわば世代別国家であることがわかる（図 1,2）。2050 
年に日本が究極の社会に到達し、貧乏婆さんに王様の医療を提供する体制の構築が求められている。し
かし、実はそれまでに 2015 年に医療界は大きな山場を迎える。日本の人口構成上、団塊の世代が定年
を迎えいわゆる企業戦士が地域に帰還する(いわゆる企業戦士の帰還兵問題)ことが大きな課題となる。
予想では約 200 万人の男性が、約 90 万人の女性が住居する市町村外で働いており、彼らがリタイアし
た後は市町村で過ごすこととなる（図 3）。 
近年、開業医への診療報酬請求も職域の健保から地域の国保に大きく移動しつつある。結果として、
国民健康保険や介護保険を押し上げ、財政的な危機をつくりだすことが危惧される。特に、団塊の世代
はリストラ等で職域できちんと健康管理されていないまま地域に帰っていき、むしろ労働しない状態がさら
に健康に悪影響を及ぼすと考えられる。実は 2015 年を越すと高齢化のスピードは一旦鈍化し、2040 年
に再び団塊の Jr を迎えて高齢化が進む。さすれば、2015 年に我々が持続可能で良質の医療を提供で
きる地域を設計、構築しない限り 2050 年の究極の社会は存在しないこととなる。 
持続可能な医療システムのオプションは今考えられるだけでも 4 つある。高齢者に雇用を提供する。
ただし、その場合若年者の雇用を圧迫することになりかねない。第二に予防を強化する。ただし、既に生
活習慣病を放置してきた中年者への予防は大きな課題といえよう。第三に受益者の自己負担増、あるい
は診療の制限である。これらは極めて患者、国民に不評を買い、また生命倫理的な課題があると考えら
れる。提供側への支払いを減らすというオプションは考えられるがこれもまた提供者側に大きな不評を買
うと考えられる。全体的に医療システムを効率的に運用することが最後の課題として求められよう（図 4）。 
今後の様々な政策は世代の特徴をとらえて展開することが必要で、今日、2015 年に向けて健康フロン
ティアや健康日本 21、老健事業など様々な政策の見直しが求められているといえよう。これらの新たな政
策を構築することが日本自身にとっても世界にとっても大きな挑戦といえよう（図 5,6,7）。 
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予防医学とリンクした食品科学 
 
東京大学大学院農学生命科学研究科 応用生命化学専攻 教授 阿部啓子 
 
１． 過去・現状分析 
 “食”は、人類の長い歴史を通じ、誰もが抱く最大の関心事の１つといえよう。とりわけ最近、“食と健康”
そして生活習慣病のリスクを低減する食品の働き（機能）への期待は、全ての人々が強い関心を寄せる対
象となった。 
 古来、わが国には“医食同源”の思想が伝えられ、実践されてきた。これを今日的視点でとらえ、しかも
先端技術（２０世紀のバイオテクノロジーである酵素工学・細胞工学・遺伝子工学）を基盤としたサイエンス
として発展させようという研究が、約２０年前、日本（文部省研究班）によって世界に先駆けて開始された。
この研究班は３期 9 年に亘って継続され、以下の成果を挙げた。 
 まず、“食品に生理機能がある”との提唱がここでなされた。それまでの食品研究は、栄養（一次機能）
の面と嗜好（二次機能）の面から主として行われてきたが、これらとは全く異なる視点として「病気を予防す
る機能」として生理（三次機能）の面からの働きを解明する研究がクローズアップされた。特にこの研究班
から、三次機能研究は「機能性食品」（functional food）というネーミングを産み出し、そのコンセプトととも
に世界に広まっていった。提示された“機能性食品”の名称と概念と実例は、自然科学のトップジャーナ
ルの Nature (1993) に“日本は食と医の境界に踏み込む”と報じられた。現代版「医食同源」ともいうべきこ
の出来事は各国に強い衝撃を与え、その科学は国際化した。 
 その後、“functional food” に後れをとった欧米は、巻き返しを図り、「次世代機能性食品」「三世代機能
性食品」というネーミングを掲げ始め、最近は本家の日本を凌ぐ勢いである。欧州連合では１０カ国が２００
０万ユーロ（約２０億円）を投資して機能性食品プロジェクトをスタートさせている。それと併行してオランダ
やフィンランドは産・官・学のプロジェクトも行っている。一方、アメリカではエピジェネテイクスのプロジェク
トに食品との関連性を取り入れている。 
 ２１世紀の今日、先進諸国では、がん、アレルギー、感染症、肥満症、糖尿病、高脂血症といった生活
習慣病の激増が大きな社会問題になっている。日常の食生活のなかでこれらの疾病を未然に防ぐ可能
性を求めて機能性食品科学が国際的に発展してきた。このような状況において、わが国では例を見ない
ほどの少子高齢化時代をむかえ、食品科学の主テーマは予防医学への貢献に向けられた。 
 
２． 発展シナリオ および ３．日本のとるべきアクション 
 機能性食品サイエンスの発展は学・官・産の３つにおいての取り組みが肝要である。 
 
（１） “学”の支援による“産”の研究シナリオ 
 食品中に含まれる機能性成分（因子）のスクリーニング、発見、抽出、その性質や構造解析を行う研究
はますます活発化し、３０年後においても引き続き機能性食品の重要な技術であり続けると思う。しかし、
機能性食品の生体に対する効果の検証は、５〜１０年後にはゲノム情報を駆使した遺伝子発現解析、１０
－１５年後にはゲノム情報を基にしたプロテオーム解析、１５〜２０年後にはメタボローム解析が確立する
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であろう。そのためには具体的事例研究を幅広く、深く遂行し、それをバイオインフォーマティクスによりデ
ータベース化することが必要である。３０年後には、機能性成分の効果・効能が多面的にしかも総合的に
評価しうる。またこの過程において、生活習慣病になってからではなく、それを予防する機能性食品を創
製するためのバイオマーカー遺伝子、バイオマーカータンパク質、ターゲットとなる代謝経路が複数解明
されるであろう。摂取する量、回数、組み合わせ（食べ合わせ）についても事前予想が可能となる。食品の
安全性も食品機能性の１つで、消費者の QOL の向上につながる重要な要因であるが、これについても
事前に予測しうる。 
 ヒトの寿命は、遺伝子要因、環境要因そして食事要因により大きく影響を受ける。誕生してから死ぬまで
に摂取する食事について、「何をどの程度食べるか」 
を提示することが機能性食品科学のゴールである。また、３０年後には個人差を考慮したテーラーメイド食
品の献立も部分的には実用化するであろう。 
 以上は、欧米において、そして当然わが国において達成することが期待される産業規模の食品研究の
“出口”である。“学”は基礎研究（下記）を通じてこれを支援する責務をもつ。 
 
（２）“産”の支援による“学”の研究シナリオ 
 上記の実用化研究が効率よく実施されるためには、その背後に膨大な基礎研究が存在せねばならない。
それは多分に産業界の人的・経済的・技術的支援なしには達成し得ないであろう。以下に、予測される基
礎研究の要諦を記す。 
 かつて、食品科学における化学、生化学、工学、栄養学の研究は、ある 1 つの特定事象の個別的追求
であった。いわばこれは“一点掘り下げの各論主義”と言い得る。ところが、２０世紀後半とくにミレニアムを
直前にした頃、いわゆる生命発生のセントラル・ドグマは、遺伝子DNAからトランスクリプト（mRNA）への転
写、タンパク質への翻訳、代謝産物の産生のプロセスを一次元的流れとして明確に記述した。呼応して、
“点”から“線”への動的生化学や分子生物学が発展し、その波は食品科学の分野へも波及した。多くの
研究者が、食品の素材となる生物について、DNA クローニング、mRNA 発現測定、タンパク質発現測定、
そして代謝産物の同定を 1 つの流れとして追跡するようになり、同時に、摂取（投与）した食品やその成分
の代謝過程について、やはり同様の流れの追跡に従事するようになった。こうして、先端ライフサイエンス
と食品科学が融合した。その結果、誕生したものの１つが機能性食品科学である。この新科学の現実的
な目途が予防医学への貢献であることは、前述した通りである。 
 ところが最近、遺伝子、トランスクリプト、タンパク質、代謝産物をそれぞれ“群”として把えるゲノム、トラン
スクリプトーム、プロテオーム、メタボロームの科学（それぞれゲノミクス、トランスクリプトミクス、プロテオミク
ス、メタボロミクス）が発展し始めると、食品科学とくに栄養学や機能性食品科学の研究者たちには、これ
ら三者間の連動関係に注目するようになってきた。すなわち、ヒトの場合、ものを摂取した結果として生起
する２万２千の遺伝子の発現変動と、一塩基多型やエピジェネシス起因する約百万のタンパク質の発現
変動と、そして無数にも及ぶ代謝産物の発現変動を交互に関連づけ、全体を二次元システムと見なす研
究が必要不可欠となる。これを敢えて“食品システム生物学”といおう。すなわち、研究のディメンションは、
かつての“点”から現在の“線”へ、そして近い将来は“面”へと止揚すると予想される。 
 食品科学が対象としてきた例えばタンパク質、糖質、脂質といったマクロ栄養素、ポリフェノール、カロテ
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ノイド、テルペノイドといった非栄養性機能成分の摂取後の体内動態の研究を、こうした三次元的視点か
ら網羅的に見直す必要に迫られているのである。これによって初めて、一塩基多型の起因である個人差
の実態を１つの連動機序として把えることができよう。ひいてはそれがテーラーメード食品（前述）の創出
にも実効的に貢献すると思うのである。 
 前述した「出口」を求める実用化研究の水面下には、こうした深層基盤が潜在しているのであって、その
研究の推進こそ“学”に課せられた責務なのである。“学”のこうした支援があってこそ“産”の研究は実効
性を帯びる。しかし、この“学”の研究は“産”の支援なくして成り立たない。そして、“官”は“学”と“産”の
両者の研究を支援することが強く期待されるのである。 
 
 すでに欧米が実施し始めた「予防医学とリンクした食品科学」国家プロジェクトを、わが国も産・官・学の
連携で早急に立ち上げることを提言する。しかもこの場合、１０年以上の長期研究班を組織する必要性が
ある。より具体的には、機能性食品システム生物学の新しい領域を充実させ、大学を中心とした若手研究
者の質的・量的育成は急務である。それはまた、科学技術立国１００年の計に向けた重要なマイルストー
ンの１つに成ると確信する。 
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予防医学とリンクした食品科学 
 
京都大学大学院 農学研究科 食品生物科学専攻 教授  伏木亨 
１．現状分析 
 疾病を予防して健康で快適な生活を送ることは国民の願いである。生活習慣病ならびにその潜在的な
患者の数は増加の一途をたどっており、国民の不安がつのる一方、健康保険、医療費負担などの経済
的な面でも大きな問題となっている。健康を維持し、安定した生活を送ることは万人の願いであり、疾病に
至る前に適当な処置を行って健康状態を維持することは科学技術に期待される重要な課題である。 
 生活習慣病の原因は遺伝的な部分のほかに運動不足と過食およびストレスなどの社会要因が関わって
いることは論を待たない。解析は容易であるが具体的な対処は極めて困難である。家電製品や自動車な
どの発達・高度化は国民の運動量をますます低下させ、料理や物流・食品開発の進歩は過食を促進す
る。情報化社会におけるストレスも改善される特段の見込みはない。 
 国民の健康維持の欲求に応えるためには、疾病発症に至る前に健常人に対して適切な対処や指導を
行わねばならない。その役目を担っているのはライフスタイルの改善であり、とりわけ食品科学である。し
かしながら疾病の発症を予防する作用と有効性を健常人を用いて検証する方法がほとんど確立されてお
らず、疫学調査や伝承などのポジティブな状況証拠はあるものの、科学的な因果関係の説明は困難であ
る。一方で、不安な状態におかれている国民は僅かな情報の断片にもすがろうとし、科学的な吟味の不
十分な情報が氾濫する土壌を形成している。 
 このような現状は欧米でも同様であり、生活習慣病の問題は日本よりも食習慣に問題の多い欧米でより
深刻であると言える。日本は中国・韓国などと共通の医食同源の文化を持ち、さらに２０年以上前から食
品の機能性の研究を世界に先駆けて開始しており、欧米とは異なった発想で食品科学が予防医学として
寄与する土壌は欧米よりも豊かである。疾病予防を標榜した特定保健用食品は認可数が４００品目を越
えている。しかしながら、特定の疾病に集中しており、新たな指標の開発速度が致命的に遅い。現状では、
食品科学は予防医学における重要性が認識されてはいるものの、国民の期待に応えてはいない。健康
維持の問題を総合的に解決して安定した社会基盤を作るための明確な方法論と具体的な指標がないの
が現状であると言える。 
 健康科学に関連する新しいツールとして、個人の遺伝子背景にかかわる特定の遺伝子多型を解析する
技術と、膨大な遺伝子発現の動態を網羅的に解析する試みがスタートしている。前者はいわゆるテーラ
ーメイドな予防医学に繋がる可能性があり、診断や治療に使われている例もある。後者は新しい健康指
標が大量に得られる可能性を秘めているが、有用な技術であるかどうかの判断を下すにはやや情報が不
足している。 
 国民の健康維持の方策を考えるとき、わが国の医学薬学分野の個別の科学技術レベルは欧米に比較
して近年ますます水をあけられ始めている。特にアメリカとの格差は今後ますます拡がるものと思われる。
一方、食品科学を起点とした予防医学的な問題解決の方向性については、日本がむしろ現状で欧米を
リードしていると言えるが、決定的な優位というほどではないことは前述の通りである。 
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２．今後の発展シナリオ―今後３０年の推移 
（１）停滞の時代 
 予防医学は、当面は疾病初期の諸指標を元にこれを改善する方策を考えるという形で推移するであろ
う。厚生労働省の特定保健用食品に対応することを目標とした食品機能開発研究が大手食品企業を中
心に進められる。食品に対する疾病予防の有効性が示唆されても、特定保健用食品として薬品並みの作
用機作の解明を迫られる結果認可されるものが飛躍的増すとは思われない。医薬品で明らかにされてい
る既知の作用機作を食品に流用するスタイルが主流を占めることになろう。新薬開発力を失った薬品業
界の参入も予想される。「食品成分由来の、作用の弱い薬品」「開発費の安い薬品」という位置づけが定
着する可能性が高い。予防医学を指向した食品科学はいったんは停滞する方向に向かうであろう。 
 
（２）制度の改革によって食品研究のインセンティブが高まる 
 食品科学の予防医学面での発展が諸制度の変化に影響を受ける傾向は長く続くと思われる。停滞を打
破するために、いわゆる特保の基準が変更・緩和される、あるいはこれに代わるシステムが現れる。必ずし
も作用機作が薬品並みには証明できない食品成分でも再現性のある効果が認識されればある程度のイ
ンセンティブが得られる時代が１０年以内に来る。健康に不安を持つ一般消費者の要望や、氾濫する非
科学的な健康食品の問題が深刻になったことが、強い追い風となった結果である。２０１５年には、疾病予
防を実際に担うものは結局は食品であるという認識が確立する。これらは薬品とは異なる複雑系としての
食品科学の重要性に目を向ける契機となる。２０１５年には、このような食品成分が相当数探索され、総合
的な視点からのメカニズム解明が進み、従来の医薬品探索とは全く異なった観点からの発展が実現する。
疫学領域からの情報も大きな影響を与える。また、安定した生活が免疫科学的な観点からも疾病予防に
有用であることが明らかにされ、食品のおいしさや満足感のような機能も予防医学の観点から重要視され
始めるであろう。一方では、疾病において食品と薬品の併用の可能性が検討され始めるであろうが、実現
するのはかなり先のことになろう。 
 新しい食品科学による予防医学において健康人とは何かという議論はますます盛んになるであろう。病
人に対する指標は医学分野で豊富に蓄積されているが、何ら問題のない全くの健康人や十分な健康人、
あるいは疾病に傾き始めた兆候がある健康人、いわゆる境界領域、軽度疾病者、などいくつかの段階が
あることがクローズアップされる。予防医学には健康人を知る必要があることが明らかになる。 
 
（３）病態から健康科学へ 
 健康人のなかでの段階が明らかにされ、それらを適切に表す指標が検索されよう。これまで健康人が健
康人である所以に対する解析はあまり行われてこなかった。食品の科学が健康人を対象とすることによっ
て、２０１５年以降は、医学・薬学・健康科学分野は、重篤な疾病の医学と未病者を対象とする健康人科
学の２つに集約再編成される方向に向かうと思われる。加齢とともに変化する疾病マーカが詳細に検討さ
れ、健康人の細分類も進む。疾病毎に超健康人、健康人、亜健康人、境界領域、軽度疾病、などのクラ
ス分けのための基準値が整備される。これらのために、健常人を被験者とした研究が大規模に進められ、
健常人が疾病に至る過程の詳細な解析が研究の大きなテーマとされる。 
 健康マーカとして、網羅的な遺伝子発現の解析が行われ、さまざまな遺伝子が動くことが明らかにされ
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るが、ノイズや非特異的な応答の多さも無視できず、疾病との因果関係を説明するのに困難が残るであろ
う。網羅的解析の指標としての有効性については当初の予想よりも判断が遅れると思われる。２０１５年に
は従来の血液生化学マーカに矛盾しない網羅的なマーカーの選択やそれを元にした好感度のマーカー
の探索が進み、技術としてのマーカ検索は飛躍的に進歩すると思われる。しかし、これらはアメリカを先導
に進められることになると思われる。 
  
（４）強敵はアメリカではなくて中国・アジア 
 アメリカは、食に対する経験や興味が基本的に国民に不足しているために、この分野での出遅れは決
定的になる。アメリカは代替医療としての食品利用の可能性を残しつつも、全体的には要素還元的な視
点をさらに強め、食品成分の中で薬理効果のある成分を探索・単離し、これを多くの食品に添加する方法
を重視すると予想される。この目的のために遺伝子解析や、DNA チップなどあらゆる生化学的システムを
発展させる。この影響は日本にも及び、多くの日本の研究者はこの方向に同調する可能性がある。日本
の予防医学を目指す食品科学は、分子生化学技術に特化したアメリカ型の方法と、伝統的な情報を重
視するアジア型の方法との間で哲学でのせめぎ合いが続くであろう。結果的には伝統的な食品科学を重
視しながらも、欧米の技術を最大限利用するという日本的な方向が生き残るものと予想される。 
 韓国や中国、あるいはインド・ベトナム・タイなど今後２０−３０年で経済発展に成功したアジアの新しい先
進国はそれまでの非科学的な健康食品の氾濫からの脱皮を図る実力を持つものと思われる。いずれの
国も、日本と同じく、アメリカ型の遺伝子情報とコンピュータを駆使した網羅的な解析と要素還元的な理解
を追究する一方で、伝統的な視点に立脚した方法を並行的に採用するであろう。ヨーロッパは、２０１５年
までに得意分野である脳機能や精神レベルの機能に特化した食品を探索し、相当の成果を挙げるものと
思われる。 
  
 
３．日本のとるべきアクション 
 ２０１５年における斯分野での日本の強力な競争相手は、欧米ではなく中国であろう。いわゆる中医学
（漢方）は近年その理論の見直しと西洋医学との整合性を研究の重点に据えて、中国国内のいくつかの
重点大学で研究を始めている。中国の各家庭には今も伝統的な食の方法が脈々と伝えられており、健康
と食を研究する題材ならびに知識は極めて豊富である。また、伝統的な食材や人間に対する基礎的な効
果のデータは豊富に蓄積されており、これらが西洋医学的なセンスで有機的に利用され始めたら日本の
最も手強い敵となろう。 
 日本は、中国とは逆に西洋医学的なアプローチから、一刻も早く中医学や中国薬膳などの潜在的情報
を総点検・収集し、有用な食材の探索と処方の理論を蓄積することが必要であろう。西洋と東洋の２つの
視点を駆使できる総合的な実力で日本は優位である。日本にも多くの食に対する知恵が生きているが、
これらを科学技術レベルに引き上げることも食分野での日本の知的資産の活用である。 
 予防医学における食品科学の発展は、法制度とも密接に関係がある。薬事法の規制によって食品の機
能表示は厳しく制限されている。実質的な出口としては特定保健用食品と未承認の健康食品しかないの
が現状である。疾病の治癒には確実な有効性が要求されるが、健康の維持はこれと同じレベルで実証が
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不可能である。また食品に対する消費者の期待も薬品と同じではない。関係当局は食品に対して薬品と
は全く異なる柔軟な受け止め方の論理を確立すべきである。食品科学研究に十分なインセンティブを与
える制度の整備が研究の活性化に繋がる。 
 アメリカは医薬分野の延長としてゲノム解析から派生する手法を全面に押し出すであろうが、日本は食
の伝統に裏打ちされた独自の観点で主導権を取る必要がある。 特に、アメリカの法整備や制度の改革
は非常に迅速であり要注意である。遺伝子レベルでの解析は、欧米を中心として飛躍的に進むことが予
想される。その情報や技術は適切に導入すべきであるが、この方向の技術に大きく依存することは欧米
に対して日本やアジアの食におけるアドバンテージをむしろ弱め、この分野においても技術主導の欧米
追従に陥る危険性を内包している。あくまでも、冷静な判断のもとで、わが国独自の指標を客観的に評価
するツールとして積極的に活用すべきである。  
 日本は、病人ではない健康人を対象とした健康に関わる総合的な学問分野を世界に先駆けて構築す
べきである。疾病、医学、薬品、分子生物学などこれまでの「病気学」が主導であってはならない。疾病の
専門家は必要であるが、食品科学や疫学などの専門家によって健康人とは何かを明らかにする東洋発
の研究分野で世界をリードすべきである。現在、健康人は病人の裏返しとしてしか科学的には理解できな
い。健康人の中にもさまざまな警告信号があるはずである。例えば、ストレスは定量が困難であるが、免疫
系への影響など疾病に深く関わっていると想像される。喜びや快感を含めた食に内在する抗疾病因子と
いう観点も新鮮である。健康人の快適な生活を維持し、疾病に抵抗する諸因子についても、疾病予防の
観点から深く探索される必要があろう。 
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2005      2010        2015         2020       2025          2030                  
病人学の時代
（治癒の時代）
健康人学の時代
（未病の時代）
予防医学における食品科学の発展シナリオ
食品開発に対するインセンティブの充実
医学・薬学・食品科学の再編成
要素還元的な科学から総合的な食品科学へ
欧米との競合から独自の食品科学観へ
既存疾病マーカーの予防への利用
網羅的マーカーの整理・高感度実用化
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生命科学の学際的発展 
 
（独）理化学研究所 脳科学総合研究センター チームリーダー 臼井支朗 
 
１．現状分析 
 生命科学、とくに脳、神経科学の分野では、学習、記憶、感覚、運動制御、さらには、心や意識といった
様々な脳機能とそれを実現しているメカニズムに関する膨大な研究が日々蓄積されている。その学際性
は、分子、細胞、システム、個体レベルへと広がり、分子生物学、システム解析、イメージング技術、それ
に計算モデルやデータ解析手法など、生理学、心理学的研究はもちろん、遺伝子学、生物学、情報・数
理科学などを含むグローバルサイエンスを形成するに至っている。しかし、我が国においては、こうした
様々なバックグラウンドの研究者が共に参画し協力できる体制は十分とはいえない。すなわち、生命科学
の伝統的分野は、20 世紀後半の 50 年にわたる電子工学、計測・情報処理技術、数理解析・理論など情
報数理工学の著しい発展に支えられ進歩してきたが、それらは主に舞台裏からの単なる技術的支援、技
術の応用が多かった。 しかしながら、2002 年の小柴氏のノーベル物理学賞、田中氏ノーベル化学賞受
賞にみられるように、画期的な研究は、新しい技術・手法に支えられ、はじめて成し遂げられる。脳・神経
科学に関する分野の過去 10 数年の動向をみても、パッチクランプ法や fMRI などブレークスルーとなる技
術を基礎とした研究成果がノーベル医学生理学賞の対象となっている。 
  現在、脳・神経科学研究の解決困難な問題の一つは、個々の細部に関する詳細かつ膨大な知見を全
体として統合し、生命体の本質であるシステムとしてその機能を理解することである。そのためには、ブレ
ークスルーとなる新しい方法論の整備と技術開発が必要不可欠と考えられる。事実、こうした分析的手法
により、脳・神経システムの詳細は膨大な知見として集積されてきており、今後もさらなる展開が予想され
る。しかし、生命体の本質であるシステムとしての理解は、対象に関する学際的知識の幅広い理解と素養
を必要とすることから、専門に没しがちな我が国の研究者にとっては最も難しいテーマと考えられる。 
例えば、最近のヒューマノイドロボットは、歩いたり、踊ったり、笛も吹けるように巧みになってきた。しか
しながら、手塚治虫の作品である心を持つロボット「鉄腕アトム」は、物語によれば、すでに 2003 年４月７
日に誕生したことになっている。果たして現代の科学技術は、手塚治虫が 50 年前に夢見た、「アトムのよ
うに心を持つロボット」を本当に創りえるのか？ 心に関する問題はいわゆる“ハードプロブレム”の一つと
云われ、ここ当分、明快な解決に至ることは困難であると思われるが、そこに近づくには、システムとしての
脳の仕組みを理解する研究分野を促進することが何より重要であると思われる。 
こうした、脳の高次機能は、1 千億以上といわれる神経細胞のそれぞれの形態やチャネル蛋白、生体
アミンなど分子レベルの振る舞いと、複雑に絡み合った神経回路網の動的相互作用の結果として創り出
されている。こうしたシステムは構成要素間の複雑な相互作用や非線形、非定常、非平衡などを特徴とす
るいわゆる「複雑系」であり、個々に解明された知見を積み上げるだけでは、その本質を理解することは不
可能と考えられる。こうした超複雑なシステムを解析するための有力な方法の一つは、個々の知見・特性
を数理モデルとして記述し、それらを組み合わせ、システム全体のモデル化を図り、コンピュータシミュレ
ーションによって、理解・解明していく事である。いわば、コンピュータ内に仮想的な鉄腕アトムを創りなが
ら、未知システムの解明を進めるアプローチである。21 世紀を迎えた今日、計算機性能の向上により、こう
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したシミュレーション科学は現実的な方法論となり、複雑なシステムを解析する上で、必要不可欠な技術
となってきている。脳・神経系に関する個々の知見が蓄積される一方、研究の専門化・細分化が進み、脳
神経系全体としてのシステムの姿をとらえることは著しく困難となっている現在、このような情報科学技術
を駆使した統合的な研究を展開していく必要があると考えられる。 
また、脳研究に関する個別の知見を記述し統合する「数理モデル」は、脳をシステムとして捉え理解す
るための様々な仮説を検証する思考のプラットフォームとして、また、膨大な知見を統合・記述するための
「共通言語」として、21 世紀の脳・神経科学における研究基盤の中心的役割を担うことが大いに期待され
る。技術立国、ロボット超先進国としての我が国の今後の発展を考える上で、「システム神経科学」の確立
と、以下に述べるその研究基盤としてのニューロインフォマティクスの組織化が急務と考えられる。 
ＩＴ時代を迎え、人類の知的資産を継承するというだけでなく、大量の情報資源を有効に利用するため
に、最新のコンピュータ・ネットワーク・情報技術の活用があらゆる分野においても進められてきている。学
際的色合いの強い脳・神経科学の分野においても、そうした環境は極めて有効と考えられる。すなわち、
脳の統合的・システム的研究を展開していく上で、膨大な研究成果、実験データ、数理モデル、書誌情
報、実験技術、教材などをネットワークを介して相互に共有できる環境は、脳の構造と機能の解明・理解
のみならず、脳疾患の治療、新しい情報技術の創出など多方面への展開が期待でき、ＩＴ時代における
脳科学研究：「ニューロインフォマティクス」、「計算論的神経科学」として注目されはじめている。現在、こ
うした脳・神経科学分野における情報の解析・処理・伝達・蓄積・統合・保存・利用・継承などを世界的規
模で推進するための機構の整備と組織が確立されようとしている。つまり、ニューロインフォマティクス
(Neuroinformatics：以下 NI)とは、関連する情報の収集、データ処理およびモデル解析を統合的に支援
する研究環境を提供し、脳神経系のシステム的理解・解明を推進する新しい研究パラダイムである。従来
からある各分野の伝統的研究を縦糸とすれば、ニューロインフォマティクスはそれらの研究を結び付ける
横糸であり、実験的手法と数理・情報科学的手法を融合したアプローチによる 21 世紀の脳・神経科学研
究基盤である。 
 
 
２．発展シナリオ 
（１）短期シナリオ(2005-2015) 
米国ＮＩＨの Human Brain Project: Neuroinformatics Initiative は、2004 年 3 月に第１期の 10 年を終え、
同年 4 月から第 2 期の計画：A Decade of Neuroscience Informatics に入った。また同年 10 月には、50
万＄/年以上の研究グラントに対して実験データの公開を義務化する方針が提案され、それを受けて
SFN は Data Sharing Gateway の構想を打ち出している。ドイツも 10 月に、計算論的神経科学に関する
国内ネットワーク構想 (Bernstein Centers for Computational Neuroscience) を具体化するなど、欧州各
国も政策的にニューロインフォマティクス研究を推進し始めている。これらの動きは、今後の更なる脳研究
の進展や効率的な研究推進の観点から、膨大な研究情報を研究者が共有できる情報基盤を構築するこ
との必要性が認識されてきた結果であり、2004 年 1 月に開催された OECD 科学技術政策委員会閣僚級
会議では、脳研究に関するデータの共有化と利用の促進を図るための国際機構：INCF (International 
Neuroinformatics Coordinating Facility) の設立について合意がなされた。INCFは2005年度中には発足
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するものと思われ、これに伴って参加国はそれぞれの国内ノードを立ち上げることになっている。こうした
国際的な動きを受けて、2003 年 6 月に文部科学省科学技術・学術審議会ライフサイエンス委員会におい
て、ニューロインフォマティクスに係る OECD 国際協力への対応について検討がなされ、我が国もこの分
野に対して前向きに対応していくことが適当であると結論された。従って、今後、こうした国際協力を戦略
的に推進し、ニューロインフォマティクスに係る国際標準となりうる最先端のデータベース運用基盤として
Japan-Node を構築し、世界に向けて独自の情報を発信していくための取り組み・組織体制の確立が必要
とされている。 
このような状況の中で、文部科学省科学技術振興調整費による目標達成型脳科学研究「視覚系のニ
ューロインフォマティクスに関する研究」が、2004 年 3 月をもって終了した。視覚系は脳科学においても格
段に研究が進んでいる分野であり、我が国においても、網膜・視覚生理や視覚高次機能、視覚認知機能
などに関する多くの優れた研究者が活躍している。それらの研究はヒト型ロボット開発においても、視覚機
能の高次化やマルチモーダル情報統合機能の実現などへの応用が期待されており、こうしたシステム神
経科学に関わる文献情報、実験データなど関連情報のデータベース化、さらには、それらの知見を統合・
記述した数理モデルデータベースの構築、その成果を応用し新しい産業展開を可能にする体制の確立
が必須と考えられる。 
視覚系のニューロインフォマティクスプロジェクトで構築されたプロトタイプとしての基盤：Visiome 
(Visi+ome）プラットフォームは、実験系・数理科学系研究者の共同研究推進基盤として、また、他の分野
のプラットフォームの雛形とも考えられることから、現在、その試行的公開運用と Japan-Node を中心とする
我が国の戦略的展開を構想すべく、国内の関連有識者からなる「ニューロインフォマティクス推進委員会
（仮称）」の設置が検討されているところである。21 世紀における科学技術の夢として、アトムのような脳の
実現を目標に世界の研究者が協力し、仮想脳(Virtual Brain)構築のための情報基盤としてニューロインフ
ォマティクスの展開が期待される。 
 これまで我が国の脳科学研究は、「知る」、「守る」、「創る」の３領域および最近、「育む」領域が発足し連
携を持って展開されてきた。しかし残念なことに「創る」領域は 2004 年度をもって終了した。上に述べたよ
うに、最近の海外の動向は「知る」と「創る」分野にまたがる計算論的神経科学および、それを支えるニュ
ーロインフォマティクスの隆盛期を迎えようとしている。すなわち、脳科学研究においては、「知る」と「創
る」は車の両輪であり、「知るために創る」、「創るために知る」という潮流になってきている。ロボット超先進
国と言われ、産業界を中心にユニークな展開が見られる我が国は、こうした先駆的研究をスタートする上
で絶好な環境をつくりだしてきていたが、領域縮小という科学技術政策が今後どのような影響を与えるか
不安が残る。その対策の一つとして本発展シナリオの具体化が期待される所である。 
 
１）ニューロインフォマティクス日本ノードの立ち上げ 
 今後の戦略的展開を考慮し、2005 年度中に我が国の NI ノードを立ち上げる。そこでは、2004 年度に試
行公開を開始した Visiome Platform（図１）を先導研究の例として、それをベースに発展させ、我が国とし
て、戦略的、研究レベル的、人材的観点から、可能な分野から順次プラットフォームを立ち上げていく。以
下、その基本となる Visiome Platform の機能の概略を示す。 
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＜Visiome Platform＞ 
 ニューロインフォマティクスの先駆的研究として、視覚系を中心とした研究情報を研究者が相互に共有
できる Web サイト：Visiome Platform を開発し、2004 年５月より試公開運用を開始した。 その機能の概要
は以下のようになっている。 
 
・ 視覚系に関する階層型インデックス(Visiome Index)によるコンテンツ分類、検索、閲覧機能視覚
研究領域全体を俯瞰し、キーワードに対応した重要な論文情報とその PDF ファイル管理及び関連
する実験データ、数理モデルスクリプトなどの登録、検索が可能である。Visiome プラットホーム
(http://platform.visiome.org/)には視覚研究に関する実験データ、モデルプログラム、文献情報な
どが集約されており、インターネットを通じてこれらにアクセスできる。 
 
図１：Visiome Platform 
         
・ 視覚研究を開始する人にとって役立つ基本的な文献、リンク情報、バインダー文献情報については資
産的価値の高いもの(Historic)、レビュー(Review)、一般(Regular)に分類・登録することで、この分野にお
ける重要な論文、書籍を探しやすくした。また、テーマ毎にコンテンツをまとめたバインダー機能を備えて
おり、特定のテーマについて集約されたコンテンツをすばやく参照できる。 
 
・ バイナリデータ、画像、プログラムなど様々なコンテンツの登録、ダウンロード機能実験データファイル、
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プログラムなど様々なリソースを論文情報に関連付けて登録、公開きる。利用者はこれらを登録者の設定
した利用規定に従ってダウンロードし利用できる。 
 
・ 登録されたコンテンツのWebブラウザからの試用、閲覧機能登録コンテンツのデータ形式、プログラム
の種類に制限をかけていないため、ダウンロードしたデータやプログラムはユーザ側の環境によっては使
用できない可能性がある。そこで、登録されたリソースの一部をサーバ側で閲覧、試用できる機能を専用
シミュレーションサーバとして提供しているこうした基本的な機能は分野によらず共通していると考えられ
る事から、他の分野のプラットフォームの構築は、その分野のコンテンツに入れ換えていく作業だけで比
較的簡単に進むものと思われる。 
 
２）2005-2010 年：Japan-Node 構想案 
文科省の意向を受けて、2005 年度から理研・脳センターにＮＩ日本ノード事務局を設置し、INCF への
窓口を開設し、以下の構想案（図２）に基づきＮＩ日本ノードの立ち上げを進める。なお、INCF の全体計
画が当面の５年を第１期としていることから、本計画も第１期を５年とし、2010 年に見直し検討するものとし
て、とりあえず 2015 年までの 10 年を短期目標として進めるものとする。 
最近の国内の動向調査研究により、我が国として当面、以下の分野が適当と考えられる事から、まず
2010 年を目処に、公開体制が整った分野からプラットフォームの公開を始める。なお、各プラットフォーム
はそれぞれの領域委員会の下に開発・運用されるものとする。ＮＩ日本ノード委員会はそれぞれの領域委
員長によって構成されるものとする。 
 
 ＜立ち上げ可能なプラットフォーム＞ 
・CDT-DB（小脳遺伝子発現ＤＢ）  
  理研・脳センター・分子神経形成研究チームで開発中のプラットフォームであり、2005 年度中に公開
を予定している。 
・細胞・局所神経回路 
文科省特定領域研究「神経グリア回路網」の研究成果をコンテンツとして公開して 
いく。   
・無脊椎動物脳  
  東大・兵庫県立大などが中心となって学会レベルで立ち上げる。               
・Visiome   
  現在、試公開中であり、2005 年度から正式公開・運用を開始する。   
・視覚心理物理   
  視覚科学のための刺激と反応のデータベースを集積する。                             
・統合脳 
  文科省特定領域研究「統合脳」の研究成果をコンテンツとして公開していく。                   
・ニューロイメージング   
  情報通信研究機構関西先端研究センター、産総研、東北大、生理研などが中心となって我が国の脳
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イメージングに関する総合的研究データベースを立ち上げる。                     
・BMI・ロボット・運動系 
  最先端脳活動計測技術の研究成果を集積し Brain Machine Interface 技術の開発基盤を構築する。 
・臨床治療 
  治療試験データベースの構築と臨床治療への具体的応用。 
・NI 基盤技術  
  ベースプラットフォームの開発・提供、Web 技術・データベース可視化技術・セキュリティー技術などニ
ューロインフォマティクス共通基盤技術の開発と支援。 
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図２：ＮＩ日本ノード構想案 
 
３） 2010-2015 年まで 
2010 年以降は、聴覚系、音声発声系、マルチモーダル処理系、体性感覚系など立ち上げ可能な分
野・領域の状況に応じて検討し、我が国が国際的リーダーシップをとれる脳・神経系の主要な分野を順次
カバーしていく。とくに、特定領域研究など関連する大型研究プロジェクト及び科研費などの成果に対し
ては、単に論文を発表し成果報告書を提出するだけでなく、研究で得られた実験データや開発したプロ
グラムなども登録・公開していく仕組みを検討し、プラットフォームを立ち上げる。  
一方、従来から研究の成果は、通常、学会誌などに投稿され、しかるべき査読審査を得て論文として印
刷出版されているが、査読者が実験データのファイルや開発されたプログラムの動作などまで確認してい
るわけではない。結果として、研究における最も貴重な研究成果の資産が研究者の下に保管され不出と
なる。また、退職される研究者の貴重な成果の継承・管理もなされていない。こうしたことから、関係学会と
協力し、査読システムの高信頼化とともに、そうした研究成果の電子情報資産を一体化した E-Journal の
可能性を検討する。さらに、こうした成果物の中から、我が国にとって重要と思われる情報資産を可能な
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限り引き受け、保存・管理・公開していく仕組みを併せて検討する。 
このように、ＮＩ日本ノードは、各省官庁、大学、研究機関・機構、学会、産業界など、全日本として展開
すべきであり、ＮＩ日本ノード発足後、そうした観点から随時、検討をすすめる。 
 
（２）長期シナリオ(2015-2035) 
こうした構想の下にＮＩ日本ノードが成功裏に構築・運営されていくとすれば、以下のような我が国のニ
ューロインフォマティクスメタデータ流通基盤に関する戦略的展開が可能になるものと思われる。 
ニューロインフォマティクスは脳の機能を解明するだけでなく、それをコンピュータシミュレーションによ
って再現すること、それらの成果を生かして人工知能を構成する情報工学的に応用可能な幅広い科学
技術・工学技術領域を包含している。2025 年頃には「アトムの脳」実現へむけてある程度の見通し・可能
性が得られるものと思われる。このような研究はわが国の情報産業へのインパクトも大きいと考えられること
から、産業界の期待も大きい。 
現在、ニューロインフォマティクスネットワークはEU、米国、アジアの3極構造モデルが考えられており、
各地域の国はそれぞれの極の傘下にノードを設置することになる。アジアでは日本を極として、各国のノ
ードを収容するネットワーク構成が考えられるが、2015 年あたりで中国、インドがどこまで切迫してくるかが、
大きな鍵であろう。このような３極構造のネットワーク構成を積極的に推進し、ネットワーク構築のリーダー
シップを取るためには、わが国のノード設置計画を具体的に策定し、それを世界に提案していくことが肝
要である。将来、NI 研究の舞台作りでわが国がリーダーシップを取ることは、つぎのような多くの副産物を
もたらすことが期待できる。 
 
１）NI 研究を軸にした次世代の科学研究の振興 
・研究成果をいち早く公開することにより、研究のプライオリティを確保できる 
・EU や米国の公開情報にいち早くアクセスできる 
・EU や米国との国際共同研究環境が整備されるので国際共同研究が促進され、将来ノーベル賞な
ど有力な国際的賞への距離が短縮される 
２）NI 関連産業の振興 
・NI 関連産業が速やかに最新の NI 研究の成果にアクセスできる 
・わが国の NI 関連産業の存在感を世界に示すことが期待できる 
・日本ノードはわが国における産官学連携の基盤を提供することから、その強化が 
 期待できる 
３）既存の情報産業の振興 
・NI 研究を通じて新しいデバイスの開発が期待できる  
・NI 研究で得られる新しい知見やアルゴリズムを利用することにより、情報処理の高性能化が期待で
きるなど、デファクト標準化と高度知的情報処理エンジン研究の世界における優位性を確保できる 
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３．日本のとるべきアクション 
（１）国際協力機構(INCF)の設立に伴ってニューロインフォマティクスは、今後、国際的な展開が見込まれ
ている。我が国においても脳・神経科学分野の Platform 立ち上げを戦略的に検討すべきであり、関連す
る研究者の積極的な参加、協力が必要である。我が国の得意とする分野を活かした戦略的なシステムを
構築し、先駆的な成果をあげていくことが急務である。 
 
（２）そのためには、欧米の動向に見られるように、理論神経科学、計算論的神経科学、ニューロインフォ
マティクスなどの分野の若手研究者育成の仕組みを早急に検討すべきである。また、そうした分野の研究
を推進するための施策と政策的な支援が必須である。現状では、こうした分野をサポートする環境が整備
されていないため、ごく一部の先進的研究者の活動に限られており、学生や若手研究者を総合的に育成
する場や仕組みがない。 
 
（３）本テーマに関する今後の具体的な検討課題 
１）インターネットにおいては、利用者の匿名性が高いために、研究成果が不当に利用されることが
懸念されることから、将来的には電子透かしなどの著作権保護技術の導入を検討する必要があ
る。 
２）米国の Publication Model と呼ばれるガイドラインに見られるように、学術論文が引用され評価さ
れ る に は 、 デ ー タ を 保 管 ・ 共 有 で き る 仕 組 み と 、 提 供 者 に 対 す る citation/ 
reward/credit/acknowledgment などの権利保護が必要である。論文、データ、ツール、数理モ
デルなどを公開する研究者のインセンティブを保障するには、それらの使用条件や利用条件の
許諾条件を自ら宣言する必要がある。科学技術、学術情報流通とその研究者コミュニティにお
いては、こうした利用条件を標準化する必要があろう。一方、産学連携のコンテクストから考えれ
ば、新しい知見や知識を創出するには、膨大なエネルギーと労力が必要になる。したがって、研
究者、科学者自らが、これらコンテンツに対する価格付けを行うようにする必要がある。また、産
業界は、知見やノウハウや技術に対して、独占的排他の使用権利を得ることを必要とするため、
共同研究や特許の共同出願、ライセンスの利用契約などＩＴを活用して締結できるような電子契
約が必要になる。ＮＩ日本ノードには、こうした研究者、発明者の権利を保護する仕組みが必要
である。 
３）欧米諸国の新しい戦略計画に遅れをとらないよう、我が国に於いても新しい競争的研究補助金
としてニューロインフォマティクスに関する実験と数理の共同研究公募グラントの仕組みを発足さ
せる。 
４）我が国の主要な大学・研究機関に期限付きのニューロインフォマティクスとシステム神経科学の
講座を設置する。 
５）プラットフォームを研究成果の発表及び保存の場とする E-Journal およびその Editorial Board を
設立する。 
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 脳・神経科学の総合データベースを核とするニューロインフォマティクスは、来るべきユビキタス社会に
向けての Brain Machine Interface 研究や、創薬の計算機シミュレーション、モデルベースの個人適合型
医療診断・治療・投薬計画など新しい臨床医学への貢献も期待されるように、21 世紀の生命科学におけ
る重要な分野であり、また、技術立国、ロボット超先進国としての我が国の今後の産業界を考える上でも、
避けて通れない極めて重要な分野であり、今後の発展が期待される(図３)。 
 
 
＜短 期シナ リオ ＞
2005 IN CFの発 足・参加、Japan -Nod eの 立ち上げ・運用 開始
・Vis iom e, C DT-D Bの公開・運用
・細 胞・局所神経 回路、無脊椎動物脳 プラ ットフォー ムの公開・運 用
以下、準備で きた 分野から公開 ・運用してい く。
2010 Japan -No deの 評価・拡 張・再編
・聴覚 系、音声発声系、マルチ モーダ ル処理系 、体性 感覚系な ど、我が 国が
国際的リー ダー シップを とれる脳・神経系 の主要な分野 を順次 カバー していく。
・大 型研究プロジェク トや科研 費などの研究で 得られた 実験デ ータや開発 した
プログ ラムを 登録・公開 するプラッ トフォ ームを 立ち上げる。
・研究遂 行時に得 られた実験 デー タや開発された プログ ラムなど電 子情報を
一体化した E-Journa lの可能 性を検 討す る。
・定 年退官される研究者の成果 の保存・管理 ・継承・公開 の仕組み検討す る。
＜長期シナ リオ＞
2015 Japan -No deの 評価・拡張 ・再編
・ 研究成果を 生かした脳 型人工知能シス テムが実現される。
・ 2015年あ たりで中国 、イ ンドが 隆盛を 迎える。
・ 2025年頃 には「アトムの脳」実 現へむけ ての見通し、可能性が得ら れる。
・ ニュー ロインフォマティクスに 期待でき る効果
１）NI研究を 軸に した次世代の 科学研究の振 興
２）NI関連産 業の振興
2035 ３）既存 の情報産業の 振興
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図３：生命科学の学際的発展シナリオ 
－ニューロインフォマティクス発展シナリオ概略 
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五感を活用するコミュニケーション 
 
日本電信電話（株）コミュニケーション科学基礎研究所 柏野牧夫 
 
１．はじめに 
  情報通信技術は、モバイルとブロードバンドを両輪として急速に発展しつつある。たしかに、コミュニケ
ーションの時間的・空間的自由度は十年前と比べて飛躍的に高まった。しかし現状では、情報通信技術
を用いたコミュニケーションは、生（face to face）のものとは本質的に異なる点も多い。豊かで安全なコミュ
ニケーションを実現するには、まず両者の差異を分析し、問題点を洗い出すことが必要である。以下、五
感に関わるいくつかの観点から情報通信技術の問題点を指摘する。 
 
（１）感覚モダリティの数と種類 
  生のコミュニケーションでは五感が総動員される。一方現在のインターネットや携帯電話などの情報通
信技術においては、事実上視覚と聴覚のみが用いられる。たしかに意味内容の伝達という観点では視聴
覚に負う部分が大であるが、その他の感覚モダリティも固有の特性をもち、それぞれが相補的に働きなが
ら円滑なコミュニケーションに貢献している。例えば、よくできたコンピュータ・グラフィックス映像と迫力ある
音で格闘の仮想体験のできるゲームがあるとしよう。しかし、そのようなゲームの中で人を殴っても、自分
の手が痛いわけでも、自分の血が流れるわけでもない。こうした痛みの感覚は、出来事のリアリティを格段
に高めるのみならず、スキンシップの心地よさなどと同様、他人の気持ちを思いやる想像力とも密接に関
係している。視聴覚に偏った情報通信技術ではコミュニケーションの重要な側面が欠落する恐れがある。 
 
（２）感覚モダリティ間、感覚－運動間の協応関係 
  生のコミュニケーションでは、単に複数の感覚モダリティが用いられるだけでなく、それらに与えられる
情報には一貫性がある（例：相手の口の動きと声）。また、自分の行為（運動）と、それに伴う感覚情報との
間にも一貫性がある（例：首を右に振れば網膜像は左に流れる）。このような感覚モダリティ間あるいは感
覚.運動間の協応関係が知覚世界のリアリティを成立させる要件である。逆転眼鏡への適応過程はこの好
例で、視覚情報自体の上下左右が重要なのではなく、視覚と体性感覚や運動との一貫性が重要であるこ
とを如実に示している。しかし現在の情報通信技術では、個々の感覚モダリティや運動に閉じた検討が主
で、それらの協応関係にはあまり注意が払われていない。そもそも前項で述べた通り視聴覚以外の感覚
モダリティが通信に用いられることは少ないが、視聴覚に限っても、映像と音声の時間的な非同期など、
感覚モダリティ間の自然な情報統合を妨げる要因が放置されている例が多い。 
 
（３）記号的情報と非記号的情報 
  生のコミュニケーションにおいては、声の調子や表情、さらにはいわゆる場の空気や間といった、五感
に与えられてはいるが明示的な記号では表現できない情報が、相手の気持ちを想像したり共感したりす
る上で重要な役割を果たしている。しかし、現在の情報通信技術は記号情報を偏重し、非記号的な情報
を軽視している。例えば、電子メールやインターネットの掲示板では、情報の媒体は基本的に文字という
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記号である。同じ「ありがとう」でも、心から感謝しているのか皮肉なのか、文字だけではニュアンスが伝わ
りにくい。こうした明示的な記号情報に偏った情報通信技術の弊害は、インターネット上でのトラブルなど
の形で既に顕在化している。世間に衝撃を与えた佐世保の小学校 6 年生女子児童による同級生殺害事
件はその極端な例と言えよう。 
 
（４）情報の量と質 
  通信のブロードバンド化、表示装置の高品質化などの技術革新により、大量のデータを用いて高精度
で映像や音声を再現することが可能になってきた。とはいえ、生の感覚情報に比べると依然として限局さ
れたものに過ぎない。現実問題として、情報通信技術では必然的にデータの取捨選択が行われることに
なる。ここで注意しなければならないのは、人間にとっての感覚情報の質は物理的なデータ量（精度）と単
純に対応しないということである。  第一に、人間の知覚系にとって重要な特徴がわずかでも欠けていれ
ば、データ量は多くても知覚的な質は大きく損なわれることがある。高精細映像やハイファイ・オーディオ
がいまひとつ自然性に欠けるなどという例はしばしば経験する。逆に、物理的には精度が低いはずなの
にごく自然に感じられる場合もある。したがって、人間の知覚特性を抜きにして、感覚情報の質は論じら
れない。  もう一点、非明示的、非記号的情報の重要性ということとも関連するが、自覚的には知覚でき
ない感覚情報も無視することはできない。例えば、可聴帯域外の音が脳や身体に影響する可能性は既
に指摘されている。この点から考えると、感覚情報の質を論じるには、自覚的な知覚特性だけでは不十分
で、脳や身体の生理的な反応特性を分析する必要がある。   
しかし現時点では、携帯電話の音声符号化に代表されるように、知覚的な質を大なり小なり犠牲にして
圧縮効率を高めた符号化方式は各種開発されているが、無自覚的な部分も含めた人間の知覚的・生理
的特性の詳細な分析に基づく符号化方式の開発はほとんど行われていない。 
 
（５）人工的感覚情報の安全性 
  情報通信技術においては、生ではあり得ないような人工的な感覚情報が用いられることがある。そのよ
うな場合、受け手の脳や身体に思わぬ危害を及ぼす危険性がある。数年前、テレビアニメで特定パター
ンの映像を見た児童らがてんかん状の発作を起こした、いわゆるポケモン事件はその典型である。このよ
うな事件を未然に防ぐためのガイドラインが必要であるが、未整備である。 
 
（６）情報通信技術の常態化とコミュニケーションの病理 
  ここまで述べてきた情報通信技術の問題点も、利用が短時間であったり状況や用途が限られていたり
するのであればさほど深刻ではないかもしれない。しかし今日では、全コミュニケーション、あるいは全感
覚情報に占める情報通信技術由来のものの割合が急速に高まっており、この傾向は今後ますます拍車
がかかると予測される。さらに、生まれたときから情報通信技術に囲まれて育ち、自然や人に対して五感
全体で触れ合う機会が乏しく、遊びといえばコンピュータゲーム、コミュニケーションといえばメールやチャ
ット、見聞きするのはもっぱら圧縮された映像や音声というような人も今や珍しくない。つまり、非明示的感
覚情報が非常に乏しい環境で成長し、生活する層が増加の一途をたどっているわけである。 
  このような情報通信技術の常態化は、コミュニケーションのあり方や、ひいては人間性までも大きく変え
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てしまう可能性がある。佐世保の事件のような極端な短絡性、生命に対するリアリティの欠如の背景に情
報通信技術の影響があるか否かは今後慎重な科学的検討が必要であるが、発達期に、視聴覚の明示的、
記号的情報に偏った感覚情報にさらされ続けたことが非明示的な情報に対する感受性を低下させたとい
うことは十分に考えられることである。脳は環境に適合すべく並外れた可塑性をもっているが、適合すべき
環境の情報を与えるのは五感に他ならない。したがって、五感情報の与え方次第で、脳はいかようにも変
化する。しかも、上記で指摘した問題点のほとんどは、その非明示性のゆえに、情報通信技術の提供者
のみならず利用者本人にも自覚できない。このあたりでしかるべき手を打たないと、気づかれぬうちに社
会に深刻な影響を及ぼす恐れがある。 
 
（７）伝統文化の衰退と五感情報 
  世界各地の多くの伝統文化がそうであるように、日本でも古来、五感情報が心身を整え能力を高める
上で重要な役割を果たすことがよく認識されていたと思われる。祭礼、宗教、芸能、武道などは、いずれも
きわめて豊かで総合的な感覚体験であり、それらを通して心身を高める術は「道」として体系化されていた。
職人芸のような知は大部分非明示的であり、五感を通してしか伝えられないものであった。子どもの遊び
も自然の中で五感を総動員するものが多かった。しかし社会が変わり、村落共同体も崩壊し、伝統文化
は衰退の一途をたどっている。その過程で言語化可能な明示的情報の偏重、効率の重視などの価値観
の変化が進み、今日の社会状況に至ったと考えられる。犯罪にこそ至らなくても、引きこもり、モチベーシ
ョン低下、うつ病など、心の健康の問題は深刻さを増しているが、五感情報の扱われ方の変化がその一
因になっている可能性は十分にある。 
 
２．発展シナリオ 
  上述のように、五感の問題の射程は一般に想定されている以上に広く深い。しかし現時点で、かつて
の伝統的社会に回帰しようというのは非現実的である。情報通信技術は生活の隅々にまで浸透し、もは
や第二の自然と呼べるまでになっている。言うまでもなく、その恩恵も多大である。そうだとすれば、伝統
文化の長所をも効果的に取り入れつつ情報通信技術を適切な方向に発展させ、それを用いて心身を整
え能力を高め、豊かなコミュニケーションを実現するのが最善の策であろう。それが伝統文化の本質を継
承した新たな文化の創造にもつながってゆく。今後 10 年間を中心に展望を述べる。 
 
（１）マルチモダリティ研究の発展 
  感覚・知覚研究はここ数年で劇的な変貌を遂げつつある。認知神経科学あるいは認知脳科学の名の
下に、感覚・知覚の現象的特性の記述にとどまらず、その背後にある脳のメカニズムの解明が急速に進
められている。背景には、機能的核磁気共鳴画像（fMRI）や脳磁界（MEG）などによる脳活動の非侵襲計
測が広く行われるようになったこと、霊長類などの実験動物を用いた脳の高次機能に関係する神経活動
の解明が進んだことなどの要因が挙げられる。伝統的な心理物理学とこれらの神経科学的手法、さらに
数理モデルなど、さまざまな手法を組み合わせることによって脳の情報処理メカニズムを総合的に理解し
ようという動きが世界的に主流となっている。 
  そのような流れの中で、視覚や聴覚など各感覚モダリティ、あるいは運動制御系の各々についても
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次々と新知見が得られているが、近年の傾向として特筆すべきは、複数の感覚モダリティ間あるいは感覚.
運動間の相互作用に関する研究が質量ともに増大したことである。例えば視聴覚の相互作用について、
視覚の方が優位であるというのが長年の定説であったが、ここ数年、条件によっては聴覚の方が優位に
なることを示す新現象の発見が相次ぎ、定説は見直しを迫られることとなった。また、触覚と視覚、触覚と
聴覚など、視聴覚間以外の相互作用に関する研究も増加している。こすった音の音色を操作すると触覚
の質感が変化するという錯覚などがその例である。第 1 章の（１）および（２） 節で、情報通信技術は今後
対象とする感覚モダリティの種類を視聴覚以外にも増やし、それらの間の協応関係を重視すべきであるこ
とを指摘したが、これはまさに基礎研究の世界的な動向と合致している。 
  筆者らの研究グループでも、視聴覚の知覚的な同時性は、光と音の物理的なタイミングや神経活動の
タイミングで決まるのではなく、直前に経験した視聴覚情報の対応関係から常時学習していることを明ら
かにした（Fujisaki et al.,Nature Neuroscience, 2004）。これは、空間における逆転眼鏡のように、時間につ
いても脳が可塑性を持つことを示す発見であると同時に、テレビ会議システムなどの情報通信技術にお
いても、視聴覚間の時間ずれの絶対値よりも、むしろ時間ずれの一貫性の方が利用者にとっては重要で
あるという設計指針を与えるものでもある。 
  ここ 1、2 年は、このような新しい知覚現象の発見が続き、視聴覚だけでなく触覚や運動制御も含めた
相互作用の特性が詳細に解明されていくであろう。次の段階は、脳のどこでそのような相互作用が生じる
か、あるいはどのような情報がどのようなアルゴリズムで統合されるか、等のメカニズムの解明である。これ
には、既に単一モダリティの情報処理メカニズムの解明で実績のある脳活動の非侵襲計測や動物の神経
活動記録等の手法が効果的に用いられるはずである。こうして、2015 年頃までには、マルチモーダルの
知覚の成立を支える条件と脳内メカニズムの概略が解明されると予想される。 
  一方、技術側に目を向ければ、現在も触覚や力覚のインタフェースの研究開発が行われているが、今
後それらの感覚についても単に物理的にシミュレートするだけでなく、人間の感覚・知覚特性を踏まえ、
それを利用したインタフェースが数々提案されるであろう。さらに、上記のマルチモーダル知覚の知見を
踏まえ、複数の感覚モダリティや運動系をシステマティックに制御するインタフェースも登場する。力覚や
触覚といってもバリエーションが多いが、当面は個別の用途に限ったものが主流となり、ある程度汎用性
のあるものは 2010 年以降を待たなければならないだろう。 
  2015 年には、視聴覚以外の感覚モダリティを総動員した汎用の情報通信技術はまだ完成しないが、
触覚や力覚を中心に、現在よりも多くのモダリティを効果的に利用したインタフェースはいくつかの用途を
対象に実現されていると予測される。 
 
（２）非明示的情報処理の解明 
  第 1 章の（３）節で述べた通り、明示的に記号化できない情報がコミュニケーションやリアリティを支える
重要な要因となっている。例えば会議の場面であれば、話し手の声質やイントネーションをはじめ、黙っ
ている傍聴者の貧乏揺すりの音に至るまでが、場の雰囲気をつくり出し、意思決定に影響する（時には洗
脳や扇動などの重大な帰結をもたらす場合すらある）。しかし今日に至るまで、感覚・知覚研究において
も、あるいは情報通信技術においても、このような情報はほとんど無視されてきた。発言の言語的意味内
容が主たる情報であるとすれば、貧乏揺すりの音などは切り捨てるべきノイズでしかないと考えられたので
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 344
ある。また、これらの情報は記号化が困難であり、それらを特徴づける信号の物理的性質も捉えにくい。
最大の困難は、当事者本人も、ある感情や意思に至ったときになぜそうなったのかを自覚できないことで
ある。従来、このような問題を研究する場合の主な手法は被験者の内観に基づく評定の類であったが、こ
れはあくまでも被験者の自覚に基づいており、非明示的、無自覚的過程を探索するにはほとんど無力で
ある。 
  しかし、今後は、感覚と情動あるいは意思決定などとの関係について、認知神経科学的な方法論に基
づく研究が盛んになると予測される。例えば、2010 年頃までには、ある感情を抱くに至るまでの脳活動や、
身体各部の生理学的活動などをリアルタイムで計測し、関係する脳活動を特定したり、感情を被験者本
人に先立って予測したりすることができるようになる可能性がある。このような手法によって、従来主観評
定以外でアプローチできなかった、気持ち良さ、好き嫌いなどについても、定量的な科学的研究の俎上
へと乗せることができるようになる。さらに、最近アメリカを中心に盛んになりつつあるブレイン・マシーン・イ
ンタフェース（BMI）の研究が進展すれば、ある感情に関係する脳活動を捉え、それをリアルタイムで変形
して被験者の脳にフィードバックすることにより、被験者の感情を操作することも可能になるかも知れない。
ただ、これには脳活動の信号強度や精度、感情予測のための信号処理手法、フィードバックの仕方など
の難問が山積している。また倫理上の問題もあり、BMI は日本においてはあまり追求すべき方向性では
ないかもしれない。 
  いずれにしても、2015 年までには、本人も自覚できない感情や意思決定の過程について、関係する
脳活動や重要な感覚情報の特定が進んでいるであろう。この知見を利用すれば、情報通信技術におい
て言外の気持ちをうまく伝え、円滑な意思決定を導くにはどのような情報を用いるべきか、あるいは、消費
者の購買意欲をそそるにはどのような情報提供手段が望ましいか、等の問題にある程度具体的な解答が
与えられると期待される。もちろん、負の側面、すなわち洗脳などの防止策も講じなければならない。 
 
（３）ブロードバンド時代の知覚工学の確立 
  第 1 章の（４）節で述べた通り、物理的な情報量と人間にとっての情報の質とは必ずしも単純に対応し
ていない。無論このこと自体は古くから認識されており、映像や音声の情報圧縮においては人間の感覚・
知覚の特性もある程度考慮されている。しかしそれはマスキング等のごく基本的特性に限られている。ま
た既存の手法の多くはいわばナローバンド化のためのものであって、ブロードバンド時代ならではの高品
質な符号化を念頭に置いたものではない。今後は、高品質なコンテンツや通信システムをいかに効率よく
設計するかという知覚工学の確立が望まれる。   
ここでは三つの方向性を取り上げる。一つ目は、ある程度データを圧縮しつつ、知覚的に重要な特徴
だけを残して、効率よく「らしさ」を作りだす方向である。例えば、人間は音から、金属らしさ、吹雪らしさ、
がらんどうの筒らしさ、といった音源の質感を感じ取ることができる。しかしおそらく発音機構の精密な物理
的モデル化などによらずとも、ある種の特徴が備わっていれば、それらしい質感を出すことが可能なはず
である。これができれば、映画の効果音なども、職人芸に頼らず効率的に作ることができ、大幅なコストダ
ウン、省力化につながると期待される。計算機の能力が向上した今日、まず精密な物理モデルを作り、パ
ラメータを系統的に操作して知覚実験を行い、本質的な特徴量を探索するというアプローチが可能である。
2010 年位までには、代表的な音源の質感を規定する要因がある程度特定され、音色合成などに利用さ
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れるであろう。同様のことは他の感覚モダリティにも言える。 
  二つ目は、知覚の質を追求する方向である。その対極にあるのが、例えば携帯電話の符号化である。
ここでは、了解度、すなわち言語的内容の聞き取りをある程度以上保てるぎりぎりのところまで情報を圧縮
する。これに対し、知覚の質を追求する場合には、人間の声としての自然性や音質が生と区別できない
かということで評価する。これは相当厳しい基準となる。同様に、声以外の音でも、映像でも、あるいは触
覚でも、生に近いと感じさせるためにはいかなる情報が必要かという検討を行うことができる。音でも映像
でも、空間情報の高品質再現を目指すと莫大な情報量になるが、知覚の特性を考慮することによってあ
る程度の効率化が図れるはずである。 
  三つ目は、明示的に知覚はできないが脳や身体に影響を与える感覚情報を含めて符号化するという
方向である。音の場合、約 20 kHz という可聴周波数範囲の上限を超える高周波数成分が、脳幹や視床
など脳の深部構造の活性化をもたらすという実験結果が報告されている。このような研究は宿命的に、被
験者の知覚を問う実験だけでは限界がある。脳活動や身体各部の生理的反応の計測など、多角的なデ
ータに基づく検討が不可欠である。現時点ではまだ実証的知見が限られており、むこう 5 年位の間に新
たな実験手法の開発と相まってより体系的な知見が得られると期待される。 
  以上三つの方向性は、どれをとっても今日の感覚情報符号化の枠組みを大きく変革する可能性を秘
めている。感覚・知覚の基礎研究と工学応用とが表裏一体となって発展していく好例である。2010 年頃
に基礎的特性の体系化、2015 年にはそれに基づく符号化方式の標準化が行われるというようなタイムス
ケジュールであろう。 
 
（４）情報通信技術の短期的・長期的安全性 
  第 1 章の（５）、（６）節で述べた通り、情報通信技術は脳、身体、人間性、社会に悪い影響を与える危
険性も孕んでいる。今後、技術が発展すればするほど、この問題の重要性は増大し、科学的な研究の必
要性も高まっていく。特に、以下の二種類の検討が必要である。 
  一つは短期的な効果、すなわち、ポケモン事件に代表されるような人工的感覚刺激の脳や身体への
影響の分析と、それに基づく防止策のガイドライン化である。これは人間を被験者として実験するのが倫
理上困難な場合が多いため、動物実験が主要な手段となる。しかしその結果が人間にも一般化できるか
どうかは疑問も残る。したがって、どうしても起きてしまった症例の分析に頼らざるを得ない。それ以外の方
法としては、人間を被験者として、激しい発作には至らないものの、心身に負担のかかる感覚刺激を提示
し、その負担度を定量化するという実験が考えられる。 
  もう一つはより長期的な効果、すなわち、特に発達過程において、限局された感覚情報に常態的にさ
らされた場合、感覚・知覚特性や知能、コミュニケーション能力等にいかなる影響が見られるかを分析す
る研究である。これも人間を被験者にするのは難しく、動物を統制されたバーチャル・リアリティ環境で成
育させて諸特性の発達をみる実験と、人間のケーススタディとが主要な方法論になるであろう。 
 これらの研究の遂行は楽ではなく、成果も急には得られないと予測されるが、社会的なインパクトが高い
問題であり、息の長い取り組みが要求される。2010 年頃までには、ある程度方法論を確立することができ
るであろう。得られた知見は、技術のガイドラインに役立つだけでなく、科学的にも、脳の可塑性や、感
覚・知覚と情動や高次機能との関連性などの観点から貴重である。 
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（５）心身の調整・向上 
  感覚情報は悪い影響をもたらすだけでなく、心身を整えたり能力を高めたりするよい影響をもたらす可
能性も秘めている。現在でも音楽療法や速聴による能力開発などは存在するが、科学的な裏付けのある
ものは残念ながら少ない。第２章（２）、（３）節で述べたように、今後は感覚情報と情動や身体反応の結び
つきに関する科学的な研究が本格化する。研究が進展するとともに、2015 年頃には、例えば感覚情報
によってモチベーションを高めたり、精神を安定させたりするための実践的な方法論が確立するであろう。
これは、BMI や薬物投与などによる方法に比べて効果がマイルドで、人間に本来備わったバランス調整
能力を引き出すものである。 
  また、第 1 章の（７）節で述べた通り、感覚情報による心身の調整や向上は、かつては宗教や芸能、武
道などが担っていた。このような伝統文化を科学の俎上に載せ、効果的な部分やその原理を解明するこ
とも進むと思われる。その過程で、伝統文化と情報通信技術の融合も行われるであろう。 
 
３．日本のとるべきアクション 
  2 章で述べたシナリオを実現するには、以下のようなアクションをとるべきである。 
 
（１）学際的研究の推進 
  日本の脳研究は、「脳を知る、創る、守る」という基本計画の下、精力的に進められている。しかし、この
中では五感はさほど重視されていない。本稿で論じたような問題はほとんど認識されていないと思われる。
また、脳研究においては医学系主導のマイクロスコピックなものが多く、人間というシステム、あるいは人間
と人間の社会的インタラクションなど、システムレベルの研究は不十分であると言わざるを得ない。言語研
究も高次機能研究の一環として行われているが、記号的な部分に主眼がある。 
  一方で、システムレベルの研究を担うべき心理学系の研究者の多くは自己充足的であまり新しいことに
挑戦しようとしないきらいがある。工学系の研究者も、明確に人間の特性やメカニズムを意識した技術開
発を行うべきである。 
  さらに、2 章で示したシナリオは、研究者だけではなく、伝統的な宗教や芸能、武道などの実践家の協
力が不可欠である。これは世界の中でも日本の独自性を発揮できる点のひとつであろう。また、新たな芸
術文化の創出にもつながる。  つまり、五感情報の研究には、これらの多岐にわたる分野の人々の協同
を促進するような体制づくりが必要である。 
 
（２）人材の育成 
  学際的な研究には、それに適した素養をもつ人材が必要である。すなわち、二つもしくはそれ以上の
方法論を確実に身につけた研究者である。このような研究者を育成するには、ポスドクレベルのポジショ
ンを増やし、異分野間での流動性を高める必要がある。 
 
（３）知見のデータベース化 
  学際的な研究には、日々爆発的に増大する細分化された多分野の知見を整理体系化し、誰でも最新
情報にアクセスできるようにすることが不可欠である。このようなデータベースの作成、ニューロインフォマ
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ティクスの進展を、国家レベルで主導すべきである。 
  何よりも、本稿で論じたようなテーマはすぐに成果が出にくいが、長期的な戦略の下に腰を据えて取り
組むことが大切である。 
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五感を活用するコミュニケーション 
 
東京大学大学院 情報理工学系研究科 教授 舘暲 
 
1．現状分析 
（１）五感とは 
五感とは、一般的な用法に従えば、視覚、聴覚、触覚、嗅覚、味覚の五つの感覚を意味する。ただし、
生理学的見地からすると、人間の感覚には、「特殊感覚」、｢皮膚感覚｣、｢深部感覚｣、｢内臓感覚｣があり、
「特殊感覚」は、特別な形体の感覚器を有する感覚であり、視覚、聴覚、嗅覚、味覚、前庭感覚がそれに
あたる。｢皮膚感覚｣は、触圧覚、温覚、冷覚、痛覚であり、｢深部感覚｣は、関節の位置覚と運動覚、筋の
伸張覚、筋の張力覚、深部痛覚を言う。皮膚感覚と深部感覚をあわせ体性感覚と呼びこれが広義の触覚
にあたる。また、｢内臓感覚｣は、血圧、細胞の膨満、脳脊髄液[H+]、血液酸素分圧、血液浸透圧、血糖
値、内臓痛である。なお、体性感覚と内蔵感覚をあわせて、一般感覚と呼ぶ。 
ここでは、｢五感｣を広くとらえ、我々が森羅万象を感じるための上記感覚のすべてを指すものとする。
従って、原理的には、特殊感覚、皮膚感覚、深部感覚、内臓感覚のすべてを含む。 
 
（２）五感を活用するコミュニケーション 
コミュニケーションとは、話しや、身振りや、絵や文字などの書き物や、行動などの方法で、考えや、メッ
セージあるいは情報を交換することをいう。直接あって、面談している場合には、相手の言葉、表情、ジェ
スチャー、匂いなど五感がすべて働いて、情報を交換しており五感が活用されたコミュニケーションが実
現されていると考えられる。その意味で、面談などの対面コミュニケーションの状態が、理想的な状況と考
えられている。 
人間にとって、遠く離れたところにいる相手とのコミュニケーションは大規模社会の成立に不可欠な要
素であり、しかもその重要性は近年ますます高まっている。手紙、電信、電報、ＦＡＸ、固定電話などのコミ
ュニケーション手段しか存在しなかった時代に比較して、メディアとインターネットにより世界中が相互接
続された現在、社会全体がテレコミュニケーションなしに成り立たなくなっていることは、電子メールや携
帯電話などの爆発的普及が物語っている。しかし一方で、インターネットに代表される現在の通信のあり
方はテキストベースのために極度に抽象化され、ネット社会は現実世界から乖離し、相手の顔が見えない
不自然なコミュニケーションの限界を如実にしたともいえる。そのような中で、コミュニケーションの本来の
姿である実際に会って面と向かって話をするという五感を活用したコミュニケーションの意義が再認識され
始めている。 
これは工学における人間中心主義の潮流の一部とも言え、通信に対する身体性の復権でもある。ワー
プロの普及により手書き文字の価値が高まったのと同じように、通信技術が発達すればするほど実際に
会って話すことが大きな意味を持ってくるのである。こうして、社会的に見ても現在のテレコミュニケーショ
ン技術はその本来の姿へと向かい始めている。事実、テレビ会議システムが一般化し始めてきていること
に加え、インターネットでも、マイクロソフトのメッセンジャーでは、互いの顔をライブの映像で見ながら音声
で会話したり、文字で通信したりできる。携帯電話も、第三世代が普及し、動画の画面を見ながら会話で
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きるに至っている。しかし、現在は、まだ画面も小さく、コマ数も少なく現実味が薄い。一言で言うならば、
参加する側にしてみれば、｢臨場感｣がなく、参加される側からしてみれば｢存在感｣に乏しい。例えば、
2009 年には、光ファイバー並みの 100Mbps のスーパー第三世代に移行するなど、通信の能力は大幅
な向上が見込まれる中、「臨場感」と「存在感」を実現する｢五感コミュニケーション技術｣の確立が急務で
ある。 
 
２．今後 10～30 年程度の発展シナリオ 
五感を活用するコミュニケーションとは、空間と時間の制約を越え、遠くにいる｢あの人に会いたい｣とい
う想い、すなわち、互いの「存在感」を感じつつ相手とコミュニケーションすることへの欲求を物理的な移
動をともなわずバーチャルに（等価的に）可能とすることといえる。「存在感」、あるいは共存感は、従来の
文字や音声ベースの通信（手紙、電話、電子メールなど）では得ることが難しかった高度な感覚情報であ
るが、テレイグジスタンスを用い遠隔地の相手と「存在感」の相互提示を確立することにより、従来の時空
の制約から解き放たれた真のコミュニケーションが可能となる。もちろん空間と時間の壁を乗り越えること
は物理的に不可能であるが、それと等価な体験を与えること、つまりバーチャルな意味での「存在感」の
相互提示がテレイグジスタンスにより可能となると考えられる。 
テレイグジスタンスの考え方に基づく次世代ロボット構想は、日本の通産省（当時）と東京大学などによ
る研究グループにより、1995 年、「アールキューブ」という名称の構想としてまとめられた。アールキュー
ブとは、「リアルタイム・リモート・ロボティックス（real-time remote robotics：実時間遠隔制御ロボット技術）」
という言葉の頭文字＝ＲＲＲを「Ｒの３乗」と表記し、それを「アールの立方体」という意味のアールキューブ
と読ませたものであり、これはネットワークを介して、誰でもリアルタイムに、ロボットをはじめいろいろな機
器を自在に動かすということを目指した考え方である。すなわち、実時間遠隔制御によって、今いろいろ
な情報を自由に世界中でやり取りしているように、人間の行動というものが自由に伝わっていく仕組みを
実現したい。それが、アールキューブ構想の目的なのである。 
「人間の行動が、ネットワークを介して自由に伝わっていく」ことを実現するシステムの例として次のよう
なシステムが挙げられる。インターネットのどこかのサイトに、ロボットと、そのロボットを動かす制御情報が
置いてある。そこには実際に機械としてのロボットが置かれていて、サイトを構成するサーバー内に、その
ロボットの形状モデルやダイナミクスなどのデータ、ロボットを動かすためのプログラムが貯蔵されている。
次世代インターネットでそのサイトにアクセスすると、そのロボットの持っている環境とロボット自身を記述し
ているファイルが、ユーザ側のコンピュータに送られ、そこにあるロボットの状況が伝えられる。そして、そ
のロボットとユーザとの双方向の通信が可能になるのである。つまり、ロボットの見ているものがこちらでも
臨場感を有して見える状態が実現できるのである。ロボットが見ている空間の中にある物をつかんで別の
場所に動かしたいと思ったら、同じように自分のコンピュータからロボットを操作する。動きまわりたいと思
ったら、ロボットに指示すれば、離れた環境の中を動きまわるのである。つまり、自分はコンピュータの前に
居ながらにして世界のどこかにあるロボットを操作し、そのロボットのいる空間を自分の意志通りに改変し、
そのロボットを通じて自在に行動できる。しかも、アールキューブで構想されているロボットは、現在メール
などでネットワークを使っているのと同じように、次世代ネットワークを介して、どこからでも自由に、どんな
場所でも使えるロボットとなる。勿論、次世代の携帯電話などからも利用可能となる。 
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2030 年ごろを想定したＳＦが『アールキューブストーリー』としてまとめられている。これは、まさに五感
を活用したコミュニケーションの 30 年後の姿を予想している（添付の資料参照）。例えば、エベレストにア
ールキューブ・タイプのロボットがあるとする。そのロボットにネットワークを介してアクセスし、空いていたら
そのロボットに「入り込んで」、山を登らせる。すると、居ながらにしてエベレスト登山という体験ができるの
である。体の不自由な人とか長く入院している人が、ときに外へ出たいけれどもなかなか出られない、出ら
れても登山のような肉体的に厳しいことまではできないという場合がある。今は映像とかコンピュータでつ
くった環境の中で疑似的な体験をすることもできるが、これでは実体験とはかけ離れている。実際に体験
したいし、しかも自分のよく知った仲間と一緒に体験できればなお良い。そういった場合、このアールキュ
ーブ・ロボットなら、そういう機会を提供できるのである。 
また「アールキューブ・ショッピング」というのも、可能性として面白いといえよう。お店にロボットを置き、
自分の代わりにロボットがお店の中を動き回って買い物をするというアイデアである。そうすると、実際にそ
の店に行かなくても、世界中の店で買い物ができる。パリのシャンゼリゼにある店で買い物をすることもで
きる。それが靴屋に置かれたロボットだったら、ユーザはネットワークを介して足のサイズなどのデータを入
れる。するとロボットの足がその大きさ、形などの特徴を持ったものに変化し、ロボットが靴を履くとその感
覚がユーザに送られてきて、実際に履いたときの感覚がわかる。そのようなことも可能になるであろう。 
アールキューブは、生活を延長させた場面だけでなく、災害救助や人間にとって危険な作業などにも
活用できる。こうした作業では、しばしば人間の判断力が必要になり、現時点での自動機械には任せられ
ない。しかし人間がその場所にいるような感覚で制御できるロボットであれば、臨機応変に人間の代わりを
させることが可能である。ネットワーク技術とロボット技術を結合することで、遠くにあるロボットを自由に、
自分の家からでもオフィスからでも使えるようにするというアールキューブ構想は、大きな社会的インパクト
を持っているといえよう。 
このように、五感を活用するコミュニケーションとは、空間と時間の制約を越え、遠くにいる｢あの人に会
いたい｣という想い、すなわち、互いの「存在感」を感じつつ相手とコミュニケーションすることへの欲求を
物理的な移動をともなわずバーチャルに（等価的に）可能とすることといえる。「存在感」、あるいは共存感
は、従来の文字や音声ベースの通信（手紙、電話、電子メールなど）では得ることが難しかった高度な感
覚情報であるが、テレイグジスタンスを用い遠隔地の相手と「存在感」の相互提示を確立することにより、
従来の時空の制約から解き放たれた真のコミュニケーションが可能となる。もちろん空間と時間の壁を乗り
越えることは物理的に不可能であるが、それと等価な体験を与えること、つまりバーチャルな意味での「存
在感」の相互提示がテレイグジスタンスにより可能となる。 
面談を実現するテレイグジスタンスの応用範囲はテレビ会議や在宅勤務、ネットワークを介したコラボレ
ーション、また僻地での医療活動や教育活動、在宅介護・診療サービス、災害救助、宇宙開発などの分
野へ広がりつつある。 
将来展望として、テレイグジスタンスの活用はコミュニケーションに留まらず、人間をユビキタスにする技
術として発展させることが考えられる。すなわち、世界中に配置されたロボットや視聴覚機器などにテレイ
グジスタンス機能を付加し、ネットワークに配することにより誰でもが何処にでも何時でも存在し行動できる
ようになろう。 
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３．日本のとるべきアクション 
（１）国が主体性をもって未来を開拓する 
１９６０年代に国の政策として、「機電一体」と言う言葉が生まれた。日本が独自の特徴のある産業力を
つけて世界に伍して行くために行くには、従来の機械装置に電気の力を加え、機電一体として行かねば
ならぬというのが当時の通商産業省（現在の経済産業省）の考えであった。この流れの中、人力機械が
次々と動力化されていったのである。１９７０年代には、単に動力化するだけでなく、センサーなどにより状
況を検出しその状況をかえる情報処理との融合が図られた。このコンピュータと動力化された機械の融合
を「機情一体」と称した。通産省の部局に機械情報産業局が組織され当時は機情局と呼ばれていたこと
からも、当時の機情一体にかける国の意気込みが伝わってくる。事実、これらが功を奏して、「ものづくり」
を中心とした７０年代の驚異的な日本の経済発展がとげられるのである。 
１９８０年代に、この流れが「メカトロニクス」となった。この当時、産業用ロボットも最盛期を迎え、日本は
ロボット王国とも言われた。機械とコンピュータや電子機器が渾然一体となり、機械と電子機器、情報機器
の境が曖昧になった。またそのようないわゆる、軽薄短小のものこそが、それまでの重厚長大なものに代
わって日本の産業力を牽引するまでに成長したのである。 
そして１９９０年代は、「ネットワーク」の時代であった。FAX の普及から始まり、１９９５年の WINDOWS 
95 の隆盛以降、爆発的にインターネットが普及した。また、携帯電話が驚異的な進展を示した。携帯電
話からネットワークにアクセスができるようになり、インターネット電話も普及し始め、電話とコンピュータとの
境目までもが曖昧になりつつある。勿論、携帯の進展は、メカトロニクス技術の上に成り立つものであるこ
とは言うまでも無い。なお、メカトロニクス機器やロボットがネットワークにつながれることにより新しい価値を
生み出す枠組みは、「アールキューブ」の概念として、１９９６年に提唱されている。 
因みに、１９９０年代に特徴的なことは、それまでの、機電一体、機情一体、メカトロニクスなどに見られ
た官による掛け声が、１９９０年代には、さほど顕著ではなかったことである。科学技術の重要性はむしろ
強く叫ばれはしたが、多くの分野への薄く広い投資となり、国としての方向性が打ち出されていなかった。
競争的資金が導入され、一方で科学技術においても民活が強く叫ばれ、民間からも多く採択された。とこ
ろが、それと同じくして、日本の産業はある種の危機を迎えている。この十年がしばしば空白の十年と呼
ばれる所以である。 
勿論このことが原因であると考えることは余りにも短絡的である。しかし、科学技術政策に於ける国の音
頭がある種批判にさらされ、民活が主張されたのが９０年代の特徴であり、一方、７０年代や８０年代ほど
顕著な官による舵取りが行えなくなった９０年代に、経済的な危機に見舞われ始めている現実を見るとき、
やはり、国を中心とした適切な方向づけと舵取りがいかに大切であるかは自ずと明らかであるともいえる。
競争的資金の名のもとピアーレビユーに委ねてしまうだけではなく、科学技術を見識をもって評価できる
科学技術の“見巧者”を育て、国の行く末の議論を踏まえた俯瞰的な立場からの方向を見据えて、それを
国として推進して行くことも同じく重要であり、２１世紀には再度、国の強いリーダーシップが望まれる。 
 
（２）科学技術“見巧者”の組織化 
ノーベル財団は、財団の“見巧者”が密かに独自の調査をして優れた研究を見つけ出す。ノーベル賞
は工学の分野にはないが、同じことを工学の分野において行ってはどうか。目利きを集め、その見巧者た
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ちが密かに優れた研究を見つけるのである。ただし、賞を与え顕彰するのではなく、その優れた研究者に
資金を与え、人をつけ組織化して製品化も手伝って行くようなシステムをつくるのである。 
現在のように、優れた研究者が競争的資金獲得に明け暮れることは決して生産的なことではない。大
切な研究の時間が割かれてしまっている。理想的には、ひたすら研究に没頭していると、ある時、電話が
かかってきて、貴方の研究に資金を与え、人をつけて組織的に進め製品化もしたい、それらのことはすべ
て組織で行うので、貴方には、これからもひたすら現在の研究を続けてほしい。ただし、貴方を中心にプ
ロジェクト化してリーダーとして推進して欲しいといわれる。そのような仕組みは、研究効率からも極めて望
ましいといえる。このような方式は、２１世紀型の新しい取り組みの好例といえるのではないだろうか。 
 
（３）人間を主軸に据えた｢設計論｣の確立 
それでは、２１世紀を迎えた２０００年代の方向性は、なんであろうか。個々のキーワードとしては色々考
えうるし議論の余地はあろうが、基本的には人間を真っ先に考えすべてを「設計」しなければならない、人
間を何よりも大切にする技術であらねばならない。例えば、地球環境を考えるのも煎じ詰めれば、未来の
我々人間の子孫のためであり、そのような広い意味での人間を視座においた人間のための科学技術が
指向されなければならない。つまり、技術の中心には、常に私たち人間がいなければならないのである。 
というのは、人間を忘れた技術は人間にとって無用であるだけではなく、極めて有害である可能性さえ
秘めているからである。繰り返しになるが、まず人間を考えることから「設計」を行わなければならないので
あるが、現実、必ずしもそうなってはおらず、設計者の恣意により、人間にとって使いにくい製品が多く生
まれている。また、最適な設計をしたつもりでも、すべてのファクターを考慮するような視座がないため、全
体としては最適ではないばかりか、下手をすると最悪なシステムとなってしまっていることさえある。人間を
設計の中心において、様々なファクターを考慮しグローバルに最適なシステムを設計しなければならな
い。 
しかし、このように主張をしても今までは技術が未熟であるが故に機械では実現できない場合が多く、
主張の意味が無い場合も多かった。しかし、今はとことん人間に合わせて機械を設計することも、やろうと
思えばできるぐらいに、現在の技術は進歩している。本当の人間にとっての利便性とは何かを考え、それ
に合わせて技術を磨いていかなくてはならない時代がこの２１世紀といえよう。その際、広い分野を考慮し
グローバルな最適設計をするための考え方、物の見方、シミュレーション法、設計法、設計手法、評価手
法などが存在すべきである。それが、まさに横幹科学技術の目指すものなのである。 
極論すれば、今後はどんな方向でも望む方向に技術を進められるので、逆に、我々が何を望むのかを、
しっかりと考え直すことが極めて重要になる。このあたりの議論は、拙著『バーチャルリアリティ入門』で述
べているので、ここでは、繰り返さないが、興味のあるかたはそちらを参照されたい。 
 
（４）横断型基幹科学技術（横幹科学技術）の振興 
横断、基礎、基盤などのいわゆる横断型の科学技術の役割とその重要性については、古くから多数の
先達たちにより言われ続けているところであり、その主張に基づいた社会に向けての問いかけも多くなさ
れている。例えば、1967 年から1974 年にかけて刊行された岩波講座『基礎工学』はその好例である。向
坊隆、渡辺茂、岡村総吾、小野周、高橋秀俊といった碩学 5 名が中心となって 1963 年から 4 年の歳月
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をかけて刊行にこぎつけた全１９巻の基礎工学体系は当時の多くの学者、研究者そして学生を魅了した。
その後、幾つかの大学において、基礎工学部や基礎工学科が創設されてゆくのである。 
その主張は今でも新しい。この著書のなかで、理学が「自然界の法則を明らかにすることを目的とする
学問」であるのに対し、工学を、｢目標を設定して、それを実現するための設計をする学問｣と定義してい
る 1)。このように工学を広い意味での設計の学問であるとした上で、工学が広義の｢設計学｣であるがゆえ
に、設計学であるからには、設計に共通の手段が存在すべきであるし、実際にもあるとし、その設計の共
通の手段であったり、あるいは設計のための基礎となるべき共通の手法であったりする一連の考え方や
技法の学問体系として基礎工学を位置付けているのである。 
それらには、機器設計の基本法則としての「設計論」、システムの設計、最適化のための「システム工
学」、知識や信号などの情報の整理・発生・変換・処理を扱う｢情報論｣、物性論と材料合成原理である「材
料科学」、測定の原理を与える「測定論」、自動制御の原理を示す「制御工学」、物質（質量）や熱量の移
動に関する法則である「移動速度論」、エネルギーの変換と伝達に関する「エネルギー論」といった８分野
の設計基礎があるとした。 
設計の目的を広い観点から技術や工学を展望する「技術の体系」と計算機を使いこなす新しい形の数
学的解析力を与える「数値解析」と「数理計画法」の３分野が上記８分野に加味されている。さらにそれら
を支える、応用数学として「確率統計現象」、「線形集中定数系論」、「線形分布定数系論」、基礎理学とし
ての「力学」、「固体力学」、「流体力学」、「熱力学・統計力学」、「電磁気学」の８分野を理学から工学に導
入し、それらの総体をもって基礎工学としたのである。 
この基礎工学の取り組みは、教育という観点から横断型基礎を体系化したものではあったが、こうして
みると、学問分野としても同様の議論はなりたつことが容易に分かるし、事実、基礎工学が提案されてから
のこの３０年間で、基礎工学という分野が学問的にも確立されてきている。それが、確立しある種成功した
ことは、現在、基礎工学ということがあたりまえになり、誰もがそれをあまり意識しなくなったことからも明確
である。皮肉ではあるが、この種の体系化は、成功すると目に見えなくなるのである。所謂縦型の分野の
基礎として基礎工学があたりまえのように取り入れられ教えられるからである。かつては古い分野の代名
詞だった機械工学科が、情報、計測、制御、システムなどの基礎工学を徹底的に取り込み、機械情報工
学科の名称のもと、ロボットやバーチャルリアリティ、医療工学といった最新分野の牽引役として認知され、
むしろ新分野の旗手へと変身を遂げている例は、その好例中の好例といえよう。 
横断性と基礎性に着目し体系化した試みが基礎工学の旗印のもと打ち出され、大きな影響を各分野
に与え、約４０年の歳月が流れ、それが十分にアカデミズムはもとより社会にも定着した現在、いまなぜま
た横断型基幹科学技術（以下、横幹科学技術と略する）が叫ばれるのであろうか。それは、既に役割を終
えたのではないのか。 
今また横幹が主張されるのは、２１世紀の現在、工学に留まることなく、医学、生理学、心理学、経済学、
情報、メディア、芸術など工学以外の多くの分野で、いわゆる境界領域や融合領域が生まれたり、多くの
分野を含んだ新領域が形成されたりしている現状が背景にあるからに他ならない。多くの学際領域、融合
領域、新領域、あるいは超域が生まれ、それに対応した学会も数えられないほど多く存在するに至ってい
る。日々生まれていると言っても多少誇張はあっても傾向としては決して過言ではないかもしれない。そん
な時代である。そして、それらは互いに独立して活動しており、実際にはそれらに共通の方法論があるべ
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きであり、実際にも存在しているにも拘わらず、必ずしも明確な形でそれらが意識されていないのである。 
このような状況は、まさに４０年前の１９６０年代に工学の各分野で生じていた状況と極めて酷似した状
態であるといわざるをえない。当時の工学は、多くの分野が生まれ割拠していて、それらの進展には共通
の考え方あるいは基礎が効果的であったにも拘わらず、必ずしも陽にそれが意識されていなかったので
あったことは前述のとおりである。そしてそれを基礎工学という枠組みのもと、方法論化し、体系化したもの
が、まさに基礎工学であったわけである。従って、かつて基礎工学が割拠する工学の領域で行った方式
を、融合領域や学際領域に敷衍して工学以外の多くの学問分野に対して適応することが、この横幹科学
技術の目指すところにほかならない。 
融合領域や境界領域、新領域や超域には、それらに共通の考え方やその基礎、共通手法が存在し、
それらを体系化することで、２１世紀の主役であると考えられている新領域の発展を促すことができるはず
である。基礎工学を敷衍したこの種の試み、それがまさに横幹科学技術なのである。そしてその場合に最
も重要な視座は、基礎工学とそれと同じ、広い意味の「設計」にあるのである。 
 
（５）横幹教育の復活と推進 
２１世紀は、これまでに我々が培ってきた様々な知識、経験、技術が融合して花開く時期であることは
間違えない。それは、知識の体系が電子化されネットワーク上で誰でもがどこででも利用可能になるかか
らであり、既に、本解説でも示したように、機電一体、機情一体、メカトロニクス、ネットワーク、ユビキタス、
ウェアラブル、VR という進展の中からも容易に想像がつこう。 
融合の時代に必要なものは、高度の専門性に加えて他の分野の本質を見抜くための知恵である。一
人の人間がすべての分野の優れた専門家になれないのは自明であり、一人ひとりは一分野の専門家で
構わない。しかし、他の分野の人と共同して行ける知恵が必要であり、この知恵を育てることこそが、まさ
に横幹科学技術の狙うところである。というのは、横幹は森羅万象を貫く原理を捉えようとする一種のもの
の見方でもあるからである。専門に入るまえに横幹の基礎を万人が身に付けるといった工夫が必要となろ
う。 
３０年ほど前には、初等教育、中等教育、高等教育のすべてに渡り、幅広い科目が必修となっており、
大学入学の直前まで文系と理系が分かれてはいなかった。大学入学試験科目でさえ文系と理系の受験
科目の差は僅かであった。例えば、全く同じ理科２科目、社会２科目の合計４科目が文系にも理系にも等
しく課されていたのである。高等学校の入試科目では９科目というところも少なくなかった。 美術、音楽、
技術家庭、体育といった科目も英語、国語、数学、理科、社会と全く同じ重みをもって扱われていたので
ある。さらに大学では、文系、理系ともに自然科学、社会科学、人文科学のそれぞれ２科目、都合 6 科目
を必修とする教養課程も存在した。 
ところが、文理融合が叫ばれ、その必要性が高まっている現在、逆に、高等学校の入試科目は５科目
が普通で、高等学校に入学するとすぐに文系と理系が分かれてしまう。また、大学の入学試験は文系と理
系では、それぞれ文系は社会２科目と理系は理科２科目というように全く異なる科目を受験する。大学の
教養課程はなくなる方向であり、残っている大学でも、理系は理系、文系は文系の科目だけをとっても修
了可能なカリキュラムになっているのが現状である。まさに逆行といわざるを得ない。専門分野に通暁した
一部エリートを育てる教育も大切ではあろう。専門科目のみを学べば効率が良いかもしれない。しかし、
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専門だけに精通しているだけでは大局的な観点からは決してうまく行かないことは、今日のような総合化
の時代に火を見るより明らかである。例えば、文系と理系では全く会話がなりたたなくなってしまう。 
文系が理系を、逆に理系が文系を正しく評価することも不可能となってしまう。文系も科学技術のなん
であるかを分かっていることがそれを正しく政策に反映するためにも必要とされるのであり、理系も社会科
学や人文科学を学ぶことで研究の向かうべきベクトルを人間をその設計の中心においたものとしうる。真
剣に今後の科学技術の行く末を考えるとき、高度の専門性に加え、視野の広さと他分野の本質を見抜く
知恵が大切である。高等教育のみならず、初等教育、中等教育をもふくめ、このような知識と知恵を育む
ための仕組みを構築して行くことが緊要である。 
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超大容量情報処理デバイス 
 
東北大学 情報シナジーセンター長 根元義章 
 
はじめに――「大容量情報処理デバイス」の定義 
人間の行う情報処理は、情報の収集、整理、加工、記憶、推論、交換などの機能から成り立っている。
これらの機能を機械により代替するための技術開発は、20 世紀の半ばにコンピュータが開発されて以来
検討され、コンピュータ技術、情報ネットワーク技術、プログラム技術が連携を取りながら発達してきた。こ
れらの技術は、進展の度合いに差異がありながらも着実に進化し、９０年代の後半には利用の面からは相
互に調和のとれた統合を見ることになり、コンピュータを高度に領する情報社会の到来を導いた。機械が、
人々の知的活動を柔軟に支援する世界を実現することは、人類共通の夢の一つである。情報処理デバ
イスは、この夢を実現する中核的なものと考えられ、今後も現在の技術体系を発展させながら、より高次
元の知的活動の支援にむけて進歩し、夢を実現し、また新たな夢を思い抱かせている。 
今後の発展を展望すると、情報処理デバイスの大容量化は、技術進化を考える一つの軸ととらえること
ができよう。本稿では、大容量化を、「情報処理サーバの大容量高速化」とその「多様な応用分野への適
用」という二つの観点から展望する。後者には、多様な機能を持つ携帯型の端末の登場や個人間の情報
の授受を基本とするより進んだサービスの実現などを含むものとする。本稿では、主にこれらの二つの視
点で情報処理デバイスの大容量化のシナリオを検討する。 
 
１．現状分析 
情報処理サービスのサーバとなるコンピュータは、演算装置の進化、演算の方式の進化、記憶容量の
大容量化と関連する情報アクセス速度の高速化、並列化を含む処理機構の高度化、問題解決のための
ソフトウエアの高度化、基本となる大規模データベースの構築、情報の入出力のための通信機能の広帯
域化等を目標として、確実に進歩してきた。今後も上述した技術観点の全ての面で、量および質の両面
で確実に進展すると考えられる。 
一方、高度情報通信社会と言われ、多様な情報サービスの恩恵を受けている状況そのものが実績とな
り、また文化ともなり、これらの基盤のもとに、更に多様な応用分野に向かって拡張し、高度な情報処理サ
ービスが進展するだろう。個人やビジネス環境において、多様な使用目的をもつ情報タグや情報処理端
末の普及、およびそれらのサーバ間および端末間の連携などが容易に想像できる。現在のパソコンや携
帯電話、ＰＤＡ、ＩＣカードや情報タグなどの延長上に、大量の情報蓄積を可能とする情報処理デバイスが
分散かつ普及し、人間の情報処理の代行の意味で大きな変貌をもたらす。こうした「情報端末」の普及と
情報処理機能の提供がもたらす社会システムの変化を展望する。 
 現状を系統的に分析するために、情報処理デバイスの構成要素である半導体部品生産技術の観点、
想定されるユビキタス社会の到来の延長上に考えられる分散型・携帯型の情報処理端末の観点、情報サ
ーバの高度化とそれに伴う多様な情報サービスの進展の観点、および、関連するサービスや制度、ビジ
ネスモデル、政策など社会的環境と関連する制度的側面の観点を視点として論じる。 
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（１）情報処理デバイスの構成要素である半導体部品生産技術 
まず、情報端末と情報サーバの現状を、ＣＰＵの観点、記憶容量の観点、記憶装置へのアクセスと外部
との通信の観点、多様な機能を実現するための回路設計の観点、から検討する。 
「大容量化」の方向は、デバイスの微細化技術と回路設計技術の進展に依存している。今後数年間は、
メモリ容量の増大とメモリアクセス速度の向上、ＣＰＵの駆動周波数、これらを合わせたアーキテクチャの
洗練による演算速度の向上、さらに高集積化にともなう電力消費の抑制などが技術的課題である。例え
ばパソコン用のＣＰＵは、主要ベンダーの描くロードマップに従って、駆動周波数速度が増大する。また、
ＤＲＡＭの開発は１チップ上の記憶容量もさることながら情報の読み出し速度の向上を目指して開発が進
む。また、低消費電力化を新しい指標として技術が進化する。 
こうした半導体デバイスの産業拠点は、大量生産が鍵となる製品に関しては、人件費の安い海外に移
る傾向は変わらない。一方、高度な設計ノウハウを伴うスーパーコンピュータのＣＰＵなどの開発・生産は、
企業レベル・国レベルの競争力の源泉として、その重要度が一層増大する。また、携帯電話の開発の状
況に現れているように、回路設計技術に関しては、多様なデバイスが利用される傾向にあることから、多
品種少量生産に対応することや回路の設計と製品化を短期間に実施するなど、生産技術の進展が重要
な鍵である。ＩＣカードや情報タグ、センサーネットワークの発達、携帯電話の機能の高度化などは多様な
デバイスの登場を促す素地となる。 
シリコンを利用した半導体デバイスの物理的な動作限界に近づきつつあり、デバイスにブレークスルー
をもたらすのは、新しい原理に基づく記憶の制御、入出力や処理方法が登場することとなる。 
 
（２）先端的周辺技術分野（ネットワーク、PDA、ソフトウエア）との関係 
現在、ユビキタス社会の到来が展望されている。例えば個人的な情報端末の活用にあっては、個人の
履歴的な情報の蓄積や音楽・映像エンターテイメントの利用が進展することが見込まれる。また、企業活
動においても製品の生産、物流、販売、消費、廃棄までにかかわる履歴の蓄積など膨大な量の情報の活
用が一層進む。社会生活に関しても、紙媒体で出版される大量の出版物を電子的に蓄積すること、さら
には多くの形態の情報が電子的に表現、蓄積されることは一層進む。そこで、現在のウェブ型の情報処
理システムの延長に、大容量記憶や推論機能などより高度な情報処理機能を持つ情報サーバが広く利
用されるようになるであろう。 
現在、電子情報へのアクセスは、PC 等に具備する演算装置を人がキーボードや PDA の操作ボタンを
通じて制御することが一般的である。しかし、こうした情報の制御方法では、処理に必要な大量の蓄積情
報の管理、利用が出来なくなることは目に見えている。この状況を打開するために、ソフトウエアや高度な
マン－マシンインターフェースの介在により、情報蓄積デバイスから情報を効果的に取り出し、加工し、利
用する技術の進化が必然的に要求されるだろう。 
こうした変化は、携帯型や個人利用の情報処理端末が大容量化、高機能化するのと歩調を合わせな
がら進展するものと考えられる。当然そのようなサービスを提供する側の情報処理能力は、量的に拡大す
るとともに質的な変化がおとずれる。例えば、制御機構には、人工知能による研究成果やより進んだパタ
ーン認識による入出力装置、広域情報通信網とのより柔軟かつ効率的な相互通信機能が整備される。 
情報処理は、局所的に分散するデバイス毎に問題解決を指向する方向と集中管理されるサーバによ
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って行われる処理機能が高度に結合し一層高度に分化していく。サービス需要側の端末とサービス提供
側のホストとの連携は一層複雑化する。さらに、Ｐ２Ｐと呼ばれる個人的な情報処理機能同士のより高度な
連携の環境が整備される。このため、情報サービスの基礎となる大量のデータは、多様な情報処理に合
致させられるよう高度に構造化される。より複雑な情報通信プロトコルや文書共有の体系が必要となる。 
 
（３）情報サーバの高度化、多様な情報サービスの進展 
地球シミュレータに代表されるように大規模科学技術計算向けの巨大な演算性能を追求する研究が、
今後も多くの面で情報サーバの技術進化を牽引することは間違いない。演算処理装置単体の性能は、
エレクトロニクスの物理学的限界まで性能が高められる。さらに、オプトエレクトロニクスなどの領域の開拓
により、情報処理サーバの大容量高速化が進展する。 
並行して、サーバシステムのアーキテクチャが発達し、サーバの情報処理能力は、単純なピーク性能
の追求だけにとどまらず、多様な用途に向かって分化していくと考えられる。基本的には、高性能な演算
装置と主メモリ空間との情報処理機能の高速化が進められ、単体あるいはノードとしての高性能化が図ら
れるとともに、比較的安価な演算処理装置の大規模な並列化とシステムの効率的な利用技術が進展す
る。 
そこでは多様な用途向けのソフトウエアの開発が鍵となる。現在、気象現象などに代表されるハイパー
フォーマンス計算処理が実現されている。高度なハードウエアと応用ソフトが共にうまく進化してきた分野
である。今後、こうした自然現象や人為現象のシミュレーションの適応領域がより広範囲に拡大する。そし
て、多くのサービス領域で大規模なシミュレーションが実施され、社会に利便性をもたらす。 
一般的な利用に目を転ずると、周辺機器の多様化、複合化が進み、多様なビジネスのニーズに対応
すべく、市場が拡大し、産業が成熟していく。このような環境では、計算科学・情報処理に関して知識と他
の科学技術領域の知識を併せ持つ、融合分野における多くの研究者・技術者を必要とするであろう。 
 
（４）社会的環境と関連する制度的側面（ビジネスモデル、政策） 
情報通信体系の進化は、技術的優位性や市場的優位性と競争原理に従うことによって牽引される。し
かし、技術進化の速度が速い領域や、新しく提供される機能が社会制度の急激な変化を伴うような領域
では、民間機関での対応が困難となり、公的機関の関与する度合いは増大する。例えば、知的所有権に
関して、政府の積極的な関与などによって技術進化に制度を迅速に対応させるための別なメカニズムが
働く可能性がある。 
社会制度の面で考えると、発達した情報通信機能を積極的に活用することで、教育の方法、ホワイトカ
ラーの就業方法、娯楽の在り方などライフスタイルが変容する。しかし、こうした社会変革のためのイナー
シャは通常は大変大きく、既存の社会制度が高度な情報処理機能の恩恵を受けることの妨げになる場合
もありうる。例えば、昨今の著作権に関わる問題のような社会的な混乱が一時的に生じる。 
将来的には、情報処理システムの高度化とあいまって、社会規範や制度などの大きな変革が必要とな
るであろう。これは、技術進化の結果としてもたらされる場合もあるが、今後は、技術進化を先取りした制
度や考え方の変化を積極的に促す必要がある。また、経済活動の面でも、新しいビジネスモデルが登場
し成功を収めることが装置の利用形態に劇的な変化をもたらす可能性もある。 
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２．発展のシナリオ 
現状分析から演繹して、以下では今後の発展のシナリオを検討する。くりかえすが、ここでは、｢超大容
量の情報処理デバイス｣とは、まず、何らかのサービスを提供する大規模な情報サーバである。これは大
量の情報を蓄積し、大規模なシミュレーションや情報検索などの高度な機能を提供する。これは、大規模
に集中管理されるものから、個別の事業体毎に配置されるような中小規模のものまで多岐に渡るようにな
るであろう。並行して、多様な情報処理デバイスが利用され、総合的により大規模な情報処理環境が実現
される。以下ではまず、この分野の技術進化と利用環境の発展の要因を、装置の進化と普及および利用
環境の変化、新たな原理に基づく装置の出現の観点から分析する。 
 
（１）「発展」の要因 
１）情報処理デバイスの普及、利用形態と利用形態 
まず、発展の要因として、大規模なデータベースを擁する多様なサービスの提供が一層進む。これに
何らかの知識処理が伴う度合いが増大する。情報処理に伴う情報授受の頻度が指数的に増大し、情報
の蓄積・加工・入出力制御・通信を行う大規模な設備の構築が進展する。さらに、情報授受の頻度が増
加し、かつ授受の情報量は増大する。 
情報処理に関する他技術分野との融合も促進される。例えば、ロボットや遠隔操作など機械的な動作
を伴う装置の制御の導入などが実現されるであろう。こうした環境では、サーバの設備はより大規模となり、
情報処理のための演算装置の高速化、並列化、がより進展する。 
平行して、利用者な側に分散的に存在する情報処理デバイスの利用がより拡大する。こうした分散環
境の制御のために、通信プロトコルやデータフォーマットのより詳細な標準化、構造化が進む。端末のイ
ンターフェース機能としては、ロボットなどの機械的機能やセンサー技術、音声・映像処理技術との融合
が進む。そして、こうしたアプリケーションに関連するソフトウエアが発展する。 
普及が進むこと、分散した機能を統合させるソフトウエア、システム、制度などが重要となる。アクセス頻
度は、局在するデバイス内部での処理速度の向上に加えて、インターネット等の広域環境を介した情報
伝達の頻度も増大させる。情報処理に伴う通信容量の増大の観点としては、より整備された社会インフラ
としてのネットワークバックボーンの通信量が指数的に増大する。個人で利用する情報処理端末の普及も
同じトレンドで進むと考えられる。物理的、空間的な拡大は質的な変化を促す。 
 
２）大容量高速化に向けた研究開発 
人間の情報処理を代行しうる機能を実現するためには、情報処理デバイスに課せられる性能は、多く
の面で、現状と比較して非常に高い目標を設定する余地がある。情報容量、アクセス速度、情報処理ア
ルゴリズム、通信機能、情報表示技術などの個別の要素技術の観点から、それぞれの目標性能を目指し
て進展するであろう。 
特に情報処理サーバの役割を担う設備の規模は、これに伴う通信容量の増大と、セキュリティ・課金を
含む必要となる情報処理機能は複雑化する。こうしたトレンドに対応する研究開発が必要となる。 
一方、人間に近づけるために、人間の感覚を入出力機構に組み入れることを指向した、脳波や生体電
磁波の変化を入出力インターフェースとして利用することや、生体機能の一部として記憶装置を利用する
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ことなど、まったく新しい原理に基づく技術の出現が期待される。また、制度設計や法律などにおいて、高
度な情報通信機能の浸透を背景とした体系に進化させるための取り組みも求められる。 
 
（２）シナリオ 
発展のシナリオを考える上で、その様相をサイクルで表現してみよう。デバイスの物理的性能の向上、
空間的な増大は、「量的拡大」の方向と考えられる。こうした量的拡大は、まず、情報処理機能の特化方
向で進行する。その後、デバイスの遍在による分散化を経て、汎用化とともに多様な利用機会のもとで質
的な変化をもたらすと考えられる。また、その機能の質的・量的向上が図られこのサイクルを繰り返す。図
「情報処理デバイスの進化サイクル」はこれを概念的に表現している。 
 
情報処理機能の
集中化 分散化
情報処理機能の特殊化
汎用化
情報処理デバイスの進化サイクル
 
 
以下では、発展のシナリオとして、１）現在の延長として捉えられる短期的なシナリオ（２０１０年程度ま
で）、２）現在の関連分野の先端テクノロジーが普及することを前提として描ける中期的シナリオ（２０２０年
頃まで）、３）現状では予測できない科学技術上の革新的な機能が利用されるようになることを想定するシ
ナリオ（２０３０年以降）を検討する。 
 
１）短期的なシナリオ（２０１０年頃まで）「量的拡大の時代」 
装置の機能の向上や情報通信における標準化のトレンドは、現時点の予想範囲で進展する。この時期
までに、スーパーコンピュータでは、ペタ・フロップスの演算速度が達成されているはずである。これを取り
巻く半導体デバイスの動向は、演算速度、主メモリなど一次記憶装置の規模、アクセス速度などは物理的
限界に近づくと予測される。併せて、二次記憶装置や外部記憶装置などは、一層の大容量化が進む。こ
れらのデバイスに関連する産業は市場の発展に併せて着実に成熟し、これに伴いデバイスの普及が進
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展する。 
情報処理サーバの頂点であるスーパーコンピュータにおいては、ＣＰＵのピーク性能の追求と平行して、
幅広い適用分野に関する戦略的な目標設定が必要となる。多くの科学技術分野でハイパーフォーマン
ス・コンピューティングを高度に活用することが急速に推進されていくであろう。 
遍在する情報処理デバイスの高機能化やその他のサービスの多様化と加入者数の増大が進展し、利
用環境が整備され、その高機能化がさらに望まれることで、多様なサービスが提供される。情報処理アプ
リケーションでは、セマンティックウェブや自律的ソフトウエア・エージェントに代表される知識処理を実施
する情報検索サービスなどが利用されるようになる。 
電子マネーの導入など既存の貨幣制度の抜本的変革をもたらしうる新技術の社会への普及や多様な
展開の可能性とともに、既存の社会制度の非効率性などといった課題を浮き彫りにするであろう。特に、
量的な情報処理性能向上の一方でサーバの処理に対する高信頼性・高安全性などの質的要求が高まり、
関連する技術開発や制度設計の検討が重要となる。知的労働の生産性が飛躍的に向上することで、就
業形態のありかたや、娯楽の意義など制度的・文化的なあり方が議論されるようになる。一時的に、既存
の社会制度との関係で混乱も経験するかもしれない。人材育成に関しても教育全体の見直しなど本質的
な変化に対応する政策が必要となる。 
この時代の特徴は、演算速度の向上やデバイスの数量的な普及が大きく進展すると予想されることか
ら、「量的拡大の時代」と位置づけられよう。図２「情報処理デバイスの進化」は、上述したシナリオを時間
軸で表現したものである。２０１０年程度までは、現状で想定されている普及や量的拡大によって牽引され
ることで進化すると考えられる。 
量的拡大が進む情報処理システムでは、様々な形で知識処理が導入されることによりその制御におけ
る複雑性に対処しようとする。そこで、機械による情報処理に関して、質的な変容が訪れるであろう。すな
わち、知識処理や感性に関る情報処理などの拡大の結果、必然的に現れる様相であると考えられる。 
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２）中期的なシナリオ（２０２０年頃）「成熟と質的変容の時代」 
情報処理の量的な拡大はやがて飽和、成熟を迎え、何らかの質的な変容がもたらされるのではないか。
その鍵を握るのは情報処理環境への大規模かつ柔軟で多様な知識処理機能の導入であると考える。 
高速演算処理機能と大容量記憶装置が多様な応用分野に効果的に実施される状況を想定してみよう。
まず、情報処理の結果は、視覚・聴覚・触覚などわかりやすいインターフェースによって提供されなけれ
ばならない。また、個人利用の面では、携帯型情報端末の多様化や普及とインターネットサーバによって
提供されるサービスの多様化が進展する。こうした機能の制御を容易に実現するために、擬人化したイン
ターフェースなどが利用されるであろう。多様なサービスの実現を支えるソフトウエアは、発展したデータ
ベースの効果的な運用を目指す。例えば、セマンティックウェブなどの情報の意味を取り扱う情報処理環
境は拠り充実すると考えられ、その上で動作する情報検索機能などといった知的な情報処理をより高度
に支援するソフトウエアの普及が進むであろう。 
通信機能を擁する携帯型の情報処理デバイスが娯楽など人間性豊かな活動を支援することが充実し
社会に広く浸透する。こうして、大規模情報処理を基盤とする社会は、より人間性に満ちた活動が容易に
実現できるという意味で、本来の人間の知的活動の支援という観点で一つの成熟を迎えうると考えられ
る。 
技術の進化が、技術の内部だけではなく、制度や人々の考え方などそれ以外の要因によって方向付
けられるようになる。それによって、より多様なサービス、ビジネス、利用形態が現れる。例えば、音楽情報
にはじまり陶芸品などの芸術作品や個人の好むインテリアなどといった無形の財のデジタル化とその流通
が進む。すなわち、このころの技術革新の鍵となるのは、技術内部の進化だけではなく、浸透しつつある
新しい機能を経済活動やひいては文化にどのように応用するのかということに関する知識や工夫となる。
こうした応用面での技術進化は、大容量情報処理デバイスを利用するソフトウエアに求められる。各種の
応用は、ソフトウエアエンジニアリングの進展と呼応しながら進展する。 
 
３）長期的なシナリオ（２０３０年頃）「ポスト・ユビキタス‐新しい展開の模索‐」 
「ユビキタス」に象徴される時代は、２０２０年程度まで予測できるが、その後の技術変化を予測するのは
困難である。地球環境の変化も予測できないが、もしち顕著な環境の変化が予想されたら、人類としてこ
の課題に対応すべき解決手法の探索が最優先となり、情報処理デバイスは、コアとして活用しなければ
ならに状況になるかもしれない。 
情報化社会としてユビキタス社会が到来し、人類の更に新たな進展をする上で、「ポスト・ユビキタス」時
代の社会のあり方を検討することになろう。この時代の技術革新は、科学技術における全く新しい原理の
発見や人間社会の規範を根底から見直すようなブレークスルーによってその展望が開かれるのではない
だろうか。 
ブレークスルーは、数学（計算機科学を含む）生命科学、脳科学、材料工学などから新しい科学技術
の原理原則に基づく情報の記憶とその制御方法が現れるであろう。これにより人類の知的活動のあり方
はかなり変化するのではないであろうか。例えば、宇宙創生、自然災害や気象現象など各種自然現象、
生物進化や医学生理学上の機能や反応などに関するシミュレーションなどが徐々に実現され、人類の自
然に対する認識は劇的に拡大する。 
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このころには、人類は、科学技術の各分野からもたらされる技術革新を無秩序に社会環境の中に取り
込むのではなく、技術革新をいかに進化させるべきか、という問いに関して、積極的かつ明確な指針を構
築する体制を整えているべきであろう。特に、知識社会で先導的な役割を担う国家とそうでない国家の間
の、いわゆるデジタルデバイドの是正が国際社会の重要な課題となるであろう。日本はこうした国際社会
の中にあって、知識処理技術の先進国として責任ある役割を果たすことが求められるであろう。 
 
 
３．日本のとるべきアクション 
高度な情報処理デバイスが経済活動や社会生活に広範囲に利用されている技術先進国のひとつとし
て、世界規模で「高度情報通信社会」のあるべき姿を模索することが求められるであろう。その一方で、高
度情報通信社会における市場競争力があり高付加価値な製品を世界市場に提供し続けるためには、国
家規模の詳細な状況分析にもとづいた戦略的な産業育成と関連する人材教育を行う必要がある。 
我が国は、半導体デバイスにおける産業上の国際的な覇権を握った時期を経験している。この時の成
功は、微細化という明確な目標設定のうえでの設備投資と献身的かつ組織的な事業への取り組みによっ
て達成されたといえる。しかし、将来的に情報通信分野の産業的発展の一つの核となるべき情報処理デ
バイスという製品に関しては、こうした従前の成功体験に根ざしたマネージメントでは不十分であろう。す
なわち、装置の記憶機能の高度化という単純なロードマップとは別に、装置に付加される付加価値のあり
方を様々な問題領域でよく検討することが、今後益々重要となってくるであろう。 
これまで検討した本分野における技術発展の技術発展のシナリオを背景として、日本のとるべきアクシ
ョンを考えると、やはり「高等教育における人材育成」の観点と「情報通信分野における企業育成」の観点
が重要であろう。 
まず、超大容量情報処理デバイスが高度に発達した社会のあり方をデザインする技術エリートの養成
が一層必要となる。このためには、現在の工学部の立脚する技術体系のもとでの高等教育では不十分で、
法律や企業経営、倫理などといった人文・社会科学と先端デバイスの提供する機能との関係を視野に入
れた人材教育が必要である。 
情報処理デバイスの活用が、大規模かつ広範囲、複雑な構造化をもって進展することを想定すると、
そのような環境でビジネスは、個々の専門的な得意分野を持つ多くの小企業によって支えられるようにな
るのではないかと考えられる。そこで、大企業を中心になされてきた産業政策や市場が変化し、専門能力
の高い小規模企業の活躍の場が広がるのではないかと考えられる。そうした環境に合致した科学技術政
策が求められるようになるであろう。 
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 ２０１０年ころまで ２０２０年 ２０３０年
情報
サー
バの
進化 
 
量的性能の追求 
Ｐフロップスの高速演算達成、
省電力機能の追及および大規模
並列計算の普及。 
半導体デバイス応答速度の物
理的限界 
セマンティックウェブなど知識処
理の実施 
セキュリティなど情報処理サービ
スに対する質的要求が高まる。 
質的変容と量的能力の普及
知識処理に基づく情報処
理システムの運用・制御・活
用が進む。 
超高速・超並列の計算機
を活用するソフトウエアのノウ
ハウが蓄積される。 
大容量の情報処理を必要
とする多様な社会ニーズが
生まれる。 
新原理の登場 
新しい原理に基づ
く情報処理システム
が、一部の特化した
分野で成果を生む。
例えば、宇宙創生の
シミュレーション、生物
進化のシミュレーショ
ンなど。 
 
情報
端末
の進
化 
ユビキタス環境の到来 
携帯電話の高機能化 
 ＩＣカード、情報タグの普及 
 センサーネットワークの応用事例
  
 多様な情報処理サービスの出
現。既存の制度との不整合による
混乱 
ユビキタス環境の成熟 
大容量情報処理を前提と
する社会システムの構築が
ある程度達成される。 
個人の利用に関して、知
識処理を実施する「エージェ
ント機能」が多様なサービス
に対して実施される。 
デバイスの開発競争は、
市場原理に基づいて活発に
行われる。 
ポスト・ユビキタス 
擬人化など高度な
情報入出力インター
フェースを備えた情報
端末の登場。 
個人の幅広い利用
形態を統合的に支援
する。 
新原理の発達。例
えば網膜や神経回路
との直接的なデータ
交換など。 
情報
処理
を め
ぐ る
環境
の変
化 
混乱の時代 
 
娯楽関連コンテンツに関連する
知的所有権、プライバシー保護、
デジタルデバイドの是正などの課
題が深刻化 
多くの科学技術分野でＨＰＣを
利用することが推奨される。それに
伴う人材不足が懸念される。 
成熟の時代 
 
知的所有権、プライバシ
ー、情報セキュリティなどの
情報処理関連制度の成熟。
共通の社会基盤となるソ
フトウエア開発の標準化供
給のあり方に対して新しい国
際的な枠組みが成立する。 
新たな展望の時代 
 
大容量情報処理を
前提とした社会形成。
幅広い科学技術分
野で大規模な情報処
理に基づく劇的な進
展や新しい発見。 
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国の
取 る
べ き
ア ク
シ ョ
ン 
競争力維持と先導的制度設計 
 
明確な戦略に基づくＨＰＣの研究
推進。 
トップレベルの研究人材の育成 
大容量情報処理が普遍化する社
会の運営に必要な広範囲のエリー
ト人材育成 
大容量情報処理社会の先
導者 
産業政策、教育政策の最適
化 
知識処理の質的変化に対応
する競争力維持の政策 
少子高齢化、環境保全、
文化継承に関する情報処理
デバイス活用 
成熟社会のモデル 
デバイスの生産を
核として、情報処理、
知識処理が最も先進
的に活用される国家と
して、国民はその恩恵
を 最 大 限 に 享 受 す
る。 
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情報通信システムにおける超低消費電力技術 
 
法政大学 工学部情報電気電子工学科 教授 中村徹 
 
１．現状分析 
 高度情報化社会では大量の情報を高速かつ経済的に処理できる技術基盤を構築することが前提であ
り、通信とコンピュータの高度化がその根幹である。将来の高度情報化社会では、「ユビキタス」社会で代
表されるように至る所にコンピュータが存在し、それらが協調して動作することによって種々のサービスが
実現できることが可能になる。しかし、現時点ではコンピュータはわれわれの周囲に多くは存在するが、至
る所には存在していない。それらは、デ
スクトップ型やノート型のように一種の
事務機器の形で存在している。また、
多くの家電機器には制御用のコンピュ
ータが内蔵されているが、それらは互
いに送受信はなされてなく、協調して
動作はしていない。そのため、通信とコ
ンピュータの制御を含んだ総合的なサ
ービスはされず、われわれは事務機器
や家電機器の単独のサービスを受けて
いるにすぎない。 
 一方、コンピュータの中心部分は半
導体集積回路で構成されている。半導
体集積回路は高機能化を実現するために、高速化と高集積化が毎年行われてきている１。 
ＳＩＡ、ＩＴＲＳでは、将来の半導体集積
回路の性能や技術のロードマップを予測
している１。図１は、シリコン半導体集積回
路で作られたＭＰＵ（マイクロプロセッサ
ユニット）の集積度のトレンドを示したもの
である。Moore の法則では「集積度、性能
は１.５－２年で２倍」と言われてきたが、近
年では産業構造の変革や技術の飽和な
どからその成長度合いが鈍くなってきて
いる。しかし、2020 年頃には１ＭＰＵあた
り１億個を超えるトランジスタが集積される
と予想されている。図２は、半導体集積回
路ＭＰＵ消費電力のトレンドを示したものである。近年では、１ＭＰＵあたりの消費電力が１５０W 以上とな
っており、消費電力はほぼ限界に近くなっていると考えられている。そのため、抜本的な低消費電力化技
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術の発展が望まれている。 
 また、現時点で通信機器として広く用いられている携帯電話は通話、電子メール以外の多くのサービス
を提供している。携帯電話を常に動作状態に保つためのバッテリー充電回数は現状では３－７日で１回
程度であるが、使い方によっては毎日充電が必要となっている。携帯電話の消費電力は年々増加傾向
にあるが、バッテリーの性能が向上したため、充電回数はそれほど多くなっていない。 
 携帯電話は送受信を司る半導体デバイスの他に種々のサービスを提供する制御用コンピュータが内蔵
されている。将来、高速演算を必要とするサービスが行われる場合、図２のトレントからも予想されるように、
消費電力は著しく増大すると考えられる。同様にノート型 PC も高速化・高機能化のために内蔵集積回路
の集積度と消費電力が著しく増大すると考えられ、携帯型の情報通信機器は、低コスト化、低雑音化、低
消費電力性を追求することが恒久的、普遍的なテーマとして重要である。 
 
 
２．発展シナリオ 
 第 2 次世界大戦後、日本の経済成長は著しかった。現在では、家電機器を筆頭に、多くの便利な機器
や装置がわれわれの周囲に充満している。情報通信システムの発展を述べる前に、モータを例にとって
考えてみる。現在、われわれの生活環境において、モータがどこに、どのように存在しているか、は殆ど関
心が払われていない。しかし、モータはあらゆる箇所に入り込んでいる。たとえば、冷蔵庫、洗濯機、エア
コン等は容易に分かるが、携帯電話、コンピュータ、種々情報機器など、各家庭内でその数は、100 個を
超えている。さらに、近年注目されているメカトロニクス技術を用いれば超小型モータが実現できるので、
将来はさらに多くのモータが家庭内に入ることになる。第 2 次世界大戦以前は家庭内で１つあるか無いか
であり、どこにモータが使われているかは容易に認識できた。高度成長期を経て、家庭内のモータの数は
大きく増加し、モータ自体の存在を気づくことがなくなって来た。この時点で、いたるところにモータがあり、
それが高度に使用されているという時代になったと思われる。同様のことが、ユビキタス社会のコンピュー
タであるとも言える。  
 図３は、日常生活を例としたユビ
キタス社会における情報通信シス
テムを表したものである。一般的
にユビキタスはユビキタスネットワ
ーク、ユビキタスコンピューティン
グとして用いられる。利用者はア
プライアンスと呼ばれる学習型携
帯情報通信機器を常時所持して
行動する。図に示すようなあらゆる
機器にコンピュータが内蔵されて
いると、利用者環境の自動設定が
可能となる。具体的には、利用者
個人情報に応じた種々のデータ
アプライアンスが
人間ととも移動
自動的にネットワークから情報や
ソフトウェアをダウンロ ドー、アップロ ドー
ホーム オフィス
自動的に利用者環境を学習
図３．ユビキタス社会の情報通信システム 
本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 371
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 372
が自動的にネットワークダウンロード、アップロードされ、環境が整えられることになる。利用者個人情報は
アプライアンス内部に記憶されており、アプライアンスの移動に従ってその度ごとに環境設定される。これ
らのシステムを構築するには、通信、コンピュータ等の基本技術の確立が必須である。 
図４は、アプライアンスの例を
示したものである。アプライアンス
は、ディスプレイ、センサ類の入
出力部分のほかに、通信、コンピ
ューティングの機能が整えられて
おり、それらを通して利用者への
種々サービスが決定される。アプ
ライアンスの動作は、種々センサ
による周囲環境の測定信号をコ
ンピュータで処理・演算し、周囲
の機器に信号を送受信すること
である。これらを動作させるシス
テムについても図示した。通信
機能としては、ホームやオフィス内のアクセスポイントに送受信することと、アプライアンス内部の各チップ
に送受信が必要である。また、コンピュータには膨大なデータの蓄積と演算・管理が必要で、高速化・高
機能化が重要である。アプライアンスを構成するシステムは、シリコン半導体基板上の大規模集積回路な
どのデバイスで構成されるコンピュータや化合物半導体などの基板上に作られるセンサ類が内蔵されるこ
とになる。シリコン半導体と化合物半導体は、材料の持つ物理的限界と製造技術のために１チップでは構
成できず、多数チップ構成で、それらを一体化したデバイスとなる。このように一体化したチップを多数個
分散させて動作させるためには、チップ間通信をいかに確立するかが重要な課題となる。近距離の通信
では他チップとの干渉低減や、消費電力の点から微少電力無線通信技術の確立が重要となる。また、多
数個のチップ間での通信を行うためのピアツウピア通信やアドホック通信を自律的に行う必要もある。 
ユビキタス社会における情報通信システムの超低消費電力技術のシナリオを次の三つの観点から考え
る。 
 
（１）システムの面から（ユビキタス社会とアクセスポイント） 
 至る所にコンピュータが存在しそれらが協調して動作することによって種々のサービスが実現できるため
には、あらゆる機器にコンピュータが埋め込まれていることが必要である。機器にはただ 1 つのコンピュー
タでなく多数個が埋め込まれ、機器内部と同様に機器間でも協調動作が必要となる。すなわち、機器の
それぞれがアプライアンスの信号を送受信できるアクセスポイントとなる。現状では、オフィス、ホーム内に
無線 LAN のアクセスポイントが数個存在しホストコンピュータと接続されているにすぎないが、ユビキタス
社会ではすべての機器がアクセスポイントとなりネットワークが形成されていることになる。このようなアクセ
スポイントの数は、最初はオフィス、ホーム内に数個、レストラン等多くの人数が集まる箇所に数個程度が
存在するが、ユビキタス関連の機器が開発されると急激に増加するものと考えられる。最終的には、現在
サービスハードウェア
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図４．アプライアンス 
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の携帯電話網や IP 通信網等の発展と同じように国内から国際でも同様のサービスが受けられるように増
加することが考えられる。 
 機器内部のアクセスポイント（または基地局）のハードウェアは、コンピュータ・メモリ・送受信システムで
構成されるが、１００V－２００V 電源で機器が動作するので、極端な低消費電力化は不要と考えられる。コ
ンピュータは既存のチップを使用すれば充分である。さらに、送受信に関しては、機器を使用するユーザ
の近くまでの距離で送受信が可能であれば十分なので、大出力の送受信装置は必要ないと考えられる。 
 
（２）携帯用端末機器の面から（アプライアンス） 
 アプライアンスに要求される主な機能は、周囲に数多く存在するアクセスポイントから自動的に情報、ソ
フトウェハ等をダウンロード・アップロードすること、利用者環境を学習することである。これらの機能を持た
せるために、暗号化による通信機能、インテリジェントコンピューティングシステムを超低消費電力で実現
することが要求される。通信機能は、アクセスポイントがネットワーク網で接続されている場合、近くのユー
ザのみの情報を送受信できれば良いため、大出力送信は必要ないが、高伝送速度、多情報量送受信は
必要である。そのため、現在の携帯電話等に比べて送信部分は低消費電力になるが、伝送速度、伝送
量の増加での消費電力は上がる。また、用いられるインテリジェントコンピュータは現在よりも高集積で低
消費電力でなければならない。現状分析でも述べたように、現状の半導体デバイスを用いての高集積化
と高速化は消費電力を増加させるため、新規のデバイスの実現が必要である。そのため、ナノテクノロジ
ーを用いた分子コンピュータ２、バイオテクノロジーとエレクトロニクスを融合したデバイス、ワイドギャップ半
導体材料を用いたデバイス３など、が考えられる。 
 
（３）デバイスハードウェアの面から（集積回路デバイス） 
 図５はアプライアンスに用いられる集積回路の一例を示したものである。アプライアンスを構成している
デバイスはディスプレイ、各種のセンサ類など種々あるが、インテリジェントコンピュータや送受信用集積
回路の消費電力の低減が重要である。これ
らは、高絶縁性基板上のモジュールとして
形成される。 
 インテリジェントコンピュータは微細加工
技術を駆使したシリコン半導体集積回路が
用いられると考えられる。多くの情報を蓄積
し、高速に処理するためには、半導体集積
回路の集積度および処理速度のトレンドに
沿った MPU が必要である。しかし、高集積
度で高速な処理速度は消費電力の増加に
よって支えられているが、図 1 に示したよう
なトレンドに沿った消費電力では携帯情報
機器は実現不可能である。そのため、MPU
の消費電力は現在の 1/100-1/1000 程度
図５．アプライアンスに用いられる集積回路デバイス 
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に減少しなければならない。 
 現在、Si 半導体集積回路の消費電力は、デバイスの微細化に伴ってゲートリーク電流の占める割合が
多くなってきた。ゲートリーク電流値はゲート酸化膜厚に依存し 2010 年前には微細化による膜厚限界を
超えると予想されている１。現在、ゲート酸化膜は酸化シリコン、窒化シリコンで作られているが、より誘電
率の大きな酸化膜を用い膜厚を増加してゲートリーク電流を減少させる試みがなされている。さらに、抜
本的な消費電力減少効果はシリコン半導体以外の材料、たとえばワイドギャップ半導体を用いる方法によ
って可能となる。また、有機半導体材料は高電流密度を流せるデバイスが未だ開発されておらず処理速
度が遅いが、新しいデバイスが開発されれば超低消費電力デバイスとなる可能性が大きい。 
 送受信用集積回路はインテリジェントコンピュータと同一基板上に形成されると予想される。実装密度の
向上効果のみならず、同日基板上に形成することにより高周波信号の損失改善に有効のためである。送
受信用の高速デバイスは、耐環境性に優れた性能を持つワイドギャップ半導体で形成されると予想され
る。ワイドギャップ半導体は、シリコン半導体に比べて高耐圧性に優れまた絶縁性基板も応用可能なこと
から、高耐圧で高速なデバイスの実現が可能である。 
 アプライアンスからアクセスポイントまでの送受信距離により送信電力が決定される。現在の携帯電話で
は数ｋｍオーダーであるため送信電力は１W 程度になっている。しかし、将来はあらゆる情報機器がアク
セスポイントとなり得るので送受信距離はアクセスポイントの数が増えると減少すると考えられる。そのため、
将来は現在よりも非常に小さな送信電力となる情報機器が主流となる。しかし、アクセスポイントの数が非
常に小さな地域、たとえば未開発地域などでは送受信距離が大きいため送信電力の大きなアプライアン
スが必要となる。そのため、必要に応じての使い分けが必要である。 
 モジュール基板には微細なマイクロバッテリーが同時に集積されると予想される。マイクロバッテリーを
電源供給デバイスの近傍に配置することによって電源配線を不要にし、高周波回路モジュールの設計の
自由度を向上できる。また、太陽電池と組み合わせることにより、低消費電力化が可能になる。 
 情報通信システムの低消費電力化の将来イメージを図６に示す。 
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３．日本のとるべきアクション 
（１）情報通信システムはアクセスポイントとアプライアンスの相互通信で決定される。アクセスポイント数の
増加に応じてユビキタス社会も成熟すると考えられる。そのため、アクセスポイントを内蔵する情報家電の
開発が必要である。また、これらのアクセスポイントを結ぶネットワークの構築が必要である。 
 
（２）携帯情報機器であるアプライアンスの開発が重要である。アクセスポイントからの情報を自動的に送
受信し環境に応じてソフトウェアをアップ・ダウンロードできるシステムの汎用開発が必要である。そのため
に、情報機器システムの世界的な規格統一が重要となる。さらに、アプライアンスはピアツウピア通信の他
にアドホック通信が必要であり、通信網の完備が必要である。 
 
（３）アプライアンスはインテリジェントコンピュータ、送受信用集積回路の他ディスプレイ、センサー等で構
成されている。コンピュータは処理速度を早くし、集積度を増大すると消費電力が増加する。消費電力は
現在の 1/1000 以下にする技術を開発することが必要である。そのためにはシステム構築のほか、新しい
材料の開発が必要となる。現状のシリコン半導体デバイスの微細化に加え、分子コンピューティング用材
料、有機半導体材料、ナノテクノロジーを駆使した新規材料の開発が重要である。また、送受信用デバイ
スは耐環境性、高速性にすぐれた材料が必要であり、ワイドギャップ半導体材料の開発が重要である。 
 
図６．情報通信システムの低消費電力化の将来イメージ 
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情報通信システムにおける超低消費電力技術 
 
（独）情報通信研究機構 情報通信部門 部門長 松島裕一 
 
1. 現状分析  
情報通信技術（ＩＣＴ）の近年の急速な進展はインターネットに代表されるように、現在では我々にとって
身近で重要な社会インフラにまで成長してきた。この中で、通信の基幹伝送網やアクセス回線としての光
通信・ネットワーク技術は今後とも情報通信インフラを支える中核の技術であることは確実である。光通信
技術はその黎明期からほぼ３０年を経過しており、技術的には光ファイバを伝送路とした伝送容量の量的
な拡大から始まって、最近の光ネットワークとしての面的な広がりへと技術の進展を見せている。無線通
信技術も携帯電話に代表される移動体通信が盛隆を極めているが、これもアクセス部分は無線であるが
基地局間などのネットワーク網は全て光通信である。それ故、通信システムの超低消費電力化を議論す
る上で、光通信をその代表格として取り扱うことにする。 
 図１には日本のブローバンド加入者数の変遷を示しているが、究極のアクセス系と考えられる、FTTH に
関してもここ１－２年の間で急激な増加が見て取れ、2004 年初頭には既に１００万加入を越している。これ
に対応してＩＰトラフィックの交換局に対応するＩＸでの接続容量も図２に代表的な例を示すが、急速に増
加している。現在はＩＸで交換されるトラフィック量は 100Gbps 程度であるが、このまま３倍／年の増加を仮
定すると１年後には 200Gbps を超え、2010 年には 40Tbps が必要との予測もある。 
 
 
 
これらの予測には賛否両論があるが、仮に正しいとするならば、早ければ５年以内には現状の通信イン
フラでは膨張するデータ量に対応できないとの悲観的な観測もでてくるほどである。現在のファイバ敷設
量に比較して、その利用率が６０％以下であることや、WDM（波長多重技術）技術によるファイバ１本あた
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りの伝送効率の向上などで、光伝送路の確保は可能であるかもしれないが、問題はルータ、スイッチ、イ
ンターファイスなどのノードでの輻輳・遅延である。高速道路の拡張は可能でもインターチェンジの高度化
がなされなければ渋滞や事故が起きるのは自然である。そこを走る車の速度も現在の 2.5-10Gbps から
40Gbps 以上へと高速化されることを考えれば、この状況はもっと深刻になる。このように、将来の光バック
ボーン回線のボトルネックはこのノード部分にあると考えられている。 
 
 
ここまで既に述べてきたように、現状のデータを外挿して将来必要とされる光通信ネットワークを予測す
ると、まさにテラビット級を超える伝送路とそれを交換・制御するテラビットないしペタビット級のルータなど
の超大容量スイッチノードが必要となる。これに対処するため、現状ないし商用化に近い技術で光ファイ
バや通信機器を増設して伝送容量、処理能力を増加させることは確かに可能である。一つの波長の伝送
速度を 10Gbps として 1000 波多重を行なえば、最大 10Tbps の伝送容量が達成できる。ルータもテラビッ
ト級を並列に並べれば、ハード的にはクリアできる。このとき問題となるのは、①ファイバや装置の物量で
まかなうとすると、電力やスペースの問題が浮かび上がってくる。特に消費電力の問題は深刻である。②
波長数や分岐ノードの桁違いの増加をどうやって安定に信頼性高く制御するのかというネットワーク管理・
制御の問題もある。この様子を図３に示す。 
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図３ 光ネットワークの問題点 
①のスペースに関しては、現在でも都心の便利なデータセンターは満杯と聞く。今より 10 倍のスペース
をどのように確保するのかは大きな問題である。地方にＩＸやセンターを移動させるのは方策の一つかもし
れないが、経済機能など全て都市集中の現状を見るとやはり難題である。消費電力の観点からは、ルー
タなどの通信設備はもとより、それを安定に保守運用するためには莫大な空調用電力が必要となる。これ
ら日本の通信ネットワーク関連の全電力は、現状は最大で全消費電力の５％程度であるが、年率２倍の
データ通信量の増加と電力量が比例すると仮定すると、例えば東京地区で言うと５年後には東京電力の
供給可能電力の２割から５割に達するとのネガティブな推測もあるぐらいである。通信設備の低消費電力
化は地球環境を考えていく上でもこれから重要な課題と考えられる。②に関してはネットワーク制御やセ
キュリティに関する案件である。通信機器や線路の急激な増大は、ネットワーク制御をさらに複雑にし、セ
キュリティなどのモニターポイントも比例して増加させざるを得なくなる。 
 
２． 今後の発展のシナリオ 
 今後の光通信の発展形態を考えるときに必要な観点は、「徹底した効率化」である。WDM は１本のフ
ァイバを有効利活用する優れた手法であり、既に 1000 波などが実験室レベルで達成されようとしている。
ただし、これも安易に波長数を増やすだけと考えると、先ほどの問題点に行き着く。WDM は必要数を利
用するとして,それ以外に光通信ネットワークの効率化、低消費電力化を図る仕組みは何か。 
 一つは伝送速度の更なる高速化である。１波長あたり 2.5Gbps が主流の時代に、次の大容量化のタ
ーゲットとして 10Gbps 伝送技術が研究レベルで浮上してきた。この当時、将来性の議論でなされたのは
2.5Gbpsｘ４波長＝10Gbps との比較である。そこには、技術的な実現性、コストや利便性などを含めて、悲
観論、楽観論があった。当然、光通信には伝送容量以外にも伝送距離の厳しい制約もあるので、適用分
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野も含めて種々議論がなされた。この中で、ファイバ収容本数、供給電力、陸揚げ局のスペースに特に
制約が厳しく、かつ超長距離伝送が必要となる大陸間横断光海底ケーブルの分野でいち早く
10GbpsWDM 伝送技術が採用されることになった。その後、国際間のトラフィック需要の増大に対応して、
この技術が現在でも主流となっている。一方、この分野での１波長あたり 2.5Gbps システムの製造期間は
短命に終わった。これと同等に議論するわけには行かないが、現在は陸上系、海底系含めて 40Gbps 伝
送技術、さらには 160Gbps 伝送技術がそれぞれ商用、研究ターゲットになっている。当然、伝送速度の高
速化は伝送距離の短距離化に結びつくので、適用分野を十分考慮した開発が実用化に向けて重要な
点である。短距離通信はもとより、ＳＡＮなどデータコムでの応用や、超高精細画像の素材を非圧縮・リア
ルタイムで伝送するなどリッチコンテンツ分野での応用等から適用分野が広がると考えられる。 
他方、このような超高速光伝送技術はその搬送波である光周波数（300THz）の利用効率を考えると、こ
れまでの変調方式を踏襲したのではそろそろ物理的限界が見えてきている。最近になって、まだ基礎的
なレベルではあるが、これまでの変調方式（RZ,NRZ およびその改良型）から脱皮して、新たな周波数利
用効率の飛躍的な向上を目指した研究が開始されている。光符号多重方式（OCDM）による、伝送技術
の向上や、3bps/Hz 以上の周波数利用効率を狙った８-16 多値変調方式の研究が始まっている。これら
は既に無線通信の世界では、よく知られた技術であるが、光ファイバという非線形媒質を伝送路とした通
信方式で実現されつつある意義は大きく、将来のブレークスルー技術の可能性を持っている。 
次に挙げられるのが、ノード装置における効率化、低消費電力化である。これが、今後の光通信ネット
ワークの一番のボトルネック解消になると考えられている。例として、光スイッチ、光ルータを挙げると、現
状は一度受けた光信号を電信号に変換し、電気信号にてスイッチングやルーティングを実施し、それをさ
らに光信号に戻して送信する機構になっている。そのため、電気―光変換の部品が必要となり、その分
電力やスペースと言った点でまず問題となる。例えば、現状のノードではこの電気―光変換が波長ごとに
入力側、出力側それぞれ３インターファイス必要であり、ノードの消費電力はほぼこの部分での消費電力
である。ついで、この変換に要する遅延時間が伝送速度の高速化が進むとネットワーク上で問題となる。
さらに、伝送速度が 40Gbps を超えてくると、電気信号での実時間処理が難しくなる。これらの問題点を、
解決する手段は、ノード装置の全光化（電気信号処理を全て光レイヤーで処理する）と、いわゆるエンド
間で光パスを設定し、ノードに負荷をかけないカットスルーによる最小遅延時間での転送技術である。前
者に関しては、既に光非線形素子を利用した光３Ｒ機能を有したデバイスの提案が多く発表されるように
なり、今後 の実用化が期待される 。後者に関 しては、GMPLS(Generalized Multi-Protocol Label 
Switching)と呼ばれる、ルーティングに波長をラベルとして使用するネットワーク構成が提案され、実用化、
標準化に向けた活動が活発化している。このフォトニックネットワーク分野の現在考えている研究ロードマ
ップを図４に示す。 
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図４ フォトニックネットワークの研究ロードマップ 
 
 
さらに、光スイッチング／ルーティングを波長レベルから波長内の時間軸上でも実施することを狙って
光バーストスイッチングや光パケットスイッチング技術が研究されており、光パケットになると、時間軸上で
の各光パケットそれぞれに対応した極めて粒度の細かな光ネットワーク制御が可能となる。波長軸と時間
軸を並列で処理できれば、究極の光信号処理の効率化が図られることになり、１ビットあたりの低消費電
力化が可能である。この観点から、欧米においても政府の支援による研究が始まっている。ただし、この
システムでは、電気での処理のアナロジーから、光信号のバファーメモリが出口での衝突回避に不可欠と
なる。電気のメモリに対応した、超高速で読み書きが可能な光バファーメモリの出現が期待されるところで
ある。 
 
３． 取るべきアクション 
 これまでの議論を整理すると、将来の超低消費電力な光通信方式を実現するため、開発すべき要素
技術は 
 ①超高速伝送によるビットあたりの消費電力の低減 
 ②周波数利用効率の向上によるビットあたりの消費電力の低減 
 ③ノードの全光処理化によるスイッチ電力の低減 
 ④カットスルーなどネットワーク制御技術によるネットワーク全体の低消費電力化 
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である。これらを含めた光ネットワークの研究ロードマップの一例を図５に示す。 
これ以外にも、各装置や端末での消費電力の低減を図るための重要技術としては、各部品特に電子
回路の低消費電力化が不可欠であることは論を待たない。ここでの出番はシリコンのＬＳＩに頼ってきた回
路を、光－電子融合集積回路のように光技術に一部を置き換えることで一つの解決策が見えてくる。もち
ろん、最近進展してきたナノ技術を用いた超低消費電力化が将来は可能性があると考えられている。また、
電力でいうと電池の問題も今後解決すべき大きな課題であり、水素利用など国を挙げて積極的に支援す
べきテーマと考える。 
 過去、光ネットワークの研究開発は主に通信事業者で自主的に行われてきたが、ここに来て各省庁
が別個にデバイス、光伝送方式、光ネットワークの研究開発を国として支援を始めている。 
特に情報通信は今後の我々の重要な社会インフラであり、その重要性は極めて大きくなる。光ネットワ
ークはこの通信網を支える大きな技術基盤であり、日本がこれまで国際的にも技術的に優位を保ってき
た分野である。ユビキタス・ブロードバンド時代の幕開けを迎えた現在、将来の安心・安全な社会インフラ
としての情報通信技術を発展させていくためには、先に述べた技術分野に関しての産学官の密接な連携
がこれまで以上に必要なのと同時に、国の施策として統一性の取れた対応が期待されている。特に通信
事業の開放・普及が進み、コスト優先主義となっている現状では、このような将来を見据えた基礎研究を
一事業者だけで負担できなくなってきているのが実情である。通信用の電力問題も現状ではまだ大きな
危機感を生んでいないが、単純にファイバや装置の数を増やすことによるネットワーク規模の拡大は必ず
や電力的にも破綻する。超低消費電力化の観点から、光ネットワークを見直すための研究基盤作りが国
の大きな施策の中で生まれてくることを期待する。 
 
 
Giga
Tera
Peta
開発研究
基礎研究
(2) ペタビット級フォトニックネットワーク
基礎技術の研究開発
(3) 高品質メディア・アクセス・
ネットワークの研究開発
開発研究
2005 (H17) 2010 (H22)
テラビットの実現
ペタビットの実現
１０１２ビット
１０１５ビット
ギガビット時代
１０９ビット
e-Japan重点計画2004
「フォトニックネットワーク技術の研
究開発」
「次世代のペタビット級の通信容量を
実現するフォトニックネットワークに関し、
2005 年までに基礎技術を確立し、2010 
年頃を目途に実用化を図る。」
※　①光パケット交換ノード技術、②光
の属性を極限まで利用する超高速光
通信システム技術の研究開発
1995 (H7) 2000 (H12)
基礎研究
10Gbps
40Gbps
1990 (H2)
2.4Gbps
(1) 超高速フォトニック・ネットワーク
技術の研究開発
(4) オンデマンド型光ネットワーク
制御技術の研究開発
光通信ネットワーク技術に関する研究開発
e-Japan重点計画
2004
「フォトニックネットワー
ク技術の研究開発」
「光ファイバ１芯あたり
1000 波の多重化が可
能となる高度なWDM技
術、10Tbpsの光ルーター
を実現する光ノード技
術等電気信号変換の
ないテラビット級の光
ネットワークの実現に
必要な技術を2005 年
度までに確立し、また、
エンドユーザ回線まで
大容量かつフレキシブ
ルなネットワークでつ
なぐために必要な技術
を確立する。」
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 383
超高速大容量ネットワーク 
 
  日本電信電話（株） 取締役 第三部門部門長 井上友二 
１．現状分析 
（１）インターネットと携帯電話の時代 
料金の低廉化とインフラ整備により、ブロードバンド加入者が急速に増加している。図１に示すように、
DSL 加入者は 1000 万を越え、ケーブルインターネット加入者が約 250 万、FTTH 加入者が 100 万を越え
た（総務省次世代 IP インフラ研究会報告書より）。 
 
このため、インターネットのバックボーントラフィックも増加の一途をたどっている。トラフィックが集中するイ
ンターネットエクスチェンジでのトラフィック増加は年率 2 倍を超えている。このため、ルータ大容量化の必
要性は依然続いており、メーカも大容量ルータの開発を続けているが、どこまで大容量化が技術的に可
能か懸念される状況になってきている。 
 また、携帯電話の普及が目覚しく、加入者数と売り上げの両方において固定電話をはるかに凌駕する
ようになった。携帯電話のインターネットアクセスに果たす役割が大きいのはわが国の携帯電話サービス
の特徴である。携帯電話加入者総数は 8000 万を超え、その 90％近くがインターネット接続機能を有して
いる。カメラつき携帯も 60％を占めており、携帯電話端末の高機能化が IT 産業全体を牽引する大きな力
となっている。 
 
図１ 
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（２）負の側面が顕在化 
 インターネットの国民生活全般への浸透や携帯電話事業の活況にもかかわらず、通信事業者・ネット事
業者は財務体力が疲弊し、回復の方策も見えにくい状況となっている。インターネットの定額・低額サー
ビスが普及に大きな力を発揮したが、これが熾烈な競争と収入増に結びつかない設備投資を招来して通
信事業者の経営を圧迫し、通信産業全般の不況を招いている。独立系 ISP が消滅し、AT&T が上場廃止
寸前まで経営悪化し、中継系光ファイバ投資が低減し続け、メーカの光産業部門が縮小し続けていること
などが象徴的である。 
 このような背景からネットワーク投資の効率化が最優先となり、自然災害、テロに対するネットワークの耐
力が弱ってきている。また、運用人件費の削減が個人情報持ち出しなどの企業犯罪を誘発している。例
えば、費用対効果を追及した結果、ISP の多くは東京のインターネットエクチェンジにおいてトラフィックを
交換している。設備の二重化もなされないことが多く、東京で激甚災害が発生した場合、ネットワークに壊
滅的な打撃を受ける可能性が高まっている。また、通信事業の水平分業が進展し、多くの独立事業者を
経由して通信サービスが提供される状態となってきているため、緊急事態への一貫した対処が従来よりも
困難になってきている。 
 通信プロトコルの IP 化の進展、Windows による PC OS シェアの事実上の独占、PC クライアントのグロー
バルな常時接続などが、技術面からの脆弱性も高めている。スパムメール、ウィルスなどによるユーザ攻
撃、インターネットインフラ自体への攻撃などセキュリティ問題の深刻度が増している。さらに、個人情報・
プライバシー情報漏洩事件が頻発し、インターネット上での誹謗中傷や株価操作を目的とする情報発信
が社会問題化するなど、非技術的な問題も顕在化してきている。 
 
（３）ユビキタス時代の幕開け 
 インターネットの成熟を背景に、いわゆるユビキタス時代の幕開けも感じられるようになった。無線タグを
図２ 
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用いてモノをネットワークに接続することの可能性が具体化しつつある。既に、電池を内蔵しないパッシブ
型無線タグの標準化が推進され、適用実験が大規模に展開されつつある。電池を内蔵するアクティブ型
タグの研究開発も活発化している。アドホックネットワークなど長年研究されてきた技術についてもタグネ
ットワークへの適用が注目され始めている。ユビキタスネットワークは、いわゆるキラーアプリケーションの
発見が必要な段階であるが、その本格化は、超高速大容量ネットワークにつながる重要な動きとなってい
くと予想される。 
 
 
２．今後 10～30 年程度の発展シナリオ 
 現在のネットワークは、エンドユーザから見ると、いわゆるノマディック通信が可能なレベルに到達してい
る。携帯電話ではどこでも、電話と狭帯域のインターネットアクセスが可能である。PC を端末とする場合は、
ブロードバンドインターネットが普及した結果、モビリティには多少の制約はあるものの、どこでもインター
ネットアクセスが可能となった。 
 このような状態に到達するため、超高速大容量ネットワークは、主として高速・大容量自体を目標として
発展してきた。今後は、ユビキタスネットワークとしての発展の時代と想定され、高速・大容量性能を追及
すればよい時代から、市場や社会のニーズを充足するアプリケーションとともに発展させていく時代に入
る。わが国のこれからの 10 年から 30 年にわたる普遍的なニーズとしては、少子高齢化とそれに伴って生
ずる諸問題、環境負荷の問題、安心・安全の問題が注目される。これらの問題を解決するアプリケーショ
ンとともにネットワークが発展するであろう。 
 ネットワークの発展シナリオを展望するために、リスクを恐れず、今後 30 年にわたって共通するであろう
ネットワークの構成を描くと図３のようになると考える。現在のインターネット同様、バックボーンを形成する
コアネットワークとこれへのアクセスネットワーク、アクセスネットワークの先に接続するホームやオフィスネ
ットワークが存在するであろう。今後のネットワークでは、さらにその先に、センサあるいはアクチュエータを
接続するネットワークがあり、実世界とのインタフェースをとると想定される。実世界とのインタフェースは広
義のヒューマンインタフェースを構成する。 
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（１）２０１５年頃のネットワーク： M-レゾナント・ネットワーク 
 今後の 10 年間のネットワークの発展により、人間（Man）や機械（Machine）相互の通信がいつでもどこで
も行えるようになり、人や機械に向けたアプリケーションが連携／レゾナントすることにより、個別のアプリケ
ーションでは不可能な高度な手法で上述した問題解決がなされるであろう。これを、NTT が提唱している
ネットワークビジョンである「レゾナントコミュニケーション環境」（図４参照）の第 1 フェーズと解釈し、Man や
Machine の M をとって、M-レゾナント・ネットワークと呼ぶ。 
 
 ネットワークレベルでは、これまでの 10 年がオープンなインターネット発展の期間であったのに対し、今
後の 10 年は、クローズド性がキーワードとなるであろう。インターネットではオープンな「大部屋」を用意す
ることで自由にアプリケーションが持ち込まれて発展してきたが、前述したように弊害も目立つようになっ
図３ 
図４ 
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てきた。今後の 10 年は、閉じられた「個室」を用意することで、便利・快適の前提として欠かせない安心・
安全の実現を容易とし、ひいては「大部屋」の価値も高まる。 
 Nortel社のCTO である Edholm はアクセスラインについて経験則として図５を示し、有線と無線の速度の
差がなくなるときがくると予測している。センサ、アクチュエータからアクセスネットワークまで（ユビキタスエ
ッジネットワーク）あるいはアクセスネットワークにおいては、要求される速度は多くの場合、1Gbps 以下で
ある可能性が高いため、今後の１０年でオールワイヤレス化すると推測される。オールワイヤレス化のため
には、高速を実現するための周波数有効利用技術に加え、電源のワイヤレス化、電波のフルユビキティ
（電波を隅々まで行き渡らせること）、ユビキティ制御（電波の到達範囲限定、可視化）、無線のセキュリテ
ィ確保、伝送方式進化に対するフレキシブル化のための技術が求められる。 
 
 コアネットワーク、アクセスネットワークについては、オールフォトニックとなっていくであろう。そこでは、フ
ォトニックネットワークの持つ高速大容量化の能力をセキュリティ・プライバシー確保、省エネルギーなパケ
ット伝送、光の物理的な遅延時間に迫るパケット伝送遅延に振り向ける技術が発展するであろう。既に実
験レベルでは、図６に示すように、サーバ技術を磨いた結果、光の物理遅延に対してわずか 50％増で日
米間 1 万 5000Km を映像伝送できることが確認されている。複数の波長を駆使する技術と組み合わせて
いくとで、波長レベル VPN や波長多重低遅延伝送の実現性が見えてきている。 
図５ 
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 上述したオールワイヤレス、オールフォトニック技術を駆使すれば、アプリケーションの安心・安全度を飛
躍的に向上でき、機能の高度化も容易になるであろう。例えば、アクティブタグを用いる、さきがけ的なユ
ビキタスアプリケーションとして、親が幼稚園にいる自分の子供の様子を遠隔で観察するシステムが実用
化されている（図７参照）。 
 
このようなシステムの安心・安全度を向上し、機能を向上させていくのに有効であろう。 
このアプリケーション例は、センサやアクチュエータがロボットを構成し、最終的に人間の能力を強化する
（エンパワーメントする）ことに使われる流れの入り口といえるだろう。今後の 10 年間、老齢化による肉体的
能力の低下を補強する技術や、増える一方の操作すべき対象の数が人間の視聴覚能力を超えてしまうこ
図６ 
図７ 
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とに対処する技術が開拓され成長していくと予想される。 
 
（２）２０３５年頃のネットワーク： L-レゾナント・ネットワーク 
 次の２０年間は、レゾナントコミュニケーション環境フェーズ２の実現に向かう。M-レゾナント・ネットワーク
では、解くべき問題は物理的、即物的に与えられるのに対し、以降は、人間の生活（Life）の質、生命
（Life）、心の問題をターゲットとするようになる。Life の L をつけて、L-レゾナント・ネットワークの時代と呼
ぶ。人間の幸福に迫るアプリケーションが実現される。例えば、便利になりすぎることによって人間の肉体
的能力（脳力も含む）が衰えることがないように、快適に不便さを生活に取り込むことや、多忙さの弊害や
寂しさなどを緩和すること、自己実現を支援することなどがアプリケーションの対象となる。 
インターネットが普及して誰でも電子メールを使うようになり、便利になる一方で、生活は多忙になるば
かりで豊かさを減少させているとも見える。従来であれば遠いところには情報は届きにくく、時間が経てば
情報は忘れられていったが、コンピュータに支えられて人間は情報を忘れることができない。最近のトラブ
ルや犯罪にはこのような事情が原因と推測されるものも散見されるようになってきた。社会に安心・安全を
もたらすのとは逆の動きが顕著になってきていると考えられる。２０１５年以降は、このような弊害に対処し、
心のレベルでの生活の質を高めるためにネットワークが発展するであろう。 
 そのためには、社会の安心・安全実現に必要な「ネガティブフィードバックをかける」技術、心の状態を
認識し、望ましいと感じられる状況を作り出す技術が必要とされる。それが具体的に何であるのかを述べ
るのは容易でないが、図８に示すような系として構成されると考えられる。人の物質的な測定を行い、また、
人間を取り巻く環境（物理的環境、情報、社会など）を測定する。測定データに基づいて、感覚・感情を理
解し、定量化する。これを望ましい感覚・感情の状態値に一致していくように環境を操作する。それぞれの
ステップは人類始まって以来の課題であり、このフィードバックループが閉じて機能する状況は、想像する
のも困難と言ってよいくらいではある。しかし、人間や人間を取り巻く環境を測定する技術、環境を操作す
る技術は今後 30 年の間には大きな進歩が予想される。その結果、人間の感覚、感情、心を考える心理学
や哲学にも大きな進展を予想する。 
 例えば、脳磁界などを測定する技術が急速に進歩しており、脳の状態と視力・聴力・手指の動作などの
人間の機能や動作との関係についての研究が進んでいる。筋肉への神経情報の理解も進展しており、
神経情報を取り出して筋力補強ロボットを制御する事例も報告されている。物理的な環境測定のために
各種センサ技術の開発も活発に行われている。気温、湿度、振動、各種ガスなどの情報がリアルタイムに
測定できるようになるであろう。人間を取り巻く情報環境については、既に相当程度、ディジタル化が進み、
インターネット情報については、図８のフィードバックループを構成しようとする例が存在する。例えば、ア
ダルト情報などの有害情報をブロックする技術、ウィルス攻撃などを使ったネットワーク全体のセキュリティ
への攻撃に対処する技術などである。特に後者は、PC クライアントやサーバ単体での対処にとどまらず、
ネットワーク全体の連携で対処しようとしている点が注目される。さらに一般化して、情報の記憶が減衰し
ない弊害を緩和するために、ネットワークで捕捉された情報が伝搬する範囲や時間経過による減衰を制
度的、技術的に保証し、不要に残存する情報による社会の不安定化の回避を目指すシステムも検討す
べきであろう。 
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 人間や環境を操作する技術についても、今後も大きく発展していくであろう。上述の筋力増強ロボット
のほか、体内に埋め込んだマイクロカプセルで投薬を電子制御する技術など、機能的、化学的、遺伝
子的に操作する技術の発展が予想される。 
人間を取り巻く環境の制御、あるいは社会システムの高度化も、超高速大容量ネットワークやコンピ
ュータ技術の進展で大きな変容を遂げてきている。IT 技術を駆使した物流制御の高度化はユビキタス
技術でさらに大きな技術革新がなされるであろう。このような進歩と、社会システムの構成要素である通
信機器、輸送機器、建築物などの技術革新とが融合して、人間を取り巻く環境制御のレベルは格段に
向上するであろう。 
一例としてロボット技術が注目される。Xerox PARC 研究所では、ロボットモジュールによりロボットを
構成する研究を行っている。図９は、フェンスをよじ登ってカメラを設置してくるロボットを構成した例と三
輪車を動かすプロトタイプの写真である。 
 
(a)フェンスを登ってカメラをつけるロボット (b)三輪車を動かすロボット 
図９ Xerox PARC 研究所の研究事例 
 
 このような技術が発展すると、希望の自動車を欲しいとき欲しい場所で構成するなど、必要な設備を自
在に構成することが可能になるであろう。このような技術を基礎に、交通システムなど、環境インパクトが大
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きなシステムを、ユーザが機能的に等価以上に感じ、かつ環境インパクトが小さなシステムに変換する技
術も登場するのではないか。例えば、自家用車を「必要な時いつでも、大きな荷物を持たずに座って移動
できる交通手段」と定義し、公共交通、手荷物運送サービス、モジュール化ロボットなどを駆使した、自家
用車以上に便利・快適で環境的にも効率的な交通手段に変換する。そのためには、エレメント間の高度
なネットワークが必須である。 
 
 
３．作成したシナリオを踏まえた日本のとるべきアクション 
 日本の中長期的課題である、少子高齢化、環境、安心・安全の問題解決に狙いを定め、通信ネットワー
クの発展を促すことにより、国民の期待に応え、日本の国際的な魅力を高め、産業力強化に結び付けて
いくことが大方針として有力であろう。 
 
（１）M-レゾナント・ネットワークの実現に向けて 
１）継続的な蓄積と発展を前提とするインフラアーキテクチャの研究開発 
 今後のネットワークは、アプリケーション単位に構築されるネットワークが蓄積した結果として形成される。
電話サービス専用網が構築され、IP パケット転送のためにインターネットが構築され、ネットワークの世代
交代が論じられる従来とは、この点が大きく異なるであろう。ネットワークは世代交代させず継続的に蓄積
させていかなければ、あらゆるモノをネットワーキングさせる巨大な M-レゾナント・ネットワークを構築する
ことは困難である。そのためには、次々に建設されるネットワークをインターワークさせ、過去のネットワー
クの実績を継承し、新しい技術を導入していけるアーキテクチャが必要とされる。この問題に具体的に取り
組むため、電話網のインターネットへのマイグレーションや激甚災害やテロに対するインターネットの信頼
性確保を例に産官学の連携した検討を提案する。すなわち、電話網の安心・安全実績を継承しつつイン
ターネット電話の利便性を享受するために、二つのネットワークを使いこなす技術、事業者間連携、制度
整備を検討する。また、通信事業者の事業分野と責任範囲が錯綜している現在のインターネットでは、激
甚災害やテロ発生に際して、国民の安心・安全の期待に応える機能を維持できるかが懸念される。懸念
解消のため、通信事業者が協力して、ネットワーク運用、ミニマムインフラの設計などを具体的に検討す
る。 
 
２）要素システムの研究開発 
 アプリケーションの安心・安全度を飛躍的に向上させる方向でのオールフォトニック、オールワイヤレス
技術の研究開発、人間の能力を強化する技術の研究開発を促進する。特にフォトニックネットワーク技術
は日本が世界をリードしている分野であるが、世界的な IT バブル崩壊以降、収縮する市場にあって熾烈
な競争が展開されている。超高速大容量化の果実をアプリケーションの安心・安全に用いる技術開発を
促進して、世界の光産業を日本が担う状況作りに向けて産官学が連携することが望まれる。 
 
３）キラーアプリケーション発掘のための産官学の連携 
 ネットワークはアプリケーションとともに発展すると想定されるので、キラーアプリケーション発掘のための
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産官学の連携の促進が不可欠である。また、無線タグの適用において既に顕在化しているプライバシー
侵害への懸念など、ユビキタス時代の負の側面を克服するためにも分野横断的な取り組みが必要とな
る。 
 
（２）L-レゾナント・ネットワークの実現に向けて 
１）心のレベルでの安心・安全を脅かす状況の改善を狙う R&D の組織化 
 わが国では自殺者が３万人を越えて主要先進国中、最悪となっている。自殺者ゼロ化の目標を設定す
るなどして、工学、医学、心理学、哲学など広範囲の分野横断的な検討を組織し、科学技術が貢献する
可能性を探求し、研究開発を促進する。 
 
（３）R&D 成果の海外への浸透に向けて 
 技術は使い込まれ改良を加えられて強くなっていく。上述のアクションによって生まれる R&D 成果を世
界に普及させ、日本の産業振興に結び付けるには、世界のエンドユーザや技術者を仲間にしなければ
ならない。エンドユーザにとって魅力的なコンテンツ、技術者にとって魅力的な技術開発を合わせて提示
できる「テストベッド」を世界に展開する施策を提言したい。例えば、日本の楽曲、ゲーム、テレビ、雑誌な
どがアジアにおいて人気が高い。このようなコンテンツをベースに、日本がアジア文化を相互に広め、ひ
いては、“東洋の真珠”のような、世界にエキゾチックを提供する文化インフラを築いていく活動として展開
することが望まれる。 
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生活支援ロボティクス 
 
東北大学大学院 工学研究科機械知能工学専攻 教授 小菅一弘 
 
１． 現状分析 
生活支援を目指して多くの研究が行われ、多数のロボットが提案されているが、実際に生活支援で利
用されているものは少ない。以下、代表的なロボットについて紹介する。 
【食事支援ロボット】Handy 1[1]、Myspoon[2]、Neater Eater[3]などが開発され、既に色々なところで利用さ
れている。特にセコムによって開発された Myspoon[2]は、完成度の高い食事支援ロボットとして知られ
ている。 
【マニピュレーション支援】The Raptor Wheelchair Robot System[4]、ARM（Assistive Robotic Manipulator）
[5]などが市販されている。 
【移動支援】もともと日立によって開発された歩行支援ロボット『楽歩（らっぽ）』は完成度が高く、現在、ロ
ボット特区で試験されている[6]。また、高機能車椅子 Independence iBOT3000 は米国で市販が始まっ
ている[7]。これらは、ロボット技術を応用したものである。 
【掃除ロボット】iROBOT が開発した Roomba の販売は昨年末に 100 万台を超えた[9]。簡単な真空掃除機
と移動ロボット技術を組み合わせたもので、移動ロボットとしてみた場合、最新モデルはかなりの高機能
を有している。  
【癒しロボット】世界でもっとも癒し効果のあるロボットとしてギネスブックで認定された、PARO の市販が開
始された[8]。海外での臨床試験も行われており、その動向が注目されている。 
【パワーアシストシステム】装着型パワーアシストシステムの研究も多数行われている。筑波大学の山海ら
のシステムは開発が一番進んでいると思われるが[19]、実用化までには多くの課題を抱えていると思わ
れる。  
このように、機能を特化したロボットに関しては、開発が進んでいるものもあり、既に製品化されているもの
もある。また、開発が終了し、完成度の高いロボットでも、ビジネス的に成り立たないという理由から、製品
化が見送られているものもある。  
また、生活支援を最も意識しているもう一つの研究に空間の知能化の試みがある。国内外で多くの研
究が行われている。 
【Easy Living[10]】Microsoft によるプロジェクトで、知能化環境を構築するためのプロトタイプアーキテクチ
ャの開発を行っている。 
【Project Oxygen[11]】MIT の CSAI Lab.で行われてきたプロジェクトで、計算機と通信技術を、生活に自
然に導入することによって何ができるかを追求している。 
【Aware Home[12]】Georgia Institute of Technology で行われているプロジェクトで、IT による QOL の向上
を目指している。 
【House_n[13]】MIT で行われているプロジェクトで、個人のニーズ、価値観、アクティビティーにダイレクト
に応えられるような生活と仕事の場の設計を目指している。 
【Interactive Workspace[14]】Stanford University のプロジェクトで、IT による会議室の知能化を試みてい
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る。 
【SELF[15]】産業技術総合研究所で行われている研究で、生活環境のセンサ化による可能性の追求を行
っている。 
【インテリジェントスペース[16]】東京大学橋本秀紀らによる研究で、建築・ロボティクス・IT の融合を目指し,
分散知能デバイスを用いた空間の知能化を試みている。 
【Robotic Room[17]】東京大学佐藤知正らによる研究で、個人適合知能化ロボット環境の構築を目指して
いる。 
【RT ミドルウエアプロジェクト[18]】産業技術総合研究所が中心となって行ってきた研究で、オーダーメイド
の RT システムを意識したミドルウエアの開発を行っている。 
これらの研究は、生活支援に必要な基盤技術開発が中心で、具体的な生活支援サービスには直接結
びついていない。生活支援を実現するには、必要とされているサービスを実現するための機能に絞って
研究開発を推進する必要がある。  
以上のように、生活支援ロボットの研究・開発は色々と試みられており,家庭内でロボティクスを活用でき
る可能性は示されているが、現時点では、十分な成果が得られているとは言いがたい。生活支援ロボティ
クスを産業用ロボット開発と同様に考え開発することには限界があり、それを打破するには、新しい学問体
系ならびに研究開発体制の確立が必要である。  
 
２． 今後 10～30 年の発展シナリオ 
（１） 家庭内でのロボティクス活用の可能性 
 生活支援が他分野と異なるのは、サービスが主体になるという点である。単一の機能で実現できる生活
支援もあるが、生活支援のニーズは多種多様であり、生活支援ロボティクスが社会に受け入れられるため
には、それなりの仕組みを社会に組み込む必要がある。また、生活支援に必要とされているサービスは多
様で、ロボットのみによってすべてのサービスを実現するという考え方は現実的ではない。完成度の高い
ヒューマノイドロボットの登場によって、人の作業を代行する人間のような存在のロボットに対する夢は膨ら
むであろうが、生活支援を実現するにはまだまだ多くの課題を抱えている。 
生活支援ロボットは、支援サービスを提供するサービスプロバイダ（個人も含む）が、生活支援に必要な
サービスを実現するための道具あるいはメディアとして位置づけられて発展すると考えるのが自然である。
生活支援ロボットをそのように定義することで、家庭内でのロボティクス活用の可能性は極めて大きくなり
現実的になる。例えば、前章で紹介した食事支援ロボットは、食事の準備や後片付けをしてくれる人がい
るから利用できるのであり、ある意味で、サービスプロバイダを前提としたシステムである。このように、我々
が日常生活の中で無意識に行っている活動を、サービスという観点から見直し、それらのサービスにサー
ビスプロバイダの存在を前提としてロボットを開発することで、高齢者の QOL の維持・向上が可能である。 
 
（２） 生活支援におけるロボティクスの活用 
図１にサービスプロバイダを前提とした生活支援ロボットシステムの概要を示す。生活支援ロボットシス
テムは、知能化空間、生活支援デバイス・生活支援ロボットと、サービスを提供し管理をするサービスプロ
バイダとから構成され、以下の支援機能を実現し、高齢期まで、QOL を維持した自立した生活を可能に
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する。 
【快適生活支援】 
 ユーザは、知能化空間からユーザに合った快適な空間を提供される。また、生活支援デバイス・生活支
援ロボットがユーザをサポートし、必要に応じて知能化空間と協調し、また、サービスプロバイダと連携し、
知覚支援、認知支援、移動支援、作業支援、癒しなどを提供、快適な生活支援が実現される。 
【健康生活支援】 
サービスプロバイダは、生活支援デバイス・生活支援ロボットを利用することによって、また必要に応じ
て知能化空間からの情報を利用して、健康管理・維持支援、リハビリ支援などのサービスを提供すること
ができる。これにより、健康生活支援が実現できる。 
【安全・安心生活支援】 
サービスプロバイダは、知能化空間と生活支援デバイス、生活支援ロボットを利用し、セキュリティーシ
ステムを構築、安全・安心な生活を支援できる。 
【いきいきした生活支援】 
 サービスプロバイダが提供するサービスには、学習・趣味・娯楽なども考えられる。これらは、生活支援
デバイスやロボットを活用することによって、より質の高いサービスを提供できる。これらのサービスを介し
て、一種のコミュニティーが創出され、いきいきした生活の実現を図る。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 生活支援におけるロボティクスの利用 
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（３） これからのロボット工学 
前節で紹介したようなロボティクスによる生活支援を実現するためには、人のように高度な機能を有す
る機械開発としてのロボッティクスから、人のようにサービスを実現するシステム開発のためのロボティクス
への転換を図る必要がある。 
ロボティクスには、高機能機械としてのロボット開発に必要な科学技術という意味と、目的にあったシス
テムをインテグレーションするための科学技術の側面がある。我が国で行われている研究のほとんどは前
者に属するのではないかと思われるが、従来は不可能であったサービスをロボティクスによって実現しよう
と研究開発が行われている米国では後者の比重が大きい。 
生活支援ロボティクスは、サービスロボティクスとして展開され、以下の要素技術から構成される。 
１） サービス科学 
ロボットによってサービスを提供するには、提供するサービスを科学的に解明する必要がある。サー
ビスは多種多様であり、抽象的な議論だけでは真のサービスは提供できない。そこで、ロボットは、サ
ービスを提供するツールあるいはメディアであると考え、必要とされているサービスを、サービス毎に科
学的に解明し、それらのサービスをロボッティクスで実現するとともに、提供されるサービスを客観的に
評価する尺度の導入が必要である。サービスは多種多様であり、サイエンスとして学際的な科学技術
を形成する。 
２） サービス志向空間知能化 
  生活支援ロボティクスに求められているサービスを、ロボット単体で提供することは場合によっては難し
い。そこで、空間にセンサを配置し、空間とロボットとサービスプロバイダが協調してサービスを提供す
ることが必要になる。同様の研究は一部で既に開始されているが、具体的なサービスを想定していない
ため、そのままでは利用できない。サービスを意識した研究開発が必要である。サービス志向空間知
能化は、将来の生活支援システムの重要な要素である。 
３） 機能支援工学 
科学的に解明された生活支援に必要なサービスは、サービス志向知能化空間と生活支援デバイス
あるいはロボットを介して提供される。そこで、必要なサービスに対し、生活支援デバイス・ロボットある
いは知能化空間を構築する必要が生じる。産業用ロボットに対しては、サービスとしての作業に関する
多くの知見が存在するが、生活支援に対してはほとんど存在しない。生活支援に必要なサービスを、
ロボティクスによってこれから新たに創造する必要がある。図1に示したように、代表的な基盤支援機能
には、以下の支援が考えられるが、今後、生活支援サービスを陽に意識した、具体的な支援機能支援
ロボティクスとしての確立が必要である。 
(ア) 知覚・認知機能支援 
知能化空間あるいは、ロボットによって、高齢者の低下した知覚・認知機能の支援を実現する。 
(イ) 感覚支援・強化機能 
ロボティクス技術を駆使し、視覚・聴覚・触覚の支援・強化を実現し、高齢期まで、自立した生活を実
現する。 
(ウ) 移動能力支援・強化機能 
高齢期まで、自立移動能力の確保・強化を目指す。 
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(エ) 作業能力支援・強化機能 
上肢を利用した作業能力の確保・強化を目指す。 
(オ) 心の支援機能 
誰にでも参加できるコミュニティーを生活支援システムの一部として創出し、活力ある生活が可能な
システムの実現を目指す。 
 
３． 日本のとるべきアクション 
生活支援ロボティクスの目的は、最終的に生活支援に必要なサービスを提供することにある。生活支
援サービスを提供し、社会に普及させ、社会の重要なインフラとして定着するには、介護保険などの諸制
度との連携を考えたシステム開発が必要である。生活支援システムをどのように構築するかは、高齢化社
会をどのように生きるかという問題であり、今後の日本の政策設計に大きく関係する問題である。そこで、
以下のアクションを同時に取るべきであると考える。 
（１） 制度設計・整備 
関連省庁を交えて、急速に高齢化が進む日本において、高齢者の生活をどのように支援するか
に関して議論し、その方策を考え、制度設計・整備をすることが必要である。 
（２） 生活支援システム設計 
   生活支援方法は無数にあるが、そのための財源は有限である。そこで、生活支援サービスにかけら
れるコスト内で、どのようなシステムを設計するべきか、サービスプロバイダの意見も取り入れて議論
する必要がある。もちろん、（１）制度設計・整備とも関係するので、連携を取りながら議論する必要が
ある。 
（３） 支援システム構築 
   支援機能をどのように実現できるか、無理なく実現できる支援機能にはどのようなものがあるかなど、
生活支援に必要な機能を実現する方法ならびにそれを実現するのに必要なシステムについて、サ
ービスプロバイダも加わって議論し、（２）で提案されるシステムに対して、具体的な共通の仕様を定
め、実システムの構築を行う。 
多くの分野が関係するこれらの検討は容易ではないが、効率良く確実に生活支援システムを実現する
ためには、これらの検討を同時並行で実施することによって、真に有意義なシステム構築が可能になるも
のと思う。制度設計とシステム設計を同時に行うことは、ロボティクスの世界ではほとんど見られないが、極
めて重要であり、海外での宇宙開発プロジェクトなどの大型プロジェクトに取って代わる、日本独自の大型
プロジェクトとなりうるであろう。 
我が国は、かつて経験したことがないように急速に高齢化しており、生活支援ロボティクスは、高齢化問
題を乗り切るための重要な方策である。また、生活支援は、国の施策とも大きく関係するので、ロボットそ
のものを開発すればよい通常のロボット開発と異なり、どのようなサービスをどのように提供して国民の
QOL の向上を図るのかという問題を多面的に検討し、介護保険などの施策との連携をも前提とした、生
活支援システムの設計が必要である。この意味で、生活支援ロボティクスは、21世紀の新しい工学モデル
となりうる新しい学問領域となるであろう。 
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生活支援ロボティクス 
 
(株)国際電気通信通信基礎技術研究所知能ロボティクス研究所 所長 萩田紀博 
 
１. 現状分析 
我々が抱くロボットの印象は、人に危害を加えずに、物を持ち上げ、掃除をしてくれる、いわゆる「３Ｋ
（汚い、きつい、危険）」を機械的に代行してくれるロボット（メカロボット）である。掃除ロボットや介護・患者
支援ロボットなど特定タスクでの市場が生まれようとしているが、日常生活で使われるようになるには、安
全に対する課題をクリアする必要がある（日本ロボット工業会、http://www.jara.jp/publication/04.htmlな
ど）。愛知万博に登場する最新のロボットも、安全プログラム、安全確保のための組織と安全管理責任者
体制、アセスメントレポート、安全マニュアルなどが義務付けられている。 
一方、人とのコミュニケーションに重点をおいたコミュニケーションロボット（コミュロボット）の研究も盛ん
である。平成１５年度の総合科学技術会議では、ロボットは情報通信部門に分類され、次世代のコミュニ
ケーションメディアの１つに位置づけられた。超高齢化社会をむかえる我が国にとって、コミュニケーション
メディアとしてのロボットの役割が注目されるようになった。 
コミュニケーション機能では、単体ロボットについての知覚機能（見る、聞く、話す、触るなど）を中心に
研究開発が進められている。画像によるユーザ認証や動作・表情認識法は多数提案されているが、ロボ
ット周辺の照明条件、登録ユーザ数などによって、認識精度が変化する。人型ロボットで相槌などで頭が
上下する場合、目のカメラ部分の画像認識には課題が多い。音声認識できる単語数も数万単語、言語に
ついても、日本語、英語、中国語、韓国語などの多言語を扱えるロボットが開発されている。環境雑音の
多い場合は、ロボットが聞きとれない内容をもう一度聞きなおすこと、声を小さめに話してもらうように頼む
こと等によって、認識率を向上させる方法も検討されている。 
他のコミュニケーションメディアではできない、ロボット独自のコミュニケーション形態としてスキンシップ・
コミュニケーション（physical contact communication）がある。デモ会場などで高齢者や子供達に対して、
ロボットが「握手して」や「抱っこして」と言えば、人間同士のようにフレンドリーなコミュニケーション行動が
自然と生まれる（図１）。マニュアルも無しにコミュニケーションを開始できるという意味で究極のヒューマン
インタフェースと言える。これに対して、今の携帯電話が「抱っこして」と言っても、人間の方が戸惑ってし
まう。人型ロボットの場合には手や体の対応づけができるが、携帯電話では対応つけられないためである。
日常生活の支援ができるロボットには、キーボードでいちいち入力をしなくても普段の人同士のコミュニケ
ーション手段でコマンドを入力できる点が特長である。 
人が頭を撫でているのか、叩いているのかの圧覚パターンを区別するために、ロボットの皮膚に触覚セ
ンサを埋め込む研究も始まっている。シリコンやウレタンを用いて柔かい皮膚をもつ人型ロボット（図２）や
アンドロイト型のロボットも登場してきた。 
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図１ スキンシップ・コミュニケーション 
 
 
 
図２ 柔らかい皮膚をもつ人型ロボット 
 
しかしながら、生活支援ロボットとして広く普及するには、ロボット単体の知能を向上するだけでは不十
分である。たとえば、住宅の１階にロボットが居ても、２階で物音が聞こえたら、現状の人型ロボットが階段
をゆっくりあがって見てくるというのは効率の良い支援とはいえない。また、街中でロボットが高齢者の道
案内をするにしても、１台のロボットがずっと一緒に歩いて誘導しようとしても毎時数km程度の移動速度で
は難しい。生活支援のサービス単位を明らかにしてみればわかることであるが、１台のロボットだけででき
る生活支援よりも複数台のロボットが連携、協調する方がはるかに多様で複雑なサービスを提供できるよ
うになる。この考えは、コンピュータの場合と非常に似ている。初期のスタンドアロンコンピュータでは、
CPUの高速化やメモリ、補助記憶の大容量化が主な研究目標であった。それが、コンピュータがネットワ
ーク化することによって、インターネットを始めとする様々なネットワークサービスが生まれた。ロボットもスタ
ンドアロンからネットワーク化することによって、多様なサービスを生み出すことができる。この考えは「ネッ
トワークロボット」と呼ばれ、我が国のフラグシップ・テクノロジーであるユビキタスネットワークとロボットが融
合した技術である。 
ネットワークロボットでは人型ロボットを「ビジブル型ロボット」、環境設置型カメラやウェアラブルセンサな
どを「アンコンシャス型ロボット」、携帯電話やパソコン内のキャラクターエージェントを「バーチャル型ロボ
ット」と呼び、これらが協調・連携することによって新しいロボットサービスを構築する。メカロボットだけでな
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く、コミュニケーション機能をもったメディアをロボットと拡大解釈して考えることによって、新産業を生み出
そうという考え方である。環境設置型カメラや他のロボットとネットワークを通じて協調・連携して足りない情
報を補う。先ほどの例でいえば、２階の情報は２階に設置したアンコンシャス型ロボットの情報を基に、異
変があれば瞬時に人に伝えることができる。監視モニターを設置する家が増えた最近の社会情勢をみれ
ば、アンコンシャス型ロボットも我々の生活では身近なものになりつつある。街中での道案内についても通
りに設置されたアンコンシャス型ロボットと複数台のビジブル型ロボットや携帯電話のバーチャルロボット
が連携した道案内誘導のサービスを実現できる。さらに重要なのは、一度、アンコンシャス型ロボットが街
路に設置されると、道案内だけでなく、通りや町の安全、省エネ、ごみ投棄、商店のお得情報などを２４時
間監視・提供するようなサービスも可能になる。 
ネットワークロボットに関連して、平成15年度、16年度、17年度と、それぞれユビキタスネットワーク技術、
ネットワークロボット技術、センサネットワーク技術に関する国の研究開発プロジェクトが立ち上がりつつあ
る。産業界でも、それぞれユビキタスネットワーキングフォーラム（ＵＮＦ）、ネットワークロボットフォーラム、
センサネットワーク部会（ＵＮＦの下部組織）を組織化して、ロボットの利用形態と普及促進方策について、
検討が進められている。 
ユビキタスネットワークやセンサネットワークとネットワークロボットが異なる点は、上記にも述べたように、
ユーザに反応するためのアクチュエータ（機械駆動部の総称）を持っていることである。人が尋ねたことに
対して、何も反応がないロボットでは、ヒューマンフレンドリーなインタフェースとは言いがたい。アクチュエ
ータを使って、人型ロボットが首をかしげ、目線を見つめ、声で反応するという、人間に近い応答をするこ
とによって、親しみやすく、リアクションのよい新しいコミュニケーション・メディアになる。机に一台パソコン
をおいてももう一人いるとは感じないが、ビジブル型ロボットがユーザの方をきょろきょろ向き始めて何かを
話しだすと、もう一人、自分のパートナーがいるかのように感じる。このように応答するロボットは「存在感メ
ディア」と呼ぶこともできる。ロボットが高齢社会における話し相手の候補に成り得る重要なメディアといえ
る理由はこの存在感メディアにある。 
 
２. 発展シナリオ 
このようにメカロボット、コミュロボットの両方の要素をもつ生活支援型ロボットが普及していくためには、
それに耐えうる駆動系（電磁石モータ）の小型化、高トルク化、低電力化、電池の省エネ化が課題となっ
ている。また、ソフトウェア研究として、単体の知能やネットワークロボットの技術開発が不可欠である。そ
れと同時に、もっと大事な問題は、この存在感メディアが人間社会に溶け込むには、人がこのメディアを
受け容れるかに関する社会科学、認知科学的な視点からみた研究を強化する必要がある。これらの点を
踏まえて、２０３０年までを２フェーズに分けてシナリオを述べる。 
 
１）短期的（現在～２０１５年）シナリオ 
まず、第1期（現在から２０１５年位まで）には、３Ｋ代行を目的とする「メカロボット」と人の話し相手をする
「コミュニケーションロボット」の両面で別々に技術が発展する。 
メカロボットの研究では、パワーアシスト性能と安全性の向上が重要な課題になり、屋内外の使用を想
定した人サイズのロボット、屋内を想定した人型ないしペット型ミニロボットが開発され、それぞれについて、
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センサ、アクチュエータ、コントローラが繰り返し改良される。 
人型サイズのロボットでは二足歩行が技術的に可能になったとはいえ、屋外で自律的に動きまわるに
は、斜面、路面の状態、階段の有無などの走破性の問題を解決することに重点が置かれる。このサイズの
ロボットはいつも最新の高性能CPUや超寿命バッテリーを利用して、最高水準の技術を搭載する生活支
援プラットフォームとしてのロボットを開発するが、家庭で生活支援可能なロボットを実用化することは難し
いと思われる。技術的には、人と同様に徐々にうまく歩けるようになるためのメカ的なものまね学習技術や
人の手や指のように滑らかで複雑な物のつかみ方が可能な把持技術が進展する。この技術が可能にな
ると、生活における衣食住に関する細かな作業をロボットに代行できるようになるため、メカ的な意味のサ
ービスが大幅に拡大する可能性がでてくる。また、屋内外で動き回れるロボットと安全性の高い皮膚をも
ったロボットの開発が進む。 
一方、屋内用の人型やペット型のミニ（ビジブル型）ロボットは、軽量化とサーボモータの高度化、CPU
の高性能化が進展し、ネットワークロボット技術の発展と連動して、小さいながらも複数台で連携しながら、
情報発信・提供に関する生活支援として利用されていく。たとえば、携帯電話のバーチャル型ロボットと据
置きカメラのアンコンシャス型ロボットと連携して、外出時の留守宅警備、高齢者などの日常生活支援サ
ービス（異常時の医療機関や家族への緊急連絡、キーボードや親指操作の代わりに対人コミュニケーシ
ョンに基づいた情報提供、話し相手など）が実現していく。 
様々なロボットが相互連携できるネットワーク・ロボットのオープンプラットフォームが構築され、これらを
利用した、サービスを実現するための実証実験が２００５年からさかんに行われていく。ネットワークロボット
における２０１３年頃までの進展イメージを図３に示す。 
 
図３ ネットワーク・ロボットの進展イメージ 
（総務省：「ネットワーク・ロボット技術に関する調査研究会」報告書, p.48, 平成１５年７月, 
http://www.soumu.go.jp/s-news/2003/pdf/030724_1_01.pdf） 
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特に、２０１５年頃には、屋外でもネットワークロボットの利用が可能になり、複数のロボットが連携して、
ネットワークを介して機能拡充して、多用途での利用が可能になる。人の嗜好や行動パターンなどを学習
することができ、ネットワークロボットの連携サービスが本格化する。 
生活空間において人サイズロボットや人型ミニロボットを中心に、ネットワークロボットの基盤技術および
対人コミュニケーション能力向上にむけた研究開発および実証実験が繰り返される。個人の行動記録や
プロファイルなどのプライバシーに関わる情報がネットワークで送受信されるので、社会に受け容れられる
ロボットサービスであるかを法制度の立場から整備する取り組みが必要になってくる。この整備によって、
社会に受け容れるための課題が明確になり、これを目標にロボット技術全般のレベルアップがスパイラル
的に進む。この頃のロボットについては、人同士の言語的コミュニケーションのようにスムーズには会話を
することがまだできないために、人がロボットの性能に合わせて利用することになる。しかしながら、ロボット
単体の利用形態に比べて飛躍的に協調・連携サービスが増えてくる。特に、２０１５年位になると、ネットワ
ークロボットの情報通信基盤を使って、個々のロボットのアプリを高度化したソフトウェアを適宜ダウンロー
ドすることが可能になる。自由度（関節の数にほぼ対応）の異なるロボットであっても、たとえば、介護に役
立つロボットの動作パターンを手軽にネットワークからダウンロードして共有できるようなる。すなわち、ロボ
ットコンテンツの流通が開始する。 
確かに音声単語が多く認識できた方がよいには違いないが、生活支援のためのロボットコミュニケーシ
ョンでもっとも大事な高度対話とは、人や環境の状況に応じて、臨機応変に対応を変えられる状況依存
型の対話行動技術である。ここで、対話行動とは、音声対話だけでなくジャスチャや移動を伴って、対人
（対ロボット）コミュニケーションを行う行動である。端的な例として、我々でも経験することであるが、数名
の見知らぬ人たちと話をしようとした場合、挨拶から始まり、複数人の会話の中に自然に参加していくには、
相手との人間関係をある程度で理解した上で、言葉を選ばなくてはならない。年上らしい人ならば、丁寧
な言葉で始めるし、高齢者であれば、ゆっくりと話し、子供であれば、親しみやすい表情やジェスチャを伴
って話しに参加しようとする。これらは、社会的知能とよばれ、その中でも対人コミュニケーション能力に関
する技術に相当する。これまで、社会科学の分野で検討されてきたものであるが、今後、ロボットコミュニ
ケーションの研究で、社会的知能を中心とした、高度な対話行動が重要なテーマになり、社会科学、認知
科学との融合領域を形成していくものと予想される。 
 
２）長期的（２０１６年～２０３０年）シナリオ 
第2期（２０１６年から２０３０年）になると、メカロボットとコミュニケーションロボット技術が融合して、生活を
支援してくれる様々なロボット（人サイズの機械ロボット、人そっくりのアンドロイドロボット、携帯可能なパー
ムトップロボットなど）の製品化が本格化する。複数タイプのネットワークロボットが互いに連携して、パワー
アシストする新サービスも生まれてくる。 
メカロボットの研究では、安全性とパワーアシスト性能が向上して、生活支援という意味で人と同サイズ
のロボットを中心にセンサ、アクチュエータ、コントローラの研究開発が進展する。アクチュエータは、幼児
や子供のいる家庭内でも安心して使用できるようにロボットの安全性を高める。老人などを抱きあげるため
のパワーアシスト性能を高めるために、現在のAC/DCサーボモータに代わるアクチュエータの開発が進
展する。形状記憶合金や空気圧アクチュエータなどの研究が発展する。人工筋肉（工学的および生化学
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的に造られた、生物の筋肉と同じ働きをする材料）に関する研究開発も進展する。 
これと並行して、皮膚センサの技術開発も活発化し、センサ技術と音声や動画像に関するパターン認
識・理解技術、機械学習技術を利用して、高齢者、障害者などにおきるバイタル情報の変化や症状を捉
えることが可能になる。特に、カメラやマイクロフォンなどの視聴覚センサとの情報統合によって、微妙な
声の違いから人の健康状態などを予測することも可能になる。その頃はロボットが環境や人、社会に及ぼ
す影響についても法的に整備される。ロボットコミュニケーション学、アンドロイドサイエンス、ロボット社会
学など、人間がロボットと円滑なコミュニケーションができるコミュニケーション科学やそのためのソフトウェ
ア工学、ロボット工学が盛んになる。アンドロイドサイエンスでは、人間の皮膚やしぐさ、話し方の癖などを
克明に真似てレプリカ（アンドロイド）を作る技術が生まれ、自分自身の代行サービスなども始まる。 
コミュニケーションメディアとしてのロボット研究では、ユビキタスネットワーク、ネットワークロボット、セン
サネットワークなどの情報通信基盤を利用して、ネットワークロボットの基盤技術および対人コミュニケーシ
ョン能力向上にむけた研究が進む。 
この期に入ると、高齢者がロボット家族（数台）単位にロボットを購入する場合も増えてくる。自分が仮に
ひとり暮らしであってもロボットの家族による自律的行動を横目で見ながら、会話に参加したり、生活に有
用な情報を得たりする。 
第１期及び第２期の実現イメージを図４に示す。 
 
 
図４ 生活支援ロボティクスのための技術ロードマップ 
 
 
第１期 
（現在～2015年） 
第２期 
（2016年～2030年）
メカロボット 
コミュロボット 
生活支援ロボット
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３. 日本のとるべきアクション 
＜戦略1：様々なロボットをネットワーク情報通信基盤につなげることが先決＞ 
 スタンドアロンとして開発する時代からネットワークを前提としたネットワーク・ロボット開発に重点を移した
方が、生活支援サービスを早い時期に前倒して実現できるようになる。その場合、ユビキタスネットワーク
技術、センサネットワーク技術などの情報通信基盤とのインフラと共通化を図ることを前提に研究推進施
策を進めていくことが肝心である。 
 
＜戦略２：パワーアシストできる技術を優先的に高度化すべき＞ 
 ３Kを中心に、洗濯、掃除、料理などを代行するメカロボット開発を進めることによって、情報家電の次に
パワーアシスト家電なる、新しい産業が生まれる可能性は高い。特に、手や指の動きや力を代行できるア
クチュエータの開発を強化すべきである。 
 
＜戦略３：単体の知能だけでなく、社会的知能（対人コミュニケーション）技術で日本の科学技術における
イニシアティブをとるべき＞ 
・単体知能の見る、聞く、話す、触るなどの研究は、ロボットに不可欠な課題であり、今後も生活支援を前
提に一定のリソースを掛けるべきである。 
・社会的知能については、ネットワークロボット技術を利用して工学的に人々の行動から互いの人間関係
（友人関係、親子関係など）を推定する方法など、まだ緒についた段階で世界的にも新しい研究分野
である。社会科学、認知科学との融合を積極的に進める必要がある。人間関係を脳のどこで認知して
いるかを特定するなどの脳科学研究とも連携して進める必要がある。わが国における、ロボットを用いた
社会的知能の研究は世界的に認知されており、最近、米国を中心に認知科学、社会科学の研究者か
ら注目している。日本のイニシアティブを確保するために、リソースを増やしたサイエンス＆テクノロジー
研究を展開すべきである。 
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ヒューマノイド（人型ロボット）技術 
 
日本学術振興会 監事 井上博允 
 
１．現状分析 
 
（１）要約： 
 ヒューマノイド（人間型ロボット）はロボット総合技術の象徴的存在である。その研究開発は各種ロボット
を始めとする多くのメカトロ製品の技術革新に対する波及効果が極めて大きい。現在我が国ではヒューマ
ノイド技術の研究開発は産官学共に活発であり、世界を断然リードしている数少ない技術分野となってい
る。適正に研究を推進すれば、少ない投資で大きな国際的技術優位を確保できる稀な技術課題であり、
実施するうえで絶好のタイミングにある。 
 
（２）ヒューマノイド研究開発の経緯： 
 我が国では、二足歩行の研究は８０年代から行われており、つくば科学博では楽譜を読みとって電子オ
ルガンを演奏する人型ロボット（歩行はしない）も展示された。二足歩行は純粋に科学的興味の対象とし
て、主に大学の研究室で乏しい予算ながら地道な研究が進められていた。二足歩行ロボットに対する認
識を大きく変えたのが、1996 年の年末に本田技術研究所が発表したヒューマノイド P2 である。P2 の完成
度の高い安定した二足歩行は、一般の人には人型ロボットが完成したかのような錯覚を与え、従来の二
足歩行研究者には一種の挫折感を与えた。一方、Ｐ２を二足歩行の人型ロボットの存在証明ととらえ、新
しい技術開発の対象として捉えたのが通産省／ＮＥＤＯである。人型ロボットの開発計画を策定する先導
研究を行っていたＮＥＤＯにとっては格好の追い風となり、９７年度から「人間協調・共存型ロボットシステ
ム（ＨＲＰプロジェクト）」の５年プロジェクトが開始された。このプロジェクトは、ハードウエアとソフトウエアと
もに公開可能なヒューマノイドプラットフォームを開発し、その上に様々なアプリケーションを実装して、ヒュ
ーマノイド技術の可能性を探った。Ｐ２の発表やＨＲＰプロジェクトを契機として、人型ロボットの研究開発
は一気に活性化し、ホンダのＰ３，ASIMO、東大のＨ５，Ｈ６，Ｈ７、ソニーの SDR、QRIO、HRP プロジェクト
の HRP-2P、HRP-2、HRP-3P、トヨタの楽器演奏ヒューマノイド等々へと拡大した。人型ロボットはホビーレ
ベルのものから、50ｃｍ程度の小型サイズ、150ｃｍ程度のフルサイズ、２足歩行型、車輪移動型、人間搭
乗型、などの広がりを見せている。 
 
（３）各国の研究開発： 
 我が国のヒューマノイド技術の開発は迅速であり、欧米に追従する暇を与えず、結果としてハードウエア
の開発に関する限り現在日本の独壇場となっている。欧州では一昔前によく言われた人型ロボットアレル
ギーは消えつつある。2003 年から始まったＥＵの Beyond Robotics プロジェクトにはヒューマノイドの研究
が含まれているが、ヒューマノイド自体の開発は断念し、日本のプラットフォームを使って基礎研究を展開
する戦略を採り、車輪型ヒューマノイドによる知的ロボットコンパニオンプロジェクトを進めている。米国で
は今のところ DARPA もロボット研究者も VB もヒューマノイドの開発には乗り出していない。然し、昨年
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WTEC がヒューマノイドの調査団を日本に派遣するなど技術開発の準備の動きは力強く、軍事応用に焦
点を当てた人型ロボット計画が検討されている模様である。 
アジアの国々にはヒューマノイドアレルギーは見られない。韓国は政府主導で人型ロボットの開発にも
乗り出しているが、短時間の内に日本の背中を感じるまでに技術力が高まらなければ、政府も企業も我慢
できず研究開発を停止する懼れありと研究者達は見ているようである。中国は北京五輪に向けて人型ロ
ボットの開発を行う計画があるとも聞いた。現状についての具体的な情報は不明だが、高性能機が存在
しても不思議ではない。 
 
（４）ヒューマノイドとは： 
 ヒューマノイドの定義はあいまいである。二足歩行する下半身だけのロボットをヒューマノイドと考える人
はいない。しかし、機能はともかく形態的に、頭部と二本の腕をもつ上半身を搭載した二足歩行機械は誰
でもヒューマノイドと考える。上半身だけの人型ロボットや車輪で移動する人間型上半身ロボットもヒューマ
ノイドと見なす人が多い。 
 以上を考慮すれば、機能的and/or形態的に人間と同等な機械をヒューマノイドということになる。必要な
機能としては、 
１） モビリティ： 人間が生活している環境内を自由に移動していく能力をもっている。 
２） ハンドリング： 色々なものを掴んだり動かしたり操作したりする能力をもっている。 
３） インテリジェンス： 周囲の物や人を認識し、人と知的に対話し、自律的に移動し、ハンドリングす
る能力を持っている。 
４） 以上の３機能を人間と同様な形のコンパクトなユニットとして統合されている。 
上記の機能を人間と同じような形態に実装したもの、即ち、機能的 and 形態的に人間と同等なものをヒ
ューマノイドとするのが素直な解釈であるが、機能的 or 形態的に人間と同等なものも広義のヒューマノイド
と解釈しておく方がこの技術の発展性は大きい。 
 なお、形を捨象し、機能を重視すれば、一般のロボットの定義と同等になる。それ故に、ヒューマノイドは
ロボットの象徴的な存在であり、狭義のヒューマノイド開発はその形態的機能的制限条件が厳しい故に、
そこで開発される先端技術の一般ロボットへの波及効果は大きい。 
 
 
２．発展シナリオ 
 
（１）発展シナリオ作成にあたって： 
周知のように、我が国では、少子高齢化が急速に進行し、産業構造も変化し続けている。我が国が世
界に誇った安心・安全社会の神話は崩れつつあり、産業の競争力も光を失いつつある。このような社会環
境の変化のなかで、少子・高齢化、安心・安全、ゆとり・便利、等の重要問題を解決して堅実な未来社会
を構築するためにロボット技術が貢献できるシナリオはどのように描けるだろうか。これまでテクノロジー主
導で発展してきたロボットは、これからは、我々人間の生活をよりよく支える具体的な応用を見出しつつ技
術を深めていくことが必要である。文化の発達した成熟社会では個々の人間の自由と独立は最も尊重さ
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れるべき人間存在の根元である。そして、そのためであれば、人々は、よりよく、より長く、自身の自由と独
立を維持し、社会に参加するために、サポーターとしてのロボットに相当の対価を払うはずである。このこ
とを技術としてブレークダウンし、具体的な応用事例として発展させることは、ロボットのキラーアプリケー
ションの一つを具現することになると思われる。以下、この観点から、2030 年に向けてのヒューマノイド技
術の発展シナリオの作成を試みる。 
 
（２）少子高齢化社会のＱＯＬ(Quality of Life)向上： 
 30 年後を視野に入れた発展シナリオ作成にあたり、筆者はヒューマノイドの最終的な用途は少子高齢
化社会におけるＱＯＬ向上にあると考える。その理由は次の通り。 
我が国は急速に少子高齢化社会へ移行しつつある。2000 年と 2030 年を比較すると、高齢者人口（65
歳以上）は 2075 万人が 3100 万人に増加、労働人口（20～65 歳）は 7887 万人が 6543 万人へ減少、未
成年人口は 2682 万人が 2265 万人へ減少、総人口も 12654 万人から 11900 万人へ減少する。労働人口
は 1300 万人減（17％減）、高齢者人口は 1000 万人増（150％増）、と言う人口構成の変化は社会の成り
立ちを大きく変える。即ち、 
１） 労働力が絶対的に不足し、外国人労働者かロボット化か高齢者の雇用延長により、今後 30 年の間
に減少する 1300 万人相当分の労働力の補填が必要となる。 
２） 高齢者の急速な増加は、被介護者の急増および介護労働者の急増を招く。30 年後にかけて団塊の
世代の加齢もあり、80歳以上が1000万人へと倍増し、要介護者が全人口の10％程度に達する可能
性もある。このため介護する労働者も新たに数百万人規模で必要になると考えられる。 
３） 増加する高齢者人口の中には十分な勤労意欲と勤労能力のある人も多く、数百万人規模の潜在労
働人口が存在しうるので、その活用も将来の重要な課題になる。 
以上の状況から、社会全体としてのＱＯＬ水準を確保すると共に、労働者人口および高齢者人口の一
人一人のＱＯＬ水準を維持し向上させるために、日常生活のあらゆる面で、人間と協調・共存し、人間の
労働を代行しうるロボットは 1000 万台規模の需要が見込まれる。これが全てヒューマノイドというわけでは
ないにしても、その需要を創出しうるロボット技術を開発しておくことは戦略的にも必要である。 
 
（３）ＱＯＬサポートロボット： 
上述のように急速に進行する我が国の高齢化社会では、高齢者が幸福で生き甲斐のある私生活と社
会参加を可能とすることは高齢者個人としても社会全体としてもきわめて重要である。ロボット（ヒューマノ
イド）はその機能を十分に発達せしめれば、高齢者によりよく、より長く自立した生活を送るためのＱＯＬサ
ポートロボットとしての役割を果たさせることが可能である。問題は、いつ、人がＱＯＬロボットを所有するこ
とに車と同程度のお金を支払う価値を見いだすほどの機能をヒューマノイドに付与できるかにかかってい
る。人は、自分だけでの生活に不自由になったとき、パートナーとしてのＱＯＬロボットのサポートを受けて、
誰に気兼ねすることなく、自分の意志とペースで、気の済むままに、より長く自立した生活を送りたいと思う
はずである。それは当人にとってだけでなく回りのものにとっても幸せなことであり、相応の対価を払う価
値のあることであると思う。既に、ヒューマノイド技術はこのアプリに挑戦する技術的要件を満たしつつあり、
解決すべき具体的な技術課題も分かっており、１０～２０年のうちに必ず実用化可能である。 
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なお、この応用分野は（２）－2)でのべた被介護者層の自立支援によるＱＯＬ向上という福祉的観点だ
けでなく、このパートナーロボットと共に介護作業に従事したり、（２）－3)で述べた大量に不足する将来の
労働インフラを補填する役割を果たす。また、このような応用は後述するバリューチェーン型ロボット新産
業において、高齢者がエンドユーザーとしてロボットを購入する層になるだけでなく、それを使って付加価
値を創出する仕事に就いていつまでも社会参加できる意義もある。 
 
（４）ヒューマノイドの意味 
１） グランドチャレンジ： 空を飛ぶ飛行機、物や人を運ぶ自動車、人工頭脳としてのコンピュータ、
等が実現された今、形・寸法・機能ともに人間と同等のいわゆる人造人間を先端技術を結集してつくる
ことは現在残されたグランドチャレンジの一つである。それは今や、単なる夢から、実現可能な現実に
なりつつある。このグランドチャレンジは技術革新を牽引する対象でもある。 
２） 場所と物体への万能アクセスビリティ： 人が自分の体で行けるところにはどこであれ手足でア
プローチし、取りたいものはなんであれ手でアクセスする。このように、ヒューマノイドは実世界にたいす
る汎用のアクセス機能を持つシステムである。 
３） 人間向けインフラにおける作業代替： 人間向けに作られた環境内の移動、人間が取り扱う物
のハンドリング、人が運転する機械の運転代行、など、人が自らの体に合わせて創ったインフラをいっ
さい変更することなく人間作業を代替しうるロボットのフォーミュラマシンとして。 
４） 対人親和性： 子供も、年寄りも、人間に接する時と同じような自然さと親近感をもってコミュニケ
ーションできる知能機械として、人間と同じような形を持っていることは重要である。ＱＯＬサポートロボ
ットの知的インターフェイスとしても機能する。 
５）人間理解のツール： 人間の物理的動作、運動能力、心理・認知能力、脳神経研究、等、人間を多面
的に理解する実証的研究のためのツールとしての人間と同じ形や寸法のヒューマノイドは人間シミュレ
ータとしてきわめて有効である。 
 
（５）技術開発項目 
 現状のヒューマノイドは人間と同じような姿をしているくせに、まだ、大したことは出来ない。今できること
は整備された平面を安定して歩くこと、階段は上れるが限定的であり、視覚との連携や、コミュニケーショ
ン能力もまだ未発達である。ヒューマノイド技術は緒についたばかりであり、以下に示すような課題が山積
しており、研究開発を待っている。 
１） 二足による踏破性能の向上および動的運動機能 
２） 高機能ハンド開発 
３） 全身をつかった物体操作と外界適応 
４） 視覚による実時間立体環境の認識と行動計画 
５） 人間の追跡、顔の認識、人間の運動の認識と模倣 
６） 安全転倒術および転倒からの回復 
７） サーボおよび皮膚表面の柔らかさおよび触覚 
８） 高度コンポーネントの開発 
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９） ロボット用プロセッサ、体内ネットワーク指向ロボット用チップ 
１０） ソフトウエア、ロボットミドルウエアの開発と標準化 
１１） システム化、知能化、人間ロボットコミュニケーション技術 
 
（６）ベンチマーク 
 ヒューマノイドの機能・性能の進化を具体的に比較するためにベンチマークの設定が必要である。ＱＯＬ
サポートロボットに要求される代表的作業として、ＧＦＣ（General Fetch & Carry）を取り上げ、その作業の
実施するときの環境条件をリストアップし、それをどの程度実現できたかを評価することによってヒューマノ
イドの行動性能を定量化する。ＧＦＣは、日常生活環境で、指示されたものを探して持ってくるという作業
である。ものを取りに行き、持ってくるときの、踏破すべき路面状況（通常平面、柔らかい絨毯、芝生、砂地、
砂利道、不整地、飛び石、等）、移動空間構造（階段、坂道、はしご、手すり、梁渡り、狭所すりぬけ、ドア、
引き戸、潜り戸）、対象物体の性質（大きさ、形状、つまみ、片手、両手、全身で抱える）、対象物がおかれ
ている状況（独立、バラ積み、箱の中、戸棚の中、）指示の方法とインターフェイスなどが、ベンチマークの
要素になる。 
 
（７）新しいロボット産業の創成： 
 自動車産業と計算機産業は２０世紀を代表する産業であった。２１世紀の新しい基幹産業として創成さ
れるロボット産業は、これまでの製造業的ロボット産業とは全く異なるパラダイムに転換することが必要で
ある。２１世紀型の個人ユースのロボット産業は知識集約型の各類の仕事がバリューチェインで結ばれ、
付加価値が連鎖するネットワーク型の産業構造となる。そこに創出される多くの雇用機会にはＮＰＯ型の
ものが適している。生産者と消費者は明確には区別されず、ロボットというサービス端末を所有し使用する
ことによって、高齢者の働く場も広がっていくはずである。 
ロボットはメカとエレクトロニクスとＩＴとコンテンツの総合体して実現される。そのビジネス展開は、車とコ
ンピュータを併せたような様相を持ち、いろいろなサービスを提供するための大きな雇用機会のネットワー
クを成立させる。ヒューマノイドに代表されるロボットが百万ユニット以上働いている未来の社会を考えて
みよう。そこではどんな仕事が行われ、人々にどのような雇用機会を与えているだろうか。まず、ゼネラル・
ヒューマノイドという総合ロボット会社には、技術開発部門から、設計、製造、ソフト開発、セールス、応用
コンサルタント部門まで、多くに職種が含まれるはずである。このような専門職種は必ずしも１つの会社が
全てを揃える必要はない。ベンチャービジネスの連携やアウトソーシングでも十分可能である。ヒューマノ
イド機体製作所、ソフトウエア社、タスクウエア社、システムコンサルティング社、ロボットインテグレータ社、
ヒューマノイド・オプション社、ヒューマノイドセールス、ヒューマノイドトレーニングセンター、修理工場ネット
ワーク、ヒューマノイド派遣サービス、中古ヒューマノイド販売、等々、多くの産業活動ユニットが考えられる。
これらのビジネスは独立に営まれても良いし、いくつかが連携してグループを組んでも良い。ともかくこれ
らのネットワークで結ばれたバリューチェーンでロボットビジネスは構成され、その中に、巨大な雇用機会
を生み出すことになると思われる。たとえば図１のようなネットワークで示されるヒューマノイド産業全体に
ついて、ロボットの台数や部品、就業人口、総合付加価値の計算等、産業活動としての定量的評価もベ
ンチマークのひとつになる。 
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ロボットは家電製品のように売り切り商品ではない。いろいろなサービスをダウンロードして使い回しの
できる実空間の存在である。ロボットのビジネスは、ロボットを何台販売するかによって価値や利潤が決ま
るのではなく、いろいろな仕事で付加価値を生み、それが連鎖して、全体としてロボットのビジネスが回る
という姿になると思われる。そのような未来社会で、子供、家庭の主夫や主婦、働き盛りの人々、シニア層
が、生産工場で、公共・福祉サービスで、いろいろな会社やＮＰＯで、そしてマイホームで、よりよく、より長
く、自由で独立した日常生活と社会参加を続け、我々の生活の質を高めることにロボット技術が貢献する
ことが期待される。 
 
（８）ヒューマノイド技術の発展のシナリオ 
 ヒューマノイド技術の発展は、人間型ではない各種のロボットや、要素技術を共有する広範な情報通信
機器及びメカトロ製品までを含む幅広いロボット技術分野全体の将来像の中に位置づけて構想するのが
適当である。以下に、ヒューマノイドを技術開発の象徴的な対象としてとらえつつ、今後の発展の順序に
ついて考える。 
1) 2005 年 3 月現在、身長１ｍ超のフルサイズロボットは試作機を含めて約 100 機、50ｃｍ程度の本格
仕様の小型ヒューマノイドも約 100 機、ホビー用のものに至っては 1000 台以上が存在する。このほか車輪
で移動するヒューマノイドや据え置き型のヒューマノイドも数十台開発されている。これらが 2010、2015、
2030 年にどのように発展するかは応用分野が明確ではないこともあって、予測は困難であるが、想定され
る用途と必要な技術開発について、個人的な予測と発展のシナリオの作成を試みる。 
 2) ～２０１０年：  
ホビー分野で広がりつつあるヒューマノイドは安価な通信販売の組み立てキットを中心に１桁増即ち１
万台達成は容易であろう。マニアを中心にゲームなどのソフトが流通すれば数十万台規模への急激な市
場展開もあり得る。このクラスのヒューマノイドは、小中学校の教材や課外活動としても利用可能であり、子
供達の理科回帰の一助にもなると期待される。 
本格小型ヒューマノイド、即ち現在情報関連企業が開発・販売している精密小型ヒューマノイドは、価
格が数百万円することもあって、当面は大学などの学術研究用途が主であろう。この価格には開発コスト
が被されているが、台数が大幅に増えるならコストは数十万円程度には下げられはずなので、戦略的な
価格設定により、ユーザーを増やす方策の方が得策である。メカも、センサーも本格的なものを使い、か
つサイズが小さくて危険が少なく、壊れにくいことを考えると、このカテゴリーのヒューマノイドは、高度ソフ
トウエア開発のために有用である。技術開発項目としては、運動制御方式およびモーションソフトウエア、
実時間立体視覚システム開発、知能ソフトウエア開発、ヒューマンインターフェイス研究、ネットワークソフ
トウエア研究など、主にソフトウエア開発のプラットフォームとして最適である。用途としては、AIBO や
PaPeRo などのようなロボットと共に、ネットワークとつながった動く電話・動くカメラとして、また、統合メディ
ア端末、ホームコンピュータ、留守番ロボット、セキュリティ、遠隔看視、遠隔監視端末、等、ポストパソコン
としての発展が見込まれる。 
フルサイズヒューマノイドは、エンターテインメント、企業技術力デモンストレーター、イベントキャラクタ
ー、万博その他の出し物、会社のショールーム勤務など、ある程度運用が管理可能な場面で実用化が試
みられるであろう。サイズが大きく安全性の問題もあるので、当面は不特定多数の人と接するサービスに
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 412
は適用困難である。研究面では、より小型、コンパクトかつ高い運動性能を実現するために、駆動部品、
カメラ、ジャイロ、ハンド、等の中核部品の開発を継続的に行う必要がある。また、ヒューマノイドは３０以上
の自由度を持つシステムであり、多数のセンサーやアクチュエータを信頼性高く統合するために、ロボット
用のプロセッサの開発も必要である。これまで市場で手に入る部品でヒューマノイドを開発している限り、
ヒューマノイド技術革新とコスト低減はあり得ず、ヒューマノイド向きの高性能小型部品を開発し、それを他
のメカトロ製品に展開していくという戦略を出来るだけ早期に採用する必要がある。この技術開発を継続
的かつ戦略的に実施するために、１６で述べるような開発拠点の設置が望まれる。 
本格小型ヒューマノイドが主にソフトウエアの発展を主導するのに対し、フルサイズヒューマノイドはハー
ドウエアの技術開発を牽引するものと位置づけられる。また、実際に将来役立つ仕事をさせるためにはフ
ルサイズの機体が必要であり、同時に、本体の耐久性や対人安全などの重要な研究をあわせて行う必要
がある。 
3) ～２０１５年： 
 ２０１０年までの本格小型ヒューマノイドにおけるソフトウエアの発展と、フルサイズヒューマノイドによるハ
ードウエア、プロセッサのどの進展は、ヒューマノイド設計開発の技術インフラを整備することになり、いろ
いろな応用を本格展開する素地が確立する。 
 本格小型ヒューマノイドは、家庭内における、行動メディアコンピュータ、留守番ロボット、セキュリティロ
ボット、遠隔看視、遠隔監視の端末として普及可能となり、ユービキタスロボットやネットワークロボットなど、
生活空間埋め込み型のロボットシステムと連携して、人々の生活を支援する。２０１０年までに達成される
ホビー・ゲームロボットの普及は本格小型カテゴリのヒューマノイドでアップグレードされ得ることを想定す
れば、数十万台以上の普及も見込まれる。この段階における技術開発では、安全面とともに、ネットワーク
で行動メディアを操作するときのセキュリティが研究されなければならない。すなわち、ネットワークにつな
がって行動する機械は、誰が遠隔操作しているか常に認証できる必要があり、責任問題やプライバシー
の問題に対処するためにも、操作者の匿名性を排除する技術あるいは法制面の整備が必要となる。 
 フルサイズのヒューマノイドは、物体を操作する機能の高度化が技術課題である。ものを運んだり、操作
する機能なしに、将来の汎用サービスロボットとして有用性はない。鞄持ちとして人についてくること、メッ
センジャーとしてものを運ぶこと、自分のアシスタントとして第３・第４の手となることなどが期待される。小型
ヒューマノイドで開発される知能情報能力やソフトウエア面での技術発展は直ちにフルサイズヒューマノイ
ドへ展開することが可能である。フルサイズヒューマノイドの活動舞台は、この段階では、ある程度安全や
責任をコントロールできる社内のサービス業務を中心に取り上げられるであろう。次に、病院・公共施設・
限定された居住空間などに展開されていくものと思われる。なお、ヒューマノイは、サービスロボットとして
産業ロボットとは異なった目的で始まったが、実現性が高まるこの時期になれば、生産現場における作業
代行も視野に入って来るものと思われる。 
４）～２０３０年： 
 我が国の経済面で最大の問題は、人口減少であり、労働者の不足の問題である。定職年齢の延長、女
性就業率の向上、移民、等と共に、ヒューマノイドをはじめとするロボットの活用が有効であることが、この
時期になれば明確に認識されるものと思われる。ロボット技術がこの問題の解決に寄与でき、１１で述べ
たような産業インフラにつながるように、長期的な視野に立って今から備えておくべきであるというのが、ヒ
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ューマノイド技術の発展シナリオの根幹である。 
 
 
３．日本が取るべきアクション 
 
（１）長期的・戦略的に研究開発を推進する主体の必要性： 
ロボットの研究開発は（１）学術研究、（２）生産技術の自動化・知能化、（３）国家公共応用、（４）新産業
開拓、等を目的として展開される。学術研究面では、研究の質・量ともに日本は米国とともに主導的な地
位を築いた。また、生産現場における産業ロボット技術では日本が世界をリードしてきた。しかし、原子力
や宇宙、海洋など、国家公共分野におけるロボット応用では継続的研究開発支援体制の面で米国や仏
に日本は後れをとっている。即ち、ロボットに関する日本の基礎学術および実用化技術は世界的に見て
強いが、これらを将来の社会経済問題解決のために結びつけて長期的・戦略的に研究開発を推進する
力が弱い。「ロボット開発委員会」のような司令塔を作って対外戦略を練ることが焦眉の急である。 
 
（２）平成１５年度の総合科学技術会議の情報通信研究開発プロジェクトチームが、ロボット技術を戦略
的研究開発課題の１つに取り上げたことは賢明である 
ロボットは、メカ＋エレクトロニクス＋ＩＴ＋コンテンツからなるシステムであり、新しい生活支援産業を開
拓し、我が国に新産業の創業者利益をもたらし、同時に産業競争力強化に貢献することが期待される。ロ
ボットは、今後、実世界及び人間と自然なインタラクションを通して認識し行動する情報システム、様々な
応用分野で働く場を見いだして発展していくものと思われる。ヒューマノイドはそれ以外のロボットと対置さ
れて取り上げられがちである。しかし、それらは対極にあるものではなく、環境埋め込み型ロボット等と共
に、情報通信及び行動支援を担う仲間として、新しいサービス産業へと発展させるように育てていく視点
が必要である。 
 
（３）研究開発計画について：  
まず、日本の技術優位性を確保するために今やるべきことは何かを考える。日本の技術的優位性は限
定的である。ヒューマノイドロボットは世界オンリーワンの優位性を持つ。我が国はシステム化と実用化は
得意であるが、特殊用途の高性能部品は必ずしも優位にはない。関連するソフトウエアの面では米国に
大きく遅れている。部品やソフトウエアの開発は、何に使うか用途を定めて仕様を明確にすることが大切
である。ロボットの研究開発は、文部科学省における科学技術研究、原始力・宇宙ロボット、総務省のネッ
トワークロボット、厚生省の医療ロボット等、多くの省庁にまたがっている。限られた予算を有効に使うため
に、種々のロボット予算の役割を明確にして、それらを戦略的にコオーディネイトする戦略的ロボット研究
イニシャティブを設置して、長期的・戦略的に開発を進めることが重要である。 
研究開発する際のロボットのタイプは、ユニット型と空間型に大別される。ユニット型には、ヒューマノイ
ド、車輪型ロボット、固定型ロボットなどが含まれる。空間型はユービキタスロボットであり、コンピュータや
メディアとのシームレスにつながる。２０年ぐらい先を見通したロードマップを作り、以下の項目について幅
広い視点から総合的に連携させて研究展開するのが効果的である。なお、現時点で世界がオンリーワン
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と認めている我が国のヒューマノイド技術の優位性を保持するために、継続的な予算措置を盛り込んでお
くことが望ましい。 
１）戦略的ロボット研究イニシャティブの設置： いろいろな予算で執行されるロボット関連研究開発を
長期的・戦略的視点から連携させつつ実施する主体。 
２）ロボット応用の実証研究： 公共・極限作業分野、医療福祉分野、生活支援分野、について具体
的な応用シーンを設定したシステム化の実証研究を行う。 
３）高度コンポーネント、プロセッサ、ネットワーク指向ロボット用チップ、等の開発。 
４）ソフトウエア、ミドルウエア等の開発と標準化 
５）システム化，知能化、人間ロボットコミュニケーション技術 
 
（４）戦略的研究開発拠点 
 発展シナリオ２．（１）、（２）、（３）で述べたように、2030 年を視野に入れた少子高齢化社会のＱＯＬ向上
と１１で述べた新産業の育成における技術開発をねらいつつ、グランドチャレンジとしてのヒューマノイド技
術の研究開発を使命とする戦略的研究開発拠点を作る。これによって現在我が国がリードしているヒュー
マノイド技術の優位性を確固たるものとする。 
１） 2005年から５年５期のヒューマノイドグランドチャレンジを継続的に実施し、常に最先端のヒューマノイ
ドを開発し、一般ロボットへの技術の波及的適用を図る。 
２） 少数精鋭の中核メンバーからなる研究所を設置し、これをハブとして国内外の研究拠点と連携し、ネ
ットワーク型バーチャル研究体により柔軟な研究開発を推進する。 
３） 常時最先端のヒューマノイドを開発することによって、世界の人材を引きつける研究拠点として機能
させる。 
４） ファンディング機能を持たせることにより、大学等の独創的基礎研究の人材開拓と研究推進を行う。 
５） ソフトウエア、ミドルウエア等の標準化の中核拠点とする。 
６） 安全性およびリスク管理の方式を研究し、国際的安全認証機関として機能させる。 
 
（５）子供の理科回帰と大学の創造的ものつくり支援 
 ヒューマノイドをはじめとするロボットへの子供の関心は高い。理科離れを防ぐという消極的な方策では
なく、ロボットを作り、ロボットを使う機会を子供達に与えることによって積極的に「理科回帰」を促すことを
考える。そのための施設と、指導者を用意するにはたいした予算は必要ではない。指導者には、これまで
の高度経済成長時代にものづくりを体験した退職技術者の活用も一案である。 
 愛・地球博の企画の一つとして経済産業省・ＮＥＤＯプロトタイプロボット展というプロジェクトを行った。
筆者はそのプロジェクトリーダーを仰せつかったが、大学・研究所・企業のロボット技術開発の支援や推
進についてきわめて効果的であった。2004 年３月プロトタイプロボット開発課題の公募を行った。予算は１
課題 2～3000 万円、成果は 2005 年 6 月のロボットウイークに万博会場で２週間のデモをやるというもので
あった。応募件数 250 から 65 件が採択され様々なプロトタイプロボットが開発中である。万博では、ロボッ
トとともに暮らす 2030 年の街というテーマで、６５体のロボットが色々な生活シーンで行動する街のプロトタ
イプとして展示する。大学、研究所、企業の取り組みは熱が入り、新しい独創的な技術開発がなされ、し
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かも、それは期限までに完成しなければならず、その成果は衆目にさらされる。大学の先端技術の開発
推進の一つのやり方としてきわめて活性度の高いものであった。ワールドカップやオリンピックのように４年
に１度このような企画が実施できるなら、目標も評価も明確であり、技術開発支援の方法として大変有効
である。今年の経験から予算は４年に１度、２０億円もあればよい。自由な発想に基づく独創性の発揮の
場として効果は絶大である。 
 
（６）対人サービスロボットの安全性 
ＱＯＬサービスロボットなど、人間と接する環境における対人サービスロボットの安全性の考え方につい
ては、国際博覧会 2005 年（愛・地球博）におけるロボット実用化推進事業を契機に、ＮＥＤＯおよび日本
ロボット工業会が安全性検討委員会を設置して検討を開始している。安全性の認証に関しては国際的な
基準を作りつつグローバルに進める必要がある。我が国が技術的に先導している分野であるから、リーダ
ーシップを発揮しつつ、欧米諸国と共に安全基準を確立し、国際的認証機関へと育てることが産業戦略
上からも不可欠である。もし、日本だけで独自の安全技術開発を進めれば、優れた技術であるほどに、安
全認証を武器に欧米から市場参入を実質的にコントロールされるおそれもあるので、長期戦略的な対応
が必要である。 
 
 
〔文献〕 ロボットの研究全般についての歴史と将来展望、ならびに、新しい産業ネットワークとしての展開
については、岩波講座ロボット学、第１巻「ロボット学創成」の第２章「ロボットの進歩と課題」を参照。また、
ヒューマノイドの技術内容については、同講座、第７巻「ロボットアナトミー」に詳しく記述されている。 
 
〔付録１〕 研究開発におけるヒューマノイド技術の位置づけについて 
 二足歩行する下半身だけのロボットをヒューマノイドと考える人はいない。しかし、逆に、二足歩行する人
間型のヒューマノイドに対して、なぜ、二足歩行が必要かという議論は常に最初に繰り返される。ヒューマ
ノイドは総合システムであり、二足の歩行は、頭部に集中している高次センサーで環境を認識し、人間と
対話し、両手で必要な作業をするために、任意の環境内を自由に移動するための手段にすぎず、物体
にアクセスするために任意の全体姿勢をとるための手段にすぎない。それにもかかわらず、ヒューマノイド
は二足歩行マシンと混同され、二足歩行の必要性に関する議論の中で、往々にして、知能や操作システ
ムを含むヒューマノイド全体を結果的に潰してしまうことが多い。 
 ヒューマノイドは短期的に応用が開花する技術ではない。技術のグランドチャレンジの対象であり、４で
述べたように、ロボット技術一般に対する波及効果がきわめて大きな総合技術である。研究開発の計画に
当たっては、ヒューマノイドとそれ以外とをバランスよく組み合わせることが必要である。ヒューマノイドの基
盤技術は一般のロボット技術へ波及し向上させる。ヒューマノイドだけにとらわれずロボット全般について
考えるために、次にロボット技術全般についての日米欧の技術比較を示す。 
〔付録２〕 ロボット技術全般の世界における位置づけ： ロボット技術全般に関し我が国は世界の先導的
立場にあると言える。日・米・欧の取り組みの違いは次の通り。 
(1) 米国：ＣＳ及びＡＩのバックグランドの研究者層は厚く、ビジョン、３Ｄモデル、移動ロボットに強く、Ｓ
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ＬＡＭや医用ロボットは世界を牽引。軍事面での応用を強く意図した研究開発サポートが強化されつつあ
る。一方、産業展開はＶＢ主導で行われており、研究開発の最新成果を商品化して研究ツールとして活
用し新研究を展開するサイクルは活発。また、自動掃除ロボットが百万台を突破するなど新ロボット産業
の創出にも産業界が意欲的。 
(2) 欧州：個々の研究ユニットの規模は小さいが、EU として研究ネットワークをつくり、総合プロジェクト
と組み合わせて大学間基礎研究を展開。FP６で Beyond Robotics というプログラムが進行中。２年後から
FP7 でロボット分野は EU のプログラムとして数倍に拡大される模様。ＥＵのロボット産業は緩やかに成長
を続けており、ロボットメーカーの中に産業ロボットだけでなくサービスロボットを視野に入れた将来計画が
見える。ヨーロッパのロボティクスは情報工学からの研究が主体で、いかに機械工学分野を引き込むかが
課題とする見方があるのは我が国と反対で興味深い。 
(3) 日本：製造業の空洞化に伴い国内の産業応用ロボットの伸びは鈍化傾向。大学におけるロボティ
クス基礎研究は質量ともに活発で、国際会議におけるシェアも高い。しかし、大学におけるロボティクスの
学術指向研究とロボットの生産技術応用との乖離はやや問題。ホンダやソニーのヒューマノイド開発や計
産省の人間型ロボット研究開発プロジェクト、愛・地球博のおけるロボット実用化事業とプロトタイプロボット
展など、ロボット研究開発の推進は先端分野を中心に産官学ともに活発。情報通信とロボット技術の融合
を目指すネットワークロボット計画など今後の発展が期待される。ここ数年の企業におけるロボット技術の
新展開は、自動車、家電、ＡＶ、情報産業など、従来のロボット業界以外の企業がサービスロボット分野に
活発に参入することによってなされたが、キラーアプリはまだ見えない。日本のロボット研究開発は機械工
学の背景が強く、インフォマティクスの基礎が脆弱であり、ＥＵとは逆にいかにして情報工学を取り込むか
が課題といえる。情報工学の側も従来型の情報技術コアだけにこだわらず、ロボティクスなど実世界・実
時間で行動する知能システムとしての新展開に活路を見いだすことが必要。なお、ＩＴとＲＴの融合は正し
い発展方向だと考えられ、欧米もこの方向だが、我が国は情報分野の人材育成と研究体制強化が課題
である。 
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ヒューマノイド（人型ロボット）技術 
 
ソニー(株) 上席常務 コンピュータサイエンス研究所会長 土井利忠 
 
１．現状分析 
（１）パーソナルロボットの分類 
 表１に２００３年４月に開催されたロボット博覧会 ROBODEX（ロボデックス）で展示されたロボットの一覧
を示す。分類は、私が独自に行った。２００５年３月より愛知万博が開催され、ロボットはメインテーマのひと
つとなっているため、多くの新機種の展示が予想されるが、分類そのものの変更は必要ないだろう。 
大きく分けるとユーティリティ、つまり人間に代わって何らかの仕事をこなすことを目的としたロボットと、
エンターテインメント(娯楽)系のロボットにくくられる。 
ユーティリティー・ロボットはさらに、あらゆる仕事をこなす「万能ユーティリティ」人間にとって危険な仕事、
きつい仕事などをこなす「３Ｋロボット」、人間の安全性に直接関与する「重ユーティリティ」、直接関与しな
い「軽ユーティリティ」に分類される。 
 分類のもうひとつの軸は、特定の作業に特化した「専用機」か、多様なアプリケーションを走らせるプラッ
トフォームとしての「汎用機」か、という分け方ができる。 
 
表１ パーソナルロボットの分類 
分類 専用機 汎用機 用途，特徴 ロボットの実例
1 万能ユーティリティ ○ 人間のための生活環境，ツール類そのまま使う アシモ（本田技研），HRP-2（NEDO）
2 ３Ｋロボット ○
地雷探索，レスキュー，原子炉
内・宇宙空間作業，人間の安全
保障ロボット，極限作業ロボット
MARS-i（三菱重工業），COMET-Ⅲ（千葉
大），ヘビロボット（東工大）
3 重ユーティリティ（人間の安全性に直接関与） ○ 介護，警備 C4（綜合警備保障）
4 軽ユーティリティ（人間の安全性に直接関与せず） ○ 受付，介助，留守番，そうじ
BANRYU T73S（テムザック/三洋），
FLATTHRU（三洋），HOSPI（松下電工），
ASKA（奈良先端大），Uちゃん（岐阜県），介
護用パワーアシストスーツ（神奈川工科大），
インテリジェント白杖（東海大）
5 ホーム・ロボット ○ 家庭内ユーティリティに特化 MARON-1（PFU），ApriAlpha（東芝）
6 コミュニケーション・ロボット ○ ○ 人間との交流（言語/非言語）
wakamaru（三菱重工業），ifbot（ビジネスデザ
イン研），ROBOVIE（ATR），Kismet, Leonardo
（MIT），WE-4R, WAMOEBA-2Ri（早稲田
大），SAKURA（岡山県立大）
7 エンターテインメント・ロボット ○
楽しみ，人生のパートナー，
キャラクター・ロボット，ショー,
ディスプレイなどの業務用を含
む
QRIO(SDR-4XⅡ), AIBO（ソニー），ムッシュ
Ⅱ-P（セイコーエプソン），DORAEMON THE
ROBOT（バンダイ）
8 見えないロボット ○ ○ 部屋や環境がそのままロボット
9 おもちゃ ○ CAM-09（キューブ），Dr. Robot（Dr. RobotInc.）  
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（２）産業としてのロボット 
 日本におけるロボット・ブームの火つけ役は、ソニーの犬のような姿をしたロボット「ＡＩＢＯ(アイボ)」であり、
エンターテインメント系から突破口が開かれた。ロボットは２１世紀最初の新産業として期待されており、表
１の中にもいくつかの商品が含まれるが、現在に至るまで産業と呼べるような規模には成長していない。 
 社会的要求が高いのは「３Ｋロボット」だ。ビジネス規模は小さく単価は高くなるが、高度な技術が蓄積さ
れることが期待される。その他、実用が容易なのは「軽ユーティリティ」であろう。「重ユーティリティ」、「万
能ユーティリティ」などは、解決されなければいけない技術的ハードルは高い。 
 
 
（３）ヒューマノイド・ロボットの位置づけ 
 二足歩行・四足歩行などのロボットは、人間や動物の姿を連想させ、親近感があるためエンターテインメ
ント用途に適する。ヒューマノイドに関しても、適正な価格づけができれば、商品として成功するだろう。あ
るいは、高価格であっても、イベントやショーを目的としたニーズは存在する。 
 逆に、専用機としてはヒューマノイドの可能性はほとんどない。二足歩行という移動手段は非効率的、非
経済的であり、どうしてもそれでなくてはいけないというアプリケーションは、さしあたりない。 
 したがって、エンターテインメント以外でヒューマノイドの普及の可能性は、「万能ユーティリティ」のみだ。
これは人間のために用意された環境や道具類をそっくりそのまま利用し、人間のかわりにさまざまな作業
をこなす夢のロボットだ。しかし、その実用化には価格以外に下記の３つの障壁がある。 
 ひとつは安全性だ。誤動作やミスによってロボットが人間に危害を加えるようなことはあってはならない。
万能ユーティリティはあらゆる局面の安全性を保証しなければならず、実用化への道のりは遠い。 
 ２つ目はインテリジェンスのレベルだ。現実に実装できるレベルと、万能ユーティリティに要求されるレベ
ルとのギャップは果てしなく大きい。専門家を含め多くの人がそのギャップを過小評価し、今後の進歩を
過度に楽観視している。なおかつ、具体的にそのギャップにどうアプローチするかという提案が、世界的
に見てもほとんどない。 
 ３つ目の問題点は専用機とのせめぎ合いだ。用途が決まれば、それに最も適した形態の専用機が設計
される。さしあたり、ヒューマノイドがそれに太刀打ちできるとは思えない。ロボットが有効に活用される用途
が次々と発掘されても、ヒューマノイドの入り込める隙間は、当面の間ほとんど存在しないだろう。 
 
 
（４）技術的課題 
１）運動能力 
 かつてヒューマノイドは、歩行するだけで衝撃を与えた。いまでは、歩行技術は一般化しており、ソニー
の QRIO は走ったり、ジャンプしたりできる。まだ全搬的な運動能力は人間よりはるかに劣るが、その改善
は時間の問題であり、とくに技術的な障壁は存在しない。 
 しかしながら、現在用いられている ZMP(ゼロ・モーメント・ポイント)に基づく理論体系は、高度の機械的
精度を要求し高価格化のひとつの要因になっている。今後は「神経振動子」など、より生物学的な理論体
系を発展させ、設計論にまでまとめ上げることが重要だろう。 
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写真１ 走るＱＲＩＯ 
 
 
２）インテリジェンス 
 ロボットのインテリジェンスのレベルに関しては、世間一般のみならず専門家の多くが誤解している。部
分的な研究成果、あるいは局面を限定したデモを見て、SＦやマンガに描かれたようなロボットの登場が間
近いと錯覚しているのだ。この錯覚は、８０年代に記号処理型の人工知能がいずれ人間のインテリジェン
スのレベルを超える、と一般的に思われていた錯覚と種類を同じくする。 
 その後、記号処理型の人工知能の限界が明らかになり、サーチ・エンジン、データーマイニング、チェス
などの、「記号化可能な静的探索問題」にはきわめて有効だが、それ以外ではからっきし無能であること
が判明した。 
 それを受けて、ロボットの身体を通して知識を獲得するという方向性が模索され、「身体性認知科学」
「認知発達ロボティクス」などの新しい方向性が提案された。しかしながら、それに基づいてロボットが設計
できるレベルには程遠い。 
 一方それとは別に、脳科学の分野でもロボットが用いられ始めている。脳の動作モデルを検証するとき、
どうしても実世界とのかかわりを調べないといけないからだ。こちらは「計算論的神経科学」あるいはより一
般的に「構成論的脳科学」と呼ばれている。 
 この両者の間では、お互いに論文が引用されるなど交流は始まっているが、工学と科学の壁があり、活
動する学会も異なり、まだ十分とはいえない。そこで、両者がさらに相乗効果を高め、発展を加速すること
を願って、両者をまとめて「インテリジェンス・ダイナミクス」と呼ぶことを私が提唱している。 
 工学と科学をまたがなければいけないので、あえてどちらでもない名称を用いた。今後、この新しい学
問がいかに発展するかが、ヒューマノイドのみならず自律ロボット全般、あるいはインテリジェント化された
ネットワーク環境(これを見えないロボットという人もいる)などの発展の鍵になるだろう。 
 すでに私自身は、２００４年７月に「ソニー・インテリジェンス・ダイナミクス研究所株式会社」を設立し、こ
の方向に専念している。 
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２．今後の発展のシナリオ 
 ヒューマノイド・ロボットが世の中にいかに普及するかに関して、いくつかのフェーズが予想される。 
 
フェーズ１ (２０１０±５)  
 当初は、まともな二足歩行を実現するためのコストが高く、またインテリジェンスの能力が限定される。こ
のフェーズでの用途は二つ。ひとつは、イベントやショーあるいは客引き用のロボット。これは、人目を引く
デザインと運動能力が要求される。インテリジェンス能力に関しては、基本的にはプログラムされたとおり
の挙動に、若干の自律性を組込んだ程度で間に合う。もうひとつは研究用ロボットだ。こちらは、ロボット
研究用と脳研究用に分かれるが、共用のプラットフォームの可能性もある。問題点は、ビジネス規模に比
べ開発費がかさむこと。 
 
フェーズ２ (２０２０±５) 
 ヒューマノイドの価格が下がるにつれ、家庭用のエンターテイメント用途が拡がる。価格を決定する最も
大きな要因は数量であり、現在の技術レベルでも年間百万台の需要があれば価格は二桁下がる。したが
ってこれは典型的な「鶏と卵」の問題。数量以外で価格に大きく影響するのは、前記の歩行に関する基礎
理論の発達。その他、障壁にはならないが、高速無線ＬＡＮおよびネットワーク利用技術は必須。 
 
フェーズ３ (２０３０±５) 
 エンターテインメント用として大量に普及したヒューマノイド・ロボットの一部が、軽ユーティリティへの転
用が始まる。前提としては、ヒューマノイド以外のロボットが広く軽ユーティリティの分野で使われていること。
また、インテリジェンス・ダイナミクスが、単なる新しい学問ではなく設計論を提供するレベルに達している
こと。さらに家庭用でつちかったエンターテインメント性が、軽ユーティリティ用途でも評価されること、など
が重要。 
 
フェーズ４ (２０４０±５) 
 ヒューマノイド・ロボットの生産量が十分に上がり、価格が下がり、性能が向上し、安定性が増すと、徐々
に専用機を置換する動きがでてくる。もっともその時点では専用機といえどもある程度の数量が生産され
ており、また異なる専用機間での部品やシステムの共用化が進んでいることが予想され、機能的に劣るヒ
ューマノイドか入り込むには生産数量がそれぞれの専用機より三桁多い、というのが条件になるだろう。 
 このフェーズは、専用ワープロをパソコンが駆逐していった歴史が参考になるだろう。 
 
 
３．政策提言 
 巷では、ロボット技術に関しては日本はアメリカより進んでいる、とよく言われる。 
たしかにソニーのＡＩＢＯやＱＲＩＯ、ホンダ技研のＡＳＩＭＯなどが華々しく人目を引いたが、私はすでに水
面下では逆転されたと考えている。それは、ＤＡＲＰＡが軍事用を含めて莫大な予算を基礎研究分野に
投下し続けており、相当な成果が上がっているからだ。 
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 良く言われていることだが、アメリカではインターネットを始め、きわめて多くの技術がＤＡＲＰＡの予算で
開発され、産業界に大きなインパクトを与えてきた歴史がある。一方、日本では「第五世代コンピュータ」、
「シグマ・プロジェクト」など、国家プロジェクトはほぼ全数失敗している。その理由を私は下記のように見て
いる。 
 
(１)研究テーマの設定や運営に官僚が関与しすぎる。一般に「官僚的」であること、「常識的」であることと、
研究開発は絶対に両立しない。一見すると非常識と見えるテーマに非常識なアプローチをすること
が、唯一成功の秘訣。また、管理を強めると研究者は「フロー」に入れず成果は上がらない。 
(２)大規模プロジェクトを設定すると、必ず有名な学者をズラッと並べた運営体制を作る。委員会で研究開
発がうまくいく確率はゼロに近い。強力な個性を持つ個人にすべてをまかせることが成功の秘訣。そ
の意味では、科技庁のＥＲＡＴＯの方式が、唯一国家予算が研究開発に生きた例だろう。 
(３)産業界への直接的貢献を狙いすぎ。人間の予測能力はきわめて限定されており、現時点で描く予測
ストーリーはすべてはずれると考えた方がよい(その意味で、前章に書いたシナリオも、ほとんど実質
的な意味を持っていない)。前述にあげた二つの国家プロジェクトでも、当初描いたストーリーはいま
やジョークにしかならない。また、あまりにもストーリーが限定されていたがため、技術的成果である
「推論エンジン・ソフトウェア」、「並列推論マシン」、「シグマ・ワークステーション」、「シグマＯＳ」など
は、産業界への貢献はおろか、次の研究の礎にもならない単なるゴミと化した。 
   その意味では、未来のシナリオを制定してその中から国家政策を模索しようとする今回の企画も、同
じ落とし穴に陥る危険性をはらんでいる。「産業界への貢献を叫べば叫ぶほど、それから遠のく」とい
うパラドックスに気付かねばならない。 
(４)国家プロジェクトのかったるさが一般に知れ渡ってしまっている。したがって、国の研究機関や大学は
参加するものの、企業の一流エンジニアは敬遠する傾向がある。結果として、国家予算が企業の三
流、四流のエンジニアの食いぶちや、腐ってしまったプロジェクトの延命に費やされるケースが結構
ある。 
 
 以上の考察を踏まえ、以下の提案をする。 
(１)プロジェクトは、特定の個人の裁量にまかせる(ＥＲＡＴＯ、もしくはそれに準ずるシステム)。管理は
最小限にとどめる。 
(２)研究テーマは、直接的な産業界への貢献を狙わず、キラリと光る基礎研究、革命的な基本技術、
ブレークスルーが必要な領域、またニーズがあり技術の蓄積が期待されるが、採算性の問題か
ら民間では開発が進まない分野などに特化する。つまり、未来予測シナリオがどうブレても、そ
れとは無関係に生きていけるテーマに限定すべきだ。 
(３)基礎研究以外でロボットに関連するテーマに関しては、「技術を統合する」という視点が重要。こ
れは大学や研究機関では欠けており、物創りに長けた民間企業の貢献が重要。 
 
 
 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 423
 具体的なテーマとしては、以下に提案する。 
(1) インテリジェンス・ダイナミクス  
この分野は、前述のように「身体性認知科学」、「認知発達ロボティックス」、「計算論的神経科
学」、「構成論的脳科学」などを統合した学問だが、関連する学問分野はそれ以外に発達心理
学からトランス・パーソナル心理学に至る広範囲な心理学、霊長類学、現象論を中心とした哲学
などきわめて幅広い。 
 私自身が現在取り組んでいるのが、正直いって、息が長いために民間企業でサポートし続ける
のに限界を感じている。こういうテーマにこそ国家予算を振り向けるべきだろう。 
 
(2) 研究用共通プラットフォームとしてのヒューマノイド・ロボット 
従来は二足歩行そのものが研究対象だったため、各研究機関はこぞってプラットフォームを開
発してきた。しかしながら、それらの試作品はきわめて不安定であり、それを用いて次の研究に
進むことは困難だ。ソニーのＱＲＩＯは、商品としての品質保証プロセスをパスしているので、安
定だが、商品化を前提としていたため研究用には機能が不足しており、また情報開示は困難だ。
おそらく、ホンダ技研のＡＳＩＭＯも同様な状況と推測できる。 
そこで、ロボットの研究と構成論的脳科学の研究に共用できるプラットフォームの開発を国家予
算で遂行することを提案する。これは完成後には商品として研究機関に販売することになるが、
マーケット規模が小さいため、民間企業は投資できない。 
  
(3) ３Ｋロボット 
このテーマは、ヒューマノイドというよりは任意形状の専用機だ。地雷探索、原子炉内作業用、高
所作業用などニーズは高いが、いずれもマーケットは小さく、民間企業による自主努力は期待で
きない。しかしながら、要求がシビアなだけに、高度の技術が蓄積される可能性が高く、それはロ
ボット工学全般に波及するだろう。 
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ＧＰＳ技術による情報サービス 
  
東京大学 空間情報科学研究センター 教授 柴崎亮介 
 
 １．はじめに 
ここでは GPS 技術を位置と時刻をリアルタイムに決定することのできるシステム全般の代名詞として用
いる。すなわち、リアルタイムに人やモノ、事象・現象の位置や時刻がわかることを利用して提供される情
報サービスを対象として発展シナリオを描く。 
 
２．現状分析 
（１）ＧＰＳの現状 
現時点では、米国の運用する GPS が無料で測位サービスを提供しており、わが国は世界最大の利用
国となっている。補正情報を利用した高精度測位サービスでは GPS は数 cm 程度の測定精度を達成する
ことが可能であり、同時に得られる時刻決定精度も ns（ナノセカンド）のオーダーである。そのため、屋外
で動作する分散システム、たとえば、屋外作業ロボット、建設機械自動化システム、自動車における走行
支援システムなどでは、位置決めだけでなく、システムの時刻同期といった目的でも GPS はなくてはなら
ないシステムとなっている。また E911 のような緊急通報サービスでも発信者の位置同定には GPS が利用
される。さらに、地震モニタリングでもスマトラ沖地震のように大きな変位がゆっくり動く場合には加速度計
をベースにした震度計より、GPS 観測による直接的な変位の動き計測の方が適しているという報告がなさ
れるなど、安全・安心を確保するための社会的なシステムにおいて GPS は不可欠な存在となりつつある。
すなわち、GPS は広い意味の国・地域の安全保障のために不可欠なシステムであるといえる。 
しかしながら、GPS は基本的にアメリカ国防省により整備・運営されているシステムであり、有事には民
生用の測位精度が低下させられるなど一方的に運用が変更される。また衛星の故障時にも情報提供が
必ずしも行われる体制とはなっておらず、いわゆる Safety of Life に関わるアプリケーションでは、GPS に依
存することは問題が多い。 
こうした背景から、EU はガリレオという新たな衛星測位システムを2010 年から運用することを決めており、
独自の位置・時刻計測システムを実現する計画である。わが国もそれに呼応するかのように、準天頂衛星
の打ち上げと実証実験の実施を決めており、完全独立ではないものの独自の衛星測位技術の開発と運
用が行われる予定である。しかしながら、準天頂衛星プロジェクトがスタートしてからまだ日も浅く、国内の
衛星測位技術者は数が少ない。また独自の技術などもほとんど保有していないのが現状である。 
 
（２）ＧＰＳを利用した情報サービスの現状 
GPS 技術を利用した情報サービスが、現在位置だけを教える単純な測位サービスだけを提供すること
は希であり、背景地図や関連するコンテンツデータを利用して、周辺の店舗や施設に関する情報提供、
目的地までのルート情報提供などより高次のサービスを目指そうとしている。しかしながら、以下のような
理由によりサービスの内容はなかなか多様化しない。 
１）コンテンツの流通環境が十分ではない。すなわち、特に携帯電話の場合、キャリアごとにデータ配信
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に必要なサーバインタフェースなどが異なるため、コンテンツプロバイダーはそれぞれのキャリアごとにサ
ーバを立ち上げる必要があり、余計なコストが発生している。また、背景となる地図が地図提供企業により
まちまちであり、互いに正確に重なり合わないため、ある地図のために位置合わせしたコンテンツは、他
の地図にはそのままでは載せられない。つまり、他の地図に会わせて位置を再度調整する必要が生じ、
コンテンツ整備・提供の費用をさらに膨らませている。 
２）利用者の状況やニーズに応じたサービスを自動生成する機能が貧弱であり（現在はサービスのパ
ーソナライゼーションが十分進んでおらず、比較的単純な経路案内などが大半である。）、十分な数の顧
客を確保するキラーアプリケーションとなっていない。 
３）GPS などは見通しのよい屋外でのみ利用できるシステムであり、ビルの建ち並ぶ中心市街地や地下
鉄駅などの屋内空間では利用できない。つまり最も人口密度の多い地域を十分カバーできるサービスと
なっておらず、マーケット規模がなかなか大きくならない。こうしたビルの谷間や地下街などの閉鎖空間を
カバーする測位技術が望まれている。 
 
なお、上記の指摘事項のうち、地図が互いに重なり合わないという点に関しては、理由が二つ考えられ
る。一つは、民間企業が地図の電子化を進める際、初期投資を抑える観点から２万５千分の１地形図など
の小縮尺地図を当初利用し、サービスの拡大とともに、より大縮尺な紙地図をスキャンしその上に適当に
重ね合わせる形で地図を拡充してきたためである。そのために、測量精度よりも大きな位置誤差が蓄積し
ているケースが少なくない。また地図提供企業の囲い込み戦略が、自社地図と他社地図との間の不整合
を放置することにつながっていることも理由の一つである。２つ目の理由は民間地図を対象とした精度検
証、精度認定のプログラムがないことである。自治体などの公共団体が業務のために行う測量は一般的
に公共測量と呼ばれ、精度確保のための作業手順標準化や、精度の検定システムなどが整備されてき
た。しかし、民間企業が主体となって整備する地図に関しては、精度認証・検定プログラムなどはなく、上
記のような食い違いを容認が容認されてきた。 
 
（３）屋内測位技術の現状 
GPS を補完できる屋内測位システムとしては多くのものが提案されている。基本的にセンサからの距離
を計測して、３辺測量の原理に基づき、対象物・人の位置を決めるもの、センサから発せられる信号の強
度が距離に応じて減衰することを利用して、信号強度そのものを計測することで、近似的に距離を求めた
り、あるいは各地点ごとにどこからの信号がどの程度の強度で観測できるかをデータベースに場所プロフ
ァイルとして記録しておき、そのプロファイル情報を元に位置を推定する方法などが提案されている。具体
的には、ブルートゥース、疑似衛星（GPS とほぼ同じ信号を出す発信機）、無線 LAN、電子タグ（タグが設
置されている場所の位置を教える）、UWB（Ultra Wide Band。パルスレーダーとしてセンサから目標物ま
での距離を計測する。）、さらに加速度計や各速度計を複合し、慣性航法演算を利用して位置を求める
方法などが提案されている。しかし、それぞれ一長一短があり、圧倒的に優れた方法というものは存在し
ない。 
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３．将来展望 
（１）衛星測位における自主技術の育成 
わが国は、世界最大の GPS 利用国でありながら、衛星測位システムに関して衛星本体の技術ばかりで
なく受信機の基礎的な技術を保有しておらず、実際の開発実績も極めて乏しい。現時点（2005 年３月）に
おいて、準天頂衛星の運用を国が行うかどうか決まっていない。現時点では、準天頂衛星は衛星測位技
術の実証開発衛星であり技術が実証されれば、その目的を達したこととなる。しかし衛星測位に関しては、
精密な軌道決定、地上時計との時刻の高精度同期など運用技術も大変重要であり、準天頂衛星を利用
して衛星測位システムの運用する機関が決まり、そこを中心に経験が蓄積できれば、屋内測位技術の発
達などにも大きな促進効果を与えると考えられる。なお、2010 年には近代化された GPS に Galileo、準天
頂衛星を会わせて 60 機以上の衛星が測位サービスを開始する。また新しい周波数帯・信号である L2C
や L5 などを利用することで、これまでなかなか位置が決まらないとして不評であった RTK-GPS などの高
精度位置決定手法が大都市の多くの場所でほとんど１日中利用できることになる。その意味で衛星測位
を基準に位置、時刻を決めるという流れが決定的になると想像される。 
 
（２）ビル影、屋内測位への展開 
十分な個数の衛星を補足できないビルの影や、そもそも衛星からの信号が到達しない地下街などで位
置を決める方式は、さまざまな企業で開発されつつあり、今後１０年程度、開発は継続するものと考えられ
る。現時点で予見される測位方式は、１）疑似衛星、２）ブルートゥース、３）無線 LAN、４）RFID、５）複合セ
ンサ（加速度計などを利用した簡単な航法演算を組み合わせたもの）などがある。 
疑似衛星はGPSと同じ受信機がそのまま使える可能性があるものの都市部では反射波により精度が大
きく落ちることを軽減する技術が必要である。３）は通信も同時に行えるという意味で大変有望ではあるか、
精度の高い距離計測方式のものは、やや特殊な無線基地局を必要とする。そうでない電界強度計測型
では、どのような無線基地局でも利用できるものの、誤差は数m程度以上であり、またキャリブレーションも
手間がかかる。こうした方式のうち、どれが普及しても後述する位置解決サービスなどが立ち上がれば、
測位の方法による違い（すなわち、測位のやり方によって利用できる地図の種類などが限定されること）は、
大幅に減少させることができよう。 
なお、こうした測位方式のうちどういった方式が一般に普及するかは、それが携帯電話に搭載できるか
否かにかかっている。技術的にはどの技術も携帯電話に搭載可能であるが、設置者側から見て一番手
間のかからない「RFID」がもっとも簡単に立ち上がる可能性が高い。しかしながら RFID の優位性も圧倒的
というわけではなく、個別民間事業者ごとに測位サービスが立ち上がることが予想される。このままでは場
所によってそれぞれ違う測位システムがサービスすることになる。するとサービス利用コストは必然的に高
くなり、情報サービスのマーケットは小さくなる。そこで、やはり複合的な端末、つまり一台の端末で異なる
種類の測位システムに対応できるものが必要になるであろうし、後述するように異なる測位システムで得ら
れた異なる位置表現を相互に変換する位置解決サービスも重要な役割を果たすであろう。 
 
（３）地図の整備 
 背景となる地図は、衛星測位の高精度化、利用可能時間帯の大幅な拡大に伴い、ますます高精度のも
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のが求められる。また、Safety of Life に関わるようなサービスでは、正しく更新されているかも含めて品質
確保が大きな課題となろう。しかし、当面、大きなサービスエリア全体を高精度地図（たとえば、1/500。水
平位置精度は 25cm 程度。）で新規に整備し、しかも維持更新し続けることはコストの面で現実的ではない。
ただ、道路工事や台帳更新などの現場では、つねに 1/500 程度の精度でデジタル測量が実施されてい
る。もし現在流通していないデジタル情報を発生と同時に取得し、地図の更新に利用する仕組みを構築
することができれば、大幅なコスト低下が可能になり、サービスは一気に拡大すると期待される。こうしたデ
ータは公共セクタの発注に伴って発生し、かつ現在デジタル測量データを流通させることなく「退蔵」して
いるのも同じ公共セクタであることから、データ流通のために公共セクタのデータ管理方法の改善を実現
することが必要になる。こうした仕組みなしには、自動車の運転支援といった Safety of Life に関わるサー
ビスの展開は不可能であると思われる。逆に仕組みを構築することができれば、世界に類を見ない地図
更新サービスが実現し、そのうえに多くの情報サービスが実現すると期待される。 
 
（４）位置解決サービス 
 屋外で日常的に衛星測位が利用できる場合でも、利用者は「地名」「ランドマーク名称」といった独自の
歴史的、言語的な位置表現方法を利用し続けるであろう。また多くの既存データは地名や住居表示を利
用して位置を表現しているため、いきなり衛星測位をベースとした位置表現に切り替えることは不可能で
ある。さらに屋内では、衛星測位そのものはほとんど利用できないことから、衛星測位を基準に位置を決
めることは容易ではなく、フロア見取り図や部屋番号、A 階段の近く、といった一層多様で言語的な位置
表現が用いられる。そのためある位置表現を別の位置表現に変換するサービスが必要になる。すなわち、
屋内でいえば、地下街の見取り図上のローカルな座標値を、店舗名に変換したり、その逆を行ったりする
サービスが必要になるということである。さらに地下街の代表位置を衛星測位に準拠した緯度経度で表現
することも必要になろう。 
さまざまな地物がそれぞれローカルな位置表現に基づいて位置が決められているときに、利用者が
「店舗名という形で位置情報を欲しい」とさらに独自リクエストを出したとする。それぞれの位置表現の間の
関係を見いだし、それらを連結させて順繰りに位置の表現を変換し、利用者からリクエストされた位置表
現まで持ってくるサービスをここでは「位置解決」と呼ぶことにする。位置解決サービスは個別位置表現の
間の変換をいくつも連結して、異なる二つの位置表現をリンクするサービスである。これがないと、多様な
位置表現で表されている空間情報の利用可能性は大きく損なわれる。位置解決サービス、すなわち個別
の位置表現変換を収集したうえでそれを適当に組み合わせるサービスを実現するためには、個別の位置
表現の登録やその間の変換方式の登録などを標準化しておくことが不可欠であり、そうした標準化が今
後の普及の鍵を握ると考えられる。 
もちろん、代替案としてはすべての位置表現方式を、たとえば衛星測地系に統一するなどの方策があ
る。しかし、位置をベースにした情報サービスの多様性を考えると、統一された位置表現がなされているコ
ンテンツだけを利用するというのには無理があり、やはり位置解決サービスの実装、言い換えればそれを
可能にする位置表現の標準化、位置変換記述の標準化が重要になろう。 
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（５）コンテクストの把握技術とサービス生成技術 
 最後に残るのは、かき集められた空間情報の束から、利用者のニーズに一番ぴったりしたサービスをい
かに生成・提供するかである。位置をベースにした情報サービスの成功は最終的には個人のニーズをピ
ンポイントしたサービスが提供できるか否かにかかっている。そのためには、個人の行動履歴や嗜好・選
好を踏まえた情報サービスが必要になる。パーソナライゼーションである。パーソナライゼーションを実現
するためには、その特定の利用者の行動履歴、選好結果などを集積する必要があるが、個別の企業がそ
うした情報を集めることには限界がある。一般に個別企業が保有している個人情報はその個人の全行動
のごく断片にしかすぎない。全体をカバーするためには、企業間での情報交換をして集積するか、もしく
は利用者個人にその情報を「返還」することで、利用者の端末に個人情報を集約するという方法が考えら
れる。それをエージェントプログラムなどが読み取ってサービス要求を出す形を取れば、十分個人のニー
ズにピンポイントな要求とすることができるだろう。特にスケジューラなどの情報とも付き合わせれば、利用
者のその時その時の状況を読み取ってサービスを生成することも可能であり、より高度なサービスを展開
できよう。すなわち個人情報は、その個人に返還し、逆にその情報を全部まとめて利用するような仕組み
が有効となろう。 
 
４．取るべきアクション 
GPS を利用した情報サービスは潜在的なマーケットの大きさからみて大変有望であるが、下記のような
アクションを社会全体として取ることが必要になると思われる。 
 
（１） 地図情報の共有化・流通環境の整備 
背景情報を提供する地図はサービスを実現する上で不可欠である。また、衛星測位の高度化、コンテ
ンツ流通の円滑化を考えると、より高精度でしかも互いに大きな位置ずれが発生しない整合性の維持さ
れた地図が必要になる。こうした地図情報は道路などの工事や管理に際して日常的に発生しているデジ
タル情報であり、これを流通させる仕組みを公共セクタが主導して構築することができれば非常に大きな
効果があるといえる。もしこうした仕組みの整備がなされないと、貧弱なコンテンツ、詳細さの足りない地図
を用いた不十分なサービスしか実現できず、技術の進歩も大きくゆがめられる可能性がある。 
 
（２） 精度認証 
 現場から日々発生する地図情報を収集・編集して、地図データベース全体を更新していくためには、個
別に収集される地図情報の品質管理が重要になる。地図情報を常に補正しなければならない場合には
編集コストがかさみ、こうした地図共有システムそのものが破綻する可能性がある。しかしながら、道路工
事などでの測量は小規模であることから、精度をしっかり担保すべき「公共測量」の範疇にはいることは少
なく、そのため精度管理もなんら体系的な方法がとられていない。こうした小規模な断片的測量成果や、
そもそも公共セクタの発注に基づかない独自測量成果などを、精度認証し、編集コストを引き下げる制度、
あるいはサービスが必要になる。 
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（３）  位置解決サービスのための標準化 
既に述べたように位置の表現の仕方は多様であり、無理に統一化することでかえってサービスやコンテ
ンツの広がりが阻害される可能性がある。そこで、さまざまな表現方法で記述された位置データを互いに
変換し、利用者が要求する位置表現に即した情報にまで持ってくるサービス、位置解決サービスが不可
欠である。位置解決サービスを実現するためには、まずそれぞれの位置表現の記述方法を標準化し、か
つ各位置表現が他の表現にどのように変換可能かを標準的な方法で記述してもらう必要がある。言い換
えれば、各位置表現の方法と他の位置表現との関係を一定の様式に従って登録してもらう必要がある。こ
うした一連の標準化に加えて、登録センターの立ち上げなどの政策が必要となる。 
 
（４）  衛星測位に関する独自技術の育成 
衛星測位は今後位置・時刻を決める標準的な方法としてますます重要になっていく。そのためその技
術を育成・保有しておくことは重要である。わが国独自に測位を行えるシステムを保有することは、国際政
治のバランス上必ずしも容易ではないが、独自の運用をできる測位衛星を持ち、継続的に実験などを行
うことで独自技術を維持・育成することができる。 
 
（５）  個人情報の保護と、個人情報に基づくサービスの高度化のバランス 
個人のニーズをピンポイントするサービスを実現するためには、詳細な個人情報が必要となる。現時点
で、情報サービスなどを行う各企業はかなりの個人情報を持っているように思われているが、サービスを
生成する観点から見れば、それはきわめて不十分な情報である。より完璧な情報とするために企業間で
情報を交換することも可能ではあるが、個人情報保護の観点から、そうした動きはますます取りにくくなろ
う。しかし、個人のニーズをピンポイントするサービスはその個人本人からも望まれており、その個人に関
する情報をより完全に収集する必要はあると言える。そこで、個人に関する情報は本人に還元する、すな
わち各個人は自分に関する情報を各企業に開示・提供請求できるようにしておき、完全な個人情報は本
人の手元にデジタルで揃うという環境を創出する。これにより、本人が望めば、自分自身が保有する携帯
端末に、ニーズを読み取って最適なサービスをリクエストするエージェントソフトウェアをインストールし、み
ずからのニーズをピンポイントするサービスを享受することが可能になる。ここでは本人の意志により個人
情報の集積と高度利用が可能になるという仕組みを考えており、これにより個人情報の保護と、サービス
の高度化という一見背反する目標を達成することが可能になる。今後、スケジューラなどの延長線上に個
人の行動を総合的にアシストするパーソナルエージェント技術やそれを支える制度的な枠組みが重要に
なると言えよう。 
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ＧＰＳ技術による情報サービス 
 
(財)ディフェンス リサーチセンター(ＤＲＣ) 理事 玉真哲雄 
 
１．現状分析 
 
（１）世界的インフラとしてのＧＰＳ／ＧＮＳＳ 
 全球航法衛星システム（Global Navigation Satellite System,ＧＮＳＳ）は、米軍のＧＰＳを基軸として民生
面での広範な応用と巨大な市場とを生み出し、21 世紀情報化世界の基本インフラとなってきた。 
 反面、特定国の軍が開発し今も運用する軍用システムに世界の民生が依存することの懸念が各方面で
表明されている。米国は 1996 年の大統領政策文書「合衆国ＧＰＳ政策」ほかで、ＧＰＳの運用価値に加え
て世界的インフラ価値・民生経済競争力上の価値をも認め、民生利用への無料提供継続を繰り返し約束
しているが、正にその面をも含めた特定国依存を脱却することが、欧州連合（ＥＵ）が独自の民生用ＧＮＳ
Ｓ「ガリレオ」開発に着手した一目的であった。 
 
（２）「敵性利用」への懸念 
 ＧＰＳ／ＧＮＳＳへの真の懸念は、米国などサービス提供国の意向如何ではなく「敵性利用（hostile 
use）」である。ＧＰＳ信号の妨害・欺瞞によって陸上・海上・航空交通を麻痺させることはおそらく容易であ
り、またＧＰＳで自己と標的との位置を知ってピンポイント攻撃するＧＰＳ誘導巡航ミサイルは、屡々話題と
なる弾道ミサイルにも劣らぬ脅威であろう。上記の「合衆国ＧＰＳ政策」を置換する新しい「合衆国測位・航
法・調時政策」（U.S.Postioning,Navigation and Timing(PNT)Policy）大統領文書が 2004 年 12 月に公表さ
れたが、前政策でも言及されていた「干渉」「脅威」「敵性利用」等の用語が一層目につく内容となった。し
かし日本では、防衛・安全保障問題をめぐる独特の機微性もあって、これらＧＰＳ／ＧＮＳＳの安全保障上
の課題に理解が行き渡っているとは言えない。 
 
（３）日米ＧＰＳ諸会合 
１）日米協議と共同声明 
 こうした中で、米国の申し入れにより 1996 年８月から政府間の「日米ＧＰＳ協議」が開かれ、３回の協議を
経て1998年９月22日の小渕・クリントン首脳会談時の「日米ＧＰＳ共同声明」に結実した。以後毎年１回の
「日米ＧＰＳ全体会合」とその下に公共安全、運輸、商用・科学の３つの作業部会（working group,ＷＧ）を
設けて関連課題を討議するというのが共同声明の内容である。安全保障面について米国側は当初、かな
り切迫した問題意識を持っていたようであるが、日本側の意識がこれに伴わなかった故か、その面は次第
に後退した内容となっている。 
 
２）日米全体会合とＷＧ 
 2002年10月の第２回全体会合で日本側から準天頂衛星システム構想を説明したことからそのための第
４のＷＧが設けられ、ＧＰＳ補完システムとしての準天頂衛星の測位航法面につき協議が始められた。た 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 431
だしこれは技術作業部会であって、安保面の課題は対象外のようである。最近では 2004 年 11 月に第３
回全体会合が開かれ、日本が打ち上げ予定の運輸多目的衛星（Muluti-functional Transport Satellite,Ｍ
ＴＳＡＴ）への米国の期待、またＧＰＳ補完による測位・航法サービスを目指す準天頂衛星への米国の支
持が表明された。なおこのＭＴＳＡＴはその後 2005 年２月 26 日（土）、成功裡に打ち上げられたことは記
憶に新しい。 
 このように日米ＧＰＳ会合でも近年は安全保障面が表に出ないこともあって、日本では引き続きＧＮＳＳ
の安全保障面に関する意識が行き渡っているとは言えない。しかし国際場裡に目を転ずると、かなり異な
った認識が見られる。 
 
（４）国際場裡でのＧＮＳＳ論議 
 米国航空宇宙学会（American Institute of Aeronautics and Astronautics,ＡＩＡＡ）が主体となり、欧州・カ
ナダ・国連等の関係団体が協力して１～２年毎に開かれる International Space Cooperation Workshop で
は、1998 年１月、1999 年４月、2001 年３月と３回連続してＧＮＳＳ・ＷＧが編成されて種々討議があり、安
全保障面が毎回欠かさず話題となった。1998 年には「敵性利用・妨害、航法戦争の脅威に関係各国の
関心が必要」、1999 年には「日米共同声明具体化へ、日本政府内民生／安保関係者の対話増進、米国
防総省の活発関与、日本防衛庁の一層の参画」を提言したほか、2001 年には「敵性利用の脅威及び安
保上の必要からＧＮＳＳサービス拒否に至る場合の国内的・国際的手続き、及び関連する輸出管理制度
の必要」が提言された。この意味は、敵性利用へのサービス拒否はサービス提供国（ＧＰＳなら米国）だけ
でなく利用国（日本を含む）の責任でもあるとの理解である。 
 以上から見て、測位航法面でＧＰＳ補完を指向する準天頂衛星にも当然、敵性利用対策の課題が存す
るはずであるが、日本での意識はどうであろうか。 
 
（５）準天頂衛星システムの安全保障面と日本での議論 
 日本経団連を中心とする産業界の提案から始まった準天頂衛星構想は、通信・放送と並んでＧＰＳを補
完する測位・航法サービス機能を備えることを目指している。この構想提案の時期は、2001 年１月の省庁
再編を受けた宇宙政策見直しの時期とも重なり、総合科学技術会議下の宇宙開発利用専門調査会（以
下、単に調査会）で他の課題とともに論議され、2002 年６月の調査会報告書で同システムを「産官連携の
下に推進する」旨が謳われて具体化へ向かった。しばし休止ののち 2003 年 10 月再会された調査会は、
測位分野検討会を設けて測位航法面の課題を検討し、安全保障に関わる面については次のような結論
となった。 
 １）ＧＰＳへの妨害等による不測事態に対し、代替手段を考慮要。 
 ２）代替手段として、ガリレオ計画はまだ実証されていない。 
 ３）他の衛星測位システムには依存せず、ＧＰＳと互換性、相互運用性を有する自立性を持った衛星測
位システムを目指す。 
 日本ではこのようにＧＰＳ代替が必要としつつガリレオは考慮せず、ＧＰＳと互換的であってかつ自立性
ある代替システムを目指すとしているが、この点でも世界では異なった状況が見られる。 
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（６）ガリレオをめぐる世界の動き 
 1999 年２月に提案された欧州連合（ＥＵ）のガリレオシステムは、米国との間で当初から協議が持たれて
いたが、一時は米国の将来軍用波計画との周波数問題をめぐって困難も報じられた。しかしこれも妥結
に達し、2008 年の運用開始へ向け開発・建設が進められており、近年ではＥＵ外の諸国の計画参加が報
じられるようになった。2003 年９月には中国が２億ユーロを拠出して参加の意志を表明し、以後ブラジル、
インド、イスラエル等の計画参加の報が相次いでいる。その動機の一部は当然経済的、また一部は技術
的興味であろうが、ＧＰＳ不測事態下の安全保障の担保としての考慮も働いているものと思われ、ＧＰＳだ
けを考慮対象としている日本とは対照的である。 
 
２．発展シナリオ 
 ＧＮＳＳと安全保障をめぐる 2010 年代前後の諸事情を、以下に推測記述する。 
 
（１）ＧＮＳＳの状況 
 ＧＰＳを基軸とするＧＮＳＳは 20 世紀末年以来、次の三つの面で世界的に整備・運用が進んだ。 
 
１）ＧＮＳＳ補強（augmentation）システム 
 既に実用化された地上設置による各種補強システムに加え、衛星システムによる広域補強システムとし
て米国のＷＡＡＳ（Wide Area Augmentation System）、欧州のＥＧＮＯＳ（European Geostationary 
Navigation Overlay System ） 及 び 日 本 の 前 記 Ｍ Ｔ Ｓ Ａ Ｔ を 基 盤 と す る Ｍ Ｓ Ａ Ｓ （ MTSAT-based 
Augmentation System）の３システムが相次いで運用に入り、ＧＮＳＳを基盤とする航空管制の世界的実用
化が到来した。 
 
２）ＧＰＳと独立ながら両立性（compatibility）あるＧＮＳＳ 
 ＥＵガリレオはすでに運用状態にあり、またかつて 90 年代に運用に入りながら、財政状態から維持が伴
わなかった露国のグロナス（Global Navigation Satellite System,ＧＬＯＮＡＳＳ）システムもほぼ復旧かつ近
代化を完了して、三大全球航法衛星システムが並行運用の域に達した。しかし一般民生応用については
当初からの先行性を持つ米国ＧＰＳの優位は変わらず、最も広範に利用されていた。 
 
３）ＧＮＳＳ補完（complementation）システム 
 中国の「北斗」システムに続いて、ＧＰＳ補完による測位・航法サービスを目指す日本の準天頂衛星シス
テムは、下記を含む解決すべき多くの基本課題があり 2008 年打ち上げの計画は遅延した。 
 ・官・民の資金分担問題 
 ・開発・実証段階での官側関連４省間の調整 
 ・衛星システムが提供する測位・航法・調時情報を国のインフラとして整備する必要性の認識 
 ・測位・航法・調時システムの運用形態と責任機関の決定 
 ・アジア大洋州地区諸国へ共通インフラとしてサービス提供の参加呼びかけ 
 しかしこれらの問題も次第に進展を見せ、ようやくシステムの形が整いつつあった。各省庁タテワリ性の
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克服が、共通課題として認識されていた。 
 
（２）ＧＮＳＳ情報応用サービスの状況 
 情報化社会の基本インフラとしてのＧＮＳＳは、米ＧＰＳを先頭に一層、社会の隅々までその応用範囲を
広げた。 
 ・地上・海上・航空交通全般の把握と計画化、必要時の管制 
 ・前項のＧＮＳＳ完全依存のリスクとバックアップ航法の要否 
 ・地理的位置（東経、北緯）と人文的位置（何県何市何町何番地）との統合 
 ・特に各官庁の担当が入り組んだ土地境界・地籍情報の高精度化と一本化 
 ・携帯電話と密接に結合した個人の位置・行動の、本人さらに他人による把握 
 ・これらに伴うプライバシー、無名でいる権利の問題 
等の広範な課題が山積し、各国はその対応に追われた。特に日本では前記のタテワリの壁を超克する上
での困難が続いた。 
 
（３）ＧＮＳＳ敵性利用状況 
１）ＧＮＳＳデセプター、ナビテロの登場 
 情報化社会の初頭に喧伝されたハッカー、サイバーテロの脅威に対応して、ＧＮＳＳデセプター、ナビテ
ロの脅威が強調された。インターネット、携帯電話回線を通じて虚偽の位置情報を不特定多数、さらには
特定宛先へ送信して道を誤らせ、進んではＧＮＳＳ疑似の欺瞞電波を発信して混乱を生じさせる等の想
定が広く伝えられた。しかしサイバーテロ同様、その事例があっても多くは愉快犯であってもテロとは呼べ
ないものであった。テロリストは巧緻な技巧よりも暴力的大打ち上げ花火を指向するであろうことは９．11
事件からも明白と見えるが、それでもサイバーテロの脅威を説く人が絶えなかったと同様、ナビテロの強
調はむしろ真の課題の所在を不明確にしたと言えよう。 
 
２）航法戦争の脅威 
 真の脅威はむしろ航法戦争（Navigational Warfare）と称すべきものであった。 
 前記の 2004 年 12 月「合衆国ＰＮＴ政策」文書中には、下記のような航法戦争の脅威とそれへの対策が
言及されている。 
 ・測位・航法・調時サービスの作戦地域外での民生・商用利用を不当に中断することなく、敵対者による
利用を拒否する能力の改善 
 ・国防総省以下各省協力しての航法戦争訓練 
 ・ＧＰＳ利用中断・拒否時にも運用継続を保証する能力・技術の開発 
 
（４）巡航ミサイル脅威の広範化 
 20 世紀末からの弾道ミサイル（ballistic missile,ＢＭ）脅威は広く知られているが、21 世紀が進むに連れ
巡航ミサイル（cruising missile,ＣＭ）脅威の認識が深まった。イラク戦争でのトマホーク巡航ミサイルの有
効性が伝えられながら、弾道ミサイル防衛（ballistic missile defense,ＢＭＤ）等の蔭に隠れがちであったＣ
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Ｍは、ＢＭに較べて秘匿性が高く、費用も安く、ＢＭのような発射準備の衛星探知も困難である。課題で
あった命中精度についても、ＧＮＳＳ誘導によるピンポイント攻撃がこれを補った。かつてＢＣ兵器（生物・
化学兵器、biological and chemical weapon）が「貧者の核兵器（unclear weapon）」と言われたように、今や
ＣＭ脅威は「貧者のＢＭ」として再認識されてきた。 
 
（５）超国家的流動現象と航法戦争 
 ９．11 テロが指し示したように、従来の「国」の枠で律しきれない集団が国境を越えて流動し合い、情報・
技術・物資を交換し多様な行動を呈する事態が増加した。もはや「国」かテロリストかが不明のまま、高度
の技術と設備を駆使しうる集団の脅威が現実となってきた。その脅威のなかには当然、「航法戦争」も含ま
れるのであった。 
 
（６）敵性利用不測自体の想定 
 以上の各種状況のもとに、準天頂衛星システムを含む日本のＧＰＳ情報サービスが近い将来に対処を
求められる不測事態として、ＧＰＳ敵性利用の発生を想定してみよう。 
 20xx 年 Ｘ 月 Ｘ 日 、 米 国 Ｇ Ｐ Ｓ 管 理 主 体 で あ る 測 位 ・ 航 法 ・ 調 時 国 家 行 政 委 員 会 （ National 
Positioning,Navigation,and Timing Executive Committee）から日本政府へ、以下の主旨の緊急連絡が入
った。 
 ・日本近海において、国籍不明の船舶からのＧＰＳ誘導巡航ミサイルが近く発射される可能性が高まっ
た。 
 ・脅威の地域及び時点が特定され次第ただち行政委員会は、1996 年の日米ＧＰＳ協議中で説明した
「敵性利用に対抗するため国防総省は局地的対抗手段の使用を計画する」との既定方針に従って、ＧＰ
Ｓ電波への妨害信号を発射する。 
 ・当該地域の民生ＧＰＳ利用は、これに伴って不可能となる。 
 ・1998 年日米ＧＰＳ共同声明中で「両政府は、緊急事態に対する準備の必要性とともに、民生利用を不
当に中断または劣化させることなくＧＰＳ及びその補強システムの誤用・悪用を避ける必要があることを確
信している」と記された主旨に基づき、日本はＧＰＳ利用国として敵性利用へのサービス拒否に協力され
ること、及び準天頂衛星の測位航法機能につき、妨害波による利用不可能を了承し、かつ準天頂衛星利
用諸国へ適切な経路によりこれを通知されることを望む。 
 ・日米ＧＰＳ協議初期からの説明どおり、当該地域の極小化及び隣接地域でのＧＰＳ利用中断を最小限
とすべく、行政委員会は最善の努力を約束する。 
 ・推定当該地域に近い他の諸国へも、同様の連絡を行った。 
 
（７）不測事態への対処 
１）日本及び準天頂衛星システムの対処 
 このような想定への日本の対処を更に想定することには相当の困難があるが、これが充分可能性ある事
態であることは既述の状況から明らかであると考える。少なくとも下記の諸点を考慮する必要があろう。オ
ンライン性、すなわち火急度の強い順に記す。 
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 ・航空局のＭＳＡＳによる航空管制の不可能 
 ・海上保安庁の「ディファレンシャルＧＰＳ」による海上航行測位サービスの中断 
 ・ＦＭ放送波を介する「ＧＰｅＸ」陸上測位指示によるカーナビ支援の中断 
 ・その他、携帯電話利用に至るすべてのＧＰＳ準拠測位サービスの不可能 
 またこれらは単に国内問題でなく、準天頂衛星システムのサービスを他国へ提供した場合にはそれにも
またがる課題であることに留意を要する。 
 
２）他衛星システムの対処 
 ＧＰＳ不測事態に際して、他のＧＮＳＳ（ガリレオ及びＧＬＯＮＡＳＳ）に及ぶ影響と対処とを考慮する必要
がある。周波数の相違により影響を受けることなく運用・利用が可能か、あるいは米欧間・米露間に何らか
の合意事項が存在して、敵性利用発生時のシステム動作につき同時にサービス拒否・中断を行うのか否
かは、確認を要する重大問題であろう。 
 
３．日本の取るべきアクション 
 以上のような危機的事態をもたらす要因を分析することがアクションにつながる。これには二つの要素が
ある。 
 ・ＧＰＳ依存とその指し示す安全保障の根元 
 ・日本における政策策定過程 
 
（１）ＧＰＳ依存とその指し示す安全保障の根元 
１）宇宙開発利用専門調査会での議論について先に記したように、他の諸国がガリレオに参加する中で、
日本は「まだ実証されていない」としてこれを考慮せず、「他の衛星測位システムには依存せず、ＧＰＳと
互換性、相互運用性を有する自立性を持った衛星測位システムを目指す」と、ＧＰＳだけに依存すること
を報告書に明記した。しかしＧＰＳの不測事態に、ＧＰＳ依存システムが代替となるであろうか。 
２）安全保障の根元は、本来バックアップを持つこと、二股を掛けることである。ＧＰＳ不測事態にこそ、他
の測位システムに依存せねばなるまい。 
３）この背景にはおそらく、安全保障を全面的に米国に頼ってきた戦後の日本のあり方が反映しているの
ではないかと思われる。なお付言すれば、米国一国に依存することは他のいかなる一国に依存するよりも
良い。敗戦以後の日本の経験の大勢がこれを証明していると見られる。筆者はこれを充分認識しつつ、
今後もそれで良いのかは別問題だと考えるものである。 
 
（２）日本における政策策定過程 
 21 世紀情報化社会の基本インフラとしてのＧＰＳ／ＧＮＳＳは当然、在来の行政の枠を越える広範性を
持つ。この点で、日本の政策策定過程の問題が浮上する。 
 
１）タテワリ性の障壁 
 日本国内でのあるＧＰＳ関連国際会議に、政府の後援として 12 省庁の名が挙がっていたことが課題の
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広範性を端的に示している。例えば先記の米国ＧＰＳ管理主体であるＰＮＴ行政委員会は、大統領政策
文書によって設立され国防総省・運輸省共管で関係各省庁を加えた行政主体である。日本でも在来の
省庁タテワリ性の障壁を越える着意が必要である。 
 
２）防衛・安全保障問題をめぐる機微性の障壁 
 さらに顕著な障壁は、戦後日本の特色の一つである防衛・安全保障問題をめぐる機微性の問題である。
中でも宇宙に関しては 1969 年の衆議院「宇宙平和利用決議」等の経緯から民生面と安全保障面の間に
顕著な障壁があり、民生／安保の横断的意義を有するＧＰＳ／ＧＮＳＳの扱いには特別の困難がある。 
 
３）日本における政策策定過程 
 政策策定の全般について、これら障壁の存在が影を落としている。先記の宇宙開発利用専門調査会で
の論議と報告書作成の経緯は、そのような日本の政策策定過程の一例としても興味深い。筆者は別のと
ころで「日本の政策思考は『審議会』頼りで専門家がいない」「諸外国では政府資金でシンクタンクに多数
の専門家を擁している」等の大それた仮説を立てて関連する課題を論じた。その細部には立ち入らない
が、政策思考全体を通じて変革の必要が大きいと考える。 
 
４）課題克服への途 
 課題の克服は容易でないが、筆者はこれも別のところで「日本に政策専門家は少なくない」「日本では
政策専門家と行政の間に人的往来がない」「政策専門家と行政とが常に人的往来する米国の事例」等を
挙げ、「行政官は引退するまで行政官、かつタテワリ行政・２～３年で交代する官僚制度の限界」のもとに
ある日本でも、専門家と行政の間の人的往来の要を論じた。迂遠ではあるが、課題克服への途はその方
向にあると主張したい。 
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ソフトウェアエンジニアリング 
 
東京大学大学院 総合文化研究科 広域システム科学系 教授 玉井哲雄 
 
１．現状分析 
（１）ソフトウェアの需要 
 ソフトウェアの需要は増大し続けている。経済産業省の特定サービス実態調査では、情報サービス産業
の内のソフトウェア開発/プログラム作成の売上高は 2003 年度で 6 兆 7 千億円である。しかも、これはソフ
トウェア専業者の統計で、コンピュータ・メーカやコンピュータ利用企業で生産・消費されるソフトウェアは
含まれていない。たとえば組込みソフトウェアはほとんど含まれていないが、その年間開発規模は別の統
計から、約 2 兆円といわれている。 
 また、現在のソフトウェア市場の顕著な動向は、開発サイクルの短期化である。新しい機能が次々と求
められ、それらの開発には数週間から数ヶ月という短い期間が割り当てられる。 
 
（２）社会生活に及ぼす影響力の増大 
 現代の生活の周囲にはソフトウェアが満ち溢れている。携帯電話だけでなく家庭内にある電気製品に
は膨大なソフトウェアが組み込まれている。またクルマには数 10 個のマイコンが積まれ、そこに載せられ
ているソフトウェアは合計すると数百万行の規模に達する。Web サービスに代表されるインターネットの職
場や家庭内での利用の増大も、いうまでもない。このことは、ソフトウェアの信頼性や生産性の欠陥が一
般社会生活に及ぼす影響力がきわめて大きなものであることを意味している。 
 
（３）ソフトウェアの生産性 
 ソフトウェア技術は進歩したが、生産性の伸びはハードウェアと比べれば低い。この 30 年で、ハードウェ
アの伸びは 50,000 倍であったのに対し、ソフトウェアの伸びは 3~10 倍程度であったといわれる。ソフトウェ
ア開発に多くの手法とツールが使われるようになり、プロジェクト管理技術も発達したが、一方でソフトウェ
ア開発が労働集約的であるという実態は、相変わらず続いている。とくに携帯電話市場など、激しい競争
条件下にある分野では、開発量の増大はソフトウェア技術者の長時間労働で対処されている。 
 
（４）日本のソフトウェア産業 
 日本のソフトウェア産業は、上からと下からの技術の空洞化という問題点を抱えている。基本ソフトウェア
はマイクロソフトに代表される米国企業の製品に押さえられ、その追随に終始せざるをえない状況がある。
一方で、定常的に生産されるソフトウェアは、中国、インドなどへの外注（アウトソーシング）への依存度が
高まっている。 
 日本のソフトウェアは輸入が輸出を上回る入超が常態化しているが、その超過量は圧倒的である。従来、
日本語の壁で国内市場をある程度守ってきた経緯があるが、それは裏返して言えば、日本のソフトウェア
の輸出を妨げ、輸出意欲を発達させない要因となっている。 
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（５）ソフトウェアエンジニアリグ技術 
 ソフトウェアエンジニアリングという概念は 60 年代末に提唱され、70 年代は構造化プログラミング、構造
化分析・設計を主導概念として発展した。80 年代はプロジェクト管理、品質管理、構成管理などの管理技
術にシフトする一方、プロトタイピング、レヴューなどの実践的技術が普及した。90 年代はオブジェクト指
向技術が脚光を浴びるとともに、並行してソフトウェアプロセスのモデル化や評価が注目された。2000 年
代はプロセスからアーキテクチャへの関心の回帰が見られるとともに、コンポーネント技術などオブジェクト
指向を発展させた新たな技術が展開してきている。 
 
（６）現状のソフトウェアの性質と課題 
 現在のソフトウェアの特徴は、遍在性（どこにでもある）、発展性（常に変化する）、多様性（多様な版とユ
ーザが存在する）にある。ソフトウェアエンジニアリングは伝統的に大規模複雑化への対処ということを謳
い文句にしてきたが、現在はこのような遍在性、発展性、多様性にいかに対応しつつ、信頼性を高め生
産性を上げるかが課題となっている。 
 
 
２．今後 10～30 年程度の発展シナリオ 
（１）ハードウェア技術の予測 
 ソフトウェアが載せられるハードウェアの情況をまず見ると、現状はギガ(10の9乗)の世界である。すなわ
ち、CPU はギガヘルツ、メモリはギガバイト、通信速度はギガビット/秒(bps)というオーダーの性能を持つ。 
 これが、2015 年にはテラ（10 の 12 乗）、2030 年にはペタ(10 の 15 乗)の世界になるだろう。 
 
（２）ソフトウェアの需要 
 過去のコンピュータの歴史では、ハードウェアの能力・容量が飛躍的に増大するたびに、それに見合う
需要があるのか、との疑問が常に出されてきた。しかし、いつの場合もそれを上回る需要が生み出される
結果となった。 
 したがって、今後 10 年から 30 年の間についても、需要が拡大し続けることはほぼ自明である。 
 
（３）ソフトウェアエンジニアリングの技術 
１）大量なコンポーネントのもたらす複雑性への対処 
 すでに相当量のソフトウェア・コンポーネントが作られ、一部流通しているが、2015 年までには膨大な量
のコンポーネントが投入され使用されることになろう。そのような大量のコンポーネントから構築されるシス
テムは、複雑性のボトルネックに直面することになる。 
 コンポーネントは、さまざまな技術者、組織により、長い期間にわたり、高い頻度で追加され変更されて
いく。そのようなコンポーネント群から、適切なものを検索し選択する技術、それをカスタム化し組み立てる
技術が必須となる。 
 その検索、選択、変更、組立てをすべて人手で行うことは不可能となるため、なんらかの知能化、自動
化が工夫されなければならない。具体的には 
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  ①コンポーネントに知識を付加し、エージェント化 
  ②ノウハウとして設計パターン、要求パターンなどの部品化と知能化 
  ③コンポーネントの擦りあわせの自動化 
  ④人とエージェントの共同 
が行われていくだろう。そして 2015 年前後にはかなりのレベルで実現していると予想される。 
 
２）ソフトウェア開発の自動化 
 ソフトウェア開発の自動化は古くから追求されてきたテーマである。上に述べたコンポーネント技術の知
能化、自動化をベースに、2015 年には、モデルからのソフトウェアの自動生成が実用的なレベルで実現
しているだろう。ただし、生成のもととなるモデルは、システムの構造や振舞いについて、ある程度の詳細
を記述したものである必要がある。 
 さらに、2020 年ごろには、ソフトウェアに対する要求、ポリシーからソフトウェアが自動生成されることにな
ろう。さらに 2025 年ごろには、問題領域で普通に使われる言葉からの自動生成が可能となろう。 
 
３）自律性をもち環境に適応して自己組織化を行うソフトウェアの実現 
 ソフトウェアは常に環境に適応することを求められる。環境にはビジネス環境やシステム環境があり、そ
れらが変化すればソフトウェアも変わらざるをえない。また、ソフトウェアが環境間を移動すれば、それに適
応してソフトウェア自身が変化しなければならない。さらに、新しく開発されるソフトウェアも、独立に存在
するものでなく、すでにある環境に投入される。 
 これらの適応変化は、これまでは基本的に人間の手でなされてきた。しかし、ソフトウェア自身が自律的
に適応し、また自己組織化する技術が今後 30 年の間には進展するだろう。その発展には 2 つの段階が
予想される。 
 
 ①動かしながら変える (動的な変更)  2010-2015 年ごろ 
 一部は自動化されても、変化を起こす主体はあくまでも人間であるような適応技術は、今後 5 年から 10
年の内に充分に実用化されよう。しかし、これは稼動しているシステムを停止せずに行うという意味で、見
かけほど簡単ではない。従来、コンパイル時やシステム生成時に行われてきた、システムの変更、追加、
部分削除に関する技術が、すべて実行時に移行していく。この範囲では、とくに事故、故障に際してのソ
フトウェアの自己診断とそれにもとづく自己修復の機能の実現が達成されよう。 
 
 ②動きながら変わる (動的な変化)  2030 ごろ 
 ソフトウェア自身が、自己と外界を知りそれに応じて自己を変化させる能力を備える。また、利用者のフィ
ードバックが直接ソフトウェアを変えていくようになる。この段階で初めて、ソフトウェアの自己再生産、自
己組織化ができるようになったと見なせよう。 
 
４）検証技術 
 ソフトウェアの信頼性、安全性、セキュリティを保証するための検証技術は、数段のレベルの向上が要求
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される。とくに上記の自己適応技術と関連し、自律的に変化したソフトウェアが正しく動作することも自動
的に検証できなければならない。適応技術の発展段階に応じた検証技術の発達が予想される。 
 
（４）ソフトウェアエンジニアリングの理論 
 上に述べた技術を実現するためには、その基盤の理論的強化が必要である。まず、すでに理論として
はかなりの成果が挙げられているが、その実用化は今後に期待されるものがいくつかある。たとえば、関
数型プログラミング、論理型プログラミングのような明快な計算モデルに基づくプログラミング技術は、5 年
後か 10 年後に何かのきっかけで急速に普及することがありうる。また、ソフトウェアの仕様技術の一つとし
て、形式仕様記述言語を用いることは、分野を特定しながら徐々に普及していくだろう。さらに、定理証明
技術による自動検証は、形式仕様技術と関連しながら、実用化されていこう。 
 技術の項で挙げた大量なコンポーネントからなるシステムの複雑性に対処していくには、エンジニアリグ
として個々のコンポーネントと全体のアーキテクチャを設計し管理するだけでは不十分であることが予想さ
れる。そこで、人工物であるソフトウェア･システムを、あたかも自然物のように観測、分析する手法が求め
られよう。そこでは、統計力学に相当するようなマクロな分析手法と、その分析結果をソフトウェアのアーキ
テクチャやコンポーネントのミクロレベルにフィードバックする方法論が求められる。 
そのような「科学的」アプローチとして、より大きな理論的枠組みを想定するとすれば、以下のようなものが
考えられよう。 
 
１）連続時間の導入（2015 年ごろ） 
 計算は離散的な量を対象とするため、本質的に連続量である時間の扱いがこれまで困難であった。も
ちろん、応答型システム、実時間システムなどは時間を意識したシステムであるが、時間を理論的に扱う
にはやはり離散化して対応するのが常であったと言える。しかし、ニュートン力学は連続時間を扱い、微
分積分の概念を導入することで美しい理論をうち立てることができた。ニュートンの方程式に相当する計
算理論の構築が求められるゆえんである。 
 
２）連続空間の導入（ 2030 年ごろ） 
 地球規模の互いにリンクされたおびただしい量の計算資源は、空間連続体として捉えることが可能であ
る。これを理論的に扱うにはマックスウェルの電磁方程式に相当する時空間の計算理論が求められよう。 
 
（５）他分野に学ぶ 
 今後のソフトウェアは、計算機科学のみならず他の学問分野から学び、技術として発達させていく必要
があろう。 
 
１）生物学 
 すでに挙げた環境適応、自己組織化という概念からして生物学から導入されたものである。さらにたとえ
ば、免疫系（とくにウィルス攻撃への対応などのセキュリティ対策）、反射系と中枢神経系と脳との役割分
担(とくにロボットソフトウェア)、などが有用であろう。また、すでに述べた大量なコンポーネントがネットワー
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ク上に生息し、生成、変化、分化、消滅を続けている状況の分析には、生態学的アプローチも有効であろ
う。 
 
２）文献学、考古学 
 ソフトウェアも一種の文書であり、それを歴史的なパースペクティブで文献学的に研究することは、新た
なソフトウェアエンジニアリグ技術を発見するためにも有効であろう。 
 
３）社会学、文化人類学 
 ソフトウェアの開発組織はきわめて人間的な組織である。その分析、改善、研究には社会学や文化人類
学の手法が有効であろう。 
 
 以上の発展シナリオを図にしたのが、図１である。 
 
図１ ソフトウェアエンジニアリング発展シナリオ図 
 
 
３．作成した発展シナリオを踏まえた日本のとるべきアクション 
（１）教育、人材育成 
 アクションの第一は教育、人材育成である。とくに次のような世代の特徴を活用することが有効であろう。 
 
１）生れたときからデジタル環境に育った世代のセンスの活用 
 これまでのユーザインタフェースの研究と実践は、機械を使い慣れないユーザにいかに使いやすいイン
タフェースを提供するか、ということであった。しかし、これから就業年齢に達していく世代は、生れたとき
からデジタルな機器が身の回りにふんだんにある環境に育っている。そのような世代が使用し、また開発
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る。 
 また、不法アクセスなどの問題を起こす「ハッカー」は、当然若い世代が多いが、彼らの多くは高い技術
と関心をもっている。その力を創造的な方向へ向かわせることが望ましい。それには、情報倫理教育も「し
ちゃだめ」でなく創造の芽を育てるようなものとしなければならない。 
 
２）熟年世代の経験と時間の活用 
 団塊世代は情報科学/工学教育を受けた最初の世代であり、またその後多くが、業務での本格的なソフ
トウェア開発経験を豊富に持つことになった。今後、その世代以降が次々と定年に達するが、その経験と
技術を生かす方策が有用であろう。その方向は、楽しみの開発と楽しみながらの開発ということになるの
ではなかろうか。 
 
３）ソフトウェア技術者の地位向上 
 現状では、計算機科学分野を志望する学生の数が米国でもヨーロッパでも減少傾向にあり、問題となっ
ている。日本ではむしろかなり以前からその傾向が見られた。将来のソフトウェアの需要から考えると、こ
の事態は深刻である。これに対処するには、ソフトウェア技術者の成功物語、ヒーローの誕生が必要であ
る。より卑近な策としては、ソフトウェア技術者の作業環境を改善し、処遇を高めることが望ましい。 
 
４）デザイナの役割増大 
 WWW ページに代表されるように、コンテンツ創造とソフトウェア開発の一体化しつつある。そこで広い意
味でのデザイナの役割が増す。そのためにソフトウェア技術に高い素養があるデザイナの育成が肝要で
ある。 
 
５）他分野の専門家であると同時にソフトウェア技術者であるような人材の育成 
 生物、物理、化学、アート、経営学などの分野でエキスパートでありながら、片手間でなくきちんとしたソ
フトウェアエンジニアリング教育を受けた人材がますます必要となる。 
 
（２）研究開発投資 
 研究開発投資にはさまざまなテーマがありうるが、以下いくつかに絞って記述する。 
 
１）知的財産処理の仕組み 
 知的財産権というととかく権利保護が全面に出がちがだが、オープンソースのような自由な開発形態を
阻害しない工夫も必要である。一方で、知的財産権で保護されているコンポーネントやソフトウェアを正当
な対価を払って簡単に使える制度、システムを構築すれば、権利者、利用者ともに便益がある。 
 
２）基盤研究の重視 
 UNIX、 関係データベース、オブジェクト指向技術などに見られるように、ソフトウェアの研究成果が広く
普及するには 10 年から 20 年以上の年月を必要とすることが多い。そこでやはり基盤的な研究を助成する
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ことは欠かせない。研究評価は重要であるが、その評価も長い期間にわたり追跡できる体制が必要であ
る。 
 
３）国際交流 
 IT 技術はもっとも国際的な分野である。途上国でもパソコンを 1 台買えば、最先端の技術にアクセスが
可能となる。そして、今日開発された技術は、明日には全世界に拡がる。したがって、欧米とだけでなく、
アジア、南米など多くの地域との人的交流が、今後ともますます重要となろう。そのためには、他の文化の
人々と闊達にコミュニケーションができる人材が求められる。このことは、人材育成のあり方にも密接に関
連してくることである。また、交流を促進する資金、制度が求められる。 
 
（３）産学によるソフトウェアの大規模な実験の場の構築 
 ソフトウェアは元来、実験が難しい。それは、ソフトウェア開発に人的な要素が大きく、実験をコントロー
ルするのが難しいためである。企業は競争的な開発に追われ、実験をする余裕がない。一方、大学には
アイディアをスケールアップして試す場とリソースがない。たとえばセキュリティ関連の技術は実験が有効
であるが、計画、管理が難しい分野である。 
 そこで産学が共同して大規模な実験を行えるような場を作り、そこに資金を投入して他では見られない
ような実験を実施すれば、新たなソフトウェアエンジニアリング手法のきちんとした評価がなされ、大きなイ
ンパクトを与えることができるだろう。 
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ソフトウェアエンジニアリング 
 
(株)ＮＴＴデータ 技術開発本部 山本修一郎 
 
１．現状分析 
 
（１）ソフトウェア開発の動向 
 これまでのソフトウェア産業を振り返ると、コンピュータの増加とその社会への浸透にしたがって新たなソ
フトウェア技術の開発が発展してきたといえるだろう。１９８０年代前半までは大型計算機を多数の専門家
が計算機室で共同利用していた。次いで１９８０年代後半から１９９０年代になるとパソコンやワークステー
ションに加えてワープロなどが出現して一般の人でもそれぞれが１台のコンピュータを所有できるようにな
った。これに伴って大型計算機上の情報システムのダウンサイジングが進展しクライアントサーバ型の分
散型情報システムの開発が進んだ。１９９０年代後半になると、インターネットやＷｅｂが登場し、イントラネ
ットやエクストラネットなどのＷｅｂ情報システム開発が進展した。また携帯電話や情報家電、カーナビ、デ
ジタルカメラなど一般の人でも複数のコンピュータを意識するしないにかかわらず使う時代になった。いろ
いろなコンピュータが私たちの生活環境の中に浸透してくると、コンピュータがいたるところどこにでも存在
する時代になってきている。これからは、このようなユビキタスコンピューティングがソフトウェア産業を牽引
していくと考えられる。 
 また一方で、これまでのソフトウェア開発が対象としていた日本での企業情報システムの構築は成熟し
てきており、全体的には従来型の大規模システム開発の件数は縮小していく傾向にあると思われる。企業
情報システムはこれまで部門ごとに開発されてきたが最近はＥＡ（エンタープライズアーキテクチャ）やＭ
＆Ａなどの展開により、全体最適を可能にするために、これらの情報システムを連携・統合するニーズが
顕在化してきている。 
 これらをまとめると、ソフトウェアは図１に示すような階層構造で考えることができるようになってきたといえ
る。このようなソフトウェア同士の繋がりを実現する階層アーキテクチャをコラボレーションコンピューティン
グアーキテクチャと呼ぶ。エンタープライズアーキテクチャでは経営目標にしたがってビジネスプロセスを
最適化できるビジネスモデルを構築し、ソフトウェアの要求仕様を具体化する。モデル駆動アーキテクチ
ャ（ＭＤＡ）では、ＵＭＬに基づいてソフトウェアをプラットフォームに依存しないＰＩＭモデルで記述してお
き、プラットフォームに依存するＰＳＭモデルを自動的に生成する。サービス指向アーキテクチャ（ＳＯＡ）
ではＷｅｂサービスを用いてソフトウェアを登録公開しておくことで第三者（Ｗｅｂサービスリクエスタ）がこの
サービスを利用することができる。ユビキタスコンピューティングアーキテクチャ（ＵＣＡ）により、ＰＣなどの
コンピュータではなく、情報家電や携帯電話などコンピュータを意識させないデバイスを活用するための
ソフトウェアを実現できるようになってきた。 
 しかし、現状ではこれらの階層ごとに技術が開発され始めた段階であり、階層間でシームレスに連携す
るための技術については今後の課題となるだろう。 
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（２）ソフトウェア開発技術の動向 
 これまでのソフトウェアエンジニアリングの主要な技術をまとめると、次の３つになる（図２）。 
①要求に基づいて利用可能なコンポーネントとサービスを考慮して形式的分析を行い、開発支援ツール
を用いてソフトウェアやサービスを実現すること 
②ビジネス、システム、要求、サービス、コンポーネントが環境変化により変化すること 
③変化を追跡可能とすること 
 ①については、ＵＭＬやオブジェクト指向技術とそれに基づく開発支援環境が浸透してきた。最近ＵＭ
Ｌ２．０の標準化が進んだこともありＭＤＡを用いてモデルから自動的にコードを生成する技術の開発がビ
ジネス情報システム分野でも進展し始めている。一方で数学的に厳密な手法をソフトウェア開発の現場に
導入する試みは依然として進んでいない。 
 ②については要求工学の研究が注目されるようになってきており、ビジネスモデリングやコンポーネント
指向ならびにサービス指向アーキテクチャなどに基づくソフトウェア開発技術の研究開発が進展してい
る。 
 また要求仕様を文書化することにコストがかかることや文書化しても変化に対応して要求仕様が保守さ
れない現実を反映して、欧米で始まったアジャイル方法論やＸＰなどの取り組みが日本でも試みられるよ
うになってきた。しかしこれらの方法は少人数の熟練者がユーザーと緊密なコミュニケーションをとることを
前提にしており大規模システム開発には適していないという限界が指摘されている。 
 ③については追跡性（トレーサビリティ）の研究が進められている。従来の追跡性では作成された要求
仕様と設計やコードの間での関係管理を対象としていた。最近ではソフトウェアの要求仕様を作成する前
の段階から、利害関係者まで含めて経営目標やビジネスプロセスなども考慮した追跡性を実現することが
重要であると認識されてきた。 
 またソフトウェアは開発された後も継続的に機能拡充や改造が実施され版が更新されていくので、ソフト
ウェア進化やプロダクトラインという概念が注目され研究が進められるようになっている。 
 
２．今後１０～３０年程度の発展シナリオ 
 
（１）ユビキタス・ネットワーク社会－－日本社会の将来像 
 ユビキタスネットワークサービスは、社会全体にコンピュータを分散化させることにより活用する技術であ
る。例えば、街角での情報提供サービスや携帯電話での予約サービスなど、企業と家庭、企業と行政を
つなぐことで社会全体が分散サービスを享受できるようになる。このようなユビキタス・ネットワーク社会の
進展により、ＲＦＩＤ（Radio Frequency Identification）タグに代表されるようにコンピュータ資源がいたるとこ
ろにあるモノや商品に浸透していくことがもたらす作用には、次のような分散化と協働化という２つの方向
がある。 
１）分散化への触媒：社会を分散化させる方向では、いつでもどこでも計算機資源が使えるだけでなく計
算機資源自体が地理的空間的にも拡散していく。 
２）協働化への接着剤：分散しているリソースを連携させる方向では、このような分散された複数の計算機
資源をネットワーク上で協調的に連携させ活用するための安全な機構が必要となる。 
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 したがって今後ますます分散化するネットワーク社会を協働化し結合するためのＳＯＡ（サービス指向ア
ーキテクチャ）などの相互接続技術が重要になってきている。 
 また光ネットワークが社会に普及していくことにより、従来は個別に構築されていたシステムを協調連携
させて統合サービスとして提供できる仕掛けＳＯＡへの移行が加速すると思われる。たとえばＳＣＭに関わ
るプレーヤーを企業の内外を問わずシームレスに接続されるようになり光ネットワークでリアルタイムな企
業間のシステム連携が経済的にできるようになる。これにより従来以上の企業活動の分業・連携や高度な
コンシューマ向けサービスが可能となり、豊かなユビキタス社会が構築されていくことだろう。 
 このようなユビキタス社会が到来すると、複数の異なるサービスを協調的に連携できる共通的なサービ
ス環境を利用するためのプラットフォームも必要となってくるだろう。たとえば連携するＷｅｂサービスを登
録・認証し、利用・契約するための利用フレームワークが必要になるだろう。センサーなどのモノから新た
なＷｅｂサービスを利用する場合、Ｗｅｂサービスのクライアントも含めてレジストリで管理しておき、モノにダ
ウンロードする必要がある。このようなコラボレーションを実現するサービス連携指向ソフトウェアエンジニ
アリングの取り組みでは、連携基盤としての連携プラットフォームに対するソフトウェアエンジニアリングもま
た必要になる。 
 このようにユビキタス・サービスが社会に浸透していくと、ソフトウェアエンジニアリングもソフトウェアだけ
に閉じた技術ではなくなりモノのサービスと一体化して社会に影響を与えるようになっていく。 
 たとえばＷｅｂサービスの連携でも、ユビキタス社会を想定すると、ヒト、モノ、サービスの状況理解が必
要となる。たとえばユーザタスクに最適なサービスを環境に応じて動的に合成するＣＡＣ（Context Aware 
Computing）のためのソフトウェアエンジニアリング（Context Aware Software Engineering）が望まれる。この
ような研究の例としてユーザゴールに対して最適なサービス要求を環境に応じて動的に合成する技術な
どが考えられよう。 
 これからのユビキタス社会におけるソフトウェアエンジニアリングでは従来にも増してソフトウェアを利用
する上での社会面も含めた課題を具体的に考えていく「社会科学的ソフトウェアエンジニアリング」が重要
となると思われる。 
 
（２）将来の日本におけるソフトウェアエンジニアリングの発展的なビジョン 
 ソフトウェアエンジニアリングに関連するキーワードとして与えられたヒューマンサポートと高度ＩＴ利用に
ついて考える。ヒューマンサポートには、利用者支援と開発者支援の２つを考える。高度ＩＴ利用では環境
面が重要であることから高度ＩＴを利用する環境と、ソフトウェア開発で高度ＩＴを利用する環境を取り上げ
る。これらの４つの観点から図３に示す次の４つの発展方向が導かれる。 
１）高度ＩＴ化によるビジネスの効率化や最適化を支援する方式 
２）利用者による高度ＩＴ化された開発環境の活用 
３）高度ＩＴ化された利用環境におけるソフトウェアの開発を支援する方式 
４）開発者による高度ＩＴ化された開発支援方式の活用 
 日本のソフトウェアエンジニアリングを高度化するために、最もあり得るべき将来シナリオをこの４つの発
展方向に基づいて図４に示す。この発展シナリオを展開する上で設定した条件は次の２つである。 
・ユビキタス・ネットワーク社会の進展 
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・ブロードバンド・ネットワークの進展 
 これ以外の条件としてインド、中国などによるオフショア開発とこれらの国におけるソフトウェア技術研究
の進展も考えられるが、日本社会で取り組むべきソフトウェアエンジニアリングの議論では「何を日本でど
う作るべきか」が中心的な話題であると考えて除外した。もちろん諸外国で製造するほうが経済的で信頼
性が高いのであれば輸入することになるであろう。このときの日本の課題は、購入するソフトウェアが最適
であるかどうか、購入した後で問題が生じたときに不都合が生じないことを補償するすることができるかどう
かなどである。 
 
１）高度ＩＴ化によるビジネスの効率化や最適化を支援する方式 
 ＩＴの高度化は絶えず進展する。たとえば高度ＩＴをユビキタスコンピューティングと捉えれば、ユビキタス
ソフトウェアの創出方法論や、創りだすべきユビキタスソフトウェアのアーキテクチャを具体化する必要が
ある。このような新たな高度ＩＴを駆使したソフトウェアを用いてビジネスを支援する方式を明らかにすること
が重要な課題である。 
①創りだすべきソフトウェア 
 ユビキタス社会で提供されるユビキタス・サービスを、ネットワークへの接続形態（①いつでも・どこでも②
なんでも）と、ネットワークに接続された対象が扱う情報の種類（①物理的②意味的）という２つの視点に基
づいて整理すると次に示すような３種類になる。 
 
◆モバイル型サービス：現在から 2010 年ごろまでに社会に浸透していく。 
 利用場所・利用時間を問わず、いつでもどこからでもネットワークに接続し情報にアクセスできるサービ
スである。いつでもどこでも携帯電話などでヒトがユビキタス・サービスを利用できる。モバイル型サービス
の例としては、ホットスポット、携帯電話やＰＤＡ、情報家電等によるインターネット接続、マルチメディアキ
オスク端末などが考えられる。モバイル型サービスの特徴をまとめると次のようになる。 
・ネットワークからコンテンツを取得し、情報機器で利用する 
・Ｗｅｂに蓄積されたデータをいつでもどこからでも利用する 
・モバイル機器を利用することでシームレスなコミュニケーションを支援する 
・社内に分散するノウハウや知的資産をネットワークを通じて有効活用する 
・在宅勤務の労働者がネットワークを通じて労働力を提供し、労働力を集約する 
・機器そのものを購入せずに、共同利用することで社会全体の効率を高める 
 
◆Ｍ２Ｍ型サービス：2010 年頃から 2020 年頃にかけて普及していく。 
 商品同士が連携し情報流通を行うことによって、効率化や新たな価値を生み出すサービスである。ヒトと
ヒトだけでなくヒトとモノ、モノとモノなど、なんでもユビキタス・サービスを利用できる。Ｍ２Ｍ型サービスの
例としては、ＲＦＩＤタグによるバリューチェーンマネジメント、センシングネットワーク、ヒトとモノのコラボレー
ションなどがある。Ｍ２Ｍ型サービスの特徴をまとめると次のようになる。 
・ネットワーク化された機器を遠隔操作で制御する 
・対象機器の移動経路を追跡し、対象機器の位置を追跡管理する 
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・対象機器が持つデータを自動的に採取することで、業務を効率化・省力化する 
・人手作業を機器により自動化しネットワークを通じて利用する 
 
◆コンテクスト活用型サービス：2020 年頃から普及が始まっていく。 
 利用者の属性や状況に応じて必要な情報やサービスが受動的にタイミングよく提供されるサービスであ
る。商品やヒトのおかれた状況を理解して適切な情報を提供したり、意思決定を支援する。コンテクスト活
用型サービスの例としては、センサーネットワーク、１to１情報配信、位置情報提供サービス、コンシェルジ
ェサービス、コンテクストマーケティングなどが考えられる。コンテクスト活用型サービスの特徴をまとめると
次のようになる。 
・センサー機器から発信されるデータを加工・分析・理解する 
・センサー機器の状態をリアルタイムで監視し、状況に応じて、最適な操作を実施する 
・ネットワークを利用して消費者の意見や動向を収集・分析し製品開発を最適化する 
 
 またこれらのユビキタス・サービスを安全かつ公平に提供するためには、特定メーカーの機器のみが利
用可能であるようなクローズドなユビキタス・サービスではなく、特定メーカーに依存しないユビキタス・サ
ービスを誰もが利用可能となるようなオープンで安全なネットワーク基盤を実現するソフトウェアを開発し
ていく必要がある。たとえば正当な利用者が安全と認められた機器を利用するとき、いつでもどこからでも
サービスが利用できるべきである。また、煩雑な作業や高度なスキルをもった一部の先進ユーザーだけが
利用できるだけでなく、誰でも手軽かつ安価に利用できるべきである。 
 
②ソフトウェア創出方法論 
 ユビキタス社会で必要となるソフトウェアを創出するためには、これまでの企業や特定の組織に閉じた業
務の効率化を目指した方法論ではなく、組織、ヒト、モノ、環境が分散・協調することを前提にした方法論
が必要になる。また、新しい方法論では、これまでのように機能中心の考え方から、ソフトウェアを導入す
ることの価値とは何かを意識する価値中心の考え方に転換することが重要になると考えられる。たとえば、
ＥＡやビジネスモデリングでは経営目標やビジネスプロセスとソフトウェアの機能や性能の関係を明確に
定義することで、ソフトウェアが経営やビジネスにどのような影響を与えるかを導入前だけでなく導入後も
適切に評価し、改善していくことなども方法論に求められていくだろう。 
 ソフトウェア創出方法論は次のような段階で発展すると思われる。 
2010 年ころまでに組織内のＥＡやビジネスモデリング手法の基礎が確立され普及が進む。ソフトウェア
開発の計量科学的評価手法の基礎が確立される。また 2015 年ころには異なる企業や組織が連携する協
働型ＥＡや協働型ビジネスモデリングが定着する。またこの頃にはソフトウェアエンジニアリングの社会科
学的評価手法の基礎が確立され、ツールとして利用できるようになる。2030 年ころまでには進化型ＥＡや
進化型ビジネスモデリング手法が普及しソフトウェアエンジニアリングの継続的発展が可能となり、環境変
化に応じたシームレスにソフトウェアを創出できるようになる。この頃になるとソフトウェアの操作性や性能
などの定量的な効果だけでなく、意味や価値などについても認知科学的にも評価できるようになる。 
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２）利用者による高度ＩＴ化された開発環境の活用 
オンデマンド性 
 ユビキタス社会では、ＩＴが社会に浸透しネットワークで結合されていくことにより、ビジネス環境の変化が
リアルタイムで伝播していく。このようなすべてのモノやサービスが繋がった社会では、利用者が望んだと
きに、利用者が求めるビジネスを実現するために必要なソフトウェアを第三者に頼んで作成するだけの時
間やコストを可能な限り削減できることが望ましい。この課題に対する究極の回答は、利用者自身が必要
なときに必要なソフトウェアを自分で構築・試験・運用するためのエンドユーザソフトウェアエンジニアリン
グ技術（ＥＵＳＥ）の提供である。 
 ソフトウェアエンジニアリングのオンデマンド性を実現するＥＵＳＥは次のような段階で発展すると思われ
る。 
 2010 年ころまでにＥＵＳＥの基礎が確立される。2015 年ころにはＥＵＳＥのＷＳ化やＷＳがＥＵＳＥで作成
できるようになる。2030 年ころまでにはソフトウェア利用環境のＥＵＳＥ化が進み、利用者自身が環境をカ
スタマイズできるだけでなく構築もできるようになる。 
 
３）高度ＩＴ化された利用環境におけるソフトウェアの開発を支援する方式 
ソフトウェア領域における「ものづくり」という概念 
 高度ＩＴを構成する高速ネットワーク基盤と組み込み系に代表されるユビキタスコンピューティングは世
界的に見て日本が競争優位性を持っている分野である。日本が強いこの２つの分野でソフトウェアにおけ
るものづくりの取り組みを進めることが重要である。 
 
◆高速ネットワーク基盤に基づくソフトウェアのサービス化 
 個別に構築されたシステムをＷｅｂサービス化することにより協調連携させて統合サービスとして提供で
きる仕掛けを高度化する。たとえば、次のような新たな３層モデルにより、従来以上の企業活動の分業・連
携やユビキタス社会におけるコンシューマ向けサービスが可能となる。 
 ユーザー層では、ネットワーク層が提供するサービスコンセント（サービスインタフェース）を選択し接続
することで適切な連携サービスを利用できる。ネットワーク層では、ＥＳＢ（エンタープライズサービスバス）
により、サービス層が提供するサービスの柔軟な連携を高速に実現し、ユーザー層に提供する。サービス
層では、金融サービス、製造業向けサービスなど業界向けＷｅｂサービスを組み立て可能なサービスとし
てネットワーク層に対して提供する。 
 このように高度ＩＴ化された利用環境ではソフトウェアを個別に利用者ごとに製造することから、コンポー
ネントやサービスを必要に応じて組み立てたり、カスタマイズして利用することへと「ものづくり」が移行す
る。 
 
◆ユビキタス化 
 ハードウェアや環境と一体化することでソフトウェアが形のあるモノと融合することになる。これまでの物
理的な制約のないソフトウェア開発から、物理的なモノの制約を考慮して、モノの外部環境やモノ自体の
内部構造をモデル化してソフトウェアの内部に持ち外部環境を理解することがソフトウェアにおける「もの
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づくり」でも重要になっていく。 
 ソフトウェアエンジニアリングにおけるものづくりの概念は次のような段階で発展すると思われる。 
 2010 年頃までに現在研究されているコンポーネント化、組み込み／チップ化、ＷＳ化、プラットフォーム
化が一般のソフトウェア開発にも普及し技術として確立される。 
 2015 年頃にはソフトウェアのモノ化がさらに進行し、生活環境にモノとソフトウェアが組み込まれる形で
デザイン化も進む。この過程でモノにソフトウェアを組み込むためのメタ化や、モノに組み込まれたソフトウ
ェア同士が組み合わされることから、モノの合成と一体化したソフトウェア合成技術の基礎が確立していく。
またこの頃にはネットワークを介した相互連携のためのプラットフォーム技術も普及する。 
 2030 年頃までにはソフトウェアのものづくりの意味的最適化やシームレス化の基礎が確立する。たとえ
ばモノとしてのソフトウェアの良さや価値の評価ができなくてはならない。その上で環境変化や利用者の
嗜好に合わせて機能や性能、デザインを適応できる自己進化型ソフトウェアを創出できる技術が実現さ
れるようになる。 
 
４）開発者による高度ＩＴ化された開発支援方式の活用 
 開発作業の自動化や協働化を高度ＩＴにより実現することが必要である。 
 
①ソフトウェアにおける高生産性と高品質化 
 ソフトウェアの高生産性と高品質を両立させるもっとも有効な方法は再利用と自動化である。再利用に
ついてはコンポーネントをソフトウェアに組み込むことによる再利用と外部サービスをソフトウェアから利用
するＷＳの利用がある。再利用は中核業務については業種ごとに普及し、非中核業務については業界横
断的に普及すると考えられる。いずれの場合でも、企業や組織間で再利用のための用語や業務手順の
標準化が必要である。そうでないと、システムごとに再利用コンポーネントやＷＳのカスタマイズが必要とな
り、目標とする高生産性や高品質を達成できない可能性が高くなる。 
 コンポーネント再利用の課題には、コンポーネントとそれを組み込む母体としてのソフトウェアとの一貫
性の保証である。そのためには仕様の形式的な整合性の検証や動作試験の自動化が望まれる。仕様か
らのコードの自動生成については次で述べる。 
 ソフトウェアエンジニアリングにおける高生産性と高品質化は次のような段階で発展すると思われる。 
 2010 年頃までに現在研究されているコンポーネント再利用やＷＳ利用が一般のソフトウェア開発にも普
及する。 
 2015 年頃にはビジネスプロセスまで含む形でのコンポーネント化やＷｅｂサービス化が進む。また複数
のコンポーネントを組み合わせた合成コンポーネントや合成ＷＳも流通する可能性が高い。この過程でコ
ンポーネントやＷｅｂサービスの信頼性を評価する機構だけでなく、それらの追跡性や一貫性を保証する
機構が必要となる。またこの頃にはネットワークを介したＷｅｂサービスの相互連携のためのプラットフォー
ムも普及する。 
 2030 年頃までにはコンポーネントやＷＳの価値を評価するための機構が確立する。たとえば再利用対
象としてのコンポーネントやＷＳの良さや価値の評価ができなくてはならない。その上で環境変化や利用
者の嗜好に合わせて機能や性能、デザインを適応できる自己進化型ソフトウェアコンポーネントやＷＳを
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動的ならびに永続的に提供する技術が実現されるようになる。 
 
②革新的なソフトウェア生産方法 
 ソフトウェア生産方法の基本は、人間の思考に基づくプログラミングである。その基本的な問題点は、人
間が誤りを犯すこと、個人差があること、人間によるコミュニケーションでは誤解が生じやすいこと、形式化
が必ずしもすべてのヒトにとって理解しやすい手法ではないことなどである。したがって、これまでのソフト
ウェアエンジニアリングでは可能な限り人間の介入を排除しソフトウェア開発を自動化するか、だれでもで
きる標準化された生産手順を用意することになる。革新的なソフトウェア生産方法もこの考えの延長にると
思われる。何を作るべきかという要求をあらかじめ与えることはできないのであるから、すべてのソフトウェ
ア生産手順を自動化することはできない。したがって、すでに図２に示したように要求抽出までは半自動
化しておき、抽出された要求の形式化やそれに基づくコード生成と試験ならびに変更保守を可能な限り
自動化することが革新的なソフトウェア生産方法の目標になる。 
 ソフトウェアエンジニアリングにおける革新的なソフトウェア生産方法は次のような段階で発展すると思わ
れる。 
 2010 年頃までに現在研究されているＭＤＡにユーザインタフェース自動生成手法が統合される。同様
にＭＤＡで生成するプラットフォームとしてＳＯＡが選択できるようになる。またＭＤＡで既存コンポーネント
をＵＭＬで表現しておきモデルレベルでコンポーネントを再利用できるようになる。また異なるＭＤＡ開発
環境の協働化も進展する。 
 
 2015 年頃にはビジネスモデルをＭＤＡで記述できるようなビジネスレベルのオントロジーの標準化が確
立し、ビジネスモデルからコード生成できるようになる。これに伴いビジネスモデルのコンポーネント化や
ＷＳ化が進展する。また異なるＭＤＡ開発・実行環境の協働化やＭＤＡ環境とテスト環境の協働化も必要
となり研究開発が進む。 
 2030 年頃までにはソフトウェア生産方法の有効性を評価するための機構が確立する。たとえば生産方
法の良さが評価できなくてはならない。その上で環境変化や利用者の嗜好に合わせて最適なソフトウェア
を生産できるように適応できる進化型ソフトウェア生産実行環境が実現されるようになる。 
 また過去に機能指向方法論に対してデータ指向開発手法ＤＯＡが登場したのと同じように、ＷＳが操作
対象とするコンテンツやコンテクトをベースにしてソフトウェアを生産する方法論が登場する可能性がある。
つまりすでに存在するコンテンツやセンサーによってリアルタイムに獲得される状況環境を活用するソフト
ウェアをＷＳに基づいて生産するための方法論としてＣＤＡ（Context Driven MDA）が必要となる。 
 
５）日本の弱点の克服 
 日本のソフトウェアエンジニアリングの弱点として、次のような点が指摘されている。 
①日本企業はノウハウを持っているのに外に出したがらない。 
②ソフトウェアエンジニアリングの効果が出るのか出ないのか予想がつかないため、企業として努力を積
み上げていくのが難しい。 
①については日本のソフトウェア開発の現場では、開発側と発注側が個別に交渉していてソフトウェア開
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発が市場でオープンな取引の対象として考えられてこなかったことも原因の一つではないだろうか。たと
えば、もし付加価値のあるソフトウェアエンジニアリングのノウハウがあれば、それ自体がビジネスになる可
能性がある。正当な対価が得られかつ知財として保護できるのであれば、ノウハウを持つ企業にもメリット
のある仕組みができる可能性がある。 
②については、日本だけに限らず、世界的に見ても様々なソフトウェアエンジニアリング技術や製品が提
案されてきたにもかかわらず、どのような効果があるか必ずしも客観的かつ定量的に評価されてはこなか
った。したがって、ソフトウェア開発技術を科学的に評価する手法を確立する必要がある。この場合、有効
性については人間を対象とするので、社会科学的な評価方法（Social Scientific Software Engineering）が
特に重要になると思われる。 
 
６）ネガティブ面を改善する取り組み 
 日本のソフトウェアエンジニアリングが競争力を持つ領域とそうでない領域に分けて考える。これからの
ソフトウェアエンジニアリング研究では競争力を持ちうる領域に注力すべきである。競争力を持ちうる領域
として組み込み系やネットワーク系など高信頼性が要求されるユビキタス系が有望である。 
 すでに競争力を持っていない領域については、可能な限りオープンソース化の取り組みをしていくべき
である。オープンソース化することにより、既得権に守られた諸外国のソフトウェア企業の競争力を低下で
きるだけでなく、これらのソフトウェアに関する技術をオープンな場で獲得できる。 
 オープンソース化できない場合でも、製品の追跡性を確保できるような施策をとるべきである。たとえば、
ソフトウェア製品の検査機関を設立し、品質に関する適性検査などを制度化していくべきである。ある製
品に問題が発覚したらその製品を利用するすべてのソフトウェアを捜索し適切に修正できる仕組みが必
要である。 
 
７）確定要因と不確定要因 
①確定要因 
 これまでのソフトウェアエンジニアリングの研究開発の歴史を振り返ると、次の３つはソフトウェアエンジニ
アリング技術自体の目標として変わっていない。したがってこれからも同じであると考えられる。 
・要求に基づいて利用可能なコンポーネントとサービスを考慮して形式的分析を行い、開発支援ツールを
用いてソフトウェアやサービスを実現すること 
・ビジネス、システム、要求、サービス、コンポーネントが環境変化により変化すること 
・変化を追跡可能とすること 
 またソフトウェアエンジニアリングを取り巻く環境については、次の３点は変わらない。 
・日本におけるエンタープライズ系情報システム市場は成熟してきており、今後大きな成長は望めない。 
・ユビキタス社会基盤システムを実現するため、携帯電話、ＲＦＩＤ、センサー、情報家電、車載機器などの
ためのソフトウェア開発が増加していく。 
・ソフトウェア開発の国際化が進展していくことにより、ソフトウェア開発における中下流工程の製造や試験
などを海外で実施する傾向がより強くなっていく。 
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②不確定要因 
 ビジネス、システム、要求、サービス、コンポーネントなどのソフトウェアを取り巻く環境変化の内容やそ
の大きさは不確定である。 
 またこれらの変化に応じて、開発支援ツールの内容も変化する。 
 
８）ソフトウェアエンジニアリングの社会的価値・社会的意味と社会的変化 
①ビジネスからソフトウェア開発へ 
ビジネスからソフトウェア開発への要請としては、商品を生産し消費者に販売する過程で新しいＩＴ技術
を活用することにより競争力を高めることがあげられる。商品の生産では、ＩＴを活用することにより、空間
や時間を短縮することができるようになった。たとえば商品を流通するときにＩＴを活用することで中間段階
のプロセスを省略したり、中間段階の在庫量を適正化することで産地から消費地に商品を効率的に届け
るような物流のしくみを構築できる。また商品の生産プロセスにＩＴを導入することで自動化率を向上でき
生産性を向上できるようになります。このように物流のためのＩＴや生産自動化のためのＩＴなどのように、ビ
ジネスを効率化するためのソフトウェアが続々と開発されている。 
 また、商品の付加価値を高めるためにＩＴを活用することも進展していく。たとえば商品にＩＣチップを組
み込みソフトウェアで制御することにより、エアコンや自動車などに見られるように商品の快適性を向上で
きるようになってきた。 
 このようにソフトウェアを活用してビジネスの生産性や商品の付加価値を向上することこそが、企業の競
争力を高める重要な手段になってきた。 
 
②ソフトウェア開発からビジネスへ 
 ソフトウェア開発からビジネスへの影響としては、パソコンや携帯電話、情報家電などが急速に普及する
ことにより、ソフトウェアが組み込まれたＩＴを社会基盤として活用できるようになったことが大きい。たとえば、
パソコンとインターネットを使った通信販売やチケット予約は日常化した。このようにソフトウェアを前提にし
たビジネスが数多く起業できるようになった。 
 また、企業のＩＴ化も進展しており、ＩＴがいたるところにあるというＩＴのユビキタス化も進行している。そう
すると、新たに必要なＩＴを構築するのではなく、ＩＴを協働化するしくみを用いて既存のＩＴを活用して組み
合わせる方がいい場合も出てきた。これがＳＯＡの考え方である。今後はすでに述べたようにサービスを
組み合わせることを前提にしたビジネスも考えられる。 
 このようにして社会のソフトウェア化が進展していくと、ビジネス面ではどれだけソフトウェアを活用するか
が生産性を決める大きな要因になってくるだろう。つまり既存のビジネスの業務知識をどれくらい深く知っ
ているかではなく、どれくらいソフトウェアを活用するかで、商品の生産性の高さが決まってしまい、製品の
価格競争力に大きな差がつく可能性がある。今後はこのようなソフトウェアによる新しい産業の融合が始ま
っていくと考えられる。 
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３．日本のとるべきアクション 
（１）発展シナリオを踏まえた日本がとるべきアクション 
１）成熟分野におけるソフトウェアのコンポーネント化 
 既存分野であっても日本における銀行のＡＴＭシステムなど社会基盤的情報システムの信頼性は世界
的に見ても高水準である。このようなシステムの課題は制度面などの制約から基本的に日本国内でしか
流通していないことである。もし、このような高信頼社会基盤システムをコンポーネント化し、制度的な制約
をうまく抽象化し、各国向けにカスタマイズできれば、高信頼コンポーネントとしてグローバルに流通できる
可能性がある。 
 
２）成長分野における基盤ソフトウェア開発 
 ユビキタス社会に向けた新しい基盤ソフトウェアの開発では、情報家電、携帯、ＩＴＳなど日本企業が先
導的な取り組みを展開していて、高い競争力を発揮できる可能性が高い。 
 国策としてユビキタス分野における基盤的ソフトウェア開発を世界に先駆けて支援していくことで、日本
企業によるユビキタスソフトウェア製品の競争力を確保していくことが重要である。 
 
（２）社会的な課題への対応 
１）公平性と社会的責任 
 ソフトウェア開発が市場として成立するためには、一般市場と同じように、ソフトウェアを提供するベンダ
と発注者であるリクエスタとが対等に市場参加できるしくみが必要である。たとえばミドルウェアや開発支
援ツールなどのソフトウェア技術の有効性を第三者機関が評価して公開していくことも有益だろう。図５に
ソフトウェア開発のオープン・モデルの一案として、評価認定機関の位置づけの例を示す。 
 またソフトウェア製品の利用にあたって紛争が生じにくい市場環境を実現していくことが望まれる。ソフト
ウェアベンダはリクエスタに対して適正なサービスを提供する義務がある。提供するソフトウェア製品に障
害などの問題があり、リクエスタに対して損害を与えた場合の保証責任を明確にしておくことが重要になる
だろう。このようにソフトウェアベンダの社会的責任を明らかにしていくことがソフトウェア開発をオープンな
市場で取引していくために重要である。 
 
２）ソフトウェア発注者としてのリクエスタの自己責任 
 ソフトウェア製品を利用する上での取引に関する自己決定と自己責任に関するリクエスタ自身の自覚が
必要である。ソフトウェアで実現されるシステムや製品にとって障害が発生する可能性は皆無ではないか
ら、適切なリスク管理が必要であろう。またソフトウェアベンダがソフトウェア製品の提供を中止することや、
製造ならびに保守業務を他のベンダに譲渡するなどのビジネス上のリスクも想定しておく必要がある。こ
のようなソフトウェア製品のトラブル発生時には同じソフトウェア製品を利用するすべてのリクエスタに対し
てトラブル情報を提供できるしくみも必要である。 
 
３）情報保護 
 現在でも情報システムのセキュリティの問題がかなり深刻になってきている。ソフトウェアやそれによって
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実現されるサービスを広範に利用するようになると、クライアントの情報がベンダやサービスプロバイダに
よって獲得されるので、より厳重にソフトウェア製品のクライアントとしての顧客情報を管理するしくみが必
要になる。さらにソフトウェアベンダがリクエスタの情報を漏洩しないように保護することを制度的にも明確
にして顧客情報が漏洩する可能性に対する法制度面での取り組みを確立していくことが重要である。とく
にコンテクスト活用型サービスなどでは個人情報の保護が重要になる。またソフトウェアベンダや製品の
サービスプロバイダが顧客情報を勝手に売買できないようにする制度も必要となる。 
 
４）グローバル化 
 インターネットの場合と同じようにＷｅｂサービスの場合も、日本国内だけでなくグローバルに利用できる。
たとえばアメリカと日本の関係で考えてみる。日本とアメリカのＷｅｂサービスを組み合わせたプロセスを持
つ複合Ｗｅｂサービスの場合、誰が計算したことになるのか、それで得た価値はどこの国のものになるのか
といった国際的なビジネスの取引関係など法制度にも問題が波及する可能性があるだろう。 
 
５）価値観の変化 
 制度面での課題だけではなく、次々と新しい技術が開発されてくると、私たち人間の文化・風習、仕事
の仕方、あるいは生活のあり方は従来の考え方とは異なったものとなり、はるかに超えるスピードで世の中
が変わっていく。 
 社会基盤的なユビキタス・サービスの受容性を踏まえた上で、生活者にとって本当に安心できるソフトウ
ェア技術を開発していく必要がある。 
 
 本資料では、以上述べたように、ソフトウェア領域におけるものづくり（ソフトウェア製造・生産）先進国に
なるためには、どのようなソフトウェアエンジニアリングに注力すべきなのか、日本の競争力を強化し弱点
を克服するための方策は何なのかについて明らかにした。 
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情報技術による生物模倣 
 
北海道大学 大学院情報科学研究科 複合情報学専攻 教授 大森隆司 
 
1. 経過と現状分析 
（１）対象領域の定義 
「情報技術による生物模倣」という題目で科学技術の現状を見ると、大きく二つの研究の分野が考えら
れる。第一は遺伝子からタンパク、細胞までの生物のミクロな現象を対象とし、結果として創薬につながる
生化学・生物物理領域の生物模倣である。この領域では、たとえばシステム生物学とよばれる研究分野
が直接的に情報技術による生物、とくに細胞内の生化学過程の模倣を実現しており、薬品の開発にも直
結する発展性の大きい重要な分野である。しかしこの分野は依頼キーワードとは異なる概念によっており、
このシナリオでは述べない。 
本稿で扱うのは第二の、進化・発達、行動と認知といった個体レベルのマクロな知能現象を対象とする、
「情報技術によるヒトの認知的な能力の模倣」である。この分野の定義としては、図１に示すような関係す
る学問領域とその発展の流れをあげることで、ある程度のイメージを持つことができよう。 
 
現在の関連技術としては、①高次脳機能の科学的解明、②ヒト認知機能の脳科学的な解明、③情報
処理技術のさらなる発展、をあげることができ、それらの相互作用として、2015年を目処とした④認知行動
の脳過程のより深い解明と計算で再現できる程度の情報処理的理解があり、さらに 2025 年を目処とした
① 高次脳機能の科学 
・高次脳機能の生理学 
・神経回路の情報処理に 
関する計算論的神経科学 
・高次脳機能の計算的理解 
② ヒト認知過程の脳科学
・ヒトと動物の知的機能に 
ついての比較認知科学 
・ヒト脳の情報処理を 
解明する認知科学 
③ 情報処理の技術 
・コンピュータ技術(ハード/ソフト) 
・データ処理技術としての学習理論 
・知的行動の工学としての人工知能 
・ヒト－機械の相互作用のための 
ヒューマンインタフェース 
⑤ 情報技術による「脳認知機能の計算的模倣」
・他者モデルに基づく意図推定／他者理解 
・心の理解／心の障害の説明／治療支援 
④ 認知行動の脳過程の深い解明 
と情報処理的な手法による再現 
⑥ 新技術としての 
擬似的な心のシミュレーションと 
ユビキタス人間活動支援エージェ
ントの実現 
図１ 情報技術によるヒト他者認知機能の模倣とその展開 
2015 年の 
到達点 ⇒ 
2025 年の到達目標 ⇒ 
← 2035 年の到達目標 
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⑤他者理解や心の障害の説明や治療支援にまで踏み込んだ実用的な脳認知機能の模倣がある。そし
て 2035 年、あるいはその先の真の高度情報化社会におけるあるべき姿として、⑥擬似的な心や個性を持
ち、ユーザーを理解し、ユビキタスな環境でユーザーの意図実現を支援する能力を持つ個人支援エージ
ェントを想定する。⑥の機能は現時点では夢物語でしかないが、例えば現在のロボット研究やネットワー
ク研究が実現を目指す強力な情報環境において真に必要とされる人間支援の姿はこのようなものであり、
そのための最も重要かつ革新的な基盤技術としての脳認知機能の計算による模倣があるものと考える。
このような領域は現時点では名前すらないが、敢えて名前をつけるとするなら「脳認知計算」とでも呼ぶこ
とができようか。本シナリオではこの名前を使用していく。 
 
（２）脳認知計算に関する過去の経緯と現状 
高次脳機能に関しては従来より神経科学、特に生理学がラットやサルを対象とした動物実験を中心に
研究を行ってきた。その結果、認識、記憶、といった動物に可能な範囲の高次機能については多くのこと
が判り、今後もその研究の流れは変わらないであろう。 
一方で神経科学の成果をうけてのその情報処理的な理解と計算モデル化に関しては、運動制御の分
野を中心に ATR 脳情報研究所がこれまで大きな成果をあげてきている。その研究の先導性と実績は高く
評価されるものであるが、その内容は主に神経科学と学習の研究の範囲にあり、情報技術による生物模
倣とその応用には直接にはつながらない。 
一方で人間の認知過程の情報処理的な理解に関しては認知科学の分野で着実な進歩が見られてい
るが、全体としては行動分析や脳計測によるものが多い。脳の局所回路に関しては、その情報技術による
再現は構成的研究として確立された手法であり、ロボットや学習を中心に多くの研究が存在する。しかし
マクロな認知過程においては、京都大学や北海道大学において各論の領域で先行している研究グルー
プがあるが、多くの研究はアナロジー的な説明に留まっている。具体的な問題に対して脳認知計算と呼
べるレベルの生物模倣計算を行っている例はまだ少なく、全体としては萌芽的な段階にある。しかし一方
で脳認知計算は今後の脳高次機能、認知科学の研究の必然的な流れであると考えられ、さらに認知／
心というフィールドは単なる心理的な基礎研究を超えて一般的に考えられる以上に大きな産業的な可能
性をもっており、その発展は将来における大きな産業展開につながる。その萌芽は一部に見られている。
例えば、文部科学省の RR2002 予算では「動的インタラクションによるコミュニケーション創発機構の構成
と解明」のプロジェクトが世界に先行して進行しており、自閉症や心の理論といった社会的かつ高次の知
能過程の情報処理的な理解と、その人間型ロボットへの実装による新しいインターフェースの研究が始ま
っている。また、最近のロボット研究の盛り上がり、自動車を始めとする産業界での脳的な知能システムへ
の見直しの機運など、産業界にも脳認知計算に対するニーズは確実に現れつつある。 
生物機能の理解と直接的なシミュレーションとは異なるフィールドとして、生物の能力にヒントを得て新
しい情報処理技術を開発しようとする、 Biologically Inspired と形容される工学研究の方向がある。たとえ
ばコンピュータの世界では、超並列デジタルハードウェア、アナログ素子でのセンサー処理、階層型の視
覚処理など多くの技術が生物を参考にすることによって生まれてきた。現在でも、複雑化していく情報ネ
ットワークの制御、大規模化ソフトウェアにおけるソフト部品の自律的再利用、対人インターフェースにお
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ける人工知能など、生物にヒントを求めることが有益と思われるフィールドは多くある。ただ、Biologically 
Inspired な工学技術はその基盤としての生物の理解が先行した後に生まれてくるものであり、前記の生物
の情報処理過程の理解こそがここで論じるべき本質であると考えられる。 
ここまでを要約して、情報技術による生物模倣が何らかの産業に結びつくという観点からの傾向として
は、計算論的神経科学は急速に進歩しているがその段階には至っておらず、また新産業や社会的イン
パクトのある利用に結びつきやすい認知／心の科学（脳認知計算）については萌芽的な段階にある。こ
の状態は世界的にも同様である。ここで後者について、国内の萌芽的な研究をロボットやゲームといった
日本の得意とする分野と連携させながら大きく延ばしていくことが、世界に対して頭一つ抜きん出た技術
と産業を作っていく鍵になると考える。以下ではこの脳認知計算に基づく展開について、発展シナリオを
記述していく。 
 
2. 発展シナリオ 
（１）発展シナリオの流れ 
ここで述べるシナリオは、図 1 で示した将来展望の全体像から、まず 2035 年段階での到達点としての
応用イメージについて述べ、ついでそれに近づいていくための 2015 年、2025 年の各段階の想定発展シ
ナリオを述べる。その過程で我々は以下の二つのポイントについて注目して議論していく。これらは一見
して別のもののように見えるが、生物が持つ高い機能はやはりその実現媒体である脳という情報処理装置
の特性によって支えられているのであり、その両者を分離して論じることはできない。  
Ⅰ. 他者も含めた認知／心の理解の計算モデル（他者理解） 
認知におけるヒトという種の特異性は、一般的な認識や推論以上に、他者の心を理解して高度の
社会的インタラクションを実現するという、現在の工学的手段では実現できない能力を持つことであ
る。情報技術による生物模倣によってその能力が実現できるなら、人間活動を支援する装置におけ
る効用は極めて大きい。 
Ⅱ. 脳という情報処理装置の計算原理（脳計算原理） 
上記の認知／心の理解の計算を実現するにあたり、情報処理装置としての脳が持つ、「新しい問
題に対する処理アルゴリズムを自分で発見する」という機能が重要になる。これは「知能」の最も重要
な機能であるにもかかわらず、現在の情報技術には見られない概念である1。この機能が生物模倣に
より実現できるなら、それは現在の計算機プログラム開発のボトルネックを解決した真の知能に一歩
近づいた新しい計算機の構成原理へとつながるはずである。  
 
（２）到達点としての典型的な応用像：ユビキタス人間活動支援エージェント 
これから 20 年、30 年後における日本の最大の問題は、社会の高齢化に伴う労働人口の減少である。
                                              
1 現在の人工知能では，新しい問題に対する処理の方法は人間のプログラマが与えており，機械が自分
で処理アルゴリズムを発見する，ということはほとんどない． 
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そこでは、労働者や高齢者の個々人に対して質の高い業務支援や生活支援が行われ、結果として少な
い労働人口を補って高い生産性と福祉が両立されていることが、一つの望ましい姿である。そのような人
間活動支援のためには、これからの情報技術の発展とユビキタス化によって様々な道具が取り揃えられ
ていくことが期待される。しかし問題はヒューマンインタフェースである。例えば以下のような二つの事例を
考えてみよう。 
事例 1：おばあさんがテレビの録画予約と自分の予定にあわせた再生予約の設定をしようとしている。
おばあさんは録画機の操作にかかるが記憶が曖昧でうまく操作できない。そこで録画機は、おばあ
さん関連のこれまでの操作履歴からその意図を推定し、必要に応じて対話をし、結果としてその意図
を満たす動作を実現できた。昔であればおばあさんは決して予約はできず、例えば孫を呼んで頼む
ようなことが必要だった。このとき孫は、おばあさんの日々の生活を知っていて、少ない言葉・身振り
でその意図を推定して録画予約をすると同時に、後でおばあさんに録画ができたことを知らせておし
ゃべりをしながら見る意欲を高め、そして再生が始めるまで付き合う、という高度な生活支援を行って
いた。録画機はホームネットワークや自己のセンサからの情報でユーザーの意図を読むことでそのよ
うな柔軟な対応を可能とした。 
ここで孫のやっていたことは、他者の意図推定と確認、相手との相互作用を意図した対話、気持ちの誘導、
など人間の生活支援においては不可欠の他者理解に基づくインタラクション機能であり、特に対象が高
齢者などの情報弱者である場合には機器の操作等とは比較にならないほど利用容易性に影響を与える
要因である。 
またこの能力は教育における教師の役割にもつながる。教育の場面で教師が行っていることは、教え
ていることに関する生徒の理解状態をその行動から推定し、その理解不足の部分や誤解内容を推定して
それに対する行動決定（すなわち適切な指導）により目的とする理解に生徒を導くものである。現在の
e-Learning などの教育技術は生徒の理解度の推定に不足が多く、他者の意図や認知過程の推定の本
質的導入が必要である。 
事例２：ビジネスマンが電子秘書に対して遠隔地から打合せや出張の手配、書類の作成などの指示を
出す。電子秘書は短い指示と自己の知っている状況やユーザーの好みからその意図を推定し、欠
けた指示を補いながら、あるいはありうるバリエーションを考えながら作業を行い、必要な部分のみを
尋ねることで人間秘書が行うのと同等のレベルの高い支援を行なう。以前であれば、電子秘書を適
切に動かすにはユーザーは細かく自分の意図を電子秘書ソフトに指示することが必要であった。し
かし最近の電子秘書は自分の経験にない状況でもユーザーがその場合にはどう考えるかを予測し、
その作業で起こりうる想定外の事態まで予測する。そしてそれに基づいて判断できることは自分で決
め、判らないところはユーザーに質問していく。結果として、電子秘書はより少ない指示でより広い範
囲の作業を大きなはずれはなく処理し、ビジネスマンの業務効率は上がっていく。 
ここで電子秘書がやっていることは、日常行動の範囲内においてユーザーの心的状態を推定し、それに
基づいて処理の判断を行う情報処理である。個々の支援作業そのものは機械的な情報処理として事前
に規定することもできるが、使用者の意図や気持ちを適切に推定して想定外の事態に対応することは支
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援システムが効率的に働くのに不可欠の機能である。また、ユビキタス環境でどこでもいつでもそのような
作業ができるなら、その効率はより高まる。また、ここではビジネスマンを想定したが、その言葉を身体や
知能に障害のある人に置き換えても、多くのことはそのまま通用する。 
これらの事例が示すことは、今後も高度化していく情報機器の使いこなしには機器側がユーザーの意
図や状況認識、心的状態を推定して応答することが有効であろうということである。またユーザー側から見
ても機器が人間のアナロジーで理解可能な動作をしてくれるなら、その内部状態の推定が容易になり、適
切な指示もしやすくなると予想される。教育場面においても生徒の認知状態を推定することは教師のもっ
とも重要な能力である。そのような他者の認知／心的状態を推定する情報処理は、すくなくとも経験のあ
る人間がユーザーや生徒の傍にいれば実現可能であることから、情報処理として不可能ということはない。
ただ、現在のところそのような情報処理の方式がわかっていないだけである。そこで本シナリオでは、以下
のようなイメージを想定 2035 年の到達点のイメージとして持つこととする。ここで、番号⑥は図１での番号
に対応する。 
 
2035 年 ： 到達点としての応用イメージ 
⑥ 脳認知計算によって実現された擬似的な心や個性を持ち、ユーザーとの広義のインタラクション
によってその心を理解し、ユビキタスな情報ネットワーク環境でユーザーの意図の実現を支援する人間
活動支援エージェントの実現。 
支援エージェントはユビキタス環境を通じてユーザーの日常活動とその意図を見守っており（他
者理解）、必要が生じたときにただちにその意図を実現するべく情報ネットワークを通じて働きかけ
を行い、さらに必要に応じて多数のユーザーの間の調整機能も担う。その過程で第三者(例えば
高齢者支援専門家や医師、あるいは特定領域の専門家)の介入が必要と推定されたときは、その
ような専門エージェントに問い合わせてその判断をあおぐ。結果として個々のユーザーに適応した
生活支援や業務支援を行う機能が実現されている。適用対象は、日常業務支援、障害者介護、
高齢者生活支援、教育など多岐にわたる。 
このような支援形態では、ユーザーの意図と状況を絶えず理解し、可能なサービスを各瞬間に探索し
続ける「プロアクティブ」と呼ばれる高度に人間的な機能が必要とされている。このような動作は従来型の
計算機プログラミングでは極めて難しく、脳計算原理に基づく新しいタイプの情報処理機構が不可欠とな
る。 
 
（３）脳認知計算モデルの発展の経過シナリオ 
１）他者理解に基づく認知計算 
他者理解によるヒト行動支援の実現には、まずヒトが他者をどうやって理解し、いかにその理解に基づ
いて行動決定するかというその過程を、情報処理として理解する必要がある。ロボットやテレビゲームはそ
のような研究のための優れた道具であるが、現時点ではその道具を開発しつつヒトの心の問題にアプロ
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ーチできる研究者は少なく、他者理解の研究は発達心理学、脳科学、動物学、認知科学、情報科学やロ
ボット工学などの個々の分野で分散して行われている。ここでこれらの分野を統合して明確な目標をもつ
研究の場が形成・維持されたなら、他者認知の研究は 10 年程度で飛躍的に発展するであろう。 
おそらくは 2015 年頃には、ヒトの他者理解に関する新しい理論がいくつか提案されており、ロボットや
ゲームを用いた現場での検証が始まっているであろう。例えば、専門家ではない人がロボットを使おうとす
る場面で、ロボット側がユーザーの意図を推測しようとすることで、限定された範囲ではヒトとロボットの共
同作業が可能となる。また対人会話のサービスでは、ロボットはユーザーの意図を理解して対話や各種
サービスを行い、情報弱者に対するサービス提供や生活支援を可能としている。ここではロボットとゲーム
の境は曖昧である。 
その延長に、自閉症、ADHD などの発達障害や高齢化に伴う精神機能の低下の診断がある。対話の
パターンやテレビゲームへの応答は個々人の心の過程の特性を色濃く反映しており、2015 年ころにはそ
のデータから個々人の特性を推定して診断支援につなぐことも試行されているであろう。これらの社会的
なニーズに応える鍵となるのは、ヒトの他者理解に基づくインタラクション過程の解明である。 
しかしこれらの応用は 2015 年段階では限定された試行的なものであろう。多様な場面での他者理解の
理論が確立し、それに基づいた応用と産業製品が現れてくるにはさらに 10 年が必要である。すなわち
2025 年には、研究の蓄積とモデル化研究の発展により、仕事や家事といった日常の多様な場面でのヒト
の認知／心の状態を推定することにより、作業の効率を上げるための作業支援システムが商品としてアナ
ウンスされるようになる。その装置では、現在のように各応用プログラムを一つ一つ人間が開発するのでは
なく、対話で人間に教えるように説明することでシステム側がその過程における認知処理モデルを構築し、
支援を行うためのプログラムがそのモデルに基づいて自律的に構築され、その内容もあたかもヒトが経験
を積んでエキスパート化していくかのように、On the Job で必要に応じて改善されていく。これは一種の
夢であるが、それの実現の鍵は脳における他者を含む広い環境の理解・推論方式の情報処理的な解明
と計算システム化である。もちろん、その実現システムとして、高度のアルゴリズム発見を可能とする脳計
算原理の解明が必要である。さらに関係技術としてソフトウェア工学や情報ネットワークの大幅な発展を
前提とする。この延長に、2035 年のユビキタスな人間活動支援システムが現れてくる。 
２）脳計算原理 
上記のような他者理解に基づく認知計算の実現には、脳が実際に行っているような処理アルゴリズムの
実時間探索や、感覚入力に基づく他者行動予測モデルの実時間計算など、莫大な計算能力が必要とな
る。もともと脳という情報処理装置はタンパクという素材でできた神経細胞素子の物理現象としてその計算
を行っているのであるが、原理が同じであれば生体タンパクという扱いにくい素材である必要はない。同
等の能力は現在の情報処理技術の素材であるシリコンからなる回路でも十分に実現可能であろう。ただ
し、その計算の内容が現在主流のノイマン型デジタル情報処理であるとは限らない。ノイマン型計算は当
面は研究や実現のための道具として使用されるであろうが、感覚情報を超並列的かつ探索的に扱うには
よい方式とは言えない。長期的にはこの目的にあった別の計算原理による新型の計算システムに移行す
ることも視野に入れるべきである。 
脳における計算としての処理アルゴリズムの動的探索は、現在のソフトウェア工学におけるソフトウェア
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再利用、人工知能（ＡＩ）における知識再利用の問題と目的を同じくしている。すなわち、脳における計算
機構を制御する原理の理解は工学の問題解決にヒントを与え、逆に工学技術の進歩は脳計算原理の実
現に進歩を与える。それを踏まえて、2015 年の段階では他者理解のような柔軟な計算機構の要請にはヒ
トが事前にプログラムを組む現在のプログラム製作の方式では不十分との認識が広がり、より少ない指示
で使用現場での必要に応じて自分の処理を発見・修正していくアルゴリズム発見方式、すなわち脳の持
つメタ学習の機能の解明と理論化が始まっているだろう。そして、人工的手段によってメタ学習機能を実
現する基本方式が提案され、従来型の計算機 OS（オペレーティングシステム）の基本機能に組み込むた
めのミドルウェアソフトとハードウェアデバイスの開発が課題となっていると考えられる。 
しかし従来のノイマン型計算機は本課題においては決して効率のよい道具ではない。2025 年頃には、
ユーザーの要請にリアルタイムで応えられる専用ハードウェアと OS が開発され、アルゴリズム探索とプロ
グラム合成が実用化されていると考えられる。この背後には、大規模な情報ネットワークインフラ、自己組
織的ハードウェア技術、自己機能を拡大していく発達 OS 技術等があり、脳が行っている「考える」に匹敵
する機能を、限定された応用の範囲(知能ドメイン)で実現している。知能ドメインは発達心理学の概念で
あるが、脳計算原理に基づく新計算装置は同様の概念が当てはまるものと考えられる。 
 
そしてこの両者、１）他者理解に基づく認知計算 と ２）脳計算原理を用いたアルゴリズム探索 がユビ
キタス情報ネットワークと結びついたのが、2035 年における想定目標としてのユビキタス人間活動支援エ
ージェントである。この技術は、いつでも、どこでも、健常／障害の情報弱者を含む誰にでも、高度の活動
支援を与えるものであり、それこそが日本が目指すべき社会の姿と考える。 
他者理解に基づく認知計算による高度のインタラクションと、それを実現する脳計算原理を用いたアル
ゴリズム探索システムは、脳という「心」の情報処理を実現する装置のソフトウェアとハードウェアの実現形
である。「心」の処理の実現はこれからの高齢化と高度情報化が同時に進行していく日本社会において
質の高い生活を実現するために鍵となる基盤技術であろう。そして日本で先行的にそのような社会と産業
が実現できるなら、それは日本に遅れて同様の状況に向かう世界に発信される大きな資産となる。 
このような概念に基づく情報処理と計算機の技術は世界的に見ても極めてユニークなものであり、現在
から組織的にその発展を意図した政策を取るならば、ノイマン型計算機技術に関する現在の米国の立場
に匹敵するものを日本から発信することも不可能ではないと考える。 
 
3. 日本の取るべきアクション 
現状では本シナリオで論じた脳認知計算に基づく技術の確立と産業の本格的形成は 20 年後と想定さ
れる。当初の十年間は目標に向けての基礎研究の時期であり、その間に 20 年後の応用の基盤となる基
礎技術を確立することが重要である。そのため、研究の方向性を明確に示しつつ基礎研究を行う研究プ
ロジェクトを設置し、継続的に研究を行うことを推奨する。また、幅広い分野が関連するため、複数の分野
にまたがる技術と知識を持つ人材育成も重要である。 
ただし、プロジェクトの性格設定には議論が必要である。近年、研究の評価に論文などの業績を重視
する傾向が高い。悪いことではないのだが、論文を数多く書くことの代償として研究が細切れになり、大き
な構想と長期的な視点にたったオリジナルな基礎研究が減少しているように感じる。海外の有名雑誌に
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掲載されやすいということは海外も含めて流行の研究であるということであり、研究が海外の構想のコピー
になりやすくなる。そのような評価では日本の独自性を伸ばす長期的な研究は育ちにくい。これは個人だ
けでなく、プロジェクトにも言える。短期的な成果・目に見える形あるものを求めるプロジェクト評価は新概
念の萌芽を育てる力が弱く、日本という国家の思想力についての内外の信望を失わせる。今回提案する
プロジェクトは、長期的な発展シナリオに基づいた新しい視点を種から育てる性格設定と、そのうえでなお
かつ世界に向けて情報発信する研究を促進する評価基準の設定が必要である。これは、研究を行う研究
者に対すると同様に、研究を育てる評価側に対する要請である。 
このような点を踏まえて、以下のアクションを提案する。 
 
(１)他者認知の情報処理にかかわる研究活動の場の形成と研究の蓄積 
人間と動物に関わる認知科学、高次機能の脳科学、ロボットやゲームなどインタラクションに関わる
工学、脳と心の発達とその障害に関わる心理学、などの関係領域を融合した研究センターを設置し、
全国の関連研究者と協力して脳認知計算にかかわる研究プロジェクトを実施することで研究を推進し、
研究と同時に多様な分野をバックグラウンドに持つ人材の育成を行う。 
プロジェクトは脳における認知過程の情報処理的な理解と工学技術による再現によって他者理解の
効用の模倣を目指すものとし、研究の進展に伴って以下のように段階的に変化していく。 
第一期(5 年)：「動的コミュニケーションの脳認知過程の計算的理解」プロジェクト 
基本的にロボット、ゲームといった応用を意識したインタラクション過程の基礎研究であり、幅広
い関連分野の産官学の研究者を目的駆動的に集結して標記の研究を推進して行く。五年の研究
期間で脳認知計算の概念の確立と、国際的に先導的な研究成果を目指す。 
第二期(5 年)：「他者理解に基づくインタラクション技術開発」プロジェクト 
第一期の成果の展開と応用を目指した技術開発とその科学的バックグラウンドを与える応用志
向の基礎研究プロジェクト。応用が企図される分野から企業の研究者の参加を求め、実際的な応
用場面を意識した他者理解の計算モデルとそれに基づくサービス探索のアルゴリズムを研究す
る。 
脳認知計算を表題としたプロジェクトは第二期で終了し、以降は応用フィールドを意識した業界や個
別技術単位での研究プロジェクトへと変化させていく。要点は、個々のフィールドはまだ人材が少なく、
技術の確立と同時に人材の育成を行っていく必要があることである。人材育成は時間がかかり、プロジ
ェクトは各期における適切な目標設定と成果に対する外部評価を受けながらも、長期的な活動が継続
されて成果が着実に蓄積されていくことが重要である。 
 
（２）脳計算原理に基づく計算機構の研究・開発体制の整備 
他者認知の計算モデル化と並行して行われるべきこの分野の研究は、理化学研究所の脳科学研究
総合センターの脳を創る研究領域が直接的に該当する組織として挙げられる。同センターは強力な研
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究開発力を持つ継続的な研究の場であり、そこでの研究リーダーシップの発揮とそのための人と組織
の充実を期待したい。特にこのシナリオで挙げたアルゴリズム発見能力の概念は当センターにて最初
に提唱されたものであり、その歴史的な経緯からしても国内の関係者の理解は得やすい。また本シナリ
オが要請する長期計画は同センターが挙げている研究の長期計画とも整合し、大きな変更は必要がな
いと考える。ただ、その長期計画を実現していく各論としての研究プランについては、全体の流れの中
での新しい位置づけが必要であろう。 
一方で、新しい計算原理の概念開発、計算モデル開発、システム実装、評価という一連の研究を行
うには、脳科学研究総合センターの同領域だけでは人数としては不足する。そこで、外部の産官学の
研究者との共同研究の仕組みを作り、大学のアイデア、理研の技術、産業界のニーズと実現力を融合
して次世代の脳計算原理を開拓していく体制が必要とされる。そのため、同センターにこれまでの個別
の研究に加えて国内外の研究者との共同研究センター的な性格を持たせ、脳計算原理の解明にむけ
て国内に分散した研究力の集約と、海外の研究グループとの積極的な連携を実現することを提案す
る。 
ここでも、業績に関しては長期的な視点に立った評価が必要とされるが、同時に独立した研究所とし
て成果を世界に問うていく戦略プランが必要である。 
第一期(5 年)：国際ワークショップの定期開催による世界的な研究者ネットワーク形成 
定期的に国際ワークショップを開催し、関連した内外の研究者との人的ネットワークを形成する。
「他者認知」の方面より社会的なニーズが同時進行的に掘り起こされてくるので、国内研究者の間で
共通ビジョンを形成し、世界に向けた戦略的な研究を可能とする体制を構築する。 
第二期(5 年)：「アルゴリズムの動的発見方式の開発と検証」プロジェクト 
脳における知能の基本原理として、直面している問題に応じたアルゴリズム発見の方式の確立を
目指す。「他者認知」研究は、各瞬間の問題に応じて脳内に他者モデルを動的に構築し、それを予
測的に使用して問題解決をする「プロアクティブ」な計算機構の必要性を示唆するものと予想され、
それに対する直接的な解を探索することを目的とする。 
第三期(5 年)：「プロアクティブ計算原理に基づく脳型計算理論の構築」プロジェクト 
脳の知能計算原理としてのプロアクティブ計算理論を確立し、それを現在のノイマン型計算機にソ
フトウェアとして実装して機能試験を行い、真に人間との親和性の高い計算機構の開発を目指す。
ベンチマークとして、その時点での利用可能な大規模計算ネットワークとロボットを組合せ、実時間
での「他者モデル」構築とそれに基づく人間の意図理解とサポート実現を目指す。 
第四期(5 年)：「プロアクティブ計算機」プロジェクト 
ユビキタスネットワーク環境での多様なタスクについての他者理解と人間活動支援エージェントの
リアルタイム実現のため、プロアクティブ計算原理に基づいた情報処理システムのハードウェア及び
OS を実現し、現実世界におけるタスク場面での評価を行う。適用対象は、「他者認知」で開拓された
個々の領域でのタスクとする。これにより、2025 年段階での産業としての新型計算機のマーケットが
確立し、高度な人間活動支援システムが実現される。 
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情報技術による生物模倣 
 
(株)国際電気通信基礎技術研究所 脳情報研究所 所長 川人光男 
 
１．現状分析 
  
 ヒトを他の霊長類から際だたせるもっとも大きな特徴は、言語を含めたコミュニケーション能力であること
には、多くの人が異論を唱えないだろう。また人類の文明、文化、経済の発展の歴史を振り返ると、コミュ
ニケーションに関する新しい技術が開発される事がきっかけとなり、人類の生活はそのたびに非連続的と
言える大きな変貌を遂げてきた。例えばミメシス、言語、記号、活版印刷、交通、電信、電話、インターネッ
トの発明に対応して、旧石器、新石器、古代文明、ルネッサンス、大規模貿易、産業革命、ＩＴ革命が引き
起こされたと言える。マンモスの牙が限りなくのびていくように、ヒトという生物種もそのコミュニケーション能
力を生物学的な限界を超えて人工的にのばすように運命づけられているのかもしれない。しかしながら、
その先は見えそうで見えていないのが現状である。次の革新的なコミュニケーション技術とは一体何であ
ろうか。日本が、世界に先駆けて先行し、かつ発展を遂げることが可能分野とは何であるか。これに対して、
次の 2 つを提案する。 
  
1. 脳に学んだヒューマノイドロボットの開発 
    2. ブレイン・ロボット・インタフェース 
 
（１）ヒューマノイドロボット開発の現状と問題点 
 日本は、ホンダのアシモ、ソニーのキュリオなどに代表されるように、ヒューマノイドロボットの開発におい
て世界のレベルを遙かに引き離して、これまで独壇場を形成してきた。また脳科学や認知科学の研究手
法としてヒューマノイドを用いるという手法も、ごく最近世界に広まり、その有効性が高く評価されている。こ
のような日本独自の科学技術の強みをさらに進展させ、欧米の追随を許さない新しい学問技術体系を築
ける数少ない分野として、脳科学とヒューマノイドロボット研究を融合させ、真に高機能なロボットを開発し
ようとする機運が、民間企業、大学などを中心に、ボトムアップで広く盛り上がっている。この機会を逃さず
トップダウンでも脳に学んだヒューマノイドロボット開発を行うことは大変重要である。特に、最近になって
米国でも NSF,DARPA を中心に、ヒューマノイドロボットに大規模な資金を投入しようという動きがあるので、
日本が手をこまねいていると、リードを失う危険性がある。 
 
（２）ブレイン・ロボット・インタフェース開発の現状と問題点 
 侵襲型のブレイン・マシン・インタフェースについては、米国ではＦＤＡが５人分の臨床試験を許可し、す
でに２００４年になって慢性埋め込み電極が１人のＣ４脊損の患者の脳に刺入され、ニューロンの電気的
活動によってコンピュータの操作が行えるようになっている。一方主に脳波計測に基づく、非侵襲型のブ
レイン・コンピュータ・インタフェースについては、健常者がパックマン等のビデオゲームを行える程度に機
能が向上している。しかし前者は適用範囲が狭く、後者は安全性、使用感、学習の容易性などの要因に
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より機能が低く実用化からはほど遠いのが現状である。しかし、最近開発された階層ベイズ脳活動推定法、
脳活動の復号化統計手法、また日立や島津が精力的に開発している近赤外光トポグラフィー法などによ
り、非侵襲型で高機能なブレイン・マシン・インタフェースが開発できる環境が整ってきたと言える。未来の
コミュニケーション、電気通信を全く変えてしまう可能性のあるこのような未来の技術に巨額の投資（年間
少なくとも５００億円）を行うことは国益にかなっていると言える。 
 
 
２．今後 10 年〜30 年程度の発展シナリオ 
 
（１）ヒューマノイドロボット開発のシナリオ 
 本テーマの研究開発は、アメリカのアポロ計画のように、応用や産業育成とは切り離して、（１）で提案し
た目標を、達成するという科学的プロジェクトとして行うことに意義がある。これが科学者、技術者のやる気
と能力を最大限に引き出すために、必須の条件である。しかし、その研究成果が将来のロボット産業、サ
ービス産業、コンピュータ産業、電気通信、教育、スポーツ、介護等殆どあらゆる産業・経済分野に及ぼ
す効果は絶大なものがあると期待される。現在全く存在しない様々な市場が開かれる無数の可能性があ
る。但し、このためには年間数百億円以上の研究開発費を注いで、アクチュエータ、センサー、コンピュ
ータなどヒューマノイドロボット実現に必要な要素技術開発研究を平行して進展させる必要がある。 
 
５年後 
完全自律で数時間程度の活動が行え、見まね学習などで卓球等のかなり複雑な感覚運動統合の行える
ヒューマノイドロボットを完成する。 
１０年後 
視覚を中心とした高度の認知機能と、簡単な日常会話の行えるヒューマノイドロボットを完成する。 
２０年後 
人工筋肉と触覚センサー、情動機能に基づいた行動決定のできるヒューマノイドロボットを完成する。 
３０年後 
５歳児程度の知能、認知機能、運動機能、学習機能を持つヒューマノイドロボットを、脳科学・神経科学・
認知科学の知見と研究成果に基づいて完成させる。その中でも特に、ヒトの脳に学んでロボットの脳を実
現させることが主要な目的となる。 
 
 より簡単にイメージを描いてみる。例えば、テニス好きの夫婦が夫の単身赴任のために日本とアメリカに
別れて住んでいるが、どうしても二人でテニスをしたい。本当の（物理的に実感できる）テニスをするため
には、図１に示したように妻のそばには夫の代わりのロボットが、夫のそばには妻の代わりのロボットがい
て、日米同時にプレーが行われなければならない。この２つのプレーがほぼ同じであるためには、通信に
伴う時間遅れを克服することが最大の難関である。衛星通信などを用いたテレビ電話会議で、相づちや
目配せなどのコミュニケーションが数秒遅れて非常に気持ちの悪い経験をしたことがあれば誰でも、こん
なことは不可能であると気づくであろう。これを解決する唯一の方法は、夫の代理のロボットには夫の脳の、
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短期間ではあるが、定量的によい脳のモデルを乗せることである。これはある意味で短時間のタイムマシ
ンを作ることに匹敵する。 
 
 
図 1 夫の代理のロボットには夫の脳 
 
つまり、脳の基本機能の理解に基づくより人間に近いヒューマノイドロボットの開発に成功すれば、画期
的な未来型通信端末の実現に大きく近づくといえよう。時間遅れの問題は、端末に通信者の定量的な脳
モデルを実装し、見まね能力を与えることによってしか解決できない。ここに脳科学とロボットに基づくコミ
ュニケーション技術を融合する必然性があるのである。 
 
（２）ブレイン・ロボット・インタフェース開発のシナリオ 
 非侵襲型の脳活動計測装置に基づく、高機能で、安価、安全、使用感が良く、学習が容易な、脳活動
によって直接コンピュータ、ロボットなどの情報・通信・機械装置を制御する技術の開発を目指す。このと
き、要素技術としては主に４つ存在する。第１に、神経科学の基礎的な研究により、脳のどの部位にどの
ような情報が、どのような表現で存在するかを明らかにする。これはまさに、神経科学の中でもシステム神
経科学、計算論的神経科学の主目的となっている。第２に、非侵襲脳活動計測装置の技術開発と脳活
動推定アルゴリズムの開発である。第３は推定された脳活動を如何にして情報通信機器の制御に活用す
るかの制御技術の開発である。第４は、脳活動の制御対象となるロボット等の装置そのものの開発と、そこ
から脳にどのように情報を戻すかの研究である。 
 全く新しい電気通信の基礎技術開発が行えれば、情報・通信・機械制御のすべての産業と市場に新し
い商品分野が生まれる可能性がある。簡単なものから並べれば、複数の脳活動計測手法を組み合わせ
て超高時間空間分解能を実現する統合システム（医用、脳研究用）、リハビリテーションのために運動関
連領野の脳活動を実時間で視覚フィードバックする訓練補助装置、手首の運動意図に伴う脳活動推定
により把持動作を再建する運動補助装置、コンピュータ画面上のカーサーを実時間で制御する装置、ビ
デオゲームなどのコンピュータ内の登場人物を、準実時間もしくは実時間で運動制御する装置、ヒューマ
ノイドロボットの方向の前進、後退、停止、数種類の把持、視覚による到達運動などを脳活動情報の推定
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によりパターン認識し、準実時間で制御する方式、脳タイプライター、好悪などの情動の推定、ヒューマノ
イドロボットの実時間の制御とそれに基づく電気通信端末の開発などである。 
 侵襲型の慢性埋め込み電極を用いたブレイン・マシン・インタフェースの開発では、先行する米国に、
研究蓄積の圧倒的な違い、日本における医学と工学の共同研究の貧弱さ、臨床試験に対する国民の受
け止め方の違い、等様々の理由により研究開発で対等に競争することは不可能であると考える。米国で
技術が実用化されだしたところで、キャッチアップする方が研究投資としては効率的である。侵襲的な方
法は市場がどうせ小さい。貴重な研究資金を効率的に使うためには、日本が得意とする非侵襲脳活動計
測装置、計測アルゴリズム、自律型ヒューマノイドロボット、計算論的神経科学の強みを十分に生かした非
侵襲型高機能脳直接コミュニケーション装置を開発することを目指すべきである。 
 
５年後 
fMRI 装置と、脳磁計の両方で得られたデータを組み合わせることにより、脳活動をミリメートル、ミリ秒のオ
ーダーで推定し、それに基づいて、手足の運動をロボットに再現させる。 
１０年後 
言語情報などを近赤外の光トポグラフィー装置と脳波計測装置の同時記録により推定し、タイプライター
以上のスピードでコンピュータに文章を入力できるようにする。 
２０年後 
脳波だけの計測に基づいてロボットや外骨格装置などの制御を可能とし、電気通信をロボットベースで行
い、障害者と老齢者の感覚運動能力を回復・再建し、危険な屋外作業をロボットの脳活動による遠隔制
御で行えるようにする。 
 
 
実現できれば、老人や障害者が体を使わずに頭でやりたいことを考えるだけで、ヒューマノイドロボットや
エクソスケルトン(外骨格型ロボット)を直接動かして自分の体代わりに使うことができる。これにより、老人が
介護無しで生活できる可能性が広がり、また障害者が積極的に社会参加できる道を開くことができ、活力
ある長寿社会の実現に寄与できる。 
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３．作成した発展シナリオを踏まえた日本のとるべきアクション 
 
 日本人の多くは宗教的、文化的、人種的、社会的な様々な理由により、人間型ロボットに対して拒否感
がなく、むしろ親愛の情を懐いている。またソニーやホンダなどの巨大メーカーが商品化を目指してヒュー
マノイドロボットを開発するのは、諸外国に例を見ない。「脳を創ることによって脳を知る」「ヒューマノイドロ
ボットを神経科学の道具として用いる」等の、全く新しい科学的方向性も日本から始まっている。日本が文
化・科学・技術国家として諸外国から尊敬され、繁栄するためには、日本独自のアイデアと科学技術を内
から育て発展させなければならない。ヒューマノイドロボット研究とそれを用いた脳科学・認知科学は、殆
ど唯一と言っていいほど日本が諸外国を完全にリードしている先端科学技術といえる。この分野に貴重な
研究資金を重点的に投入するのは日本の国益に即しているといえよう。 
 本研究テーマは、アメリカのアポロ計画のように、応用や産業育成とは切り離して、（１）で提案した目標
を、達成するという科学的プロジェクトとして行うことに意義がある。これが科学者、技術者のやる気と能力
を最大限に引き出すために、必須の条件である。しかし、その研究成果が将来のロボット産業、サービス
産業、コンピュータ産業、電気通信、教育、スポーツ、介護等殆どあらゆる産業・経済分野に及ぼす効果
は絶大なものがあると期待される。現在全く存在しない様々な市場が開かれる無数の可能性がある。但し、
このためには年間数百億円以上の研究開発費を注いで、アクチュエータ、センサー、コンピュータなどヒ
ューマノイドロボット実現に必要な要素技術開発研究を平行して進展させる必要がある。 
 今の日本は元気がない。政府も民間も経済・産業振興の速効策を科学技術に求めているが、とんだお
門違いである。こんな時こそ、１０年後、２０年後の日本の発展の基礎となる夢のあるプロジェクトを始める
べきではないか。スプートニックショックで落ち込む国民を、月面に人類を送り込むという誰にでもわかる
目標で鼓舞したアポロ計画は、テフロン鍋から、コンピュータサイエンスまでの莫大な遺産を米国に残した。
肝心なことは、目標そのものに夢があって、科学者技術者が真剣に取り組めるプロジェクトが必要というこ
とである。 
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量子情報技術 
 
東京大学大学院情報理工学系研究科 コンピュータ科学専攻 教授 今井浩 
 
１．現状分析 
（１）情報技術基盤の進展 
情報技術 IT(Information Technology)が社会基盤となり、電子政府として e-Japan 計画も推進され、電
子決済まで幅広く行われる時代になった今、将来の情報技術の展開を見据えた施策を実施することが肝
要となっている。このような現状がもたらされた情報技術革新をあげると 
(a) プロセッサの高速化・高機能化：大規模集積回路(VLSI)が高速化を遂げ、旧来では無理な利用者イ
ンタフェースやマルチメディア処理を可能にした。 
(b) 大型特別なものから身の回り当たり前のものへ：(ａ)にも伴いシステムのダウンサイジングが実現され、
大型コンピュータからパーソナルコンピュータ、さらにはユビキタス環境で動作するプロセッサまで社
会の隅々まで浸透。 
(c) インターネットとモバイル環境の普及：インターネットが世界をつなぎ、コンピュータをネットワークで結
ぶ新たな通信を提供し、そしてモバイルがいつでもどこでものユビキタス情報処理環境も普遍化。 
(d) ソフトウェア：情報量の大容量化・複雑化を乗り越えるソフトウェアの革新。種々データベースの蓄積
の活用と、社会システムとしてのセキュリティ確立、それをささえる情報科学基礎理論の進展。 
があげられる。しかし、これだけの展開の裏で、社会基盤になって広く使われるがゆえに、発展のために
乗り越えなければいけない障壁は高くなってきている。 
 
（２）情報技術基盤の抱える障壁 
このうち、(a)のプロセッサの高速化で最も重要なことは、CMOS 方式の VLSI が 1~2 年で 2 倍になる高
速化を持続し（ムーアの経験則）、倍々効果で昔は処理できなかったことを実用的に処理可能にしてきた
ことである。これは、VLSI の集積化・細密化によって実現されてきたが、デバイス研究者・技術者こそ直面
する事実として認識されていることとして、この高速化が近々頭打ちすることがわかっている。半導体の国
際技術動向を提示してきたITRSロードマップで、その高速化の限界が現れる年はなんとか種々の研究開
発によって少しは延びているが、たとえば 2010 年代には狭義の現方式ではとてもさらなる高速化は無理
である。この原因は、細密化によって集積回路が原子レベルのサイズにまでなり、そのナノの世界では量
子力学が支配するところとなり、量子トンネル効果によって従来方式の回路は正常に動作しないからであ
る。 
 ソフトウェアの世界でも、ここまでの高度化が図られてきてこそ、解くべき問題の本質的な難しさが究極
的に理解されてきた。さらに現実社会での多様化する問題への対応もあって、計算科学に一部閉塞感を
抱く向きもある。そのため、情報基礎理論の分野でも 1990 年代に新計算モデルを希求する研究が推進さ
れてきた。 
 一方、通信の世界はコンピュータ世界と融合したインターネットの普及により、公的情報までネットワーク
上でやりとりされることから、セキュリティに対する要求レベルが格段と高まっている。情報社会基盤の普
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及がもたらす新たな問題である。 
 
（３）現代の障壁を打破する新技術創出へ向けた構想の展開 
 デバイスの高速化の障壁となっていた量子力学は、障壁となるくらいまでに技術が進んでいよいよ VLSI
のレベルでも量子の世界に足を踏み入れつつあるということである。ナノの世界を支配する動作原理を、
情報処理のために使えば、これまでの古典力学だけではできなかったことが実現可能になることも考えら
れる。 
 実際に量子力学原理で動くコンピュータは、1980 年代に構想され、1990 年代半ばに花開いて、理論的
には量子コンピュータが実現されると、今のインターネットを支える基盤技術である公開鍵暗号系が、安
全でなくなることが示されるというブレークスルーがもたらされた。これは、前世代の技術が新世代の技術
で凌駕されうることを示すもので、残念ながら今のインターネットセキュリティ技術は理論的武装されては
いるものの種々の理論仮定に基づいていたことへの挑戦となっている。 
 このことから、量子コンピュータを実現する研究が全世界でスタートした。上述のように半導体技術が量
子力学の世界に入りつつあるということは、裏を返せば量子力学的操作が始めてできる時代になってきた
ということでもあり、これまでに集積化が期待できる固体で、量子コンピュータでの基本単位である 1 量子
ビットの操作の実現と、量子操作を万能にするための 2 量子ビットの操作も実験レベルで実現されている。
光など他の量子デバイスでも同様の実験が実現されつつある。 
 光通信は、インターネットで大容量通信を実現し、情報処理を計算から通信まで融合したものとして展
開を提供してきた。光を 1 光子や弱い光と量子光学のレベルも扱えるようになってきた。これは、1980 年
頃から基礎研究が進められてきた量子暗号システムの実現を支える技術となっている。この量子暗号シス
テムの利点は、その安全性が量子力学という物理原理によって保証されていることで、これは現在のイン
ターネットセキュリティが量子コンピュータによって危険にさらされる可能性が出てきたのに対し、望みうる
最高レベルのセキュリティを保証するものである。 
 現代情報処理方式のデバイス面での限界を乗り越えるルートが切り開かれる中で、次世代の量子情報
処理を支える量子ソフトウェア研究もスタートされている。 
 このように計算から通信まで、現代社会を支える情報基盤で、今の技術的障壁を野乗り越える、次世代
を開く鍵として、量子計算・量子通信の技術研究の推進が始められてきた。 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 476
 
 
２．今後 10～30 年程度の発展シナリオ 
今の情報技術は、コンピュータのレベルでは大元をたどれば 1930 年代に基礎理論が提唱され、1950
年頃に最初のコンピュータが開発され、それがここまで発達してきた。現代流の通信方式も、その基礎理
論が提唱されたのが 1950 年頃で今の光ファイバネットワークに至っている。この発展のために 50~70 年が
かかっている。技術の進展と、それによる社会からの重要性の認識により、次世代技術の進展スピードは
早くなるもので、量子情報技術にとっては 1980 年頃が基礎理論の萌芽時期として前の半分のスピードで
開始時点から 25~35 年で実を結びつつあり、1980 年から 25 年の 2005 年の今、量子暗号システムの実用
化が始まろうとしている。 
 
（１）10 年程度で実社会へ発展が確実に図られるもの 
１）量子情報ネットワークの展開 
 現代のインターネットは、旧来の電話通信網に取って代って、音声のみならず画像は当然としてコンピ
ュータをつないだ社会基盤を構成しているが、多くの専門家が予想するようにここ 10 年の間でいろいろな
危機に直面すると予想されている。インターネット自身、1980 年頃からボトムアップに構築されてきて、そ
のまま普及しているため、最初からデザインされたシステムではないという脆弱さを有している。 
 社会基盤であるシステムが正常に機能しないことによる影響ははかりしれない。インターネットがさらに展
開される一方で、社会基幹部分を中心として、安全性を担保するための専用的ネットワーク使用を開始点
として、量子情報ネットワークの使用がここ 10 年で開始されることが確実である。この利点・必要性とは、 
• 物理原理に基づいて安全性が保証される無条件安全性の確立 
ことである。すなわち、量子情報技術でもっとも近く実現されて、実用技術として展開されるのは量子通信
と、それに基づく量子セキュリティシステムである。このために必要な研究成果として 
量子コンピュータ
現代公開鍵暗号基盤 
PKI 
破壊者としての量子情報処 創造者としての量子情報処
社会基盤
量子暗号
量子セキュリティ 量子並列科学計算 
量子ソフトウェア
・量子コンピュータは現代インターネット
 セキュリティへの脅威! 
・量子力学効果は現VLSI方式高速化
 の障壁 
量子情報ネットワーク 
量子情報処理は新しい原理に基づく 
安全な情報社会基盤を拓く 
・次世代ネットワーク 
・次世代計算基盤 
量子効果 
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• 量子光通信の 150km 超での実現 
という日本が世界に誇る成果がある。これは、短・中距離の要素技術は確立されつつあることを意味して
いる。これに基づいて解決しなければならない課題は、 
• 量子中継器など量子情報ネットワークを世界レベルでめぐらすための量子光通信の新基盤技術の開
発 
である。現在 10Gbps の大容量通信を世界レベルで実現している光ファイバも、中継器を用いて長距離ネ
ットワークが構成されており、量子的光のレベルでの量子中継器を実現することが、量子情報ネットワーク
を実現する鍵となる。ハードウェアとしては絡み合った光子対をオンデマンドで発生する光子対源、光子
の持っていた量子情報を保存するメモリ、量子演算を行う量子ゲートが必要になる。これらは量子コンピュ
ータの実現のためにも必要な技術であるが、量子中継器ではより小規模な回路で十分である。ただし、量
子中継の実現のためにはこれらの効率が極めて高いことが要求されるので量子コンピュータ用の回路と
は別次元の難しさもあり、情報システムとしての研究開発が必要である。 
• 量子通信ソフトウェアの研究開発(情報システムとしてディペンダビリティを確立)とそれを支える量子情
報理論の理工学的研究 
であるといえる。通信では常にエラーが入るものであり、それをエラーなしにみせかける誤り訂正技術も含
めたソフトウェアが通信理論の根幹をなしてきた。量子情報ネットワークにおいても、量子誤り訂正技術な
ど量子ソフトウェアとも呼ぶべき、量子情報理論の基礎から量子プロトコル設計開発にいたるまでの理論・
システム研究が必須である。前述のハードウェアの困難さを解決するためにも量子ソフトウェアの力が必
要になる。量子情報理論でも、従来の情報理論にはない量子情報の場合のテーマが研究される必要が
あり、量子エンタングルメントをはじめとしたそのような真の量子情報理論の展開が、量子通信のプロトコ
ル設計からシステム実現まで必要である。 
このように、10 年程度で量子情報ネットワークを構築し、基幹部分の情報ネットワークを支える技術が実
用に広く供されるには、光量子科学の進展と、量子ソフトウェア理論とシステムの発達が肝要である。 
 
２）量子コンピュータのプロトタイプと量子アルゴリズム理論研究の発展 
10 年程度後の段階での量子コンピュータ開発については、10 から数十量子ビットで動作するものが実
験レベルで研究されているものと思われ、その頃に現在のコンピュータ技術にとってかわる量子コンピュ
ータが出現するにはいたっていない可能性が高い。しかしながら、このスケールの量子コンピュータも上
述の量子情報ネットワークの要素技術として非常に重要である。すなわち、上述の量子誤り訂正の機構
や、量子中継器実現では、このサイズの量子計算（量子操作）を活用するからである。 量子情報ネットワ
ークと直結するため、このレベルの量子コンピュータとしては量子的な光を直接用いたものか、光との変
換が効率よく行えるデバイスに基づくものが望まれる。 
大規模量子コンピュータを目指しては、核磁気共鳴、イオントラップ、中性子、キャビティ QED、固体核
スピン、超伝導、その他液体ヘリウム上の電子など、種々のナノデバイスの量子操作の研究推進がこの段
階で望まれる。ただし、注意しなければならないのは、目標が大規模量子コンピュータである限り、大規模
に対応できるというスケーラビリティを核とした実現可能性についての各種チェック事項の検証が不可欠
である。これは量子コンピュータをシステムとして研究する限り、必須事項であり、どのナノデバイス研究に
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おいてもそのデバイスに適合したコンピュータアーキテクチャの上でチェック事項を明示して進められなけ
ればならない。 
特に、基礎科学として量子力学の諸々の物理的に根源的な問題を解決することはずっと将来の人類
世界に十二分な貢献をもたらすものと思われるが、その立場だけでは量子情報システム確立は難しい。
まず、基礎理論を含む情報科学との連携を図るべきであり、これはこれからの展開の10年でより如実に重
要である。この 10 年の間の量子コンピュータを目指した実験では、初期段階であることから量子特有のエ
ラーを含め種々のエラーを抱えて進まねばならず、その中で正確な計算をできることを示さねばならず、
それを可能にするのは量子ソフトウェアの理論だからである。 
具体的な例を示すと、量子情報処理では情報操作仮定でエンタングルメント状態を生成し、情報獲得
過程で測定を行わないといけない。これはナノ世界の量子理論特有のものであり、その中核をなす量子
最適測定の理論と量子エンタングルメントの理論は量子情報処理に不可欠である。量子情報処理がこれ
までの処理と異なった原理に基づいている以上、このような量子情報処理特有の理論体系を確立するこ
と無しに、量子デバイス研究だけへ投資しても、量子情報システムは完成しない。 
量子ソフトウェアの基礎理論として、量子アルゴリズム研究もこの 10 年程度で新展開を見せると予想さ
れる。量子アルゴリズムで最もインパクトがある量子素因数分解アルゴリズムは、現代情報セキュリティの
基幹をなす公開鍵暗号系の安全性を崩壊させるものであった。当然のことながら、現代情報セキュリティ
研究では、量子コンピュータに対抗するシステムを検討しており、それが最短格子というより柔軟で難しさ
を調整できる問題をもとにしたセキュリティ方式や、量子公開鍵暗号系という新パラダイムも提案されてい
る。これらに対抗する量子アルゴリズム研究も今までに着実に進展しているが、研究基盤での基礎成果の
蓄積がまだ足りておらず、量子アルゴリズムとして圧倒する結果までは出ていない。これは 10 年程度の研
究蓄積で解決されることが期待される。 
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（２）20～30 年程度で実社会へ発展が期待されるもの 
 量子コンピュータがこの時期に実現され、実用に供されることが期待される。現代のコンピュータ技術そ
のものは、ネットワーク発達に伴ってグリッド技術など普遍的なものが10年程度次の時代を支えるものと思
われる。これは 1980 年代の第 5 世代コンピュータプロジェクト以来、情報科学が追及してきた分散並列パ
ラダイムがグローバル化・普遍化することといえる。それは、現在の高度科学技術計算(High Performance 
Computing)の到達した先の時代となっていると予想される。上述の 1980 年代の国家プロジェクトであった
第 5 世代で当初から並列計算を目指す理由の 1 つとされていた、「光より高速に情報処理することができ
ない」ので 1 プロセッサの高速化の障壁を乗り越えるための並列分散を目指すという点について、量子計
算はそれとは違った1 つの解決を与えるものと期待できる。なぜなら、1 プロセッサ内の障壁を並列分散で
乗り越えても、究極的には 100 万台の並列処理での全体での通信速度の高速化がボトルネックになると
いうことである。量子計算は、量子テレポテーションに代表される光速限界との関わりをもっており、ナノテ
クノロジーが基盤となっていることが期待される時代に量子力学計算を行う専用コンピュータとしての活躍
も期待できる。 
 現代の技術で、今のフォンノイマン型コンピュータとその分散並列形態を乗り越える計算モデルとして、
ここに書いている量子コンピュータと分子コンピュータがある。これ以前の新モデルとしては、ニューロコン
ピュータがあるが、これまでの展開では脳科学に創発される学習マシンとしての側面が期待されており、
その点で 2 モデルと違う。分子コンピュータは、登場当時は高速計算への期待もあったが、研究が進むに
つれてそうではなく、バイオ情報処理と絡んだ計算を伴う新薬などバイオ系の新規展開を目指しつつある。
量子コンピュータは、その点、高速計算のための現在でもっとも有望なモデルとなって、勝ち残っている。
量子情報技術の展開 
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もちろん、コンピュータは何らかの物理的原理に従って、情報を表現・操作・通信して処理をするマシンな
ので、新たな物理原理に基づくコンピュータが展開される可能性もあるが、量子コンピュータもここまでの
実際的な開始点に到達するのに 20 年強かかったことにかんがみると、20~30 年程度の未来の社会で量
子コンピュータがいよいよ現代情報処理方式を打破するものとして展開していることが期待される。 
 情報技術において、20~30 年後でも永続的な発展をもたらすには、今この時代に新計算モデルの理論
とプロトタイプ実験をすることが必須であり、またその将来で世界でリーダシップをとっているための基盤を
現状で我が国はもっており、それをさらに伸ばしていく施策が望まれる。 
 
 
（３）作成した発展シナリオを踏まえて日本がとるべきアクション 
 情報技術社会基盤の新世代を確固たるものとし、人口減少時代に入っている我が国における創造的生
産を情報サービス分野で永続的に発展する情報技術の上に伸ばしていくためには、より一層の投資が必
要である。その際に必要なアクションとして、 
• 量子情報基礎研究の推進 
 量子情報の理論と実験の融合研究推進によるさらなる新量子計算モデルの模索 
 新情報処理モデルの理論研究推進 
 基礎科学研究としての量子デバイス研究推進 
• 量子情報工学の展開 
 量子情報システム構築を目指した工学としての展開を推進する 
 情報通信分野における量子情報技術者の育成 
 量子デバイスの情報システムとしての研究開発 
があげられる。 
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 個々の事項についてより詳述する。まず、人的資源以外の資源が相対的に少ない我が国として科学技
術立国を目指す道こそが国を発展させることを認識したとき、この新しい量子情報処理の分野を支える研
究者ならびに技術者を育成することが必要である。そのためには、大学レベルでこの既存分野をまたがる
学際的新分野を教育する体制を整える必要がある。たとえば、ここ数年でバイオ情報処理については、ポ
ストゲノム解析と新産業分野に向けて大学レベルでの大学院専攻の新設や学部学科の検討が実施され
てきている。量子情報処理は、情報科学・情報工学から、情報通信工学、エレクトロニクス、物理工学、物
理学にまたがる学際分野であり、既存の枠組みのままでは若手研究者でさえ創出するのが難しい状況で、
ましてや技術者は育成できる現状にない。これを打破するために、まず数年間の大学院専修コースを時
限で開設する制度をスタートとして、日本で研究の中心となる研究所設置も検討されるべきである。 
 基礎科学研究推進によって世界貢献を図る点で、基礎科学研究としての量子力学で種々の操作を実
現するナノデバイスの研究を地道に進めることはもちろんとして、現状で世界に伍した研究レベルにある
当該分野を次世代産業技術の中核にすえるためのシステムとしての研究開発が重要である。そのために
は、基礎科学研究プロジェクトと同時に、科学技術プロジェクトへの重点投資で量子情報システム実現を
後押しすることが非常に有効である。そこでは、システムを支える基礎理論研究も推進され、また 1950 年
の頃には故障素子をもつことが当たり前のコンピュータや通信誤りを克服する通信システム理論の発展で
実験と理論が融合して、また情報処理の立場では計算と通信が同じ枠組みで取り扱えた時代の復活で、
理論と実験の連携を図ることが肝要である。今の情報処理システムでは、物理的なレイヤーとソフトウェア
のレイヤーの間にかなり距離が出てきているが、量子情報処理分野でそのようになるのは、この発展シナ
リオが対象としている 30 年後くらいにそうなっているかどうかであるといえる。 
 量子情報システムプロジェクトとしては、ここ 10 年はより短期に実現可能な量子情報通信システムへの
投資を怠ってはならず、産業としての育成に努めるべきである。量子コンピュータについては、その量子
通信システムを支えつつ重点プロジェクトとして育成し、10 年後に次世代巨大プロジェクトとして推進でき
る基盤構築を目指すべきである。 
 これらの施策を実施することにより、現在の研究者がなんとか手一杯健闘することによって我が国全体
でカバーし、世界の先端を行く状態にしている量子情報処理の分野を育成し、日本発信のブレークスル
ーをもたらすことが初めて可能となる。 
 このようなアクションプランにより恩恵を受けるのは、世界の中で相対的にも絶対的にも日本である。情
報技術基盤が実現する以前は、これほどのスピードで進化する技術というのはなかった。車の技術が進
展しても、車のスピードがすぐ倍になるわけではない。対して、情報技術はより人間に優しい高次システム
を目指して望むらくは 1~2 年で倍の性能になることを 10~20 年繰り返して、今の情報社会基盤を非専門家
も含めた全体に提供することを可能にした。情報処理の一面である人工知能が、人間の知能をコンピュ
ータで実現することを目指しているが、人間の欲望と改善への意欲はこの人工物の情報処理システムに
対して限界はない。唯一ある限界が、物理原理による限界であり、今のコンピュータ技術ではその限界が
量子力学で、量子力学が悪玉であるのを、それこそを現状の物理的障壁を乗り越える善玉として量子力
学を活用する量子情報処理の世界が企図されている。情報技術基盤は日本がこれからの時代で世界に
冠たる技術・社会基盤として持つべきものであり、また適切なアクションプランによって持てるものである。
世界が次世代情報技術の明白な壁として量子効果を認識している今、量子情報技術を逆手にとって使
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いこなすことによって、人的資源に基づいたさらなる科学技術立国こそ目指すべきである日本にとって、
重点投資しないといけない必須の次世代基盤技術であり、また現状のレベルの高さから多大な効果が期
待できるものなのである。 
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量子情報技術 
 
スタンフォード大学 応用物理学科 電気工学科 教授 山本喜久 
１. 現状分析 
(1) 量子情報技術の発展の歴史 
 量子情報技術に関する研究が始まる直接的なきっかけとなったのは、1984 年の BB84 と呼ばれる量子
暗号プロトコルの発見と、1985 年のドイチェによる量子パラレリズムという着想である。今から 20 年ほど前
に、現在の量子情報技術の芽となるものが発見されたと言えよう。最初の 10 年ほどは目に見えるような研
究上の発展はなかったが、1994 年に Shor の因数分解のアルゴリズムが発見されて以降、爆発的に研究
人口が増大し、現在では盛んに研究されるようになっている。量子情報とは何かについてまとめたものが
図 1、量子情報分野の研究領域とそのキーテクノロジーを整理したのが図 2 である。 
 
図 1 量子情報研究の流れ 
 
図 2 量子情報の研究分野とキーテクノロジー 
量子と古典の違い 線形重ね合わせ状態 
量子情報とは何か 単一波動関数はコピーできない、測定できない 
量子粒子は相反する状態を同時に占有できる 
通信におけるセキュリティ (量子暗号) 
量子パラレリズム (量子計算) 
量子暗号 光源、検出器 
空間伝送、衛星通信、ファイバ伝送 
量子計測 周波数標準 (トラップイオン、冷却原子) 
量子リソグラフィー (非古典的光) 
量子中継 量子メモリ (光子 qubit ←→ 核スピン qubit) 
エンタングルメント・スワッピング、純粋化 
量子コンピュータ 大規模なシステム (10５～10６qubit)、核スピン、 
量子誤り訂正、Fault-Tolerant、クラスター状態 
量子シミュレーション 冷却原子 
量子ドット、不純物 
イオントラップ、冷却原子、電子スピン、 
光子、超伝導素子 
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(2) 国別の研究状況 
 研究者・研究室の数が圧倒的に多いのがアメリカで、様々な分野で網羅的な研究が行われている。そ
のため、ますます多くの研究者が集まり、各分野において強みを発揮している。 
 ヨーロッパでは、イギリス、オーストリアを中心に理論面での研究が強いほか、実験面に関しても、ドイツ
を中心に固体物理のほか、原子物理、光などの分野で研究が進んでいる。 
 日本でも、ここ 10 年で急速に研究が盛んになってきているものの、まだまだ研究者が少ない状態であり、
研究者の数では、PI クラスで 30 人、学生まで含めて 300 人という規模である。研究分野としては黎明期で
あり、量子情報の分野で教育を受け、研究をしてきた学生が博士号を取って卒業してくるのは二、三年後
と思われる。 
 理論面と実験面で比較すると、日本における研究は実験面の方が充実している。量子情報技術の中核
に関する研究は見られないものの、これまで長年培ってきた実験技術を量子情報の分野に応用し、既に
世界的に認知されている研究グループも存在する。特にナノサイエンスに強みを持つ実験分野の研究グ
ループがいくつかあり、5 年前くらいから量子情報技術の分野に参入し、世界的に非常に認知されるよう
になった強い研究グループがある。たとえば、東京大学における量子ドットの研究グループ、NEC におけ
る超伝導の研究グループなどが世界的にもトップを走っていると言える。 
 
(3) 量子情報技術の応用の現状 
 量子情報技術の研究は黎明期ではあるものの、量子暗号の分野では技術的な成熟度が高まってきつ
つある。アメリカ国内では、ワシントン、ボストン、デンバーにおいて、既に都市内の通信網を使った一種
の商用試験が始まっているなど、徐々に目に見える形での応用例が出つつある。 
 また、近年、量子情報を長距離に伝送するための量子中継技術に関する研究が注目を浴びている。量
子中継を支える基本的な考え方だけでなく、それを実現するためのハードウェアなどについても、非常に
興味深い提案が出はじめている。 
 
２. 発展シナリオ 
(1) 各分野における実用化の時期 
 量子情報技術の中の各分野は、実用化間近なものから、実用化には何十年もかかるものまで広く分布
しているといえる。図3に量子情報技術の研究分野を概観したものを示す。図3の横軸は技術を実現する
困難さを示し、技術が実用化されるまでの時間に対応している。縦軸は、システムの中で使用される量子
ビットの数を示し、システムの複雑さに対応する。 
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図 3 量子情報の研究分野 
 
 この図では縦軸に量子ビットのサイズを取っているものの、サイズだけでなく、制御に要求される技術の
難易度によっても実現の困難さは大きく変わってくる。つまり、物理的な量子ビットの数だけではなく、量
子ビットの制御の高度さというもう一つの軸が、実用レベルに達するまでの困難さに影響してくる。しかし
ながら、やはり横軸の困難さを解決していくことがやはり一番難しく、量子情報技術の発展には横軸方向
へのブレークスルーが不可欠である。 
 以下では、量子情報技術分野における各研究分野について、今後の発展シナリオを述べる。 
 
１）量子暗号 
 量子暗号は技術的にもっとも簡単で、システムの大きさも小さいために、最も実用に近い段階まで来て
いると言える。2010 年頃には、技術としての完成が見られるものと思われる。 
 
２）量子中継 
 量子暗号は、数十～百キロ程度距離が離れたところにある秘密鍵を元に、暗号通信を行うという技術で
あり、その距離を伸ばすために量子中継という技術が必要となる。多くの研究者が、2010 年ないし 2015
年を目処に量子中継技術が実用化されるという認識を持っている。 
 
３）量子計測 
 量子暗号技術と並んで、比較的近い時期に実現されると思われる分野に量子計測、周波数標準という
分野がある。現在の技術では、量子雑音による測定の限界があるが、量子雑音を人工的に制御すること
により、これまで計測できなかった領域の計測を可能にするものである。この分野は長く研究されているこ
困難さ 
現在 2015年 2030年 
  量子暗号
 量子計測 
量子中継
  量子認証 
 
  量子シミュレータ
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ともあり、非常に実用に近い領域であると言える。 
 また、量子リソグラフィと呼ばれる技術は、特殊な量子状態に制御した光を用いて露光を行うものである。
これまでのレーザー光を使ったリソグラフィでは、解像度が光の波長に制約されていたが、この限界を突
破できるとみられている。 
 
４）量子シミュレーション 
 量子コンピュータのシステムの規模を持つが、もう少し早期に実現できると言われているものに、量子シ
ミュレーターがある。生命現象や気象現象などのような複雑な現象や、高温超電導の発現のメカニズムな
どのような多体の物理系の問題は、現代のコンピュータで解くことができない複雑な問題とされている。こ
うした問題を取り扱うために、系が持っている特徴を制御しやすい別の物理系にマッピングして、その系
で実験を行うことにより現象を予測するのが量子シミュレーターである。量子シミュレーターは、量子コンピ
ュータと比較すると制御するべき対象が比較的少ないので、量子コンピュータに比べてより早期に実現で
きると考えられている。 
 
５）量子コンピュータ 
 量子コンピュータの研究は、現在数個の量子ビットを作るのに四苦八苦している段階である。そもそも現
在の状況としては、量子コンピュータを構成するデバイスとして、既存の計算機における真空管に対応す
る技術を探っている段階である。その観点から、10５～10６個の量子ビットで構成される意味のあるシステム
の実現時期に関しては、2030 年以降にならないと実用的なレベルには達しないと思われる。 
 
６）量子認証 
 量子認証は通信におけるセキュリティ問題を解決するものであり、たとえば電子投票のように投票する人
が投票権を持っているか否かを確認しながら、投票内容については原理的に知りようがない通信プロトコ
ルを構築できる。ただし、量子コンピュータが組み込まれた量子通信網が必要となるため、実現できるの
は量子コンピュータの実現後になるため、実用化されるのも 2050 年以降ではないかと思われる。 
 
(2) 量子技術分野の今後の発展 
 量子コンピュータに関しては、現状では遠い将来の量子情報技術の応用のキーとなるテクノロジーを研
究者が探している段階である。現在の情報処理技術の歴史の場合、真空管が発明されて、トランジスタ、
IC、LSI という一連の微細化の流れが存在するが、現在の量子情報技術に関しては、真空管に対応する
基本的な要素が確定していない状態である。量子コンピュータが実現できる前段階として、量子シミュレ
ーター、量子中継、量子計測という分野が考えられており、量子コンピュータのハードウェアを構成するデ
バイスがそれらの研究の中から生まれ、量子コンピュータを実現するためのブレイクスルーとなる可能性も
ある。 
 
 量子情報技術の研究領域に関していえば、量子コンピュータを実現するまでに、いくつか成果として得
られるものもあり、非常に高度な実験技術が要求されるということもあるため、他の分野にもいろいろな波
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及効果をもたらしていくものと思われる。また、学問としてのおもしろさもあり、この分野を志す若手研究者
も多く、量子情報技術に関しての分野全体としての安定感がある。そのため、順調にこれから発展してい
く分野だと考えられる。 
 他の研究領域の結果を利用するという観点では、量子技術分野はナノサイエンスやスピントロニクスの
研究分野と深く結びついている。これらの研究分野の成果のうち、素性のよいものや成功したものが、量
子情報技術分野に転用され、複雑なシステムの中に組み込まれていくという発展の流れをたどると思わ
れる。 
 現在の情報通信技術はレーザーの発明がもとになっているのだが、情報通信の分野でレーザーが必
要だから発明されたわけではなく、基礎科学の成果としてうまれたものである。レーザーが発明されたの
で、その先にある通信技術が発明されたという歴史をたどっている。これと比較すると、量子情報技術分
野でも、キーとなるテクノロジーが発見されることでブレイクスルーが起き、量子情報技術が大きく発展す
ることも考えられる。最も期待されているのは、デコヒーレンスに強い量子ゲートの発見である。様々な研
究が行われている中で、どれが本命になるのかは全く予測し得ない状況である。 
 
３. 日本のとるべきアクション 
 量子情報技術の分野は今後研究が発展していく分野であり、この分野の若手がどれだけ育っているか
が、日本における量子情報技術の研究力を決定する唯一の力だと言ってよい。国として総力を挙げて特
定の分野を後押しする際に、実際に研究を担当する人がいなければ、成功はありえないからである。 
 しかしながら、若手研究者を育成するには特別な仕掛けが必要となる。現状の日本の大学院の教育で
は、比較的古い研究分野を階層的に教えていくカリキュラムとなっているために、量子情報技術のように
先端的な分野について体系的に教育することは難しい。 
 日本では研究室ごとに学生の育成を行っているために、体系化された広い視野を持っている学生が育
ちにくく、また、10 年後、20 年後に国を支える人を育てるために、現在の研究の効率が下がっても今のう
ちに学生に勉強させておきたい、という発想は大学の研究室では出にくい。 
 このような教育は一つの大学の教育力の限界を超えている部分であり、大学や大学院の上に位置する
高等教育機関を設置することが必要である。その機関では、世界各国から最も先端的な研究を行ってい
る研究者を招聘し、各大学から選抜された学生をある一定の期間にわたって体系的に講義を行う場とす
る。ヨーロッパではデズ・シーやカルジェ、アメリカではアスペン、IPP という機関があるものの、日本にはこ
のような機関が存在しない。学問的な基礎の部分から最先端の知識まで、限られた時間の中で分野全体
を網羅して大事なところは完璧に理解してもらう必要がある。 
 その分野のことを体系的に勉強した学生が、勉強した内容をそれぞれの大学に持ち帰って、今度
は学生が自分の先生を教育することになる。そういうふうにして、大学の先生も学生から新しい知識
を取得して、研究体制がよりよくなる。そういう意味で、大学院生やポスドクの果たす役割は非常に大
きい。 
 このようなスクールを定期的に開催するには、施設を作り、スタッフを常駐させて、運営費を毎年確保し
ていかなければならない、という問題もある。これらの理由から、このような高等教育機関は、国が政策とし
て主導していくべきものであるし、国の制度としてオーソライズされた仕組みとすることが必要である。 
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 それに加えて、量子情報のような分野では、研究室の中に蓄積された知識と技術が必要となるため、一
握りの実験グループや理論グループに属するエリート集団と言われる人たちだけが研究できる分野となっ
ている。まず予算配分を限られたグループの中に集中してブレイクスルーを起こすことができれば、裾野
が広がる。こうした研究を支えて行くには、大学の教育・研究レベルの底上げを行う科研費方式の予算配
分ではなく、方向を策定し重点的にグループを支援していく必要がある。 
 現在は、研究のマネージメントがなされていないためにマスとしての力が発揮できていない。最先端で
世界に対抗できる研究を行うためには、まず突破し、裾野を広げ、日本全体としてマスとしての力を出して
いかなければならない。そのためには、国のプロジェクトとして方向性を決め、各研究室が連携して問題
に取り組む必要がある。明確に目標を打ち出し、研究者がそれに沿ったプロポーザルを出して、趣旨に
あったところに予算を割り当てる、などのマネージメントが必要になる。その意味では、現在求められてい
るのは、研究をマネージメントするプログラムマネージャーを強化していくことである。 
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情報通信環境 
 
東京大学大学院 情報学環 教授 坂村健 
 
1.現状分析 
(1)全般 
 コンピュータが発明されて 60 年近く経過、パーソナルコンピュータも誕生して 30 年近く経ち社会に定着
している。携帯電話は、ここ 10 年程度で超小型情報通信端末に変ぼうし、人々は常に持ち歩くようになっ
た。インターネットは 1991 年に民間に開放されて以来、一般の人々の日常に欠かせない存在となってい
る。 
 
(2)コンピュータ 
 マイクロプロセッサは 1971 年の誕生以来、半導体の集積度は 18 ヶ月で 2 倍の集積度になるというムー
アの法則に従って、集積度を増して性能を向上させてきた。 
 現在、高性能マイクロプロセッサは 7000 万から 2 億トランジスタの集積度であり、今年には 17 億トランジ
スタの製品*1 も出荷が予定されている。 クロック周波数は消費電力と熱の問題から足踏み気味だが
3GHz 台に達し、4GHz も見えてきている。 
 パーソナルコンピュータは、個人の計算のためには既に必要十分な性能に達し、おおかたの応用は出
尽くしている。デスクトップ型は前年比割れが 続くが、ノートブック型は 30%増加(平成 16 年の出荷台数、
JEITA 調べ)している。全般に小型化指向が続いている。 
 サーバーは、Unix サーバーが 7%増(平成 16 年度前半期の出荷台数、JEITA 調べ)、IA サーバーが 10% 
増。ブレードサーバーと言われる超小型 薄型サーバーが伸びており、ここでも小型化の傾向がある。 
 
(3)インターネット 
 我が国はブロードバンドネットワークが他国に先駆けて普及しており、低価格で提供されている。平成16
年 9 月現在、ADSL が 1280 万件、CATV が 279 万件、そして、FTTH が 203 万件に達している(総務省
調べ)。FTTHは3ヶ月前に比べて15%増で、伸びが著しく、ブロードバンドネットワークの主流になると見ら
れているが、全国的にみると普及の格差が大きい。 
 インターネット上では、ウィルス、ワームなどソフトウェアの脆弱性を利用して迷惑行為を行うプログラム、
スパムメールといった不特定多数向けの大量メール送信などが日常化しており、フィッシングと呼ばれる
正規サイトにみせかけたニセサイトに利用者をおびきよせて口座情報などを不正取得する行為も蔓延が
警戒されている。セキュリティの強化が望まれているが、決定的な解決法が見当たらない。 
 
(4)ユビキタス・コンピューティング 
 現在、ユピキタス・コンピューティング重要な要素技術である無線 IC タグ、無線センサーネットワーク、 
位置情報タグは、性能向上、コスト低下が望まれている。一部業種で利用が始まっているが、本格的利用
はこれからである。 
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 要素技術を統合して、総合的なユビキタス・コンピューティング環境を構築する汎用的なソフトウェアはま
だこれからである。 
 
(5)情報アクセスとペーパーレス・オフィス 
 1TB(テラバイト)のストレージ装置が 10 万円以下入手できるようになり、情報を蓄えるコストは劇的に安く
なっているが、大量の情報の中から自分が求めている情報を見い出すのが困難になりつつある。 
 コンピュータの導入によりオフィスにおける紙の使用は劇的に減ると思われたが、実際には増加してきた。
WWWの導入により、画面の確認で 済むことが増えたが、見やすさや最終的な確認などでまだ紙が必要
とされる。 
 
2.今後 10～30 年の発展シナリオ 
(1)半導体の微細化 
 2010 年から 2015 年の間にマイクロプロセッサの集積度は 100 億トランジスタを超えているが、2015 年に
はムーアの法則に象徴される半導体の微細化に伴う単位面積当たりの集積度の向上は技術的に限界が
見えてくる。 
 
(2)コンピュータ 
 2015 年にはパーソナルコンピュータはより多様化している。1 万円を割る電子文房具マシンから、100 万
円近くする現在のスーパーコンピュータの性能を持つシミュレーションマシンまで。総じて小型化し、リユ
ース・リサイクル性が向上。 
 2015 年にはサーバーは信頼性が著しく高くなり、クラッシュしても短時間で自動回復し、データは失わ
れない。またハードウェアや OS が更新されてもデータやソフトウェアがそのまま引き継がれる世代交代の
枠組みが確立している。 
 2015 年には、ユビキタス・コンピューティング環境向けのコンピュータは、常時動作しながらも普段は待
機電力並みの極めて小さな消費電力で動作し、計算負荷に応じて電力を増減する。10 年以上、30 年か
ら 50 年に渡る長寿命化。 
 
(3)情報通信端末、電話/携帯電話 
 2015 年には、携帯電話は非常時や緊急時にも通話を含めた通信が可能になる。 
 2015 年には、電話/携帯電話/テレビ電話は必要な時に電話をかけるのでなく、相手と常に接続された
通信が一般になり、相手が常に側にいるのに近くなる。 
 端末自体は小型化、高性能化と共に多様化が進み、2015 年には指先大のシンプル端末から手のひら
大の超高性能端末まで利用者の必要に応じて適材適所で利用される。 
 
(4)通信ネットワーク 
 2015年にはインターネットの延長戦上にあるベストエフォート型でない、確実に相手に時間内に届く、新
しいギャランティー型の通信ネットワークが台頭している。 
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 2015 年には FTTH、DSL、無線などさまざまな手段により日本のほぼ全土でブロードバンド・サービスが
利用できる。 
 
(5)ユビキタス・コンピューティング 
1)ユビキタス・コンピューティング技術  
 2010 年には、無線 IC タグが商品に付くのが一般化する。2015 年には無線 IC タグはあらゆる分野に普
及し、多くの モノをコンピュータが認識できるようになっている。モノにももれなく無線 IC タグが付き必要
に応じて無線 IC タグリーダーを置けば家の何がどの部屋ににあるかすぐわかる。冷蔵庫や押し入れの中
に何があるかもわかる。  
 アクティブ型無線 IC タグはパッシブ型無線 IC タグに比べて微弱な電磁波で遠距離通信ができるが、電
源が必要である。 2015 年にはこの問題になんらかの解答が見つかり台頭してくる可能性がある。 
 2010 年には無線センサーネットワークの市場が確立し、2015 年には社会の様々な場面に入り込む。 
 2010 年には、2 次元空間を 10cm 以内の精度で、リアルタイムに位置を特定できる位置情報タグが一般
に利用される。会社や家でさまざまなモノの位置を常に把握できるようになる。2015 年には、アクティブ型
無線 IC タグ、位置情報タグ、無線センサーネットワークノードの機能を持つ複合タグが一般に利用され
る。 
 また 2015 年には 3 次元空間を 1cm 以内の精度でリアルタイムに位置を特定できる位置情報タグが一般
に利用される。  
 2030 年には無線センサーネットワークもしくは複合タグが、社会インフラとして欠かせなくなっている。 
 2015 年には、各種センサーの情報を総合して、実空間の状況を理解し見守るソフトウェアが一般化して
いる。  
 2015 年には、ユビキタス・コンピューティング環境と通信するための情報端末は携帯電話や PDA の機能
を備え、RFID/パーコードリーダ機能、生体認証機能・各種近接無線通信機能などを標準で持ち手のひ
らに納まるようになっており、万能リモコン/通信機として普及している。 
 
2)ユビキタス・コンピューティング環境 
 2015 年にはオフィスビルはもちろん、一般の家庭がセキュリティや省エネルギーのためにインテリジェン
ト化している。1000 個のワイヤレス・センサー・ネットワークノードが家の中を見守っている。冷暖房や照明
など家中の機器は、センサーにより、きめ細かい制御が行われ、必要最低限のエネルギーで快適を保つ
ように稼動している。家電製品も常に動作状況や電力消費がモニターされ、異常な徴候があれば、製造
元に自動的に連絡が行く。  
 2015 年には家が人の健康状態を見守り、異常事態が起きれば緊急連絡などを自動的に行うことが可能
になる。高齢者や健康に不安のある人に対しては 脈拍、血圧などの超小型身体情報センサーを身に付
けてもらい、常時健康状態を見守る。 
 2030 年には火災、地震、水害、盗難等あらゆる緊急事態を判断し、避難誘導、通報などをビルや家自
身が判断して自律的に行動するようになる。 
 2030年には家やビルなどのすべての建材に無線ICタグが内蔵され、疲労や劣化を監視し、廃棄時のリ
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サイクルや分別にも対応する。  
 2015 年には主要な街に、場所情報を発信する赤外線や電波によるマーカ、無線タグ付き点字ブロック
が整備され、歩行者や視覚障害者が見知らぬ場所に行っても不自由なく移動できる支援システムのイン
フラが整備される。マーカは場所情報だけでなく、観光ガイドや緊急警報など関連した情報も発信する。 
 2030 年には日本全国のあらゆる地点にきめ細かくセンサーが設置され、地震、火事、風水害、津波、積
雪などの悪環境下や災害時/緊急時/非常時に的確な情報が提供される。 
  
(6)ヒューマンインタフェース 
 2015 年には、さまざまな情報機器/電子機器で利用者はコマンドインターフェース、グラフィカルインタ
－フェース、 音声インタ－フェース、実世界指向インターフェースなどさまざまなユーザインタフェースか
ら適宜、好みの方式が 選べるようになっている。障害者や高齢者でも自分に合ったユーザインタフェー
スを利用できるようになる。 
 また、使っているうちに利用者の意図と操作ミスなどを推測してより使いやすく進化する「アダプティブ・
インターフェース」 にも可能性がある。 
 体内に電子機器を埋め込んでコンピュータとインタフェースを取る手法は、障害者向けなどに真に求め
られている需要から 2015 年までには始まる。普及によっては、新しもの好きのファッションとなる可能性も
ある。 
 脳・神経インタフェースの研究が十分発達すれば、2020 年には、聴覚神経に音声情報を送り込み、発
話せずにコンピュータに 音声を送れる可能性、2030 年には視神経に映像を直接投影したり、視神経信
号をコンピュータに送れる可能性がある。 
 
(7)情報のアクセスと保存 
 2015 年にはさまざまな情報ストレージを統合化した大量の情報の保存とアクセスや検索が一般化し、情
報をどこにしまったかを心配する必要がなくなる。また、書籍や文書などの紙の上の情報であろうとコンピ
ュータ上の電子情報であろうとシームレスに区別なく検索、アクセスできるインフラが整う。 
 2030 年には 100 年、1000 年単位のデジタル情報保存、受け継ぎ、検索の技術が確立している。また
2030 年には一生を記録できる 情報ストレージが入手可能になっている。 
 
(8)自動翻訳 
 2015 年には日本語-英語間の文書の自動翻訳が日常、専門分野ともほぼ問題がない精度に達する。
日常会話程度なら相互同時翻訳にも利用されている。 
 2030 年には、一般の会話が外国語と同時翻訳可能になり、ごく普通に使われるようになる。 
 
(9)コンピュータ・セキュリティ 
 2015 年までには量子計算が実用になっておらず、暗号を用いたセキュリティ方式は安全性が保たれて
いる。但し、コンピュータの計算能力が 高まるので、暗号の大幅な強化が必要。 
 ネットワークセキュリティは、さらに環境が悪化すれば、2015年には利用者レベルでなくISP(インターネッ
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ト・サービス・ プロバイダー)のレベルでセキュリティを保つのが主流になっている可能性がある。セキュリ
ティを第一に、自由度を制限したネットワ－クサービスも出てくるだろう。 
 個々のセキュリティ方式は 2015 年には日常のさまざまな分野で複数の方式を利用したアダプティブな
方式になっている。 例えば、本人認証方式としては、現時点では知識認証、所有物認証、生体認証(*2)
などが知られているが、その時点で得られている技術のうち、好みや必要に応じて複数の方式が用いら
れるようになる。 
 
 (10)ディスプレイ関連技術 
 2015 年にはより多様なディスプレイが実用になっており、紙と変わらないペーパーライクディスプレイ、
眼鏡型ディスプレイ、 フレキシブルな素材による巻き物型ディスプレイや折り畳み可能ディスプレイ、さま
ざまなモノに投射して表示するマイクロプロジェクションディスプレイが使われている。 
 2015 年には、ディスプレイ技術の発達で紙無しでも同等以上の使いやすさと効率が電子メディアにより
実現できる。 
 
(11)モバイル/ユビキタス機器向け電源技術 
 情報通信機器はいくら低消費電力化しても高性能の電源は欠かせない。2015 年には極超低消費電力
技術と高性能 2 次電池に加え、大容量キャパシター、燃料電池、新世代太陽電池などが適宜組み合わさ
れて利用されるようになり、自然の振動や人体の歩行・運動を利用した代替微少電力発電技術の採用も
見られるかも知れない。 
 
(12)異常時への対処 
 2015 年にはユビキタス技術など社会インフラがあまねく電子化するにつれ、高信頼性はもちろんのこと
災害や異常事態に強いシステムが求められる。また大規模停電や電磁波妨害等何らかの原因で電子機
器が全面的に利用不能になった時に最低限の社会インフラが維持できるような対処方法に注目が集ま
る。 
 
 
3.日本の取るべきアクション 
 
 情報通信技術は既に成熟しており、これからの方向性は 10～20 年のスパンでは、さらなる超小型化、
実空間への進出である。その意味で実世界とのつながりが強いユビキタス・コンピューティング技術にお
いて、要素技術からシステムソフトウェアまで総合的に主導権をとることが望ましい。日本の研究開発力は
総じて要素技術、小型化、経験から得られる改良において強さを発するが、総合的にシステムの枠組み
を決め、技術全体を牽引する力に欠ける。日本の取るべき方向性は以下の通りである。 
 
 1)インフラストラクチャの部分で主導権を 
  新しい技術が実用化されたときにインフラストラクチャの部分で主導権がとる必要がある。日本の研究
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開発能力は、純粋なソフトウェアでは必ずしも強くないが、実世界とのつながりが強くなると力を発する
傾向にある。ユビキタス・コンピューティングではコンピュータの仮想世界と実世界との連携が主目的な
ので、要所要所で主導権は取りやすくなっている。 
 
 2)諸外国と協調体制を確保する。 
新しい技術は、多くの国々で支持された方式が普及する。 
    諸外国と協調体制を確保し、多くの国々の支持を集めると共に譲れるところは譲るべき。 
  あらゆる情報を少なくとも英語で発信し続けることも欠かせない。 
  標準化活動も重要で、委員会をひっぱっていく積極的な人材が必要。 
  そのためには、諸外国を説得できる人を多く育成することが求められている。 
 
 3)研究開発から実用化への道 
  我が国では多くの研究開発が実用化されずに埋もれてしまう。研究資金の獲得条件として基礎研究
においては当初から応用を意識し、応用研究は実用化を念頭におくように促す必要がある。研究開発
を行った研究者自らが直接実用化に取り組むと真剣さはやはり違う。研究者自らによる研究実用化を
優遇する施策も有効であろう。 
 
*1 Intel Montecito Itanium2 アーキテクチャでデュアルコア。17 億トランジスタとされる。 
 
*2 知識認証、所有物認証、生体認証をさらに細かく分類すれば、 
    ・知識認証 
     ・パスワード方式 
      ・数字や文字がキーの方式 
      ・図形、ロゴ/スタイルがキーの方式 
     ・質問方式 
      ・母方の名字、好みの食べ物など本人のみ連想しやすい言葉をキーに 
       して問いかけに答える方式。キ－となる項目は変更可能。 
      ・示された数字に対し、アルゴリズムをキーに計算して答える方式 
   ・所有物認証 
     ・IC カード、ワンタイムパスワードパッドなどの利用 
   ・生体認証 
     ・生体的特徴(指紋、網膜、虹彩、顔、掌形、血管、遺伝子) 
      ・習慣的特徴(サイン/筆跡、声紋、キーストローク、圧力、歩行等のパターン) 
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情報通信環境 
 
(株)東芝研究開発センター ﾋｭｰﾏﾝｾﾝﾄﾘｯｸﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ 研究主幹 土井美和子 
 
１．現状分析 
20 世紀の特徴は、コンピュータとインターネットの登場、さらにそれに続くコンピュータのダウンサイジ
ングとインターネットのブロードバンド化にある。インタフェース的には、その技術進化により、ヒトとヒトがPC 
あるいは携帯電話とネットワークを介して、情報空間上で密にコミュニケーション可能となったことが、20 
世紀の特徴である。 
それに対し、21 世紀は、巷でいわれているようにユビキタスネットワークの時代である。ユビキタスネット
ワーク時代は、モノについている2 次元タグ、あるいは、IC タグなどにより、実空間と情報空間とが融合し
たことに大きな特徴がある。これにより、ヒトとヒトのコミュニケーションの他に、ヒトとモノ、モノとモノのコミュ
ニケーションが情報空間と実空間の双方をつないで行われるようになったことが、大きな変化である。 
今後の情報通信の発展を展望するのに、20 世紀の特徴であるCPU の高速化、記録媒体などの周辺
機器のダウンサイジングなどに注目する方法もあるが、ここでは、21 世紀の特徴である実空間と情報空
間との間の情報交換という点に注目したい。 
1954 年にコンピュータが登場したときに、実空間（atom）に対して、bit だけで構成される情報空間が
始めて誕生した。その情報空間に対してのアクセスは、メインフレームコンピュータから行っていた。メイン
フレームコンピュータという情報空間への入り口を、タイムシェアリングで、複数人で共有して使っていた
訳である。 
それが、1980 年代以降、ワークステーション（WS）やパーソナルコンピュータ（PC）の登場により、ひとり
ひとりが情報空間への入り口を所有することが可能となった。特に日本人にとっては、1978 年に日本語
ワープロが登場し、情報空間でも日本語をbit として扱えるようになったことの意義は大きい。 
さらに、1999 年からは携帯電話からインターネットにアクセスできるようになり、どこでも誰でもいつでも
（anytime, anywhere, anybody）が情報空間にアクセスできるユビキタスネットワーク社会へと進展してきた。
ユビキタスネットワーク社会では鉄道などのプリペイドカードに使われているIC タグやRF（Radio 
Frequency）ID タグなどのセンサ群がある。これらは、ユーザが意識せずに使っているが、ヒトやモノの位
置などの実空間での情報を情報空間に入力するものであり、その点では、ここでは、PC や携帯電話など
と同様に、実空間と情報空間とを結ぶゲートと位置づける。 
この間の進展を、実空間と情報空間との間を結ぶ1 人あたりのゲート数の変遷としてまとめてみると図１
のようになる（縦軸の1 人あたりのゲート数はオーダーとみていただきたい）。メインフレームコンピュータ
時代は1 台のゲートを数十人以上で使っていたので、1 人あたりのゲート数は1/100 台。これがWS や
PC の普及により、1 人あたりのゲート数が、1 台となる。さらに現在では、PC やPDA の他に、携帯電話、
IC カードなどももっており、1 人あたりのゲート数は10 台のオーダーになっている。 
さらにこの1 人あたりのゲート数変遷をそのまま延長すると、2020 年には、1 人あたりのゲート数は
1000 台のオーダーとなる。 
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２．発展シナリオ 
（１）ユビキタスネットワークから IT アクチュエーションへ 
第 1 章で情報空間と実空間とのつながりについて触れたが、このつながりは、過去 20-30 年の研究開
発を経た IT 技術の成果が花開くことにより、実現したものである。その結果として、インターネットや携帯
電話、光ファイバなどの多くの IT 技術が、ライフラインとして市場経済を支えている。 
例 え ば 、 イ ン タ ー ネ ッ ト の 始 ま り は 、 1961 年 の パ ケ ッ ト 交 換 方 式 の 研 究 と 言 わ れ て い る
（http://www.asahi-net.or.jp/~ax2s-kmtn/ref/i_history.html）。1969 年に米国内 4 箇所の大学と研究機
関を接続した ARPANET （ARPA: Advanced Research Projects Agency）が開通した。インターネットの通
信プロトコルである TCP/IP (Transmission Control Protocol/Internet Protocol)が開発されたのが 1974 年、
ハイパーテキストの記述形式である HTML(Hypertext Markup Language) やそれを伝送するためのプロト
コル HTTP(Hypertext Transfer Protocol)が発表されたのが 1991 年である。同様に携帯電話は 1955 年
の自動車電話にまでさかのぼり、光ファイバは 1962 年の半導体レーザの発明にまで遡る。 
それでは、これからの 20-30 年後はどのように展開していくのであろうか？ 
従来が実空間から情報空間に情報が流れこんだが、次の世代はそれが逆転すると筆者は推測してい
る。つまり、実空間から情報空間に情報が流れこむ「ユビキタスネットワーク」から、情報空間から実空間に
情報が流れ、働きかける「IT アクチュエーション」に進化すると予想する。以下、本節では、なぜ「IT アク
チュエーション」なのかを説明する。 
第 1 章で述べ、第 1 図でも示したように、IT 技術により、実空間と情報空間との間がつながった。最
初はオフィスの電子化ということで、ワープロなどの導入により、意図的に情報が電子化され、情報空間に
流れこんだ。さらに、インターネットで、ゲート同士がつながることで、情報空間を介して、実空間にいる人
間同士が、メール、掲示板、あるいは Blog などの形で、情報をやり取りすることで、膨大な情報が、情報
空間に蓄積されたインターネットの普及の他に、この情報空間への情報流入と蓄積をエンハンスしたもの
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に、ハードディスク（HD）や DVD に代表される蓄積メディアの進化と、ユビキタスネットワークの進展があ
る。 
図 2 は、光産業技術振興協会による日本国内での個人コンテンツ蓄積量である。2020 年には、国内
だけで 1.86Z（10 の 21 乗）バイトとなる。つまり、実空間と情報空間がつながり、実空間から情報空間に
情報が流入することにより、蓄積される情報は2020 年には1.86ZB、現在の200 倍の情報量となると予想
されているわけである。経済産業研究所の予測（http://www.rieti.go.jp/it-pdf/pdf6.html?page=page4）で
は、2010 年における全世界のデータ量 170EB であるとなっているが、これに対して、本予測では、日本
国内のみで 2010 年は 160EB である。 
ここではどちらの予測が正しいかどうかを議論するのではなく、それだけ、個人が蓄積する情報が急増
することに着目して議論したい。 
情報が急増し、情報蓄積が進めば、その情報は情報空間から実空間にあふれ出す。実空間から情報
空間への一方的に情報が流れていたのが、情報空間から実空間への情報が流れるようになる。つまり、
実空間から情報空間に情報が流れ、情報空間に蓄積された情報が構造化され、実空間に流れるようにな
る（図 3）。この情報空間での構造化と情報空間から実空間への情報流が IT アクチュエーションである。 
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（２）IT アクチュエーション実現のための知の蓄積と構造化 
IT アクチュエーションを実現するためには、情報空間から、実空間にどのような情報流を作ればよいの
であろうか？ 
従来の情報利用がどのようになっているかをまとめてみると、図 4 のようになる。最初の情報利用として
は、例えば、オフィスで使われたワープロがある。ワープロでは、国語辞書や文法書などの実空間に構造
化された情報があった。これらの構造化された情報を、単語辞書、あるいは単語間の結合の文法として、
電子化することで、ワープロが成立した。その際、同音異義語を処理できるように、最頻出の単語を最初
に表示するという操作を導入したことにより、実空間と情報空間を上手に結びつけることができ、ワープロ
の使用が可能となった。これが 1978 年である。 
次には、組版などの編集作業を、ディスプレイ上で行えるようにしたことで、WYSIWYG（What you see is 
what you get）、つまり、印刷イメージと同じ内容を、情報空間上で扱うことを可能とした。 
さらに、発電所などの現場についても、オブジェクトを CG データとして、仕様書や説明書などにもとづ
き、オブジェクト間の物理的な構造、オブジェクトに対して物理的に操作したときの動作（開のボタンを押
したときに、対応するバルブを開くといった）を、知識として、情報空間内に構造化した。それを、使うこと
で、発電所などの巨大システムの、ビジュアルなシミュレーション（Virtual Reality）が可能となったわけであ
る。 
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これまでは、ワープロのようにオフィス、VR のように現場を対象として、すでに実空間にあった構造化さ
れた情報を、そのまま情報空間にもちこむことで、実空間での利用を可能としてきたわけである。 
今後は、情報家電やユビキタスネットワークなど、家庭や街が対象である。家庭や街では、オフィスにあ
ったような辞書や文法書、現場にあった仕様書や指示書などようのような構造化された情報が存在してい
ない。 
図 2 の予測では、従来の情報の蓄積だけをもとにしているが、実際に RFID タグや IC タグなどのいわ
ゆるユビキタスネットワークやセンサネットワークなどが発達してきている。これらのセンサが、毎秒 10 バイ
トずつ出力したとしても例えば、1 億個が 1 日稼動したとすると、それだけで 86TB（CD で 13 万枚）とな
る。1 年間で、31.4PB となる。 
これだけの情報が、構造化されることなく、そのままで情報空間に蓄積されていくわけである。そのまま
では、実空間に対し、役立てることは難しい。IT アクチュエーションを実現するには、ユビキタスネットワー
クやセンサネットワークなどにより、情報空間に蓄積される情報を、実空間で使えるように構造化していか
ねばならない。具体的には、 
・データマイニング技術 
・知識獲得技術、自己学習技術 
・状況理解技術、意図理解技術 
・処理タスクの優先度判断（複数要求の順次処理） 
・情報ドメインと制御ドメインのプロトコル変換 
・センシング情報の規格化 
が必要となる。 
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（３）IT アクチュエーションの手足 
情報空間でのbit を実空間のatom に変換して、働きかけるためには、実際の手足が必要となる。手足
として、期待が高まっているのが、ロボットである。現在のロボット技術は二足歩行などの技術開発が中心
になっているが、必ずしも、人間と同様の形態をしている必要はない。 
例えば、最近、ブラジルのハイテクマンションで、各階が自在に 360 度回転して、自分の好きなパノラ
マを満喫できるというものができた（http://www.cnn.co.jp/fringe/CNN200412180014.html）が、このように
制御できる建造物も IT アクチュエーションの手足の一つである。 
あるいは、疲れたときに、呼び出して自由に乗り降りができるような on demand の車椅子やスクーターな
どの歩行支援技術も IT アクチュエーションの手足の一つである。 
このような IT アクチュエーションの手足が、実空間で、安全な稼動を保障する技術も必要不可欠であ
る。 
また、 
具体的な以下の技術がある。 
 
・物理的に現実世界に働きかけられる手段 
‐ ロボット技術 
‐ 歩行支援技術 
‐ 装着型アクチュエータ技術 
（人間の動作を補助する） 
・現実世界の安心・安全・快適の保障技術 
- 安心・安全・快適を最優先したアクションプランの実行 
‐ 動作指示と現実社会が矛盾したときの対応 
・人間の要求に応える検索技術 
‐ オンタイムな情報提示技術 
（直近の表示盤にアクション依頼を表示） 
‐ あいまいな要求にも対応できる高度な検索技術 
 
（４）IT アクチュエーションを支えるインフラストラクチャ 
IT アクチュエーションを進めていくためには、環境に配慮しつつ、実空間から情報空間への情報流、
情報空間から実空間への情報流の流れをさらに高度化する必要がある。特に、プライバシー保護、セキ
ュリティ管理の観点から情報空間にはいる時点で匿名化することが必要である。そのために、画像撮像時
に目を認識し、自動的にモザイクをかけるような画像処理認識技術を持ったカメラや、音声認識機能を有
することで個人特定ができないようにするマイクロフォンなどの匿名化機能を備えた高度なセンシング技
術が必要となる。 
 
具体的には、以下の技術が必要である。 
・情報匿名化技術 
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‐ モザイク機能を持ったカメラ（イメージセンサ） 
‐ 音声認識機能を持ったマイクロフォン 
・高いセンシング能力をもった自律型センサ 
‐ 電源の装備、電力供給方法 
‐ 高速起動、停止可能なアーキテクチャ 
・社会インフラへのセンサの高密度配置 
‐ 生体センサ、ユビキタスカメラ 
‐ 膨大なセンサデータ流通に耐えるネットワーク 
・デバイス機能インテグレーション 
‐ 新素材や複合機能素子により超小型化、低消費電力化などを実現 
・人とデバイスのインテグレーション 
‐ 人体や生活活動を利用した発電、アンテナ 
‐ 非侵襲、低侵襲のヒューマンセンシング 
・それらを高性能、低消費電力で軽量に実現する LSI 技術、実装技術 
 
（５）IT アクチュエーション実現のロードマップ 
以上の技術を、ロードマップとしてまとめると図 5 のようになる。 
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３．日本のとるべきアクション 
（１）IT アクチュエーションに向けた情報通信アーキテクチャ再構築 
インターネットは実空間から情報空間への情報流を起こした。これが IT バブルをもたらし、現在の情報
通信アーキテクチャとなった。これに対し、IT アクチュエーションでは、実空間から情報空間への情報流
に加え、情報空間での知の構造化と情報空間から実空間への情報流が必要となる。そのためには、プラ
イバシー保護と、セキュリティ管理を厳しく行い、情報を匿名化して構造化を行い、さらにその結果を実空
間に対し、アクチュエートする新たな情報通信アーキテクチャが必要となる。 
特に、実空間に働きかけるときには、救命やロボット制御などの観点からベストエフォートでない 1/1000 
秒単位での、厳しい通信制御が要求される。つまり、従来のベストエフォートの通信と厳しい通信品質の
双方が並存した通信アーキテクチャが必要である。 
また、図 3 にも表われているように、実空間から情報空間を介して、実空間に働きけるわけで、end to 
end での通信品質が要求されるわけで、そのようなサービス提供を行えるよう、情報通信アーキテクチャ
全体を、見直す必要がある。 
 
（２）IT アクチュエーション実現のための基盤研究と人材育成への重点配分 
第 2 章の冒頭で述べたように、過去 20-30 年間の研究開発の蓄積により、現在ライフラインとなってい
る IT 技術の実用化がある。今後の 20-30 年後に、日本が IT 立国として、現在と同等の技術力を保持
することを望むならば、20-30 年間というタイムラグに十分、留意する必要がある。特に、最近の成果主義
シフトの予算配分では、短期間で成果が現れにくい次世代を支える基盤技術が、評価されにくくなってい
る。現状の成果主義偏重の短期的成果を求める予算配分では、30 年後と言わず、5 年後に中国、イン
ドなどの後塵を拝す恐れがある。もちろん、真に有用な基盤研究と研究者の個人的な嗜好研究とを見分
ける有識者による選択が必須であることはいうまでもない。 
さらに、第 2 章で述べた IT アクチュエーションを実現していくためには、研究者のみでなく、ユーザの
ニーズを反映しサービスやコンテンツ産業、それらを支えるネットワークやソフトウェア産業を支える技術
者が必須である。日本の人口が多いとはいえ、中国やインドの比ではない。単純なネットワーク技術者や
ソフトウェア技術者を育成するのではなく、プロジェクトマネジャやシステムアーキテクトなど、リーダーとな
る精鋭技術者を育成すべきである。 
 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 504
低エミッション型都市 
 
国際連合大学 副学長 安井至 
 
 低エミッション型都市とは、都市からの排出が引き起こす環境面での問題が十分に対処された都市を意
味する。しかし、短期的に見れば排出が中心課題ではあるが、長期的な観点からは、排出に対する配慮
だけが行われるのでは十分ではなく、都市が使用する物質、空間、などの資源、すなわち、入力側への
配慮がなされた都市でなければならない。 
 
１．現状分析 
 都市の発展段階が、通常の環境の発展段階とそれほど違う訳ではない。ただし、都市およびその周辺
地域には、都市全体が依存しうるほどの森林資源が無いから、最初から、化石燃料の利用が前提となると
いうことがやや違うだけである。すなわち、通常の環境の発展は、森林資源の利用や農業の活用が最初
の段階であるが、都市の場合には、次の段階である衛生状態の改善や環境汚染からの離脱が、対処す
べき最初の段階となる。 
 １８世紀中期、ロンドンでは食品廃棄物・人間の排泄物による汚染がひどく、同時に石炭暖房による汚
染の状態も最悪であった。そして、大気汚染は、１９世紀に向けてさらに深刻な状況に向かった。この段
階からの離脱が低エミッション都市への第一段階であった。 
 現在でも、発展途上国の都市の周辺には、廃棄物の集積地といえば聞こえは良いが、ゴミの山が存在
している場合がある。この段階を焼却処理などの方法論によってクリアーすると、次の段階が、循環型社
会を標語としている現在の日本の段階である。しかし、後述のように、循環はそれなりの解決を与えるが、
それが完全な解ではない。なぜなら、低エミッション都市における最大の戦いの相手は、エントロピーの増
大であり、それは排熱の増大によるものが大部分だと考えて良く、循環は、エントロピーの増大には、さほ
どの効用を示さないのが普通だからである。 
 都市の環境問題の最大の特徴が、地球レベルの環境問題の最終形である排熱の問題が、すでに現象
として現れていることである。都市には大量の熱源が存在し、さらに、都市の構造の変化が太陽エネルギ
ーを効率的に吸収する機能を与えてしまったためであり、ヒートアイランド現象として問題が認識されてい
る。もしもヒートアイランドを解決することができれば、そして、その解決法が地球レベルで適用可能である
とするのなら、我々は、地球レベルの問題を解決することができる可能性がある。それを可能にする技術
的な検討については後述する。 
 もう一つ、都市に固有と言う訳ではないが、問題を提示しておきたい。それは、社会的な受容性である。
いくら技術が進展したとしても、技術が解決できる問題には限界がある。現在の経済社会には二種類の
大きな危険性が潜在的に存在している。すなわち、一つが「地球の限界の無視」であり、もう一つが、「技
術の限界の無視」である。経済的問題を取り扱うすべての関係者がこれら二種類の限界を基本的な境界
条件として取り入れない限り、根本的な解決に至るとは思えない。 今後、低エミッション都市が実現して
いくには、このような状況をいち早く脱却し、都市に住むすべての人々の理解が進むことが必要不可欠で
ある。 
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 これまで人類は、定住型農耕社会の構築、産業革命、と二つの革命を成し遂げ、豊かさを実現してきた。
しかし、現在先進国が最終的に目指すべき方向は、「物質・エネルギー消費からの離脱」という方向であ
ることは明らかで、言わば第三の革命とでも呼ぶべき方向性である。この第三の革命が進行するかどうか、
低エミッション都市が実現できるかどうかに掛かっている。 
 
２．発展シナリオ 
 
（１）シナリオを決める境界条件 
 低エミッション都市の未来を考察する際、必要不可欠な境界条件には、次の二種類がある。 
 一つは、地球の能力に関する限界であり、もう一つは、都市というものの空間的な境界条件の設定であ
る。 
地球の能力の限界には、地下資源の供給限界と、もう一つ、生態系の再生能力の限界がある。この地
球の能力と競うのが、人間活動の規模である。これは、（一人あたりの活動量）×（人口）と定義できる。 
二種の境界条件は、相互に関連性がある。一つの知的な挑戦として、都市を完全閉鎖空間として考え
ることも有り得るが、現実的には、化石燃料の供給、食糧の供給、という二種類の入力を許容しないかぎり、
都市の中での人々は生存できない。入力側を考えることは、余り意味が無いようにも思える。そこで、低エ
ミッション都市というものを考慮する意味が出てくる。すなわち、排出側は厳格に制御して、周辺地域にお
ける廃棄物の処理処分は最小限とすることである。しかし、少々考察すれば、このような境界条件の設定
には余り意味が無いことが分かる。すなわち、廃棄物の処理処分に関しても、焼却という方法論をとる限り、
二酸化炭素という廃棄物が都市外に出てしまう。 
 そこで、むしろエネルギーとその他の物質の入力側をきつく制限し、その結果として、低エミッションにす
る方法論がより本質的な方法論であると考えられる。 
 
（２）バックキャスト型シナリオ 
 未来の境界条件を先に定めるバックキャスト型の方法論を採用する。具体的には、現時点を基準とした
とき、エネルギー消費量、材料使用量が、２０５０年には、それぞれ１／２、１／４になるものとし、廃棄物の
発生については、１／８を目指すこととする。二酸化炭素の発生抑制については、処理処分技術の導入
による削減を含めない。 
このゴールに直線的に近づくシナリオを作成することは、実のところ現実的ではない。なぜならば、現時
点でも、都市内でのエネルギー消費量は増加しているものと考えられるからである。そこで、２０１０年まで
は現状のエネルギー・物質消費の若干の増加を許容し、２０１５年から２０５０年の目標値に向かって、エネ
ルギー消費と材料使用量が直線的に低下していく道筋を考察の前提とする。 
 本来、このようなシナリオは、人口の増減によって大きな影響を受ける。しかし、ここでは、人口の増減に
ついての議論を避けるために、一人あたりのエネルギー消費量、材料使用量を上述の目標値とすること
を前提とする。２０５０年には、日本の人口は現在から２０％以上減少しているものと思われるので、もしも
総量で比較すると、達成率はその分高いことになる。 
図１に一人あたりの負荷量が、２０５０年の最終目標にどのように接近するか、その状況を示す。 
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図１ 低エミッション都市を考察する際の境界条件となるマクロ量 
 
 
３．考察すべき事象 
 第三の革命とも言えるこの手の変革は、簡単にはなしえない。技術、政策、理解の三位一体の努力によ
ってのみ、実現が可能であろう。すなわち、低エミッション都市を実現するためには、主として、３種類の異
なった領域での努力が必要となるだろう。 
（１）技術的な開発の推進 
（２）積極的な政策の展開と社会の変容 
（３）市民レベルの理解度の進展 
 以下、これらについて、具体的な目標と達成すべき時期などについて、考察したい。 
 
（１）技術的な開発の必要性 
 技術的なオプションを多く用意し、市民レベルの理解度の高いものから、徐々に実施に移す必要がある。
前述のように、技術の限界が問題である。技術自体の発展に限界は無いとしても、解決できる問題には、
熱力学に逆らう問題に解を与えることはできないという絶対的限界がある。しかし、技術無しに問題の解
決が不可能であることは厳然たる事実である。 
 技術的な開発が必要な分野には、以下のようなものがあるだろう。 
１）エネルギー供給の効率化 
２）エネルギー使用の効率化 
３）素材・製品の複数回利用による効率化 
４）適切なリサイクル 
５）最終処分の最小化技術 
６）化学物質の管理 
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７）持続性を指標とする「技術を評価する技術」 
 以下、順次、若干の説明と課題の検討を行う。 
 
１）エネルギー供給の効率化 
 まず、エネルギー供給の効率化であるが、低エミッション型都市に関しては、ヒートアイランド現象が問題
となるために、通常あまり考察する必要のない排熱が重要な要因になることだけを指摘したい。すなわち、
分散型エネルギーは、都市内では全面的に良いとは言い切れない技術である。 
 
２）エネルギー使用の効率化 
 エネルギー使用に関しては、状況あるいは場所による分類が適当だろう。すなわち、ａ．家庭あるいはオ
フィスといった建物に関わるエネルギー、ｂ．自動車・交通用エネルギー、そして、ｃ．材料や製品の製造
に関わるエネルギーである。 
 家庭あるいはオフィスについては、４種類のエネルギーの使用が重要である。ａ．冷房・暖房、ｂ．給湯、
ｃ．照明、ｄ．電気製品、である。特に、冷暖房の負荷が大きい。冷房にしても暖房にしても、また、給湯に
してもヒートポンプの活用による温熱・冷熱の供給が効率的である。しかし、夏季におけるエアコン室外機
から放出される熱風は、ヒートアイランド現象の原因である。冬季は、室内気温２０℃、室外気温０℃といっ
た状態では、ヒートポンプの効率は極めて悪い。そこで、地下熱を旨く使うことが賢い方法であろう。井戸
水は、ほぼ一年中一定の温度である。これを熱源、あるいは、熱のシンクとして使用すれば、ヒートポンプ
の効率はかなり高くなる。 
 給湯については、すでに、エコキュートという二酸化炭素を熱媒体に用いたートポンプ型の給湯器が存
在している。この普及が行われれば、熱効率的に非常に優れているため、二酸化炭素排出などの面で、
大きな改善が可能になる。 
 照明については、長寿命高効率の蛍光灯を使うことが現状では最善の方法である。ＬＥＤの効率は、近
い将来蛍光灯を上回るだろうが、現状では、光の指向性などの点で、蛍光灯にかなわない。電球型の蛍
光灯の改良は続いているが、まだ光量の立ち上がりに改良の余地がある。しかし、決定的な技術的な進
歩はかなり困難ではないだろうか。 
 その他の電気製品は、エアコンに加え冷蔵庫はかなり改善が進んだ。問題は、テレビだろうか。最近流
行のフラットテレビであるが、プラズマテレビは、かなり改善は進んだもののいまだに消費電力が大きい。
液晶テレビにしても、輝度を稼ぐために、消費電力が増加傾向にある。プラズマテレビについては、もしも
消費電力の改善が不可能であるとしたら、１０年後に存在している技術かどうかいささか疑問である。有
機・無機の EL 技術に置き換わっている可能性もある。いずれにしても、単位面積あたりの消費電力の半
減を目標にしたい。 
 ｂ．交通に関わるエネルギーは、非常に大きな改善が期待できる。自動車は、再度、電気自動車の検討
が行われるのではないだろうか。電気自動車といえば、航続距離が短いために、通常の自動車を置き換
えるには不可能とされてきた。しかし、自動車の日常的な用途は、近距離である場合が多い。ときどき長
距離のドライブを行うのであれば、レンタカーでハイブリッド車を借り、それ以外の日常的な用途には、電
気自動車を使うというシステムを実現できれば、都市内の大気汚染、ヒートアイランド現象などの解決に大
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 508
きく貢献するだろう。 
 そのためには、ロードプライシングのような政策を積極的に行い、通常の自動車の通行には高額の課金
をすると同時に、電気自動車を優遇する政策を推進する必要があるだろう。電気自動車における最大の
問題点は、もちろん電池である。電池のような既成の技術における進歩は一般に遅い。駐車場には有料
の電源がある、というインフラの整備と同時に、ガソリンスタンドならぬ電池スタンドで、簡単にフル充電さ
れた電池と交換できるようなシステムの整備も必要だろう。電気自動車の充電には、いくら技術的な進歩
があったとしても、２０３０年においても、どうしても数時間を要するだろうからである。 
 電気自動車普及と同時に、やはり、都市内の電車の充実が望まれる。トロリーバスという選択肢も無いわ
けではない。しかし、道路という時間的に不確実性の高いインフラを使う公共サービスには限界がある。 
 勿論、道路交通システムそのものの改善も必要である。渋滞は、高エミッションの原因となる。そこで、Ｇ
ＰＳシステムを用いた車の制御システムの整備が望まれる。いかなる車でも、目的地を入力すれば、その
車の位置が補足され、最適経路を自動的に選択するようなシステムの整備は１０年以内に可能だろう。も
っとも、このようなシステムができると、自動車の動きは常に監視されている状況になるだろうから、速度違
反や不法駐車は即時罰金になりそうであるが。 
 最後の材料や製品の製造に関わるエネルギーであるが、この部分については、製造者に削減のインセ
ンティブがあるため、それほど大規模な増加を見ることはないだろう。ただし、その情報を一般公開し、自
社の評価を高める仕組みが必要であり、情報公開を進めることは必要不可欠だろう。いずれにしても、こ
の領域での改善は、２０５０年においても３０％止まりではないだろうか。 
 
３） 材料・製品の複数回利用による環境負荷の低減。 
 複数回利用、すなわち、リユースである。廃棄物を資源と見るリサイクルよりも、確実に環境負荷が低い。
しかし、リサイクル法は各種できたものの、未だに、リユース法というものは存在しない。自動車の世界で
は、中古車が普通に流通しているが、家電などの世界では、中古家電はまだまだ一般的ではない。ただ
し、最近のインターネットの発達によって、インターネット・オークションもかなり普及してきた。しかし、製品
によっては、中古品の機能に不安がある場合もあり、安心して中古品を購入できる状況にはない。今後、
製品の性能をある程度保障するような仕組みが組み込まれる必要があるのだろう。 
 いずれにしても、中古品の活用は、低エミッション都市にとって、非常に重要な課題であり、今後の検討
が必要不可欠である。 
 製品にとっても、部品レベルを共有化し、機能やサイズの変更をより自由にする「やわらかな技術」「しな
やかな技術」が求められる。例えば、冷蔵庫にしても、現在のものは、大きなものも小さなもののも、冷凍
機の性能自体はそれほど変わらない。となれば、大きな冷蔵庫が不要になったら、その冷蔵庫が縮んで
小さな冷蔵庫に化けるといったやり方すら考えられるのではないだろうか。このような技術が現在の状況の
中で開発されるとは思えない。やはり、それなりの社会的枠組み、すなわち、リユース法のようなものが成
立しなければ無理だろう。 
 
４）適切なリサイクル 
 ２０００年の循環型社会基本法によって規定されているように、循環手法の中で、リサイクルは必ずしも最
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適の解ではない。実際、リサイクルをＬＣＡによって解析すると、多くの場合、それほど有効ではないことが
多いことに気づく。 
ペットボトルのケミカルリサイクルにしても、エントロピー的な観点から見れば、２５％程度が節約になる
に過ぎない。アルミ缶の状況はかなりましではある。それでも、バージンアルミ地金を廃棄するという最悪
のシナリオに伴うエントロピー増加の１／３程度の増加は避けられないのではないか。アルミのリサイクル
は、リサイクルとしては優等生と考えられている。しかし、リサイクルというものの実力は、「最善のものでもこ
の程度」と考えた方が良さそうである。 
 鉄や通常のプラスチックなどのように、水平リサイクルが行われない場合には、再生品の価値がどのぐら
い高く保たれているかが問題となる。現在、リサイクルとは言っても、単に「２サイクル」である場合が非常
に多い。例えば、ペットボトルからの再生樹脂は、ペットボトル用としては品質の劣化が大きいために使用
不可能とされており、包装材料などに使用される。そして小型の電気製品などの包装に使用されれば、そ
れで次の段階はもはや廃棄されるしかない。 
 一方、紙の場合には、一部分、第三、第四の再生がなされる場合がある。そのため、製紙原料の５５％
程度は再生原料が使用されている。 
 プラスチックに比較し、紙のリサイクルが進んでいる理由は、使用原料の見分けの容易さにあることに尽
きるように思える。プラスチックには余りにも多種多様のものが存在し、そのために、再生原料になりにくい
のである。このため、プラスチックは、本質的に難リサイクル素材だと言わざるを得ない。 
 プラスチックの水平リサイクルを行おうとするのであれば、ガス化して再度原料化するという方法もあり得
る。このような方法が詳細に検討された例は余り多くは無いが、いずれにしても、分解プロセスの効率化が
最大の課題になるだろう。 
 いずれにしても、最適なリサイクルのために必要な条件が、消費者による廃棄物の適正な分別である。
ところが、現在の日本における家庭からのゴミの分別は、自治体が自らの処理設備だけを考慮して多種
多様の主張をしている状態であり、統一的な見解が欠落している。より効率的なリサイクルシステムが構築
されるための必要条件として、分別方式のある程度の統一化が必要不可欠である。プラスチックに関して
は、硬質透明プラスチックの分別回収と、フィルム状プラスチックの焼却・熱回収を原則とした分別法の確
立が行われるべきだろう。しかし、その実現には、最低でも５年間を要するように思える。 
 
５）最小化された最終処分 
 ゼロエミッションという言葉がある。この概念は、国際連合大学によって提唱されたものとされている。し
かし、日本における一般的な理解である、「ゴミを出さず、ゼロにするのがゼロエミッション」という定義は、
国連大学のものとは異なる。本来のゼロエミッションの定義は、廃棄物という見方を変えて、他の産業の原
料になるものを排出するという考え方である。しかし、工業系の社会ではこの概念の実現は困難で、農系
社会でのゼロエミッションを追求することが現実的であるとされた。 
 今後の低エミッション都市を考えると、上述のようにリサイクルにはどうやら限界が存在するようであるから、
やはりリデュース、リユース、リサイクルという優先順位をすべての当事者が理解し、長寿命化、修理可能
な製品、を実現することによって入力と出力の両面でリデュースし、そして、リサイクル法ではなくリユース
法を整備し、さらに、製品設計によってリサイクルをより推進することを可能にしなければならない。 
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 最終処分量は、このような方策によって、２０５０年には、現時点の１／８～１／１０以下になっていること
だろう。 
 
６）化学物質の管理 
 市民によって使用される製品に含まれる化学物質の環境への排出は、都市からのものがもっとも多い。
だからといって、これが人体や環境に悪影響を与える可能性はかなり低くなっている。もしも可能性があ
れば、管理が可能なレベルに近づいているからである。循環型社会の最大の効用が、実は、この管理が
可能になってきたことかもしれない。さらに、一層の管理が求められる可能性があるが、その際に必要とな
る資源・エネルギーの投資と得られるリスクの削減とのバランスが重要であろう。 
 化学物質の本来の危険性は、都市の外、すなわち、工場地域にあるものと考えられる。環境への放出
は極力抑えられているものの、事故の可能性はゼロではないからである。そのため、有害性の高い中間
原料をより無害なものに変更するといったグリーンケミストリーのアプローチが重要であろう。 
 
７）持続性を指標とする「技術を評価する技術」 
 現時点、多くの LCA は、製品製造などの出力・入力を評価している。しかし、これでは、その製品の持
続性を評価したことにはならない。その製品がどのぐらいの寿命をもち、それがどのように修理され、場合
によっては、しなやかに形を変えて別の製品として機能しうるか、といった非常に複雑な評価を評価する
必要がある。そして、最終的な指標は、誰が考えても、エントロピーの増大であるべきである。しかも、地球
全体のエントロピーの増大を指標として用いるべきである。 
 このような評価技術については、意図すれば、若干の必要な基盤整備を行って、それなりに実現できる
だろう。目標５年以内であろうか。 
 
４． 日本のとるべきアクション 
環境に係る技術は、ニーズを先取りしあらかじめ開発されるということは希である。多くの場合、環境対
策を必要以上に行うことは、企業の利益確保にとって負の効果を持つからである。そこで、環境技術の進
展のためには、政策の推進と、社会の変革が同時進行することがもっとも重要である。 
しかし、例外的な事態が発生する可能性もある。それは原油価格の高騰である。一時＄５０を超した原
油価格であるが、２００４年末現在、やや値を戻している。これが一気に高騰すれば、それによって技術開
発が進展する可能性がある。 
 ニーズを政策的に、かつ、社会の合意に基づいて作ること、これが日本のとるべきアクションである。 
 
（１）積極的な政策の推進と社会の変容 
 これまで、我国の環境政策は、結果的にみて、それほど大きく間違ってはいなかったように見える。しか
し、どちらかと言えば、対応が遅かった、あるいは、もっと積極的に対応すべきだった、と言う観点から反
省をすべき部分が散見されることも事実である。 
 国あるいは自治体の役割とは、最終的な着陸地点をできるだけ早く決定し、その着陸地点に向かって
の着陸経路を示すことにある。例えば、２０５０年における人口、経済的規模、エネルギー・資源の消費量、
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産業構造、などなどを設定し、それに向かって可能な何種類かの着陸経路を示し、市民社会に対して選
択を求めることが基本的な役割である。 
 ただし、その着陸地点の妥当性を一般市民社会が理解するためには、情報を適切に伝達する必要が
ある。これまで、情報伝達といえば、普及、理解促進、啓蒙、教育といった言葉が多用されてきた。しかし、
もう少々積極的な表現が必要な時代になった。それは、市民各人が、自らの意思で行動を行うレベルま
で、情報の伝達が行われる必要がある。すなわち、市民が行動するように、あるいは、積極的に参加をす
るように「動機付け」を行うことが必要である。近い言葉としては、啓発があるだろう。 
 現時点で、一つの見本になりそうな社会が英国ではないだろうか。温暖化ガスの削減について、英国ほ
ど積極的な政策を導入している国はない。２０５０年には１９９０年比で６０％削減という目標を掲げている。 
 一方、日本の首相が、このような長期見通しを語ることはほとんどない。２０世紀の前半から中期のように、
地球の限界が明らかではない状況においては、市民社会を自由闊達に、しかも、自らの快適性・利便性
の追及のために努力をする方向性を保証することが、政治的にみても正しい選択だった。政治の役割は、
経済の発展に伴って、ある種の副作用があることを指摘し、それを回避するための方策を施行することぐ
らいに限られていた。しかし、それすら適切に行われたかどうか、いささか疑わしい。 
 現時点のように、一般市民社会からは見えにくい地球の限界が、たとえ都市という比較的狭い空間に対
してもある種の制限を要求してくる時代には、十分な情報を持ち、正しい対策が可能な行政の持つべき
責任は大きい。 
 とりあえず、すべての都市（自治体）は、自らの温暖化ガスの排出量の削減計画を発表すべきだろう。し
かも、２０５０年を対象とした長期目標の設定が必要不可欠だろう。その目標値の実現のために、あらゆる
可能性を検討し、どの時点で何を行うべきか、その計画を示すべきである。 
 それぞれの都市の計画は、自治体の責任になるが、その集合としての国は、まず、全体的な方向性を
示すべきだろう。そして、市民社会に対して、その変容を働きかけることが、国の役割になるだろう。 
 政策を実施する際、やはり税という仕組みを適切に使用することは、十分に活用されるべきだろう。国全
体としての低エミッションを目的とするあらゆる税制の検討が行われるべきである。勿論、単純に税を導入
すればよいというものではない。徴収した税をどこに投資するか、これがもっとも重要な選択である。いくつ
かのオプションが存在するものと思うが、必ず必要な視点が、低エミッション国家・都市のための基本的な
技術開発に十分な投資を行うことである。技術的な開発に限界があることを認識すべきだとすでに述べて
いるものの、まだまだ発展の余地があることも事実である。まだまだ乾いた雑巾を絞るような状態ではなく、
十分に水を含んだ雑巾を絞る状況にある、というのが筆者の判断である。  
 
（２）市民レベルの理解度の進展 
 これまで、市民レベルには、多くの自由度を与えることが政治の目的であるような対応が行われてきた。
実際、発展途上国においては、市民レベルにできるだけ多くの自由度が与えられるように、社会内部での
因習を打ち破り、女性を解放し、青少年には教育の機会を与えることが正しい行為のように思える。しかし、
現在の日本のような自由化された社会においては、まだ不十分な部分、例えば、すべての企業で育児休
暇が本当に取りやすいか、といった問題があることを十分に認識した上で、市民自身の判断によるより自
律的な方向への行動の変化を推奨し、推進していく必要があるだろう。すなわち、市民自身が地球の限
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界を、自らの行動に組み込むことができるような自律的社会の実現を目指すべきだろう。 
 このような市民の自主的・自律的な行動が行われるためには、広義の環境教育がなされる必要がある。
しかし、すでに述べたように、普及、理解促進、啓蒙、教育といった従来のアプローチではなく、より深層
からの理解を進め、自発的な行動ができる市民を育てる必要があるだろう。現在の環境教育を超えた新し
い教育技術の確立が望まれるところである。 
 すでに述べたように、もしも低エミッション都市の実現が人類の第三革命に関わることであるとするのなら
ば、それには、人間の欲望を上手に活用することが必要不可欠である。飢餓からの離脱でもなく、利便
性・快適性の追及でもない欲望、それがあるとすれば、どうも生物個体としての欲望ではないところに、そ
れを見つける以外になさそうである。もしあるとするのなら、やはり、「社会から評価されたい」、という欲望
なのではないだろうか。他人から褒められたい、他人に自分の良い行為を自慢したい、社会的な賞を得
たい、などなどを活用することが必要のように思える。 
 現代社会は、どちらかと言えば、他人との関係を絶って、孤独の中に自らの存在意義を見つけようとす
る人間が増えているようにも思える。それは、既存のコミュニティーが、かなり面倒な人間関係を要求して
いるからのようにも思える。他人の存在を十分に尊重しながら、しかも、仲間内での固定的な評価ではなく、
束縛感の少ない「しなやかな評価」が行われていくような社会、そして、多くの人々の正しい行動が評価さ
れ褒められる、そんな新しいコミュニティーができることが重要な条件である。 
 低エミッション都市とは言っても、問題点は都市内に留まるものではない。ただし、都市とは、他の地域、
あるいは、地球全体よりも、一歩進んだ環境問題が起きている場所をも意味する。典型的な例がヒートア
イランド現象である。したがって、地球全体の問題の解決には、まずは、都市の問題を解決する必要があ
る。そして、２１世紀の都市環境問題の本質的な解決を目指すのならば、絶対的な条件が必要である。そ
れは、まず「地球には限界があること」を認めることである。そして、「人間活動の全量を地球限界の中に
収めること以外には方法は無い」ということを認識することである。そして、最後に、「技術自身は無限かも
しれないが、技術によって解決できる問題には限界があり、地球環境問題のように、エントロピーの増大を
止めることの完全な解決は、その限界を超えている」、ことを再確認することである。これらの絶対的な条
件を、すべての社会構成員が認めることから、地球環境問題の解決はスタートする。低エミッション都市の
実現も、その後に始めて可能となる。 
 低エミッション都市が何時実現するに関しては、どうやら、市民社会がエントロピーという言葉を完全
に理解する時期が何時かと深く関係しているように思える。 
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図２ 低エミッション都市実現のための各種技術・制度・認識の進展予測 
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環境観測 
 
（独）海洋研究開発機構地球環境ﾌﾛﾝﾃｨｱ研究ｾﾝﾀｰ ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾃﾞｨﾚｸﾀｰ 秋元肇 
 
１．現状分析 
 地球環境観測にあっては、大気圏・水圏・土壌圏・生態圏などが密接に関連したシステムに対して、人
間活動が直接・間接に、地域から地球規模にいたる様々なスケールで及ぼしている影響を捉えることが
目的である。地球環境に関する観測としては、これまで気象、水文、気候など環境の「物理的な変化」を
対象とした観測が技術的に確立し、情報を得やすいこともあって、現状では大きく先行している。これに対
して、地球環境変化の他の重要なコンポーネントとしての「化学組成の変化」と「生態系の変化」を対象と
する観測は、現状でははるかに立ち後れている。本項ではこれらの内で主に「大気化学組成の変化」に
注目し、地球環境観測の現状と発展シナリオについて考察する。 
温室効果ガス及び大気汚染物質を含む対流圏化学種の定常的な地上観測モニタリングは、これまで
主 と し て 世 界 気 象 機 関 (WMO) に よ る GAW(Global Atmospheric Watch), や 米 国 海 洋 気 象 局
(NOAA)/CMDL(Chemical Monitoring and Diagnostics Laboratory)によるグローバル観測ネットワーク、ま
た欧州大気汚染物質モニタリング評価プログラム(EMEP),東アジア酸性雨モニタリングネットワーク
(EANET)などの地域スケール観測ネットワークによって行われている。一方、大気汚染物質を対象とした
衛星センサーは、最近欧米でGOME, MOPITT, SCHIAMACHYなどが次々に打ち上げられているが、日
本では現状では全く計画がなく、欧米に大きく立ち後れているのが現状である。他方、二酸化炭素(CO2)
を対象とした衛星センサーとして、我が国では GOSAT、米国では OCO が提案され打ち上げが計画され
ている。これらはCO2を対象とした世界で初の試みであり、その成果に大きな注目が集まっている。またエ
アロゾルに関しては既に多くの衛星センサーが打ち上げられ研究的に実用段階に入っている。地上観測
や航空機・船舶などを用いた in situ での測定に用いられる計測装置に関しては、最近になって VOC 
(volatile organic carbon)を含む大気汚染ガスの多成分同時実時間測定が可能な測器が開発され、また
エアロゾルについても実時間で個別粒子ないしは高時間分解能の化学組成分析が可能な測器が開発さ
れるなど、大きな技術的進展が見られている。 
 
２．今後 10-30 年の発展シナリオ 
（１）背景シナリオ 
 地球環境観測の今後 10-30 年の発展シナリオを考える上で最も重要な視点として、次の３点を上げるこ
とが出来る。 
 (i) 地球温暖化・グローバル大気汚染の顕在化。 
 (ii) 化学—気候相互作用、化学—生態系相互作用の視点の強化。 
 (iii)アジア諸国からの環境負荷の増大。 
 環境研究の宿命として、この分野の科学・技術の発展は、必ずしも学問の内在的ドライビング・フォース
ではなく、現実の環境問題がどれだけ社会的に深刻化するかによって決まってくる。今後 10-30 年の環
境観測の発展シナリオを考える上でも、まずそのような視点から考えてみることが必要である。二酸化炭
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図１  アジア、北米、ヨーロッパ三大陸から 
    の過去 30 年間の NOx の排出量トレンド 
     (Akimoto, Science, 302, 1716, 2003) 
素をはじめとする地球温暖化物質の人為的放出に伴う温暖化・気候変動は今後 10-30 年間、更に著しく
進行するであろう。地球温暖化は現在既に顕在化しているが、ここで対象としている中期的な将来にわた
って、その影響はより顕著に顕在化し、多くの社会問題を引き起こすであろう。このことは地球温暖化に関
連した環境観測が発展する強いドライビング・フォースとなる。一方、世界の開発途上国における人口の
増大と経済発展は、二酸化炭素のみならず比較的寿命の短い大気汚染物質のについても排出量の増
加をもたらし、これまでの北米、ヨーロッパ、東アジアなどを中心とした大陸規模汚染は、より広範囲な半
球規模汚染、さらには全球規模汚染へと拡大するであろう。このようなグローバル大気汚染の進行とその
対策への国際社会ニーズが、環境観測のもう一つのドライビング・フォースとなるものと思われる。 
 このような地球温暖化、及びグローバル大気汚染の進行とその科学的プロセスの学問的解明に伴い、
大気汚染と気候変動、大気微量成分と生態系との相互作用及びフィードバック機構の重要性が最近強く
認識され初めているが、今後の 10-30 年間の地球環境科学の学問の発展はこの方向に沿ったものが主
流となるであろう。例えば地球温暖化に関しては、化学—気候相互作用の一例としてエアロゾル・オゾンな
どの短寿命成分と二酸化炭素などの長寿命成分が同じ土俵で議論される様になるだろう。また、化学—
生態系相互作用の一例としては、大気微量成分と生態系との相互作用も炭素循環から窒素循環などを
含むより一般化された物質循環へ、二酸化炭素の生態系影響も単独の施肥効果からオゾン・エアロゾル
による光合成抑止効果との相関、海洋での微量元素との相関がさらに大きな議論となるであろう。こうした、
化学—気候相互作用、化学—生態系相互作用の視点が、環境観測の発展シナリオにも影響を与えるもの
と思われる。 
 第３の視点として特に我が国の取るべきアクショ
ンに大きく関連してくると思われるのは、図１に窒
素酸化物について例示するように、21 世紀に入
ってアジア大陸からの大気汚染物質の放出量が
北米大陸、ヨーロッパ大陸からの排出量を凌駕
しており、今後の10-30年間この傾向が継続する
と思われることである。さらに注目すべきは、こう
したアジアからの負荷の増大の大きな部分を中
国とインドが占めていることである。このことから
例えば地球温暖化対策においては、アジアから
の二酸化炭素排出量を削減出来ない限り、温暖
化の進行を遅らせることは出来ないのは明らか
である。また、アジアからの大気汚染物質の排出
が大陸間・大陸内長距離輸送によってグローバ
ル大気汚染に大きな負荷を与えると共に、特に
我が国のオゾン汚染などに対し越境大気汚染がさらに深刻な影響を与えるであろう。こうした問題に国際
政治の場で戦略的に対処するために、いかなる環境観測を行うべきかが、特に我が国が今後 10-30 年間
に取るべきアクションを考える上で極めて重要となるものと思われる。 
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（２）環境センシング技術の発展 
 環境センシング技術としては、衛星によるリモートセンシング観測と地上または航空機・船舶などを用い
た in situ での観測とに大きく分けることが出来る。ここではそれぞれについて今後の発展を考察する。 
１） 衛星観測 
 今後 10-30 年の地球環境観測にとって、地球上を面的に広域にわたって観測出来る衛星観測へのニ
ーズと期待が非常に大きく、この分野の技術的な発展は世界的に見て著しいものとなるだろう。衛星によ
る大気化学成分のリモートセンシング技術に関しては、原理的に技術的精度の向上が容易であったため
と、1980 年代にオゾンホールが発見されて観測へのニーズが高まったこととが相まって、成層圏化学成
分の観測技術が先に確立し、前世紀以来我が国を含め世界各国でこれまで多くの衛星観測が行われて
きた。これに対し対流圏化学成分を対象とした衛星観測は技術的発展が遅れていたが、最近になって技
術が確立しつつあり、今後 10-30 年の地球環境観測では対流圏化学衛星の進歩が大きいであろう。 
 対流圏化学成分の中で、技術的により容易であり既に衛星観測手法が確立しつつあるのは大気汚染
物質のような短寿命の成分である。その理由としては、寿命の短い成分は、発生源地域の比較的近傍に
高濃度分布が現れリモート地域では非常に濃度が低くなるので、全球の濃度のコントラストが大きく、それ
だけ観測精度が低くても定量的観測が可能だからである。これに対して二酸化炭素のような寿命の長い
成分では、地球上のいずれの発生源から放出されても多かれ少なかれ全球一様に広がるため、全球で
の濃度のコントラストが小さく、その小さな濃度の差を検出しなければならないため、技術的に要求される
精度が飛躍的に高まり、それだけ開発に困難を伴う。 
 短寿命大気汚染ガスに関しては、前に述べた GOME, SCIAMACHY, MOPITT 等欧米のセンサーが既
に打ち上げられており、科学研究目的で実用化されつつある。今後 10-30 年間の発展としては、測定精
度の向上の他、大都市(メガシティ)を対象とした観測が可能な程度に空間分解能が向上されること、さら
に現在は対流圏カラム濃度のみの情報のみが得られているが、対流圏内を更に分割し例えば惑星境界
層内外を分離して測定出来るような、垂直分解能をもったセンサーの開発などの可能となるであろう。また、
エアロゾルに関してはその光学的特性などを分別し、化学組成に対する情報を同時に与えうる観測技術
の向上が予測される。特に、静止軌道上に打ち上げられた大気汚染衛星からの地域スケールでの大気
汚染常時監視が、今後 10-30 年の間に実現するであろう。 
 一方、二酸化炭素などの長寿命対流圏化学成分については、現在日本の GOSAT と米国の OCO の二
つのセンサーの打ち上げが計画されている。特に二酸化炭素の衛星観測に対しては、大気汚染観測の
ように濃度データそのものが重要なのではなく、地域的ソースシンクの議論において、地上の観測ネットワ
ークから得られる情報に比べて空間的・時間的により精度の高い見積もりを与えられること重要であり、そ
のための定量的精度をもつことが科学的に要求される。またそのためには、陸上生態系によるソース・シ
ンクのシグナルを捕捉するための垂直分解能も要求される。現在計画されている衛星センサーに関して
は、これらの要求精度は必ずしも十分満たされているとは言い難いが、技術的チャレンジとしての意義は
大きい。今後 30 年以内に二酸化炭素観測衛星に関しては精度面での大きな技術的な発展がなされるで
あろう。温室効果ガスの中でもメタンについては既に MOPITT でも観測がなされており、二酸化炭素に比
べれば技術的により容易である。 
 こうした高精度の対流圏化学観測衛星がいつの時点で実現するかのシナリオに関しては、技術的進歩
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と同時に社会・経済的要因に左右されることが大きい。特に我が国においては、最近の地球観測衛星
「みどり」の相次ぐ故障により、地球観測衛星の将来見通しに暗い影を投げかけている。現時点で計画に
乗っている対流圏化学衛星は GOSAT のみであり、それに続くより改良された二酸化炭素観測衛星およ
びアジア大気汚染衛星については、今後 10 年間は実現せず、早くとも 2015 年以降に実現することとなろ
う。世界的に見ればメガシティの大気汚染を含めて監視する高分解能衛星、大気汚染物質の垂直濃度
分布情報を与える衛星センサーが今後 10-20 年以内に実現するであろう。静止軌道上の大気汚染監視
衛星に関しては、技術的には既にほぼ確立されているので、その実現はむしろ国際的戦略の中で、米国、
EU、日本などが国際社会ニーズを如何に認識するかにかかっている。今後 10-20 年の間に実現するの
ではないかと思われる。 
 
２) in-situ 観測 
 衛星観測に比して地上ないしは航空機・船舶などを用いた in-situ 観測に期待されるのは、衛星観測で
は得られない個別成分、たとえば VOC やエアロゾル中の各化学組成の測定、ラジカル類や有害化学物
質などのより低濃度の極微量成分の測定、二酸化炭素やメタンなどについては衛星観測では得られない
より高精度での濃度の観測、さらには同位体観測などである。また、降水成分の観測も地上観測ならでは
の観測対象である。 
 こうした in-situ 観測機器のに関しては、原理的には質量分析計をベースにしたものと分光学的手段を
ベースにしたものとがある。最近、質量分析をベースとした多成分大気微量気体の同時高感度分析、質
量分析とレーザー技術を組み合わせた個別エアロゾル粒子の成分分析、実時間でより定量性をもったエ
アロゾル成分化学分析などの技術が開発され、研究目的に実用化されつつある。今後、10-30 年間の発
展として、この方向に沿った測定技術の更なる発展がなされるであろう。特に、現在個別の自動測定機器
が必要な、O3., SO2, NOx, CO などを NH3, HCHO 等を含めて同時に計測出来る差分吸収法(DOAS)技
術等に基づく自動計測機器の開発がなされるであろう。また、ガス・エアロゾルの大気中濃度の他沈着フ
ラックス測定技術、ブラックカーボン、有機粒子などを含めた降水成分の測定技術の開発が今後 10 年以
内に期待される。 
 In-situ 観測技術としては機器の小型化、自動化が大きな課題であり、今後 10-20 年間にこの方向の技
術的発展が大きいであろう。機器の小型化は特に航空機を利用した観測技術の発展に資するところが大
きく、一方自動化は地上観測ステーションのネットワーク網の展開に資するところが大きい。 
 
（３）環境モニタリング 
１）衛星観測モニタリング 
 グローバル大気汚染の衛星観測モニタリングとしては、静止衛星を用いたモニタリングが今後 10-20 年
間に実現することが予測される。アジア赤道上の衛星によるアジア・オセアニア大陸モニタリング、アメリカ
大陸赤道上の衛星による、北米・南米大陸モニタリング、アフリカ赤道上の衛星によるヨーロッパ・アフリカ
大陸モニタリングによって世界の主要地域がカバーされる。これらの衛星はアジアにみならず、将来の南
米及びアフリカの開発途上国の経済発展によるグローバル大気汚染、越境大気汚染のモニタリングに有
効である。特にさしあたり我が国にとっても世界にとっても最も重要と思われるアジア大気汚染衛星モニタ
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図２ WMO/GAW による CO2 のモニタリングサイト 
（出典：WMO World Data Center for Greenhouse Gases）  
リングについては後の日本の取るべきアクションの項で更に詳しく考察する。 
 二酸化炭素の衛星観測モニタリングに関しては、現在打ち上げが計画されている日本及び米国の衛星
センサーでの観測の成功の可否が、その後の発展シナリオに最大の影響を与える。前に述べたように今
後 30 年間地球温暖化問題はその顕在化と共に、更に重要な世界的関心事となるので、二酸化炭素のソ
ースシンクの議論につながる衛星モニタリングへの期待は大きい。二酸化炭素衛星モニタリングは今後
10-30 年間に精度を向上させながら継続されるであろう。  
 
２）定点通年観測モニタリング 
 地上モニタリングに関しては、現状では世界的に観測の空白地帯が余りにも大きい。図２は
WMO/GAW（Global Atmospheric Watch）による CO2 の観測ステーションの配置であるが、広大なユーラ
シア大陸中央部をはじめ、ア フ
リカ、南米も空白地帯である。 大
気汚染ガスに関しても、こう し
た空白地帯の存在はほとん
ど 同 様 の 状 況 で あ る が 、
WMO/GAW 以外に北米に
は NAPAP, ヨーロッパには
EMEP, 東 ア ジ ア に は
EANET というモニタリングネ
ットワークがあり、それぞれの
地域をカバーしている。 
 今後 10-30 年間にこれらの
観測空白地域を埋めるため
の国際協力による努力が進展するであろう。特に我が国に関係の深いアジア域における展開としては、
今後 10 年以内に現存の EANET は降水成分中心から大気汚染ガス・エアロゾルを含めた大気環境モニ
タリングへ発展するであろう。また WMO/GAW ネットワークに関しては、今後我が国の技術協力を含めて、
東南アジア域のステーションの整備拡充がなされるであろう。また、ロシア・アジア部、旧ソ連・中央アジア
諸国のネットワーク整備は今後 10 年以降になされるものと思われる。これに対し中国のモニタリング・ネッ
トワーク整備は、今後 10 年以内に急速に進展する。インドにおいてはこれより遅れるが、今後 10-20 年が
ネットワーク整備の大きなターニングポイントとなるであろう。 
 
 我が国に関わりの深い地球環境観測モニタリングの将来イメージを図３に示す。 
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（４）市民生活の保護、環境政策と科学技術 
 環境政策が最善の科学的知見に基づいてなされることが、対策のコスト・パフォーマンスから見て最も重
要であると思われるが、これまでの我が国の環境政策と科学的研究のリンクは必ずしも十分でなく、市民
生活の保護にとって最新の科学的知見が活用されてきたとは言いがたい。このことは我が国の環境研究
への投資、予算配分が十分な予見性をもってなされていないことに起因しており、政策が先行してから研
究が予算化されることがまま見られる状況にある。このため、政策の立案に我が国の科学研究の成果が
十分生かされず、専ら欧米の研究成果に依存せざるを得ないケースが多かったものと思われる。今後は
戦略性をもった中期的環境政策に従って環境政策にとって予見的な科学研究が行われ、得られた研究
成果を踏まえた環境政策が立案されることが望ましい。 
 
（５）データの情報化と情報の社会利用 
 データの情報化と情報の社会利用は現在多くの研究分野で必要性が叫ばれているが、環境観測分野
においても例外ではない。特に税金でまかなわれた公的資金による観測研究の成果は、実際に観測を
図３ 我が国に関わりの深い地球環境観測モニタリングの将来イメージ 
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行った研究者の所有物ではなく、定められた期間の後、これを世界に広く公開し、研究者コミュニティー
で観測データの共有化を行うようにすることが重要である。こうした習慣は欧米では既に行われているが、
日本ではまだ徹底しておらず、更に中国などを含む開発途上国では全くそういった意識には到っていな
い。我が国では今後、こうした観測データの公開と情報の共有化を進めるため、観測データ取得後ある一
定期間後にデータを公開することを、競争的資金を含む研究グラントに制約として課することも考えられる。
開発途上国を含めてそのようなモラルを行き渡らせることが、今後の地球環境観測の成果を上げる上で
必要であろう。 
 
３．日本のとるべきアクション 
（１）地球環境観測への戦略的取り組み 
 地球環境観測に対して日本のとるべきアクションを考える上で、環境安全保障の視点から何が最も必要
かを考察することが重要である。すなわち今後 10-30 年にわたる近未来、中期展望においては、これまで
に述べたようにアジアの経済発展に伴う地域的・地球規模環境変化に対して、日本の環境変化を如何に
して的確に捉え、国際環境政策立案のために利用するかが最も重要なポイントとなる。我が国にとっての
環境安全保障とも呼びうるこの目的を達成するためには、地球温暖化と越境大気汚染、地域的生態系変
動を同時に捉える視点が必要である。 
 
（２）アジア大気汚染衛星 
 気象衛星「ひまわり」の化学版とも言うべきアジアにおける大気汚染物質の分布と流れを常にモニター
する静止軌道上の衛星を我が国が保有することが、我が国の環境安全保障にとって極めて重要と思われ
る。「ひまわり」画像は、科学的気象予報にとって必要な以上に、国民に対して雲の分布と動きの画像を
毎日提供することにより、「天気」に対する市民の関心と情報への欲求を喚起し、国民の日常生活になく
てはならないものとなっている。オゾン、エアロゾル、窒素酸化物などを対象とした「ひまわり」画像に匹敵
する大気汚染画像を新聞・テレビ上に毎日提供することが出来れば、国民の東アジア大気汚染に対する
関心は飛躍的に高まり、我が国の大気環境政策をより容易にすると共に、越境大気汚染に対する周辺諸
国に対する正確な情報を入手する事が出来る。アジア越境汚染条約を目指す上でアジア大気汚染衛星
の重要性は計り知れない。 
 
（３）二酸化炭素モニタリング衛星の高度化 
 今後 10-30 年間に地球温暖化が更に進行し顕在化することに鑑み、二酸化炭素の衛星観測モニタリン
グへの科学的・社会的ニーズはますます高まるものと思われる。我が国では二酸化炭素観測衛星センサ
ーGOSAT の打ち上げが計画段階に入っているが、衛星観測は継続してこそ、科学的意義が高まる。
GOSAT は世界でも初めての二酸化炭素観測用の衛星センサーであり、その結果を次につなげることが
極めて重要と思われる。我が国がこの分野で国際的リーダーシップを維持するためには、GOSAT の改良
後継機の設計を早くから計画し、2010 年代後半の観測に備える必要がある。単に二酸化炭素のモニタリ
ングが重要であるというキーワードに寄りかかることなく、科学的裏付けを持って、コスト・パフォーマンスの
議論の下に計画を実現することが必要である。 
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（４）東南アジア、中央アジア、南アジアの地上モニタリングネットワークの拡大 
 都市汚染、地域汚染、半球汚染、地球規模汚染間のリンク、アジア長距離越境汚染条約などが環境政
策の視野に入ってくることに鑑み、これまで大気環境観測のアジアにおける空白地域であった東南アジ
ア、中央アジア、南アジアの地上モニタリング・ネットワークの拡充に、日本が戦略をもって国際協力して
ゆくことが重要である。また、このような観測網の整備に当たっては、WMO, UNEP 等の国際機関との連携
と共に、モニタリングをオペレーショナルに実施する機関と科学研究者コミュニティーの連携が極めて重
要である。また、我が国自身についてこのことを実現するために、地球環境観測の「スーパーサイト」をも
つことが重要である。「スーパーサイト」とは、一つのサイトで広い範囲の観測項目を同時にモニタリングす
ると共に、世界の研究者との共同研究サイトともなりうるような外に開かれたモニタリングサイトを意味する。 
最近我が国でもそのようなサイトの立ち上げが沖縄・辺戸岬に予定されており、このサイトを成功させるこ
とが、我が国にとって極めて重要と思われる。 
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環境問題解決のための科学技術指標 
 
琉球大学 監事  平啓介 
 
１．現状の課題 
 
（１） 海洋生態系の制御－温室効果気体の吸収と食料生産のために 
 
 表層海水は栄養塩が十分であれば陸上並みの植物による炭酸同化作用が期待できる。海洋表層への
栄養塩の供給として、人工湧昇による有光層の下層からの回収と陸上起源の富栄養水の沖合輸送が候
補である。各地における海洋深層水の利用により、海洋植物、魚介類の養殖が行われている。沿岸域の
藻類の生育は陸上で最大の生産率である熱帯雨林に匹敵する。陸起源の栄養塩に富む河川水の流入
が原因で、閉鎖湾ではしばしば有害プランクトン増殖により赤潮が発生する。栄養塩の乏しい外洋域へ
の輸送が望まれる。 
 
 増加する世界人口は地表面の 70%を占める海洋での生産を必要としている。地球の人口を無限に増加
はできないが、可能な限り食料増産の努力が必要である。 
 食料増産のために栽培漁業が盛んであるが、飼料は陸上生産であり、海洋は二酸化炭素、メタンなど
温室効果気体の排出源になり、養殖場である沿岸域の環境を悪化させている。海洋植物を生産し餌料に
して、外洋域を利用することが望まれる。 
 
 太古の地球大気は二酸化炭素が主成分であったが、生物により二酸化炭素が固定され酸素濃度が高
まった。とりわけサンゴは二酸化炭素を炭酸カルシウム、石灰岩として海洋底に貯蔵してきた。近年、サン
ゴ白化に現れるように、自然な状態では高水温化に耐えられないことが示されている。ペルシャ湾のサン
ゴのように高温に耐える種がある。 
 
 自然保護の立場に立つ研究者や団体は外来種の導入に反対する。陸上生態系の 90%以上は人為作
用受けて食料生産の効率化してきた。陸上景観の多くは自然でないので、海洋だけを問題にしてはなら
ない。ムール貝のように外来種はすでに進入している。 
 
（２）洋上発電基地の運用－クリーンエネルギーの利用 
 化石燃料に代わるクリーンエネルギーとして、外洋における太陽光発電と海洋温度差発電を推進する。 
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２．発展シナリオ 
 
 2030 年の日本の海岸はサンゴ礁に囲まれ、多様な魚介類が豊富で国民の憩いの場になっている。海
洋環境適応性の高い生物種の導入されたためで、亜熱帯域には高温サンゴ、温帯域には在来型のサン
ゴが生育する。サンゴは温室効果気体の吸収に大きな効果がある。また、各種の海藻や光合成微生物が
繁茂している。1930 年代の日本の植物クズの導入による米国の表土流出防止や、1960 年代の米国種の
牧草による日本の高速道路の側壁緑化などの生態系の応用が海岸に及んだものである。沿岸域の干拓
事業による環境修復も容易になった。1990 年代に沖縄の港湾工事の後のサンゴ植え付けが成功したた
めに海域に適応する種を用いて各地に普及した。 
 
 外洋は食料生産の場として利用されている。沿岸域の藻類の生育は陸上で最大の生産率である熱帯
雨林に匹敵するが、外洋は栄養塩が少なく海の砂漠と言われていた。光の届く 200m 深度までの有光層
では植物プランクトン、それを餌とする動物プランクトン、そして魚類などで利用し尽されているためである。
生物の糞や死骸は沈みながらバクテリアに分解され栄養塩に戻る。光の届かない層は（生物学的な）深
層とよばれ、1990 年代に日本の各地で海洋深層水のくみ上げが行われ、無生物の栄養塩を利用した健
康食品や化粧品など多くの製品が開発された。一方で、低温な栄養に富む深層水を利用した魚介類の
栽培が行われた。 
  
 外洋牧場は牧草に相当する植物から栽培する。栄養塩は人工湧昇で有光層の下層から供給する。北
太平洋の 300-700m 層には北洋起源の低温、低塩分水である中層水が広く分布している。南ほど浅いの
で 300m 層の中層水まで届く薄いビニール製のパイプを下ろし、ポンプでくみ上げて上層の高温水で加
熱すると、軽くなった高温低塩分水がポンプなしで永久に湧昇する実験は 1992 年に東京大学海洋研究
所白鳳丸で実施された。塩分永久泉は 1957 年に予測されていたが、実海域実験は最初であった。直径
30cm のパイプ 1 本当たり１日 15 トンの中層水が湧昇する。牧場の下には 1000 本のパイプがあり、2000
年当時の沿岸の海洋深層水くみ上げ 1000 トン毎日を越える。沿岸の富栄養海水も濃縮されて輸送され
海洋牧場の生産性を高めている。同時に沿岸環境の浄化にも役立っている。 
 
 牧草に相当する海洋植物で動物プランクトンが飼育され、魚介類の養殖が行われる。海水は高温であ
るが、従来の熱帯域の多種少量ではなく寒帯域に見られた小種多量に最適な種を選定した効率的な食
物連鎖が設計され食料生産が行われる。 
 
 外洋牧場で生産される海藻類の一部は食料資源として活用される。ノリやコンブ、海ブドウなどの日本
の食物文化伝統が活かされ、世界に普及している。 
 
 外洋牧場はクリーンエネルギーの生産基地である。太陽光エネルギーを活用する 1970 年代のサンシャ
イン計画が検討された。北太平洋中央部の北緯２０度付近は活発な蒸発により表層の塩分が高い。雲が
少ないので大面積の光パネルで発電し、水の電気分解で発生する水素を製造する。日本では化石燃料
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から水素エネルギーへの転換が進み、水素ガスステーションで自動車に利用される。 
 
 表層の３０℃の高温水と 1000m 層の２℃の低温水の温度差を利用する発電も水素エネルギー生産に利
用される。陸上電力に利用するために沿岸域に設置が予定された海洋温度差発電が水素ガスの生産に
切り替えたために長大なパイプラインが不要になったので普及したのである。 
 
 海洋牧場は自走型である。北太平洋には黒潮から出発して北米大陸に至り、北赤道海流で北緯１０度
付近を西に戻る一周約 2 年の亜熱帯循環がある。この循環はどの経度でも北緯４０度から１０度に戻る南
下流を伴っている。1989 年の白鳳丸の太平洋横断航海は北緯 30 度を横切る一様な南下流の存在を広
く示した。遊泳能力が限られたニホンウナギが黒潮を横切ってマリアナ海域に到達して産卵できる理由で
もある。 
 
 外洋牧場には帆走装置が備えられている。海上位置は 1978 年に実用化された GPS で検出し、衛星通
信で陸上基地に位置と各種機器の運用状況を通報する。衛星通信は双方向で陸上基地から帆走装置
を操作して定点に留めたり、保守のため日本近海に戻すことができる。 
 
 牧場の食糧生産物や水素ガスの回収は船舶で行う。外洋でできる保守作業も実施するが、マリンレジャ
ー基地としての人気が高まり滞在客も多い。 
 
 外洋牧場の運用には天気予報、海洋予報が重要である。気象観測、海洋観測の基地としても活用され
る。 
 
食料生産としては熱帯域の多種少量より寒帯域の小種多量が効率的 効率的な食物連鎖の設計と最適
種の選定が重要 
 
 
３．アクション 
 食料生産としては熱帯域の多種少量より寒帯域の小種多量が効率的であり、環境に適した効率的な食
物連鎖の設計と最適種の選定が重要で、生態系システムの設計のための基礎研究を推進する。また、海
藻の食料化のための食品加工を進める。 
 
 環境保護団体・研究者の理解を得るための施策（陸上生態系の人為化の再認識。人類生存のための
食料生産と温室効果気体の吸収策であること。） 
  
 人工湧昇の研究を促進する。東北大学流体科学研究所、東京大学海洋研究所で実施されているが、
強力な工学的な取り組みの促進が望まれる。 
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 外洋牧場運用のための海洋生産産業の育成、 船員養成、船舶確保を推進する。 
 
 外洋牧場運用のための海流、水温、気象の予報精度向上。外洋予報が数値予測の精度を高め気候変
動予測に結びつく。 
 
 社会・経済効果の評価を評価して、外洋牧場のテストプラントを試験する。 
 
 要素技術はできているが、太陽光発電、海洋温度差発電の研究を促進する。  
 
 水素ガス供給ステーションの整備、自動車燃料としての利用を促進する。 
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環境問題解決のための科学技術指標 
 
東京大学 生産技術研究所 教授 山本良一 
 
環境問題を解決するためには様々な主体間の利害関係をどのように調整するかというガバナンスが不
可欠であり、広く社会的合意を得るためには利害関係者を強く説得するに足るだけの科学技術指標が必
要である。ここでは、環境指標あるいはサステナビリティ指標体系全般についての議論は避け、環境ガバ
ナンスのための重要ないくつかの具体的な指標について取り上げて、（１）その現状、（２）発展シナリオ、
（３）日本のとるべきアクションについて考察してみることにする。本稿で取り上げる指標は以下の通りであ
る。 
１．エコロジカル・フットプリント（Ecological Footprint=EF と略記） 
世界経済を支える生態系の面積を表わす。 
２．気候ターゲット（危険な気候変動を招かないための抑制すべき臨界的な気温上昇値） 
３．ファクター（経済と環境負荷の必要な脱結合の度合をあらわす指標、あるいは資源生産性、環境効
率の向上倍率）、環境効率、マテリアルフロー関連の指標 
 
１．エコロジカル・フットプリント 
  環境ガバナンスを考える時、いわゆる資本（製造資本、金融資本、人的資本）を考えるだけでは不十
分で、自然資本（森林生態系、土壌など）を真剣に考慮する必要がある。人類による経済活動の永続性
を保証するためには、自然資本の自己再生能力（年間の自然のサービス供給能力）の範囲内に世界経
済を収めなければならない（1 個分の地球のくらしを実現する）。 
そのために、自然資本供給－需要バランス指標（和田善彦、同志社大）とでもいうべき指標としてエコロ
ジカル・フットプリントがカナダ、バンクーバーのブリティッシュ・コロンビア大学のリース教授とワケナゲル
博士、和田喜彦博士（現同志社大）らによって提案された。 
 
リースの定義によれば、エコロジカル・フットプリントは「ある特定の地域の経済活動、またはある特定の
物質水準の生活を営む人々の消費活動を永続的に支えるために必要とされる生産可能な土地および水
域面積の合計（ある地域で必要とされる資源を永続的に産み出し、且つそこで排出される廃棄物質を継
続的に吸収処理するために必要となる生態系・水土の面積の合計 [それらが地域内に存在するか外に
存在するかは無関係]）」である。 
エコロジカル・フットプリントは「環境収容力要求量」、「環境面積要求量」「生物生産力要求量」などと呼
ぶこともできる。 
それでは、エコロジカル・フットプリントの計算はどのように行われているのであろうか。まず、生命圏が
生み出す再生可能資源の消費を計算する。非再生資源の化石燃料については、「二酸化炭素吸収地」
として計上する。非再生資源牡金属資源については、その加工のためのエネルギー（化石燃料）消費とし
て間接的に計上する。バイオマス資源生産能力の阻害となっている土地面積も加える。 
   ①「農地」（食糧、飼料、タバコ、イグサ、綿花などの生産のために必要とされる土地） 
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   ②「牧草地」（牧草、羊毛などの生産のために必要とされる土地） 
   ③「森林地」（家具、建材や紙製品など生産のために必要とされる土地） 
   ④「二酸化炭素吸収地」（化石燃料燃焼などからの二酸化炭素を吸収するための森林地） 
   ⑤「生産能力阻害地」（道路・建物・廃棄物処分場、鉱物資源採掘現場など生産可能地の生産を阻
害している土地） 
   ⑥「海洋・淡水域」（魚や海藻を産み出す海洋河川湖沼等の水域） 
食物連鎖の上位に位置する生物種の消費に関するエコロジカル・フットプリントは、第一次生産者の生
産量に換算して面積を算出する。 
生物生産力（バイオキャパシティー）とは、1 年間における生物学的に生産可能で且つ利用可能な土
地の生物学的生産能力の合計のことであり、これをグローバル・ヘクタール（gha）で表している。 
 
 
2001 年の生物生産力の一人当り世界公平割当面積は、1.8 gha である。1gha は１年間でガソリン 1,450
ｌ燃焼する際に、放出される 3.38 トンの CO2 を吸収する能力を有している。 
Living Planet Report 2004（生きている地球レポート（2004 年）は生きている地球指標とエコロジカルフッ
トプリント(2001 年時点)を計算している。 
生きている地球指標（LPI）は、陸生物種 555 種、淡水生物種 323 種、海洋生物種 267 種、約 3000 の
個体群の（数の変化）を調査し、この変化の平均値として LPI を求めている。その結果、1970～2000 年に
かけて LPI は 40%低下したとされている。人口の増加と人類の経済活動の拡大のために他の生物種が個
体数を減らし、一部は絶滅に至っていることが見て取れる。世界の EF は、2001 年に 135 億 gha(2.2gha/
人)に達した。地球の年間の生物生産力を B とする。人類の EF は 1961 年の 2.5 倍に拡大した。また、地
球の生物生産力を 20%オーバーしたと主張している。このレポートでは次の４つのシナリオについて将来
の EF を計算している。 
(1)ゆっくりとした成長 
人口増加（Median Projection 中位予測）、CO2 排出量増大（IPCC, シナリオ B1） 
食料と繊維（FAO の予測値）、を用いると 2050 年には地球 2.3 個分の EF まで増加すると予想している。
（EF＝2.3B） 
(2)2030 年までに Wilson の提案に従って、EF を 1/2B までに減少させる。 
(3)2050 年までに EF=0.67B（～2B/3）とする。 
(4)2100 年までに EF=0.88B とする。（ブルントラント委員会の提案） 
森林は毎年２％成長することから、森林資源は枯渇するまで使うと 50 個地球・年のキャパシティがある
ことになる。大胆な仮定として、地球の生物生産力の貯蓄を 50B とおこう。既に、世界の EF は B を上回っ
ているため 1983～2001 年に 1.5B のエコロジカルな負債が蓄積されたことになる。 
 
(1)低成長シナリオ 2050 年まで 40B のエコロジカルな負債の蓄積 
(2)50%成長シナリオ 2050 年までに 3.5B エコロジカルな負債の蓄積 
(3)67%成長シナリオ 2050 年までに 6B エコロジカルな負債の蓄積 
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(4)88%成長シナリオ 2050 年までに 20B エコロジカルな負債の蓄積 
 
したがって、（1）と（4）のシナリオでは、エコロジカルな負債の蓄積は地球の貯蓄と同程度に達するため、
持続可能では無いかもしれないということになる。このような分析結果については様々な疑問や反論があ
るのは当然である。原子力エネルギー、有害化学物質、CO2以外の廃棄物、金属などの枯渇性資源等の
取り扱いが適当であるのかどうか、EF が過小評価されているのではないか、現在、世界の EF が世界の年
間生物生産力を 20％オーバーしているという結論は妥当であるのかどうか、BaU シナリオでは 2050 年ま
でに世界経済は破局を迎える可能性が高いという結論は妥当であるかどうか等である。これらの点につい
ては、現在多くの議論が闘わされつつある。EF は言うまでも無く人類活動全ての環境負荷を取り入れて
いる訳ではなく、現在の経済活動にとって重要な制約因子となっていると考えられる再生可能資源の過
剰消費と化石燃料の大量使用による温室効果ガスの過剰放出に焦点を当てている。また、環境負荷を増
大させながら成長する世界経済が 2050 年までに破局を迎えかねないとする点については、システム・ダ
イナミックスを用いたシミュレーションによっても同様な結論が得られている（成長の限界（2004）メドウズら）。
ところで、地球は有限であり、物理的限界があるという事事態についてはもはや異論は無いが、世界経済
が予想外に早くその限界に接近していることが問題になってきたのである。欧米を中心に EF を政策決定
の補助的な指標として用いる動きが拡大しつつある。 
Global Footprint Network が設立され、計算方法の世界統一基準が作成されつつある。欧州環境省は、
欧州各国の EF を 40 年間にわたって計測するプロジェクトを行っており、2005 年 5 月に報告書が刊行さ
れる予定である。 
英国ウェールズ政府は法的義務として、持続可能な開発を進めるスキームを作成することを決定した。
ウェールズは 2002 年 4 月に、世界で始めて国家として公式に EF を持続可能性指標のひとつとして採用
し、資源消費を監視していくことを宣言している。 
 
２．気候ターゲット 
2004 年の気候変動に関する世界のニュース例をあげてみよう。 
(１)南極大陸西部のアムンゼン海に面した氷河の縮小速度が 1990 年代に比べて 2 倍に達している。
0.2mm/y の海面上昇に相当（NASA 他）する。 
(２)北極近辺の氷が過去 25 年間で 7.4%減少、 氷の厚さは過去 50 年間で 40%減少 
(３)ACIA(Arctic Climate Impact Assessment)1800 頁の報告書が公表される。北極圏では全球の２～３倍
の急速な気候変動が起きている。(ﾛﾊﾞｰﾄ･ｺﾚﾙ博士） 
(４)アメリカ・竜巻の発生数は観測史上最多を記録 
 西部の干ばつは５年間続いているが、更に長期化の見込。 
 ハリケーンによる被害深刻、チャーリー(140 億ドル)、フランシス(70 億ドル)、ジーン（80 億ドル）などで
ある。 
(５)ブラジル、3 月 26 日 観測史上初めて発生したサイクロン 
 (カタリーナ)に襲われる。 
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一方、2004 年の日本の主な異常気象は次のようなものがあった。 
(１)各地で真夏日の最多日数を更新 
大阪、京都、東京都心などで、気温３０℃以上の真夏日の過去最多日数を更新、熊本では 100 日を越
えた。東京都心で 39.5℃を記録 
(２)台風の年間最多上陸記録（1951 年以来）を更新 
10 回上陸し、大きな被害をもたらした。全部で 5､000 億円以上の損害保険金が支払われる見込であ
る。 
(３)記録破りの豪雨 
10 月 25 日までに観測された「1 日に 200 ミリ以上の大雨」は 463 回に達し、これまでの最高記録を約
100 回上回り、22 年ぶりに記録を更新した。 
 
このように、地球の温暖化は一般市民が明確に認識する地球環境問題となった。 
米国 NASA のハンセンによれば、1890 年代以降の世界のトップ 4 位の猛暑の年は、第 1 位 1998 年、
第 2 位 2002 年、第 3 位 2003 年、第 4 位 2004 年である。2004 年の地球表面平均温度は、1951 年か
ら 1980 年までの平均温度より 0.48℃高かった。1998 年の猛暑には最強のエルニーニョ現象が貢献した。
大気中の人為的起源の温暖化効果ガスの濃度増加により更に地球は暑くなると予想されている。  
2005 年は最も暑い年になると予測されている。 
 
2005 年 2 月 16 日に京都議定書が発効し、世界は改めて地球温暖化問題に真剣に取り組まざるを得
なくなったと言える。問題は短期的な利益をめぐって動いている市場経済にいかに長期的なサステナビリ
ティの目標を組み込むかということである。今後数十年以内に温暖化効果ガスの年間排出量を減少に転
じさせたとしても、大気中の CO2濃度の安定化には 100～300 年、気温の安定化には数百年かかり、熱膨
張による海面水位の上昇は 1000 年、氷床融解による海面水位の上昇は数千年続くと予想されている。
環境ガバナンス重要なひとつの側面はどの程度のタイムスケールで考えるかということである。2005 年 2
月 1 日から 3 日に英国で温暖化効果ガスの安定化に関する国際シンポジウムが開催された。そこで発表
された主な研究成果は次のようなものであった。 
多くの場合、IPCC 第 3 次レポートで考えられたよりもリスクは深刻である可能性が高い。 
(1)海洋の酸性化、1℃の気温上昇→大気中の CO2 を吸収する能力の低下、 
   これは海洋の食物連鎖に影響を与える 
(2)グリーンランドにおける気温上昇 2.7℃（全球平均 1.5℃に対応）を越えると氷床融解の引き金を引くこ
とが予想されている。 
(3)全球平均 1℃の気温上昇でサンゴが白化等で深刻なダメージを受ける。 
(4)1～3℃上昇で受けるダメージも増大することが予想されている。 
  大規模で非可逆的なシステムの混乱が 3℃をこえると問題になる。 
  例えば、熱塩循環の変化、陸上のカーボンのシンクへの逆転、南極大陸の氷床の不安定化などであ
る。 
 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 531
EU コミッションはポスト京都議定書交渉に備えるために、「気候変動との戦いに勝利する」というバック
グラウンドペーパーを用意している。 
気候変動に関する科学的知識の現状を次のようにまとめている。 
20 世紀の間に地球の平均気温は約 0.6℃、欧州地域の平均気温は 0.9℃以上上昇した。上位 10 番目
までに入る気温の高い年は、全て 1991 年以降の年である。現行の温室ガス排出量では、益々温暖化が
進むであろう。 
温暖化の最大の要因は人的活動に起因する温室効果ガスの排出であることは、科学的合意がほぼ形
成されている。主な温室効果ガスの人的排出要因は化石燃料の燃焼である。これは温室効果ガスの全
排出量の約75%の量のCO2を排出する。また、残りの温室効果を発生させる活動は、ごみの埋立て、農耕、
牧畜と農耕地の肥沃化と、フッ素化された工業温室効果ガスの生産と使用である。 
人的活動の結果、大気中の温室ガス濃度は過去 45万年間で最高である。産業革命以降、温室ガスは
278ppmv CO2 eq.から約 425ppmv CO2 eq.に増加した。CO2 のみの増加に関しては、280ppm から約
380ppm に増加した。 
気候システムに対して対策が遅れた結果、過去と現代の温室ガス排出はさらなる気温上昇を引き起こ
すだろう。加えて、温室ガス排出量は今後数十年間、さらに増加し続けると予測されている。削減への取
り組みを怠れば、地球の気温は 2100 年までには 1990 年の気温と比較して 1.4～5.8℃上昇し、中でも欧
州地域では 2～6.3℃上昇すると予測されている。これらの数値は取るに足らないように見えるが、過去の
氷河期の平均気温と比較すると決定的な数値であることが分かる。7 万年から 1 万 1500 年前の氷河期の
時代気温は、今日より僅か 5～6℃低かったに過ぎないのである。 
世界平均気温の上昇を最大 2℃までに押さえる目標を達成するために EU はどのような対策を行った
か？    
最近の研究は EU の「2℃目標」の根拠を確かなものにしている。1～2℃の気温上昇でさえ生態系や水
資源に対して重大な影響を与える。しかし、世界平均気温の上昇が一度 2℃を上回ると、生態系、食糧生
産、水の供給への影響は著しく大きくなり、避けることが出来ない惨事が発生すると予測されている。 
「2℃目標」を達成するためには、グローバル温室ガス排出をどの程度に抑える必要があるのか？ 
温室効果ガス濃度の上昇に対して気候がどの程度敏感なのか、また、大気中の温室効果ガス濃度と
気温上昇がどのような関係にあるかといった問題は、依然として不確かな部分が残っている。 
最近行われた複数の研究によれば、様々な大気中の温室効果ガスの濃度において、「2℃目標」がど
の程度の確率で達成され得るか、ということに関してはいくつかの異なる結果が示されている。そこで、平
均値が最も起こりやすい数値であるとすると、現在の濃度レベル(約 425ppmv CO2 eq.)では 3 分の 2 程度
の可能性でしか目標を達成出来る見込みが無い。さらに550ppmv CO2 eq.レベルでは、達成可能性は、6
分の 1、650ppmv CO2 eq.では 16 分の 1 になる。 
結果として、気温上昇を２℃以内に抑制するためには、温室効果ガス濃度を 550ppm CO2 eq 以下にす
る必要がある。（現在のところ、温室効果ガス濃度は約 425ppm で、1 年当り平均 0.5%の割合で増加してい
る。）すなわち、このままでは、2060 年にも温室効果ガス濃度は 550ppm 危険値に達してしまうことが予想
される。 
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米国 NASA ジェームズ・ハンセン博士も“「地球温暖化」時限爆弾の信管を抜く”という刺激的な論文を
書いている。その結論は 2000 年と比較してこれから地球の平均温度上昇は 1℃を上回ってはならない。
すなわち地球のエネルギーのインバランス、放射強制力は 1W/m2 を上回ってはいけないというものであ
る。IPCC の次の 50 年間の様々なシナリオで、1~3W/m2(CO2)、2~4W/m2(他の GHG)の変化を予想して
いる。従って、IPCC の最小の放射強制力の場合でもハンセンの基準に従えば、危険な気候変動が起こり
得ることになる。ただし、ハンセンは IPCC の温暖化効果ガスの排出シナリオは誇張されたものであり修正
すべきであるとしている。ポスト京都議定書をめぐる熱い国際交渉がこれから繰り広げられることになるが、
主な論点は以下のようなものであろう。 
（１）危険な気候変動（DCI＝Dangerous Climate Change）の起こりうる可能性について合意できるかどう
か。 
（２）DCI を引き起こさないように気候ターゲットとして 2℃を選択することに合意できるかどうか。 
（３）21 世紀末に地球平均気温の上昇を 2℃以内に抑制するための大気中の温暖化効果ガス濃度
（550ppmv CO2 eq.）に合意できるかどうか。 
（４）温暖化効果ガスの大幅削減について早期に合意できるかどうか。 
行動を起こすのが遅いと同一の温度ターゲットについて後になってより大きな排出量削減が必要にな
ると言われている。5年の遅れといえども、大きな結果を招き、20年の遅れの場合は、同一の気候ターゲッ
トに対して 3～7 倍の削減率が必要になると指摘されている。 
 
３．ファクター 
多くの研究者は経済成長と資源エネルギーの多消費を分離することが緊急の課題であると考えている。
資源エネルギー消費量（及び環境負荷）の削減は脱物質化（Dematerialzation)と呼ばれている。それで
は 2050 年までにどこまで、そしてどのように脱物質化をはかれば持続可能な経済を実現できるのかが問
題となる。サスティナブル経済に必要な脱物質化の度合い、あるいは必要かつ可能な資源生産性、エネ
ルギー効率の向上倍率はファクターと呼ばれている。 
（１）ファクター３ 
 小宮山宏（東大）らは、綿密な分析に基きわが国の２０５０年のサスティナブルな社会を展望し、エネルギ
ー効率３倍化、自然エネルギーの２倍化、循環型社会の構築は十分可能であると結論している（「地球持
続の技術」岩波新書）。 
（２）ファクター4 
Ｗeizsäker は先進国は直ちに資源エネルギー消費量を 1/4 に削減し、資源効率、あるいは環境効率を
4 倍（ファクター4）に増加させるべきであると主張している（「ファクター4」省エネセンター）。 
これは、人口 20％の先進国が世界のエネルギーの 80％を使用している現状を踏まえ、先ず平等の原則
（Equity Principle)に則って先進国は 1/4 まで消費量を削減すべきであるということから来ている。資源効
率=製品性能/資源投入量であり、環境効率=製品性能/環境負荷であることから、ファクター4 の向上を達
成するためには従来の製品に対して、資源投入量（直接、間接投入を加えて物質集約度とする場合もあ
る）と環境負荷を半分に抑えながら製品性能を 2 倍に高めればよい。旧製品と新製品で製品性能が同一
ならば資源投入量、あるいは環境負荷を 75％削減することが出来れば同様にファクター4 の向上を達成
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することができる。資源とエネルギーについて既にファクター4 を達成した技術、製品は多数存在する。 
（３）ファクタ-10 
2050 年に世界人口が 90〜100 億人に増加したときには 1/4 削減では不十分であるという考え方がある。
Schmidt-Bleek 教授は 2050 年までに資源消費量を 1/10 に、すなわち資源効率、環境効率を 10 倍（ファ
クター１０）に高めることを提唱している(「ファクター10」ｼｭﾌﾟﾘﾝｶﾞｰ東京）。持続可能性を考えて資源消費
量を半分に削減することでファクター2 が、現在世界人口の 1/5 の先進国市民の享受する生活を全ての
途上国の人々へも分かち与えると言うことでファクター5 が出るので、結局ファクター10 の必要性が出てく
る。 
(４)ファクター16（F16） 
Commoner－Ehrlich 方程式 I=PCT,I（環境インパクト）、P（人口）、C（1 人あたりの消費、例えば GDP）、
T（単位消費あたりの環境インパクト）である。ここで 2050 年までに持続性のために I を 1/2 に、P は人口
増で 2 倍に、C は世界 GDP が年率２ ～3％成長することを考えると、4 倍になることを仮定すると、T は
1/16 倍にしなければならないことになる。つまり、ファクター16 の資源生産性の向上が求められる。 
(５)ファクター８（F8） 
さて以上のような研究とは別の方法で、筆者は必要な脱物質化因子を見積もってみた。現状において
既に人類全体で資源エネルギー消費が持続可能水準を 40％オーバーし、人口は 2050 年までに途上国
で更に 30 億人増加すると仮定する。ここで 2050 年において南北で１人あたりの資源消費量を同一とした
（平等の原則）。容易に先進国のファクター８の必要性が導ける。途上国は資源（生態系）の消費量を 2 倍
に増大させることが許容される。筆者の 2000 年における計算結果はファクター8 の資源生産性の向上が
必要性を示すものであった。ところで、2000 年の時点におけるエコロジカル・フットプリントが
Ventoulis,Chazan,Gaudet によって計算されている。この最新のデータを用いると、非 OECD 諸国の 1 人
当たりの EF は 1.4 ヘクタールであるのに対して、OECD 諸国のそれは 5.5 ヘクタールとなる。 
したがって OECD 諸国の市民は非 OECD 諸国の市民より平均して 4 倍の生態系の面積を使用している
ことになる。また 2000 年の時点で研究された諸国全体の EF は持続可能水準を約 20%上回っているという。
次の結論が容易に得られる。すなわち非 OECD 諸国は 1 人あたりの EF を現在より 14%減少させること、
OECD 諸国は 1 人あたりの EF を 80%減少させる（つまり現在の EF の 1/5 まで縮小する）必要があるとい
うことである。これは資源生産性あるいは環境効率を 5 倍（ファクター５）高める必要があるということを意味
している。 
このようにファクターについては様々な議論があり、社会全体についてのファクターは少なくとも政策決
定に使用できる程の制度はないと言える。ただ、資源生産性の飛躍的向上の必要性については、そのプ
ロパガンダに利用できるであろう。 
 
＊環境効率とは 
 1992 年のリオの地球環境サミットにおいて、環境と経済の両方の効率向上のための新しい概念として環
境効率が提案された。WBCSD はマーケットを通じた持続可能な発展のために 7 つの戦略の重要性を指
摘している。 
１．革新すること、２．環境効率性（eco-efficiency）の追求、３．利害関係者の対話から進歩のためのパ
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ートナーシップへの移行、４．消費者への選択情報の提供、５．市場の枠組み条件の改善、６．地球の価
値の構築、７．全ての人々のために機能するマーケットの創出である。環境効率は生態系への影響や資
源集約度を漸進的に減少させながら、人間の要求を充たし、生活の質を向上させる事の出来る価格競争
力を持つ製品・サービスを供給する事により達成される。 
 
環境効率指標（国内企業の活用状況，産業環境管理協会、2004 年） 
環境効率指標及びファクター導入企業 業種 対象とした境報 
告書発行企業数 製品単位 企業単位 
製造業 220 4 18
非製造業 65 2 4
合計 285 6 22
 
環境効率指標の一義的な計算は存在せず、様々な式によって計算されている。国、産業、企業単位
の環境効率の場合は経済的価値を分子に、分母に CO2 の排出量をとるなどの式が用いられている。製
品単位の環境効率は評価項目が多様化しているが、分母に環境負荷、分子に性能をとる場合が多い。 
 したがって、エコデザイン（環境適合設計）やグリーン購入において、環境効率を製品・サービスの環境
性能指標として利用しようとする場合、標準的な計算式が存在しないことは問題になっている。そのような
理由から 2004 年に日本環境効率フォーラムが設立され、計算法の研究と標準化ならびに環境効率指標
の普及拡大が図られつつあるところである。 
 
＊エコインジケーター（環境影響評価指標） 
 製品・サービスのライフサイクル全体の環境影響評価手法としては LCA（Life Cycle Assessment）があり、
ISO で規格化されている。しかしながら、ISO 規格では、例えば鉄鋼材料採掘から生産までの檀家の全体
としての環境影響を単一指標（エコインジケーター）で表現することについては、規格外となっている。実
用上の観点からは数多くの環境側面を全て取り入れた単一指標があった方が環境側面間のトレードオフ
関係を処理し、製品相互間の環境効率を比較する上で便利である。ヨーロッパではこのような単一指標を
計算する先駆的試みが既に行われている。このような理由からわが国でも通産省の国家プロジェクトのひ
とつの課題として単一指標を計算可能な LCIA（Life Cycle Impact Assessment）が研究開発された。 
日本版の被害算定型環境影響評価手法は LIME と呼ばれている。LIME による環境影響の評価は以
下のステップによって行われた(以下、産総研・伊坪徳宏博士による)。 
(1) 環境負荷物質の発生による大気、水などの環境媒体中の濃度変化を分析する(運命分析)。 
(2) 環境媒体中における環境負荷物質の濃度の変化によって、人間などのレセプタによる暴露量の
変化について分析する(暴露分析)。 
(3) 暴露量の増加によるレセプタの潜在的被害量の変化を被害態様ごとに評価する(被害分析) 
(4) 共通するエンドポイント(例えば人間健康)ごとにそれぞれの被害量を集約する(影響分析)。 
(5) 最後にエンドポイント間の重要度を適用させることで環境影響の統合化指標を得る(統合化)。 
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LIME では、特性化係数リスト、保護対象被害係数リスト、統合化係数リストの三つが成果として得られ
ている。これらの係数の特徴を次表に示す。 
 
LIME における三種のリストの特徴(産総研 伊坪徳宏による) 
 特性化係数リスト 被害係数リスト 統合化係数リスト 
基礎となる学術
領域 
環境科学全般(自然科
学) 
疫学、保険統計学、緑地
学、数理生物学、毒性学
など(自然科学) 
環境経済学、推測統計
学、計量心理学(社会科
学) 
評価の対象 影響領域ごと エンドポイントごと 環境全体 
結果の項目数 11 項目  4 項目 単一指標 
評価結果の意
味、次元 
基準物質の等価量(ex. 
温 暖 化 の 場 合 CO2 
eq.kg, ある物質 1kg に
よる温室効果は CO2 何
kg に相当するかを指す)
被害量(ex.人間健康の場
合; 損失余命, ある物質
1kg の負荷は損失余命何
年分に相当するか。) 
外 部 費 用 (ver.1 使 用
時)、無次元(ver.2,3 使
用時)(ex.ある物質 1kg
の負荷は社会的費用い
くらに相当するか) 
ISO14042 との
関係 
必須要素 
任意要素(被害評価という
ステップは現在 ISO にお
いて定義されていない。) 
任意要素 
信頼性 
相対的に高い。自然科
学的知見に基づく。 
中庸。基本的には自然科
学的知見に基づく。 
社会の選好に基づく。 
対象物質の網
羅性 
約 1000 約 1000 約 1000 
適用範囲 LCA LCA 
LCA、企業評価、環境
効率、フルコスト評価、
費用対効果分析 
長所 
・信頼性が高い 
・ISO-LCA の必須要素
・自然科学的知見の下で
四項目に集約できる。 
・単一指標が得られる 
・トレードオフが発生し
ない 
・応用範囲が広い 
問題点 
評価結果の項目数が多
い 
不確実性が高い恐れがあ
る 
価値判断が不可避的に
導入される 
 
海外においても EPS, ExternE, Eco-indicator’99 のような研究が行われた。これらは全て被害算定型を
採用しており、ライフサイクルインベントリとエンドポイントを関連付け、エンドポイントの重み付け又は経済
価値化により統合化を行うという評価の枠組みは同一である。しかし、評価対象とする物質や影響領域、
評価ステップの種類など様々な点において大きく異なっている。 
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人間健康においては、損失余命に関わる係数を被害指標として利用することは共通点として挙げられ
る。しかし、生態系についてはいずれも評価対象とする一方で、生態系のどの部分に注目するのか、生
態系が受ける被害をどのように表現するかについては、手法間で大きな差異がある。EPS は一年間にお
ける生物種の絶滅に対する寄与度(割合)を、Eco indicator’99 は生物種(維管束植物種)が消失する割合
を、LIME は絶滅種数の期待値を被害指標として利用している。すなわち、他の手法は割合といった無次
元の指標を利用するが、LIME では生物種の数を計算する点で異なっている。 
健康影響を除く人間社会への影響(資源、材料、農作物など)についての考え方も手法によって大きく
異なっている。LIME では、人間社会において有価物として取り扱うもの(非生物系資源、農作物、水産資
源、森林資源)を包括したものとして、保護対象「社会資産」を設定する。EPS はそのほかに土壌の酸性化
の緩衝に利用されるカチオンも含め、保護対象を「資源」と「生産能力」の二つに区分している。
Eco-indicator’99 では、農作物や水産資源などは含めずに、鉱物資源と化石燃料に限定した「資源」を
保護対象としている。ExternEでは建材などの「材料」を算定の対象としているが、保護対象に関する明確
な定義はない。 
一次生産(植物生産)に対する影響は、LIME と EPS では考慮しているが、Eco indicator’99 と ExternE
は算定の対象としていない。また、LIME は、「一次生産」を保護対象として定義する一方で、EPS では、
本項目は「生態系の生産能力」の構成要素の一つとしており、保護対象の対象範囲の点で両手法は異
なる。 
 また、環境影響の及ぶ範囲をどの位のタイムスケールで考えるのかも大きな問題である。100 位までが
1000 年位までか。気候変動については 1000 年くらいまでを考えに入れた評価が望ましい。また、危険な
気候変動についてはこれらの手法は全く考慮していないし、生態系のカタストロフィックな遷移の可能性
についても考慮外である。LCIA やエコインジケーターについてはまだまだ研究の蓄積が必要なことは明
らかである。したがって、LCIA やエコインジケーターの慎重な利用を進めながら更に広範な研究が求めら
れるのである。 
 
＊マテリアル・フロー関係のインジケーター 
 循環基本法では、循環型社会形成推進基本計画（循環基本計画）が 2003 年 3 月に閣議決定された。
「循環」自身を表現する指標のほか、天然資源の消費抑制の観点および廃棄物の発生抑制の関連から、
経済活動の「入口」での物質フローに着目すること、廃棄物の処理処分量の低減という廃棄物行政側か
らの視点で「出口」の量に着目することが当初から再三議論されており、「入口」「循環」「出口」の３つの断
面について、以下の指標が最終的に選定された。 
 「入口」：資源生産性＝GDP/天然資源等投入量 
 「循環」：循環利用率＝循環利用量/（循環利用量+天然資源等投入量） 
 「出口」：最終処分量 
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１ 物質フロー（マテリアルフロー）指標 
     
(1)「入口」：資源生産性 平成 22 年度：約 39 万円／トン 
                      （H12 年度から約 40%向上） 
(2)「循環」： 循環利用率 平成 22 年度：約 14% 
                                          (H12 年度から約 40%向上） 
(3) 「出口」：最終処分量 平成 22 年度：約 2800 万トン  
                      H12 年度から概ね半減） 
２ 取組指標 
 １人一日あたりごみ排出量の 20％削減、 
 循環型社会ビジネスの市場・雇用規模の倍増等 
 
（国立環境研森口氏による） 
 
資源の循環的利用の促進、技術面での効率向上、消費パターンの転換、という３つの要素が相乗的に
作用することで、資源生産性を 10 年間で 40％向上させることを謳っているが、これは 20 年でおよそ２倍、
ファクター２を達成しようとしていることに相当する。経済協力開発機構（OECD)は 2004 年４月に開催され
た環境大臣会合を機に、「物質フロー分析・資源生産性に関する理事会勧告」を採択した。この勧告は、
2003 年の G8（先進８カ国）環境大臣会合での日本の提案が発端となったものである。 
 この OECD 理事会勧告が加盟国に対して求めている事項の一つに、「マクロ、ミクロ両面における物質
フロー分析・指標の開発と利用の促進」がある。資源生産性や資源の循環利用率など、物質フロー分析
に基づく指標は、国の循環基本計画のようなマクロレベルだけでなく、企業活動をはじめとするミクロレベ
ルでも社会的なさらなる活用が期待されている。マテリアル・フローに関連する指標の研究はいくつかの
国、地域については積極的に行われているが、世界のほとんどの国についてはまだこれからの課題であ
る。 
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＊グリーン購入、エコラベル関連で環境
　効率、ファクター、ｴｺｲﾝｼﾞｹｰﾀを積極的
　な利用を進める（環境性能の飛躍的向
　上を目指す）
＊LCAのデータベースの整備を進める
＊アジア圏にこれらの指標を普及させる
＊マスメディアで常時、経済指標と合わ
　せてこれらの指標を報道する
＊WTOのPPMに、LCAを組み込むことを提案
　する
＊政党や政治家のﾏﾆﾌｪｽﾄにファク
　ターやﾏﾃﾘｱﾙﾌﾛｰ関係指標が引用
　されるようになる
＊法律でエコデザインが義務化さ
　れ、環境性能が環境効率によっ
　て規定される
＊エコインジケータ（LCIA）が活
　発に使用されるようになる
＊計算方式の標準化進む
＊製品の環境性能指標と
　して環境効率やファク
　ターが使い始められる。
＊気候ターゲットと連動
　して社会全体のファク
　ターが議論される
　
ファクター　　　　
　　
　環境効率
　ﾏﾃﾘｱﾙﾌﾛｰ
　　関係指標
　ｴｺｲﾝｼﾞｹｰﾀ
　　（LCIA）
＊気候変動のアジアの影響について、国、
　地域別の詳細な評価を行う
＊危険な気候変動についての研究を強力
　に推進し、ターゲット2℃の妥当性を検
　証する
＊気候ターゲットについての国民的議論
　を喚起し、コンセンサスを得る
＊EUの提唱する気候ターゲット
　(2℃)が国際的合意を得る
＊米国、中国、インドを含めて新
　たな気候管理条約が調印される
（ポスト京都議定書）
＊2005年11月から始まる　
　　　
　ポスト京都議定書交渉　
　での主要な争点となる　
＊危険な気候変動の可
　能性についての研究が
　進む
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
気候ターゲット
＊サステナビリティ指標の一種として、
　
　研究及び実地利用を開始する
＊政策決定の参考指標として使用
　される
＊企業、家庭での利用が始まる
＊計算方式の標準化進む
＊多数の国、地方自治体
　での使用が進む
ｴｺﾛｼﾞｶﾙ・ﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄ
日本のとるべきアクション
2013年以降
発展シナリオ
　　　　　　～2012年
　　　　　　　　　　　　
　　　
環境問題解決のための
科学技術指標
発展シナリオと日本のとるべきアクション
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環境修復技術 
 
（株）日本総合研究所 創発戦略センター 西村実 
１．現状分析 
 わが国は、1960 年代から 1970 年代の十数年間にわたる高度経済成長期の副作用として大気汚染、水
質汚濁、土壌汚染などの公害問題を経験した。これらに対しては、主として環境規制の強化と公害防止
技術の適用による発生源対策が講じられた結果、見かけ上は深刻な環境汚染は沈静化した。しかしなが
ら、これは排出源での有害物質の排出を抑制した結果、大気や河川といった流れのある環境媒体中での
有害物質濃度が減少しただけで、既に排出された又は排出基準値以内ではあるが排出され続けている
有害物質の蓄積により生じる環境汚染が根本的に修復されたわけでない。なぜなら、自然の修復能力を
超えて蓄積した“ストックの汚染”は、人為的に修復しない限り回復しないからである。排出された有害物
質が最終的に蓄積して問題となるのは、土壌、地下水、河川や海の底泥、及び湖沼などの閉鎖系水域で
ある。これまでの環境対策は“フローの汚染”対策が主体であり、“ストックの汚染”は置き去りにされてきた。
これから問題となるのは、負の遺産といえる“ストックの汚染”の修復である。 
 1980 年代初頭に米国が“ストックの汚染”の代表格といえる土壌汚染に対して厳格な姿勢で取り組み
を開始した。1990 年代になると欧州でも取り組みが始まった。日本では 1990 年代を通して検討が重ねら
れ、2003 年に土壌汚染対策法が施行されて本格的な取り組みが始まった。現在、目覚しい経済成長を
続けている BRICｓ諸国（ブラジル、ロシア、インド、中国）でも、2008 年の北京オリンピック、2010 年の上海
万博を経て中国が名実共に先進国の仲間入りする 2010 年頃が節目となり、2015 年頃までには取り組み
が始まるであろう。このように“ストックの汚染”対策は、今後、世界中に広がると予測される。 
そうなると規模や総数が大きくなるので、環境修復技術に求められる要件は、エネルギーや資材をあま
り使わずに大量の無害化処理ができること、環境修復には長期間かかるため維持管理が容易なこと、が
あげられる。すなわち、低コストで大量の処理が可能なことである。 
土壌汚染対策に適用されている技術を基に考察（図１、図２、図３）すると、現状は土木工法や物理化
学的な無害化処理技術が主流であるが、低コストで大量処理が可能という要件を満たす技術としては、
微生物や植物などの生物を活用した原位置処理技術に到達する。河川や海の底泥、及び湖沼などの閉
鎖系水域など土壌汚染以外の“ストックの汚染”対策についても同様のことが考えられる。 
図 1：土壌汚染対策には、４つの修復措置がある。 
図 2：技術開発は、４つの中でも非掘削・無害化処理（原位置処理）に向かっている。 
図 3：原位置処理技術の中で、安価に大量に処理できるのは生物を活用した原位置バイオレメディエー
ションとファイトレメディエーションである。
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②非掘削・封じ込め
①掘削・処分場へ搬出
立入禁止等の
隔離措置
③掘削・無害化処理
④非掘削・無害化処理
しない
する
修復措置
土壌汚染対策 無害化処理
図1．土壌汚染に関する修復措置の分類
図２．修復措置の費用と処理能力
処理能力
大
小
処理費用安価 高価
掘削・無害化処理
掘削・処分場へ搬出
非掘削・無害化処理
（原位置処理）
非掘削・封じ込め
望ましい技術開
発の方向性
処理能力
大
小
処理費用安価 高価
図３．各種非掘削・無害化処理技術の費用と処理能力
ﾌﾗｯｼｭ
土壌ガス抽出法
原位置
ﾊﾞｲｵﾚﾒﾃﾞｨｴｰｼｮﾝ
化学処理
固化・安定化
原位置熱処理
ﾌｧｲﾄﾚﾒﾃﾞｨｴｰｼｮﾝ
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２．発展シナリオ   
2020 年頃までには環境修復技術の中核は、地表から表層土壌には植物を活用し、それより深い地質
環境や底泥の修復には微生物を活用した技術を組み合わせた“植物－微生物原位置ハイブリッドシステ
ム”（図４）となるであろう。このシステムの実現に向けて、（１）原位置バイオレメディエーションの高度化、
（２）ファイトレメディエーションの高度化、（３）原位置モニタリングの高度化、が進む。 
 
（１）原位置バイオレメディエーションの高度化 
 原位置バイオレメディエーションには、電子受容体（酸素）や電子供与体（炭素源）を土壌中に供給して
在来の汚染物質分解菌の働きを活性化させるバイオスティミュレーションと高性能の汚染物質分解菌を
外部から土壌中に加えるバイオオーグメンテーションの２方式がある。いずれの方式も実用化されている
ものの、中核技術となるためには嫌気微生物の利用による適用対象汚染物質種の拡大、材料の地中へ
の効率的な供給方法との組み合わせによる分解速度の向上が課題である。 
１）嫌気微生物の利用による適用対象汚染物質種の拡大 
環境修復の対象となる有害物質のうち、現時点で原位置バイオレメディエーションが適用できるのは、
油分（ガソリン、軽油、灯油など）、BTEX（ベンゼン、トルエン、エチルベンゼン、キシレン）、揮発性有機塩
素化合物（VOCｓ）（テトラクロロエチレン、トリクロロエチレン、シス 1,2-ジクロロエチレン、塩化ビニル）など
に限られている。 
微生物による分解が比較的容易な油分や BTEX など石油系炭化水素の汚染に関しては、酸素や栄養
塩を添加して在来の好気微生物を活性化させるバイオスティミュレーションが確立されている。酸素の添
加方法としては、1990 年代後半に開発された過酸化マグネシウムを主成分とする酸素徐放剤を地層に
注入する方法が主流となっている。 
揮発性有機塩素化合物については、1990 年代中頃までは分解能力の高い好気微生物を用いた方法
が模索されたが、テトラクロロエチレンのように４つの塩素で置換された化合物には対応できないことから、
原位置バイオ
レメディエーション
ファイト
レメディエーション
緑化・保水
図４　植物－微生物原位置ハイブリッドシステム
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嫌気分解が見直された。嫌気分解は、好気分解が難しい物質でも分解できる反面、途中で分解反応が
止まることもあり、制御が難しい一面があった。1997 年にテトラクロロエチレンやトリクロロエチレンを完全に
脱塩素化してエチレンに無害化する嫌気性菌 Dehalococcoides ethenogenes が同定された。完全分解の
鍵を握る微生物が明らかになったことが、難分解性化学物質の嫌気分解のブレークスルーとなった。現
在は、1990 年代後半に開発されたポリ乳酸のグリセリンエステルや油脂、糖などを主成分とする水素徐放
剤を地層に注入して在来の嫌気微生物を活性化させるバイオスティミュレーションが主流である。 
現時点で問題となっている土壌汚染の有機汚染物質のほとんどは上記の原位置バイオレメディエーシ
ョンでカバーされているが、将来は 2004 年に発効した「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約
（POPｓ条約）」の対象となっているダイオキシン類、PCB、製造や使用が禁止された農薬類（ディルドリン、
アルドリン、エンドリン、クロルデン、ヘプタクロル、ヘキサクロロベンゼンなど）、DDTや多環芳香族炭化水
素などの難分解性化学物質の無害化が必要となる。その際に鍵となるのは、嫌気微生物による嫌気分解
である。嫌気微生物の単離・培養は専用の嫌気ボックス内での手間のかかる難しい操作であるが、環境
試料から直接 DNA を抽出して DNA の塩基配列から微生物や分解酵素遺伝子を同定する手法が普及し
てきたことから、環境中からの嫌気微生物の探索が精力的に進んでいる。さらに、嫌気微生物を用いたバ
イオオーグメンテーションは、地中に菌を注入してからの制御が好気微生物より容易であり、消費エネル
ギーも少ないという特長がある。難分解性化学物質の嫌気的な分解経路の解明と高分解能の嫌気微生
物の探索・育種が進み、2010 年頃には新たに開発された嫌気微生物を用いたバイオオーグメンテーショ
ンが実際の環境修復プロジェクトで応用されるであろう。 
土壌だけでなく海や河川の底泥が環境修復のターゲットとなることから、それらの媒体にまで範囲を広
げて嫌気微生物の探索は行われる。2015 年頃までには、難分解性化学物質を分解する嫌気微生物のカ
ルチャー・コレクションが出来上がるであろう。 
２）材料の地中への効率的な供給方法との組み合わせによる分解速度の向上  
微生物による分解反応は、微生物と電子受容体や電子供与体が液相で接触することによって起こる。
好気分解の場合は、電子受容体は酸素、電子供与体は分解される汚染物質である。有機塩素化合物の
嫌気分解の場合は、電子受容体は分解される有機塩素化合物、電子供与体は地中に添加する有機酸
や糖、アルコール、油脂などである。 
材料の地中への効率的な供給と原位置での混合は、原位置バイオレメディエーションに限らず、原位
置処理技術共通の課題であり、長年にわたり研究が行われてきた。もっとも一般的な方法は、複数の抽
出用の井戸と注入用の井戸を組み合わせて地下水の流れを作るシステムであるが、透水性の低い地層
では効率が悪く、透水性の異なる複数の地層の場合は不均一な混合が起こるといった問題がある。2000
年頃より石油開発の分野で培われた水圧破砕法（ハイドロフラクチャリング）を活用した原位置処理技術
の商業化が進んだ。これは高圧水流で所定の深さの地層に水平方向の亀裂をつくり、そこに砂スラリーを
押し込むことにより、地層の透水性を改善し、様々な材料を効率良く地中に供給することを可能とする原
位置注入技術である。ただし、フラクチャリングの位置を正確にコントロールするための制御技術やシミュ
レーション技術、形状の計測技術は不十分であり、開発が継続されている。2010 年頃までには狙った深
さで、目的とするフラクチャリング形状を保証できる精度にまで技術は完成し、地中に薬剤等を注入する
ための中核技術に発展する。 
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 微生物を用いた修復技術の短所は、反応速度が遅い点である。物理化学的な手法との組み合わせに
よる処理速度の向上が検討されており、処理速度は速いが持続性に欠ける化学酸化と処理速度は遅い
が効果が持続するバイオレメディエーションとの組み合わせが一つの選択肢である。今後、期待される技
術としては、ナノ材料とバイオレメディエーションの組み合わせがあげられる。地下水に含まれる有害物質
をすばやく効率良くナノ材料に吸着させ、それを微生物でじっくり時間をかけて分解するといったシステム
や微生物を吸着させたナノ材料を地中に供給するシステムなどへの応用が期待される。ナノ材料の開発
が進み、2010 年頃には実際の環境修復プロジェクトに応用されるであろう。 
 
（２）ファイトレメディエーションの高度化 
１）環境修復用の高機能植物の作出 
 現状のファイトレメディエーションは、野生の植物から相対的に汚染物質吸収能力の高い植物を選抜し
ているに過ぎない。したがって、吸収能力の高い植物を育種・改良することにより、相当のレベルアップが
期待される。植物の育種・改良には 10 年以上の期間が必要となるが、選抜育種だけでなく、遺伝子組換
えを応用することにより、2015 年には高吸収能の植物を用いたファイトレメディエーションが実用レベルに
到達するであろう。植物は、土壌汚染だけでなく、耐塩性植物による砂漠の緑化や大気中の有害化学物
資の吸収・分解、水辺環境の修復など幅広い環境修復を実現するための主要材料となる。環境修復用
の品種改良が進み、2015 年頃にはいくつかの分野で実用化されるであろう。 
２）根圏生態系の解明と応用 
現状のファイトレメディエーションでは、植物の重金属の吸収を助けるために土壌中の重金属を有機酸
で溶出させる手法が用いられている。このような化学的な方法だけでなく、植物の根と根圏微生物との共
生関係に着目した根圏生態系の解明が、ファイトレメディエーションの処理能力を向上させるためのブレ
ークスルーとなる可能性があり、重要な研究領域となる。また、根圏生態系を活用することにより、根圏で
難分解性化学物質を分解できる可能性があり、2015 年頃にはバイオレメディエーションと統合した高効率
ファイトレメディエーションとして実用レベルに到達するであろう。 
 
（３）原位置モニタリングの高度化  
 米国では、1990 年代後半に“ナチュラル・アテニュエーション”（自然減衰）という概念が登場した。これ
は環境中での汚染物質の濃度が、微生物分解や化学分解、揮発、吸着、拡散などの自然の作用により
減衰することをいう。人為的な汚染対策工事を行っても地下水に入り込んだ汚染を短期間で浄化すること
が難しい場合、仮に自然減衰が確実に起きているなら、浄化対策に無駄なエネルギーをかけることなく、
自然減衰の様子をモニタリングする方が効率的だという考え方から“モニタード・ナチュラル・アテニュエー
ション（MNA）”という手法が生まれた。 
 将来、原位置バイオレメディエーションとファイトレメディエーションが環境修復技術の中核として本格的
に実施された場合には、環境中で汚染物質が分解されている様子を原位置で測定することが重要になり、
MNA の考え方が活用される。鍵となる技術は、環境試料中の微生物群の挙動を調べる技術であり、バイ
オテクノロジー分野で開発が進んでいる DNA チップやラボ・オン・チップなどを応用した装置が活用され
る。特に難分解性化学物質を分解する嫌気微生物の微生物群集解析が重要となる。2010 年頃には土壌
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や底泥から抽出したDNAあるいはRNAを基に指標となる複数の汚染物質分解微生物の種類と数を測定
できる微生物群集解析装置が出来上がり、2015 年頃には嫌気微生物のカルチャー・コレクションのデー
タを用いることにより、モニタリング手法として普及すると予想できる。 
 
 
 
 
 
３．日本のとるべきアクション 
（１）POPｓ条約対象化学物質への応用 
今後 10～15年の時間軸で見ると、土壌汚染だけでなく幅広い“ストックの汚染”に対する環境修復が求
められる。特に工業化による汚染が最終的に蓄積する河川や港湾あるいは湖沼等閉鎖系水域の底泥が
新たな修復対象となり、その主たる汚染物質はダイオキシン類や PCB 等の POPs 条約の対象物質と想定
される。わが国では環境省が長年にわたる環境中の残留化学物質の測定データを蓄積しており、底泥の
環境修復に取り組むための基礎データが揃っている。そのような基礎データを活用し、底泥を浄化対象と
する POPｓ条約対象化学物質の安価で大量の処理が可能な嫌気微生物を活用した原位置バイオレメデ
ィエーションとその原位置モニタリングを世界に先駆けて開発する。嫌気微生物を活用した原位置バイオ
レメディエーションで技術的なブレークスルーが達成できれば、環境修復技術の分野の基盤技術となる
であろう。 
環境修復ニーズ
2005年 2010年 2015年 2020年
日米欧の土壌・地下水汚染 ＋　　BRICｓ諸国の土壌・地下水汚染
＋　底泥、閉鎖性水域、砂漠化
対象物質
油分、BTEX、VOCｓ、重金属類 ＋　　POPｓ条約対象化学物質
POPｓ条約対象化学物質
の嫌気分解微生物探索・育種
難分解性化学物質分解
嫌気微生物のカルチャー・コレクション
ナノ材料の応用
材料の効率的
原位置注入技術の開発
環境修復用高機能植物の作出
根圏生態系の解明
微生物群集
解析装置
微生物群集解析
によるモニタリング
POPｓ対象化学物質に対する
嫌気微生物のバイオレメディエーション
高機能植物、
根圏生態系の応用
植物と微生物を組み合わせた原位置ハ イブリッ ドシステム
図５　環境修復技術が植物と微生物の原位置ハイブリッドシステムに向かうシナリオ
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（２）大規模現場実証試験の推進 
 環境修復技術の開発には、実際の汚染現場に修復技術を適用して効果を確認・検証・評価し、改良を
加えるプロセスが不可欠である。したがって、環境修復技術の開発には実際の汚染現場が必要である。 
わが国には、原状回復が求められる大規模な産業廃棄物の不法投棄により汚染された現場、再生が
必要な廃棄物で満杯となった埋立処分場の跡地、浄化が必要な鉱毒により汚染された土壌汚染現場、
底泥の汚染が確認されている港湾などがいくつも存在しており、国や地方自治体の主導で対策が検討さ
れている。 
これらの現場の環境修復はいずれも技術的あるいは経済的な困難さを伴っているが、視点を変えると、
環境修復技術を開発するうえでは、非常に有用な実証現場になりうる可能性がある。これらの現場のいく
つかを技術開発の実証試験に供すとともに、そこで用いる技術の評価を公的な機関で実施することにより、
実際の現場の環境修復を行いながら長期的な視点で新しい技術の開発を行うことができる。 
 
（３）環境修復技術による国際貢献の推進 
 環境修復技術は、環境汚染とその修復を経験した国からしか生まれてこない。その意味では、日米欧
で開発・実用化された環境修復技術が、今後新たに環境修復のニーズが高まってくる BRICｓ諸国で使用
されることになる。なぜなら BRICｓ諸国には技術的なバックグラウンドが無く、海外からの技術導入に頼ら
ざるを得ないからである。 
土壌汚染対策については、先行する欧米にわが国が追随するという格好でこれまでは進んできたが、
欧米で実用化された技術はわが国の複雑な地質に適さないことが多く、修正や改良を加えた結果、もっ
とも高度な環境修復技術に仕上がっている。 
今後開発される原位置バイオレメディエーションやファイトレメディエーションは、中国を皮切りに BRICｓ
諸国の環境修復に貢献することができる。特に中国では、砂漠化や水不足が深刻になるので、緑化技術
や植林技術と組み合わせた高度なファイトレメディエーションを展開することが期待される。これにより国
際社会においては、環境修復分野で主導的な立場で貢献することができる。 
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環境修復技術 
 
（独）海洋開発研究機構地球環境ﾌﾛﾝﾃｨｱ研究ｾﾝﾀｰ ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾃﾞｨﾚｸﾀｰ 和田英太郎 
 
キーワード：地球レベルの環境対応、水質、生物多様性、水系 
要旨：今後３０年間の未来展望として、わが国の空間単位を水系とし、上流から下流・河口域まで飲める
水、泳げる河にすることを最終目標とした国土利用計画を提案した。まず水質が良くなれば生物多様性
や人と水の関わりは考えやすくなり、人々の生活に余裕が取り戻せる社会となるにちがいない。未来に向
かってこのようなオプティミズムで科学技術の振興を考える。 
 
１．現状・アジア 
図１は世界で最も生物多様性に富む東アジア地域とその要因について纏めたものである。 
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Hot water > 28℃
１） 氷河（土壌の質）
２） モンスーン（ヒマラヤ）
３） 火山活動
４） 海面上昇・下降
５） 大陸移動 コンドワナ・ローラシア
６） 多様な文明の共存
 
 
図１．東アジアの多様性 
岩波講座、地球環境学５：生物多様性とその保全、第１章。和田・井上図１．５を修正 
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３０００年の歴史を持つバイカル湖を初めとして、モンゴルのフブスグル湖や琵琶湖などの古代湖は生
物多様性に富んでいる。また東南アジアの熱帯林は菌類とフタバガキ（ラワン材）の共生系がフタバガキ
高木の出現を可能とし、最も多様性に富む生態系となっている。これらの理由としては以下の事柄があげ
られよう。 
１）ヒマラヤの隆起によってモンスーンアジアが形成され、多雨の地帯である。ただし内陸部は乾燥化が
進んでいる。 
２）氷河期に降雪や降雨が少なく事実として氷河に覆われなかったため、古代湖が全層凍結を免れ長
期に渡って生物進化が継続されてきたこと。 
３）赤線で示したように、火山帯が南北に走っており、地質時代を通してミネラルに富む溶岩が噴出し、
地表に養分が供給され、森林地帯の更新を長期に渡って可能にしたこと。 
４）大陸移動によってゴンドワナ大陸とローラシア大陸が東南アジアでぶつかり、両大陸で別々に進化
した生態系が混在し多様性を促進したこと。 
５）地史を通じて起こった海面の上昇・下降によって、大陸と島々が陸続や隔離を繰り返して生物進化
の場を多様化したこと。 
６）現在の人の分布をみると世界の人口の６０パーセントがアジア地域に住み、しかも多様な文化を持
つ民族が住んでいること。 
以上、東アジアは生物資源、天然資源、文化の多様性に最も富む地域であり、このような場を後背地と
してわが国の歴史的基盤は成立してきた。その上で、近過去１００年に及ぶ近代科学技術文明が重なっ
ているのが現在の日本である。 
 
２．現状・日本 
環境修復技術には、低コストのクリーンエネルギーの長期的供給が不可欠となる。なぜなら、戦後５０年
以上に渡って有機汚濁化した湖沼、河川、沿岸を修復するのには短期には金がかかりすぎ、自然の浄化
能を利用した息の長い対策が必要となる。汚濁した底泥中の有機物が自然に分解するためには諏訪湖
の例でも２０年は必要となる。このような考えの下にわが国について考えてみる。 
全ての環境条件には正と負の側面がある。脊梁山脈が中央を走り、火山帯も走る我が国において、貴
重なエネルギーや水資源は台風や地熱そして太平洋や日本海を洗う黒潮によってもたらされている。た
だしまだ十分にその利用効率を高める技術開発は試みられていない。他方、山々にはこの１００年間に渡
って蓄えられた森林バイオマスも放置されたまま眠っている。我が国の科学技術文明はそれなりに発展し
知の人的資源も十分にあるが、これらの資源が国土利用計画の展開に効率よく利用される、集中される
方向が見えていない。 
海岸線が長く、河口から内陸の上流部まで近いことか、我が国の輸入・輸出立国の歴史に貢献したと
言えよう。輸送効率がよく人々は中流域に住み、下流域の都市に通勤するのが現在の我が国の人口分
布のマクロなパターンとなっている、また２０１５年をピークとして、６５歳以上の人口は減少に転じ、２１００
年の人口は７０００万人にまで減少すると予測されている。一方、それなりに生活レベルが高いため人々
の努力への熱意は低下しつつある。我が国全体の物質収支を見ると輸入超過になっており、耕地が十分
あるのにも関わらず食料を輸入し、資源を輸入しマスとしては大きい工業製品を輸出している。結果として、
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１人当たり毎年４トンのごみを出し、貴重な N,P は外洋へ黒潮によって掃引される情況となっている。アジ
アにおける人為の物質循環の撹乱のホットスポットとしての我が国の姿が浮き彫りにされる。 
 
３．地球環境問題の５０年史 
図２．に近過去５０年の大気中の二酸化炭素の上昇と環境史における事件、国内外の共同研究の流
れをまとめた。第二次大戦後の世界の政治の中心議題は、 
     戦後処理――軍縮・軍拡――経済問題――１９９２年リオサミット以降の地球 
     環境問題――２００２年のヨハネスブルグサミット以降の全球観測 
えと変遷してきている。国際共同研究は１９５７年の IGY に始まり、IBP、MAB,と継き、１９９２年以降は
IGBP,WCRP、DIVERSITAS,HDP などが開始された。流れは‘人間活動と自然の相互作用環を解明し未
来のありうる姿を描き出すことに置かれた‘が、複雑系の理解は難しく、あらためて、先端技術を駆使した
地球観測を重点化し環境変動の予測と修復技術の再考を試みるところに戻った時点と考えられる。 
与えられた課題：環境修復技術と上記の１，２、そして３を踏まえて近未来の我が国の国土計画を総合
的に構築することと理解される。キーワードは水系ときれいな水である。 
 
 
図２．環境問題の戦後史と p CO2 の変化（50 年史） 
岩波書店、環境学入門３、地球生態学、図１．６を改変 和田。２００２． 
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４．今後３０年の発展のシナリオ 
表１に自然共生系・流域自立社会の確立に沿った仮想的な３０年間の色々な出来事の時系列をしめし
た。 
表１．『自然共生系・流域自立社会の確立』 
―― モンスーンアジアに水の文化国家を創出する夢 ―― 
 
   （地球観測）   （環境）      （エネルギー・技術）                   （社会）  
2005―グローバル    受身の保護     石油消費 
                      集中型エネルギー 
2010―地域観測 
    冷夏の予報など           ハイブリッドカー                  木材の輸出 
                      太陽エネルギー 
                      分散型        
               里山の開放型復活 
                                              1 軒 100 坪 
2015―ローカルモデル  老人人口↓     分散型         
    環境変動     ＣＯ₂放出↓     エネルギー 
予 測 モ デ ル               供 給 技 術            
溜池                            
                  風力発電   小河川の浄化 
太陽電池                                             
                      Ｈ₂エネルギー 
2020―                          生物多様性の復元 
            （環境水を河川へ） 
 情報ターミナル             
 
                    
 
2025―                          飛行船            1 軒 300 坪 
                                           
 
            高度生物利用 
              
                      水の光分解 
2030―                             
               
 
頭脳の 輸入
 
 
縦割り行政の 改革
携帯電話から 
人工衛星情報 
水単位の行政区
の確立 
リサイクル共役  
国際連携の確立 
積極的安全安心 
の確立 
高層ビルの 
水リサイクル 
再利用システムの完
備リサイクル 
上水生成システム
技術の確立 
Ｈ₂エネルギー
系の確立 
都市を中心とした水
のリサイクル 
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最終目標は沢水から河口域まで飲める水と泳げる河川の確保である。このための低コスト技術開発は
生物多様性の保全や人と水の関わり、治水、利水を望ましい方向で変えうる潜在能力が備わると楽天的
に考えることにしたい。また以下の項目について総合的に考えて行くことが不可欠となる：観測システムの
充実、環境と人との関わり、エネルギーの確保と技術、社会システムの持続化。このような事柄を意識して
表１には夫々の項目について思いつくままにキーワードを挿入してある。良く練られたものでないことをご
理解いただきたい。先端技術を駆使した地球観測と情報処理システムの進展は安心・安全のための情報
ネットワークを個々人の携帯電話にまで繋げるようになるであろう。受身の安心・安全の社会から情報を自
分で判断して対処する時代に入ることが望まれる。２０２０年はそのような時代であり、人々は台風や地震
の実経験をとうして地球環境とコモンズについて学ぶ時代となる。流域という場において、自律性を個人
のレベルから地域のレベルそして流域のレベルまでに広げることがきれいな水を目標とすることと平行し
たもうひとつの展開軸である。前者については、場の物質収支縮小すなわち内部循環系の強化、後者に
ついては、都市部におけるみずの再利用と低コスト高度水再利用技術の重点的発展が望まれる。東京、
大阪など河口の都市を再度新たな仕組みで水の都にする１００年の計を考えたい。このような大目標を達
成するために、表１の上段の項目について述べさらに与えられた設問に答えたい。 
 
（１）地球環境観測 
人工衛星が海洋も網羅した全球の降水・積雪情報、海水温、海流の変化の情報などを取るようになり、
これと平行して地球シュミレーターによる予測の時空間分解能も高まり、確実性もまし、地球変動の予測
は全球から地域へと広がりより実用的になって行くと予想される。この時点で初めて観測による精緻なプ
ロセス研究の成果の重要性が顕在化するであろう。長期的にはこの点は重要視すべきポイントとなる。 
 
（２）エネルギー 
レスターブラウン氏の読売新聞の記事によると、ハイブリットカーの出現と実用化はアメリカに於ける石
油消費を激減させる可能性があるという。また世界的に見れば風力発電の普及は急速にのびている。石
油や化石燃料に依存しない社会を作れるか。これは人類の科学技術文明が進歩から進化に切り替わる
大きな壁である。きれいな水をスポット的に得るためには風力発電、水力発電などを利用した小型で分散
的なエネルギー利用システムの開発が求められる。これはヒマラヤの村落やモンゴルのゲルばかりでなく、
我が国の林業や里山の復活、生業の振興に役立つにちがいない。小型エネルギー獲得技術、蓄電技術
の開発は自然共生型社会の持続的な維持に極めて重要であると考えている。このようなエネルギーを使
ってサイトバイサイトで水の浄化を工夫することか可能となる。ここで強調する必要のあることは汚れは拡
散する前に処理し、処理時間は長くし低コストで行う工夫である。この際日本の平地は狭いなどと言う考え
はもってはならないと思う。きれいな水を得るためには自然と共生する方向がコストダウンにつながる。特
に山国であるわがくにでは、きれいな水に対する認識は国民的コンセンサスを得やすいと考えられる。 
以降は、思いつくままに、上流から下流の都市に至るきれいな水ずくりシステムについて考えてみた
い。 
１）山岳地帯に於ける完全処理型のバイオトイレの完備によって沢水が飲める国にする。 
２）木材の自家消費や輸出によって森林保全修復システムの確立。森林ロボット、飛行船の開発など。 
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３）河川生態系再生工法（珪藻、メロシラの増殖を利用）による水質浄化。 
４）敷地面積の拡大による家庭内での生ごみの処理と果実の栽培による鳥による 
N,P の上流域への還元。                                   
５）完全下水処理システムの完備、雑廃水の環境水への還元。 
６）農村と都市市民の共存システムによる地域内物質循環系の確立。農村を物、人に関し 
  てオープンシステムにする。 
７）都市部における水利用システム、排水処理システムの高度化。水の都を目標とする。 
８）水系全体での物質収支をバランスさせる。このためには水系間や国際間の連携が必要となる。これ
は我が国の技術開発の方向の一つの軸となる。 
 
以上、環境修復技術について沢水から河口までの流れで思いつくままに述べてみた。以下には与えら
れた設問について考えてみたい。 
 
問１ ここの環境破壊に対して誰が警告を発するか。 
行政のトップに直結したレンジャーシステムと委員会が必要となる。市民１１０番のシステムも有効。 
問２ どのような技術により、どの程度まで修復かのうか。 
流域の修復は２０年の計で進めることが重要。分散型エネルギー獲得の技術開発が鍵となるであろう。 
問３ 日本がとるべき国際対応は（アクション） 
アジアの知の中心となる技術立国を省エネルギー、省物質収支、環境保全の軸でめざす。 
我が国がこの線で変革することが結果として最大の国際貢献となるであろう。 
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計算機シミュレーションによる材料設計 
 
東京大学大学院 工学系研究科 物理工学専攻 土井正男 
 
１．現状分析 
（１）歴史 
計算機シミュレーションによる設計は産業のさまざまな分野で用いられている。たとえば、(1)高層ビル、
橋など構造系の設計、(2)航空機、自動車、列車など機械系の設計、(3)カメラレンズや LSI マスクなど光学
系の設計などにおいて計算機シミュレーションは必須の技術となっている。計算機を援用した設計技術
は一般に CAE(Computer Aided Engineering)と呼ばれ、建築機械、電子部品の設計にはなくてはならな
いものとなっている。 
このような技術を材料開発に生かせないかという動きは早くから始まっている。1960 年代には、大型計
算機の発達に伴い量子力学にもとづく電子状態計算や統計力学に基づく液体や合金系の研究が盛ん
に行われるようになった。これを材料設計に応用する動きは 1980 年代にスタートし、1990 年代には、日本、
ヨーロッパでいくつかのプロジェクト研究がスタートした。しかし、構造物や光学系と違い、材料設計には
多くの開発要素が絡み、実用レベルにはいたっていない。ここではナノテクノロジーへの応用を念頭に、
計算機シミュレーションによる材料設計の現状と展望を述べる。 
 
（２）大学など研究機関における研究の現状 
科学の世界において、計算機シミュレーションはもともと理論研究の一部として行われていた。しかし計
算機シミュレーションの利用が広がるにつれ、シミュレーションは理論とは独立した方法であると認識され
るようになり、現在では理論、実験につぐ科学の第３の方法であるとの考えが定着しつつある。 
材料科学の分野においても、計算機シミュレーションは研究の重要なツールとなっている。扱う対象も
金属半導体、ガラスセラミック、低分子液体、高分子、コロイドなど材料科学すべてにわたっており、量子
力学、分子動力学、有限要素法、メソスコピック法などさまざまな方法に基づくプログラムが開発されてい
る。論文誌における計算機シミュレーションを用いた仕事の割合は年々増加し、それ専用の雑誌も創刊さ
れている。 
これらの基礎研究を背景に、計算機シミュレーションを材料開発に生かす目的のプロジェクトが国内、
国外で行われている。シミュレーション技術の開発を主眼としたプロジェクトもあれば、ナノテクノロジープ
ロジェクトの一部としてシミュレーションの研究が行われている場合もある。全体として計算機シミュレーシ
ョンへの研究投資は相当行われている。同様なことは、アメリカ、ヨーロッパでも起こっている。 
このような研究投資の結果、さまざまなシミュレーション法が研究され、多くのプログラムが開発されてい
るが、問題も指摘されている。 
１）開発されたプログラムの多くは特定の問題を解くために作られており汎用性が意識されていない。そ
のため、プロジェクト研究での成果はあってもシミュレーション技術としては蓄積されていない 
２）計算科学プロジェクトであっても、マニュアルが不十分、動作チェックが不十分、インタフェースの未
整備などの理由によりプログラムが他の人にも使えるような形になっていないまま終了する場合があ
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る。 
３）前述のハードルをクリアし、普及のための努力を続けているプロジェクトもあるが、プロジェクト終了後
は、プログラムを維持、発展させてゆくための仕組みがなく、困難な状況にある。 
要約すれば、材料設計を目標にした計算機シミュレーションへの投資はかなり行われているが、研
究投資の結果が蓄積され、その後の発展や応用につながっていないのが問題である。 
 
（３）企業におけるの研究の現状 
CAE は、建築、機械、電子分野においては必須の技術として定着しつつあるが、材料化学分野におい
ては、実績が少なく、技術の認知度は低い。その一方で CAE は開発期間の短縮効率化の手段として重
要な技術として認識されており、将来性に期待する声は強い。 
材料設計のための CAEには、材料化学系の企業だけでなく、電気、自動車、機械など多くの企業が関
心を持っている。とりわけ、薄膜技術、印刷技術、摩擦制御などの分野は、現在の CAE では取り扱うこと
ができず、ミクロレベルのシミュレーションが必要となっている。したがってこの分野の技術開発の動向に
はどの企業も関心を寄せている。 
以下、筆者の専門に近い材料化学分野の現状について少し詳しく述べる。 
化学企業における CAE の認知度は、プラント設計などを除いて一般的に低い。しかし、材料物質設計
への幾つかの取り組みがなされてきた。化学企業における CAE のひとつの流れは、データベースを利用
したシステムである。たとえば、薬の設計において、薬理作用と化学構造の相関を実験で求め、それをも
とに適切な化合物を求めるというシステムが開発されてきた。また、印刷、色材などの分野でも、企業の得
意とする分野の物質のデータベースがつくられ、開発の効率化と競争力強化に役立ってきた。しかし、デ
ータベースを中心にしたシステムにはつぎのような問題がある。 
１）実用になるシステムを作るためには、信頼性のあるデータを集積し、更新してゆかなければならない
がそのためのコストが大きい。 
２）経験則に基づくシステムであるため、限定された原料条件、加工条件、使用条件の範囲でしか有効
でない。これらのどれかが大きく変わった場合システムを根本から作り直す必要がある。 
３）将来にわたっても有効なシステム設計が難しい。 
 
このような理由のため、データベースに頼らない方法への関心と期待が高まっている。実際、学会研究
会においては、計算機シミュレーションが材料開発に貢献した例が多数報告されている。たとえば、電子
状態計算による触媒や非線形光学材料の設計、分子動力学による物質透過膜の設計などは筆者の知る
例である。これらの研究が、開発現場の中でどのくらいクリティカルな役割を果たしたかは詳細に検討し評
価する必要がある。 
一般に、材料化学系の企業の中においては、計算機シミュレーションは開発のサポート部門であるとい
う認識にあるようである。すなわち、各種の分析機器を用いる分析チームのなかで計算機を使うグループ
であると考えられている。 
そのような中で、材料の CAE を企業競争力の源泉であると位置づけて、技術開発の努力を続けている
企業もある。一例はタイヤメーカである。タイヤは、ゴムとカーボンの複合系にスチールなどで補強をし、３
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次元的に成形した複合体である。タイヤについて、材料の配合、スチール構造、タイヤ形状などを設計す
るシステムは実用化され開発の迅速化に貢献している。これは、従来の有限要素法による設計技術にゴ
ムについての企業ノウハウを付け加えたシステムである。ゴム材料の部分は現在まだ経験則が中心であ
るが、物理モデルに基づく拡張が試みられている。同様な努力は塗料印刷のメーカでもすすめられてお
り、５年後、１０年後にはこのような動きが企業の開発力に大きな影響を与えることが考えられる。 
 
２．発展シナリオ 
計算機シミュレーションによる材料設計の将来予測を行うとき、大学など研究機関における発展シナリ
オと企業における発展シナリオと二つに分けて考察をする。 
 
（１）大学など研究機関における発展シナリオ 
大学など研究機関においては、研究における計算機シミュレーションの比重は理論、実験を問わず確
実に増大してゆくと考えられる。とりわけ、ナノテクノロジー分野ではその傾向が強いと予想される。ナノテ
クノロジーとは、nm スケールの構造をコントロールして新規な特性を出す材料（あるいはデバイス）を作る
技術である。これはマクロ世界と同様の設計製造技術をナノのスケールで実現する技術であるということ
ができる。マクロ世界の設計製造技術において CAE が必須の技術となっていることを見るなら、ナノテクノ
ロジーにおいても CAE が重要な技術要素となることは疑いない。 
ナノテクノロジーの CAE において、分子動力学、電子状態計算などミクロなシミュレーション手法が重
要となることも疑いない。実際、現在行われているさまざまなナノテクノロジープロジェクト中でこれらの手
法開発と応用が行われている。その結果シミュレーションによって扱うことのできる対象は拡大し、計算の
規模も確実に増大してゆくであろう。 
しかし、これらの進歩だけでナノテクノロジーの CAE ができるわけではない。ナノテクノロジーにおいて
は、分子の自己組織化によって作られる構造、界面スケールの構造、微細加工スケールの構造、など原
子分子に比べればはるかに大きなスケールの構造のコントロールが必要である。例えば、インクジェットに
よるナノ構造の創製においては、nm スケールの流動（摩擦、すべり）や拡散（蒸発、相分離、ゲル化）が起
こっており、そのコントロールが重要である。このスケールの現象を分子動力学など、ミクロスケールのシミ
ュレーション法だけで再現するのは難しく、なにがしかの粗視化した手法が必要になる。また、エッチング、
リソグラフィー、電解メッキなどの半導体加工の工程をシミュレーションしようとするなら、化学反応過程な
どミクロなシミュレーションだけでなく、流動、温度物質拡散などのマクロなシミュレーションとの連成が必
要になる。 
現在の方法で扱うことのできない大規模系はグリッドコンピューティングなどの技術の進展により計算可
能となるという意見もあるがこれは楽観的過ぎると私は考える。マクロな CAE と同様、ナノの CAE において
も、その技術が誰でもが使えるようになってはじめてさまざまな応用が開けるものである。現在のグリッドコ
ンピューティングは基礎研究の段階であり、この技術が実用化し誰でもが使えるようになるには、拠点整
備の問題も含めてさまざまな課題をクリアしなければならない。したがって、ナノテクノロジーの CAE のベ
ースとなるハードウェアはパーソナルコンピュータのクラスタなど現段階で利用可能なものを前提にして考
えるべきであると私は思う。 
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ナノ CAE を構築して行く上で重要な技術課題はマルチスケールモデリング法の確立であると私は考え
る。マルチスケールモデリングとはスケールの違う現象の物理モデルを連成させて問題を解く方法である。
その簡単な例は工学の幾つかの分野で既に用いられている。たとえば、複合材料からなる構造物の弾性
変形を計算するとき、複合材料のミクロ構造からその実効的弾性率を計算し、求めた実効的弾性率を用
いて構造物のマクロな変形を解析することが行われている。ミクロシミュレータの計算結果からマクロシミュ
レータに必要な情報を抽出する作業は粗視化と呼ばれる。一般のマルチスケールモデリングでは、何段
階かの粗視化の操作を通してミクロな構造からマクロな特性を計算する。 
マルチスケーリングモデリングの考えに基づいて開発されたソフトウェアの例として OCTA がある。
OCTA は高分子材料を対象に、分子レベル、界面レベル、連続体レベルのシミュレータを備え、それらの
連携をある共通のシミュレーションプラットフォーム上で実現している。OCTA ではミクロレベルからマクロ
レベルに移るズームアウト）だけでなく、マクロレベルからミクロレベルに移るズームイン）連携の例も示され
ている。 
マルチスケーリングモデリングの考え方は材料設計の問題に限らず、地球環境シミュレータや、半導体
デバイスシミュレータ、ジェットエンジンの設計シミュレータなどさまざまなところで唱えられるようになって
いる。問題が複雑で巨大になればなるほど、マルチスケーリングモデリングに対する期待が強まっており、
国のプロジェクトの中でも、マルチスケールモデリングをキーワードに持つものが増えている。 
マルチスケールモデリングを実現するためには異種のシミュレータを連携させる必要がある。そのため
にはインタフェースの標準化などさまざまな仕組みづくりが必要である。ここでは国の主導が必要である。
連携のためのインタフェースが標準化され、それをサポートするソフトウェアが整備されれば、各種プロジ
ェクトの中で開発されたソフトウェアが蓄積してゆくであろう。そのなかでマルチスケールモデリングの実例
が蓄積されてゆけば、やがては、ナノテクノロジーのための CAE が現実のものとなるであろう。実際、
OCTA プロジェクト、MEMS シミュレータの開発プロジェクト、戦略基盤ソフトウェアの開発プロジェクトなど
において連携のための動きは既に始まっている。現在のところこれはばらばらの動きでしかない。統合化
に向けて国が主導的に動くなら、３年後には統合化の仕組みができるであろう。すると、7-8 年後にはさま
ざまなシミュレーションプログラムが共通のプラットフォーム上で利用可能となる。10 年後にはそのような成
果が大学研究機関に普及するであろう。この段階で幾つかの企業は導入を進めるようになる。もっとも、こ
のような方法が企業の中で、材料プロセスの設計技術として成熟したものになるのはそれからさらに 10 年
はかかるであろう。 
 
（２）企業における発展シナリオ 
前節で述べたのはトップダウンで起こる発展のシナリオであるが、ボトムアップで起こる発展のシナリオ
企業における発展のシナリオ）は異なっているであろう。 
計算機シミュレーションによる材料設計というと、量子力学や分子動力学計算により、材料を設計するこ
とというイメージで捕らえられがちであるが、そのような研究開発が企業のなかでなされていくことはないで
あろう。ほとんどの企業で基礎研究はアウトソーシングによりまかなわれようとしているからである。一方で、
材料設計のための基礎研究が簡単にアウトソーシングできるとも考えられない。材料設計の場合、個別の
材料ごとに、経験の蓄積が必要である。企業のもつノウハウを取り入れたシステムをつくるためには、かな
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りの研究開発が必要である。したがって、国のプロジェクトでシミュレーションソフトができ、それが企業に
導入されて、材料設計が可能になる、というシナリオは想像しにくい。国のプロジェクトの成果を実用化す
るまには、相当の研究投資が必要である。 
そのような困難がある一方で、国際的な競争のなかにおかれた企業は材料設計の CAE をめざす方向
の研究を続けてゆくものと私は思っている。CAE とは企業の持っているノウハウを計算機を使って効率的
に活用することである。企業の中で効率化の努力が続けられている限り、CAEは開発されてゆくであろうと
私は見る。 
このような観点で現状行われている CAE を見たとき、企業における材料 CAE は、ミクロな手法による純
粋な材料設計の分野より、材料と成形加工技術の複合領域で発展してゆくのではないかと私は考えてい
る。ミクロな手法による材料 CAE を開発するコストとリスクは大きい。一方で、FEM などを中心とした従来型
のCAEは企業の中で確立した技術となっている。したがって、従来型のCAEに材料設計の要素を加える
という形で CAE が発展していくと考えられる。実際タイヤメーカの戦略はそのようになっており、同種の技
術は印刷、塗布、薄膜成形、微細加工、などの多くの分野で研究が行われている。 
タイヤメーカなどの場合には、既に、CAE を技術力の高さと宣伝している。５年後には他の幾つかの分
野で加工技術と材料設計技術の融合の成果が報告されるようになるであろう。１０年後にはその流れはも
っとひろい分野にひろがってゆくと予想できる。その流れの中でミクロ手法に基づく材料設計の経験が蓄
積し、２０年後には材料 CAE はひとつの確立した技術になるものと予想している。 
 
３．日本のとるべきアクション 
ナノテクノロジーのための計算機材料設計技術をつくって行くために国が取るべきアクションは、ばらば
らに行われているシミュレーション研究の成果を生かすための施策をとることである。施策は二つある。 
(1)シミュレーションプログラムの査読公開システムをつくること：通常の科学研究においては、論文誌と
いう成果公開のシステムがあり、情報の質の管理とプライオリティの保全を行っている。計算科学ソフ
トウェアにはこのようなシステムはない。論文の査読システムと同様に計算科学ソフトウェアの評価シ
ステムをつくり、一定の水準のソフトウェアについては、公的機関において、マニュアル、インタフェー
ス整備をした上で、登録、管理するようにすれば、良質のソフトウェアが集積することになるであろう。 
(2)各種プロジェクトの成果物であるシミュレーションソフトを統合化するための話し合いをスタートさせる
こと：現在進行中のプロジェクトで統合化を歌っているプロジェクトは多いが、どのような形で統合化
すべきかについての明確な指針がない。このままでは、プロジェクトの成果が永遠に生かされない恐
れがある。早い時期に話し合いをスタートさせ何をなすべきか議論する必要がある。 
 
(2)にあげた異種のシミュレータの統合化は簡単なことではない。統合化のためには解決しなければな
らない問題が幾つかある。(a)どのような仕組みで異種シミュレータの間の情報交換をさせるのか？ (b)交
換するデータの構造をどうするか？ (c)各種のシミュレーションソフトの品質保障をどのように行うか（誰が
管理し、どのように責任分担するか）？(d)知的財産権の帰属をどのようにするか？これらについて明確な
答えをすぐに出すのは難しいかもしれない。統合化をあせると制約が多くなりすぎ、失敗しかねない。最
初はプログラムの相互利用のようなゆるい形でスタートし、マルチスケールモデリングの実例を増やすの
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が良いであろう。困難であっても何らかの形でソフトウェアの保存と連携の仕組みができれば最終目標に
むけた第一歩が始まるであろう。 
これと同時に国際的な趨勢を見極める必要がある。統合化の問題は当然のことながら国際標準の問題
と絡むからである。国際社会でのわが国の発言力を高めるために、最高水準の技術を保ちつつ国際協
調の路線を追求する必要がある。そのためには、計算科学のための人材の海外からの確保を含めた施
策が必要になるであろう。 
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計算機シミュレーションによる材料設計 
 
東北大学 工学部化学・バイオ工学科応用化学専攻 教授 宮本明 
 
１．現状分析 
（１）計算機シミュレーションによる日本発の市場・産業創製への期待 
近年の理論科学の進歩、計算科学手法の発展、計算機の計算速度向上、並列計算技術の進展など
があいまって、計算機シミュレーションが半導体、エレクトロニクス材料、触媒材料、環境材料、エネルギ
ー材料、電池材料、有機・バイオ材料、金属材料、機械材料などありとあるゆる分野において、その材料
開発・材料設計に大きなインパクトを与えている（図１）。最近では代替フロンの開発など、実際に計算化
学によって予測された材料が、その後実験的に有効性が証明され、実用化、産業化された例も、少しず
つ報告されるようになってきた。特に今後は、従来の大量生産品の販売を中心としてきた産業構造から、
高付加価値製品の開発への変革を急速に進め、国際競争力の強化を果たさなければいけない日本の
産業界において、従来の試行錯誤的な研究開発手法から脱却するためのキーテクノロジーとして、計算
機シミュレーションに大きな期待が寄せられている。実際、計算機シミュレーションは、従来の実験的アプ
ローチに基づく試行錯誤的な研究開発手法に代わり、①理論に裏付けされた材料開発の実現、②高速
かつ高効率な材料開発の実現、③自然界には存在しない全く新しい機能・構造を有する材料開発の実
現、④安全・安心かつゼロエミッションの材料開発の実現を可能とする方法論である。今後、日本産業の
急速な構造改革を可能とし、日本発の新しい産業・市場の創造を短期間かつ継続的に実現するために、
計算機シミュレーション技術の発展は欠かせない必須課題である。 
 
（２）計算機シミュレーションの現状 
10 年前の計算機シミュレーションは、方法論の未熟さ、貧弱な計算機能力などのため、実験結果の理
論的解釈、既知の実験結果を補完するツールでしかなかった。これに対し最近の計算機シミュレーション
技術の飛躍的な発展は、既知の実験結果に全く頼らず、第一原理量子計算などの活用により非経験的
に材料設計を行うことができるレベルに到達しつつある。ただ現状では、単純な有機分子やバルク固体
材料の材料設計が可能なレベルにとどまっており、高付加価値製品の開発のために必須な表面、ヘテロ
界面、ナノ構造、粒界、微量添加物、欠陥、組織構造などが生み出すナノプロパティ・ナノ機能を電子・原
子レベルで制御したナノ材料や複雑多成分系材料の理論設計が行えるレベルには至っていない。しかし、
この 10 年の飛躍的な計算機シミュレーションの発展を見る時、この分野を発展させるために十分な人材
養成、研究機関の設置、研究資金の投与が行われれば、10 年後には必ず上記のナノ材料、複雑多成分
系材料の理論設計が非経験的に行えるレベルにまで発展することは確実と考えられる。 
さらに計算機シミュレーションには、上記のナノ材料設計のみならず、新規ナノ製造技術・材料加工技
術などを実現するための理論的なプロセス設計ツールとしての役割が期待されている。静的な特性・機能
を予測する材料設計とは異なり、プロセス設計の実現にはダイナミクス計算が必須となるため、材料設計
に比較してより高度な計算手法の開発が求められる。キネティックモンテカルロ法などに基づき既知の実
験結果を補完する経験的なプロセスシミュレータは、既に産業現場で広く活用されている。しかし、全く新
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しい製造技術、材料加工技術の開発に求められるのは、過去の実験結果に基づかない非経験的なプロ
セスシミュレータの開発である。これを可能とする第一原理量子分子動力学法などの非経験的なダイナミ
クスシミュレータの応用は技術的にここ 2～3 年でやっと可能になってきたレベルであり、未だプロセス設
計が実現できるレベルには至っていない。しかし、最近の急速な第一原理量子手法に基づくダイナミクス
計算技術の発展を見る時、20年後には様々な複雑プロセスの理論的解明が可能となり、新規ナノ製造技
術・ナノ材料加工技術を非経験的に設計できるようになるものと考えられる。 
ナノ材料設計、ナノプロセス設計の次に実現すべき課題は、新規ナノデバイス・ナノセンサを生み出す
ためのデバイスシミュレータの開発である。有限要素法などに基づき既知の実験結果を補完する経験的
なデバイス設計シミュレータは産業開発の現場で既に利用されているが、全く新しいナノデバイス・ナノセ
ンサの設計・開発には、実験結果に基づかない非経験的なシミュレータの開発と応用が求められている。
現状では、そのようなシミュレータの開発はまだ実現されていない。しかし、材料設計技術、プロセス設計
技術の発展とあいまって 30 年後には非経験的に新規ナノデバイス・ナノセンサの理論的設計が可能にな
るものと考えられる。 
現状では、計算機シミュレーションは実験研究の支援的ツールと見る人も多いが、10～30 年後に計算
機シミュレーションを主導とした材料・開発体制を整えることができた国家と、現状の試行錯誤法に基づく
実験的アプローチを継続した国家が有するであろう将来の産業技術の差は明白であり、材料設計のため
の計算機シミュレーション分野の発展は国家的政策としてすぐに取り組むべき最重要課題であり、無対策
であることは考えられない。特に、バイオ分野とは全く異なり、材料分野においては原子・分子レベルの人
為的操作が社会規範に対して悪影響や問題を起こすことは全く無く、国際競争力の強い日本社会、日本
経済を創成するためにも本分野の積極的な推進体制の強化が必須課題である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 計算機シミュレーションによる材料設計の実現が影響を与える研究分野 
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２．発展シナリオ 
 上述のように、従来の大量生産品の販売を中心としてきた産業構造から、高付加価値製品の開発への
変革を急速に進め、国際競争力の大幅な強化を実現しなければいけない日本の産業界において、従来
の試行錯誤的な研究開発手法から脱却するための方策として、計算機シミュレーションの発展は最重要
課題である。計算機シミュレーション分野では、これを実現するための要素技術の議論は既に盛んに行
われており、SF 的な夢物語ではなく、それを実現するための具体的な課題・目標、さらにはそれに至るま
での過程が明らかにされている（図２、図３）。 
 
（１）理論に先導された「ナノ材料設計」実現のための発展シナリオ 
  10 年後の 2015 年には、材料のバルク特性を活用した大量生産品ではなく、高付加価値製品の開発
のために必須な表面、ヘテロ界面、ナノ構造、粒界、微量添加物、欠陥、組織構造などが生み出すナノ
プロパティ・ナノ機能を電子・原子レベルで制御したナノ材料や複雑多成分系材料の非経験的な理論設
計が実現される。それを実現する具体的な要素技術は下記の通りである。 
 
１）非経験的計算手法による「大規模計算」の実現 
 現状、非経験的な第一原理量子計算手法を用いて計算可能な原子数は 64 程度であるが、表面、ヘテ
ロ界面、ナノ構造、粒界、微量添加物などの原子レベル制御を実現したナノ材料、複雑多成分系材料の
理論設計には 1000 原子以上の大規模計算の実現が必須であり、これが 2015 年に実現される。これを実
現するための計算技術としてオーダーN 法（第一原理量子計算手法の計算時間は通常、電子数の 3～4
乗に比例するが、この計算時間を電子数の１乗に比例させる手法）と呼ばれる様々な方法論が既に提案
され、現在精力的な開発が進められている。2015 年には現在提案されている様々な高速計算手法の確
立や統合化が進み、1000 原子以上の大規模系を第一原理量子計算により計算可能な手法が確立 
される。 
 
２）非経験的計算手法による「高精度計算」の実現 
 現在広く使われている密度汎関数法などの第一原理量子計算手法のエネルギー精度は 10kcal/mol 程
度である。しかし、複雑多成分系における化学反応などの議論には、2～3kcal/mol 程度の高精度計算の
実現が必須であり、2015 年には電子相関の精密な取り扱い、相対論効果の精密計算などの高精度計算
が適切な計算時間内で実行できる方法論が確立される。さらに、次世代のエネルギー問題、環境問題の
解決には、光触媒、太陽電池などの光を利用した機能材料の開発が最重要課題であり、そのための材料
設計技術として、2015 年までに基底状態に加え励起状態の精密計算が適切な計算時間内で実行できる
方法論が確立される。 
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図２ 計算機シミュレーションによる材料設計のロードマップ 
 
 
３）コンビナトリアル計算科学による理論的高速スクリーニングの実現 
 計算機シミュレーションにより、高速かつ効率的な材料設計を実現するためには、現在実験的アプロー
チによって行われている試行錯誤的な多数のトライアルを計算科学によって置き代えることが求められる。
これを可能とする方法論として、コンビナトリアルケミストリーのコンセプトを計算科学に導入したコンビナト
リアル計算科学が注目されている。具体的にこの方法論は、周期表の中のありとあらゆる元素の機能と物
性を計算科学により高速に計算することで、理論的な高速スクリーニングを実現するものである。特に本
手法は、自然界には存在しない全く新しい機能・構造を有する材料の開発を可能とするものとして、その
実現に対する期待は大きい。このコンビナトリアル計算科学技術は 2010 年に完成される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
計算機シミュレーションによる材料設計のロードマップ
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理論に先導された
「ナノプロセス設計」の実現
理論に先導された
「ナノデバイス設計」の実現
・非経験的計算手法による
　大規模計算（1000原子以
　上の第一原理量子計算）
・非経験的手法による高精
　度計算（2～3kcal/molの　
　計算精度。電子相関、相
　対論効果、励起状態）
・コンビナトリアル計算科学
　による高速スクリーニング
・計算機の能力の向上とシ
　ミュレーション環境の発展
　（100倍以上の高速化とグ
　リッドコンピューティング）
・第一原理量子分子動力学
　法によるプロセスシミュレ
　ーション
・マルチフィジックス現象シ　
　ミュレーション（化学反応、
　衝撃、応力、流体、摩擦、
　電場、光などの連成現象）
・マルチスケールシミュレー
　ション（量子論、計算科学、
　連続体力学の統合化）
・高精度ダイナミクス計算
（時間依存のシュレディンガ
ー方程式、トンネル現象）
・高速ダイナミクス計算（ハ
　ード的に5000倍の高速化）
・電子移動・ホール移動ダ　
　イナミクスシミュレーション
（デバイス中を電子・ホール
が移動する非経験的手法）
・量子論に基づくμｍスケー
　ルシミュレーション
　（ハード的に50000倍以上
　の高速計算）
最終的に2035年には
①理論に基づく材料開発
②高速かつ効率的材料開発
③自然界にない材料の開発
④安全・安心のナノ科学
が実現される。
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図３ 計算機シミュレーションによる材料設計においてキーとなる科学技術 
 
 
 新材料の創製に新物質が必要かどうかはケースバイケースであるが、C60 やフラーレンのように新物質
の発見は、過去の事例が示すように新材料の開発を飛躍的に進歩・発展させる。上記のコンビナトリアル
計算科学は、C60 やフラーレンのように偶発的あるいは試行錯誤的な新物質の発見に頼っていた従来技
術に対して、新物質の高速かつ高効率な創製をも実現するものでもある。 
 
４）計算機の計算能力の向上とシミュレーション環境の発展 
 大規模計算、高速計算を実現するためには、計算機の計算速度の向上、並列計算技術の発展が不可
欠である。非経験的な材料設計の実現には、現在に比べ 100 倍以上の計算機の計算速度向上が必要
不可欠であり、2015 年には計算機自体の計算能力の向上のみならず、並列計算技術の発展もあわせて
上記の計算速度が実現される。但し、計算機能力の向上と計算機シミュレーション技術の発展は全く個
別に進歩する技術であり、計算機能力の向上が計算機シミュレーション技術の発展を律速するものでは
ない。 
さらに、水道やガスのようにハードの存在を全く気にせずにコンピュータリソースを自由に活用すること
ができるシミュレーション環境が、2015 年にはグリッドコンピューティング技術の発展により実現される。こ
れは、実験研究者が実験の合間にどこにいても計算科学を活用した材料設計を行うことができる環境を
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提供するものであり、シミュレーション結果を実験的研究開発に即座に反映させるための必須技術であ
る。 
 
（２）理論に先導された「ナノプロセス設計」実現のための発展シナリオ 
 20 年後の 2025 年には非経験的に新規ナノ製造技術・ナノ材料加工技術を理論的に設計可能なプロセ
スシミュレータの開発と実践的応用が実現される。これを実現するための要素技術は下記の通りである。
特に、下記に述べるマルチフィジックス現象シミュレーションは、全く新しいナノ製造技術・ナノ加工技術を
創成する方法論として、その実現に対する期待は大きい。  
 
１）第一原理量子分子動力学法によるプロセスシミュレーションの実現 
 ナノプロセス設計の実現には、材料設計に要求される静的な特性・機能評価ではなく、温度条件などを
も考慮したダイナミクス計算の実現が必須である。特に、全く新しいプロセスを理論的に提言するために
は、第一原理量子分子動力学法などの非経験的な計算手法に基づくダイナミクス計算の実現が必要不
可欠である。第一原理量子分子動力学法自体は現在も活用されている方法論であるが、数十原子程度
の小規模系しか扱えない、長時間計算ができない、などまだまだ解決すべき問題が数多く存在する。
2020年にはこれらの問題が解決され、プロセスシミュレーションを行える十分な原子数と長時間計算、さら
にはプロセス設計に特化した計算科学技術が確立される。 
 
２）マルチフィジックス現象シミュレーションの実現 
 実践的なナノプロセス設計の実現には、化学反応、衝撃、応力、流体、摩擦、伝熱、電場、光などが複
雑に絡み合った連成現象（マルチフィジックス現象）の解明とそれに基づくプロセス設計の実現が必須課
題である。しかし現状では、これらのマルチフィジックス現象の解明には経験論に基づく連続体シミュレー
ション手法が活用されているのみであり、既にある実験結果の理論的解釈、実験結果の補完的役割しか
果たせていない。これに対し 2020 年には、非経験的な第一原理量子分子動力学法の発展とマルチフィ
ジックス現象の解明に特化した計算科学技術が開発され、第一原理量子分子動力学法に基づくマルチ
フィジックス現象シミュレータが開発される。これにより、電子・原子レベルで化学反応、衝撃、応力、流体、
摩擦、伝熱、電場、光などを制御した全く新しいナノプロセス設計・プロセス開発が実現される。さらに、上
記技術は特殊環境下における実験・製造技術開発を計算機シミュレーションで置き代えることを可能とす
るものであり、安全・安心のナノ科学実現のためにも必須の技術である。 
 
３）マルチスケールシミュレーションの実現 
 実践的プロセス設計の実現には、nm（ナノメートル）レベルの領域からμm（マイクロメートル）レベル、
mm（ミリメートル）レベルの領域までを統一的に扱うことができるシミュレータの開発が必須となる。これは、
例えば nm レベルで起こる化学反応がμm レベルの結晶構造や表面加工形状に影響を与えるなど、ナノ
レベルの現象がマイクロレベル、マクロレベルで起こるプロセス全体に大きな影響を与えるためである。こ
の問題を解明する方法論として、量子論、計算科学、連続体シミュレーションを統合したマルチスケール
シミュレータが提案されており、2025 年にはそのようなマルチスケールシミュレーション技術が確立され
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る。 
 
４）高精度ダイナミクス計算の実現 
 ダイナミクス計算においては、静的な特性・機能予測に求められる高精度計算の課題とは全く異なった、
計算精度に関して解決すべき問題が存在する。例えば、水素原子が重要な役割を果たすエネルギー関
連プロセスでは、水素原子のトンネル現象ダイナミクスを扱うことが必須である。そのための高精度計算手
法としては、量子モンテカルロ法などを活用して水素のトンネル現象ダイナミクスを扱える方法論が存在
するが、プロセスシミュレーションが実現できるレベルには達していない。一方で、励起状態ダイナミクス計
算の実現には、現在主流をしめる原子核を古典論に基づき移動させるCar-Parrinello法的な第一原理量
子分子動力学法の取り扱いでは不十分であり、時間依存のシュレディンガー方程式に基づくダイナミクス
計算を実現しなければならない。2025 年には上記のような新規計算技術が開発され、高精度ダイナミクス
計算に基づくプロセス設計が実現される。 
 
５）高速ダイナミクス計算の実現 
 ダイナミクス計算の実現は、計算時間的には静的な計算を数十万回～数百万回行うことに相当するた
め、更なる高速計算手法の開発が必須課題である。例えば現状では、ダイナミクス計算における前回の
ステップの計算結果を活用して次の計算ステップの高速計算を実現する部分対角化法などの方法論が
提案されている。2025 年には、このようなダイナミクス計算用の高速計算技術が確立され、1000 原子以上
の大規模系において非経験的なダイナミクス計算が実現される。また、上記の実現のためには、計算機
の計算能力としては並列計算技術の発展もあわせて、現在の 5000 倍以上の計算能力が要求される。 
 
（３）理論に先導された「ナノデバイス設計」実現のための発展シナリオ 
30 年後の 2035 年には非経験的にナノデバイス・ナノセンサーを理論的に設計可能なデバイスシミュレ
ータの開発とその実践的応用が実現される。それを実現するための要素技術は下記の通りである。 
 
１）電子移動・ホール移動ダイナミクスシミュレーションの実現 
 ナノデバイス設計においては、電子移動、ホール移動ダイナミクスの非経験的計算と、それに基づく電
気特性評価の実現が必須である。しかし、現状では有限要素法などの連続体シミュレーションを活用した
経験的なデバイスシミュレータが存在するのみである。一方、非経験的なプロセスシミュレータの基礎とな
る第一原理量子分子動力学法では、各電子は原子核に束縛されているため、デバイス中を電子・ホール
が移動する現象を解明することは不可能である。しかし、2035 年には上記の問題が解決され、量子論的
に電子移動・ホール移動ダイナミクスを解明できる新たな方法論が開発され、計算機シミュレーションに基
づくナノデバイス設計が実現される。 
 
２）量子論に基づくμｍスケールシミュレーションの実現 
 現実的なナノデバイス設計の実現には、実際のデバイスサイズであるμｍスケールのシミュレーションを
実現することが必須である。前述のマルチスケールシミュレーションはμｍスケールのシミュレーションを
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可能にするが、これは量子論、計算科学、連続体シミュレーションの統合化によって実現したものであり、
デバイス全体にわたって電子移動・ホール移動ダイナミクスを扱うことが求められるデバイスシミュレーショ
ンには活用できない。そこで、2035 年には、μｍスケール全てを量子論的に扱うことができ、電子移動、
ホール移動ダイナミクスを解明することができるシミュレータの開発と応用が実現される。また、上記の実
現のためには、計算機の計算能力としては並列計算技術の発展もあわせて、50000 倍以上の計算能力
が要求される。 
 
３．日本のとるべきアクション 
現状では日本の計算機シミュレーション分野は、それを支える研究者・技術者の数、中核的研究セン
ターの設置、研究開発資金のどれをとっても、欧米に比較して、完全に遅れをとっている。特に、米国で
は冷戦終了後、軍事産業に使用されていた計算機施設、シミュレーション技術者が材料設計のための計
算機シミュレーションに活躍の場を移した影響で、計算機シミュレーションを活用した材料設計に携わっ
ている研究者の数が非常に多い。 
しかし、欧米に比べ人的・資金的に大きな差があるにも関わらず、日本の理論科学・計算科学の基礎
学問・基礎技術のレベルは世界的に見てもトップクラスの実力を有している。ただ、日本における本分野
の人的・経済的な不足が大きな足かせとなり、日本国内でオリジナルに開発された計算科学技術と計算
科学シミュレータの産業分野への貢献は欧米に比較して大きな遅れをとっている。10～30 年後に材料設
計のためのシミュレーション技術を携えた国家と持っていない国家が有するであろう産業技術の格差は歴
然であることから、現在問題視されている本分野における人的・資金的不足に対して日本政府が無対策
であることはあり得ない。具体的に、日本のとるべきアクションを下記に提案する（図４）。 
 
戦略（１）主要大学における計算科学研究科または計算科学専攻の設立による計算機シミュレーション
分野の人材養成 
 欧米に比較して、日本全体の本分野の研究者数・技術者数は圧倒的に少ない。この問題に対して、①
計算科学の基礎理論の研究者、②計算科学アルゴリズムとプログラムの開発に関する研究者、③計算科
学の応用研究の研究者、全てについて国家的施策として強力に人材養成を進めることが求められる。そ
のためには、日本の主要大学に計算科学研究科や計算科学専攻のように計算科学の教育・研究に特化
した教育研究機関の設置が求められる。特に、量子化学、計算物理、計算化学、計算力学、流体力学、
物性論など、計算機シミュレーション全体から幅広い分野の研究者を結集し、相互の教育・研究交流を活
発にした人材養成の実現が求められる。従来全く異なった研究領域で発展してきた様々なシミュレーショ
ン技術を統合化できる人材の養成も、今後の計算科学技術の発展にとって重要な課題であり、上記の計
算科学研究科または計算科学専攻では、従来の大学では全く行われてこなかった幅広い計算機シミュレ
ーション技術の教育を実施する。 
 
戦略（２）日本の計算科学の中核的役割を果たす計算科学研究センターの設立 
 現在、日本の主要大学には計算機センターが設置され、コンピュータリソースの提供を行ってはいるが、
計算科学技術の発展のために積極的な方策をとっているとは言い難い。これは、計算機センター設立の
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目的が、計算科学技術自体の発展を目的としたものではないことから、当然の姿である。よって、計算機
シミュレーションによる材料設計分野の発展を強力に推進することを中心目標とし、本分野において日本
の中核的役割を果たす計算科学研究センターの設立が必須である。本機関では、計算機シミュレーショ
ンによる材料設計に関する研究・教育の強力な推進に加え、従来の各大学の計算機センターでは全く行
われてこなかった下記のような役割が求められる。 
 
①日本で開発された計算科学プログラムを育てる役割 
 計算科学者が独自の理論に基づき開発した計算科学プログラムは、過去の経験から言って、他の研究
者が簡単に使用できるプログラムには全くなっていない。そこで、日本において独自の理論に基づき開発
された計算科学プログラムを、他の研究者が使えるようにする改良、そのためのユーザーフレンドリー環
境の開発、さらには開発プログラムの高速化、並列化を行うことで、人材養成に加え、日本独自の開発プ
ログラムをも育てる役割を果たす。 
 
②日本で開発された計算科学プログラムの提供とさらなる発展への支援 
 日本で開発された計算科学プログラムを広く日本中に公開する環境を提供する。特に、ユーザー講習
会などを定期的に開催し、その普及に努める。さらに、ユーザーの声に従い、開発プログラムを更に発展
させるための支援を行う。 
 
③グリッドコンピューティング技術を活用した計算機リソースの提供 
 グリッドコンピューティング技術を活用し、水道やガスのようにハードの存在を全く気にせずに、計算科
学プログラムを実行できるシミュレーション環境を整え、日本の計算科学者に提供する。特に、コンピュー
タの使用に慣れていない実験研究者が、実験の合間に計算科学を実行できる環境作りを実現することが、
計算科学に先導された材料開発・プロセス開発・デバイス開発を可能とするための産学連携の推進につ
ながる。 
 
④計算機シミュレーションの産学連携のマネージメント 
 実験分野に比べ、大学の計算機シミュレーション研究者と企業における実験研究者の間の産学連携は
日本において明らかに立ち遅れている。これは、計算科学者と日本企業の間の交流を促進する仕掛けが
日本国内において全く存在しないためである。そこで、大学の計算科学者と企業の実験研究者が産学連
携を果たし、計算科学に先導された材料開発、プロセス開発、デバイス開発を実現するための積極的な
マネージメントを行う。 
 
戦略（３）計算機シミュレーションに特化した大型プロジェクトの推進 
 現在、億単位の大型プロジェクトの研究代表者はほとんどが実験研究者であり、計算科学者はそのサ
ポート役として分担研究者に加えられるのが通常の研究体制である。このような研究プロジェクト体制では、
個々の実験研究のサポートを実現するために従来の計算科学プログラムを使用した計算結果が蓄積さ
れるのみであり、計算科学の基礎理論、日本発の計算科学プログラムの開発など、計算機シミュレーショ
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ン分野自体の発展には繋がらない。 
そこで、従来はほとんど行われてこなかった計算機シミュレーションを中心とした大型研究プロジェクト
を、国家政策として積極的に推進することが求められる。また、そのようなプロジェクトして、 
①基礎理論、計算科学手法の開発を中心とするもの 
②計算科学プログラムの開発、計算科学の応用技術の開発を中心とするもの 
③計算科学と実験研究の連携による実際の材料設計を目的としたもの 
のように異なった観点から計算機シミュレーション分野の発展を実現するプロジェクトの実現が必須であ
る。 
 
上記戦略が日本社会・経済に与える効果 
上記の戦略（１）～（３）を国家的政策として実行した場合の日本社会・日本経済に対する波及効果は
絶大であり、計算科学に先導された材料開発・プロセス開発・デバイス開発の実現は、大量生産品の開
発を中心としてきた従来の日本の産業構造を高付加価値製品の開発を中心とするものへと大きく変革し、
日本発の産業・市場の創成を短期間かつ継続的に実現するものである。従来の試行錯誤的な実験アプ
ローチをこのまま継続するか、計算科学に先導された材料・プロセス・デバイス開発を国家的政策として
戦略的に推進するかは、今後の日本の産業界を大きく左右する決断である。10～30 年後における日本
の産業界の国際競争力を飛躍的に強化するためには、上記の国家的政策を強力に推進することが必要
不可欠である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４ 計算機シミュレーションによる材料設計技術の推進のために日本のとるべきアクション 
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計測技術 
 
（独）国立環境研究所 理事長 合志陽一 
 
１．はじめに 
 最近のアジア諸国の発展は目覚ましい。眠れる獅子とも巨像とも言われていた中国、インドの発展は著
しく、特に注目すべきはこれらの国の発展が従来考えられていたようなチープレイバーによるものだけで
はなく、ローコストブレインパワーも交えて技術的内容が急速に向上しつつあることである。各国での経済
発展の国内格差により生ずる問題（経済面のみならず社会心理的不安定化、宗教問題を通じての文化
的（国内外での）摩擦）が破綻しなければ、これらの国を中心とするアジア諸国は非常に強大な経済圏を
形成し、資源・エネルギー・環境問題において世界的な負荷をもたらすことは確実である。ＥＵ、アメリカ、
アジアの中で日本が占めてきた役割は決して少なくはないが、グローバリゼーションの流れの中で今後日
本が必要とする資源・エネルギーを確保しつつ、それに相応しい環境への寄与をし続けることは容易で
はない。あり得る解が高度な科学技術社会の実現であることは疑問の余地がないが、その内容は自明と
はいえない。資源とエネルギーに乏しい日本にあっては、高度の情報化社会があり得る姿であり、それを
中心とする科学技術の画期的強化、それを実現し得る活力ある人材の養成・確保が具体的な目標となる
べきである。それに向けての多面的、多元的考察が必要である。この小論でそれらについて私見を述べ
る。なおこの小論は 1987 年に著者がまとめた分析化学に関する見解１）をベースとして、その後の発展・変
化を考慮しつつまとめたものである。 
 
２．計測技術発展のための戦略 
計測技術は世界規模での競争的環境、すなわちグローバリゼーションの中で生存していくために日本
が選択すべき最も重要な分野の一つであると考えられる。資源・エネルギーに乏しく、比較的に科学技術
レベルが高い国の戦略的分野としては、最も技術集約的でかつ基礎技術的分野が適しているが、計測
技術はまさにそれに当たる。さらに、情報技術に注力する国は多いが、情報の入り口部分である計測技
術は、それらの国々が共通して必要とする基礎分野であり、この面で比較優位を得ていれば、全科学技
術分野で、ある種のリーダーシップを確保し得る。 
 ただし計測技術でリーディングな地位を占めるには、注意深い戦略が必要となろう。 
 計測技術は多くの場合、多くの技術が複合したシステム化された技術である。それを支える技術は、図
１のように多分野に渡っている。（本図は計測のうち化学の部分を例に取っているが、計測一般でもほとん
ど差は無い）一方計測技術の使われる場は、表１のように市民・消費者レベルから基礎科学の実験手段
にまで及んでいる。この２つの多面性・多様性を考慮して戦略を立てる必要がある。 
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表１ 計測技術の対象と適用のされ方の日本における現状 
    適用様式  
対象分野 
研究 モニタリング 制御 診断・判定 
産 業 技 術 ◎ ○ ○◎ ◎ 
生 活 （ 含 医 ） ○ ○ ◎ ◎ 
自 然 ○ ○ ○ ○ 
            日本が優れているもの：○◎＞◎＞○ 
 
 そこで次の２点を提唱したい。第１は、何が必要とされているか（何をどう計測するか、どこまで計測する
か）を常に把握するメカニズムを作ることである。各分野から計測への要求を聞くメカニズムである。計測
技術の研究者、技術者が計測のユーザーである専門家とのフリーな意見交換を行うもので、これにより何
が必要とされているかが明確になる。ただし計測のユーザーには生活者（市民・消費者）も対象にされる
べきである。生活者（市民・消費者）や自然を常に意識した研究開発を進めることは日本が特に注力すべ
き方法論で、世界的に比較優位を持ち得る戦略である。これは研究対象に関するものである（What）。第
２は、計測技術の研究者・技術者が必要とする他分野の研究者・技術者との交流、意見交換の場をあら
ゆる面で意識的に組織することである。具体例を挙げれば、図１の関連の学術分野などである。これはい
かに研究開発を進めるかである。（How）。 
 なお上記は必ずしも計測技術に限ったことではない。あらゆる技術分野で必要とされていることである。
ただし、計測技術の多様・多面性から上記の２点は必要であり、かつとりわけ有効に機能すると考えられ
る。 
計測化学 表現化学 化学診断学
サンプリング 物質分離
励起・信号発生・検出 信号分離 データ処理
精密化学工学 精密分離化学 精密反応化学
精密物性化学 情報化学
情報化学 エレクトロニクス
応用物理
化学物理 物化・無化
有化・生化
生理学
　化学種、時・空間構造、特性
（構成要素、要素間関係、特性）
マン・マシン　　　インタフェイシング
マシン・マシン　　インタフェイシング
判断
予測
情報の流れ
図１　計測化学の位置づけ
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３．計測技術のカテゴリー 
 計測技術カテゴリーは様々の視点がある。純粋に科学としての視点からは別添の「計測化学」での分類
がほぼ妥当なものと考えている。しかし発展シナリオの視点からは、現実的な考察が必要となろう。分類と
しては、表１とするのが適切であろう。その中でも注目すべきは次の５分野であろう。 
１． 研究手段としての計測技術 
２． モニタリング手段としての計測技術 
３． 技術における制御システムの一部としての計測技術 
４． 生活の中の計測技術 
５． 自然（環境）の中の計測技術 
 
４．背景として重要な視点 
（１）情報と計測の関係 
計測を抽象的に表現すれば図２のようになる。対象にプローブを作用させて信号を取り出す。信号は
適切な検出系でデータ化され、数値的処理を経て情報となる。すなわち、計測とは（計測の公式的な定
義はさておいて）対象物が潜在的に持っている情報を顕在化するプロセスと考えることができる。高度情
報化を考えるとき、顕在化している情報をいかに扱うかに関しては膨大な技術開発が行われているが、根
底となる潜在情報の顕在化（要するに計測）プロセス、顕在化を必要としないまでも一次情報の入手その
ものについては、対象の多様さ、複雑さなどから十分な研究開発の投資がなされていない。このアンバラ
ンスを放置するとあたかも統計データの無い国において長期経済計画を進めるのに似た状況となりかね
ない。逆にここに注目して研究開発を進めれば、ユニークな地位を占めることができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Probe
Chemical　species
Ion(free)
Neutral particle (free)
Electron
Photon
Heat
Electric field
Magnetic field
Mechanical field
Chemical species
Ion(free)
Neutral particle 
(free)
Electrton
Photon
Heat
Electric field
Magnetic field
Mechanical field
Interaction
Sample
Reaction
Absorption
Scattering
Interference
Diffraction
Signal
図２　　Probes, interaction and signals
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（２）社会に於ける科学技術の中で計測技術の持つ意味は何か 
資源・エネルギー・環境の制約を克服することは、非常な努力を要求する 
が不可能ではなく、技術の高度化により十分可能である。必要な努力の主要な部分の一つが知能化され
た制御と予測であり、それは情報に基づく。適切な情報により判断し行動することで、現在課せられている
制約は十分克服可能である。その情報を入手する技術が計測技術である。それゆえ計測技術は社会の
持続性、安全性、安心を支えるもので、全ての科学技術の重要な基盤の一つである。 
 
（３）社会の要求するものは情報ではなく情報の意味するものである 
多くの場合社会は、情報を直接に要求するわけではない。情報に基づく診断、判断、予測を要求する。
情報が直ちに診断、判断、予測と一致することも無いわけではないが、それほど実世界、実社会は簡単
ではない。 
 
（４）計測とトレーサビリティとシミュレーション 
最も単純には； 
 
  計測 → 情報 → 予測（シミュレーションを含む） 
 
であるが、時々刻々、場所により状況は変化する。無数の計測を繰り返す必要がありそうにみえる。しかし
トレーサビリティとシミュレーションが発達すれば、計測の頻度を抑えることは可能である。要するに計測と
トレーサビリティとシミュレーションは密接不可分の相補的技術であると考える必要がある。 
 
５．現状分析 
 計測技術は基礎的技術であり、対象範囲、利用（応用）範囲が極めて広く、ナノテクノロジーはごく一部
の対象にすぎない。特に現在のナノテクノロジーブームは内容として技術のトレンドと言えるものはほとん
ど無く、超格子、ナノパーティクル、ナノスケール構造物以外は何ら特色あるものは無いのが実状である。
全てが相当程度技術として既に実現しているので、特に対象として取り上げる必要は感じない。一般論の
中で含めて扱うべきものであろう。 
現状において問題とすべきは、計測技術が生活・自然の中に十分組み込まれていない点が挙げられ
る。測定試料、試験片を取り出して、一定の条件を整えて計測するものが大変多い。時間を要し、高い技
術と注意力が求められる。非接触あるいは遠隔測定でない方法が大部分であり、生活・自然に組み込ま
れたものになり難い。また個別の計測法がそれぞれ独立しており、試料の入手、試料調製、計測を別々
に行うことが大部分である。そのため、同一の対象からの情報を総合的に利用して判断するのに難点が
多い。産業技術の分野ではかなり事情は異なり、自動車のエンジン用のセンサーなどは実時間応答の組
み込み部品となっており、高度の機能を発揮している。診断・判定の分野もこの点はかなり進歩している。
研究分野は科学技術関係は平均的にみてよい水準にあるが、バイオ関連の計測は多量の分析・計測を
短時間で行う必要があるにも拘わらず、日本においては十分な技術開発は行われていない。しかしこの
分野は変化が早いので、現状の遅れを取り戻そうとして努力を始めても無意味に終わることが多い。変化
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の早い分野は次の世代の課題を見通して研究・開発を進める必要がある。一方、Ｘ線分析関係、電子顕
微鏡関係、クロマトグラフィーなどは日本が十分に優位にあると言えよう。全般的な状況は表１に示した通
りである。 
 
６．今後の発展シナリオ 
 計測技術全般については範囲が広すぎるので、２，３のユニークな分野について触れる。表１で日本が
既に優位にある分野は当然発展シナリオに加えるべきであるが、自明なので省略する。 
 
（１）高度インテリジェント化 
  インテリジェント化は必然的な流れであるが、入口（インプット）部分と出口（アウトプット部分）に分けて
考える。 
入口部分では試料調製、あるいは試験片調製として一定の状態（化学的、物理的）を整えるプロセスが
あり、大きなネックとなっている。試料・試験片の無調製計測を可能にする意味は大変大きい。第一段階
は物理的（機械的）処理を全自動化するか、あるいはデータ処理により省く（一定の距離にセットするとこ
ろを任意の位置に置き、距離測定と数値処理で置き換える。一定形状にすることを形状測定と数値処理
に置き換える、etc）ことであり、第二段階は化学的処理、生物処理の完全自動化あるいは非処理化であ
る。前者は2010には、後者は2015には相当程度実現しているであろう。これらは実際には多種多様の対
象物についての多種多様な計測法に関するものであり、それぞれの計測法の難易により実現度合いは
大巾に異なることとなろう。 
 出口部分は難しくない。情報の複合化、あるいは情報の加工による高付加価値化が考えられる。要する
に利用者のための情報に変換するものである。汚染物質の絶対量が第一次の情報とすれば、最も単純
な例でも相対濃度での表示、許容量との比の表示、さらに暴露量表示まで様々の段階がある。この部分
は情報の処理でありすぐにも実現可能で、特に技術開発を要する訳ではない。 
 
（２）プローブとしての試薬の開発 
 特に生体に用いる試薬の開発は重要である。これは決して新しいコンセプトではなく、顕微鏡で古くから
用いられている染色技術の発展したものと考えれば良い。物理的計測によっては不可能あるいは困難な
計測は多い。極言すれば物理的測定（顕微鏡が典型）で限界となったとき、試薬により可視化すればほと
んど常に測定範囲を拡大できる。場合によっては全く新しい情報を得ることも可能である。この分野は複
雑な構造を持つ試薬の合成が必要であり、一つ一つが大きな分野になる訳ではないが、科学の進歩に
寄与するところ大である。日本には優れた試薬の研究者とメーカーがあり、優位な立場にある。一試薬で
あれば一年以内に合成できるものは多い。是非積極的に研究開発を推進すべきである。細胞内レベル、
細胞レベル、組織レベルと対象は多種多様であるが、有望な分野である。 
 
（３）パーソナルモニタリング 
 モニタリングは広く行われているが、個人を対象としたもの、あるいは動物個体を対象としたものは少な
い。しかしこの分野は極めて大きな可能性を持つので、日本としては大いに注力すべきである。生活者個
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人、あるいは動物個体の情報を常時モニタリングすることの意義の大きいことは言を待たないが、一方そ
の難しさも少なくない。最も簡単にみえる血圧の連続モニタリングでさえ、被測定者にとっては大きな負担
となる。まして体内の成分、生体の生理状態を外界の影響、汚染物質への暴露状況と関連させてモニタリ
ングすることは現状ではほとんで不可能である。しかし一方、このようなモニタリングへの潜在的要求は非
常に大きい。多くの環境基準、許容量などは人体実験ができないため、動物実験からの推定か疫学調査
に頼って決定される。個人、個体の暴露量が十分に測定されないままでの疫学調査は大きな不確定を伴
い、なかなか結論が出ない。全人類を対象としなければ結果が出ないなどとジョークの対象にさえされる。
これを解決する唯一の途は、負担の少ない小型軽量のパーソナルモニタリングシステムの開発である。こ
れは極言すれば全人類的意義を持った技術開発となり得る。日本には適した技術開発であることも明ら
かである。一刻も早く、大規模に着手すべきである。物理量のモニタリングは５年以内に十分実現する可
能性がある。生理状態は容易ではないが、15～20 年でかなりの項目について実現できよう。本件はとりわ
け総合的技術開発が必要である。 
 
（４）複合ＣＴ技術 
ＣＴ技術は広く用いられているが、Ｘ線、ＮＭＲなど個別のプローブあるいは信号検出に依っている。し
かし生体内の現象は複雑であり、複合した情報を組み合わせて測定した場合には、新しい情報が得られ
る可能性がある。全くの基礎研究段階ではあるが、十分に検討の価値はあると思われる。2010 までに複
合した情報の評価を完了し、有効なものについて技術開発を試みるのはチャレンジングである。2020 年
にはプロトタイプが可能となるかも知れない。 
 
（５）東洋医学（中国医学）と高度計測技術の結合 
  東洋医学では物理的計測の対象となる情報を多用して総合的な診断を下している。物理的計測は現
時点では他の計測に比べて生体への適用が容易である。従って東洋医学の視点で生体への高度な物
理計測を適用すれば新しい展開が期待できよう。2010 年位までに基礎的検討を完了し、2020 年くらいに
は現実的なものを選択して実用化に結びつけることは試みる価値があろう。パーソナルモニタリングの一
環としても興味深い。 
 
 
文献 
１）合志陽一、計測化学、ぶんせき Ｎｏ．１１，７７２（１９８７） 
 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 574
燃料電池開発と社会への普及 
 
横浜国立大学大学院 工学研究院 教授 太田健一郎 
 
１．現状分析 
（１）エネルギー・環境的背景 
石油資源の枯渇と言われて久しいが、現在のところ原油価格以外の問題は顕在化していない。しかし
ながら、表 1 に示したように、確認採掘埋蔵量から求めた可採年数は石油が 43 年、天然ガスが 62 年、石
炭が 231 年、ウランが 73 年と試算されている。可採年数は確認可採埋蔵量を年需要量で除して求めたも
のなので、発展途上国の経済発展に伴うエネルギー消費量の増加は考慮しない値である。 
 
石油 天然ガス 石炭 ウラン
'98.1.1現在
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中東 66.4% 33.9% 0.0% 0.0%
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アフリカ 6.9% 6.9% 6.0% 16.6%
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表1　世界のエネルギー資源量(資源エネルギー庁)
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さらに、過去の石油生産量と可採埋蔵量に
関する統計データから、将来の生産量を予測
するハバート理論を本米国地質所長 C. J. 
Campbell が全世界に適用したところ、世界の
石油生産量のピークは 2004 年となった。この
ことは、近い将来、石油生産が減退する可能
性があることを示し、発展途上国のエネルギ
ー消費量の増加と併せて、深刻な原油の不
足や価格の高騰を招く可能性が高い。 
化石燃料に依存した体質は、原油の枯渇の問題のみではなく、地球温暖化に対しても深刻な問題とな
っている。即ち、図1に示したように、化石燃料の使用量が急激に増大した産業革命以来、大気中のCO2
濃度が上昇しつづけている。これに伴って、温室効果により地球の平均気温が上昇している。 
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図1　大気中のCO２濃度と化石エネルギーからのCO２排出量
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以上の問題を解決するためには、短期的に
は省エネルギー化に取り組むソフト的、ハード
的な取り組みは欠かせないが、中長期的には
新エネルギーの導入や省エネルギー化に係
る技術開発や普及促進を持続的に行うことが
不可欠である。 
図 2 に地球上の二酸化炭素及び水の循環
とエネルギー消費の関係を示す。大気中の
平均滞留時間は水の 10日に対して二酸化炭
素は 5 年と非常に長いにもかかわらず、現状
の排出量は二酸化炭素のほうが多い。更に、
地球上の気温は、水は液体として存在するが、通常、二酸化炭素は気体として存在する。このため、大気
中の二酸化炭素濃度が上昇している。 
二酸化炭素濃度をこれ以上上昇させないためには、二酸化炭素排出量を削減しなければならない。し
たがって、水力、風力、バイオマス、太陽光などの再生可能エネルギーへの転換、化石燃料の中でも二
酸化炭素の排出割合が二酸化炭素排出量の割合が多い石炭から、少ない天然ガスへの転換や、エネル
ギー変換効率の改善が必要である。よって、可採年数が最も短い石油から、他のエネルギーに転換する
際に可採年数が最も長い石炭を使うべきではない。 
再生可能エネルギーを社会のエネルギーシステムに組み込む場合、流通する化学エネルギーの媒体
の種類が多くなると、複数のインフラストラクチャーが必要となるため、非効率的である。社会に流通させる
化学エネルギー媒体としては、他のエネルギー媒体からの変換が容易であること、他のエネルギーへの
変換が容易で、廃棄物が環境に与える影響が小さいこと、エネルギー密度が高く、貯蔵や輸送が容易で
あることが条件となる。水素は貯蔵や輸送に関する技術的な問題点は残るものの、エネルギー変換が容
易で廃棄物の環境負荷が低いことから、優れたエネルギー媒体となり得る。 
以上より、社会全体の流れとして、石油主体のエネルギーシステムから、短期的に天然ガスの比率を高
めることとともに、自然再生エネルギーから化学エネルギー媒体としての水素を製造して流通させるシス
テムへ向かうと考えられる。 
環境負荷の小さな社会を実現するためには、エネルギー源の変革とともにエネルギー変換効率が高い
システムの開発、導入が欠かせない。現在、化石燃料を用いた発電システムのうち、最も発電効率が高い
ものはガスタービン－スチームタービンコンバインドサイクルであり、その発電効率は 50％を超えており、
高効率化の技術開発がすすんでいる。しかしながら、大規模発電であるため、熱需要とは離れた立地と
なっているため、約 50％のエネルギーは熱として廃棄されている。わが国では送電線のネットワークが整
備されているため、電気エネルギーを目的とした独立した分散電源に対する要求は小さい。熱は最も質
の低い(他のエネルギーへの変換効率の低い)エネルギーであると同時に輸送し難いエネルギーであるが、
生活には欠かせないものであるため、発電システムの排熱が熱需要と一致するように運用して、電源のネ
ットワークで電力需要に応じてエネルギー輸送を行うことにより、より高いエネルギー利用率が達成でき
る。 
CO2循環
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従って、これからのエネルギー変換システムは、天然ガスや水素が燃料の発電効率が高い分散電源が
望ましい。即ち、小型で部分負荷運転でも発電効率が高い燃料電池システムシステムがキーデバイスと
なる。 
 
（２）燃料電池の種類とアプリケーション、現状の開発レベル 
燃料電池は化学力発電とも呼ばれ、燃料を連続的に供給して電気化学的に酸化することにより電力を
得るシステムであり、代表的なタイプとして固体高分子形、リン酸形、溶融炭酸塩形、固体酸化物形燃料
電池がある。基本的には温度が高い燃料電池のほうが CO や天然ガスなど多様な燃料を使用できる。ま
た、システムとしての発電効率の実績としては MCFC、PAFC、PEFC とある程度温度が高い燃料電池の
方が効率は高い。 
固体高分子形燃料電池(PEFC)は、自動車用、家庭用、及び携帯機器用として、自動車、電機メーカー
を中心に材料メーカーなどが活発に研究開発がすすめているタイプである。常温起動可能で、出力密度
が高い特長があるが、発電効率はあまり高くない、排熱温度が低い等の弱点も持つ。これらの弱点を克
服するための基礎研究と、商品化に向けたシステム開発を並行してすすめる必要がある。 
リン酸形燃料電池(PAFC)はシステムとしての販売実績が最も多い燃料電池であり、国内では富士電機、
東芝 IFC が 200ｋW 級のパッケージを製造・販売している。発電効率は PEFC より高いが、停止時に電解
質に用いている濃厚リン酸凍結を避けるために保温する必要があるなどの弱点がある。集合住宅や商用
施設規模の用途では、排熱が吸収式冷凍機の熱源とできることなどのメリットは大きい。現在、基礎研究
はほとんど行われていない。おもに用途開発を含めた普及促進策の見直し、促進が必要である。 
溶融炭酸塩形燃料電池(MCFC)は定格でのエネルギー変換効率が最も高い燃料電池である。日本国
内では IHI が開発を継続しているが、実証段階である。米国の FCE 社は商用機の販売を開始しており、
既に日本国内にも導入されている。発電効率が高く、燃料が多様であり、排熱温度が高いなど、小規模
～中規模の分散電源として優れた特性を有する。長寿命化のための材料基礎研究とともに、商用化に向
けた生産技術が重要な段階にあり、研究・開発の助成が不可欠な段階である。 
固体酸化物形燃料電池(SOFC)は全てセラミックスで作製される完全な固体の高温型の燃料電池であ
る。全固体であることから、高い信頼性が得られることが期待されており、単電池レベルでは 5 年以上の耐
久性も確認されている。自動車用などの用途も考えられているが、原理的には急激な昇降温に適さない
と考えられる。運転温度が高いことからスケールメリットが大きい熱機関との連携で高い効率が期待できる。
しかし、希土類を使用する可能性が高いため材料コストが高いことセラミックスの製造技術に関しても飛躍
的な技術革新が必要であることなど課題も多い。現在は小規模の組電池レベルまでの規模での技術確
立が必要な段階である。 
その他に、アポロなどの宇宙船に搭載されているアルカリ形燃料電池(AFC)がある。日本国内では軍事
用としての研究実績があると考えられるが、公開された情報は限られている。燃料電池の中で、最も発電
効率、エネルギー密度とも高いが、電解質に水酸化カリウム水溶液を用いるため、空気中の二酸化炭素
を除去して燃料電池に供給しなければならない。他の燃料電池は材料開発が重要な課題であるのに対
して、この燃料電池の弱点は既存技術を下に工学的に克服できる可能性が高い。 
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表 2 燃料電池の種類、用途、及び開発レベル 
タイプ 温度 燃料 触媒 効
率
主な用途 開発レベル 
アルカリ形(AFC) 60℃ 水素 Ni 系  宇宙用など 実証～商用
固 体 高 分 子 形
(PEFC) 
80℃ 脱 CO 粗製水素 Pt 系 35
％
自動車用,家庭用(数 kW),
携帯 
実証～実用
化 
リン酸形(PAFC) 200℃ 低 CO 粗製水素 Pt 系 37
％
小型分散(数 10～数 100kW) 実用化～商
用 
溶 融 炭 酸 塩 形
(MCFC) 
650℃ 粗製水素(,天然ガ
ス) 
Ni 系 45% 小型分散(数 100kW)～火力
代替 
実証～実用
化 
固 体 酸 化 物 形
(SOFC) 
1000
℃ 
粗製水素, 天然ガ
ス 
Ni 系 ―  基礎～実証
 
 
（３）燃料電池の技術開発及び普及に関する問題点 
自動車用電源としては、Well to Wheel(一次エネルギー源の採掘から車両まで)でハイブリッド車を上回
る環境適合性が得られる燃料電池技術の確立と触媒として用いている白金資源量の制約、燃料として用
いる水素供給のインフラ整備が問題となる。導入初期においては限定されら地域での業務用から次第に
領域を拡大する方向でのインフラの整備を支援する必要がある。 
一方、分散電源による熱伝併給はエネルギー利用の革命的な技術となる可能性を持っている一方、エ
ネルギーの利用形態の変革をも迫る。即ち、燃料電池システムなどの熱電併給システムでは熱需要が
50%以上であることが望ましいのに対して、日常での生活でのエネルギー源として、給湯、冷暖房、調理
機器など熱需用も含めて電力への依存は高まっており、熱の用途が無いため省エネルギーの効果が得
にくくなっている。したがって、冷暖房、給湯、調理などの熱源として温水やスチームを利用する機器を導
入しなければならない。よって、燃料電池本体の技術開発と同時に、用途まで含めたシステムの提案と製
品開発を進める必要がある。 
熱電併給用の燃料電池としては現状のPEFCの運転温度では排熱により吸収式冷凍機を駆動すること
が困難であることから、PEFC に偏った研究開発から、MCFC や PAFC の商用化技術の確立も行いやす
い枠組みに改めなければならない。 
燃料電池本体の技術開発では、PEFC では発電効率を高めるための新規電極触媒材料と恒温膜技術
などの材料技術と長寿命、高性能化のための製造技術、PAFC 及び MCFC では長寿命化の材料技術並
びに量産化の製造技術などが挙げられる。 
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２．今後の発展シナリオ 
 燃料電池開発をすすめ、社会への普及を図るためには、燃料電池の導入によりエネルギーの有効利
用が図れる枠組みが欠かせない。定置型システムの場合には、燃料の供給に関しては、都市ガス、LPG
などの既にインフラの存在する燃料や消化ガスなどの未利用エネルギーを用い、脱硫などの精製工程と
水蒸気改質による粗製水素の製造技術を組み合わせた既存技術の応用により対応が可能と考えられる。
燃料電池本体の技術については、各々のタイプについて後述する。燃料電池技術が革新的なエネルギ
ー変換システムを構成するためには、廃熱の有効利用が欠かせない課題であると考えられる。熱利用技
術開発を促進するためには、熱循環のための配管やジョイント、温度、圧力、流量などに関する規格整備
を行ったうえで、システム開発を行うべきである。 
電気自動車等の移動体システムの場合には、水素ステーションのインフラ整備が不可欠である。インフ
ラの整備は段階的に進めるので、初期の段階では限定的な地域内での事業用を主体とし、次第にサー
ビス可能な地域を拡張する。 
以上を時系列的なグラフに纏めると図 3 のようになる。定置型では、PAFC が普及促進段階、MCFC 及
び PEFC はシステムの実証段階にある。PEFC の主力が 1kW 小さなシステムであることから、戸建て用に
限定されるが、MCFC よりは早く 2010 年頃からは本格的な普及促進段階に移行できると考える。総合的
なエネルギー効率を高めるための鍵となる熱利用技術については、数年以内に基本的なコンセプトを纏
めるとともに規格を制定し、規格に沿った機器の開発、システムのデモンストレーションや教育普及活動を
行う。暫時、実用に供することは可能だが、最終的なシステムの寿命評価を含めると 2013 年頃までは要
すると考えられる。その後、2015 年～2020 年位までは普及促進のための支援の下に、製造技術の確立
定置型
移動用
PAFC
PEFC
MCFC
PEFC
水素供給
インフラ
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を行い、その後、本格的な実用化段階に入る。基礎研究として、PAFC、MCFC では長寿命化のための材
料技術を継続する。現状の材料技術の延長線上にある PEFC は PAFC や MCFC とほぼ同じ時期に実用
化が可能と考えられるが、発電効率の向上並びに熱利用の観点から常温起動が可能で運転温度が
150℃程度の PEFC 材料の開発が望まれる。また、自動車用の PEFC を含めて本格的な普及を迎える前
には非白金系の触媒材料の開発が必要であり、これらの材料のブレークスルーには広範囲の材料につ
いて 10 年程度の基礎研究が必要と考えられる。 
電気自動車を中心とする移動体の分野では、2010 年にかけて水素ステーションの実証を進め、その後、
段階的に基盤整備を行い、電気自動車用の燃料電池の分野では定置型以上にコスト低減に対する要求
は強い。このため、定置型用の電池材料とは分化して低コスト化を図る必要があろう。現状技術の延長線
上での普及に関しては、インフラの基板整備事業と連動して、路線バス、地域内の貨物の集配など地域
内での事業を中心に普及促進を進める。その後、インフラの整備とともに次第に民生用の実用化段階に
移行する。 
燃料電池普及のシナリオに大きく影響する因子として白金資源量の制約の影響を考える必要がある。
PEFC の次世代材料として、資源量の制約がない材料が開発されれば制約を受けることはないが、非白
金電極触媒の材料開発に遅れが出た場合には、非白金系触媒を用いる定置型の分野で MCFC の比率
を高めたり、自動車の分野でガソリンハイブリッドの比率が高めたりするなどの対応が必要となる。 
最近、超小型燃料電池の開発が急速に進展しており、パソコン、携帯電話、携帯 AV 機器等への応用
が期待されている。リチウム二次電池の容量不足を解決するものとしても期待が大きい。燃料としてメタノ
ールを電池反応に用いる直接型メタノール燃料電池（DMFC）、メタノールを小型改質器で改質して利用
する PEFC、水素化物等水素貯蔵材料利用する PEFC の三種類が開発中であるが、DMFC が主流であ
る。これに関しては標準化作業を含めて我が国が世界をリードしていると見られる。 
 
３．日本のとるべきアクション 
現在の経済原理の上で、政策的な援助無しにエネルギー資源の枯渇、地球温暖化に対する対策を進
めることは困難であるとともに、問題が顕在化してからでは手遅れとなる。現在の、環境負荷低減が経済
性に反映しない枠組みから、適切に評価される仕組みへの変換と、技術開発の中でも息の長い材料開
発への息の長い支援が核となる。 
 
(1) 太陽電池、燃料電池などの環境負荷低減に関わる設備の導入に関しての補助事業等が行われ
ているが、財源の問題もあり十分な規模とすることは難しいであろう。そこで二酸化炭素税などの新
たな財源の確保と、技術開発及び新技術普及事業を十分な情報開示のもとすすめる。 
(2) エネルギー資源の枯渇や地球環境問題とその対策についての教育・普及活動を行うとともに、燃
料電池システムの有効な使い方などの広報活動を行う。 
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燃料電池開発と社会への普及 
 
燃料電池開発情報センター 常任理事 本間琢也 
 
１．現状分析 
１９６０年代の後半から、燃料電池における基礎的な研究や外国の試作品を実証する研究が、小規模
ながら日本でも始められた。そして、１９８１年に当時の通商産業省（現経済産業省）によるムーンライトプ
ロジェクトによって、国家プロジェクトとしての燃料電池の研究開発がスタートすることになった。当時、開
発の対象となった燃料電池は、主としてリン酸形（ＰＡＦＣ）で、ついで溶融炭酸塩形（ＭＣＦＣ）や固体酸
物形（ＳＯＦＣ）であり、出発時点では何れも基礎研究が採り上げられた。 
これらの燃料電池の中で、いち早く実用化を達成したのはＰＡＦＣである。現在コージェネレーション用
として製品化されているＰＡＦＣは、出力規模が２００ｋＷ、１００ｋＷ、および５０ｋＷで、性能は勿論耐久性
についても６万時間を越える実績が得られている。そして、現在世界中で３００台位のプラントが稼動して
いるが、需要がそれ以上拡大しない点に問題があると思われる。 
ＭＣＦＣは日本では実証段階ではあるが、アメリカのＦＣＥ社の２５０ｋＷＭＣＦＣは、政府の補助的な政
策がバックあるとはいえ、既に商用化の段階に達しつつあると判断される。２００３年現在、日本では５基導
入され、世界では約３０基が商用運転中である。まだ運転時間は１年半位であるが、目下のところ順調に
出力、すなわち電力と熱をクライアントに供給しているようである。発電効率は定常的には４５％、最大で
は４７％を記録している。２００４年度には恐らく１０基程度が新たに導入されると予想されている。 
ＳＯＦＣは発電効率が高く、熱の温度が高いので利用範囲が広いなど、その潜在的ポテンシャルが高く、
アメリカでは大規模プロジェクト SECA(Solid Energy Conversion Alliance)が立ち上がり、日本でも本格的
な研究開発が始まっている。しかし、コストや耐久性においてまだ問題が残されており、目下のところ商用
化の段階には至っていない。 
燃料電池でセンセーショナルな話題を巻き起こしたのは、固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）で駆動す
る燃料電池自動車（ＦＣＶ）であろう。バラード社によるＰＥＦＣの開発、そしてダイムラークライスラーによる
ＦＣＶの開発が、世界にＦＣＶ実用化の夢を齎した。ダイムラークライスラーによるＦＣＶ“NECAR-1”を製作
したのは１９９４年５月であり、日本では、２００２年１２月２日、トヨタとホンダが官庁にリース契約ながらもＦＣ
Ｖを納入、その納入式には小泉首相も出席した。これがＰＥＦＣを中心とする燃料電池開発のブームを引
き起こすこととなった。ＰＥＦＣは常温で動作し、出力密度が大きく、コンパクトになるというメリットにより、自
動車用のみならず家庭用コージェネレーションとしての利用も期待され、ガス会社を中心にスタックメーカ
ーが共同で、開発を進めている。 
こうして、自動車用動力源や家庭用コージェネレーションなどで、ＰＥＦＣの実用化・商用化に対する期
待が大きく高まり、システムの試作をベースとする開発努力は各社間で競争的に進行した。そして、政府
の財政的支援もあって、多くの燃料電池システムが実証運転に供せられたが、その結果コストや耐久性
の面で克服すべき多くの問題点が次第に明らかになってきた。例えばＦＣＶはリース契約における価格が、
トヨタのＦＣＨＶで月額１２０万円、ホンダのＦＣＸでは同８０万円で、ＦＣＶ自身の価格は１億とも２億とも云
われている。又家庭用ＰＥＦＣスタックの値段も、目標は１００万円レベルといわれているが、現実（２００４年
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現在）にはその１０倍程度のコストになっているようである。ＦＣＶの場合は、コスト以外に走行距離、すな
わち車上での水素貯蔵の課題があり、家庭用については耐久性の問題が残されている。 
最近急激に注目を集めつつある燃料電池の市場分野に、携帯電話やノートパソコンなどモバイル機器
用電源としての利用を目的としたマイクロ燃料電池がある。ＦＣＶや家庭用コージェネレーション分野にお
ける燃料電池導入の意義は、環境問題の解決やエネルギーの有効利用の促進にあるが、この分野にお
ける主要な目的はモバイル機器に対する利便性の追求であり、小型軽量化を除いて性能に関する競争
条件はさほど厳しくはない。燃料電池の種類は、メタノール直接変換形（ＤＭＦＣ）が主流であり、１部ＰＥ
ＦＣが考えられている。価格についても市場における競争相手は、高価なリチウム電池であり、他の利用
に比較して、市場導入に対する障壁は低いと思われる。しかし、最近は形態機器用電池の充電設備が到
る所で完備しつつあり、又リチウムイオン電池の性能が向上するとともに、価格も低下傾向にあり、今後は
競争条件で厳しさを増すことも予想される。 
 
 
２.今後１０～３０年程度の発展シナリオ 
（１）家庭用燃料電池の目標仕様 
 燃料電池を実用化するための最も重要な課題は、価格低下と耐久性の向上をセットで実現することで
ある。特に家庭用コージェネレーションの場合、実用レベルでの目標は、発電効率が３５％（ＬＨＶ）以上、
耐久性は４～９万時間、そして商用化の最終段階における価格目標は５０万円と設定されている。それに
対して、現状のレベルは発電効率は３５％（ＬＨＶ）、耐久性は数千～１万時間、材料費は数百万円、そし
てセルスタックの耐久性は１０,０００時間以下（最近連続運転条件では１５,０００時間の実績が発表されて
いる）であり、１０年以上の要求寿命を満たすためには、設置後のメインテナンスコストが膨大にならざるを
得ないと指摘されている。又改質器等燃料処理器の連続耐久性は１万時間レベル、オンオフ耐久性は１,
０００回であり、４万時間の運転に対しては２０点以上の補機の交換が必要であるとの見解も発表されてい
る。 
 耐久性を向上させるためには、劣化を防がなければならないが、劣化の原因はセル・スタックの各種コ
ンポーネントから改質器、補機類に至るまで多岐に亘って存在する。例えばセル・スタックについては、セ
パレーターでは腐食、高分子膜では酸化や分解、アノードやカソードでは担体腐食、触媒の溶出、触媒
の粗大化、シールでは材料劣化などの原因が考えられる。しかもこれらの劣化は加湿条件や起動停止、
燃料や空気中での不純物等、運転や環境条件に大きく依存しているだけではなく、要素間での強い相
関を持っている。 
劣化を抑えるためには劣化のメカニズムが解明されなければならないが、それには膨大なデータ量の
蓄積が必要であり、かつ劣化の実証には相当な時間を要するので、これらを各メーカで個別に実施する
ことは到底不可能と考えられている。劣化の実証を短期間に済ませるためには、加速試験法が効果的で
あるが、これを手法とて確立するためには、劣化要因の相似則を把握することが必要である。そのために
も劣化のメカニズムが解明されていること、そしてその前提には高度な基盤技術のポテンシャルがなけれ
ばならないことは云うまでもない。したがって、劣化のメカニズムを解明するためには、研究機関や企業間
でのデータの共有はもとより、複数の企業、大学や公立の研究機関による共同研究が強く望まれるわけ
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である。 
 
（２）燃料電池自動車（ＦＣＶ）を実用化するための技術課題 
 従来から自動車の燃料はガソリンであり、かつ車両での動力エネルギー変換効率が悪いために、それ
がエネルギー資源の確保や環境上の問題を引き起こす重要な原因として指摘されてきた。そのために効
率が高く、かつクリーンな水素を燃料として使うＦＣＶが注目され、その開発が進められた結果、少なくとも
ＦＣＶの性能に関しては、その技術的可能性が既に実証される段階に至っている。しかし、現実にはコスト
が非常に高く、一般の人がこれを入手するような段階には程遠いのが現状である。 
 ＦＣＶの実用化のために克服すべき問題点は、コストの低減のみではない。ＦＣＶの実用化が現実的の
ものとなるにつれて、従来の内燃機関を動力源とする自動車の技術革新が進み、特に内燃機関と蓄電池
を併用するハイブリッド自動車は、非常に高い燃費（効率）を実現している。ＦＣＶの場合、蓄電池とのハイ
ブリッド化によって、５０％レベルの高い動力エネルギー変換効率を達成することができるが、水素を天然
ガスから生成することになれば、水素を精製するためのエネルギー消費と、更に水素を燃料タンクに貯蔵
するための圧縮あるいは液化のためのエネルギー消費が大きくなるため、総合効率(Well-to-Wheel)は低
くなってしまう。最新の内燃機関ハイブリッド車(Prius2)と燃料電池ハイブリッド車の総合効率を比較すると、
前者のほうが高くなっている。 
 ＦＣＶのもう１つの大きな欠点は、水素を燃料とするＦＣＶの場合、従来通りの走行距離を達成することが
難しい点である。現在水素は３５MPa の圧縮ガスとしてタンクに貯蔵されるが、この方法で可能な１充填当
たりの走行距離は３００km のレベルであり、これを３００マイル（約５００km）にまで拡大しようとすれば、７０
MPa までの高圧化を実現しなければならない。これは貯蔵のためのエネルギー消費を増大させる結果と
なる。 
 水素を燃料とするＦＣＶを普及させるためには、水素供給インフラの整備が不可欠である。これは後に述
べるように、多大の資金と期間を必要とする。 
 ＦＣＶの普及に対するこれらの障害を如何にして克服するのか、幾つかのシナリオが提案されているが、
早急に解決することは難しく、燃料サイクルを含めた抜本的な技術のブレークスルーが求められている。 
 
（３）技術的ブレークスルーを実現するためのパス 
企業は商品としての市場化が遅くなれば、それだけ財政的負担は大きくなる。他方商品は例えそれが
社会的に大きな意義があったとしても、消費者のニーズを満足しなければ市場での発展はあり得ない。こ
れらの問題をどのようにして解決し、障害を克服するか、それが現在の大きな課題になりつつある。 
商品化の道程において技術的課題に行き詰った場合、開発者は突破口を見つけなければならないが、
その時指南番としての役割を果たすのは基盤技術のポテンシャルである。しかし、基盤技術はその範囲
や裾野が極めて広く、その高いポテンシャルを各社が個々に持つことは、負担が大きすぎると言わざるを
得ない。このような基盤的技術を提供する役割を果たすのが、国立研究所や大学であろうが、問題は最
前線の企業技術とこれら大学等におけるポテンシャルを如何に結びつけるか、そしてそれを実現するた
めにどのような研究体制を築くべきか、これらの課題に対する回答を得るために、独立法人“新エネルギ
ー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）”は、２００４年７月２１日、そのためのシンポジウムを開催した。 
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このシンポジウムの目指すところは、「燃料電池や水素技術に関する研究開発課題や目標をどのように
設定すべきか、そしてそれらの開発をどのような体制で進めるべきか」を議論することあり、研究の進め方、
研究開発体制のあり方、特に複数の企業と公的研究機関や大学との共同研究を実現するためのプロジ
ェクトフォーメーションの問題が主に取り上げられた。それは、燃料電池の市場導入を実現するためには、
なお数段の技術的ブレークスルーが不可欠であるが、それを達成するためには基礎的な研究ポテンシャ
ルや膨大なデータが必要であり、それを効率的に実現するためには、共同研究体制の確立が求められる
からである。 
開発主体が私企業である以上、独自の技術を他にリークすることは、当社の競争力を不利にする結果
となるので、これを避けようとするのは当然のことである。しかし、例えば「劣化メカニズムの解明」のような
共通的な課題を解決するためには、最も先端をいく企業の優れたデータの開示が必要であり、そこに共
同研究体制の難しさが存在する。シンポジウムにおいても、”give and take” というフレーズがしばしば登
場した。大きな果実を獲得するために、どこまで自身の持つデータやノウハウを他人に提供することがで
きるか、そのバランスがプロジェクトフォーメーションの鍵を握っていると云えそうである。 
 研究開発のグループ化については、基礎研究分野においては、平行開発型と競争的公募型、そしてそ
の基盤技術をサポートする組織として集中研究所方式が考えられる。並行型は共通の技術課題に対して
幅広く研究委託する方式で、競争的公募はブレークスルーを期待して形成される。集中研究所では評価
システムが創設され、評価の標準化事業が進められることになるであろうし、実用化研究分野においては、
上流（材料）から下流（システム）までの産業を含めた垂直連携型が適していると思われる。 
 
（４）定置式燃料電池の市場導入シナリオ 
コージェネ用ＰＥＦＣについて発電効率の目標を、３５％から４０％以上に高めるべきだとの意見が出さ
れている。この根拠は、家庭用ＰＥＦＣコージェネレーション導入による省エネルギー効果を、従来のエネ
ルギー供給方式（火力発電＋ガス給湯器）および新方式（複合火力発電＋ヒートポンプ）に対して行った
分析結果が根拠になっている。 
先ず従来型方式の場合、大規模集中型火力発電所および送配電を中心とする電力系統の平均発電
効率を３５％、家庭でガスを使う給湯効率を７５％程度である。この場合、発電効率が３０％、熱回収効率
が３５％のＰＥＦＣを導入したと考えると、簡単な計算によりＰＥＦＣの導入によって１８％の省エネルギー効
果が得られる結果となる。 
しかし、現在火力発電所の熱効率は上昇しつつあり、複合サイクルを採用すれば、５０％以上の熱効
率（計算では４９％）が可能になっている。更にＣＯＰが３のヒートポンプを導入すれば、電力から効率的に
熱を供給することができるので、このような電力と熱の利用形態を想定すれば、ＰＥＦＣの発電効率が３
５％でれば、それの導入による省エネルギー効果はないという結果になる。これがＰＥＦＣ発電効率の目
標値をもっと高めるべきであるとする理論的根拠になっている。 
このような議論は、アメリカにおいても行われており、家庭に燃料電池を導入しようとする場合には、燃
料電池の効率は４０％以上でないと、環境および省エネルギーの関点から十分な効果が得られないとの
結論が出されている。しかし、ＰＥＦＣの発電効率は原理的に限界があるので、ＰＥＦＣに替わって高い発
電効率と高温の熱が得られるＳＯＦＣを導入することが提案されている。 
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ＳＯＦＣの導入に関連して興味ある提案は、ＳＯＦＣをトリプルジェネレーションとして利用しようという発
想である。ここでトリプルとは、電力、熱、および水素の３種類を指している。ＳＯＦＣは非常に動作温度が
高いため、起動・停止は不得意であるが、スタック自身に改質プロセスを持たせることができるので、電力
と熱の需要がないときには、運転を継続させたまま水素だけを出力として採りだすことができる。 
 
（５）燃料電池自動車（ＦＣＶ）と水素エネルギー社会 
 ＦＣＶの普及には、２重の“鶏と卵”にデイレンマを克服する必要があるといわれている。この鶏と卵の関
係の第１は、ＦＣＶのコストと普及のデイレンマで、「ＦＣＶが安くならないと市場で普及しない」、逆に「普及
しないと大量生産ができないので安くならない」、である。これはＦＣＶに限らず一般的に成立することであ
るが、もっとＦＣＶ特有の問題が存在する。それは「ＦＣＶが普及しないと、水素ステーションの設置が広が
らない」、逆に「水素ステーションが広く行き渡らないと、ＦＣＶは普及しない」であり、これはより高いハード
ルと思われる。このことは、ＦＣＶの普及は水素エネルギー社会への移行とは双子の関係にあることを意
味している。 
 水素は最も優れた燃料であると同時に、最も使いにくい燃料でもある。長所は勿論水素がそれ自身クリ
ーンなことであるが、この水素を何からどのような方法で生成するかが問題である。通常天然ガスや石油
のような炭化水素系の化石燃料を原燃料とするのが一般的であるが、この場合水素を生産する過程にお
いて炭酸ガスが排出される。もし水素を完全にクリーンなエネルギーとするためには、生成に過程におい
て炭酸ガスの固定化・隔離技術を併用するか、再生可能エネルギーあるいは核燃料を原燃料とすべきで
ある。しかし、これは水素のコストを高くする結果となる。核燃料を利用した水素の生成は、炭酸ガスを全く
排出しない点でメリットがあり、現在日本原子力研究所で、高温ガス炉の排熱によって、水を熱化学分解
して水素を生産する技術開発が進められている。 
 水素は貯蔵や輸送が難しい燃料である。常温ではガスであり、単位堆積当たりのエネルギー量が小さ
いので、貯蔵したり輸送したりするためには、圧縮して高圧水素ガスにするか、液化するか、あるいは金属
など他の物質に吸着又は結合させる方法が挙げられている。圧縮や液化のプロセスは、高価な装置を必
要としかつ大量のエネルギーを消費する。又物性的には点火エネルギーが低いので、燃焼や爆発の可
能性が高く、潜在的には危険な物質であり、特に火炎が目に見えないので、人体に対する危険性は高い。
そして分子が小さいので漏れやすく、拡散しやすく、漏れを検知する技術は簡単ではない。人間の五感
での検知を容易にするため、水素に腐臭材を混入したりすれば、その水素を燃料電池に導入したとき、
腐臭材が不純物として作用し、燃料電池の性能や耐久性は低下させることになりそうである。又水素には
水素脆性があり、接触する金属を脆くしてしまう性質を持っている。 
 これで水素の問題点の全部を指摘したわけではないが、このように水素は非常に扱い難い燃料である
ことは確かである。ＦＣＶとともに水素エネルギー社会を実現するためには、このクリーンではあっても厄介
な水素とどのように付き合っていけばいいのか、この解を見つける必要があると思われる。 
 ＦＣＶを早急に普及させる１つのシナリオとしては、車上における液体燃料の改質を成功させ、現存の燃
料スタンドを利用するパスを選ぶ選択が存在する。アメリカＤＯＥは、１９９０年代はこのパスを精力的に追
及していた経緯がある。 
 ガソリン・水素エンジン車の開発が企業から提案されているが、水素エンジン車は価格は安いが、総合
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効率(Well-to-Wheel)が非常に悪いので、社会的には導入の意義を見出せない。 
 
（６）まとめ 
 以上に述べたように、定置式燃料電池を市場導入し、それを普及させるためには、エネルギーや環境
問題に対する対策のような社会的な問題に寄与する特性を備える必要性に加えて、燃料電池が市場に
受け入れられるような性能を持つことが必要である。特に家庭用燃料電池の場合、消費者が多数の個人
をベースとする関係上、上に述べた耐久性、経済性、および効率等性能の目標値をクリアするのみなら
ず、利便性を重視しなければならない。このような市場における要求を満足するような製品を実現するた
めには、少なくとも１０ないし２０年は要すると思われる。 
 定置式については、現在積極的に開発が進められているＰＥＦＣのみならず、既に市場導入が部分的
に始まっているＭＣＦＣ（アメリカＦＣＥ社の製品）や、更に高い効率を可能にするＳＯＦＣが実用に近い条
件を満足することになれば、主流の地位を獲得する可能性が高いと思われる。ＭＣＦＣの場合は、比較的
容量の大きいプラントとしての利用が主流になるが、ＳＯＦＣにおいては、超高効率のコンバインドサイク
ル発電（ＳＯＦＣ/ＧＴ）のみならず、小容量モジュールの開発が志向されている関係上、家庭用やポータ
ブル電源としての利用可能性が期待される。 
 ＦＣＶに関しては、燃料処理問題が鍵を握っているのは事実であり、具体的には水素の生産、貯蔵、輸
送等、要素技術の確立を前提とする水素の社会的インフラの構築を含めて、水素との付き合い方に関す
る解を見出すためには、これも１０ないし２０年を要すると考えられる。 
 
 
３．作成した発展シナリオを踏まえた日本のとるべきアクション 
（１）研究開発資金の援助 
政府の研究開発のための出資について、アメリカで以下のような議論がなされた。それは「過去の大き
なプロジェクト、例えばマンハッタン計画（原子爆弾の開発）やアポロ計画（月ロケットの開発）に比べると、
水素や燃料電池技術開発の資金量は１桁以上小さい。したがって、もっと開発資金を増額すべきである」
という論旨である。それに対して、「マンハッタン計画やアポロ計画は、技術の延長上に目標があり、技術
開発が成功すれば、目標は実現した。しかし、燃料電池の場合は、市場における過酷な審判を経なけれ
ば、普及には至らない。政府の出資が多ければ普及が進むというようなものではない」。この議論は極め
て示唆に富む内容であり、研究開発費は、主としてブレークスルーのための体制を構築するために費や
されるべきであろう。 
 
（２）水素の生産、貯蔵、輸送技術の開発 
 燃料電池を社会的に定着させるためには、水素の生産、貯蔵、輸送技術の開発が不可欠であり、特に
ＦＣＶの総合効率を現在のハイブリッド車以上に高めるためには、水素の生産効率を現在の６０％（天然
ガスベース；Well- to-Tank 効率）から少なくとも７０％以上に向上させなければならない。又ＣＯ２排出に
ついても現在のガソリン車に比べれば、その排出量(Well-to-Wheel ベース)は約半分となるが、ＦＣＶをハ
イブリッドに比較すれば(同ベース)ほとんど同等である。水素を貯蔵・輸送のためには、比較的大きなエネ
ルギー（例えば３５MPa までの圧縮では水素エネルギーの１５％程度を費やす）を消費し、かつ炭化水素
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系燃料から水素を生成する場合にはＣＯ２を排出する。水素の生産、貯蔵、輸送技術の開発は、ＦＣＶに
社会的な意義を持たせるためには、極めて重要な技術開発課題であり、２０２０年以前に問題が解決する
とは予想しにくい。 
 
（３）水素インフラの構築 
 特にＦＣＶに関連して、燃料選択の問題に対する解が明らかでないため、ＦＣＶ用燃料を水素に限定す
べきかどうかは分からないが、インフラの構築については政府による推進策が必要である。しかし、近い将
来ＦＣＶを大々的に普及させようとすれば、車上での液体燃料の改質技術が不可避であり、この技術の開
発は進める必要があろう。 
 
（４）炭素の隔離・貯蔵技術の開発 
 天然ガスを始め炭化水素系燃料から水素を生産するのであれば、ＣＯ２は必ず排出する。環境問題へ
の寄与を志向するのであれば、排気ガスから炭素成分を分離し、それを隔離・貯蔵する必要があり、この
分野の技術開発を進めるべきである。再生可能エネルギーを原燃料として水素を生産する場合には、潜
在的にはＧＨＧ(Green-House Gas)排出はないが、目下のところ高価であり、又太陽光、風力、水力、地
熱発電等においては、電力から水素を生成するよりも電力として利用する方が、エネルギー有効利用の
観点からは望ましい。 
 
（５）携帯端末用マイクロ燃料電池 
 この分野における燃料電池の種類は、メタノール燃料電池（ＤＭＦＣ）であり、燃料としてメタノール水溶
液が使われるので、メタノールの携帯、輸送、貯蔵に関する規制・標準化の問題の処理が重要である。特
にメタノールを一般市場において流通させるための施策が不可欠である。 
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省エネルギー 
 
（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 省エネルギー技術開発部 部長 殿村重彰 
 
１．現状分析 
（１）省エネルギーの全体観整理 
１）エネルギー全体観 
わが国は京都議定書において１９９０年エネルギー使用量比－６％を目標とするが、２００１年度断面で
のエネルギー消費については、ＧＤＰ１１４％なる前提の下、民生部門１４１％，運輸部門１２７％ 産業部
門１０３％となっており、目標達成には原点復帰を経由した強力な取り組みが必要とされるところである。 
 
２）省エネルギー技術開発の目標観 
２０１０年に向けての省エネルギー活動は大別して、増加したエネルギー消費を１９９０年レベルに戻す
為の取り組みの内数として技術開発分２１０万ｋｌ／年（原油換算）と、低減目標値である６％の内数として
の０．６％の技術開発分（原油換算２８０万ｋｌ／年）、更には技術開発分以外の省エネルギー取り組みの
支援開発に分類される。 
 
３）省エネルギー技術開発のカテゴリー／ニーズと戦略 
① 狙い  省エネルギー技術開発の実機設備稼動と全国展開を明確に意識し、平成１４年度にニーズ
に基づく技術開発のあり方を産官学で統括議論して方向性を整理した。  
② 省エネルギー技術戦略  この中で特徴的なことは、実効性の高い案件を求めて全ての領域でニー
ズ整理を行い、そのニーズに基づき課題設定を行っている。以下にその概要を示す。 
 
（２）過去の経緯と現状の問題点 
１）民生部門の現状 
  民生部門のうち家庭分野については、世帯数の増加、家庭における電化製品の普及率の増加、高齢
化を反映した在宅時間の増加等によりエネルギー消費量は増加傾向にある。２０１０年度の民生家庭部
門でのエネルギー消費量は、１９９０年度比で約３０％のプラスになると試算されている。この要因としては、
世帯数の増加、生活時間の多様化や個室化等が挙げられる。生活の質の向上に伴い暖房や給湯のエ
ネルギー消費の増加が特徴的である。 
民生部門のうち業務分野については、事業所等の延床面積が増加した上に、情報化の進展や営業時
間の長時間化等による、床面積当エネルギー消費の増加により、大幅な増加傾向で推移している。特に、
店舗などの営業時間の長時間化、各種サービスの２４時間化などにより、延べ床面積あたりのエネルギー
消費原単位は悪化する方向にある。 
 
２）運輸部門の現状 
  運輸部門でのエネルギー消費は、自動車が大半を占めている。このうち、旅客部門におけるエネルギ
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ー消費の増大の要因としては、自家用乗用車の保有台数の増加と旅客輸送量の増加が挙げられる。例
えば、郊外への居住地域の拡大や商業施設の分散などにより、自動車利用が増加したことなどの理由に
挙げられる。 
また貨物部門は、個人の宅配便利用増大に伴う輸送量の増加等の要因により、貨物自動車、航空を
中心にエネルギー消費がゆるやかに増加して推移してきた。これらを総合すると２０１０年度のエネルギー
消費量は、１９９０年度比で約２０％のプラスになると試算されている。 
 
３）産業部門の現状 
  わが国の産業部門のエネルギー消費は、１９７３年の第１次石油危機以降、産業界の省エネルギー努
力等により一旦減少したが、１９８０年代後半以降、多品種少量生産、製品の高付加価値化等、市場ニー
ズへの対応等により、再び増加傾向となった。１９９０年代に入ってからは、景気の調整局面を迎え、他部
門に比べると相対的に小さな増加幅で推移してきたものの、今後の社会経済の動向は予断を許さない状
況である。換言すると２００１年度の産業部門のエネルギー消費はＧＤＰ１１４％なる前提の下、対１９９０年
比１０３％と民生・運輸部門に比べ低位ではあるが総エネルギー需要の５割近くを占めており、その重要
性については、いささかも変化する事はない。又、上述の様に市場ニーズへの対応によるエネルギー原
単位の増加という傾向は民生・運輸部門と共通の構造的問題を孕んでおり、「顧客ニーズと生産効率向
上の両立」が重要な課題となっている。 
 
 
２．発展シナリオ 
（１）民生部門の発展シナリオ（家庭部門） 
  １．（２）１）で述べたように、家庭でのエネルギー消費の大部分を占める暖房、給湯など、熱利用の効
率化、建物の省エネルギー対策等の重要な省エネルギー技術要素として以下の４点が挙げられる。 
 
１）冷暖房、給湯等の熱利用の効率化 
  冷暖房については、トップランナーのレベルを更に向上させる様な政策的助成も含み、特性改善の基
盤的な取り組みは２０１０年以降も地道に継続されるであろう。又、給湯器については、地球環境の為に
自然冷媒を最優先にしながらも、 効率の極限指向と経済性の両立を狙ったＣＯ２ヒートポンプ給湯器の
開発を２０１０年までの喫緊の重要課題と認識し、推進中である。 
 
２）建物の省エネルギー対策 
建物の熱の出入りに大きく影響を与えるものとして、屋根壁の断熱、開口部からの伝熱・放射、換気と
大別して３つのカテゴリーがある。断熱についてはﾀﾞﾌﾞﾙｽｷﾝ含む各種方式による開発がかなり進展し、壁
の熱貫流率で 0.35W/m2℃程度にまでは到達しつつある。又、開口部からの放熱については、ヒートミラ
ーや簡易施工型の赤外線遮断フィルムに代表される様に、要素技術的には二層ｶﾞﾗｽの低価格化がｷｰ
である。これらは 2010 年を目処に戦力化される。一方、最後の課題は換気問題である。ＶＯＣ対策として
０．５回／時間と基準強化されており、これ対しては熱交換機の高機能化が必須となる。通常ケースでは、
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最大でも外気との温度差の半分しか熱交換できないが、カスケード熱交換では、８～９割の回収も可能と
なる。熱交換面積維持（ダスト対策）やコスト課題のブレークスルーを行い、２０２０年程度にまでは目処を
つけるべき課題である。 
 
３）電気機器の省エネルギー 
照明については、白熱電球並の経済性を具備条件として、白色ＬＥＤや有機ＥＬを開発中であるが、２
０１５年に向けて単なるシーズ開発だけでなく、点／面光源の最適組み合わせによる総合省エネ低減を
指向してゆく。 
また、ディスプレイなどについても、大画面化のニーズの昂揚に伴い、低電力化ニーズが急速に高まっ
てきており、製造方法の抜本的合理化等の取り組みで２０１０年に向けての短期課題として、鋭意取り組
み中である。 
次に、充電器やアダプターについては、常時接続による非稼働時間における損失や規格不統一によ
る多種多様のアダプターの乱立状態が生む低稼働率の問題がある。スイッチング電源方式の採用を契
機にした規格統一をも含めた取り組みは政策的活動としての意義が大きく２０１０年を跨ぐ取り組みとなろ
う。 
 
４）家庭内エネルギー管理新技術の開発 
防犯等セキュリティ管理システムとの併用の視野に入れ、機器の合理的な利用での省エネルギー推進
と利便性の両立を狙った、HEMS(Home Energy Management System)のシステムについては、一家庭数万
円以内で必要な管理機能を具備する様な「廉価型管理システム」の構築が２０１０年までの必須条件とし
て取り組んでいる。 
 
（２）民生部門の発展シナリオ（業務部門） 
業務部門でのエネルギー消費は、平均的には冷房を中心とする空調およびその熱源で５０％を、照明
で３０％である。 
まず主として空調のエネルギー管理の強化や既存建築の省エネルギー改修を促進することがこの分
野の課題として挙げられるが、具体的には以下の５点となる。 
 
１）熱源・熱搬送装置 
民生の作動機器の原点と言えるファン、ブロア、コンブレッサーの高効率化や給排水ポンプの省エネ
ルギー技術は、基盤技術として、常に改善を継続すべき課題である。特に産業部門で挙げられるパワー
デバイスのハイテク技術とのドッキングや、新しい用途ニーズで古典的な機械部分の機能を再見直しする
様な、基盤的な取り組みを２０１０年を跨いで継続的に取り組んでゆく。 
照明での電力消費の削減においては、HF 蛍光灯の効率改善や白色ＬＥＤ，有機ＥＬとのハイブリッド化
によるトータル効率アップが２０１０年以降も見据えた課題となる。 
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２）オンサイト分散型電源・蓄電熱技術 
エネルギー使用形態の多様化及び各種産業間連携や、産業／都市連携の進展が予想される中、ロ
ーカルでニッチなエネルギー源を用いた「極めて高効率な」分散型電源のメﾆｭｰを準備中である。 
 
３）ビルのエネルギー管理 
業務部門でのエネルギー需要の５０%を占める空調や３０%を占める照明の合理的エネルギー利用は省
エネルギー上重要な要素であり、BEMS がキー技術となる。ここで重要なのはＢＥＭＳ自身の経済合理性
であるが、現状では老朽更新合わせのＢＥＭＳ工事が主体であり、経済合理性で独り立ちしたＢＥＭＳ案
件が少ないのが実態である。２０１０年までの喫緊課題であり、例えば流量可変制御等のシーズとその効
果に見合った制御系投資によるＢＥＭＳ案件の着実な拡大が重要課題である。又、シーズ技術の革新と
しては、超音波振動等を用いた伝熱特性の一桁以上優れる熱交換器の出現も２０１５年以降の技術とし
て期待されるところである。 
 
４）情報化対応の省エネルギー 
情報機器の半導体デバイス部分の発熱低減や、電力供給信頼度向上のために多用される半導体変
換器における損失低減をデバイスの開発を中心に推進してゆく。 
 
（３）運輸部門の発展シナリオ 
  今後運輸部門における省エネルギーの主要な課題として以下の４点が挙げられる。 
 
１）既存の動力システムを搭載した自動車 
 エンジン自体の改良については、リーンバーンや高圧縮をキーワードにして究極の改善を行う方向であ
る。又、車体におけるロス低減の視点では、確実に効果のあがる車体軽量化が先行し、２０１５年以降の
技術としてはタイヤや道路をも含む極限低摩擦材料が戦力化される事が期待される。 
 
２）新型動力システムを搭載した自動車の導入と普及 
ハイブリッド自動車については、確固たる新動力システム出現の前の有力な現実案としての位置付け
がより明確になってきている。又、同様の視点から、軽量化ニーズに対する車機能の多様化・融合化等、
機能面からのトータル最適化を図る動向が２０１０年以降も進展するものと考えられる。 
 
３）新燃料の導入と普及 
エンジン開発との組み合わせで生ずるＧＴＬ等一部の代替燃料開発を除けば、究極的な新燃料として
はエタノール等Ｃａｒｂｏｎ Ｅｑｕｉｂａｌｅｎｔ燃料の拡大が供給面も含めて重要と考えられる。 
 
４）物流の効率化・交通システムの高度化 
 物流改善の革新手段であるモーダルシフトは、インフラ整備上に克服すべき課題が大きい。これに対し
出発地点から目標地までの一貫した交通流の見極めとそれに伴う信号ｼｽﾃﾑ等も含めたインフラ整備とそ
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れらから生み出される各種効果を３つ纏めて把握する事で、「使う側の立場に立ったインフラ整備」を最重
点課題に掲げ、２０１０年から２０２０年へのモーダルシフトを実行予定である。当面のスタートとして、大都
市向けＬＲＶ，中都市向けＩＭＴＳ（隊列走行）、小都市向けデマンドバス と３タイプの取り組みから着手し
ており、必要なシミュレーションでの課題絞り込みを実行中である。   
 
（４）産業部門の発展シナリオ 
  産業部門における省エネルギーの主要な課題として以下の５点が挙げられる。 
 
１）製造工程の高効率化 
産業部門の原点である製造工程の高効率化、生産能力の向上、品質行程能力の向上等、産業ﾌﾟロセ
スの根幹に関わる重要な課題である。従前に比べ、生産プロセスの変更改善を頻繁に行う環境とは異な
っているが、然るべきタイミングで確実に行うべき性格の課題である。又、比較的設備投資効率の良好な
「省エネルギー投資」が減少する中、複数企業の相互連携による全体最適と効率化を指向する動きが始
動し始めたが、この二本柱の重要性は産業部門の筆頭に挙げられる。 
 
２）産業プロセスにおける固定エネルギー消費の削減 
固定エネルギーの消費を低減する事は非生産時のｴﾈﾙｷﾞｰ消費極小化の視点として生産工程の基本
であり、１）の高効率化の裏事象としての重要性は高い。 
 
３）電動機・パワーエレクトロニクス応用装置における省エネルギー 
産業用電力消費の半分以上を占める本領域において、インバーターのようなパワーエレクトロニクス技
術は重要である。SiC 素子のような低損失スイッチング素子の戦力化に向けてのウェハー製造／デバイス
技術等全分野における品質製造工程能力の向上が課題であり、２０１０年におけるインバータ、ＨＥＶ分
野における成果発揮、２０１５年頃のフルアップに向け、鋭意推進中である。 
 
４）加熱・乾燥プロセスでの効率向上 
従来から廃熱を蓄熱・燃焼用空気に熱交換し、ロスを極小化する高効率工業炉の技術があり、その普
及促進に取り組み中であるが、更なる抜本的対策としては空気中窒素への熱ロス解消を狙った酸素富化
燃焼が挙げられる。膜分離の低生産性が実用化のネックではあるが、２０１０年以降の中長期技術として
は、原理的に見て有望な技術である。 
 
５）熱の有効利用 
産業における熱の有効利用のためには、熱そのものの有効利用に関わる技術と、熱有効利用のため
のシステム技術との二つアプローチがある。特に後者のシステム技術としては産業間連携におけるピンチ
テクノロジーの活用がポイントとなる。熱だけに注目するのではなく、電気としての利用や、コ・プロダクショ
ン（エネルギー・物質併産）技術のような燃料の持つエネルギーポテンシャルを最大限活用していくため
のシステム技術が重要である。又、蓄電熱技術については、化学エネルギーへの変換・貯蔵に関して２０
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１０年以降２０２０年を目処に精力的な開発が進める予定である。 
  以上述べてきた諸項目をイラストで示したものが図１～図４である。学問と同様、省エネにも王道はなく、
重要な事は、それらひとつ一つのインパクト性ではなく、総合的なライフスタイルがどの程度変革できてい
るかであり、それらに向け、「具体的かつ政策的」な取り組みを着実に推進してゆく所存である。 
 
表１ 各部門における各課題の達成見込み時期 
 ２０１０年～ ２０１５年～ ２０２０年～ 
民生部門 
（家庭） 
・CO2 ヒートポンプ給湯器 
・二層ガラスの低価格化 
・ディスプレイなどの製造方
法合理化 
・スイッチング電源方式の規
格統一 
・廉価型管理システム 
・点／面光源の最適組み
合わせ 
・カスケード熱交換 
 
民生部門 
（業務） 
・HF 蛍光灯の効率改善、白
色 LED および有機 EL との
ハイブリッド化 
・BEMS 自身の経済合理性 
・伝熱特性の優れる熱交換
器 
 
運輸部門 ・ハイブリッド自動車トータル
最適化 
・極限低摩擦材料 
・モーダルシフト 
 
産業部門 ・低損失スイッチング素子の
戦力化 
・蓄電熱技術の化学エネル
ギーへの変換・貯蔵 
・酸素富化燃焼
  表１に各課題の達成見込み時期を示す。これらのテーマは、主として２０１０年の達成を目指している。
また、図５に上記を総合した省エネルギー効果予測の例を１９９０年レベル復帰の為の省エネルギー技術
開発目標との対比で示す。目標は達成する予定で取り組み中である。又、主要テーマと見なされる４ﾃｰﾏ
（高性能工業炉・ピンチテクノロジー・モーダルシフト・SiC 関連）の効果も内数として示す。ピンチテクノロ
ジーは、産業間連携に拡大することで今後の発展が期待でき、2010 年における省エネ量は、42 万 kl/y と
見込まれている。SiC 関連技術も開発成果による品質レベルの向上をベースにインバータや HEV への実
用化を図り 2010 年における省エネ量は、33.8 万 kl/y と見込んでいる。その他の重要技術として、高温空
気燃焼技術の応用展開や、運輸部門でのモーダルシフトが挙げられ、４テーマの２０３０年におけるポテ
ンシャルも併せて示したが、然るべき可能性を秘めたものである事が示されている。 
 
３．日本のとるべきアクション（政策的なもの） 
（１）自然科学的アプローチと社会科学的アプローチの両軸での発展（ニーズとシーズ融合の結果）技術
戦略マップの有効活用 
省エネルギー技術推進にあたっては、１章で述べたごとく、ニーズに基づく技術戦略を体系化し推進し
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てきている。この思想をより目的合意的に分解すると、狭義の自然科学的アプローチにおいて、各種ロス
の極限低減なるニーズを熟知した上で、ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰをも含むサイエンス領域まで立ち返り、原理原則的
に立脚したｼｰｽﾞのﾌﾞﾚｰｸｽﾙｰを行う自然科学的アプローチと、経済合理性追求だけで進まない「顧客要
求対応」「非価格競争力維持」「安全安心環境との両立」等を総合的に考慮し、総合合理性を追求して産
官学が一体となって推進する様な社会科学的アプローチの複眼の目を持った発想で総合成果発揮を狙
うべきであると思料する。平成１６年度に新規に始動した「民生部門等地球温暖化対策モデル事業」の如
く、産官学連携による取り組みでの成功体験を世の中に普及させる事は極めて重要である。その概念図
を図６に示す。 
 
２）国民のライフスタイルを再設計するポリシーの必要性；高原のサナトリュームのスリム感 
エアコンの COP を向上させる技術開発だけ行っても、人気のいないコンビニを過剰冷房していては片
手落ちである事は周知の事実である。ただし、省エネルギー推進を責務とする者は 
堪え忍ぶ省エネだけを強調しても、仕事をした事にならない。そもそも「エネルギーは何の為に使うのか」
の原点にまで遡って、ライフスタイルを反省する必要がある。それは一言でいえば、足し算から引き算へ
の発想転換であろう。新規需要を喚起する事が経済活性化の原則である事は自明の理であるが、それが
本当に人々が恒久的に欲しているものであろうか。大量生産品の不要の「がらくた」が家の中にころがっ
ていないだろうか。上記モデル事業が着目した取り組みのひとつに「ストップ・ザ・過剰照明／ネオン合戦
のケバケバの町からの脱却」というものがある。必要な箇所のみを上質の照明でライトアップし、他の箇所
はほの暗さで、商品をイメージアップする。本例は照明技術の省エネルギーの一例であるが、すべての領
域において、この種の上質感と静寂性の提供による高付加価値の省エネに対して「政策とサイエンスの
両輪で取り組む」べき時代が来ていると思料する。 
 
３）省エネルギー技術戦略に集約した取り組み 
上記民生の例を交通や産業にも展開して、「大量生産大量消費に訣別しきれていない体質」を反省し、 
何の為の省エネかにまで遡り、経済生産活動の無駄にメスを入れるべきである。例を挙げれば直近の省
ｴﾈﾙｷﾞｰ技術戦略の戦略的重点化議論の中では、「エネルギー用途領域の重点化ではなく、ニーズを徹
底にブレークダウンした省エネルギー重点コンセプトを志向しており、その結果として①トップランナー技
術のレベルアップ②ＳｉＣ等応用領域の広いパワーエレクトロニクスの高効率化③ピンチﾃｸﾉﾛｼﾞｰを核とし
た産業間連携④モーダルシフト等運輸部門の総合交通流対策⑤コジェネ技術の革新⑥高温空気燃焼
等の重要技術のスピルオーバーを挙げ、重点的に推進している。直近ではこの重点概念を普及促進の
観点から強化中であり、特に２０１０年目標達成の為の「重要技術の設備普及を加速させる技術開発」に
も緊急案件としての傾注を行っている。この様にニーズの集大成である「省エネルギー技術戦略」を常に
ブラッシュアップして、上記１）で述べた複眼の目を持ちつつ、緩急自在に企画実行チェックアクションの
ＰＤＣＡを回す事が今後の最大の課題である。 
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省エネルギー 
 
（財）エネルギー総合工学研究所 研究理事 松井一秋 
 
１．現状分析 
（１）エネルギー消費動向 
１）民生部門 
 石油危機以降も一貫して増加してきており今後も引き続き増加が見込まれている。家庭部門では、省エ
ネルギー法に基づくトップランナー基準の導入により機器の効率化が進展している。その一方、機器の保
有台数の増加や使用時間、使用条件の変化、世帯数の増加が需要の増加要因となっている。 
 また、業務部門においても、トップランナー基準の導入により機器の効率化が進展する一方、産業構造
の変化等によりオフィスビルや商業施設等の床面積の増加が主たる需要の増加要因となっている。さらに、
産業部門に比べてエネルギー管理の徹底が不十分であることも指摘されている。 
 
２）運輸部門 
 石油危機以降一貫して増加しており今後も引き続き増加が見込まれている。エネルギー消費量の増加
のほとんどが自家用乗用車に起因している。一台当たりの走行距離が減少し、燃費も１９９０年水準まで
改善しつつある一方で、保有台数の増加、車両の重量化、実走行条件の悪化等が主たる要因と考えら
れる。 
 
３）産業部門 
 産業部門におけるエネルギー消費量は、第一次石油危機以降、世界にさきがけて省エネルギーに取り
組んできたことに加え、産業構造自体が変わってきたことにより、ほぼ横ばいに推移してきているが、依然
として産業用需要が総需要の約５割を占めている。 
 
（２）省エネルギー対策 
１）民生部門 
① エネルギー管理 
 エネルギー消費量が大きなオフィスビル等については、２００３年４月以降、省エネルギー法の規制を強
化され、定期報告や中長期計画の策定が義務付けられている。 
（市場を活用した省エネ対策の推進） 
 省エネルギーに関するノウハウや資金を供給するなど省エネルギーをビジネスとして行うＥＳＣＯ(Energy 
Service Company)事業、すなわち省エネルギービジネスが伸びている。省エネルギー改修工事の受注額
は、１９９８年度の約１７０億円から、２００２年度には約５１５億円と急速に伸びている。これまで補助事業に
おける重点的支援や日本政策投資銀行による低利融資等が実施されている。ＥＳＣＯ事業の公的部門で
の活用を促進するため、２００４年度から経済産業省庁舎にＥＳＣＯ事業をモデル的に導入し、また地方公
共団体におけるガイドラインが作られている。 
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（ＩＴ技術によるエネルギー管理） 
 業務用ビルの室内状況を温度センサー等によりモニターし、照明・空調等の最適な運転が可能となって
いる。こうしたエネルギー需要の管理システム（ＢＥＭＳ：Building Energy Management System）の普及促
進を図るための導入支援が行われている。 
 また、家庭においても、家電機器等の最適運転や、エネルギーの使用状況のリアルタイム使用量・電気
料金表示等、エネルギー需要の管理を支援するシステム（ＨＥＭＳ:Home Energy Management System）の
普及に向けた実証実験が実施されている。 
 
② 省エネルギー機器の普及：トップランナー基準 
 機器に着目した対策として、１９９８年度から省エネルギー法に基づくトップランナー基準を導入し、これ
まで１８機器（自動車を含む。）が指定されている。 
（待機時消費電力の削減） 
 業界の目標（１W 以下：オーディオコンポ、テレビ、エアコン等。０W：洗濯機、電子レンジ等。）は、当初
の予定どおり達成する予定である。その一方、機器の種類や保有台数の増加等により待機時消費電力
量自体は増加している（１９９９年度３９８kWh/年・世帯 → ２００２年度４３７kWh/年・世帯）。 
（高効率給湯器の普及促進） 
 家庭におけるエネルギー消費量の約３割を占める給湯部門においては、ＣＯ２冷媒ヒートポンプ給湯器、
潜熱回収型給湯器、ガスエンジン給湯器等、従来方式に比べ省エネルギー性能が特に優れた機器が開
発され製品化されている。従来機器に比べ初期投資費用が高いので、普及支援策がとられている。 
 
③ 省エネルギー性能の優れた建築物・住宅の普及 
 省エネルギー基準に基づく努力義務を課し、段階的に同基準を強化し、省エネルギー性能に優れた建
築物・住宅の普及が図られている。 
 特定建築物（２千m2 以上の住宅以外の建築物）については、２００３年４月より新築時等に省エネルギ
ー措置についての届出を義務付け、不十分な場合には地方公共団体が指示・公表できる。さらに、中小
規模の建築物向けに省エネルギー基準にわかりやすい仕様基準を追加し、建築主等の負担の軽減して
いる。日本政策投資銀行や住宅金融公庫等の低利融資や割増融資等が利用できる。 
 
④ 省エネルギーに関する情報提供 
 トップランナー基準の対象機器を識別し易くするために、２０００年度から「省エネルギーラベリング制度」
を導入し、現在１３機器が対象となっている。 
 「住宅の品質確保の促進等に関する法律」による省エネルギー性能を含む住宅性能表示制度に基づき、
２００４年３月末現在、約１４万５千件の建設住宅性能評価書が交付されている。 
 以上、省エネルギー部会（総合資源エネルギー調査会）による２００４年７月の中間取りまとめ、「今後の
省エネルギー対策のあり方について」より、関連する部分を簡訳して引用した。 
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２．発展シナリオ 
 日本の総人口は2006 年頃をピークに減少に転じ、高齢化は大幅に進展する見込みである。産業構造
については、経済の成熟化や少子高齢化の影響もあり、経済のサービス化や高付加価値化経済が2030 
年に向けてさらに進むことが予想される。また、都市化やIT 化の進展、循環型社会の形成といった社会
構造の変化が継続することも見込まれる。さらに、国民意識やライフスタイルも大きな変化を遂げ、快適
性・利便性を追求する反面、環境意識の高まりやスロー・ライフ意識の広がりなどもみられるだろう。こうし
た経済社会構造の変化は、エネルギー需給構造にも大きな変化をもたらすものと思われる。（2030 年の
エネルギー需給展望（中間とりまとめ）、平成１６年１０月、総合資源エネルギー調査会需給部会より） 
 この需給展望では将来についてのいくつかのシナリオに基づく分析を行っており、その中で「自立的発
展シナリオ」呼ばれるものが今後の発展シナリオに合致すると思われ、下にそのシナリオの主要部を引用
する。 
 「我が国をみると、近年のブラウン管テレビに比べてエネルギー効率の高い液晶テレビの普及、燃費性
能の向上による自動車の省エネルギー、排出ガスの清浄化等、環境に優しいハイブリッド車の着実な普
及、自動車の大型化の頭打ち、断熱住宅の普及等を踏まえると、国民の環境意識は既に相当程度高く、
当該意識を顕在化・具体化させる道筋を確固たるものにするための政策的取組や社会人、あるいは学校
における教育等が功を奏し、ひとりひとりの環境意識が今よりさらに顕在化する可能性は十分に存在す
る。 
 高い環境意識が顕在化した場合には、国民の行動は省エネ型・環境調和型となり、これを受けて企業
活動においても関連技術の開発・実用化が促進され、それがさらに国民の環境意識を高めていくといっ
た好循環が実現すると考えられる。 
(一部略) 
 国民の意識に大きな変化が生じた場合には、国民の高い環境志向を踏まえた顧客のニーズに応えるた
めに、企業が省エネ型・環境調和型の製品の開発・提供に注力することで、新たな投資と収益の機会が
拡大していくこととなろう。国民がこうした環境に優しい製品を選択することを通じて、様々な機器・製品が
開発され、普及していく。 
 上記のような国民の意識の高まりを踏まえると、環境調和型の企業に対して投資を行うエコ・ファンド等
のSRI 活動が活発化し、投資面においても省エネ型・環境調和型の企業への支持が高まることが見込ま
れる。そして、政府や地方公共団体は、多くの政策的資金を再生可能エネルギーの導入や省エネルギ
ー、環境対策に振り向けることになろう。 
 さらに、IT 化の進展は、様々な投資と消費を生み出し、過去相当期間にわたって経済成長を押し上げ
てきたのみならず、将来においてもIT 化の進展した国の潜在成長力を高めると言われている。また、エ
ネルギー関連投資は、そのインフラ整備が本格的に行われる過程を通じて、IT 化投資以上の経済活動
へのインパクトをもつ可能性がある。 
 技術開発投資の活発化や新製品の創出による市場拡大、需要家による積極的な省エネ型の製品・サ
ービスの選択、更なる研究開発という好ましい循環により、経済成長は加速することとなろう。 
（エネルギー需要の大幅減少の可能性） 
 国民の環境意識や省エネポテンシャルの顕在化、現行の省エネ施策の着実な実施、新たな技術の実
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用化等と相俟って、エネルギー消費は現在よりも抑制されると考えられる。 
 家庭部門においては高い断熱構造を有する建築物が普及し、発光ダイオード(LED)による照明分野で
の幅広い利用やヒートポンプやコージェネレーションの利用、IT 技術を活用したエネルギー管理システ
ムの導入などが期待される。業務部門においてもIT 技術を利用したエネルギー管理や世界最高水準の
高効率機器の普及、ESCO 事業の導入等がエネルギー需要を相乗的に抑制・削減させる効果を発揮す
る。小型で高効率の燃料電池やヒートポンプの開発が進めば、業務部門や家庭部門を中心にエネルギ
ー使用の合理化が大きく進展しよう。運輸部門においては、クリーンエネルギー自動車の導入が環境志
向の高まりとともに着実に進むとともに、自動車の軽量化技術が進展し、これら双方が燃費向上に資する
こととなろう。 
(一部略) 
 一次エネルギーの供給構成をみると、省エネの進展に伴い化石燃料消費量のシェアが減少する中で、
原子力が相対的にシェアを上げる。技術の進展と国民の意識の高まりが相俟って再生可能エネルギー・
新エネルギーの一次エネルギー供給に占める比率は上昇し、特に世界一の導入量を誇る太陽光発電・
バイオマス発電の比率が上昇していく。国民の環境意識が高まり、政府や地方公共団体が率先して再生
可能エネルギーの導入に努める場合には、地域振興や環境意識への働きかけという外部経済も手伝っ
て、いささかコストが割高であってもさらに導入が進展する可能性がある。分散型エネルギーに関しても、
系統制御技術の進展や発電効率と排熱の効率的利用技術の向上とあいまって、環境面でメリットのある
分散型エネルギーの導入が加速し、電力・熱の効率的な供給体制の樹立にも資することとなろう。」 
 
 
 省エネにおいても、適切な技術や製品の開発と導入促進策がとられたにしても、製品やシステムの買換
えあるいは取替需要に応じて効果が現れる。まして単に機器の取替えではすまないようなマイクログリッド
や隣組コジェネなどのような社会システムの変更を要するような場合、導入とそれによる効果の発現には
ある程度の時間遅れが通常伴うと考えられる。 
 産業分野では、省エネ機器やシステムの導入についてのペイバック期間などの評価が比較的容易と考
えられ、比較的にエネルギーコストの高いわが国においてはほとんど乾いた雑巾状態であるといわれてい
る。しかし、高性能ボイラーとか高効率のデバイスなどが利用可能となればいっそうの省エネも可能だが、
その利得は他分野に比べては大きくないと言われている。 
 １０年後ぐらいの将来、２０１５年ごろでは、楽観的に考えると現在取られている普及策などが功を奏して、
主として機器、車両、住宅ベースの性能は相当向上しているとする。 
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ヒートポンプ：性能（COP）向上が著しい。性能向上競争は日本の機器メーカーは得意としている。現在6
程度のCOP最高値も、理想状態では20以上といわれる、どこまでいけるか。省エネ機器のど本命といわ
れるゆえんだ。 
 
 
ヒートポンプ給湯機の模式図（東芝ＨＰより） 
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ハイブリッド自動車：Well to Wheelベースの効率比較では燃料電池自動車も真っ青と言われる。米国に
おいても東海岸の環境意識の高いエリートが争ってプリウスを購入していると言われる。水素FCVが普及
されるまで、ガソリンエンジンおよびディーゼルエンジンと電気モーターのハイブリッド自動車が燃費向上
のエースとして君臨することになるであろう。 
 
 
 
 
Well-to-Wheel Analysis of Energy Use and Greenhouse Gas Emissions of Advanced 
Fuel/Vehicle Systems - A European Study – Results, at http://www.lbst.de/gm-wtw 
Raj Choudhury, Trudy Weber [GM], Jörg Schindler, Werner Weindorf, Reinhold 
Wurster [LBST], WHEC15, Yokohama, 28 June 2004
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省エネ住宅：従来の日本的家屋とは異なり、壁、天井、床にしっかりと断熱材を入れ、窓ガラスには二重
のガラスを使い、全体として高断熱住宅が徐々に増える。さらに高性能の冷暖房機器、省エネ型の照明、
家庭電化製品で装備され、床面積が増えているのに家庭あたりのエネルギー消費が減少する可能性が      
ある。 
 
省エネ・健康・百年住宅（南雄三氏の資料より）：野村ホームＨＰより 
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 以上をまとめて、また需給展望による自立的発展シナリオの各需要部門のエネルギー需要両予測を借
りてビジョンとして図1に提示する。需要量は現状に比べて減ってはいるものの、25年先という長期を見て
いる割には消費減が少ないように思われる。産業と民生のうち業務用の消費量は落ちていず、家庭と輸
送用の消費減が対応している。 
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３． 日本のとるべきアクション 
 省エネルギーは地球温暖化対策の主体をなすもので、わが国のあるべきエネルギー戦略の中でも特別
の位置づけが必要である。また将来あるべき姿としての循環型社会・経済の中核とも考えてよいが、反面
何でもかんでもリサイクル、あるいは無理やり炭酸ガスの放出を削減するなどの方策は結果としては省エ
ネルギーにならないこともありうるということも忘れてはならない。 
 個々の機器やシステムの省エネ技術開発、住宅建設方式の改良など十分ではないかもしれないが、結
構緻密な対策が、トップランナーしかり、ＩＴ技術を活用してHEMS、BEMSなどなど今まですでに取られて
きていると考えられる。（性能目標については、合理的な評価がいるが、かなり思い切った高い目標を設
定することも考えられるのではないか。）しかし、地域あるいはコミュニティーレベルでのエネルギーのカス
ケード利用など、需要を単体として考えるのではなく、複合的に調整していくと、更なるエネルギー削減代
がありうる。 
 その地域なりコミュニティーの中には分散型のエネルギーシステムがメンバーとして存在するものもある
だろうし、あるいは何もエネルギー供給体がない場合（集合団地や組立工場など）、あるいは原子力発電
所を含むものもありうる。 
 これらの構成要素間の融通、全体としての調和などを、双方向にかつ平面的に、単に情報提供というこ
とではない形での合意形成ができるシステムを創造する必要があるのではないであろうか？現状では、地
元では巨大システムの押しつけにひがみ、あらぬ要求で反発し、分けもわからず環境にやさしいだの循
環型だのの宣伝に踊らされて結局は巨大な迷惑施設を背負いこみかねない構図になっていると考えられ
る。これらの冷静な分析を可能にするエネルギー情報基盤の整備とその活用がもとめられる。 
 情報についても、需要サイドからすれば電気やガス、ガソリンがいるのではなくそれらが提供するサービ
ス、快適な生活環境を望んでいるわけで、省エネ効果について具体的な機器、改良によってどのくらい
費用がかかるのか、どれだけの期間でもとがとれるのか、結果としてどのくらい炭酸ガス削減になるかなど
豊富かつ身近な情報を提供する必要がある。 
 消費者は消して馬鹿でもなく、新しい効用には敏感に反応してきているのであって、省エネや炭酸ガス
削減効果についても同じであり、その面で新たな需要、高性能製品やサービス、が喚起される。この点で
の規制緩和と、新たな規制を検討する余地があると考えられる。わが国の厳しい消費者の目を満足させる
商品は世界にも通用するということは、それらを生産する産業の国際競争力を高めることにもなる。 
 もうひとつの省エネの観点は、単に熱量だけで考えるのではなく、質すなわちエクセルギー分析とトータ
ルのエネルギー収支を考慮する必要があることである。すでに行われてきているライフサイクル分析を製
品からプロセス、システムへの適用を増やし、その中での環境影響、リサイクル性能をエネルギー分析とと
もに評価していく必要がある。 
 省エネの現状を見ると、いろいろな対策がすでにとられていると考えられるが、省庁縦割りの弊害、さら
にエネルギー産業ということでは電気とガスの間の垣根の問題がある。良い意味での競争になっていて
消費者が、需要サイドの選択の余地が広がっている側面もあるが、長年の地域独占と暗黙の顧客の振り
分けもあった。需要はそれらエネルギーが提供するサービスにあるので需要の末端、それらの集合として
の地域あるいはコミュニティー、さらにそれらの集合である地方、さらに全体、国としての議論、検討がなさ
れる必要がある。この意味では単に技術の問題を超えて社会的、政治的な課題を多く含む。 
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 全体としては、調和のとれた制度や大きなインフラ整備を伴う所も多いので、製品寿命10数年程度の需
要サイドの課題と、その個別の需要を支えるバックボーンとしてのインフラ整備、水力、原子力、ＬＮＧや
パイプラインなど、は多大の資金とリードタイムを要し、視点を変えて議論する必要があることに注意すべ
きである。 
 
 
 
 
参考資料 
１．今後の省エネルギー対策のあり方について（中間とりまとめ）、２００４年７月、総合資源エネルギー調
査会 省エネルギー部会 
２．２０３０年のエネルギー需給展望（中間とりまとめ）、平成１６年１０月、総合資源エネルギー調査会 需
給部会 
３．省エネルギー技術戦略、平成１４年６月、財団法人省エネルギーセンター 
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【第135-3-1】現行省エネルギー対策および今後の省エネルギー対策の概要 
   
部門 対策名 （省エネ量原油換算）
産  業 ≪現行対策≫ 2,010万kl
 ○経団連環境自主行動計画等に基づく措置 （両方の対策で） 
 ○中堅工場等における省エネルギー対策 2,010万kl
 ≪新規対策≫ 40万kl
 ◎高性能工業炉（中小企業分） 40万kl
 小計 2,050万kl
民  生 ≪現行対策≫ 1,400万kl
 ○トップランナー規制による機器効率の改善 540万kl
 ○住宅・建築物の省エネ性能の向上 860万kl
 ≪新規対策≫ 460万kl
 ◎トップランナー機器の拡大 120万kl
 ◎高効率機器の加速的普及 50万kl
 ◎待機時消費電力の削減 40万kl
 ◎家庭用（HEMS〈ホームエネルギーマネジメントシステム〉）の普及 90万kl 
 ◎業務用需要におけるエネルギーマネジメントシステムの推進 160万kl
 小計 1,860万kl
   
部門 対策名 （省エネ量原油換算）
運  輸 ≪現行対策≫ 1,590万kl
 ○トップランナー規制による機器効率の改善 540万kl
 ○クリーンエネルギー自動車の普及促進 80万kl
 ○交通システムにかかる省エネ対策 970万kl
 ≪新規対策≫ 100万kl
 ◎トップランナー基準適合車の加速的導入 50万kl
 ◎ハイブリッド自動車等車種の多様化等の推進 50万kl
 小計 1,690万kl
分 野 
横 断 
○技術開発 100万kl
 ・高性能ボイラー（産業関連技術） 40万kl 
 ・高性能レーザー（産業関連技術） 10万kl 
 ・高効率照明（民生関連技術） 50万kl 
 ・クリーンエネルギー自動車の高性能化（運輸関連技術）  
 （注）ハイブリッド自動車等車種の多様化等の推進の内数  
 小計 100万kl
計 ≪現行対策≫ 5,000万kl
 ≪新規対策≫ 700万kl
 合計 5,700万kl
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省エネルギー技術戦略（平成１４年６月、財団法人省エネルギーセンター）より 
 
規制面での検討
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容易に真似の出来ない設計・製造技術 
 
（株）ユニバーサルデザイン総合研究所 所長 赤池学 
 
1. 現状分析 
かつてわが国が大きな競争力を持っていた種々の製品は、諸外国の製品化向上と生産力向上によっ
て、その優位性を脅かされている。今後のわが国にとって、容易に真似されない、競争力を長期にわたっ
て保持出来る設計・製造技術の将来について論じてみる。 
言うまでもなく設計・製造技術は、それ単体として論じることはできない。さまざまな産業領域の望まれ
る発展に伴い、設計・製造技術はそれを裏付ける科学技術基盤としてシナジー的にその発展が求められ
るからである。 
そこでまず、現状分析として、IT、バイオ、環境分野の現状とこれから望まれる発展の方向性を整理し
てみたい。 
また、「2.発展シナリオ」、「3.日本のとるべきアクション」についても、この三領域ごとに望まれる設計・製
造技術の方向性と具体技術を鳥瞰してみたいと思う。 
 
（１）ＩＴ・情報化の進化と社会 
ブロードバンドの普及により、大容量のデータ転送も一般家庭レベルで可能になりつつある。今後、注
目されるのは、人体情報、環境情報を取り込むセンシングの技術と、それら情報を利用したさまざまなサ
ービス、支援システムの開発であろう。その意味でＩＴは、ヒューマンインターフェイスの根幹をなす技術と
して拡張、発展していくだろう。 
 情報技術が偏在化し、自由で活発な情報の受発信が行われると、絶え間なく情報が生産され、伝達、
蓄積され、新たな知識が創発される。個人や企業などの学習能力や感性を大きく高め、状況をより正確
に把握することができるようになる。 
人々は、組織の拘束から離れ、周辺の状況を十分に把握したうえで、それぞれにとって最適な方向を
めざして自律的に行動するようになる。その結果、多様化した個人や企業などの間に新たな連携関係が
つくられ、社会の課題が次第に共有化され、新たな秩序が徐々につくられていくだろう。 
人工的なシステムや材料においても、自然の自律型のメカニズムが組み込まれ、人工知能や人工修復
機能をもったインテリジェント・マテリアルの開発も進んでいく。 
生体制御技術は、人間の知的活動を対象とし、認識、思考、学習、記憶などのメカニズムを解明しよう
という科学になる。視覚デバイス（視神経に直接信号を送る）等の高度コミュニケーション、知能をもったロ
ボット、新たな信号処理技術（量子コンピュータ）などの研究が今後ますます進展していくだろう。 
 
（２）バイオ、医療技術の進化と社会 
近年の医療技術の進歩はめざましいものがある。特にヒトゲノム解析が医療の世界に与えるインパクト
は大きく、欧米を始めとする企業はこぞって研究開発を進めている。 
ゲノム解析によって実現するといわれるオーダーメイド医療、あるいは予防医療は、人間の「生命」「人
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生」に対する考え方を根本から変えていく可能性がある。 
同時に、マイクロマシンの開発によって、人体を傷付けない手術が可能になるといわれる。そのために
は、マイクロアクチュエーターや超小型エネルギー源の開発も必須になる。医療分野は、まさに今、過渡
期を迎えつつあり、その進展のスピードは今後ますます高まっていくことが予想される。 
 現在、注目されているゲノム関連の開発予測はさまざまな見方があるが、実現予測（第１回 国際薬理
ゲノム学 薬理遺伝子フォーラム）は概ね、以下のようなタームになっている。 
○２００２年 ヒト・ゲノムシーケンス終了 
○２００３年 １０％の新薬が遺伝子的投薬基準を表示、２０大疾患の関連遺伝子がクローン化。 
○２００４年 大量遺伝子機能解析技術の開発 
○２００５年 ３０００の標的遺伝子を対象とした医薬品の開発が始まる。最初のＳＮＰｓに基づいた予防薬
の承認される。 
○２０１０年 ３０％の新薬が遺伝子的投与基準を表示する。 
 また、ヒトゲノム解析のアウトカムの目標（ミレニアムプロジェクト ２００４年まで）は、以下のようなテーマで
ある。 
○痴呆（アルツハイマー病等）等神経疾患：（a）疾患関連遺伝子・薬剤反応性関連遺伝子をあわせて 20
以上発見。（b）患者個人に対する最適な投薬（オーダーメイド医療）等による治療成績の向上。（c）重
症化を遅延させて、痴呆の推計入院患者数を 20％削減する等の画期的な新薬の開発に着手。 
○がん（悪性新生物）：（a）疾患関連遺伝子・薬剤反応関連遺伝子をあわせて 50 以上発見。（b）患者個
人に対する最適な投薬（オーダーメイド医療）等により、嘔吐、頭痛等抗がん剤による副作用の発生を
50％削減。（c）患者個人に対する最適な投薬等による治療成績の向上。（d）5 年生存率を 20％改善す
る等の画期的な新薬の開発に着手。 
○糖尿病・高脂血症等代謝性疾患：（a）疾患関連遺伝子・薬剤反応性関連遺伝子をあわせて 30 以上発
見。（b）患者個人に対する最適な投薬（オーダーメイド医療）等による治療成績の向上。 （c）糖尿病の
推計入院患者数を 20％削減し、糖尿病合併症である失明、下肢切断、人工透析治療患者数を 50％
削減する等の画期的新薬の開発に着手。 
○高血圧等循環器疾患：（a）疾患関連遺伝子・薬剤反応性関連遺伝子をあわせて 30 以上発見。（b）患
者個人に対する最適な投薬（オーダーメイド医療）等による治療成績の向上。（c）循環器病の推計入
院患者数を 20％削減し、脳卒中の受療率を 20％削減する等の画期的新薬の開発に着手。 
○気管支喘息等免疫・アレルギー性疾患：（a）疾患関連遺伝子・薬剤反応性関連遺伝子をあわせて 20
以上発見。（b）患者個人に対する最適な投薬（オーダーメイド医療）等による治療成績の向上。（c）喘
息の死亡者数を 20％削減する等の画期的新薬の開発に着手。 
 
（３）環境技術の進化と社会 
地球温暖化問題はすでに深刻な状況を迎えており、各国におけるその対応が急務になっている。同
様に化石燃料への高度な依存は、持続可能ではないことを多くの人々が認識しつつある。二酸化炭素削
減技術、あるいは固定化技術、代替エネルギー技術はかなりのレベルまで実現している。 
廃棄物、有害物を減じるための方策は三つある。第一に、自然界にそのまま戻すべきではない有害物
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の使用を可能な限り減じること、第二に、廃棄物を最小限に抑えるために廃棄しないで済む素材の用途
開発を行って使い尽くすこと、第三に、廃棄物、有害物を使い回し再生加工を行なうこと、である。現行の
リサイクルは、いかに廃棄物を回収して再加工しようとしても、そこに付加的なエネルギーをかける必要が
大きいことが問題になっている。発想自体が、大量生産、大量消費、大量廃棄の延長上にある大量リサイ
クルが前提になっていては限界がある。 
これからは、こうした対症療法な環境技術のみならず、従来の生態系のシステムを生かし、持続可能な
社会への転用を考える環境技術が必要になる。環境保全や修復だけではなく、自然のメカニズムそのも
のを生かす技術開発が望まれており、この領域には日本の持つ独自技術が多くある。 
いずれにしても、環境技術が社会に与えるインパクトは、決して人間社会の手助けではなく、人間の生
産、消費、廃棄のシステムそのものを自然に学ぶことができる方向へと変貌していくことが予想される。 
 
（４）設計・製造技術の現状と課題 
こうした技術領域の現状と課題を受けて、設計・製造技術にも新しい胎動が起きている。 
容易に真似が出来ない技術開発を考えた時、第一に求められるのが、クリエイティブなデザインである。
IT 分野におけるデザインの重要性については、携帯電話でその胎動が如実に現れ始めている。多機能
化を裏付ける要素技術の編集設計、そして愛着を形にする意匠デザインの開発は、今後もますます高度
化していこう。こうした属人的クリエイティブをいかに知的財産として認知、保護、確立していくかが今後の
製造業政策の課題である。 
 そして、デザインにより製品の商品力を高度化していくためには、次に循環型の品質開発プロセスが重
要となる。ここでいう品質とは、「卓越した機能」、そして「新しいアプリケーションへの展開性」という二つの
品質だけではない。この両者のみに着目、注力した品質開発だけでは、特に生活者に近い最終商品の
開発においては説得力を持たないことが多い。「五感と愛着に基づく品質」、そして開発に関わる協力事
業者に対しても応分のメリットを与える「公益としての品質」開発に目覚めることが重要なのである。このよう
なセンスに基づく設計が、例えば燃料電池のデザインなどにも求められてくるはずである。 
また、要素技術の編集設計、そして愛着を形にする意匠デザインを、合理的、効率的な生産と結びつ
けようとした時、これから重要なのは、デザインプロセスのビジネスモデル化である。 
例えば、NTT ドコモの「OnQ プロジェクト」。モバイル開発の企画段階からデザインを導入し、キット化さ
れたワーキングプロトタイプでインナー、ユーザーの「経験」をプロダクトに反映するという、画期的なデザ
インプロセス提案である。機能やデザイン変更を共有するためのツールに留まらず、こうしたワーキングツ
ールをユーザーに開放すれば、マーケットインなものづくりをも確実に進化させていくはずである。 
また、It と生産技術の課題としては、効率的な CAD-CAM システムの開発が挙げられる。福井県のセー
レンは、カスタマイズされたデザインを、ファッションや自動車シートに通信を経てインクジェットプリントす
る「ビスコティクスシステム」を開発して話題を蒔いた。同様のシステムの開発が IT との関わりのなかで、あ
らゆる生産現場に求められてくるはずである。 
こうした CAD-CAM システムを構築する時のポイントは、生産加工に先立つ戦略的なデータベースの
構築である。上述したクリエイティブやデザインプロセス、あるいは過去に受託した特殊加工のノウハウを
いかに蓄積し、効率生産と結びつけるかにある。先端開発の解析データや評価データ、多様な技術、ノウ
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ハウを、データベースとして戦略的に蓄積していくこと、そしてそのデータを多様な次なる開発にフィード
バックしていく IT 生産システムを構築することである。これにより、過去蓄積したノウハウを、第二、第三の
先端開発に循環的に利用していくのだ。 
そして、次に求められるのは、このようにして確立された技術、技能、商品の、戦略的な情報公開を形
にすることである。これからは、「自社に熟練の技能者がいる」というアピールだけでは、顧客に対して説
得力を持たない時代である。いかに高度な設計加工ノウハウを持っているのか、その再現性は確かなの
か。こうした信頼性を、きちんとした計測データの裏付けとともに、顧客や海外に対して発信することが大
切なのである。こうしたアピールは、顧客だけでなく、自社技術とシナジーを生む協力会社やアライアンス
のネットワークにも確実に発展するはずである。すなわち、技術・技能の精密計測による認証とその情報
公開を形にすることが、容易に真似の出来ない技術経営を支援していくのである。 
次にバイオや環境技術の領域では、設計・生産技術の先端科学知との連携がこれから確実に求めら
れてくる。サステナブルなバイオテクノロジーとバイオミメティックス、すなわち持続可能な生物利用技術と
生物模倣技術は、農業や環境、素材産業のみならず、医療や福祉産業、そしてエネルギーや機械産業
など、広範な事業領域の未来に直結する。 
この二分野は、特にわが国が世界をリードしている領域であり、ここに関わる設計・製造技術の高度化
は、製造業政策の大きなポイントとなろう。ヒトゲノム以降は、世界最先端の放射光施設を利用したタンパ
クの構造解析やその模倣製造が、わが国の戦略マーケットである。ナノテクノロジー時代の生産基盤は、
その多くがマイクロプラントとなる。有用タンパクを作るマイクロバイオリアクター、そうした生産制御に用い
られるさまざまなＩＴ基盤技術など、先端ニーズを満たす設計・製造技術を開発することが求められてい
る。 
そして、自然を模倣解析する研究プロセスと連携し、それを自社の既存技術で再現してみることが、技
術経営に結びつける時の大きなポイントである。作ってみることで、逆に自然や生物の機能、メカニズムが
明らかになったり、そこからの知見が既存技術の高度化に結びついていくからである。 
いずれにしても、これからの製造業は、先端知と連携した拡張性、展開性のある独自の基盤技術の開
発、卓越した生産システムの構築、そして商品力としてのデザイン開発に注力することが求められる。 
トヨタ自動車は、北米を中心に販売が好調で、事実上世界最先端の製造業となっている。トヨタと言え
ば、新型プリウスに反映されたハイブリッド技術に目が行きがちだが、そうした基盤技術の先進性に加え、
多岐に渡る生産システムの合理化がその成功の背景にある。また、デザイン面でもラインナップをレクサ
スプランドに集約するなど、戦略的な商品デザインを形にしているだけでなく、海外生産システムの革命と
して評価され始めた「IMV プロジェクト」を、2004 年 8 月から始動させた。 
IMV とは、「イノべーティブ・インターナショナル・マルチパーパス・ヴィークル」の略。すなわち、革新的
な海外のための多目的な自動車開発プロジェクトである。まず、タイで8月にピックアップトラックを、9月に
ミニバンを発売。これらのポイントは、そのすべてが現地生産であること。それは、海外生産や供給の仕組
みそのものの革新に他ならない。現地の会社を指導する一方で、高収益が期待できる基盤技術を提供し
つつ、「トヨタ車」として仕上げていく、これまでの現地生産とはまったく考え方が異なっている。ユーラシア
の現地のニーズに合ったものを、現地のメーカーに作らせていく。そのなかで、確実にキャッチアップされ
ていくセダン由来のデザインや、GOA などの安全技術、そして将来的には燃料電池ハイブリッドなどの先
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進技術を提供しようというプロジェクトである。 
また、ブリヂストンにも、卓越した基盤技術、デザイン技術として、「AQ ドーナツシリーズ」などの、安全
環境基準を満たした優れたタイヤの技術がある。そして、生産体制としては、「バード」と呼ばれる革新的
なタイヤ生産システムを、2004 年から稼働させた。これは、ゴムの加工から最終の検品段階まで、一貫し
た自動化ラインで加工生産してしまう仕組みで、時間的には、従来の加工プロセスの 96%削減、設備スペ
ースでは、70&の削減ができる画期的なシステムである。 
そして、トヨタ同様の長期的な取り組みとしては、半導体や送電線の代替機能素材として注目される、
次世代素材のシリコンカーバイドの実用化開発に着手しており、そこには新しい社会システムデザインと
いう大きな事業観がたたえられていることに気づかされる。 
さらに、積水化学工業も、業績が上向きになっており、居室ごとにリサイクルを考えた再築システムや、
光熱費ゼロ住宅などが好調である。そして、ミクロパールや自己剥離する接着剤などの高機能プラスチッ
ク開発でも、さらなる発展の兆しが見え始めている。 
そんな同社は、2003 年から、「積水化学 自然に学ぶものづくり研究助成プログラム」という、社会貢献
事業を行っている。生物や自然に学んだものづくりの研究者たちに、年間上限 400 万円の助成をすると
いうもので、すでにいくつかの製品開発も形になっており、2005 年のグッドデザイン賞、経済産業大臣賞
であるエコロジーデザイン賞も受賞した。生物模倣工学は、世界的にも注目され始めた研究領域だが、こ
うした次世代の研究者と連携する開発事業こそが将来、日本の設計・生産技術に基づく製造業の活性化
をもたらすものと考えている。 
 
 
2.発展シナリオ 
（１）ＩＴ・情報化の進化と設計・製造技術 
  すでにブロードバンド化が進展し、今後ますます大容量のデータが地球規模でやり取りされる時代が
やってくる。小型化、軽量化する端末は２４時間どこへでも携帯できるものに変化していくだろう。 
また、視覚中心のメディアであったこれまでのデジタル環境を、音声、匂い、味、感触といった五感のす
べてで受け取れる情報へと進化させることも不可能ではない。こうしたＩＴ・情報化の進展はネットワークの
みならず、自動車や住宅、あるいは地域コミュニティから国家までも変容させていく可能性がある。   
そして、多くの情報の受発信がより広汎なネットワークの構築を可能にし、これまで出合うことのなかっ
た知恵と知恵が出合う機会は飛躍的に増え、自己実現を演出する場の提供も増大していくだろう。 
同じように注目される技術が、ロボットである。経済産業省は２０５０年には現在の自動車なみのロボット
市場を作ろうと、ロボット関連の技術開発を二次重点プログラムに位置づけている。 
私たち日本人は『鉄腕アトム』『鉄人２８号』以降、二足歩行の人間型ロボットのイメージを常に開発に反
映させがちだが、いうまでもなくロボットは必ずしも二足で歩く必要はない。二足歩行ロボットの技術がい
かに進歩しようとも、お年寄りがロボットよりも若い女性に介護してもらいたいという気持ちをもったとしても、
それは当たり前の感性であり、現実にはヒューマノイドという点では未完成であっても，人に優しいロボット
が介護用に好まれ普及する可能性もある。例えば、弱った体の補助をするパワーアシスト型のロボットな
どだ。人をアシストするロボットにはセンサー技術やアクチュエーターももちろん重要だが、そこでは肌と
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親和性をもった柔らかい素材開発も重要視されるだろう。 
以下、時系列ごとに台頭する科学技術を領域ごとに整理したみたい。 
 
[2005 年から 2015 年までに普及が期待される科学技術] 
 
１）ＩＴ・情報化とバリアフリー社会 
さまざまな社会インフラにおいて、障害者、高齢者、子供に対するバリアフリー化は必須条件の一つで
あり、ここにおいてもＩＴ・情報化が大きく貢献できる。これらが進展することで、従来、外出やコミュニケー
ションにハンデを負っていた部分を克服し、ハンデを持つ人々がより広い範囲で才能や能力を発揮でき
るようになる。これは社会への関わり、コミュニケーションを容易にし、自己実現の幅がより広がることを示
唆している。 
 まず、公共の場所で視覚障害者の行動を支援するためのインテリジェントな携帯型の案内システムが普
及する。 
視覚障害者が利用できるナビゲーション、医療用カード、物流用 TAG 等に使用するバッテリーレスで
非接触型のスマートＩＣカードや RF-ID(Radio Frequency Identification) TAG が普及する。 
やさしいインターフェイスをもつ装置の開発で、視覚障害者も臆することなく外出でき、より多くのコミュ
ニケーション、情報の入手を行なうことができる。 
やがて、高齢者や身障者も普通の人と同様に利用できるヒューマンインターフェイスをもつ情報技術シ
ステムが日本の都市公共施設に普及する。また、障害者が自分の意志を言語に変換できるポータブル会
話装置が普及していく。 
宇宙理論で有名なイギリスの理論物理学者スティーブン・ホーキングの意思表示システムは、ワープロ
と音声シンセサイザで構成され、車イスの後ろに設置されたＰＣが、右手で操作するリモコン・スイッチで選
んだ単語や文字を前面についている液晶ディスプレイに表示する仕組みになっている。 
コンピュータ技術とヒューマンインターフェイスの技術によって、文章データを音声で読み上げたり、あ
るいは、首の動きやまばたきなどによって意思を表示したり、何かを操作して人とコミュニケーションできる
システムの開発は、障害を持つ人にとって、より詳細なコミュニケーションを可能にする。 
こうしたヒューマンインターフェイスを研究するためには、ヒューマン・テクノロジー、サイバネテックス、バ
イオテクニクスなどの研究を今後、ますます発展させていくことも求められる。 
同時に、バリアフリー対応としては、各種センサーを利用して歩道上の視覚障害者を誘導するシステム
がますます普及しよう。具体的な視覚障害者向け誘導装置としては、交差点などに音声誘導装置を設置
し、白い杖を持った視覚障害者が近づくと、杖に組み込まれた光センサーから出される赤外線をキャッチ
し、現在地などの案内をする音声誘導装置なども開発され始めた。 
また、人間が音の方向や距離を両耳に到達する音の大きさや時間差などを基準に認識していることに
着眼し、視覚によって認識している PC 画面上のカーソル位置やアイコン、ウィンドウなどを音響や音声で
表現するシステムの普及も期待できる。位置、距離、方向などを両耳に到達する音の大きさや時間差など
に基づいて計算する 3 次元音響生成技術を用い、マウス操作によるカーソル移動をサウンドで出力したり、
カーソルが、アイコンやウィンドウなどオブジェクトの領域内に入ったときには音を出し、その名称を読み上
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げる。 
そして、オブジェクトのサイズや形状は、輪郭にそって音像を移動して表現し、音の強弱で奥行きを表
現する。また今後、キー操作によりオブジェクトへの選択を行なったり、カーソルがオブジェクトに近づいた
りすると吸着するように非視覚的な操作性の向上も行なわれる。画像理解技術により、画像シーンを音声
等に変換する視覚障害者向けの支援技術も実用化されるようになろう。 
この時期は、高齢者や障害者が気軽かつ安全に日常生活圏を自由に移動できる公共交通機関と環
境が整備される。上記の技術の集合体としての社会環境が整ってくる時期といえる。 
バリアフリー対応という面においては、こうしたセンサーを利用したさまざまな支援装置が登場するだろ
う。支援装置の開発に留まらず、同時に社会インフラの整備も進んでいくことが望まれる。 
 
２）情報流通・サービス・販売の合理化 
情報化は、同時に膨大な量のデータを扱い、その管理・検索等についても多くの作業量が発生する。
またインターネットの普及によって利便性が高まると同時に、プライバシー情報やセキュリティの面では不
安も増大する。これらを克服する技術開発が進むことで、より信頼性の高い情報化が期待されている。 
まず、機密保護と認証を実現するセキュリティ技術により、印鑑（署名）なしで契約書等の各種文書が
ネットワークを介してオンラインで作成できるサービスが普及する。 
オンラインショッピングでは、さらにバーチャル・リアリティを利用した電子的な旅行パンフレットや製品
カタログが普及する。実写イメージを 3D 画像に合成・変換して商品紹介画像を作成する技術が進み、
CG の特定部分をさせば、詳しい情報を提示するエージェント機能があり、マウス操作で商品 CG モデル
を自由に回転させたり、可動部分を動かしたりできる。これにより、二次元から三次元のカタログ化が実現
し、より臨場感をもってショッピングが可能になる。 
セキュリティ技術の一環として、電子決済口座の支払状況が過去履歴と比較して異常値（連続で平均
より高い買い物を行なう）を示した場合、それを知らせるサービスが普及する。パーソナルな購買記録と消
費動向をデータベース化し、電子決済による使い過ぎの防止が容易に行なえるようになる。 
また、マイクロファクトリーの進化とも関わるが、家庭のパソコンでデザインしたもの（衣類、雑貨、家具な
ど）がメーカーのホストコンピュータを経由してオーダーメイドで生産されるシステムが５割以上の家庭で利
用されるようになる。大量生産大量消費のプロダクツから One To One プロダクツへの変革が起こるという
ことである。これによって製造業側は最小ロットでの原料調達やエネルギー低減が可能になり、消費者側
は自分だけのオリジナル商品がオーダー、入手できる。 
また、各家庭のニーズに応じた食材や調理済食品のデリバリーサービスをインターネットにより利用す
る家庭が過半数を超える。家庭構成、趣向に合わせたレシピや食材がオンライン注文、配送までを一括
して行なえ、容易に入手できるようになる。 
音声入力によるインターネット通信販売を利用する家庭が増え、さらにニーズが利用率が高まると、音
声認識機能を利用して個人の声紋を記憶し、登録者本人以外が使用するとつながらない、電話の不正
使用を防ぐサービスなども向上し、指紋認識や瞳孔認識などとともにセキュリティ分野でも活躍できる。ま
た、バーチャル・リアリティを利用したカタログ、商品情報が８割以上の家庭で利用されるようになる。 
また、家庭内のキッチンや冷蔵庫と事業者とをコンピュータで直結させ、必需品についての在庫管理と
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自動補充を行なうシステムが２割の家庭に普及する。デジタル家電化が進み、センサーによる在庫管理
システムとインターネット発注が結びつく。 
デジタルネットワークを通じてのホームショッピング（バーチャルモールによる買い物）の売り上げが総
小売売り上げの５割を超える。これはオンラインショッピングの普及により、都市内の交通量が現在のレベ
ルより２０～３０％程度減少することにもつながり渋滞の緩和やエネルギー使用量の低減にも貢献する。 
 
３）メディアの多様化、国際交流化 
情報技術の進展は、多チャンネルの情報提供だけでなく、従来にはない新たな多方向のコミュニケー
ションを実現する。特に国際交流に向けた即時翻訳機能は社会構造に大きな変革をもたらすとともに、個
人や組織の行動範囲が大きく広がるという点で見逃せない。さらに技術の進展によって、言語を超えたコ
ミュニケーションまでもが可能になるかもしれない。これはすでに国境を越えた「新たな場の登場」ともいえ
る変化である。 
  まず、数百番組を受信し、蓄積、自動検索、再生が可能な家庭用テレビが普及する。すべてのテレビ
放送がデジタル化され、ネットワークを通じた蓄積型のコミュニケーションが容易になる。ハードディスクや
次世代 DVD などの大容量の装置が内蔵され、追いかけ視聴やタイムシフト視聴、ダイジェスト視聴などが
可能になる。高速のヘテロ（異種）ネットワークが発達し、通信網、放送網、コンピュータ網を意識すること
なく、ユビキタス・ネットワークが構築される。ネットワークの広帯域化とシームレス化技術、大容量蓄積メデ
ィアを構成する半導体の微細加工技術、超高密度記録技術の開発によって、これらは実現する。 
同時に外国語の修得に悩む日本人にとって、有効な分野が様々な言語によって書かれたウェブ上の
ページ群の大半を自国語で読める多言語自動翻訳機能をもつブラウザが開発されることであろう。端末
に組み込むソフトウエアが主体の機械翻訳ではなく、英語で記載されたインターネットのホームページや
電子メールをネットワーク内にある複数のデータベースや情報処理装置で分散処理して翻訳作業を高速
化し、自動的に翻訳するシステムが実用化される。これにより、ＷＷＷでも言語の違いを意識しないコミュ
ニケーションや情報収集が可能になる。 
視点を移動すると隠れていた部分が現れる立体テレビシステムが開発される。光を一定方向に曲げる
働きをするホログラフィック光学素子の透明シートを液晶テレビの表示装置に取り付け、四つの視野から
撮影した画像を流すと立体的に見える技術、ディスプレイの表面に用意された複数のシャッタを短時間に
切り替えて、多角的な位置から撮影した画像を表示するタイム・マルチプレキシング方式で、特殊なメガ
ネ無しに動画を立体的に表示するインフィニティー・ディスプレイ(Infinity Display)などが実用化される。前
面の画像の後ろに隠れた画像も表示し、視点を変えると画面に隠れた画像も見ることができるようになり、
よりコンテンツの表現力が豊かになる。 
海外旅行等において、印刷物、道路標識等を読みとり、自国語へ翻訳・表示する装置が普及する。画
像認識と言語化、自動翻訳を組み合わせたポータブルな装置が開発される。こうした技術の進化により、
言語のリアルタイム翻訳機能が付加された家庭用のテレビが開発され、国際的な番組供給が可能になり、
広く情報の入手、発信が実現する。 
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４）ロボットとの共生 
ロボットと人間の共存が、ようやく技術マターとして語られるようになった。現在は、ヒューマノイド型が注
目されているが、他にも特殊作業をこなすロボットやマイクロマシンなど実際は多岐にわたるロボットの研
究・開発が行われている。 
ロボットの発達に欠かせない重点シーズとしては、①ネットワーク利用遠隔・分散システム構築、運用技
術、②ナノハンドリング技術、③感性インターフェイス・人間行動理解技術・シミュレーション技術・バーチ
ャル・リアリティ、④ロボットビジョン、⑤移動技術、などが台頭している。こうした技術は、ロボットとしてのモ
ビリティ開発へも確実に発展していくはずである。 
 まず、労働力不足への対応および安全性向上のため、ロボット技術等の利用により、車両、構造物、線
路、電車路等の検査・保守の効率化・自動化が普及する。小型微小な力計測センサー、小型軽量の変
速機、小型軽量大容量のパワー源、高コンプライアンスアクチュエータ、筋肉に類似したアクチュエータ
（分布型、低速型、リニア型、小型）などの開発によってさまざまな環境を歩行可能なロボットが実現する。 
このタイプはビル内の巡回警備、施錠確認なども行なうようになる。インターネットを経由した遠隔操作
支援情報生成技術、歩行・ハンド操作自律実行技術、遠隔操作サーバ・クライアント技術などが開発され
る。 
この延長として、作業者の安全を確保するために製造プロセスの危険作業や極限作業においてロボッ
トの利用が普及する。運転中の発電所や化学プラント等の設備点検保守を人間型ロボットに行なわせる
ようになるだろう。人間が近づけない設備の点検や危険な作業も、プラントを停止することなく行なえ、運
転時間の短縮・延長もフレキシブルになり、保守作業の合理化も図ることができる安定した作業をこなす
ためにはナビゲーション・移動機能のさらなる高度化、センサー等を利用した点検機能の高度化が必要
になる。 
建設工事の短縮化および安全確保のために、工事現場での基礎的な知能ロボットの利用が日本で普
及する。建築現場の作業には、熟練技能者と経験の浅い作業者が共同で建築部材などを運搬するとい
った作業がある。この作業に人間型ロボットを使うことで省力化、コスト削減などが実現する。両腕協調作
業技術、高度なコミュニケーション技術、協調作業分析・評価、環境モデル生成技術、不整地対応技術、
シミュレータ高度化技術などが開発される。 
また、高齢化が進む時代にあって、被介護者に不快感・不安感を与えず、入浴等について介護者を
支援する介護ロボットが普及する。介護者の負担を軽減するとともに、被介護者の心の負担を減らすこと
ができる。対人サービス拡張動作ライブラリ、作業支援機構技術や小型簡易インターフェイス、コミュニケ
ーションエージェント技術、遠隔臨場感制御のユーザーインターフェイス技術などが開発される。 
また、前出の極限作業ロボットはさらに高度化し、多様なセンサーを備え、遠隔操作により人間の行け
ないところ(原子力事故等)で活動するロボットが普及する。災害現場やトンネル掘削現場等で人間に代わ
って人間型ロボットが産業機械を運転するようになる。これらには運転代行遠隔操作技術、可搬型遠隔装
置、作業機械運転対応仕様評価、ロボット保護技術等が開発される。大気、海洋、大陸のモニタリング技
術が進み、気候変動や環境変化の正確な予測、地震の時間単位の発生予測が可能となる。さらに、気
象・自然現象のコントロールが可能となり、台風・地震・竜巻などの天災を未然に防ぐことができる。 
この時期には重度心身障害者の介護用ロボットが普及する。介護用ロボットの進化によって、さらに高
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度な介護支援が実現される。 
 
[2015 年から 2020 年までに普及が期待される科学技術] 
 
５）介護・家宰ロボットの開発 
 消火活動にロボットが導入され、火災現場での人間識別および救助への利用が日本で普及する。極限
作業ロボットの機能に加え、人間識別センサーなどの機能が付加される。自然災害大国である日本での
ロボット普及の方向性がより具体化していくだろう。 
介護ロボットはさらに進化し、高齢者や身障者が介助者なしに、食事、入浴、排泄、娯楽等を自ら行な
うことを支援するロボットや装置のある住宅が日本で普及する。また、家庭に一台、掃除、洗濯などを行な
う「お手伝いロボット」が普及する。ヒューマノイド型のロボットとして複数の作業をこなすロボットが市販され、
庭の手入れ、病人介護、家事、育児など様々な目的に応じたロボットをリースするサービスが普及する。 
 そして、こうした様々なロボテクス関連技術は、その大きなマーケットとして、進化するモビリティの世界に
キャッチアップされてくることは確実である。 
 
[2020 年から 2025 年までに普及が期待される科学技術] 
 
６）知能ロボットの台頭 
  視覚、聴覚等の感覚機能をもち、人間と同じような思考・意思決定・行動を行なう知能ロボットが開発さ
れる。人間とロボット共生の時代がこのあたりで本格化してくる。 
 
（２）バイオ、医療技術の進化と設計・製造技術 
改めて言うまでもなく、バイオテクノロジーの発展はめざましい。ヒトゲノムの解析が完了した後、展開さ
れるポストゲノムの方向性の一つは、個々人のゲノムの個性、すなわち「遺伝的多型性」に関する解析で
あろう。個々人のＤＮＡ塩基配列は、千個に一個の割合で相違しており、これが遺伝的多型性と呼ばれる、
遺伝情報の個人差を生み出している。こうした多型と、疾患、性格、行動といった高次の表現型の関連性
を解き明かすことが、次世代遺伝学の中心的な課題となるだろう。 
ポストゲノムの遺伝学は、糖尿病、心疾患、高血圧、リュウマチ、肥満などの生活習慣病、すなわち「多
因子性複合遺伝疾患」が解析の対象となってくる。しかし、こうした疾患は、複数の多型の組み合わせに
環境要因が加わることで出現する「生活習慣病」、「ありふれた病気」と呼べるものだともいえる。そこでは、
個人の遺伝情報の改変にばかり目を奪われるのではなく、その多型に併せた周辺環境の精緻な解析が
不可欠になるだろう。オーダーメイド治療による医療のパーソナル化、ゲノム情報に基づく予防医療の発
展は、確実に人間の寿命を延ばし、これから本格化する超高齢化社会における産業やライフスタイルに
大きな変革をもたらすだろう。 
あるいは、疾病を総合的に治していくホリスティック医療の世界では、免疫系の活性を高めていく処方
がすでに研究されている。免疫細胞を効率的に培養し、組織損傷を受けた部分の細胞修復をするような
ゲル状高分子の機能性培地などがこれからますます望まれてくるだろう。 
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以下、時系列ごとに台頭する科学技術を領域ごとに整理したみたい。 
 
[2005 年から 2015 年までに普及が期待される科学技術] 
 
１）オーダーメード医療 
 個人個人の遺伝子の構造、ＳＮＰ（一塩基変異多型，SNPs スニップスともいわれる）等を含む全塩基配
列が短時間かつ低コストで決定できるようになり、診断やオーダーメイド治療に普及する。合わせて、生命
保険、自動車保険等の契約において、遺伝子テストや行動データ分析による保険診断と信用査定が普
及していくことになる。 
また現代の代表的生活習慣病であり、多因子による遺伝形式を示す糖尿病、高血圧、動脈硬化の遺
伝子群が同定され、分子病因論的分類がなされる。現在最も患者数の多いこれらの病気から解放される
可能性がでてくるのがこの時期になる。最終的には、ゲノム解析に基づく、がんや難病の遺伝子診断・治
療システムが実用化され、病気そのものに対する人間の意識に大きな変化が起こる。 
 
２）再生医療 
 幹細胞（ＥＳ細胞）による培養自己組織を人工臓器・組織の材料として用いる技術が実用化される。分化
した動物細胞から目的とする臓器を再生する技術が開発される。幹細胞増殖に関与する要因が解明され、
試験管内で必要に応じて幹細胞を増やし、治療に用いることもできるようになる。さらには、分離した幹細
胞から任意の臓器への分化が試験管内で可能となり、これらが臨床応用される。神経幹細胞の移植によ
り、運動麻痺の回復を促進する治療や胚性幹細胞を用いた障害臓器の再生治療技術が普及し、人間の
体の機能を回復・修復する技術ほぼ出揃うのがこの時期である。 
それらと合わせて、幹細胞を未分化のまま効率培養する、無重力培養機器の開発などが台頭してこよ
う。 
また、遺伝子診断に基づくがんの予防法が普及、がん患者に対しては、遺伝子治療法が普及する。 
 
 [2015 年から 2020 年までに普及が期待される科学技術] 
 
３）医療ロボテクス 
マイクロマシンを用いた全消化管の検査装置が開発される。また、バーチャル・リアリティ技術を駆使し
た遠隔手術システムの普及によって、よりインターフェイスに優れた外科手術が可能になる。その後、閉
塞性血管障害に対するマイクロマシンを用いた血管内治療法が普及し、各種センサー、マニピュレータな
どを備えたマイクロマシンを遠隔操作することによる手術が実現する。 
マイクロマシンやロボットを応用した低侵襲外科技術が外科手術の大半を占めるようになる。従来の開
腹や開胸手術に代わり、腹壁や胸壁に直径１センチ程度の孔を複数個開けるだけで、内視鏡や小型手
術器具を挿入してテレビ監視下に手術を行なう方法が主流になる。センサー、コントローラ、アクチュエー
ターをマイクロマシン技術を用いて集積化した体内検査マイクロロボットなどが実用化される。微小機械の
ための駆動システムや超小型燃料電池などのエネルギー源も開発される。また血栓治療等のための遠隔
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操作可能な超小型医用デバイスも実用化される。 
生体内を自走する診断・治療用マイクロマシンが開発される。運動機能には昆虫や微小生物の運動機
能に学ぶ技術が応用されてこよう。あるいはエネルギー源として、血液中のＡＴＰなどを利用する医療用
マイクロマシンも開発される。 
 
[2020 年から 2025 年までに普及が期待される科学技術] 
  
４）人工臓器工学の台頭 
 臓器移植や人工臓器による治療において組織工学により再生された組織や臓器が、半数以上を占め
るようになる。生体から分離した細胞をもとに、あらゆる機能性細胞を試験管内で大量に生産する技術が
確立していく。再生医療は一般的化し、治療後の人体は、元々の自分の身体であった部分、クローン臓
器・人工組織で構成されることが普通になるかもしれない。「再生医療と脳」についての議論は未だ続い
ている状況にあろう。 
 
５）遺伝子治療 
遺伝子を操作することにより老化を抑制することが可能となる。遺伝病をはじめ全ての病気が治療可能
となり、平均寿命が大幅に延びる。老化の速度を制御できるようになり、健康な高齢化社会が訪れる。 
このころＤＮＡ塩基配列や蛋白の機構解明により、疾病因子の少ない人類への進化が可能となるかも
しれない。その一方で、多型性に富まない遺伝子をもつ人が増加し、感染症などの対策も議論の対象と
なる。 
 
（３）環境技術の進化と設計・製造技術 
自然と社会の融合、すなわち自然や生命のメカニズムに学び直す社会システムを構築するためには、
自然環境の保全と地球資源の持続化が必須条件である。２０２５年の地球では、石油や天然ガスを中心と
した地下資源は、確実に枯渇へと向かっているだろう。 
その意味で、ゼロエミッションやリサイクル技術、多様な代替エネルギー利用、環境情報のセンシング
＆コントロールなど、環境技術のさらなる発展は不可欠なものとなる。 
また、すでに地球温暖化対策として多くの環境技術が生まれており、今後もその規模、レベルともに向
上していくことが考えられるが、重要なことは対処療法的な環境技術から、予防医療的な環境技術へシフ
トしていくことだろう。 
以下、時系列ごとに台頭する科学技術を領域ごとに整理したみたい。 
 
[2005 年から 2015 年までに普及が期待される科学技術] 
 
１）持続可能なエネルギー開発 
２０１０年を越えたあたりからゴミの固形化燃料(ＲＤＦ)を利用したゴミ発電システムが普及していく。２０１
４年をメドにメガワット級風力発電システムが日本で普及する。さらに家畜排泄物や食品廃棄物などから
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バイオガスを生成し、これを燃料電池として使用するエコ発電システムが普及する。燃料電池は自動車の
みならず住宅利用において広く普及する。石炭ガス化発電システムが実用化される。こうした自然エネル
ギーと地域特性を生かしたエネルギーミックス、分散型発電システムが広まってくる。 
さらにその後は、自然エネルギー系の技術進化が進み、工場やエリアでの一定規模の電力をまかなう
システムが導入されてくる。２０１９年には石炭ガス利用の２００～３００ＭＷ級溶融塩型燃料電池発電所が
実用化される。砂漠地帯で１００ＭＷ級太陽光発電システムが、海洋においては海洋温度差発電が実用
化される。巨大な太陽電池板をもつ宇宙空間太陽光発電所が建設され、電力がマイクロ波またはレーザ
で地上に伝送されるようになる。高温岩体発電技術が実用化される。 
バイオマスを原料とエネルギー源とする有機工業社会が到来する。構造材はバイオマスから作られた
プラスチックや繊維が多用され、電子回路も有機半導体やバイオエレクトロニクスが主流となる。 
 
２）リサイクル技術 
 リサイクル・リユースしやすいようなＬＣＡ (Life Cycle Assessment)的概念に基づく製品が普及する。木
材と非木質系材料との複合化技術が発展して、高強度、多機能でリサイクル可能な木質系複合素材の製
造技術が実用化される。 
コミュニティ単位での未利用エネルギーの活用や廃棄物その他のリサイクルが日本で普及する。汎用
プラスチックのリサイクルシステムが普及し、総生産量の３０％以上がリサイクル品となる。不用製品の回
収・処理に関する製造者責任が法的に規定され、使用材料の９０％以上がリサイクルされる設計・製造・
回収・再利用システムが普及する。企業業単位や企業グループ単位でなく、産業単位で使用済み製品
や廃棄製品を安全かつ効率よくリサイクルする制度・システムは８割以上の産業に普及し、完全リサイクル
型資材を用いた住宅が実用化される。自動車のリサイクル技術が進んで、廃車のごみ問題が解決する。 
 さらにその後は、アルカリ金属またはアルカリ土類金属のリサイクルが国内において普及する。 
金属材料のリサイクルにおけるＡｌとＦｅ、Ｍｎ等の分離、鉄と銅の分離等、不要元素の効率的除去技術
が実用化される。 
 
３）バイオマス・メタン技術 
 バイオマス燃料への期待が高まり、森林資源の豊富な日本からバイオマスエネルギーを抽出する方向
性が明確になってくる。高温メタン醗酵技術による生ごみ処理システム、メタンから直接水素を製造する
低温触媒プロセスが実用化される。水素エネルギーの利用は燃料電池につながれ、地域分散型発電が
より広がってくる。 
また、バイオ技術により廃棄物等を低コストで処理し、再利用することおよびメタン等のエネルギーを回
収することが可能な技術が普及する。化石燃料としては、メタンハイドレート利用技術が実用化される。 
水素またはメタン等を用いて燃料消費量が現在の半分以下の製鉄技術が実用化される。非化石性の
水素を用いて、石炭やバイオマスからメタン、メタノールあるいはＤＭＥ（ジメチルエーテル）などの合成燃
料を製造する技術が実用化される。 
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[2015 年から 2020 年までに普及が期待される科学技術] 
 
４）二酸化炭素固定技術 
 温暖化対策は急務の時期を迎える。特に中国の経済成長とも関連して、地球規模の対策とそれを実現
する技術が広がってくる。 
地球国際的長期総合観測が始まり、二酸化炭素固定生物としてのサンゴ礁の形成メカニズムが解明さ
れる。二酸化炭素の発生と吸収・固定のメカニズムが高い精度で解明される。 
３０００メートル以深の深海に二酸化炭素を貯留する技術が開発される。また、微細藻類等、生物を活
用した二酸化炭素固定技術、火力発電所などから排出される高濃度二酸化炭素を直ちに生物学的に固
定化する技術もが実用化されるだろう。 
ＣＯ２、ＮＯｘ、フロン等を、主発生源である都市部において吸収・固定化するアクティブ環境浄化施設
が日本で普及する。火力発電所等の大型ボイラの排ガスより回収された二酸化炭素から、水素を用いて
メタノール等の液体燃料をつくる技術も実用化、再びエネルギーとして利用していく方向が具体化され
る。 
 
５）ダイオキシン、環境ホルモン対策技術 
 ダイオキシンなどの内分泌かく乱化学物質を分解する菌を、多孔質木炭などの担体に固定化して河川
の水質を浄化するプラントが開発される。 
内分泌かく乱化学物質の毒性発現メカニズムならびに生殖機能、行動、脳機能、免疫機能等に及ぼ
す影響が解明され、ヒトと家畜への安全限界が設定される。発がん性および内分泌かく乱性等を持つ微
量水質汚染物質に関する精度の良い環境影響予測技術が開発される。 
さらに、低濃度・長期ばく露による人体への健康障害が解明され、人類に対する脅威ではなくなる可能
性もある。下水道等の排水処理において、リン化合物や窒素化合物などの通常の汚濁物質に加え、内分
泌かく乱物質等さらに広範囲な汚濁物質を除去する技術が普及する。ダイオキシン等のいわゆるＰＯＰＳ
（難分解性環境汚染物質）を土壌、底質等から除去する技術が普及する。内分泌かく乱化学物質とされ
るほとんどの物質に対するバイオモニタリングシステムが開発される。この時期は防除対策であるばかりで
なく、化学物質そのものの利用を制限する社会システムの構築が行なわれているだろう。 
 
６）燃料電池技術 
 主電源として太陽電池や燃料電池を用いた携帯用コンピュータが実用化される。燃料電池自動車が一
定の開発を終え、コストダウンが可能になり、数十万台まで普及する。 
電車等において回生エネルギーの蓄積や変電所のピーク時負荷軽減を図るため、フライホイールや
燃料電池などの車載用エネルギー装置が実用化される。 
地球深海で１年以上利用できる燃料電池が実用化、ポータブルな環境性の良い高効率可搬型電源
（電気自動車電源等）として燃料電池が災害対策やレジャー用としても普及していくだろう。燃料電池自
動車はガソリン自動車なみの走行性能を有するようになり、ＣＯ２問題、環境汚染問題に大きく貢献するだ
ろう。 
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またオプションとして、太陽電池および二次電池を搭載した電気自動車が普及する。都市内の交通輸
送機関として大気汚染、騒音公害を起こさない低公害自動車（例えば電気自動車）が全世界で２０％以
上普及するようになり、公共交通とのモーダルミックスの方向性が明らかになる。 
 
[2020 年から 2025 年までに普及が期待される科学技術] 
 
７）メタンハイドレードの利用 
 化石燃料の最後の切り札と言われる、メタンハイドレートの採掘技術が実用化される。 
 
８）生物サイクル技術の台頭 
 二酸化炭素の回収技術の開発等が進展し、ゼロエミッションファクトリーが普及する。 
不毛の地を緑化できる植物、窒素酸化物を吸収して空気を浄化する樹木、海や湖の汚染を浄化できる
生物サイクル技術などが実現する。 
 
 
３．日本がとるべきアクション 
（１）IT・情報化領域における展開 
１）ネイチャーインターフェイス技術の開発 
 人工物がもつマシンインターフェイス、自然がもつネイチャーインターフェイス、人間のヒューマンインタ
ーフェイスが今後研究すべき対象として確実に浮かび上がってこよう。これら三つのインターフェイスの科
学・技術が、情報通信技術をもって進められるべき状況になってきた。すなわち、従来のヒューマンインタ
ーフェイス技術から、自然環境保全に資する技術、すなわちネイチャーインターフェイス技術へのパラダ
イム変換が強く求められており、それを可能にする設計・製造技術を開拓すべきである。 
例えば、自然の情報をセンサーでとらえて、光ファイバーで大量高速伝送し、分子メモリなどの巨大記
憶システムに貯え、自然の反応によっては必要に応じて、人工物の挙動を制御するというシステムができ
れば、人工物もまた自然界の中に組み入れられて、宇宙、地球、生物、人間、人工物がひとつの調和の
とれた生態系を構成することになる。現在のネットワークシステムは、自然系・人工物系とは全く別の世界
に、人間中心の情報通信システムが構築されている。このシステムでは、膨大な自然の情報はセンシング
技術の貧困さといった理由から、わずかな情報しか取り入れることができない。 
 これに対して、これから期待されるのは、動物・植物を含めた自然の膨大な情報、人工物からの情報を
取り込むことが可能な新しい情報通信システム「センサー通信システム」の構築である。多様なセンサー
群による巨大な情報入力パイプをもつ情報システムで、自然・人工物の状態を深く、かつ広くモニターで
きるシステムでもある。 
 
２）マイクロシステム技術の高度化 
 また、情報通信機器は，その体積・重量を限りなくゼロに近づけたい。この究極の目的値に向けたマイク
ロシステム技術が電気、機械、物理、化学の各方面から開発されており、今後もその努力を続けていくべ
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きだ。 
一方、コンピュータを人間が操るという従来の路線が続くとともに、これを無人で働かせるといういわば
パーベイシブコンピュータも望まれてこよう。 
また、インターネットはバージョン６に進化し、地球上のあらゆるデバイスをネットワークに接続して識別
できる時代を迎えた。また近距離無線通信のためのデバイスは、１チップにまでマイクロ化する勢いであ
る。 
このような二つの潮流、すなわちマイクロ化とパーベイシブ化の技術により構成される情報マイクロシス
テム技術によって、自然・人間・人工物間のインターフェイスを高度化する技術が実現できる。微小デバイ
スを野生動物、人間、動く人工物体に装着し、時系列に細かな状態情報を認識処理し、ワイヤレスによる
制御、および診断を行なうことが現実味を帯びてきた。 
この技術を採り入れるとセンサー通信に適した端末が実現できる。これは人間だけでなく動物や人工
物に対しても装着可能で、健康モニター情報、動物の位置情報、あるいは人工物の劣化情報、地球環境
情報などを検知するうえでのキーデバイスとなる。 
 
３）ウエアラブル関連技術の拡張 
 これからは、人間が使う場合でも、無意識に使えるとか、生体の情報をセンシングするように、人間が使
っているというよりはそのままそこに情報があることが重要である。 
センサーが身につけているもの（腕時計や衣服、靴、装身具など）の中に取り込まれ、いろいろな情報
がセンサーに取り込まれて、そしてこれがコンピュータで変換され、アナログのものがデジタルのものに変
換されて、この意味を理解して、最終的ネットワークに処理したいものを送ってやる。このような情報端末と
いうものが今後の方向になろう。 
 いずれにしろ、人間が使うためにキーボードや音声入力技術の向上によって小型化を実現したとしても、
そのような人間用の入力デバイスは人間にしか使えない。ところが今後は、動物や自然や人工物がみな
情報を発信し、発信された情報をネットワークに取り込んでいこうということを考えるべきである。人間だけ
でなく、自然が出している情報、動物が出している情報、生活環境が出している情報、それから生産機械、
工場におけるいろいろな工作機械の音などもどんどん取り込める。農業でもいろいろな植物の動きなどを
小さいセンサーを使ってどんどん情報として吸収していく。それが５年から 10 年先の主流の技術になる。 
 ネイチャーインタフェイサでは、デバイスとアルゴリズムと両方が非常に大事になってくる。デバイス関連
では、エネルギーの供給が課題になる。小型燃料電池などの実現も考えられるが、動きそのものをエネル
ギーに変えられるシステムが必要になる。 
人間や動物が持っている動き、振動を、それらにぴたっと貼り付けたマイクロマシンによって電気エネ
ルギーに変えることできる。非接触給電や太陽電池も、マイクロネイチャーインタフェィサーのエネルギー
供給源として有望である。小型化によって非常に微小なエネルギーで済むようになるが、それをいかに供
給するかは技術的に大きな柱になる。 
 
４）快適性をセンシングする制御技術への展開 
 アルゴリズムによる故障診断もリスク管理の点から有効である。まず、どういう状態を機械が「故障した」と
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考えるか。故障は不定期な振動が発生し、その振動によって歯車等がだめになることが大きな要因である。
振動が大きくなって遊離振動が大きくなったり、振動に磨耗があったりする状態をモニターしてやればよ
い。その振動が出始める手前に置いて、スペクトル分析をしてやって、そして人間の目では見えないし音
も出てこない。しかしもうこれはおかしい、限界だというところを故障の前の状態として判断して、そこで今
これは故障が出るよと、それで機械を止めてバイトを替える、頭を替えるというようなことが故障診断にな
る。 
この構造は、対人間についても同じである。「疲れる」とはどういう時なのか。自動車を運転していて疲
れてしまった場合、居眠り運転につながる。この「疲れる」という状態をどのように計量化すればいいのか。
たとえば眼球の運動を測り、疲れとの相関関係を調べると、疲れの程度を知る方法があるという。これをセ
ンシング＆モニタリングしていくことによって、どのぐらい疲れているかということがわかるかもしれない。 
あるいは、自動車内の快適評価もある。騒音、日差し、温度、湿度、空気の汚れ、VOC などの化学物
質等を測り、快適なのか快適ではないのかを判別する。 
心拍や発汗、体温などが、ウェアラブル情報システムでデータログがとられ、センサーから受ける情報
を集める。なおかつここには個人のデータベースがあり、この３つの情報に基づいてこのコンピュータが判
断をする。すると空気清浄値を侵された、と判断すれば、アクチュエーションが起こる。エアコンディショナ
ー、リラックス音楽、あるいは外がうるさければ音を止めてしまう、日射量が強いなと感じたら赤外線フィル
ターが作動する。ウェアラブルシステムを使って快適な環境をつくるわけである。 
 
５）警告と創造力を産む情報化技術の開拓 
 地球環境問題のような大きな問題は、因果関係の時間的・空間的つながりが非常に長く大きい。例えば
個人の日常生活での行動が地球環境にどういう影響を与えているのか、そのつながりが見えにくい。実は
近い問題であるはずが、遠い問題に思えてしまう。それを何らかのかたちで目の前で感じ取ることができ
る。これがＩＴ・情報化の大きな役割である。 
地球物理学でも、ＧＰＳの観察装置を国土地理院が全国各地に展開して、リアルタイムで地殻変動をと
らえるシステムができあがって世界が変わった。あるところで地殻変動が起こって、「これは地震が起こる
のではないか」という議論が湧き起こるわけである。地震計についてもデータ解析が必要であり、特に自
然災害大国である日本では重要である。人間のモニタリングをする時に心電図を測るのと同じように、地
球の中の電磁関係を調べるといろいろな地球の現象がモニターでき、例えば大雨が来てがけ崩れが起こ
るという予測なども可能である。これは各家庭でも計測ができる。 
今後、生活者が手軽なセンサーやデータロガーを入手することによって、とても身近なサイエンティスト
になっていく可能性がある。それが集積されて、地球そのもののエネルギー消費をミニマムにするという動
きにつながるかもしれない。一人一人が自分の生活のサイエンスをやる「市民サイエンティスト」の登場は、
最適化社会における「自己実現の可能性」と「自律する個人」を達成させる大きな背景になるのではない
だろうか。こうした個人の取り組みが積み重なって、社会の変革が始まっていくであろう。 
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（２）バイオ・医療領域における展開 
１）機械化・自動化技術の高度化 
 医療用マイクロマシンや介護ロボットの進化によって、医療機器の高度化や自動化が今後もますます進
むことになろう。 
医療に関しては、人に危害を加えないという意味の無侵襲治療が台頭している。内視鏡や能動カテー
テルなど、従来と比べたら圧倒的に人に対するダメージは少ないものも増えた。近赤外光を用いた脳活
動の測定を行う光トポグラフィのように、いままで調べることができなかったり、調べるのが困難だったもの
が、無侵襲で実現することもある。日常に近い診察から、病気の治療に至るまで、その対象者や施術者の
肉体的、精神的負担の低減がさらに望まれている。 
マイクロマシンに関しては、産業応用ではなくて、医療とか福祉応用のための安全なアクチュエーター
の開発も不可欠になる。そこでは、軽くてふらふら動くようなロボット、超軽量のロボットが安全性の観点か
らも重要である。 
マスタースレーブ（遠隔操作）は、これまで扱ってきたものは、例えばロボットで動いて硬いものをつか
んで動かすとか、遠隔操作で試験管を持って原子力の中で何かを調合するといった作業であった。しか
し、相手が生体の場合は全く違う観点が必要になる。体の中で非常に柔らかくて持ちにくいものを扱いな
がら、しかも操作するのがプロのテクニシャンではなくて医者である。そういう意味で全く新しいマスタース
レーブの制御スキームが必要になる。これらの知見は手術ロボットにも使えるシステムとして拡張していく
はずである。 
 例えば、仮想的手術も皮膚を切ったときの切った感じ、臓器をとりだすプロセスといったことも全部リアル
タイムで計算しなければならない。リアルタイムで解けるタイプのモデルがないと実用性に欠けることにな
る。 
カテーテルは、心臓血管に挿入されたり、脳の毛細血管の中で作業をしたりする。しかしこうした微細な
場所では先がうまく動かない。結果、脳内の血管が破れてしまうという事故につながる。水圧駆動の能動
型カテーテルでは、ある圧力のときはこちらの関節が動く、別の圧力のときはこちらは動かずに第２関節だ
けが動くというような、１本の流路でも複数のアクチュエーターを単独で動かすことができる。複数のアクチ
ュエーターを１本のチューブで制御できるだけではなく、水圧を用いるため消毒した生理食塩水でも動く。
血管の中に入って、もしも事故があっても生理食塩水の漏出であれば人体に大きな危害を加えずにす
む。 
 
２）マイクロ製造技術の開発 
 光が当ると液体から固体に変わる樹脂を使い、どんな３次元構造でも作れる技術が光造形という。マイク
ロ光造形法はこれをマイクロマシンの製造に使う技術である。最も分解能が高い１４０ナノの分解能で３次
元の構造を作ることもできる。これはマイクロアートで、１ミクロンの長さで細胞よりも小さい構造とか、赤血
球より小さい歯車である。材料は光架橋性、光重合性のポリマーを使った光硬化樹脂、エポキシ系などの
プラスチック素材を使う。 
３次元であるこの超微小歯車はレーザートラッピングといって、レーザー光線を当てて焦点を絞ると、レ
ーザー光線に補足され、グルグルと液中で回ることができる。アクチュエーターを中に持っていなくても、
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 626
光で外から遠隔操作できるマイクロマシンができることになる。 
また、装置をより簡単に作れる汎用的なデバイスを作っておき、それをユーザーがうまく組み合わせるこ
とによって、分析装置になったり合成装置になったり、バイオ系の装置になったりする汎用的なチップ開
発が進んでいる。いわゆる化学ＩＣと呼ばれるチップである。 
名古屋大学の生田幸士教授の研究では、３次元空間を隙間なく占有できるケルビン１４面体構造の中
に、センサーや演算回路などがあるシリコン電子回路部（下部）と、透明ポリマー製のマイクロ化学反応系
（上部）が結合したマイクロマシンがすでに実現している。容易に電子回路が作製できるシリコンプロセス
の長所と、立体的で微細な流体回路を作製できるマイクロ光造形法の長所を結合したハイブリッド構造で
ある。単体の化学ＩＣに複雑な機能を持たせるだけでなく、異なる機能を持つ複数の化学ＩＣをあらかじめ
製作しておき、必要に応じて結合制御する。このような化学ＩＣファミリーは、ユーザーが現場で結合して
使用できるため、汎用性、経済性に優れている。 
 
３）マイクロチップ・リアクター技術への期待 
 バイオ系の試薬は、１ミリグラム何十万円という高価なものが多い。試薬の量が何十分の１か何百分の１
かですめば、その分析コストが下がることになる。例えば１日に１回しかできなかった血液検査も、サンプ
ル量が少ないため１分ごとにごく少量を採血し検査できるようになる。 
マイクロチップで生きた細胞を使わずに、ＤＮＡからタンパクを合成するという研究も行なわれている。こ
れを無細胞タンパク合成系という。普通は遺伝子を組み替えたら細胞に戻し、それを培養して、培養した
ものをすりつぶしその中から有用な物質、たとえばタンパク質だけを取り出す。コストと時間がかかる。これ
を機械的な、試験管的な方法でできれば、早く低コストでできるようになる。 
 これらは、ポストゲノムの研究ツールでも大きく貢献するだろう。遺伝子とタンパクの関係を調べるために
は、いろいろなタンパクを作っていかなければならない。いまのように大量に作るのは大変な作業だが、
機械的に微量に作ることができれば、研究や治療の選択肢を大きく増やすことができる。 
将来的には、自分専用のミニ製薬工場があり、「風邪をひいた」とすれば、今年は風邪の遺伝子が何型、
という情報がインタ－ネットで送られ、それに合わせて自分の遺伝子と合わせて風邪薬ができる。 
今後、オーダーメイド医療が進み、個人の遺伝子に合った薬が必要になる場合でも、１つずつ薬を作る
わけにいかない。方法としては、自分個人の薬工場を持つことができる。今のところは何種類かの薬をし
ておいて組み合わせでやる形になるだろう。そのためのアプローチとして、マイクロチップは有望である。 
 
４）マイクロアレイ技術の拡張 
 ゲノムの暗号配列は分かってきたが、どの部分がどんな意味を持つのかなど、実用化に結びつく部分
の解読はまだこれからになる。ゲノムの「意味」にあたる遺伝子の機能や、遺伝子が作り出すたんぱく質を
解析して、薬を作り出すゲノム創薬研究は、今後、大きく活発化する。 
ゲノム創薬の手法を使えば、これまで知られていない作用を持つ医薬品化合物を作り出したり、個人に
よって異なる体質に合わせた医薬品投与ができるようになる。ゲノム解析ではいくつかのフェーズがある。 
 まず 1 つ目は「ゲノムの解読によって得られた膨大な塩基配列の解明」である。具体的には、ゲノムのど
こに遺伝子があるか。その遺伝子はどう機能し、どういうタンパク質を作るか──などを調べる。例えば、
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 627
新規の遺伝子を見つけた時に、既に機能の知られている遺伝子と似ている配列があるかどうか、データ
ベースから検索し、その機能を推測する。この手法は、「ホモロジー（相同性）検索」と呼ばれている。 
 2 つ目は「タンパク質の構造解析」だ。タンパク質は、3 つの塩基が 1 組となってできるアミノ酸がつながり、
それが立体的に（3 次元的に）折り畳まれることによって生まれる。 
 タンパク質の折り畳み方は、出っ張ったり、引っ込んだりと千差万別だが、この立体構造がタンパク質の
特性を決定するといっても過言ではない。タンパク質の凸凹部分には機能的な働きを担う部位があり、そ
うした部位同士が重なると、非常に複雑な働きができるようになるのだ。さらに凸凹を利用して、あるタンパ
ク質と別のタンパク質が結合し、重要な働きを示すこともある。 
 したがって、病気を引き起こすタンパク質の構造が分かれば、それにピタリと結合して、その働きを抑え
るタンパク質を作るなど、新しい医薬品開発につなげることができるのである。タンパク質の立体構造解析
には、Ｘ線装置や電子顕微鏡、核磁気共鳴装置などが使われ、コンピュータ上で構造を予測する研究も
盛んに行われている。 
 3 つ目は「遺伝子ネットワークの解析」である。個々のタンパク質の構造を知ることは重要だが、それだけ
では生命現象の全体を理解したことにはならない。人間社会が様々な人々の相互作用で成り立っている
のと同様に、生命活動も遺伝子同士が作用し合って 1 つのネットワークを作り上げている。 
 多くの遺伝子が相互作用した結果、例えば「酵素」と呼ばれるタンパク質は化合物質の生成に関与し、
「抗体」というタンパク質は外界から異物が侵入した場合にそれを無効化する機能を持つ。つまり、タンパ
ク質の様々な役割が、遺伝子ネットワークで決定するのだ。 
 細胞の恒常的な活動に必要な「代謝反応」は、遺伝子ネットワークの代表例である。生物は食物を取り
込んでエネルギー源とするわけだが、食物に含まれる糖分を分解してエネルギーを作り出す「解糖系」の
機能が細胞内にあるから実現する。解糖系は、この代謝反応に含まれる。 
 このような遺伝子ネットワークを解明するには、遺伝子の発現量を測定し、ある遺伝子の発現量の変化
が、他の遺伝子の発現にどのような影響を及ぼしているのかを調べることが必要となる。その結果、どの遺
伝子がどの遺伝子を活性化したり、抑制したりするかが分かる。「ＤＮＡチップ」や「ＤＮＡマイクロアレイ」と
いう装置を使えば、遺伝子の発現量や発現の時系列データを得ることができる。また、遺伝子ネットワーク
のモデルを組み立てたり、理論的解析やシミュレーションを行なう。 
 
５）医療データベース技術の進化 
「遺伝子の特定と機能の解析」「タンパク質立体構造の解析」「遺伝子ネットワークの解析」などの諸研究と
それらのデータの管理、さらにその研究を促進するコンピュータや装置、各種ソフトウエアの改良・開発ま
でも含んだ、幅広い技術・研究領域を持つのがバイオインフォマティクスである。 
オーダーメイド医療は今、白血病の薬（グリベック）、乳がんの薬（ハーセプチン）が現実にある。これは
あらかじめ利く患者がわかる。グリベックは７年かかる臨床試験を３０ヶ月で終えてしまった。研究開発コス
トを大幅に下げる。今の薬は利かない患者にも売って利益を得ているが、コストが下がればオーダーメイ
ド医療を実現する新たなビジネスモデルが成立するだろう。 
自分の遺伝子レベルで医薬品の選別が始まっても、こうやって個人の遺伝子情報とカルテ情報処方情
報をコンバインするかというデータベースを考えなければならない。欧米ではＦＤＡのデータベースと組み、
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基本的な副作用などが集積される。これは情報をもてるもの、もてないものの戦いが始まっている。すべて
インフォマティクスになる。ライフサイエンスは製造技術としてのインパクトは１５％ぐらいで、あとは生命情
報を集め整理して再加工してビジネスにすることがビジネスの目的だ。 
医療やライフスタイルの提案をビジネスモデルにするという発想はまだない。欧米は、ナレッジをどうマ
ネージメントするかをライフサイエンスを舞台に取り組み始めているのである。ここにＩＴやウェブが重なっ
てくると本当に大きな革命がおきるだろう。」 
生命情報の共有やテーラーメイド化を実現していくためには、いかに知識を構造化していくかが重要に
なる。現代は、膨大な情報がライフサイエンスの進化とともに発生している。もはや膨大量すぎて利用しき
れないという状況になっており、それをどうやって再構築していくかが問題になる。あるアルゴリズムをつく
れば構造化された知識として提供できる可能性がある。宮田氏はこう述べる。 
「この知的フィルターをどうつくるか。今はいろいろなモデルでやっているがどれもだめ。生きたフィルタ
ーが必要。たとえばすでにインターネットを使って始めているのだが、今まで以上に多様な専門家による
公開のレビューをし、間違った情報にはすぐに別の訂正情報がくるような仕組みがいる。情報はたくさん
あればいいというものではない。人間は解明したものすごく量の多い情報に追いつかなくなりつつある。そ
のモデルをつくらないと知恵はどこかにあるはずだが、出せないということになる。当面はリナックスモデル
のフィルターしかない。データマイニングやデータプロセッシングの科学研究を推進するためのデータベ
ースハンドリングソフトの開発が必要だ。」 
 
６）脳科学との連携と光トポグラフィ技術の高度化 
 ゲノムと並んで注目されているのが、脳の解明である。日立基礎研究所で主管研究長を務める小泉英
明氏は、脳の活動状況の解明とそれがもたらす可能性をこう述べる。 
「言語・視覚・聴覚・感覚・運動など、人間の高次な機能を司る大脳皮質の活動状況を、近赤外線を用い
て映像化する技術（光トポグラフィ）を、日立が世界で初めて独自に開発したのは６年前（1995 年）であっ
た。 
脳はほかの臓器や筋肉などと違い、活動に必要なエネルギーを蓄えておくことができない。そのため脳
のある部分で神経活動が起こるとそこに新鮮な血液が集まる。しかも例えば「手の指を動かそう」と思った
だけで、運動を司る部分が反応して血流が増大する。光トポグラフィの原理は、脳内血流に含まれる酸化
ヘモグロビン（動脈血）と還元ヘモグロビン（静脈血）では、光の吸収率が異なることを利用したものである。
半導体レーザーで人体を透過しやすい近赤外線を大脳皮質に向けて照射し、その反射光を検出・分光
分析してそれぞれのヘモグロビン濃度などをもとに脳の活動状況を映像化する。脳を透過した光を計測
して断層映像を得る光ＣＴとは根本的に発想が違う画期的技術だ。 
現在、脳機能を計測する装置には、ほかにｆＭＲＩ、ＭＥＧ、ＰＥＴ、ＳＰＥＣＴなどがある。しかしそのいず
れもが大規模であるうえ、何より被験者を一定の姿勢に拘束するとか放射線に被爆させるなど、被験者に
何らかの身体的負担を強いる難点がある。 
一方、近赤外線（800ｎｍ近辺）を採用した光トポグラフィのシステムは、原理的に無侵襲（検査対象をま
ったく傷つけない）であるうえ、計測のインターフェイスが小型・軽量なので被験者の自由度が大きく、シス
テムの取り扱いも簡便であることが大きな特長だ（写真参照）。したがって、じっとしていられない乳幼児に
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も十分適用できる。また、光ファイバで導かれる近赤外線は磁場や高周波の電波と相互干渉しないため、
ＭＲＩや脳波計などと同時に使用できるという医療診断上のメリットも大きい。このシステムは、株式会社日
立メディコで製品化され、厚生労働省の医療器具製造承認を受けてすでにいくつかの医療現場で使用さ
れている。 
光トポグラフィは、開発後すぐに世界的な注目を集め、医学各分野での応用はもちろんのこと、学術分
野を越えた応用技術の研究が進められてきた。脳神経外科では脳機能のマッピング、神経内科では失
語症の診断、精神神経科では睡眠・幻覚の研究、小児科では乳幼児の脳機能診断などにすぐに応用で
きる。さらには認知科学における行動・発達の研究、人文・社会科学における自我意識や、学習過程、教
育法の研究などにもこの技術が応用できると期待されている。ちなみに、現在、フランスの国立認知科学
研究所では、この光トポグラフィを使って、生後５日以内の新生児を対象に聴覚が形成される過程の研究
が進められている。 
光トポグラフィの装置は、基本的に半導体と光ファイバで構成され、ほかに大きな部品は必要ない。半
導体の進化によって装置はもっと小型化も可能であり、ワイヤレス化も可能なためいずれは完全に自然な
状態の被験者の脳を計測できる。そうなれば、リハビリに取り組む脳疾患の患者の状態もリアルタイムで確
認でき、リハビリの方向づけのみならず、患者自身にとっても回復への大きな助け、つまり励みや動機付
けとなるだろう。半導体の進化がその流れを加速すると考えている。 
光トポグラフィによる脳の計測は、福祉や教育の面でも役立つ知見を与えてくれる。 
たとえば、重症の筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）の患者は、話すことはもちろんまばたきさえもできず、い
わゆる植物状態になってしまうが、筋肉と無関係の聴覚は最後まで残る。そういう患者に対してあれこれ
質問をし、「“イエス”なら右手を振ることを想像してください」と指示したところ、その反応が光トポグラフィ
の装置で検出され、脳が活動していること、つまりは意識のあることが確認できた例がある。光トポグラフィ
はＡＬＳ患者のような人たちとその家族などとのコミュニケーション・ツールにも成り得るのだ。 
 
（３）環境技術領域における展開 
１）エネルギー民主化技術の拡大 
 これまでの社会におけるエネルギー利用は石油を中心として、必要なときに必要なだけ供給できるとい
う社会システムのもとで消費量を指数関数的に増大させてきた。それはあたかも、「エネルギーは無尽蔵
である」としたかのような消費であった。物質利用を持続可能にするためにおこなわれるリサイクルでさえ、
エネルギーについては「無尽蔵仮定」に基づいたやり方になっている。 
 しかし、化石燃料は確実に枯渇する。温暖化問題についても、代替エネルギー開発は急務になってい
る。エネルギー問題については技術的な進歩もさることながら、地域との折り合いをどうするか、という問題
が大きい。エネルギー設備は地域の人々の心をつなげるものにもなれば、人々の間に対立を持ちこむも
のもある。原子力発電所および関連施設の立地が懸案になったときほとんどの地域コミュニティは賛成・
反対で分断される。それに対し風力発電の風車は地域の誇りとして住民の意識が地域に向かうシンボル
となっているケースも多い。これは飯田哲也氏が指摘する「エネルギー利用の決定権を市民がもつかどう
か、どのようにもつかというエネルギー・デモクラシーの問題」なのである。 
 これからのエネルギー戦略を考える時、大きく以下のような方向が考えられている。 
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 給湯や冷暖房の熱利用については、コジェネレーションおよび太陽熱、地中熱利用によって、熱利用
のためだけの化石燃料や原子力エネルギー投入をほとんどゼロにすることが可能になるだろう。コジェネ
レーションでつくられた熱を有効に利用するインフラとしての熱パイプラインを整備することが普及のポイ
ントになる。 
 電力については、当面は天然ガスコジェネレーションを増強することでつなぐ。天然ガスのパイプライン
を整備し、それを将来的にはバイオマスから精製される水素ガスの供給に利用して燃料電池でコジェネレ
ーションを行なうという戦略が有望であろう。将来的には太陽光発電、風力発電、バイオマス発電、小水
力発電を最大限開発することによって電力のすべてをまかなう。 
  
２）生物資源の高付加価値技術の開拓 
 石油化学工業において原料として利用される石油については、当面は天然ガスに置き換えることでつ
なぐにしても、将来的にはバイオマスを原料化する方向にシフトせざるを得ない。すなわち、天然ガス化
学・バイオマス化学工業の発展が期待されるいる。 
これまで人間は自然素材で使えるものさえも樹脂素材で代替してきた。これからは付加価値の高い領
域だけに地下資源を使っていくという選択が確実に必要になる。その方法として再生可能な動植物資源
の活用に素材設計技術をシナジーさせる領域を創出していくのである。 
 そのためにはまず生物資源にいかなる可能性や機能性があるかを科学の目を入れて探り、その機能性
に基づいた新しい使い方を考え、それを次に人工的に設計し合成するといったアプローチが必要である。
「バイオミメティックス」と呼ばれる生物模倣工学へのシフトである。 
 例えば昆虫資源利用による機能性材料の開発がある。東京農業大学の長島孝行氏は、「シルクをパウ
ダー化すると、シルク素材がもつきわめて高い紫外線防除効果を多用途で発揮できること、あるいは、中
性脂肪の代謝を促進し、脂肪肝に対するシルクの薬理効果もわかり始めている。さらにシルクのタンパク
質は塩化カルシウム等を用いて溶解させることができ、リサイクルが可能である。リサイクル後のシルクタン
パクは、膜にもシートにも固体にも成型ができる。紫外線防止の素材開発、化粧品開発などを地域の伝
統的な蚕糸産業、住宅産業と連携しながら形にする取り組みなどが考えられる。」とその可能性を述べて
いる。 
 また農林水産省が進める他感物質制御による農薬を用いない農作物栽培の研究、理化学研究所が成
果をあげている植物ホルモン制御による高付加価値農業の実験、あるいは名城大学総合研究所が取り
組む耐塩遺伝子を組み込んだバイオ農業研究の成果などを環境プラント構想と併せてビジネス化すると
いった発想が求められている。耐塩農業は潅漑地域の塩害対応型農業として氾アジアでの普及が期待
されるだけでなく、海の上で稲作を行なう「海上農業」にさえ発展させることができるのである。 
 あるいは神奈川県川崎市の鶴見区に「飾一」という和紙で水引を作っている町工場がある。ガラス質の
液剤の中に和紙を入れると、繊維の中にケイ素が入り込んでシロキサン結合による新素材ができる。この
紙とガラスのハイブリッド素材は和紙の耐久性や撥水性を高めるだけでなく、機能性素材として建材や情
報関連素材、絶縁紙などさまざまな用途が期待できる。燃料電池ハイブリッドの時代には、コンデンサー
が重要になるため、こうした生物複合素材には大きな可能性がある。 
 また白樺の皮のスベスベした成分はベチュリンという高分子が作った自然のプラスチックである。積水化
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学工業が製品化した漆塗りのオレフィン発泡体の床材開発などはこうした取り組みのプロトタイプとして位
置づけることができる。 
 さらにナノテクノロジー時代の生産基盤はその多くがマイクロプラントとなろう。有用たんぱくを作るという
ところにも素材メーカーの技術が使える。その装置であるマイクロバイオリアクターそのものにも素材技術
が活用可能だ。そして、そうした生産制御に用いられる、さまざまなＩＴ基盤素材にも確実に素材技術が息
づいているはずである。通信プロセスにも、作る装置系にも、作られる素材そのものにも、高分子の技術
は深くかかわり、そのすべてが持続性ある製造業につながっていくのである。 
  
３）次世代交通システムとまちづくりのこれから 
 自動車に限って言えば、技術面では代替エネルギー車の普及が第一であろう。ガソリンエンジンとモ
ーターを使い分けるハイブリッド車はすでに普及段階まできており、即効・短期的な「つなぎ」の手段とし
て重要である。次に天然ガス車がすでに実用化されており、燃料供給スタンドが増加すれば普及するで
あろう。天然ガスの可採年数は６０年以上あると言われており、２０年から３０年程度の「つなぎ」の代替エ
ネルギー車としては有望である。 
これらも最終的には燃料電池車に収束せざるを得ない。ダイムラークライスラー社は２０２０年には２５％
の普及率を予測している。課題は燃料電池の燃料を何にするかだろう。水素を取り出す技術としては、有
機廃棄物やバイオマスといった再生可能資源からの抽出や北海道大学で研究されているシクロヘキサン
なども候補になっている。 
交通システムだけでなく、これからは再生可能資源を活かした持続性あるまちづくりの構想も進んでい
くだろう。「災害に耐え」、住民の「健康と生命の安全保障が図られる」街。「省エネルギー」の都市インフラ
をもち、「メンテナンスがたやすい」街。大規模な「開発コストのかからない」、「デザインとしての景観も美し
い」街。そしてそこに住むことを望む「健康な人々が生活し続け」、地域の「自然環境と循環的なかかわり
をもち得る」産業システム、社会システムが存在する街などである。 
環境技術を織り込んだ、サステナブル・コミュニティはたとえばこのようなイメージであろう。地域にはこ
れまでの画一的な分譲地にはみられなかった、素晴らしい景観が広がっている。まず、まちの真ん中に広
い親水公園が位置し、いたるところに美しい緑が溢れ、公園を流れる自然の水辺を復元したビオトープの
岸辺で、トンボやホタルの幼虫を観察している子供たちがいる。食べられる街路樹や住民たちの市民農
園、排水処理装置によって浄化された中水利用システムと家庭用デスポーザー、ソーラー街灯や燃料電
池を導入したエネルギーセンターがコミュニティのなかに存在する。クルドサック型の道路、ユニバーサル
遊歩道、透水性の路盤材、そして雨水を受け入れる、地中にはりめぐらされた雨水マスや会所マス、バイ
プ網。同時に、住民たちによって企画され、維持され、そして保守管理がおこなわれていくさまざまな町の
活動、それを機能させる「まちづくりＮＰＯ」や地域通貨（エコマネー）などが確実に台頭してくるはずであ
る。 
 
４）一次産業と製造業が融合する農工業の世紀へ 
 さらに、バイオマス・ニッポン総合戦略などの行政施策を受けて、環境ビジネスを農業ビジネスへと発展
させる企業が台頭し始めた。 
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荏原製作所は、環境ビジネスの次のステップは農業ビジネスであるととらえ、さまざまなアグリ関連のゼ
ロエミッションシステムの開発に取り組んでいる。例えば、畜産廃棄物をメタン発酵させ、出てくるバイオガ
スを燃料電池システムにエネルギーに変える。同時に、発酵槽の廃液に含まれる窒素、リン、カリウムを濃
縮して液肥化し、それをほ場に点滴して栽培する、節水型農業システムを形にしている。すでに、沖縄、
中国において実証実験を重ねており、水資源の少ない乾燥地域への導入を検討している。それ以外にも、
シート状の太陽光発電システムを、モンゴルの住居、ゲルのようにデザインした太陽光発電温室など、環
境技術を食料調達技術へと発展させるさまざまなシステム開発をおこなっている。 
 廃棄物処理、リサイクルを効率的におこなうゼロエミッション化の取り組みは、時代要請として手を打たざ
るをえない重要な環境対策である。容器包装リサイクル、家電リサイクル、そして建築廃棄物リサイクル法
などの法的規制、あるいはＩＳＯ１４００１に象徴されるデファクトスタンダード、そして経済産業省のトップラ
ンナー方式の採用などがこうした潮流を助長していくだろう。 
 これからの環境技術は、課題対応型のネガティブな環境技術ではなく、課題解決をおこないながら、地
域の一次、二次、三次産業をさらに高度化し、付加価値を増幅する、次世代開発型のポジティブな環境
技術になろう。すなわち、ビジネスのエコロジー化を図ってきたこれまでの環境ビジネスを、エコロジーそ
のものをビジネス化しようという環境調和型の地域づくり、新産業創出へと発展させていくべきだろう。 
  
５）資源管理技術の高度化 
 こうした次世代型の産業創出が、これからの環境技術の役割の一つになっていくことは確実である。さら
に言えば、こうした環境技術を核に、地球規模でのエネルギー問題、食料危機問題、環境破壊の解決を
可能ならしめることがより、健全な社会をつくり、人間が自然界の一員であり、自然が生存の基盤であるこ
とを再認識していくものと思われる。 
東京農工大学で地域生態システムを研究する澁澤栄氏は、ＩＴを利用したエコモニタリング農業の研究
を続けている。すでに、オムロンと共同研究を重ね、「リアルタイム土壌センサー」を開発した。光の状態で、
土壌の水分や栄養分、農薬の残留量などを瞬時に測ることができる。このセンサーと光源を、田畑に潜ら
せるようにトラクターに装着し、運行するトラクターの位置をＧＰＳで捕捉する。この方法でセンサーの情報
を記録していくと、ほ場内の水分や栄養分、農薬の分布図を作成することが可能になる。こうして把握した
ほ場内の区画ごとの状況に応じて、必要な作業を自動的におこなう、さまざまな農業機械の開発も進めら
れている。エコモニタリングは、これまで農業に参画できなかった人々をほ場につなぐ、農地の流動化を
促していくだろう。 
 また、これからの時代、かつて緑の革命と呼ばれた作物の改良から、青の革命と呼ばれる水資源管理
の技術が注目される。東京大学の沖大幹氏はこう述べる。 
「現在全世界で６０億人の人口で年間３８億トンの水資源が利用されているとされる。耕地は陸地面積の
約１０％程度であり、平均的に考えると、耕地から発生する水資源４０億トン／年のほとんどが利用されて
いるという計算になる。実際にはその背後の森林地等からの流出が利用されているはずである。また、潜
在的な水資源賦存量に対して実際に利用可能な割合は、日本や先進諸国での事例から推定してどんな
に社会基盤を整備しても２０％程度であると考えられ、グローバルな陸地の３分の１が乾燥地であるとして
その残りの面積からの流出量に相当する約２７０億トン／年のうちの２割が利用可能であるとすると、５４億
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トン／年が現実的に利用可能な水資源量であるということになる。 
 現在の南北格差や貧富の差はそのままだとして、利用量、人口との比で単純計算すると、ダム等による
社会基盤整備によって水資源を開発すれば８５億人程度までは現在と同様のライフスタイルの人口構成
が可能であることになる。 
この８５億人という数字は、現在期待される２１世紀後半の世界人口ピークにほぼ対応している。すなわ
ち、水が足りず食糧にも事欠く人口も、水をふんだんに利用し肉類もどんどん食べる人口も同様に増加し
ても、水資源開発に努めて自然の水循環のうち人間が利用可能な割合を増やせばなんとか水資源的に
はなりそうだ、ということになる。 
しかし、この現在のライフスタイル一定の見通しでは当然のことながら、水ストレスにより飢餓や非衛生
状態に置かれた人々は救われず、途上国の水消費レベルも上げられないことになる。貧富の差や南北格
差を解消していく場合にはさらなる水需要の増大が予想されるけれども、農業用水の有効利用や、生活
用水の循環利用の促進、食文化の改善、水洗トイレの見直し等実施していけば、文化レベル、生活レベ
ルを落さずとも水需要を抑制することは可能であり、必ずしも見通しが暗いとは言えないと思われる。 
今後は、各地域ごとに細かく積み上げた需給、そして将来展望を踏まえて、世界的な水の需給、水危
機を注意深く見守る必要がある。」 
衛星を使った水資源探査技術は日本が先端をいくものである。こうした技術の有効利用によって、地
球規模の水資源モニタリングと適正な配分を行なうことがより、安定した食料生産につながり、諸外国との
連携を可能ならしめるものだともいえよう。 
 
６）さまざまな資源開発技術の確立 
 食料増産については、米国を中心とした遺伝子組み替え作物の研究ではなく、植物ホルモンの研究が
日本では行なわれている。植物の生理現象の発現にはそれぞれ固有の法則性があり、それがオーキシ
ン、ジベレリン、サイトカイニン、アブシジン酸、ジャスモン酸およびブラシノライドの７種類の植物ホルモン
の相互的関連による調節を受けながら植物は生長している。植物の発育を制御する遺伝子の機能を引き
出す植物ホルモン作用の強さは、前述の７つのグループに分類される化合物のもたらす刺激のバランス
により決定されるのである。このホルモン制御によって、植物の育成を早めたり、特定の条件下でも生育
するようになる。すなわちホルモン制御のみで食料増産の行なうことができるのである。 
理化学研究所の吉田茂男氏は、生合成阻害剤やシロイヌナズナの変異株を用いた精密なブラシノラ
イドの作用解析研究によって、ブラシノライドはフィトクロム関与の光受容情報伝達を強力に調節している
ことを明らかにした。 
すでにバイオテクノロジーの発展が先行した欧米では、農業の省力化を目指した遺伝子組換え作物の
実用化が進められている。しかし、このような組換え作物の普及は依然として消費者の強い反発を受けて
いる。これは、食物や環境など生活に密着する事柄に対する一般人のメンタリティーは、簡単には安心感
に結びつかないことを示している。 
地球レベルでの人口爆発は、我々に「人工的な植物育成による食糧・資源の確保」と「生物の多様性を
包含する自然生態系の維持」という二つの課題を突きつけているのである。遺伝子組換え作物は前者の
目的に合致するが、後者の期待に反するのである。 
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ところが、在来の農作物は原種植物から品種改良という継承技術（育種）によって優れた遺伝形質を選
抜して得られたものであるが、その中では生物進化の基本的要因である自然界における突然変異を利用
している。突然変異が引き起こされる要因はいろいろであるが、宇宙から降り注ぐ放射線や紫外線が遺伝
子に損傷を与えることが大きく影響することは広く認められている。 
吉田氏らは、この原理を利用して、一瞬の重イオンビーム照射で自然界の何億・何兆倍もの頻度で突
然変異を誘発する画期的な手法を開発した。一般的に、植物の細胞は全能性を備えており、体細胞から
取り出した一つの細胞から植物個体を分化させて完全なクローンを再生することができる。この方法で作
出された変異は、花色変異、白化変異、周縁斑入り、葉の変形などの形態異常株の他に、除草剤耐性、
ホルモン応答異常、重金属耐性、耐塩性などの生理反応変異も多く認められた。 
これらの変異株の作出と植物生長制御技術を合理的に組合せると、従来の常識では考えられなかった
海洋をベースとする植物育成方式が実現性を帯びてくる。 
海洋、とくに大陸棚から離れた外洋にはきわめて密度の低い生態系が存在している。その広さは、陸
地上の全耕地面積の何十倍にも相当し、実質的に無限である。海面は基本的に平坦であり、温度域の
選択も移動性メガフロートを利用すれば自由である。水と肥料成分は海水から無制限に補給できるが、植
物育成上の唯一の問題点は海水に３．５％程度含まれている塩分である。重イオンビーム突然変異法に
よって作物に塩分耐性を付与し、外洋における水耕農業を実現すると、前述の二つの課題は一挙に解
決できるはずである。 
前掲、日経バイオビジネス編集長の宮田氏は次のように述べている。 
 「環境技術とバイオの関係はまちがいなくある。今の数値データはとてもいいかげんで個々の生物層が
どのような代謝活性をもちどのような条件でどうなるかがはっきりわかっていない。いままでは物理的・気象
的なグローバルシミュレーションモデルをもっていたが、これからは生物層を入れたモデルをつくれるよう
になる。これが国際条約の議論の根拠になる。リモートセンシングと個々の代謝量などの計測が可能性あ
るだろう。アメリカのプロパテントは次に環境を考えていくだろう。アメリカの強みは農業、これをますます強
力に工業と組み合わせていくだろう。環境を貿易のルールにどうのせていくかがますます重要になる。」 
すなわち、人類の生存に必要となる大規模な作物育成は海洋農場で展開し、陸地の植物は極力自然
状態に放置して多様な生物が共存できる生態系を構築する。人工的環境に取り囲まれる都会域と自然
生態系に抱かれる過疎地において植物力の利用法を仕分けることによって、まさに社会と自然の融合、
すなわちエコロジーとエコノミーの融合を実現することができるのである。 
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容易に真似の出来ない設計･製造技術 
 
（株）トヨタケーラム 代表取締役社長 新木疥恭 
 
１．現状分析 
日本の今日の発展の主たる牽引役は、いわゆるモノ造り、製造業であることは周知のことである。日本
の製造業の急速な進歩･発展は、他に例のないものであり、なぜ日本において可能であったかは、日本
国民の識字率の高さ、勤勉さや器用さによる、また高度成長時代のいわゆる日本株式会社と呼ばれる体
制が機能したなど種々の分析がなされている。しかしながら、その根本には日本固有の思考・行動様式
から来る日本伝来のモノ造り技術にあると考える。図１に 日本と欧米（とくに米国）の思考・行動様式比較
を示す１，２，３，４，５。 
要約すれば、欧米では一般的に分析能力が高く理論的であり、その製品は機能重視である。契約・マ
ニュアルに代表されるように形式知を大事にする。モノ造り側には設計者の考えを明確に形式知化して
渡さないと製作が難しいという特長がある。個々の工程は、正確なアウトプットを次の工程に渡すことを要
求され、後工程も前工程のアウトプットが完全でないと仕事をしないという完備確定主義であり、シリアル
なプロセスである。また、設計が製造に対して優位に立つ階級的モノ造り社会であり、かつ個を優先する
分業形態であり、コンカレントエンジニアリングの発想はあっても実行することの難しいモノ造り風土であ
る。 
 
これに対して日本では総合する能力が高く応用的であり、その製品は機能のみならず、意匠において
も美術品・工芸品の域にまで「練り込む」製法が普通である。日本人は、稲作で育まれた組織的共同行動
形式をモノ造りに活かして来た。その組織的共同作業においては、「以心伝心」とか「阿吽の呼吸」という
言葉に代表される暗黙知を共有できる能力が、個の意識の強い欧米諸国や、祖先崇拝からくる血縁集団
意識の強い日本以外の東アジア諸国に比べ、とくに高い。また、宮大工や伝統工芸品の製作者は、構
想・設計力とモノ造り力とを一体として備え、設計と製作が分離していない。このように日本の製造業にお
いては設計と製造が対等、もしくは後引きの考えのある、後工程が力を持つ平等モノ造り社会であり、設
計と製造が一体となった融通無碍なモノ造りプロセス知６を持つ。これがコンカレントエンジニアリング７，８の
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素地ともなっている。 
翻って、近年日本の製造業は、労働賃金の高騰に苦しみ、所謂バブル景気以降、賃金の安い東南・
東アジアに製造分野を移す動きが促進された。さらに自動車・家電業界を中心に進められていた現地生
産は、グローバル化の波を受け、海外での設計・生産をより一層行なうようになった。海外の部品・金型メ
ーカとの取引も格段に増大し、金型図面が流出するなどの問題も生じた。 
一方、モノ造りのマザーマシンである CAD/CAM は、1980 年代までは造船・自動車などの大手製造業
が内製し、利用していたが、1990 年代に入り急速に進展した IT 化と相俟って、低価格な市販 CAD も現
れ、機能も充実し広く普及してきた。この事態が日本の高度な設計・製造技術を発展途上国でも容易に
真似ができる状況を加速した。その結果、日本の製造業の設計・製造に係る技術・ノウハウが流出し、従
来とは逆に真似をされる時代に立ち至っている。本論に入る前に「真似されても仕方がない」場合と当該
シナリオの対象範囲を整理しておきたい。 
• 設計技術は、その一部はモノの形となる。完成品としての製品・金型・設備などを見て真似て作ることは、
高度な製造技術があれば可能である。これらが海外に出ることは当然前提であり、リバースエンジニアリン
グして真似されることは止むを得ない。当該テーマの対象外である。 
• 海外展開する企業が現地設計・製造する場合は、積極的に教え込んでいる訳であり、当該テーマの視
点から見れば望ましいことではないが対象外である。但し、本来国内で活動したいのだが、コストなどの理
由で海外に出ているのであれば、その要因を除去すれば解決する。 
• 海外の製造業が日本の高度な設計・製造技術を真似するためには、指導書の入手、技術者・指導者の
採用が必要である。また、技術を持つ会社との提携、さらには買収などがなされている。これらへの対策
は、技術では解決できず、企業の方針・行政政策などの範疇に入る。 
• ソフトウェアは、コピーすることで最も簡単に真似ができてしまう代物であるが、ソフトウェアの設計・生産
技術はソフトウェア製品に残らない。同様に設計プロセス、生産技術もモノに残らず、本来真似の難しい
ものである。しかし、標準化・システム化が進み、CAD/CAM などの IT による形式知化、さらには NC 工作
機械、インテリジェント生産装置などが発展･普及することは、他国でも容易に真似し易い状況を作り出し
ている。その上をいく工夫が必要である。 
• 当該テーマの対象範囲は、製品としては自動車/家電・精密機器/造船・航空機など機械製品、また、
生産財としては、各種金型/設備・工作機械などを想定する。製品・生産財としてのソフトウェアも含める。
ここで量産品での製造とは生産準備を指しているものとし、大量生産ラインにおける製造は、別立てシナ
リオの対象として、ここでは除外する。 
 
２．発展シナリオ 
当該テーマにおける発展シナリオとは、良くて現状維持、悪ければネガティブな将来像が予測されるが、
それをできる限り改善する方向性を示すことと捉える。（～年）はピーク時を予測。 
 
（１）グローバル化した自動車メーカの製品開発プロセス（2010～20 年） 
日本の自動車メーカは、その多くが 1990 年前後までは CAD/CAM を自ら開発し、世界のトップ水準に
あった。日本の得意な組織的共同作業に適した第 1 世代メインフレーム集中 CAD である（図２９）。日本の
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自動車メーカの製品開発プロセスは、欧米の自動車メーカから真似される対象となっていたのである。と
ころが 1990 年代に入り、IT・CAD/CAM 技術の高度化に伴い、日本の自動車メーカ各社は、CAD/CAM
の内製を逐次やめ、市販 CAD/CAM の導入に踏み切っている。この 1990 年代は、長期の不況のもと、
日本製市販 CAD/CAM システムは 2、3 を除いて多くは消えていった。従って、日本の自動車メーカは、
欧米製の CAD/CAM を採用したのである 10。個々の分業形態に適した第 2 世代 WS・PC 分散 CAD であ
る（図２）。このまま推移すれば、2010 年には欧米製の CAD/CAM が、日本の自動車メーカ、及びその取
引先である主要な部品・金型・設備メーカに普及するであろう。 
 
CAD/CAM とは、その開発者･ユーザのモノ造りに関する思考･行動様式を反映するものである。
CAD/CAM は、所詮モノ造りのための道具にすぎないが、一旦導入し、元々持っているプロセスに組み
込んでいくと、コンセプトの違いから来る制約や限界から、その CAD/CAM の出所となったユーザのプロ
セスを知らず知らずの内に真似することになるものである。しかも欧米製の CAD は、下記の限界を内在し
ており、先進的なユーザは問題と見做し始めている。 
 
第 2 世代 WS･PC 分散 CAD 中心の製品開発プロセスの技術的限界 
1. 既存の CAD/CAM は、ソリッド形状処理を主たる機能としているため、確定した部品形状を厳密に
モデル化するのに適しており、後工程には正確な形状が伝わるようになった。とくに自動車･航空機
の分野で多く使われている欧米製のハイエンド型 CAD は、繰り返し類似設計の効率化や、設計変更
の容易化を狙いとした履歴依存型パラメトリック機能やフィーチャ機能を特長としている。しかし、その
反作用として、重くて硬い CAD となり、設計者が自由に使うことが困難で、専任のオペレータが必要
になっている１１。また、これらの機能が制約１２となり、設計変更時にデータが壊れるとか、製造側での
生産技術要件を折り込みが困難であるなど、問題が生じている。（2005 年） 
2. 個を優先した完結型の分業形態で使用することを前提とした既存の履歴依存型 CAD/ CAM でコン
カレントエンジニアリングを推進するには問題がある。従来、一般的に行われていたコンカレントエン
ジニアリングは、前後工程の部門間で話し合い、予測される問題の事前解決や後工程要望の取り込
み、さらに後工程の作業を差し支えない範囲で前出しをして同時並行に行い、開発期間の短縮や品
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質の折り込みを行なう日本の得意とする方法論８である。話し合いレベルに留まっていたもののそれな
りに大きな効果を出していた。しかし、製品開発競争の激化から、一層の期間短縮を図るため CAD
操作の伴う実作業レベルまでコンカレントエンジニアリングが適用されて来ており、弊害が生じている。
同時並行作業時に設計変更が出ると、履歴依存型の CAD では対応が困難なため、同時並行に進
めていた作業の多くがやり直し１３になる。また、遠隔地対応やリアルタイム同時共同・並行処理機能
が不足するなど、機能が十分でない。このプロセスに海外メーカを組み込むことは、仕様書・設計変
更通知など余程充実する必要があり、設計者の重荷となっている。（2010 年） 
3. 欧米の CAD ベンダーに日本のプロセス知をカスタマイズする依頼をしてシステムに組み込めば、真
似できるかどうかは別として、「真似してください」と提供するようなものである。最初の導入時にはなん
とかカスタマイズできても、日本向けにカスタマイズを継続してくれるかは疑わしい。また、日本側から
の改善要求や不具合対策に対する、欧米のCADベンダーの対応の遅さ、悪さは定評になっている。
日本の CAD ベンダーも決して良いとは言えないが、その比ではないようである。このことはソフトウェ
ア開発・保守の方法論に問題があることも原因している。根底ではモノ造りに対する考え方の衝突が
生じ、最後には欧米の CAD ベンダーは、欧米のユーザを重視するものである。（2005～10 年） 
4. 真似の出来ないようにする観点と、データの互換性は、相反する性格を持つ。形状データに加え、
設計履歴を安易に渡すことは、設計技術のリバースエンジニアリングされる元となり、好ましくない。
STEP も履歴渡しが基本的には可能となってきているが、履歴を除く形状・属性データを渡すには
STEP で十分である。しかし、欧米の CAD ベンダーは、自らの CAD フォーマットをグローバルスタンダ
ードにして商圏の拡大をしようとしていて、STEP などを介したデータ変換による互換性の確保には全
く消極的であり、履歴が渡る機会は多い。また、視点は異なるが、航空機やプラントの分野では数十
年間データを保持する必要があり、特定の CAD データ形式に依存することは危険である。（2005～
15 年） 
5. 機密漏洩に関して、WS・PC 分散 CAD は、個人ベースの UNIX 、PC を使用しているため、問題が
ある。個々の端末経由から新製品情報や生産設備情報が、小指大の記憶媒体に収めて盗まれる事
態が来ている。将来、より加速されることは必至である。（2005～10 年） 
 
欧米製の CAD/CAM を使用し続けることは、日本の自動車メーカの製品開発プロセス知を、容易に真
似の出来ない水準に高めるどころか、2020 年には欧米の製品開発プロセスと違いのないものになってし
まうであろう。その結果、製品開発競争力を失うこととなる。 
 
（２）世界同時発売を目標とする家電・精密機器業界（2010 年） 
 この業界はその商品の種類の多さから、CAD/CAMを内製せず、市販CAD/CAMを導入してきた。しか
も商品毎にシステムを導入したと言われる程、多くの種類の CAD/CAM の使用経験がある。初期には２次
元 CAD を導入し、近年は 3 次元化が進んでいる。欧米製の CAD/CAM も早くから使用しており、その限
界・ベンダーの姿勢を熟知している。さらに海外設計・製造、現地法人設立も早くから始めており、真似を
される苦い経験を多くしている。CAD/CAM に係わる問題も自動車メーカと殆ど共通している。ただ、これ
ら業界では、先述の重装備で高価格のハイエンド型よりも、低価格のミッドレンジ型で先進的な CAD１４，１５
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の導入にも積極的である。多くの反省を経て、現在、システムの大括りの統合化を図り、CAD/ CAM の支
援により、新製品の世界同時発売を実現しようとしている（2010 年）。ＩＴ利用では後発であっても、新シス
テムに更新して一挙に最先端に立つことがよくある。発展する可能性を持つ業界である。 
 
（３）岐路に立つ 造船・航空機・宇宙機器業界（2010～15 年） 
 CAD/CAM の導入は造船業界が最も早く、各社は競って CAD/CAM を内製した。しかし、造船不況の
到来と収益の悪化により、他業界のように市販造船用 CAD/CAM への置き換えはあまり進まず、各社の
内製専用 CAD/CAM が主力として使用されている。設計と製造側の相互理解を前提の製造法が保持さ
れ、他に真似されにくい状況が残っているといえる。将来、欧米製の造船用 CAD/CAM が徐々に浸透し
てくるであろうが、そうなれば現在は保持できている日本固有の造船技術の良さが 2015 年頃までには失
われていく可能性は大である。 
航空機・宇宙機器の分野の CAD/CAM に関しては、業界ごとボーイング社のシステムに合わせており、
日本のモノ造りの良さを活かしていくには限界がある。ボーイングと云えば 777 計画のコンカレントエンジ
ニアリング１６が有名であるが、これは共同開発に参画した日本の機体メーカが教えたものである１７。次期
7E7 プロジェクトにおいても、日本側が新たに得た技術・ノウハウは簡単にボーイング社に真似されてしま
うであろう（2010 年）。ボーイングの 777 計画は、当初 CAD/CAM の模範的利用形態とされたが、「高価な
実体モックアップを無くし、設計室のCADと工場を直結した製品開発プロセス」が起因して膨大なコスト高
を招き、開発予算が 2 倍にも達したとの報が最近出された１８。少なくとも国産航空機・宇宙機器について
は、長期的な、かつ国策を踏まえた視点でシナリオを考える必要がある。 
 
（４）中小のモノ造りメーカの危機（2010～20 年） 
大企業の傘下にないモノ造り中小メーカは、元々持っている日本のモノ造りの良さを発注元との間で活
かせず、その設計・製造技術を CAD/CAM 情報として吸い上げられ、海外の同業者に紹介され、次第に
真似をされることになろう。競争力を次第に無くし、後継者問題もあって 2020 年頃までには衰亡するであ
ろう。グローバル企業といえども日本のモノ造りを底辺で支える中小企業が衰亡すれば、欧米企業と同じ
水準となってしまうであろう。 
 
（５）技術・ノウハウ・手順などのプロセス知 の消滅・流出（2010 年） 
真似をされる以前の問題として、暗黙知重視の反作用として、設計・製造などの技術・ノウハウ・手順な
どのプロセス知が形式知化されず、残らないという問題１９がある。真似されることを懸念する以前になすべ
きことは、これらをまず残すことである。残す手段がなく、技術・ノウハウを持った人材が定年後、年金生活
に入ればまだしも海外に流出し、その国で指導者となり、真似をする手助けをすることになると損失は二
重に効くことになる。さらに個人が所有するプロセス知だけではなく、組織としてのプロセス知をいかに残
すかがより大きな課題である。 
 
（６）脇役から主役へ、しかし展望の開けぬソフトウェア業界（2010～15 年） 
 今まで取り上げた製品全てにコンピュータが組み込まれており、組み込みソフトウェアを抜きにして、製
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品は成立しない。また、航空・宇宙・艦船はいうに及ばず、自動車も運行システム(ITS) にソフトウェアは必
須である。CAD/CAM ソフトウェア自体も同様である。将来の製品は益々デジタル化が促進され、組み込
みソフトウェアが 2010 年には製品開発のクリティカルパスになることは十分予測される。この事態を招いた
原因は、日本のソフトウェア業界が、欧米中心に発展してきた IT に対して盲目的に追随して来たことに因
る。今日まで欧米が主導してきたソフトウェアの開発・保守の方法論は、基本的に個人ベースで開発・保
守するというコンセプトを基に各種言語・デバッグツールを作成し、個々が作成したプログラムを結合し、
不具合を現物合わせで修正するというプロセスである。手作りの域から脱しておらず、工業製品からは程
遠い２０。このまま放置すれば、折角築いた日本のモノ造りの定評も根底から覆しかねない２１。このテーマ
だけで別立てシナリオが必要な程のことである。（2015 年） 
 
以上のような現状維持、あるいはネガティブな将来像が現実となることを避けるには、ここで述べた諸問
題の対偶を課題と考え、解決していくことである。 
 
 
３．日本のとるべきアクション 
「容易に真似の出来ない設計・製造技術」の要点は、日本の製造業が本来持っているコンカレントな仕
事の進め方、練り込みの精神などのプロセス知を引き出すことである。従来の CAD では不可能であった
遠隔地対応やリアルタイム同時共同/並行処理・設計変更対応機能を備えた次世代コラボラティブ
CAD/CAM システムを国産で開発・実用化し、次元の高い、より高度なコンカレントエンジニアリング２２を
実現することである。単なる CAD/CAM を超えた 新たなシステムの支援により、実現する新たな製品開
発プロセス９，２３である。これをコラボラティブエンジニアリング９，２４と名付けることにする。このコラボラティブ
エンジニアリングにより、真似する側が① 太刀打ちできない高生産性・高品質・短期間開発・低コストの
実現、② 追随できない新発想の製品・生産技術を次々に産み出すことが可能な協創開発プロセスの確
立、が出来れば良いと考える。その対象にはソフトウェアも含まれる。  
一方、IT 化すれば真似は容易となる。しかもその IT システムは、開発・保守費用を継続的に確保する
ために、世の中に広く市販するビジネスモデルを持たねばならない。海外流出は前提である。しかしなが
ら、真似する側がその IT システムを入手しても、その IT システムを巧く活用するためには、日本の製造業
が固有に持つプロセス知が必要であるという形態であれば、その IT システムを軸にしたプロセスを真似さ
れることはない、と考えることが出来る。 
 
（１）「容易に真似の出来ない設計・製造技術」プロセス構想例 
• 自動車・家電メーカなどの設計部門と製造部門・中小モノ造り企業との協業体制（図３９）  
 製品設計者は、構想計画・レイアウト設計を 2D・3D 曲面・簡易ソリッド・設計者向け CAE などを装備した
軽い CAD で自ら行い、さらに部品表と一体化したバーチャルプロダクトモデル VPM（設計同期型 DMU）
作成２５を主導する役割を持つ。また、製品設計者は、これらの業務をユーザ・販売・製品企画担当・意匠
デザイナ・評価/品質担当・製造担当などの関係者とコラボラティブエンジニアリングを駆使して推進し、
同時にきめ細かなデザインレビュー、「練り込み」２６を速い回転で繰り返し、新発想商品・工法の案出２７に
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注力する。製品、及び部品のモデル化は、単に CAD 操作に長けた専任オペレータではなく、社内製造
部門、型・設備メーカ、さらには今まで遠隔地に位置しているため、距離の制約から取引を諦めていた中
小モノ造り企業まで含め、マヌファクチュアインともいえる協業体制を作ることである。これらのモノ造りのわ
かったスタッフ・オペレータが設計者、及び製造側とも協調作業を繰り返しながら、モデリングを行なう。当
然このプロセスにおいては、型・設備設計がコラボラティブに同時に行われる。不具合対策だけでなく、商
品価値を高めるための設計変更１３を折り込んだ後、実物の型・設備の製作を一挙に行なう。このような製
品開発プロセスに海外の型・設備メーカを組み込むことは難しく、モノ造りの暗黙知を共有できる日本のメ
ーカとの間で初めて可能である。さらに、組み込み   ソフトウェアや運行システムの開発・保守において
もソフトウェア CAD を駆使して、同じくコラボラティブなプロセスを作ることである。なお、グローバル展開を
行っている製造業の   海外向けには完成度の高い製品モデルを必要とする。自社の技術･ノウハウが
流出することは 覚悟の上であろうが、国内取引先の技術･ノウハウの流出に関しては留意しなければなら
ない。 
• 国策基幹産業向け CAD/CAM は戦略技術として国産開発を支援 
 造船・航空機・宇宙機器、その他プラント・鉄道車両など国の基幹産業は、個別生産であり、量産用型・設
備を製作しないことが自動車・家電機器などと異なるが、基本は上記と同じである。但し、基幹産業向け
CAD/CAM は、個別に専用システムを開発していたのでは、コスト的にペイしないし、良いものは出来ない。
下記（４）のプラットフォームをシステムのインフラとして享受し、その上に専用アプリケーションを構築する開
発モデルが必要となる。 
 
（２）「容易に真似の出来ない設計・製造技術」支援システムの研究・開発、実用化 
その支援用 IT システムは、コラボラティブ CAD/CAM/VPM、プロセス支援システム・知識データベース
等を中心としたシステムであり、国産で整備２８することが必要である。その対象としては、従来のモノとして
実体のある製品、及びそれら製品に組み込まれるソフトウェアの開発、さらに再帰的に支援用 IT システム
自身の開発・保守も含まれる。 
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１） 3 世代 3 Tier ネットワーク CAD プラットフォーム９，２９（図２） 
コラボラティブエンジニアリングを可能とする、新たな日本の製造業向けのコラボラティブ CAD/CAM を
実現することが必要である。構想計画･レイアウト設計などに使える軽快で、かつ設計変更対応/通知･生
産技術要件折り込み機能などを内蔵した柔らかい CAD であること、さらに、遠隔地に位置した複数の関
係者間で、作業をリアルタイムで同時共同・同時並行に行なう機能が必須である。上流から下流までデー
タを一貫して流用できるように CAD/CAM/CAE/CAT/VPM/BOM 一体システムを構築可能とする API を
備えていることである。この API はプラットフォーム上に業種別・工程別・会社別の固有機能を搭載可能と
する。このプラットフォームのコンセプトは、上流は「緩く」、下流は「硬い」システムを構築することである。
ソフトウェア部品に関しては、周辺部品は欧米の部品でも良い物であれば採用してもよいが、中核の曲
面・ソリッド形状を扱うモデリングカーネルは国産で研究・開発する必要がある。アーキテクチャは、個々の
分業形態に適した第 2 世代の分散型から、第 3 世代として組織的共同作業に適した 3 層構造を持つネッ
トワーク型（図４９）に統合的発展を遂げることが望ましい。機密保持の観点からも適している。 
 
２） 協創開発を支える技術・ノウハウ・手順などのプロセス支援システム９，２９（図５２６） 
新しい発想は無から生まれるのではなく、蓄積されたプロセス知とプロダクト情報を結合させ、試行錯誤
の選択の繰り返しの中から産まれる。コラボラティブ CAD に加えて、形式知化された CAD データや知識
データベースを多くの関係者がリアルタイムに共有できる仕組みを作れば、速い回転で知恵（暗黙知）を
出し合い、内面化を推し進め、新たなアイディアを産み出し、新発想商品に繋げる協創開発を支援するこ
とが可能となる３０。個人の持つプロセス知だけでなく、組織としてのプロセス知も対象とするプロセス支援
システムの研究・開発が必要である。練り込みやコラボラティブエンジニアリングを支える容易な蓄積・検
索法を備えた知識データベース、ワークフローシステムである。設計・製造現場の人が使い易い音声など
容易な入力法も必要である。但し、デジタル化した情報は、個人情報並みに厳密に機密保持する必要が
ある。 
 
３） ソフトウェア開発・保守作業を支援するシステム９（図６９，１７） 
 ソフトウェアについても日本のプロセス知３１を活かした高品質・高生産性の開発・保守技術を確立するため
に、モノ造り用コラボラティブCADに倣って、ソフトウェア用AD/CAMシステム（部品表も含む、現在同種のも
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のは存在しない）を開発する必要がある。当該シナリオの提案するプロセスは、高度なシステム運用となり、
上記 CAD/CAM などのソフトウェア自体の開発・保守も高度化が必要である。その一部は検証・実用化済み
３２，３３で日本独自の特長あるシステムとすることができる。組み込みソフトウェアや運行システムの良し悪しが、
他に容易に真似をされない有意差を付けることも可能である。 
 
 
 
また、一般の事務処理システム、さらに小規模な個人で開発・保守するソフトウェアにも有効である。このシ
ステムの開発には日米欧の思考・行動様式の理解、モノ造り・CAD/CAM・IT に関する広範な知識と経験な
どが必要となる。 
 
４） STEP をデータレポジトリ（貯蔵庫）・データ互換のスタンダードに！ 
真似されないために配慮すべきことの一つは、設計履歴を渡さないことである。中立的な STEP がデー
タ保存・授受の基本として最適であり、STEP 推進活動を強化し、規格を充実することが必要である。また、
形状データと属性については、確実に STEP 経由でデータ授受可能となるように、ユーザは同盟して
CAD ベンダーに申し入れすることである。そうすれば特定の CAD データフォーマットをスタンダードにす
るなどという論は成立せず、後発のコラボラティブ CAD などの進出も容易となる。後発 CAD への最大の
参入障壁は、データ互換性である。 
 
最後にあたり、CAD の世代代わりは、15～25 年と想定する（図２）。第 1 世代メインフレーム集中 CAD
は、1975 年頃から開発され、20 年間程使われた。第 2 世代 WS・PC 分散 CAD は、1985 年頃から開発さ
れ、2015 年頃までは主流として使われるであろう。第 3 世代 3 Tier ネット ワーク CAD は、2000 年頃か
ら開発され、現在立ち上がり中で、2015 年頃までには主流となって行くであろう。研究・開発すべきことは
多くあり、多額な資金を要するが、留意すべきは単なる資金援助では浪費するのみである。モノ造りのわ
かる日本の CAD/CAM ベンダーとユーザが一体となり、使命感を持ってビジネスとして開発を進め、その
成果・製品を出来るだけ多く採用してもらうことである。そして、多くの成功事例を得ることが、広く普及す
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るための鍵である。 
日本の若い技術者が、モノ造り技術を伝承し、さらに発展させて行ける良循環な技術環境基盤を整備
することが、われわれの世代に課せられた役割でもある。最重要は人作りである。 
このシナリオ作成にあたり、東京大学木村文彦教授、大和裕幸教授、他多くの方々のご指導・ご助言を
頂戴いたしました。感謝の意を表します。 
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超多品種少量自動生産システム 
 
一橋大学 イノベーション研究センター 教授 中馬宏之 
 
１．現状分析 
  
 多種多様でより高度な機能をもつ製品への需要の高まりは、運輸・通信システムの急速な発展によるマ
ーケットのグローバル化、豊かさの増大による消費者嗜好の多様化・高級化によってさらに加速している。
さらに、携帯電話用の半導体デバイスの事例に見られるように、製品ライフサイクルの短縮傾向が顕著に
なってきている。例えば、今や半導体デバイスすらも、現状では１～２ヶ月のＴＡＴ（Turn Around Time）を
要しているにもかかわらず、「3 ヶ月で盛りを過ぎてしまう」と言われるほど“生鮮食品化”しつつある。このよ
うな状況を反映してマーケットの幅と深さとが急速に拡大しており、マーケットや企業組織の専門・分化傾
向もさらに進行してきている。その結果、各種メーカーにとっては、マーケットが求める多種多様な製品を
少量でもより迅速かつ安価に提供することの重要性が高まっている。そして、そのために、研究・開発・生
産リードタイムやサイクルタイムをどれほど短縮できるかが、各メーカーにとって最も重要な競争力の源泉
の一つになりつつある。 
 
 
２．発展シナリオ 
 
 超多品種少量自動生産システムの実現には、さらなる生産システムの自動化技術（含む機械・装置・搬
送システムの自動化、生産管理システムの高度化）の発展が要請される。加えて、その効率的な導入の
ためには、生産システム自体のスタンド・アロン化を極力回避し、それらをサブシステムとして包摂する各
種の（計画・実行系）企業内システム（例えば、ERP、MES）あるいは企業間システム（例えば SCM、
e-Diagnostics）との緊密かつ包括的なネットワーク化がより不可欠となる。多種多様な製品を少量でも迅
速・柔軟・安価に提供することを実現するために、ビジネス戦略上の最適化の範囲がより一層拡大してく
るためである。 
 
（１）超多品種少量自動生産システムの究極の姿 
 超多品種少量生産の究極の姿は、トヨタ生産方式でいうマーケットプル方式による“究極の一個流し”と
なる。このような生産方式の実現時期予想に関しては、既に高度な自動化を達成している半導体生産シ
ステムの今後の進展が、ナビゲーターとして重要な情報を提供してくれる。事実、現状における最先端の
半導体工場における自動生産システムは、通常の製造業において１０～２０年後に実施される筈の状況
を相当に先取りしている部分が相当に多い。また、上述の半導体デバイスの生鮮食品化によって、多品
種（少）変量生産システム構築が最重要課題となっていることも、当該産業が注目に値する理由である。 
 従来の半導体工場においては、特に CVD や洗浄・熱拡散プロセスにおいて１００枚を超える形でのバッ
チ処理を行うことが一般的であった。ところが、現状の最先端３００mm 工場では、ほぼすべてのウェーハ
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が自動枚葉処理され始めている。このような工場では、各製造装置に必要な製品ロット毎のレシピーは、
正常な状態では、自動的に事前登録されているものがダウンロードされる。加えて、露光装置やエッチン
グ、CMP 等のボトルネック化しやすい製造装置では、処理状況に関するデータが前後工程にフィードバ
ック・フォワードされ、既知の問題であれば、その発見・解決がある程度まで APC（Advanced Process 
Control）によって既に自動化されている。例えば、リソグラフィー工程における既知の（アラインメントマー
クの）合わせずれ補正の場合、たとえ相当に難度の高いものであっても、人間業では不可能な数レイヤー
前の情報をも考慮する形で最適補正するＡＰＣが実用化されている。このような状況下、ＩＴＲＳ等でも検
討されているように、１０年以内には工場全体の運営をつかさどる MES（Manufacturing Execution System）、
精緻なＡＰＣ網、IC メーカー・装置メーカー間を繋ぐ e-diagnostics 等々からなる高度に連繋・自動化され
た生産システムの確立が予想される。 
 上記の高度に自動化された最先端３００mm 工場においては、以前には通常のロットで２ヶ月ほどを要し
ていた TAT が半減してほぼ１ヶ月に、特急ロットでは２週間を下回る例も出てきている。ただし、この最先
端の枚葉型生産システムでも、装置間の搬送自体は、フープ（FOUP）に１５～２５枚のウェーハを入れた
形のバッチで行われている。つまり、処理は枚葉が主流となりつつあるが、搬送は依然としてバッチによっ
て行われている。したがって、高度に自動化されているものの、“究極の一個流し”という状態には達して
いない。ただし、今後のさらなる TAT 短縮要求に対応し、２０１５～２０２０年頃には、枚葉搬送システムが
導入されると予想される。というのは、枚様搬送システムの導入が、TAT の大幅短縮に貢献するであろうこ
とが容易に予想できるからである。大幅短縮が期待できる大きな理由の一つは、現状では、FOUP 内での
処理待ち時間が処理時間全体の８０％弱をも占めていることによる（某搬送メーカー提供資料より）。 
 上記の点に関し、世界的な搬送メーカーの一つである某社の試算によれば、枚葉処理に加え、下図に
示されるような枚葉搬送処理が行われるようになると、半導体生産システムにおける TAT は現状よりさらに
１／３以下に短縮、加えて、WIP(仕掛在庫)も現状に比べて約８０％減少するという。加えて、処理・搬送
両システムの枚葉化は、次のような便益をももたらし得る。 
 
・ 量産品と試作品とを同一条件で流せるために、ＴＡＴの短縮のみならず（一定時間内により頻
繁な学習機会が生み出されるため）開発・試作効率のさらなる増大が期待できる。 
・ 着工作業などの単純作業を担当するオペレーターの数が激減する。 
・ 問題発見・解決を担う技能者（テクニシャン）・エンジニアに単一工程のみならず工程間にまた
がったプロセス志向を生む。（各自の最適化範囲のより容易な拡大を可能とする。） 
・ マーケットの要求に即応する“プル型生産システム”がより徹底して実施できるようになる。（仕
掛在庫、製品在庫が急減する。） 
・ （配線工程などにおいて）従来のジョブショップ制からフローショップ制に移行するというオプシ
ョンがより容易に選択可能となり、その場合さらなるＴＡＴ短縮が期待できるようになる。（筆者も
参加している某半導体生産技術グループの試算によれば、月産２万枚の半導体工場におい
てフローショップ制が導入された場合、搬送回数で１／３強、搬送距離で１／５強の短縮が期
待できるという。） 
・ 処理ウェーハの traceability 等が高まることなどによって生産状況の可視化度が高まるために
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（シミュレーションなどを駆使した生産管理上の精度向上によって）全体最適の実現がより容易
に実現可能となる。（ディスパッチングの最適化のみならずスケジューリングの最適化がより容
易に模索できるようになる。） 
 
したがって、現状の生産システムが上記のような処理・搬送双方のシステムの枚葉化へと進化していけ
ば、まさに、ＡＰＣ等を具備した高度な自動化システムに裏打ちされたマーケット・プル方式による究極の
一個流し生産システム＝超多品種少（変）量自動生産システムが実現されることになる。そして、その実現
は、２０１５年以降であると予想される。 
 
MINI-ENVILONMENT＝C-EFEM SYSTEM
TIMING CONTROL STATION EQUIPMENT EFEM FOUP CASSETTE
FOUP
BATCH TRANSPORT
(OHS)
SINGLE WAFER CONYEYOR ROBOT
CLEAN AREA (CLASS: 1000)
C-EFEM (CLASS: 1)
EQ EQ
EQ EQ EQ
 
出典：某社提供資料            
 
（２）産業別の特徴的なスタイル 
 なお、以上は、サイエンス型産業（＝科学的な発見が産業に結びつく時間がかなり短い産業）としての
半導体産業における超多品種少量自動生産システムの将来予想であるが、同じようにＡＰＣ的なフィード
バック・フォワード機能を具備した高度な自動化システムは、程度の差こそあれ、バイオやＭＥＭＳ、ファイ
ンケミカル（含む機能性材料）、（一部の）食品などの産業にも１０年後の２０１５年頃までには当てはまって
くると予想される。また、同じ傾向は、自動車・自動車部品、精密機械・部品等々のエンジニアリング型産
業においても予想される。特にマス・カスタマイゼーションの需要が旺盛な産業や精度要求が通常の熟練
工の五感を超えてしまいがちな産業では、機械加工のみならず（高度な熟練技能を要する）組立等の分
野においても高度な適応制御機構をもったロボット等の役割が１０年後には相当程度増大していくと予想
される。事実、機械加工のみならず高度な組立作業等までが自動化されていく傾向が高まると、全体最
適化をより容易に志向可能なシステムを保有しうるため、上記半導体産業における高度に自動化された
生産システムとの類似性が増大していくと予想される。 
 ただし、工作機械や金型などの産業では、現状でもかなりの程度多品種少（変）量生産であるし、（機械
加工はともかく）組立作業に関する限り熟練技能者や技術者に体化した高度な問題発見・解決型の熟練
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が将来においても極めて重要な役割を果たしていくと予想されるため、工場自体の自動化の程度は、１０
年後でも現状とはそれほど変わらないと予想される。なお、現状において、（携帯電話用のモーターコア
製造等に使われる）極めて高度な複合プレス金型であっても、機械加工工程だけは中国で実施されてい
るというケースが観察される。さらに、日本製工作機械や産業機械でも、高級機以外は、台湾・中国・タイ
などで既に相当程度製造され始めている。したがって、これらの産業自体が国内で生産する数量自体は、
１０年後には相当に減少していくと予想される。 
 
 
３．日本のとるべきアクション 
 超多品種少（変）量自動生産システムは、不可避的に製品原価に占める装置・設備コストの大幅な増大
を伴うため、それらの効率的な利用が競争力をより大きく左右するようになる。そして、そのためには、アイ
ロニカルではあるが、直接・間接にかかわる技能者・技術者等々の労働意欲（あるいは職場における自己
実現意欲）との整合性を図ることの意義がさらに高まる。使用される装置・プロセスの余裕度（＝調整代）
低下による工程間の相互干渉範囲の拡大だけではなく、ハード・ソフトウェアとしての生産システムとそこ
で働く人々の労働意欲との相互干渉がより顕在化するためである。事実、現状でも、半導体工場の生産
性は、より最先端であればあるほど、技能者・エンジニア達が保有する専門知識の迅速かつ広範囲な共
有・動員力により大きく規定される傾向が強い。 
 したがって、超多品種少（変）量自動生産システムにおいては、的確な（組織）メカニズム・デザインの導
入に失敗すると、システム内の各階層（レイヤー）で“組織限界”が露呈し、局所的な最適化行動が全体
最適に繋がらないという意味での連繋の失敗がより頻発することになる。考慮すべき最適化の範囲が拡
大していけば行くほど、そこに関与する人々・グループの間で利益相反問題が起きがちとなるためである。
さらに、これらの利益相反問題は、対峙するシステム自体が高度かつ複雑になればなるほど、「自らの行
動がもたらす様々な外部効果を的確に認知できなくなる」（最適化範囲の狭隘化）、「発生する外部効果
の認知意欲そのものが低下していく」（内発的意欲（intrinsic motivation）の弱化）といった深刻な問題を
誘発する。事実、９０年代後半以降、我が国の少なからざる半導体メーカーでは、上記の意味での“組織
限界”にヒットすることにより、本来我が国製造業の強さの源泉とされた“関連する部署にまたがる統合的
な知識を有した統合型人材”による広範囲な問題発見・解決能力に翳りが見えはじめている。 
 上記の翳りは、必ずしも上記の統合型人材の枯渇傾向を意味するわけではない。むしろ、現在でも、そ
のような人材は、国際的に見れば比較的豊富であり、今後も、相当に豊富であり続けると考えられる。ただ
し、超多品種少（変）量自動生産システムのもたらす複雑性は、これらの統合型人材の保有する知識・ノウ
ハウをスタンド・アロンで使用していては到底対処できないレベルに達すると予想される。そのため、既存
の統合的知識・ノウハウをワンランク上の抽象レベルで共有化・ネットワーク化し、そのレベルでの新たな
統合的な知識を生み出すことが要請される。ただし、従来の抽象レベルでの統合的知識・ノウハウが豊富
な場合、新たな抽象レベルでの統合知的な知識を効果的に生み出すための仕組造りが遅れる可能性が
高い。そして、そのような遅れが現実のものとなる場合、上記の“組織限界”がより顕在化することにより、１
０年～２０年というスパンで考えれば、我が国の競争力に深刻な負の効果をもたらす可能性がある。 
 なお、上記のような“組織限界”は、様々な工夫によって十分に打破可能である。事実、我が国の企業
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の中には、典型例としてのトヨタに見られるように、優れた組織上のシステム設計（メカニズム・デザイン）に
基づいて、この種の限界を乗り越え高いパフォーマンスを示しているところが少なからず存在している。そ
のような組織が共通に保有する特徴は、組織内・組織間の各レイヤー（階層）で働く人々に、常にワンラン
ク上のレイヤーから自らの作業をできるだけ容易に鳥瞰可能とする高度に可視化された仕組みが導入さ
れている点である。事実、このような仕組みのもとでは、下記のような形の良循環の発生を期待できる。 
 
・ 一目瞭然化による相互依存状況の明確化・客観化（その必要条件として各種業務の自己完結
化を図ることが不可欠） 
・ 一目瞭然化された情報の共有による各自専門・統合知識のネットワーク化、 
・ その結果としての各自の内発的学習意欲及び全体最適化意欲喚起、 
・ 各種学習機会の提供による専門・統合的知識の継続的かつ自律的な強化、 
・ （組織経営努力による）個々人の自己実現意欲と組織ミッション・ビジョンとの同化。 
 
 超多品種少（変）量自動生産システムにおいては、高度に自動化・ネットワーク化されているため、組織
メカニズム上の工夫で、上記の意味での一目瞭然化の便益が、それまでに比べるとより容易に獲得可能
となる。言い換えれば、優れたメカニズムデザインを構築し、それらに基づく組織経営が意図的に行われ
れば、より容易に上記の組織限界を打破できるようになる。ただし、そのことはまた、組織経営上の優劣が、
組織自体の競争力にこれまで以上に大きなインパクトをもたらすことを意味する。したがって、我が国とし
ては、従来型の統合人材が相当に豊富であるという我が国特有の実情を考慮しつつ、様々な英知を結
集する形で、トヨタ的な組織経営上のベストプラクティスの汎用性をさらに高めていくための積極的な試み
を行っていく必要がある。 
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超多品種少量自動生産システム 
 
（株）山武 藤沢工場 制御機器事業部 Java コンソーシアム 橋向博昭 
 
１．現状分析 
 
世界の向上となった中国に対抗し日本の製造業は生き残っていけるのだろうか．答えはＹＥＳである．
工業製品には、汎用で多くの製品が必要で比較的長期にわたりその需要が持続し、しかしながらその付
加価値はそう大きくない製品と、非常に高付加価値ではあるがきわめて多様であり、必要な製品は少量
で、その需要はうつろい易い製品がある。前者は大量低コスト生産をする必要があり、今後中国を中心と
する地域への生産移転がますます進むと思われる。しかし、豊かさを手に入れた人々は、他人とは違う、
自分だけの物を欲しがる。このカテゴリーの消費者の嗜好は気まぐれであり、その時・場所・状況で素早く
変化する。この変化に柔軟に対応し、ほしい時にほしいものを購入できる価格で提供するためには、消費
者の近くできわめて多様な製品を少量づつ生産することが必要であり、これが国内の製造業の中心的役
割と考えられる。 
そのような超多品種少量生産システムには、様々な要求に応えられる多品種な製品を、短いリードタイ
ムで、かつリーズナブルなコストで柔軟に生産できることが益々求められるようになる。これは単に生産シ
ステムだけの話ではなく、製品の設計・調達・物流などバリューチェーンのあらゆるパートでの変革を求め
られることとなる。 
必ずしも、これは完全無人化された自動生産ラインを意味するものではなく、必要に応じて人間が介在
して高付加価値の製品を生産することが重要である。80 年代後半から 90 年代前半にかけての FMS
（Flexible Manufacturing System）は生産工程の自動化に焦点があたりすぎ、この情報イフラの整備が進
まない状態で、ごく限られた適用分野でのみしかその夢を実現できなかったと言えるのでないだろうか。 
最近、最終需要者の要求に基づいた仕様の製品を生産する Build-to-Order、さらにはその設計段階
から最終需要者の要求に合わせた仕様を造りこんで行く、Design-to-Order と言った概念が取り入れられ、
一部の耐久消費財や嗜好性の強いマニヤ向け製品などで実現し始めている。しかしながら、現在
Build-to-Order、Design-to-Order が実現できている領域は、水平分業が進み部品や副組立製品の標
準化が実現しているパーソナルコンピュータの世界や、きわめて嗜好性が強くしたがって非常に高価格な
マニヤ向け特注製品の分野である。将来この Build-to-Order や Design-to-Order を、より一般的な耐久
消費財やインテリア用品・衣服などの嗜好性の高い製品に広げて行くために超多品種少量生産が求めら
れている。 
 
超多品種少量生産の実現のためのキーファクターを以下に示す。 
 
情報連携技術： 
材料部品の標準化： 
エンドユーザコンピューティングによるフレキシブルな自動化： 
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自動認識技術： 
高度組立労働力： 
 
 
２．発展シナリオ 
（１）2015 年頃のシナリオ 
１）情報連携 
前述の Build-to-Order、Design-to-Order と言った概念がさらに発展し、様々な嗜好品やいわゆる「こ
だわり」を持った嗜好性の強い耐久消費財・インテリア用品などが個々の要求仕様・デザインに基づいて、
その都度設計・生産されるようになると考えられる。したがってそのような需要を満たすため製造業として
は、設計・生産準備・製造・流通、さらには回収・リサイクルと言った製品ライフサイクル全体を考え、消費
者への製品提供までのリードタイムを最短にし、環境負荷を最小とすることが要求される。製品ライフサイ
クルのマネージメントとして、いわゆる PLM の導入が話題となっているが、筆者は PLM の導入が切札にな
るとは考えていない。大きなライフサイクルをひとつの統合的なシステムでマネージメントしようとすることに
無理があると考えている。 
同様に、大きなサプライチェーンを統合的に管理することにも無理があり、Build-to-Order の超多品種
少量生産におけるサプライチェーンは、それぞれの工程・サブ工程間に最適化されたシステムとその間を
有機的につなぐシステム間連携の仕組みを構築する必要がある。 
工業製品のライフサイクルにおける個々のフェーズには、それぞれのフェーズに最適化されたマネー
ジメントシステムがそれを得意とするベンダーから提供されており、それぞれのベンダーはそれぞれ最適
と思われるプラットフォームと内部のシステム構成を持っている。サプライチェーンの各パートでもそれぞ
れのサプライヤーがそれぞれの要求にもっとも合致したシステムで生産をマネージメントし情報を管理し
ている。それらをひとつの統合的なシステムに統一できるであろうか。また、その統合システムは本当に効
率的でかつ高いパフォーマンスを発揮できるであろうか。それぞれのシステムはそれぞれの技術的要求
仕様・ビジネス上の要求に基づき最適化される必要があり、特に個々の企業における利潤動機は個々の
部分最適に向かわせることは明白である。これを何らかの規制や標準化によってコントロールすることは
不可能であり、過度の規制は業界そのものの競争力を落とす結果になる。したがって、個々のシステムの
最適化を第一に追求しつつ、相互の情報連携を維持し製品ライフサイクル全体・サプライチェーン全体の
最適が図れるスキームが必要となる。 
Webサービス技術をベースとするSOAのように、製品ライフサイクルにおける各フェーズ間、あるいはサ
プライチェーンにおけるそれぞれの構成要素間の情報連携・相互運用がそれぞれ Web サービスで結合
されている状況が望まれる姿と考える。 
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生産活動
消費者
業界団体
取引先企業
サプライヤ
パートナ
標準・規格
基幹DB
設計開発部門
SW開発部門
共通スキーマ
Webサービス
ERP
構成情報
CRM
SCM
設計・図面情報
受発注情報
決済情報
カタログ
調達情報
顧客情報
PDM
MRP
MES
レシピー情報
生産情報
品質情報
 
 
２）部品標準化 
 
短いリードタイムと比較的安いコストで、個別の消
費者の嗜好に合わせた超多新種少量製品を実現
するには、産業界・サプライチェーンを通しての部
品の標準化も不可欠である。 
標準の部品を組み合わせるだけで様々な品種の
製品が生産できれば、非常に効率のよい超多品種
少量生産が可能である。しかしながら、たとい分野
をかなり限定したとしてもいかなる製品もその組合せ
で実現できるような部品の標準化を行うことは、しか
もそれをある製品カテゴリーにおけるメーカの違いを
越えて標準化することはきわめて困難と言える。 
とは言え、デファクト標準となった技術を実現する
部品が、標準的なモジュールとして複数のデバイス
メーカから供給されることは既に始まっており、今後
さらに増加していくと考えられる。このような標準化を
何らかの手段で意図的に推進することが日本の産業界として必要なことと考える。 
しかしながら、この部品や副組立製品の標準化の方向にあるのは、パーソナルコンピュータで見られる
業界としての水平分業の実現である。つまり、この方向将来は、最終組立工程における Build-to-Order
の生産流通チャネルと、キーテクノロジーをベースにしたコアコンポーネントに付加価値が集中し、わが国
の製造業全体にとって必ずしもうれしい結果をもたらすとは限らない。標準化された構成部品や副組立製
品は結果的に汎用製品であり、中国を中心とした遠隔の少品種大量生産拠点で生産されるべき製品で
ある。 
部品標準化による水平分業と超多品種少量生産 
コアコンポーネント 
汎用コンポーネント 
汎用コンポーネント 
Ｂ Ｔ Ｏ と流通
 
Ｂ Ｔ Ｏ と流通
 
Ｂ Ｔ Ｏ と流通
 
Ｂ Ｔ Ｏ と流通
 
Ｂ Ｔ Ｏ と流通
 
超多品種少量生産 
による付加価値 
コ ア技術による付加価値
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水平分業を受け入れ、コアコンポーネントの開発と最終組立工程における超多品種少量生産による付
加価値のみを目指すのか、あるいはコアコンポーネントにまで Design-to-Order を適用できるよな新たな
パラダイムを生み出していけるのか、次の 10 年がポイントとなると思われる。 
 
３）エンドユーザコンピューティング 
 
現状の自動化技術では、各生産工程の生産技術者や作業オペレータが、各工程や設備の制御プロ
グラムを自在に変更修正できる状況にはない。しかしながら、超多品種少量生産では、生産設備や工程
の自動制御プログラムを必要に応じて柔軟に変更することが要求される。この変更修正を生産設備メーカ
のエンジニアやきわめて専門性の高い生産技術エンジニアに依存していては、超多品種少量生産の短リ
ードタイムの要求を満足することはできない。したがって、各生産工程の製造技術者や作業オペレータ自
身がそれらの修正変更を行うことを可能とすることが必要である。これはエンドユーザコンピューティングと
いう概念であり、現状の PLC などの各種コントローラ・HMI などのアプリケーション構築要言語・ツールの
根本的な見直しが必要である。現状、IEC1131 などの標準に基づく標準化が進展しており、一定の成果
を得つつあるが、超多品種少量生産のプラットフォームとして必要な、生産設備の柔軟なプログラミング環
境、特にエンドユーザプログラミングと言う観点からはまったく不足である。 
現在、ディスクリート分野の組立工程における自動制御の中核は PLC が担っている。PLC はその登場
以来約 30 年を経過し、その役割に大きな変化を生じはじめている。10 年近く前に、PLC の時代は終わり
を告げ、PC を中核にした自動制御システムが普及するのではないかと思われた時期が合った。実際には
パラダイムシフトは起こらず、PLC はデータ管理機能・通信機能などを強化しながら依然として、特にわが
国では強力な中核的存在を維持している。 
これは、プラットフォームとしての PC と PLC の戦いではなく、エンドユーザコンピューティングの実現に
向けての戦いであり、オフィス業務の世界で実現した PC によるエンドユーザコンピューティングが自動制
御の世界では実現できなかった結果である。PC と同一レベルのエンドユーザコンピューティングやデータ
管理・通信機能の能力を PLC が身に付けることができた結果である。 
したがって今後、自動制御のプラットフォームとしての PLC・PC の優位性を議論しても意味はなく、いか
にエンドユーザコンピューティングを実現するのが重要である。シーケンス制御・アナログ制御・データ管
理・通信などを総合的にかつわかり易く構築できるアプリケーション構築環境の出現が待たれる。 
 
４）自動認識 
 
製品ライフサイクルおける、あるいはサプライチェーンにおける、個々のオブジェクト認識技術が重要と
なる。近年 RFID 技術を利用した自動認識術が注目されているが、はたして RFID がこの分野の自動 ID
技術として最適であるかは議論のあるところである。特にリードライト型あるいは追記型の RFID は別名デ
ータキャリアーとして、オブジェクトそれ自身が必要なデータを自身で保持できるところが他の ID 技術と比
較し大きく優れているところのひとつである。しかしながら、最近の、そして今後益々進歩するユビキタスネ
ットワークの環境においては、必ずしもオブジェクトそれ自身がデータを保持する必要はなく、そのオブジ
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ェクトの認識ができれば、そのオブジェクトの属性・必要な作
業内容・来歴情報・品質情報などは、ネットワークを介して瞬
時に手に入れることができる。しかもその情報はセンタライズ
されていることで一貫性を確保しやすく、様々なイベントや他
のオブジェクトとの同期を取ることが比較的簡単である。 
RFID は、複数タグの同時一括読み取りが可能なことや、読
み取りに際しアライメントの必要のないことなどから、その有用
性は揺るがないものの、そのコスト・環境負荷問題などのハー
ドルも多く、2 次元バーコードなどの認識技術とすみ分けて発
展するものと考える。 
したがって、自動認識技術は読取技術そのものよりむしろ、
コード体系の標準化やディレクトリーサービス、ネットワーク上の共有データベースの構築などに注力すべ
きであると考える。 
 
５）高度組立労働力の確保 
 
超多品種少量生産においては、特にその最終工程である組立工程において、非常にフレキシブルで
多様な組立作業が必要となり、その多くを人間に頼らざるを得ないことは明白である。しかしながら、わが
国国内においては少子化の進展にともない、深刻な労働力不足が予測されている。大量生産の汎用製
品の生産は海外への生産拠点の移転が加速するため、海外での労働力の確保が可能であるが、超多品
種少量生産品は、冒頭で述べたようにその市場の近くで個々の顧客の要求に合わせた、Build-to-Order、
Design-to-Order での生産が不可欠であるので、国内需要に応えるには国内での生産が必要となる。こ
の問題を解決するには、海外からの労働力を受け入れ、かつ可能な作業には高度組立ロボットの導入を
図ることが重要となる。 
 
■ 海外労働力の受け入れ 
現在の組立ロボットは、決められた作業を決められた手順で実行することが中心で、部品構成が都度
変化し、その部品の形状がそれぞれ異なるような組立作業を十分な信頼性を持って実行することはでき
ない。今後 10 年の技術革新によってその一部はより自律的で柔軟な組立ロボットによって代替が進むと
考えられるが、人間の持つ柔軟で高度な判断力をロボットがすべて代替することは不可能であり、どうして
も人間の労働力に頼らざるを得ない。 
したがって、すでに自動車産業を中心に、南米日系労働者の活用はかなり普及しているが、それをさら
に広げ、さまざまな組立作業に海外からの労働力を活用することが超多品種少量生産には不可欠になっ
てくる。しかしながらこれは、言語コミュニケーションの問題や犯罪の増加、社会の階層化など多くの社会
的ストレスを生むこととなり慎重な議論が必要である。この問題は、政治的かつ社会科学的課題であり筆
者の専門外であるので、これ以上のコメントを避けるが早急にわが国としての意思決定が求められる課題
である。 
－自動認識技術－ 
z 1 次元バーコード 
JAN 
CODE39 
  ： 
z 2 次元バーコード 
QR コード 
PDF417 
  ： 
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■ 高度組立ロボットの開発導入 
組立ロボットに、部品構成が都度変化し、その部品の形状がそれぞれ異なるような組立作業を十分な
信頼性を持って実行することはできない。しかしながら、今後 10 年の技術革新によってその一部は、より
自律的で柔軟な組立ロボットによって代替可能であろう。 
近年の二足歩行の実現や娯楽用途のロボットの登場で、ロボット関連技術は大きく進歩したが、様々な
形状や部品の組合せに対応して柔軟に組立作業を行うことのできるロボットの登場は、まだまだ多くの技
術革新と利用技術の発展を必要とする。組立作業にもっとも重要な技術要素であるロボットビジョンは長
期にわたる地道な研究開発と、マイクロエレクトロニクスの長足の進歩により、ビンピッキングや多眼視によ
る立体物体認識など多くの成果が得られている。 
人間の視覚能力にはまだまだはるかに及ばないが、限定された作業環境では実用化の段階に来てい
るものもある。また、複数のロボットによる協調作業などにも一定の成果が期待でき、超多品種少量生産
の最終組立工程に不可欠な複数ロボットや人間との協調組立作業にも一部導入の可能性が高いと考え
られる。 
いずれにしても、人間の作業をそのまま代替できるような高度な組立ロボットは、今後 10 年程度ではま
だ期待できないのであるから、限定的なそれらをいかに利用するかと言う、利用技術・プログラミングを含
むエンジニアリング技術がまず近々に確立すべき課題と思われる。 
 
（２）2020 年以降のシナリオ 
 
10 年以上の将来を予測することは非常に難しい。製造業の分野はそれ自身がテクノロジードライバで
あった時代はとうに過ぎ去り、他の分野における技術革新の成果をいかに素早く有効に利用するかがき
わめて重要となっている。つまり製造業は複合技術の上に構築されていると言うことができる。したがって、
超多品種少量生産の将来を展望するにあたっても、他分野において現在その兆しが見られるテクノロジ
ーをベースとした技術発展はある程度予見可能と思われるが、それ以上の未来予測はきわめて難しいと
言わざるをえない。特に情報技術分野・マイクロエレクトロニクス、ナノテク新素材、さらには社会学・経営
学分野などの成果を受け継ぎ、予測もしない方向への発展がありえる。 
 
３．日本のとるべきアクション 
 
上述の発展シナリオを実現するために日本が取るべきアクションについて論じる。 
まず基本的なスタンスとして、超多品種少量生産の確立が日本の製造業が生き残るために不可欠であ
ることを明確に認識し、その育成支援を戦略的に実施することが重要である。戦略的に実施すると言う意
味は、たといそれが完全無人化自動化生産のラインの構築に向けた活動であろうとも、汎用製品の大量
生産システムの開発支援に対しての投資とは明確に区別をすることである。この投資は大量生産の国際
分業を多少なり遅らせる意義を持つだけである。わが国だけが、特別な物づくり大国であり続けることはで
きない。うつろいやすい消費者の近くで、きわめて多様な製品を少量づつ生産し、消費者のニーズに応
えることこそ、日本の製造業が生き残り、物づくりでグローバルに活躍できるキーファクターである。 
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（１）標準化と相互連携・情報統合 
 
上述の製品ライフサイクルやサプライチェーンにおける情報連携や情報統合、部品標準化、自動認識
におけるコードの標準化などの標準化作業について、日本の製造業の発展を目的とした戦略的な政策
の展開が必要である。しかしながらその標準化は、従来のデジュアリーな標準化作業ではその目的を達
成できない。環境・安全・品質と言った分野では、産業界や個々の企業に対し守るべき基準や規制が不
可欠であり、それは法律や指導・教育によって広く普及し現実の物となる。しかしそれ以外のほとんどの分
野では、強制力を持った統一基準の適用や法律による規制は、わが国のような先進諸国では不可能で
あり、かつ企業間の自由競争を制限し結果的に消費者の利益にならずグローバルな競争にも勝つことが
できない。 
だが、各企業においてそれぞれ個別の規格を作り上げてもまったく意味がないことは明白であり、いわ
ゆる仲間作りをしながら業界標準としてのデファクトスタンダードを目指すこととなる。これは時に VHS 対ベ
ータの戦いや最近の次世代 DVD 規格争いのように一見無駄な競争を生じることがあるが、多少の時間が
かかっても最終的に市場原理が勝者を決定する。この時に政府関係機関・業界団体や学会がどの程度
指導力を発揮すべきか判断は大変難しいが、少なくとも規制や強制的指導を行うべきでないことは明確
である。 
上述の各分野について、さまざまな企業同士の協力・情報交換・共通規格作成・情報統合に向けての
活動に対し、政策的に支援し指導を行うことが非常に大切である。 
 
（２）技術開発支援振興策 
 
上述の各分野における技術開発に対し、戦略的な支援振興策が必要であることは疑う余地はない。が、
それぞれ具体的にどの技術にどれだけどのように支援振興策を実施すべきかを客観的に判断することは
不可能である。政府関係機関・産業界・学会が一致して同一の技術開発に戦略的に取り組むのはリスク
が大きいと考えられる。 
しかしながら、上述の各分野が超多品種少量生産システムの確立にきわめて重要な要素であることは
間違いなく、この分野での技術開発に各種の支援振興策が必要であることも当然である。ただ、その実現
のための要素技術は必ずしも現状有望と判断されているものがすべてではなく、間口の広いかつ柔軟な
トライアンドエラーを必要とする。また、革新的な要素技術は現在のメジャーなプレーヤーから生まれるこ
とは稀であり、その意味からベンチャー企業や異業種からの新規参入者への支援も重要と言える。 
 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 658
社会インフラの再生と維持管理 
 
東京大学生産技術研究所 都市基盤安全工学国際研究センター 教授 魚本健人 
 
1. 現状分析 
建設白書によると、我国の社会資本は 1950 年以降順調に増え続け、2000 年では建物ばかりでなく、
道路や下水など多くの構造物が順調に完備されているということができよう。確かに急傾斜地の整備や１
人あたりの都市公園面積など欧米諸国に比べ整備が未だ十分でないものもあるが、特に都市部に注目
すると多くの構造物はかなり整備されたということができる。しかしながら、建設の投資額は 1991 年をピー
クに、その後減少に転じており、2002 年ではピーク時の２/３以下となり 1987 年頃と同等の投資しか行わ
れていない。公共投資中心の土木分野では急激な投資額の低下は認められていないが、民間投資が主
体である建物の場合にはその減少率が大きく、ほぼ半減しているということができる。 
一方、1995 年１月に阪神淡路大震災が発生し、多くの構造物が損傷した。中でも大型ビルの倒壊や阪
神高速道路の破壊は日本の社会に大きな衝撃を与えた。さらに 1999 年 6 月に山陽新幹線の福岡トンネ
ルでのライニングコンクリートの剥落事故、山陽新幹線の北九州トンネルおよび室蘭本線の礼文浜トンネ
ルなど同様な事故が報道された。一方で、新幹線の高架橋からのコンクリート塊剥落や道路橋でのコンク
リート剥落などがマスコミで報道され、構造物の劣化に対して多くの人々の関心が集まるようになった。 
「耐久性検討委員会」で発表された資料によると、図 1 に示すように建設後年数が経過すると補修され
ている橋梁数の割合はほぼ直線的に増大し、50 年で約 40％の橋梁が補修されていることがわかる。これ
らのことから明らかなように、古い構造物の割合が増大した今後、多くの構造物を維持管理しなければな
らないが、補修を要する構造物の数もこれからは急激に増大していくことが予想される。 
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図 1 コンクリート構造物の供用年数と         図 2 建設後 20 年、50 年経過する橋梁数補修の
実施の有無        の予測 
 
橋梁を例に取り今後の状況を予測すると、図 2 に示すように建設後 50 年を経過した橋梁の数と橋梁全
体の数は 2000 年では数パーセントにしかならないが、これからは急激に増大すると予想されている。特に
2000 年以降は、今後の新規建設の伸びにもよるが現在までと同程度の伸びであると仮定すると、2020 年
では建設後 50 年を経過する橋梁の割合が約 1/3、2040 年では 2/3 を超える可能性がある｡ もし建設の
伸びが減少する場合には、より大きな割合になることはいうまでもない｡ これらの約 1/2 は補修する必要
があるとすると、今まで建設した橋梁数に匹敵する数の半数を 2050 年までに補修しなければならないこと
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になる。 
我が国の年齢分布を見ると、14 歳までの若年人口が著しく減少しており、逆に 65 歳以上の人口が増
大している。現在では 65 歳以上の人口が 14 歳以下の人口割合を若干上回っており、14 歳以下の人口
は 1945 年頃のほぼ半分になっている。当然、今後の建設分野等の技術者も著しく減少していくものと予
想される｡ 我国の建設業就業者の割合は現在約 10％程度であるが、今後設備投資の減少も進行すると
予想され、2050 年では現在の世界の平均である約 6.5％程度になると想定される。人口の減少も考慮す
ると建設業の就労者は 2050 年では 3300 万人×0.065＝200 万人程度になると予想され、2000 年では約
600 万人であったことと比較するとほぼ 1/3 に減少することになる。結果的に建設分野における技術者の
割合も減少することになり、特に高度技術者は著しく減少することが予想される。このため、今後維持管理
部門への就業者数を大幅に増大させる政策等がとられない場合には、早急に各種構造物の維持管理に
かかわる検査、判定、補修・補強技術者の不足が大きな問題になる。 
 
図 3  世界のセメント生産量上位 5 カ国の推移  
 
現在、アジア諸国における建設はかつての我国以上のスピードで伸びている。このことを如実に示して
いるのが図 3 に示した世界の上位 5 カ国のセメント生産量の推移であろう。この図から明らかなように、世
界で最も大量のセメントを生産・消費しているのは中国で、次がインドである。現在、我国のセメント生産
量は年間 6000 万トンを割っているため、１位中国の 1/10、2 位インドの 1/2 以下である。このデータから
も分かるように、我国の建設会社が大規模な新規建設を行おうとすると東アジアまたは東南アジア諸国で
の活動にならざるを得ない。即ち、技術力の高い大手建設会社は東アジアまたは東南アジア諸国での仕
事が中心となり、我国では中小企業による既設構造物の維持管理業務が中心になることが予想される。 
 
2. 発展シナリオ 
我国では社会基盤の整備がすでに進み、これから 2050 年以降までは既存構造物の維持管理が重要
な課題となる。しかし、中央防災会議の専門調査会が発表したように、今後 10 年以内で 30％、30 年以内
で 70％の確率で発生すると予想される南海地震、東南海地震、関東地震などが発生すると我国は壊滅
的な被害を受けることになる。例えば東京湾北部地震（M7.3）が発生した場合、最悪の場合、建物の倒壊
や企業の生産停止などによる経済損失は 100 兆円以上に上ると予想されている。この金額は我国の予算
以上の金額で、もしこのような災害が発生した場合には、東京の首都機能が失われ我国が立ち行かなく
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なるばかりでなく、世界に対しても著しい影響を及ぼす。 
これらの問題に対処するためには今後 10 年以内に地震も含めた各種の災害等に対して十分な対策を
講じることが必要であるが、個々の構造物が建設された時代が異なっているために、設計方法、使用材
料、施工方法、劣化状況などが異なっている。このため構造物毎に対処していかねばならず、かなり煩雑
な作業を伴う。 即ち、個々の構造物に使用される維持管理費用は小さいため、技術力に余裕のある大
手企業よりも中小の企業が担当することになる。しかし、中小の企業では技術力に余裕がないため新しい
技術の開発等に限界がある。このような問題に対処する一つの方法としては国や大手企業などが出資す
る「重要構造物等維持管理公社」のような組織を設立し、大学や研究機関等と一緒に新しい技術の開発
を進めるとともに既設構造物の維持管理マネジメントを行うことが現実的な方法であろう。  
 
重要構造物等
維持管理公社
構造物の危機管理による高度安全社会環境の実現
1.常時安全監視と情報提供
2.緊急時詳細情報収集
3.定期的劣化診断
4.安全対策指示と実施
5.各種のリスク･シミュレーション
6.安全確保作業実施
各種重要構造物 道路･鉄道網
中央制御室
常時モニタリング
IT－Network
定期的検査･診断
利用者・車等
常時モニタリング
地震災害等
IT－Network
リモートセンシング、
雨量計、地震計等
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緊急時等対策
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図 4 構造物の危機管理による高度安全社会の実現 
 以上説明した現状を踏まえると、わが国における建設分野における科学技術の将来展望は次のよう
になる。 
 社会基盤ストックのメンテナンスを効果的・効率的に実施するためには、「既存構造物の性能評価手法
（性能の定量表現と性能予測技術、検査およびモニタリング技術）」、「補修・補強設計手法」、「LCC 算定
手法」の確立が必要不可欠である。また、リサイクル材料の利用を促進する制度設計も積極的に必要とな
る。 
 
（１）既存構造物の性能評価手法の開発 
１）重要な構造物の安全性や使用性などの照査 
既存構造物の場合、建設後長い年月が経過している場合には、その構造物の設計図書や施工記録
などが残っておらず入手できないことが多い。このため、構造物の内部に関しては非破壊検査などを行う
ことでその構造がどのようになっているかを明らかにすることになる。しかし、実際の構造物の場合には断
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面寸法が大きく、内部の詳細までを計測することは困難である。このため、構造物の安全性や使用性など
を照査することができないことになる。 
そこで、構造物の安全性や使用性を照査するためには、対称構造物の建設時に使用されていた各種
の基準を使用して、「復元設計」を行う手法が考えられる。必ずしもいつも正しい復元設計が行えるとはい
えないが、少なくとも戦後の構造物であればかなり正確に復元設計することができる。また、その復元設
計が正しいか否かは非破壊検査により鉄筋量等を確認することで判定できる。このような手法を用いるこ
とで既存構造物の 80％程度は安全性や使用性を照査することが可能となる。構造物の数が多いため
2010 年ごろまでかかる可能性は高いが、少なくとも首都機能を担っているような重要構造物について設
計図書も含めた台帳を完備させることが急務である。なお、図5に示したコンクリートの許容せん断応力度
（土木学会：コンクリート標準示方書）の変遷を見ると明らかなように、実構造物は設計･施工された時代に
よって鉄筋量も大幅に変化している。結果的に、最新の基準で評価をすると、既存構造物は構造形式、
設計時期などによって異なった安全性、使用性を有していることになる。2010 年頃までにはあらゆる形式
の構造物について基本的な補強対策等を整理・分類することが必要となる。なお、最終的には次に述べ
るような構造物の劣化・変状の予測を取り入れて性能の照査を行う必要がある。 
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図 5 コンクリートの許容せん断応力度の変化（岡村甫ほか：土木学会） 
 
２）経年後の劣化・変状の予測 
既存構造物は、長期間の使用に対し徐々に劣化して行くが、その劣化性状を定量的に精度よく予測
する技術はまだ十分に開発されていない。特に、これからは材料レベルの問題と構造レベルの問題の融
合が重要であり、そのための研究・開発が急務である。 
鉄筋コンクリート部材の劣化では最も重要な問題として、コンクリート中の鋼材の腐食があげられる。コ
ンクリートの中性化やコンクリート中への塩化物イオンの浸透による鉄筋の腐食を取り上げると、既に多く
の研究機関等において定量的なモデル化の研究が行われている。鋼材の腐食に伴う部材の構造特性の
変化についてはある程度明らかにされているため、既に得られたモデルを用い、構造部材や構造物の劣
化･変状を予測し、実証試験を繰返せば、2010 年頃には構造物の性能評価技術が開発されるものと予想
される。 
 化学的侵食、アルカリ骨材反応については、上記のコンクリート中の鋼材腐食に関する研究と比較して
材料レベルの研究も遅れている。特に上下水道施設に関しては劣化もかなり深刻で効果的な対策が取
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れずにいるため、予測はできても対処できないということが起きている。アルカリ骨材反応については、拘
束鉄筋の破断が発生しておりそのメカニズムについてまだ明らかでない。しかし、そのモデル化が行われ、
ある程度の精度で膨張量などが予測できつつあることから 2013 年頃までには性能評価技術が確立する
ものと予想される。 
 
（２）実構造物の検査およびモニタリング技術の開発 
コンクリート構造物の検査技術として他分野で発達してきた非破壊検査（超音波、レーダ法、赤外線法
など）の適用が広く試みられている。その多くは、欠陥（ひび割れ、内部空洞等）および鉄筋の検知であり、
コンクリート自体の品質、劣化に伴う変状を検知する手法の開発は未だ無い。 
定期的な検査の結果どのように劣化が進行しているかを記録にとどめるためには目視検査のための補
助ツールが必要である。一つの方法として目視検査
を実施、記録を作ると同時に経験や勘に頼ることなく
構造物全体の劣化の進行度と原因を判定できるエキ
スパートシステムが考えられ、そのひな形は東京大
学生産技術研究所で開発されている（図 6 参照）。ユ
ーザは、画面に表示される写真を見ながら、構造部
の形態、立地条件、コンクリート表面のひび割れなど
の状態について質問に答えることで、システムが構
造物の劣化状況を診断する方法である。携帯電話に
よる利用が行えるように改良を加えることが必要であ
るが、2008 年までには実用化できると予想される。 
構造物にマイクロチップを埋め込み、航空機の「フライト・レコーダ」のようにイベントを記録する「構造物
イベントレコーダ」の開発が必要である。IT 技術との連携をはかり、小型でフリーアクセスの可能なレコー
ダが開発されれば、現場においても必要に応じて建設当時の設計図（ない場合には復元設計図書）、補
修履歴、構造物が受けた地震、建替え・補修の時期といった情報を把握することができることになる。また、
災害後にイベントレコーダを調査することで、災害の経験を社会の共有財産として生かすことが可能とな
る。技術的には 2010 年頃までを目標に開発し、その後 5 年以内に実用化を図る必要があろう。 
コンクリート内部の欠陥などの検出に関しても現在、
建設の世界で出回っている非破壊検査技術の多くは、
検査結果の読み取りに「特別なスキル」を要し、いまだユ
ーザにとって使い勝手のよい技術とはいえない。図 7 は
コンクリート内部に存在する空隙を超音波計測した結果
を示したもので、素人でも直感的に内部構造を理解す
ることができる。このような表示を行うことができれば、非
破壊検査に関して特別なスキルのない技術者でも容易
に扱えることが必要である。この種の技術は 2008 年頃ま
でに開発することが可能であるが、実用的な装置の開
図 6 構造物の劣化診断エキスパートシステム
の画面 （東京大学生産技術研究所） 
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図 7 空隙を有するコンクリート試験体と 
その探索結果 
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発は市場との関係で定まるものと予想される。 
構造物の性能評価手法が具体的に確立されていないことから、どのような情報を、どの程度の精度で
収集することが必要であるかに関する検討は少ない。構造物の性能を直接表現すると考えられる変形性
能に関しては、光ファイバ、レーザードップラー、加速度計等の適用が行われており、2008 年頃までには、
各々の手法が確立するものと思われる。ただし、その計測結果を用いて構造物の性能を評価するために
は、個々の構造物ごとに構造物の特性を考慮した必要最小限の計測で評価できるシステムを構築するこ
とが必要である。ほぼ弾性体と見なせる鋼構造物の場合には現在でもある程度評価することが可能であ
るが、コンクリート構造物の場合には理論的な検討とともに劣化にともなう変化をも考慮した実証試験行い、
精度を確認する必要がある。また、その精度を上げるための開発を引き続き実施する必要があるため、実
用的には 2015 年頃までかかるものと予想される。即ち、（１）で述べた性能評価と連携し、必要となる情報
を効率的に収集するシステムの開発が行われ、性能評価技術の確立に 2 年ほど遅れる形で変形性能に
関する技術が完成すると予想される（中性化・塩害：2012 年頃、その他：2015 年頃）。また、変形性能に影
響を与えないような劣化レベルにおける性能予測では、劣化原因を特定する技術、劣化の進行を予測す
る技術が必要となる。 
コンクリートの劣化は、主に化学的劣化と物理的な劣化に分けられる。化学的な劣化を伴う場合は、コ
ンクリート表面においてもその兆候が見られるため、コンクリート表面に 
 
 
図 8 マルチスペクトル法による分光画像と 
フェノールフタレイン溶液による中性化検出(東京大学生産技術研究所) 
 
生じた化学変化を検知できる手法の開発が必要となる。近赤外線分光法などの化学成分を分析できる技
術を適用することにより、2010 年頃には試験室レベルでの検知技術が確立され、その後、フィールドへの
適用の検討を通し、2015 年頃には実用化されるものと予想される。 
化学的・物理的劣化を問わず、基本的には劣化因子とされる物質がコンクリート中に浸透することによ
り変状は生じる。これを支配するのはコンクリートの密実性（物質透過性）と環境作用であり、密実性に関
しては、赤外線法、超音波法、中性子法などを併用することにより、環境作用に関しては、都市 3 次元空
間情報（GIS、RS ベース）、アメダス等の環境情報と CFD 解析等の数値シミュレーションを統合化すること
より、同じく 2010 年頃に試験室レベルおよび特定都市レベル、2015 年頃に実用化されるものと予想され
る。 
CO2CO2 CO2 CO2
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（３）補修･補強設計方法の開発 
現状の補修・補強は必ずしも理論的な設計思想に基
づき、実施されているとは言い難く、どちらかと言えば、
対処療法的なものが多い。このため、最近では補修後
数年で劣化する（再劣化）事例（図 9 参照）が報告されて
いる。再劣化事例を検証するとともに、室内試験および
暴露試験により 2008 年頃には再劣化のメカニズムが解
明され、2010 年頃には補修・補強設計理論の構築およ
び新材料の開発が完成するように研究開発を行う必要
がある。 
図 10 は 1996 年 10 月に日本コ
ンクリート工学協会の「補修工法研
究委員会報告書」のデータを整理
したもので、海洋および内陸で断
面修復・コーティング工法で補修し
た鉄筋コンクリート梁の暴露 4.5 年
の暴露結果である。この図から明ら
かなように、高い費用をかけた補修
工法が高い防食性を有しているわ
けではない。即ち、現在の技術レ
ベルでは補修の良し悪しを値段で
は比較出来ないことを示している。
また、現状では部分補修が多く、決して美観・景観性能が良い状態ではない。社会基盤ストックの中には
都市のシンボル、文化的価値を有するものもあり、美観・景観性能を考慮した補修設計（絵画の修復技術
等の応用）が 2015 年頃には確立されることが望まれる。 
 
（４）LCC 算定手法の確立 
 LLC 算定手法の概念は、現在もあるが、（１）、（２）、（３）の技術が確立されていないため、結果の妥当
性が乏しい。LLC 算定手法に関しては、（１）、（２）、（３）の技術確立とともに、現在の技術を適用すること
により、比較的容易に確立される。ただし、将来の予測には不確定な要因が含まれており、リスクマネジメ
ント的な概念を付加した手法として 2015 年以降に完成されるものと予想される。 
 
３．日本のとるべきアクション 
（１）全研究機関を統合した次元付き（10-15 年）中核研究機関または「重要構造物等維持管理公社」の
設置およびデーターベースの整備 
コンクリート構造物の劣化に関しては、地域特性が極めて高く、全国で類似する研究が多く、貴重な情
報が埋もれている。日本のコンクリートに関する技術は欧米と比較しても遜色ないが、10 年以内にメンテ
図 9 再劣化を生じた橋梁の補修部位
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図 10 補修費用とコンクリート内部の鉄筋腐食率の関係 
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ナンス技術を確立する必要性があることからも、国家戦略として実施することが重要である。このため中核
研究機関または前述の「重要構造物等維持管理公社」のような組織を次元付で設置し、あらゆるデータ
ーベースを一元的に管理し、劣化解析、モニタリング、緊急時対策など多くの場面で利用することが必要
である。ちなみに韓国では同様な機能を有する KISTEC(Korea Infrastructure Safety and Technology 
Corporation)が設置され、20 世紀末から活動を開始している。 
なお、東アジアおよび東南アジア地域は現在の日本と同じ道を歩いており、これからの新しいアジア市
場を獲得する上でも有益であると考えられる。また、2005 年に発足した Asia Concrete Federation(ACF)
や ISO-TC71 においても日本が中心となってメンテナンスに関するリーダーシップをとっていることは、世
界の国々からも評価されていることを示しており、このチャンスを生かすことが大切である。 
 
（２）他分野融合型先端的モニタリング技術開発 
食品、農業等の化学的な成分分析および品質管理を得意とする分野、グローバルな計測を得意とする
リモートセンシング分野との連携による次世代型のモニタリング手法を開発するとともに、IT 産業との連携
等をはかることで遠隔で詳細な情報の制御が行えるような技術を開発することが重要である。対象物は建
設された構造物であるがこの種の問題では総合的な技術協力が不可欠であり、開発された技術は多くの
分野に適用することが可能である。 
 
（３）産学官の人事流動 
社会基盤ストックのメンテナンスにおいては、先に述べたように技術的にも産学官の全ての知識・経験
を有する人材の協力が必要不可欠で、上記の中核研究機関または「重要構造物等維持管理公社」のよう
な組織を作る際にも広く人材を集めることが欠かせない。 
 
（４）循環型社会の形成 
社会基盤ストックの良好なメンテナンスは、地震などの災害に対する被害削減の効果が大きいばかりで
なく、リサイクル材料の削減や京都議定書でうたわれている CO2 の削減等にも大きな効果を及ぼす。より
長期的には欧州に代表されるような建造物の長期使用を推進することが重要で、「スクラップアンドビル
ド」で過ごしてきた我国の文化にも大きな影響を及ぼすものと考えられる。各種リサイクル材料の使用につ
いても税制や法律の整備が進めば効率のよい循環型社会を構築することが容易となる。 
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図 11 社会基盤ストックのメンテナンスにおける技術開発のロードマップ 
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社会インフラの再生と維持管理 
 
武蔵工業大学 学長 中村英夫 
 
１．現状分析 
（１）我国の社会基盤整備（インフラストラクチャー）の現状と今後の方向 
 我国の近代的インフラストラクチャーづくりは 19 世紀末にようやく始められ、20 世紀中葉に至ってもその
蓄積は欧米と比べて極めて貧しいものであった。その整備が大々的に進められたのは戦災からの復旧も
終り、経済発展が進み出した 1950 年代の終り頃からであった。 
それ以降、経済発展、自動車化（モータリゼーション）、都市化という３つの大変革が急速にかつ相乗
的に進展し、それを支えるインフラづくりに国民的エネルギーが投入されることになる。高速道路や新幹
線の全国的な整備から個人の住宅づくりまで、産業を支え、生活を維持するための膨大な施設の建設が
その後の約半世紀の間で行われて来た。空港、港湾、道路など交通施設、護岸、堤防、ダムなどの防災
施設、発電所、電力・ガス網などのエネルギー・通信施設、貯水池、浄水場、管路網などの水供給施設、
下水網や廃棄物処理場などの処理施設、工業用地や農場、オフィスビルなどの産業施設、学校、博物館、
競技場などの教育文化施設、そして住宅地や商業街区などの生活施設など、これらは極めて多岐にわ
たる膨大なものである。現在我々の使うこれらの無数のインフラの殆どはこの半世紀の間に造られて来た
ものといって良い。 
 しかもこれらは地形的に急峻であったり、軟弱な地質が多く、さらに地震や豪雨など災害にしばしばさら
されているこの国土の上につくられている。加えて、そこでは人口、経済活動ともに土地当りの密度は高く、
インフラの立地は社会的、環境的に問題の多い場合が一般的である。したがって整備に要する費用も他
の多くの国々に比べていきおい大きなものとなっている。 
この 50 年近い期間での膨大な投資によりこれらのインフラの基本的整備の段階はようやく終りを迎えよ
うとしている。もちろんまだ量的に不足する施設や地域も少なくないし、質的に見ると欧米等の水準に比
べ見劣りするものも多い。しかし基礎的な投資としては完全に山を超えたといって良い。そこではインフラ
の限界効用は過去と比べてははるかに小さくなったし、インフラ整備の限界費用はずっと高くなっている。 
 今後の重点は従来のような新規建設から、この数十年間に蓄積された莫大なインフラの改築と維持補
修に移る。多くのインフラはコンクリートと鋼材で造られているが、そのような構造物の物理的寿命は 100
年を越えるとみられている。しかし初期に作られた構造物は品質的にも最近のものに比べて劣るものが多
いし、かけられた負荷も予期以上であった。さらに今後の使用においては効率的に不十分であり、いうな
れば社会的寿命に達していて、根本的な改築を迫られているものも少なくない。すなわち今後のインフラ
整備の重点は大規模改築と維持補修に移ることは必然である。 
 昨今その必要性が強く認識され、進められようとしている都市再生事業はまさしく都市インフラの大改築
事業である。過去にそして無計画に形成された都市インフラが現在の社会的要請に合致していないため
に再開発が要請されているのである。現在の社会的要請とは都市活動に際して効率的であるとともに、快
適性、安全性を満たし、かつ都市の美しさを備えたものであるといえる。 
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（２）課題克服の技術 
 このようなインフラ再生を実行するに際してはいくつかの技術的課題が存在する。このための技術は大
きく科学（的）技術と社会（的）技術に分けられよう。科学（的）技術と呼ぶものは科学的原理や知識にもと
ずいて自然を加工する方法・手段であり、インフラづくりの工学技術、すなわち狭義の土木工学もこれに
属している。しかし、現代のインフラ整備においては社会の状況や市民の反応など、科学的技術だけで
は対処しきれない事情に対して適確に判断し、対策を決定する技術、すなわち社会的技術がより多く必
要とされる。科学的技術は高度の専門的知識を必要とし、専門外の人々には問題の所在やその処理方
法についての理解は極めて困難である。一方、社会的技術の扱う問題は一般の人々に判りやすく制度
的対策が主であり、またその対策の良否についても批判が容易に可能である。しかし、だからといってこ
の技術の新たな発展が容易な訳ではなく、科学的技術のように実験室的な分析での技術開発は困難な
こともあり、世界的に見てその発展は遅々としている。 
 過去においては土木技術の発展とは科学的技術の発展と同義であり、それが長大橋を可能にし、上空
高くあるいは地下に深い構造物の建設を可能にした。現在では高い費用さえいとわなければ、ある範囲
まではどのような構造物も実現可能となったといって良い。しかし科学的技術だけでは実現できる事業は
現在では皆無であるといって良く、すべてのインフラは社会的合意を得てのみ実現できるのである。とくに
改築が中心であるインフラ再生事業において最も要求されるのはこの社会的技術の進展であるといえる。
現在の土木工学はこの科学的技術と社会的技術の両者から成り立っている。 
 科学的技術としての土木技術は極めて高度な段階に達し、現在では殆どの構造物の新規建設が可能
となったと述べた。とは言うものの膨大なストックをかかえ、これの維持と改築が中心的課題となる今後に
おいては、科学的技術としても克服されるべき問題が少なからず残される。そしてそれらの課題の多くは
現在の社会的状況が故に顕在化してきたものである。したがってインフラに関する課題解決を議論する
に際しては科学的技術とともに社会的技術の今後を考えることが必要である。このことを認識した上で、
本調査の対象である科学的技術を中心に今後の 20～30 年間での建設分野での技術発展のありうるシナ
リオを以下で描いてみることにする。 
 
２．今後の 4 半世紀での技術発展のシナリオ 
 前述のような状況の中で科学的技術により克服されるべき課題がいくつか挙げられるが、それらの特徴
あるいくつかが今後 15～30 年の間にどのような状況に発展するのかを以下に描いてみよう。 
 
（１）解体とリサイクル技術の発展 
改築事業が主となる今後においては既存の構造物の撤去が大きな仕事となる。現在でも既設物の破
壊及び廃材の処理は大きな問題であるが、現在用いられている方法は比較的プリミティブなものであると
言ってよい。すなわち、構造物を機械的に切断、破壊し、主として鋼材のみをリサイクルし、他は建設廃材
として運搬し、浅海域や山間に埋立て処理するのが一般的である。しかし、周辺の環境を乱すことなく、よ
り安全に解体し、その廃材をリサイクルすることが今後より強く要求され、そのための技術開発が一層重要
性を増してくる。 
そこで、機械的な破壊処理に主に頼ってきたこれまでの解体方法とその改良に加えて、膨張材を用い
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た化学的破壊や、電流や電磁波照射による内部加熱によっての破壊など、多様な方法が用いられるよう
になる。ライフタイム設計といった思想のない時代につくられている既設構造物を、安全な作業環境の下
で、周辺環境に及ぼす影響を極力抑えて破壊する技術は、官民の研究開発機関の多大な貢献のもと、
日本が世界に先駆けて開発した技術として広汎に用いられるようになっていよう。 
  廃材のリサイクルのために先ず解決されるべきは土砂、コンクリート、アスファルト、木材、鋼材、アルミ
ニウム、プラスティックス、ガラス、ゴムといった各種材料の選別である。この自動化が進み、経済的に選別
されることにより、各材料のリサイクルが実現し、輸送と処理用地を減らして、環境への負荷を軽減し、資
源の節約にも大きく貢献する。 
 
（２）防災技術と対策の進展 
我国は先進工業国で唯一ともいえる自然災害多発国である。地震、暴風、豪雨、地すべり、津波、海
岸侵食、火山噴火、豪雪などありとあらゆる自然災害が、この人口と経済活動の密度の高い国土に生じる。
30 年後といえど大地震発生の予知は出来ていないであろうが、大地震が発生した時の構造物の安全性
は現在よりは余程改善されたものになっていよう。阪神・淡路大震災や中越地震の経験はどのような構造
補強が有効であるかを教えたし、研究開発機関などが重点研究として取り組んできた研究成果の現実で
の適否をあきらかにした。 
しかし、問題は 30 年後といえどもまだ大量に残る耐震性の乏しい既存の構造物の存在である。余りに
も膨大なストックであり、予算制約もあって、すべての主要なインフラに十分な耐震強化が行われなかった。
特に改築や再開発事業は市民などの反対もあって危険な建造物や地区を改良されないままで残し、これ
らが大都市部を襲った大地震での被害を極めて大きなものとするだろう。 
阪神・淡路大震災や中越地震でもその挙動が未経験な建造物は超高層建築である。これにプレート
形の大地震による長周期の地震動が作用したとき、どのような被害が生ずるのかについて大きな不安が
生まれていた。様々な実験にもとづいて長周期地震との共振に対しての制振機構が開発され、これが設
けられた超高層建築物の被害はこの大地震でも殆ど起こらなかった。 
豪雨による洪水被害を抑えるためにも多様な手段がこうじられて来た。従来からの河道の改修に加え
て、ジオテキスタイルなど土構造強化材を用いた堤防の補強、公園や市街地等と併用される幅広の堤防
（スーパー堤防）の都市部での建設、IT を高度に活用した水害情報のリアルタイム提供などである。精緻
化されたハザードマップと結び付けられた土地利用コントロールや保険での格差付けも進められた。1990
年代から、親水性の確保、生態系の保全など河川の自然回帰が強く意識されて来たが、その後の各地で
発生した洪水被害は河川の治水機能の強化も再び強く要求するものとなった。こうした技術開発と制度
改革の両者にわたる広汎な対策が実施された結果、2030 年頃には河川は多自然性の快適空間であると
ともに、重大な洪水被害を起さず、住民の人命と財産は守られるようになった。 
 我国は先進諸国で唯一の災害頻発国であり、それがために防災技術は世界をリードしているといえる。
耐震強化、津波対策、砂防などの広い分野にわたって、土木工学的対策や警報伝達システムの構築と
運用などについての技術協力を多くの国において実施し、それらの国々での近年の被害軽減に貢献し
ている。 
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（３）構造物診断と補強の技術 
構造物は使用とともに損耗し、年月とともに劣化する。膨大なインフラの健全度を如何に診断し、如何
に適切な時機に補修するかは我国の社会基盤マネージメントの最重要事項である。新規建設において
は設計図書のデータベース化が国土交通省により義務づけられ、さらにこれを維持管理、補強改築と全
寿命にわたって利用する CALS（Continuous Acquisition  and  Life-cycle  Support)が 2000 年初頭に
開始された。インフラの種類、管理者、建設時期などにより、様々に異なる設計図書を標準化するシステ
ムを作り上げることは容易ではなかったが、これは構造物のデータベースが汎用的に使われるためには
不可欠な過程であった。この実用化のために多くの人材と費用が投入され、幾多の改良が進められ、実
用化が進展した。その後、既存インフラのすべてについても竣工図などのディジタル化によってデータベ
ース化が進められて来た。 
一方、鋼製、鉄筋コンクリート、アスファルト、土構造など種々の材料からなる構造物の健全度の診断に
は新たな技術開発が進められ、超音波、Ｘ線、振動など様々な非破壊検査と、各種センサー、さらに写真
撮影や専門家による現地検診が定期的に行われるようになり、前述のデータベースにその診断結果が記
録されるようになった。丁度、人々が人間ドックによって定期検査と診察がされ、その結果がデータベース
として保管され、必要に応じて治療が加えられるのと同様な方法が確立されたのである。 
このようなシステムの確立には多くの研究開発が必要となり、少なからず時間を必要としたが、最近よう
やく本格的にこの社会資産診断システムは確立され、それに従って維持管理事業がおこなわれるように
なった。 
全面取り替えが必要な改築事業では何らかの機能強化が加えられたし、補修事業では従来の工法や
材料に加えて新しく開発された工法と材料により機能維持を図りながら延命強化が図られることとなった。 
 
（４）ダムの容量回復と海岸の養浜 
この約半世紀の我国では実に多くのダムが建設された。ダムは時間的に偏在する水資源を貯え、洪水
を防御し、発電、かんがい、水道など水資源の有効利用を目的としたものであり、我国の国土の保全とエ
ネルギー・水資源の確保のために必要不可欠な施設である。ところが、このダムのかなりが上流から流出
する土砂により埋められ、貯水容量が大幅に減少した。一方、従来は河川より補給された土砂と波が持ち
去る砂が均衡して作られていた海岸線がダムによって砂補給が止まったために、とくに砂浜海岸での後
退が顕著になった。 
ダムの機能を延ばし、また海岸の保全を図るため、2000 年代に入って様々な方策がこうじられて来た。
ダムから河川に沿って河口まで管路を敷設し、流体スラリー輸送によりダムの堆砂を海岸まで運ぶなどで
ある。この種の事業は企業経済的には全く見合うものではないが、国土経営という公共性の観点から正当
化され、遅々とした進捗であるものの公共事業として実行されている。これにより新規のダム建設の抑制
や砂浜海岸の保全にもかなりの効果が挙がりつつある。 
 
（５）都市の再生 
我国の多くの都市は 20 世紀後半に入って急激に成長し、モータリゼーションにも強く影響されて面的
に拡大した。多くの住宅や商業活動が郊外に展開した結果、環境の悪化、インフラの効率の阻害、都市
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の空洞化、都市景観の悪化など多くの問題を惹き起こした。都市をよりコンパクトなものとして、効率と魅
力を増すことは 21 世紀の我国の国土経営上の最大の課題であるといえる。この解決には都市計画的あ
るいは税財政的な誘導や規制、インフラ整備など広汎な対策が必要である。 
これらの対策実施のための調査、分析、評価の各分野において信頼しうる方法の確立が必要である。
各種のシミュレーション手法、評価方法、GIS での表示など新しい方法が開発されてきたが、まだこれらの
制度化は遅れている。 
 
３．とるべきアクション 
（１）重点研究課題の特定と研究資源の重点配分 
インフラを対象とする多くの研究機関の行っている研究課題はこの何年間があまり大きく変わっていな
い。しかし、現実の事業は現在曲がり角にあり、今後大きく変化すると予想される。その結果、研究のニー
ズも大きく変化している。 
 新しい課題について研究の強化を図るために、重点研究分野を提示し、研究資源をその分野に傾斜
配分すべきと考える。公共の研究機関が主なインフラ関連の研究では市場動向への指向が比較的弱い
ことが多いのでこのような政策も必要と考える。 
 
（２）防災研究の重視 
自然災害の防禦に関する研究は他の先進諸国で進展することは期待できず、我国が率先して世界を
リードして進めなければならない。現在では研究機関の数や研究者数はともに世界で第一に位置すると
思われが、これをさらに拡充し、世界各国から研究者を積極的に招聘して研究に当るべきである。その主
たる課題は耐震技術、津波対策、暴風対策、洪水制御、砂防対策、地すべり・山崩れ対策、波浪侵食防
御、軟弱地盤対策、地下水制御など多岐にわたる。国立研究機関、大学などでの研究に重点的に投資
すべきである。 
 
（３）研究成果の評価、公表 
インフラ関連の研究の多くは市場で評価される機会は少ない。したがって、研究成果が出ているか否
かは専門家による評価が必要になる。この評価組織を確立するとともに、その結果を個人や組織に何ら
かの成果として反映させる仕組みをつくることが必要である。また評価結果は広く公表されねばならない。 
 
（４）研究成果の創業者利益の確保 
インフラ関連研究はたとえ民間で行われて成果を得たとしても、開発者がその利用を独占することは多
くの場合許されない。これは研究のインセンティブを減少させることになっているので、これを抜本的に改
め少なくともある年月の間はその特許などが事業で活かせるようにすべきである。 
 
（５）社会的技術の開発研究の促進 
先に述べた社会的技術の改良はインフラ事業の今後において極めて重要な意味を持つ。この種の研
究に対しても十分な配慮が払われることが必要である。 
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地球深部探査 
 
東京大学 地震研究所 教授 大久保修平 
 
１．現状分析 
 地球深部探査には直接探査ともいうべき掘削と、間接探査に相当する物理探査とがある。以下では、そ
の各々について個別に論ずることにする。 
 
（１）深部掘削 
 深部掘削探査は地下の情報を直接得ることができる唯一の方法である。掘削試料からは地下資源、地
球の形成過程や構造、気候変動、地下生物圏など、地球物理・環境・生物・資源等、多岐にわたる情報
が得られる。また、掘削孔に観測機器を設置すれば、地殻変動、地震発生メカニズムや地下の熱水活動
プロセスなどの地球の営みを直接観測することができる。  
深部掘削の多くは石油業界が行ったものであり、日本では 6km 程度、世界的には 8km 程度まで掘削さ
れている。石油掘削のための到達深度の世界記録は、米国オクラホマで掘削された油井で 9853m である。
一方、深部掘削全体を見渡したときには、旧ソ連時代に科学的調査を目的としてコラ半島で掘削されたも
のが最深で、詳細は不明ながら 12,261m である。最近では、ドイツで掘削された KTB プロジェクトが 9km
の掘削に成功している。 
科学的な深部掘削探査を支援する国際組織として、ICDP(国際陸上科学掘削計画)と IODP(統合国際
深海掘削計画)があり、科学的な観点から経済的・技術的支援を通じて掘削を必要とする研究を効率的
に推進している。一方、産業ではおもに石油やメタンハイドレートなどのエネルギー資源開発を目的とし
た掘削技術の蓄積があり、科学掘削へも応用されつつある。ライザー掘削船「ちきゅう」はその例であり、
厚さ 5km 程度の海洋地殻を掘り抜き、その下 2km、すなわちマントルまで到達できる能力を持っている。 
 
（２）物理探査 
１）陸上探査 
 地震波（主として人工的な制御震源の発生する）を用いた地下深部探査は、屈折・広角反射法探査と
反射法探査に大別される。前者は、地殻・上部マントル構造を解明するという学術目的で、大学等の研究
者によってその手法や解析が行われてきた。 一方、反射法探査は、当初は石油開発を目的として発展
してきたもので、日本においてもその技術開発は石油開発会社の手にゆだねられていた。しかし、 1990
年代に入って反射法探査を積極的に取り入れた科学研究が実施されるようになり、その結果として日本
の主要構造線や衝突帯の深部構造に新しい知見が得られるようになった。最近では、反射法・屈折・広
角反射法のみならず、自然地震まで活用した地下構造推定を密接な連携の元に実施するための観測設
備や技術的進歩などの環境が整ってきた。その結果、島弧地殻の大局的な構造とともにその内部変形の
規定要因として重要な主要構造線や断層帯深部構造の詳細が求められるなど、大きな進展を見せてい
る。 
 世界的視野で分析するならば、1980年代から欧米諸国において大陸地殻に対する探査が精力的に行
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われた。たとえばアルプス横断測線、バイカル地溝帯など大陸規模の探査が行われてきている。その結
果として得られたイメージは、特に地殻下部の物性研究を大きく進展させた。また、主として中生代以前
の大規模プレート運動・造山運動や地殻活動の痕跡が発見されたことによって大陸地殻の発達史につい
ての知見が大いに深まった。一方、新生代における地殻発達を規定する深部構造の解明は、現在活動
的な地域での研究の進展にゆだねられている。日本における最近のこの分野の進展は、活動域の地殻
の変形・改変様式やその発達過程に大きく貢献するもので、世界の研究者から注目されているところであ
る。日本から発信される成果を大陸地域における結果と比較することにより、地球規模のリススフェアの発
達過程解明につなげることができるであろう。 
 地震以外の探査法のうちでは、重力探査は国内では官公庁・大学などの公的セクターおよび地下資源
探査など民間セクターのものとをあわせると、かなり稠密で１ミリガル程度の高精度な測定データが蓄積し
ている。国外では米国等でグリーンランドなどの極域で、P3C などの大型機を用いた探査を精力的にす
すめている。 
 
２）海域探査 
海域での反射法地震探査は、複数のストリーマと大容量エアガンの組み合わせによる３次元探査が主
流である。一方、屈折法では海底地震計（自己浮上型）と制御震源を用いた探査が主流となっている。最
近では海底地震計を 100 台以上使う、大規模探査となっている。自然地震を用いた探査では、長期の海
底地震計を用いた繰り返し観測が実用化している。また、海底での広帯域観測もほぼ実用化し、海底掘
削孔内での長期観測はほぼ目処がたった。 
 重力探査は主として大学・海上保安庁などの公的機関による船上重力データが主である。現在では高
精度 GPS により測定点の座標決定精度が 10m 程度まで向上し、速度のエトベス補正も向上してきた。た
だし、1990 年半ばごろまでのデータでは、GPS はほとんど使われていないので精度に問題がある。1990
年台半ばから、国内では試験的にヘリコプター搭載の重力計による測定が始まったが、まだ年間数百キ
ロメートルの線上の測定にとどまっており、精度も数ミリガルの中程度の精度である。 
 
 
２．発展シナリオ 
（１）掘削 
比較的見通しやすいのは、学術深海掘削であろう。確定要因としては深海掘削船「ちきゅう」の運用が
近々に開始されることである。深海掘削はIODP等においてライザー掘削船を中心に計画されるようになる
だろう。2010年ごろに水深4,000ｍ級ライザーに移行し、さらに2015年ごろにはモホ面を貫通しマントルに
達することもありそうである。そうなると多くの場所でマントルのコアを直接採取できるようになる。これらの
多くの試料から、過去から現在にいたるまでの地球史が明らかにされ、将来をある程度予測できるように
なる。また、希少資源の分布についても知見が深まることが予想される。プレート境界の直接観測から、地
震発生のより詳細なプロセスが明らかになる。生命の起源に関する発見がなされるかもしれない。このよう
に深部掘削を軸としていろいろな分野が融合した広領域の地球科学が誕生すると考えられる。 
深部陸上掘削については、深海掘削ほどの進展がみられるかどうかは、希少資源をより深い地下に求
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めるような経済的ニーズを産業界が見出すかどうかにかかっている。今後の経済情勢が不確定要因であ
る。もし産業界のニーズと合致すれば、掘削技術の進展は大いにありそうである。その場合には、既存技
術の発展はもちろん、原理的に異なる手法の開発が必須となる。なぜなら深さ10km以深の高温・高圧下
では、岩石の性質は脆性／延性遷移領域に入ってくるからである。その結果、岩石が脆性的に振る舞うと
いう性質を利用してきた既存の技術や各種開発途上の技術では、さらに掘削深度を増すことには本質的
な困難が予想される。言いかえると岩石の脆性／延性遷移という性質を考慮した掘進技術開発なしには、
進展は望みがほとんどないと言ってよいであろう。 
技術的には、掘削穴の曲がりが一つの問題であるが、KTB では自動的に調整・復元するシステムが開
発・使用されており、国内技術開発でもクリアーする必要がある。また、深部ボアホールでは、孔曲がり以
外の要因でもトルクロスが大きくなる。そこでダウンホールに回転駆動装置を設置することが提案されてい
る。ダウンホールモータは、通常、低トルク高速回転であり、ターボジェットエンジンの技術が転用されてい
る。最近、低トルクによる異常停止を避けるため、高トルク低速回転ダウンホールモータも提案された。こ
れにはエラストマーが使用されているので、高温環境でも用いられるように工夫を施したものが開発される
であろう。 
ケーシング技術も重要な課題である。深くなるにつれ、一般にケーシングサイズが小さくなる。これに関
する最近の提案としては、エキスパンド・ケーシング、すなわちダウンホールで拡大し壁面に密着させるシ
ステムが 2015 年までには実用化されるのではないだろうか。 
また温度上昇の問題は深刻である。地温勾配は通常2～3℃/100mであり、第四紀火山が分布している
地域では5～10℃/100mと地温勾配が大きい。概算すると地下10km以深で一般的シール剤の実用限界
200℃をこえる。したがってさらなる高深度を達成するためには、高温で使用可能なシール剤の開発、ある
いはシール剤不要なmetal to metalシールの採用、あるいはベアリング不要のビットが必要である。トリコン
ビットをもちいた高温環境下の掘削は日本が世界記録をもっており、岩盤温度約500℃である。metal to 
metalシールが採用されており、冷却水も効果的に用いられている。ボーリングシステムに使用されている
電子回路、バッテリーやエラストマーにもまた温度制約がある。電子回路等は通常150℃が限界であり、そ
れ以上は特殊な電子部品が必要である。 
 
（２）物理探査 
１）2005年までの発展 
 既存技術を主体とした日本列島を横断する反射法＋屈折・広角反射法探査が政府関係プロジェクトや
大学等で実施され、島弧地殻の基本構造（沈み込み帯としての大構造や主要構造線・活断層の深部構
造等）が明らかになるであろう。大規模地殻構造探査を主体とする大型プロジェクトが現在進行中であり、
沈み込み帯/巨大地震発生域及びその周辺のプレート構造や内陸域主要構造線・歪集中帯深部構造に
ついての新たな知見の集積が期待される。これらの結果は、単に島弧地殻の発達過程解明にとって重要
なだけではない。即ち、日本列島を構成する地下の場の状態を明らかにするものであり、地震・火山活動
の物理メカニズム解明に貢献し、その発生予測のために進行中の日本列島の広域的な地殻活動シミュレ
ーション開発に大きな役割を果たすと考えられる。 
 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 675
 ２）2015年までの発展  
 確定要因としては、計算機能力の大幅な向上と位置決定精度の一層の向上があげられる。またIT技術
を取り込んだGPS技術の高度化（リアルタイム・キネマティックGPS=RTK-GPSとか仮想基準点方式GPS＝
Virtual Reference GPS）や類似の測位衛星（欧州のガリレオ計画など）が定着し、観測点の位置決定が
0.1ｍの精度で迅速に行われるようになることも確定要因として織り込んでよいだろう。やや不確定性があ
るものの、石油資源の枯渇の不安は増大し、産業界からの深部物理探査へのニーズがさらに高まることも
確定要因に準じるとしてよいだろう。 
近年の計算機環境やデータ転送に関わる技術的進展には目覚ましいものがあり、より高密度な地震観
測を可能にするデータ収集システム、高密度多チャンネルデータ転送システムの開発が大きく進むことは
確実である。その結果として、測線長が数十kmないし100-200kmの地震探査において、高精度位置決定
システムの支援を受けて10-20m間隔（数千-数万チャンネル）の観測点が展開可能な技術が確立される
であろう。このような稠密探査によって、波長にして2-5km程度の分解能で細かい構造不均質が明らかに
なるものと期待される。また、計算機能力の高速化、大容量化は、3次元地震探査の実施も可能とするだ
ろう。コンピュータの能力向上により、このような大量データの処理が可能となり、地下構造イメージング手
法が大きく進展するであろう。例えば、トモグラフィなどインバージョン解析による地下構造マッピング法の
高度化、pre-stack  migration法などの高度化が期待される。コンピュータ環境の進展（コンピュータの並
列計算、計算メモリーの飛躍的な増加等）によって数10Hzまでの波動場の計算が可能となる。このことに
よって探査等によって得られた波形情報全体を用いた地殻構造解析が、進展を見せるであろう。 
自然地震を用いた海底地震探査は、海底掘削孔を利用した海底ステーションの建設と無人探査船の
安定的運用が普及し、1 年程度以上の長期にわたって稼動できる海底地震計の数が 100 台程度となるだ
ろう。その結果、定常陸上地震観測とのギャップが小さくなり、とくに海底浅部分の地下構造が、波長
100km の水平スケールでイメージングされるであろう。 
重力探査は海域や海陸境界での測定に、ヘリコプターや航空機を使用した技術開発が進展するであ
ろう。位置決定の一層の高精度化（水平精度で数cm、鉛直精度で10cm程度）があげられる。これにより重
力に直接関係する、鉛直方向の位置精度0.1ミリガルのオーダーまで向上し、地下数kmまでの地下構造
解明や資源探査に供されることが期待される。 
 
３）2015年以降の進展  
更に、計算機環境やデータ収録・電送系の技術が進展し、現在よりも数十倍高密度の地震探査手法
が実用化される。それによって数百mから1kmの波長の地殻・上部マントル及びプレートの不均質構造が、
より詳細な形でマッピングされるであろう。また、地震探査も3次元構造解明が通常の仕様となると考えら
れる。また、構造の時間的推移を、高精度で追跡できる可能性が高い（4次元構造）。構造の時間変化が
追尾できることになれば、構造の知見が飛躍的に増加し、特に複雑な島弧内（内陸地域）の地殻活動の
物理プロセスの解明（特に現象の時間発展の理解）に大きな進展が期待される。 
海底地震探査では、海底ケーブルを用いる定常的でリアルタイムの観測に移行する。また、強震など
の観測のダイナミックレンジが飛躍的に広がる。より質のいい記録を得るために、掘削孔または埋設が行
われる。 
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図1. 深部探査の発展シナリオ 
 
 
３．日本のとるべきアクション 
（１） 掘削 
 この分野では掘削技術を持っている国が確実に優位に立てる。深海掘削ではライザー掘削船の導入で
日本は重要な役割を果たそうとしているので、この優位を保持するためにも、ライザー掘削船の後継船を
適切な時期に建造できるようにすべきである。現在、学術的な掘削についてはコンソーシアムがつくられ
て運営されているが、メンバーシップの門戸を可能な限り民間等にも開放し、国内で優れた掘削技術を育
てる工夫が必要である。 
 
（２） 物理探査 
１）陸上探査 
日本は、観測機器システム、処理システム開発の面では世界でも最先端の技術を持っている。この特
性を活かし、探査技術の進展を図る必要がある。一方、データ解析には優れたソフトウェアが必要である。
この面においては、米国と比較するとかなり見劣りがするのは否めない。広い分野の研究者・技術者を連
携させて、ソフト開発を進展させる必要がある。とくに重要な点は教育を充実させ、優秀なエンジニア、研
究者を育成することである。 
日本列島は地形が急峻であり人口密度が高く、探査の条件は他国と比べて悪い。民間、大学、官庁が
結束してこのような条件を克服する新しい技術を開発し、また共有することによって、複雑な地質構造下
にある日本列島に最適の探査技術を開発すべきである。開発された技術は世界の多くの地域で使えるこ
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とが期待されるので、ODAなどで途上国支援としても用いれば、経済的、学術的、社会的な貢献になるだ
ろう。 
 
２）海域探査 
現時点でも日本は海底地震観測において、世界をリードしている。この優位性を確保し、海底での長
期・定常・リアルタイムの地震観測の研究開発を継続すべきである。また航空重力探査や船上絶対重力
観測は、大陸棚などでの海底油田・ガス田の資源開発などの経済的要因もあるので、一層の研究開発を
すすめるべきである。たとえば航空・船上重力測定の重要な要素であるジャイロによる姿勢制御について
は、軍事部門（ミサイル・航空機の姿勢制御）での成果をできる限り、民生転用することも検討されるべき
だと思う。 
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地球深部探査 
 
（独）海洋研究開発機構 地球深部探査センター長 平朝彦 
 
１．地球の理解と探査：現状分析 
 
（１）新しい地球観の胎動 
 
 現在、地球の人口は６０億人を越え、人間活動の影響は地球の隅々まで顕著になっている。大気ＣＯ２
濃度の上昇のもたらす地球温暖化や海面上昇、化石燃料や金属資源の枯渇そして水資源や食料生産
の限界、地球規模での環境汚染への危惧などが現実のものとなりつつある。このままでは、地球はどうな
るのだろうか。私たちは地球上でこれから生きてゆけるのであろうか。誰もが不安に思っている。 
 近年になって、地球科学や生物科学の発展により、私たちの地球に対する理解が急変しつつある。そ
れは、「地球内部の現象と私たちの住む地球表層は、従来考えていたより遥かに密接な関係にある」とい
う考え方である。私たちは、最近、地球内部に実は隠れた地球変動の主役が存在していることに気がつ
いた。それは、 
１）地殻内部深くまで存在する地下生物圏 
２）海底下や凍土層に存在するメタンハイドレート 
３）地殻からマントルまで存在するＨ２ＯやＣＯ２などの流体 
である。これらは、地球内部と表層の間での物質循環や力学的プロセス（例えば地震）などに密接に関与
していると推定される。しかし、その実態はほとんどわかっていない。２１世紀前半の地球深部探査の目的
は、その実態を解明し、地球の未来像を描くことである。すなわち、地球内部で起っている出来事の動態
（ダイナミックス）を観測し、それらが我々の住む地表世界（表層環境）とどのように関連しているのか探査
することである。この探査を主導的に推進することは、我が国にとって、国土管理保全の上での緊急の要
請であると同時に、国際社会の未来への大きな貢献である。 
 
（２）地球探査技術の現状 
 
 ここで取り上げる地球深部探査とは、陸地なら土壌より下の岩石圏、海洋では海底下の岩石圏の探査
を意味する。地球内部の岩石圏は地殻、マントル、コア（中心核）という物質圏から構成されている。ここで
注目するのは、とくに海底の地殻からマントル最上部にかけての部分である。その理由は、この部分が地
球表面積の６０％を占め、地球深部と表層との相互作用の主役と考えられるからである。 
 地球深部探査における我が国の現状は、一言で言えば、学術探査では一流の技術を有しているが、資
源探査では大きく遅れをとっている。 
 まず、学術探査では、 
１）海底地震計などによる地震波観測を使った海底下の地殻構造 
２）潜水艇などによる深海探査 
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３）掘削孔を使った長期観測 
において特に優れた業績を有し、プレート境界の構造と巨大地震発生領域の性質、大陸棚延伸のため
の調査、海底火山活動や熱水噴出孔の発見などに大きな貢献を果たしてきた。 
 一方、我が国は、海底石油資源探査においては、欧米やブラジル、中国などに比較して大幅な遅れを
とっている。これは、我が国の周辺に大きな油田地帯が少ないことにもよるが、国策としての石油資源政
策の方向性の問題も大きい。現在、海底石油資源探査は、目覚ましい進歩を遂げている。例えば、 
１）水深１０００m〜３０００m の海底からの掘削 
２）掘削した孔の内部の地質や間隙水圧などの計測技術（孔内計測） 
３）高い分解能の３次元地層探査技術 
の発展である。１９８０年代から、新規の大規模な油田開発は数が減り、既存の油田について詳しい再調
査を行ったり、回収率を上げるために水を注入したりすることが行われてきた。その結果、まず、油層の形
状を詳しく探査するために３次元反射法地震探査が発達した。これは海底探査においては、探査船から
複数の地震波受信ケーブルを同時曳航して行うもので、多数の受信端子の位置測定や地震波発生装置
（エアガン）の周波数や波形制御の技術が著しく進歩した。また、油層の状態変化をモニターするために
３次元探査をくり返し行うことも実施されるようになり、油層の効率的な開発と管理技術が進展した。残念
ながら我が国では、このような探査技術は発展しなかった。 
 
２．地球内部４次元観測への道：発展的シナリオ 
 
（１）我が国の地球深部探査の目標 
 
 前節で、２１世紀前半の地球深部探査は、地球内部の動態（ダイナミックス）と表層環境の相互作用の
理解が課題であると述べた。では、我が国では具体的にどのような科学課題が重要であり、それに対して
どのような技術を発展させれば良いのであろうか。そのシナリオは次ぎ４つの分野にまとめることができる。 
 
１）基礎科学技術 
  ａ）地下生物圏の実態と生命の起原 
 
２）防災科学技術 
  ａ）地震の予測、直後通知、そしてメカニズムの解明 
  ｂ）火山噴火の予測、活動過程そしてメカニズムの解明 
 
３）資源科学技術 
  ａ）メタンハイドレートのダイナミクスと資源ポテンシャル 
  ｂ）レアメタルや金、白金などの非鉄金属資源とくに海底熱水鉱床やコバルトリッチクラストの成因、採
掘技術と環境モニタリング技術 
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４）地下利用科学技術 
  ａ）地下の岩石を用いたＣＯ２処分およびメタンハイドレート生成 
  ｂ）核廃棄物処分の確立および長期モニタリング 
 
 これらの重要課題は、実は共通した技術によって進展させることができる。それは地球深部４次元長期
観測である。すなわち、 
①地表あるいは海底の地形や地質、あるいは変化を調べ、その変動を観測すること。 
②地殻内部の構造を詳細に描き出し、また、その変動を観測すること。 
③掘削（ボーリング）によって直接地殻内部の物質を採集し、また、掘削孔内部の状態変化を連続観測
すること。 
 以下、これらの課題の概略と、なぜ４次元長期観測が必要なのか、述べてゆこう。 
 
（２）課題の概略と必要技術 
 
１）地下生物圏の実態と生命の起原 
 
 これからの地球深部研究の最大の課題のひとつは地下生物圏の解明である。特に国際深海掘削計画
（ＯＤＰ）などのボーリング調査で地下１０００m 以上深くの岩石の中に”石を食べて生きている”微生物が
生息していることがわかってきた（図１A）。その生息深度は、予想される生息限界温度（１５０℃程度か）を
考慮すると、マントル最上部まで生息領域が広がっているかもしれない。地下生物圏のバイオマス（総量）
は表層の微生物の総量に匹敵すると推定されている。これらの微生物の中には、地球表層の生物進化と
は無縁に発展したもの、あるいは地球史の初期の原始生命に近いもの（始源地下生物圏）が存在してい
るかもしれない (図１B)。地下生物圏がいったい地球に何をしているのだろうか。現在わかっている重要な
事実のひとつは、微生物が地下でメタンを作っていることである（図１C、D）。さらに、石油や石炭の生成
や分解に大きく関与している可能性がある。微生物の活動は流体の通路となる熱水活動域や地下の断
層帯において特に活発であると推定される。したがって微生物の活動は地震の発生に何らかの関与をし
ているかもしれない。地下深部生物圏の研究のためには、マントルまで達する掘削を行ない、試料を採集
してくることが肝要である。また掘削孔を用いた現場での生物化学実験を行なうことも有効であろう。マント
ルまで到達するには、深海底から７０００ｍの深さ掘削することが条件となる。 
 
２）地震発生メカニズムとリアルタイム通報 
 
 地震発生メカニズムの解明には、プレート境界での巨大地震発生帯の断層面そのものへの掘削が最も
有効である（候補地点は図２A ）。そのためには、深海底から６０００ｍから７０００ｍの掘削が必要である。
掘削によって、断層面を構成する物質、そこに含まれると予想される流体の性質、温度や圧力、応力など
の状態を知ることができる。その結果、地震発生の物理学的、化学的研究あるいは微生物学的研究に貢
献できる。同時に、いくつかの掘削孔を使った長期観測を行なえば、断層面の状態や周囲の岩石の変化
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などを把握することが可能である（図２B）。さらに掘削孔の周囲や海底に観測網を展開すれば、広域的な
海底の地殻変動とプレート境界断層面の変化の関係が判明するであろう。このような３次元空間での連続
観測（４次元長期観測）こそが、地震予測への近道であると考える（図２C）。 
 このような掘削孔を用いた観測網は、地震の発生を即時に検知できるので、リアルタイム発生通知に極
めて有効である。リアルタイム地震通知技術が確立されれば、それによる本格的な都市のＩＴ防災化を行
なう。都市機能を１０−３０秒前の地震通報によって防護し、また、人命への損害を最小限に留めるような
自動措置を行なう。これ自体は、さらに大きな科学技術の革新と産業を生みだすものと予想される。首都
圏防災のための観測網は、例えば関東大震災を引き起こしたプレート境界地震面への掘削孔を中心に
展開することが可能である（図２D）。 
 このような掘削孔と空間的広がりを持つネットワークを組み合わせた４次元長期観測網は、火山噴火の
予知や推移の観測にも有効である。 
 
３）資源探査とメタンハイドレート 
 
 近年、我が国の周辺海底下でもメタンハイドレートの存在が知られるようになり、クリーンなエネルギー資
源として注目が集まっている（図１D）。メタンハイドレートは、メタン分子を水分子が取り囲んだ氷状の物質
で、温度圧力条件にその状態が支配される比較的不安定な物質である。このことを考えると、ハイドレート
の分解が場合によっては、大気のメタンやＣＯ２濃度にも大きな影響を与える可能性が高い。 
 今後、仮に地球温暖化が進んだ場合、海底の底層水温度が上昇すれば、それに伴い海底下のメタン
ハイドレートは暖められ溶解する。メタンは有効な温室効果ガスなので、そのような事態が発生すれば、地
球温暖化は加速する。一方、温暖化で海水面が上昇すると海底の圧力が増加して、メタンハイドレートが
生成され炭素の固定が進み、大気ＣＯ２濃度は減少する傾向に働く。メタンハイドレートが地球の気候変
動にどのような働きをするのかわかっていない。メタンハイドレートの生成速度や溶解速度はどの程度な
のか、どのように地層中に分布しているのか、また分布のパターンは何によって決まるのか。この解明にも
掘削孔を主役とする４次元地球深部探査が重要である。 
 
４）地下利用技術 
 
 海洋地殻の上部にある枕状溶岩層（海底で溶岩が噴出すると急冷して球状あるいは枕状の塊となり、そ
れが積み重なった地層）は海底の表面積の８０％を占める。枕状溶岩はたいへん空隙の多い岩石であり、
掘削孔を通じてその中に二酸化炭素を注入しハイドレート状態にして閉じ込めることが可能である。もし、
そのＣＯ２ハイドレートからメタン生成菌によってメタンハイドレートを作り、それをさらに回収して資源として
活用できれば、夢のような炭素リサイクル技術が完成する。 
 同様な技術は、陸地あるいは海底における放射性廃棄物などの地層処分にも応用できる。放射性廃棄
物を適正に処分することは、我が国に未来にとって最も悩ましい問題の一つである。４次元地球内部観測
技術は、その基礎研究および基礎技術に道を開くものである。海底での掘削は陸上では掘削が難しい火
山地帯、熱水地帯、断層地帯などさまざまな過酷な地質環境への到達を可能とする。地層処分において
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最も困難な技術の一つは廃棄物を入れるカプセルの長期安定性の評価の問題がある。掘削孔とその長
期観測技術はカプセル物質の安定性を検証する絶好のラボラトリーを提供する。これによって最良のカ
プセル物質の抽出およびカプセルデザインの検証が可能となり、地層処分技術の実施への道を開くこと
ができる。 
 同様な技術は、熱水鉱床やコバルトリッチクラストの探査や海底採鉱による長期環境変化の予測調査に
も適用できる。 
 以上述べた長期４次元観測システムの中核となりうるのが掘削船「ちきゅう」である。今後、２０年の我が
国の地球深部探査技術は、掘削船「ちきゅう」とそれに密接に関連した技術によって構築すべきである。 
 
３．掘削船「ちきゅう」と４次元長期観測技術の構築：アクションプラン 
 
（１）プレート境界４次元長期観測網 
 
 ２００４年に海洋研究開発機構が導入する最新鋭の掘削船「ちきゅう」は、ライザー方式による最大水深
２５００ｍの海底から７０００ｍの深さまでの掘削能力を有している（図３A,B）。掘削船「ちきゅう」は２年間の
試験運用の後、統合国際深海掘削計画（ＩＯＤＰ）の枠組みで２００７年から当初１０年間、その後さらに１０
年間の利用が見込まれている。２０１５年頃からは、水深４０００m〜５０００m の海底からさらに７０００m の深
度までの掘削技術をテストする。また「ちきゅう」の掘り出した柱状試料（コア）は、船上(図３C)あるいは陸
上研究施設（例えば高知コアセンター：図３D）で分析される。「ちきゅう」の活用とその周りに重要技術を
展開して、４次元長期観測網を現実のものとすることが可能である。ここでは、地震発生帯の探査を例に、
具体的な施策について言及しよう（図４）。このプランは、その他の課題についてもほぼ共通であり、普遍
性を持つからである。 
 
１）海底地殻変動観測 
 これには、大きく２つの方法が考えられる。ひとつは、ＧＰＳによる船舶あるいはブイの測位と海底の定点
（音響ステーション）との間の音響測位を組みあわせた技術で、海底の測位観測を数ｃｍの精度で行なう
ものである。もう一つは自律型潜水艇（AUV）を用いた海底のくり返し地形マッピングである。いずれも音
響ステーションの位置決めがクリティカルの技術となるが、これは現在、いくつか大学や研究所ですでに
研究が始まっており、今後５カ年の集中的研究費投資によって世界のトップを目指すべきである。２０１５
年からの実用化が望まれる。 
 
２）くり返し高精度反射法地震探査 
 これに関しては、我が国が今から独自の技術を発展させることは困難であり、また、石油探査技術の発
展が著しいので、その応用を考えるべきである。ただし、海底ケーブルに内臓した地震計を用いた探査手
法については、それを深海に応用することはまだ行なわれていない。この技術開発は、我が国の民間会
社がすでに開始しており、産官学共同のプロジェクトとして発展させるべきである。２０１５年を 
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３）孔内計測 
 孔内計測に関しては、欧米の石油掘削業界の技術が確立しており、将来の技術開発もそれを基礎にし
なければ発展できない。ただし、高圧で高温な環境における孔内計測は、一時期、地熱発電に伴う開発
として発達したが、その後、開発が遅れている。これについては、我が国の大学や研究所と民間が連携し
て研究開発を行なうべきである。２０１５年を目指した開発を目標とすべきである。 
 
４）長期孔内観測 
 国際深海掘削計画の時代より、我が国では孔内長期地震観測の発展に力を注いでおり、いまやこの分
野では一流の成果を排出しており、また海底地震計や陸地の地震観測網と一体化した西アジア−西太平
洋の観測網は世界のトップである。しかし、掘削船「ちきゅう」が作井する孔は、今までにない深さに到達
するので、より高温、高圧環境の中での長期観測は大きな困難を伴う。この開発には産官学の連合体に
よるプロジェクトが必要となる。これも２０１５年までに基礎技術を開発すべきである。 
 
５）４０００ｍ以深における海底掘削 
 水深が４０００ｍ以深において海底を７０００ｍ以上掘ることは世界の誰もが成功したことがない。海洋地
殻を掘り抜き、マントルまで到達するには、この技術が不可欠である。また、地震が多発する日本海溝や
千島海溝では、プレート境界の掘削にこの技術が必要となる。これに関しては基礎技術の開発からを含
めて２０１５年までには、「ちきゅう」を用いた試掘を開始したい。 
 以上の技術を組みあわせて、ターゲットとなる海域、たとえば南海トラフ（東海−東南海地震）、相模トラ
フ（関東地震）、日本海溝（三陸地震）に展開し、海底ケーブルを持いたネットワーク化する。２０２０年まで
には、これら３海域で実用化を目指した観測ネットワークを敷設するべきである。 
 
（２）４次元地球内部観測の社会的意義 
 
以上述べたように、掘削船「ちきゅう」を中核とする４次元地球深部長期観測の実行は： 
１）地下生物圏と生命の起原の解読により人類の知的財産へ貢献する。 
２）リアルタイム地震通報によって大都市域のＩＴ防災化への道を開く。 
３）ハイドレート炭素循環システムの確立によって地球環境保全へ貢献する。 
４）地層処分技術実用化への道を開拓する。 
を中心に、地球と人類の新しい関係の開拓に大きく貢献するであろう。 
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衛星技術 
 
東京大学 気候システム研究センター 教授 住明正 
 
１．現状分析 
 衛星技術といっても、大きく分けて、気象・通信・放送衛星のように、完全に民営化されている分野（市
場経済の下で競争の中で技術が発展してゆく）と、地球観測のように官公需に基づかなければ進展しな
い分野の２つがある。ここでは、主として、地球観測などの官公需にかかわる衛星技術の現状について述
べる。 
日 本 の 衛 星 技 術 は 、 現 在 、 危 機 的 な 状 況 に あ る と い っ て よ い 。 そ の 理 由 の ひ と つ は 、
ADEOS,ADEOS-2 の失敗や、火星探査ミッションの失敗などによるによる、旧 NASDA や旧宇宙研など宇
宙機関の技術に対する国民的な信頼の欠如があげられる。もちろん、宇宙には失敗は不可避である、と
いう国民の認識もあるが、一方、宇宙機関の予算規模の大きさに対して内部の執行体制が不適切なので
はないか、とする批判も強い。もうひとつは、財政危機に基づく宇宙予算の縮小である（全体として伸びて
いるというが、偵察衛星の民間への波及効果はあるとは思われない）。これに伴い、民間企業の再編が起
き、民間企業の技術力が落ちていることが上げられる。一方、世界を見れば、NPOSS に見られるように、
アメリカの NOAA と DOD の衛星の統一を軸とした地球観測衛星のシステム化が行われ、世界中の国がこ
のデータをつかうことができるという著しいグローバリゼーションが進展しているかと思えば、中国、韓国、
台湾などに見られるように、国家的威信をかけて新しい国々が宇宙に参加しているなど情勢は大きく変化
してきている。参考のために、今後の各国の衛星打ち上げ計画を図１に掲げる。 
 このような状況の中で、衛星技術に関する新しい方向を目指す取り組みが行われている。しかしながら、
与えられたタイトルが衛星技術というように、基本的に、宇宙開発の視点から物事が語られるという状況は
変わらない。したがって、依然として、膨大な予算が宇宙開発機関に割り当てられ、研究者や応用機関に
宇宙開発予算が割り当てられていない。このため、リスクの多い衛星を使う業務に予算を割こうとする省庁
は、気象庁、環境省のみである。しかしながら、両官庁とも、膨大な衛星予算の確保に苦慮している。つま
り、依然として、宇宙開発は JAXA 主体で行われていることになる。しかしながら、衛星データの利用を考
えると、利用官庁を含めた参加が必要となり、日本政府として衛星技術開発を行う体制の確立が不可欠と
思われる。この意味で、日本政府の宇宙開発を担うべき指導部が弱体とおもわれる。３機関統合の元に
発足した新生 JAXA は、それぞれの技術的失敗からのダメージを回復できていないし、予算の制限の中
で多くのミッションを抱え、どの分野に資源を集中してゆくべきかの判断ができていないようにおもわれる。 
 衛星技術は、所詮、衛星を打ち上げてこそ進展する。しかしながら、衛星の数には限りがある。このよう
な中で、技術を進展させようとすれば、根本的なところを確認してゆく必要がある。衛星技術の裾野は、民
間企業の技術である。これらの裾野を維持するには、一定の市場規模が必要である（最低３０００億といわ
れている）。軍事の需要がない日本では、この需要を官公需で保障する必要があろう。世界に打って出て、
民間の衛星需要をとってくればよい、とおもう人もいるかとおもうが、日本の、航空・宇宙技術は、営業面を
ふくめてそれほど強くない。とりわけ、営業面の弱さが目に付く。個別の技術にいいものがあっても、所詮
現在の力量では、下請けになるであろう。 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 688
 以上の要素を考えると、他の領域の予測とは異なり、衛星技術の進展は時の政治状況に大きく作用さ
れることが理解されよう。したがって、以下のシナリオでは、宇宙をとりまく枠組みの話と、その中での技術
的な発展の可能性について述べてみたい。 
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図１ 各国の衛星打ち上げ計画 
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２．今後１０－３０年程度の発展シナリオ 
（１）はじめに 
 衛星の開発、打ち上げ、運用には、長い時間と、膨大な資金が必要であり、一般的に、長期間の計画と
ならざるを得ない。また、そのほとんどが官公需なのであり、基本的に官庁の方針に支配される結果とな
っている。したがって、現在でも、１０年程度の時間スケールで将来のおおよその報告は決まっているとい
ってよい。また、１０－３０年後の発展シナリオは、この１０年の期間での活動と財政状態に大きく依存する
と考えられる。 
 まず、現在から今後１０年間の展開を考えてみよう。この展開は、うまくいき発展してゆくシナリオから、失
敗して宇宙事業から撤退するシナリオまで大きく分かれる。また、伝統的に、日本では、衛星技術は、ロケ
ットに代表される宇宙技術と同じ組織で開発されてきたので、この傾向が続くか、ロケット部門の民営化に
伴い開発体制が大きく変化するか、否かでも大きく状況は分かれることになる。それぞれの場合について
考えてみよう。 
 
（２）発展シナリオ（うまくいった場合） 
１）政治的な状況 
まず、２００５年３月の運輸多目的衛星の打ち上げが成功する。引き続き、２００５年１２月の ALOS の
打ち上げに成功し、偵察衛星の打ち上げに成功するなかで、世間の支持が得られることになる。少なくと
も、国の安全保障の考え方から、宇宙予算の増額が図られ、そのお金が、宇宙機関（特に、JAXA を中
心）に注ぎ込まれる。これを受けて、意欲的な若手が育ち、様々な抵抗を排除しつつ JAXA の組織的な再
編が進み、新しい宇宙開発機関、ならびに、宇宙開発に関する政策が策定される。同時に、民間企業の
裾野も整理され、衛星技術も飛躍的に発展してゆく。 
 
２）技術的な側面 
次に、技術的な側面を考えてみよう。地球環境にかかわる衛星技術では、アメリカが現在展開を準
備しているNPOSSと呼ばれる複数の極軌道衛星からなる観測システムが、１０－３０年後の核となると予測
される。実現すれば、ほとんどすべての分野の要求をカバーする衛星システムになる。アメリカが、依然と
して豊かであり自分のところのみで開発が維持できればよいが、財政負担の増大に耐えかねるので、お
そらく、アメリカ主導のもと国際協力が呼びかけられることとおもわれる。この場合、この衛星システムに対
する資金提供を求められるか、もしくは、このシステムのひとつの衛星を負担するということが予想される。
日本としては、基本的にアメリカ、欧州との協力体制は国是なので、積極的に協力してゆくことになろう。
また、中国、韓国、インドなどのアジアの国との協調も進められる。そのような国際協力の中で、日本として
は、特定のセンサーの開発を継続してゆく、あるいは、残った予算の中で独自の衛星技術を開発してゆく
ことになる。この場合には、日本の得意なセンサーの開発が行われるであろう。この場合、日本としては、
GLI の後継の SGLI などの可視・赤外の放射計、AMSR の後継のマイクロ波放射計、TRMM PR の後継の
降雨レーダーや、IMG の後継のフーリエ干渉計を用いた放射計などが候補と考えられる。 
さらに、予算の裏づけがとれ、NPOSS に含まれていない側面を志向した日本独自の地球観測の衛星
システムを持つことになろう。この際には、先に述べた日本の得意なセンサーを搭載した衛星になろう。し
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かしながら、この場合でも、アメリカ、欧州、中国などの他国の衛星システムとの協調・協力は必要なので、
国際的な枠組みを作り上げてゆく指導性、先見性、戦略性などが求められることとなろう。このような状況
に対応して、さらに、JAXA の発展的な組織改変が行われるであろう。その場合には、強力な企画・指導
部と、小回りの効いた、自立性のある開発センター群という形をとるとおもわれる。 
しかしながら、衛星技術は、人工衛星を作るハードの技術のみをさすわけではない。むしろ、搭載する
センサーの校正・検証や、管制・制御、そして、データの伝送、配布、利用体制などの地上系の整備、そ
して、全世界にユーザーを開拓するなどの総合的なシステム技術である。特に、今後は、複数の衛星を
管制し、衛星相互のデータ通信、あるいは、衛星と地上系とのデータ通信を通して、総合的、立体的に、
衛星を利用してゆく分野が発展してゆくことであろう。このような分野は、現在は、日本ではあまり開発され
ていないが、情報テクノロジーの進展とあいまって、大きく発展する分野であろう。例えば、衛星データとイ
ンターネットなどの通信技術、シミュレーション技術を組み合わせた新しい応用部門が大きく育ってくるこ
ととおもわれる。具体的に言えば、世界中の地表面の情報が、携帯端末で見ることができるようになる、と
いった具合である。映画にあるように、海外のある地点で事件が起きたら、すぐ、そこで何が起きているか
がわかったり、海外旅行をしていて、その付近の気象情報を移動中に手にすることができるなどの状況を
想像してもらいたい。実際、この発展シナリオの鍵は、GPS のように、社会生活に不可欠の技術として浸
透していくか、否かであり、この分野の開発が分岐点となる。当然のことながら、日本でも、情報科学の分
野からの新規参入が相次ぎ、宇宙に存在する多数の衛星のデータを、リアルタイムで各個人のモバイル
に伝達するなど、新しい地平の開発が行われることであろう。 
最後に、10-30 年後の宇宙では、規格品の安価な衛星・ロケットを用いた打ち上げが普通になろう。し
たがって、様々な企業や組織が、宇宙に独自のセンサーを打ち上げ市場に参入してくることになろう。こ
のような民間市場が活発になり、衛星技術も市場のニーズに引きずられて独自の発展をすることになろ
う。 
 
（３）縮小するシナリオ 
 先に述べた場合とは逆に、２００５年の打ち上げに失敗、もしくは、衛星に何らかの不具合が生じた場合
である。この場合には、世論の批判がさらに強くなり、政府としても何らかの手を打たなければならない事
態が生じることであろう。 
 
１）伝統的な宇宙機関が開発を続行する場合 
 そのような場合でも、現在の JAXA が、引き続き、開発の主体となる場合である。この場合は、失敗の後
始末に追われ、なんら積極的な対応策を打ち出せないまま、現状の計画を縮小しつつこなしてゆくことに
なる（現在の状況を想像してみれば理解できる。安全対策・品質管理、そして、予算削減などの内向きの
仕事の仕方になる）。しかしながら、縮小した宇宙予算の規模の中で、ロケットの民営化に伴う、一定の数
の打ち上げ圧力が続くので、４個の偵察衛星、地球観測衛星、技術開発衛星を、スケジュール的に打ち
上げることで精一杯であろう。さらに、（２）で述べたような国際協力は不可避なので、その対応にも振り回
されることになる。要するに、組織全体の士気は下がり、リスクをさけ現状維持の内向きの視点をもつ人が
増えてくる。先に希望の見えない宇宙の業界に進もうとする学生も減少してゆくことになる。この場合は、
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さして、大きな進展もないまま、アメリカと中国の間に埋没してゆくことになろう。 
 
２）新しい宇宙開発体制が構築される場合 
 現行の宇宙開発体制では、もはや、開発が無理であると政府が判断し、現存の組織を解体し新しい体
制を構築するケースである。この場合は、内閣府に、政府直轄の宇宙開発本部的な組織が作られ、その
もとに、実行機関がセンターとして組織されるとおもう。各章から、地球観測にかかわる部門を引き抜いて
新しい組織を作るかもしれないし、公募型の予算を導入し、民間、各省を問わず、公募型で展開を図るよ
うになるかもしれない。 
 この場合、さらなる大混乱におわるか、新しい芽が出てくるかは、まったくわからない。現在のところ、開
発ができる実務者は、宇宙機関、および、関連する企業に限られており、新たな人が発掘できるかは、不
確定であるのに対し、確実に、宇宙機関にいた人たちは腐るから、実務的な開発能力は下がる。このとき
に、外から新しい力を導入できるか、という問題が残る。結局、存在する技術者全体を鼓舞し、かつ、先見
性のあるリーダーが見つかるか、という点が鍵であろう。日産におけるゴーンのような、あるいは、伊藤忠の
丹羽社長のような、しがらみにとらわれないリーダーを探し出し、実権を与える見識が求められるであろう。 
 以上のシナリオを図 2 にまとめてみた。 
 
 
３．日本のアクション 
（１）とにかく、2010 年代での衛星打ち上げを成功させることである。その一方で、宇宙に対する国民・政
治の信頼を獲得する必要がある。そのためには、根本的な体制の再編が必要と考えられる。とりわけ、
JAXAとして３機関を統合したのだから、それにふさわしい体制の整備を行うべきである（現在のJAXAは、
既存の３機関の構造を色濃く残しており、予算規模に比べて、多くの分野を残している。積極的な「選択と
集中」で分野を絞ってゆくべきである）。 
 まず、航空の相当部分を整理する必要がある。航空の分野では、民間の開発能力も高く、国が研究す
る意味はないとおもわれる（旧 NAL の成果を厳密に評価する必要がある。どの研究開発が、実際の社会
に応用されたのであろうか？政府が支援するとすれば、新しい機種の発注であろう）。その資源を、宇宙
に転換すべきである。 
 
（２）次に、衛星開発の戦略を立てる必要がある。この際、ロケットなどとの推進系の開発と分けて考える必
要がある。どこのロケットでも利用して打ち上げることができるような衛星開発体制が、打ち上げ時期を守り、
コストを削減するという観点から不可欠になる。ついで、本質的な点は、技術面でのレヴェルの維持・推進
である。宇宙研の工学部門、旧 NASDA の技術部門、そして、民間企業の宇宙部門全体をあわせて、必
要な技術をどのような体制で、どこで維持するかを決め、その維持を図ることが重要である。とりわけ、後
進の育成が不可欠である。 
 
（３）また、仕様、コストなどについても考え直す必要がある。ともすれば、NASDA仕様は高くなるので、ここ
は、経費を節減する必要がある。しかし、この点は、民間企業の育成という観点も必要となる。旧 NASDA
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仕様の高さも、民間企業育成という側面もあったと考えられるからである。新しい宇宙を巡る商慣習を確立
する必要があろう。 
 
（４）最後に、宇宙予算の執行体制の見直しが必要である。現在では、宇宙開発予算は、文部科学省が
担当し、主として、JAXA に配られている。しかしながら、今後は、データ利用やシステムインテグレーショ
ンなど、新しい利用分野での発展が期待される。このような新しいトレンドは、古い衛星開発担当者には
担えないような気がする。新しい分野を開拓してゆくためには、別の組織をつくり、そこに、予算をあてがう
必要があろう。また、利用者の意向で衛星技術が進展するためには、最後のデータ利用者の企業や役所
が衛星の発注が出来るシステムを整備する必要がある。そうでないと、衛星技術開発担当者の好みで開
発が行われることになる。このためには、最後のデータ利用者や役所などが開発資金を握る必要がある。
そのためには、現行の宇宙予算を解体し、それぞれの省庁、研究者、企業が公募できるような公開型の
予算配分システムに変えたほうがよい。最終ユーザーの要望に応じて衛星開発が行われれば、市場のニ
ーズに必要な衛星技術が育ってくることであろう。 
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図２．今後の進展のシナリオ 
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衛星技術 
 
（株）国際電気通信基礎技術研究所 社長 畚野信義 
 
１．現状分析 
 我が国の宇宙開発は、世界の他の多くの宇宙先進国とは異なったシステムで進められて来た。即ち、５
０年前の東大生産技術研究所糸川教授によるペンシル・ロケットの成功以来、一貫して軍事技術・軍事利
用と全く独立して、或いは意図的に隔離して進められて来た。これは、第二次世界大戦以後の歴史的経
緯や我が国の置かれた社会的状況等様々な要因・理由によることが大きい。その選択やその後の方針・
経緯の妥当性についての意見は、今日多様であろう。それらについて、特にここで議論することは適切で
ないが、我が国の宇宙開発の、ひいては衛星技術の発展の経緯と現状はその影響を大きく受けたものと
なっている。 
 その影響の最大の要素は、通常（非軍事）の科学･技術の研究・開発に許される程度の限られた（言い
換えれば桁違いに少ない）予算の制約の枠内で全ての活動が行われて来たことである。別の見方をすれ
ば、その程度の経費で、これだけ短期に、宇宙関連の殆どの技術分野で、この（世界最先端）レベルにま
で到達したのは特筆に価すると言える。 
 
 更に、我が国が宇宙開発の初期段階で描いた発展のシナリオは、日米間の貿易のインバランスの余波
により崩壊した。即ち、宇宙開発の歴史の中で唯一商業化に成功した通信衛星を柱に技術開発を進め、
宇宙産業を育成する目論見であったが、その方針は貿易の非関税障壁として日米間交渉で提起され、
いわゆる「スーパー３０１」発動の圧力の下、「ナショナル・セキュリティと R&D」以外の衛星の国際公開入
札による調達に同意し、更に我が国の周波数割り当て方針の変更（衛星通信用周波数帯の追加）が行わ
れた。その結果、米国防省がベトナム戦争に多数使用し、開発費が既に回収された Ku バンド通信衛星
が日本の通信衛星市場を席巻し、我が国の衛星製造業企業は商業衛星市場から駆逐された。以来、
個々のパーツ、コンポーネント、サブシステムのレベルではかなりの分野で高い技術レベルを保持してい
るが、システム・レベルでは経験・実績で大きく劣り、早急に不利を挽回出来る見通しのないのが現状で
ある。 
 
 一方、上記スーパー３０１から除外されている研究・開発衛星では、旧宇宙科学研究所（ISAS）における
科学観測分野、旧通信総合研究所（CRL）の衛星通信次世代技術分野等においては世界最先端の実
力と実績が広く認められている。更に、実用衛星（通信・放送、気象）を失った旧宇宙開発事業団
（NASDA）に残された地球観測分野は、地球環境の悪化が注目を浴びる中で、NASDA の実質的な主業
務、更には NASDA 存続のよりどころとさえなっている。特に一部の可視・赤外センサー、電波センサー等
では、協力する研究機関（旧電子技術総合研究所、国立環境研究所、通信総合研究所等）と共に共同
で開発した各種センサーは世界のトップレベルにある。特に日米共同衛星計画として開発された熱帯降
雨観測衛星（TRMM）に搭載された世界初の衛星搭載降雨レーダは、地球規模の降雨を３次元で定量的
に観測することに成功し、画期的な成果を上げ、我が国の技術レベルの高さを世界に強く印象付けた。 
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 しかしながら、内外の多くの先端技術センサーを搭載し、優れたデータの取得に成功し、大きな期待を
されていた ADEOS 衛星が１，２号機共に、衛星本体のトラブルで短寿命に終わった。此処から我が国衛
星技術の現状を象徴する主要な問題点、特にシステム技術の立ち遅れを読み取ることが出来るので、以
下それについて簡単に示す。 
・ 宇宙開発に限らず、現在の我が国の科学･技術の研究・開発、更には産業技術に共通な問題点は、
明治維新以来一世紀以上に渉って続いて来た、技術導入・キャッチアップ型発展の時代が終了し、
或いはそれが許されなくなり、大きな転換点に立っていることである。 
宇宙開発でも実用を目指した部分（ＮＡＳＤＡ）では、ロケットはもちろん、衛星も実質的に全て技術導
入から始まった。その後国産化努力が続けられ、パーツ、コンポーネント、センサー等の個々の要素
については、世界水準に達したものも多い。しかし、より大きいシステム、総合的な技術、より難しい技
術でも、同じ程度の困難さで大きな失敗も無く達成出来ると誤った理解・認識が存在しているのでは
ないかと心配される。更に、全く新しい技術の開発を行うには、問題点をどのようにして確実に洗い出
し、何処までそれらを確かめなければならないかについて知識と経験が不足している、或いはそれを
甘く見ていることが現状の問題なのではないかと思われる。 
・ これも宇宙に限らないことであるが、「我が国の技術は概ねキャッチアップが終わったが、マネージメ
ントについてはマダマダである」と言われている。宇宙においても衛星に限らずロケットを含むあらゆ
る分野で、計画から開発、製造に至る一連の過程の中で、またそれに関わる多数で多様な組織やグ
ループの間で、責任の分担、相互の連携（インターフェイス）、各作業のステップ、各段階での検証の
内容とその重要度等、様々な要素が含まれるシステムの一貫したマネージメントが確立されていない、
或いは適切な知識･経験ばかりかその必要性について理解・認識が不足している、もしくは欠けてい
ることに原因があると危惧されることが多い。 
信頼性についても、我が国の宇宙開発が実用衛星をターゲットとした技術導入から始まったことから、
その流れを汲む一部は、紙（証拠書類）に責任を負わせるようなマイクロマネージメントに頼り、コスト
押し上げの原因となっている一方、別の部分特に新しい開発を伴う部分で、前項に指摘したようなズ
サンな判断による信頼性の確認が行われるなど、全体で一貫したバランスの取れたマネージメントが
不足している。 
・ 我が国の宇宙開発は上記したように、初期の段階で産業化の腰を折られ、その後も予算の規模、ロ
ーンチング・ウィンドウの制約等から、産業界は製作・打ち上げ機会が少なく、衛星部門でも充分な実
力を保つ規模を確保することが難しいだけでなく、信頼度が最優先される商業衛星事業へ参入する
最も重要な条件である、過去の実績で決定的に不利な立場にある。バブル崩壊後は個々の会社の
体力が低下し、独自での前向き或いは巻き返しの意欲も減退し、会社数は３から２へと縮小した。更
に機会の減少のため、技術の本質的なレベルの低さとは別の、経験の不足から来る技術の遅れが存
在する。  
また、我が国産業界の技術発展を支えたと言われるブルーカラーの質の低下が最近危惧されている
が、宇宙関連産業でも同様であり、特に宇宙開発に投じられる金額が小さく、その上最近は縮小傾
向にあることから、産業界の中での宇宙の重要度、更には企業の中での宇宙部門の比率が低下し、
優秀な人材の配置が得られ難くなり、その傾向に拍車を掛けていることが懸念される。 
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 「スーパー３０１」から除外されているもうひとつの分野「ナショナルセキュリティ」で、いわゆるテポドン騒
ぎの副産物として「情報収集衛星」計画が進められることとなった。商用衛星ほどのマーケット規模とはな
り得ないと思われるが、我が国の宇宙産業、特に衛星産業の経験を積み実績を作る場として期待される。 
現状のその他の大きな問題点としては、需要が少なく、主にコストパフォーマンスが原因で輸入等に頼
ってきたことによる経験不足から来る技術の遅れが、衛星の制御関連技術、光学系機器等の製造技術等
幾つかの分野において、パーツ、コンポーネントレベル、要素技術でもソフト・ハード共に一部存在する。
しかしこれらはニーズさえあれば、時間と経験で解決するものが多く、システムレベルやマネージメントで
の差ほどの質的な深刻さはないと思われる。 
 
 
２．発展のシナリオ 
 今日どの瞬間をとっても、世界中では百万を越える人々が航空機で旅行中であると言われる。半世紀
前には、このような状態は殆どの人たちにとって予想もつかないことであったに違いない。一般人への宇
宙体験飛行サービスが、約２千万円で提供されたことが大ニュースになるときに、半世紀後、多くの人類
が宇宙を旅行する状況が存在する可能性については同様の反応が予想される。しかし、科学・技術の進
歩の速度が速くなりつつある現状を見れば、宇宙分野の技術の３０年後を予測する作業は、有人宇宙飛
行を視野の外において行うことは妥当でないと言って過言でない。 
 人命の関わるリスクを伴う有人飛行について前向きの方針を打ち出すことは、現在の我が国のカルチャ
ーや宇宙に配分されているリソース（予算・要員等）を考慮すれば、少なくとも研究者や技術者、官僚や
民間（経済）人の能力の限界を超えており、国の科学・技術政策について将来の方針を決定するべき政
治の決断マターである。しかしながら、現在の我が国の政治にこのような方針を打ち出すことを期待する
のは、少なくとも当面非現実的である。一方、我が国が科学技術立国を目指すならば、宇宙の分野にお
いても世界の最先端グループに存在する必要があり、将来宇宙の分野において世界のトップに伍した地
位を確保して行くためには、有人を除外してはあり得ない。 
 
 上記のように我が国の衛星技術の現状は経験不足等の原因で一部、特にシステム技術について未熟
や先進国よりの遅れが存在するが、衛星技術そのものは一部の分野を除き、ほぼ成熟していると言ってよ
い。少なくとも、大きなブレークスルーを必要とする技術はないといって差し支えない。衛星技術のみに狭
く限定して発展のシナリオを書くことはあまり意味がない。その状況の中で、衛星技術の発展のシナリオは
宇宙開発計画の方向や中身によって決定的に左右される。そして将来の宇宙計画は有人をどのように扱
うかによって質的に大きく変る。宇宙計画のシナリオなくして、衛星技術の発展のシナリオは描けないと言
うしかない。 
そこでここでは、有人を明示しない（目標・時期等）が、科学・技術の発展段階とその必要な状況に応じ
て、有人も視野に入れた、或いは有人を明確に除外しないかたちで研究・開発を進めるふたつのケース
のシナリオを示す。そのひとつを「シナリオＡ（現実的シナリオ、或いは夢の無いシナリオ）」、もうひとつを
「シナリオＢ（夢のあるシナリオ）」と呼ぶことにする。 
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（１）シナリオＡ（現実的シナリオ） 
 これは、現状の延長或いは現状維持、言い換えるならば、先延ばしのシナリオである。我が国の宇宙関
連予算が飛躍的に増えない（増やせない）場合（国家財政の現状等からのみ判断すると、少なくとも今後
数年間はその確率が高い）、このシナリオとなる。 
 この場合、我が国で宇宙開発を行う大義名分の中心は地球環境でしかあり得ない。国際的な協力・分
担で行う地球観測が中心の柱となる。それに加えて小規模のプラネタリーミッションを含む科学衛星、通
信・測位等の分野における最先端技術の開発・「実演」の衛星計画等が細々と加わり、それらを進めること
と並行して、国際宇宙ステーション計画に参加することで、将来の有人宇宙時代に必要な要素技術や衛
星技術を含む宇宙分野で必要な先端技術の開発の経験を細々と重ね、世界のトップグループの中から
落伍しないで（ドンジリにつけて）行くというものである。改めて此処で詳細を述べる必要の無い、厳しい言
い方をすれば「夢も希望も無いシナリオ」、現状そのままで「シナリオと言えないシナリオ」である。しかし、
我が国の宇宙開発は当面（５～１０年、最悪の場合は３０年後も）このようなシナリオに沿って、「無難に」進
む可能性が高い。 
 しかしながらその場合の中身を考えてみると、どのようなことが行われる（べき）であろうか。地球環境観
測に関しては、観測データの蓄積（観測の継続）とデータの解析・利用・普及が最重要課題である。地球
環境観測については、必要なパラメターのかなりな範囲が現在すでにカバーされている。最も重要なこと
はこれらを継続していくとともに、国際協力・分担によってデータの密度と量を上げることで、データの質と
信頼性を高めることである。それと共に、それ以上に重要なことは、データのアーカイブが適切に行われ、
有効な利用が可能なようにすることである。この問題については、その重要性は充分に認識され、国際的
にも様々な努力が行われている（ＣＥＯＳ等）が、実情は我が国の内部においてさえ、観測を行っているそ
れぞれの機関が独自のやり方でデータの蓄積と管理を行っている。相互のデータの利用には様々な障
害があり、殆んどの場合、利用者すら実質的にそれぞれの色がついているような現状がある。データの有
効な利用のためには、相互に共通な、或いは容易に変換・相互乗り入れ可能なアルゴリズム・プロトコル
のもとにデータが蓄積・管理され、誰でもが自由に簡単に全てのデータが利用できるシステムが整備され
ることであり、組織の壁の除去も含め、それに向かっての相当な努力が必要である。 
 データの解析・有効利用の改善については、観測実施機関・データ保有機関によって温度差はあるが、
それぞれ努力は行われており、今後着実に改善されていくであろう。地球観測のデータ利用に関する本
質的な問題は、こういうことを知りたい、こういうものに使いたいからこういうデータが欲しいというニーズオリ
エンテッドではなく、専門家がこういうパラメターが有効だということで選択された観測が先ずありき（言わ
ばシーズオリエンテッド）で行われていることである。データが十分に有効に幅広い分野（現場）で利用さ
れるためには、それぞれの利用分野でどのような利用方法やメリットがあるかをきめ細かく啓蒙・普及する
努力が必要である。 
地球観測に関して必要な衛星技術の開発については、現在観測出来ない観測対象（例えば、大気汚
染・温暖化に関わる微量成分、気圧・気温の高度分布等）の観測を可能にするセンサーや観測方法の開
発、あるいは現在まだ精度が十分でない観測のセンサーの改良・開発、それらに伴う衛星の管理・運用
技術等があるが、これらは着実に進歩・改良されていくであろう。 
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通信・測位等の衛星の場合は、個々の技術はほぼ成熟し、通常（民用）の利用には十分なレベルに達
している。最先端技術の開発は特殊な用途（言い換えれば軍用）にしか必要でないと言ってもよい。むし
ろ、光ファイバーや様々な無線端末技術の進歩や普及で、通信のシステムが次々と新しく発展・展開する
中で、衛星通信そのものが通信のトータルシステムの中で今後どのような役割を果たして行くかを模索中
である。衛星通信の特徴あるいは衛星通信にしか出来ない機能を生かし重要な役割を果たす、他のシス
テムも含めた総合的な通信システム構築の試み、更には将来の商用化への実証・実演等の計画が考え
られるであろう。しかし、これらについては、その真の有用性や何処まで国が行うべきかを十分に検討し、
納税者に納得されるものであることが肝要となるであろう。 
最近我が国では自然災害が非常に増加している。地震のように地球物理学的原因と確率により発生し
ているものは別として、地球温暖化等地球環境の変動・悪化に伴う気象災害は今後確実に増えていくも
のと思われる。最近の経験の中から判明してきたことは、昨今高度情報通信社会が喧伝されるにも拘らず、
災害時の通信が一番必要とされるときに機能せず、安否の確認どころか、危険・緊急の情報や警報が各
戸・各人にキチンと届けることすら出来ていない現状である。そのようなことを可能にする通信システムの
構築が強く求められている。このようなところには衛星通信がその特徴を発揮できる筈である。今後通信
衛星を中核とする緊急時通信システムが構築されていくであろう。そのようなシステムの開発と運用こそ、
国が行うべき役割である。 
 
（２）シナリオＢ（夢のあるシナリオ） 
 「宇宙技術は先端技術の集まりであり、我が国が科学・技術立国を目指す以上、宇宙開発を行うことは
不可欠である」というような説明だけでは、米欧の宇宙予算に比べれば大幅に小さくとも、国内の他のＲ＆
Ｄ分野に比べれば巨額となる宇宙開発の経費に国家予算を投入することについて、納税者の本当の納
得を得ることはなかなか難しい。宇宙科学や地球環境への国際的貢献という理由も、その意味では大き
な説得力ではあり得ない。やはり宇宙の探求や開発に向かう我が国の宇宙計画が、国民に「夢」を与えら
れるものであることが、理解と支持を得るカギである。宇宙開発に関わる者は、何時もそれを忘れてはなら
ない。 
 今から１０年余り前、米国航空宇宙局（ＮＡＳＡ）は創立３０周年に当たり、国民に記念のアンケートを行
った。その中の質問のひとつに「この３０年間にＮＡＳＡが行った計画（達成した成果）の中で一番良かっ
たのは何か」というものがあった。その回答でダントツの首位を占めたのは、大方の予想（有人宇宙飛行の
実現や宇宙から地球を詳細にグローバルに見ることが出来た等）を裏切って、プラネタリーミッション或い
はインタープラネタリーミッションと呼ばれるものであった。特に、大きな惑星（木星や土星）の表面や内部
の様子や、それらの衛星で火山活動が存在することなど様々な現象が発見・確認されたことに人気が集
中したことは示唆的である。 
 
 「夢のあるシナリオ」では、国際的連携・協力による地球環境への貢献のための観測とそれに必要な活
動など、謂わば人類に対する貢献の責務を果たす仕事を粛々と進めると共に、国民に「夢」を与えるター
ゲットを設定し、我が国の宇宙開発のあらゆる活動一つひとつを将来そのターゲットを実現することへ向
かって、或いはそれを実現することにも役立てることを念頭に開発を進めようとするものである。このシナリ
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オに必要な予算については、大幅な増額を主張したトタンに、シナリオは絵に描いた餅となる。現在のサ
イズからスタートし徐々に増額を図るが、基本的には現在のサイズから大幅な増額が無くとも、タイムスケ
ールの調整だけで達成が可能なターゲットと中身を選択する現実的な計画とする。これが、「夢のシナリ
オ」ではなく、「夢のあるシナリオ」と呼ぶ所以である。 
ではその様なターゲットとして何を選ぶのが妥当か。予算のサイズが現状と大きな違いが無ければ、火
星は当然無理である。しかし、月は射程内のターゲットにすることは不可能ではない。もうひとつのターゲ
ットの可能性としてラグランジュポイントも検討の対象に出来る。月には天文台・地球観測所やいろいろな
試作工場などばかりでなく、もっと様々な夢のある計画を持てる可能性がある。≪夢≫は「月へ到達するこ
と」ではなく、「月で何かをすること」であることを忘れてはならない。ラグランジュポイントには天文台や宇
宙天気観測所等が考えられるなどユニーク性がある。この両者には輸送・ステーションの維持・利用目的
等に難易・得失、一長一短があり、幅広い研究者の知恵や技術を総動員するばかりでなく、開かれた議
論を経て決めるべきである。国民からのアイディアを募集し、優れたものを採用し、国民の参加意識を高
めることが望ましい。 
 
このようなターゲットへの到達（実現）に金の面から現実性を持たせるためには、国際宇宙ステーション
計画への参加の内容を見直して、新しいターゲットへのステップとして進めなければならない。例えば国
際宇宙ステーションへの資材運送のために開発する新しいロケットを、次のステップにも使うことが出来る
ように計画・設計することもそのひとつである。そして、国際宇宙ステーション計画が終了した後に独自の
計画へ移行する。月をターゲットとする場合には、衛星技術の考え方に根本的な転換を与えることになる
であろう。即ち、この計画における衛星は地球の衛星である月の上に置かれたもの全てである。地球を周
回する軌道上に投入された後は、完全にアンタッチャブルとなった従来の衛星とは異なり、技術的には地
上のシステムの延長、それも地上にずっと近い性格のものとなる。故障は修理或いは交換を行うことを基
本とし、それが可能なシステムとして計画されるであろう。従って、信頼性についても従来の宇宙部品に求
められた信頼性とは全く異なった考えに基づくものとなる。有人の場合は勿論、ロボティクスを主体として
も、地上の工業製品程度、あるいは航空機用機材程度の信頼性が求められることになるであろう。これに
より宇宙開発のコストは大きく引き下げられる。やや乱暴な議論と感じられるかと思われるが、将来の宇宙
開発の発展に向かって、何時かは行われなければならない発想の転換というより、必然的にあるべき進歩
であり、それがあってはじめて宇宙飛行時代が到来する。 
 
 
３．日本のとるべきアクション 
 先ず行うべきことは、上記シナリオのＡかＢのいずれを選択するかの意思決定である。これは、我が国の
宇宙開発の中核機関であるＪＡＸＡでもなく、それを監督する宇宙開発委員会でもない。国として特別の
組織を作って決定すべき重要問題である。我が国の宇宙政策ばかりでなく、我が国の科学技術政策の方
向（姿勢）を決めることになる。 
 次に行うべきことは、その後の宇宙計画の進め方の改革である。ＪＡＸＡの改革、それも形而下的改革で
はなく形而上的改革が行われる必要がある。宇宙開発は常に未知への挑戦であると共に、失敗が許され
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ない（いや、失敗しないために最善を尽くす）というしばしば矛盾する要求を満足させることが求められると
いう宿命を持つ。石橋を叩いて渡る必要がある。石橋を叩いて渡らなかったり、欠陥だらけのゴム紐でバ
ンジージャンプをしてはならない。 
 
 国の方針が決まり、プロジェクトが決まれば、衛星技術はフォローする。衛星技術は今そのような段階に
達している。 
 有人宇宙計画、特に人命のリスクを小さくすることは、今日において技術的に困難な要素はそれほどな
い。ただ、金がかかる。次の段階では、むしろ有人で何をやるかの方が重要である。端的に言えば、技術
の問題ではなく、そこへ踏み出す決断と予算の問題である。しかし、我が国の宇宙開発の方向、ひいては
我が国の科学・技術政策の方向がそれで変る、ひとつのターニングポイントであることを認識しておく必要
がある。 
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食料安定供給 
 
（財）農業技術協会 会長 貝沼圭二 
 
１．現状分析 
 
（１）世界の人口増加と地球規模での食料の供給問題 
世界の人口増加に伴う食料の安定供給の問題は、貧困の撲滅とあいまって、先進国、途上国を問わ
ず今世紀最大の国際的な問題に発展してきている。これに関連する問題として、地球規模での水資源の
逼迫、これに伴う農地の砂漠化、さらに異常気象による農業生産性の低下などが懸念されている。 
これらの問題解決に当たっている世界最大の農業研究機関として CGIAR(国際農業研究協議グルー
プ)が地球規模の研究を展開しているが、なかでもサブサハラアフリカ、南アジアの食料問題が最も緊急
な対応が迫られている。１５の国際研究センターを世界に配置し、６５カ国に及ぶスポンサー、ドナーグル
ープに支援されている CGIAR は、途上国における貧困からの脱出、食料の安定供給などのゴールに向
けた農業技術の研究、途上国の農業研究政策向上のための活動をしている。日本も CGIAR に対する資
金援助および人的貢献を進めている主要国の一つである。 
CGIAR では、現在システムとしての研究プライオリテイを作成中であるが、作物改良の分野では２１世
紀の水資源の逼迫を見越した乾燥耐性、塩類耐性作物の作出を最も重要な課題と位置づけている。 
食料の国際市場を見るならば、人口大国の中国の食料自給率が更に低下し、現在一部は既にスター
トしているものの、国際マーケットに輸入国として参入してきた場合のわが国の食料輸入事情に与える影
響は甚大なものとなるであろう。 
 
（２）日本の食料自給率低下とその原因要素  
日本においては農業の担い手が減少の一途にあり、農業従事者の高齢化、地域社会としての機能低
下などの問題が深刻化している。 
わが国の食料自給率は,長期的に低下傾向で推移しており、カロリーベースでは昭和４０年度の73％を
ピークに平成１４年度には 40％にまで低下して先進諸国の中で最低水準となった。 
この原因は、食の多様化に伴う自給率の高いコメの消費の減少、そして生産に必要な原料などを海外
に依存せざるを得ない畜産物、油脂類の消費が増大していることにある。 
昭和３５年には日本人の供給熱量はコメ 48.3％、畜産物 3.7％、小麦 10.9％、魚介類 3.8％、油脂 5％、
その他 28.7％であったが、平成１５年にはコメ 23.3％、畜産物 15.4％、小麦 12.7％、魚介類 5.2％、油脂
14.6％、その他 28.9％に変化した。先進諸国の中で、食生活がここまで大きく変化したのは日本だけであ
る。 
農林水産省が国民の意識を調査するために実施したアンケートによれば、国民の多くが現在の食料事
情に非常な不安を抱えているとのことである。これは農業従事者の 60％、消費者の 40％に相当している。
また自給率を大幅に引き上げるべきであると回答した人は農業従事者で 90％、一般消費者で 80％であ
った。 
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コメ消費量の減少、肉類、油類の消費増加のなかで、食料自給率４０%の線が保たれているのは麦、大
豆の生産拡大が幾分効果をあげているためである。 
しかし、わが国は世界最大の食料純輸入国であり、主な輸入農産物の生産に必要な海外での作付面
積は１２００万 ha にのぼる。 すなわち，国内耕地面積４７４万 ha の２．５倍に相当する耕作地を海外に求
めているということになる。さらに農山漁村、農林水産業が有する多面的機能の科学的な解明と地域資
源の循環利用技術、環境の適正管理技術などをもとに環境との調和を図った食料自給の道を考えなけ
ればならない。 
 
（３）日本農業の技術的水準と低食料自給率の問題点 
 日本の農業技術の水準は世界的にみても高い。特に水田農業に対する研究蓄積は世界最高のもので
ある。2004 年 11 月に行われた世界コメ年を記念した国際コメ会議(於つくば)で 1,000 名を超える世界のイ
ネ研究者が集まり、現状の分析を行った。コメは世界人口の 50％以上を養う主食であるが、わが国にお
いては一人当たりの年間消費量の減少は著しく、昭和 37 年 118.3kg から平成１４年 62.7kg に減少した。
前述したようにこの傾向がわが国の食料自給率の低下に大きく影響している。 
国は平成 22 年度の食料自給率の目標を４５%と設定しているが、農業生産面と食料消費の面から農業
関係者ばかりではなく国民的な行動がみられない限り，その実現はかなり困難であろう。 
また、わが国の狭小な耕作面積の中で現在十分に利用されていないコメの生産調整面積 106 万ヘクター
ルを有効に利用し、現在輸入に大幅に依存している家畜飼料の国内生産に振り向けるための研究開発
が非常に重要になる。 
わが国の食料自給率の低下がコメの消費量の減少に大きく関係していることは上に述べたように明ら
かである。 
消費者の安全性志向が強まる中で、安全な食料を安定供給すること、信頼される安全行政に重点をお
いた国内農業の生産性向上は非常に重要な課題である。一方、限りなく安全性を求める消費者行動を
満足させるために要するコストと、現実の購買欲を満たしうる価格には非常に大きな乖離が存在してい
る。 
更には，コスト面だけで国際市場と競合するのではなく，「差別化された」農産物の提供が今後の重要
な一方向となるであろう。現在進行している WTO(世界貿易機関)や FTA（自由貿易協定）交渉の進展に
より国際競争力の強化が強く求められている。大規模農業地帯に比較して不利な条件下にある、わが国
農業の特徴を生かした高級果実、花卉、特産農産物などの研究により、国際市場で競争しうる輸出目的
の農産物生産などの研究も重要性が増してきている。 
 
 
２．今後 10 年から 30 年の発展シナリオ 
食料の安定供給に貢献する科学技術の進展，およびその貢献度の増大は、先端技術を駆使すれば
実現するという単純なものではない。しかし輸入農産物との競合に勝ち抜くための生産性の向上、品質の
向上などの課題点はいくつか見えているし、解決に必要な研究及び関連する科学技術の要素もある程
度予想される。 
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（１）水田の高度活用による飼料作物およびエネルギー変換作物の開発 
日本の食料自給率を高めるための当面の問題は、平成 15 年度において水田面積(270 万 ha)の 40％
に相当するコメの生産調整面積（106 万 ha）の有効利用による生産性向上に関するものである。これは耕
地面積が少ないわが国において、耕地面積の約 20％に相当する。 
今後、環境に配慮した農業生産が重要性を増し、天敵、フェロモン、アレロパシーなどを利用した生物
学的な総合防除法（Integrated Pest Management）を中心にした研究の発展が必須のこととなる。 
 
この問題の解決に関連する科学技術の要素を整理すると 
 
１）イネゲノム情報を駆使した遺伝学的研究 
基礎部分を述べるならば、すでに解読を終了したゲノム情報を駆使し発現遺伝子の網羅的な解析、
マーカー育種による育種年限の短縮、イネ科の比較ゲノム解析の成果に基づく農業上重要な遺伝子の
解析とこれに伴う新しい形質を有する品種の出現などが一連の流れとして期待される。 
また、生産性向上のための遺伝子の解明や植物の環境ストレス耐性メカニズムの解明、光合成・環境
耐性・生物間相互作用にかかわる重要形質の遺伝子ネットワークの解明などを通して，環境変動や温暖
化により食料生産性を低下させない植物、すなわち、乾燥･低温耐性植物の開発が重要性を増してくる
であろう。 
 
２）水田畑・輪作システムの確立による水田の有効利用 
食料自給に関して日本農業が直面している問題点を解決するための研究は、必ずしも先端技術だけ
に限定されるものではない。問題解決型のアプローチを新技術との組み合わせのもとに進める必要があ
る。コメの生産調整面積(106 万 ha)は、イネの収量増加と国民のコメ消費の減少が続いていく限り現在以
上に増加することが見込まれる。この面積の有効利用が我が国の食料自給率の向上にあたり，非常に大
きな鍵を握る。 
食生活の多様化に伴う動物蛋白質の摂取量増加、そのための濃厚飼料の輸入増加などが我が国の
自給率を低下させる大きな原因になっている。このサイクルからの脱却を図るため，飼料自給率の向上
を実現しうる水田の高度利用化技術の確立が必須のこととなるであろう。 
植物サイドからみた場合には、このための作物改良が必要となる。すなわち，超多収イネ（１5 トン／ha
以上を目標）、耐湿性トウモロコシ等の水田利用作物の開発などによる国産飼料作技術の体系化、およ
びエネルギー変換用のバイオマス生産量の大きい作物の開発が必要になるであろう。 
また耕起法､播種法、除草法等の栽培技術或いは不耕起栽培法、耕畜連携による飼料作技術の体系
化などによる持続的な農業技術の発達のための研究が必要になる。現在ベトナムにおいて行なわれて
いる農・畜・水・牧草の輪作による Square Agriculture System のような水田作・野菜作及び放牧畜産を
組み合わせたトライアングル農法の開発なども研究の対象とする視点が必要であろう。一方国際競争力
が強く、世界市場を視野に入れた新しい食品としての輸出用高級果実、野菜などの開発も、この研究の
一環と考えることができる。 
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３）バイオマス変換技術の再見直し 
水田有効利用の一環として、炭水化物蓄積量が多いエネルギー変換用の作物を開発し、日本が最も
得意とする発酵技術等の変換技術を活用して有用物質への変換を図る。例として廃棄物系バイオマス、
未利用バイオマス、資源作物の栽培（サトウキビ）、澱粉資源（トウモロコシなど）、油脂資源（菜種など）な
どを原料としたエタノール、メタノール生産などのエネルギー生産、生分解性プラスチックの原料生産など
に向けるための変換技術の見直しおよび新技術の開発がその鍵となるであろう。 
 
（２）バイオテクノロジーの貢献 
2050 年に予想される世界人口 89 億人時代に十分な食料を供給するためには、現在 EU および日本
において強い向かい風を受けている遺伝子操作による作物の改良品種作出が、非常に重要なキーテク
ノロジーとなるであろう。製薬を目的とした組換え技術は社会に受け入れられているものの、食品はまだか
なり困難な問題を残している。この問題の解決を進めながら、ゲノム情報から周辺技術を確立し食料生産
に先端技術を利用する施策が必要になる。 
 
１）植物バイオテクノロジー 
既に述べたように国際農業研究の最大組織である CGIAR の研究プライオリテイにおいて、作物改良に
おける最大のポイントは農業限界地における穀物生産を念頭に置いた乾燥耐性、塩類耐性、低温耐性
などの環境ストレス耐性を植物に付与することを基本にしている。これは短時間で解決を期待できるもの
ではなく、長い年月をかける研究としてスタートしている。 
日本において、環境ストレス耐性の研究と同等に重要性を有しているものは、高収量性の飼料穀物（イ
ネを含む）の開発、健康機能性を有する穀物の創出であり、これらが植物バイオテクロジー研究の大きな
ターゲットになるであろう。 
現在明らかになっているゲノム情報をより目標を絞った作物改良に用いることにより、有用遺伝子の特
定やマーカー育種のような具体的なアプローチが可能になる。また、高収量作物の研究ではトウモロコシ
遺伝子をイネへ導入した新しい C4 植物の作出、あるいはスギ花粉症、高コレステロール症、高血圧症な
どの生活習慣病に効果のある機能性成分を含む作物の開発が進行するであろう。さらに、微量栄養素の
供給源としての新規作物の開発も研究ターゲットになりうる。 
我が国が世界をリードしているストレス耐性―耐乾燥性,耐塩性など―を付与した作物の開発研究は、
日本農業で活用する部分と、アジアやアフリカ諸国に対する国際貢献を視点に入れて進めるべき問題と
に整理して、効率的に進行させるべきである。 
 
２）動物バイオテクノロジー 
体細胞クローン技術を用いた羊（ドリー）の誕生によって大きな変化を遂げたのが動物バイオテクノロジ
ー分野である。今後，核移植技術を用いた優良牛のコピー生産、受精卵分割による受精卵クローン家畜
の生産に呼応して体細胞クローン動物の研究が著しく進行し、商業規模での優良家畜の生産が計画的
に行われていくであろう。また 2004 年に我が国において成功したマウスの単為生殖技術は、10～20 年後
の畜産研究に大きなインパクトを与える可能性が大きい。 
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基礎的研究として体細胞クローンの初期化の問題や単為生殖の機作、胚の発生機構解明など，生命
の根源に迫る問題が多く出現し生命科学の基盤についての研究および倫理問題を含めた社会科学との
接点を十分に意識した研究が必須のこととなる。 
食の安全に関連した BSE や鳥インフルエンザで経験した人獣共通感染症の防除技術の開発、重要感
染症の診断法の高精度化、早期・迅速診断技術、ワクチン開発の問題などが今後さらに重要性を増し、
既に着手されているプリオンタンパク質の性状解明、不活化技術の開発など緊急性の高い問題が出現し
てくるものと予想される。 
 
20 世紀に急激に進歩した動物及び植物バイオテクノロジーの負の部分として表面化し、現在世界的な
課題になっている一般市民、消費者などの理解を得るための努力は今後益々重要になってくる。消費者
にも理解できる安全性評価手法の開発や一般市民の生活の中で有用性のある組換え作物の創出に研
究方向を向ける必要がある。 
 
（３）食品科学の発展 
健康寿命の延伸に貢献し且つ安全で品質の高い農林水産物を生産し、食品を供給し国民の健全な
食生活を保障することは一重に食品科学の発展に負うところが大きい。 
 
１）食品加工及び保存に関係する研究 
食品加工の中で熱を用いる技術は非常に進歩し、処理法と食品の変化の関係も深く解明されている。
今後期待が持たれている種々の技術の中で、超高圧処理、過熱水蒸気による加工法､電磁波利用、交
流高電界利用などの従来加工技術として用いられなかった物理的処理による加工法の研究は，まだ未
解明の点が多い技術である。これらは単なる殺菌技術ではなく、加熱とは異なる新しい物理的処理法とし
て新しい食品加工法を提案するものである。また日本で独自の発展を遂げてきた発酵技術や微生物・酵
素利用技術は，食品研究の中において､今後も海外と競合して強い立場を保つことが可能な技術となる
であろう。 
 
２）食品機能の研究 
食品の機能性研究の発展に伴い､いわゆる食品のもつ三次機能が解明され、また一方では生活習慣
病の分野では医と食の境界が不明確になりつつある。他方では，植物バイオテクノロジーの研究の進展
に伴い花粉症、アトピー性疾患に効能のある食品や高齢者を対象にした抗酸化機能、脳機能、咀嚼機
能の優れた食品の研究が非常に重要性を増大させている。 
医学分野､動物生理学分野の研究の発展に伴い､食と脳生理の研究も進展し、咀嚼、味覚などの生体
機能研究の発展、特に現在取り残されている味覚応答の生理的研究は重要性が高まると考えられる。 
 
３）食品の安全性の検知技術 
安全性の検知技術は、今後新しい技術を用いて作られた食品が増加してくると共に、その重要性が増
す。また，検知技術、リスク分析などの単独の技術の発展にとどまらず科学的データーを適正に比較、判
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断・予測して行政における規制、指導を支援しうるレギュラトリーサイエンス、リスクコミュニケーション手法
の確立などが必要となる。 
 
（４）IT 技術、ナノテクノロジーなどの異分野で発達した技術の農業への導入 
進歩の著しい IT 技術、ナノテクノロジーなどの技術を導入することにより農作業体系の省力化、効率化
が一段と進行するであろう。これらの技術は家畜放牧、家畜自動給餌システム、高齢者農業を支援するロ
ボットコントロールによる農作業、自動化された野菜工場、熟度判定が可能な人工知能を有する作業ロボ
ットの開発による果実の選択的な収穫、IC タグを用いた食品のトレーサビリテイの確保など，現在用いら
れている農業技術とは異なる分野の技術的な発展により進歩する分野で、今後格段の進歩が見込まれる。
これらの技術の農業分野への導入に積極的に取り組み、コスト高の農業生産を行う宿命にある日本農業
の生産性を高め、食料の国内生産を高める必要がある。 
 
（５）国際的な食料､環境問題の解決に向けた貢献 
2050 年の人口を 89 億人と想定している国連のシナリオによれば，世界各国の国民が現状の食生活を
営んでいる場合でも、現在の 50％の食料生産増加が必要となる。一方で，現在途上国に分類されている
人口大国における所得の増加に伴う動物性たんぱく質の摂取増加が，当然のこととして予想される。これ
に伴い必要になる食料の増加も当然のこととして考えなければならない。 
国際的視野に立って食料増産を行い、途上国における食料の安定的供給のための研究を進めている
組織に CGIAR がある。先進国メンバーの日本は当然の義務として途上国の食料安定供給のための研究
および資源的貢献が強く求められており、現在も乾燥耐性・耐塩性作物の創出、農業技術の研究開発な
ど先端技術を用いた研究で協力している。この貢献は資金的なものに限定されず、人的資源の供給も非
常に大きな要請の的となっている。 
途上国の食料供給を目的に農業研究で貢献することは、単に途上国の問題解決のみ 
ならず、自給率が低い我が国が国際マーケットで取引し，なおかつ食料輸入を円滑に行ううえでも重要な
意味をもつ。 
 
３．日本の取るべきアクション 
食料の安定供給を含めた農業・食料政策を論じる場合に､科学技術のみで全ての問題を解決すること
はできない。すなわち，農村の成り立ち、環境保全、社会経済的問題を包含する上での食料生産である
ので､科学技術だけを取り出して論じることは不可能である。ここでは、前述の科学技術に関連した政策
提言に限り、２０１５年を見据えた研究開発の視点をまとめた。 
 
（１）ポストゲノムシークエンス時代における遺伝子単離と新規作物の開発 
現在、世界規模でアラビドプシスおよびイネのゲノムシークエンス後の研究としての有用遺伝子の単離
と作物への導入が、乾燥耐性、塩類耐性、低温耐性などの遺伝子を中心に進んでいる。コメの生産調整
下にある水田の有効利用を考慮した耐湿性遺伝子、光合成能力を高める遺伝子の単離および導入した
作物や新規飼料作物の開発が日本の食料自給率の向上に大きく貢献するものと考えられる。また生活
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習慣病の予防のための遺伝子組換え植物―スギ花粉症、高コレステロール症、高血圧症などに効用の
ある作物開発の研究もゲノム解読後の植物研究分野として今後非常に注力すべき課題であり､基礎研究
に投入した研究資源を成果として回収する面でも重要性が高い。 
 
（２）安全､且つ健全な食品の開発 
健康寿命の延伸に貢献して安全で品質の高い農林水産物、食品を供給し国民の健全な食生活を保
障することは食品科学の発展に負うところが大きい。 
高品質の食品の製造技術としての超高圧処理、過熱水蒸気による加工法､電磁波利用、交流高電界
利用などの従来加工技術として用いられなかった物理的処理による加工の研究は食品産業以外の分野
で発達したものが多く､食品の品質に与える影響、効果等について今後研究すべき課題は多い。 
また医学分野や動物生理学分野の研究の発展に伴い､食と脳生理の研究も進展し、咀嚼、味覚などの
生体機能研究を強力に進めることが必要である。特に現在世界的に競争が激しく、研究要素の多い味覚
応答の生理的研究は食品研究の中でも一層重要性が高まる。新規食品開発のターゲットの一つである
高齢者を対象とした食品開発の重要性が増し、生体機能研究の成果を取り込んだ新規需要が非常に拡
大することが予想されている。 
遺伝子組換え食品や人畜共通重要感染症の検知技術、リスク分析などの単独技術の発展にとどまら
ず科学的データーを適正に比較し、判断・予測して行政における規制や指導を支援するレギュラトリーサ
イエンス、リスクコミュニケーション手法の確立も同時に重要性が増してくる。 
 
（３）先端科学および知識の啓蒙のための科学技術政策の確立 
人間の味覚は幼少時の食経験の影響を大きく受け、これが成人してからの食生活パターンに発展する
ことは，多くの研究成果から明らかになっている。第二次世界大戦後の我が国における食の多様化―特
に欧風化―に伴うコメの消費減少が食料自給率の低下に大きな影響を与えたことは広く知られている。 
一方，バイオテクノロジーを用いた先端技術が世界規模で食料生産に導入されることは，目に見えて
いる事実である(2003 年現在の遺伝子組換え作物の栽培面積は 6,770 万 ha におよび日本の国土面積
3,700 万 ha の 1.8 倍に及んでいる。また年々面積の増加率は約 15%に及んでいる)。また遺伝子組換え
作物，クローン動物などの食用としての利用が，日本において実現することは想像に難くない。国民の食
の安全を守り，かつ安定的に食料を供給することの重要性を国民に説明することは国及び科学者・技術
者の責任である。 
食品は最も保守的な商品である。新しい手法を用いて生産、加工した農産物・食品の正確な情報を市
民、消費者に提供することは重要なことである。このためのシステムを完備させると同時に、食生活指針な
どを用いた健康な食生活のための教育の充実、情報を受容、消化できる国民を育てるための食の教育―
食育の推進―が今後益々重要性を増してくる。 
 
（４）地球規模の問題解決への貢献 
競争原理が働く先端研究に関しては、個人、大学、研究機関等において人材の育成が行われている
ので、ここでは特に地球規模の食料、環境問題の解決のための国際貢献の研究に絞って述べる。 
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我が国が有する高いレベルの農業研究･技術を地球規模の食料や環境問題解決のための国際貢献
に活用することは、先進国の一員として非常に強く要請されているところである。 
現在これらの協力は、種々の形で進行しているが、各組織、個人単位などを基本として行なわれており、
国家としての戦略が見えにくい。 
我が国の政府開発援助予算は、世界的に見ても非常に大規模であるが、農業研究分野における、フ
ランスのＣＩＲＡＤ，ドイツのＧＴＺ，オーストラリアのＡＩＣＡＲ，米国のＵＳＡＩＤなどに比較して、その投資効
果は国際社会から必ずしも十分に評価されていないようにみえる。 
2004 年，関連する府省庁、大学、公的研究機関、独立行政法人、民間企業などの連携を強化し、国
際貢献をより効率的･戦略的に進めることを目標に「持続的開発のための国際農林水産研究フォーラム」
が研究者を中心として設立された。現段階では研究レベルでの意見や情報交換、問題提起などの形で
進行している。このような動きを支援して地球規模の食料安定供給のために優れた農業技術を活用する
ことは，我が国が現在求められている国際貢献の役割を果たす上でも意義深い。 
一方国際研究機関の中で研究およびマネージメントにあたる人材の育成方策も真剣に考えなければ
ならない課題である。現在日本はＣＧＩＡＲの有力なドナー国であるが、15 ある国際研究センターに勤務し
ている研究者数は非常に限られており、マネージメント（所長）に当たっているのは 1 名のみである。 言
語の問題、研究センターが置かれている場所(アジア、アフリカ、南米を中心にヨーロッパ、北米、中東)の
治安や情勢など、困難な問題はある。しかし、日本を除く多くの先進国の研究者が活躍していることを考
えるならば、将来に向けて国際研究に従事する者を戦略的に育成することを考える時期に来ている。             
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食料安定供給 
 
女子栄養大学大学院 高橋正郎 
 
はじめに 
 本稿は、「安全・安心」分野の中の「食料安定供給」という課題について、過去・現在の状況分析をもとに、
今後 10～30 年の展開シナリオを描き、それへ向けての日本のとるべきアクション(戦略･戦術)を、筆者個
人の見識にもとずいて論述し、もってわが国の今後の科学技術政策に反映させようとするものである。筆
者は、農業経済学を専攻するものであることから、主として社会科学の観点からこれを論述する。 
 課題の「食料安定供給」については、①食料の「量」的な安定供給、②「質」的にみて安全な食料の供
給という、「量・質」両面から検討することが必要である。 
 しかし、後者については、2001 年のわが国におけるＢＳＥ(牛海綿状脳症)発生以降、2003 年の「食品安
全基本法」成立、それに基づいた「食品安全委員会」の発足によって、一定の方向が出ていること、なら
びに与えれた紙数が少ないことから割愛し、本稿では、前者、すなわち、食料の「量」的の安定供給問題
を中心に論述する。 
 
１．わが国における食料安定供給の現状 
(1) 安定した食料消費者物価指数の下、安定した食料供給 
 今日、わが国の食料は、極めて安定した状況で供給されている。必要な食料を、必要な時期に、必要な
量だけ、安定した価格で、自由に入手することができ、日常生活において、食料確保に懸念を抱くことは、
まず、ないといえる状況にある。 
 そのことは、図 1-1 に示すように、食料品の消費者物価指数が、総合消費者物価指数と同一レベルで
推移し、Ｇ５のプラザ合意があった 1985 年以降、輸入農畜水産物価格の低下もあって、ほぼ横ばいで推
移していることからも分かる。 
 
(2）農畜水産物の輸入に支えられた今日の食料安定供給 
 しかし、その安定供給は、海外の農畜水産物の輸入に支えられたものであるということは、図 1-2 から明
瞭に読み取れる。図は、農林水産省の「食料需給表」から、穀類、いも類、豆類、野菜、果実、肉類、鶏卵、
牛乳及び乳製品、ならびに魚介類について、国内生産量と輸入量をそれぞれ単純合計したものであるが、
1975 年、国内生産量の 46％に過ぎなかった輸入農畜水産物が、国内生産の減少もあって、1997 年以降、
輸入量が国産量を上回るというようになり、わが国の食生活は、海外の農畜水産物に大きく依存しながら、
その安定供給が図られているのである。このことは、供給熱量食料自給率が 40％、穀物自給率が 27％、
主食用穀物自給率でも 60％と極めて低い水準にあることから周知のことである。農林水産省の試算では、
2003 年のわが国の食料供給は、国内の農地 476 万 ha とその 2.5 倍の海外の農地 1,200 万 ha に依存し
た形で、その安定供給が確保されているのである。 
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(3）過剰基調にあった世界の食料需給に支えられたわが国の食料安定供給 
 さらに重要なことは、その輸入依存の食料安定供給が、実は、戦後長く続いた新大陸や先進諸国にお
ける主要農畜水産物の過剰生産、すなわち、世界規模の食料需給の過剰基調に支えられたものであると
いうことである。そのことは、図 1-3 に示すように、世界の穀物の期末在庫は多く、その年の貿易量の２倍
前後、年によっては３倍にも達していた。過剰在庫を抱えていた生産国では、その過剰農畜産物の処理
をめぐって苦慮し続けるという時代においての、わが国の食料安定確保であったということである。 
 
(4）世界の穀物需給に変調の兆し 
 図 1-3 の中の折線グラフは、世界の穀物消費量に対する在庫量の割合(在庫率)の推移を示したもので
ある。1980 年代から 20 年間、その在庫率は 25～30％を維持してきたものが、このところそれが急速に落
ち込んでいることが分かる。この変調をどう読むか、わが国の食料安定供給の将来展望を考える第２節の
重要課題となる。 
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２．今後 10 年から 30 年程度の食料安定供給の展開シナリオ 
(1) 世界の食料需給の展望 
1) 世界の穀物生産の推移と展望 
 わが国の今日までの食料安定供給が、世界規模での農産物生産の過剰基調に支えられてきたものと
すれば、その将来展望を考える第一の課題は、世界の今後の農産物生産の動向をどう予測するかにある。
しばらくは、ＵＳＤＡ(アメリカ農務省)の世界の穀物生産のデータをもとに検討していきたい１）。 
 図 2-1 は、過去 30 年余の世界の穀物生産量の推移を示したものである。1960 年代後期の 10 億㌧から、
2000 年前後の 18.7 億㌧へと、右肩上がりに上昇していることが分かる。ただ、回帰曲線でみる近年の増
加率の低下が気になるが、そのことは、すぐ後で述べる。 
 そのような世界の穀物生産量の増加は、何に由来するものであるか。図 2-2 をみると、その要因は、①
穀物収穫面積の増加と、②単位面積当たりの収量(単収)の増加によることがわかるが、そのうち収穫面積
は資源の枯渇や環境問題等のからみで 1980 年代初頭をピークに減少してきており、頼みの単収の増加
も、これまた化学肥料や農薬の多投が環境問題や食の安全性に関連して抑制されていることもあって
1990 年代末以降、停滞している。 
 この間に、世界の人口は着実に増加していることから、世界の１人当たり穀物収穫面積は、1960 年代末
の 0.19ha から 2000 年の 0.10ha 台へと半減し、当初は単収の増加があって１人当たり穀物生産量は、
1980 年代まで増加するが、しかし、それも 1990 年の 335kg をピークに減少しはじめ、2000 年を越すと
290kg へと減ってきている。 
 このように変調が見えてきた世界の穀物生産の将来展望はどうなるか。図 2-1 の回帰曲線を延長してみ
ると、2012 年までは増加して、同年 19.1 億㌧となるが、それをピークに減少に転じ、2025 年には 18.3 億
㌧とほぼ現在の水準にまで落ち込む計算となる。 
 
2) 世界人口の増加と所得向上が穀物需要を飛躍的に増加させる 
 周知のように食料の需要は、人口・所得・価格等によって規定される。ここでは、中長期にみた場合のそ
の主要な要因である人口、所得について考えていきたい。 
 図 2-4 は、国連人口統計による推計である。1950 年 25 億人であった世界人口が、2000 年には 61 億
人になり、それが、2050 年には中位数で 93 億人、高位数で 109 億人となると予測されている。本シナリオ
の 30 年後(2035 年)でみても、中位数で 86 億人、高位数で 94 億人となり、所得要因を考えずに単純計
算しても、2000 年の 1.42 倍(中位数)、1.55 倍(高位数)の食料が必要となる。 
 実は、食料の需要増は、その人口要因よりも以下で述べる所得要因の方が、より顕著に影響する。１人
当たりの所得が増加すると、それまでの植物性食品から動物性食品により多く依存するようになる。すな
わち、畜産物の消費が増えるのである。L.R.ブラウン２）の試算によると、１kg の食肉を生産するのに、牛肉
で７kg、豚肉で４kg、鶏肉で２kg、鶏卵で 2.6kg の飼料穀物が必要になる。所得が増え、畜産物に消費が
増えると、食用穀物の需要は多少減るとしても、その数倍のテンポで飼料穀物の需要が増えることにな
る。 
 図 2-5 は、１人当たりの GDP(国内総生産)が分かる世界の主要 62 ヵ国について、FAO のデータから、
それぞれの国の１人当たりの食用穀物量と、畜産物消費量から先のブラウンの試算にもとづいて算出した
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必要飼料穀物量の合計をドットしたものである。 
 食文化の違いから、バラつきが大きいが、食用穀物については下の細い回帰線が、それに飼料穀物を
加えた総穀物消費量については上の太い回帰線が描ける。その太い回帰線をみると、１人当たり GDP が
１万㌦をこえた後の増加は、それほどでもないが、１万㌦までの増加は、極めて顕著で、急上昇しているこ
とが分かる。しかも、そこに、巨大な人口を抱えた開発途上国の国々が多くひしめいているのである。 
 
3) 2025 年の世界の穀物需給の展望 
 世界の食料需給の展望に関わる基礎データついて、人口の予測は先の国連の推計があるが、１人当た
りの GDP の予測データは公的機関から提示されていない。そこで民間の研究機関の推計に頼らざるを得
ない。インターネットで検索したところ(財)電力中央研究所の社会経済研究所のその推計があった３）。そ
れをもとに 2025 年の穀物需給を大胆に予測したものが表 2-1 である。 
 その電力中央研究所の推計では、為替レート換算でなく購買力平価換算による実質値について、世界
人口の 85％、世界の GDP の 95％をカバーする OECD24 ヵ国と非 OECD37 ヵ国、計 61 ヵ国について、
1998 年と 2025 年の１人当たり GDP を予測している。それによると、OECD24 ヵ国は１万 9,600 ㌦から２万
5,600 ㌦に若干(30％)伸びるが、非 OECD37 ヵ国では 3,120 ㌦から 6,300 ㌦に２倍へと大幅に伸びること
になるという〔注 1〕。なお、この推計で対象としていない 1998 年の人口 15％、GDP５％の国々(対象外国)
について、2025 年もそれが同一割合である仮定して筆者が算出して表示してある。 
 このような１人あたりの GDP の増加は、先の図 2-5 で見たように飼料穀物を含めた穀物需要を大幅に伸
ばすことになる。その１人当たり GDP の増加に伴った総穀物需要量がどのようになるか、電力中央研究所
の 61 ヵ国の１人あたり GDP と、1998 年の FAO の Food Balance Sheet から作図した前掲図 2-5 の類似
図の回帰式〔注 2〕から算出したものを表の３列目に表示してある。 
 これに電力中央研究所の付表にある人口を乗じて世界の総穀物需要量を算出すると、1998 年の 19 億
9,400 ㌧から、2025 年の 29 億 5,400 万㌧へと、率にして 48％、量にして 10 億㌧もの需要増となる。 
 そのような穀物需要の増大に対して、穀物生産の見通しはどうであるか。先の図 2-1 の USDA の過去 30
余年の、R２ ＝0.9598 の２次回帰曲線を元に、2025 年の世界の穀物生産を試算すると 18 億 3,000 万㌧と
なる。前述のように、図2-1の２次の回帰曲線では2012年に世界の穀物生産はピークに達し、それ以降、
低減することになるからである。 
  この USDA の穀物統計は、「小麦、飼料穀物及び精米ベースの米」の合計値であることから、その他の
穀物がその２割増あると仮定して計算すると、1998 年ではその供給量が需要量を２億㌧強ほど超えてい
るが、2025 年には、７億 6,000 万㌧という巨大な量の穀物が不足することになる。７億㌧といえば、ほぼ、
現在の世界の穀物生産の３分の１の量である。このことから、巷間、ささやかれている 21 世紀前半には襲
われるであろう地球規模の食料危機も身近に迫ってきて現実味を帯びてくる。 
 なお、先の図 2-1 の回帰曲線を、２次式でなく、１次式で、過去 30 余年の趨勢がそのまま直線的に伸び
ると仮定して、R２ ＝0.9306 の１次回帰曲線で試算した場合の 2025 年の主要穀物生産量は 24.80 億㌧、
それに 20％増の他の穀物を含めると 29.76 億㌧となり世界の穀物需給は均衡を保てることになる。そのよ
うな生産展望を提示する見方もなくはないが〔注 3〕、前述のように資源・環境面からそれが至難な状況にあ
ることに変わりない。 
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4) 10 年後、30 年後の世界の食料需給の展望シナリオ 
  以上のような世界の穀物需給の厳しい展望について、その影響がどのような形で出現するであろうか。
中期(ほぼ 10 年後)と、長期(ほぼ 20～30 年後)に分けて検討する必要がある。 
①中期的(ほぼ 10 年後)展望 
  現在、すでに世界の穀物需給に変調の兆しが見えはじめてきたことから、アメリカでは 1996 年の農業
法で生産調整を廃止し、ＥＵでもそれを緩和してきてるものの、2000 年現在、ＥＵで、穀物 600 万 ha、油
糧植物 550 万 ha の生産調整４）が、日本でも 100 万 ha に及ぶ米作の生産が制限されているなど、先進諸
国での農産物の生産調整は、依然、継続されている。 
 中期的にみた場合、世界の食料需給の逼迫から、いずれ農産物の国際価格の高騰が始まり、それに
対応して日本を除く先進諸国では生産調整が廃止されるであろうことから、生産は増加し、需給関係は堅
調ながらもその均衡は保たれていくものと考えられる。(ただ、日本の場合、米の消費減退が続くことから、
米の生産調整はさらに継続されるものと考えられる)。 
②長期的(ほぼ 20～30 年後)展望 
 それが 20～30 年後の長期展望となると、生産調整の解除に伴う一時的な増産も底をつき、先の表 2-4
で見たような世界人口の増加と、開発途上国を中心とした所得増に伴う畜産物消費増に連動して想定さ
れる図 2-5 のような飼料穀物を含めた総穀物量の増加によって、地球規模で食料の需給均衡は大きく崩
れ、予期せざる事態が発生する可能性がでてくる。農産物の国際価格は騰貴し、食料輸出国では食料の
禁輸が行われ、あるいは食料を戦略物質として用いて、外交上、極めて優位な立場に立つことになる。 
 希少価値となった国際的な食料資源の争奪をめぐって、国際関係は険悪なものとなり、各国は食料の
自給に懸命な努力を講じるが、それが実現できない国や地域では、食料確保をめぐってパニックが生起
する恐れも多分にある。 
 
(2) 期待される日本農業の趨勢 
 近い将来、そのような地球規模の食料危機が押し寄せてくるとすれば、これまでの過剰基調の基礎の上
に維持されていたわが国の食料安定供給は、土台から崩れ落ちることになる。そのような状況に対して、
国民への食料に安定供給を図るため、わが国も国内農業の生産力を高め、食料の自給率を向上させて
行かなければならないが、その展望は暗く、わが国農業は、そのような環境の中でも衰退の一途を辿って
いくことが予想されるのである。 
 
1) 過去 40 年の趨勢でみる日本農業                                
  わが国の農業統計は世界に誇れるものである。その中核にある５年おきの農業センサスから、過去 40
年の趨勢を捉え、それを向こう 30 年延長したものが、図 2-6～2-8 である。 
 まず、図 2-6 から農家戸数の推移を見ると、比較的動きが少ないといわれてきた農家戸数も、1960 年の
606 万戸から 2000 年の 373 万戸へと直線的に減少し、もし、このまま進むとすれば 2040 年にはゼロに近
づくという勢いである。もちろん、そのようなことはありえないが、高齢化が進んでいるわが国農業で、今日、
確かに大きな構造的変革が迫まれ、それらの高齢農業従事者がリタイヤした後の日本農業はどうなるの
か、そのシナリオをしっかりと捉えておく必要がある。 
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  図 2-7 は、５年おきに悉皆調査したわが国農家の経営耕地面積の推移を示したものである。これを見
ても右下がりの、しかも逓減傾向をもった減少が読み取れる。先に見た減少する農家戸数の耕地が、残
存農家の規模拡大にストレートに結びつかず、耕地面積も着実に減少し、その分、荒廃農地が増加して
いることを物語っている。そのことは、センサスの実施ごとに耕作放棄地が逓増的に増大していることから
も確認できる。 
 図 2-8 は、中核的な農業の担い手である 60 歳未満の基幹的農業従事者の推移である。1960 年には、
1,013 万人もいたそれが、2000 年には、わずか 80 万人になっている。実に 13 分の 1 への減少である。 
 さすが、近年の減少率は減っているが、限りなくゼロに近づいている。担い手の面から日本農業は衰退
の一途を突き進んでいるといえる。 
 
2) 日本農業を展望する新しい可能性                                
 もちろん、現実の日本農業の担い手は、この 60 歳未満の基幹的農業従事者だけでない。2000 年の販
売農家でみると、その 60 歳未満の基幹的農業従事者は 80.4 万人(男子 38.6 万人、女子 41.8 万人)であ
るのに対して、60 歳以上の基幹的農業従事者が 159.5 万人、幅広い年齢層からなる兼業従事者が 408.4
万人も存在し、日本農業は、それら他に定職をもつ兼業従事者と高齢の基幹的農業従事者によって維
持されているのである。地球規模の食料危機が予想されている今日、自給的農家を含め、これら兼業農
家は、その食料危機への自衛策として今後も農地保有を継続するであろうことから、零細規模の農家が、
依然として滞留し、わが国農業の構造改革が抑制される可能性も否定できない。 
 しかしながら、わが国農業の中にも、従来の伝統的な小規模の家族経営から脱却し、農業生産法人な
ど法人化した農業経営が各地で展開し、その生産額はすでに既存の農家経営の生産額の１割にも達し５）、
年々、それが増加する傾向にある。中には、食品企業とタイアップして数 ha 規模の高度ハイテク技術を駆
使した自動制御の温室栽培を軌道に乗せ、将来の日本農業の担い手として期待されている農業生産法
人もある。 
 
 
  図2-1　世界の穀物生産の推移 図2-2　世界の穀物生産の推移(収穫面積と単 図2-3　世界の１人当たり穀物収穫面積と生
　　資料：USDA  Grain World Markets and Trade 200 　　　資料：図2-1に同じ 　　　資料：図2-1に同じ
     注：02/03は見込み、03/04は予測
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図2-4　世界人口の増加と将来推計 　図2-5　１人当たり国内総生産と穀物消費量（2000年
資料：国連　世界人口の予測　2000年基準
〔注〕 ▲印は、1 人当たり総穀物消費量で食用に
　　　　供されるもののほかに、畜産物を生産する
　　　　ための飼料穀物を合算したもの。
　　　　■印は、食用に供された穀物。
　資料：FAO Food Balancesheet  内閣府経済社会
　　　　　総合研究所 国民経済計算年報から作成
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(3) 中長期の食料供給と科学技術の展望 
1) 10 年後、20～30 年後の食料供給の展望    
 以上のような中長期の世界の食料需給とわが国農業と食料供給の展望について、時系列の展開シナリ
オを示したものが表 2-2 である。繰り返しにもなるが順を追って説明したい。 
 
①国際食料市場について 
  先に述べたように、新大陸を中心とした先進諸国での生産過剰を軸に、全体的には、食料の安定供給
が図られてきた。ただ、近年になって、一方での生産量の抑制と、他方での需要増によって、世界規模で
の食料需給に変調がみられるようになった。 
 しかし、向こう 10 年は、食料の在庫減、国際価格の上昇がみられるが、先進諸国での生産調整の解除
によって、どうにか世界規模の食料需給は均衡が維持されるものと期待される。 
 ところが、20～30 年先を展望すると、世界人口の増大と途上国を中心とした所得増に伴う畜産物の需要
増によって、総穀物需要は飛躍的に増えるものの、資源・環境問題から世界の食料生産はそれに対応で
きず、世界の食料需給は破綻し、逼迫することが予想される。   
 
②国内食料供給について 
 国内農業を中心とした日本国内の食料供給体制は、これまで、ＧＡＴＴ、ＷＴＯ体制の下、農産物の市
場開放が進み、国際競争力に乏しいわが国農業は、衰退の一途をたどり、農業の担い手は喪失し、耕作
放棄地を増大させ、食料自給率を極端に低下させてきた。 
 世界的な食料需給の変調が具体化する向こう 10 年をみても、一部の農業生産法人の展開でそのシェ
アは拡大するものの、主幹作物である米の消費減退は続くため、稲作の生産調整は続くことなどから、国
内農業の復調はみられず、食料自給率は低位のまま推移する。 
 世界的に食料が逼迫する 20～30 年先をみると、中国や東南アジア諸国などとのＦＴＡの締結によって、
それらの国々からの農業労働力を受け入れるようになることから、成長しつつある農業生産法人の展開が
容易になり、その生産シェアが拡大するが、依然として農地の“分散錯圃”が解消されないこともあって、
土地利用型農業では、零細な兼業農家が主流を占め、構造改革の進展は期待できない。 
 
③結果としてのわが国における食料需給について 
 冒頭に述べたように、わが国の現在までの食料安定供給は、世界的な食料過剰供給基調の下での大
量食料輸入に支えられた、底の浅い「食料安定供給」であった。 
 これが、世界的な食料需給の変調が具体化する向こう 10 年は、堅調な需給関係から食料の国際価格
が上昇したとしても、わが国は潤沢な外貨を使い、また、国際的な地位を利用して、全世界から食料を買
い集め、やはり大幅な輸入に依存した「食料安定供給」は維持できるものと予想される。 
 しかしながら、地球規模の食料需給が大幅に逼迫する 20～30 年後のわが国食料供給は、輸入食料の
安定確保もままならず、期待される国内農業の回復も見通せないまま、極めて不安定な状況に直面する
可能性がある。第２次世界大戦直後に経験した食料難時代を彷彿させるような事態が発生することも懸
念されるが、しかし、当時のような農業生産者への強制的な食料供出も課せられず、かつての食糧管理
制度の下での配給制度のように食料を均等配分するシステムを再構築することも容易でないという状況が
想定される。 
 このような事態を回避するため、今日から具体的な対応策を講じてゆかなければならないが、その１つ
は、次項で述べる「科学技術の展望」であり、他の１つは、次節で述べるそのために「日本がとるべきアク
ション」である。 
 
表 2-1 2025 年の世界穀物需給の展望 
１９９８ ２０２５  
先進国 途上国 先進国 途上国
 
実質 GDP(億㌦) 177,270 128,420 240,660 339,360 社会経済研究所推計。先進国は OECD 24
ヵ国、 開発途上国は非 OECD37 ヵ国 
人口(万人) 118,490 472,430 123,984 659,536 国連人口統計 
1998 年は 1995～2000 年の比例配分 
１人当り GDP(㌦) 14,961 2,718 19,410 5,150 実質 GDP／人口（先進国・途上国の定義が
分子と分母で相違することに注意） 
食 用
穀物 
129.8 163.3 
飼 料
穀物 
572.9 198.3 
１人当り穀
物消費量
(ｋｇ) 
計 702.7 361.6 716 561
1998 年は FAO の Food Balannce Sheet の
データから算定。2025 年は図 2-4 の回帰式
から算定 
穀物消費量 (万
㌧) 
83,263 170,831 88,800 370,000 1 人当り穀物消費量×人口 
総 穀 物 消 費 量
(万㌧) 
254,094 458,800  
（ 小 麦 ･ 飼 料 穀
物･米） 
(183,520) (183,000)
総 穀 物 生 産 量 
(万㌧) 
256,928 256,000
USDA データ、2025 年は図 2-1 から試算、
他の穀物を含め 140％であるとして 
穀 物 過 不 足 量 
(万㌧) 
ほぼ均衡 20 億㌧不足  
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                       表２－２ 食料安定供給に関わる時期別展開シナリオ 
  先進国での過剰基調・生産調整  食料在庫減少  世界人口の増加                        国際食料価格高騰   
  一部途上国での飢餓      ↓         価格上昇気味     +           大幅な穀物需要増     生産国での食料禁輸   
国際食料市場   国際価格上昇     ながらも  途上国の所得増         ↓                    ↓   
   食料需給に変調の兆し      ↓         世界食料需給       ↓          世界食料需給の破綻   食料確保で国際紛争   
    └→米･ＥＵで生産調整の廃止･緩和  生産調整解除     は均衡  畜産物消費増                          一部国地域でパニック   
                         WTOの下  引 担い手喪失  依然として農業の担い手不足   
  農業の担い手喪失        農産物の  続 放棄地増加  食料輸入増加     拡大するFTA→東･東南アジアから農業労働力受け入れ   
国内食料供給     耕作放棄地の増加      市場開放  き  米消費減少    自給率低下            成長する農業生産法人が雇用←┘   
  ４割強の             極めて低い     米生産調整は依然継続  依然として農地の“分散錯圃”が解消されず、放棄地解消ならず   
   水稲の生産調整      食料自給率  農業生産法人の生産シェア拡大  耕作放棄農地の復元で巨額の財政支出   
    国内農業の回復が見通せないまま、   
  世界的な食料供給過剰基調の下での  食料国際価格は上昇するが  また、外交手段を駆使して輸入先を躍起に探し求めるが、   
国内食料需給      大量の食料輸入に支えられた     潤沢な外貨蓄積を使って      「食料安定供給」の展望が明らかにならず   
          底の浅い「食料安定供給」  やはり輸入依存の  戦後の食料難時代を彷彿させるような事態が出現する可能性   
    やや不安な「食料安定供給」  他方、強制的な供出も課せられず、食料の均等配分もままならず   
  第１世代遺伝子組換え作物の実用化    第２世代遺伝子組換え作物の実用化    農業生産工程でロボットの利用   
    └→ただし安全性で消費者反発    照射含め､輸送･貯蔵技術の発展      地球環境の悪化に伴う農業生産条件変化への対応技術   
科学技術展望  有機･環境保全型農業の萌芽    環境保全型農業への注目拡大       資源循環型｢農業｣の論理、資源浪費型｢工業｣を超克   
  自動制御型施設園芸の実用化    自動制御型施設園芸の定着         多単収で連作可能な水田稲作の再評価   
  牛肉トレーサビリティの発足    食品トレーサビリティの普及       機能性食品･サプリメントの一般化   
 
                    これまで                現 在                         10年後                       20年後                       30年後 
                                               2005                            2015                          2025                          2035 
 
   注：第１世代遺伝子組換え作物とは、病害虫抵抗性、除草剤耐性など、農業生産者の栽培簡略化や生産のコストダウンが目的として、開発された組換え作物。 
       第２世代遺伝子組換え作物とは、耐寒性、耐塩性、耐乾燥性など環境条件に耐性がある組換え作物や、健康維持・増進などの目的で作られた組み換え作物（ゴールデンライス、ワク
チン効果のある作物）のこと。「バイテク用語集」http://www.biotech-house.jp/glossary/glos_129.html  
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2) 中長期の農業・食料関連に関わる科学技術の展望  
  さきの表 2-2 の最後の欄に、これまでと、向こう 10 年、さらに 20～30 年後の食料安定供給に関わる「科
学技術展望」を示しておいた。 
  まず、これまでの経緯にについて特記すべきことは、①病害虫抵抗性、除草剤耐性など、農業生産者
の栽培簡略化や生産のコストダウンが目的として開発された第１世代遺伝子組換え作物６）、すなわち、生
産者サイドに立った遺伝子組換え技術が、アメリカ等で実用化されているが、ＥＵや日本などでは、それ
の安全性に不安があると消費者が反発し、とん挫していることである。他に、②有機・環境保全型農業が
先進諸国で注目されはじめ、③オランダや日本では大型温室等で自動制御型の施設栽培が実用化され、
④フランスや日本で牛肉を中心にトレーサビリティが具体化しはじめたことも特記される。 
 このうち、②③④の技術は、今後、それぞれが普及し、展開していくと考えられるが、①の遺伝子組換え
技術については、向こう 10 年の間に第２世代遺伝子組換え作物が注目され、実用に向けて展開するもの
と考えられる。第２世代遺伝子組換え作物とは、耐寒性、耐塩性、耐乾燥性など環境条件に耐性がある
組換え作物や、健康維持・増進などの目的で作られた組み換え作物（ゴールデンライス、ワクチン効果の
ある作物）のこと６）で、これは、生産者サイドというより、消費者サイド、人類サイドに立つもので、その安全
性が確認されれば、曲折があるとしても消費者の理解は得られるものと考えられる。 
 この第２世代の遺伝子組換え技術は、世界の食料需給が逼迫する 20～30 年後の科学技術としてさら
に注目されることになる。そのころ、ますます地球温暖化が進む可能性もあり、気象や土壌等の農業生産
環境の変化に対応できる栽培品種の開発が、この第２世代の遺伝子組換え技術で展開することが期待さ
れるのである。 
 なお、この 20～30 年後に注目される科学技術としては、他に、耕耘・播種・培土・除草・収穫作業等の
農業生産行程におけるロボットの利用も展開するが、それが利用できる条件は、一定の広がりをもった農
場であることから、ここでも“分散・錯圃”の耕地条件から”日本型農場制農業”の確立が期待されることに
なる。 
 また、この時期になると、地球規模で食料の安定的な増産が課題となることから、連作で多単収な栽培
が可能である湛水による水稲栽培が、国際的に再評価され、注目されることになる。 
 
３．日本のとるべきアクション  
(1) 不測時の食料安全保障 
 まず、構築しておかなければならないことは、20～30 年後に予想される世界的に食料需給が大幅に逼
迫し、食料輸入が困難になった場合の対応策である。農林水産省では、異常気象等によって海外での
大不作や、地域紛争等によって貿易が困難になった折に予測される事態に対する「不測時の食料安全
保障マニュアル」を 2002 年に発表した７）。ここでは、「国民が最低限必要とする熱量の供給が困難となる
恐れがある場合」を想定した「レベル２」が当てはあるので、そこでの対策についてその概要を紹介してお
く。 
 
１）供給の確保対策 
 ①不作付地の解消・裏作の拡大、②熱量効率の高い作物に転換、③政府対策本部指示による既存農
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地以外の土地の農業的利用等により、国民１人当たり 2,000 ｷﾛｶﾛﾘｰの食料供給を確保する。 
 
２）分配対策等  
 ①食糧法ならびに国民生活安定緊急措置法に基づき、対象品目について、政府管理の下、割当て・配
給により、食料の公平な配分を行う。また、②標準価格の設定等、物価統制令による価格の統制を行う。 
 これらの対応策は、不測時という一時的な緊急避難的対応策として策定されたものであるので、これを
20～30 年後に想定される地球規模の食料危機に対応した中長期的な対応策を構築しておく必要があ
る。 
 
(2) 農地の保全管理  
 図 2-7 でみたように、わが国の経営耕地面積は、着実に減少している。担い手不足と国際競争の下で
採算に見合う栽培作物がないため、耕作放棄地も増加してきている。現在の農業経営をめぐる市場環境
から考えれば、それも止むを得ないことであるかも知れないが、20～30 年後を想定すれば、可能な限り多
くの農地を健全な形(すなわち、地力を保持した状況)で保全しておかなければならない。農政の最大の
課題はそこにある。 
 しかも、担い手不足と採算に見合う栽培作物がない状況は、当面、継続されるであろうし、20～30 年後
に問題があるとしても、今日のわが国財政事情では、公的資金でその荒廃していく農地を保全管理して
いくことは不可能に近い。 
 であるとすれば、課題は、現在の市場メカニズムの下で、耕作放棄地の発生を阻止し、有効利用しなが
ら、農地を健全な形で維持継承していくシステムをどのようにして構築していくかにある。耕作放棄地の発
生理由を考えてみると、それは、①農業の担い手の喪失、②その担い手が自己実現を図れるような「面的
広がりをもった集団農地」が存在しないこと、などが考えられる。そのうち①については、企業的感覚をも
った農業生産法人が全国各地に出現してきたことから、多少、広域にそれを考えれば問題はない。 
 従って、課題は②についてであって、「面的広がりをもった集団農地」をどうにか形成し、それを担い手
たる企業感覚をもった農業生産法人に貸与し、有効利用してもらうことである。農業の世界でも「農地をめ
ぐる“所有と利用の分離”」を図りながら農地を現況の経済ベースで利用してもらいながら、将来に向けて
保全することである。 
 そのことは、先にも述べたわが国の伝統的な“分散・錯圃”という農地システムから、“日本型農場制農
業”システムへの移行をもたらすものであるが、そのためには、農地の所有者集団が組織する「集落営農」
の農地利用調整機能を積極的に認知し、それを活性化する制度、支援体制を整えることが不可欠であ
る。 
 
(3) 世界の食料需給に関わる国際貢献 
  20～30 年後に想定される地球規模の食料需給の大幅に逼迫することに対して、わが国のとるべき行動
は、国内対策だけでなく、国際的にもその貢献を積極的に展開しなければならない。 
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１）稲作技術の向上に対する支援 
 とくに東・東南アジアでは、その風土的に稲作が適しており、その稲作は、面積当たりの収穫量が他作
物に比べて多く、しかも連作可能という食料危機対応作物として最適である。かつてのＩＲ８のような肥料
農薬に依存したものでなく、天水田稲作など伝統技術を含め、日本が蓄積してきたその技術を再評価・
再整備し、関係諸国に伝承すべきである。 
 
２）第２世代遺伝子組換え技術の開発と国民合意 
 前述のように、第２世代遺伝子組換え技術は、第１世代の生産者サイドの組換え技術と違って、消費者
サイド、人類サイドに立つ技術である。しかも、それは、20～30 年後の食料需給の逼迫期と同時に発生さ
れることが懸念される地球温暖化に対応しようとする科学技術でもある。 
 もちろん、その安全性に対しては、にわかに消費者の理解は得られるとは限らないが、日本の科学技術
政策として、この第２世代の遺伝子組換え技術の開発に積極的に取り組み、国民合意を取り付けながら、
この面での国際的なリーダーシップをとっていくべきである。 
 
３）畜産物依存の少ない「日本型食生活」の再確認と国際普及 
 20～30 年後に想定される地球規模の食料需給の逼迫の一因は、１人当たりのＧＤＰの向上による畜産
物需要の増加とそれに伴う飼料穀物を含む穀物全体の需要増である。しかし、図 2-5 で見たように、その
１人当たりの全穀物消費量は、食文化の違いによって国により大きく異なっている。図 2-5 の１人当たりの
ＧＤＰが３万 5,000 ㌦を超えている日本とアメリカとを比較してみると、植物性食品の消費が多い日本の１
人当たり総穀物消費量は 340kg であるのに対し、牛肉を主に畜産物消費の多いアメリカは 678kg と２倍に
なっている。 
 欧米では、肥満や生活習慣病が増えてきていることから、ヘルシーな日本食が注目されてきている。今
後、１人当たりのＧＤＰが急増する開発途上国の食生活が、欧米型になるか、それとも東アジア型になる
か、それによって 20～30 年後に想定される食料需要は大きく左右されることになる。 
 「日本型食生活」が栄養的にＰＦＣバランスが整っているという国際的評価もあることから、開発途上国の
栄養指導面でも日本の果たすべき貢献の場が少なからずある。 
 
［注 1］電力中央研究所の本推計の担当者である櫻井紀久によると、「本報告の予測は他機関の予測結果と比べても、かな
り低めの結果となっている」として、たとえば、中国の１人当たり GDP について、ADB(1997)では 6.0％であるのに対し、当論
文では 2.5％を、中国のマクロモデルの GDP の成長について、OECD(1997)では 5.6％、WEFA(2000)では 7.1％、日本エ
ネルギー研究書(2000)では 6.9％であるのに対し、当論文では 4.0％と低めに想定していることを挙げている。櫻井（2000）
P27 
［注 2］y＝101.02Ln(x)-494.71  R２＝0.6285  ｙ：1 人当たり総穀物消費量 ｘ：1 人当たり GDP［注 3］農林水産省でも
1998 年に「2025 年における世界の食料需給見通しについて」を発表している８）。それの単純趨勢シナリオによると、１人当
たりの穀物消費量は、先進国で 578kg(1994 年)から 709kg(2025 年)に、開発途上国では 240kg(1994 年)から 289kg(2025
年)に増えることから、世界の穀物消費量は、1994 年の 17 億 8,200 万㌧から 2025 年の 29 億 1,400 万㌧へと 1.6 倍に増加
するとしているが、世界の穀物生産も単収の伸びが継続(年率 1.6％増)することを前提に同水準への増加が見通せ、全体
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としては 2025 年でも均衡するとしている。（なお、環境問題等が影響することを前提とした生産抑制シナリオでも、開発途上
国では 2 億 8,200 万㌧不足するが、先進国の生産剰余によって 2025 年でも、その需給はほぼ均衡するとしている。） 
 このほか、世界の穀物需給を試算したものに、京都大学の辻井博の予測がある。それによると、2020 年の穀物総需要量
は 32.69 億 ㌧ で あ る の に 対 し て 、 穀 物 総 生 産 量 は 28.52 億 ㌧ で 、 ４ 億 1,700 万 ㌧ 不 足 す る と し て い る 。
http://www.iias.or.jp/research/res_syoku/1998Food/1stTsujii.htm 
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災害後の復旧 
 
                     京都大学 防災研究所 巨大災害研究センター長 河田恵昭 
 
１． 現状分析 
 
（１）「災害文化」という視点の欠如 
災害後の復旧は、実際に災害が起こったときに、どんな課題が出てくるか、ということを基本にしている。
個々の教訓は、どういう時代に、どういう場所で起こったかという、時間的あるいは空間的な影響が大きく
現れているものである。しかし、過去にある場所で起きた災害がこうだったから、将来起きるものもこうだ、
というような一般化はあまり意味を成さない。例えば、大震災のときの教訓により、その後改良された方策
が、次の災害時に絶対にうまくいく、というふうに単純に考えることはできない。 
過去の教訓を最大限活かすためには、その地域固有の「災害文化」という形にまで持っていく必要があ
る。災害後の復旧において、つけ焼き刃的な対応というのは必ず失敗する。たとえば、地震が起こった直
後には防災グッズがよく売れ、まくら元に置いて寝る人が増えるが、これは６カ月と続かない。日常の生活
の中で、防災がどう組み込まれているかということが、実は問われているのである。 
 英語では災害文化のことを、ディザスター・サブカルチャー（disaster subculture）と言うが、subculture は
日本語に直すと、「下位文化」である。なぜ「サブ」なのかというと、地域的には普遍性がないからと言われ
てきた。しかし、文化というのはすべてそういうものであり、逆に言えば、地域固有だから文化なのである。
災害対策は、日本でも地域の文化として残っている。たとえば、水郷地帯では水屋といって、敷地が全部
水没したときにも、その家のどこかの部屋だけは水につからないようになっていて、そこに米などが蓄えら
れている。また、風の強い地方では、屋敷の周りに防風林が植えられている。このように、日本に古くから
伝わってきた生活というのは、すべて自然災害に対応できるような仕組みになっている。 
例えば、東海地震が起こったときと、首都直下の地震が起こったときの対応は違うはずであり、違うのが
当たり前である。だからこそ、形成されている文化も違うのである。その違いが一体何から派生しているの
かということを考えるのが災害の学問である。それをそのまま一般化してもほとんど役に立たないが、地域
性や歴史のなかで、なぜそういうふうになっているのか、ということをきちんと評価しておくことが、災害文
化がユニバーサルにも有効になりうるひとつの道筋である。 
 
（２）被害想定と復旧対策の順位付けの不備 
たとえば新潟県中越地震の場合、それまで新潟県の地域防災計画では直下型地震の被害想定が、ほ
とんど行なわれていなかったことが問題視されている。被害想定をしてみると、どこで何が起こるかというこ
とは、かなりの精度で事前に評価できるものである。それらを県民だけでなく防災関係機関で共有化して
おいて、地震が起こったら事前の取り決めどおりに必要な箇所をチェックする。もし、問題が起こっていた
ら、優先順位に従って復旧するよう要請しておけば、復旧は、ある程度はうまくいくはずである。災害後の
復旧というのは、災害が起こってからスタートするのでは遅すぎる。実は、災害が発生する以前から用意し
ておかなければいけないものである。 
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現在、自衛隊は要請があってから出動するようになっているが、今のシステムは課題も多い。なぜなら、
自衛隊に対する出動要請の際には、自衛隊が行なうべき内容も要請しなければならないのだが、大きな
災害であればあるほど情報が不足し、どの対応を優先するべきかという順位付けがすぐには判断できな
い。また、要請内容によっては事前の訓練も必要になる。このため、結果的に対応が遅れたり、対応でき
ないことが起こるのである。事前に十分な被害想定と復旧対策の順位付けを行なっていないところから来
る問題である。 
 
２． 発展シナリオ 
 
現在、地球は活動期に入っており、地震や火山の噴火を常に念頭におく必要があり、油断は禁物であ
る。しかし、災害文化を形成していくには、５年や 10 年で十分なはずがない。また、今後の災害対策に関
しては、科学技術の発展によりもたらされる直接的な効果よりも、我々がどのように災害に対応していくか、
という社会科学的な側面での効果のほうが本質的に大きいだろうと考えられる。考え方の中心となるべき
は、以下の視点である。 
 
（１）「復旧」ではなく「復興」を目指す 
 災害復旧で一番重要なことは、災害対策基本法や防災基本計画において、復旧から復興への長期
間にわたる視点を中心に据えておくことである。 
多くの人は、普通、まずは災害前の生活に戻りたいと望む。しかし、当座の復旧のみを目的にするのは、
実は間違いである。災害というのは、新しい環境がそこに突然現れたと考えるべきであり、その新しい環境
に受容性を持って臨むのか、そうでないのかが「復旧」と「復興」との分かれ目である。つまり、文化を変え
る覚悟があるか、が問われることになる。とりあえず被災前の状態に戻そうとするのが「復旧」であるが、「復
興」というのはより良い新しい環境に移行できるように自分たちの生活を変えていこうという前向きな対策
である。 
これまでの災害後の対応は、災害の前の状態に戻す「復旧」を行なったものが多かった。例えば、阪神
大震災の際に復旧された神戸港では、もともと水深が浅すぎて利用率が低かったコンテナー埠頭があっ
たが、そのまま復旧した。案の定、復旧後も結局利用率が低いままとなっており、これは国の税金の使途
として効率的だったとは言えない。たとえば、法的に担保された 100 億円の資金全部を使って「復旧」をす
るのが果たしていいかどうか、よく考えておく必要がある。 
また、阪神大震災の後に、あらかじめ震災前からまち作りのプランを練っていたところでは、うまくまち作
りが行なえたという事実がある。復興を行なうための計画は事前に作っておくことが可能である。さらに、
「復興」というかぎりは「夢と希望」があって、子供たちに誇れるようなまちをつくるという、サステナブル（sus
tainable）な考えが必要である。被災した当事者の代ではなく、子供や孫の時代に、災害後にいい家をつ
くってくれた、いいまちをつくってくれたと言われるような「復興」を目指すべきである。 
 
（２）持続的な復興計画をたてる 
災害後の復興に関しては、短期間のうちに生活を元通りにしなければならないという強迫観念があった
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ためにうまくいかなかったことが多い。例えば、鳥取県西部地震では、住宅を再建するための補助金を出
したが、広い敷地に高齢者が住む小さな家々ができただけで、過疎・高齢化問題を先延ばししただけの
復興となってしまった。よい復興を行なうには、時間をかける必要がある。市民の間に夢と希望のある復興
プランがあれば、当座の不便は、ある程度がまんできるものである。逆に夢と希望のある復興プランが共
有できなければ、一刻も早く復旧を、ということになる。 
復興は、そこに投下される財源の 90％以上を地元で回収できるように時間をかけて取り組むべきであ
る。阪神大震災の際には 5 年以内に 48000 戸の仮設住宅を公営復興住宅に移すという目先の目標を立
てた結果、5 割以上が高齢者という団地ができてしまっただけでなく、短期に大量に住宅を供給するため、
それが可能だった東京圏の住宅産業にお金を流すことになってしまい、阪神地区の住宅産業に資金が
供給されなかったという側面があった。神戸地区で供給できる住宅数に合わせて徐々に復興を進めてい
たら、地元への大きな経済効果が期待できたはずである。 
また、中越地震における小千谷市では、商業施設などが交通の便利なところにまとめて立地していた
ため、災害によって交通網が絶たれた途端に生活が困ってしまうなどの問題が発生した。高齢化社会も
考えると自動車に乗らなくても身近な場所で買い物や交流ができるような社会が望ましく、そのようなまち
づくりが必要であろう。この場合、中山間地などで過疎・高齢化した集落をどのようにしていくかという潜在
的な問題が、たまたま地震が起こったために問題が表に出てきたものと言える。たとえば、東海・東南海・
南海地震が起こったときには、三重県、和歌山県、高知県等の山の中の集落でも、おそらく同じような問
題が起きる。したがって、そのような過疎地域の対策を考えておくことが、実は災害後の復興計画とつな
がっていくのである。復興計画を立てること自体は、どの地域でもいつでもできることである。 
 
（３）災害時のシミュレーション 
災害対策は、災害が起こってからスタートするのでは遅い。災害が起こる前の準備期間が十分であれ
ば、起こってからの対応もうまくいくことが多い。「不意打ち災害」とならないようにするということが、災害の
種類に関係なく、過去に起こった数々の災害の最大の教訓である。 
関東大震災以降、日本の防災対策というのは、被害をシャットアウトすることを目的に進んで来た。しか
し、巨大な外力に対しても被害自体をゼロにすることは、基本的に不可能であり、被害が出ることを前提
に計画をたてる必要がある。災害のシミュレーションによる被害想定も必要である。どこで何が起こるかは、
ある程度事前に評価でき、関係する機関で共有化しておくことができる。自衛隊の出動に対しても、災害
が起こったら事前の取り決めどおりこういうところを偵察して、優先順位どおりにやってください、と言って
おけばうまくいくはずである。 
実は、これが先進国と途上国の違いなのである。途上国はこうした計画を立てることが難しく、実際の災
害が起こってから対処せざるを得ない。これに対して、日本では事前に何が起こるかわかっているので、
事前に計画を立てることができるはずである。 
ただし、災害のシミュレーションデータをそのまま過信することは危険である。例えば、東海・東南海・南
海地震が起こったら、どんな揺れが来て、どんな津波が来て、建物にどれぐらい被害が出るかという数字
が、とりあえず想定されている。しかし、シミュレーションの段階で仮定したマグニチュードが少しでも大きく
なったら、途端に今の対策は十分とは言えなくなる。数字が一人歩きしてしまい、それを少しでも超えた地
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震が発生する可能性を考慮しないといった問題はすでに実在している。この点は注意が必要である。 
 
（４）行動に結びつけるための教育 
 災害に対する予測技術が進んで、いくら精度が上がっても、実際の被災時に人間がどう行動するかとい
うことにつながらないと、予測や計画を立てる意味がない。今後、さらに IT 化が進み、警報システムや避
難勧告がもっとリアルタイムに近い状態で出るようになっても、受け手の人間が正しく反応しなければ、結
局無駄である。 
受け手のレシーバー能力、情報リテラシーを上げるための手段は教育しかない。スマトラ島の早期津波
警報システムに関しても、システムの導入はそれほど難しくないが、その情報の重要性を正しく認識し、必
要に応じて避難できるという教育のほうが、実ははるかに重要である。災害に対する教育を徹底し、被災
国の自助努力として、特に子供たちには防災のことを十分に教える必要がある。津波だけではなく、高潮
や洪水、それに派生する疫病の蔓延など、これらの知識のベースをつくらない限りは、いくら IT を活用し
ても効果は期待できない。 
災害は稀にしか起きないために、ある地域での教訓を一般化するのが難しい。実際に災害が発生した
時に、その地域で、どのように行動すべきか、というアクションプランの策定が欠かせない。その一方で、
災害では想定していたもの以上のものが起こるということも考えておく必要がある。過去の体験や経験な
どの暗黙知を形式知に直したときに、それが一般化されればされるほど、そこに落とし穴ができる。そうい
う意味で、自然と人間というのは知恵比べをやっているのであり、人間の知恵はオールマイティーではなく、
必ずその裏をかくように自然災害は発生するのが常である。 
 
３． 日本の取るべきアクション 
今後の５～10 年で、日本でもできること、やるべきことはいくらでもあり、例えば以下のような策が考えら
れる。 
 
（１）災害と復興のシミュレーション 
基本的に、災害を「不意打ち災害」にさせないこと自体が重要である。対策の有無もさることながら、災
害が起こる可能性や、そのときどんなことが起こるかということを想定しているかいないかという差は、たい
へん大きい。 
例えば、津波がやってくるかもしれないというときには、一分以上の揺れが続いたら自主的に避難する
とか、警報が出たら直ちに逃げる。また、地震の際には、災害を最小限に食い止めるための知識を生か
す。教育を通じて、こうしたことを正しく理解し、自分が動くようにするアクションプランの策定とその教育が、
まず、たいへん重要である。 
また、地域的な復興のシミュレーションの議論は、明日からでも始められる。国単位でも地方自治体単
位でも、あるいはそれよりもっと小さい町のような規模でも、サイズに合わせてシミュレーションを作っておく
ことは有効である。話し合いだけなら、予算もほとんどかからない。それらを作っておくと、災害が起きたと
きにも、その後の対応がスムーズに進むということが期待できる。 
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（２）長期的な戦略に向けての具体的な戦術 
防災とか減災には長期的な戦略が必要であり、その戦略の中で、どう戦術を組み込んでいくかという視
点が必要だが、現在の日本には長期的戦略はなく、とりあえず何からできるかという場当たり的な対応に
なっている。 
住宅の耐震補強は、誰もが必要を感じている。しかし 30～40 代の家庭で、仮に 200～300 万円の貯金
があったとしても、そう簡単に耐震補強のために使うことはできない、というのが普通である。こういう家庭
には、とりあえず家の中で一番使う部屋だけでも耐震補強するように仕向ける策が有効だろう。あるいはこ
れから作る新しい家には、30 年先に耐震診断を義務づけて、そのときに問題があったら耐震補強を施し
て不動産の価値を高める、というように仕向ける。それに向かって保険に加入したり、積み立てをしておく
制度、または、初めから耐震性の高い家を作る場合には補助金を出す、などの策も考えられる。これらを
続けて 100 年くらい経てば、その地域の家々は平均的にかなり耐震性が高くなっているはずである。この
ようなことを短期的に実現するのは難しい。しかし、具体策はすぐにでも始めることができる。 
日本では、ハザードマップの普及が進まないという問題もある。各家庭に配布しても、どこかにしまい込
んでしまい、いざ災害が起こったときに思い出すというのがほとんどである。現在日本で作成されているハ
ザードマップは、自分の利害にほとんど関係していないので、関心が薄いのである。これに対して、例え
ば、パリのハザードマップでは、赤く塗ってある地区は、被害が起こったときに、元のとおりに建て直すが
できない、と法律で決められている。これならば、自宅の位置を確認するために、誰もが日ごろから関心を
持つ。つまり、もし、自分の持っている財産が、それによって価値が上がったり下がったりするのであれば、
無関心というわけにはいかなくなる。このように、誰もが自然と関心を持つようなある種の規制をかけること
も工夫のひとつであろう。 
  
（３）災害を想定した科学技術の導入 
例えば、もし、東南海・南海地震が起きたら、現在の予想では 22000 人程度が犠牲になり、そのうちの
12000 人が津波による被害者と予想されている。日本の地形の特徴は、海から上り勾配で山に向かって
いることである。津波は押し波よりも引いていくときのほうがパワーを持っているといることを考えると、日本
では、瓦礫も遺体も全部海に流されていくということが予測できる。インド・スマトラ沖地震の場合には、被
災地はほとんどが平地であって、遺体も瓦礫も陸地の一番奥まったところに溜まったため、実は、遺体捜
索もそれほど難しくなかった。日本では、海に流された行方不明者をどうやって捜索をするのかという問
題に直面することになる。普段から常に身につけられる電波発信装置や RFIDチップの人体埋め込みなど
が、特に高齢者や子供を中心に一般的になれば、災害時にも所在情報を簡単に取得できる。このような
技術は現在すでに可能であり、必要性が認識されるかどうかということのほうが課題なのである。 
 
（４）国際貢献・国際協力 
日本は地震が多く、また、「ツナミ」という言葉が世界用語になるくらい津波が来る国である。突発災害
の現地調査は、日本の国益にも合致していると言える。そういう意味で、日本は、間違いなく、災害に対す
る先進国であると言える。世界のどの災害地にも、あるいは特にアジアの各地に、すぐ出動できるような国
際救助隊を充実させることで、国際貢献を果たしていくことは、今の日本の実力をもってすれば十分可能
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である。また、発展途上国の技術者や研究者に日本で学ぶ機会を提供し、そのノウハウを伝えることで、
発展途上国の学術ベースの強化を支援することもできる。 
また、これからの災害情報の対象は、国対国あるいは国連対国というよりは、組織対個人が中心となる。
例えば、科学技術振興調整費で行なったアジア太平洋地域の地震津波防災のマスタープラン「EqTAP 
（Development of Earthquake and Tsunami Disaster Mitigation Technologies and their Integration to the 
Asia-Pacific Region）」は、インターネットで英語版デジタルシティーにアクセスできるようになっていて、各
国の津波の歴史がシミュレーションスタイルで全てアーカイブされている。今回のインド洋大津波災害もこ
のデータベースに加え、さらに充実させるのは非常に有意義である。また、今年の国連防災世界会議で
合意された神戸に設置される「災害復興協力センター」のホームページでは、各国語に訳した災害情報
を出していくことを計画しており、もっと積極的に進めるべきであろう。日本はこのように、情報発信という意
味においても、世界に貢献できる実力とマインドをすでに持っており、今後特にアジアのなかで、日本の
プレゼンスを示していくことができるはずである。 
 
（５）「学術」の定義を広げること 
現在日本には、人と防災未来センターが呼びかけて、東神戸に結集した国連を含む 10 以上の実務機
関で構成される「国際防災・人道支援協議会」という組織があるが、この組織の問題点は、実務が中心で、
アカデミックソサエティーのサポートがないという点である。アカデミックソサエティーで情報発信したもの
が、それを応用する形で実務に生かされる、という仕組みが無ければ、実務機関も今後の進歩が望めな
い。一方で、「自然災害研究協議会」は、1959 年の伊勢湾台風災害を契機に立ち上げられた｢自然災害
総合研究班｣が発展的に再編されたもので、主に大学の防災関係の研究組織が結集し、事務局を京都
大学防災研究所に置いている。活動としては、毎年、自然災害科学総合シンポジウム等を実施している
のだが、これらの組織の研究者は、突発災害調査への参加を除いて、日常的には現場と接点がないこと
が問題となっている。防災の課題というのは、基本的に現場から出てくるものであり、机の上からは出てこ
ないのである。災害で被害を受けるのは人間であり、被災者の目線で考えないと、災害には役立たない
研究が増えてしまう。防災研究がどんなに進んでも、被害がゼロになるということはないが、それでも相互
補完的な研究活動を通じて、知識や情報を共有することは極めて重要である。 
この問題を基本的に解決するためには、まず、「何が学術的か」という定義を少し拡大しなければならな
い。今の大学で行なわれている研究は、実際の災害に対応するには不十分なものが多すぎる。現実の災
害対策に使える応用システムになるところまで含めて、学術的な研究の範囲である、との認識を皆が持つ
必要がある。現地調査の報告を業績として認めるなど、本来の意味での防災研究を活性化していくことが
重要である。 
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災害後の復旧 
 
（独）防災科学技術研究所 防災基盤科学技術研究部門 室長 藤原広行 
 
１．現状分析 
 
 我が国は、世界有数の地震・火山国であり、風水害を含め自然災害が多発しやすい地学的条件の下
にある。過去、我が国で死者が千人を超えるような自然災害は、洪水、高潮、津波および地震により引き
起こされており、特に巨大地震は突発的で被害の規模も大きく、影響する範囲が広いなど、社会・経済へ
の影響が甚大である。本分析においては、特に地震災害に焦点を絞り過去から現在に至る流れをまとめ
る。 
地震災害軽減に対する取り組みとしては、ほぼ 10 年前、平成７年 1 月に発生した兵庫県南部地震によ
る阪神・淡路大震災を経験する以前は、地震予知を主体とした取り組みが基本とされていた。このため、
地震発生後の情報伝達、意志決定のための仕組みが十分に確立されておらず、災害発生後の対応に
大きな課題を残した。また、事前の地震に対する備えについても国・自治体・個人それぞれのレベルで十
分な認識・情報を有しておらず結果として災害を軽減することが出来なかった。 
阪神・淡路大震災を教訓として、全国にわたる総合的な地震防災対策を推進するため、平成 7 年 7 月
に地震防災対策特別措置法が制定された。同法に基づき、地震に関する調査研究の責任体制を明確に
し、一元的に推進するため、政府の特別の機関として、地震調査研究推進本部が総理府に設置（現在：
文部科学省に設置）された。地震調査研究推進本部は、平成 11 年 4 月に、今後 10 年間程度にわたる
地震調査研究の基本方針、活動の指針として、「地震調査研究の推進について－地震に関する観測、
測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策」（以下では総合基本施策と呼ぶ）を策
定した。総合基本施策では、地震防災対策の強化、特に地震による被害の軽減に資する地震調査研究
の推進を基本的な目標に掲げ、当面推進すべき地震調査研究として以下の 4 つを主要な課題とし、この
ために必要な調査観測や研究を推進するとしている。その 4 つの課題とは、①活断層調査、地震の発生
可能性の長期評価、強震動予測等を統合した地震動予測地図の作成、②リアルタイムによる地震情報の
伝達の推進、③大規模地震対策特別措置法に基づく地震防災対策強化地域及びその周辺における観
測等の充実、及び④地震予知のための観測研究の推進である。 
このように、阪神・淡路大震災を転換点として、日本の地震調査研究は大きく変化し、それまでの地震
予知中心だった研究体制が見直され、地震防災対策の強化のための調査研究の比重が高められた。こ
れは、阪神・淡路大震災以後に整備された地震観測網にも影響を与え、それまでの地震予知を目的とし
た地震観測網に加え、地震防災対策を目的とした、世界でも希な高精度・高密度強震観測網が構築され
ることとなった。兵庫県南部地震以後に整備された観測網の代表的なものとして、防災科学技術研究所
が整備を担当した全国強震ネットワーク（K-NET）がある。これは、全国を約 25km メッシュで覆う約 1,000
カ所の強震観測網であり、平成 8 年 6 月より運用を開始した。K-NET の特徴は、当時急速に普及し始め
ていたインターネットを利用して加速度波形記録を含む観測データを全て公開したことである。さらに、地
震調査研究推進本部による、基盤的地震観測網と呼ばれる総合的な地震観測網の一環として基盤強震
 本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 731
観測網（KiK-net）と呼ばれる地表及び地中での強震観測網の整備が行われ、観測点数は 660 カ所に達
している。その他、気象庁による震度観測網の整備により、兵庫県南部地震以前は 150 点だった観測点
数が、現在では 600 点を超える観測網に強化されている。さらに、総務省消防庁がとりまとめている震度
情報ネットワークでは、各自治体が設置した震度計、気象庁の震度計、防災科学技術研究所の K-NET
の一部が利用されており、全国で 3,300 点を超える震度情報ネットワークが構築されている。 
 阪神・淡路大震災からほぼ 10 年が経過し、地震直後に整備された観測網が更新の時期となり、この 10
年間の情報通信技術の進歩を取り入れた新たな地震情報伝達システムの構築に向けての取り組みが開
始されている。リアルタイム情報伝達に関する研究開発が進められ、地震発生直後に地震の揺れを予測
するシステムが実用化に向けて検討されている。こうした地震情報の的確な把握と迅速な情報伝達の仕
組みを構築することは、災害の復旧を出来るだけ速やかに行うための基本的な情報である。 
しかしながら、平成 16 年 10 月 23 日に発生した新潟県中越地震では、地震発生後の各種の情報伝達
に関して問題点が指摘された。停電や電話回線の輻輳のため必要な情報伝達がなされない状態が長時
間続き、災害の把握、復旧を遅らせることにつながった。このように、現状では、災害把握のための観測
網等は形式的にはある程度整備が進んでいるものの、実際に災害が起きたときの情報通信については
課題が山積しており、災害後の復旧に必要な情報を、災害後という特殊な環境の下で的確に収集し、確
実に伝達するためのシステム整備は未だ未整備で今後の重要な課題となっている。 
 
 
２．今後 10～30 年程度の発展シナリオ 
 
 災害後の復旧を速やかにかつ効率的に行うためには、災害の状況についての的確な情報収集および
それに基づいた最適な意志決定が必要となる。このためには、災害時に必要とされる情報を収集するた
めの情報収集網の整備、災害時に有効な通信手段の確保が基本的なインフラとして必要となる。また、
災害後の復旧に関する意志決定を的確に行うためには、的確な情報に基づいた上での現状分析能力、
問題解決能力の向上につながる思考トレーニングが不可欠である。災害復旧のための意志決定におい
ては、事前に収集可能な情報の活用が重要である。ハザード評価・リスク評価をできるだけ正確に行うこと
により、無駄の少ない事前対策が可能となる。 
 
（１）災害情報収集網の整備および通信手段の高度化 
１）５年後（２０１０年頃） 
災害情報の収集システム、情報ネットワークの整備が国・自治体・個人それぞれのレベルで進む。
情報収集ネットワーク整備は、国・自治体や大学・研究機関などが主導する状況が続く。現在の観測
施設の高度化、新設観測点の整備が行われる。ただし、個人レベルでの情報収集ネットワークへの
参加は限定的で、観測点・情報収集点数のオーダーは現在とあまり変わらない。例えば、地震観測
について言えば、震度観測点は、現在3,300点程度であるが、数千程度のオーダーの観測点数で推
移すると考えられる。平常時の情報収集・伝達においては、情報処理技術の高度化に伴い、GIS 等
を利用した詳細な情報が、インターネットを利用して個人レベルで利用可能となる。 
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ただし、システム開発が、各機関の研究開発等の実験レベルで進められるため、実際に災害が発
生した場合、停電、通信回線の輻輳等の問題が発生し、本来の機能が十分発揮されないケースが多
数発生する。こうした問題点が、今後５年間で広く認識されるようになり、災害発生後の特殊な環境下
でも確実に動作する情報収集ネットワークの開発が進められる。災害時でも確実に機能する情報収
集・通信手段は、最初は、国・自治体等が整備する危機管理情報ネットワークで利用される。ただし、
システム維持にかかる経費が高額になり、財政上の問題点が指摘される。 
２）１０年後（２０１５年頃） 
    災害情報の収集システム、情報ネットワークの整備が、国・自治体だけでなく、個人レベルで急速
に進む。個人の住宅に、災害情報収集システムのセンサーが設置されるようになり、これらがネットワ
ークで結ばれ、実用化のレベルに達する。また、各個人が携帯電話等の情報端末を持ち、それらを
利用した災害情報伝達システムが実用化される。このため、災害情報収集点の数が飛躍的に増加し
始める。国・自治体レベルでの通信回線については、ある程度災害時対応の停電・輻輳対策が徹底
し安定稼働するようになるが、個人レベルの通信においては、災害時の停電対策や通信回線の輻
輳対策は常に問題になる状態が続く。個人レベルに広がった災害情報ネットワークに流れる情報は、
個人情報を多数含み、これらに対する情報セキュリティの確保が必要となり研究が進む。一方、復旧
のための意思決定には、ある程度個人情報を基にした精度の高い災害状況の把握が不可欠であり、
個人情報の扱いにおける問題が多発し、情報共有化についての法的整備が検討される。 
    個人レベルで利用可能となる災害情報ネットワークにより、行方不明者の把握や、安否確認等が
現在と比較して大幅に効率化される。さらに、被災地域全体での相対的な被災状況の把握が詳細
にかつ迅速に行えるようになり、効率的な資源の分配が可能となる。 
３）３０年後（２０３５年頃） 
   災害情報ネットワークが、個人レベルに広く行き渡る。情報収集端末の数は、数百万から数千万
のオーダーとなる。災害情報のみならず、個人の生活情報がネットワークを通じて広く利用される。
情報セキュリティの問題についての研究開発が進み、個人情報の扱いに対する法整備も進む。個人
情報の目的に応じた適切な利用が可能となる。 
自然災害による死傷者は、事前対策の進展により大幅に減少する。災害の復旧は、より快適な平
常時の生活をできるだけ早く回復させることが目標となる。このため、より高度な人間の活動に対応
可能な精度の高い災害情報の把握、意思決定のための資源の最適配分の研究開発が進む。 
   個人レベルで利用できる情報技術の浸透により、災害に対する意識として、国・自治体に依存する
体質が改善され、自然災害に対する防災活動の多くの部分を個人レベルの活動が支えるようになり、
自助努力に基づいた危機管理システムが広まる。 
 
（２）ハザード・リスク情報のデータベース化・公開システムの構築 
１）５年後（２０１０年頃） 
国・自治体・研究機関等で個別に実施されていたハザード評価・リスク評価情報を共有し、それら
評価の基本となる各種情報についての共有化の必要性が広く認識される。情報の共有化のため各
種データベースの構築に向けての検討が行われる。しかし、多岐にわたる情報の所有権・著作権等
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の問題に阻まれ、共通のデータベース化は困難な状況が続く。多数の機関によるデータベース化の
取り組みにより、情報の所有権・著作権等の問題を解決するため法整備までを視野に入れたハザー
ド・リスク情報の共通データベース構築に向けての取り組みが始まる。これらデータベースは、XML 等
を用いたデータ公開を前提としたものとなり、災害に関する各種情報が GIS を用いて各個人が必要に
応じて利用できる仕組みが実験的には多数の機関により実現される。一方で、研究プロジェクト等の
期限付きの財源で開発されたデータベースについて、継続的な維持管理のための仕組みの必要性
が広く認識され、ハザード・リスク情報を管理する機関の設立に向けた動きか起こる。 
２）１０年後（２０１５年頃） 
    ハザード評価・リスク評価に関するデータ（ハザード評価結果、リスク評価結果、各種災害原因情報、
地理情報・地質情報・地下構造情報・各種個人情報等）の共有化のための法整備が具体的に検討
され、一部については法整備が進む。これに伴い、各種情報の収集・整備・公開のための中核機関
が設立され、データベース構築に向けた本格的な取り組みが始まる。それまでに、個別技術として検
討されてきた GIS、XML 等の技術を用い、地図情報と併せて各種情報を自由に利用可能なシステム
が構築され実用的な利用が開始される。国・自治体は、こうした情報を基により高度なハザード評
価・リスク評価を効率的に行うことが可能となる。共通のデータベースに基づいたハザード評価手法・
リスク評価手法の研究が進むことにより、特に自治体レベルでの高度なハザード評価・リスク評価が
可能となり、一部自治体に限定されることのない、全国的なハザード評価・リスク評価が行われ始める。
自治体レベルでのハザード評価・リスク評価の浸透は、自治体レベルでの現実的な災害対応に対す
る意識を向上させ、災害に対する事前対策が強化される。 
    自治体レベルでハザード評価・リスク評価が進むことにより、こうした情報が整備された自治体にお
いては、実際に災害が起こった場合の対応が的確になされるようになる。これにより、災害後の復旧
活動が効率化される。 
３）３０年後（２０３５年頃） 
    国・自治体・個人レベルでの階層的なハザード評価・リスク評価データベースが構築され共有化さ
れる。国・自治体・個人あるいは企業等が、こうしたハザード・リスク情報を基にリスクマネージメントを
行い、災害に対する事前対策が進む。災害発生後についても、事前の想定災害シミュレーションに
より訓練を実施することにより、適切な意思決定が可能となる。 
 
（３）リスクマネージメントと意志決定支援システム 
１）５年後（２０１０年頃） 
各機関が個別にそれぞれの目的のための危機管理システムの構築を行い、災害対応のための意
志決定支援システムを開発する。それぞれが独立したシステムとして構築されるため、各システム間
での情報共有は限定される。このため、リスク評価に基づいた意志決定は、個別目的のための限定さ
れたものとなり、総合的な調整機能の欠落が指摘され、その克服に向けた技術開発が本格的に始ま
る。 
２）１０年後（２０１５年頃） 
    機関横断的に基礎データを共有した危機管理システムの一部が実用レベルに達する。これにより、
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総合的な調整の必要性が認識され、個別要素技術だけでなく、災害に対しての事前対策、直後対
策、復旧、復興の流れ全体を最適化するためのリスクマネージメントが定量的に行える基盤が整い
始める。災害対応についての意志決定の事後評価が定量化され始め、定量的なリスクマネージメン
ト評価手法の研究が本格化する。 
・ ３０年後（２０３５年頃） 
自然災害が人間社会に及ぼす影響を判断し意志決定を行うために必要な情報を、ネットワーク化
された災害情報収集網により国・自治体・企業・個人の各レベルにおいて必要に応じて収集できる仕
組みが定着し、総合的なリスクマージメントがなされるようになる。 
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２０１０年頃 
 
 
  ２０１５年頃 
 
  ２０３５年頃 
災害情報収集網およ
び通信手段の高度化
・国・自治体・研究機関
を主体とした情報収集
網の整備 
・非常時における情報
収集・通信システム機
能維持の研究開発 
・数千観測点規模の観
測網の整備 
 
・個人を主体とした情
報収集網の発展 
・非常時における情報
収集・通信システム機
能維持の実用化（主と
して国・自治体・研究
機関レベル） 
・数万～数十万観測
点 
・個人情報伝達に関す
る法整備の一部実現 
・国・自治体・企業・個
人の階層的な災害情
報収集・伝達ネットワ
ークの実用化 
・各種法整備の完成 
・数百万～数千万規
模のネットワークの整
備 
・事前対策の徹底に
よる災害の軽減 
ハザード・リスク情報
のデータベース化・公
開システムの構築 
・個別機関によるハザ
ード・リスク評価のシス
テム高度化の進展 
・各種データの共有化
の必要性の認識 
・ハザード・リスク評価
情報の共有化システム
の実現 
・データ公開に必要な
各種法整備の進展 
 
・国・自治体・企業・個
人の各階層でのハザ
ード・リスク評価情報
の高度なネットワーク
利用の実用化 
リスクマネージメント及
び意志決定支援シス
テム 
・個別機関によるリスク
マネージメント、危機管
理システムの実用化 
・総合調整の必要性の
認識が広まる 
 
 
・機関横断的に基礎デ
ータを共有した危機管
理システムの一部実用
化 
・ 事 前 対 策 、 直 後 対
策、復旧、復興の流れ
全体を最適化の一部
実現 
・意志決定の事後評価
が定量化 
・国・自治体・企業・個
人の各レベルにおけ
る総合的なリスクマー
ジメントの実現 
 
 
 
図１ 災害後の復旧に関する災害情報収集・伝達・リスクマネージメントのロードマップ
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３．日本のとるべきアクション 
 
（１）危機管理情報ネットワークとしての災害情報収集網の整備および通信手段の高度化 
 災害発生時に、災害に関する情報の的確な把握および高度な通信手段を確実に動作させるためには、
これらの情報通信ネットワークを国・自治体・個人の危機管理のために不可欠なインフラとして位置づけ、
新技術の開発を進めると同時に、既存システムの維持管理についても十分な財政的支援を行う必要があ
る。特に、低頻度災害の場合、日常的なシステム維持に関する意識が低下しがちであり、十分なメンテナ
ンス体制を確立することが不可欠である。 
 特に地震災害に関しては、全国的な観測網・災害情報収集網を国の危機管理のネットワークとして位
置づけ、それらの整備を国家プロジェクトとして推進すべきである。 
 
（２）ハザード・リスク情報ステーションの構築および基本情報収集のための法整備 
 災害発生時の情報と並んで、災害復旧のための意志決定においては、事前に収集可能な情報の活用
が大変重要な課題である。ハザード評価・リスク評価をできるだけ正確に行うことにより、無駄の少ない事
前対策が可能となる。事前対策の質が、実際に災害が発生した後の復旧に大きな影響を及ぼす。正確な
ハザード評価・リスク評価を行うためには、正確な情報が不可欠となる。必要な情報は多岐にわたる。 
こうした情報を網羅し広く一般に公開することを目的とした、定期的に情報が更新・高度化される機能
を有したハザード・リスク情報ステーションの構築が望まれる。 
ただし、ハザード・リスク情報ステーションの構築のためには事前に解決すべき課題も多い。例えば、地
震ハザード評価に必要な地盤情報を活用するためには、その元となる地盤調査ボーリングに関するデー
タを収集する必要があるが、これらのデータの所有権についての扱いが複雑でデータの共有化が十分に
進んでいない。さらに、リスク評価に必要な各種個人情報の扱いについても課題が山積している。このよう
に、正確なハザード評価・リスク評価を行うためには、個人情報に関する情報セキュリティ技術の高度化と
同時に、各種情報についての収集・整備・公開に関する法的な整備が不可欠である。 
 
（３）危機管理のための意志決定支援システムの開発と人材育成 
災害後の復旧に関する意志決定を的確に行うためには、的確な情報に基づいた上での現状分析能力、
問題解決能力の向上につながる思考トレーニングが不可欠である。このためには、必要な情報を的確に
伝達するシステムの開発・高度化とともに、日頃から防災対策についての教育活動が不可欠である。 
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自動車社会 
 
（財）日本自動車研究所 所長 小林敏雄 
 
１．現状分析 
 我が国のモータリゼーションは戦後の復興期を経て、東京オリンピック（1964 年）を境に急速に進展した。
それから約 40 年を経たが、いまだに我が国の自動車保有台数の伸びは続いている。世界に目を転ずる
と、中国はいまモータリゼーションの入り口に辿り着いたところである。今後 20～30 年前後の間に中国の
モータリゼーションは飛躍的に進み、世界有数の自動車保有国になることは疑いない。同様に、インドあ
るいはアフリカなどにもその波は押し寄せるであろう。 
 エンジン、足回り、生産技術等を含めた自動車技術はなお進化している。しかし、自動車社会を総体と
してみると、自動車の普及拡大によって、利便性の代償としてもたらされた負の遺産としての環境や安全
が大きな社会問題となっている。これら諸課題の克服なくして、健全な自動車社会の発展はない。これを
背景として、現在、様々な研究開発が行われており、近年の我が国の都市環境改善や交通事故死者数
低減には大きな進歩を遂げたといえる。しかし、それでもまだ十分とはいえない。たとえば，排出ガスなど
の環境基準はなお未達成な地域が多く、交通事故による死傷者数も年間百万人を超える状況にある。こ
のような事態を改善するには、従来の概念には捉われない新たな発想に基づいた技術的ブレークスルー
が必要と考えられる。 
 図１に、環境と安全を軸として考えられる，今後 30 年間のロードマップを示す。環境における窒素酸化
物や PM（粒子状物質）の低減、安全における死者数 5 千人以下の達成などには技術革新が必要であろ
う。これを第１次のブレークスルーとすれば、二酸化炭素の大幅な低減や交通事故50万件以下達成には
第２次ブレークスルーが必要となろう。図 2 に、各期の発展過程で、今後キーテクノロジーになると予想さ
れる自動車技術を示す。この中には、環境、安全のほか、今後の情報化社会を見越して、それとの関わり
についても記載している。情報技術の活用のスピードが環境、安全目標の達成度を左右することになろ
う。 
 以上の観点から、本シナリオでは、今後 30 年間の自動車社会を環境および安全問題の克服と、これら
に加え、時代の先端技術としての情報技術の導入にともなう自動車社会の発展にスポットを当てまとめる
こととした。本シナリオでは、最終的に、30 年後の自動車社会におけるビジョンとして、環境にあっては排
出ガスゼロというゼロエミッションとともに化石エネルギーに依存しない循環型社会を実現すること、また安
全にあっては交通事故ゼロ、さらに IT 導入の結果として渋滞ゼロ社会を実現することにある。なお、本シ
ナリオの作成にあたって、我が国の社会現象の大きな特徴として、今後 30 年程度の間で少子高齢化（全
人口の約 3 分の 1 が 65 歳以上の高齢者）が進むという前提も加えている。 
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２．発展シナリオ 
（１）環境 
 我が国が自動車の排出基準や燃費基準を厳しく遵守したとしても、地球上を取り巻く各国が一致協力し
対応しないことにはいずれ地球は荒廃する。自動車を取り巻く環境問題としては大気環境問題と地球環
境問題があるが、今後 10 年程度で都市環境問題は大きく前進すると予想する。2015 年以降の課題とし
ては、気候変動に関する枠組条約締約国会議 (COP)で定められた第 2 約束期間以降、どのように CO2
を低減していくかについて真摯な議論が必要になる。燃料・エネルギーに関しては、天然ガスの液体燃
料化および地球上にほぼ無尽蔵にある水素の燃料化などによって安定供給可能な社会を創出すること
が必須である。さらに、2030 年以降には循環型社会を目指した再生可能燃料の開発と自動車への展開
が必要になるであろう。 
 
１）自動車排出ガスのゼロエミッション化 
 2010 年～2015 年に向けた発展シナリオとしては、大気汚染対策技術と地球温暖化対策とのトレードオ
フあるいはジレンマを解決することが第１の課題になる。NOx（窒素酸化物）や PM（粒子状物質）を低減す
る技術は一般的に自動車燃費の悪化を招き、CO2 の排出増大に繋がる。第２の課題は、これまでの排出
ガス規制は健常者を対象としてきたが、弱者に対してどのように担保するかという新たな視点からの対応
である。これらの課題については、都市環境、地球環境に及ぼす自動車の影響のみならず、他の移動発
生源および固定発生源等の影響を総合的に評価できる手法の開発とデータ蓄積が重要となる。手法とし
てはシミュレーションが最も効果的と思われることから、これらを予測できるモデルの構築と各種インベント
リーデータの確保が課題になる。特に自動車を含めて，HC（炭化水素）を排出する塗装用ペンキを扱う
企業や NOx を排出する銭湯等広い産業におけるインベントリーデータの早期確保が環境保全には必要
不可欠である。 
 
２）ハイブリッド車の普及と自動車の高度化 
わが国の自動車技術の近未来発展としてはハイブリッド車の普及が予測される。ハイブリッド車は減速
時のエネルギー回収やアイドルストップの容易さから、これまで棄てていたエネルギーを再利用できる特
性があるの他に高知能自動車としても展開も視野にいれるべきである。たとえば、路車間通信システムを
活用し道路側で測定した局所的な大気汚染レベルを車に伝達し、自動車側で最適な運転条件を選択す
る等自動車と都市インフラとの連携による環境，エネルギー問題への貢献が可能である。これらの技術革
新によって、これまで、乗用車ベースで普及が進んだハイブリッド技術が、小型貨物や都市バスあるいは
都市間交通の大型貨物車にも適用されるようになるであろう。また、ハイブリッド乗用車のエンジンにも燃
費性能に優れたディーゼルエンジンの割合が増大してくるであろう。 
 
３）自動車後発国の CO2 問題と技術移転 
2020 年～2025 年になると自動車を原因とする都市環境は改善され、立体交差に加えて高速道路が集
中する箇所や特殊地形で特異交通流が発生するような箇所をもつ一部地域を除いて社会的問題から除
かれると予想する。しかし、CO2 等による地球温暖化問題は、中国、インドを中心とするアジア諸国、アフリ
 本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 739
カ諸国の経済の発展にともなって大きな問題になるであろう。経済発展によって自動車の保有台数も著し
く増大すると予測されることから、CO2 の排出増大における自動車の寄与度は 20～30％になると考えられ
る。途上国の CO2 問題の解決プロセスにおいて、自動車先進国で培った技術を移転すること問題と、
CO2 排出低減システム導入のコスト負担の問題が生じる。これを解決するためには、技術移転と CDM
（Clean Development Mechanism：COP3 で承認）を効果的に行う仕組みつくりが必要である。 
 
４）燃料電池車の実用化と水素社会 
2030 年～2035 年に向けてCO2問題は継続的に進められる。自動車技術に関しては、ハイブリッド自動
車の普及が大きく進展するとともに、燃料電池車の実用化の目途がつき、ディーゼルエンジンをベースと
するハイブリッド車との競合が始まる。燃料電池車の燃料として水素が有望であるが、その製造技術も確
立されているであろう。また、水素社会に向けた社会システムの検討が進むと考えられる。しかし一方で、
石油代替燃料の議論も進展し、天然ガスをベースとする GTL（Gas To Liquid）は軽油との混合利用を経
てニート利用されている。また、DME（ジメチルエーテル）も一部の都市部で利用されるようになるだろう。
さらに、CO2 削減に最も効果があるバイオマス燃料についてもその利活用技術が進展している。したがっ
て、2030年になると水素社会に向けた燃料電池車と天然ガス系燃料、バイオマス燃料車との競合になり、
燃料製造から走行、廃車の各過程におけるエネルギー損失を正確に把握し、総合エネルギー効率の高
い、すなわち費用対効果の高いシステムが生き残ることになる。なお、2015 年頃までを目処に、燃料電池
車などでは世界標準・基準を狙いとしたデファクトスタンダードに関する熾烈な競争が展開すると予想さ
れ、このため「標準化、基準化に関わる産学官の連携によるデファクトスタンダード獲得」を推進することが
重要である。 
 
（２）安全 
 現在、全世界で年間約百万人の人が交通事故を原因として死亡している。WHO（世界保健機構）の報
告によれば、2020年には、道路交通事故による死者数が人類の死亡原因の第3位になると予想されてい
る。仮に先進国で死者数が減ったとしても、今後モータリゼーションが進展する中国、インドなどを考慮す
ると、交通事故による死者数は増えることはあっても当面減ることはないと予想される。 
 交通事故ゼロを実現するには、自動車技術の側面から見れば、①衝突を回避する予防措置としての予
防安全技術、②仮に衝突した場合、衝撃エネルギーの吸収を図るなどした衝突安全技術、③迅速に死
傷者を救済するための救急方法の確立、さらに社会技術の側面から、④ドライバや歩行者など道路利用
者の交通安全意識の向上を図るなどのことが重要な方策となる。 
 
１）交通安全運転意識の向上 
 これまでの時代経過をみると、上記 4 項目は同時並行で検討が行われてきたわけではない。最も古くか
ら行われてきたのは、④の安全運転意識の向上である。これは、我が国に自動車が誕生以来行われてき
た。しかし、残念ながら、教育を中心とした安全運転意識の向上のみでは十分な効果が上げられない状
況にある。本方策については、新たな教育ツールの開発とともに、効果を見積もる手法の開発が重要とな
る。効果見積もりが不十分なままでは、本方策の適用には限界があると言わざるを得ない。発展シナリオ
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としては、2015 年頃までに教育効果を精度よく見積もることが可能な手法の開発が期待される。 
 
２）衝突安全技術の進歩 
 ここ 20 年の間で最も目覚しい進歩を遂げたのは、②の衝突安全技術である。乗員に対してはシートベ
ルト、エアバッグなどが標準装備化され、また車両に対しては前面衝突や側面衝突に対して有効な技術
開発がなされ、最近は重量の異なる車両同士の衝突被害の軽減を図ろうとするコンパチビリティ技術が研
究されている。衝突試験を評価する際には、人に似せたダミーを用いるが、生体忠実度の研究が進めば、
より効果的な衝突被害の軽減方法が見出されるであろう。総じて、これら衝突安全技術は 2015 年～2025
年までに大よそ出尽くすとみられる。その後の衝突安全技術としては、従来とは全く異なったコンセプトが
必要となり、例えば形状記憶合金にみられるように、たとえ衝突しても元の形に復帰すると同時に、乗員
にも被害を及ぼさないといったものが発想される。発展シナリオとしては、コンパチビリティ（車両側）およ
びダミー（乗員側）研究によりさらに被害軽減が図られるのが 2015 年頃まで、さらにその後 2025 年～2035
年にかけて衝突エネルギー完全吸収材料の開発など新コンセプトに基づいた技術開発が行われると予
想される。 
 
３）予防安全技術の高知能化 
 つぎに、①の予防安全技術であるが、これは古くはブレーキやタイヤ、あるいは灯火器技術などとして
進歩してきたが、最近はこれらにマイクロコンピュータ技術を取り入れて、例えばドライバの力が足りなくて
十分な制動力が得られない場合には、自動的にブレーキ力が加味される装置などが考えられている。ま
た、ここ 10 年の間で様々な先進技術の開発や導入が図られ、例えば人工の眼を持ち、コンピュータによ
る人に似せた判断機構により、咄嗟のときには自動的にブレーキやハンドル操作を行い、事故を未然に
防止する技術開発が行われている。通常走行時にドライバの運転負担の軽減を狙いとした技術、例えば
前車との車間距離を一定に保つ装置はすでに市販されている。人の操作が間に合わないとき、咄嗟にブ
レーキやハンドルを自動的に行う装置もいずれ一般化するであろう。これらは今後 2015 年～2025 年を目
処に普及するとみられる。さらに、2035 年頃にかけて、コンピュータによる人に似せた判断機構の改良が
進むであろう。どこまで行っても人と同じ判断は難しいと思われるが、できるだけそれに近づけることが人
に優しい交通システムを構築するために重要となる。発展シナリオとしては、2015 年頃までに運転負担の
軽減や衝突防止技術が開発され、一般車に普及するとみられる。さらに、その後 2025 年～2035 年にか
けて人工知能の改良が進められ、個人差をも考慮した自動運転システムが開発されるだろう。完全自動
運転は交通事故ゼロを実現する有力な方法である。なお、完全自動運転へ至る過程で、部分自動の遷
移時期があると予想され、ドライバ側、自動車側の責任のあり方について行政サイドを中心にした社会的
コンセンサスの形成が必要となろう。 
 
４）救急救命の高度化 
 ③の迅速な救急方法については、受傷後如何に速やかに救急救命を図るかで人命が左右されるため
重要な課題である。救急車の現場への到着時間、救急車内での応急措置、救急病院の受入れ体制など
が救命率を左右する。この分野で最近注目すべき技術として、e コールやドライブレコーダが挙げられる。
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e コールでは、事故が発生した場合、直ちに通報が最寄りの病院に届くばかりでなく、身長、体重、血液
型など負傷者のデータを病院到着前に通報することでより適切な処置が期待される。またドライブレコー
ダでは、乗員の受傷映像などを事前に病院に転送することでより正確な治療が期待されるほか、車両挙
動を記録することで事故そのものの再発防止に役立てることができる。なお、ドライブレコーダでは既にそ
の初期的な装置，システムは提案されているが，プライバシーの問題などがあり法律的扱いを巡ってなお
検討されている。発展シナリオとしては、2015 年を目処に普及し、交通事故の発生そのものの低減、およ
び事故に伴う訴訟数の大幅な低減などが見込まれる。 
 
５）高齢化社会における事故ゼロ対策 
 我が国は、約 30 年後に人口の約 3 分の 1 が 65 歳以上の高齢化社会を迎える。高齢化社会における
交通事故では、言うまでもなく、高齢者が関わる交通事故が増加することが予想される。交通事故統計に
よれば、高齢者では歩行者およびドライバとして交通事故に関わる割合が高い。いずれの場合も、心身
機能の減退を原因として咄嗟のときの反応や動作が鈍くなることが主因と予想される。これを防止するに
は、④の交通安全意識の向上（運転能力の自覚）とともに、①の予防安全技術の適用が重要となる。人工
知能を活用した高齢者支援の方法を研究開発することが必要である。発展シナリオとしては、運転の癖に
まで及ぶ細かい特徴を捉えることができる人工知能によって、極めて高度な運転支援を行える交通シス
テムが、およそ 2025 年～2035 年を目処に開発されるであろう。これにより、高齢者を含めた道路利用者
が安全に移動できる自動車社会を創出することができる。 
 
（３）情報技術 
 現在、自動車には数十個のマイクロコンピュータが搭載されており、エンジンや足回りの制御に利用さ
れている。コンピュータに代表される IT（情報技術）は、自動車の情報化（高度化、知能化）を推進してお
り、今後ともこの流れは続くであろう。情報化は自動車とそれを取り巻く環境に対し様々な影響を及ぼす。
自動車同士、自動車とインフラ、さらに自動車と歩行者が情報をやり取りすることで、より質の高い道路交
通が実現する可能性がある。例えば、すでに一般化したナビゲーションシステムは車内情報機器としてド
ライバに行き先表示を行い、また ETC は料金ゲートで自動料金収受を行っている。いずれも交通の円滑
化に寄与している。 
 
１）渋滞ゼロへの情報技術の利活用 
 渋滞ゼロを実現するには、上記システムのみでは不十分であろう。現在研究中であるが、実際に路上走
行する自動車（プローブカー）から走行距離と時間などの情報を受け取り、それをほかの自動車に情報提
供することで渋滞緩和を図ろうとする試みがなされている。また、交通渋滞は交通容量に対し一定以上の
自動車が走行することで発生する（単路部で約 1,800～2,000 台/時間以上の通行がある場合渋滞が発
生するといわれている）。渋滞緩和には、渋滞回避のためのドライバの自主的な対応のほか、道路管理者
が道路への出入りを制限する方法が挙げられ、いわゆる TDM（交通需要管理）による対策が考えられる。
プローブカーは通信手段や情報精度、また TDM は具体的管理法などについてなお検討の余地がある
が、これらを適切に運用することで、社会活動レベルを低下させることなく、かつ渋滞緩和することが可能
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となろう。発展シナリオとしては、2015 年頃にプローブカーが一般化するとみられる。同時並行で TDM の
適切な運用法が開発されるとみられるが、その実現は 2025 年頃と推定される。なお、プローブカーはそ
の目的が異なるにせよ、情報を扱うという点で e コールやドライブレコーダと同種であり、これらを一体化し
た形での利用が図られる可能性がある。 
 
２）30 年後以降の情報自動車社会 
 ここで、環境や安全など負の遺産が清算された後の自動車社会を想定してみる。30 年後、我が国はす
でに環境、安全、渋滞といった諸課題を克服していると予想される。すなわち、「人間や生態系の基本的
価値を犠牲にすることなく、自由に移動し、目的地に到達し、連絡を取り、交易をし、関係を樹立すること
を基本とした持続可能なモビリティ社会」の実現が期待される。しかし一方、中国やインドなど自動車後発
国は、まさにそれら諸課題に直面する頃と予想される。自動車先進国はそれら後発国に対し技術移転し
つつ事態の改善を促すことになるが、世界的規模で見た場合、解決は必ずしも容易でない状況に至る。
すなわち、総台数が多いため、何らかの形で熱エネルギーを地上に排出する機関を利用する限り、地球
温暖化などの諸課題の解決にはなお多くの努力が必要と考えられる。 
 その解決策の一つとして、その時点では、マイカーといった概念から離れ、必要なときに不特定多数が
自動車を利用するといった共同利用システムが一般化する。この実現にあたっては、各種情報を多方向
に自由にやり取りする情報化社会の構築が前提となる。この頃には、居住地域を除いて、原則として、自
動運転が可能となり、ドライバは自動車運転から解放される。約 50 年後を目途に、日本全国で本システム
が利用できるようになる。30 年後～50 年後の自動車社会は、このような姿になると予想される。 
 
 
３．日本のとるべきアクション 
 自動車は我が国の主要な基幹産業である。排出ガス清浄化技術、ハイブリッド車、燃料電池車にみら
れるエンジン燃焼系、排気系技術ばかりでなく、人工知能を備え事故を未然に防止する予防安全技術や
衝突特性を格段に向上させた衝突安全技術は、世界をリードする立場にある。IT に代表される情報技術
についても、ナビゲーションや ETC（自動料金収受）にみられるように、先進技術の開発普及が盛んであ
る。東アジアでは韓国や中国が自動車生産を本格化させ、技術水準も格段の進歩をみせつつあるが、今
後 5 年程度のスパンではなお日本がリードするであろう。しかし、10 年後、20 年後といった将来を想定す
ると、我が国が現在のリードを保っていけるという保証はない。今後 30 年間にわたって我が国が自動車技
術の分野でリードするためには、前述した諸課題に対して積極的に対応していくことが不可欠である。そ
れらに加え、今後検討すべき事項として、つぎのようなことが挙げられる。 
 
（１）フレキシブルなエネルギー施策 
わが国はエネルギー資源を保有しないことがメリットでもあり、デメリットでもある。メリットとしては、その
時々に最適なエネルギーを最適の国・地域から入手できることであり、いわゆる最適調達が可能になる。
一方では、自国のエネルギーを利用することが足かせになっている国もある。デメリットとしては、常にエネ
ルギーセキュリティが国策の優先順位の上位に置かざるを得ないことである。したがって、わが国ではエ
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ネルギーの多様化に対応したフレキシブルなエネルギー施策が必要になる。そのためには、各種新エネ
ルギー関係者間の適切な競争と、用途に応じた最適の燃料システム・エンジンシステム・車両システムの
組み合わせが必要になる。この方式は費用対効果の観点からは非効率的であるが、わが国の優れた生
産技術を活かし、産学官が連携して国際競争に勝ち抜くことが必要である。 
水素社会が到来すると、我が国においてもエネルギー自立の可能性が生ずることから、国としても水素
製造技術の開発を促進するとともに、規格や基準の制定等水素社会実現のための積極的な支援と国民
に対する啓発活動が望まれる。 
 
（２）地球温暖化対策のための国際協力と技術開発支援の推進 
地球環境問題はボーダーレスになることから、CO2 削減のための国際協力が必要になる。そのために
は、わが国はアジア、特に東アジア、東南アジアとの関係を強化する必要がある。これまでの ODA ではな
い、新しい協力関係の確立が必要になることから、人材育成を第一に、次いで、各種インベントリーデー
タ採取のための協力、アジアの都市環境改善と地球温暖化防止策に関するシミュレーション手法の展開、
自動車関係技術の移転等を検討すべきである。 
運輸部門から排出される CO2 を削減するためには、ハイブリッドシステムのバス･トラックへの展開が必
要であるが、乗用車と比べて開発に関わるコスト負担が大きくなるので、応分の支援が必要である。また、
燃料電池車に関しては、各国がデファクトスタンダード獲得のための活動を積極的に展開しているところ
であり、我が国でも産業の創生と雇用確保のために、これに積極的な支援を行うことが肝要である。なお、
燃料電池車の開発には莫大な費用を要することから、国際的な競争と協調が必要である。 
 
（３）交通事故ゼロ社会実現のための予防安全技術のさらなる向上 
 安全問題は、地球規模の問題という側面もあるが、一方で地域性の強い問題ともいえる。交通に対し道
路利用する人が多い国、逆に交通量の割に道路利用する人が少ない国では交通事故の態様は異なっ
てこようし、自ずと対策も異なる。途上国では、交通信号を含めた道路整備、モータリゼーションの進化と
ともに衝突安全技術の普及といったことが重要な施策となるが、究極には交通事故そのものを起こさせな
い予防安全技術の普及が不可欠であり、それなくして交通事故ゼロは実現しない。 
 車車間通信や路車間通信によって相互に車両の挙動を監視し、急接近などの異常事態を未然に防止
し、ドライバの危険な行動に対しては警報を発し、さらに自動的に停止する技術は既に存在する。完全自
動運転へ至る過程で、このような部分自動の遷移時期があると予想され、ドライバ側、自動車側の責任の
あり方について行政サイドを中心に社会的コンセンサスの形成が必要となろう。当面の技術的課題として
は、ドライバに違和感を与えないヒューマンライクな人工知能を有した自動車の開発が重要となろう。 
 
（４）自動車産業における情報技術の重要性 
 渋滞緩和に適用される情報技術は、車車間通信や路車間通信として交通事故低減の道具としても活
用される。したがって、情報技術は渋滞緩和といった環境面から、また事故防止といった安全面からも基
盤技術として重要な役割を果たす。今後 20 年～30 年後の自動車社会は、この情報技術の取り込みによ
ってその発展が大きく左右される。自動車は当面、生産技術のさらなる進化を図ろうとするだろうが、30 年
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後の自動車社会では如何に情報技術を巧みに取り込んだかがその国の自動車産業の盛衰を左右する
ことになる。 
 
（５）産学官の役割 
 最後に今後の産学官の役割について概括する。基本的に、自動車技術は産業界が主導して進めるべ
き分野といえるが、同時に次世代を担う人材供給という観点からみれば、学における自動車教育という点
を見逃すことはできない。若年者が自動車に興味を持ち、次の時代を切り開く積極的な人材を提供する
場として学の存在は極めて重要である。官にあっては、自動車が世界商品であることを考慮し、厳しい競
争に勝ち抜くために、下記施策に取り組むことが要望される。 
9 フレキシブルなエネルギー施策（GTL、バイオマス燃料、水素燃料など）と新エンジンシステ
ム開発に対する支援 
9 地球温暖化防止のための国際協力の推進（CDM の効果的運用など） 
9 先進的な予防安全技術としての部分自動、全自動運転の推進 
9 情報技術の自動車社会への利活用（e コール、ドライブレコーダ、プローブカーなど） 
 技術開発上の支援技術として、下記テーマについても研究資金の支援を含めた官の積極的関与が望
まれる。 
9 標準化、基準化に関わる産学官の連携によるデファクトスタンダード獲得の推進 
9 環境影響評価のためのシミュレーション技法の開発（インベントリーデータの整備） 
9 自動車運転への応用を目的としたヒューマンライクな人工知能の開発（高齢化対応） 
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自動車社会 
 
早稲田大学 理工学部 機械工学科 教授 大聖泰弘 
 
【自動車技術に関わる現状認識と将来展望の概要】 
■自動車技術に関連する産業の規模と裾野を含めた多様な広がり、国際性市場性、技術発展の将来性
を鑑みると、これらの分野においてわが国の産学官の連携に基づき技術開発を推進することは極めて重
要である。特に、わが国は自動車技術の諸分野において国際水準を超えてリードしており、先進技術や
その国際基準を先導すべく、産学官の連携に基づいた技術開発の取り組みを維持・発展させていく必要
がある。 
■自動車技術において、「環境・エネルギー・資源」「安全」「情報」に関わる分野が今後とも最重要の分
野であり続けるものと予想される。自動車は、都市の大気汚染の要因であり，石油を大量に消費し，地球
温室効果ガスである CO2 の主な排出源であることから，今後とも一層の排気浄化と燃費改善に関わる先
進的な技術の開発が求められている。大幅な排気浄化を達成しているガソリン車は，燃費の向上が課題
とされる一方，燃費のよいディーゼル車には，NOx と粒子状物質（PM）に対して大幅な低減が要求されて
いる。また、自動車の安全基準の強化や死亡事故の大幅減少、交通流の円滑化等の要求に対応した技
術開発においても、車両制御技術や情報通信技術の活用が不可欠とされている。 
■特に環境・エネルギー問題に関しては、このような要求を背景に，日米欧では自動車に対する 2010 年
までの排出ガスと燃費の規制強化の枠組みがほぼ決まり，自動車技術者は，排気浄化と燃費低減の両
立という二律背反的な難題を与えられ，国際的な技術競争に取り組んでいる。趨勢としては、自動車の排
気浄化技術の進展によって大気汚染が大幅に改善される一方、2010 年以降は本格的に地球温暖化の
対策や資源消費の節減のための技術開発により重点を置いた研究を強力に展開していく必要がある。 
■これらの技術開発の成果は、単にわが国の環境や交通問題の改善に資するのにみならず、今度の経
済成長やモータリゼーションの進展が予想される途上国、とりわけ中国やインドをはじめとするアジア諸国
の環境・エネルギーや交通問題の解決のために幅広く提供されるべきである。この面で、地域環境のみ
ならず地球環境の保全に対して、わが国が果たしうる国際貢献はきわめて大きいものがある。 
■優秀な若手研究者学生諸君に対して，自動車関連技術に関わる将来性のある研究テーマを提示し，
それらに果敢に挑戦することも必要である。とりわけ，環境・エネルギー，安全，情報通信，制御，材料，
設計，生産の幅広い技術分野でわが国は世界をリードしており，これらの自動車技術に関わる将来の研
究開発ロードマップを提示し，これらの分野で優れた研究成果を生み出すとともに，研究に従事した高度
研究者・技術者の輩出を通じて社会に貢献すべきである。その際，産学官の研究連携ネットワークを構築
して積極的に活用することが望まれる。 
 
・ドライバーの高齢化が進む日本では、モビリティ手段であるクルマへの安全要求はますます大きくなると
予想されるが、どのような技術発展が見られるのか。 
■今後、いわゆる交通弱者（高齢者、身体障害者、非免許保有者）のモビリティ手段をどのような提供して
いくかが、今後大きな社会問題となる可能性がある。大都市では、公共交通機関が発達している一方、地
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方では、自動車に過度に依存した生活スタイルが大きく進みつつある。そのような地域では、従来の方式
による路線バスのサービス・利便性の低下と採算性の悪化が深刻化しており、その改善が求められている。
今後は、このような交通弱者に対して利便性の高い公共交通システムを提供する必要がある。具体的に
は、情報通信システムを活用したデマンドタイプの小型バス運行システムの開発・導入が考えられる。 
■高齢者や未熟なドライバーに対する自動車の安全システムの開発も重要なテーマである。これには車
両側での先進的なアクティブ制御システムの開発、GPSを活用したITS（高度道路交通システム、
Intelligent Transport Systems）に関わる種々の技術の実用化が図られ、産学官の連携による取り組みも進
められている。また、安全対策に関しては、Man-Machine Interface、Human Factors、ドライバー心理に関
わる側面の研究はいまだ十分ではなく、今後強化推進する必要がある。 
■自動車とその利用に関わる一層のインテリジェント化の推進も重要なテーマである。これまで、ITSを中
心とした各種の技術（ナビゲーションシステム、ETC、交通状況の表示、信号制御等）が実用化されている
が、今後は地図情報を活用したさらにインテリジェント性や安全性、低環境負荷特性を高める機能の開発
が必要である。また、これまで自動車の利便性を高めることを主眼に開発が進められてきたが、今後は道
路側の情報化を含めて大気環境の改善に資する役割を担う技術の開発が必要である。特に、交通流の
円滑化や適切な交通量の抑制し、それが大気環境の保全や燃料消費量の抑制につながる数値モデル
を開発して、その改善に役立てる必要がある。 
 
・自動車技術は、情報通信、エレクトロニクス、エネルギー、環境等の分野の技術発展に、どのような影響
を与え、また、どのような恩恵を受けるのか。例えば、自動運転などは進展するのか。 
■自動車技術に関連する産業の規模と裾野を含めた多様な広がり、国際性市場性を鑑みると、これらの
分野においてわが国の産学官の連携に基づき技術開発を推進することは極めて重要である。また、情報
通信、部品、材料、工業化学、バイオ等、他分野への波及効果も極めて大きい。特に、環境・エネルギー
技術に関連する技術はわが国が国際水準を超えて大きくリードしており、これを持続的に発展させていく
必要があり、産学官の連携に基づく取り組みの推進が必要である。 
（なお、自動運転に関しては、ITS技術を活用したAHSとして関心を持たれており、産学官の連携の下
で取り組まれてきている。既存の道路を利用して高交通密度走行を実現しようとするものであるが、安全
性の保障の点で重大な課題がある。） 
 
・自動車は、単なる移動手段ではなく、人間生活をより豊かに、便利にする機能を備えた移動空間に変貌
するのか。 
■自動車の利用形態には、物を運ぶ、業務で使う、私的目的のために使うの３つがある。このうち、物を
運ぶ方法は、長距離輸送については、地球温暖化の抑制の観点からモーダルシフトやIT技術を使った
効率化が強く求められている。業務に関しても、テレワークや情報通信技術によって移動を最小限に抑え
る合理的な方法が考えられる。 
私的利用に関しては、公共交通機関の提供も含めて利便性の高い交通手段を提供すべきであるが、
自動車を使った個人の移動の自由は保障されるべきである。これは文化的活動に通じる側面をもってお
り、このような移動手段として自動車の技術開発は推進すべきである。 
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・自動車事故の削減は図れるのか。技術発展の結果、交通事故の責任の所在が難しくなる傾向にあるか。
自動車自身の改良や道路整備が、それらの解決策となるのか。 
■事故の防止や安全対策としての技術はまだ発展する可能性があり、期待される分野である。ただし、運
転者が最終的に責任を負うことが基本原則であり、機械の介入による誤操作によって事故が誘発されるこ
とのないような技術の担保が不可欠である。 
 
・環境やエネルギーに与える影響はどれほどで、悪影響を科学技術的に回避できるのか、あるいは、自
動車社会の発展に制限が必要になるか。 
■まず、科学技術でどこまで影響を回避できるかを予測して挑戦すべきである。特に、わが国は科学技
術立国としての発展を目指しており、これは重要な課題であり、とりわけ、人類の生活に関わる地球温暖
化の抑制等の観点からも、わが国の科学技術が担うべき役割は極めて大きい。それでも不足する分につ
いては、それを国民に明示した上で、われわれのエネルギー多消費型ライフスタイルの変更・見直しが必
要であり、社会的な啓発や教育に関わる課題として取り扱うべきである。 
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■ 自動車保有台数:　 　 7,733万台
・ 乗用車: 71.0% 　 ・ トラック: 22.4%
・ バ ス:   0.3% 　 ・ 特種車: 2.2%
・ 二輪車: 4.1%
■ 貨物輸送のトラック輸送依存割合:　　　 55%
■ 旅客輸送( 人km）の自動車依存割合: 67%
■ 自動車関連の就業人口割合:      8.1%
■ 自動車関連の製造品業出荷割合:          14.1%
わが国の自動車関連の状況
石油の生産予測
１２のシナリオによる将来石油生産予測（米国エネルギー省EIA）
 本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 750
 
 
 
天然ｶﾞｽ
＜再生可能燃料＞
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　　-天然資源- （電力）　 　
水力,風力,地熱,太陽光
改　質
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　　 ナフサ 　 　
ｸﾘｰﾝ炭化水素
S D
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F
　副製水素　　
(鉄鋼，化学）　　　
-原子力-
電力・熱ｴﾈﾙｷﾞｰ
各種自動車用燃料の製造ルート
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■ 基本性能　　 　 燃費・効率／車両性能／信頼耐久性
　 　 　　　　　　石油消費の抑制　 燃料の多様化
　　　　 　 長期的な安定供給性
■ 低環境負荷特性 Well-to-Wheelの低公害性と低ＣＯ2　
■ 安全性 低有害性　低引火・爆発性
　 供給インフラの設置　
　　　　　　　　 　 供給所要時間　低メンテナンス性
■ 従来燃料との　　 　
　　 コンパティビリティ
　　　　　 　 　 ユーザーの負担　 助成／減税／課税
　　　　　　　　　　　　 　 燃料供給ビジネスの成立性 　
新燃料・エネルギー車の普及条件
混合燃料としての利用とその拡大
■ 石油代替としての
　 持続可能性
■ 利便性
■ 経済性
今後の自動車環境・エネルギー対策の重要度・
重
要
度
2000　　　　 2010 　 2020　　 2030年
脱石油対策
温暖化対策大気環境対策
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脱石油時代の自動車用エネルギーの選択肢
（参 考：超長期エネルギー技術研究会，2004年度）（ ： 2004 ）
石炭等の化石燃料
（回収・隔離）
・水 素 ・液体燃料
・電 力
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
（量的制約）
・水 素　・電 力
・液体燃料
原 子 力
（核燃料ｻｲｸﾙの実現，
安全性の確保）
・水 素　・電 力
我が国における自動車の ＣＯ２ と
エネルギーに関わる現状
■ 我が国は全世界のCO2の排出量の約5％を排出，
　　運輸部門がその20％，自動車がそのうちの約9割
　　を占める．これを乗用車とトラック・バスが二分．
■ 年間石油製品需要約２億5千万kLの約40％を
　 ガソリンと軽油がほぼ５：４の割合で消費．
■ 1997年の京都会議COP3におけるわが国の目標
は，2008年から 2012年にかけて，1990年比で6％
削減．ところが運輸部門では，1990年比で約40％
　 の大幅増加の見通し．
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“自動車の利用に関わる取り組み”
■ 交通流の円滑化と適切な交通量の抑制
（交通需要マネージメント:TDMの運用）
■ 貨物輸送の合理化と積載効率の向上
■ 鉄道輸送等への転換（モーダルシフト）
■ 低公害車の導入と普及拡大
■ 自動車税制のグリーン化
■ 自動車に依存した商習慣,生活様式の見直し,
エコドライブの推進
■ 環境に配慮した長期都市・道路計画
情報通信技術(ITS, IT)を活用する
ITＳの利用促進I
具体策 ☆ＥＴＣの実用化の展開，ｽﾏｰﾄｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ
☆リアルタイム道路交通情報の提供
　 ☆ 「道の駅」等による地域情報の活性化
　　 ☆Advanced Safety Vehicle, Automated 
Highway Systemの研究開発と実用化
　 ☆物流効率化に対する支援
　　 ☆道路管理の情報化　
狙　 い ☆交通渋滞の緩和 ☆交通事故の削減
☆環境・燃費の改善 ☆経済効果
☆生活の質の向上 ☆地域の活性化
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自動車に過度に依存しないライフスタイルと
仕事のあり方
■ 公共交通機関の優先利用
■ パーク・アンド・ライド（自家用乗用車から公共交通
　 機関への乗り継ぎ）
■ 電車、新交通システム・都市モノレールの活用
■ 地域環境定期券
■ 短距離自動車利用を徒歩、自転車に転換
■ マイカー等の相乗り
■ エコドライブ（アイドリングストップ等）
■ 職住の接近（発生交通量の抑制）
■ 在宅勤務やサテライトオフィス勤務（情報通信の活用）
■ 多頻度小口配送を前提とした生活の見直し
・ 排出ガス対策の推進
・ 都市の局地汚染対策の強化
・ 有害成分による健康リスクの
　解明と防止
・ 地球環境の保全（CO2対策）
・ 資源エネルギーの節約と
　 多様化
・ 環境に配慮した都市と道路・
　 交通システムの推進
今後の自動車環境対策の課題
　短　期 　中　期 　 長　期
数値モデル等による将来予測と対策の最適化
2010年 2020年
　自動車の単体対策と利用対策の調和
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金融におけるリスク管理 
 
中央大学 理工学部 経営システム工学科 教授 今野浩 
 
１．現状分析 
 
金融における「リスク」とは、将来の不確実なキャッシュ・フロー（お金の流れ）の変動、およびそれに伴
って発生する損失のことをいう。 
たとえば投資家は、多様な資産への投資から得られる不確実なリターン（収益）の大きさと、その変動
（リスク）をバランスさせなくてはならない。企業においては、資金をいかに調達し、いかなるビジネスに資
金を投入すれば将来の収益が最大になるかを検討する必要がある。また何十兆円という金融資産を預か
る金融機関には、将来の不確定性（リスク）を精密に計量し制御することが要求される。 
 金融リスクを扱う学問としては、60 年代以降発展した金融経済学と経営財務理論がある。経済学の伝統
である均衡理論の枠組みの中で組み立てられた CAPM や、資産価格の変動をブラウン運動として記述
することによって導かれた派生証券（デリバティブ）の価格理論などは、これらの学問が生み出した大伽藍
である。   
 これに対して、金融ビジネスが直面するリスク管理問題は、経済理論だけで解決できるものばかりではな
い。実際には、様々な制度的制約や市場条件、取引条件などを考慮しなくてはならないためである。計
算技術、情報技術を積極的に利用して複雑な現実問題を解くための技術、即ち金融工学が誕生したの
は、80 年代初めのことである。 
 
 
２．発展シナリオ 
 
金融ビジネスが抱えるリスク 
金融ビジネスが抱えるリスクは、(1)市場リスク、(2)信用リスク、(3)オペレーショナル･リスク、(4)その他のリ
スクに大別される。 
 市場リスクは、市場における資産の価格変動に伴うリスク、信用リスクは企業等への貸付資金の金利支
払いや元本返済の不確実性に伴うリスク、オペレーショナル･リスクは金融業務の円滑な遂行を妨げる
様々な障害(コンピュータの不具合など)に伴うリスク、そしてその他のリスクとしては、近年顕著になった法
的訴訟に伴うリスクなどがある。 
 これらのリスクは異なった性質を持つため、それぞれ異なる対応が必要であるが、これまで金融経済学
や金融工学が取扱ってきたリスクは、主として(1)と(2)である。 
 
（１）市場リスク 
 市場リスクを定量的に扱うための基本モデルは、マーコビッツの平均･分散モデルである。これは収益率
の分散をリスクと定義し、収益率分布の期待値と分散を管理するアプローチで、資産運用などの分野で
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広く利用されている。 
 また 90 年代以降、「リスク」の概念を精密化する研究が進み、様々な新しいリスク指標が提案された。そ
れらの中で特に注目されているのが、収益率の下半標準偏差や VaR（バリュー・アット・リスク）、期待ショ
ート･フォールなど、収益が一定レベルを下廻る（あるいは損害が一定レベルを上廻る）リスクを定量化し
た下方リスク指標である。 
2015 年には、これらの指標を用いた超大型の多期間資産運用モデルが解けるようになるはずである。
特に、現実的市場条件を考慮した超大型平均･リスクモデルや、確率(線形)計画法による多段階資産運
用モデルが、リスク管理に新しい局面を開くものと期待されている。 
 金融資産に内在するリスクをヘッジ(回避)するために生み出された商品が、オプションなどのデリバティ
ブ(派生証券)である。70 年代以来デリバティブの取引が急拡大し、多様な商品が開発された。
Black-Scholes-Merton、Harrison-Kreps-Pliska らは、70 年代にデリバティブ価格付けに関わる精密な数
学モデルを構築したが、複雑な商品の価格付けを行うためには、これらの理論をベースとして計算機技
術を用いた金融工学技術が必要となる。 
 デリバティブの価格計算には、現在は主として計算機シミュレーションが用いられているが、今後の計算
技術の進歩（計算機のスピード・アップと乱数生成技術、最適化手法の発展）を考えると、2015 年にはより
複雑な支払い条件を持つ派生証券の価格計算が可能となるであろう。 
 市場リスク管理の要諦は、分散投資によってリスクを軽減する一方で、それらを一元的に管理することで
ある。計算量の制約のため、これまで統合管理は不十分であったが、2015 年にはより完全な形の管理が
可能となるはずである。 
 
（２）信用リスク 
 信用リスクの計量法としては、(i) 企業の財務データなどに基づく格付けを利用する方法、(ii) 企業の純
資産の変動を確率モデルで記述し、解析的手法や数値シミュレーションによって企業の倒産確率と資金
回収量を計測する方法、(iii) 企業の財務データなどをもとに、統計手法やデータマイニング手法を用い
て倒産確率を計算する方法などがある。 
 信用リスクの分析は、個別性が強いため、市場リスクの分析に比べて格段に困難である。このため、信
用リスクをヘッジするための商品であるクレジット・デリバティブや、証券化技術の研究は、まだ緒についた
ばかりである。しかし今後の技術進歩を考えると、2015 年には市場リスクと信用リスクを統合したリスクの計
量が可能となり、金融ビジネスはより精密なリスク管理を行うことが出来るようになるであろう。 
 
（３）オペレーショナル・リスク 
 計算機の停止や人的ミスによる損失などのオペレーショナル・リスクは、金融ビジネスに特有のものでは
ない。このようなリスクについては、古くから、インダストリアル・エンジニアリング（IE）やオペレーションズ・リ
サーチ（OR）の分野での研究の蓄積がある。また大数の法則が成り立つような事故のリスク管理には、保
険制度を利用することもできる。しかし金融ビジネスの場合には、一旦事故が起こればその影響する範囲
が極めて広範囲にわたるので、通常規模のビジネスとは異なる対応が必要とされる。 
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（４）その他のリスク管理技術 
 市場リスクを分析する手法として最近注目を浴びているのが、人工市場モデルである。多数の意思決定
主体（エージェント）が構成する市場の動きを、ゲーム理論や心理学で開発された手法で分析するアプロ
ーチである。これらの研究はまだ緒についたばかりであり、現実問題への適用は今後の課題である。しか
し 2015 年には、予想を上廻る進歩を遂げている可能性もある。 
 
 
３．日本がとるべきアクション 
 
 わが国で、金融リスク管理技術の本格的研究が開始されたのは、80 年代末のことである。米国などに比
べて参入が遅れたのは、様々な規制のため、わが国ではこの種の技術の使い道がなかったからである。
しかしその後の制度改革によって、金融ビジネスはこれらの技術を利用することが不可欠となった。そして
当初20年といわれた日米の格差は、ここ10年間の努力によって大幅に縮まっている。実際、大半の大手
金融ビジネスは、最新のリスク管理技術の吸収過程をほぼ終えたものとみられる。 
 また 2002 年以降、文科省が金融工学を重要分野として位置づけた結果、研究者の数は急増し、世界
をリードする研究が実施されるようになった。しかし研究者の層の厚さや、それらの技術をビジネスに生か
すという面では、未だ米国に比べてかなり遅れている。製造業と金融業は産業社会の両輪であり、両者の
バランスを取る上で、これまで以上に金融技術のレベルアップが求められている。 
 金融リスク分析に必要となるのは、ファイナンス理論、数理工学技術(最適化、確率モデル、シミュレーシ
ョン、ゲーム理論)と情報技術である。幸いわが国は、これらの分野における層の厚い研究者を擁している。
また最近、有力大学にこの分野の研究拠点が形成されつつあるので、この趨勢が続けば、2030 年のわが
国の金融リスク管理技術は、世界のトップに位置することが出来るであろう。 
金融リスク管理技術は、もともとは金融ビジネスをターゲットとしたものであるが、その後この種の技術は
一般企業の経営問題にも利用されるようになった。企業におけるキャッシュ・フロー分析、プロジェクト評
価、年金の運用、企業活動のリスクの計量などに、金融工学分野で開発された様々な技術が利用されて
いる。これから先も多様な金融商品が市場に登場することや、金融ビジネスが抱える本質的な不確実性
を考えると、この分野の研究には従来以上の投資が不可欠である。 
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経済変動の予測技術 
 
 ソニーコンピュータサイエンス研究所 シニアリサーチャー 高安秀樹 
 
１．現状分析 
 
 現在、通貨の交換をする外国為替市場では、一日あたり２００兆円程度のお金の流れがあると言われて
いる。日本の国家予算が年間
．．
で８０兆円程度であることと比べれば、ざっと６００倍である。国際的な人や
物の流れはせいぜい一日に２兆円程度と見積もられており、外国為替市場のお金の流れのわずか１％で
あり、残りの９９％は投機すなわちギャンブルと市場の変動に対するリスクヘッジが目的である。つまり、実
需ではなく、市場の価格（この場合には通貨の交換レート）の変動自体がお金を集め、現実の世界とは乖
離した独自の世界を実現しているのである。 
このような国家をはるかに超えた巨大なお金の流れの源は、日本だけで１４００兆円、世界全体では７０
００兆円にのぼると言われる金融資産の蓄積である。端的に言えば、第 2 次世界大戦以降、世界的には
平和が持続して富の蓄積が進み、使い切れないほどのお金が行き場を求めて外国為替市場に流れ込ん
でいるのである。もちろん、株やその他の市場にもお金は流れ込んでいるが、例えば、1 兆円というような
巨額のお金を株式市場に導入すれば市場は大きな混乱に陥るが、外国為替の市場ならば、日銀の介入
で実施されているように、ほんの 1 時間程度の間に取引は確実に処理される。このような流動性の高さか
ら、巨額のお金は最終的には為替の市場に集約する傾向がある。 
円ドルレートは、一日におよそ 1 万回、平均６秒に 1 回の割合で、24 時間休むことなく変動している。こ
れを支えているのは世界の金融機関を結ぶ為替取引専用のコンピュータネットワークである。ディーラー
達は端末を見つめ、素早く売りや買いの判断をし、１本（百万ドル≒1 億円）を最低単位として取引をして
いる。最近、インターネットを利用したコンピュータネットゲームが注目されているが、外国為替市場は、ま
ぎれもなく、世界最大のネットゲームであり、それが世界経済の行方を担っているのである。 
為替レートはあらゆる経済活動の背骨に当る通貨の交換レートを決定する重要なデータであるが、意
外なほど科学的な研究がなされていなかった。日次データに基づいた経済学者の研究は数限りなくあっ
たが、それらは、いわば、シナリオありき、の研究であり、統計的な意味で、十分な精度を保障するようなレ
ベルの研究はつい最近まで皆無であった。あえて言えば、ヘッジファンドなどの中には、高頻度データの
解析をし、かなり科学的な手法で大きなリスクなしで利益を上げているものも実在するが、手法は非公開
であり、人類全体の利益につながる科学技術にはなっていない。また、市場の変動を確率的にモデル化
することに特化した金融工学は、リスク分散手法や金融保険とも言えるオプションなどの金融派生商品を
生み出してきたが、現実の市場データと大きなずれがあることは当初よりわかっており、現実の市場そのも
のを正確に記述しようとする研究は置き去りにされた形になっていたのである。 
市場の価格変動に関する研究の流れが大きく変わりだしたのは、１９９０年代に入って、物理学者が“経
済物理学”の視点から高頻度データを解析するようになってからである。高頻度データには秒単位のタイ
ムスタンプがついており、従来の日次データの約１万倍の細かい変動を観測することができる。膨大な実
験データの解析手法や予測困難な変動を生み出すようなカオスの研究、そして、無限の複雑さを内在す
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る構造であるフラクタルの研究に精通した物理学者の視点が入ることにより、市場価格の変動の特性が高
い精度で急速に明らかになってきているのである。 
例えば、既に次のような事実が実証された。 
○ 自由市場での売買取引には微小な誤差を拡大するカオスの仕組みが内在しており、市場価格が
安定することはなく、予測困難な変動は避けることができない。 
○ 市場価格の変動は、一般に金融工学が通常仮定する正規分布ではなく、極めて大きな変動を含
むべき分布によって近似できる。 
○ 価格変動がベキ分布になるのは、ディーラーが１分間程度の時間スケールで直前の過去の価格
変動に追随する傾向に原因があり、暴騰暴落もその延長線上にある。 
これらは、今では中学校でも教えられる基本原理、「需要と供給の自動的な調整によって市場価格は理
想的な価格に収束する」が、現実には成立し得ないということを実証するものである。アダム・スミス以来
200 年以上信じられてきた経済学の基盤が崩れたことになる。 
 経済変動を予測するような手法としては、従来大きく分けて次のふたつの方法があった。 
○ 経済学的な視点からシナリオを作成し、それに基づいたモデルによる予測 
○ 統計学の視点から過去のデータを統計処理して導かれたモデルによる予測 
これに対し、経済物理学では、高頻度データから短時間の動力学と確率的な特性を加味した数値モデ
ルを導入するだけでなく、市場を構成するディーラーひとりひとりの行動をそっくりそのままコンピュータの
中でモデル化するような人工市場によるアプローチも開発している。これらのアプローチによって、従来手
法では記述が困難だった暴騰暴落現象もかなり的確に再現できるようになってきており、ありのままの市
場を表現できるようになってきた。 
 このような画期的な成果があいついでいる経済物理学は、物理学者だけでなく、金融の専門家、経済
学者、情報科学者などを引き込み、研究者人口は、増加の一途をたどっている。最初の経済物理学の研
究会は１９９７年にブダペストにおいて開催されたが、その後、研究会の開催頻度も増加し、現在では、国
際研究会は年に数回開催されており、日本、ヨーロッパ、アメリカの研究者を中心に、アジア、中近東、南
米などからも人が集まるようになってきている。日本物理学会やヨーロッパの物理学会では、経済物理学
会のセッションも開設されるようになっており、市場変動を物理学的な視点から科学的に解析する研究は
定着してきている。 
 日本の経済物理学の研究は、黎明期の先駆的な研究でリードし、日本経済新聞社が主催する経済物
理学の国際シンポジウムが１年おきに開催されるなど、実業とのリンクも強く、基盤研究、応用研究でもトッ
プレベルを維持している。 
 
 
２．今後１０－３０年程度の発展シナリオ 
 
 ２０年前、当時の最高速のスーパーコンピュータを用いて、高頻度データの解析を始めたあるヘッジファ
ンドは、外国為替市場のレートの価格変動の予測に成功し、大きなロスを出さずに平均年８％程度の資
産運用を現在も続けている。金融工学では、市場価格の変動は上がり下がりの予測は不可能な確率現
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象として扱うが、この事例からも推測されるように、ある程度の割合で予測可能な動力学的変動が存在す
ることは間違いない。 
 経済物理学で明らかになったのは、市場変動のおよそ９５％は確率的な変動とみなせるが、残りの５％
は動力学的な特性が強く見られる変動であることで、しかも、この５％の変動だけをつなぎ合わせると、図
１のように、ほぼ全体の市場価格の変動が再現できるという事実である。金融工学では、バリューアトリスク
という基本的な概念があるが、これは、どの程度以上の大変動ならば無視してもかまわないか、という考え
方であるが、そのような発想とは全く逆の発想、すなわち、小さな変動は無視しても、大きな変動の動力学
をできる限り正確に再現することで市場変動の骨組みを理解することが必要なのである。 
 
 
 
 市場価格の変動に関する研究に関しては、高頻度データを用いて１分間程度の時間スケールでみると、
市場を構成するディーラーの集団心理がはっきりと確認され、市場が安定している状態、不安定になって
いる状態を識別することができるようになっている。また、市場間の相互作用や相関に関してもかなり解析
が進んでいる。このような研究は、今後、情報技術の発展に伴い、実用的な側面を強くしながら、より大き
く発展していくことと期待される。すなわち、価格が大きく動くときには市場が不安定になったときであり、
通常は表に出ない動力学的な性質が強く現れるので、その兆候をいち早く見出すことによって、リスクに
的確に対処できるようになる。データの解析からわかっているのは、そのような時間は、全取引時間の５％
程度であるが、それこそが市場変動の中核ともいえる。 
 資金運用するときに何らかのコンピュータのサポートを必要とする度合いが今後ますます高くなっていく
はずである。最もありうる市場の将来像は、次のようなものである。まず、売買の注文は全てインターネット
のようなコンピュータ経由になる。通常の株や外国為替のような単純な売買を行う市場の他に、いろいろ
な商品に重みを付けて組み合わせたような商品や、保険のような仕組みや逆にギャンブル性を高めた金
融商品などが多数現れる。そうなると、どれが自分のニーズにあった商品かを判断することにもコンピュー
タの助けは必要であるし、どの商品が自分にとって有利なのかを判断するにもコンピュータのアドバイスは
不可欠となる。市場を利用して資金運用をする必要がある人は、単に個人的なお金持ちや金融機関の
ディーラーに留まらない。大学やＮＰＯなども含めて、あらゆる形で人が集まりお金が集まる組織の代表は
そのお金を目的にあった形で運用する必要がある。このとき、現金のまま、あるいは、単純な定期預金を
持っているという選択肢も無数にある運用の中のひとつの形であることはいうまでもない。 
 単純な市場の短期の解析ならばパソコンで十分であるが、複雑な金融商品の長期間の予測に関しては、
超並列型のコンピュータが不可欠である。すなわち、取引の種類に応じて、パソコンや超並列コンピュー
図１ ほぼ１週間分の円ドルレートの変動の例。上図は全て
のティックデータ、中図は上位５％の大変動のみをつなぎ合
わせたもの、下図は残りの９５％のデータをつなぎあわせた
もの。明らかに全体的な特徴は、５％の大変動が担ってい
る。 
 本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 762
タによるアドバイスを受けながら、現在以上に多くの人がそれぞれの目的に見合ったような資金運用を行
う、という図２のような様子が近未来の市場である。 
  
   
        図２ 近未来金融市場              図３ 経済物理学のターゲット 
 
 コンピュータの能力は、誕生以来一貫してほぼ１０年間で千倍というペースで成長しているが、今後、さ
らに少なくとも２０年間はこのペースを維持できると見込まれている。したがって、市場の変動に関する情
報処理能力も１０年で千倍、２０年では百万倍にも達すると期待できる。世界中には６０億人の人間がおり、
仮に、平均して毎日１００回程度のお金のやり取りをしたとしても、その数は、１０兆回程度である。これは、
情報科学の言葉で言えば、１０テラである。現在のパソコンでも数百メガバイトの容量があるが、ほんの数
年後には１台のパソコンに全地球上の取引データを入れて解析することができるようになることになる。 
 このように膨大なデータがリアルタイムで誰にでも入ってくる環境はこれまでにはなかったことで、大きな
変化が期待される。人間の判断では対処しきれないような大量のデータを処理してわかりやすいデータ
に加工する技術は広く必要とされるようになり、また、それに伴っていろいろな新しい手法が開発されるだ
ろう。当然、近未来の金融市場はボーダーレスで、世界が舞台となる。個人や小さな財団といえども、見も
知らぬ世界のトレーダーを相手に勝負しなければならない。そのとき、必要となる頼りになるコンピュータ
システムをいち早く作り上げた国だけが、金融の世界を支配することになるだろう。 
 
 
３．日本のとるべきアクション 
 
 現在の日本における経済関連の最大の問題は、仕事を引退したシニア世代が１４００兆円と言われる個
人の金融資産の大半を保有し、ほとんど何も積極的な運用をしていないことにある。金利が事実上０であ
る預金が動かないので、機能的にはこれらのお金が存在しないものと同じようになり、お金の流れが停滞
し、景気がなかなか上向かないのである。特に、日本で金融資産が積極的な運用をされないのは、運用
＝ギャンブル、というようなイメージが強く、円建ての定期預金にこだわる人が多いからである。 
 停滞したお金を運用に回し、社会全体のキャッシュフローを大きくするためには、安心して運用できるよ
うなシステムの導入が必要である。金融工学は、金融保険のような商品を多数生み出したが、現実のデー
タとは合わない理想的な統計性を仮定した上での保険であるため、返って、保険がハイリスクハイリターン
 本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 763
のギャンブルになってしまっており、投機の上の投機を呼び込むことはあっても、安全嗜好のシニア世代
のお金を動かすには至っていない。今、日本の社会に必要なのは、本当に科学的に信頼できるような実
証データに基づいた金融派生商品であり、さらには、リアルタイムでリスクマネージメントを任せられるよう
なコンピュータシステムである。誰もが信用できるようなそのようなシステムが出来上がれば、ギャンブルを
避けたい人はできるだけリスクを少なくするような運用に向かい、ギャンブルに走りたい人は最低限を確保
した上でリスクを大きく取るような運用を選択することができるようになる。 
 このような金融システムを確立するために必要なことは、十分な金融データを研究のために集めること、
多くの研究者を集め科学的な視点で金融データの分析をしてどこまでが科学的に真であるかを明確にす
ること、金融の専門家をそれに連携させて実務的に意味のあるような発展構想を立てること、さらには、力
のあるコンピュータ技術者を集めて、そのような構想に基づくコンピュータシステムを構築すること、であ
る。 
 世界を見渡すと、現在の日本は、これらの展開をするための要素が最も整っていると言える。金融デー
タに関しては、ある程度のお金を出せば、ほとんどのデータを買い集めることができる。これまでは、個別
に営利目的に購入している場合がほとんどであったが、例えば、日本の政府関係の公的な機関が研究
用として過去の金融市場データをまとめて購入し、それを研究用に開放すれば、データの問題は解決す
る。 
 研究者に関しては、経済物理学の分野の研究者の数はまだそれほど多くないが、日本はレベルが高く、
世界をリードする研究レベルを保っている。これらの研究者が、例えば、大学などの雑用に煩わされること
なく、研究に専念できるような体制を時限的にでも用意できれば、一気に実用的なレベルにまで到達でき
る可能性は非常に高い。もちろん、世界初の経済物理学研究所のような組織ができれば、それに越した
ことはない。 
 金融の専門家と経済物理学者の交流という視点でも、これまで、日本が世界をリードしている。確かに、
欧米では経済物理学者がいきなりヘッジファンドを作るというような実務に入るような事例はあるが、そうな
ると、逆に、目先の小さな利益獲得に走るようになり、アカデミックな寄与が少なくなり、長い目で見ると、
研究成果の社会への貢献は低くなってしまう。それに対し、日本の研究者は、個人的な利益の追求よりも、
日本銀行との共同研究であるとか、市場を安定化する方法に関する研究であるとか、社会への寄与を目
指すものが多く、金融関係者もそういう視点で交流を持っている。公的な機関からのプッシュがあり、経済
物理の研究者と金融関係者、さらには、公的な機関からの人材をうまく融合するような機会が与えられれ
ば、目先の利益を追求しがちな、欧米型とは異なるような本当に社会の役に立つような視点を持った大き
な構想を建てることができるものと期待する。 
 最終的に必要となるのは、膨大な経済金融データをリアルタイムで処理し、的確な判断を下しうるような
コンピュータシステムであるが、それを実際に作り上げるには、コンピュータ技術そのもの、および、ソフト
ウェアー作成者が必要である。これに関しても、日本は、ハードウェアーから世界最高のコンピュータを作
る技術があり、また、ソフト作成者も、欧米に引けをとらない数と質を誇っている。上記のような人的な集団
に加えて、コンピュータ技術関連の人材を交流させることで、日本発の独自の強力で、しかも、誰でも安
全に使えるような金融ネットワークシステムを構築することが、１０年程度の時間スケールで可能となるはず
である。 
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 １０年くらい後には、お金の電子化自体も現在よりもさらに、１段階、２段階進んでいるはずで、もしも、こ
のような金融ネットワークシステムが構築されれば、それ自体が、新しい通貨システムになることも、ありうる
シナリオである。未来の電子通貨の標準システムを日本が構築することができれば、そのことによって国
家が受ける恩恵は限りない。すなわち、日本は、世界の中の金庫番になり、世界中の人間のお金を守り、
経済を支えるような国家的な役割を担うことになるのである。アメリカが世界の警察になり、中国が世界の
生産工場になり、日本は世界の金庫番になる、というような形での国ごとの役割分担を担うことができるよう
になれば、日本の存在価値は非常に大きくなり、もちろん、それに関わる仕事が日本を潤すようになるは
ずである。 
 上記の提案をまとめれば、次のようなアクションを実行することが今求められていることになる。 
 １０年から２０年後に全く新しい金融コンピュータシステムを実現することをミッションとした公的な研究所
を設立し、集められる限りの金融情報を集め、力のある経済物理学の研究者、従来の金融工学に飽き足
らない意識の高い金融工学の研究者、金融実務経験者、コンピュータ技術者を時限付でも海外からでも
かまわないので雇用して、一箇所に集め、研究を進めさせる。数年ごとの進捗状況のチェックで成果が思
わしくない場合は、解散することも視野に入れて、上記の最終目的に向かって、集中的に研究・開発を進
める。現在、為替の変動だけで、日本は年間１兆円程度の損を出していると見積もる人もいる。このような
金融研究に公的なお金を使うことに対する社会的な合意は得やすいものと考える。 
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経済変動の予測技術 
 
京都大学 経済研究所 複雑系経済研究センター 教授 西村和雄 
 
１．現状分析 
経済学は、アダム・スミスによって始められ、ケンブリッジ学派のマーシャルにより精緻化され、ローザン
ヌ大学のワルラスが複数の財の市場の相互依存の関係を表現した上で、財の一般均衡を数学的なモデ
ルで表した。二〇世紀に入って経済学は更に発展し、一九三〇年代以降のサミュエルソン、ヒックスなど
の仕事から今日まで、経済学では数理的理論が主流となっている。 
経済学では利潤、効用、社会的厚生の最大化を論じ、数理科学として発展してきたが、単に数学を応
用しているだけではない。経済学での必要性から新しい数学の分野が生まれてもいる。非線形計画法と
して経済学者によって発展させられている。また、均衡マクロ経済動学で用いられる無限の将来までの最
適制御問題は、経済学特有のものである。 
従来の経済モデル、それも動学モデルから導かれる結果の多くは、市場メカニズムがうまく働く限りは、
安定的な動学経路が得られるというものであった。非線形モデルを用いてはいたけれど、線形モデルで
近似でき経済予測も可能なモデルであったのである。しかし、現実には景気は変動し、好況と不況を繰り
返している。これに対する経済学者の立場は、一つは、景気の変動は経済外的要因に左右されるという
ものである。太陽黒点の変動、気象や戦争などが経済外的要因の例である。更にすすめて、そのような経
済外的要因がなければ、政府の政策の誤りのみが不況をもたらす、政府は貨幣供給量の伸び率を一定
に制御するだけにして、市場に介入することをしなければ、ほぼ安定した成長ができるというのである。こ
れは、合理的期待学派あるいは新マネタリストの見解である。 
一九三〇年代の大恐慌の後、経済学者は不況から脱出する処方箋かあるいは恐慌の原因を説明する
理論のどちらかを模索していた。前者が、市場にまかせるだけではなく、政府が好況期にインフレを抑え、
不況期に需要を喚起するという積極的な経済政策を行なわなければならないというケインズ経済学を生
みだし、後者が景気循環理論を発展させた。政府の積極的な役割を重視するケインズ経済学は、今日ま
で大きな影響を与えてきた。一方、景気循環理論は、サミュエルソン、ヒックス、カルドア、グッドウィンを中
心とする人々によって研究されたが、一九五〇年代を最後に忘れ去られていった。これには、何より一九
五〇年代までの景気循環理論は、市場メカニズムがモデルに反映されない一般性を欠くモデルに基づ
いていたという理由が大きかった。一方、その後主流となる経済動学理論では、市場メカニズムに基づい
てはいたが、景気循環を説明することができていなかった。したがって、景気の変動を起こすのは、経済
以外の要因であるとされていた。これは、外生的景気循環理論とよばれる。 
上述の通りいくかの学説が経済の動きを説明しようと試みているが、どの考え方が最もうまく経済を表現
するものであるかは実証的な問題である。更にどの学説に基くにせよ、たとえば翌年の経済成長率の予
測といった定量的な予測をする上では、学説から得られるモデルが含む未知数（パラメータ）の値を知る
必要がある。そのためには通常、まず経済モデルから得られる含意と観測可能な変数を考慮しつつ計量
経済モデルを構築し、データを用いてそこに現れる未知数（パラメータ）の推定を行う。最後に、その推定
結果に依拠して予測を行うという手続きが取られる。 
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経済変動他何らかのマクロ経済予測に際しては、現在まで主として２種類の計量経済モデルが採用さ
れてきた。いわゆる同時方程式モデルに基くものと VAR（ベクトル自己回帰）モデルなどに代表される時
系列モデルに基くものである。いずれにせよ、まずモデルの中の未知パラメータを推定し、その結果を用
いて予測を行うという手続きが取られる。前者においては、ある程度経済モデルから得られる知見を組み
込んだ形で計量経済モデルを構築する。それ故そこに現れる未知パラメータは多くの場合直接的に経済
学的意味を持つことが多く、したがって推定結果から経済学的含意を引き出すことが容易である。 
それに対し、後者は実際の変数の相互作用のメカニズムはブラックボックスであると割り切り、ある意味
工学的に変数の変動を記述する時系列モデルを推定するものである。そこでは多くの場合個々のパラメ
ータに経済学的意味付けが可能であるとは限らず、推定されたパラメータの値から既存の経済理論との
整合性を直接調べることは容易でない場合が多い。同時方程式モデルの誘導形が VAR モデルになると
いう意味で解釈が可能であるため相反するものではないとも言えるが、それぞれに利点、欠点があり、ど
ちらの手法が良いかに関しては多くの議論がなされており、特に決着を見たとは言えない。またそれらの
良いところを組み合わせる折衷案的な計量経済モデルも提案され、実証研究に用いられている。 
他方、近年データの整備、コンピュータの計算能力の進歩と共に個票データを用いたクロスセクション
あるいはパネル分析が徐々に増えつつある。以下にも触れる還元主義的アプローチにおける集計問題と
いったような難題もあって、そのようなデータ、手法を用いて一国のマクロ経済に関する分析を行うという
試みは少なくとも現状ではほとんどなされていないが、より狭い範囲を対象とした分析においては有効な
手法となっている。労働経済学においては、賃金の分析に関して比較的古くからそのような手法を用いら
れており一定の成果をあげている。また、この分野では家計の消費支出に関する分析も数多くなされてい
る。他方、近年発展の著しい分野の一例としては、マーケティングの分野において、個人データを用いた
分析から、どのようなタイミングでどのようなダイレクトメールを郵送するのが効果的な戦略であるか、といっ
た問題への適用が試みられている。 
また、コンピュータの計算能力の進歩により、より複雑なモデルが推定可能になってきている。簡単な
線形モデルであれば最小２乗法により推定できるが、非線形モデルの推定には、通常、最尤法と呼ばれ
る方法が用いられる。それは、確率の高いことは起こりやすい、裏返して言うと起こったことは確率の高い
ことのはずであるという考え方に基いて、得られデータが生ずる可能性が最も高くなるようにパラメータの
値を定める方法である。技術的には、同時密度関数をパラメータの関数と見たものを尤度関数と呼ぶが、
それをパラメータに関して最大化するという手続きを取る。この方法は、一定の条件を満たす限り漸近的
な性質（データの数が多いときの性質）が最もよいことが知られており、統計学においては最も優れた推
定方法であるとされている。しかし、モデルが複雑になると共にその手法は尤度関数を求める際の困難さ
が増し、そのため実際には最尤法を適用できないことが少なくない。そのような場合の推定法に、例えば、
一般化積率法（Generalized Method of Moments; 以下、略して、GMM）と呼ばれる簡単な推定法がある
が、この方法は最尤法よりも簡便である一方、統計的な性質の面では最尤法より劣ることが知られてい
る。 
そこで、近年、シミュレーションによって尤度関数や分布を評価するという方法に注目が集まっている。
一つは、Importance Sampling と呼ばれるシミュレーションの手法である。それは、モデルの複雑さのため
に尤度関数を解析的に求められず、最尤推定ができない場合に、シミュレーションを通じて近似的にそれ
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を求め、求めた関数を最大化するようにパラメータを推定するという方法である。この方法は、シミュレーシ
ョンによる最尤法 （Simulated Maximum Likelihood Method; 以下、略して、SML）と呼ばれる。もう一つは、
マルコフ連鎖モンテカルロ （Markov Chain Monte Carlo; 以下、略して、MCMC）法を用いたベイズ推定
法である。SML にせよ MCMC ベイズ推定にせよ、GMM のような簡単な方法に比べると、かなりの計算時
間やメモリーを要するが、コンピュータの計算能力の進歩により、実用可能になり、注目を集めるようにな
ってきた。 
シミュレーションを必要とするのは通常の計量経済モデルにおけるパラメータ推定だけではない。金融
工学の重要な分野にオプションがあるが、オプションの理論価格を求めるためには、満期におけるそのオ
プションの価値の期待値を求め、それを安全資産の金利を使って現在価値に割り引けばよい。オプション
価格の導出に通常用いられるブラック=ショールズモデルでは、満期におけるオプションの価値の期待値
は解析的に求めることができるが、このモデルは原資産価格の変動にいくつかの強い仮定を置いている。
例えば、現資産価格変化率の標準偏差が満期まで一定であると仮定しているが、実際のデータを見れば
その仮定は満たされていない場合がほとんどである。このような場合には、現状では満期におけるオプシ
ョンの価値の期待値を解析的に求めることができず、シミュレーションによってそれを評価する必要せざる
をえない。そのシミュレーションは非常に計算負荷が高いが、近年のコンピュータの計算能力の進歩に加
えてシミュレーションの技術自体もより高度なものが開発されており、満期におけるオプションの価値の期
待値をかなり正確に計算できるようになってきている。今後、コンピュータの計算能力やシミュレーション技
術がさらに進歩し、計算時間が飛躍的に短縮されれば、実務でもシミュレーションによる計算法が用いら
れるようになってくるものと予想される。 
SML や MCMC ベイズ推定法のようなシミュレーションに基づく推定法は、現在は、複雑なモデルを扱う
ことの多い金融工学を中心に用いられているが、それは今後、他分野にも波及していくものと予想される。
いわゆる線形モデルの範囲内では、それほど高度な統計的手法を必要としないが、複雑な非線形のモ
デルを扱う際には、そのような手法は非常に重要かつ有効である。実際、既に景気動向指数や景気の転
換点の推定にも MCMC ベイズ推定法が応用されている。また、単に研究者の間だけでなく、今後は実務
家や政策当局の間でも用いられるようになってくるものと思われる。例えば、MCMC ベイズ推定法を用い
ると、パラメータの推定とカリブレーションを同時に行えるため、欧州中央銀行では、MCMC ベイズ推定法
を用いて、さまざまなショックが景気変動にどのような影響を与えるかを分析している。 
 
２．発展シナリオ 
（１）現代経済学の一般化 
景気循環は経済成長の一つの形態である。成長が止まればゼロ成長、不況が起こればマイナスの成
長である。モデルを変えてしまえば循環が説明できることはわかっている。しかし、景気循環が生じるモデ
ルは、経済成長モデルと同じものでなければならない。 
複数の産業の生産関数を集計化して、経済全体での社会的生産関数を導出すると、変数間に強い非
線形性が生じる。しかし、従来のマクロ経済学で用いられてきた、ソロー型と呼ばれる集計的生産関数は、
集計的とはよんでいても、集計化に伴って生じる非線形性を反映していなかったので、循環を説明できな
かった。ベンハビブと西村(1985)の論文で、経済の二部門のモデルに限るなら、各部門の資本・労働比
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率の大小、すなわち要素集約度によって、成長経路が単調であるか、循環するかが決まることを明らかに
された。このように、外的ショックがなくとも経済内の要因で生じる景気循環を内生的景気循環と呼ぶ。 
これまでの科学では、一つの現象を研究するに当たって、対象をできるだけ小さな単位に分割してゆき、
その原因を見つけるという方法をとってきた。これを還元主義的方法と呼ぶ。生物学では、分子生物学、
経済学ではミクロ経済学がこれに当たる。ところが、個々の要素を積み上げていっても、全体の動きを説
明することは出来ない。これは、難しいがゆえに集計問題と呼ばれる。そこで、生物では形態を、経済学
では一国経済を一つのものとしてみるマクロ的方法が用いられてきた。しかし、マクロ的方法では個々の
要素がどのように全体に関与するかが明らかではない。 
また、一九九〇年代に入って、これまでのマクロモデルに情報の不完全性や外部性を加味した経済理
論では、外部性から生じる収穫逓増が主に研究されている。しかし、ここで複雑な動学を説明する要因は、
収穫逓増よりもむしろ外部性である。外部性は、カオスのような複雑な均衡動学を生む一方、多数均衡経
路からくる均衡の不決定性、したがって、その実現が人々の予想のあり方に依存するサン・スポット均衡な
どをもたらすことが知られている。更に、エージェント間の戦略的行動を加味することも可能である。このよ
うにして、経済システムは、市場を通じる相互依存、外部性を通じての相互依存、戦略的行動を通じての
相互依存と、エージェントを繋ぐいくつものネットワークをもつ。このネットワークの分析が、これまでの非線
形均衡動学や新しい成長理論をより一般化する経済分析の全包括的方法というべきものであり、今後十
年間の重要な研究対象の一つである。 
 
（２）複雑系経済学の可能性 
一般的には、カオス、自己組織化、創発、秩序と無秩序、自己組織化臨界などを示すシステムを複雑
系と呼んでいるが、複雑系の科学は幾つかの異なる科学的方法の集合体である。強いて定義するなら、
カオス、フラクタクルなどの複雑力学系、そして、個がネットワークによって関連する複雑適応系、そして、
人工知能などである。複雑適応系の特徴は、第１に、個を結ぶネットワークが存在すること、第２に、個を
規定する単位とネットワークが例えば細胞、組織、期間、個体、集団と複数の層に分けられること、第３に、
システムが変化をもたらし、その変化が、個の分析では説明できないことなどである。 
 これまでの還元主義的な方法で説明できなかった創発、進化、自己組織化などの現象は、経済でいえ
ば、企業の発生、変革、地域経済の発生などのことであるが、そのそれぞれが切り離して論じることの出
来ない概念でもある。要素が互いに干渉しあうネットワークである複雑系は、必然的に動学システムとなる。
国際地域経済の盛衰などは、経済史の対象とされてはいても、経済理論の対象となる問題ではなかった。
それを数理モデルで、解析的にあるいはコンピューターでのシミュレーションで分析することが期待でき
る。 
 カオスは数学モデルとしては非線形動学方程式で表現されるが、そのような非線形のメカニズムはこれ
まで経済学における実証分析上ほとんど扱われて来なかった。実際に用いられる計量経済モデルの多く
は線形関係を仮定したものであり、その主たる理由は推定、検定等の統計的推測の際の簡便さ、結果の
解釈のしやすさといった技術的なものであった。 
 しかし、近年自然科学、社会科学を問わず様々な分野において非線形時系列モデルの有用性が指摘
されるようになり、それと共に多種多様な非線形時系列モデルの推定、検定法が開発されてきた。計量経
 本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 769
済学においても主に金融データの解析を目的として現在そのような手法に関する研究が急速に進められ
ている。この流れは当分続くと考えられ、少なくともその一部は例えばある経済時系列がカオス性を有す
るか否かといった問題をデータから検証するといった分析に応用する方向へ向かうと期待される。 
 他方、ノンパラメトリックな統計手法を用いて同様の問題を扱う手法も開発されつつある。ノンパラメトリッ
クな方法は変量間に線形関係といったような特定の関数関係を仮定することなくデータを解析する手法
であり、データが実際にはどのような非線形関係を有するかが事前に明らかでない場合には極めて有力
な手法の一つである。具体的には、時系列データからリアプノフ指数をノンパラメトリック推定し、その値か
ら系列がカオス的であるかどうかを調べるといったものである。このような方向の研究も複雑系の実証分析
において今後飛躍的な発展が見込まれる。 
 フラクタルを特徴付ける一つのキーワードに自己相似性があるが、これは部分と全体の構造の類似を表
現している。複雑系が経済事象をうまく記述するならば、その性質を用いた計量的分析が可能であろう。
現状では、分析の対象と活用するデータによってミクロ計量経済学、マクロ計量経済学といった棲み分け
がなされているが、自己相似性が存在するならばそれは決して得策ではない。なぜなら、ミクロデータに
マクロ経済に関わる情報が内包されており、その逆もまた真だからである。明示的にこのような考え方に依
拠する計量経済分析は見られないのが現状であるが、長期的展望として少なくとも一部の計量経済学分
野では複雑系経済学の進展と共にこのような方向の研究も実現する可能性がある。 
 
（３）学際的研究 
現在のところ、経済学の分野は、社会科学のなかで複雑系分析を効果的に導入し、成果をみている唯
一の分野である。社会、経済システムにおいては、認知、学習、遺伝を通じての個々の要素の変化が、シ
ステム全体の適応と進化を駆動するという現象がしばしば観察されることが知られており、生物学、物理、
工学など他の研究分野とも関連し、経済分析を要とした複雑系の学際的研究を発展させることが期待で
きる。 
これによって進められる学際的研究活動は、相互依存性と自己組織化に関する研究である。多数の主
体からなる経済の循環現象を分析するためには、主体間の相互依存が内包する、カオス的変動の発生と
消滅のメカニズムを解明する、経済の自己組織臨界現象の研究が不可欠である。この研究によって、多
部門経済と多数均衡の関係、高次元カオスに関する多くの研究成果が得られることが期待できる。そして、
それは、多様な社会・経済問題、たとえば日本における東京一極集中と産業空洞化、またアジアにおけ
る波状的な国際産業移転などの諸現象を統一的に理解することを可能とし、様々なレベルにおける地域
経済の諸現象を予測する上でも、また有効な政策決定のためにも大いに役立つものと期待される。これ
は、物理学・工学分野の研究者との連携を図ることが有効な分野である。 
計量経済学的な見地からは、非線形モデルに基く推定、検定法やモデルの仮定をできるだけ弱めると
ころから出発するノン・セミパラメトリック法といった統計手法は複雑系を含む非線形動学体系に関する実
証分析上重要な役割を占めている。それらの手法は経済学のみならず、自然科学、社会科学のあらゆる
学問分野において当該分野に適した形で進められているのが実情であるが、異分野の研究者が協力・
連携して分野横断的に統計手法の研究を行うことは研究遂行上の効率性を著しく高める効果があると思
われる。海外には統計学部が設けられている大学も少なくなく、そういった組織が中心となってうまく連携
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して研究成果を挙げている例もある。必ずしも統計学部を設置することが必要であるという判断に直結す
るものではないが、何らかの形で学際的な統計科学の研究体制を組織することは極めて有効であろう。 
MCMC法を含むシミュレーションの方法の開発は主に工学系の研究者が研究を行っており、またそうし
た方法の応用となると、自然科学、社会科学のあらゆる学問分野の研究者が行っている。そこで、今後は
そうした分野の研究者との共同研究も重要になってくる。 
 
（４）行動誘因のミクロ分析 
経済の戦略的相互依存関係でも、多くの未解決な問題が残されている。ミクロレベルでの人間の認知
と意思決定、特に、利己主義、利他主義、互恵主義などの行動誘因の特性、認知と期待形成のメカニズ
ム、限定合理性などの経済行動の基本前提を分析できる人間の意思決定モデルの拡張、戦略的行動の
進化と学習のダイナミックなモデルの開発をすすめ、目指す新しい研究、また、理論と実験のフィードバッ
クを可能にする分析枠組みなど、組織と制度、市場メカニズムと公共意思決定プロセスを包括する経済シ
ステムの戦略的相互依存関係を統一的に解明する一般理論を発展させることになろう。 
そのためにも、従来の経済モデルにおける経済主体の行動様式の仮定の再検討という観点から、経済
主体の行動原理を解明するため、人間の意思決定の研究について、仮説、実験、調査を交えて、方向付
けをすることで、経済学における人間の行動様式の前提の根本的な再検討を行うための基盤構築がなさ
れるであろう。認知のメカニズム、合理性、戦略的行動を分析し、実験、調査を解析へ結びつけるのであ
る。 
経済主体の戦略的行動決定の解明に関しては、極最近になって、そこで得られている均衡概念やそ
の前提となる個人の行動決定原理の妥当性を統計学的に精緻な手法を用いて調べる研究が始められた。
この分野は、例えばネットワーク内での個人の戦略の選び方に関して最も現実味のあるモデル、あるいは
均衡はどのようなものかという問いに対する解答を与える可能性を有し、今後１０－３０年間に大きく進歩
を遂げるものと思われる。この分析において、現状では実験経済学の結果を用いざるを得ない。しかし、
実験経済学自身も未だ様々な問題をかかえており、信頼性に多くの疑問が投げかけられているのが実情
であり、この分野の進歩の状況も重要な要因になるであろう。 
 このような個々の行動原理を調べることを目的とするミクロ計量経済分析が有する意味は、それだけにと
どまらない可能性を秘めている。それは未来の投薬のあり方に例えることができる。これまでは万人にそ
れなりの効果がある投薬を行ってきたが、現在急ピッチで進められているゲノム解析の成果を用いて個々
の特徴を知ることにより、その個に特化した投薬がなされるようになる。同様に、これまでマクロ経済という
おおまかなくくりでのみ効果のわかっていた政策も、それに対する個の反応をより詳細に調べることにより、
一つの政策がどのような個人あるいはグループに対してどのような効果を有するかを予測する際に有効
な情報を提供する可能性がある。 
 
（５）データの蓄積 
今後の経済学の発展を見通す上で、特にマクロ実証分析上重要な事実は、時間とともにデータが蓄積
されてくるという点である。現状でもある程度信頼性のあるデータはいずれの国においても高々数十年で
ある。例えば２０５０年には標本数はおよそ倍増し、統計的推測の信頼性は大きく高まる。その際に分析に
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とって重要なことは、変数の定義等に関してデータの経時的整合性が保たれていることである。分析ツー
ル自体もより現実に適合したモデルの開発、効率性の高い統計手法などの開発が進んでいると思われ、
既存方向の延長線においては地味ながら一定の成果があがるであろう。 
 ミクロデータ、パネルデータの整備は近年著しいが、これらのデータに関してもより一層の整備が進むこ
とが期待される。これらの整備により、多種多様な計量モデルやその推定法が提案され、実証分析に用
いられて、上にも触れた通り労働経済学、マーケティングといった分野では大きな成果を挙げている。こ
れは主として諸外国においてであり、わが国では官庁データの利用が厳しく制限されている。そのため、
他国に比して実証分析には大きな不利益となっており、その公開が急務である。希望的観測も含めて中
期的にはかなりのデータが学術的利用目的で公開されていると思われるが、そこから更にミクロ計量経済
学、パネル分析の発展が見込まれる。 
 金融工学では、近年、欧米を中心にティックデータと呼ばれる一日の中の値がつく度のデータが用いら
れるようになってきている。それによって、一日の中の時間帯や取引の仕組みによる価格変動の特性の
違いが明らかになり、マイクロストラクチャーと呼ばれる新たな研究分野を生み出している。また、Realized 
Volatility と呼ばれるティックデータを用いた新たなボラティリティの推定法も提案されている。日本でも最
近こうした分野の研究が行われるようになってきているが、日本ではティクデータは整備が欧米に比べ遅
れている。日本の株価のティックデータは最近になってようやく日経 QUICK が販売するようになったが、
固定長データであるために使いにくく、必要なデータだけ取り出せるようにデータベース化する必要があ
る。また、取引時間が１分刻みになっており、秒まではわからない。これはそもそも東京証券取引所が分し
か公表していないためであり、これでは欧米で行われている取引の時間間隔に関する分析は行えない。
今後はそうしたより細かいデータについても公開されることが望まれる。 
 
３．日本のとるべきアクション 
（１）日本が先行する研究を重点的に助成 
日本が先行する研究を重点的に促進。複雑系経済学は、日本人研究者が先駆的業績を残し、現在も、
先駆的研究を行っている分野である。計量経済学、金融工学でも、日本人研究者が活躍している。現在、
世界の経済学者の多くが、これらの新しい経済理論について精力的かつ競争的に研究を推し進めてい
る。しかし、日本人研究者の層が薄いことは否定できない。日本が先行する先端分野に集中的に助成す
ることで、世界の経済学における日本の位置づけを決定的に優位にすることが必要であろう。 
 
（２）国家レベルの研究体制 
産学官連携によって、複数の大学研究者と官、民の研究所の研究者が、自由に共同研究を行える、共
同利用が可能な学術的中核センターを先端経済理論の分野において、設立する。 
 
（３）研究・教育ネットワーク 
若手研究者を育成するために、一定の基準をクリアした大学院生が、（１）あるいは（２）に属する卓越し
た研究者から指導を受け、単位とし、論文も書くことができるような、大学院教育のネットワークを作成する
ことが必要である。 
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（４）学際科学センターの設立 
今後一〇年間、経済理論は、先端的な手法を用いて、経済社会問題を解析する数理科学として確立
されてゆくであろう。世界の経済学、統計学､生物、工学､コンピュータサイエンス､数学などの学界、およ
び産業界とのインターフェイスの場として、研究拠点を形成することが焦眉の急である。 
これまで、学際的共同研究とは、異なる分野の研究者が同じ場に集まる、あるいは同じプロジェクト
に参加するにも関わらず、ともすれば、それぞれが別個の研究をしがちであった。それと較べるなら、
複雑系のもつ学際性は特筆に値する。エージェントの間の幾重にも重なるネットワークは、経済、生物、
自然界に共通に見い出される。それゆえに、複雑系は異なる分野の研究者が共同で働く場を提供し
てくれる。そのためにも、複雑系経済学を核とする、学際的研究センターを設立することが望まれる。 
 
本シナリオは、東京都立大学経済学部渡部敏明教授および京都大学経済研究所西山慶彦助教授との
共同執筆によるものである。 
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少子社会における「次世代」の心身健全育成 
 
杏林大学 医学部 教授 別所文雄 
 
 少子化とそれに伴う我が国の将来を待ち受けていると思われている危機については十分な認識が行き
渡り、各方面で様々な議論がなされており、少子化社会対策基本法を初めとする立法処置もなされてい
る。それにもかかわらず、合計合計出生率は低下を続け、1.29（2003 年） という数字が発表されている。
様々な議論と取組にもかかわらず出生率の低下に歯止めが掛からない理由については様々な考えや意
見が表明されているが、その主な議論と取組は、少子化による我が国の経済力、国力の低下といった面
のみに関わっている。しかし、半世紀ほど以前には、欧米先進国の豊かさに対するわが国の貧しさの原
因としての、人口密度の高さの弊害が言われ、産児制限の必要性が叫ばれていた。言ってみればそのよ
うな世の中の流れのいくつく先として現在の状態があるのではないか、それでは果たして本当に少子化
はまずいことなのであろうかという点についても検討を進める必要がありそうである。人口分布の地域的な
不均衡はともかく、国全体の人口密度がかって望まれた状態に近づいているのならば、少なくとも、国力
の問題から離れて、少なくなったこどもの立場に立った議論と取組がなされてしかるべきではないかと思
われる。 
 少子化の経済効果の観点から離れて、少子化の下におけるこどもの在り方についての議論が必要であ
る。このシナリオにおいては、このことを小児に関する医療の面で、特に次世代の心身健全育成という観
点から論じてみたい。 
 
１．現状分析 
 医療技術の発展は著しく、その成果は小児医療の様々な面にもみられている。かっては流産として扱わ
れていた在胎 22 週未満の児も新生児集中治療によって生存が可能となっており、今後ますますその生
存可能性は高まるものと思われる。しかし、様々な臓器が未熟なまま胎外の世界に出てきた児は、胎外に
おいて成熟を待つことが現状では極めて困難であり、そのために様々な臓器に、特に肺、中枢神経系、
眼などに障害が残ってしまう。不妊に対する生殖医療の発達も著しく、不妊に悩む夫婦の間に子ができる
可能性も高くなっているが、子が出来る可能性は多胎となる可能性を伴っている。そして、多胎は胎児や
妊婦のみならず、出生後の子にも、両親にも大きな負担をかけることになる。疾患治療の技術の発展も著
しい。たとえば、小児がんはその約 70%が治癒可能となっている。しかし、治癒の代償も小さくはない。治
療強度の増強によっていたこれまでの治療戦略では、既にその代償も大きく、治癒後の生活期間が長い
小児にとっては、成人の場合とは異なった無視できない様々な問題を抱えている。治療の強度を高める
ことによる治癒率の向上は限界に近づいてきており、また治癒可能な小児がんの一部にとっては治療強
度が過剰である可能性もある。不可逆的な変化を受けた臓器をもった患児にとって、その臓器を他の個
人の健康な臓器で置き換える臓器移植は現在では唯一の治癒の可能性をもたらす方法である。しかし、
生命維持に必須の単一臓器の場合、臓器の提供者としては脳死者を選ばねばならない。また、造血幹
細胞移植の場合には、移植前治療、拒絶、宿主対移植片反応などが時に致命的になることがある。高い
成功率を誇る小児の造血幹細胞移植の治療成績も、長期的には合併症のために低下していく傾向にあ
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り、さらに生活の質（quality of life、QOL）の観点からも問題が大きい。 
 先天異常の内、先天代謝異常や原発性免疫不全症候群の一部は酵素補充療法や造血幹細胞移植に
よってある程度の改善が得られるようになっているが、補充療法では、補充すべき酵素が極めて高価なう
え、生涯にわたる継続が必要であるため不十分な QOL が問題であるし、造血幹細胞移植では、死を含
む合併症の危険がつきまとっている。 
 問題のない形で出生し、生命にかかわるような疾患にも罹患しない子どもにとって、成育環境との関わり
によって生じる異常、即ち事故の問題は生命を脅かすものとして重要である。小児の死亡原因としては、
先天異常に次いで多いものが事故であり、小児、特に乳幼児の生活環境の改善が重要な課題である。 
 身体的問題と並んで、子どもの健全な精神的発育の問題も少子化について考えるとき避けて通れない
ものである。特に、この問題は、少ないこどもの健全な発育をはかるといった問題としてばかりでなく、少子
化の結果生じる精神的発育上の問題としても重要なものである。しかし、この点については問題の解決の
みならず、その認識についてもようやくその端緒についてばかりである。 
 以上のような諸問題を抱えた小児医療が今後どのように展開していき、それらの問題がどのように解決
されていくと予想されるか、あるいは解決されていくべきかを考えてみたい。 
 
２．30 年後の展望 
（１）多胎を伴わない不妊治療 
 この問題解決そのものは産科技術の問題であるが、多胎が単胎に比し母体のみならず出生する児にと
っても多くの健康問題をもたらすため、新生児の健康管理を行う小児科医にとっても大きな関心事であ
る。 
 多胎を防ぐためにの一方法として減数手術があるが、これには倫理的に大きな問題があり、可能な限り
多胎そのものの発生を防ぐことが必要である。不妊治療には、ゴナドトロピン療法と体外受精胚移植法を
始めとした生殖補助医療 ART がある。前者による胎以上の多胎の割合が減少していないのに対して、
ART による胎以上の多胎の割合が減少しており、これは移植胚数を減数している効果によるものと考え
られている。一度に移植する胚数を多くするのではなく、一度に移植する胚数のさらに減らし、余剰胚を
凍結保存して移植が失敗した際に備え、移植回数を増やすことにより総合的な成功率を減じることなく移
植胚数を減らすことができることが既に示されており、数年後には多胎妊娠を伴わない不妊治療が一般
化する可能性がある。 
 
（２）未熟新生児の胎外での成熟法 
 在胎 22 週という著しい早期に胎外に出た児は、環境に適応するには様々な臓器が未熟である。胚の未
熟性によるサーファクタント欠乏のための呼吸窮迫症候群は、人工サーファクタントの導入により治療可
能となっているが、高濃度の酸素の下での生活は、酸素による毒性のために組織を様々に傷害する。特
に、未熟網膜症による失明に至る視力障害、慢性肺疾患による人工呼吸器依存などは避けることが不可
能に近い。未熟な肺が高濃度の酸素に曝されることによる肺障害は、高頻度振動換気の導入によっても
避けることが困難である。 
 人工的に胎内と同じ環境を作ることによって、このような著しく早期に妊娠が中断した結果生まれてくる
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児の成熟をはかろうとする試みがなされている。このような試みである人工胎盤の開発には、既に 50 年近
くの研究の歴史があるといわれるが、少なくとも動物実験の段階ではようやく安定した成績が得られるよう
になってきており、500 時間を超える哺育の成功が報告されている。長期哺育の成功の過程で、新たな解
決すべきいくつかの問題点も明確になりつつある。これらの問題点も比較的具体的なものとなりつつあり、
遠くない将来の解決が期待される。 
 
（３）胎児の健全な発育を阻害する要因の解明とその除去による小児期の疾患の発生の予防 
 催奇形因子への体内での暴露による小児の疾患が多く知られているが、一見明らかでない様々な因子
が、小児期に発症する意外な疾患に関係していることが明らかになりつつある。疾病登録の確立に基づく
疫学研究の発展により、これらの因子の同定とその生物学的機構の解明によりそれらの疾患を防ぐことが
出来るようになる可能性がある。 
 妊娠中の葉酸の欠乏による中枢神経系の奇形の発生と、葉酸投与によるその発生の予防可能性など
はその一例である。さらに、小児の白血病の多くは胎児期にその起源を有していることが明らかになって
きており、遺伝子変異、染色体転座などをもたらす何らかの因子の関与が考えられている。トポイソメラー
ゼ抑制物質は自然界に多く分布しており、胎内でのこれへの暴露が MLL 遺伝子異常を伴う乳児白血病
の発生に関与しているのではないかといわれているが、今後このような関係をさらに明らかにし、それらを
避ける工夫をすることにより、関連する疾患の発生を予防することが可能となるものと思われる。 
 
（４）臓器移植に代わる人工臓器の開発と器官・組織の再生 
 心臓などのように機械的な働きが主な機能である臓器については人工臓器によって置き換えることは部
分的には実用化している。しかし、人工心肺、人工心臓などは装置が人体からみて巨大であり、短時間
の補助装置としての役割りが可能であるに過ぎず、日常生活を可能にするにはほど遠いのが現状である。
これらについては、装置の小型化、エネルギーの補充方法の改善がどこまで可能かが実用化の鍵である
が、電気的活動がその機能である人工ペースメーカーのようになる可能性はこれから数十年の期間では
考えられないかもしれない。 
 他方、人工臓器でも支持機能が主な人工関節や骨の場合は、機能が単純であるため、すでに日常的
なレベルで実用化しているが、耐用性の問題のほか、小児では成長発育の面からは極めて不十分である。
この点の克服には再生医療の役割が大きいものと考えられる。再生された器官組織が正常の機能を発揮
するためには、組織を形成する細胞、その細胞の増殖・分化の場となる足場材料、組織再生過程におい
て細胞の増殖・分化をコントロールする細胞増殖因子のつがそろっていることが必要である。このことは、
実質細胞の増殖は可能でも器官としての機能を担う解剖学的構築が出来ないために生じる肝硬変など
を見れば明らかである。組織を形成する細胞については、その増殖に必要な条件は既に様々な細胞に
ついて可能となっているが、足場、増殖・分化をコントロールする因子についてもここ数年で著しい発展を
みており、今後数年から十数年の間に実用化が実現するものと思われる。 
 再生医療については、ES 細胞のように全く未分化な幹細胞を用いる方法と、分化した細胞をそれが機
能する場において分化した細胞として増殖させる方法とがある。その中で、造血幹細胞に代表されるよう
な、ある程度の分化が進んだ、多分化能を有する幹細胞を利用する方法は、再生医療の領域の中でも
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最も進んでいるものである。特に造血幹細胞移植では、造血幹細胞の試験管内での増殖、腫瘍細胞の
混入を最小限にするための腫瘍細胞の除去、あるいは幹細胞の選別などの技術はほぼ確立されており、
それらの操作の自動化が達成されれば数年内に実用化されるものと思われる。 
 ES 細胞やそれに準ずる未分化な幹細胞を利用する方法は現在急速に発展しつつあるが、増殖と分化
を制御する技術の確立により、安全で効率のよい再生医療が実現するものと思われる。さらに、倫理的に
問題の多い ES 細胞に代わる、それに準じた未分化幹細胞が精巣から発見されているが、その様な細胞
の供給源の探索が進みその利用が促進されれば、遺伝子導入との組み合わせにより、10 数年の時間的
経過で内分泌疾患、凝固因子欠乏症、その他の種々の先天性細胞機能異常症の医療にも大きな革新
がもたらされるものと思われる。 
 
（５）遺伝子治療 
 遺伝子治療には、責任遺伝子を導入することにより、欠陥がある、あるいは欠損した遺伝子を有する細
胞を正常化する狭義のものと、生体の治癒力を補う目的で行うものとがある。がんの遺伝子治療は、すべ
てのがん細胞の遺伝子を正常化することは原理的に不可能であり、何らかの形で生体の治癒力を補う形
の遺伝子治療のみが可能ではないかと思われる。これに対して、先天代謝異常や、原発性免疫不全症
候群の場合には文字通り欠損した代謝関連遺伝子を導入することにより個々の細胞を正常化する本来
の遺伝子治療が有効であるはずの疾患である。しかし、いずれにしても現在の遺伝子治療の問題点は、
遺伝子の導入効率の低さである。化学的あるいは物理的方法によるトランスダクションは感染性のあるベ
クターを使わないことによる安全性はあるものの、導入効率はよくない。他方ウイルスベクターを使用する
トランスフェクションは、導入効率は比較的よいものの、感染性のために安全面で問題がある。実際、これ
による感染事故が発生している。安全で効率のよい遺伝子導入技術の開発には、連続的な進歩よりも何
らかの画期的な転換が必要と思われるが、現在の急速なこの方面での発展を考えると 10 年程度の後に
は実用的なレベルの技術が開発されるのではないかと期待される。 
 
（６）治療の個別化 
 現在、様々な疾患の治療に関して、特に薬物療法について個人差が問題になっている。それは、薬物
の代謝に関する酵素をコードする遺伝子の多形が存在することによる。このことは、特に効果毒性比の小
さな抗腫瘍薬の使用に際して重要である。さらに、腫瘍細胞の側からみると、病理組織学的に同一腫瘍
であっても薬剤感受性が異なることはよく知られている。従って、治療の個別化を行うとき、つの面での個
別化が必要である。 
 個体の側からの個別化として、これまでは主に骨髄抑制を指標に薬剤のタイトレーションを行い、最大
耐容量を使うことが行われてきた。近年、薬剤血中濃度を測定し、安全な有効域に薬剤濃度を維持する
ように投薬量を調節する試みがなされ、この方法の有効性が証明された。現在は限られた薬剤について
の試みであるが、この方法が実用化することにより、より安全で有効な化学療法が可能になるものと思わ
れる。さらに、遺伝子多形により、薬剤代謝に関係する酵素活性が異なることが知られ、予め投与量を調
節し得る可能性も示唆されている。 
 腫瘍細胞の側からの個別化として、試験管内での薬剤感受性試験に基づき薬剤を選択することが可能
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となっている。薬剤感受性試験は、現在は主に再発例について有効な薬剤を選択するために行われて
いるが、治療の初期から感受性を調べ治療の個別化をはかることも可能である。 
 現在の治療は、治療強度を強化する面では限界に達しており、その打開に向けては分子標的療法のよ
うな治療の革新が必要であるが、他方、一部の腫瘍に対しては現在ほどの治療の強度は不要である可能
性もあり、その減弱化が求められている。現在その様な試みも進められており、臨床試験の進展の促進の
ための組織作りが本格化していことから、数段階の試験を経る必要があるとしても 10～15 年の期間で標
準的な治療法が確定するのではないかと思われる。 
 治療の個別化が実用化するためには、個別化の手段が容易に利用できる状態が必要であることは当然
であるが、それによる効果の判定方法が確立される必要もある。現在の方法は、不均一な集団を統計学
的な方法で扱い、集団間の差を一定の有意差の範囲内で比較するものであるが、個別化の下での有効
性の測定の方法は異なるものとなるはずである。 
 
（７）分子標的に向けた治療 
 成人がんの治療における状況と違い、小児の悪性腫瘍の治療において、治療強度の強化による治療
成績の向上が限界に達した現在、全く異なった発想による治療戦略が要請されている。その一つの戦略
として、分子標的に向けた治療があげられる。分子生物学の発展によって、細胞の増殖機構とアポトーシ
スを含むその調節機構が次々と明らかになってきている。腫瘍細胞の多くでは、特異な染色体転座によ
って生じるキメラ遺伝子が、異常な増殖活性の原因となっていることが知られている。このキメラ遺伝子は
正常細胞には存在しないため、これを標的とすることにより、理論的には腫瘍細胞のみに作用し、正常細
胞には影響しない抑制物質を作ることが可能である。特に、チロジンキナーゼの ATP 結合部位はこの戦
略のよい標的であり、これに結合してその機能を抑制するヒト化モノクローナル抗体や低分子化合物が 20
種以上臨床的評価の対象となっている。実際、フィラデルフィア染色体陽性白血病に対してその様な抑
制物質が作成され、増殖抑制効果を示すことが示されている。これらの抑制物質は、当初の予想以上に
非特異的な作用を有し、副作用にも無視できないものがあるばかりか、容易に耐性化が進むもことも知ら
れるようになり、単独では治癒に導くことは困難であることが明らかにされている。しかしながら、小児がん
の多くのもので転座によるキメラ遺伝子を形成する腫瘍は化学療法に対して抵抗性であることが多く、こ
れら分子標的療法を既存の治療法と組み合わせることによって治癒率を向上させることが期待される。 
 キメラ遺伝子の形成が証明されている白血病、Ewing 肉腫/未分化神経外胚葉性腫瘍、蜂巣型横紋筋
肉腫などの腫瘍の長期生存率は現在 10～15%、造血幹細胞移植を併用しても 30 数%であるが、これらの
生存率が現在の平均的生存率並になることにより、必要な薬剤が利用可能となってから 10 年～15 年の
期間で、全体としての生存率が 70%から 80～90%程度の上昇することが期待される。 
 しかし、このような治療戦略が、近い将来小児のがんの治療の主流になるためには、小児医療を取り巻
く環境の改善も必要である。小児のがんは希な疾患で、小児の人口 10,000 人当たり約 1 例に過ぎず、そ
れに特異的に作用する新しい抑制物質の開発には採算性にかかわらずに行われるようになるための何ら
かの施策が必要であるし、少ない症例を用いて行われる臨床試験の促進を可能にする治験体制の確立
が必須である。 
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（８）ヘルスプロモーション 
 健全な心身の育成のためには、疾病の治療のみでは不十分であり、疾病の発生を未然に防ぐための
取組が共にとられることが必要とされる。このような取組には、厚生労働省主導による「すこやか親子 21」、
数次の「エンゼルプラン」等の実践が全国規模で進められており、筆者が属する日本小児科学会、日本
保健協会、日本小児科医会の「少子化対策プロジェクトチーム」による提言とそれに基づく個別委員会の
活動などがある。取り組むべき主要な内容としては以下のようなものがあげられている。 
１）予防接種の徹底と予防可能な伝染性疾患の征圧 
予防接種が集団接種から個別接種への移行に伴い、摂取率の低下が問題となっている。三種混合
ワクチン、麻疹ワクチンの摂取率はそれぞれ 80%台、70%台であり、特に麻疹については毎年 10 万に規
模の発生を見、20 名以上が死亡している。流行を阻止するためには 95%以上に摂取率を上げる必要
があるとされている。 
予防接種の摂取率向上のためには、社会的施策が必要であるが、説得力を持って勧めることが出
来るためには、副作用の少ない安全なワクチンの開発や、接種回数の減少による負担の軽減などの医
療技術面での改善も必要である。たとえば、ポリオワクチンは、接種者あるいは接種者に密接な接触を
する周囲に、一定の割合でワクチン株によるポリオ患者を発生させている。このようなワクチン関連の事
故がワクチンに対する不信感を招き、ワクチン一般の摂取率の低下を招いている可能性がある。また、
何種類ものワクチンを行うための繰り返す注射も摂取率向上の妨げになっている。不活化ワクチンの利
用、混合ワクチンの普及などにより摂取率の向上がはかられるものと思われる。 
２）小児、特に乳幼児の事故防止 
事故の事例の科学的分析により、より安全な生活環境を作る必要がある。日本小児科学会では今後
数年以内に事故事例の分析を終え、より安全な生活環境整備のための提言をまとめる予定である。た
とえば、６歳未満の幼児の自動車乗車中の致死率は、チャイルドシートの非装着では装着している場
合の約 4.2 倍になるというように、明らかに子どもの交通事故死を減少させることが示されており、平成 
12 年からはその装着が義務化されているが、現実の装着率は平成 14 年度の 51.7% に対し、平成
15 年度は52.4% と、依然として半数止まりの状態が続いている。更に、装着の仕方にも問題があり、装
着はしながら適切な方法で装着しているのは 1/3 から 2/3 に留まっている。また、チャイルドシート
の種類によってその有効性に差があることも知られている。装着の徹底をはかるための施策が必要で
あり、さらに科学的な評価によりより有効率の高いチャイルドシートの普及が必要である。提言に基づく
生活環境の整備を強力に推進し、2010 年までには小児の事故による死亡を半減させることが目標であ
る。 
３）子どもへの無喫煙環境の提供 
健康増進法の施行により、受動喫煙の防止対策に法的根拠ができたが、喫煙年齢の低年齢化し、
子ども自身の喫煙が問題となっている。米国CDCでは、規制すべき煙草の広告として、喫煙をかっこよ
く見せるようなもの、好奇心を誘うもの、景品提供など射幸心をあおるものをあげているが、日本の煙草
の広告はこれらすべてを含んだものとなっており、さらに誰でもが容易に入手できる街角の自動販売機
で煙草が販売されている。喫煙の切っ掛けになる要因の分析により、喫煙防止教育を実効あるものと
する必要がある。2010 年までに受動喫煙の機会ばかりでなく 10 歳代の喫煙率を 0 にする必要がある。
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また、この時までに禁煙教育・指導を医学教育に組み込むことにより、全小児科医が適切な禁煙指導
が出来るようになるべきである。 
 
４）子どもとメディアとの関係の見直しと遊びの重要性の認識 
近年、子ども達のテレビやビデオ等の視聴時間が増加してきている。これは、内容の善し悪しとは関
係ない独立した影響を子ども達に及ぼしている。即ち、それに伴う夜更かしなど、生活リズムの乱れや
睡眠不足、運動不足などの問題である。生活リズムの乱れによる体内時計の乱れや睡眠時間減少は、
ストレス、交感神経系の過剰活動、耐糖能の低下、老化過程の促進などを引き起こすことが知られてい
る。睡眠時間と肥満との間には明らかに負の相関があり、少ない睡眠時間は肥満の危険因子であると
いう。 
  様々なメディアは現代生活になくてはならないものであるだけに、その利用の仕方について、様々な
角度から検討していく必要がある。子どもの生活をメディアに丸投げするのではなく、有効に利用するた
めに、子どもの生活に適当な遊びを組み込むことの必要性が明らかになってきている。これらの生活指
導を医学教育に組み込み、全小児科医が適切な生活指導を出来るようになると共に、地域や学校での、
遊びの重要性の啓蒙活動を行うことにより、2010 年には戸外で元気に遊ぶ子ども達の姿があちこちで
見られるようになるであろう。 
 
（９）こどもの心のケア 
  心の科学は、比較的最近になって注目され、研究されるようになった領域である。心も物質的には脳
に依存しており、その機能の一部であり、脳の進化に伴って心も進化し、この流れの中で人間性の進化も
語ることができるとされるが、物質的な脳科学の発展によって、やがては心の問題も解決されるという可能
性については、少なくとも 10 年単位の時間の流れの中でははなはだ疑問である。心の問題の解決には
全く異なった方法論が必要であるように思われる。例えば、最近「きれる」（切れ者というときのきれるでは
ない）こどもということが話題になっている。しかし、その要因をみると家庭や学校といった環境の問題が大
きいのではないかと思われる。このような要因の解明のためには社会心理学的なアプローチが不可欠で
あると思われるが、筆者の能力の範囲を超える領域である。 
  他方、心については、何が健全であるか、何が異常で病的であるかを決定することは不可能である。
それは社会的な人間関係の中で相対的に決まることであり、敢えていえば、社会的秩序の中にうまく収ま
ることが健全ということになる。将来のこどもの心の状態の「進化」についてのシナリオを作ることはこどもの
心を支配していくことにほかならず、作ってはならないものかもしれない。 
 
３．日本のとるべきアクション 
（１）小児医療の充実をはかるべきである。 
 小児医療は多岐にわたっている。専門領域によっては年齢に無関係に実施可能であるが、小児期に特
に重要な専門領域が数多く存在する。現在の小児医療に携わる医師の数は、これらの領域をカバーする
には相対的に過小である。常勤小児科医のいない病院が増えているが、その様な施設での出産、新生
児管理は禁止すべきである。少なくとも、異常児の出生を含む異常出産が多くなる可能性のある胎外人
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工授精などの生殖医療は行うべきではない。 
 病院の一診療科として小児科を置くことが不採算とならないようにすることが困難ならば、医師の集中が
可能な小児病院方式を、産科を含む形に拡大推進し、その充実をはかるべきである。 
 小児医療が置かれている隘路の解決のための試案が日本小児科学会から提案されているので表１と図
１に示した。 
 
表１ わが国の小児科医療提供体制の構想 
今 後 形 成 を
目指す小児
科の型 
対象人口な
ど 
提供する小児科医療 小児科医数 
（研修医を含ま
ず） 
新生児医療
小児科診療
所 
 地域小児科センター病院の一次
救急に当番参加 
  
一般小児科 
（病院） 
対象人口は
不定 
一般小児科 
●軽症用入院病床を設置し、そ
れ以外は地域小児科センター病
院へ紹介 
●地域小児科センター病院の一
次救急に当番参加 
6 人未満 
当直なし 
オンコール 
地 域 小 児 科 セ
ンター病院と交
流 
過疎小児科 対象人口は
不定 
地理的に孤立し、この地域に不
可欠の小児科＝他地域の小児
科と統廃合が不適当である小児
科 
●軽症用入院病床を設置し、そ
れ以上は地域小児科センター病
院へ紹介 
2 人、当直なし 
費 用 対 効 果 が
一定値を上回る
小児科に「割り
増し診療報酬」
を与える 
地 域 小 児 科 セ
ンター病院と交
流 
（救急型） 
人口 
30（10-）-50
万人 
1.入院管理体制の整った一般小
児科 
2.小児救急 
●一次、二次救急 
365 日、24 時間診療 
●うち一次は市町村（複数共同
も含む）の運営で、地域小児科
医との共同参加 
10 人 
＋救急担当：4
人、シフト勤務
制とする 
 
 
 
 
 
 
 
 
NICU なし、
重症新生児
は転送 
地域小児科
セ ン タ ー 病
院 
（NICU 型） 
人口 
30（10-）-50
万人 
1.入院管理体制の整った一般小
児科 
10 人 地域周産期
母 子 型 （ 新
生児強化治
療室） 
B1 型 91 箇
所 
B2 型 26 箇
所 
＋新生児専
任 4 人、シフ
ト 勤 務 制 と
する 
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今 後 形 成 を
目指す小児
科の型 
対象人口な
ど 
提供する小児科医療 小児科医数 
（研修医を含ま
ず） 
新生児医療
 （ 救 急 ＋
NICU 型） 
人口 
50-100 万
人 
1.小児専門医療 
2.小児保健、育児援助、学校保
健など 
3.小児救急 
●一次、二次救急 
365 日、24 時間診療 
●一次は市町村（複数共同も含
む）の運営で、地域小児科医と
の共同参加 
●救急部がある場合、参加 
10 人 
＋救急担当：4
人、シフト勤務
制とする 
総合周産期
母子型 
（NICU） 
A1 型 38 箇
所 
A2 型 60 箇
所 
NICU 専任：
10 人、シフト
勤務制とす
る 
中核病院 大学病院 
小児病院 
人口 
100-300 万
人 
1.小児高度専門医療 
2.小児救急科 
●一次は地域小児科医との共同
運営 
●二次、三次救急は小児救急
科で感染病室を設置する 
PICU を設置する 
●救急搬送（入院・転送） 
3.小児救命救急センターを検討
小 児 科 は 救 急
科を支援（専門
医 療 ・ 研 究 専
従、は本案の員
数外） 
小児救急科：10
人 
（又は救急担当
10 人）、シフト勤
務制とする 
PICU：10 人、シ
フト勤務制とす
る 
 
 
 本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 783
 
 
 
（２）採算性のみの重視を止め、必要性に応じた支出を行うべきである。 
 新薬の導入を含め、新技術の開発に際し、小児を対象に含めることを義務化すべきである。現状では、
新薬を始め新技術が臨床に導入されても小児が適応から除外されていることが大部分である。これの解
決法としての医師主導型の臨床試験は数少ない小児科医にとって負担が大きすぎる。 
 
（３）医学教育の中で、小児関連領域の教育を充実すべきである。 
 学部教育においてもそうであるが、初期臨床研修のなかで、すべての医師が小児のプライマリーケアを
行うことが出来るようにするためのプログラムを可能とする時間の割り当てと指導医の確保を保証すること
が特に重要である。 
 
（４）実効のある施策を行うべきであり、また既に行われている施策を実効あらしめるべきである。 
 たとえば、チャイルドシートの装着は児童を同乗させるときには運転者の義務であるが、罰則、反則金の
対象となっておらず、基礎点数 1 点が付されるのみであり、諸外国、たとえば韓国の高速道路での 20,000
や、イギリスの20～500ポンドなどに比し極めて軽く、しかも実際にはほとんど取り締まられていないために
実効性がない。実効あらしめるためには諸外国のごとく違反者には高額の罰金を科すなどの罰則が必要
である。 
 未成年者の喫煙を禁じても、誰でも自由に煙草を購入できる状態では実効あらしめることは困難である。
自動販売機による街頭での販売は止め、年齢確認を行ってから販売するようにすべきである。また、喫煙
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の切っ掛けは、周囲からの勧めということもあるが、格好良さのまねという調査結果もあり、広告の規制も
行うべきである。 
 予防接種の目的は伝染性疾患の流行の予防にある。そのためには一定水準以上の摂取率が必要であ
るが、予防接種完了を幼稚園入園や小学校入学など、集団生活への加入のための必要条件にするなど、
それに近づけるための政策誘導がなければ摂取率の向上は望めず、従って伝染性疾患の流行を抑制で
きない。 
 
（５）正確な疾患統計を可能とする疾患登録を制度として確立すべきである。 
 正確な疾患統計は、疾患に対する政策策定の科学的根拠を得るために重要であるが、日本にはそれ
がない。そのため、施策の効果に関する正確な判定が不可能な状態にある。 
 
（６）施策実施の際には予め効果判定が可能な形で開始すべきである。 
 疾患の早期発見のためのマススクリーニング、予防接種などについては、一定期間後には疫学的な手
法による効果判定を行って継続の可否の決定を行うべきである。その際の指標としては、単に生存率や
罹患率のような正の効果や狭義の医学的指標のみではなく、好ましくない効果（負の効果）や社会経済
的指標も用いるべきである。 
 
 
図 2 小児医療充実のシナリオ 
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情報投資による効率向上 
 
（株）ＮＴＴデータ  取締役相談役 青木利晴 
 
【キイワード】社会システムのための技術、 ソフトウェア技術、ナレッジマネジメント、リスク管理、 
経営における競争と協調、 サービス産業・部門の生産性向上 
 
序文 
  ソフトウェアは、産業・ビジネス・生活の遺伝子であり、総合知識である。例えば銀行のビジネス手順
は、殆どソフトウェア化されており、ソフトウェアが企業活動を規定している。また、"もの"の付加価値を
決めているのはソフトウェアであり、新規製品の設計コストの大部分はソフトウェア開発が占めている。ソ
フトウェア開発の失敗から事業化できなかった例も多い。R.ドーキンス "利己的な遺伝子" (紀伊国屋
書店)に例えて言えば、ソフトウェアが遺伝子であり、企業・産業はソフトウェアの運び屋である。進化(進
歩とは限らない)は、ソフトウェアに起こる。 
 
 生産性向上のベースは、安心・安全な社会であり、この観点からもソフトウェア技術の進歩が鍵となる。
例えばライフラインシステムや生活インフラは、信頼性が高い事、障害が生じてもすぐに復旧出来る事、
情報セキュリティなどが守られている事が必須である。これらは、ことごとくソフトウェアによって制御され
ており、安心・安全を担保するソフトウェアこそが、効率向上の出発点である。 
 ところが、ソフトウェア欠陥はしばしば大きな社会問題を起こしている。ソフトウェアは陳腐化するので、
古い大規模プログラムが手直しされながら使われ続けている。大規模ソフトウェアは、DNA sequence
並に巨大であり、また DNA sequence と同様に過去の諸々の経緯を抱え込んでおり, 用途不明の J
unk も含んでいる。DNA sequence から機能を読み解くのが難しいように、膨大なソフトウェアを理解
するのは人間の能力を越えている。Ｍ銀行の合併トラブルは、三つの Gene を一つに融合することの
困難さから生じた。 
 
 生産性成長の牽引力は、一般に『投資、技術革新、教育』である。IT 研究への投資は技術革新、そ
して更なる投資と教育を導くので一石三鳥といえる。産業強化・効率化は IT 無しには不可能であり、
かつその成否を握るのはソフトウェアである。 
  ハードウェアの技術革新は指標が明確なので、今後も順調に進展するであろう。それに対し、ソフト
ウェアの技術革新は一筋縄では行かず、斬新なアイデアと適切な戦略のもとに着実な研究開発を行う
ことが必要で、それには民間の研究だけでは不十分で、産官学による国を挙げた研究開発の充実が
必要である。 
 
 つまり『情報投資による効率向上』の鍵は、ソフトウェアの技術革新である。ソフトウェア技術革新に向
けた研究開発戦略は、『基盤的ソフトウェア技術開拓のための研究開発専門委員会』(委員長：土居中
央大学教授。Cf. 付属資料 P.33, http://research.nii.ac.jp/kiban-soft) にて、産学官の委員により精
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力的に検討されているので、本報告書では同委員会の検討結果を核にし、筆者らの私見も加えてまと
める。 
 
 
１． 現状分析 
（１）ソフトウェアの重要性と開発需要・供給能力(付属資料 P.2-8) 
機能の高度化、開発期間の短縮、機能追加の容易化から、機能をソフトウェアで実現する割合が急
増している。今や技術革新経費の大部分をソフトウェア開発が占めている(付属資料 2-6)。このためソ
フトウェアの開発需要は急伸しており、ソフトウェア開発が間に合わない事による損失などが生じてい
る。 
  特に、大規模ソフトウェア開発は、人類が初めて経験する複雑さへの挑戦で、まだ御し方が分かって
いない。ソフトウェア開発プロジェクトの成功率(品質・納期・コストの全てが満足)は 26.7% という状況で
ある(日経コンピュータ 2003.11.17 付属資料 8)。 
  非重要ソフトウェア開発はインドや中国に任せることも可能であるが、重要ソフトウェアを手放したら
日本の製造業は終わりである。 
 
（２）ソフトウェアと安全社会(付属資料 P.9) 
  社会の隅々までソフトウェア制御となっており、ソフトウェア欠陥が生活を脅かしかねない。米国では、
ソフトウェア欠陥による年間損失は年間 598 億ドル(GDPの 0.6%)と報告されている。日本のソフトの品質
は米国よりも数倍良いので、GDP の 0.2%と仮定すると、年間 1 兆円の損失となる。情報 Security も問題
が山積みで、現在の IT は非常に脆い基盤の上に立っている。ソフトウェア高信頼性化の研究は緊急
課題である。(付属資料 ９) 
 
（３）ソフトウェアと経済(付属資料 p.10-12) 
日本の IT 産業の GDP は大凡 69 兆円であり、総 GDP の約 12%を占めている(2001 年 付属資
料 10-12)。ソフトウェアの開発規模は、コンピュータソフト:約 5.5 兆円、ゲームソフト:約 0.3 兆円、
組込みソフト:約 2 兆円、その他(専用ソフト等):数兆円である。特に、ソフト開発は広大な産業を支
えている。例えば開発規模 2 兆円の組込みソフトは、生産高約 50 兆円の情報家電などの組込みシ
ステムを支えている。 
 
（４）IT 投資と経済成長(付属資料 P.13-15) 
  各国とも IT 投資が経済成長を引っ張っている。(付属資料 13,14) 
  米国では、GDP で 8%の IT 産業が経済成長率への貢献では全体の 30%(2.84%の内 0.88%)を占めて
おり、IT が経済成長を引っ張っている。特にソフトウェア投資の伸びが大きい (1987 年:$28B, 1995:$8
2B, 1999:$149B)。米国における生産性の伸びは、IT 利用産業が 1.1～2.3%, IT 非利用産業が -0.8
5～0.63% と報告されている。 
  日本では情報通信産業の成長率が年率約 9%、なかでもソフトウェア分野の成長率は 12.7%であった
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(1995-2001 年平均)。一般産業の年率 0.5%より格段に高い。この期間の日本の経済成長率は 1.2%で、
このうち 0.9%は情報通信の寄与である。このように景気低迷期において、情報通信産業は景気の下支
えをしてきた。また、情報通信産業の投資:30.9 兆円は、51 兆円の生産を誘発し、203 万人の雇用を生
み出した。その内、ソフトウェア投資 (8.4 兆円)は、14 兆円の生産を誘発し、73 万人の雇用を生み出し
た(1995～2001 年 付属資料 13)。 
 道路投資と通信投資を比較すると、日米の際立った違いを思い知らされる。米国は情報通信投資が
道路投資を超えて拡大しているのに、日本では道路投資が依然として情報通信よりも格段に大きい。
(Cf. 付属資料 15) 
 
（５）日米の研究開発戦略(付属資料 16-19) 
 米国は、国全体の R&D の方向づけ・研究戦略を立案し、政府の研究投資により基礎的・継続的な研
究を行っている。『米国の現在の好景気は、1960-80 年代の政府投資による研究開発の成果である』
(クリントン前大統領)。米国政府の IT 研究投資は、1991 年の$489M(約 540 億円)から 2003 年には$18
89M(約 2100 億円)と約 4 倍に増加している。ソフトウェアの生産性・信頼性向上を目標とする SDP(Soft
ware Design and Productivity)計画だけでも、2003 年の予算は約 220 億円である。(付属資料 16-18) 
  日本政府の今までの IT 研究投資は散発的・その場的で、産業化に結びつけるには不十分であった。
一方、最近の経済状況から、日本企業は継続的な基礎研究を行う余裕が無くなっている。 
  次にIT分野の研究資金(政府)と研究者数を比べてみる。研究者数の日米比較では、大学研究者数
で 2.6 千人: 2.7 万人、国立研究所研究者数では 1 千人: 3 万人と 1 桁の違いがある。政府の研究資
金供給額では、大学宛が 2800 億円:2 兆 6400 億円、企業宛では 4200 億円:2 兆 2100 億円と、圧倒的
に米国が高い。長期的・ハイリスクな研究の推進は政府の役目であり、日本は格段の強化が必要であ
る。(付属資料 19) 
 EU では FP6 IST(Information Society Technologies)、FET(Future and Emerging Technologies)な
ど、韓国では U-Korea IT839 戦略など、国をあげた IT 研究開発を推進している。 
 
（６）基礎研究から実用化への技術移転の仕組み(付属資料 21,22) 
  米国は産学連携が緊密、大学が本格規模のソフトを研究開発、更に基礎研究と商品化の間をつな
ぐ国立研究所が適切に機能しており、大学の研究成果が商品化に結びついている。日本は、産学連
携が疎遠であり、また大学で本格規模のソフトの研究開発を行う環境にない。米国は膨大な数のベン
チャーが大学と産業界、基礎研究と商品化を機動的につなぐことにより、ソフトウェア産業の革新と興隆
を導いてきた。(付属資料 21,22) 
 
（７）日本ソフトウェアの活力(付属資料 24,25) 
  かつての日本は、唯一米国に伍して優れた大型コンピュータ用 OS を開発した。また、製鋼プロセス
制御システム、最初の電子交換プログラムなどの専用システムも世界トップレベルにあった。優れた汎
用ソフトウェアもあったが、普及化がうまくいっていない。このように、日本人のソフトウェア能力は高い
(付属資料 24)。しかるに最近の日本のソフトウェア産業は、米国の OS とパッケージソフトを使ったカス
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タムソフト作りに甘んじ、ソフトウェア(組込みやゲームは除く)の輸出入比が 1:99 にもなっている(付属
資料 25)。今こそ、産官学が一致協力して次世代ソフトウェア技術革新に立ち上がらないと、日本はア
ジアの普通の国になってしまう。 
"IEEE Country Report" では、日本のソフトウェア産業の特質を以下のように分析しているが、これ
は適切な処方箋でもある。 
・ 国内需要のみで存在しえたので、海外との競争から保護された 
・ メインフレーマーを頂点とした階層構造(ゼネコン)。下請け企業は旧態依然とした開発手法と
Man power 貸し業務になっている。 
・ 政府指導のソフトウェア開発プロジェクトは、初期の目的が達成されないまま終了し、新技術の
開発・蓄積が出来なかった。 
・ 顧客側(官庁・企業)に、ソフトウェアを理解する人が育っておらず、ソフトウェアシステム開発の
評価を出来る人が居ない。CIO の不在。 
・ 産業界と大学の関係が疎遠 
 
 
２．発展シナリオ: 今後の発展の方向性 
 15 世紀に経済成長の余得としてルネッサンスが華開いたように、21 世紀は技術革新の余得として安心・
安全で居心地の良い Quality of Life 重視の社会環境が期待される。つまり物が乏しかった時代から、
質を求める時代へと変化し、社会や個人の新しい価値観を満たすような社会環境を構成するための新し
い社会基盤や社会制度が求められる。ソフトウェアは言うまでもなくその基盤を支え，新しい価値を創造
するための鍵となる。(付属資料 27) 
 わが国は少子高齢化、環境・エネルギーなど、どの国よりも早く、しかもグローバルな問題に直面してお
り、これを解決するための社会基盤を早急に構築することが国家の喫緊の課題となっている。新しい社会
基盤の鍵となる制度やビジネスや技術について、それらを社会のニーズと整合させながら具体的に進展
させていくのは国の政治であり、国家戦略そのものである。とくにこの構築のための技術的課題を世界に
先駆けて逐次戦略的に研究開発することにより、世界に貢献するとともに、リーダーシップを発揮すること
ができよう。 
 長期の戦略に基づいてのみ発展実現しうる社会基盤と基盤技術の具体例について述べる。 
 
（１）ビジネスと IT(付属資料 26) 
 知識連携による新型産業が経済発展や効率化の鍵を握る。例えば、以下が考えられる。 
¾ 物流  リアルタイムの在庫・移送管理, IFRD の活用 
¾ 交通   最適経路制御による無駄の排除、自律制御・事故防止、航空管制 
¾ 食     IT 化農場、Bioinformatics 応用 Trace 可能安全食品 
¾ 行政   公平な社会へ、行政の効率化・隅々化 
¾ 保険・福祉  バリアフリー、センサーネット、遠隔治療、Digital Divide 克服 
¾ 教育・文化  臨場感ある情報の発信と受信、文化 Community の形成 
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¾ 環境   センサーネット、災害対策 
扱うべき実時間情報処理量は、既存方式の限界を越えて増加するが、これに対しては特定分野に合
わせた超多重処理方式の発展や、多数システムのスマートな連携で解決することになろう。機能やサービ
スの高度化により、ソフトウェアは益々巨大化するが、これに対しても、適切な規模の複数システムのスマ
ートな連携で解決することになろう。また、計算機も、「何でも中途半端にできるもの」から「他と連携できて、
特定分野を最高にこなすもの」が増えよう。後者は日本が得意である。 
これらを実現する中核技術は、多様なシステムや知識の連携を可能とするソフトウェアであり、そのため
のソフトウェアアーキテクチャである。  
 
（２）人に優しい IT による人間性回帰=Quality of Life(付属資料 27) 
  あらゆる"もの"やサービスが、広帯域ネットワーク、無線、ホームネット等でつながり(ユビキタスネット
ワーク)、スマートに連携できるようになる。これにより、ビジネスの効率化や新規産業の進むが、膨大な
ソフトウェア開発が必要なので、それがネックになりかねない。 
一般の人々は、生産性向上、テレワーク、e-Business, e-Learning などにより、余暇時間が増え Qu
ality of Life が尊ばれるようになる。IT は距離を超えた文化 community を可能とする。どこに居ても電
子美術館や e-教室にアクセスできて臨場感あふれる絵画や授業にふれることが可能になる。また、Co
mmunity のメンバーが共同してデータベース構築・発信を行うことが容易にできるようになる。 
ITは、高機能化で便利になった反面、使い方が複雑化している。使い易く、相互連携が可能な単機
能システムや、使わない機能を安全に隠蔽や削除した高齢者にも優しいシステムに向かう。 
 
（３）高信頼化・安心・安全 
ソフトウェアの急増にともない、ソフトウェア欠陥問題はより深刻化する可能性がある。ソフトウェアの自
動検証は、限られた分野では実用化されるが、一般的に適用されるには至らない。重要システムでは、
冗長構成、障害閉じ込め機能、障害の自己回復機能などが強化される。つまり、高信頼システムはそ
れだけ高価になり、価格だけの競争ではなくなる。また、増加したハードウェア能力を、高信頼化、安
心・安全のために使うことが普通になる。 
災害予知用センサーネットなどもこの範疇に入る。ここでもシステム間のスマートな連携を可能とする
ソフトウェアが鍵である。 
 
（４）ソフトウェア産業 
ソフトウェアの開発需要が供給能力を上回る。並級プログラマは off-shoring 化するが、高級プログ
ラマが不足しソフトウェア開発ネックとなる。ソフトウェア産業の収入源は、ソフトウェア開発よりも IT コン
サルタント等のサービス収入が大きくなるが、ソフトウェア開発能力なくてはサービス収入も無理となる。
専門技術をもったソフトウェア企業だけが、生き延びる。 
ソフトウェア開発には、プログラムの専門知識と対象分野の専門知識とが必要であり、その両者を高
度に備えたソフトウェア企業だけが成長する。 
また、各対象分野の専門家のためのプログラム開発環境(例えば、特定分野向けプログラミング言語
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=Domain Specific Language など)の需要が増し、対象分野の専門知識を持ったソフトウェアハウスがそ
れに答えていくであろう。 
 
 
３．日本のとるべきアクション  
（１）次世代ソフトウェアアーキテクチャとその基盤技術の研究開発(付属資料 28-32) 
日本は、21 世紀の諸課題に対して IT を活用した解決策を俊敏に打ち出して、安心・安全で温かみ
のある社会を実現しなければならない。次世代 IT により、色々なシステムやサービスが人間が望むよう
に自然に連携動作でき、コンピュータを意識せずに、いつでもどこでもどのような組合せでもシームレス
にサービスや臨場感のある情報を受けら、頑丈・大容量・人間にフレンドリーな社会基盤システムの上
で安心・安全を実現しなければならない。 
 
すなわちこれから重要な概念は、多様なソフトウェアの有機的な連携(Smart Federation)である。こ
のためには、個別の技術に特化した研究開発だけでは不可能で、『多様なシステムを連携・融合するソ
フトウェアアーキテクチャ』(以下では、"汎" アーキテクチャと呼ぶ)の確立が必要である。"汎"アーキテ
クチャは、以下を可能とするための枠組みである。(付属資料 31-32) 
z 多様なシステムやサービスが、ユニバーサルに連携・協調動作する技術 
z ユビキタス及び大規模なネットワークに適合した通信ソフト技術 
z 膨大な仕事量を実時間でこなす超大規模トランザクション処理技術 
z 常に健全に動作し、まれに障害を生じても自ら治癒回復する技術 
z 情報セキュリティー・プライバシー保護のための技術 
z 人間に優しいインタフェース技術 
z ソフトウェアとハードウェアの協調設計 
 
（２）具体的なアプローチ(付属資料 31-32) 
研究は直線的に進むものではないが、特にソフトウェアの進展は多面的なジグザグ研究の結果であ
る。20 年後イメージを始めから大上段に構えるのではなく、適切なシステムを具体的に研究開発してス
テップバイステップに進めることが肝要である。ソフトウェアは結局人材である。人材はやり甲斐のある
困難な研究開発の中から育ち、広まっていく。アーキテクチャ設計は、センスと経験なくしてはできな
い。 
  付加価値値・差別化を実現するのはソフトウェアであるが、ソフトウェア自体は共通に使える基盤ソフ
トウェアと、個々の特徴を実現するアプリケーションに分けられる。共通に使える基盤技術やプラットフォ
ームは共同開発してオープンソースとして公開する。これにより、各ベンダーはその上のアプリケーショ
ンに集中投資して差別化・付加価値を付けられるようにする。 
 ソフトウェアの研究成果をいかに普及させるかは、難しい課題の一つである。日本にも優れた独自ソ
フトウェアがあるが、普及できなく消え去っている。政府を先行ユーザとする目標型研究が有効である。 
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具体的には、以下のようなシステムをテストベッドとして、"汎"アーキテクチャの具体化・体系化と基
盤技術の確立を図るべきである。 
 (a) 安心・安全のための情報ライフラインシステム 
¾ 広域災害時用情報インフラ、災害予防の全域連携型自律センサーネット 
¾ 次世代 ITS システム 
¾ 協調型ロボット 
 (b) 高信頼・超大規模トランザクション処理システム 
¾ 電子行政システムなどの基盤 
¾ 障害隠蔽、自己治癒などの高信頼化技術 
¾ スケーラブルなシステム 
 (c) 現行方式の数桁上の情報量と多様なデータを扱える Federated Archive system 
¾ 全ての電子図書館・博物館・文化遺産・映像アーカイブなどが融合 
¾ コンテンツの分散協調開発支援 
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〇 最近の飛行機の機能は、殆どがソフトウェアによって実現されている。
〇 戦闘機 F-22 では、ソフトウェアの助けなしに出来る事は写真をとる事位。
商品の付加価値、差別化を与えているのはソフトウェア
軍用機におけるソフトウェア提供機能の割合
(出典 J. Ferguson "Crouching Dragion, Hidden Software: Software in DoD Weapon Systems")
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F-4 (1960) A-7 (1964) F-111 (1970) F-15 (1975) F-16 (1982) B-2 (1990) F-22 (2000)
ソフトウェアによって提供される機能の割合 (%)
〇 今後の自動車の技術革新の ９ 割はソフトウェアとエレクトロニクスによる。
〇 今後の高級車のコストの 4割は、ソフトウェアとエレクトロニクス。
(出典: “Anforderungen und Chancen automobilgerechter software entwicklung!”, BMW) 
 
“情報投資による効率向上” 展開シナリオ
付属資料
付属資料
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急増するソフトウェア開発需要 (その1: 大規模化する組込みソフトウェア) 
【ソフトウェア化の理由】
¾機能の高度化
¾開発期間の短縮
¾機能追加・更新の容易化
1990                            1995                            2000
携帯電話
テレビ
カーナビ
100MB
10MB
1MB
100KB
デジタル
携帯電話
パケット
通信
i-モード
ハイビジョ
ン TV
インターネッ
トTV
BSデジタ
ルTV
音声誘導
CD-ROM
DVD
カーナビ
I-モード DVD
カーナビ
掲
載
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
総
容
量
( バ
イ
ト
)
(出典:日経エレクトロニクス 2000 9-11)
（カーナビ、テレビ、携帯等では、
ソフトウェア技術者がハードウェ
ア技術者の数を超えている）
掲
載
ソ
フ
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)
急増するソフトウェア開発需要 (その2: システム開発費に占めるソフトウェア比率の増大)
(出典: 総合科学技術会議資料:東芝)
0 20 40 60 80 100
%
ディジタルＴＶ (2002年)
アナログTV (1991年)
携帯電話  (2002年)
携帯電話  (1992年)
システム開発費に締めのソフトウェアの比率の増大
（金額ベ ース）
ソフト
ハード
システム開発費に占めるソフトウェアの比率は、急激に増加している。
４ 
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ソフトウェア開発の効率化と開発期間短縮
 かっては考えられなかったほどに巨大なソフトウェアを、短期間に開発している。
– 携帯電話のソフトウェアですら、かってのOSよりも巨大。
 世界中のソフトウェア開発者(おそらく1500万人)は、毎年333億行のプログラム
を作り出している ??  (G, Booch, IBM Software development conference 2004)
1989                                 1996              1999   
4M行
2M行
1M行
500K行
プログラム
サイズ開発期間
12ヶ月
6ヶ月
携帯電話機のプログラムサイズの推移
(出典: 平山雅之『組込みシステム開発における品質向上の施策』ET2002)
急増するソフトウェア開発 (その3: システムの高度化に伴うソフトウェア規模の増大)
3000万行2002Linux (Red hat 7.1)
1700万行2000Linux (Red hat 6.2)
7～800万行SUN Solaris
16.5 万行1979UNIX V7
8.9万行1975UNIX V6
5.3万行1974UNIX V5
ソースの行数年OS名
3500～6000万行2000MS Windows 2000
1650万行1996MS Windows NT 4.0
400万行MS Windows NT 
1800万行1998MS Windows 98
1500万行1995MS Windows 95
300万行1992MS Windows 3.1
ソースの行数年OS名
【UNIX系OSのソースサイズの変遷】 【Windows系OSのソースサイズの変遷】
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計算機のMIPS当たり価格の変遷
出展: 1997 Annual Report Federal Reserve Bank of Dallas, 他
【参考】
2分
750
1500
PC
例えば
2004
8.85人生
8,000,000
3
CDC 6600
1964
世界中の年間計算機
生産数
IBM PCIBM PCIBM Main FrameHarvard Mark-I
27分52時間1.24人生73万人生MIPS当たりの賃金換
算時間
9993,9954,674,160200,000価格 ($)
1668.312.50.000003 処理能力
MIPS
1997198419701944
ハードの進歩とソフトの役割の増大
¾コンピュータハードウェアの劇的な進歩と共に、ソフトウェアの役割も劇的に増大
0 10 20 30 40 50 60
成功率
＄750K以下　（６人×６ｹ月
以下)
$750K .. $1.5M (12人×9ｹ
月程度)
$1.5M .. $3M   (25人×1年
程度)
$3M .. $6M   (40人×1.5年
程度)
$6M .. $10M   (250人×2年
程度)
$10M以上   (500人×3年以
上)
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
規
模
ソフトウェア開発プロジェクト規模と成功率
(出典: Web of The Standish Group I nternational,  Inc. )
系列1
大規模ソフトウェア開発は、人類が初めて経験する複雑さへのチャレンジ
大規模ソフトウェア開発は人類未経験の複雑・巨大さへの挑戦で、まだ御し方が分かっていない。
日本のシステム開発プロジェクトの成功率 (出典: 日経コンピュータ 2003・11・17)
¾予定通りの品質でシステムが完成---- 46.4 %
¾予定通りの納期で完成 ------------- 54.9 %
¾予定通りのコストで完成 ------------ 76.2 %
¾品質・納期・コスト全てが成功 -------- 26.7 %
米国での開発納期：予定通り26%、遅れ45%（納期2倍以上22%）、キャンセル29%
７ 
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ソフトウェアと安全社会:  ソフトウェア障害による喪失
 どこでもソフトウェアに支えられながら、目に見えないソフトウェアは重要性を忘れら
れ、障害が生じたときにその重大さを思い知らされる。
 ソフトウェア欠陥による年間被害額
¾ 米国：　５９８億ドル（約７兆円）=GDPの0.6%  (出展:米国標準技術局 NIST 報告書）
¾ 日本：　統計なし (GDPの0.2%と仮定すると、年間約1兆円の損失)
 Æ ソフトウェア高信頼化の研究は緊急課題
 M銀行の情報システムの障害（２００２／４）
・ 銀行の基幹系情報システムは、古いシステムの継ぎ接ぎ
機能追加のため、老朽化と巨大化に陥っている。
携帯電話機のソフトウェアバグ
によるリコール
・ Ａ社では回収に１２０億円　
航空管制システム　（２００３／３）
¾プログラム更新のエラー
ソフトウェアの経済効果 (その1 日本)
(1) 日本におけるIT産業の経済効果
<粗付加価値額(≒GDP)にて示す>
ソフトウェア産業
z IT産業の粗付加価値額 (≒GDP) は 約 68.8兆円で、
総GDPの約 12.3%を占める。
z 経済成長率への寄与では、IT産業は全体の成長率
(0.5%) に対し 12.3 % と高く、経済の下支えをしている。
z IT産業は、約 203万人の雇用を産み出した。その内、
コンピュータソフトウェアだけでも 73 万人の雇用創出。
全産業:  542.1兆円 (100%)
成長率 0.5%
IT産業: 約66.8兆円 (12.3%)
 IT産業に含まれるソフトウェア産業を示す
 コンピュータソフトウェアは 約 5.5兆円、成長率
は 12.7%。
 ゲームソフトは、約 0.3兆円、成長率は 4.0%。
 通信部門、放送部門でも、数兆円のソフトウェア
を開発している (統計データ無し)。
その他の産業のソフトウェア
 ソフトウェアはIT産業のみならず、殆どの産業領
域で開発されている (Ex. 組込みソフト、内製ソフト)
 組込みソフトウェアは約 2兆円(開発規模) 、これ
が50兆円の組込みシステムを支えている。
その他の産業も数兆円に及ぶと思われる。
(出典: 総務省 情報通信統計データベース 2001年統計,  成長率は 1995-2001平均年率)
従って、ソフトウェア全体の粗付加価値額は 十数 兆円
になると想定される。
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ソフトウェアの経済効果 (その2 米国)
(2) 米国におけるIT産業の経済効果
ソフトウェア: $323B
z IT産業のGDPは約 $872 B (約96兆円)で、総GDPの
約 8%を占める。
z 経済成長率への寄与では、IT産業は全体の成長率
(2.9%) の内の 1/3 (0.8%) を占めている。
z IT産業は1992年以来、数百万の雇用を産み出した
z ITは、ライフサイエンスなど新しい経済活動を産み出
している。
z IT、特にソフトウェアへのVenture投資が急増して、
経済を活性化している。
全産業: 約 $10900B (100%)
成長率 2.9%
IT産業: 約$872B (8%)
(出典:  USA商務省 Digital Economy 2003)
 IT産業のうち、ソフトウェアは $323B (約35兆円)
を占める。
 ソフトウェアへのVenture投資が急増している。
その他の産業のソフトウェア  ソフトウェアはIT産業のみならず、殆どの産業領
域で開発されている。(Ex. 組込みソフト、内製ソフト
等)
 他産業でのソフトウェア開発のGDPデータは不
明であるが、数十兆円に及ぶと思われる。
情報サービス部門
(9.4兆円)
日本の全産業に占める情報通信産業とソフトウェアの割合
¾ 粗付加価値額(≒GDP)で計って、情報通信産業は全産業の 12.3% を占めている
¾ 平均成長率(1995-2001)は、一般産業の 0.5% に対し、情報通信産業は年率 9% と高く、経済の下支えをしている。
¾ コンピュータソフトウェアの成長率は、年率 12.7% と高い。
¾ ソフトウェア全体 (組込み用ソフトウェア・専用ソフトウェア・情報産業以外で作られるソフトウェア等を含めたもの)   
は、十数兆円になると思われる。
(出典: 総務省 情報通信統計データベース 2001年統計,  成長率は 1995-2001平均年率)
一般産業　
475.2兆円 (87.3%)
成長率: 0.5%
(物財 140.9兆円
サービス 334.3兆円)
(情報通信産業以外でも、膨大
なソフトウェア開発が 行われて
いる。例えば組込みソフトウェア
は開発規模で2兆円で、これが
50兆円の組込みシステムを支え
ている)
情報通信産業
　　　66.8兆円 (12.3%)
成長率: 9.4%
研究部門
9.5兆円
情報通信関連サービス部門
13.1兆円
情報通信関連製造部門
13.2兆円 成長率:17.7%
放送・出版部門
3.9兆円
通信部門
17.1兆円 成長率:12.9%
情報サービス部門
9.4兆円 成長率: 10.3%
情報処理・提供サービス
3.6兆円
ゲームソフト
0.3兆円 成長率: 4.0%
コンピュータソフトウェア
5.5兆円
成長率: 12.7%
全産業・粗付加価値額
(542.1兆円)
情報通信産業
(66.8兆円)
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情報通信・ソフトウェア関連投資の経済波及効果
¾ 情報通信関連投資 (31兆円)は、生産誘発 51兆円、粗付加価値誘発 26兆円、雇用者誘発 203万人の効果
¾ ソフトウェア投資 (8.4兆円)は、生産誘発 14兆円、粗付加価値誘発 8.1兆円、雇用者誘発 73万人の効果
(出典: 総務省 情報通信統計データベース 2001年)
情報通信関連投資
30.9兆円
コンピュータ
ソフトウェア投資
8.4兆円
投資額
情報通信関連による
生産誘発
51.0兆円
コンピュータ ソフトウェ
ア投資による生産誘発
14.0兆円
生産誘発額
情報通信関連による
粗付加価値誘発額
25.7兆円
コンピュータ ソフト
ウェア投資による・・・
8.1兆円
粗付加価値誘発額
情報通信関連投資
203万人
コンピュータ
ソフトウェア投資
73万人
雇用誘発
GDP年平均成長率にしめるIT投資の寄与
¾各国ともITが経済成長に大きく寄与している。
¾米国では、IT産業がGDPでは 8% を、経済成長率では 1/3 を占めている。
¾日本は、ソフトウェア投資の少なさが、経済成長率への寄与の少なさとして現れ
ている。
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約１８兆円
米国の約３倍
通信投資
道路投資
1999 19991996
約６.６兆円
出典： 「ニューエコノミー：日本は如何にして出遅れたか」　OECD科学技術産業局長　根津利三郎
道路投資
通信投資
米国の投資パターン 日本の投資パターン
約１１兆円
¾ 下図は、『道路建設投資』と『通信放送投資』の日米比較(1990～1999)である。
¾ ITは全産業の共通基盤。従来の公共投資に劣らぬ投資が必要。
¾ 日本のIT研究開発投資はハードウェアに偏りすぎ。ソフトウェア分野への投資をもっ
と増やす必要がある。
道路投資と通信投資から見た日米の投資パターン
PITAC (ITに関する大統領諮問委員会) 報告の概要 (1999)
 1992年以来, IT産業はGDP成長の1/3を占め、数百万の雇用を産み出した。
 しかし、現状の政府投資は短期的研究課題に偏り、長期的・ハイリスクな研
究が軽視されており、将来のIT革命へのアイデア供給が停まる懸念がある。
長期的・ハイリスクな研究こそ、政府の役目である。
 そこで、2000-2004年の間に、政府は下記の長期的基礎研究開発に
4743M$ (約5000億円) を追加投資すべきである。
– Software
– Scalable Information Infrastructure
– High-end Computing
– Socioeconomic Impact
– Management and Implementation of Federal Information Technology
 PITAC報告を受けて、NITRD (NW and IT Research and Development) に、
SDP (Software Design and Productivity) を追加し、ソフトウェア基礎研究の
強化に着手。
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米国政府の情報通研究費の推移
米国政府のIT研究投資は:1991年から2001年の間に4倍に伸びている
489 655
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百万＄（≒約1.1
億円）
1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003
米国政府のIT研究費の推移
National Cordination Office for NITR D
NITRDの2003年予算
SDP (Software Design and Productivity)の２００３年予算だけでも、
$196.7M (約２２０億円)
Agency ハイエンド・コンピューティング
大規模ネット
ワーキング
高信頼ソフト
ウェア・シス テ
ム
人間・コンピュー
タインタラクション
ソフトウェアの
設計と生産性
ITの社会影
響 合計
NSF 283.5 102.4 50.1 132.2 45.8 64.8 679
NIH 97.1 117.5 3 .7 90.8 5.8 11.8 327
DARPA 98.7 29.2 0 53.5 60 0 223
NASA 94.4 4.5 43.3 23.8 40 7 213
DOE/Scienc
e 137.8 28.1 0 16.4 0 3.5 186
DOC/NNSA 80.9 14.7 0 0 34.2 4 .3 134
Ot her 54.1 20.6 31.1 10.5 10.9 0 127
合計 836.5 317 128.2 309.2 196.7 91.4 1889
(単位: $M)
(Source: NCO publication, Suppliment to President's 2003 Budget Request to the Congress.)
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政府提供の研究資金及び研究者数の日米比較
AITEC調べ
IT産業技術者総数　
　　　⇒　４倍強の差
　米国：　209万人
　日本：　　51万人
2600
27000
1000
30000
0 5000 10000 15000 20000 25000 30000
人
教員・研究者数
国立研究所 IT研
究者数
情報分野研究者数
米国
日本
¾米国経済回復の成功は1980年代の政府負担のIT研究投資
AITEC 調べÆ　原データ：　
【米国】　ＵＳ　Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ（１９９９）
【日本】　総合科学技術会議・重点分野推進戦略調査会
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情報分野の大学院生数の比較
米国
日本
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粋研究費)
政府の研究資金提供額
米国
日本
日米情報技術研究の比較
　　我国大学は基礎研究（上流）、企業は商品化領域に限定注力
　　　
　　　　　　基礎研究を実用に結びつける中/下流研究不足で技術移転不足
R&Dの段階
米 　 　
国
日 　 　
本
上　流 中　流 下　流 商品化（企業）
　基礎研究段階
アイデア⇒メカニズム
研究段階⇒開発段階
　メカニズム⇒実現
開発⇒実証システム
製造技術確立
商品として市場参入
大　学
国　研
企　業
企　業
大　学
空白領域
技術移転領域
AITEC調べ
ベンチャー
国立研究所
国立研究所
２０ 
１９ 
 本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 802
 
 
 
 
米国のベンチャーキャピタルの分野別支出
 米国のTop-10 ソフトウェア企業の殆どは、ベンチャーから発展。
 ソフトウェアへの投資が急増
0 20 40 60 80 100 120 140 160 180
億ドル
1998年 ($166.72億)
1979年 ($50.55億)
米国のベンチャーキャピタル支出
計算機ソフト 計算機ハード 通信 半導体 電気機器 バイオテクノロジー
医療 産業・エネルギー 小売り その他
ソフトウェアへの投資が急増
日本の研究開発費は高額であまが、その
大部分は開発費であって、純粋な研究費は
少ない。
特に日本のソフトウェア産業は開発が主体
で、研究に回される割合は非常に少ない。
ソフトウェアの研究開発については
国や大学の支援が少ない
日本のソフトウェア研究の実態　
出典:　阿部忠彦　“知識型産業における
　競争力獲得に向けて“　
　富士通総研　研究レポート No.134 (2002)
２２ 
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米国の大学における研究費の資金源別割合の推移
（Ｎａｔｉｏｎａｌ　ｐａｔｔｅｒｎ　ｏｆ　Ｒ＆Ｄ　ｒｅｓｏｕｒｃｅｓ）
そ の他
産業界
大学
政府(連邦及び州)
米国の大学における研究費の資金源別割合の推移
米国の大学は、圧倒的な政府研究資金により研究を遂行
日本が強いソフトウェア分野 (と弱い分野)
Closed, 特定ユーザ向け
¾日本は、機器や業務と一体化した融合形システムには強い。製鋼プロセス制御システム、
最初の電子交換プログラムなど、信頼性と機能で世界のトップレベルにあった。
¾基盤プログラムでも優れた日本発ソフトが現れているが、普及化が難しい。
¾汎用応用ソフトでは、日本語が障壁にも保護にもなっている。
Open, 不特定ユーザ向け
機器・ 業務一体型、 融合型
基盤プロ グラム型
受注ソフト、
組込みソフト、情報家電、
工場プロセス制御ソフト、
通信ソフト、銀行システム、
ロボット、等
汎用ＯＳ、
ミドルウェア、
データベース、
汎用Application、
設計ソフト(DA等)
実時間OS、
開発ツール
言語(Ruby, Javassist),
SoftwarePot,
通信ソフト(IPv6, Delegate) 
バターン認識 等
ゲームソフト
コンテンツソフト
かつては強かった
日本が強い
２４ 
２３ 
 本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 804
 
 
 
日本のソフトウェアの輸出入実績
¾ 圧倒的な輸入超過である。対アジアでも輸入超過。
¾ ただし、組込みソフト、ゲームソフトや国内の専用情報システムは含まれていないので、
ソフトウェア技術の実力を表すものではない。
¾ ソフトウェア経済規模＝十数兆円から見ると、ソフトウェアの自給率は９割以上で高い。
39
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ソフトウェア輸出入統計 (組込みソフト、ゲームソフトを除く)
(出典 www.jeita.or .jp)
輸出
輸入
～２０００年代 ２０１０年代 20２0年代～
インターネット社会 ＢＢ・ユビキタスIT社会？ Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｆｅｄｅｒａｔｉｏｎ社会？
情報処理量
システム複雑化
への挑戦
高信頼システム
安心・安全で
快適に使える
日本の課題
失われた10年ムード 閉塞感からの脱却 多様性・多元性・ＱｏＬ
情報システムの方向性
アクセス集中時ダウンなど、
既存方式の限界
適用分野に合わせた超多量情報
処理手法が進歩する。
多様なステムやコンテンツが
広範囲で自律的・スマートに連携
するアーキテクチャが確立。
システムの複雑化が人間の
管理能力を越えつつある。
銀行統合時のシステム不具合
など影響範囲が社会規模化。
従来方式では限界。
不正アクセス、Virus 問題。
Security, Privacy, 著作権問題。
素朴な利用者向けの使い易い
インタフェース議論が展開。
ハードウェア能力を、ソフトウェア
の簡易化、高信頼化に活用。
限られた範囲で、ソフトウェアの
検証も行われる。
“高信頼＝高価”が社会常識に。
ハードウェア能力を、プログラム
保護などに活用して安全化。
シンプルなシステムが普及する。
マルチメディア化、認識/合成、
アクセシビリティ等の技術強化。
結局は人間が問題Æ法律の整備。
巨大なシステムもシンプルな部品
から構成され、お互いに協調動作。
仕様記述法が進歩し、Prototyping
や検証が可能になる。
重厚頑強なレガシーシステム中心
でオープンシステム化に乗り遅れ。
ハード偏重でソフト化に乗り遅れ。
縦割りや産学乖離→体系化不足
より高度なソフトが求められる Æ
システムやサービスがユニバーサ
ル・スマートに連携するアーキテク
チャの研究で世界をリード。
ソフトウェア技術者の待遇改善。
適用分野ソフトが進展する。
意識せずに使えるITになる。(デジ
タルの機能をアナログの使い心地で)
“何でもできる”から“人間の知力
を増幅する”ITになる。
量子暗号など新技術の実用化。
適用分野(Domain specific)技術で
世界をリードする。
創造的ソフトウェア社会。
少子高齢化社会の Quality of 
Lifeの推進。
２６ 
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多様なシステムやサービスのスマートな連携
Home Net
Ａｄｈｏｃ　Ｎｅｔ
ITS Net
Internet
Sensor Net
ｉｎｔｅｒｎｅｔ
様々なシステム・機器やサービスが“汎”アーキテクチャで体系化され、自律的に動作
し、色々なネットワークを介して相互連携し、安心・安全・快適なIT社会を実現。
ITによる生涯教育・
Quality of Life、:
臨場感あふれる情報、
文化Community形成
広域交通制御(最適経路制御)、
自律制御・事故防止、 行政の効率化・公平化
福祉の充実 、
行政の効率化・隅々化
環境、安心・安全、
災害予防、
災害時情報網
IT化農場:
Bioinformatics:
Trace可能安全食品
“汎” = Smart Federation
バリアフリー、
遠隔治療、
Digital Divide克服
実時間の在庫・物流管理、
Just in time
情報Security、
個人情報保護
日本のITを取り巻く状況I
高い品質や先進的機能を
求める高度な利用者
先進国に共通な課題を
世界に先駆けて経験：
少子高齢化、ヘルスケア、
環境、物→サービスへ…
「脅威」ではなく「機会」
として捉える！
いずれ他国でも必要に
なる事項をニーズ指向で
世界に先駆けて
ソリューション化できる
チャンス
日本の優位性日本の課題日本の現状の取組状況
各論の積み上げを超えた体系化（コンセプト、アーキテクチャ、標準化、ビジネスモデル、コンテンツ、
実証実験…）が必要　→　次世代の体系、即ち　「汎」アーキテクチャ　を追求する施策の立ち上げ
日本は「すりあわせ」で
差異化してきたが、
その有効範囲は概ね
企業レベルまで、
企業間から社会全体に
広がるレベルでは???
省庁縦割りや産学乖離等
統合的な体系を編み出す
のに不利な体制、
実際、既存施策は個別
各論的なものが多い
インターネット化では、
個々の要素では必ずしも
負けていないのに、
体系化で先行した米国
に席巻された。
日本の国際競争力の
源泉であった自動車や
家電等でもハードより
ソフト制御の比率が
高まっている。
ITの重要性は認識され、e-Japan 戦略の提唱や
それに沿った各種施策等で展開されつつある。
ハード品質が良くても
ソフトのバグにより
リコールの危険性
最終的にはユビキタスIT社会で全てが統合化へ。
が、現状の個別論の積み上げでは全貌が見えない。
制御ソフト開発の悲惨な
現状、このままでは米国
/インド/中国に負ける？
IT化の進展によりITの
欠陥は社会問題に直結
（銀行統合時の問題等）
日本はソフトに弱い。
大幅な輸入超過、更に
インド/中国の追い上げ
システムの複雑化や
利用者数/データ量の
急増→既存の技術や
技法は限界に？
２８ 
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次世代ITの鍵は体系化I
超大量の情報を
高速処理する方式
極めて複雑な仕様
への対処
極めて複雑なシステム構成で全体的な性能を達成するためには要素技術の単純な積み上げでは困難
（更に要素技術の積み上げでは従来技術の改善になりがちで起死回生の大きな差異化要素にならない）
停止が広範/深刻な
被害を生むシステム
の超高信頼化
セキュリティ
プライバシー
著作権問題
簡明なUI 
マルチメディア
ｱｸｾｼﾋﾞﾘﾃｨ
取組体制
システム全体としての高性能処理アーキテクチャを編み出す必要あり
（このような技術は世界的にも確立しているとはいえないため、重点特化で成果を出せば世界最先端へ）
全体的なアプローチや方法論体系など本質的に体系化の議論
要素局面に分解して各論を追及しただけでは「木を見て森を見ない」結果しか生まれないであろう。
システムの品質や信頼性はシステムの最も脆弱な要素の水準に引っ張られるため、
個別要素の品質や信頼性向上が従来にも増して重要であることに変わりはない。
しかしながら、個別要素の品質/信頼性向上は限界に近づきつつある。
効果的な多重化や負荷分散、セルフヒーリングといった全体アーキテクチャ上の工夫の上乗せが不可欠
しかしながら、ハードウェアやミドルウェアでの議論は既にIBM等が展開しつつある。
システムの主軸がソフトウェア（特にアプリケーション）にシフトしている中でハード/ミドル論議のみでよい？
ソフトウェアの多重化/負荷分散/セルフヒーリング等（自律ソフトウェア）に相当する概念とは何か？
（この点について、よいアイデア/コンセプト/技術/体系を打ち出すことが出来れば世界をリードできる。）
複雑度への挑戦は、課題としては認識されているものの、まだ世界的にも各論が乏しい。
（難しい領域ではあるが、重点特化で成果を出せば世界をリードできる。）
素朴な利用者が多数参加する影響 セキュリティや著作権保護等の理解や自己対処能力が不足しているユーザを如何に保護/規制するか。
プロによる利用の局面とは異なった自動保護/規制的なコンセプトや体系が必要になるのではないか？
各種関連技術を統合した体系を生み出すためには、取組体制自体の統合化/体系化が必要
従来の取組ではミドルウェア以下や共通ライブラリ的なレベルの対策が多い。
アプリケーションレベルでの対処方法に関するコンセプトや体系の議論が不十分ではないか？
個別メディアに関する技術は既に各種追求されているが、簡明なUIを得るためのメディアミックス体系は？
マルチメディア情報が大量に交換される世界で、効果的に特定のマルチメディア情報を検索する方法は？
複数メディアが混在する高度なコンテンツを簡潔に構築するためのMMオーサリング体系は？
多数の機器を接続
するシステムの作り
数億の機器から来るセンサ情報の海から大局的な特徴を抽出する方法は？
衝突回避等vs地域管制等、リアルタイム局所制御と全体最適化の折り合いをつける方法は？
各論の積み上げ（改善）では変化に対応し切れない危険性。斬新なコンセプト＆体系が必要か。全般
戦略的・継続的な取り組み
継続的な産学官連携研究の仕組み
実践的な産学官連携研究
¾産の実経験とニーズ
¾学の先見性とシーズ
¾官の国家ビジョン
効果的な研究体制の立ち上げ
¾Program/Project Manager制
¾産・学の研究者の集め方
¾人材の育成法
¾光る研究・人材の見つけ方
¾継続性
実践的なソフト
ウェア研究
　(500億円規模)
独自技術開拓
とＶｅｎｔｕｒｅ支援
　(50億円規模)
若手の創造性
発揮と人材育成
我が国の強い分野（組込みシ
ステム、基幹系情報システム
等）では世界のトップリーダと
なる。
¾ソフトウェア技術と適用分野
技術の連携・融合
¾共通基盤ソフトウェアの強化
強みの強化
弱点の克服鍵技術については世界トップ水準を確保する
¾斬新な概念・アーキテクチャ
提案の保護・育成（若手支援）
¾地道で継続的な研究の支援
戦略的な重点研究テーマの設定
技術 人材 手法
ソフトウェアベンチャー支援　
３０ 
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“汎”アーキテクチャが目指すもの
¾多様な
システ
ムやサ
ービス
・情報
が、ス
マート
に連携
・協調動
作
¾ユビキ
タス～
大規模
ネットワ
ークに
適合
した融
通性に
富む分
散処理
¾いつで
もどこ
でも臨
場感あ
る情報
¾コンテン
ツの連
携
¾人間に
優しい
インタフ
ェース
¾コンポーネントの積み上げで大規模化
(分散＋並列＋GRID＋自律) 
¾膨大な仕事量を実時間でこな超大規模ト
ランザクション処理技術
¾ソフトウェアコンポーネント化の徹底
¾健全に動作し、まれに障害を生じても
他に波及させず自ら治癒回復
¾情報セキュリティー・プライバシー保護
のための技術
¾モデルに基づいた厳格な開発
¾ソフトウェアとハードウェアの協調設計
“汎”アーキテクチャの研究とは
広帯域・ユビキタス ネットワーク
¾多様なシステム間・情報間 連携モデル
¾ユビキタス・広帯域ネットワークの体系化
¾システム間インタフェースの体系化
¾情報間インタフェースの体系化
¾移動環境でのサービス発信・発見モデル
¾自律動作、自己安定化モデル
¾ソフト指向のシステムアーキテクチャー
¾ソフト・ハード協調設計
¾疎結合モジュールによるシステム構築
¾一貫性のある応用プログラム構築体系
¾Secureコンポーネント化・高信頼化
¾共通プラットフォーム (Middleware)
¾半共通プラットフォーム
¾日本優位プログラム開発パラダイム
¾厳密で分かり易い仕様記述法
¾対象分野向け言語
¾信頼性検査・保証技術
多様なシステム・情報のスマートな連携
スケーラブルで頑丈なシステム構成技術
システム設計開発
クライアント
プラットフォーム
シームレス連携プラットフォーム
実証サービス
(広帯域・ユビキタスサービス、電子政府、情報家電、ITS等)
クライアントAPI
ネットワーク
プラットフォーム
サーバー
プラットフォーム
高信頼性プラットフォーム
セキュリティー管理プラットフォーム
適用分野API サーバーAPI
３２ 
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「基盤的ソフトウア技術開拓に関する研究開発専門委員会」メンバー
委員長：水野幸男（ＮＥＣｲﾝﾌﾛﾝﾃｨｱ相談役　～2003/1）
土居範久(中央大教授 2003/3～) 
【委員】　
(a) 大学・国立研究所　（50音順）
　　内田　俊一　　AITEC研究所・所長
片山　卓也 北陸先端大・教授　　
　　坂内　正夫　　国立情報学研究所・副所長
　末松 安晴 国立情報学研究所・所長
関口　智嗣 産業総合研究所・グリッドセンター長
　　竹内　郁雄 電気通信大学・教授　　　　　
　　武市　正人 東大工学部・教授　　　　　　
田中　譲 北海道大学・教授
　鶴保　征城　　　IPA Software Engineering Center所長　
　　鳥居　宏次　　奈良先端科学技術大学院大学・学長　
　 西尾　章治郎 大阪大学・教授　　　　　　　
　 二村 良彦 早稲田大学・教授　　　　　　
　 松岡　聡 東京工業大学・教授　　　　　
　 丸山　勝巳 国立情報学研究所・教授　 　
　 湯浅　太一 京都大学・教授　　　　　　　　
　 米澤　明憲 東大理学部・教授　 　 　　　
　Michael Cusumano   MIT 教授 (一ツ橋大学客員教授)
(b) 産業界 　 (50音順)
　 青木　利晴 ＮＴＴデータ・取締役相談役
赤井 正幸 元NECソフト・技師長
　　有賀　貞一　　　ＣＳＫ・副会長
　　内田　幸久 株式会社ネットウィン・取締役　
　　太田　清史　　　野村総研・副会長　
　　加藤　正和　　　オージス総研・社長
　　兼清　裕幸　　　日立ソフトウェアエンジニアリング・社長
佐藤　雄二朗 情報サービス産業協会・会長　　　　　　　
　 関 　隆明 ＮＥＣソフト・社長　
　　瀧浪　壽太郎　　電通国際情報サービス・社長　
　　富野　壽　　　　 構造計画研究所・会長
三井 信雄 イグナイト マネージングパートナー (元IBM)　
　　結城　淳一　　　 ＪＲ東日本情報システム・社長　　　
　　六反田　喬　　　 東芝情報システム・社長　　　
　　　　　
(c) 行政 　 (50音順)
　　小林　利典 経済産業省・情報振興課・課長
　　武井　俊幸　　　　総務省・技術政策課・課長
　　三浦　春政 　　　文部科学省・情報課 ・課長
　　
３３ 
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情報投資による効率向上 
 
早稲田大学 ビジネススクール 教授 平野雅章 
 
１．現状分析 
 
（１）概念の明確化 
 
情報技術については、IC タグ・ユビキタス・RFID・SCM・CRM・FTTH・ナレッジマネジメント等々流行り
言葉に事欠かないが、これらの言葉の氾濫に比較すると、情報投資の実際の効果についての記事や研
究は非常に数少ない。 
この発展シナリオでは情報投資の効果が主題であるが、まず、与えられたテーマの意味について若干
の考察をしておこう。 
「情報投資」とは、コンピューターやネットワークに対するハードウェア・ソフトウェアおよび必要な教育訓
練に関する投入と考えられる。ただし、我が国の統計では、ソフトウェアについては購入や外注のみが計
上され、自社開発の場合は統計に現れない。教育訓練も同様である。そして、通常はソフトウェアや教育
訓練費は、資産扱いではなく、経費扱いとされる。すなわち、「情報投資」の概念そのものは比較的単純
であるものの、その測定には、困難が伴う。そこでいままでの研究慣行に従い、「情報投資」のうち、ハード
ウェアとソフトウェアに関する投資を「情報技術投資」とする。 
一方、「効率」については概念的曖昧さがある。まず、マクロ経済レベル・産業レベルでは、「効率」とは
一般に「市場の効率」を意味する。確かに情報投資によって取引費用が低下するなどして市場の効率は
向上し、これによって社会全体にインパクトがある可能性が大きいと考えられる。他に、投資による効果と
しては「生産性」がしばしば取り上げられ、実際に測定もされている。他方、企業等の経済主体にとって、
効率とは抽象的な用語（例えば、「効率経営」のように使う）であり、投資による効果としては「生産性」また
は「経営成果」という概念が一般的であろう。マクロ経済または産業レベルで「生産性」を論じるときには、
通常産出高を金額に換算するが、企業レベルで「生産性」を論じるときには投入高・産出高共に、金額だ
けでなく直接的な測度（労働投入時間・生産量など）が使われる。また、「経営成果」については、売上
高・利益率の増加や時価総額の増加が使われる。ここで、留意すべきは、生産性向上は必ずしも経営成
果向上につながらないという点である。例えば、ある工場での生産性が向上すると、一定の労働投入量に
対して、製品の産出量は増加するが、もしこの製品が売れなければ経営成果には結びつかない。すなわ
ち、生産性と経営成果は別の概念で、経営成果向上のためには、生産性向上は十分条件とはいえない
のである。 
 
以上のような理由で、本シナリオのテーマは「情報投資による効率向上」であるが、「情報投資」と「情報
技術投資」を区別し、その効果としては「効率向上」「生産性向上」「経営成果向上」の３つを取り上げるこ
ととする。 
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（２）マクロ経済・産業レベル 
 
マクロ経済・産業レベルでは、先進各国で情報投資の効果についての実証研究の蓄積がある。情報
投資と生産性向上との関係をマクロに捉えるときには、二種類の効果が考えられる。まず第１に、情報技
術資本による労働の代替または古い資本の代替がもたらす生産性向上で、これは「資本深化」の寄与と
呼ばれる。第２に、情報技術資本が充実することにより、製品仕様・仕事のプロセス・ビジネスパートナー
や顧客との関係等が変化することによりもたらされる生産性向上で、「全要素生産性（Total Factor 
Productivity; TFP）」の向上による寄与と呼ばれる。後者は、分析の慣習上、しばしば「技術進歩」と同一
に扱われる。 
米国では、1990 年代には旺盛な情報技術投資にもかかわらず労働生産性の向上が公式統計におい
て確認できなかったという、所謂「生産性パラドックス」問題があったが、これは 1999 年の GDP 統計の改
訂により解消された。この GDP 統計の改訂は二つの重要な変更があり、第一に従来は中間投入として
GDP に含まれなかった企業のソフトウェア支出を、設備投資として GDP に計上することになった。第二に
情報技術財の価格性能比の向上を反映するヘドニック指数という価格指数算定方式を情報技術財、特
にハードウェアに適用することになった。この新しい統計に基づき、商務省は「Digital Economy 2000」に
おいて情報技術投資の経済効果について公式見解を出したと見ることができる。すなわち、非農業部門
における労働生産性の伸び率は、1972-95 年は年率 1.4%だったものが、1995-99 年は同 2.8%となったと
いうのである。さらに「Digital Economy 2002」は、2001 年の景気後退期にも労働生産性は 1.9%の伸び率
で、米国経済全体が情報技術投資のメリットを享受していると述べている。 
しかし、Baily の計測方法が異なる３研究の比較や Jorgenson、Stirho による調査では、1990 年代後半
においては、情報技術投資による生産性向上は見られるものの、これは主として情報技術財価格の低下
による代替効果（資本深化）によるもので、「ニューエコノミー」と喧伝されたような情報技術投資の外部性
効果（全要素生産性の向上）は実証されていないとするものが多数である。 
西村・嶺滝（2004）によると、日本の場合は、1995-2000 年に情報技術生産産業の労働生産性上昇率
（12.1%）は高まったが、情報技術利用産業・非情報技術産業における労働生産性上昇率（ともに 0.1%）は、
欧米各国の数値を大きく下回った。さらに、日本では、情報技術 ハードウェア製造業を除いて、労働生
産性向上にたいする情報技術投資の貢献が見られない。 
1981-1998 年の技術進歩率を見ると、多くの産業で 1990 年代に技術進歩率はゼロまたは負になって
いる。さらに米国と比較すると、情報技術利用産業である運輸・通信・サービス業の技術進歩率の低さが
目立つ。また卸小売の情報技術資本比率の低さとその技術進歩率の低さも著しい。情報技術資本と技術
進歩との相関関係は、電気機械産業のみでみられ、それ以外の製造業や情報技術利用産業において
は相関関係は有意ではない。 
 
（３）企業レベル 
 
日本には、情報投資の効果に関する企業レベルの実証研究は未だないが、Brynjolfsson は米国企業
について実証研究を行っている。その結果、以下の結果が得られた。 
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・情報技術投資と生産性との間には正の相関関係があるものの、分散がかなり大きい。 
・ERP 導入などの大規模情報技術プロジェクトについてみると、ハード・ソフトのコストは全体の２割程度
で、残りは業務プロセスの再構築（組織資本投資）やユーザの教育費（人的資本投資）に費やされてい
る。しかし、これらの投資は会計上資産扱い（貸借対照表に現れる）ではなく費用扱い（損益計算書に現
れる）とされているため、実態がよく把握されていない。 
・さまざまな情報技術プロジェクトについて調査した結果、コンピュータのハードウェア投資１に対して、イ
ンタンジブルアセットへの投資が９の割合になっていることが分かった。ここで、インタンジブルアセットと
は、業務プロセス・社員教育・取引先との関係・顧客満足・社員の忠誠心・企業に対する評価などである
とされている。すなわち、コンピュータは投資総額のごく一部にすぎず、インタンジブルアセットが実質的
に生産性の向上を支えている。 
・組織投資に関するデイタは存在しなかったので、独自に集めた結果、情報技術の活用度が高い企業は、
独特の組織特性を持っていた。このような組織を「ディジタル組織」と呼ぶと、「ディジタル組織」の原則を
採用した企業は、生産性だけでなく時価総額も高い傾向があり、情報技術とディジタル組織は効果に関
して補完的であった。 
・情報技術投資・ディジタル組織の程度・時価総額の関係をみると、平均以上の情報技術投資とディジタ
ル組織化を行っている企業においては、この２変数と時価総額との間に正の相関関係がある。また、時
価総額が最も低いのは、情報技術投資とディジタル組織化の程度が共に中位の中途半端な企業であっ
た。 
 
以上の実証研究の現状をまとめると、先進諸国の経済・産業レベルでは、情報技術投資の資本深化に
よる生産性向上は見られるが、全要素生産性の寄与については疑わしい。一方、米国の企業レベルでは、
情報技術投資と同時に十分な組織投資を行ったときに経営成果が向上する（我が国においては、企業レ
ベルの実証研究は未だ存在しない）。 
 
 
２．今後 10-30 年程度の発展シナリオ 
 
（１）全要素生産性向上の可能性 
 
全体経済または産業レベルでの全要素生産性向上は、ビジネスプロセスについての一般的な考え方
のみならず社会システム・価値原理・関係性等の全体的な変動を経て実現される。これらが社会全体で
大きく変動して大半の経済主体が新しいプロセスを採用し、経済全体の生産性が著しく向上したときに、
「支配的技術（dominant technology）の交代」と見える。この変動を、情報技術投資と生産性向上との関係
についての議論においてしばしば言及される、電力の普及と生産性向上の事例とのアナロジー考えよう。 
 19 世紀末から 20 世紀初頭にかけて米国で電力が動力源として実用化されたときに、製造業の生産性
は直ちに上昇せず、生産性が飛躍的に増加するまで 30-40 年間掛かった。電力以前には、水力や蒸気
が動力源として使用されていたが、そのときには複数の動力源を工場内に持つことはできなかった。また、
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歯車やベルトによる動力の伝達は距離によって効率が低下するので、結局、動力源を中心に、大きな機
械を周りに配置し、小さな機械を遠方に配置するような工場の設計となった。また、動力源との距離を短く
するために、工場は立体的に設計され、２階・３階にも機械が配置された。 
 しかし、電力が普及し始めたときに蒸気機関を電力モーターに置き換えただけでは、大した生産性向上
は得られなかった。飛躍的な生産性向上は、複数のモーターを平屋の工場内に自由に配置し、機械類
を作業工程にしたがって配置するように工場の設計思想が変わったときに得られたが、このプロセスに約
30 年を要した。これは丁度経営者が世代代わりするのに要する時間であった。 
 水力または蒸気動力源を電動モーターに入れ替えたのが「資本深化」で、電動モーターの方が取り扱
いやすく、コストも安いため、この入れ替えによって生産性が向上した。さらに、工場の設計思想が変わっ
て全く新しい配置や生産方式が生みだされ、それが経済全体に普及したのが「全要素生産性の向上」＝
「技術進歩」に当たり、これによってずっと大きな生産性向上が起こったとみることができる。 
 情報技術投資の現状をこの電力による生産性向上とのアナロジーでみると、「資本深化」による生産性
向上は、要素設備の置き換えによる生産性の向上、例えばそろばんから電卓、さらにはパソコンへの変
化による要素作業の生産性向上（具体的には、資本による労働の置き換え）に当たる。他方、「全要素生
産性（TFP）」の向上による生産性向上は、情報技術資本が充実することにより、製品仕様・仕事のプロセ
ス・ビジネスパートナーや顧客との関係等が変化することによりもたらされる生産性向上に当たる。マクロ
デイタに基づく実証研究では、米国・欧州・日本の各国で資本深化による生産性向上は認められている
ものの、全要素生産性の向上による生産性向上について決定的なデイタがなく、必ずしも合意が得られ
ていない。逆に考えると、情報技術資本への投資による生産性向上の余地はまだまだ大きく、これから
10-20 年の間に飛躍的な生産性向上を享受できる可能性が、大いにあり得るということである。 
 企業などの個々の経済主体にとってみると、競合より早く情報技術投資による生産性向上を実現したく、
実験とベストプラクティスの模倣を繰り返すことになる。しかし、経済全体について考えると、一部の企業は
他の企業に先駆けてベストプラクティス（電力の場合の、生産工程にしたがう平屋の工場設計に相当）を
実現して短期的な競争優位性を享受するものの、いずれこれはその他の企業によって模倣され、産業全
体の標準的なプラクティスとなる。このときに、デイタからは、経済全体の生産性レベルが飛躍的に向上し
ていると観察されることになる（支配的技術の変化）。 
 しかし、この情報技術投資による飛躍的な生産性向上を実現するためには、前提として、組織構造と意
思決定プロセス・ビジネスプロセス・パートナーとの関係等の見直しや再設計など、大規模な組織投資・人
材投資によって、実験・探索とベストプラクティスの発見・普及を行う必要がある。前節の Brynjolfsson に
よると、これら目に見えない資産への投資額はハードウェアへの投資額の９倍になるという。このプロセス
においては、ナレッジマネジメントなどのアプローチが活用される。 
 
（２）ソフトウェア大規模化と開発プロセス 
 
情報投資の大きな部分を占めているソフトウェアは、大規模化の一途を辿り、その結果、システムの大
規模化に起因するトラブルも増えている。たとえば、英国の Child Support Agency における４億 5600 万
ポンドプロジェクトは、開始後１年でキャンセルされてしまったし、Microsoft の Windows XP の後継 OS、
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Longhorn は当初2004年発売予定であったが、2006年以降の発売と発表され、しかも当初予定された多
くの機能の実装は 2007 年以降に延期されることになった。Standish Group の調査によると、大型情報プ
ロジェクトの 30%は途中でキャンセルされ、半分近くが予算超過で、60%はプロジェクト当事者によって失敗
と見なされているという。 
また、現状で動いているシステムであっても、内在するバグによる障害は、システムの大規模化によって
ますます増加する。たとえば、2004 年９月 14 日に航空管制システムのトラブルにより、南カリフォルニア地
区の航空管制は中断され、多数の航空機が飛行を断念することになった。米国 National Institute of 
Standards and Technology (NIST) の 2002 年報告によると、システムバグによる全米の損害は、年 595 億
ドルに達するという。 
 以上のようなソフトウェアを巡る技術的なトラブルは、ソフトウェア開発技術の未成熟に起因し、結果とし
て情報投資による非効率化を社会にもたらすことになっている。現状では、社会からのソフトウェアに対す
るニーズに対して、開発技術の水準が見合っていないのである。これは、ソフトウェア業界が、不適切か
つ過剰なマーケティング活動によって、現状では実現不可能な夢を社会に売り、その結果社会の情報技
術に対するニーズが短期的には非現実的なレベルまで高まってしまっているという一面も否定できない。
現在、ソフトウェア開発については、業界の成立以来数十年続いてきた慣行が大きく変化しつつある。 
 まず、開発プロセスのライフサイクルマネジメントが、従来の「ウォーターフォール」モデルから「繰り返し」
モデルへと変わりつつある。従来型の「ウォーターフォール」モデルでは、要求定義・システム設計・コー
ディング・テスト・導入の各ステージを順番に実施していったが、環境の変化が速くなった結果、テストが
終了するまでには、要求定義がすっかり変わってしまっているという事態が、日常的になってきた。そこで、
開発の各ステージを重ね合わせ、多機能プロジェクトチームによって各ステージを繰り返す「繰り返し」モ
デルが実用化されつつある。 
 また、ソフトウェア開発プロセス全体の短縮化のためには、各ステージの短縮化が欠かせないが、テスト
の自動化は、大きなインパクトがある。この分野のリーダーは Mercury であるが、当分その地位は動かな
いと考えられる。特に、システムテストの自動化によりテストの時間とコストが下がると、「繰り返し」モデルの
採用が容易になり、開発の「繰り返し」モデルを支援することになる。 
 ３つ目の動向は、オープンソースの活用である。システム開発におけるオープンソースの有効性は、
Unix を始め、歴史的に多くの事例で広く認められているが、Linux のような「純粋」オープンソースモデ
ルだけでなく、アウトプットの商用利用を認めたり（例えば、CollabNet）、システムソースの一部に限って公
開する（たとえば、Microsoft）など、いろいろのビジネスモデルが実験されている。10-15 年以内には、効
率的でかつ経済的にも意味のある幾つかのオープンソースモデルが生き残っていて、広く産業界によっ
て採用されていることと思われる。 
 以上のような革新の結果、今後 10-20 年でソフトウェア開発プロセス自体の信頼性は相当程度高まると
考えられる。しかし、これが実際に社会の効率化に大きく寄与するかどうかは、社会がどのようなことを情
報技術に期待して、どの程度大規模・複雑な情報技術プロジェクトを構想するかに、その大きな部分が依
存している。非現実的な期待に基づいた大規模プロジェクトであれば、相変わらず社会に非効率をもたら
すことになる。 
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（３）情報投資の重点テーマ 
 
今後 10 年以内に、情報投資による効率化に大きな効果があるような重点テーマが、社会的合意として
浮かび上がってくると考えられる。以下に主なものを上げる。 
 
１）システム統合 
 
ビジネスの世界の基本的なパラダイムが、20 世紀初頭以来の「多角化・垂直統合」から 1980 年代以降
「コアビジネス専業化」に変化したことにより、世界的に事業領域のリストラクチャリングのための M&A が
増加している。このときには、合併・吸収の実効を上げるために、組織とオペレーションの統合のみならず、
これらをサポートする情報システムの統合も不可欠である。システム統合は地味ではあるが、しばしば、時
間・エネルギー・コストが非常に掛かるプロセスである。これに失敗すると、たとえば、2002 年４月のみずほ
銀行におけるシステム障害のように、基本的なビジネスプロセスが中断するだけでなく、信用の失墜を含
む、直接・間接の損害が避けられない。また、社会的にも、大きな生産性の低下を招く。 
また、各企業がその事業領域をフォウカスしているので、しばしば自社のみで顧客までのヴァリューチェ
インを完結させることができず、他社との協業・アライアンスを必要とするようになってきている。ここでも、
他社の情報システムとの統合が必要となる。そして、M&A やアライアンスに起因するシステム統合の必要
性は、多くの場合、散発的だが恒常的に起こるため、効率的なシステム統合プロセスの理論・ツールの開
発ニーズは、ますます大きくなると考えられる。この傾向は、ビジネスの世界における支配的なパラダイム
が今一度変わるまで続くと考えられる。 
 
２）マネジメントへの情報技術の応用 
 
現在の情報技術は、マネジメントの分野でまだまだ十分に活用されているとはいえない。人間の常識
的な判断を必要としないような定型的な意思決定や大量のデイタに基づく意思決定には、情報技術をも
っと活用すべきである。特に、行政・医療・災害対応等の分野で今後 10-30 年にわたって効果が大きいと
考えられる。 
 たとえば、2003 年９月の東京慈恵会医科大学青戸病院における医療ミスによる患者死亡事件は、資格
のない若手医師が倫理委員会など学内の必要な手続きを取らずに腹腔鏡手術を実施して起きたのだが、
本来、条件を満たさない手術については、手術室・麻酔医師・助手などの必要な資源が配分されるべき
ではなかった。このような意思決定は情報システムによって、有資格者をチェックして資源配分するような
っていれば（勿論、緊急時等には手動で配分できるべきであるが）、医療ミスでなく、無資格者による手術
そのものを防ぐことができた筈である。事務員が資源配分していると、医師に要請されたときに社会的パワ
ー関係から、ルール違反であっても拒否することが難しいが、システム的に配分すれば、このような事態
が防げるだけでなく、配分ミスも大幅に減少すると考えられる。 
 このように、あらゆる組織の管理とマネジメントには、情報技術を活用して、生産性を上げる余地がまだ
まだ大きい。前節の、電力と生産性の項で述べたように、まず少数の組織が、画期的なマネジメントへの
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応用による生産性・経営成果の顕著な向上を実現し、これが、徐々に、周辺組織によって模倣されて、社
会全体の生産性が向上するであろう。 
 
３）人的投資・組織投資 
 
西村・峰滝（2004）の実証研究によると、情報技術資本と低学歴労働は代替関係にある。情報技術によ
って労働が代替されるためには、労働者のスキルがソフトウェア上にプログラムでき、労働市場が柔軟で
雇用調整にコストが掛からないことが条件である。製造業における単純労働は、ロボットや機械によって置
き換えられ、高度の金型設計・製作も CAD と CIM によりアルバイトでもできるようになった。銀行業務も、
数次にわたるシステム化で、窓口業務や科目間処理も機械化されて、女子一般職のスキルがディジタル
化された。 
 製造業では、低学歴労働の情報技術資本による代替は、1990 年代より 1980 年代の方が大きかった。
1990 年代には、生産工程以外の開発・顧客管理・物流・事務管理棟の部門で情報技術が利用されるよう
になったことを考えると、生産工程以外の事務部門において情報技術がコスト削減をもたらしていない可
能性がある。これは、事務部門では労働者間のコミュニケーションや組織の暗黙知等、ディジタル化困難
なスキルが多いことが原因と考えられる。 
 情報技術資本は、高学歴労働に対して補完的である。たとえば、ERP (Enterprise Resource Planning：
統合業務システム) や CRM (Customer Relationship Management) 等のソフトウェアを利用するには、業
務知識以外の知識が必要で、情報技術資本が高学歴労働の価値を高める。しかし、産業別の差異も考
慮することが必要で、電気機械産業では 1990 年代には情報技術資本と高学歴労働との補完関係がほぼ
消滅した。これは、電気機械産業が次第に高学歴労働を必要とする「ものづくり」産業から、最新鋭の機
械を購入して据え付ければほぼ同じ品質の製品ができる汎用品型の産業へと変化しつつあることを示唆
している。1980 年代には熟年高学歴労働と技術進歩とには弱い正の相関があり、高学歴労働者の長期
にわたる勤労経験のノウハウが生産性を上昇させていたが、1990 年代には、負の相関となり、技術進歩
の性格が変化していると考えられる。 
 今後数十年の日本経済を考えると、先ず日本型「ものづくり」の優位性が活きる領域が限定されている
（たとえば、部品点数が数十万個であるような製品群に限られている）ことが明らかにされて行くであろう。
その中で、若年労働者の減少に対処するためには、情報技術資本で若年低学歴労働を代替していくこと
が必要である。また、一般には情報技術投資と高学歴労働は補完関係にあるが、情報技術投資の効果
を十分に得るためには、技術進歩にマッチした適切なカリキュラムによる高学歴化を図り、その十分な量
を確保することが課題となる。 
 
（４）適切な測度 
 
「情報投資による効率向上」というテーマについては、第１節にみたように、「情報投資」も「効率」も適切
に測定するのは容易ではない。 
まず「情報投資」については、「ハードウェア」「ソフトウェア」「組織投資と人材投資」に大きく分類できる。
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「ハードウェア」については、価格性能比の向上が著しく、歴史的な比較が困難である。「Digital Economy 
2000」では、生産性を考慮するヘドニック指数を導入しているが、この指数の決定自体が問題であり得る。
さらに、ハードウェアを所有せず、レンタルで使用する傾向が強まるであろうから、資産というよりむしろ経
費の効率を考えていくようになる可能性が大きい。「ソフトウェア」については、我が国では内製ソフトは中
間財として統計に現れない。「組織投資と人材投資」については、そもそも我が国でも「情報投資」として
把握されていないし、その範囲や取り扱いについて未だ慣行が確立していず、いずれにしろ経費扱いで
ある。 
 そして、これら三者が統合された「情報投資」については、全く満足な測度となっていない。たとえば、デ
ル社オースチンの工場では、新しいソフトウェアを導入し業務プロセスを再設計した結果、効率が著しく
向上し、以前の半分の床面積で以前より 20%多く生産できるようになった。もし、生産効率が向上しなかっ
たとすると、増加する注文に応えるために二つ目の工場を建設することになっていたはずで、その場合に
は新工場は固定資産として貸借対照表に記載されていたであろう。しかし、インタンジブルアセットへの投
資は、貸借対照表に記載されないので、従来からの会計デイタは、情報投資に関する記述としては、解
釈に注意を要する。 
 他方「効率」であるが、まず、全体経済や産業レベルでの市場の効率については、産業経済学・産業組
織論で研究の蓄積があるものの、「情報投資」と「市場の効率」との関係の研究は今後取り組むべきテー
マの一つであろう。また、経済・産業レベルでの「生産性」測定には、出力が産出額で測定されている限り、
測定されない「生産性」の向上があり得る。たとえば、情報投資によるオークションなどの社会的インフラス
トラクチャーの整備により中古品のリサイクルが推進されると、新品商品の需要は減るので、測定される歳
出額は減少してしまう。 
 企業レベルでの効果の測度は、「生産性」と「経営成果」が代表的なものであろう。企業が詳細な情報を
開示すれば事業レベルでの効果を計ることも可能であるが、大サンプルによる事業レベルの実証研究の
可能性は 30 年経っても小さいであろう。他方、公共部門については、「生産性」以外による効果測定は、
困難であろう。 
 すなわち、今後 30 年の間に、「情報投資」の測度については、経費としての「情報支出」の取り扱いを加
味して改善可能性があるが、「効率」「生産性」「経営成果」の測度については、改善可能性に限度があろ
う。 
 
（５）社会変動 
 
社会全体として情報投資が進む結果、（いままでみてきたように、全要素生産性が向上するためには、
組織投資・人材投資が必要であるから）その効果の程について保証はないものの、従来と比較すると、情
報流通の速度は増加し、情報流通のコストは低下することに間違いはない。これによって、今後数十年の
間に多くの社会変動があると考えられる。 
 情報投資によって情報流通が促進されることにより、社会の透明性が増す。社会の透明度が増すことは、
公正な社会を作るための必要条件ではあるが、かならずしも十分条件ではない。まず、情報の透明度が
増すことにより、市場は効率化するが、効率的な市場では誰もが財の価値に関する情報を入手できるた
 本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 817
めに、競争状況においては勝敗がはっきりする。たとえば、現状においても、プロスポーツの世界では選
手の能力に関する情報は誰もが入手できるため、有能な選手は誰もが欲しがって、その結果有能な選手
の報酬は極端に高くなる。他方、凡庸な選手については特に誰も欲しがらないため、報酬水準はかなり
低くなる。芸能界やアートの世界でも、似たような傾向がみられる。他方、一般ビジネスの世界では、社員
の能力を明確に比較・判断できる情報が少ないため、（少なくとも今までの日本では）ごく一部のビジネス
人の報酬が極端に高くなるという現象が起きにくい。しかし、今後は、多くの分野で個人や会社の能力に
関する情報が容易に流通するようになる（すなわち、市場の効率が増す）ので、能力のある人や組織の報
酬が極端に高くなる可能性が大きい。これは、公平ではあるものの、社会的には必ずしも公正といえない、
帰結を招くので、何らかの補償制度を作る必要がある。 
 また、社会の透明度が増す直接的な結果として、プライヴァシーを保持することは難しくなる。電子メイ
ルのコピーはサーバーに残るのでシステム管理者は読むことができるし、携帯電話を携帯していれば、所
有者のいる場所は、数百メートルの範囲で特定できる。クレジットカードや小売店のロイヤルティーカード
の情報を集計すれば、個人の生活・買い物パターンが相当程度推定できる。欧州では、駅や飛行場など
多くの人が通る場所にはカメラが設置されていて、顔の画像をパターン認識ソフトを使って分析して、特
定の個人の移動を監視している（これは、現在までのところ、主としてフーリガン対策である）。振り返って
みると、近世まで殆どの人にとってはプライヴァシーの概念は存在しなかったし、国民がプライヴァシーの
存在を無条件に仮定できるようになったのは、たかだかこの 100 年以内のことである。しかし、情報社会の
利便性・安全性等とプライヴァシーの消失とのトレイドオフは、広く認識され議論されることになる可能性が
大きい。 
 さらに、社会の透明度が増すことと情報流通が容易になることの結果として、単純労働や国内に優位性
のない課業について、海外へのアウトソースが多くなる。既に、米国・英国などの英語国では、インドへの
アウトソースが増えて社会問題になっているが、この傾向はますます高まり、いずれ日本でも、幾つかの
課業が海外にアウトソースされるようになろう。同時に、企業の戦略的プラットフォームなどの構築につい
ては、所謂システムインテグレイターが急速にシステムインテグレイション能力を失いつつあるため、逆に、
インソースで社内に情報システム能力を蓄積していく企業も増加するであろう。 
 一方、ディジタル財の増加に連れ、コンテンツに関する権利の管理が変化すると考えられる。よく知られ
ているように、現在の特許や著作権の制度は、ディジタル財を予定していないために、各種の不都合が
発生している。Lessig (2004) のように、そもそも知的産物は公共的なもので、企業の私的な権利を過剰
に保護することは社会の進歩を阻害するだけでなく、社会的正義に反するとする立場もあり、現在、ディ
ジタル財の権利の管理は過渡的状態にあるといえる。今の段階で変化の方向を予測することは困難であ
るが、今後 10-20 年の間には、社会的にディジタル財の取り扱い経験量が十分となって、安定的な制度
が生まれている可能性が大きい。 
 最後に、歴史的にみると、情報流通が増すと、社会的・政治的権力関係に変動が起こる。過去の最も重
要な事例は、ルネサンス期の欧州における印刷術の普及とそのインパクトである。印刷術の普及と聖書の
ラテン語から日常言語への翻訳により、聖書が普及し、これが宗教改革を引き起こして、結局、カトリック
教会の権力の弱体化を促進させることになった。教会は、カノッサの屈辱（1077 年）で世俗権力に対する
優位性を誇示したものの、宗教改革後は、世俗権力に従うこととなった。また、最大の帝国スペインは、宗
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教改革に併行して属領の独立に直面し弱体化して、結局アルマダ海戦に破れ英国に覇権を奪われるこ
ととなった。情報技術の普及により、国民国家（徴兵制や知的所有権の保護も国民国家のシンボル的な
制度である）の相対的な意義が揺るがされ、帝国ソ連は衛星国の独立で崩壊した。ただ、国民国家に取
って代わる新しいヘゲモニーが何であるか、われわれにはまだ分からない。今後 30 年の間には、徐々に
明らかになるであろう。 
 
３．日本の採るべきアクション 
 
セキュリティー・ネットワーク・デイタベイス等の、情報技術に関する常識的に考えられる領域の研究を
する他に、以下のアクションを採ることが望ましい。 
 
（１）測定と実証デイタの整備 
 
前節に、情報投資／支出と効率向上に関して、測度の改善が難しいと指摘したが、実情を把握し適切
な政策を立案・実施するためにも、測定と実証デイタの整備が不可欠である。特に、情報技術資産のフロ
ー化の傾向に関して、どのように効率を測定すべきかは、これからの検討事項である。このために、産業
界・学界と連携して、理論的研究と実証研究を積み重ねていく必要がある。また、公共セクターにおける
情報投資効果の測度の開発は急務である。 
 
（２）教育投資 
 
既存の実証デイタは、情報技術投資の効果を得るためには、組織投資・人材投資が必要であること、
情報技術と低学歴労働は代替的であるが、情報技術と高学歴労働は補完的であることを示していて、こ
れらについてはほぼ一般的な合意が得られているといえる。我が国は、（もし移民受け入れ政策に変化が
ないのであれば）これから若年労働者の不足に直面するので、低学歴労働で可能な課業は情報技術で
代替し、高学歴労働者を増やすことにより、情報技術投資の効果を上げていく必要がある。このためには、
適切な教育訓練カリキュラムの開発などの研究が望まれる。 
 
（３）マネジメントへの応用の研究と実践 
 
前節（３）項でみたように、情報技術のマネジメントへの応用はまだまだ改善の余地が大きいし、社会的
インパクトも大きいと期待できるので、この分野において集中的な研究（理論と実証）と実践が望まれる。
特に、運輸・通信・サービス業・卸売業等では、米国に比べて生産性向上が低いので、改善の余地が大
きいと考えられる。 
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（４）社会的な合意形成 
 
前節（５）項でみたように、情報投資による社会的な変化が予想され、現在の価値観ではこれらの変化
は必ずしも受け入れられないので、幾つかの論点について社会的な合意形成を意図的に行う必要があ
る。 
 
１）競争敗者の救済 
 
情報投資の結果、社会の透明度が高まり、競争が効率的になると、勝敗が著しくはっきりとつくようにな
る。しかし、勝者の報酬が著しく高まったときには、社会的に不公正と感じられる事態が発生する可能性
がある。そこで、敗者の救済ルールを確立していく必要がある。 
 
２）プライヴァシーの消失 
 
社会の透明度が高まる直接的な結果として、プライヴァシーが消失または著しく制約される可能性が大
きい。情報投資を行って社会の透明度を高めることによって得られる社会の公平性・安全性とプライヴァ
シーとのトレイドオフを明らかにして、合意を形成していく必要がある。 
 
３）知財の新しい取り扱い 
 
我が国の知財政策は、先端的な思想に比して半周遅れの印象を否めない。ディジタル財に適した、新
しい知財の取り扱い方について、（一部企業に有利となるような過剰な保護を弱めることを含めて）社会的
合意を形成していく必要がある。 
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科学技術におけるアジアの多様性と融合 
 
東京大学 名誉教授、（株）東京海上研究所 理事長 石井威望 
 
１．現状分析 
 ２０世紀前半のアジアにおける科学技術は、日本以外に事実上殆んど見るべきものが無かった。２０世
紀後半においても、久しく「雁行モデル」が通説となっていた。つまり、日本を先頭に順々に並んだ隊形で
の発展のイメージ（“リニア・モデル”ともいう）が広く定着していたのである。これに対して、今日起こってい
る最大の変化は、このリニア・モデルが崩壊し、次のモデルへの移行過程が進行中であることであるが、こ
れはアジアの多様性の増大要因と見なすことができる。 
 恐らく、１９８０年代中頃に集中管理型システムのパラダイム（たとえば、コンピュータ・アーキテクチャー
でも、社会主義的計画経済でも）がピークを迎えて、上昇から下降へと反転し、分散型システム（その象徴
が、パソコンやインターネット）へのパラダイム・シフトを起こしたと考えられる。この変化が、先述のリ二ア・
モデルからの離脱に先行して起こっていることは注目に値する。その分散化への反転の典型的事例とし
て、メインフレームの代表格であったＩＢＭも、パソコンを供給する有力企業に自ら変身するといった変遷
を辿った上で、さらに２００３年末にはＩＢＭのパソコン部門が“中国”のパソコン最大手企業（聯想集団）へ
巨額で売却されるという事態にまで至った。勿論、日本企業への打診もあったと噂されているが、結局折
り合いがつかなかったという。このエピソードは、今や日本を含めたアジア各国が横並びの対象として、世
界市場での取引が行われており、かつての日本を筆頭としたアジア・リニア・モデルは完全に過去の理論
になったことを示している。 
 とくにＩＴ分野では、サムソン電子（韓国）が半導体・液晶・携帯電話など国際競争力の高い事業（液晶パ
ネル、半導体メモリで世界最大シェア）だけに経営資源を集中し、２００４年１２月期決算で１兆円を超える
純利益を発表、米国マイクロソフトなどを抜き、ＩＴ企業で世界最高水準になった。ちなみに、２００３年度で
税引き後利益が１００億ドルを超えた企業は、トヨタ自動車など世界でわずか７社であった。今や、サムソ
ンはソニーに次ぐ世界的ブランドとして定着している。１９９７年の韓国での金融危機に直面して、大リスト
ラ（２年間で３４の不採算事業を整理、３年間で３分の１に当たる３１，０００人退職）を決行して躍進のきっ
かけをサムソン電子はつかんでいる。２００４年の設備投資額は約８，０００億円とソニーの倍近い。２００５
年度も設備増強と研究開発に、約１兆５、６７０億円を予定しているという。アジアのハイテク企業で圧倒的
存在感を示しているので、株式時価総額が約６兆６、９００億円と市場からの評価も高く、昨年以来アジア
企業中第３位を保っている。日本の代表的ハイテク優良企業（キャノン、松下電器産業、ソニーなどの各
社４～５兆円）と比べても全く遜色がない。 
 ３位のサムソンを挟んで、２位の中国移動（香港）と、４位ハチソン・ワンポア（香港）が注目されているが、
さらに５位に続くのが台湾積体電路製造（半導体）であり、実にトップ５企業の４つまでがＩＴ関連企業であ
る。たとえば、中国移動は中国最大の携帯電話会社であり、その時価総額はＮＴＴドコモの約９兆４、８００
億円に対して約７兆円と迫っており、ハチソン・ワンポアは香港の港湾・通信大手である。要するに、アジ
ア企業は情報化を牽引力に成長しており、同時に工業化（たとえば鉄鋼や石油など素材産業の成長）を
も進めている点が特徴である。 
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２．発展シナリオ 
 脱亜入欧が、明治初期以来少なくとも科学技術面では日本の方針であった。科学技術で東洋がリーダ
ーシップを失って以来、日本を含めて後進性を自認してきたアジアが、漸く経済的にも実力を蓄えて、従
属的地位を離脱して独自性を増してきた。最近の未来予測報告（たとえば米国国家情報会議が２００５年
１月１３日に発表した報告書）では、２０２０年までに中国のＧＮＰが日本を超えて米国に次ぐようになり、イ
ンドも２０３５年に日本に追い付くであろうと予想しており、２１世紀は中・印に率いられた「アジアの時代」に
なるとしている。技術開発の面でも世界のリーダーになる位置につけるであろうとしている。また、日本に
対しては、高齢化の影響で経済回復力が阻まれ、勢を増す中国に対抗か追随かの選択を迫られると予
測している。 
 「アジアの時代」になった２１世紀の日本の地位を想定すれば、「ヨーロッパの時代」であった１８～１９世
紀の科学技術におけるＣＯＥ的な主要各国の競争的共存状態との類似を連想する。仮に中・印のＧＮＰ
が優位である場合でも、恐らく日本の科学技術における独自な地位が消滅しているとは考えられない。し
たがって、科学技術におけるアジアの多様性は、とくに近未来においては保持されるであろう。少なくとも、
今後５～１０年程度の近未来においては、投資や買収などの金融面に現われた現在の指標（たとえば株
式時価総額、設備投資、研究開発投資、人材育成投資など）が事業計画などで期待利益の反映として
使われるであろうが、期待値より確実なのは営業損益のような過去になされた先行的企業努力が現時点
で生み出している結果であり、それは各企業が独自に研究開発に使える資金源にもなるので、多様性を
支える基盤でもある。したがって、科学技術の近未来を描く発展シナリオの場合には、現在ないし直近の
営業損益の概要がかなり良い予測データを与えてくれるであろう。たとえば、２００４年９月中間期の対外
貿易の地域別営業損益の集計結果（上場企業対象の日経新聞調査）が発表されている。日本企業が、
海外で稼いだ利益は営業利益全体の３１．８％に達し、金額でも前年同期比３９％増で過去最高になった
が、アジアでの営業利益は３４％増の約６千億円であり、全体の営業利益の９．１％を占めており、４年前
の６．６．％から大幅に増加した。これは対米州と対欧州の営業利益がそれぞれ８，７００億円、３，０００億
円弱であるのと比較すれば、中国など高度成長市場をもつアジアが最近になって生み出している需要の
大きさが浮き彫りにされている。営業利益を生み出す企業活動とくに貿易について、日本の近未来の構
造変化を展望してみると、２００５年の日本の対中貿易総額（輸出入を合わせた額）は初めて対米を上回り、
最大の貿易相手国は中国となった。ちなみに、２００４年１～１１月の実績は対米が１，７２７億ドル（国別比
率１８．６％）、対中は１、５２２億ドル（同上１６．４％）であり、対中は２００５年も日本からの高品質の部品や
素材などの輸出が一段と増加すると予想されている。中国は２００１年１２月の世界貿易機関（ＷＴＯ）加盟
後、工業製品への関税引き下げや外資の中国進出規制の緩和によって、外国企業の進出が加速された
結果、「世界の工場」と呼ばれるようになった。たとえば、携帯電話やノート型パソコンの５割以上、ＤＶＤ
再生機の９割（いずれも台数べース）が中国製である。進出した日系企業からの逆輪入も量的に増加して
いるばかりでなく、低付加価値の繊維製品など中心から、最近は高付加価値の機械設備や家電などが急
増している。さらに、このような中国の加工技術の向上の結果、むしろ高性能で高価な部品や素材などの
日本からの輸入が増えており、香港経由の貿易まで加えれば２００４年上期に対中貿易は黒字に転換し
た。日本の高水準の製造技術にとって、漸く「世界の工場」が同時に高品質を求める「消費市場」としても
登場して来た。工業化のシンボルであり耐久消費財の代表格である自動車販売の面でも、東アジアとく
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に中国は現在４００万台の販売台数（米国の１，６００万台，日本の６００万台に次ぎ第３位）だがトラツクが
多く、今後本格的な乗用車の普及が始まると期待されている。 
 中国商務省の発表では、２００４年の中国の対外貿易は日本を抜いて、米国・ドイツに次いで第３位（１
兆１，５４７億ドル、対前年比３５．７％増）が確実のようだ。しかも、世界のトップ５００企業の９割が対中進出
しており、「最高の技術で市場競争」をしているといわれている一方、外資系企業がもつ科学技術の水準
に比べて中国の国営企業などの現水準はいささか遜色がある。しかし、中国人の優秀な科学者や技術者
が海外で高水準の業績をあげた上で、帰国して国家的な支援などを得て急速にハイテク企業を立ち上
げた成功例も増えてきた。彼等は国際的視野で、各国の科学技術の水準を評価する能力をもっている。
従来、日本の水準を評価してきた欧米の眼に加えて、新しくアジアからの視線が強く注がれ、その複数評
価が貿易面にも表れ、経済的結び付きとともに日本の科学技術の発展に不可欠な存在になってくる。勿
論、科学技術自体の普遍性に由来する（多様性とは逆方向の）傾向があるにしても、長期的には各地の
「アジア」色が濃くなり、生物における進化と種の多様化と同様な経過を辿るのではなかろうか。「生物多
様性（バイオ・ダイバーシティ）」を念頭に置きつつ、「技術多様性（テクノ・ダイバーシティ）」という新しいキ
ーワードを導入して、以下の論述を進めたい。このような“バイオ用語→テクノ用語”という用語の転用は、
原子核物理学における核“分裂”や、ＩＴにおけるコンピュータ“ウイルス”などの前例にならって、今後はよ
り一層多くなるのではなかろうか。つまり、いわゆるバイオ的モデルの比重が、２１世紀の科学技術におい
ては増大することの一つの表れである。 
 近未来と遠未来（一応、本稿では１０～３０年）の本質的差異は、宇宙観の転換に基づくものである。し
たがって、この発展シナリオの作成においては、この宇宙観の転換前後の二つの期間に対して、それぞ
れ別々のアプローチを使い分けることにする。つまり、今後３０年という時間のうち、初めの５～１０年の近
未来と、残りの１０～３０年の遠未来とでは、自然科学的にも、工学的にもさらには人文科学的にも、多様
性と融合の問題を研究するアプローチ自体に質的相異があり、それを前提条件として積極的に取り入れ
ていくことによって、アジアと日本の関連をより見通しよく分析できる。上記のテクノ・ダイバーシティを測度
（尺度）とすれば、アジアに限らず一般に近未来は低水準にあって一種の助走区間的な性格が前面に強
く出るが、遠未来になると急激に本格化して高水準になるというシナリオを描くことができる。別の表現を
すれば、科学技術発展の背景としての経済的諸データは、上記のように現在豊富に存在するので、近未
来シナリオではそれらを外挿的に延長したいわば“慣性運動的”モデルが使える。‘慣性運動的”という表
現は、二ュートン力学（古典力学的宇宙観の代表）をイメージしている。すなわち、確立した伝統的アプロ
ーチの有効性の持続を意味している。 
 これに反して、遠未来のアプローチは、近未来に対する古典力学的宇宙観に基づく伝統的アプローチ
の限界を越えて、より一般化された量子力学的宇宙観に基づく原理的に巨大なフロンティアを提供するも
のである。この宇宙観シフトの結果もたらされる遠未来アプローチによって、遠未来にテクノ・ダイバーシテ
ィの爆発的増大のシナリオを描くことができる。量子宇宙では多世界解釈あるいはパラレル・リアリティが
特徴であり、シングル・リアリティの古典宇宙と異なり、重ね合わせ（スーパーポジション）やもつれ合い（エ
ンタングルメント）が基本原理となる。その結果、デジタル情報の量的表現である「ビット（bit）」の代りに、
量子のエンタングルメント状態を「量子ビット、またはキュービット（qubit）」によって定量的に表現すること
が理論展開の出発点になる。つまりビットの世界からキュービットの世界への拡大である。これは、コンピ
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ュータ能力の桁違いの拡大をもたらし、上記のテクノ・ダイバーシティの爆発的増大を生み出す原動力に
なる。それは、生物進化史上約５億５,０００年前に発生した「カンブリア紀の大爆発」という生物進化史上
の最大級のバイオ・ダイバーシティに匹敵するスケールをもつのではなかろうか。さらに、バイオ・ダイバー
シティは時間的に安定したものではなく、進化史的経過とともに変動してきた。たとえば、カンブリア紀大
爆発の後で、非運多数死と呼ばれている一種の無作為的除去（ふるい分け的な選別ではなく）、「デシメ
イション（decimation）」（スティーヴン・ジェイ・グールド命名）によって生物種の殆んど９０％が絶滅したと推
定されている。デシメイションの原因としては、予測できない環境破壊（たとえば地球外物体の衝突）によ
る誘発が想定されている。遠未来のテクノ・ダイバーシティにおいても、同様な「テクノ・デシメイション」を
予想する必要があるのか、その可能性も含めて“多様化と少数の生き残り（融合や統合と形の上では似
る）”について考えてみなければならない。これは、量子宇宙観が主流となる遠未来のシナリオ作成では、
多様性と融合の定義（今までの定義は古典宇宙観のもとでつくられている）自体の改変さえも必要になる
ことを示唆している。 
 アジアにおける遠未来発展シナリオを、量子宇宙観に基づくテクノ・ダイバーシティの爆発的増大という
多様性の観点と、“融合”という対抗概念とを共存させることによって多元的に展開させていく場合、世界
の他の地域と比較してアジアの特徴は何かが問われることになる。 
 西欧に発祥する現在の科学技術が、少なくとも西暦２０００年までのミレニアム（千年紀）の後半で圧倒的
優位に立ったという歴史的蓄積（一種の成功体験）が存在する。その功罪が、２１世紀以後のミレニアムに
影響を及ぼしてくるであろう。その裏返しの状況が、アジアの科学技術に存在する。少なくとも、アジアに
おいて欧米型の科学技術は基本的に輸入されてきたものであり、自らがそれを創造してはいない。改良
ないしマイナー・チェンジによる経済面での競争では、十分対抗できる例が２０世紀終り３分の１になると
多く見られるようになってきた。事実、１９８０年代日本の製造業の国際競争力が抜群の強さを発揮し出し
た時、欧米先進国から「日本タダ乗り」という非難の声が上った。勿論、日本人のノーベル賞受賞数が増
え、基礎研究での成果があがるに従ってこの種の非難は鎮静化した。しかし、アジアにおけるいわゆる後
発のメリットは、「飛び越し現象」などに明らかに見られる。アジアが科学技術の歴史的蓄積を殆ど持たな
かったことを逆手に取って、効率性に劣る旧方式を飛び越して最新・最適の方式を採用することができる。
技術革新が激しい分野ほどその傾向が顕著であり、効果も大きい。つまり、先進国にとっては過去の蓄積
が無駄になるばかりか、場合によってはその後処理が重荷になる。テクノ・ダイバーシティやテクノ・デシメ
イションの考え方は、このような状況下での発展シナリオ作成におけるガイドラインになる。すなわち、新種
の技術（生物ではゲノムに対応）の“カンブリア紀爆発”的激増を盛り込んだ遠未来発展シナリオには、次
にデシメイションという後処理が必ず対（ペア）になって働く必要があると考えねばならない。したがって、
“テクノ・デシマト・ダイバーシティ”とでも名付けて一体にまとめて扱う方がシナリオの実態に合致させ易い
のではなかろうか。この場合、新種の技術や絶減する技術を生物のゲノムになぞらえて「テクノ・ゲノム」と
呼ぶのが便利である（筆者の過去２年間程の使用経験に照らして）。テクノ・ゲノムの多様化（多形化）によ
る生き残り確率の向上は、それとパラレルにテクノ・デシメイションというテクノ・ゲノムの少種化を伴うと考え
るのが、テクノ・デシマト・ダイバーシティの本質である。この図式は、量子宇宙に特有な重ね合わせやも
つれ合い（エングングルメント）の考え方と同じである。先にも触れたとおり、多様化と融合の定義自体が、
遠未来発展シナリオにおいては量子宇宙観から影響を受けるのである。 
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 アジアには、多様かつ古い独特な文化的蓄積が存在する。あるいは、漢字圏のような広域の情報表現
上の共通基盤もある。これらのアジアの遺産が、遠未来発展シナリオでどのような効果を発揮するか、恐
らくテクノ・ゲノムのルーツも異なるので、当然他の文明圏とは違う筈である。しかも、ミレニアム・スケール
で歴史を振り返ると、近代科学技術にはそのルーツがアジアに由来するものは意外に多い。とくに、量子
宇宙観への転換の場合、エンタングルメント思考やパラレル・リアリティとかキュービットなどが重要な思想
的決め手になるが、アジアの伝統文化にはむしろ今まで科学技術の主流であったデジタル思考よりも遥
かになじみ易い。そればかりでなく、近未来の期間中に欧米の科学技術を十分にマスターした上で、遠
未来という発展シナリオになれば、極めて幅広い豊富な知的資源が加わり、それらを利用できる有利さが
ある。勿論、文化的理解は国民所得などの経済水準の向上が影響する。その意味では、近未来より遠未
来になる程文化的効果が一層顕著になるであろう。 
 文化的理解のような従来の科学技術（古典宇宙観）では扱い難かった領域との関係も、量子宇宙観に
基づく遠未来アプローチではむしろなじみ易い挑戦対象分野として注目されるに違いない。たとえば、ボ
ーズ・アインシュタイン凝縮（略称ＢＥＣ）は、アインシュタインが「引力なしの凝縮」と呼んだように、粒子
（原子や分子など）間に引力などの相互作用がないのに、ある温度で多数の粒子が突然１つの粒子状態
になってしまう（相転移）現象である。これは量子力学で初めて予測された量子宇宙特有のもので、古典
宇宙には存在しない筈のものであり、「融合」現象の極致である。実験的にも、２０年間の努力の末に１９９
５年以後続々とＢＥＣの存在証明に成功している。多数の粒子（個体）間に外的強制力が働かないのに、
ＢＥＣのような凝集、集中、統合、融合などが、量子宇宙においてはその基本的性質に基づいて生起する
という事実は、遠未来発展シナリオにおいて、テクノ・デシマト・ダイバーシティというテクノ・ゲノム・モデル
に関連するアプローチとは別のアプローチがあることを示している。それは、とくに古典宇宙観の枠組み
を超えるためには極めて有力な要素の一つとして注目されるばかりでなく、遠未来アプローチ（とくに融
合・統合で）が少なくとも複数存在するという多様性があることを示している。とくに、ある臨界点（温度な
ど）で突然「相転移」という激変が現われることも、科学技術における不連続的技術変化に対応するモデ
ルとして示唆に富む。 
 アジアに対する日本の貢献や融合・協調すべき科学技術分野は何か。それは、産業発展にリンクする
分野でもあり、また日本のとるべきアクションとも関連する。それらを以下に取りあげたい。 
 
３．日本のとるべきアクション 
米国国家情報会議の本年度報告書において、前節で述べたとおり将来日本の高齢化が経済回復力
に対する阻害要因になると予測している。経済活力の中核である科学技術力が、高齢化と少子化さらに
人口減少という条件からどのような負の影響を受けるか、またどのような科学技術の自己変革をすれば、
この危機を切り抜けて逆に一層の科学技術発展の軌道に乗れるかという対応策が問われている。この場
合、アジアとの関係とくにその多様性の存在と、アジア各国との地域的融合という要因が加えられることに
よって、その対応策への決定的な糸口をつかめるのではなかろうか。現在でも、アジアの消費需要の拡
大が、国内需要の頭打ちに対する‘助け舟”的役割を演じているばかりでなく、アジアからの科学技術人
材の供給も、すでにいくつかの専門分野では実戦力強化に役立ち始めている。要するに、産業発展面で
の科学技術のアジアとのリンクは、今後は全般的に一層密接になっていくことは確かであろう。 
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 各論的に見て、どのような科学技術分野で日本のアジアに対する貢献と依存がなされていくのか、その
根底にあるものは何か。まず、初めに、この問題の背景を、図１と図２を使って解説を試みよう。 
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方法論
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指導理念（思考方法）　　　　　　　　　　　
決定論的アルゴリズム思考
幾何学的地中海 インド洋古代文明
図１　近未来発展シナリオに対応する古典宇宙観
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図２　遠未来発展シナリオに対応する量子宇宙観
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図１が、現在までの古典宇宙中心の科学技術であり、近未来発展シナリオはそれを前提にしている。
一方、図２は、遠未来発展シナリオの前提となる量子宇宙に対応する、アジアをも含めたエンタングルメン
ト思考主導の体系を示している。 
 象徴的な個別事例として「ロボット」を採り上げて、日本のとるべきアクションについて述べたい。この言
葉は、カレル チャペック（１８９０－１９３８、チェコの劇作家）によって彼の戯曲Ｒ．Ｕ．Ｒ．の中で最初に使
われたが、チェコ語で“奴隷”の意味をもつ。チェコが東欧であることや、１９２０年という時代の創作である
こと、そして“奴隷”という意味をもつことなどにまず注目して戴きたい。工業特許は１９５４年に初めてアメリ
カの発明家によって取得されたが、本格的産業口ボットの実用普及は１９７０年代後半、日本においてで
あり今日まで日本がロボット分野で世界の王座を保っている。日本のロボットのルーツは、江戸時代の力
ラクリ人形とされているが、殆んど前史的な意味しかない。本格的な科学技術としては、いわゆるメカトロニ
クス（和製英語）の応用であり、工作機械や各種作業機械の自動化技術にほかならない。 
 しかし、日本のロボットには独特な文化的風土を反映している面が少なくない。まず、マンガやアニメー
ションやゲームなどで独特な人気ロボットキャラクーが、広く子どもたちに浸透している。生産現場の産業
用ロボットばかりでなく、最近では生活用品としてのロボットへと利用範囲が拡大し、２足歩行をするヒュー
マノイド型ロボットに人気が集まっている。高齢者家族でロボットとの共同生活が増加すれば、介護の人
手不足の解決を託すのは、このヒューマノイド・ロボットであるという社会的合意が出来ているのかも知れ
ない。４足歩行のペット型ロボットの癒し系市場開拓や各種競技会（学校間のロボコンやサッカーのロボカ
ップなど）が盛んである。そもそも、チャペックの「ロボット」の当初の日本語訳は「人造人間」になっており、
原意“奴隷”は消えてしまい、文字どおり「ヒューマノイド」こそ日本人のイメージの原形になった。産業ロボ
ットでさえ、作業現場ではヒユーマノイド的に扱かう傾向が見られる。 
メカ　　　 　　トロニクス
メカニクス エレクトロニクス
図３（ａ）　古典宇宙観からみたメカトロニクス
図３（ｂ）　量子宇宙観からみたメカトロニクス
量子コンピュータナノテクノロジー
メカ　　　 　　トロニクス
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 しかし、図１から図２への変化の過程の中で、日本のロボットの歴史的位置付けを考えれば、当然のこと
ながら現在までのロボット路線にはデジタル情報システムしか含まれず、このままではデジタル・システム
のメカトロニクスが持つデジタル方法論の限界を超えられない。図３で示した(ａ)から(ｂ)への推移こそメカト
ロニクスの本質的進展の筈である。“メカトロニクス・ジャパン”のとるべきアクションは、いわば量子メカトロ
ニクスヘの挑戦にほかならない。その準備とくに人材育成の戦略目標の明確化による動機づけが重要で
あり、これはアジアにおけるテクノ・ダイバーシティ創出を実証する絶好の事例を与えることになろう。遠末
来発展シナリオを踏まえた予想をすれば、量子宇宙観に基づくエンタングルメント思考がアジア全域にイ
ンターネット（当面はデジタル情報網で）を通じて普及した状態になる筈であり、量子メ力トロニクス自体の
アジアにおけるエングングルが加速されるであろう。 
 恐らく、メカトロニクスに限らず同様の展開が科学技術全般で起こるに違いない。少なくとも、そのような
歴史的動向の中で、好機を逃さず捉えて重要な役割を果たしていくことが日本の科学技術の中長期的
発展の活力になろう。 
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芸術・文化・遊びと科学技術 
 
関西学院大学 理工学部 情報科学科 教授 中津良平 
 
１．現状分析 
 まず、芸術・文化・遊びと科学技術の関係に関して現状を分析する。 
（１）芸術と科学技術 
１）芸術と科学技術の関係 
 近代以前には、芸術と科学技術は近い関係にあった。例えば、音楽における楽器などは最新の科学技
術の成果を取り入れたものであった。また、レオナルド・ダ・ビンチのように科学者であり芸術家である人も
存在した。しかしながら、科学技術の発展に伴い、科学技術の領域が拡大すると共に個々の領域の細分
化が起こると共に、芸術と科学技術の関係は疎遠になっていったといえる。 
 
２）インタラクティブアートの出現 
 これに対し最近再び、芸術の側からの科学技術への接近が試みなれている。それはインタラクティブア
ートの出現による。インタラクティブアートは、インタラクション技術をアートに取り入れることにより、鑑賞者
とのインタラクションにより作品が変化する新しいアートである。これは、従来のアートが芸術家から鑑賞者
への一方向のコミュニケーションであったのに対し、双方向のコミュニケーションを実現しているという意味
で、新しいアートである。インタラクティブアートは、芸術と科学技術の境界領域を提供してくれるという意
味でその可能性は極めて大きい。 
 
３）芸術と科学技術の境界領域の研究状況 
 上記のような現状に基づき、芸術と科学技術の境界領域のコラボレーションの場は以下のように広がり
つつある。 
①研究 
 国内外で、理工系の大学や芸術系の大学でメディアアートなどの境界領域の学科、講座が開設される
例が多い。また、芸術と科学技術の境界領域の研究を行う研究所の例もいくつか存在する。代表例は
MIT Media Lab.や ATR 知能映像通信研究所（平成 13 年に終了）などである。 
②展示会、美術館 
 CG に関する国際会議 SIGGRAPH がアート系の展示を行ったり、アートの展示会である Ars Electronica
がメディアアートの展示を行ったりしている。また、NTT-ICC などのメディアアート、インタラクティブアート
に特化した美術館も世界的にいくつか現れている。 
 
４）問題点 
 研究・展示の大半は技術をベースにして一部にアート適用疎を取り入れたものであったり、芸術をベー
スとして技術を一部取り入れたものであったりする。これは、従来の枠組みから余り出ていないことを意味
している。本当の意味での芸術と科学技術の境界領域の融合は今後の活動に待つところが大きい。 
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（２）遊び（エンタテインメント）と科学技術 
遊び＝エンタテインメントと考えることが出来る。そのような観点から、エンタテインメントと科学技術の関
係の現状を概観する。 
 
１）産業の現状 
 IT を用いた新しいエンタテインメント（ディジタルエンタテインメント）が私達の生活において広く普及して
いる。その代表的なものとしては、コンピュータグラフィクス技術を駆使した映画がある。また、私たちにより
身近なものとして、子供を中心として多くの人に浸透しているテレビゲームがある。最近のテレビゲームは、
ネットワークを通して複数人が参加するネットワークゲームへと進化しつつある。また、最近の若い人たち
は、携帯電話を友達との会話を楽しむためのエンタテインメントツールとして使っている。その意味では、
エンタテインメントと科学技術は、すでに産業の分野で密接な関係を持っており、大きな市場が生まれて
いると言える。 
 
２）研究の現状 
 しかしながら、市場の拡大が余りにも急であったために、どのようなエンタテインメントが我々の社会や生
活に望ましいのかに対する議論や研究が行われないまま、多くのエンタテインメントが市場に出され、そ
の普及は市場原理に任されてきたきらいがある。そのため、一部では負の影響が出ている。たとえばゲー
ムを長時間していると痴呆症になるという指摘がされて大きな話題になった「ゲーム脳」の問題等がある。
しかしながら、この様な点に対してあまり研究が行われてこなかったこともあって、研究者サイドから社会に
対してこの様な問題に対しきちんとした説明はなされて来なかったという問題がある。 
 ディジタルエンタテインメントが今後教育など多くの分野に応用可能なことや、上記の問題に対する反
省などもあって、最近、エンタテインメントを研究対象として取り上げようとする動きが出てきている。特筆
すべきは、この様な動きが日本の研究者を中心として起こりつつあることである。具体的には、エンタテイ
ンメントコンピューティングという研究領域が国内の研究者を中心として提唱され、その国際会議
（International Conference on Entertainment）が創設され活発に活動している。また IT に関する国際的組
織である IFIP (International Federation on Information Processing)で、エンタテインメントコンピューティン
グに関する専門家委員会が発足し、中津関西学院大学教授が議長となって活動を開始している。 
 
（３）文化と科学技術 
 文化は、上記の芸術や遊びなどやさらには科学技術そのものを含んだ総合的なものである。したがって、
文化と科学技術との関係は、「芸術と科学技術」や「遊びと科学技術」よりさらに漠とした抽象レベルのもの
になりやすい。芸術と科学技術の関係および遊びと科学技術の関係については上に述べたので、ここで
は２つの事象を取り上げ、日本の科学技術と日本の文化の関係の現状の一端を述べる。 
 
１）科学技術と文化を議論できる人材 
 過去には、科学技術の現状・進歩に関して独自の意見を述べることの出来る文化人・哲学者は多く存
在した。また、科学者・技術者からも科学技術以外の文化・生活などについて論じることの出来る人が多く
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存在した。例えば寺田寅彦や湯川秀樹などがそうである。しかしながら、最近そのような人材が極めて少
なくなってきている。これは、よくいわれるように、科学技術の分野で細分化が進み、また個々の分野の進
歩が極めて早くなったため、それに伴い科学技術の分野外の人にとって科学技術全体を見通すことが困
難になったためと考えられる。同様に、科学者・技術者にとっても、自分の分野の進捗に遅れまいとする
のに必死で、他の分野に関する知識を得る暇がないこと、したがって、その上科学技術と文化の関係を
考える時間など全くないに等しいことが理由としてあげられる。 
 しかしこのような状況は、科学技術がますます大きな力をもち、その社会や生活に対する影響力が大き
いことを考えると、社会の健全な発展のためには看過できない問題であることはたしかである。 
 
２）欧米から見た日本 
 かって、日本が高度成長やバブルに踊っていた頃、日本人は欧米人から「エコノミックアニマル」と呼ば
れていた時代がある。彼らは日本の長年蓄積された文化には敬意を表しつつも、経済（金）にのみ興味を
持っていた当時の日本人を軽蔑していたのである。当時、海外の研究者と話すとき、彼らから日本の経済
成長に対する賞賛を受けることが多かったが、それは「金だけ稼いでどうするの」というような軽蔑の混じっ
た賞賛であった。しかしながら、日本におけるバブルがはじけてその後の長期の不況に苦しむ時期を経
験して、彼らの日本に対する見方は変わりつつある。それは、彼ら自身が通ってきた道を日本も通ってい
ることを彼らが知り、それによって彼らが日本を西欧と同じ真の文化国家として認知し始めたことを意味し
ているのではないだろうか。過去になかなか受賞できなかったノーベル賞が最近毎年のように日本から受
賞者が出ているのも、西欧が日本を彼らの一員として認知していることの反映と見ることが出来る。 
 
 
２．今後１０〜３０年程度の発展シナリオ 
（１）芸術と科学技術 
 芸術と科学技術が今後どのように協力関係を保ちつつ発展していくかについて図をベースとして説明
する。 
 
１）第１段階（〜１０年後） 
 科学者・技術者と芸術家のコラボレーションを通して新しいアート形態のコンセプトやアート作品が試行
錯誤的に生み出される段階。インタラクティブアートはコミュニケーションの新しい形態を生み出すと考え
られるため、これらの新しいアートは、別の見方をすると新しい通信システム、コミュニケーションシステムと
なる。 
 この様な試みの内先駆的なものについては、先に述べたように MIT Media Lab や ATR 知能映像通信
研究所をはじめとして１９９０年代にも行われた。それらを引き継いで、これも先に述べたように国内外の理
科系大学、芸術系大学で同様の試みが開始されつつある。しかしながら、科学者・技術者と芸術家はこ
れまでいわば別の世界に生きてきたわけであり、両者が同じ土俵に立って真のコラボレーションを行うに
は今後ともいくつもの試行錯誤が必要である。両者の間の垣根を取り去り、真の意味でのコラボレーション
が普通に行われるようになるまでには１０年程度を要するものと考えられる。 
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図１．芸術と科学技術の関係の発展 
 
 
２）第２段階（〜２０年後） 
 科学者・技術者と芸術家の真の意味でのコラボレーションがごく普通に行われるようになって、第２段階
にはいると予想される。この段階では、科学技術とアートコンテンツが本当の意味で融合することによって、
新しいメディアアートやインタラクティブアートの作品が生まれると予想される。 
 現状のインタラクティブアートはまだまだ、試行段階のものであり、芸術と呼べないものが大半である。こ
れに対し、第２段階で生み出されるアート作品は本当の意味で新しい芸術であり、芸術史を変え、芸術史
に残るものになることが期待される。 
 このようにメディアアート、インタラクティブアートが新しい芸術として人々に認知されはじめると、これらの
芸術が私達の日常生活に入ってくることが期待される。具体的にはメディアアート、インタラクティブアート
が家庭の壁面を飾る絵画等の従来の芸術と並んでもしくはそれに代わって家庭の中に入ってきて、我々
が日常生活の中でこれらの芸術作品とのインタラクションを楽しむようになることが期待される。（この様な
芸術作品をホームインタラクティブアートと呼ぶことにする。） 
 
３）第３段階（〜３０年後） 
 第３段階では、新しいメディアアート、インタラクティブアートが単なる芸術作品としてではなく、私達の生
活をより良くするためのメディアとして使い始められる事が期待される。 
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 従来、科学技術は我々の生活を物質面から豊かにする役割をしてきた。これに対し芸術の主たる目的
は、我々の生活の精神面を豊かにすることであった。現代における科学技術と芸術の乖離は、現代の
人々の日常生活において、物質的な面と精神的な面が分離されているという状況を引き起こしている。し
かも、大半の人々が物質的な豊かさの実現を最も重要度の高いものとして位置付けており、かつこれは
全世界的な傾向である。このことは、世界各地における多くの紛争の原因や遠因となっており、また人々
の精神性がむしろ低下していることの原因となっている。（日本においても、現在よりむしろ戦前の方が、
人々は精神的に豊かな生活を送っていたといえるのではないだろうか。） 
 科学技術と芸術の本当の意味での協力・融合が起こることの真の成果は、人々が再び物質的な豊かさ
と共に精神的な豊かさの重要性に気づきそれを追求し始めることにある。科学技術と芸術が融合した新し
いメディアアート作品、インタラクティブ作品は人々と人々の生活をより創造的なものにすることが期待され
る。 
 
（２）遊びと科学技術 
 広い意味の遊びは芸術創作活動も含まれるため、上のシナリオは遊びと科学技術の関係にも適用され
ると考えられる。ここでは、遊びをエンタテインメント、アミューズメントに限定した場合の発展シナリオを考
える。 
 
１）第１段階（〜１０年後） 
 現在の IT を用いたエンタテインメント（ディジタルエンタテインメント）の主役はゲームと携帯電話である。
ゲームと携帯電話の時代は後１０年は続くであろう。この間は、基本的にはこれまで出現している使用形
態、コンテンツをベースとして種々の改良や付加価値の向上が試みられると考えられる。一方で、これら
のディジタルエンタテインメントが人々に与える心理的、社会的影響に関する研究も進み、過激な使用形
態やコンテンツに関する規制などもかけられるようになる。その結果として、ゲーム・携帯電話の使用形
態・コンテンツはある種の健全な飽和状態に達すると考えられる。 
 そのため、ゲーム・携帯電話が犯罪等との関係性を論じられることも少なくなるが、反面これらの産業は
成熟産業となり、市場は飽和状態に達すると考えられる。そのことは、これらにかかわる産業が成熟産業と
なる事を意味し、産業の再編などが生じる。また、それと共に産業を推進していくものとしてのポストゲーム、
ポスト携帯に対する期待が高まっていくものと考えられる。 
 
２）第２段階（〜２０年後） 
 第２段階では、上記の状況を受けて、現在のゲームに代わりうるポストゲームや現在の形態に変わりうる
ポスト携帯のような新しいメディアの試作版が開発され、市場に投入されると考えられる。 
 ポストゲーム、ポスト携帯がどのようなメディアであるかは現時点では予測しにくい（ゲーム出現以前およ
び携帯出現以前に現在のゲームの状況や携帯の状況を予測できた人は殆どといないことからも、IT時代
に将来のメディアがどのような形態になりどのように使われるかは、極めて予測困難であると考えられる）。
１つの可能性としてロボットがポストゲームの役割を担うことが考えられる。ヒューマノイドロボットを中心とし
て人型や動物型のロボットが現在話題を集めているが、その市場はまだ存在しない。医療や介護などの
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「真面目な」応用が議論されているが、現在のロボットの性能から見てこの様な方面に応用されるにはまだ
まだ時間がかかるものと予測される。むしろ、人々がロボットの動きなどに興味を持つのは、そのエンタテ
インメント的応用を無意識に期待しているためと考えられる。ゲームのようにディスプレイの中に閉じられた
CG キャラクタとのインタラクションに飽きた人々が、身体を持つロボットとのインタラクションに興味を持ち、
ロボットを使ったゲームなどに夢中になると言うのは十分考えられることである。ポスト携帯に関してはさら
に予測が困難である。持ち運びの可能な通信メディアとしての携帯の機能が使われなくなることは考えら
れない。とすれば、衣服と結びついてウェアラブルコンピュータのようになるか、もしくは上記のゲームとロ
ボットの関係からロボット携帯（もしくは携帯ロボット）のようなものが現れることが考えられる。 
 いずれにしても、第２段階ではこれらの新しいメディアがゲームや携帯にとって変わるのではなく、これら
の従来型メディアと共存しつつ、社会に徐々に受け入れられることが期待される。 
 
３）第３段階（〜３０年後） 
 第３段階では、新しいメディアである新しいエンタテインメントを提供してくれるポストゲーム、ポスト携帯
が従来のゲーム・携帯に取って代わることが予測される。ただし、ゲーム・携帯の持つ強い力を考えると、
例えばロボットやウェアラブルコンピュータなどの新しいエンタテインメントが完全にゲーム・携帯にとって
変わると言うよりは、ゲームや携帯と融合することにより新しいメディアとなり、それらが社会的に認知され、
我々の日常生活の中で普及していくものと予測される。 
 
（３）文化と科学技術 
 文化のようなものは極めて長いレンジでしか変わらない。したがって文化と科学技術の関係のようなもの
も３０年のレンジでもそれほど変わらない面を持っている。ただし、別の見方をすると過去数十年にインタ
ーネットが我々の日常生活に普及し我々の生活スタイルとそして広い意味では文化をも変えたことを考え
ると（もっとも、日本文化の根底部分は何も変わっていないという見方も出来るが）、今後３０年間に大きな
変化があることも考えられる。今後数十年の間に科学技術が我々の生活と社会を変え、そして文化に影
響を与える可能性のあるものを考えて見る。 
 
１）ネットワーク社会の到来 
 すでに現時点において我々の社会はネットワーク社会になっているとの見方もあるが、まだまだ旧来の
ピラミッド型社会が主流である。ネットワーク社会とは、社会の成員全ての間で情報が共有され、政治を含
め決定事項は全て成員の間の議論・合意によって決定される社会である。その意味では、図に示したよう
に、ギリシャ・ローマ時代はネットワーク社会であったと考えられる。しかしながら社会が大きくなるにつれ
て、成員全ての間での情報の供給などが困難になり、いわゆるピラミッド社会が成立したと考えられる。 
 ネットワークを通した情報流通がますます盛んになると考えられる２１世紀は、ある意味で、社会の成員
全ての間で情報共有が可能であり、ネットワークを用いた議論などにより政治を含め多くの事が決定され
うると考えられる。すなわち、ギリシャ・ローマ時代のようにある都市の内部で可能であったネットワーク社
会構造が、国規模（遠い将来は地球規模）で可能になると予測される。この様な時代には、企業のあり方、
地方自治体のあり方、そして政府のあり方が大幅に変わる可能性がある。日本は表向きはピラミッド社会
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であるが、その裏ではネットワークを使った別の社会（例えば２チャンネルなど）がすでに存在してある意
味で機能している。今後３０年間で、このようなネットワークベースの社会形態はますます力を持ち普及し
ていくと考えられるため、現在の社会形態とどう棲み分けていくかは極めて興味あることである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２）世界における日本の役割 
 ネットワーク時代には個人の生き方、アイデンティティにも大きな変化が生じる可能性がある。ネットワー
ク時代にはネットワークに常時接続した生き方が普通になると考えられる。携帯電話で常時友達などと会
話やメールのやりとりをしていないと不安になる最近の若者は、ある意味ですでにネットワーク時代の生き
方を生きているという言い方も出来る。この様な時代には、いわゆる個人のアイデンティティの意味も異な
ってくる。 
 従来は、子供の頃から一人で生きることに慣れ、それを通して自分固有の考え方を確立し、その後他の
人達とのコミュニケーションを図るというのが、西欧的な自己を確立していくプロセスであった。これに対し、
日本的な生活スタイルでは、子供の頃から一人になる機会は少なく、常に他者とのコミュニケーション・イ
ンタラクションの中で育ち、その過程を通じてアイデンティティを確立するというのが普通の生き方であっ
た。この様な日本的な自己の確立過程は不十分なものであり、西欧的な自己の確立過程が正しく、日本
においてもそのような育て方、教育を行うべきと言う意見が日本においても優勢である。これは本当に正し
いのだろうか。上に述べたように、ネットワーク時代は、人々はネットワークに常時接続した状態で育ち、生
きる必要がある。このような生き方は、西欧人にとっては初めての経験であると同時に、ある意味では日本
人にとっては慣れ親しんだ生き方である。 
 このことから、これからのネットワーク時代には、西欧的価値観ではなく、日本的（もしくは東洋的）価値
観が適していると断言することも可能である。大胆な予測をすると、今後３０年間にネットワーク化がますま
す進むにつれ、西欧を含め人々の考え方が日本人的（東洋人的）になってくるのではないだろうか。現在
はイラク問題等も含め混迷の時代であり、西欧はこれにどう対処して良いか苦慮しているが、日本的価値
観がこれを解くことができるのかもしれない。とすると、今後３０年間に日本の役割は極めて重要になるの
であって、これにどう対処するかを我々は考えておかねばならないのではないだろうか。 
 
ギリシャ社会 近代社会 ネットワーク社会
社会の変遷
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３．日本の取るべきアクション 
 上に述べた今後３０年間の発展シナリオから、ある意味で日本の取るべきアクションは明確と思われるが、
以下に簡単に述べる。 
 
（１）芸術と科学技術 
１）芸術と科学技術の境界領域（「アート＆テクノロジー」と呼ぶことにする）の学術の振興 
・既存の大学におけるアート＆テクノロジーの学科の新設 
・アート＆テクノロジーに特化した大学の新設 
・アート＆テクノロジーの活動に対する助成（現在、CREST 等でこの分野の助成が始まっているが、まだ
技術研究への助成が大半で、アート＆テクノロジー活動に対する助成にはなっていない） 
 
２）芸術と科学技術の境界領域を推進する人材の確保と育成 
・リーダー格の人材による検討委員会の設置 
・検討委員会における人材育成策の検討 
・育成策に基づく施策の実施 
 
３）アート＆テクノロジーをビジネスにつなぐ活動の振興 
・アート＆テクノロジー関連のベンチャーの育成や助成 
 
（２）遊び（エンタテインメント）と科学技術 
１）エンタテインメントと科学技術の境界領域（エンタテインメントコンピューティング）の振興 
・既存の大学におけるエンタテインメントコンピューティングの学科の新設 
・エンタテインメントコンピューティングに特化した大学の新設 
・エンタテインメントコンピューティングの活動に対する助成 
 
２）エンタテインメントと心理学・社会学の境界領域の研究の振興 
・同分野に特化した学科の新設 
・同分野の活動に対する助成 
 
３）エンタテインメントコンピューティングを推進する人材の確保と育成 
・リーダー格の人材による検討委員会の設置 
・検討委員会における人材育成策の検討 
・育成策に基づく施策の実施 
 
４）エンタテインメントコンピューティングをビジネスにつなぐ活動の振興 
・エンタテインメントコンピューティング関連のベンチャーの育成や助成 
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（３）文化と科学技術 
 先にも述べたように、文化と科学技術の関係は幅広く、底の深い問題であって、何らかのアクションを取
ったとしても、一朝一夕にその成果が現れるものではない。例えば悪評高い「ゆとり教育」に関しても、そ
の基本的な考え方はまちがっているわけではない。文化と科学技術に精通した人材を育てようとすると、
詰め込み教育では駄目なことは明らかである。しかしながら結果として、ゆとり教育が子供達の学習時間
を少なくし、結局ゲームなどに費やす時間を増やす結果となってしまったことはたしかである。 
 ともかくも、現在の日本において文化と科学技術の両方に精通した人材が少ないこと、そのために発展
シナリオに述べたような状況に対する的確な施策を提言できる人材が少ないことは大きな問題である。ま
ずは、そのような人材による専門委員会を設置し、議論を開始することが重要と考える。 
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芸術・文化・遊びと科学技術 
 
公立はこだて未来大学 情報アーキテクチャ学科 教授 松原仁 
 
１．現状分析 
 
 ここではエンタテインメントを娯楽というよりは広い意味で「人間を楽しませること（もの）」として捉える。後
述するように、この捉え方こそがこれから日本が進むべき方向をよく表わしている。 
日本では長い間に渡ってエンタテインメントは科学技術の研究対象ではなかった。好まれなかったとい
うより、明確にタブー視されてきた。「仕事」と「遊び」を明確に区別するという二元論に基づき、仕事に遊
びを持ち込むことを、両者はけじめをつけなければいけないという理由で拒否した。過去形で書いたが、
実はいまでもタブー視している人は多い（たとえば研究の表題にゲームという単語があるだけでその研究
を拒絶する研究者は年配の人に多い）。仕事とは本来苦しいものであって、楽しむことなど考えてはいけ
なかったのである。仕事に遊びを持ち込むことがなかなか許されなかった。１９８０年前後に情報処理の有
名な国際会議を日本で開催したときに併設でコンピュータチェスの大会を実施することを（外国で開催さ
れるときにはごく当たり前のことであったにもかかわらず）日本側で不謹慎として拒絶したというエピソード
がある（筆者はこれ以外にも数え切れないほどのエピソードを知っているが、差し障りがあるのでここでは
あげないことにする）。このエピソードは比較的エンタテインメント性が低い思考ゲームについてであり、も
っとエンタテインメント性が高いTVゲーム、漫画、アニメーションなどは研究対象としてもっての他であっ
た。 
 また、日本の行政もエンタテインメントを産業として育成することを長い間怠ってきた。TVゲームや漫画
やアニメーションをちゃんと担当する部署は存在しなかった。エンタテインメントを意味する「娯楽」を新明
解国語辞典で引くと「生活のための労働や学業などの余暇に、気分転換をはかるために遊びとして何か
をしたり、見たり聞いたりなどして楽しむこと」とある。日本における価値観としてはあくまで生活の中心は
仕事であり、行政はその仕事を支援するものであった。仕事の合間の余暇に行なうエンタテインメントは、
仕事をちゃんと行なうための気分転換に過ぎず、支援すべき対象ではなかったのである。 
 このように日本ではエンタテインメントが学問や行政の世界で疎外され続けてきたにもかかわらず、産業
としてのエンタテインメントは非常に盛んであった。日本が世界に対して圧倒的な競争力を有するコンテ
ンツはTVゲームと漫画とアニメーションであった（映画なども一定の競争力を持っていた）。行政が関与し
なかったからうまくいったのだという説にはそれなりの説得力があるが、現実に日本の文化として世界で認
知されているのはTVゲームと漫画とアニメーションである（さらに付け加えるとすればカラオケと一部の映
画である）ことを認識しないといけない。 
以上が日本のエンタテインメントと科学技術を論じる上での前提である。 
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２．将来の発展シナリオ 
 
日本も以前に比べると（少なくとも物質的には）かなり豊かになってきた。それに伴い、生活の中で従来
の余暇に行なうことの占める割合が（時間的にも金額的にも）大きくなってきた。仕事をちゃんとするため
の気分転換のために余暇が存在するのではなく、むしろ余暇を楽しく過ごすために仕事が存在するという
考え方も生まれてきた。そもそも生活を仕事と余暇（遊び）とに分ける二元論が成り立たなくなってきた。仕
事も苦しいのが当然ではなく、できるかぎり楽しむべきものになってきた。 
情報処理においても、従来は道具立てを整えることに着目してきたのが、最近はコンテンツを具体的に
どう作るかに着目するようになってきた。情報処理システムがいいものであるためには、コンテンツがいい
ものであることが一義的に重要であり、道具立てがいいものであることは副次的でコンテンツ次第であると
認識されるようになったのである。 
一方で、日本のエンタテインメント産業は一時の勢いを失いつつある。TVゲーム、漫画、アニメーション
なども国内需要は頭打ちで、海外の急速な追い上げにあっている。たとえばTVゲームについていえば、
開発費が高騰していることが大問題である。CGの進歩によってリアリティが増したのはいいことなのだが、
CGの映像を作るには膨大な人件費がかかってしまうのである。売れ行きが悪いと開発費が回収できない
ので、冒険せずに以前売れたものの続編に逃げるという（かつての映画がたどった）道をたどっている。ど
ういうTVゲームが売れるかについての判断は職人的な勘に任されているのが現状である。かつてはアカ
デミズムを嫌ってそこと距離を置いてきたエンタテイント産業も、アカデミズムに対して貢献を求める姿勢
に変わりつつある。具体的にはエンタテインメントコンテンツの面白さに関する学問的な分析と、面白いコ
ンテンツを作成するための方法論の確立を求めている。時期を同じくして、行政がエンタテインメントに関
与し始めた。コンテンツが日本の産業にとって重要であることがようやくわかってきたのである。 
こういう背景によって日本でも研究対象としてエンタテインメントが少しずつ認知されるようになってきた。
その中でエンタテインメントと情報処理の関わりを研究対象として日本を中心に立ち上げた研究領域がエ
ンタテインメントコンピューティングである。これまでエンタテインメントを対象とした研究は、コンピュータグ
ラフィックス(CG)、バーチャルリアリティ(VR)、ロボット、ゲーム、コンピュータ音楽などの領域で個別に行な
われてきたが、エンタテインメントを扱った情報処理の研究というこれまでとは直交する切り口で再編成し
たものである。すなわち、従来の研究領域は（情報処理の）手法によって分類されていたが、新たにエン
タテインメントというアプリケーションによって分類したのがエンタテインメントコンピューティングである。 
 いわゆる工学は、これまでもっぱら物質的な豊かさを追求してきた。まだ貧乏だった時代にはその追及
の方針は正しかったが、物質的な豊かさが飽和状態に達しつつある現代においては、これまで通りの追
求を続けていいのか考え直さないといけない。これからの工学は人類の幸福追求という原点に立ち戻る
必要がある（貧乏な時代は物質的な豊かさの追求が幸福追求に相当したが、現在では必ずしも相当しな
くなっている）。 もっぱら効率をあげることを目指してきた情報処理技術であるが、これ以上効率をあげる
ことが本当に人類の幸福追求につながるかを真剣に問い直すときにきている。たとえば、電子メールは手
紙、電報、電話、faxなどの従来の伝達手段に比べて効率が非常にいいが、あまりに効率がよすぎて利用
している人をときに過度に忙しくしてしまっている。さまざまな効率をあげることによって余裕が生_獷よって
余裕で、その余裕を生かして幸福な生活を送ろうというのが情報処理技術の発展によって期待されるスト
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ーリーである。しかし、これまでの技術開発は余裕を生むための仕組みを作ることに偏っていて、そうして
生じた余裕をどう生かすかについてはほとんど考えてこなかったのである。生じた余裕を生かして幸福に
過ごす部分にも情報処理技術を使おうというのがエンタテインメントコンピューティングである。エンタテイ
ンメントは本来人間を楽しませること（もの）という意味である。だとすれば、エンタテインメントコンピューテ
ィングは人類の幸福追求を目指す工学の原点に位置付けられることになる。国際的にはIFIPにSpecial 
Interest Group on Entertainment Computing（主査：中津良平 関西学院大）が結成された。国内的には
2005年4月から情報処理学会にエンタテインメントコンピューティング研究会（主査：星野准一 筑波大）が
設立された。科学技術のアカデミズムでようやくエンタテインメントが市民権を得たと言えよう。 
 エンタテインメントコンピューティングが目指す将来のエンタテインメントコンテンツの特徴は以下の通り
である。これらの特徴をそれぞれ簡単に説明する。エンタテインメントにおいては30年後を議論することは
あまり意味がない（そのときに支配的なメディアがどうなっているかまったくわからないからである）。現時点
から5年後、10年後までに考えるべき特徴ということになる。 
 
 
・オンデマンド化 
たとえば、従来のTVやラジオの番組は決められた時間に多数の視聴者を対象に流されている（映画も
そうである）。個々の視聴者が好きなときに好きな番組を見られるようにオンデマンドの番組に変化してい
くと考えられる。既にビデオが普及しているが、近い将来にさらにこの傾向は進む。生で視聴することにこ
そ意味がある番組（ニュース、スポーツ生中継、コンサート生中継など）以外はすべてオンデマンド番組に
なるであろう。 
 
・インタラクティブ化 
従来のエンタテインメントのほとんどは鑑賞者にとって受動的なものである。すなわち、作者が作ったコ
ンテンツをそのまま鑑賞者が受け取るという形になっている。作者から鑑賞者への片方向の情報伝達で
ある。鑑賞者から作者への情報伝達ができるようになれば、コンテンツを作者と鑑賞者の共同作業として
高めていくことが可能になる（コンテンツ自体に鑑賞者の反応によって挙動が変化する機能があることもイ
ンタラクティブ性と呼ぶことがあるが、ここではそれはカスタマイズ性と呼ぶ）。 
 
・身体性 
最近認知科学などで人間の認知活動における身体の重要性が指摘されている。これをエンタテインメ
ントの文脈で言えば、身体性を伴うコンテンツが有望ということになろう。たとえば、TVゲームで太鼓をた
たくとか音楽に合わせて踊るとかのものが人気を集めているのは、体を動かすことによって楽しさが増すと
いうことである。TVゲームだけでなく、さまざまなメディアのエンタテインメントで身体性を追求していかな
ければならない。 
 
・カスタマイズ化 
 従来のエンタテインメントのコンテンツはマスを対象にしているものがほとんどである。それは費用的に
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個々の鑑賞者対応のコンテンツを作成することができないからである。これからのエンタテインメントは、情
報処理技術などを用いて個々の鑑賞者が自分の好みに合わせてカスタマイズできるようなものにしてい
かなければならない。ストーリーが変わる、登場人物が代わる、エンディングが変わる、など変えるべきとこ
ろはたくさんあり、鑑賞者が負担を感じることなく好みのコンテンツが得られるような仕組みを作り上げる必
要がある。 
 
・新しいメディアの創造 
 従来のエンタテインメントのメディアにはTV,ラジオ、パソコン、ビデオ、CD、映画、携帯、本などが存在
するが、将来はこれらに代わるメディア、あるいはこれらを統合したメディアが出てくるものと思われる。既
存のメディアのいいところを持ち合わせた優れたメディアを創造できたところ（国、会社など）がエンタテイ
ンメント産業で勝者になるであろう。 
 
３．日本がとるべきアクション 
 
 日本は、TVゲーム、漫画、アニメーションなどで(以前のように圧倒的ではないものの)世界的に優位性
を有している。しかし、米国、中国などに迫られているという現状を認識する必要がある。優位性をこのま
ま保ってさらに発展させて日本の産業資源として利用するために、以下のようなアクションを取ることが必
要と思われる。 
 
（１）エンタテインメントを研究対象として行政が認知して支援すること 
 前述したように、日本にはゲームや漫画というだけで拒絶反応を示す研究者が非常に多い。しかも、研
究申請を評価するようなレベルの研究者にそういう人が多いことが致命的である。彼らは中身を吟味する
ことなく、エンタテインメントを扱っているというだけで研究申請を却下する。行政にもそういう傾向は依然と
して強い。こういう状況ではエンタテインメントに関する新しい研究は日本では始めることができない。海外
に追いつかれて追い越されるのを黙って見ているだけになる。国策としてエンタテインメントコンテンツを
重要な産業資源に位置づけ、それに関する研究を積極的に支援して予算を拠出することが重要である
(研究申請の評価者もエンタテインメントに十分理解のある人を選ばなくてはいけない)。 
 
（２）業界全体の将来性を追求する体制を作ること 
 エンタテインメントに関わっている会社は、もっぱら自社の発展だけを考えて業界全体の将来性を追求
する姿勢に欠けている。業界団体があるにはあるのだが、最大企業が加入していなかったり、団体が機能
していなかったりする。業界全体が発展している段階であればそれでいいのだが、現在のように翳りがで
てきたときには共同して全体の将来性を追求する必要がある。それが投資の効率化につながって、結局
は各社の利益になるはずである。 
 
（３）産官学の連携を深めること 
アカデミズムと産業との連携が特に重要である。前述したように従来は産業がアカデミズムをあてにして
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いなかった（その原因の一つはアカデミズムがエンタテインメントを研究対象にしていなかったことにある）
ので、現時点ではようやく連携が始まった段階に過ぎず、連携が強いとは言いがたい。当たり前のことで
はあるが、産業の方が持っているニーズとアカデミズムの方が持っているシーズを互いに知り、その間の
摺り合せをしていくことが必要である。産学連携の重要性はさまざまな領域で叫ばれているが、現状では
うまくいっているとは言いがたい。産業とアカデミズムの双方に利益があるような形にしないと連携は長続
きしない。エンタテインメントでそのような形を構築していかなければならない。前述した「新しいメディアの
創造」は行政を含めた産官学の連携なしには到底なしえることはできない。 
 
（４）面白さとは何かという基礎研究を充実させること 
エンタテインメント産業の基盤としてエンタテインメントに関する科学的な研究を充実させることが非常
に必要である。科学の研究対象としてのエンタテインメントの最重要課題は、「面白いとはどういうことか」、
「楽しいとはどういうことか」の追求である。非常にむずかしい課題であるが、少しずつでも研究を進めてい
かなければならない。 
エンタテインメントのコンテンツの良し悪しをどう評価するかはとてもむずかしい。現時点ではそのコンテ
ンツの専門家が職人的な勘に基づいて主観的に評価している。もし「面白いとはどういうことか」について
の科学的研究が進展すれば、その成果をエンタテインメントのコンテンツの客観的な評価基準の作成に
結びつけることができよう。エンタテインメントのコンテンツの客観的な評価基準の作成は産官学連携です
ぐにでもとりかかるべき研究課題である。 
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資料１ パイロット・ランで作成されたシナリオの例 
 
（１） 作成されたパイロットシナリオ 
 以下のパイロットシナリオは、発展シナリオ作成仕様書を検討・修正するために作成されたものである。 
 
 タイトル 作成者（敬称略） 
 植物を利用した再生可能な材料の開発技術 科学技術政策研究所 主任研究官 
伊藤 裕子 
第１版 情報通信の高度化 科学技術政策研究所 主任研究官 
藤井 章博 
 半導体デバイスの発展と社会への貢献 科学技術政策研究所 上席研究官 
奥和田 久美 
 【基礎科学分野】幾何学 慶應義塾大学 理工学部数理科学科 
助教授 森吉 仁志 
第２版 【技術分野】画像センシング技術 産業技術総合研究所 主任研究員 
大場 光太郎 
 【社会基盤分野】社会基盤ストックのメンテナンス 東京大学 生産技術研究所 
講師 加藤佳孝 
 【社会科学分野】経済政策研究と政策の interaction 駒澤大学 経済学部 
専任講師 飯田泰之 
 
（２） シナリオ調査分科会における全体的な講評 
 シナリオ分科会において、作成されたパイロットシナリオ全般に対して、以下のような講評があった。 
○シナリオ作成者には、当該テーマに関連して将来の日本や社会をどのように捉えているかというビジョ
ンを描いてもらう必要がある。 
○第１版の仕様書では２ページ程度、第２版では２～５ページ程度としていたが、分量的にはまだ短い感
じがする。分量は５～１０ページ程度とした方がよい。 
○提出されたシナリオが仕様を全て満たしていない。シナリオとして満たしているべき内容を作成者に認
識してもらい、受領側もチェックしやすいようにチェックシートを作成する。 
○記述の中心を 2015 年とするとビジョンが短期すぎる。30 年程度を視野に入れたビジョンを書いてもらう
ようにすべき。 
○一部の作成者については、事務局がもっと積極的にサポートすべきである。 
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（３） パイロットシナリオ第１版 
 
植物を利用した再生可能な材料の開発技術 
 
（作成者）文部科学省科学技術政策研究所 科学技術動向研究センター 
ライフサイエンス・医療ユニット 主任研究官 伊藤裕子 氏 
 
 
【シナリオ作成者からの作成後の意見および対応する仕様書の改善】 
○これから５年後、１０年後などのポイントにおける予測は比較的やりやすいが、2015 年としていされる
と、そのポイントについての予測は難しい。 
（仕様書の変更）2015 年ちょうどではなく、2015 年頃という表現に改める。 
 
 
１．現状分析 
 現在の工業製品の多くは、プラスチックのように石油から生産される炭水化合物からつくられている。プ
ラスチックは加工に富み汎用性が高い上に安価であるため、ここ 15 年の生産量は急増している。しかし
石油という有限な化石燃料を利用しているので、将来的には現在のようには利用できなくなると考えられ
る。また、プラスチックには廃棄物となった時に分解と再生という点で環境上などに問題がある。そのた
め、代替品として生分解性プラスチックなどの生物を原料とした分解・再生可能なプラスチックの開発に
焦点があてられるようになった。生分解性プラスチックは主に穀物でんぷん（とうもろこし）を原料とし、各種
行程を経てプラスチック材料になる。欠点としては、熱に弱いことおよびコストが高いことである。これらを
解決するための技術的なブレークスルーが必要である。 
 
２．発展シナリオ 
 当該領域の目的を達成するには、植物代謝経路の改変などの基礎研究である「植物科学研究」の進展
と共に、植物の生産の向上や植物材料から目的物質を取り出すための技術などの「生産・加工技術」、お
よび新材料を使用した製品の流通システムの開発などの「社会基盤整備」の進展も不可欠である。 
 
（１） 植物科学研究（基礎研究） 
 2005 年には、機能ゲノミクスを利用した植物代謝および植物成分についての科学的知識が高まり、トラ
ンスジェニック法の改良により 1998 年時よりも 10 倍の成功率で、遺伝子改変植物の作成が行われる。
2010 年には、機能ゲノミクスを利用して、分子、細胞、植物個体レベルでの遺伝子調節についての科学
的知識が増し、90%の効率でプラスチドの植物細胞への導入を成功させる手法が開発され、様々な機能
をもつ植物や有用物質を生産する植物の作成が行われる。2020 年には、植物の代謝経路を利用した新
規化合物の作成、および代謝経路自体を遺伝子改変することにより目的の物質を自由に作成することが
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可能になる。 
 
（２） 生産・加工技術開発 
 生産技術としては、2005 年には、面積あたりの作物の生産量の改善が着手され、2010 年には、インフォ
マティックスの農業への利用により1998年に比べて作物の生産量を２倍に増大するシステムを確立する。
2020 年には、作物の生産量が増大したため、化石燃料使用から生じる過剰な CO2 の固定が可能にな
る。 
 加工技術としては、2005 年には、バイオ触媒が改良されてモノマー固体の変換を 85%以上の効率で起
こすことが可能になる。2010 年には、生成物の先端的な分離システム（膜分画、イオン交換などに関して）
が開発される。2020 年には、植物の加工の過程に生じる廃棄物がゼロになるシステムが確立される。ま
た、ハイブリッド化学リアクターおよびバイオ変換リアクターがつくられる。これらの技術は加工コストを下げ
ることに寄与する。 
 
（３） 社会基盤整備 
 2020 年までには、新しい材料を用いた製品の貯蔵、輸送、流通に適したシステムがつくられる。 
 
図表１ 植物を利用した再生可能な材料の開発技術のロードマップ 
 
 
（ 参 考 文 献 ） The technology roadmap for plant/crop-based renewable resources 2020: 
(www.oit.doe.gov/agriculture/) 
 
３．日本のアクション 
（１）日本の先進的研究・技術を生かす研究分野を重点的に促進 
例１、 イネゲノム解析でリード 
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     → 植物代謝経路に関連する遺伝子調節と制御の研究を組織的に行うことで、 
イネ成分を原料とした新しいプラスチック材料を世界に先駆けて開発可能。 
  例２、バイオインフォマティックスの基礎研究 
     → 農業などの複合的な分野に利用し、効率性や生産性の増大を図る。 
（２）国家レベルの研究支援 
 Ａ．産学官連携によってＩの研究開発を行うことができる学術的な中核センターを設立。 
Ｂ．新材料の原料になる植物(作物)の生産・加工のため、地域農業との連携をとるセンター機能を各地
域に設置（既存の農協等を活用も可。） 
Ｃ．上記新規素材や商品のための輸送および流通システムの整備（規制緩和を含む。） 
 
 
（補足資料） 
  
図１ 「植物を利用した再生可能な材料の開発技術」の概念図 
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図２ 「植物を利用した再生可能な材料の開発技術」に影響を与える分野 
 
 
図３ 「植物を利用した再生可能な材料の開発技術」のキーとなる科学技術 
 
 
ゲノム、酵素   産出量、コスト  経済、    経済、新規利用   価格、市場 
代謝       新規作物     物質変換、                  
                  バイオ触媒     
 
 
（ 参 考 文 献 ） The technology roadmap for plant/crop-based renewable resources 2020: 
(www.oit.doe.gov/agriculture/) 
 
 
[コメント・反論] 
 
① このような再生可能材料は、欧米の環境先進国では、すでに全プラスチックの 10％を占めている
国もある。普及率は、国の環境への取り組み姿勢次第である。もし目標値を定めれば、価格が多
少高くても、日本でも数年間のうちに普及していくはずである。公的機関が率先して調達するとい
う促進策もある（○○○○氏）。 
② 日本でイネの研究が進んでいるからといって、イネを使うということに執着するのは好ましくないだ
ろう。また、新たに生成するというよりは、麦藁のように捨てる部分を原料とする研究がより望ましい
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と思われる（○○○○教授）。 
③ 最も使用量が多い分野として、建材を目指すのが良いのではないか。例えば、藁を屋根や壁の断
熱材に用いてきた歴史があるように、繊維質に注目すればゲノムのような基礎研究まで必要としな
いで、製造技術開発だけで目的を達成しうるはずである（○○○○氏）。 
④ 石油化学の産物であるプラスチックも、情報社会でＩＣタグ等を付けるようになれば、成分別の分別
が可能になり、化学合成手段での再利用が可能になるだろう。そうなれば、コストの差はますます
開いてしまうため、よほど政策的な意図でもないかぎり、大きな市場を作ることは難しいだろう（○
○○○氏）。 
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情報通信の高度化 
 
（作成者）文部科学省科学技術政策研究所 科学技術動向研究センター 
主任研究官 藤井章博 氏 
 
 
【シナリオ作成者からの作成後の意見および対応する仕様書の改善】 
○予測の中で新しい事象について記述しようとすると、新しい名前（新用語）を使わざるを得ないことも
ある。こうした新用語について乱用されると読む側がわからなくなるのではないか。 
（仕様書の変更）発展シナリオで新用語を使う際には、意味を付けるなどの対応を求める。 
 
 
１．現状分析 
 インターネット利用の普及、ＡＤＳＬなど広帯域アクセス回線の普及、クライアント・サーバ型システムによ
る各種サービスの提供が進んでいる。今後、情報通信が高度化し、社会生活上の利便性に資するために
は、要素技術の進化に併せて、これを活用する制度的・社会的側面の充実および倫理的側面を含む利
用文化の進展が必要である。 
 
２．発展のシナリオ 
 情報通信技術においては、光交換による交換機能の高度化やより高速な情報処理機能の実現など要
素技術の更なる高度化が求められる。しかし、これらの技術進化を方向づけるのは、あくまで高度な利用
形態であり、今後の発展は、情報通信をいかに柔軟かつ効果的に社会生活において活用するかにかか
っている。情報通信技術の今後の発展のシナリオを(1)通信インフラの面、(2)情報処理システムの面、(3)
総合的な情報通信環境を応用する面、の三つの観点から考える。 
 
（１）通信インフラの面 
画像情報を含む大量の情報を双方向に流通させるインフラの整備となる。家庭へのＡＤＳＬあるいはＦ
ＴＴＨの普及により、２０１０年ごろには、ほとんどの家庭で１００～１０００Ｍｂｐｓ程度のダウンリンク通信網が
確立する。加えて、圧縮実時間動画像を送信する機能（ＭＰＥＧ等）を利用して、利用者側からのアップリ
ンクによるテレビ電話、各種問い合わせなどが一般に広く利用させるようになる。２０２０年ごろには、住環
境、および特に企業オフィス環境は、双方向の動画像伝送を前提としたものとなる 
 
（２）情報処理システムの面 
情報サービスを高度化するために必要なデータベースインフラの整備に関するシナリオである。２０１０
年ごろには、情報分析機能（文書の選別・蓄積・管理・検索・加工）が、個人レベルで提供されるようにな
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る。また、電子メールは、音声やスケジュール管理・文書管理を融合した機能を提供するようになる。ま
た、ウエッブを利用した商取引、各種業務への活用が進むと個人情報、取引（トランザクション）情報に伴
って蓄積されたデータの活用＝構造化とマイニングが重要な作業となる。さらに、２０２０年ごろには、これ
らの作業は、汎用のソフトウエアプラットフォームの上で、容易なインターフェースによって個別に開発・運
用されるロジックの集積となり、多くの知的労働者の業務の基本的な機能は、個別に調整された秘書機能
によって支援されるようになる。 
 
（３）応用面（制度面） 
情報通信技術をより高度に活用するためには、遠隔教育や在宅勤務が制度として定着するための制
度改革・意識改革が必要となる。まず、２０１０年は、政府が推進するサイバー空間活用に関する諸政策
が実施され、教育、雇用、等の面で大きな変化が現れる。このころ大企業、政府機関、大学などで先駆的
に実施された情報通信の高度な利用は、「サイバーライフ」とよばれ、２０２０年ごろには、社会全体約５
０％が、何らかの形でサイバーライフを実践している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．日本のアクション 
（１）インフラの整備に関連する個別の要素技術として、セキュリティ技術、コンピュータとネットワークの高
度利用技術、が重要である。また、情報タグなどの普及と実務への有効な応用に関する研究が重要であ
る。技術進化の可能性としては、通信帯域がより広帯域化する方向であるが、今後の発展に向けては利
用形態が充実することが必要である。 
 
広帯域伝送の職場・家庭へ
の浸透
情報通信技術の活用を前提とした
社会生活の実現
情報通信技術が「豊かさ」を
もたらす時代
情報通信技術を
より活用するための
制度改革・意識改革の
進展
情報サービスを
高度化するために必要な
データベースインフラの整備タ
画像情報を含む
大量の情報を双方向に
流通させるインフラの整備
２０１０ ２０２０２００５
携帯端末・機器の
広帯域化・高機能化・社会への浸透
高度な情報処理、
通信機能を前提とした
社会インフラの構築
サイバースペースにおける
安全・安心の確立
サイバースペースにおける
安全・安心の確立
ＦＴＴＨ
ＩＰｖ６
ＩＰ Ｓｅｃ
eJapan
IC タグ
セマンティックウエッブ
eＧｏｖｅｒｎｍｅｎｔ
eＯｆｆｉｃｅ
ＣｙｂｅｒＬｉｆｅ
の実現
ＣｙｂｅｒＬｉｆｅ
の実現
ユビキタス
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（２）データベース処理技術（高速な演算処理、効率的なソフトウエアシステム開発技法、セマンティックウ
エッブ等を含む）のさらなる研究開発の促進を実施する。特に、あらゆる業種業態において中小企業が情
報通信分野での技術蓄積度を高めるような政策の重要性が高い。利用して社会生活における様々な機
能の遠隔地における実現・仮想的な状況における実現が行われるようになっている。 
 
（３）制度面で、教育、福祉、労働環境等の面でも、情報通信技術の進展を背景とした新しい効率的な社
会環境のあり方が検討され、実施に向けた政策が推進される。このためには、個別の要素技術の進化も
さることながら、現状では十分対応がなされていない制度的・文化的側面における充実が重要である。具
体的には、遠隔授業の充実、ＳＯＨＯの実施、情報セキュリティの充実、組織における構造改革、意識改
革、家庭における価値観の変容などが必要となり、それに向けた技術進化が実施される。 
 
 
[コメント・反論] 
 
① この領域は、これらの観点だけからは語れないのではないか。少なくとも、移動体通信の普及を加
えるべきではないか（○○○○氏） 
② 「サイバーライフ」という用語をこのシナリオで使うのは不適切であると思う。また、「セマンティックウ
エッブ」は、「知的ウエッブ」の方が適切であろう（○○○○教授）。 
③ IC タグは要素技術としては 2005 年よりも前であろう。したがって、利用・普及も 2010 年よりも早期と予
想される（○○○○氏）。 
④ このシナリオでは、eJapan→eGovernment→eOffice の実現という時間的順序になっているが、eOffice
の実現(2005)→eJapan(2010)&eGovernment(2010)という順ではないだろうか（○○○○教授）。 
⑤ 現在では「eOffice」等の概念が明確に規定されていないので、実現時期に関する評価が困難であ
る。広く考えると現在でも可能な技術が多く、普及を待つだけという気がする。また、このシナリオでは
知識処理に関しての言及も必要ではないか（○○○○氏）。 
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半導体デバイスの発展と社会への貢献 
 
（作成者）文部科学省科学技術政策研究所 科学技術動向研究センター 
材料・製造技術ユニット 上席研究官 奥和田久美 氏 
 
 
【シナリオ作成者からの作成後の意見および対応する仕様書の改善】 
○予測に使ったデータや既存のロードマップなどについては、明記するように指示した方がよい。 
（仕様書の変更）予測に使ったデータや資料については、資料名等を明記するように指示する。 
  →仕様書に添付するチェックシートに記述してもらうようにする。 
 
 
１．過去・現状分析 
 半導体デバイスは、エレクトロニク 
スの中核を成し、20 世紀を大きく変 
化させたイノベーションのひとつで 
あったと言える。イノベーションを 
起こす「明らかなきっかけ」と看做す 
ことができる大きなインベンション 
(発明)を時間的経過で図１に示す。 
その結果、現在は、「シリコンを 
基本とする集積回路」から成る半導 
体デバイスが全体の 90％以上を占め、 
ほぼ全ての電気・電子機器の中心的 
構成を成している。 
至近の約 40 年を見てみると(図２)、 
現在用いられている基本的なデバイス構造、 
材料、製造技術は、ほとんど 1960 年代に 
提案されたものである。1980 年代からは、 
ＩＴＲＳロードマップ（国際的に認められたロード 
マップ）に誘引されて、あたかも法則(ムーアの 
法則)に従うかのように一直線の技術発展が 
達成された。この間、種々の代替技術が提案された 
が、いずれも「シリコンを基本とする集積回路」に 
置き換わるだけの大きさの領域には成り得ず、 
真空管
(1904～06)
整流器
(1870年代）
トランジスタ
(1947～49)
ＩＣの概念
(1952～58)
半導体デバイスの
90%がシリコンＩＣ
(現在 2003)
約30年
約40年
約10年
約50年
ノーベル賞 (1956)
ノーベル賞 (2000)
図１ 長期的スケールで見る
過去のイノベーション
 
現在用いられている
ほとんどの基本構造が提案
1980
1960
ロードマップで発展
磁気メモリ
化合物
半導体
2000
ＦＤ
HDD
ＬＥＤ、レーザ
高周波デバイス
ＲＦ ＭＥＭＳ
マイクロマシン
現在
図２ 過去40年の経緯  
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それぞれが個別の発展を成すに至った。ごく最近は、 
直線的な技術発展がいつまで継続しうるかという 
議論が盛んである。 
 
２．発展シナリオ 
（１）長期(30～50 年後)シナリオ 
長期的には、図３のように、非ノイマン型コンピューティングなどの異なる信号処理形態、すなわち、現
在の半導体デバイスの延長では対応できない概念が現れると考えられる。しかしながら一方で、ユビキタ
ス社会に代表されるような、現在考えられている範囲の今後 30～50 年間のエレクトロニクス社会(図４)は、
現在の半導体デバイスの延長線上で逐次実現されうるものであり、上記のような新概念の登場は必須で
はない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）短期(10～15 年後)シナリオ 
この期間の半導体デバイス研究は、多少の鈍化はありうるもののＩＴＲＳのロードマップが牽引するトレン
ドに従い続けると予測され、基本的路線は以下に集約される。 
a. 少なくとも以下の２つは変わらない。      
 ＊ シリコンウエハの上に形成される半導体デバイスが主流を占める。 
  ＊ CMOS 構造を持つデバイスが核となる（新材料・新構造を含めて）。 
b. 緊急課題として、微細化技術より低消費電力化技術が優先される。 
c. 標準化’と‘カスタム化’の波は、カスタム化へ向かう。 
  ＊(現在盛んな)SoC の研究トレンドは 2007 年頃に一段落し、次は HW/SW 協調設計。 
d. 先導的な微細化研究：ゲート長 <10 nm に達するのは 2010 ～16 年  
      （あるいは、これに相当する性能を発揮する技術が開発されることを含む)   
e. d を実現するために、  
＊ロードマップ上の未解決課題の克服（新材料・新プロセス・新構造の導入が必要）               
  ＊かつ、回路設計の急速進歩が必須 
微細化
発展の
鈍化
2020
2000
非ノイマン型
コンピューテング
有機半導体
分子デバイス
量子コンピュータ？
現在
図３ 長期的観点による
半導体デバイスのゆくえ
ユビキタス社会への逐次的な貢献
Ubiquitous World is coming !
Source:MPHPT
図４ 現行の半導体デバイス研究の延長で貢献しうる社会
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f. 10 年後以降を目指して全く新しい概念のデバイスや構成要素の研究も平行して行なわれ、そのうちの
いくつかの成果が先導的な微細化研究に取り込まれていく。 
 
３．日本のアクション 
（１）戦略：世界に通用するデバイス研究の競争力を維持強化 
   具体的施策：先端ＣＭＯＳ試作可能な共用施設を１つ新設（大学が共同運営、ライン管理は民間委
託）し、産から学への人材流動を加速。 
（代替戦略：この分野は産業界に一括委任し、学＆官の国際競争力維持には見切り。研究者の産
業界および海外研究機関への派遣を大幅強化により、次々世代へ繋げる。） 
（２）戦略：設計力の強化および新コンセプトデバイス倍増 
  具体的施策：設計研究に係わる予算大幅増および起業の促進。ファウンドリ機能（ex.ＶＥＤＣ）を拡張・
強化、かつ国内外の委託機関をフル活用。 
（代替戦略：この部分は社会貢献の面からも必須であり、無対策は考えられない。移民・留学生によ
る強化も含めて検討要。） 
（３）戦略：ＭＥＭＳ等関連分野の拡張展開 
  具体的施策：現行プロジェクト終了後の展開で対処。上記（２）とのマッチング。 
 
[コメント・反論] 
 
① 微細化は行き詰っており、現在のロードマップどおりにはならず、実現時期はこのシナリオより５年以
上遅れると予想する。しかし、これに変わるものがそれまでに出てくるとは思えないので、時期は外れ
ても、このようなシナリオで進むと思う（○○○○氏）。 
② 長期的に半導体デバイスを凌駕するのは非ノイマン型コンピュータの出現などではなく、むしろ情報
の扱い方が変わることなのではないか（○○○○教授）。 
③ 現状の半導体デバイスの延長でユビキタス社会を実現するのは不可能であり、量子コンピュータや分
子コンピュータのような革新的なデバイスが発明されなければ実現しないだろう（○○○○教授）。 
④ ＤＮＡというものをより詳しく研究すれば、革新的コンピュータの発展は３０年以内に起こってもおかし
くない。この領域は一度ブレークスルーすれば普及が速いため、現在の半導体デバイスを凌駕する
可能性はある（○○○○教授）。 
⑤ 日本のとるべきアクションが、これだけではまったく足りない。これでは日本はこの分野で世界レベル
から脱落する（○○○○氏）。 
⑥ 日本では、この分野は産業界が担ってきたのであるから、このような産業に近い研究は大学の研究す
べき対象ではない。大学は 10 年以降をめざした基礎的研究に注力すべきである（○○○○教授）。
⑦ 日本の産業界は、すでに半導体デバイスの開発競争で世界に負けつつある。仮にこのようなシナリオ
で進むとしても、あえて今から、この分野の研究を他国と競う必要はないと考える（○○○○氏）。 
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（４） パイロットシナリオ第２版 
 
【基礎科学分野】 幾何学 
 
（作成者）慶應義塾大学 理工学部数理科学科助教授 森吉 仁志 氏 
 
 
【本シナリオに対して出された分科会委員からの意見および対応する仕様書の改善】 
○原稿が遅れて提出されたため分科会における検討は行なわれなかった。 
 
 
１．現状分析 
 数学は有史以来の学問として存在し、17世紀以降の近代自然科学においてはその発展を導く大きな
力となった。そして現代科学では各分野の共通言語という基盤をも担い、一貫して科学の支柱として
の役割を果たしてきた。この長い歴史の中で、1980 年代以降における数学発展の著しい特色は、物
理学との密接な関連性である。近年、数学と物理学が融合しながら互いの分野を刺激して予期せぬ
発展を遂げてきた。この様子は、かつて 20 世紀初頭にアインシュタイン･ハイゼンベルグ･シュレディ
ンガー･ワイルなどによって相対性理論・量子力学・関数解析学・微分幾何学という新たな基礎科学
理論が構築された様子に非常に似通っている。近年の数学と物理学の融合状態は、現代科学が直
接に恩恵を被るこれらの諸理論が確立された正にその時期を髣髴させる。 現在、20 世紀初頭と同
様にして生じつつある数学と物理学との融合は、21 世紀における新しい基礎理論の出現を予期させ
るものである。この融合から生じた新理論が成功した例としては、力学系理論･フラクタル理論・位相
的場の量子論・弦理論などが挙げられる。しかし、価値ある新理論が構築され確立したとはっきり判
断できる分野はまだ少ない。多くの分野では、新理論の萌芽を育成する段階は経過したが、その後
の発達段階に留まっている現状と認識される。 
 
２．発展シナリオ 
 数学を含む基礎分野での理論の大きな発展は、物質を直接に扱う物性科学や物質化学などの進展
を促し、科学技術の大きな成果へと結びつく。従って基礎分野において基軸となる新理論を確立す
れば、将来に向けた長い期間にわたる科学の指針と方向性を与えることができる。近年の数学と物理
学との融合は、21 世紀における新たな基礎理論の出現へ向けた胎動である。従って今後 30 年の間
にこの分野で大きな理論発展の生ずることが予期され、この新理論は 21 世紀の基礎理論の支柱とな
るであろう。基礎理論発展の予測について、ここではとくに幾何学と物理学との関連を主題として、 
● 既存数学理論の進展および数学予想（未解決問題）の解決 
● 数学の新しい枠組の創出 
● 物理学など数学以外の分野への応用 
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という 3 つの観点から論じる。 
（１）既存数学理論の進展および数学予想（未解決問題）の解決 
クレイ研究所が掲げる 21 世紀における数学の主要研究テーマ（Millennium Prize）の中で、3 次元ポア
ンカレ予想、ヤン・ミルズ理論に関する研究が進展する。2005 年ごろには 20 世紀初頭からの懸案で
あった 3 次元ポアンカレ予想が、現在進展しているペレルマンの研究により解決される。同時にサー
ストン幾何予想も解決され、2005 年以降に双曲多様体に関する研究が進展する。この成果を基礎に
2015 年ごろまで 3 次元トポロジーにおける成果が続出し、低次元トポロジーは大きく発展する。これに
続きシンプレクティック多様体の理論を踏まえて、2010 年以降 4 次元以上の高次元多様体に関する
具体的研究が活発となる。またヤン・ミルズ理論においては、弦理論の母理論としての M 理論の研究
が進展し、2015 年ごろまでに M 理論の有効性に関する検証が終わる。これに呼応し、また活発となる
高次元多様体の研究を受けて、カラビ・ヤウ多様体や E8 多様体の研究が 2010 年ごろから大きく進展
する。また 2040 年ごろまでに非可換幾何学の手法を活用して、リーマン予想に関して大きな進展が
生じる。 
（２）数学の新しい枠組の創出 
M 理論の研究に関わりながら、コンヌが提唱する非可換幾何学の枠組が 2015 年ごろまでに確立する。
この枠組が以下の図表１に示した分野へ応用され、これらの分野における既存の成果が大きく一般
化される。また位相的場の量子論が 2030 年ごろまでに具体化される。そして研究が進むカラビ・ヤウ
多様体やE8多様体数学を具体的な検証材料として、数学と物理学への応用が2040年ごろまで進展
する。これに基づいて数学と物理学が融合する新しい幾何学の枠組が構築され、2050 年ごろまでに
完成される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
非可換幾何学
エルゴード理
論 
指数定理 
ポアソン幾何 
ゲージ理論の幾何
可積分系 
量子コホモロジ
ー 
素粒子論 
弦理論 
量子力学 
数論 
ゼータ関数 
量子カオス 
離散幾何
組合わせ
論 
図表 1 非可換幾何学の枠組が影響を及ぼす分野 
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（３）物理学など数学以外の分野への応用 
 M 理論の有効性に関する検証がどのような形で収束するか不確定であるが、この理論が種々の弦理
論論を統一する期待は大きい。2015 年ごろまでには、非可換幾何学の枠組がどのように M 理論に寄
与できるかが明確になる。統一された弦理論が出現すれば、これより素粒子論の爆発的発展が生じ
るであろう。M 理論の限界が明確になり弦理論が統一されないとしても、非可換幾何学の手法がこれ
まで互いの見通しの悪かった弦理論を整理する役割を果たすに違いない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．日本のアクション 
（１）研究者交流の促進 
基礎科学において 21 世紀における新たな基礎理論へ向けた胎動は世界的な動向である。新理論出
現の常として、その端緒となる研究がどの場所で生起するかは予測できない。従って国際的な研究
者間の連絡を緊密にし、注目すべき研究者の招聘を幅広く行うべきである。さらに海外からの研究者
の招聘に関し、日本側がより自由な裁量をもつことができるように研究所内の事務体制や予算執行方
法を含めた制度面での規制緩和が求められる。また若手研究者に対する比較的長期の招聘制度を
充実させる。これにより若手研究者に対する求心力を世界的なレベルで高める。 
 
（２）日本からの情報の発信 
 インターネットを含む現在の情報通信技術は研究者間の国際的距離を非常に小さくしている。同時に
整備された情報通信網を利用した情報発信は大きな影響力を持っている。日本で行われる優れた研
 
２００５ ２０２０ ２０１０ 
非可換幾何学 
低次元トポロジー 
双曲多様体 
統一弦理論 
M 理論
ヤン・ミルズ理論 
高次元多様体の研究 
カラビ・ヤウ多様体 
ポアンカレ予想解決 
幾何学と物理学の
新しい枠組 
２０３０ 
シンプレクティック多様体 
幾
何
学 
素
粒
子
論 弦理論
図表２ 幾何学と物理学に関連した理論進展の想定
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究を世界的に認知させるために、日本において運用が行われる世界的情報通信網の整備が必要で
ある。また研究者同士で着想を交換したり研究の討議を行ったりできる仮想的な場所を、インターネッ
ト等において提供する。このような場所の提供は実質的に国際研究所を設立することに等しい。基礎
科学の分野において，着想の交換や研究の討議の価値は非常に高く、これは多くの研究者の利益と
なる。また遅れをとること無くに新たな研究に追随できる利点をも生む。 
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【技術分野】画像センシング技術 
 
（作成者）産業技術総合研究所 知能システム研究部門知的インタフェース研究グループ 
主任研究員 大場光太郎 氏 
 
 
【本シナリオに対して出された分科会委員からの意見および対応する仕様書の改善】 
○発展シナリオとしては、将来の日本に関する作成者のビジョンが提示されていて、その前提で技術
予測がされていることが望ましい。 
（仕様書の変更）作成者のビジョンを描いてもらうように仕様書において明確に記述する 
○日本の取るべきアクションについても作成者独自のビジョンと技術予測の結果に基づくものであるか
ら、仕様書において作成者が持っている将来ビジョンを描いてもらうように指示すべきである。 
○そのようなビジョンを記述するならば、２、３ページという分量では十分ではないのではないか。少し
分量を増やさないと書ききれない。 
（仕様書の変更）執筆分量を５～１０ページに改訂する。 
 
１．現状分析 
 画像センサは、テレビの普及とともに始まり、家庭用ビデオカメラ、デジタルカメラ、最近ではカメラつき
携帯電話が起爆剤となり、撮像管、CCDデバイス、C-MOSデバイスと発展してきた。その技術的な進歩と
しては、ただ画像が映ればよいというレベルから高解像度、高感度だけではなく、ITS 分野に代表されるよ
うに、暗いところから明るいところまで撮像可能な高ダイナミックレンジな撮像デバイスの開発も行われて
いる。また、通常の人間が見るための映像信号は、NTSC では秒 30 フレームで十分であるが、高速な対
象物の観測や、さらにはロボット用途の画像センサとしては、秒 1000 フレーム程度のサンプリングレートが
必要とされ、高速度カメラとしての開発や、画像センサに処理部も含んだビジョンチップとしての開発も行
われてきている。しかしながら、汎用性を持たせたデバイスの開発は、デバイス自体のコストを上げ、結果
的に普及していないのが実情である。 
 
２．発展シナリオ 
当該領域の目的を達成するために、画像センシングに求められる機能として、（１）高機能画像計測、
（２）多機能画像計測、の二つの機能に分けて検討する。 
 
（１）高機能画像計測 
画像センサとして、その求められる状況により、例えば超高速な画像が必要な場合や、超高感度なデ
バイスが必要な場合が想定される。例えば、現在の高速カメラでは、秒 100 万コマの画像が取れる撮像デ
バイスが開発されている。例えば、エンジン内の火炎の広がり方を定量的に解析するなどのためには、秒
数 1000 万コマ～一億コマ程度の超高速カメラが必要といわれている。しかしながら、超高速カメラでは、
本資料の複製・転載・引用等には承認が必要です。 資 18 
一枚の画像を撮像するのに使える光の量が極めて小さいことから、超高速度カメラの開発と、超高感度な
カメラの開発はほぼ同意義であるといえる。最近の CCD カメラは、光子を蓄積しそれを画像化するため
に、このような超高感度なカメラとしては不適である。一方では電子のなだれ減少を利用した APD（アパラ
ンシェ・フォト・ダイオード）素子を使った、超高感度な光学素子は情報通信分野用途として開発されてい
る。現在の半導体技術では、この APD を二次元的に構成することは困難とされてきているが、将来的に
2015 年には、この APD を二次元的に配置した、秒数億コマという超高速度カメラの実現が期待できる。 
また現在、三次元計測手法として多く用いられている手法は、ステレオ視と呼ばれる複数台のカメラか
らの対象物の特徴点の位置を計測することで、三角測量の原理を用いて対象物の三次元計測をする手
法が多く用いられている。一方では、光学的なレーザーの飛行時間から対象物との距離を計測する手法
がある。前者はデバイス自体が計測目的に作られたものではないことから精度的な問題があるが、一度に
空間的な計測が出来るという特徴がある。後者は距離計測の原理を用いて位置を計測することから一点
の計測としては高精度であるが、何らかの手法で観測点を振らなければいけない。この二つの利点を融
合し、光学的な計測原理で空間的な三次元計測の出来るデバイスの開発が求められている。2015 年に
は、このようなデバイスが、現在の CCD カメラデバイスと同程度の感覚で市場に出回り、様々な応用例に
使われることが期待できる。 
 
（２）多機能画像計測 
画像センサとして実際にシステムに組み込まれる場合、センサそのものの性能もさることながら、後段の
処理の自由度が求められることが多い。例えばヒューマンインターフェース用途に使われる場合、計測す
べき特徴量を事前には設定できず、環境の条件に応じてフレキシブルにその処理アルゴリズムを帰ること
が出来る、いわゆる programmable な画像センサが求められる。現在、こちらの研究も行われているが、
2015 年には、現在の CCD+FPGA と同程度以上にフレキシブルかつ安価なデバイスの開発が期待でき
る。 
 
３．日本のアクション 
現在、上記の研究開発は、ニッチな領域として研究開発がなされており、なかなか大きな市場を取りに
くく、さらにそれが研究資金を圧迫しているという悪循環を繰り返している。ここではまず、次世代ロボット
分野や、知的インターフェース領域における、大きな市場を創出することが可能であるニーズを掘り起こ
し、そのニーズに即した画像デバイスの開発に取り組むこと。同時に、この様な巨大市場を創出しうるセン
サ開発の動きを止めないためにも、国策によって、今まで見えなかったものを見ることを可能とする、未踏
領域への画像センシング分野の挑戦を促進する開発助成は必要不可欠であると考える。 
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【社会基盤分野】社会基盤ストックのメンテナンス 
 
（作成者） 東京大学生産技術研究所 都市基盤安全工学国際研究センター 講師 
加藤佳孝 氏 
 
 
【本シナリオに対して出された分科会委員からの意見および対応する仕様書の改善】 
○社会基盤のメンテナンスについて書かれているが、読み手としては大規模災害の場合はどうかな
ど、作成者とは別の観点の問題意識を持つこともある。作成者が持っている問題意識や将来ビジョン
がどのようなものであるのかが明白になるようにした方がよい。 
（仕様書の変更）仕様書にチェックシートのようなものを付けて、作成者に記入してもらうようにする。 
○発展シナリオのテーマについては、単なるテーマを提示するのではなくて、こういう視点を意識して
書いて欲しいというものを提示した方がよい。 
○2015 年の予測をするように仕様書で指示してあるが、予測のレンジが 2015 年までであっては 2015
年の予測の有効性に疑問が残る。仕様書では 2030 年くらいまでを見通した上で、2015 年の記述を
するという点を強調すべきである。 
（仕様書の変更）30 年程度のレンジで見通した上で、2015 年の状況について記述するよう強調する。 
 
１．現状分析 
 国土交通白書によると，国土交通省所管の社会資本ストック量は，1950 年には約 8 兆円であったのが，
2001 年に約 405 兆円となり，約 50 倍のストックを抱えている状況にある。また，ストック量をベースに単純
に予測された 2025 年における維持管理および更新費用は，約 10 兆円と試算されている。今後，約 10
年間は約 1500 億円／年のペースで維持管理・更新費用への投資の増額が必要となり（2001 年度の維持
管理・更新費用は約 4.1 兆円），さらに，約 15 年後（2018 年頃）からは高度経済成長期に急速に整備さ
れたストックの影響を受け，約 4000 億円／年の投資増額が必要となる。つまり，今後 10 年間でメンテナン
スに関する技術を完成させることが必要不可欠となる。 
 コンクリートは，安価であるとともに，マッシブな構造物を建設する上で欠かすことのできない建設材料で
あるため，社会資本ストックの多くを占めている建設材料である。従来，コンクリート構造物はメンテナンス
フリーであると考えられてきたが，1980 年代以降，高度経済成長期に建設されたコンクリート構造物の早
期劣化に関する問題が顕在化した。その原因は設計，材料，配合，施工の各段階における知識不足やミ
スによるものであり，その後，コンクリート構造物の経年劣化への関心が高まり，メカニズムの解明および
予測手法，劣化のモニタリング，補修・補強技術等の開発が盛んに行われている。さらに，メンテナンスコ
ストまでを考慮した LCC の概念も提案されてはいるが，残念ながら何れも実際の社会基盤ストックのメン
テナンスへ適用可能な技術として確立していない。 
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２．発展シナリオ 
 社会基盤ストックのメンテナンスを効果的・効率的に実施するためには，「既存構造物の性能評価手法
（1.性能の定量表現と性能予測技術，2.検査およびモニタリング技術）」，「補修・補強設計手法」，「LCC
算定手法」の確立が必要不可欠である。また，リサイクル材料の利用を促進する制度設計も積極的に必
要となる。 
 
（１）既存構造物の性能評価手法 
① 性能の定量表現と性能予測技術 
 コンクリート構造物の設計・施工・維持管理において性能照査型の概念が確立されつつあるが，現状は
あくまでも“概念”が確立されているに過ぎない。力学的挙動（主に地震）に対するコンクリート構造物の性
能を評価することはある程度可能となっているが，材料レベルの劣化（中性化，塩害，化学的侵食，凍
害，アルカリ骨材反応（以下，アル骨））が構造物全体に対してどの程度影響を及ぼし，常時・非常時（地
震）における構造物の性能を評価することは現状では難しい。 
 中性化，塩害に関しては他の劣化原因と比較すれば，材料レベルの予測技術はある程度確立されてき
ており，最近では材料劣化と構造物の性能の関係を結びつけるために，鉄筋が腐食した状態における鉄
筋コンクリート構造物の力学的挙動に関する検討がなされ始めている。2008 年頃には鉄筋腐食が構造物
の性能へ及ぼす影響の機構が解明されるとともに，モデル化および実証試験等が繰り返され，2010 年頃
には中性化・塩害に対する性能評価技術が開発される。 
 化学的侵食，凍害，アル骨に関しては，中性化，塩害と比して材料レベルの予測技術も遅れており，
2010 年頃までは材料劣化の予測手法の開発が行われる。従来，凍害，アル骨はコンクリート自体の劣化
であり，設計上かぶりコンクリートの強度を期待していない鉄筋コンクリート構造物においては，構造物の
性能を左右する劣化現象として捉えられてこなかった。しかし，近年，アル骨が原因と考えられる鉄筋（圧
接部，曲げ加工部等）の破断が報告され，構造物の性能への影響が懸念されている。2013 年頃には，化
学的侵食，アル骨に対する構造物の性能評価技術が開発される。 
 また，リサイクル材料を活用した更新も想定されるが，未知の材料に対する劣化現象の解明，性能評価
技術も同時に検討していき，2020 年頃には性能評価技術が確立される。 
②検査およびモニタリング技術 
 コンクリート構造物の検査技術として他分野で発達してきた非破壊検査（超音波，レーダ法，赤外線法
など）の適用が広く試みられている。その多くは，欠陥（ひび割れ，内部空洞等）および鉄筋の検知であ
り，コンクリート自体の品質，前述の劣化に伴う変状を検知する手法の開発は未だ無い。また，構造物の
性能評価手法（1.）が具体的に確立されていないことから，どのような情報を，どの程度の精度で収集する
ことが必要であるかに関する検討も少ない。一方，構造物の性能を直接表現すると考えられる変形性能
に関しては，光ファイバ，レーザードップラー，加速度計等の適用が検討され始めており，2008 年頃まで
には，各々の手法が確立する。以降，1.の性能評価と連携し，必要となる情報を効率的に収集するシステ
ムの開発が行われ，性能評価技術の確立に 2 年ほど遅れる形で変形性能に関する技術が完成する（中
性化・塩害：2012年頃，その他：2015年頃）。また，変形性能に影響を与えないような劣化レベルにおける
性能予測では，劣化原因を特定する技術，劣化の進行を予測する技術が必要となる。コンクリートの劣化
本資料の複製・転載・引用等には承認が必要です。 資 22 
は，主に化学的劣化と物理的な劣化に分けられる。化学的な劣化を伴う場合は，コンクリート表面におい
てもその兆候が見られるため，コンクリート表面に生じた化学変化を検知できる手法の開発が必要となる。
近赤外線分光法などの化学成分を分析できる技術を適用することにより，2010 年頃には試験室レベルで
の検知技術が確立され，その後，フィールドへの適用の検討を通し，2015 年頃には実用化される。化学
的・物理的劣化を問わず，基本的には劣化因子とされる物質がコンクリート中に浸透することにより変状
は生じる。これを支配するのはコンクリートの密実性（物質透過性）と環境作用であり，密実性に関しては，
赤外線法，超音波法，中性子法などを併用することにより，環境作用に関しては，都市 3 次元空間情報
（GIS，RS ベース），アメダス等の環境情報と CFD 解析等の数値シミュレーションを統合化することにより，
同じく，2010 年頃に試験室レベルおよび特定都市レベル，2015 年頃に実用化される。 
 
（２）補修・補強設計手法 
 現状の補修・補強は必ずしも理論的な設計思想の基づき，実施されているとは言い難く，どちらかと言
えば，対処療法的なものが多い。このため，最近では補修後数年で劣化する（再劣化）事例が報告され
ている。再劣化事例を検証するとともに，室内試験および暴露試験により 2008 年頃には再劣化のメカニ
ズムが解明され，2010 年頃には補修・補強設計理論の構築および新材料の開発が完成する。また，現状
では部分補修が多く，決して美観・景観性能が良い状態ではない。社会基盤ストックの中には都市のシン
ボル，文化的価値を有するものもあり，美観・景観性能を考慮した補修設計（絵画の修復技術等の応用）
が 2015 年頃には確立される。 
 
（３）LCC 算定手法の確立 
 LCC 算定手法の概念は，現在もあるが，(1)，(2)の技術が確立されていないため，結果の妥当性が乏し
い。LCC 算定手法に関しては，(1)，(2)の技術確立とともに，現在の概念を適用することにより，比較的容
易に確立される。ただし，将来の予測には不確定な要因が含まれており，リスクマネジメント的な概念を付
加した手法として 2015 年頃には完成される。 
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性能予測技術
2005 2010 2015
中性化・塩害 機構解明 性能評価
化学的侵食
凍害・アル骨
機構解明＆材料劣化予測 性能評価
リサイクル材料 機構解明＆性能評価
モニタリング技術
変形性能 各手法の成熟
中性化・塩害対応
化学的侵食・凍害・アル骨対応
化学成分検知
品質検知
環境作用
試験室レベルの技術確立 実用化
再劣化メカニズムの解明補修・補強設計
設計
理論 美観・景観性能を考慮
LCC算定手法 RM的LCC算定
既存構造物の性能評価手法
 
図 1 社会基盤ストックのメンテナンスにおける技術開発のロードマップ 
 
３．日本のアクション 
（１）全研究機関を統合した次元付き（10 年）中核研究機関の設置および DB 整備 
 特に，コンクリート構造物の劣化に関しては，地域特性が極めて高く，全国で類似する研究が多く，貴
重な情報が埋もれている。日本のコンクリートに関する技術は欧米と比較しても遜色ないが，10 年以内に
メンテナンス技術を確立する必要性があることからも，国家戦略として実施。また，アジア地域は現在の日
本と同じ道を歩いており，アジア市場を獲得する上でも有益。 
 
（２）多分野融合型先端的モニタリング技術開発 
 食品，農業等の化学的な成分分析および品質管理を得意とする分野，グローバルな計測を得意とする
リモートセンシング分野との連携による，次世代型のモニタリング手法を開発。 
 
（３）産学官の人事流動 
 社会基盤ストックのメンテナンスにおいては，産学官の全ての知識・経験を有する人材が必要不可欠。 
 
（４）循環型社会の形成 
 リサイクル材料の使用および建造物の長期使用を推進する制度（税制処置など）。 
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【社会科学分野】経済政策研究と政策の interaction 
 
（作成者） 駒澤大学 経済学部 専任講師 飯田泰之 氏 
 
 
【本シナリオに対して出された分科会委員からの意見および対応する仕様書の改善】 
○発展シナリオとしては、将来の日本に関する作成者のビジョンが提示されていて、その前提で技術
予測がされていることが望ましい。 
（仕様書の変更）作成者のビジョンを描いてもらうように仕様書において明確に記述する。 
○図表等不備がすぐわかるように、仕様書にチェックシートを付けて、記入してもらうようにした方がよ
い。また、事務局が督促すると同時に、状況によっては揃うように支援することも必要ではないか。 
（仕様書の変更）仕様書に作成者が記入するチェックシートを添付する。 
 
１．現状分析 
経済学の研究は現実経済に大きく影響され，時としてそれをリードしてきた．政府の介入的経済運営の
弊害を指摘することから古典派経済学が生まれ，比較優位の原理は 19 世紀自由貿易帝国の理論的基
礎となった．1920 年代の大恐慌からうまれたケインズ経済学は，戦後資本主義経済における政策運営の
定石として機能している．さらに，1970 年代のインフレーションは合理的期待形成の議論を始め今日まで
つながる経済モデルのフォーマットを生む契機となったといえる．また，1970 年代以降本格化したゲーム
理論の研究は，経済学にとどまらない社会科学の理論的支柱となるとともに，組織・制度の経済学といっ
た応用分野への波及にともない，産業政策の根拠を提供しつつある． 
このような，理論と現実の相互作用の中で経済学にかせられた役割は多岐に渡り，そのすべてに言及
するわけには行かない．ここでは，現在の研究のなかで現実への適用の準備が整っている内容は何か，
またその活用のための方針についてまとめてみたい．さらに，現在のグローバル化の進展とその反作用と
しての地方・地域の重要度増大のなかで，経済学研究にどのような刺激が加わるか，またそのなかで経
済学が果たしうる役割は何かにも言及しよう． 
 
２．発展シナリオ 
（１）現代経済学の成果活用 
戦後の先進国経済において，経済政策の理論的支柱となってきたのが「新古典派総合ケインジアン」
の考え方である．しかし，70 年代以降のケインズ経済学批判の中で，期待の取り扱いについて ad-hoc な
前提をおいた理論から導かれる政策的処方箋は民間主体の「読み込み行動」によって無効化してしまう．
むろん，これら民間主体の行動を先回りし，期待をコントロールする腕を持った政策担当者は皆無ではな
い．近年ではグリーンスパン FRB 議長などはそれに近いと評される．しかしながら，政策の効果がその担
当者の個人的な資質に帰せられてしまうような政策には大きな不確実性をともなう．天才無き世界での経
済政策は必然的に「政策パッケージ」「政策ルール」を中心としたものになる． 
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米国では 90 年代より，金融政策を中心に最適な政策ルールの研究が進んでいる．一方，日本におけ
る研究はまだそれにキャッチアップしていない．2005 年前後までは，日本経済のデータを中心とした最適
金融政策の研究が中心となるだろう． 
そして，これら研究に一定のコンセンサスが出来たならば，続くプロセスはそれを現実経済に反映させ
るための「啓蒙」「説得」活動が中心になる．これは欧米に比べ我が国の経済学界の著しく遅れている分
野でもある．（情熱や信念といったものにかわり）論理・実証に基づいた政策提言が政策を左右するため
には地道な活動が重要となる．これら啓蒙活動の重要性を経済学界が認識するのに数年かかる．したが
って，ルールに基づく政策という考え方が現実性を帯びるのは早くて 2010 年以降のこととなろう． 
2015 年には，欧米でのマクロ経済政策の動向にも引きずられるかたちで，以上の目標が達成されてい
くものと考える．しかし，これら「政策パッケージ」「政策ルール」は普遍のものではない．現実経済の変化
に応じて変化する最適な政策の有り様を，即時的に政策ルールの適用に反映するためのシステム作りに
はさらに数年を要するものと考えられる．2020 年までを目標にこれら一連の流れが具体化すると希望的に
予想したい． 
 
（２）グローバル化と地域化におけるマクロ政策 
現在の管理通貨制度の下では，(1)での言及からもわかるとおり，金融政策がマクロ政策の中心的課題
となる．このような金融政策のより基礎的な側面に関しては，ユーロ圏にみられる多国間共通通貨の設
定，地域通貨を中心としたよりきめ細かな貨幣政策という２つの（一見）相反する方向性が注目されてい
る． 
これらのうち，多国間共通通貨，我が国に際してはアジア共通通貨や環太平洋圏共通通貨の可能性
についてはすでに多くの研究が行われている．各地域間で実物経済の環境に差がないならば，共通通
貨の設定は経済状態を改善する．そうでないならば，共通通貨の設定が各国の金融政策の独自性を損
なうというロスの方が大きい．アジア内の産業連関分析などが進み，遅くとも 2010 年までには通貨統合の
方向性が「あり得るのか？」についてコンセンサスが得られることと思う． 
一方，地域通貨に関しては，日本は地理的にも広くなく，各地方間の実物経済動向にも目立った差異
がないため一国一通貨であることに疑問が呈されることは少なかった．しかし，地域通貨を地理的な一地
方での独自通貨ととらえるのではなく，様々な経済活動の区分に応じた「経済活動区分別通貨」といった
発想に立つならば，結論は大いに変わってくるだろう．例えば，通常の耐久消費財の産業と，介護・育児
サービスや環境関連事業ではその動向は大いに異なる．現時点では，経済活動別の通貨という発想は
夢想にすぎないが，電子マネーの普及にともない，これらの区分・区別は十分に可能になる．2010 年まで
は技術的問題としての電子マネー普及動向をにらみつつ，このような経済活動別通貨の理論的研究が
進行するだろう．2015 年には電子マネーの今後の普及予想と理論的可能性の研究成果が出揃うことと思
う．この時点で，日本における経済活動別通貨の方向性が決定される．それが可能であり，かつ厚生改
善的なことがわかったなら 2020 年までの実験期間を経て，2030 年には本格的な複数通貨が導入される
可能性もあると考える． 
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（３）経済学研究の発展のために 
経済政策に関する研究にとどまらず，学術的な研究の進行は絶え間ない論争を経て行われる．学会は
そのための重要な機関である．しかし，お互いの顔をつきあわせてのディベートを得意としない日本人は
少なくない．また，社会的な制約（遠慮）から，強力な批判が差し控えられることも多いだろう．これらの隘
路にとり大きな助けとなるのが web 上での「研究コミュニティー」である．実際，E-mail はすべての研究分
野の生産性を著しく増大させたといって良いが，それ以上に現在も各種メーリングリストや掲示板は広い
参加者を得て，知り合い・師弟関係のみの狭いコミュニケーションから脱した研究コミュニティーを形成し
ている．特に公開制の掲示板では，多少の論理的欠陥でも「だれかが気づく」状態になるため，非常に質
の高い議論が行われる可能性を秘めている．セキュリティ問題や web 上で発表された文書の著作権の取
り扱いが整備されれば，これらは飛躍的にその役割を増すものと思われる．早ければ 2005 年には，web
上での討論はさらなる活性化を見せるだろう．2010年には，発言者を限定し，それに対し自由にコメントを
つける形での「公開研究会」が実現するものと予想する． 
 
 
３．日本のアクション 
(1)に関し，第一に必要となるのは重点研究分野に対する助成である．しかし，自然科学とは異なり，む
しろ人的なものを中心とすることを提言する．具体的には，先端的かつ政策立案に通じる研究を行う第一
線の研究者を各大学・各種研究所に数年単位で客員招聘することが必要である．さらには，（これまで余
技としか見なされてこなかった）啓蒙活動に関し一定の評価をあたえることなども重要な側面支援となると
思われる． 
現代経済学の
　　　成果活用
ｗｅｂ公開
自由討論会
(現状より大規模な
web討論）
ｗｅｂ討論の
活性化
1995          2000          2005           2010          2015  2020　 　　2025       2030
日本
キャッチアップ 啓蒙・説得
ルールに基づく
経済政策の実現
グローバル化 ： 多国間共通通貨の設定
経済状態改善の成功例
地域化 ： 地域通貨等のきめ細かな貨幣政策
　　　　　　　　　　　　　　経済活動区分別通貨の研究　
　　
変化に応じた
　　　最適化
通貨統合に関する
　コンセサス
アジア圏あるいは
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海外事例
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技術的ボトルネックの解消　
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実験期間 本格的な複数通貨導入？
Web上での研究コミュニティーによる
　　　　　　　　　　　　議論の高品質化
セキュリティー＆
著作権の問題解決
年
海外の先行研究　：　金融政策を中心とする最適政策ルールの研究
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(2)においては，共通通貨・経済活動別通貨の可能性に関し，実体経済の連関をより細密に研究する
必要がある．しかし，我が国の統計は他国に比べ著しくその公開が制限されており，官庁に特別なつなが
りのない研究者には入手できないものも多い．これら，官界の情報独占状態を一刻も早く緩和し，広く研
究を可能にしていく必要があるだろう．言うまでもないが，多くの研究者の手で進められた方がその成果
は充実したものとなる．また，電子マネーの普及に関しても一定の財政的支援が必要となると考えられる
だろう． 
(3)に関しては，第一に web 上のリソースの著作権についてルールを設定していく必要がある．また現
在，掲示板・電子会議システムが完全な「匿名・公開」と「実名・非公開」に分断されていることが，一定レ
ベルの議論を維持する差異の障害になっている点も認識しなければならない．発言者の資格をゆるやか
に制限し，かつ匿名性を保ち，後の著作権保護を可能にするようなシステムの開発が急がれる．さらに，
そのような半公開討論に注目し，それにコメントしていくことの重要性についても多少の宣伝が必要となる
と思われる． 
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資料２：発展シナリオ作成者推薦依頼団体リスト（第１次）      （順不同） 
 
 
DDS 学会  
安全工学協会  
医療マネジメント学会  
衛星測位システム協議会  
（社）映像情報メディア学会  
（社）映像情報メディア学会 ヒューマンインフォメー
ション研究委員会 
エネルギー・資源学会  
（財）エンジニアリング振興協会  
応用物理学会 応用電子物性分科会 
応用物理学会 シリコンテクノロジー分科会 
応用物理学会 日本光学会 
応用薬理研究会  
オフィス・オートメーション学会  
（独）海洋研究開発機構  
海洋調査技術学会  
海洋理工学会  
科学技術社会論学会  
（独）科学技術振興機構  
（財）化学技術戦略推進機構  
科学基礎論学会  
（社）化学工学会 エネルギー部会 
（社）化学工学会 安全部会 
（社）化学工学会 環境部会 
（財）化学物質評価研究機構  
環境科学会  
環境技術学会  
環境経済・政策学会  
環境資源工学会  
環境システム計測制御学会  
（社）環境情報科学センター  
基盤的ソフトウェア技術開拓委員会 研究開発専門
委員会 
経営情報学会  
（社）計測自動制御学会 制御部門 
（社）計測自動制御学会 レスキュー工学部会 
（社）計測自動制御学会  
研究・技術計画学会  
（独）建築研究所  
（社）建築研究振興協会  
工業経営研究学会  
高速信号処理応用技術学会  
（独）国際農林水産業研究センター  
国際レスキューシステム研究機構  
（財）国土技術研究センター  
国立科学博物館 産業技術史資料情報センター  
（独）国立環境研究所  
国立教育政策研究所  
国立情報学研究所 情報学資源研究センター  
国立情報学研究所  
日本コンピュータ外科学会  
資源地質学会  
システム制御情報学会  
（財）児童健全育成推進財団  
シニア社会学会  
社会・経済システム学会  
社会教育団体振興協議会  
社会政策学会  
（独）消防研究所  
情報処理学会 数理モデル化と問題解決研究会  
情報処理学会 アルゴリズム研究会 
情報処理学会 コンピュータと教育研究会 
情報処理学会 コンピュータセキュリティ研究会 
情報処理学会 データベースシステム研究会 
情報処理学会 計算機アーキテクチャ研究会 
情報処理学会 システム LSI 設計技術研究会 
情報処理学会 ユビキタスコンピューティングシステ
ム研究会 
情報処理学会 グループウエアとネットワークサービ
ス研究会 
情報処理学会 分散システム／インターネット運用
技術研究会 
情報処理学会 マルチメディア通信と分散処理研究
会 
情報処理学会 高品質インターネット研究会 
情報処理学会 ヒューマンインターフェース研究会 
情報処理学会 高度交通システム研究会 
情報処理学会 プログラミング研究会 
情報処理学会 ソフトウエア工学研究会 
情報処理学会 コンピュータビジョンとイメージメディ
ア研究会 
情報処理学会 情報システムと社会環境研究会 
情報処理学会 電子化知的財産・社会基盤研究会 
（独）情報処理推進機構  
（財）情報通信学会 情報社会研究会  
（財）情報通信学会 情報経済研究会 
（社）情報通信技術委員会  
（独）情報通信研究機構  
（独）食品総合研究所  
進化経済学会  
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社団法人 人工知能学会  
（独）水産総合研究センター  
水素エネルギー協会  
数学教育学会  
数理社会学会  
（社）青少年育成国民会議  
（社）精密工学会  
石油学会  
石油技術協会  
組織学会  
（社）大気環境学会  
地域安全学会  
地球惑星科学合同大会運営機構  
地理情報システム学会  
（社）電気化学会 燃料電池研究会 
（社）電気学会 センサ・マイクロマシン準部門 
（社）電気学会 産業応用部門 
（社）電気学会 電力･エネルギー部門 
（社）電気学会 電子・情報・システム部門 
（社）電気通信協会  
（社）電子情報技術産業協会  
電子情報通信学会 情報・システムソサイエティ コ
ンピュテーション研究会 
電子情報通信学会 基礎・境界ソサイエティ 情報
理論研究会 
電子情報通信学会 基礎・境界ソサイエティ 
電子情報通信学会 知能ソフトウェア工学研究会 
電子情報通信学会 ヒューマンコミュニケーショング
ループ 
電子情報通信学会 エレクトロニクスソサイエティ 
電子情報通信学会 通信ソサイエティ 
電子情報通信学会 情報・システムソサイエティ 
（社）土木学会 環境工学委員会 
（社）土木学会 地球環境委員会 
（社）土木学会 建設技術研究委員会 
（社）土木学会 安全問題研究委員会 
（独）土木研究所  
財団法人 土木研究センター  
日本アクチュアリー会  
日本味と匂学会  
日本医療経済学会  
日本医療情報学会  
（財）医療情報システム開発センター  
日本医療薬学会  
日本運動器移植・再生医学研究会  
（社）日本栄養・食糧学会  
（社）日本エネルギー学会  
（社）日本エム・イー学会  
日本炎症・再生医学会  
（社）日本応用磁気学会  
日本応用数理学会  
日本応用地質学会  
（社）日本オペレーションズ・リサーチ学会  
（社）日本化学会 バイオテクノロジー部会 
（社）日本化学会 環境・安全推進委員会 
日本科学技術ジャーナリスト会議  
（社）日本化学工業協会  
日本科学史学会  
日本科学者会議 公害・環境問題研究委員会 
日本科学者会議 食糧問題研究委員会 
日本科学者会議 災害問題研究委員会 
日本科学哲学会  
（社）日本化学療法学会  
日本学術会議  
（独）日本学術振興会  
日本癌学会  
日本環境化学会  
日本感性工学会  
日本岩石鉱物鉱床学会  
（社）日本機械学会 法工学部門  
（社）日本機械学会 バイオエンジニアリング部門 
（社）日本機械学会 動力エネルギーシステム部門 
（社）日本機械学会 生産加工・工作機械部門 
（社）日本機械学会 設計工学・システム部門 
（社）日本機械学会 生産システム部門 
（社）日本機械学会 技術と社会部門 
（社）日本機械学会 環境工学部門 
（社）日本機械学会 ロボティクス・メカトロニクス部門 
（社）日本機械工業連合会  
（社）日本気象学会  
日本基礎老化学会  
日本教育学会  
日本教育社会学会  
日本金融学会  
日本経営学会  
（社）日本経営工学会  
日本経営システム学会  
日本経営数学会  
日本経済学会  
日本経済政策学会  
日本計算工学会  
（社）日本建設機械化協会  
（社）日本建築学会 構造委員会 
（社）日本建築学会 災害委員会 
（社）日本建築学会 環境工学委員会 
（社）日本航海学会 ＧＰＳ研究会 
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（社）日本工学アカデミー  
（社）日本工学会  
（社）日本航空宇宙学会  
日本高次脳機能障害学会  
日本行動計量学会  
（財）日本コミュニケーション学会  
（社）日本コンクリート工学協会  
日本再生医療学会  
日本視覚学会  
日本思春期学会  
（社）日本地震学会  
日本地震工学会  
日本自然災害学会  
日本児童育成学会  
（財）日本自動車研究所  
日本シミュレーション外科学会  
日本社会心理学会  
日本社会薬学会  
（社）日本小児科学会  
日本情報地質学会  
（社）日本食品科学工学会  
日本神経科学学会  
日本信頼性学会  
（社）日本心理学会  
日本数学教育学会  
日本数学教育心理研究学会  
（社）日本数学会 数学基礎論および歴史分科会 
日本数理科学協会  
（社）日本生化学会  
日本生活支援工学会  
日本生産管理学会  
（社）日本精神神経学会  
日本製薬工業協会  
日本測地学会  
（社）日本測量協会  
日本測量調査技術協会  
日本ソフトウェア科学会  
日本代替医療学会  
日本地球化学会  
（社）日本鉄鋼協会  
（社）日本電機工業会  
（社）日本都市計画学会  
日本内視鏡外科学会  
日本認知科学会  
日本脳科学会  
日本農業経済学会  
（社）日本農芸化学会  
日本バーチャルリアリティ学会  
日本犯罪学会  
日本犯罪心理学会  
日本病院管理学会  
日本ファイナンス学会  
日本フードシステム学会  
（社）日本物理学会 領域 11 
（社）日本薬学会  
（社）日本薬理学会  
日本リスク研究学会  
日本リスク研究学会  
（社）日本リハビリテーション医学会  
（社）日本リモートセンシング学会  
日本臨床バイオメカニクス学会  
（社）日本老年医学会  
日本老年社会科学会  
（社）日本ロボット学会  
燃料電池開発情報センター  
（独）農業生物資源研究所  
バイオ産業情報化コンソーシアム  
バイオメカニズム学会  
廃棄物学会  
ヒューマンインターフェース学会  
（社）腐食防食協会  
（独）物質・材料研究機構  
（社）物理探査学会  
マルチメディア外科研究会  
水資源・環境学会  
（独）理化学研究所  
理学療法科学学会  
老人病研究会 
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資料３：発展シナリオ作成者推薦依頼団体リスト（第２次）      （順不同） 
 
 
安全工学協会 
医療情報システム開発センター 
医療マネジメント学会 
宇宙環境利用推進センター 
宇宙航空研究開発機構 
衛星測位システム協議会 
衛星放送セキュリティセンター 
映像情報メディア学会 映像表現＆コンピュータグ
ラフィックス研究委員会 
映像情報メディア学会 ヒューマンインフォメーション
研究委員会 
映像情報メディア学会 メディア工学研究委員会 
エネルギー・資源学会 
応用統計学会 
応用物理学会 応用電子物性分科会 
応用物理学会 日本光学会  
応用物理学会 薄膜・表面物理分科会 
応用物理学会 有機分子・バイオエレクトロニクス分
科会 
応用物理学会 量子エレクトロニクス研究会 
海洋研究開発機構 
海洋調査技術学会 
海洋理工学会 
科学技術社会論学会 
科学技術振興機構 
科学技術と経済の会 
科学基礎論学会 
化学工学会 エネルギー部会 
化学工学会 環境部会 
環境技術学会 
環境経済・政策学会 
環境資源工学会 
環境システム計測制御学会 
環境情報科学センター 
環境創造研究センター 
環太平洋産業連関分析学会 
環日本海経済研究所 
気候影響・利用研究会 
気象研究所 
経営情報学会 
計測自動制御学会 
研究・技術計画学会 
建築環境・省エネルギー機構 
公益法人研究学会 
高エネルギー物理学研究者会議 
工業経営研究学会 
高分子学会 エコマテリアル研究会 
高分子学会 グリーンケミストリー研究会 
高分子学会 高分子計算機科学研究会 
高分子学会 バイオ・高分子研究会 
国際生命情報科学会 
国立医薬品食品衛生研究所 
国立環境研究所 
国立教育政策研究所 
情報・システム研究機構 国立情報学研究所 
産業総合研究所 
色材協会 
資源・環境観測解析センター 
資源探査用観測システム研究開発機構 
システム制御情報学会 バイオセミオーシス研究交
流会 
自然科学研究機構 
自然科学研究機構 基礎生物学研究所 
自然科学研究機構 国立天文台 
自然科学研究機構 生理学研究所 
自然科学研究機構 分子科学研究所 
自治体衛星通信機構 
自動車技術会 
自動車産業振興協会 
社会・経済システム学会 
省エネルギーセンター 
情報処理学会 コンピュータサイエンス領域 
情報処理学会 情報環境領域委員会 
情報処理学会 フロンティア領域委員会 
情報処理推進機構 
情報通信学会 情報経済研究会 
情報通信学会 情報社会研究会 
情報通信学会 情報通信法制・政策研究会 
情報通信学会 情報文化研究会 
情報通信研究機構 
情報通信ネットワーク産業協会 
情報文化学会 
照明学会 
食品総合研究所 
新エネルギー・産業技術総合開発機構 
人工知能学会 
精密工学会 
総合研究開発機構 
組織学会 
男女共同参画学協会連絡会 
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地球電磁気・地球惑星圏学会 
地球惑星科学合同大会運営機構 
電気化学会 
電気学会 基礎・材料・共通部門 
電気学会 産業応用部門 
電気学会 電子・情報・システム部門 
電気学会 電力・エネルギー部門 
電気通信協会 
電子情報技術産業協会 
電子情報通信学会 宇宙・航行エレクトロニクス研究
会 
電子情報通信学会 エレクトロニクスソサイエティ  
電子情報通信学会 基礎・境界ソサイエティ 
電子情報通信学会 情報・システムソサイエティ 
電子情報通信学会 通信ソサイエティ 
電子情報通信学会 ヒューマンコミュニケーショング
ループ 
電力中央研究所 
日本ＶＲ医学会 
日本医学物理学会 
日本遺伝学会 
日本医療経済学会 
日本医療情報学会 
日本宇宙生物科学会 
日本宇宙フォーラム 
日本栄養・食糧学会 
日本疫学会 
日本エネルギー学会 
日本エネルギー経済研究所 
日本エム・イー学会 
日本音響学会 
日本海洋学会 
日本化学会 グリーンケミストリー研究会 
日本化学会 高精度分子設計研究会 
日本化学会 将来構想委員会 
日本化学会 生体機能関連化学部会 
日本化学会 生命化学研究会 
日本化学会 量子有機化学研究会 
日本化学会  理論化学研究会 
日本科学技術ジャーナリスト会議 
日本科学教育学会 
日本科学者会議 科学・技術政策委員会 
日本科学者会議 公害・環境問題研究委員会 
日本科学者会議 民間企業技術者・研究者問題委
員会 
日本科学哲学会 
日本学術会議 
日本学術振興会 
日本家政学会 
日本環境化学会 
日本環境管理学会 
日本環境技術協会 
日本感性工学会 
日本感染症学会 
日本機械学会 宇宙工学部門 
日本機械学会 機械力学・計測制御部門 
日本機械学会 技術と社会部門 
日本機械学会 交通・物流部門 
日本機械学会 動力・エネルギーシステム部門 
日本教育工学会 
日本金属学会 
日本経営学会 
日本経営工学会 
日本経営分析学会 
日本計算工学会 
日本健康医学会 
日本健康心理学会 
日本原子力学会 
日本顕微鏡学会 
日本工学アカデミー 
日本工業技術振興協会 
日本航空宇宙学会 
日本航空宇宙工業会 
日本公衆衛生学会 
日本行動医学会 
日本材料学会 
日本産業技術教育学会 
日本質量分析学会 
日本自動車研究所 
日本自動車工業会 
日本自動車連盟 
日本シミュレーション学会 
日本社会情報学会 
日本社会精神医学会 
日本社会福祉学会 
日本食生活学会 
日本食品衛生学会 
日本食品化学学会 
日本食品科学工学会 
日本進化学会 
日本神経回路学会 
日本神経科学学会 
日本水産学会 
日本数学会 数学基礎論および歴史分科会 
日本生化学会 
日本生物工学会 
本資料の複製・転載・引用等には承認が必要です。 資 33 
日本生物物理学会 
日本セラミックス協会 
日本測地学会 
日本体質医学会 
日本地球化学会 
日本デザイン学会 
日本鉄鋼協会 材料の組織と特性部会 
日本鉄鋼協会 社会鉄鋼工学部会 
日本鉄鋼協会 評価・分析・解析部会 
日本天文学会 
日本統計学会 
日本統合医療学会 
日本人間工学会 
日本人間ドック学会 
日本認知科学会 
日本農業気象学会 
日本農芸化学会 
日本繁殖生物学会 
日本ビタミン学会 
日本ヒト細胞学会 
日本非破壊検査協会 
日本肥満学会 
日本表面科学会 
日本病理学会 
日本フードシステム学会 
日本物理学会 宇宙線分科会 
日本物理学会 領域１ 
日本物理学会 領域１２ 
日本物理学会 領域１３ 
日本分子生物学会 
日本分析化学会 
日本分析機器工業会 
日本貿易振興機構 
日本保健医療行動科学会 
日本マイクログラビティ応用学会 
日本マス・コミュニケーション学会 
日本免疫学会 
日本予防医学リスクマネージメント学会 
日本リモートセンシング学会 
日本林学会 
日本臨床バイオメカニクス学会 
日本老年医学会 
日本老年社会科学会 
日本惑星科学会 
人間文化研究機構 国際日本文化研究センター 
人間文化研究機構 総合地球環境学研究所 
脳の医学・生物学研究会 
バイオ産業情報化コンソーシアム 
バイオメカニズム学会 
パワーエレクトロニクス学会 
ビジネス機械・情報システム産業協会 
ヒューマンインターフェース学会 
腐食防食協会 
物質・材料研究機構 
物理探査学会 
マリンバイオテクノロジー学会 
無人宇宙実験システム研究開発機構 
有機合成化学協会 
理化学研究所 
リモート・センシング技術センタ- 
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資料４：発展シナリオ作成者選定固定選挙人団体リスト      （順不同） 
 
 
【独立行政法人】 
（独）国民生活センター 
（独）国際協力機構 
（独）国際交流基金 
（独）酒類総合研究所 
（独）国立特殊教育総合研究所 
（独）大学入試センター 
（独）国立オリンピック記念青少年総合センター 
（独）国立女性教育会館 
（独）国立国語研究所 
（独）国立科学博物館 
（独）防災科学技術研究所 
（独）宇宙航空研究開発機構 
（独）放射線医学総合研究所 
（独）文化財研究所 
（独）教員研修センター 
（独）日本芸術文化振興会 
（独）国立高等専門学校機構 
（独）大学評価・学位授与機構 
（独）メディア教育開発センター 
（独）国立健康・栄養研究所 
（独）産業安全研究所 
（独）産業医学総合研究所 
（独）高齢・障害者雇用支援機構 
（独）福祉医療機構 
（独）労働政策研究・研修機構 
（独）雇用・能力開発機構 
（独）労働者健康福祉機構 
（独）国立病院機構 
（独）医薬品医療機器総合機構 
（独）農林水産消費技術センター 
（独）種苗管理センター 
（独）家畜改良センター 
（独）肥飼料検査所 
（独）農薬検査所 
（独）農業者大学校 
（独）林木育種センター 
（独）さけ・ます資源管理センター 
（独）水産大学校 
（独）農業・生物系特定産業技術研究機構 
（独）農業環境技術研究所 
（独）農業工学研究所 
（独）森林総合研究所 
（独）農畜産業振興機構 
（独）緑資源機構 
（独）経済産業研究所 
（独）産業技術総合研究所 
（独）製品評価技術基盤機構 
（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 
（独）日本貿易振興機構 
（独）原子力安全基盤機構 
（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構 
（独）中小企業基盤整備機構 
（独）交通安全環境研究所 
（独）海上技術安全研究所 
（独）港湾空港技術研究所 
（独）電子航法研究所 
（独）北海道開発土木研究所 
（独）海技大学校 
（独）航海訓練所 
（独）海員学校 
（独）航空大学校 
自動車検査独立行政法人 
（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構 
（独）水資源機構 
（独）自動車事故対策機構 
（独）空港周辺整備機構 
（独）海上災害防止センター 
（独）都市再生機構 
（独）環境再生保全機構 
 
【大規模学会】 
（社）日本物理学会 
（社）日本化学会 
（社）応用物理学会 
（社）自動車技術会 
（社）日本機械学会 
（社）情報処理学会 
（社）電気学会 
（社）電子情報通信学会 
（社）土木学会 
（社）日本建築学会 
（社）高分子学会 
（社）火力原子力発電技術協会 
日本産業動物獣医学会 
（社）日本産科婦人科学会 
日本医学会 
（財）日本眼科学会 
日本癌治療学会 
（社）日本外科学会 
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（社）日本耳鼻咽喉科学会 
（社）日本循環器学会 
日本消化器外科学会 
（社）日本消化器内視鏡学会 
（社）日本整形外科学会 
（社）日本糖尿病学会 
（社）日本作業療法士協会 
日本尊厳死協会 
（社）日本理学療法士協会 
（社）日本臨床衛生検査技師会 
日本歯科医学会 
日本歯科技工学会 
日本歯科大学歯学会 
 
 
【各種団体】 
（社）中央政策研究所 
（財）公共政策調査会 
（財）日本消防協会 
（社）全国防災協会 
日本弁護士連合会 
（財）全国防犯協会連合会 
（社）日本経済団体連合会 
（財）日本経営者協会 
日本商工会議所 
（社）科学技術と経済の会 
（社）日本パーソナルコンピュータソフトウェア協会 
（社）経済同友会 
（社）ニュービジネス協議会 
（社）日本オフィスオートメーション協会 
（社）資源協会 
（社）日本工業倶楽部 
（財）日本産業技術振興協会 
（社）情報サービス産業協会 
情報処理推進機構 
（社）日本工業技術振興協会 
（社）発明協会 
（財）経済産業調査会 
（財）産業研究所 
（社）日本経済研究センター 
三菱総合研究所 
野村総合研究所 
総合研究開発機構 
（財）社会経済生産性本部 
（社）日本能率協会 
全国銀行協会 
（社）日本損害保険協会 
（財）日本鉱業振興会 
電気事業連合会 
（財）エネルギー経済研究所 
（財）新エネルギー財団 
（社）日本鉄鋼連盟 
（社）日本溶接協会 
（財）機械振興協会 
（社）日本機械設計工業会 
（社）日本工作機械工業会 
（財）工作機械技術振興財団 
（社）日本産業機械工業会 
（社）日本建設機械工業会 
（財）日本電動車両協会 
（社）日本自動車工業会 
日本自動機器工業会 
（財）糧食研究会 
（社）食品需給研究センター 
（社）農林水産技術情報協会 
（財）農政調査会 
（財）日本建築センター 
（社）建設コンサルタンツ協会 
（財）建設物価調査会 
（財）経済調査会 
（社）日本土木工業協会 
日本政策投資銀行 
（社）海洋調査協会 
（財）建築研究協会 
（社）建築・設備維持保全推進協議会 
（財）運輸調査局 
（財）運輸振興協会 
（財）運輸政策研究機構 
（社）日本交通科学協議会 
（社）日本鉄道技術協会 
（社）日本自動車連盟 
（財）日本自動車輸送技術協会 
（財）日本海事協会 
（財）日本航空協会 
航空政策研究会 
（財）日本無線協会 
（社）電波産業会 
（財）日本データ通信協会 
日本観光協会 
日本消費者連盟 
消費科学連合会 
（財）ヒューマンサイエンス振興財団 
（財）生涯学習開発財団 
（社）日本青少年育成協会 
（財）日本青年協会 
（財）日本青少年研究所 
本資料の複製・転載・引用等には承認が必要です。 資 36 
（財）日本青少年問題研究会 
日本労働組合総連合会 
（社）福祉社会研究所 
（社）エイジング総合研究センター 
国立身体障害者リハビリテーションセンター 
（社）日本医師会 
（財）日本健康文化振興会 
（財）長寿科学振興財団 
（財）母子健康協会 
（社）日本小児保健協会 
（財）公害対策協力財団 
（財）とうきゅう環境浄化財団 
（財）産業廃棄物処理事業振興財団 
（財）緑の地球防衛基金 
食品と暮らしの安全基金 
（財）教育調査研究所 
（財）高等教育研究所 
（社）現代教育研究協会 
（財）国際通信経済研究所 
日本宗教連盟 
（財）日本文化財団 
日本ジャーナリスト会議 
（社）日本新聞協会 
（財）出版文化産業振興財団 
（財）光産業技術振興協会 
（社）未踏科学技術協会 
（社）日本プラントメンテナンス協会 
（財）リモート・センシング技術センター 
（財）材料科学技術振興財団 
（財）地球環境産業技術研究機構 
（社）生命科学振興会 
（財）成長科学協会 
（財）メカトロニクス技術高度化財団 
（社）日本ロボット工業会 
（財）ソフトウェア工学研究財団 
（財）製造科学技術センター 
内閣府経済社会総合研究所 
東京大学地震研究所 
（財）防災研究協会 
（財）エネルギー総合工学研究所 
（財）電力中央研究所 
（財）電気磁気材料研究所 
日本原子力研究所 
（財）建設技術研究所 
（財）建設工学研究所 
（財）日本生物科学研究所 
WHO 健康開発総合研究センター 
東京大学医科学研究所 
（財）脳科学・ライフテクノロジー研究所 
国立感染症研究所 
（財）神経研究所 
（財）医薬資源研究振興会 
 
【マスコミ】 
（株）読売新聞東京本社 
（株）日本経済新聞社 
（株）朝日新聞東京本社 
（株）毎日新聞東京本社 
産経新聞社東京本社 
（株）日刊工業新聞社 
科学新聞 
時事通信社 
（社）共同通信社 
日本放送協会 
岩波書店 
（株）ニュートン プレス 
日経サイエンス社 
ネイチャー・ジャパン（株） 
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資料５：提示された発展シナリオテーマ 
 
第１次のシナリオテーマ 
発展シナリオテーマ 
第２次のシナリオテーマ 
発展シナリオテーマ 
 
注） 「関連する注目領域等」には、デルファイ調査の中間報告で示された注目科学技術領域のキ
ーワードのうち、関連性が強いものを掲載した。（p.23 の図表 2-13 を参照）  
 
 
 
 
 
 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
科学技術進化モデルの再構築 情報通信新原理、テクノロジーアセスメント 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
情報科学・情報通信技術の進化が、学問の進化過程・科学技術分野の体系を従来とは異なったもの
に変容させている。今後の情報処理技術の進展を踏まえて、科学技術体系の全体像の再構築を描き、
科学技術の各分野が効果的な進展を遂げうるシナリオを描いていただきたい。 
関連する研究分野としては、博物学、分類学、系統学、文化論、進化論、科学史、技術史、パラダイ
ム論、歴史哲学、認識論などが考えられる。 
 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
学協会の意味と活動のあり方 運営、教育、知識の生産、教育のグローバル化、教育の技術、
情報の持続性、技術の継承、文理融合、文化的満足度の高
い社会、倫理的・社会的・法的対応、 
科学技術のマイナス面、合意形成、参加型手法 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 わが国の科学技術の発展において学協会活動は重要な役割が期待されているが、その学協会活動
が必ずしも活性化していないのではないかという危惧の念がもたれている。質の高い成果を生み出し続
け、世界をリードできるような「学協会活動の変貌」はあるかを展望していただきたい。 
・ 学協会活動の意義の変化（政策決定への寄与、世論への影響など） 
・ 学協会の社会への発言力の増減および社会的責任 
・ 学協会の統合・再編 
・ 知的財産権と論文の関係 
・ 学協会の運営（費用・組織など）とおよび論文誌のマネージメント 
・ 学協会の教育への関与 
・ 国際化 
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発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
科学技術人材の育成と処遇 国際化社会、文化と技術の継承・保全、知識の生産、 
教育、人的資源管理、ナレッジ・マネジメント 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
今後、少子高齢化社会を迎える日本において、科学技術人材（研究者、技術者等）の主体はどう変
わっていくのかを見通したうえで、以下のような視点に立った議論を展開していただきたい。 
・ 科学技術を発展させていくために適切な人材 
・ 人材の需要と供給（適材適所の配置、研究組織マネージメント） 
・ 科学技術人材の雇用、科学技術人材の処遇 
・ 国内および国際的な流動化 
・ 適切な人材育成のための教育システム 
・ 高齢化社会に対応するための研究者・技術者の再教育 
・ 知識社会あるいは技術立国を目指すための大学・大学院の役割、など。 
 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
数学の研究発展と数学教育 教育、知識の生産、教育のグローバル化、教育の技術 
ｅ- 教育 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 科学技術全般の基礎とも言える数学の今後の研究発展を展望した上で、若年層の理系離れや数学
力低下を食い止めるため、あるいはトップレベルの研究者を数多く輩出するための数学教育の今後の
方向性を明らかにしていただきたい。以下を含む「数学の研究発展と数学教育」はどうなるか。 
・ 発展する数学研究の分野 
・ 数学と他の学術領域との境界の変化、数学と数理学との関係の変化 
・ 知識の生産としての数学研究 
・ 数学研究と数学教育との関連性 
・ 数学への社会的要請と数学研究の方向性 
・ 数学教育方法の変化 
・ 大学における数学科という存在が変化するか 
・ 大学や研究機関以外の場における数学研究 
 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
基礎科学の位置付け 知識の生産、テクノロジアセスメント、国際化社会 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
今後、30 年間の日本において、科学技術あるいは知識の構造変化のなかで、「基礎科学」の意味・
定義は変化していくのか。基礎科学研究が果たすべき役割はどう変わっていくかを議論していただきた
い。背景として、すでに、科学技術の価値感（成果・恩恵等）は変化しつつある。イノベーションは、イン
ベンション（発明・発見）とは異なる社会的な営みであるが、今後の日本においては、イノベーション政策
が優先される傾向にあると考えられる。また、科学技術のもたらす負の側面への懸念も増している。この
ような状況下では、基礎的な科学研究の果たす位置付けも、当然、変化していくと考えられる。 
・ 基礎科学と技術発展は、分けて考えていくのか、関連付けていくのか。 
・ 基礎科学と応用科学の境界は、広がるのか曖昧になるのか。 
・ 基礎科学研究の担い手は誰か、あるいは、どのような組織か。 
・ 個々の基礎科学研究の価値を、誰がどう評価していくのか。 
・ 基礎研究の重要性を、どのようにして、国民の利益にかなう形として示すのか。 
・ 科学技術の知識としては、何をどのように教育していくか。 
本資料の複製・転載・引用等には承認が必要です。 資 39 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
宇宙科学 知識の生産、情報通信新原理、惑星探査技術、 
太陽系外生命の星探査技術、宇宙と素粒子の研究に関する技
術、有人宇宙活動基盤技術、特殊環境下製造技術 
極限生命の探査・捕獲・培養技術 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
惑星探査や深宇宙探査がもたらす新しい知見が宇宙科学研究をどう変えていくのか。今後 30 年間
の日本において、宇宙科学研究は、何を指向すべきか、あるいは何を優先すべきかを議論していただ
きたい。例えば、 
・ 環境政策やエネルギー・資源政策などには、どのように影響するのか。 
・ 我が国の宇宙科学発展を律速する知識あるいは技術は何か。 
・ 基礎物理あるいは工学的発展などにおいて、最重要課題になるものは何か。 
・ 知識の国際化において、日本の果たすべき役割は何か。 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
長寿社会に対応する再生医療 再生医科学、高齢化社会に向けた医療・福祉 
ライフスタイル、高齢化社会、ユーザ、住民を含めた社会基盤
の総合マネージメント、高齢化社会に向けた医療･福祉、テクノ
ロジーアセスメント 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 長寿社会における医療の問題は、今後のわが国にとって極めて重要な問題である。現在注目を集め
ている再生医学が長寿社会の医療において果たす役割や、克服すべき課題を再生医学の研究発展の
展望とともに明らかにしてもらいたい。 
・ 高齢化社会における「長寿」の意味 
・ 再生医学研究の進展が社会をどう変えるか？ 
・ 臓器移植や臓器交換が簡便（技術的およびコスト面で）になるか？ 
・ 長寿社会における再生医学の意味？ 
・ 治療「薬」という概念から、治療「臓器」という概念の移行 
・ 再生医学や再生医療に対する国民のコンセンサス形成 
・ 安心安全な再生医学や再生医療 
・ 再生医療を受ける側の公平性は確保されるのか？ 
  
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
ナノバイオ技術を利用した創薬 創薬、免疫・内分泌、ナノ・バイオロジー、ナノ材料、材料・合成・
プロセス技術、安心・安全のナノ科学、テクノロジーアセスメント 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 ナノバイオ技術など新しい技術を活用した創薬について展望するとともに、これからのわが国の医療
において薬の持つ意味・意義の変化や、創薬技術のあり方について述べていただきたい。 
・ ナノバイオ技術を用いることにより、新しい創薬は可能か？ 
・ ナノ新材料を利用した薬剤 
・ 副作用の少ない薬剤の開発 
・ 効果的に患部や作用部位に直接に薬を供給する（ドラッグデリバリーシステム） 
・ 薬剤の供給量の自動調節 
・ 安全安心な創薬技術 
 
 
本資料の複製・転載・引用等には承認が必要です。 資 40 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
個人のニーズに対応する新規医療 個人医療、SNPs、個別医療、テクノロジー・アセスメント 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 患者一人一人の体質や経歴、状況に合わせたテーラーメード医療の必要性が認識されてきている
が、こうしたテーラーメード医療に限らず、患者個人のニーズに合わせた医療の展開について、遺伝子
を使った診療技術や新しい創薬技術など医療技術の発展動向と合わせて展望していただきたい。 
・ 個々人の病態や考え方に応じた新規医療技術の提供（治療に対する個人の意志の尊重） 
・ テーラーメード医療の実現性 
・ 簡便で苦痛のない新しい検査および診断技術の開発 
・ 医療の複雑化に伴い増加すると考えられる医療過誤（医療事故）を防ぐシステムの確立 
・ 安心安全な新規医療技術 
 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
低侵襲生体計測と低侵襲医療 QOL 向上を目指した生体機能回復およびその支援 
IT 技術の医療への応用 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 患者の負担を軽減し、ＱＯＬを維持するという観点から、低侵襲医療への期待は非常に高いものがあ
る。これからの低侵襲医療技術および、その前提としての非侵襲・低侵襲生体計測技術の発展動向
を医療現場への導入時期も含めて展望してもらいたい。 
・ マイクロ・ナノ技術・ロボット技術・画像技術等の発展を視野に入れつつ、低侵襲診断技術と低侵襲
手術がどのように社会に貢献してゆくか。 
・ 未来において、生体計測と医療行為の低侵襲化はどこまで進むか。 
・ 医療現場への普及はいつか、その結果、何が変わるか 
 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
脳科学に基づく認知と情動神経機構の
統合的理解 
脳の高次機能、安全・安心社会、人中心の医療 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 感情的な起伏が大きく、問題行動につながるような傾向を持つ若者の増加が、社会的な問題と認識さ
れている。脳研究、神経機構研究など関連科学技術領域の研究の発展や、それらの成果が、教育や犯
罪予防といった領域で活用されうるかについて、展望を明らかにしていただきたい。 
・認知科学、情動領域の神経機構解明 
・非侵襲または弱侵襲の脳内代謝・微量物質移動計測法 
・情動神経機構の生化学的モデル 
・誤認知・異常行動のモデルとその制御 
・予防医学、教育、犯罪予防への応用 
・日本は世界の研究の中心になれるか 
 
 
 
 
 
 
 
 
本資料の複製・転載・引用等には承認が必要です。 資 41 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
感覚補綴（ほてつ）技術 QOL 向上を目指した生体機能回復およびその支援 
高齢化社会に向けた医療・福祉、ライフスタイル 
高齢化社会に向けた医療･福祉、テクノロジーアセスメント 
ヒューマンサポート、ＩＴ技術の医療応用 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 高齢化による運動能力や感覚の低下、あるいは先天的な原因や事故による感覚機能の喪失に対処
し、これらの機能を回復、補完、あるいは劣化抑制するための技術（感覚補綴技術）について研究発展
の動向と、その成果が実用に供される時期や、社会に導入されることによる影響について展望してもら
いたい。 
・ 人間の五感の補完 
・ 劣化抑制 
・ 回復技術 
・ 脳科学・人工知能研究等との関連 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
疾病構造の変化と医療 新規医療技術、脳の病態の理解と治療 
生体防御機構の解明と治療への応用 
IT 技術の医療への応用、人中心の医療と療養支援システムの構築 
新興・再興感染症、高齢化社会に向けた医療・福祉 
社会システム化のための技術、脳研究(教育応用・高齢化社会対応) 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
少子高齢化の進展で、今後 30 年間の日本において、死因となる疾病構造は、どのように変化してい
くか。例えば、 
・ 脳の疾病は、どの程度の割合を占めるか 
・ アレルギー疾患などの治療はどのように対策されるか 
・ 再興および新興感染症に対しての予知や対策はどうなるか、など 
また、疾病構造の変化に対応しつつ、医療サービスの品質を維持するために、すべきことは何か。視
点として、例えば、 
・ 医療技術の進展や医療機関という物的資本と人的資本等を、誰がどのように調整あるいは整備
していくのか 
・ 医療の無駄を省くためにはどうすれば良いか、など。 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
予防医学とリンクした食品科
学 
生体物質測定技術、生体防御機構の解明と治療への応用 
ゲノム・プロテオーム及び生体情報伝達機構の解明と革新的農産物の
作出 
予防医療、生物多様性と生態系の複雑な相互作用の解明 
安全・安心・安定な社会 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
今後、健康維持がより注目されるようになり、予防医学が進展すると考えられる。 
・ 疾病の予防と健康管理の手段は、何がキーになるか。 
・ 日本の予防医学として、食品科学はどういう位置付けになるか。 
・ 研究すべき基礎的な知識は何か。 
・ 研究開発の担い手は誰か。 
・ 健康維持への効果あるいは安全性は、誰がどう判断していくか。 
・ 一般市民にどう伝えていくか。 
本資料の複製・転載・引用等には承認が必要です。 資 42 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
生命科学の学際的発展 情報生物学、ナノバイオロジー、進化多様性 
生物多様性と生態系の複雑な相互作用の解明 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
今後の日本における生命科学の研究およびその成果の実用化の仕組みは、どのように変化するの
かを、主に、学際性に注目して議論していただきたい。例えば、 
・ ライフサイエンスの研究において、生命科学の位置づけはどう変化するのか。 
・ この分野にどのような課題があり、学際性はその問題の解決方法になるのか。 
・ 日本型のライフサイエンスあるいは生命科学の研究スタイルはあるのか。例えば、比較として、米
国の BEACON 等はこれらの問題を適切に解決しうる試みか。 
・ 日本において、生命科学が他分野融合することでどのような発展が期待できるか。 
・ 生物学、医学、物理学、情報科学等の融合は、具体的にはどのように実現していくのか。分野間
の横断的協力の障害があるとすれば、それはどのように解決できるのか。 
・ 誰が、あるいは、どのような団体が、この問題を議論すべきか。 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
五感を活用するコミュニケーション 安全安心社会、人間関係における調和形成、教育 
芸術・文化・遊び 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 現在の情報伝達手段は、視覚（映像、文字など）と聴覚（言語）に比重を置いたものとなっているが、そ
れ以外の人間の感覚を使うことによって、より多彩で、より豊かな内容のコミュニケーションが実現すると
考えられる。日本文化の伝統の中では、こうした情報伝達手段がある程度生かされてきたとも言われて
おり、新しい情報通信技術として、世界へ文化的影響を与えうると期待される。このような五感を活用し
た情報通信技術の可能性について研究動向を展望し、文化や社会への影響について述べてもらいた
い。 
・ 聴覚（言語）、視覚（映像）中心のコミュニケーションからの発展 
・ 心理学・脳内モデル 
・ テクノロジー化 
・ 日本における五感活用の長い豊かな伝統 
・ ３次元表示 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
超大容量情報処理デバイス 超大規模通信、セキュリティ、情報通信新原理 
オプト＆フォトニックデバイス、バイオ融合エレクトロニクス、
分子・有機エレクトロニクス、ナノデバイス、ナノマシン、地球
環境高精度観測・変動予測技術 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 社会システムがさらに高度化していくためには、情報処理能力の拡大は重要であり、情報処理デバイ
スの一層の大容量化が求められる。現時点における水準を遙かに超える超大容量情報処理デバイスの
実現について、半導体デバイスに限らず広範な技術的可能性を展望していただきたい。 
・ 地球環境保全や今後の情報化社会における情報処理能力の必要性 
・ 超大容量（たとえば現状の千倍以上）情報処理デバイス実現性 
・ ここでいうデバイスとは、半導体デバイスに限らない 
・ 実現は Si-LSI 技術で可能か、置き換わるとすればどの技術の可能性が高いか 
・ 光、磁性、バイオなどが、またはナノテクノロジーが革新的素材・技術として寄与できる可能性はある
か 
本資料の複製・転載・引用等には承認が必要です。 資 43 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
情報通信システムにおける超低消費電
力技術 
超大規模通信、セキュリティ、集積システム、シリコンエレクト
ロニクス、材料・合成・プロセス技術、ナノデバイス 
科学技術革命、省エネ志向 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 ユビキタス社会を目前にして情報通信システムにおける低電力消費化はこれまでにも増して大きな意
味を持っている。現時点における水準を遙かに超える超低消費電力技術の実現について、デバイスだ
けではなく、端末等も含めて広範な技術的可能性を展望してもらいたい。 
・ 情報通信システムにおける電力消費問題（どこを改善すべきか） 
・ ＬＳＩ等の部品の徹底的な低消費電力化（たとえば現在の千分の一） 
・ 本テーマは半導体デバイスの低消費電力化に限らない 
 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
超高速大容量ネットワーク 情報通信、エレクトロニクス、安全・安心・安定社会 
IT 技術の医療応用、エンターテイメント 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 将来の情報通信ネットワークのさらなる高速化・大容量化について、現在の水準を大きく上回る技術
の可能性を展望していただきたい。 
・ セキュリティが保証された超大容量ネットワーク（現状の百倍～千倍） 
・ メンテナンスを含めてリーズナブルなコストで、実現できるネットワークであるか 
・ 社会インフラとしての供給 
・ ネットワークの高速大容量化の結果、何が伝えられるようになり、社会がどう変化するか 
 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
生活支援ロボティクス ヒューマンサポート、デジタル家電、ロボットエレクトロニクス、
ＩＴ技術の医療応用、エンターテイメント 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 生活の利便性向上や独居老人世帯の生活のクオリティー向上等において、家庭内へのロボット工学
の導入が期待されている。家庭に導入され、生活を支援することで人間の生活に寄与できるロボット工
学について展望するとともに、これからの家庭内でのロボティクス活用の意義やメリット、効果などについ
て明らかにしてもらいたい。 
・ 家庭内でのロボティクス活用の可能性 
・ ロボティックスが生活サービスに貢献する意義 
・ ロボティックスが家庭生活のクオリティーを変えていく効果 
・ どのようなロボット工学が発展すべきか 
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発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
ヒューマノイド（人型ロボット）技術 ヒューマンサポート、ロボットエレクトロニクス 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 わが国はヒューマノイド（人型ロボット）技術について世界で最先端であるが、こうしたヒューマノイド技
術について技術的な展望を行うとともに、人型であることの意味、登場分野についての将来展望を明ら
かにしていただきたい。 
・ ヒューマノイド（人型ロボット）技術 
・ 進化と登場分野 
・ 人型であることの意味 
・ ロボットが自立する必要性と、実現に必要な技術 
・ 製造物としてのリスク回避 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
ＧＰＳ技術による情報サービス ヒューマンサポート、ユビキタス 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 国土数値情報基盤の整備が進み、こうした基盤とＧＰＳによる位置情報の組み合わせにより多様な情
報サービスの展開が期待されている。今後のＧＰＳ技術の発展を展望するとともに、ＧＰＳ技術を使った、
より高度な情報サービスの可能性や、産業としての規模、社会に普及するための条件などについて将
来の見通しを記述していただきたい。 
・ 運営システム 
・ ＧＰＳの屋内配置 
・ 代替技術 
・ 静的物体、動的物体の高精度位置同定 
・ 位置による情報のサービス 
・ 質の向上と量の効果 
・ 社会インフラとしての意味 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
ソフトウェアエンジニアリング ヒューマンサポート、高度 IT 利用 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 わが国はソフトウェアを創り出すことが不得手だと言われている。ソフトウェアを創り出す技術の今後を
展望するとともに、将来、わが国がソフトウェア領域におけるものづくり（ソフトウェア製造・生産）先進国と
なるためには、どのような分野のソフトウェアエンジニアリングに注力すべきなのか、日本の弱点を克服
するための方策は何なのかについて明らかにしてもらいたい。 
・ ソフトウェア創出方法論 
・ ソフトウェア領域における「ものづくり」という概念 
・ ソフトウェアにおける高生産性と高品質化 
・ 創りだすべきソフトウェア 
・ 革新的なソフトウェア生産方法があるとすれば？ 
・ オンデマンド性 
・ 日本の弱点の克服 
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発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
情報技術による生物模倣 脳の発生・発達、脳の高次機能、情報生物学、進化多様性 
ヒューマンサポート、脳研究(教育応用・高齢化社会対応) 
超トランスペアレント通信／ヒューマニンターフェース 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
生物の情報処理機構を解明して、それらの機能や機構を模倣することで、新技術を実現するという情
報技術が進むだろうと考えられている。このようなアプローチにおいて、30年程度の後の到達点あるい
は到達目標の見通しを示していただきたい。 
・ 生物システムの機能、例えば、知能化の要素、機械あるいは化学システムなどの要素は、どこまで
進み、どのあたりが研究の中心になるか。 
・ 擬似的な心を持った知能機械システムは可能性か。プロアクティブ・コンピューティングは、ひとつ
の解になりうるか。 
・ どのような生物学的研究（例えば、脳、遺伝子、細胞、神経、免疫等）との融合を、積極的に進める
べきか。 
・ 一般市民生活に普及あるいは影響するような技術が出てくるのか。 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
量子情報技術 情報通信新原理、セキュリティ、ナノプロパティ 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
量子計算、量子情報理論、量子アルゴリズム設計、量子コンピュータ、量子通信技術、量子暗号、量
子中継、光量子科学等の理論や技術はどのように発展するかを、以下のような視点から展望していただ
きたい。 
・  現在までの科学技術で実現できるものとできないものはなにか 
・  30年後までの見通しがつく技術とつかない技術はどれか 
・  30年程度では実現できない技術があるとすれば、その技術へのブレークスルーはどのあたりにあ
るか 
・  ハードで実現している領域と、理論的研究がかけ離れている分野については、どのように研究を
進めていけばよいか 
・  これらが進展したときに、その恩恵を受けるものはなにか 
・  高度科学技術計算(High Performance Computing)の発展にどのように影響するか、 など 
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発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
情報通信環境 ヒューマンサポート、セキュリティ、セキュリティエレクトロニクス、ストレー
ジ、ディスプレイ、社会システム化のための技術、ユビキタス 
安全・安心・安定な生活 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
情報通信環境に関しては、今後30年間の日本において、どのように変化していくかを展望していただ
きたい。例えば、 
・  情報通信サービスは、どのように発展、変化していくか。モバイル通信は、どのように発展するの
か。個人、企業等はそれをどう活用していくか。だれでも十分にサービスを享受できるように、アク
セシビリティの向上は図られるのか。 
・  人間の外界認知能力・システムとの関連研究はどのように進むのか。出力デバイスはどのように発
展し、インターフェースとして、どのような役割をするのか。 
・  安心して情報通信サービスを利用できるセキュリティ技術、あるいはモラルの維持は、どのような
方法で実現されるのか。情報管理と個人のプライバシーの考え方は、どのように変わるのか。 
・  倫理、法制度はどの程度確立される必要があるか。他国からのサイバー攻撃への対抗措置はど
の程度必要か。 
・ この分野で、科学技術の成果はどこまで問題を解決しうるか。もし、民間主導では研究開発が進み
にくいところがあるならば、それは何か。 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
低エミッション都市 環境問題の解決と循環社会、科学技術革命 
環境経済指標、循環型・低環境負荷製造技術 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 巨大なインフラや数多くのシステムが構築され、人間の各種活動も集中している都市は、環境に対し
ても大きな負荷を与えている。今後、わが国が持続可能な社会を構築していく上で、環境に対して負荷
の小さい「低エミッション都市」を実現していくことは重要であろう。こうした低エミッション都市を実現する
技術の発展を展望し、どのような水準の環境低負荷な都市が実現可能であるかを明らかにしていただき
たい。 
・ 都市における不用品やごみ等の処理問題の改善 
・ 製品ライフサイクル意識 
・ 循環・リサイクル型技術（生分解プラスティックなど）と普及 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
環境観測 環境、ライフサイエンス、地球環境高精度観測 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 地球全体の環境、あるいは地域の環境を保全していくために、まずは環境をセンシングすることが前
提となる。リモートセンシング技術だけでなく、新たな視点からの環境計測技術も展望することにより、環
境計測がどのようになっていくのか、また、その技術発展のうえで、わが国（政府・民間）の果たす役割は
何であるのかを論じていただきたい。 
・ 環境センシングとしての計測技術の発展 
・ 大気、土壌、河川、地下水等のモニタリング 
・ 市民生活の保護 
・ データの情報化と情報の社会利用 
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発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
環境問題解決のための科学技
術指標 
環境、環境経済指標、ライフスタイル、資源アセスメント、革新的原子
力システム、ナレッジ・マネジメント、意思決定・ガバナンス・マネージ
メント、公的部門のガバナンス・マネージメント 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
環境問題を解決するためには，異なる目的をもつ主体間の利害対立をどのように調整するかというガ
バナンスが不可欠であり、社会的合意を得るためには、利害対立を乗り越えるだけの科学技術指標が
必要である。科学技術指標の今後を展望していただきたい。 
・ 科学技術の発展に伴い、結果として、地球あるいは生物に悪影響を及ぼしてしまう可能性の高
い科学技術をどのように見分けるのか。 
・ 理論展開、データ収集、予測技術、効果あるいはリスクの評価等の各段階において、有用と考え
られえる科学技術の適用可能性やそれらの限界を議論して頂きたい。 
・ これらの科学技術指標は、いつ、どのような形で提供され、それらの恩恵を期待できるのはいつ
ごろか。 
 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
環境修復技術 地球レベルの環境対応、資源アセスメント、生物多様性と生態系の複雑な相
互作用の解明、生態系を調和し、環境を向上させる生産技術開発、建築スケ
ールにおける環境対策、環境にやさしい効率的な物流マネージメント、環境・
エネルギーナノ材料、社会インフラ関連高度製造技術 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
環境問題が深刻化すると、それを修復する技術の重要性が増すと考えられる。 
・ 個々の環境破壊に対して、誰がいつ警告を発するべきなのか。 
・ どのような技術により、どの程度までは修復可能になるのか。（例えば、砂漠の緑化は可能か、水
産資源の枯渇は復活させられるか、復活可能あるいは不可能な公害対策は何か、など） 
・ 日本において、今後 30 年間で、必要となる環境修復技術は何か。 
・ 日本に対して求められる国際貢献で、今後の日本が提供できる地球レベルの環境修復技術に
はどんなものがあり、それは、いつごろ、どこに対して貢献できるのか。 
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発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
計算機シミュレーションに
よる材料設計 
ナノ材料モデリング・シミュレーション、ナノプロパティ、ナノ加工・造型・製
造技術、ナノデバイス・センサ、新規製造技術・材料加工技術、安全・安
心のナノ科学、特殊環境下製造技術 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
材料開発に携わる者が「試行錯誤」から解放されるように、計算機上での試行錯誤を実現し、得られ
たモデルにナノテクノロジーを適用して、実際の材料やデバイスにする、という手段はいつ実現するのか
を、以下のような観点を踏まえつつ、展望していただきたい。 
・ 計算機シミュレーションは、材料の研究開発のやり方をどう変えるのか。それは効率的な方法な
のか。 
・ 計算機シミュレーションにより、自然界には存在し得ない新しい機能や構造を有する物質・材料
を作り出すことができるか。 
・ 計算機シミュレーションは、新規な製造技術や材料加工技術を導き出すか。 
・ 計算機シミュレーションにより、特殊環境下での実験等が不要になるか。 
・ 計算機能力は、いつまでにどの程度が必要か。それは、当該分野の発展を律速するか。 
・ 新材料の創生に新物質は必要か。あるいは、適正な材料設計に新材料は必要か。 
・ 分子、原子レベルの人為的操作は、世界の社会・経済・規範に対して、どのような良い影響ある
いは悪い影響を及ぼすか。悪影響があるとすれば、それを回避する手段はあるのか。 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
計測技術 ナノプロパティ、ナノ計測、分析技術 
ナノ加工・造型・製造技術、ナノデバイス・センサ 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
顕微鏡等の技術的な進化、必要とされる計測技術のバリエーション、測定技術のシステム化等を俯
瞰することにより、計測技術の進展がナノテクノロジーの発展や材料開発にどのような寄与があるかを展
望していただきたい。 
・ 日本が今後特に力を入れるべき計測分野があるとすれば、それはどの分野か。 
・ 計測技術のなかで、特に大きな発展が期待できるものは何か。 
・ 特殊計測技術のなかで、普及技術となるのはどれか。 
・ 特に産業発展に寄与する技術となりうるのはどれか。 
・ 研究成果はいつごろ計測技術として確立し、どの程度になれば普及技術となるのか。 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
燃料電池開発と社会への普及 エネルギー・資源、エネルギー変換・蓄積デバイス 
水素エネルギーシステム、分散型エネルギーシステム 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 今後のエネルギーとして燃料電池が注目を集めている。燃料電池は、ライフラインとしての電力供給か
ら、自動車の動力、パソコンの電源まで、広範囲な応用分野が考えうる。燃料電池技術の発展動向を展
望するとともに、燃料電池が普及する社会の展望、および普及するとすれば、その際の留意点（課題、
政策、社会への影響など）を明らかにしていただきたい。 
・ 水素エネルギー社会の実現（水素の生産・貯蔵・輸送等の技術、供給インフラ構築） 
・ コスト・寿命等の課題と実現性、あるいは、どのような順序で発展していくのか 
・ 化石燃料をベースとした社会からの移行は起こるのか 
・ 自動車等の交通システムへの影響 
・ 社会・人間側のアクセプタンス（生活スタイル・環境問題） 
・ エネルギーの供給と消費、環境問題との関連 
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発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
省エネルギー エネルギー変換・利用・効率化、再生可能エネルギー 
資源アセスメント、環境と経営 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
日本の人口はまもなく減少傾向に向かうと予想されているが、現在までのエネルギー消費量は増加
の一途をたどっており、依然、「エネルギー多消費型社会」の様相を呈している。我々は地球規模でエ
ネルギー・環境問題を考える必要性に直面する一方で、日本国内でのエネルギー (Energy)、環境
(Environment)、経済成長(Economy)の３Ｅを同時に満たす解決策の必要性にも迫られている。日本のト
ータルエネルギー使用量は、今後 30 年でどのように変化し、どの程度の省エネルギー対策が必要にな
るだろうか。 
省エネルギーは、産業部門における各種製造工程の合理化や電力のようにエネルギー変換部門で
の高効率化等により一次エネルギー自体の投入量の削減をもたらす省エネルギーと、民生や運輸部門
のように一般の消費者等の最終エネルギー消費自体を削減するものとに分類できるであろう。例えば、
以下のような観点から、省エネルギービジョンを描いていただきたい。 
・ 各部門の変化、優先順位 
・ 省エネルギーの実行者 
・ 省エネルギー製品の開発・普及 など 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
容易に真似の出来ない設計・製造技術 高付加価値製品製造技術、高度 IT 利用製造技術 
バーチャルデザイン製造技術 
ナノ加工・微細加工、物性特異制御 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 かつてわが国が大きな競争力を持っていた種々の製品は、諸外国の製品化技術向上と生産力向上
によって、優位性を脅かされている。今後のわが国にとって、容易に真似されない（競争力を長期にわ
たって保持することができる）設計・製造技術とはどのようなものであるのかについて論じ、将来を展望し
ていただきたい。 
・ 容易に真似が出来ないとはどういうことか？（企画デザイン、設計、製造方法等） 
・ 国際競争力を左右する要素 
・ 日本が特に注目すべき分野 
・ 具体的方法（基本科学、技術、人材育成、ブラックボックス化の是非等） 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
超多品種少量自動生産システム 製造に関わる人間・ロボット、高付加価値製品製造技術 
高度 IT 利用製造技術、バーチャルデザイン製造技術 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 超多品種少量生産の究極の姿として想定される、迅速かつパーソナルニーズに対応可能な生産シス
テムの進化シナリオを記述していただきたい。 
・ 超多品種少量生産の究極の姿 
・ 自動化の程度 
・ オンデマンド・迅速性・パーソナルニーズ対応 
・ 自動化生産システムの進化（ex.ライン型からセル型への変化の次はなにか） 
・ 自動化生産システムの将来スタイル 
・ 産業別の特徴的なスタイル（バイオ・食品・化学工業・・・） 
・ 国際競争力 
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発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
社会インフラの再生と維持管理 社会基盤、社会技術、環境、エネルギー・資源 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 わが国の社会インフラの装備率や今後の経済成長率を考えた場合、老朽化していく社会インフラを再
生させ、維持管理していくことは、安全安心社会確保のうえで、必須の事項と考えられる。こうした社会イ
ンフラを維持・更新するための技術の発展動向を展望するとともに、社会的なコストや防災という視点か
らの維持の考え方など、これからのわが国の社会インフラの維持管理のあり方を論じていただきたい。 
・ 社会インフラとしての大型構造物の老朽化 
・ 大型建築建設に要する資源の確保・維持管理・余寿命・資源の再利用など 
・ リスクベースデザイン、リスクベースメインテナンス 
・ 技術開発からの視点と社会システムからの視点のマッチング 
・ 大量廃棄物等の環境問題、国家的経済事情 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
地球深部探査 エネルギー・資源、フロンティア（海洋） 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 深海を含む地球深部の探査は、純粋な科学技術の研究としてだけでなく、貴重な資源を開発すると
いう観点からも、わが国にとって重要な技術である。こうした地球深部探査技術について技術の発展動
向を展望するとともに、わが国が海外に対して競争力を持ち得る、あるいは貢献をし得るための方策に
ついて論じていただきたい。 
・ 地球深部探査技術 
・ 深海探査、海洋開発 
・ 枯渇しつつある化石燃料や希少金属と、将来のエネルギー・資源創出方法 
・ エネルギー・資源の確保 
・ 競争力確保あるいは国際貢献 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
衛星技術 衛星基盤技術、地球レベル環境対応、地球環境高精度観測・変動予測技
術、科学技術革命を先導する宇宙・海洋・地球技術 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
安心・安全な社会の実現に対して、衛星技術の発展は寄与するかどうかを議論していただきたい。 
・ 例えば、衛星からの地球観測により、大規模災害や人が近づけない危険な地域の状況把握な
ど、が可能になれば、社会へどの程度寄与できるか。 
・ 衛星の打ち上げ技術は国の科学技術力を示す指標のひとつとなるのか。 
・ 世界的に見て、人工衛星や海洋調査船等により地球規模の観測が実施され、体制整備が整う
のはいつごろか。 
・ 日本において、得られる膨大な情報を、途上国を含む全世界に有益な形で提供し、持続可能な
開発に資することができるようになるか。 
・ アジアの一員としての我が国が、アジア諸国と共に地球観測による情報を共有し、アジアの発展
に資するような展望がひらけるか。 
・ 地球観測情報の収集・管理・流通等の情報技術は、どうあるべきか（時間、流通量、情報の内
容、コストなど）。 
・ 地球観測情報の高度処理技術の発展（自然科学データと社会経済データとの融合、社会への
有益な情報への変換など）はどうなるか。 
・ 社会経済的なメリット・コストパフォーマンス等は、今後、何を指標に議論するようになるのか。 
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発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
食料安定供給 農林水産・食品分野、安全安心長寿健康社会、科学技術革命 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 食料自給率の低いわが国にとって食糧の安定供給は、将来的にも重要な課題であり続ける。海外と
の協調による食料輸入を前提としつつ、国内農業の生産性向上や「安全な食」を維持・達成するための
技術について展望し、将来のわが国の人口に対して安全な食糧を安定的に供給していくことへの貢献
や課題について論じていただきたい。 
・ 食料確保への不安要素、安定供給手段 
・ 食料安定供給へ貢献する科学技術の進展と、それらの貢献度合 
・ 食品科学の発展 
・ 環境問題、人口変動 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
災害後の復旧 情報通信、超大規模通信、ユビキタス 
地球環境高精度観測、地球深部観測技術、防災 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 わが国は災害を回避する観点から地震予知に取り組んできたが、地震を含めて大きな災害の発生を
100％回避することは不可能である。むしろ、発生した災害の被害を最小限に食い止め、可能な限り短
時間で復旧を行う技術の重要性が大きいと言える。こうした災害（自然災害のみならず大規模事故も含
む）からの復旧（救助など直後の対応技術も含む）のための技術の発展動向を展望し、各技術の実現
時期や社会システムへの導入について論じていただきたい。 
・ 防災と復旧に貢献する科学技術 
・ 災害時の被災者の探索および救助 
・ 危険物の除去を自動あるいは半自動で行うシステムあるいはロボティクス 
・ 情報通信技術はどこまで進展し、寄与するか 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
自動車社会 インテリジェント化による交通安全、ヒューマンサポート 
化石資源のクリーン利用技術、地球レベルの環境対応 
交通機関の環境対策、カーエレクトロニクス、高齢化社会 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
国によって程度の差はあるものの、移動および輸送に関して、自動車という手段が発展傾向にあるこ
とは世界的に見て共通であると考えられる。日本における自動車社会は、今後 30 年の間に、どう変化し
ていくか。 
・ ドライバーの高齢化が進む日本では、モビリティ手段であるクルマへの安全要求はますます大き
くなると予想されるが、どのような技術発展が見られるのか。 
・ 自動車技術は、情報通信、エレクトロニクス、エネルギー、環境等の分野の技術発展に、どのよう
な影響を与え、また、どのような恩恵を受けるのか。例えば、自動運転などは進展するのか。 
・ 自動車は、単なる移動手段ではなく、人間生活をより豊かに、便利にする機能を備えた移動空
間に変貌するのか。 
・ 自動車事故の削減は図れるのか。技術発展の結果、交通事故の責任の所在が難しくなる傾向
にあるか。自動車自身の改良や道路整備が、それらの解決策となるのか。 
・ 環境やエネルギーに与える影響はどれほどで、悪影響を科学技術的に回避できるのか、あるい
は、自動車社会の発展に制限が必要になるか。 
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発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
金融におけるリスク管理 産業基盤、、IT による分散・集中の最適化 
プロジェクトマネジメント、ナレッジマネジメント 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 安全・安心な社会の一要素として、金融のリスク管理は不可欠である。しかしながら、製造業等の技術
水準に比べると、我が国の金融分野における管理技術は、世界の先端水準には追いついていないの
ではないかという指摘もある。科学技術が貢献しうる金融分野のリスク管理技術を展望し、注目すべき科
学技術を論じていただきたい。 
・ 金融機関のリスク管理 
・ リスク分散のための理論と技術 
・ ファイナンス理論、ゲーム理論、取引理論、インセンティブ理論等の貢献 
・ 情報通信手段の発展とインフラ整備 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
経済変動の予測技術 ヒューマンサポート、ユビキタス、リスク管理、意思決定・ガバナン
ス、安全・安心・安定な生活、国際化社会 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 情報処理技術の発達や新しい経済理論などにより、経済の変動を予測するための科学技術は向上し
ていくものと考えられる。こうした科学技術の動向について展望したうえで、これらの科学技術が市場や
経済政策に与える影響について論じていただきたい。 
・ だれでもどこでも情報を入手することのできる社会 
・ 完全競争市場 
・ 市場（経済変動）の予測技術 
・ 株・為替・債券などの個々の予測精度はどこまで上げられるのか 
・ 人工知能等の技術導入 
・ ファイナンス理論、経済物理学等が、政府や企業の意思決定に資する可能性 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
少子社会における「次世代」の心身健
全育成 
新規医療、脳の発生・発達 
教育 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
 少子高齢化社会では、ややもすると高齢者の利便性が優先されてしまう可能性があるが、実は、少子
社会においては、子供をいかに健全に育てていくかが、より優先すべき重要課題である。社会全体の制
度改革なども重要な要素ではあるが、科学技術の発展も子供の健全育成に大きく寄与しうるはずであ
る。幼・少・青年それぞれの年齢層において心身共に健全に育てていくために科学技術が寄与する効
果・成果を展望し、科学技術の成果をより有効に社会に生かしていく施策について論じていただきた
い。 
・ 寄与の大きい科学技術とその発展 
・ 先天性疾患の予防、乳幼児の事故防止 
・ 幼・少・青年期転換点の健全な通過（家族・教育・社会） 
・ 知育・体育・徳育のバランス、適時化 
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発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
情報投資による効率向上 社会システムのための技術、ソフトウエア技術 
ナレッジ・マネジメント、リスク管理・ファイナンス 
経営における競争と強調、サービス産業・部門の生産性向上 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
企業や行政府等の組織が情報投資を行う理由は，それによって新しいサービスを提供するか、効率
性を高めることにあり、そのことを何らかの利益に繋げるためである。一般に新サービスの提供は可能で
あるが、情報投資によって実際に効率性が上昇しているかどうかを定量化することは、一部の場合を除
いて容易ではない。 
・ 情報投資のようなインタンジブルアセットへの投資と、組織の効率向上との関係を定量的に評価
できるようになるのか。 
・ 効率向上の定量化の結果、どのような情報投資が有効とされるようになるのか。 
・ 情報投資の無駄を、客観的に見出すことは可能になるか。 
・ 今後 30 年の間に、情報投資と組織形態あるいはマネジメントの関係はどう変わっていくか。 
・ 公共的なサービスにおいても、同様の効率向上は望めるのか。 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
科学技術におけるアジア
の多様性と融合 
国際化社会、人口非集中地域の社会基盤技術、地球レベル環境対応、
高齢化社会、産業基盤の地域的な分散・集中による最適化 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
日本の今後の科学技術発展にとって、アジア各国との地域的な融合の重要性はいかなるものかを論
じていただきたい。 
・ 今後 30 年という時間において、自然科学的・工学的・人文科学的なアプローチは、多様性と融
合の点で、どのように進展するのか。 
・ アジアでは、多様性が維持される方向か、あるいは、なんらかの統合が進む方向か。それは、世
界の他の地域との科学技術的な関係に比べてどうか。なにかしらの意図が働くべきか、自然にま
かせるべきか。 
・ 文化的理解は、科学技術的な多様性と融合に、どういう影響を与えるか。 
・ もし、特に融合あるは協調すべき分野があるならば、それはどの分野か。それを妨げる要因はな
にか。 
・ もし、日本がアジアに貢献あるいは依存すべき科学技術分野があるならば、それは、どの分野
か。それを妨げる要因はなにか。 
・ 産業発展とは、どの程度リンクするのか。 
 
本資料の複製・転載・引用等には承認が必要です。 資 54 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
芸術・文化・遊びと科学技術 芸術・文化・遊び、教育、知識の生産、超トランスペアレント通信・ヒ
ューマンインターフェース、デジタル家電、エンターテインメント、国
際化社会、知識の生産 
簡略な内容紹介：シナリオ作成者に記述して欲しい内容を質問形式で記述 
今後 30 年間の日本において、芸術・文化・遊びの価値はどのように変化し、どのように科学技術と関
連するか。例えば、 
・ 芸術・文化・遊びは、発明・発見、イノベーション、技術的発展、デザイン等の要素として貢献す
るか。その逆はどうか。 
・ この領域では、科学技術が産業にどの程度寄与するか。産業の牽引役となり、労働人口を吸収
する雇用先となるか。 
・ 芸術・文化・遊びは、知的社会の形成あるいは知識の生産に繋がるか。教育および教育機関と
は、どのような関係をもつのか。主として、芸術・文化・遊びの要素を専攻した人材は、科学技術人
材となりうるか。 
・サービス生産の場面に、芸術・文化・遊びがどのように重要となるか。 
・知識社会への移行と芸術・文化・遊びとの関係は、あるいは、創造性向上と芸術・遊びの関係はど
のように変化するか。 
・ライフスタイルの変化や精神・倫理の尊重の面での役割は変化するか など 
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資料６：投票結果の詳細 
 
 
第１次発展シナリオテーマの投票結果 
 
凡例：①候補者数、②投票者数、③投票数、④追加推薦数 
分野 シナリオテーマのタイトル ① ② ③ ④
科学技術の 科学技術進化モデルの再構築 18 38 63 5
一般課題 学協会の意味と活動のあり方 22 52 85 8
基礎科学 数学の研究発展と数学教育 15 12 18 4
ライフサ 長寿社会に対応する再生医療 13 26 47 1
イエンス ナノバイオ技術を利用した創薬 21 30 51 2
 個人のニーズに対応する新規医療 11 24 41 4
 低侵襲生体計測技術と低侵襲医療 9 23 41 2
 脳科学に基づく認知と情動神経機構の統合的理解 14 25 45 0
 感覚補綴（ほてつ）技術 13 13 23 1
情報通信 五感を活用するコミュニケーション 13 20 34 1
 超大容量情報処理デバイス 13 21 39 2
 情報通信システムにおける超低消費電力技術 18 19 33 0
 超高速大容量ネットワーク 18 30 51 2
 生活支援ロボティクス 22 29 52 4
 ヒューマノイド（人型ロボット）技術 8 21 36 2
 ＧＰＳ技術による情報サービス 22 39 70 2
 ソフトウェアエンジニアリング 6 15 23 3
環境 低エミッション都市 20 30 47 4
 環境観測 14 38 66 6
エネルギー 燃料電池開発と社会への普及 16 26 44 3
製造技術 容易に真似の出来ない設計・製造技術 8 12 19 1
 超多品種少量自動生産システム 10 12 20 0
社会基盤 社会インフラの再生と維持管理 22 30 49 5
フロンティア 地球深部探査 14 20 38 0
安全・安心 食料安定供給 14 24 37 7
な社会のた 
めの技術 
災害後の復旧 14 28 47 4
産業・社会 金融におけるリスク管理 8 9 18 0
 経済変動の予測技術 11 8 14 0
 少子社会における「次世代」の心身健全育成 9 27 51 1
合計  416 701 1202 74
注：候補者数は重複を含むため、図表 3-2 の数とは一致しない。 
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第２次発展シナリオテーマの投票結果 
 
凡例：①候補者数、②投票者数、③投票数、④追加推薦数 
分野 シナリオテーマのタイトル ① ② ③ ④
科学技術の 
一般課題 
科学技術人材の育成と処遇 12 36 47 11
基礎科学 基礎科学の位置付け 14 25 34 6
 宇宙科学 13 15 26 3
ライフサ 疾病構造の変化と医療 8 21 32 2
イエンス 予防医学とリンクした食品科学 16 23 38 3
 生命科学の学際的発展 18 30 51 2
情報通信 情報技術による生物模倣 8 17 31 1
 量子情報技術 5 12 19 0
 情報通信環境 5 22 30 5
環境 環境問題解決のための科学技術指標 8 32 50 4
 環境修復技術 15 32 52 5
ナノテク・ 計算機シミュレーションによる材料設計 16 17 28 1
材料 計測技術 19 30 55 2
エネルギー 省エネルギー 8 22 37 0
フロンティア 衛星技術 17 24 43 2
安全・安心 
な社会のた
めの技術 
自動車社会 7 11 14 4
産業・社会 情報投資による効率向上 5 12 18 1
 科学技術におけるアジアの多様性と融合 8 24 36 7
 芸術・文化・遊びと科学技術 9 13 18 2
合計  211 418 656 61
注：候補者数は重複を含むため、図表 3-2 の数とは一致しない。 
 
  
調査担当  （2005 年 3 月 31 日現在） 
調査の全体的な運営について、文部科学省科学技術政策研究所と財団法人未来工学研究所が担当した。 
 
 
 
文部科学省科学技術政策研究所 
（全体統括） 
桑原 輝隆 科学技術動向研究センター長 
(取りまとめ) 
奥和田久美 科学技術動向研究センター上席研究官 
伊藤 裕子 科学技術動向研究センター主任研究官 
藤井 章博 科学技術動向研究センター主任研究官 
 (概要作成・報告書作成等担当) 
伊神 正貫 科学技術動向研究センター研究員 
伊藤 裕子 科学技術動向研究センター主任研究官（再掲） 
今田 順 科学技術動向研究センター特別研究員 
奥和田久美 科学技術動向研究センター上席研究官（再掲） 
小松 裕司 科学技術動向研究センター特別研究員 
牧山 康志 第２調査研究グループ主任研究官 
辻野 照久 科学技術動向研究センター特別研究員 
福島 宏和 科学技術動向研究センター特別研究員 
藤井 章博 科学技術動向研究センター主任研究官（再掲） 
横田 慎二 科学技術動向研究センター主任研究官 
 (調査補助) 
香月 理恵子 科学技術動向研究センター事務補助員 
坂本 馨         科学技術動向研究センター事務補助員 
谷村 幸枝 科学技術動向研究センター事務補助員 
 
 
財団法人未来工学研究所 
菊田 隆         主席研究員 
佐脇 政孝 主席研究員 
高橋 寿征 研究員 
 
